




平成 17 年度国立環境研究所年報の刊行にあたっ て

平成 17 年度は， 国立環境研究所が独立行政法人と し て最初の中期目標 ・ 中期計画に基づ

いて活動し た最終年度にあた り ます。 本年報は， ５ 年間に及ぶ第 １ 期中期目標期間の業務

の総決算と もいえ る平成 17 年度の実績を ま と めた ものです。

本研究所は，環境研究の主要な学問分野に応じ た研究領域をいわば縦糸と し て設置し，一

方では横糸 と し て， 分野横断型のプロ ジ ェ ク ト および政策対応型調査 ・ 研究セン ター と 研

究基盤ラ ボ ラ ト リ ーか ら な る， マ ト リ ッ ク ス型の研究組織を構成し てお り ます。 こ の特徴

を活かし ながら最重要課題と し て取 り 組んでまい り ま し た，重点特別研究プロ ジェ ク ト （ ６

課題） ， 政策対応型調査 ・ 研究 （ ２ 課題） ， 知的研究基盤整備 （ ２ 課題） は期待どお り ， あ

るいは期待以上の成果をあげる こ と ができ ま し た。

研究施設に関し ては， 台風の被害を受けた苫小牧の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス タ ワーに代わ

る も の と し て， 多 く の関係諸機関のご協力を得て， 山梨県富士吉田にフ ラ ッ ク ス タ ワーが

建築され観測を開始する こ と ができ ま し た。 ま た， 大気観測のための施設を沖縄本島北端

の辺土岬に新設し， こ こでも観測を始めてお り ます。

第 1 期期間の目標と し て， 本研究所はエネルギー消費量の節減 （平成 12 年度値に対し床

面積あた り 10％以上） と二酸化炭素排出量の削減 （平成 13 年度値に対し総排出量の 7％以

上） に取 り 組んでまい り ま し た。 設備を省エネ型に更新し適切な運用管理を進める と と も

に， 全所員が研究活動の活発化 と 環境配慮の両立に向け努力し た結果， 目標以上の成果を

達成でき ま し た。 ま た， 廃棄物の減量は本格的な取 り 組みが遅れま し たが， 着実な成果を

あげてお り ます。

平成 17 年度はまた， 本年 ４ 月から始ま った第 ２ 期中期目標に沿 う 中期計画の作成に努力

を傾注いた し ま し た。 環境省 と の意見交換， 同省独立行政法人評価委員会 ・ 本研究所研究

評価委員会か ら示唆をいただき なが ら， 所内で頻繁に検討を重ねてまい り ま し た。 本研究

所の潜在的能力を十分に発揮し社会的要請に応え る と い う 視点から も， 平成 17 年度の実績

は新たな中期計画の基盤になった と いえます。

本年報には， 平成 17 年度の成果と し て 376 編の研究報告が収められています。 皆様には

今まで以上に本研究所の活動を ご理解いただき ます と と も に， 研究所の今後の発展のため

にも率直なご意見を賜 り ますよ う 宜し く お願い申し上げます。

　 平成 18 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　大　 塚　 柳　 太　 郎
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Ⅰ．概　況





国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
国立環境研究所は， 昭和 49 年， 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置された。

その後， 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため， 平成 ２ 年 ７ 月に， 研究部門の大幅な再編成を行

い， 名称も 「国立環境研究所」 と 改めた。 同年 10 月に

は， 地球環境研究， モニ タ リ ングの中核拠点 と し て 「地

球環境研究セン ター」 を所内に設置し た。

また， 「独立行政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び

「独立行政法人国立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に

基づき，平成 13 年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ

と を契機に， 社会の要請に一層応え られる よ う 循環型社

会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （平成 18 年 4 月 1 日現

在 ： 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター） 及び化学物質環

境 リ ス ク研究セン ター （平成 18 年 4 月 1 日現在 ： 環境 リ

ス ク 研究セン ター） を設け る な ど， 体制が再編 さ れた。

環境大臣が定めた ５ ヵ年の中期目標 （平成 13 ～ 17 年度）

に基づき， これを達成する ための中期計画及び年度計画

を策定し，柔軟な運営によ る質の高い研究活動を効果的，

効率的に実施し てい く こ と を目指し ている。

本研究所の特色は， 研究者の専門分野が物理学， 化学，

生物学， 工学， 医学， 薬学， 人文 ・ 社会科学分野 と 幅広

い構成 と なっている こ と， 大学の研究者や地方公共団体

環境研究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て研究

を学際的に実施し ている こ と， 及び第一級の環境研究を

実施する ために必要な大型実験施設を駆使し， 野外の実

験調査研究 と 併せ， 研究をプロ ジ ェ ク ト 化し て総合的に

実施し ている こ と にあ る。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の予算は， 研究所総体の運営に必要な経費 と し

て運営費交付金 9,254 百万円， 施設整備費補助金 415 百

万円が計上されたほか， 競争的資金や受託等によ り ， 約

3,938 百万円を確保し た。

平成 18 年 1 月 1 日現在の役職員数は 267 名 （役員 ５

名， 任期付き研究員を含む） で， こ のほか， 非常勤の研

究者を研究費によ り 雇用する流動研究員制度に基づ く 採

用を行った。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 (23ha) には， 本館， 地球温暖化研

究棟， 低公害車実験施設， 循環 ・ 廃棄物研究棟のほか，

平成16年度に竣工し た自動車排ガスから排出されるナ ノ

粒子等の超微小粒子の健康影響研究を行 う ナ ノ 粒子健康

影響実験棟など， 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

中期計画の達成に向け， 重点研究分野 （表） を中心に，

以下の環境研究の推進を図っている。 これら の研究活動

については， 研究計画を作成し， 関係者に配布する と と

もに， ホームページで公開し た。

ⅰ 　 重点特別研究プロ ジェ ク ト

社会的要請が強 く ， 環境研究 と し て も大き な課題 と さ

れている ６ つのプロ ジ ェ ク ト を， プロ ジ ェ ク ト グループ

を組織し て実施し ている。

①地球温暖化の影響評価と対策効果

②成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

③内分泌か く 乱化学物質 と ダ イオキシン類の リ ス ク評

価と管理

④生物多様性の減少機構の解明と保全

⑤東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル化 と

持続可能な環境管理

⑥大気中微小粒子状物質 （ＰＭ2.5） ・ デ ィ ーゼル排気粒

子 （ＤＥＰ） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響

評価

ⅱ 　 政策対応型調査 ・ 研究

環境行政の新たなニーズに対応し た以下の調査 ・ 研究

を， 二つのセン ターで実施し ている。

①循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究

②化学物質環境 リ ス ク に関する調査 ・ 研究

ⅲ 　 基盤的調査 ・ 研究

重点研究分野をはじめ， 長期的視点に立った基盤研究

や， 創造的 ・ 先導的調査研究を， ６ つの研究領域等で実

施し ている。

独創的 ・ 競争的な研究活動を促す と と も に， 将来の重

点研究プロ ジ ェ ク ト 等に発展させるべき研究を奨励する

こ と 等のため， 所内の公募 と 評価に基づき運営する所内

公募研究制度に基づき， 奨励研究 30 課題， 特別研究 10

課題を実施し た。

ⅳ 　 知的研究基盤の整備

研究の効率的実施や研究ネ ッ ト ワーク の形成に資する

ため， 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （環境標準試料の

作製等を実施） 及び地球環境研究セン ター （地球環境の

戦略的モニ タ リ ング等を実施） において， 知的研究基盤

を整備し ている。

研究活動評価については， 内閣総理大臣決定 「国の研

究開発評価に関する大綱的指針 （平成 13 年 11 月 28 日）」

を踏ま え策定し た 「国立環境研究所研究評価実施要領」

に基づき， 研究課題の評価を行って き ている。 外部の専

門家によ る国立環境研究所研究評価委員会において， 重
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点特別研究プロ ジェ ク ト 及び政策対応型調査 ・ 研究の年

度評価を行った。 評価結果については， ホームページ上

で公開し ている。

（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報セン ターにおいて， 環境の保全に関する国内

外の資料の収集， 整理及び提供並びに電子計算機システ

ムの運用を行い， 国民等への環境に関する適切な情報の

提供サービ ス を実施し た。

重点研究分野

① 地球温暖化を始め とする地球環境問題への取 り 組み

－温室効果ガスの排出源 ・ 吸収源評価と個別対策の効果評価に関する研究

－地球温暖化に伴 う 地球環境変動の将来見通しに関する観測 ・ 解析 ・ モデ リ ング と影響評価に関する研究

－京都議定書及び第二約束期間への我が国及びアジア諸国の対応可能性の政策研究

－オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の監視 ・ 評価に関する研究

② 廃棄物の総合管理 と環境低負荷型 ・ 循環型社会の構築

－環境低負荷型 ・ 循環型社会への転換支援のためのシステム分析手法と基盤整備に関する研究

－廃棄物の資源化 ・ 適正処理技術及びシステムに関する研究

－廃棄物処理に係る リ ス ク制御に関する研究

－汚染環境の浄化技術に関する研究

③ 化学物質等の環境 リ ス クの評価と管理

－内分泌か く 乱化学物質の リ ス ク評価と管理に関する研究

－ダ イオキシン類の リ ス ク評価と管理に関する研究

－化学物質の環境動態の解明と モニタ リ ング手法の開発に関する研究

－化学物質の リ ス ク評価と管理に関する研究

－環境有害因子の健康影響の発生 メ カニズムの解明と その検出手法の開発に関する研究

④ 多様な自然環境の保全と持続可能な利用

－生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究

－生態系の構造と機能及びその管理手法に関する研究

⑤ 環境の総合的管理 （都市域の環境対策， 広域的環境問題等）

－浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究

－酸性雨等の長距離越境大気汚染と その影響に関する研究

－流域圏の総合的環境管理に関する研究

－湖沼 ・ 海域環境の保全に関する研究

－地下水汚染機構の解明と その予測に関する研究

－土壌劣化， 土壌汚染の機構解明と その予測に関する研究

⑥ 開発途上国の環境問題

－途上国の環境汚染対策に関する研究

－途上国の経済発展と環境保全の関わ り に関する研究

⑦ 環境問題の解明 ・ 対策のための監視観測

－地球環境モニタ リ ング

－衛星観測プロ ジェ ク ト
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１ . １ 社会環境システム研究領域

環境問題の解明や解決には， 理学， 工学， 医学か ら社

会科学ま で を含む広範な領域の研究を推進す る と と も

に， これら の研究を統合し て政策決定者に対し て適切な

メ ッ セージを出さ なければな ら ない。 こ の基本的な政策

ニーズに応え る ため， 社会環境システム研究領域の研究

が推進されている。 こ の領域の主た る研究活動は， （ １ ）

個々の基礎的研究を統合する コ ン ピ ュータ モデル開発，

政策評価のためのシス テム分析手法開発， そ し て これら

のモデルや手法を用いた政策分析か ら構成される 「政策

統合評価研究」 ， （ ２ ） 環境経済学， 国際政治学等， 環境

問題の解明 ・ 解決に不可欠の 「社会科学研究」 ， さ らに，

（ ３ ） 環境情報の体系化や リ モー ト センシング手法の開発

を担 う 「情報解析研究」 の ３ つに大き く 分類される。 そ

し て， 統合評価モデル， 資源循環， 環境計画， 環境経済，

情報解析の ５ つの研究をベースにし て， 重点特別研究プ

ロ ジェ ク ト や政策対応型調査 ・ 研究， 地球環境研究セン

ター と 連携し て， 各種の政策ニーズに対応し た質の高い

研究を推進し てき た。

具体的な研究内容 と し ては， 経済発展 と 環境保全をめ

ざ し てアジア地域にイ ノ ベーシ ョ ンの導入を図る国際共

同研究， 環境産業の効果や生態系の価値を評価する ため

の新しい経済モデル開発， ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト

やマテ リ アル ・ フ ロー解析などの循環型社会形成のため

の定量的分析手法の開発， 地球環境保全に関する国際的

な環境外交交渉の分析， 環境保全のための経済的イ ンセ

ンテ ィ ブの計量， 環境意識や環境関連の消費に関する国

際比較， 森林， 草原， 湿原等の自然環境を保全する ため

の衛星によ る リ モー ト センシング手法の高度化， リ モー

ト センシング ・ データによ る生態系モニ タ リ ング手法の

改良，生態系の変化を予測するための数理モデルの開発，

などがあげられる。

こ の研究領域の成果は， 国連環境計画 （UNEP） ， 気候

変動政府間パネル （IPCC）， 経済協力開発機構 （OECD），

千年紀生態系評価 （MA），アジア環境大臣会合 （Eco Asia）

等の国際機関， 日本， 中国， イ ン ド， 韓国等のアジアの

政府機関， 東京都や愛知県等の我が国の地方公共団体，

民間企業やの環境 NGO などの非政府組織などで活用さ

れ， 具体的な国内外の政策ニーズに応えている。

１ . ２ 化学環境研究領域

人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環と それに基づ く 環境の変化，また複雑化，

多様化する有害物質の汚染 と その環境 リ ス ク を理解し，

それらの課題を解決する ため科学的知見を集積する こ と

が重要であ る。 こ のため化学環境研究領域においては，

環境におけ る物質の計測， 地球レベルあ るいは地域レベ

ルでの動態の解明， 及びその生物学的な意義の解明に関

する研究を行っている。

基盤研究部門であ る化学環境研究領域では， 以下の ４

研究室において，それぞれ独自の研究がな されているが，

研究者の多 く は， 地球環境関連のプロ ジェ ク ト や， 環境

ホルモン， デ ィ ーゼル排ガス粒子等の有害物質関連のプ

ロ ジェ ク ト にも参加し て研究を行っている。

計測技術研究室は， 新たな環境計測技術の開発に主眼

がおかれ， 環境汚染物質分析の高感度化等， 計測技術の

高度化を進めた。 常温動作可能の Ｘ 線検出器の開発， 窒

素同位体比測定方法， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーを活用し た小型

エア ロ ゾル分析装置の開発や， 水素エネルギー関連技術

の研究を開始し た。

計測管理研究室では， ダ イオキシン類に関する各種環

境試料分析法の最適化と環境標準試料 NIES SRM を用い

た精度管理， 残留性有機塩素系農薬や有機フ ッ素化合物

に関する環境モニ タ リ ング手法の開発 と 大気や水質汚染

調査への適用， 微小空気浮遊粒子の炭素成分分析法開発

などの研究を行った。

動態化学研究室では， 環境中元素の存在状態 と 動態の

解明並びに加速器質量分析法の開発研究を進めた。 生体

中有機 ヒ 素の分離条件の検討， 鉱物の酸性化モデルの検

討， Ｘ 線顕微鏡によ るサンゴの解析， 放射性炭素測定法

の微量化手法の開発など を推進し た。 また， 海洋におけ

る残留性汚染物質 （POPs） 等の分布の解明を継続し た。

生態化学研究室では， 脊椎動物に対する内分泌か く 乱

化学物質などの影響評価試験を行った。 また， 霞ヶ浦の

ヒ メ タ ニシの異常に関する調査や， 環境中の医薬品の存

在状況調査を継続し た。 さ ら に， 神栖町ひ素汚染事例に

関連する一連のひ素化合物の分析法を確立し て環境中，

生体中の存在状況 と 生体分子 と の反応性を解明する と と

も に， 分析法精度管理用玄米試料の予備調製を他機関 と

協力し て進めた。

以上の研究の他，主任研究官によ り ，波照間ステーシ ョ

ンにおけ る人為起源 ・ 自然起源ハロ カーボン類の連続観

測， 東アジアにおける HFC-23 排出量の解析， 亜熱帯林

における塩化 メ チル放出の収支解析が行われた。

１ . ３ 環境健康研究領域

環境健康研究領域においては， 環境有害因子 （窒素酸

化物 ・ デ ィ ーゼル排気ガス等の大気汚染物質， ダ イ オキ

シンや環境ホルモンなどの有害化学物質， 重金属， アレ

ルゲン， 紫外線等） が， いかに ヒ ト の健康に影響を及ぼ
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すかに関する実験的 ・ 疫学的研究を行っている。 上記の

環境有害因子の健康 リ ス ク に関する文献レ ビ ューを と り

ま と める業務も， 一部行っている。 また， 研究員の一部

は筑波大学や千葉大学の連携大学院教官 と し て， あ るい

は環境行政に係る国内外の専門委員会委員 と し て活動し

ている。

分子細胞毒性研究室では，ダ イオキシン，亜 ヒ 酸，PFOS

等， 転写因子に作用する こ と が報告されている環境中有

害化学物質の免疫系への毒性影響に着目し， ト キシ コゲ

ノ ミ ク スの手法を用いて影響経路および影響の原因遺伝

子の探索を行った。 さ ら に これら の影響経路や原因遺伝

子の関与を確かめる ために， 細胞株での メ カニズム研究

を行った。 また， ヒ ト と 実験動物の血液 リ ンパ球を用い

て， ダ イオキシン感受性の種差を比較する実験系を確立

し， ヒ ト の リ ンパ球はダ イオキシンに対し て反応性が高

い こ と を明ら かにし た。 生体防御研究室においては， 低

濃度大気汚染物質が免疫－脳神経軸に及ぼす影響を解明

する ため， 鼻部曝露によ る嗅覚系を介し た海馬での情報

伝達因子の変動， 肺胞内での炎症反応の誘導， リ ンパ球

欠損によ る神経伝達物質の変化に関する研究を行い， メ

カニズムの解明も試みた。 また， 大気汚染物質の影響評

価のため肺胞上皮細胞， 基底膜， 血管内皮細胞によ る呼

吸膜構造構築のための研究が行われた。

健康指標研究室では， ヒ 素化合物ががん関連遺伝子の

CpG メ チル化率 と その発現に及ぼす実験的研究， ヒ 素の

酸化還元 と メ チル化を指標 と し た代謝や毒性発現機構に

関する研究などが行われた。 また， 環境ナ ノ 粒子の細胞

内取込み機構や肺表面活性物質におけ る挙動に関する研

究， サイ ト カ イ ン産生を指標 と し た肺感染症モデル動物

を用いた肺障害増悪に関し て研究が進め られた。 疫学 ・

国際保健研究室においては， 人間集団を対象 と し た環境

保健指標の開発のため， 関連データーベースの作成を継

続する と と も に， 人口動態死亡統計を用いた浮遊粒子状

物質濃度 と 循環器疾患， 呼吸器疾患によ る死亡 と の関連

解析を行った。 中国におけ る都市大気汚染によ る健康影

響 と 予防対策に関する国際共同研究では， 瀋陽市の追加

調査を実施し， 小学生の肺機能検査結果 と 粒子状物質濃

度と の関連， 質問票調査の結果解析などを行った。 また，

自動車排ガスの高濃度曝露状況検討のため， 運転中の大

気汚染質曝露調査等を実施し た。

１ . ４ 大気圏環境研究領域

大気圏環境研究領域では， 地球温暖化を始め と する地

球環境問題への取 り 組み， 環境の総合的管理 （都市域の

環境対策， 広域的環境問題）， 開発途上国の環境問題， 環

境問題の解明 ・ 対策のための監視観測， の各重点研究分

野において， 地球温暖化， 成層圏オゾン層破壊， 酸性雨

と いった地球規模の環境問題や， 都市の粒子状物質大気

汚染問題に代表される よ う な地域的な環境問題を解決す

る ための基礎 と な る研究を推進し た。 本年度は， 1 課題

の特別研究， 1 課題の奨励研究， 22 課題の経常研究， 11

課題の外部資金によ る研究を行ったほか， 地球温暖化研

究プロ ジェ ク ト ，成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト ，

PM 2.5・DEP 研究プロ ジェ ク ト 等の併任 メ ンバー と し て，

また地球環境研究セン ターの併任または協力研究者 と し

て， プロ ジェ ク ト 研究等の推進への協力を行った。

大気物理研究室では， 大気海洋結合気候モデルを用い

た温室効果ガスやエア ロ ゾル， オゾンなどの増減に伴 う

過去や将来の気候変化のシ ミ ュ レーシ ョ ン等， 気象学 ・

大気物理学を基礎 と し た大気循環および物質循環の研

究を行った。

大気反応研究室では， 気相の化学反応の研究 と 大気中

の反応性微量成分およびエア ロ ゾルの化学成分の観測に

関す る 研究を室内実験， 野外観測の両面か ら それぞれ

行った。 UNEP の ABC （アジア褐色雲） プロ ジェ ク ト に

も関連し て， 沖縄本島北端辺戸岬に建設し た大気 ・ エア

ロ ゾル観測ステーシ ョ ンにおけ るエア ロ ゾル化学成分の

測定をほぼ通年で行った。 また， 大気中揮発性有機化合

物を多成分同時にかつ リ アルタ イ ムで測定でき るオン ラ

イ ン質量分析計 と し て， プロ ト ン移動反応イオン化－飛

行時間型質量分析法 (PTR-TOFMS) を用いた測定装置を

開発し た。

遠隔計測研究室では， レーザーレーダー （ラ イ ダー）

を用いた観測手法 の開発研究および， 地上， 研究船， 航

空機を利用し た観測研究を行った。 東アジア地域の黄砂

エア ロ ゾル と 人為起源エア ロ ゾルの発生， 輸送に関する

ネ ッ ト ワーク観測を行 う と と も に， 研究船によ る西部太

平洋を中心 と する広域にわた るエア ロ ゾル， 雲の立体分

布 と 光学特性の観測研究を行った。 また， 観測結果を領

域化学輸送モデル， エア ロ ゾル気候モデルの検証等に利

用する ための研究を進めた。 一方， 黄砂エア ロ ゾルの特

性を計測する ための新しい ラ イ ダー手法， 分光法を用い

た大気微量分子の遠隔計測に関する研究を行った。

大気動態研究室では， 温室効果気体および関連物質の

動態を調べる ため， 地上ステーシ ョ ンや航空機， 船舶等

を使って様々な場所で濃度の長期観測や同位体比， 酸素

／窒素比等の測定を行った。 また廃坑を利用し た人工雲

実験を行い， 水滴発生過程の解析を行った。

酸性雨研究チームでは， 越境大気汚染の解明のため，

中国 と 沖縄辺戸岬において酸性雨原因物質の同時地上観
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測を， ロ シア極東地域 と 日本海側に面し た新潟巻で大気

汚染物質の地上観測を行った。 また， 大気汚染物質の樹

木沈着を葉面積単位で測定する手法の開発を行った。

１ . ５ 水土壌圏環境研究領域

水土壌圏環境研究領域では， 酸性雨， 海洋汚染 と いっ

た地球環境問題， 及び湖沼 ・ 海域の水環境保全や水質改

善などの地域環境問題に関し て現象解明， 影響評価， 予

測， 環境改善手法開発等の基礎的研究を行っている。 本

年度は地球環境研究総合推進費 １ 課題， 民間委託研究 ２

課題， 経常研究 ７ 課題， 奨励研究 ２ 課題， 特別研究 １ 課

題， 環境保全調査等請負費 ２ 課題， 国立機関再委託費 １

課題， 文部科学省 ・ 科学研究費補助金によ る研究 ４ 課題，

石油特別会計委託費によ る研究 １ 課題， 産業技術研究助

成によ る研究 １ 課題を行った。

水環境質研究室では， 水土壌環境におけ る微生物の動

態把握， 微生物を用いた水土壌環境浄化技術の開発を

行った。 具体的には， 分子生態学的手法を用いて霞ヶ浦

の微生物群集構造解析を行 う と 共に， ヒ 素によ り 汚染さ

れた土壌の浄化を目的 と し てバ イ オ リ ア ク タ ーを試作

し， ラ ボス ケールで実証実験を行った。 さ ら に， 嫌気性

微生物膜を利用し た省 ・ 創エネルギー型の有機性排水処

理技術の開発を行った。

土壌環境研究室では， 次世代技術利用金属 （銀， イ ン

ジ ウ ム， ビ スマス， アンチモン， ス ズなど） や鉛の土壌

中動態を明ら かにする ため， 土壌環境シ ミ ュ レータ実験

やカ ラ ム実験によ り ， これら金属 と 土壌の結合を解析し

た。 森林土壌の炭素蓄積及びその形態におよぼす土壌母

材 と 人間活動の影響についての調査研究を行った。 さ ら

に， アル ミ ニウ ムの土壌か ら水圏への流出機構に関する

調査 ・ 研究や， 大気酸性汚染物質の植生沈着量の測定な

ど を行った。

地下環境研究室では， 地下水 ・ 土壌域に侵入し た汚染

化学物質を， 界面活性剤や高分子量の有機化合物の水溶

液を注入し て効率よ く 洗浄する手法につき， その効率 と

環境影響に関する研究を行っている。 本年度は汚染物質

の水処理操作の効率に及ぼす洗浄剤添加の影響を検討し

た。 鉄粉によ る ト リ ク ロ ロエチレ ンの脱塩素反応を様々

な構造の洗浄剤を添加し た水溶液中で測定し， 洗浄剤の

種類 と 濃度によ る水処理への影響の大き さ に関する基礎

的な解析を行った。

湖沼環境研究室では， 湖沼を含む流域圏におけ る溶存

有機物 （DOM） や難分解性 DOM の特性 ・ 起源 ・ 影響を

様々な手法を使って評価し た。 具体的には， DOM の糖類

組成， 全有機炭素 (TOC) によ る分子サイ ズ分析， 炭素の

同位体 13C と 14C の比， 固相態 13C CP/MAS NMR スペク

ト ル， 分子生物学的微生物群集構造解析， 湖底泥溶出フ

ラ ッ ク ス測定， リ モー ト センシングによ る土地被膜分類，

湖水 3 次元流動モデルを解析し た。

海洋環境研究室では， 人為的な海洋汚染 と 物質循環変

動の解明 ・ 評価を中心 と し た研究を行っている。 本年度

は， 海域に流下する栄養塩の組成比が人為影響で変動す

る ために， 海域で一般に見られる ケ イ藻に比べ， 有害赤

潮種を含む非ケ イ藻類植物プラ ン ク ト ンが増加しやす く

な る問題の研究， 及び， 浅海域の適正な管理手法の確立

の一環 と し て， 有明海の高レベル栄養塩濃度維持機構に

関する研究を行った。 また， 石西礁湖におけ るサンゴ礁

重点保全地域の選択のため， サンゴ卵 ・ 幼生の輸送を数

値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 解析し た。

１ . ６ 生物圏環境研究領域

生物圏環境研究領域では， 分子レベルか ら生態レベル

までの生物にかかわ る基礎 ・ 応用研究を推進し てい る。

本年度は奨励研究を含めて 12 課題の経常研究， １ 課題の

特別研究， 1 課題の地方環境研 と の共同研究， 地球環境

研究総合推進費によ る研究 ６ 課題， 科学技術振興費によ

る研究 １ 課題， 科学技術振興調整費に よ る研究 １ 課題，

文部科学省 ・ 科学研究費補助金によ る研究 ４ 課題， その

他環境省からの委託によ る研究 ４ 課題が推進された。

生態系機構研究室では， 島嶼 と 湿地生態系 （湿原 ・ 湖

沼沿岸 ・ 河川 ・ 干潟） 及び高山生態系の構造 と 機能を解

明する研究を行った。 絶滅のおそれのあ る野生生物 （ヌ

マエビ， ヒ ヌマ イ ト ト ンボ， キ タ ダケ ソ ウ等） の生息す

る環境の保全についての調査を行った。 尾瀬沼では帰化

種コ カナダモの長期変化モニタ リ ングの継続，涸沼流域・

釧路川流域での水質モニ タ リ ングを継続し， 河口域の塩

生湿地では生態系評価手法の検討を行った。 また， 汽水

域での温暖化ガスの測定を行いガス生成 と 塩分の関係に

ついて解析し た。

系統 ・ 多様性研究室では， 微生物や底生動物の機能，

形態， 遺伝子の多様性に関し て， 1） 東南アジアにおける

微細藻類多様性の基盤整備のための分類学的研究 　 2) 絶

滅危惧藻類の分類学的研究， ３ ） 干潟 ・ 湿地の底質環境

と 細菌群集の多様性および生態系機能 と の関係の解析，

４ ） 大気汚染診断の地衣類ウ メ ノ キゴケの分布調査 と そ

の共生藻遺伝子の多型解析， ５ ） 大型船舶バラ ス ト 水に

よ り 越境移動する生物の多様性調査およびその検出のた

めの遺伝的多型解析用マイ ク ロサテ ラ イ ト マーカーの開

発， ６ ） 応用利用に向けた炭化水素生産藻類の選抜試験

と炭化水素生産能の調査などの研究を行った。
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熱帯生態系保全研究室では， 熱帯地域の人間活動によ

る生態系影響を把握し， 生物多様性や生態系保全へむけ

たエコ システムアプローチを実現する ための手法開発す

る こ と を目的 と し て， マレーシア半島部の熱帯林および

周辺のラ ン ド ス ケープを対象 と し， １ ） 森林認証制度支

援のための生態系指標の開発，　 ２ ） 生物多様性評価のた

めのラ ピ ッ ド アセス メ ン ト 開発，　 ３ ） 地域社会における

生態系管理へのイ ンセンテ ィ ブ導入のための研究を行っ

た。 一方， 高山草原におけ る炭素動態 と 温暖化影響を明

ら かにする ため， 中国青海高山草原の長期調査池で生物

気象環境， CO2 と H2O フ ラ ッ ク スの観測， 光合成 ・ 蒸散

及び土壌呼吸の測定を行い， 草原生態系の炭素動態を検

討し た。 また， チベッ ト 高原を利用し た温暖化影響の早

期検出と早期予測に関する研究を開始し た。   

分子生態毒性研究室では， 様々な環境要因が原因 と

なって植物に生じ る ス ト レ ス と それに対する植物の耐性

機構 を分子 レ ベルで明 ら かにす る 研究を行 っ てい る。

我々が単離し たシ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性突然変異

体の一つ ozs1-1 では，T-DNA が OZS1 遺伝子に挿入され

て OZS1 が発現し な く なっているが，野生型の OZS1 遺伝

子の発現をアレ イ解析のデータベース をサーベイ し て調

べた と こ ろ， OZS1 遺伝子の発現は， 老化 ・ 線虫感染 ・ 熱

シ ョ ッ ク ・ 浸透圧ス ト レ ス ・ 遺伝毒性薬剤処理等によ り

誘導される こ と がわか り ， こ の遺伝子が種々のス ト レ ス

耐性に関与する可能性が示唆された。 また， これまで大

気汚染の指標植物 と し て用いられて き たアサガオの品種

ス カーレ ッ ト オハラ と， 遺伝子情報がデータベース と し

て集積されている品種東京古型標準型 と のオゾン感受性

を比較し た と こ ろ， 前者のほ う が可視障害がよ り 顕著に

現れる こ と が分かった。

１ . ７ 地球温暖化の影響評価と対策効果プロジ ェ

ク ト グループ

地球温暖化問題は今，巨大な不確実性を抱えながら も，

現象解明か ら対策研究へ と その重点を移しつつあ る。 京

都議定書の達成が緊急の課題にな り ， さ らに， 2020 年か

ら 2030年を目指し た対策や今後一世紀にわた る長期的な

対応のあ り 方が問われている。 しか も， 残されている科

学的理解の色々な不確実さ を低減し ていかなければな ら

ない。

本プロ ジェ ク ト は，過去 10 年以上にわたって蓄積され

た研究成果を基礎にし て， これら の新しい研究ニーズに

体系的に応え る こ と を目的とする。 こ のため，経済発展・

気候変動及びそれら の影響を統合的に評価するモデルを

開発 ・ 適用し て， 京都議定書及びそれ以降の温暖化対策

が地球規模の気候変動及びその地域的影響を緩和する効

果を推計する。 そ し て， 中 ・ 長期的な対応方策のあ り 方

を経済社会の発展の道筋 と の関係で明ら かにし， これら

の対応方策をアジア地域の持続可能な発展に融合させる

総合戦略について検討する。 また， フ ィ ール ド 観測， 遠

隔計測， 統計データ等を も と に， 陸域 と 海洋の吸収比，

森林の二酸化炭素吸収放出量 と 炭素貯留量， 二酸化炭素

の海洋吸収 と その気候変動に対する応答等を推計し， 炭

素循環と その変動要因を解明する。

本研究は， 「炭素循環研究」 と 「統合モデル研究」 の二

つの分野に分けて， 炭素循環， 炭素吸収源評価， 社会経

済 ・ 排出モデル， 気候モデル， 影響 ・ 適応モデルの ５ つ

の研究チームによ って実施し ている。 本年度の主要な研

究成果 と し ては， 炭素循環研究分野においては， 長期観

測の施設や体制を整え る こ と ができ， 今までの観測を も

と にし て炭素循環に関するい く つかの分析結果を出せた

こ と， 統合モデル研究分野においては， 気候モデルにつ

いて再現実験が終了し てモデルの高分解能化 ・ 高精度化

への準備が整った こ と， 統合評価モデルについて主要な

モデル開発が進み， 各種のシ ミ ュ レーシ ョ ン結果を国際

機関や政府などに提供する こ と ができ た こ と， などがあ

げられる。 これらの研究成果は， IPCC （気候変動に関す

る政府間パネル） ， MA （千年紀生態系評価） ， UNEP （国

連環境計画）， OECD （経済開発協力機構）， Eco Asia （ア

ジア太平洋環境大臣会合），中韓環境産業円卓会議などの

国際機関， 日本， 中国， イ ン ド， 韓国， タ イ などの政府，

東京都， 愛知県等の地方公共団体， 民間企業， WWF など

の非政府団体に活用された。 また， 中国， イ ン ド， タ イ，

韓国， マレーシア等のアジアの発展途上国 と の共同研究

を通じ て， これら の国々のキ ャパシテ ィ ・ ビルデ ィ ング

にも貢献し た。

１ . ８ 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ングと機構

解明プロジ ェ ク ト グループ

本プロ ジ ェ ク ト では， 高緯度域を対象にし た人工衛星

搭載センサー （衛星観測）， 及び中緯度域に設置し た地上

遠隔計測機器等によ るオゾン層の観測を行い， オゾン層

変動の監視やオゾン層変動機構の解明に資するデータ を

国内外に提供する。 さ ら に， データ解析， モデ リ ング等

に よ り オゾ ン層変動機構に係 る 科学的知見の蓄積を図

り ， 将来のオゾン層変動の予測， 検証に貢献する こ と を

目的 と し ている。 こ のため， 衛星観測研究チーム， 地上

リ モー ト センシング研究チーム， オゾン層モデ リ ング研

究チームの ３ チーム体制で，以下に示す研究に当たった。

（１）衛星搭載センサーによるオゾン層の監視
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　 「改良型大気周縁赤外分光計 II （ILAS-II）」 （環境省開

発。 運用期間平成 15 年 ４ ～ 10 月） によ って取得された

観測データか ら オゾンやエア ロ ゾルを始め と するオゾン

層破壊関連物質の高度分布導出を行っ た。 導出 さ れた

ILAS-II データの精度 ・ 確度に関し ての検証解析を行い，

検証結果を公表し た。 検証済みのデータ を Version 1.4 プ

ロ ダ ク ト と し て， 国内外の研究者に一般公開し た。

（ ２ ） 地上 リ モー ト センシングによ るオゾン層変動の監

　 　 視

　 地球環境研究セン ター と 連携し て， つ く ば （国立環

境研究所） 及び陸別 （陸別成層圏総合観測室） におけ る

地上か ら のオゾン層モニ タ リ ングを実施し た。 特に， ミ

リ 波オゾン分光計のデータ解析手法の開発を行い， 下部

成層圏から中間圏までの高度領域でのオゾン分布の連続

観測が充分な精度 ・ 確度 と 継続性を持って行え る事を可

能し た。 検証解析を済ませた陸別での ミ リ 波オゾン分光

計によ るオゾンモニ タ リ ング結果を成層圏変化の検出の

ための国際的な観測ネ ッ ト ワーク であ る NDSC のデータ

ベースに登録申請し た。

（ ３ ） オゾン層変動の解析と モデ リ ング

　 極域オゾン層変動に係る物理 ・ 化学的に重要な要素

プロ セスについて， 南極オゾンホールの形成 と 成長過程

に注目し， ILAS-II データの解析を中心に， オゾンホール

内でのオゾンの減少速度の見積も り ， PSC 生成における

熱力学平衡ス キームの妥当性 と 問題点を明ら かに し た。

一方， 地上観測データの活用 と し て， ミ リ 波オゾンデー

タか ら成層圏下部成層圏でオゾンの短期変動 と 温位や渦

位 と 言った物理量 と の関係を明ら かにし た。 また， 成層

圏化学気候モデルにおいては， 臭素オゾン分解反応系の

導入や大気の球面効果の考慮， さ らには空間分解能の向

上が行われ， SPARC 国際プロ グ ラ ムのも と で， オゾン層

のこれまでの変動および将来変動予測の数値実験を行っ

た。

１ .９ 内分泌かく 乱化学物質及びダイオキシン類のリ

スク評価と管理プロジェ クト グループ

環境ホルモン （内分泌撹乱化学物質） 及びダ イ オキシ

ン類の リ ス ク 評価 と 管理の手法の開発研究を行 う プ ロ

ジ ェ ク ト 研究グループであ り ， 以下の ７ つの研究チーム

を中心にし て研究展開をはかってき た。

（ １ ） 計測 ・ 生物検定 ・ 動態解明研究チームでは， 内分

泌撹乱化学物質の機器分析や受容体依存的な生体反応を

検知する生物試験法の開発を行 う と共に , これら を化学

物質のス ク リ ーニング評価や環境モニ タ リ ングに適用し

た。

（ ２ ） 生体機能評価研究チームでは， 内分泌撹乱化学物

質の， 特に脳 ・ 神経系への影響を評価する ための測定解

析手法の評価を行い， 内分泌撹乱化学物質の影響の評価

を行った。人の脳観察の手法 と し て，高磁場 MRI の開発・

応用をすすめた。

（ ３ ） 病態生理研究チームでは， 内分泌撹乱物質の免疫

系への影響を評価する ための解析手法の開発を行 う と共

に， 化学物質 と 我が国において急増し ている各種のアレ

ルギー疾患と の関連について研究し た。

（ ４ ） 生態影響研究チームでは， 巻貝類， 魚類， 鳥類な

どの野生生物におけ る個体数減少， 性比の変化， 生殖器

奇形などの異常の有無等についてフ ィ ール ド を設定し て

明ら か と する研究を行った。 また， 巻貝類のイ ンポセ ッ

ク スが発症する過程にレチ ノ イ ド X 受容体 （RXR） が深

く 関与する と い う ， イ ンポセ ッ ク ス誘導 メ カニズムに関

する全 く 新しい仮説を提示し た。 また室内試験では， 無

せきつい動物及び メ ダカ等の試験生物で内分泌撹乱化学

物質の繁殖影響， な らびにバイ オマーカーを明ら か と す

る研究を行った。

（ ５ ） 健康影響研究チームでは， ダ イオキシンの人の生

殖 ・ 発生影響にかかわる リ ス ク を評価する ためのバイオ

マーカー開発の一環 と し て， 母乳細胞におけ る CYP1A1

の発現 と 母乳中ダ イ オキ シ ン類濃度 と の関係を検討 し

た。 また， 実験動物を用いて， PCB 類の甲状腺ホルモン

抑制作用の メ カニズムやダ イオキシンによ る水腎症発生

メ カニズムを検討し た。

（ ６ ） 対策技術チームでは， 内分泌撹乱化学物質やダ イ

オキシンの処理技術の開発を進めた。 また， ダ イオキシ

ンの発生や排出抑制のための簡易計測法や， リ アルタ イ

ムモニターの開発を行った。

（ ７ ） 総合化研究チームでは内分泌撹乱化学物質やダ イ

オキ シ ンの管理 と 評価のために， 地理情報シ ス テ ム を

ベース と し た情報システムの構築を行い， 環境予測や汚

染分布等の解析及び発生源対策に役立て る総合的な手法

を開発し た。

１ .10 生物多様性の減少機構の解明と保全プロ

ジ ェ ク ト グループ

生物多様性減少の多 く の原因のなかで，生息地の破壊・

分断化 と 侵入生物 ・ 遺伝子組換え生物に着目し， 生物多

様性減少の防止策並びに適切な生態系管理方策を講じ る

ための科学的知見を得 る こ と を目的にす る。 こ のプ ロ

ジ ェ ク ト では， あ る地域内の生物種数や種多様性だけを

生物多様性 と 呼ぶのではな く ， 地域固有の生物が存在す

る こ と が生物多様性の重要な側面であ る と考え る。また，
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生物多様性には遺伝子， 種， 生態系の ３ つのレベルが存

在する。 各レベルの生物多様性を空間的な広が り の中で

と ら え， それに対する人間活動の影響を評価する。

生物個体群研究チームは， 生息環境変化によ る生物生

息域の喪失が生物個体群の存続に与え る影響を評価する

ために， 生物近縁種間及び種内地域個体群間の相互関係

の生態遺伝学的解析や地理情報システムによ る生息適地

推定モデルの開発を行っている。

多様性機能研究チームは， 流域を構成する様々な ラ ン

ド ス ケープを客観的に定義し， その質， 量， およびその

配置 と 生物多様性 と の関係を導き出すこ と によ って， ラ

ン ド ス ケープの分断 ・ 縮小などの人為的改変が， 生物多

様性に及ぼす影響を評価し ている。 そ し て生態系の保全

や再生を流域あ るいはそれ以上の空間ス ケールで行 う た

めの生物多様性予測モデルの開発を行っている。

群集動態研究チームは， 生物群集の多様性の形成 と 存

続の メ カニズムの解明を目的 と し て， 群集のシ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルを使った仮想実験を中心に研究を進めてい

る。 特に （ １ ） 森林生態系の個体ベースモデル と， （ ２ ）

進化的な時間ス ケールでの群集の動態 と 種分化 ・ 絶滅プ

ロ セス を表現する モデルを用いた研究に重点をおいて，

現実の生態系 と の対応関係を検討しつつ理論的な解析を

進めている。

侵入生物研究チームは， 侵入生物の リ ス ク評価手法を

確立する ために， 侵入生物の生態学的特性， 起源， 分布

拡大状況などの情報を収集する と と も に， 野外調査およ

び実験系によ って侵入生物の野生化 リ ス クおよび在来生

物に対する影響について生態学的 ・ 集団遺伝学的 ・ 生化

学的に分析を進めている。

分子生態影響評価研究チームは， 外来遺伝子を植物に

導入し た時の宿主への影響および環境中におけ る組換え

体の野生種への影響を調査する ための手法を開発し てい

る。 また， 遺伝子組換えセ イ ヨ ウ アブ ラナの一般環境中

での分布 と アブ ラ ナ科植物間の交雑実態を調査 し てい

る。 さ ら に， 遺伝子組換え微生物を導入し た と きの微生

物生態系への影響を調べる ための新たな手法の開発を目

指し， 環境中の微生物遺伝子に及ぼす影響を検討し てい

る。

１ .11 東アジアの流域圏における生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理プロジ ェ ク ト

グループ

21 世紀の日本及びアジア ・ 太平洋地域における均衡あ

る経済発展に と って， 森林減少， 水質汚濁， 水資源枯渇，

土壌流出等の自然資源の枯渇 ・ 劣化が大き な制約要因 と

な り つつあ る。 こ う し た環境問題に対処する ためには，

環境の基本ユニ ッ ト であ る 『流域圏 （山～河川～海）』 が

持つ受容力を科学的に観測 ・ 把握し， モデル化を行 う こ

と によ り 環境受容力の脆弱な地域を予測し た上で， 環境

負荷の軽減， 環境保全計画の策定， 開発計画の見直し，

環境修復技術の適用等の環境管理を行ってい く こ と が最

も必要であ る。 本プロ ジ ェ ク ト は， 東アジアを対象 と し

て， 流域圏が持つ生態系機能 （大気 と の熱 ・ 物質交換，

植生の保水能力 と 洪水 ・ 乾燥調節， 水循環 と 淡水供給，

土壌形成 と 侵食制御， 物質循環 と 浄化， 農業生産 と 土地

利用， 海域物質循環 と 生物生産など） を総合的に観測 ・

把握し， そのモデル化 と 予測手法の開発を行 う も のであ

る。

　 衛星データ解析チームでは， アジア ・ 太平洋地域を

対象 と し て， 広域の地表面を定期的に観測する こ と ので

き る各種の衛星センサ （Terra/MODIS，Landsat/TM など）

を利用する こ と に よ り ， 環境の変化を実証的に把握し，

自然資源の持続的管理に資する情報を得る こ と を目的 と

し ている。 具体的には， 土地利用 ・ 土地被覆及び生態系

の現状 と 変化の把握， 重要サ イ ト と 攪乱サ イ ト の同定，

温暖化や砂漠化によ る影響の監視などを行っている。

　 海域環境管理研究チームでは， 原油 ・ 汚濁物質等に

よ る沿岸生態系への被害や埋め立て等によ る環境の破壊

など， 人間活動の影響を大き く 受けて き た沿岸域の環境

影響の軽減 と 沿岸域環境の修復方策の効果の検討を行っ

ている。 特に浅海域では基礎生産が大きいが， こ の生産

が上位の栄養段階の生物， 例えば魚類にどのよ う につな

がっているかは不明であ り ， 内湾全体に対する浅海域の

寄与 と い う 観点か ら， 干潟 ・ 藻場など浅海域の底生生物

によ る水質浄化能についての研究を中心に進めている。

　 流域環境管理研究チームでは， 中国内陸部の経済発

展を支え る ための長江 ・ 黄河の内陸開発事業 （西部大開

発） であ る三峡ダム築造などの大規模水資源開発に伴 う

流域生態系， 農業生産及び水資源保全に与え る影響を予

測し， 持続可能な発展を も た らすための陸域環境統合モ

デルの確立を国際的連携のも と に行っている。

１.12 大気中微小粒子状物質（PM2.5）・デイーゼ

ル排気粒子（DEP）等の大気中粒子状物質の動

態解明と影響評価研究プロジェクトグループ

PM 2.5やDEP を中心 と し た粒子状物質によ る大気汚染

の， 発生機構か ら影響評価までを一貫し て研究する。 発

生源特性， 測定方法， 環境大気中での挙動， 地域濃度分

布及び人への曝露量予測， 動物曝露実験によ る閾値の推

定， についての検討を行 う 。
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交通公害防止研究チームでは， シ ャ シーダ イナモ実験

や車載型計測の手法を用いて， 実走行状態での発生源特

性を把握する。 これ と と も に ト ンネル調査や沿道調査等

によ り 自動車か らの排気成分の実態を明らかにする。 ま

た，固定発生源からの粒子状物質発生量を調査し，固定・

移動発生源からの都市， 沿道 PM ・ DEP 発生量を明らか

にする。 さ らに PM ・ DEP 対策の視点から交通 ・ 物流シ

ステムの改善策と その効果の評価を行 う 。

都市大気保全研究チームでは， 風洞実験， 航空機観測，

モデル解析等によ り ， 環境大気中におけ る二次生成粒子

状物質を含む粒子状物質の動態を立体的に把握する。 具

体的には広域 PM 2.5・DEP モデル，および都市・沿道 PM

2.5 ・ DEP モデルを検証し， 都市 ・ 沿道大気汚染予測シス

テムを構築し， こ のモデルを用いて発生源 と 環境濃度 と

の関連性を明らかにする。

エア ロ ゾル測定研究チームでは， ガス状成分， 粒子状

物質計測のための各種測定手法を比較評価し， 発生源 と

環境におけ る粒径別粒子状物質やガス状物質の組成や濃

度を把握する。また空間的な分布を把握する ための計測・

分析手法や広域 ・ 都市 ・ 沿道 PM 2.5 ・ DEP 把握のための

モニタ リ ングシステムを構築する。

疫学 ・ 曝露評価研究チーム では， 地理情報シ ス テ ム

（GIS） を運用し， PM 2.5 ・ DEP の地域分布の予測を行 う 。

こ の結果を統計解析し， それぞれの地域におけ る曝露量

を予測する。 さ らに， 全国 ・ 地域 PM 2.5 ・ DEP 曝露予測

結果 と 疫学データ と の関連性を解析し， 健康 リ ス ク評価

に関する資料を提供する。

毒性 ・ 影響評価研究チームでは， 実験的研究を実施し

て DEP の健康影響に関する知見を集積する。 デ ィ ーゼル

排気成分の曝露実験を行い， 排気中の粒子あ るいはガス

成分の呼吸器系への影響並びに循環器系への影響を順次

解明する。 これら の結果を基に， デ ィ ーゼル排気曝露の

動物への濃度―影響関係の解析を行 う 。

１ .13 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （以下， 循

環 ・ 廃棄物研究セン ター） では， 循環型社会におけ る適

正な物質循環や廃棄物管理のあ り 方を研究 ・ 提案する こ

と を目的と し ている。その目指す と こ ろは 20 世紀型の大

量生産 ・ 大量消費 ・ 大量廃棄型の社会か ら， さ ま ざ まな

研究 と 政策のツールを駆使し て， 物質循環を基本 と し た

環境低負荷型で一次資源利用抑制型の循環型社会を構築

する こ と にあ る。 研究 と 政策のツール と し ては， 技術，

法制度， 経済的手段， 情報， モニ タ リ ング手法などがあ

り ， 問題の対象に応じ て， 効果的に組み合わせる必要が

あ る。 具体的には， 環境低負荷型 ・ 循環型社会構築に関

わる研究を目指し てお り ， 「循環型社会構築」 の枕詞 と し

て 「環境低負荷型」 を授けている こ と が， 今後の研究推

進に向けた一つの意志 と 考えている。 循環 ・ 廃棄物研究

セン ターでは， 循環型社会への転換を支援する ための評

価手法や基盤システム整備に関する研究を一つの核に と

ら えている。 廃棄物の発生か ら再資源化 ・ 処理及び処分

にいた る までの様々な局面での廃棄物問題について， 廃

棄物の発生抑制や資源化， 適正処理に関連し た対策技術

やシ ス テムの開発， 評価な ど も 重要な研究対象 と な る。

また， 有害物質の管理や リ ス ク管理を念頭においた現象

解明的研究か ら制御に関する研究も カバーし て， 研究を

進めている。

現在の重点課題は政策対応型調査 ・ 研究 と し て， 2001

年か ら ５ 年間の中期計画で策定された ４ つの研究テーマ

で， １ ） 循環型社会の評価手法 と 基盤整備に関する研究

　 ２ ） 廃棄物の資源化 ・ 処理 ・ 処分技術の研究 　 ３ ） 循

環廃棄に関連する総合的な リ ス ク制御手法に関する研究

　 ４ ） 液状廃棄物の環境低負荷 ・ 循環技術の研究であ る。

環境保全を図 り つつ， 一次資源利用 と 廃棄物発生を抑制

し， 再利用する物質の流れを創 り 上げ， 適正な廃棄物の

管理を行 う こ と をめざ し た研究であ る。

平成 17 年度は， 第 １ 期中期計画の最終年度であ り ， ５

年間の研究成果の取 り ま と め と 次期中期計画期間での研

究展開を意識し て研究を進めた。 シ ス テム系研究では，

物質フ ロー研究における国際的な活動の展開，容器包装，

家電などの個別 リ サイ クル制度の改正への知見の提供を

強 く 意識し て研究を行った。 技術系研究 と し ては， 廃棄

物を循環資源 と と ら え， 温暖化対策効果が期待でき る資

源循環システムの構築に向けた技術革新への取 り 組みを

民間企業等 と も連携を しつつ行 う と と も に， 埋立処分場

の安定化促進など， 安全 ・ 安心な廃棄物処理の着実な実

施のための研究を進めた。 リ ス ク制御系研究では， これ

ら資源循環シス テムの形成にあた り ， 循環資源に含まれ

る 残留性化学物質への留意及び制御が不可欠な こ と か

ら， 今後の制御方策の検討に向けたモニ タ リ ング， イ ン

ベン ト リ の作成，動態モデルの構築などの研究を行った。

こ の よ う に， 過去の研究評価委員会での指摘を踏ま え，

エン ド オブパイプでの対応技術 ・ システムの研究に加え

て， よ り 上流の ３ R 対応の研究を推進し， また広範に展

開し ている研究の相互の位置付けを再確認し ながら， 次

期におけ る課題再編を視野にいれて成果の取 り ま と めに

取 り 組んだ。
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１ .14 化学物質環境リ スク研究セン ター

化学物質汚染は， 新たな汚染が顕在化する たびに複雑

化， 多様化し， その リ ス ク管理はますます難し く なって

いる。 化学物質環境 リ ス ク研究セン ターは， 対応が難し

く なっている化学物質の環境 リ ス ク管理に係る政策を支

援する政策対応型調査 ・ 研究を実施する ために設け られ

た組織であ り ， リ ス ク管理の基本 と な る リ ス ク評価の ３

つの主要な要素であ る， 曝露評価， 健康 リ ス ク評価及び

生態 リ ス ク評価の ３ つの研究室から構成されている。

当セン ターでは， 化学物質汚染の複雑化 ・ 多様化に対

処する ため， 現行の リ ス ク管理政策か らの要請への対応

と リ ス ク管理政策の将来的な展開に向け， リ ス ク評価 ・

管理に係る幅広い課題を対象 と し ている。 化学物質に係

る所内の関連研究 と の整合 ・ 連携を図 り ながら， 化学物

質の曝露や有害性に係る新たな知見やデータ を産み出す

と と も に， 既存のデータ を含め， 整理 ・ 解析し て環境 リ

ス ク を評価 ・ 管理する手法を開発する こ と を目指し てい

る。 ま た， こ れ ら を用いて環境 リ ス ク の現状を評価し，

公表する こ と によ り ， 化学物質環境 リ ス ク の適正な管理

に向けた合意形成に資する情報の提供を目指し ている。

平成 17 年度までの中期計画の中で， 政策対応型調査 ・

研究 と し て， 現時点では未対応 リ ス クへの取 り 組み と 増

大する リ ス ク管理コ ス ト の抑制の ２ つの観点から，「化学

物質環境 リ ス ク に関する調査 ・ 研究－効率的な化学物質

環境 リ ス ク管理のための高精度 リ ス ク評価手法等の開発

に関する研究－」 を実施し ている。 こ の研究では， 曝露

評価，健康 リ ス ク評価，生態 リ ス ク評価及び リ ス ク コ ミ ュ

ニケーシ ョ ン手法の高度化を図っている。

本年度は中期計画の ５ 年目 と し て， 予測モデルを組み

込んだ化学物質審査の促進 と 時空間的変動を考慮し た曝

露評価， 感受性を考慮し た リ ス ク管理手法， 作用機構を

考慮し た複合曝露の リ ス ク評価手法， 動物実験 と 組み合

わせたバイオア ッ セ イ指標の定量化， 構造活性相関手法

の開発や底質などの新たな生態毒性試験法について研究

を進める と と も に， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの促進に

向けて既開発のデータベースの充実と PRTR デ－タ と化

学物質動態モデルを活用し た曝露評価手法を検討し た。

また， 新たな リ ス ク評価手法の開発に向けて， 健康 リ

ス ク と 生態 リ ス ク に係る ３ つの奨励研究を含め， 基礎的

な知見の集積に努めた。

さ ら に， 化審法審査， 環境 リ ス ク初期評価など， 定常

的な環境施策の支援 と と も に， 各種制度におけ る生態 リ

ス ク管理の導入など， 法制度の新たな整備に向けて必要

なデータや知見を提供し た。

１ .15 環境研究基盤技術ラボラ ト リー

環境研究基盤技術ラボラトリー（基盤ラボ）が業務と

するのは，（１）環境標準試料の作製と分譲，（２）環境

試料の収集と保存，（３）基盤計測機器の管理，（４）環

境微生物の収集・保存と分譲，（５）絶滅危惧生物の細

胞・遺伝子保存，（６）生物資源情報の整備，及びこれら

の事業の健全な発展に寄与する研究の推進である。本年

度は（１）食事試料と大気粉塵試料の作製を行い，保証

値を決定し，国際的な認証機関であるコマール登録を

行った。また，有償分譲数は 118 件であった。（２）環境

試料として，二枚貝，アカエイ，大気粉塵，母乳を収集・

保存し，生物試料については凍結粉砕を行い，約 200 の

試料を凍結保存した。保存試料の管理及び付帯情報管理

のためのデータベースを更新した。（３）基盤計測機器を

利用した研究テーマは約 30 課題あり，所内 13 ユニット，

約 4 割の研究者が基盤計測機器を利用しており，環境に

関わる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供

した。なお，平成 17 年度には ICP 発光分光分析装置と元

素分析計が更新された。（４）環境微生物の収集・保存と

分譲では，平成 17 年度は 60 株の寄託数があり，あわせ

て 1871 株の保存株数となり，このうち約 1600 株が提供

可能な微細藻類株として，分譲株リストに掲載されるこ

ととなる。平成 17 年度の提供株数は 658 株であった。ま

た，我が国の微細藻類資源保存は国立環境研究所に一元

化され，各サブ機関が目標とする藻類株数の達成にむけ

て順調に藻類株数を増加させ，平成 17 年度で我が国が保

有する藻類資源は 3500 株に達した。凍結保存技術の開発

が進み，凍結状態で保存されている株は 310 株に増加し

た。その他，有毒藻類株が 70 株，将来のエネルギー資源

として有用なオイル生産藻類株が 180 株，タイプ株・レ

ファレンス株が 60 株，遺伝子データ（16SrRNA, 18SrRNA，

ミトコンドリア完全配列 , 全ゲノムなど）がある藻類株

が 310 株を数え，環境研独自の培養株が 90％以上と他の

機関と比べて独自性が高いものとなった。（５）平成 17

年度で新規に保存を実施した絶滅危惧動物種は鳥類 12

種，哺乳類 5 種，魚類 4 種で，これらから 354 系統の試

料が保存された。平成 16 年度までとあわせて 638 系統の

細胞・遺伝子が保存された。また，絶滅危惧植物では，

全国 180 地点で調査を行い，絶滅危惧 I あるいは II 類種

となっている車軸藻類や淡水産紅藻類が67系統が培養保

存され，これまでとあわせ合計 203 系統が保存された。

（ ６ ） 国立環境研究所基盤ラボに国内の藻類資源の情報

及び提供を一元化することができ，国立遺伝研にある全

生物資源データベース組み入れられ，国内外に公開され

た。藻類情報は，培養株の履歴データ，分類情報，培養・
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保存データ，特性データ，形態画像情報等からなり，現

在まで 1800 株のデータベースが構築され，公開された。

絶滅危惧野生動物細胞・遺伝子試料に関する情報の整備

について，平成 15 年度に作成したデータ整備の基本

フォーマットにそって，データ入力等作業が進行し，保

存されている系統の 70％にあたる約 450 系統のデータ

ベースが構築された。事業に関連する研究として，（１）

科学技術振興調整費でモスクワ大学（ロシア），ソール大

学（韓国），中国農業大学，サラワク生物多様性センター

（マレーシア），ジュロンバードパーク（シンガポール）

鳥類細胞保存のアジア国際ネットワークにむけての国際

協力体制構築，（２）CSIRO（オーストラリア），生命科学

研究所（韓国），中国科学院水生生物研究所，タイ国科学

技術研究所，NIWA（ニュージーランド），マラヤ大学，ハ

ノイ大学と藻類資源のアジア・オセアニア地域ネット

ワークの構築，（３）鳥類（ニワトリ）の始原生殖細胞の

in vitro 培養法の確立，異種間生殖巣キメラ個体による子

孫個体作成，多産系ニワトリとの生殖巣キメラ個体から

天然記念物の久連子鶏の復元等の発生工学研究の推進，

（４）炭化水素生産能が高く，増殖の早い藻類培養株の分

離培養と特性の解明，等の成果が得られた。

１ .16 地球環境研究セン ター

地球環境問題は， 近代科学のめざ ま し い発展の も と，

人口の増加 ・ エネルギー と 資源の大量消費な どに よ り ，

過去に類のない繁栄を享受し ている と こ ろに起因し てい

る。 こ う し た状況に直面し， 地球環境問題解決の国際的

機運が高ま ってい る反面， 科学的理解が不十分なため，

実際の対策を と る国際的 ・ 国内的合意が形成されに く い

のが現状であ る。 例えば， 地球温暖化に関し ては気候変

動枠組み条約 （UNFCCC） が 1992 年に締結され， 地球温

暖化防止京都会議 （COP3） で削減目標が設定されたが，

例えば議定書で取 り 決められた森林の二酸化炭素吸収に

ついては科学的根拠に基づいた評価は困難であ る こ と，

将来の二酸化炭素濃度安定目標も いまだ科学的に十分な

根拠を持って提案でき ていない こ と， 将来ど こ でどの様

な影響が出るか も不確実であ る など， 国際社会の疑問に

対し研究側が十分応え られていない。

地球温暖化や成層圏オゾン層などの研究プロ ジェ ク ト

は， 上記のよ う な地球環境問題のあ る分野で， 限られた

期間に目的 と する課題を遂行する も のであ る。 地球環境

研究セン ターはこれら と 連携し ながら， も っ と 長期的視

点で知的基盤を整備する研究 と し て， 以下の業務を実施

し ている。

地球環境問題は容量的な問題であ り ， 長期の人為活動

の蓄積が徐々に地球規模の問題を引き起こ し ている。 そ

のため大気， 海洋， 生物圏のモニ タ リ ングを実施し， そ

の長期の変動を把握する と 共に， それか ら変動の要因を

抽出し メ カニズムを解明する研究にデータ を提供し てい

る。 内容的には 　 （ １ ） 成層圏オゾ ン破壊 と 有害紫外線

（ ２ ） 温室効果ガ ス の発生， 大気蓄積， 森林や海洋吸収

（ ３ ） 二酸化炭素や メ タ ンの全球衛星観測 　 （ ４ ） 水資源

水質などの分野で地球規模の視点でモニ タ リ ングを実施

し ている。 また， 将来を予測する ためのモデル構築に必

要な地理的情報や社会・経済的データ を提供し，スーパー

コ ン ピ ュータ を整備し地球環境の変動を予測するモデル

研究を支援し ている （モニ タ リ ング， データベース， 研

究支援）。

地球環境問題の第二の特徴は， 問題が相互に強 く リ ン

ク し ている こ と であ る。 例えば， 二酸化炭素放出源 と な

る森林伐採は種の多様性も減少させている し， 温暖化の

進行は脆弱な自然を破壊し， 海面上昇は農地を奪い， 森

林の農地転用を促進 さ せる こ と が予想 さ れる。 従っ て，

地球環境問題の研究においては俯瞰的 ・ 総合的視点で推

進する こ と が必要であ り ， 地球環境研究セン ターは地球

環境研究者の相互理解を増進し， 国の内外の共同研究を

促進する こ と を大き な柱 と し ている。 例えば， アジアの

陸域生態系の炭素収支を観測する AsiaFlux 事務局， 我が

国の温室効果ガス排出イ ンベン ト リ ーを取 り ま と める イ

ンベン ト リ ーオフ ィ ス な ど を開設 し た。 IGBP， WCRP，

IHDP が実施する国際炭素プ ロ ジ ェ ク ト の国際オフ ィ ス

を開設を準備し， さ ら に， 地球観測サ ミ ッ ト や総合地球

観測戦略推進に積極的に参加し ている （研究の総合化）。

地球環境問題の第三の特徴は， あ ら ゆ る年齢 ・ 階層 ・

職業の人々が， 地球環境問題の深刻さ を理解し， それを

解決する ために努力する こ と を必要 と し ている こ と であ

る。 地球環境研究セン ターは研究成果を広 く 理解し て も

ら う ために， 分か り やすい広報活動にも力を尽 く し てい

る。 我が国や国際的研究動向を伝え る 『地球環境研究セ

ン ターニ ュース』 の毎月発行， ホームページの充実， マ

ス コ ミ や地球環境教育への協力などを実施し ている。
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1． 重点特別研究プロジ ェ ク ト

1． 1 　 地球温暖化の影響評価と対策効果

1． 1． 1 　 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔研究課題コー ド〕 0105SP011

〔代表者〕 井上元 （地球温暖化の影響評価 と対策効果プロ

ジェ ク ト グループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 人間活動に よ り 大気中に放出 さ れた二酸化炭

素が気候変動を も た らすこ と は疑いのな く ， 大気中濃度

を どのレベルに安定化させるか， そのためには人為排出

量をい く ら削減すべきかを明ら かにし， それを実現する

施策を進める必要があ る。

　 京都議定書では人為的な森林吸収増加活動などが二酸

化炭素削減対策 と し て認められたため， 植林など人為活

動によ る炭素蓄積を十分な科学的根拠を持って評価する

こ と が必要になった。 さ らに長期的には， 人為的な森林

吸収増加活動だけではな く ， 森林保全や炭素の隔離など

を含むあ ら ゆる炭素固定を評価する方向に向か う 可能性

も あ る。 し たがって， 森林規模か ら グ ローバルな規模ま

で様々なス ケールでの研究を総合的に遂行し， 炭素循環

の現状把握， メ カニズムの解明， 将来予測を行 う 必要が

あ る。

　 すでに国立環境研究所では地球環境研究総合推進費や

戦略基礎研究， 地球環境モニ タ リ ングなどによ り ， 多 く

の研究や長期観測を行っているが， その実績をふまえ新

たな研究を展開する。 研究は大別し て陸域， と り わけ地

球規模の二酸化炭素変動に大き な影響を与え る亜寒帯林

によ る炭素蓄積に関わる研究， 主 と し て北太平洋におけ

る海洋によ る二酸化炭素吸収に関わる研究， および， 陸

域 と 海洋の吸収比をグ ローバルに把握する研究から構成

さ れる。 陸域の二酸化炭素吸収に関 し ては， 森林規模，

地域規模， 亜大陸規模 と い う ス ケールの異なった規模に

おいて， 大気観測か ら陸域吸収分布を推定する ト ッ プダ

ウ ンのアプローチを行 う と 同時に， 森林炭素蓄積や二酸

化炭素収支の観測 と， 遠隔計測 と 森林モデルに よ る ス

ケールア ッ プ （ボ ト ムア ッ プアプローチ） を行い， その

整合性を検証する。

〔内容および成果〕

　 グ ローバルな陸域 ・ 海洋の二酸化炭素収支の評価を目

的と し て，

　（ １ ） グ ローバルな陸域 / 海洋の二酸化炭素吸収を，大気

中二酸化炭素の炭素同位体比や酸素 / 窒素濃度比から推

定し， それぞれ 1.2/1.7 PgC/yr， 1.1/2.0 PgC/yr と い う 値を

求めた。

　（ ２ ） また， これに関連し て西部太平洋域の APO の緯度

分布を世界で初めて明ら かにし， また， 酸素の標準ガス

開発に よ り 対流圏酸素の存在比を 209460 （±60） か ら

209392 （±3） に改定し た。

　 地域規模での二酸化炭素収支の評価を目的と し て，

　（ １ ） 航空機観測 と タ ワ ー観測を比較 し て， 日中の タ

ワーデータが混合層の大気濃度を代表し ている こ と を確

認し た。

　（ ２ ） シベ リ アに ６ ヵ 所の自動二酸化炭素･ メ タ ンモニ

タ リ ング ステーシ ョ ンを建設し， その観測結果を陸域炭

素収支モデル と 輸送モデルで計算し た結果 と 比較し， 良

い一致を見た。

　（ ３ ） 民間旅客機によ り 二酸化炭素を自動測定する シス

テムを開発し， 実用化を達成し た。

　 森林の炭素収支の評価を目的と し て，

　（ １ ） 林内の炭素循環を部位ご と に自動測定でき る装置

を開発し， 通年の観測を行った。

　（ ２ ） 光合成活性を遠隔計測する指標を開発し， その妥

当性を評価し た。

　（ ３ ） TsuBiMo によ り グ ローバルな炭素収支の年変動を

算出し， その変動要因を解析し た。

〔関連研究課題〕

0206BA830 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態

系の統合的炭素収支研究 ～ボ ト ムア ッ プ （微気象 ・ 生態

学的） アプローチによ る陸域生態系の炭素収支解析に関

する研究 （ １ ） 森林 ・ 草地生態系における炭素収支の定

量的評価に関する研究 ： 熱帯森林生態系におけ る炭素収

支 41p.

0305CB432 　 定期旅客便に よ る 温室効果気体観測の グ

ローバルス タ ンダード化 41p.

0406BA414 　 温室効果ガス観測衛星データの解析手法高

度化と利用に関する研究 43p.

0406BB430 　 大気境界層の高頻度観測によ る大陸上 CO2

の挙動と輸送に関する研究 44p.

0406BB918 　 西部太平洋域の微量温室効果ガス分布 と 発

生源に関する研究 45p.

0408BB368 　 陸域 ・ 海洋に よ る二酸化炭素吸収の長期 ト

レ ン ド 検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関す

る観測研究 47p.

0506BA776 　 京都議定書吸収源 と し ての森林機能評価に

関する研究 （2） 吸収量評価モデルの開発 と不確実性解析

1） 吸収量評価モデルの開発 2） 吸収量評価モデルの不確

実性解析 48p.

0507CC919 　 西太平洋の海洋大気間 CO2 ・ 酸素収支観測

49p.

0607BA962 　 陸域生態系炭素収支総合データベース シ ス
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テムの構築と運用に係わる技術的検討 50p.

0507AE963 　 大気 ・ 陸域生態系間の CO2 同位体および微

量ガスの交換プロセス解明に関する基礎研究 60p.

0608CB961 　 次世代アジアフ ラ ッ ク スへの先導 218p.

1． 1． 2 　 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナ リ オ分析と アジアを中心と し た総合対策

研究

〔研究課題コー ド〕 0105SP012

〔代表者〕 井上元 （地球温暖化の影響評価 と対策効果プロ

ジェ ク ト グループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題は今， 新 し い局面を迎えてい

る。 2010 年に向けた対策の方針を定めた京都議定書が国

際的に合意 さ れ， その達成が緊急の課題になっ てい る。

また， 京都議定書以降 2020 年から 2030 年を目指し た対

策のあ り 方について， 国際的な議論が始ま っている。 さ

ら に， 今後一世紀にわた る長期的な対策のあ り 方が問わ

れている。

　 本研究は， 経済発展 ・ 気候変動及びそれら の影響を統

合的に評価するモデルを開発 ・ 適用し て， 京都議定書及

びそれ以降の温暖化対策が地球規模の気候変動及びその

地域的影響を緩和する効果を推計し， 中 ・ 長期的な対応

方策のあ り 方を経済社会の発展の道筋 と の関係で明ら か

にする と と も に， これら の対応方策をアジア地域の持続

可能な発展に融合させる総合戦略について検討する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 「統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ分析

と アジアを中心 と し た総合対策研究」 では， 社会経済 ・

排出モデル研究チーム， 気候モデル研究チーム， 影響 ・

適応モデル研究チームの ３ つのサブグループがそれぞれ

以下に示す研究を実施し た。

　 １ ． 社会経済 ・ 排出モデル研究チームの成果は以下の

通 り であ る。 世界各国で開発されたモデル と その結果を

収集し，IPCC 第 ４ 次評価報告書や次期のシナ リ オ作成の

基礎 と な るデータベース を作成し た。 ま た， 環境経済 ・

政策学会の英文誌において， これまでのモデル分析の成

果を世界の様々なモデルチーム と と も に特集号 と し て編

集し た。 京都議定書への対応 と し て， これまでに開発し

て き た技術選択モデル， 経済モデルを用いて， 環境省が

提案し た温暖化対策税の効果 と 経済影響について定量的

に評価し た。 こ のほか， これまでに構築し て き たモデル

の成果等は， EMF （Energy Modeling Forum） や IMCP

（Innovation Model Comparison Program） ， AEEMF （Asia

Energy Environment Modeling Forum） など学術的に貢献す

る と と もに， UNEP （国連環境計画） で編集される GEO

（世界の環境見通し） ４ の将来見通しやエコ アジアへの入

力など政策的にも貢献し てき た。

　 ２ ．気候モデル研究チームの成果は以下の通 り であ る。

20 世紀の気候再現実験については， 人為起源， 自然起源

な どの様々な気候変動要因を切 り 分けた実験結果か ら，

多重線形回帰分析を応用し た手法を用いて， 観測された

地上気温の長期変化傾向の検出 と その要因推定を行っ

た。 その結果， 20 世紀前半の昇温傾向は主 と し て自然起

源の気候変動要因に起因し てお り ， 大規模火山噴火か ら

の回復 と 太陽活動の活発化がほぼ同程度に重要な役割を

担っている こ と が統計的に有意に示された。 また， 20 世

紀中盤の緩やかな寒冷化傾向については， 従来考慮され

ていた気候変動要因に加えて， 人為起源の炭素性エア ロ

ゾル排出量の増加を考慮する こ と によ り ， 同時期におい

て観測された地上気温の時空間変動が的確に再現される

こ と が統計的に有意に示された。 さ ら に， 気候感度の異

なる複数の大気海洋結合モデルを用いて 20世紀の気候再

現実験など を行い， 観測された地上気温の長期変化傾向

の再現性について比較 ・ 解析を行 う と と も に， 得られた

再現性の情報を も と に， 気候モデルを用いた温暖化予測

の不確実性に関し て検討を行った。

　 ３ ． 影響 ・ 適応モデル研究チームの成果は以下の通 り

であ る。 影響閾値の検討については， 気候変動枠組み条

約の究極的な目標であ る温室効果ガスの安定化濃度 と温

暖化抑制目標 と 関連性， それを実現する ための経済効率

的な排出経路， および同目標下での影響 ・ リ ス ク を総合

的に解析 ・ 評価する ための支援ツールを改良し， 複数の

安定化濃度目標を前提 と し て， その達成に必要な排出削

減量 と， その目標の帰結 と し て生ずる影響の大き さ を推

計し た。 ツールの具体的な改良点と し ては， （ ｉ ） 排出削

減にかかる費用を推定する関数 （限界削減費用曲線） に

ついて最新の知見に更新し た点， （ ｉ ｉ ） 適応策の有無を

考慮し た農作物生産性への影響感度関数を追加的に作成

し た こ と， が挙げられる。 影響評価モデルの精緻化につ

いては， 気候モデルによ る最新の気候予測情報を入力条

件 と し て用いて， 従来よ り も精度良 く 将来の影響予測を

行 う こ と ができ る よ う に， 日別の気候予測情報を用いる

こ と ができ る よ う に農業モデルを改良し， またそのモデ

ルを用いた将来影響の評価を行った。 適応については，

前年に開発を行った適応研究データベース を， さ ら に最

新の研究文献の網羅的収集を継続する こ と で，拡充し た。

収集された文献情報を レ ビ ューし， 適応研究の分類 ・ 整

理を行 う と と も に， 将来枠組みにおけ る適応策の位置づ
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けについて検討し た。

〔関連研究課題〕

0406BH483 　 情報通信機器の消費電力自動管理シ ス テム

に関する技術開発 46p.

0206BY485 　 地球温暖化の影響 と 適応戦略に関する統合

調査 53p.

0206BY530 　 地球温暖化の影響 と 適応戦略に関する統合

調査 ： 健康影響研究 53p.

0305BA541 　 大気中の水 ・ エネルギー循環の変化予測を

目的と し た気候モデルの精度向上に関する研究 54p.

0306CE525 　 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖

化予測に関する研究 55p.

0406BA354 　 温暖化対策の多面的評価ク ラ イ テ リ ア設定

に関する研究 57p.

0406BA488 　 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シ

ナ リ オを用いた温暖化影響評価研究 58p.

0408BA369 　 温暖化対策評価のための長期シナ リ オ研究

59p.

0507BA794 　 アジア太平洋統合評価モデルによ る地球温

暖化の緩和 ・ 適応政策の評価に関する研究 61p.

0507BA507 　 統合評価モデルによ る温暖化の危険な水準

と安定化経路に関する研究 61p.

0206BA423 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態

系の統合的炭素収支研究 ～アジア陸域生態系の炭素収

支変動予測と 21 世紀の炭素管理手法の検討 21 世紀の陸

域炭素管理オプシ ョ ンの総合評価 と炭素収支の統合予測

モデルの開発 65p.

0305AE533 　 主要国の政治制度が地球環境政策決定に与

え る影響に関する研究 66p.

0305BA534 　 2013 年以降の地球温暖化対策促進に向けた

国際合意のための方法に関する研究 67p.

0406AE413 　 地球環境問題に関連する国際法規範形成過

程に関する研究 68p.

0406BA411 　 中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規

律する法原則に関する研究 68p.

0408CD465 　 途上国におけ る温暖化対策 と 持続可能な発

展－ 「京都」 以後の国際制度設計をめざ し て 69p.

1． 2 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ングと機構

解明

〔研究課題コー ド〕 0105SP021

〔代表者〕 今村隆史 （成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング

と 機構解明プ ロ ジ ェ ク ト グループ 　 プ ロ ジ ェ

ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 特定フ ロ ン等に よ る オゾ ン層破壊の問題に関

し ては， オゾン層保護条約， モン ト リ オール議定書等を

始め と する国際的な取 り 決めによ り ， 種々の対策が施さ

れてた結果， 大気中のフ ロ ン濃度は減少傾向に転じ た。

しかし ながら， 依然 と し て南極オゾンホールの年々の発

現， 北極域の春季オゾン破壊が進んでお り ， 今後オゾン

層がフ ロ ン濃度の減少に対応 し て率直に回復に向か う

か， なお予断を許さ ない状況にあ る。 これは成層圏の気

象 ・ 気候や， 極成層圏雲の物理 ・ 化学過程をはじめ と し

たオゾン破壊に関する科学的知見の不足が予測 と 現実 と

の差異の一因であ る と 考え られる。 それ故， オゾン層破

壊機構理解の一層の深化を図 り ， また成層圏オゾン層の

状況の監視を行 う こ と が必要 と さ れてい る。 こ のため，

環境省及び国立環境研究所では人工衛星搭載オゾンセン

サーや地上設置遠隔計測機器に よ る オ ゾ ン層の観測，

データ解析研究， モデル研究等を続けて きた。

　 中期計画期間は， 成層圏において も オゾン層破壊物質

濃度が緩やかな減少傾向に転ずる時期， 逆に言えば最も

オゾン層が脆弱な時期にあたっている。 極域 （高緯度域）

成層圏オゾン層は最も顕著なオゾン層破壊が進行し てい

る領域であ り ， さ らに中緯度域も その影響を頻繁に受け

る こ と が予想される。 そ こ で， 本プロ ジ ェ ク ト では， 高

緯度域を対象にし た人工衛星搭載センサー （衛星観測） ，

及び中緯度域に設置し た地上遠隔計測機器等によ るオゾ

ン層の観測を行い， オゾン層変動の監視やオゾン層変動

機構の解明に資するデータ を国内外に提供する。 さ らに，

データ解析， モデ リ ング等によ り オゾン層変動機構に係

る科学的知見の蓄積を図 り ，将来のオゾン層変動の予測，

検証に貢献する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 衛星観測によ るオゾン層の監視 ： 人工衛星搭載オゾン

層観測センサー ILAS-II （改良型大気周縁赤外分光計 II

型。 環境省によ って開発。 2002 年 12 月にみど り II 衛星

に搭載されて打ち上げ。 定常運用期間 ： 2003 年 ４ ～ 10

月） によ って取得された観測データ を処理し， 検証解析

を行った後， オゾン層研究， オゾン層監視のためのデー

タプロ ダ ク ト と し て， 国内外に向けて提供する こ と を目

標に研究が進められた。 これまでデータ処理アルゴ リ ズ

ムの改訂， 検証データの精査， 検証方法の開発など を通

し， ILAS-II 取得データの処理と検証解析を進めた。 その

結果， 例えば ILAS-II オゾンに関し ては， オゾンゾンデ

および ４ つの衛星センサーか ら のデータ と の比較か ら，

南半球では 11 ～ 70km の高度範囲で ±10％以内で一致す

る こ と が確かめ られた。 北半球の観測に関し ては， 高度

41km 以上ではオゾンの過小評価が認められる ものの，
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11 ～ 40km の成層圏オゾン密度が高い高度領域では検証

データ と ±10％以内で一致する こ と が確かめられた。 ま

たガス状硝酸に関し ては， 北半球で行われた ２ つの大気

球搭載センサーによ る観測データ と の比較な らびに南北

両半球の同じ季節の ILAS データ と の比較の結果， 両半

球と も高度 10 ～ 30km の範囲で，ILAS-II 硝酸 と検証デー

タ と は－ 15％か ら＋ 20％以内で一致する こ と が分かっ

た。 アルゴ リ ズムバージ ョ ン 1.4 によ る検証済みデータ

プロ ダ ク ト は国内外の登録研究者に提供し た。

　 また新たなデータ処理アルゴ リ ズムの開発 と し て， 極

成層圏雲 （PSC） が多い状況下での観測データ の解析手

法 と し て， ガス－エア ロ ゾル同時算出手法の開発にも取

り 組んだ。 開発し た手法を ILAS データに適用し た結果，

PSC イベン ト 時において も エア ロ ゾルのデータ質の向上

や組成を含むよ り 多 く のエア ロ ゾル情報が抽出可能であ

る こ と， ガス成分に関し て も導出精度が向上する こ と が

確かめられた。

　 地上 リ モー ト センシングによ るオゾン層の監視 ： つ く

ば （国立環境研究所） におけ るオゾン ラ イ ダーによ るオ

ゾン層モニ タ リ ングデータの再処理 と その検証解析およ

び検証済みデータの NDSC （成層圏変化の検出に関する

国際的な観測ネ ッ ト ワーク） データベースへの提供， 陸

別 （陸別成層圏総合観測室） におけ る ミ リ 波オゾン計に

よ るオゾン層モニタ リ ングを継続実施と NDSC へのデー

タ提供， 下部成層圏か ら中間圏に渡る高度領域での定常

的なオゾンモニ タ リ ング手法の確立， を目標に研究を進

めている。 特に国立環境研究所 （つ く ば） 設置の ミ リ 波

オゾン分光計については高度 14 ～ 76km の下部成層圏か

ら中間圏にかけてのオゾン変動のモニ タ リ ングを可能 と

する ため観測周波数帯域を 60MHz に加え １ GHz に広帯

域化し た検出系を追加し て き た。 今回中心周波数の見か

け上の揺ら ぎに起因するデータの連続性に対する問題に

関し て， データ解析手法を改良し て問題点を解消する こ

と に成功し た。 新たな解析手法を これまでの観測データ

解析にも適用し， その妥当性を検証し た。 陸別 （北海道）

に1997年に設置し た ミ リ 波分光計に関し て もつ く ばの分

光計に対し て開発し たデータ解析手法を適用する こ と で

データ質の向上を図った。 また測定下限高度も 16km ま

で拡げる と と も に， リ アルタ イ ムデータ処理システムの

構築も図った。 データの検証解析も行い， モニ タ リ ング

データ を NDSC のデータベースに登録し た。

　 極域オゾ ン層変動に係る物理 ・ 化学プ ロ セスの解明 ：

ILAS ／ ILAS-II データ をはじめ と し た観測データの解析

を通し， 極域オゾン層破壊機構の仮説の検証， 極域オゾ

ン層破壊の定量的な理解， PSC 生成を始め と する物理 ・

化学プロ セスに関する科学的知見の蓄積， 極域オゾン層

の破壊が中緯度域のオゾン量に与え る影響の把握を目指

し て研究を進めている。 本年度は ILAS-II データ を基に

南極オゾンホール内での化学的なオゾン破壊速度を， ト

レーサー相関法を用いて見積も った。 オゾンホール生成

前のオゾン と N2O 濃度 と の間に認められた相関関係を も

と に， オゾンホール形成 ・ 成長期のオゾン濃度がオゾン

－ N2O 相関から期待される濃度から どの程度低下するか

を調べる こ と で， 大気の運動の効果を取 り 除いたオゾン

濃度の変化 （オゾン破壊速度など） を議論し た。 その結

果， オゾン破壊速度は ９ 月に最大に達し， また高度に依

存し ている こ と を見出し た。 最大のオゾン破壊速度は ９

月中旬から下旬に観測され， 温位 370 ～ 420K に相当す

る高度域では，58±15ppbv/day と見積も られた。一方，430

～ 470K の高度域では 82±10 ppbv/ day， 520 ～ 560K では

90±12ppbv/day と見積も られた。ボ ッ ク スモデルを用いた

解析から ９ 月中旬か ら下旬にかけて観測されたオゾン破

壊速度の急激な増加は， 極渦領域の太陽光照射量が著し

く 増大し たために， ハロゲン触媒反応によ る破壊が大き

く 増大し た こ と と し て説明でき る こ と が分かった。

　 オゾン層のモデ リ ング と 将来予測 ： 　 成層圏オゾン層

の長期変動を予測する ためには， オゾンを中心 と し た力

学 ・ 放射 ・ 化学の結合系 と 捉え る必要があ る。 本研究で

はそのよ う な目的のため， 現在の研究課題では大気大循

環モデル （CCSR/NIES AGCM， 東京大学気候システム研

究セン ター と 国立環境研究所が共同開発で開発し た大気

大循環モデル） をベースに成層圏での化学－放射－力学

結合を陽に含んだ成層圏化学気候モデル （CCM） の開発・

改良を行っている。 また CCM の開発 と平行し て， 化学

プ ロ セ ス や成層圏での輸送過程 を明 ら かにす る ため，

CCM と同じ CCSR/NIES 大気大循環モデルをベースに，気

温や風速な ど の気象場をナ ッ ジ ン グ と 言 う 手法で気象

デー タ に同化 さ せた三次元ナ ッ ジ ン グ化学輸送モデル

（CTM） の改良 と CTM を用いた研究を進めている。

　 本年度は WMOオゾン科学アセスメ ント 2006 の取り まと

めに向けて， 国際的なプロ グラ ムである SPARC が中心と

なって進めている CCM の比較検証プロ グラ ム （CCMVal）

への貢献のため，CCM に臭素オゾン分解反応系や大気の

球面効果の導入， さ らに CCM の空間分解能の向上を行

い，CCM によ って成層圏オゾンの分布などが再現される

よ う にモデル上で調整が必要な幾つかのパラ メ ーター調

整を行った。 その結果， 従来の CCM （WMO オゾン科学

アセス メ ン ト 2002 に引用） に比べ， オゾンホールの生

成 ・ 消滅時期の遅れや南半球中緯度春季のオゾンの過大

評価などを始め とする問題点の改善が認められた。
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　 CCMVal での過去のオゾン変動および将来のオゾン変

動の数値比較実験シナ リ オに基づいて， 改良版 CCM を

用いた数値実験を行っている。 その結果， 例えば南極オ

ゾンホールの将来変動予測に関し ては， 2000 ～ 2010 年

頃にオ ゾ ン ホールの ピー ク を迎え た後， 徐々にオ ゾ ン

ホールの回復が期待でき る結果が得られている。

　 一方，CTM を用いたオゾン層変動の定量的理解に関す

る研究 と し て， 北極域の極渦崩壊後のオゾン分布の再現

実験を行った。 モデル実験では， CTM の化学プロセス を

ON/OFF させる こ と によ り ，力学的なプロセス と化学的な

プロ セスの影響を分離し て評価し た。 その結果， 北極渦

崩壊後のオゾンの空間パターンは化学プロセス を考慮し

ない場合， ト レーサー分子であ る N2O の空間分布 と類似

し たオゾン分布が得られる こ と が分かった。 しかし なが

ら オゾンの減少量は極渦内でのオゾン分解反応のみを考

慮し たモデル実験からは再現できず， 何ら かの化学的な

オゾン分解プロセスが働いている こ と が分かった。 極渦

の外での化学プロセス を ON にし た数値実験結果の解析

から，オゾンの減少量は初夏にかけての NOx オゾン分解

サイ クルによ る化学的なオゾン分解によ って コ ン ト ロー

ルされている こ と が分かった。

〔関連研究課題〕

0206BA782 　 オゾ ン層破壊の長期変動要因の解析 と 将来

予測に関する研究 71p.

0406CD466 　 亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気

と中緯度大気の混合の年々変動に関する研究 73p.

0408AE373 　 3 次元モデルによ る大気微量成分分布の長

期変動に関する研究 73p.

0505AF779 　 地上赤外分光観測に よ る微量気体成分高度

分布導出手法の高度化のための研究 73p.

0105AE259 　 大気衛星観測データの放射伝達解析に関す

る研究 219p.

0205AA340 　 ILAS-II データの処理 ・ 保存 ・ 提供のための

システム開発 ・ 改訂及び運用 219p.

0205AE341 　 ILAS-II データ処理運用システムの開発に関

する基礎的研究 219p.

0305AE528 　 衛星データ等を利用し た高緯度成層圏の気

温 ・ 気圧高度分布の比較研究お よ びその ト レ ン ド 解析

220p.

0508BH855 　 衛星によ る スペク ト ルデータ を利用し た天

然ガスパイプ ラ イ ンか らの メ タ ン漏洩量導出アルゴ リ ズ

ムの開発 221p.

1． 3 　 内分泌か く 乱化学物質及びダイオキシン類

のリ スク評価と管理

1． 3． 1 　 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔研究課題コー ド〕 0105SP031

〔代表者〕 米元純三 （内分泌か く 乱化学物質及びダ イオキ

シ ン 類の リ ス ク 評価 と 管理プ ロ ジ ェ ク ト グ

ループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質 （環境ホルモン） の環境汚

染の状況を理解し， 環境生物への影響及び人への影響を

明ら かにする と共に汚染の影響を未然に防止する ための

手法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 以下の ５ つの研究課題を中心 と し て展開し た。 １ ） 内

分泌攪乱化学物質の新たな計測 ・ 評価試験法の開発 と 環

境動態の解明  ２ ） 野生生物の生殖に及ぼす内分泌攪乱化

学物質の影響評価 　 ３ ） 内分泌攪乱化学物質の脳 ・ 神経

系 ・ 内分泌系 ・ 免疫系への影響 　 ４ ） ヒ ト におけ る研究

　 ５ ） 分解処理技術 ・ 内分泌攪乱化学物質等の管理 と 評

価のための統合情報システムの開発。

　 １ ） 分析法については引き続き質量分析法を中心 と し

て， 超微量分析法の開発を進め， 環境調査への応用をは

かった。

　 酵母ア ッ セ イ法によ る甲状腺ホルモン ・ アン タ ゴニス

ト 試験法の構築を試み，PCB のモ ノ 水酸化体 91 物質を用

いてアン タ ゴニス ト 活性の有無を調査し た。 アン タ ゴニ

ス ト 活性物質 と 評価 さ れた物質は， ４ 物質であ っ たが，

いずれも濃度的に も抑制率的にも強いアン タ ゴニス ト 物

質 と は評価でき なかった。 環境中では複数の化学物質に

よ り ， 相加や相乗などの様々な内分泌か く 乱作用が引き

起こ されている こ と が推測される。 同一作用を引き起こ

す化学物質の組み合わせによ る複合影響をエス ト ロゲン

活性及び甲状腺ホルモン活性について酵母ア ッ セ イ法を

用いて検討を行い， 相加的であ る こ と を確認し た。

　 In vivo の生物検定法 と し て， ミ ジン コ を用いた甲殻類

における内分泌か く 乱化学物質の新たな試験法を OECD

に提案し ている。本年度は世界各地の D. magna の感受性

についてのバ リ デーシ ョ ンを行った。 魚類におけ る内分

泌か く 乱化学物質のエス ト ロゲン作用のス ク リ ーニング

法の一つであ る， メ ダカの卵黄タ ンパク質の前駆体であ

る ビテ ロ ジェニンの ELISA 法によ る測定の標準化， バ リ

デーシ ョ ンを メ ダカビテ ロ ジェニン標準タ ンパク （NIES

ス タ ンダード） を作成し て行った。

　 ２ ） 東京湾におけ る定点観測を引き続き行い， 生物量
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の把握， 生物サンプルの分析を行い， サ メ ， エイ類が増

加し ている こ と を明ら かにし た。 化学物質によ る汚染の

影響を明ら かにする一環 と し て， マコ ガレ イの血清中ビ

テ ロゲニン濃度 と 性ステ ロ イ ド ホルモンの経月変化及び

生殖腺の病理組織学的検討を行った。

　 RXR を介し た イ ンポセ ッ ク スの発生 メ カニズムについ

て， RXR 遺伝子及びタ ンパク の発現， RXR 標的遺伝子，

ペニス及び輸精管の分化 と 増殖 （成長） について検討し

た。

　 ３ ） 多動症モデルにおいて， これまで大槽内投与によ

り 検討し てき たが， ビ ス フ ェ ノール A のラ ッ ト 新生仔へ

の経口投与によ って も多動症が起き る こ と を示し た。 ダ

ニアレルゲン誘発ア ト ピー性皮膚炎マウ スモデルを構築

し， フ タル酸エステルの DEHP が皮膚炎症状を増悪させ

る こ と を見いだし た。 2,3,7,8- 四塩化ジベンゾパラ ジオキ

シン （TCDD） の毒性影響の作用 メ カニズムの多 く は， 細

胞の増殖に関与する影響であ る。 こ の こ と に着目し て，

マ イ ク ロ アレ イや免疫沈降法などの網羅的な探索ではな

く ， 根幹的な メ カニズムの視点か らのバイオマーカーの

探索を試みた。 すなわち， 細胞の不死化や増殖に関与す

る遺伝子に予め注目し， TCDD 曝露によ るその分子の挙

動を調べ， バ イ オマーカー と し ての可能性を検討し た。

実験には， ヒ ト 胎盤絨毛癌細胞 Bewo 細胞を用いて， エ

ス ト ロゲン及び TCDD 曝露によ る テ ロ メ レース， human

telomerase reverse transcriptase （hTERT）及び c-myc 遺伝子

の発現影響を調べた。 その結果， いずれも， TCDD で発

現が用量依存的に誘導され，E2 存在下で TCDD の影響が

減弱 し た。 こ れ ら の遺伝子発現は ER の無い細胞で も

TCDD で誘導されたので，TCDD 曝露によ る発現誘導は，

AhR を介し ている こ と が示唆された。 また， E2 存在下に

よ る TCDD の発現誘導の抑制は， E2 によ る AhR シグナ

ル伝達の抑制であ る と考え られた。

　 ４ ） ヒ ト 用高磁場 MRI によ るボ ラ ンテ ィ アの脳測定を

引き続き行い， 脳形態画像の集積， 脳機能画像の測定を

行った。 脳局所スペク ト ルによ る代謝解析の手法を確立

し た。 ヒ ト の剖検データか らの精巣重量の出生年別経年

変化について， 引き続き例数を増やし解析し た。 出生年

が新しいほど， 最大精巣重量に達する年齢が若 く ， また，

精巣重量が17 ｇ を切る年齢も早ま る傾向があ る こ と が示

された。

　 ５ ） 分解技術については， 高温 ・ 高圧の熱水によ り 土

壌中のダ イオキシン類を効率よ く 除去でき る こ と を示し

た。

　 内分泌攪乱化学物質の リ ス ク評価 と 管理のための統合

情報システムを GIS 上に構築し， モニ タ リ ングデータの

GIS 上における解析手法の検討を行い，GIS 多媒体モデル

(G=SIEMS) を開発し た。 このモデルについてダ イオキシ

ン類や PRTR 対象物質に対する ケース ス タデ ィ と モデル

の検証を実施し た。 また， POPs 輸送モデルに対する複数

の国際比較共同研究に参加し， 性能比較研究を行った。

〔関連研究課題〕

0105AA165 　 内分泌か く 乱化学物質の新たな計測手法 と

環境動態に関する開発 117p.

0105AA166 　 野生生物の生殖に及ぼす内分泌か く 乱化学

物質の影響に関する研究 118p.

0105AA167 　 内分泌か く 乱化学物質の脳 ・ 神経系への影

響評価に関する研究 119p.

0105AA168 　 内分泌か く 乱化学物質の分解処理技術に関

する研究 120p.

0105AA169 　 内分泌撹乱化学物質等の管理 と 評価のため

の統合情報システムに関する研究 120p.

0105AA354 　 ウ ズ ラ での環境ホルモン感受性試験の国際

標準化 121p.

0105AA378 　 内分泌か く 乱化学物質の生殖系への影響評

価に関する研究 121p.

0105AE043 　 海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機

能障害に関する研究 122p.

0105AE176 　 淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の

影響 122p.

0105AE181 　 酵母ア ッ セイ システムを用いた S9 代謝化内

分泌か く 乱物質の検出と化学構造の決定 123p.

0105AE185 　 環境ホルモンの呼吸器 ・ 免疫系に対する影

響 123p.

0105BY439 　 魚類を用いた内分泌撹乱化学物質の影響評

価試験 124p.

0205BY441 　 甲殻類 （ ミ ジン コ） におけ る内分泌撹乱化

学物質の研究 125p.

0505AF913 　 化学物質曝露に よ る次世代影響の予測シ ス

テムの開発のための基礎的研究 127p.

0506CD909 　 前鰓類の イ ンポセ ッ ク ス誘導機構の解明 ：

レチ ノ イ ド  X 受容体 （RXR） を介し た有機スズ化合物の

作用機序の解析 127p.

0405AE334 　 環境文学にみられる有害汚染物質の生態影

響に関する研究 232p.

1． 3． 2 　 ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105SP032

〔代表者〕 米元純三 （内分泌か く 乱化学物質及びダ イオキ

シ ン 類の リ ス ク 評価 と 管理プ ロ ジ ェ ク ト グ
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ループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン汚染について新しい観点から， 新

たな計測法や処理技術の開発， リ ス ク の精密評価を通じ

てダイオキシン対策に貢献する。

〔内容および成果〕

　 分析技術においては， 煙道排ガス中のダ イオキシン濃

度のオンサイ ト 測定装置の開発， 改良を行った。 低分解

能 MS 条件での測定であ るが， 良好な ク ロマ ト グ ラ ムが

得られ， 感度もサブ pg が測定可能であった。 ダ イオキシ

ン類分析の前処理におけ る有機溶媒量を減らす目的で，

ク リ ーンア ッ プ最終段階での活性炭分散シ リ カゲルの少

量化に向けた検討を行った。

　 地球規模のダ イオキシン類および POPs 汚染を解明す

る ために 1995 年から 1997 年に捕獲された イ カの肝臓を

用い， 外洋におけ る ダ イオキシン類の分布 と 発生源の推

定を行った。 その結果， 北部太平洋周辺， こ と に日本付

近の海域で高 く ， それ と 比べて南半球では低 く ， 赤道付

近では検出でき ないレベルであった。 また， 発生源は多

く が燃焼起源であ る と推定された。

　 ダ イオキシンの水腎症発症 メ カニズムを尿細管のイオ

ンチ ャ ネル関連遺伝子への影響を解析する こ と に よ り ，

分子レベルで明らかにし た。 すなわち， 授乳期 TCDD 曝

露によ り 仔マウ スの腎臓形成期に生じ る水腎症は， AhR

を介し て起こ る腎尿細管の Na， K， Cl イオンチャネル関

連遺伝子発現に対する TCDD の影響に起因する と い う ，

新たな水腎症発症 メ カニズムを明らかにし た。

　 ダ イオキシン類への ヒ ト への曝露の実態を引き続き母

乳で調べる と と もに， CYP1A1 の多型が感受性要因と し

て機能し ているかど う かを検討し た。

〔関連研究課題〕

0005AA171 　 ダ イ オキシン類の体内負荷量および生体影

響評価に関する研究 128p.

0105AA273 　 地球規模のダ イオキシン類及びPOPs汚染に

関する研究 128p.

1． 4 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔研究課題コー ド〕 0105SP041

〔代表者〕 椿宜高 （生物多様性の減少機構の解明 と保全プ

ロ ジェ ク ト グループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生息地の破壊 ・ 分断化 と侵入生物 ・ 遺伝子組換

え生物に よ る 地域生態系の生物多様性への影響を解明

し， 保全手法を開発する ため， 在来の野生生物について

遺伝子， 種， 生態系 （群集） の ３ つのレベルで地域の生

物多様性の特性を明ら かにする と と も に， 種分布の分断

化や侵入生物 ・ 組換え生物によ る撹乱の状況を地図情報

化する。 さ ら に， 地理空間情報 と 種の繁殖様式情報を統

合し た種間競争モデル化によ って， 在来種を駆逐する危

険性の高い侵入生物の特性や多種共存の メ カニズムを明

らかにする。ま た，絶滅の危機に瀕する 野生生物の保全や

動態把握に不可欠な技術及び手法の開発研究を実施する 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 生息環境の変化が著 し い河川中下流流域におい

て， 生物多様性変遷過程の特徴を抽出し た。 関東平野の

鬼怒川 ・ 那珂川において淡水魚オイ カ ワの系統分布を調

査し た。 その結果， アユ放流由来 と 思われる琵琶湖産系

統が鬼怒川に多 く ， 那珂川に少なかった。 両河川 と も に

琵琶湖産アユが放流されていたため導入履歴の有無は影

響し ないが， 鬼怒川には堰堤が多いため， 堰堤によ る湛

水域の形成が影響し てい る可能性があ る と 推測 さ れた。

荒川中下流流域 1,753 km2 において過去 50 年間の湿原性

鳥類オオ ヨ シキ リ の分布変化を推定し た。 こ の地域の農

耕地率は 1950 年代の 50％以上から 1970 年代の約 30％

へ， 市街地率は 14％から 40％へと増減し たが， その後の

変化は少なかった。 80％以上の確率でオオ ヨ シキ リ が生

息する ３ 次 メ ッ シュ推定数は，水田地帯を中心に 1950 年

代の 277 から， 1970 年代の 86， 1990 年代後半の 83 へ と

減少し ていた。

　（ ２ ） 釧路湿原達古部沼 と その流出入河川において， シ

グナルザ リ ガニの分布特性を調査し， 分類木を用いてザ

リ ガニの分布を予測し た。 生息場所に関わ らず， 岸直下

のえ ぐれの体積がシグナルザ リ ガニ出現の有無を規定し

ていた。 えぐれの体積が 0.0054 m3 以下の時， シグナルザ

リ ガニは沼では出現し ないが，河川では pH が 6.5 以上か

つ水温が 14.3 ℃以上の時， シグナルザ リ ガニが出現する

こ と が予測された。 回帰木を用いて， 沼沿岸域のシグナ

ルザ リ ガニの個体数を予測し た と こ ろ， シグナルザ リ ガ

ニはえぐれの体積が0.61 m3以上の微生息場所で個体数が

も っ と も高 く ， えぐれが 0.61 m3 以下であって も，溶存酸

素が 9.09 mg / l 以上の微生息場所において中程度の個体

数を示し た。 一方， 回帰木の結果か ら， 河川においてシ

グナルザ リ ガニの個体数を規定し ている最大の要因は水

温であった。

　 河川の流域開発あ るいは河川工事に伴 う 河道の直線化

の現状を定量的に把握する ため， 北海道のすべての １ 級

および ２ 級河川 （226 水系） を対象に， 過去 50 年間の河

川形状の変化を解析し た。 河川形状のデータは， 1950 年

代と 2000年代の ２ つの時代に国土地理院よ り 発行された

1:50,000 地形図か ら取得し た。 それら をデジ タル化し た
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後， GIS を用いて屈曲率の変化， およびエン ト ロ ピーに

基づ く 複雑度指標値 （YS） を求めた。 その結果， ほぼす

べての河川において屈曲率の低下が認め られ， 特に中下

流域での直線化が目立った。 また， これら の河川形状の

複雑度は，全道平均で過去 50 年間に少な く と も従来の 73

％にまで低下し ている と見積も られた。

　（ ３ ） 森林の個体ベースモデルを使い， 種特異的な死亡

要因や， 繁殖の時間変動など， 多種の共存を促進する と

考え られている要因の効果を評価し た。 これらの共存 メ

カニズムが働いている場合， 森林の構造になん ら かの特

徴的なパターンが見られるかをシ ミ ュ レーシ ョ ン実験に

よ り 探索し たが， さ ま ざ まなばらつき を含んだ測定デー

タのなかから検出でき る よ う な特徴を見いだすこ と はで

き なかった。

　 仮想的な食物網のシ ミ ュ レーシ ョ ン実験を さ ら に進め

た。 シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルのなかで進化的に構築され

た食物網は高い復元力を持ち， かな り 強い撹乱を加えて

も多様性変動パターンに大き な変化は見ら れなかった。

し かし， 非常に弱い撹乱で も， 頻度が高 く な る と， 多様

性の低い分類群の存続に悪影響を与え る こ と が明ら かに

なった。

　 種の分布データ を も と に， 効率的な保護区のデザイ ン

を求める アルゴ リ ズムの開発を行った。 アルゴ リ ズムに

ゆ ら ぎを組み込み， ほぼ最適なデザイ ンを多数生成する

方法を開発し た。 多数のオプシ ョ ン を用意する こ と で，

さ ま ざ まな制約条件や評価の視点を加味し た柔軟な保護

区デザイ ンが可能になる。

　（ ４ ） 昨年よ り 国立環境研 Ｈ Ｐ で公開を開始し た侵入種

データベースの情報整備 ・ 追加を行った。 また， 侵入生

物種の生態 リ ス ク評価手法を確立する目的で，輸入昆虫，

ア ラ イ グマ， マングース， カ メ ・ ハブ， 導入魚類， 帰化

植物に関する調査 と 情報集積を行った。 と く に， 輸入昆

虫セ イ ヨ ウオオマルハナバチおよび外国産ク ワガ タ ムシ

の野生化の実態および在来種および外国産種のDNAデー

タ ベース に基づいた遺伝的浸透の リ ス ク を明 ら かに し

た。 また， 外来寄生生物の持ち込み状況および宿主 - 寄

生生物間の共種分化プロ セス を明らかにし た。 これらの

成果を も と に環境省 ・ 農水省 ・ 事業者 と 連携し て， 輸入

昆虫の管理システムの構築を検討し た。

　（ ５ ） 蛍光遺伝子を導入し たシ ロ イ ヌナズナ と 近縁野生

種ハタザオ （Arabidopsis lyrata） と の交雑が室内実験にお

い て 2.6±0.4％で あ り ， シ ロ イ ヌ ナ ズ ナ同士の交雑率

（0.24±0.02％） に比べて約 10 倍の頻度であった。 ハタザ

オは自家不和合性を持つため， 自分の花粉で稔実する こ

と ができ ないため， 高い値 と なった と 考え られた。 輸入

されている組換え農作物の う ち， セイ ヨ ウ アブ ラナにつ

いて国道沿いでの分布調査を行い，国道 51 号線でセイ ヨ

ウ アブラナを 1154 個体確認し， その う ち 35 個体が除草

剤耐性セ イ ヨ ウ アブ ラナであ る こ と を確認し た。 組換え

微生物の微生物多様性に及ぼす影響を調べた結果， 組換

え微生物の接種によ って微生物多様性が大き く 変動する

こ と は観察されなかった。

〔関連研究課題〕

0510AD944 　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発

と細胞保存バン ク 143p.

0105AA205 　 侵入生物によ る生物多様性影響機構に関す

る研究 154p.

0105AA207 　 流域ラ ン ド ス ケープにおけ る生物多様性の

維持機構に関する研究 155p.

0105AA210 　 遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に

関する研究 155p.

0305AA506 　 生物群集の多様性を支配する メ カニズムの

解明に関する研究 157p.

0305BA585 　 遺伝子組換え生物の開放系利用によ る遺伝

子移行と生物多様性への影響評価に関する研究 159p.

0406BA421 　 侵入種生態 リ ス ク の評価手法 と 対策に関す

る研究 161p.

0406BC319 　 ため池 と その周辺環境を含む地域生態系の

水循環と公益的機能の評価 163p.

0506AF470 　 河道堰堤が河川生態系の規模 ・ 構造に及ぼ

す影響 167p.

0506AF934 　 リ モー ト センシングに よ る絶滅危惧種イ ト

ウ （Hucho perryi ） の産卵個体検出 167p.

0507AE780 　 ス ズ メ 目鳥類の個体群構造に関す る 研究

167p.

0507AG942 　 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 168p.

0507CD539 　 小笠原諸島におけ る固有水生生物の保全手

法についての研究 169p.

0507CE943 　 鳥類細胞保存のアジア国際ネ ッ ト ワー ク構

築 169p.

0508AE772 　 シ ロ イ ヌナズナの酸化的ス ト レ スに対する

新規な初期応答機構 170p.

0508AH778 　 流域生態系の再生プ ラ ン支援を目的 と し た

河川ネ ッ ト ワーク解析技術の開発 171p.

0508BD966 　 健全な湖沼生態系再生のための新し い湖沼

管理評価軸の開発 171p.

0510BY947 　 タ ンチ ョ ウ （Grus japonensis ） のハプ ロ タ

イプおよび雌雄判別 173p.

0505ZZ965 　 生物多様性情報共有 と 利用に関す る 研究

253p.
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1． 5 　 東アジアの流域圏における生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理

〔研究課題コー ド〕 0105SP051

〔代表者〕 村上正吾 （東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化 と 持続可能な環境管理プ ロ ジ ェ

ク ト グループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 21 世紀の日本及びアジア・太平洋地域における

均衡あ る経済発展に と って， 森林減少， 水質汚濁， 水資

源枯渇， 土壌流出等の自然資源の枯渇 ・ 劣化が大き な制

約要因 と な り つつあ る。 こ う し た環境問題に対処する た

めには， 環境の基本ユニ ッ ト であ る 『流域圏 （山～河川

～海）』 が持つ受容力を科学的に観測 ・ 把握し， モデル化

を行 う こ と によ り 環境受容力の脆弱な地域を予測し た上

で， 環境負荷の減少， 環境保全計画の作定， 開発計画の

見直し， 環境修復技術の適用等環境管理を行ってい く こ

と が最も必要であ る。 本プロ ジ ェ ク ト は， 東アジアを対

象 と し て， 流域圏が持つ生態系機能 （大気 と の熱 ・ 物質

交換， 植生の保水能力 と 洪水 ・ 乾燥調節， 水循環 と 淡水

供給， 土壌形成 と 侵食制御， 物質循環 と 浄化， 農業生産

と 土地利用， 海域物質循環 と 生物生産など） を総合的に

観測 ・ 把握し， そのモデル化 と 予測手法の開発を行 う も

のであ る。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 衛星データ を利用し たアジア ・ 太平洋地域の統合

　 　 的モニタ リ ング 　

　 アジア ・ 太平洋 環境イ ノベーシ ョ ン戦略プロ ジェ ク ト

の一環 と し て， 各国の研究機関 と の共同の下， 地球環境

観測センサ MODIS を主 とする衛星観測や地上生態系観

測か ら構成される環境モニ タ リ ング体制の確立 と ネ ッ ト

ワーク化を目指し， 森林減少， 砂漠化， 土壌流出， 水資

源枯渇等， アジア太平洋地域におけ る環境変化の監視 ・

把握のための基盤整備を行 う 。 さ らに， 受信衛星データ

の解析技術 と 広域ス ケールでの水 ・ 物質動態モデル等の

数理モデル技術の活用によ り ， 統合的環境モニ タ リ ング

手法の開発を行 う こ と を目的 と し ている。 平成 17 年度

は， 米国で開発 さ れた陸域生態系モデルであ る Biome-

BGC を東アジアモン スーン地域への適用を可能 とする よ

う に改良し た。 さ らに， 陸域生態系モデル Biome-BGC を

用いて， 長江流域に存在する植生によ る炭素固定機能の

評価を行った。 また， 農業生態系か ら三峡ダム湖に流入

し た窒素負荷量の変化を分析する ため， 長江上流にあ る

351 県に対し て 1980 ～ 2000 年の ５ 年ご と の農業統計デー

タや気象観測ステーシ ョ ン等の観測データ を空間情報シ

ステム上で結合し， 窒素収支に関するデータベース を構

築し た。 これを用いて， 長江上流農村地域におけ る人為

的活動によ る反応性窒素 （大気沈降， 生物固定， 化学肥

料） や長江上流にあ る各主支流に流入し た窒素について，

量的な及び空間的な変化を解明し た。 

　（ ２ ） 長江 ・ 黄河流域における水循環変化によ る自然資

　 　 源劣化の予測と その影響評価

　 長江での三峡ダム建設，長江から黄河への導水事業（南

水北調） 等によ る水循環変動が流域生態系， 農業生産及

び水資源の健全性等に与え る影響を予測し， 中国内陸部

開発の持続可能性が検討可能な陸域環境統合モデルの確

立を図る。 具体的には， 自然環境， 社会経済情報のデー

タベース構築や水 ・ 物質動態モデルの枠組み構築， 長江

の河川水質 ・ 生態系調査， 統合モデルに基づ く 水循環の

変化と農業生産と の相関関係解析を実施する。本年度は，

統合型流域モデル （NICE モデル） に農業生産モデルを結

合する こ と によ って， 華北平原及び黄河下流域での潅漑

が地下水流動に及ぼす影響についてシ ミ ュ レーシ ョ ンを

行った （NICE-AGR モデル）。 NICE-AGR モデルは ト ウモ

ロ コ シ及び小麦の生育に必要な潅漑量を精度良 く 推定

し， 両作物の栽培時期におけ る土壌水分， LAI， 蒸発散，

作物生産量， 地下水位を良好に再現でき る。 シ ミ ュ レー

シ ョ ンによ って華北平原におけ る空間的な地下水位分布

が得られ， 過度な灌漑によ って地下水位及び水収支が大

き く 影響を受けている こ と が明らかになった。 

　（ ３ ） 東シナ海における長江経由の汚染 ・ 汚濁物質の動

　 　 態と生態系影響評価

　 長江流域起源で東シナ海に流入する汚濁物質の海洋生

態系内での物質循環を河口域におけ る流入物質の定量 と

河口域生態系の遷移機構調査や東シナ海での拡散輸送過

程調査の実施によ り 明ら かにし， 化学物質の海洋生態系

への取 り 込み と生物濃縮経路に関する実験 と そのモデル

化， 長江経由の環境負荷の海洋生態系内での物質循環の

モデル化 と その適用によ り ， 汚染物質の動態を含めた東

シナ海の海洋環境管理手法の確立を目的 と し ている。 本

年度は， 東シナ海を含む東アジア沿岸海域への適用を想

定し た海色 リ モー ト センシング手法の確立を目指し， 大

気 と 水中におけ る放射伝達過程をモデル化し， 東アジア

沿岸海域で想定される様々な大気状態および水中状態に

対応し た大気上端分光放射輝度 LTOA （λ） ， 海面の リ

モー ト センシング分光反射率 Rrs （λ） および分光放射照

度反射率 RI （λ） の再現計算を行った。 計算結果は， 想

定し た大気および水中の状態パラ メ ータ と と も にスペク

ト ルデータベースに蓄積し た。 また， 採水調査に基づい

た懸濁物質の濃度データに衛星観測データ あ るいは現場

観測分光データ を対応させた， マ ッ チア ッ プデータ を作
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成し た。 そ し て， マ ッ チア ッ プデータに基づいて， 既往

の海色 リ モー ト センシング手法の妥当性 と， スペク ト ル

データベースの海色 リ モー ト センシングへの応用可能性

について議論し た。 大気および水中の放射伝達モデルを

用いた， これまでの再現計算では， 懸濁物質濃度が鉛直

方向に一様分布し ている こ と を仮定し ていた。 しかし な

がら， 実際の懸濁物質濃度は， 鉛直方向に不均一に分布

し てお り ， その分布様式は， 場所によ ってあ るいは時期

によ って変化する。 スペク ト ルデータベースに蓄積し た

分光特性データ と 実測し た分光特性データのマ ッ チング

によ って， 懸濁物質濃度を推定する場合， こ う し た鉛直

分布様式の違いを考慮する必要があ る。 今後は， 当該海

域に代表的な懸濁物質について， その濃度の鉛直分布様

式に関するデータ を収集し， これを考慮し た再現計算を

行 う こ と によ り ， スペク ト ルデータベース を充実させて

い く 必要があ る。

　（ ４ ） 沿岸域環境総合管理

　 沿岸域は， 原油 ・ 汚濁物質等によ る沿岸生態系への被

害や， 埋め立て等によ る環境の破壊など， 人間活動の影

響を大き く 受けて き た。 こ う し た環境影響の軽減 と 沿岸

域環境の修復方策の効果の検討のため， 沿岸域環境の変

動予測モデルを開発し， 沿岸域環境管理手法を整備する

こ と を目的とする。 本年度は， 東京湾の京浜運河の一角，

大井海浜公園の北側に造設された人工干潟において， ア

サ リ の死亡を防ぐ ため， 人工干潟内に微細気泡発生装置

を設置す る こ と に よ り アサ リ の生存を保つ調査を行っ

た。 また， 近年東京湾に侵入し て き た外来種ホン ビ ノ ス

ガ イについて も アサ リ 同様の成長， 生残試験を行い， そ

の生態特性を調べた。

〔関連研究課題〕

0105AA269 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 （1） 衛星データ を利用し た

アジア ・ 太平洋地域の総合的モニタ リ ング 201p.

0105AA270 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 （2） 流域環境管理に関する

研究 202p.

0105AA271 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 （3） 東シナ海における長江

経由の汚染 ・ 汚濁物質の動態と生態系影響評価 207p.

0105AA272 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理プロ ジェ ク ト （4） 沿岸域環

境総合管理に関する研究 207p.

1． 6 　 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼ

ル排気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価

〔研究課題コー ド〕 0105SP061

〔代表者〕 若松伸司 （大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・

デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状

物質の動態解明 と 影響評価プ ロ ジ ェ ク ト グ

ループ 　 プロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大都市部や幹線道路沿いにおいて大気中浮遊

粒子状物質が環境基準を満たせない状態が続いてい る。

こ の浮遊粒子状物質の う ちで健康影響が大きい と される

微小粒子状物質の濃度が増加する と 死亡率が増加する と

の疫学調査の結果が米国をはじめ と し て各国で出て来て

いる。 また微小粒子状物質に対する高感受性群 と し て呼

吸機能や循環機能に障害を持つ人や老人などが挙げられ

て き た。 しかし微小粒子状物質が死亡率を上げる機構に

ついての科学的知見は殆ど無い。 都市大気中におけ る

PM2.5 や DEP を中心 と し た粒子状物質によ る大気汚染を

改善する ためには， 発生源の把握， 環境濃度 と の関連性

の解析， 並びに疫学 ・ 曝露評価， 毒性 ・ 影響評価を行 う

必要があ る。 浮遊粒子状物質等の都市大気汚染の発生源

特性の把握， 測定方法の開発， 環境大気中での挙動の解

明， 地域濃度分布及び人への曝露量の予測， 動物曝露実

験によ る閾値の推定， 発生源対策シナ リ オについて検討

を研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　 サブテーマ １ ： 排出実態 と 環境動態の把握及び計測法

　 　 に関する研究

　 前年度までに，

・ シ ャ シーダ イナモ実験， 車載計測， ト ンネル ・ 沿道調

査などの実験手法を構築し， これらの手法を組み合わせ，

デ ィ ーゼル車か ら の排出特性を調べた。 シ ャ シーダ イナ

モ実験によ り ， デ ィ ーゼル車か ら排出される微小粒子 と

運転条件と の関係を解析し， 20 ～ 30 ナ ノ メ ー ト ルに個

数濃度のピーク を有する微小粒子が， 高負荷運転直後の

減速時に多 く 排出される こ と を明らかにし た。

・ 微小粒子の化学組成分析を行い， これらの微小粒子は，

燃料の高沸点成分 と 潤滑油由来の炭化水素で構成されて

お り ， 特に潤滑油の影響が大きいこ と を明らかにし た。

・ 風洞実験手法を精緻化し て沿道内におけ る渦の挙動 と

大気汚染の立体分布の関連性を明ら かにし， 高濃度が発

生する沿道大気汚染の状況を改善する為にどのよ う な対

策が考え られるかを提言し た。 特に高架道路が沿道の大

気汚染分布に及ぼす影響を解明し た。
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・ 各種走行状態下での自動車か ら の発生実態の把握， 拡

散チャ ンバーを用いた大気放出後の粒径成長の把握， 沿

道での実態把握， 航空機によ る広域的挙動の把握を行っ

た。

・ デ ィ ーゼル車排気由来の 20 ～ 30 ナ ノ メ ー ト ルにピー

ク を持つ粒子が存在する こ と， こ の粒子は揮発性の物質

によ り 構成されている ら しいこ と を明らかにし た。沿道・

都市地域におけ る化学組成分析のためのサンプ リ ングを

実施し， 20 ～ 30 ナ ノ メ ー ト ルに個数濃度のピーク を有

する微小粒子は， 気温が低下する冬季に高濃度にな り ，

その化学組成は， デ ィ ーゼルエンジンの潤滑油成分 と 似

た組成か ら構成されているが， 潤滑油よ り やや高い沸点

を有する こ と を明ら かにし た。 また， これらの微小粒子

は，一般大気中での存在確率は低 く ，自動車，特にデ ィ ー

ゼル車の寄与が大きいこ と を確認し た。

・ EC ／ OC の分離分析手法を検討し， 反射光強度 と炭素

量の関連性から試料加熱時における OC の炭化量を補正

評価する方法を開発し た。 また， 従来の Ｃ Ｈ Ｎ コーダー

で得られた測定結果の評価方法を示し た。

・ 揮発性微小粒子の形態を観察するための手法を検討し，

静電捕集 と原子間力顕微鏡 （AFM） と を用いる こ と によ

り ， 大気中及びデ ィ ーゼル排気中の揮発性微小粒子の形

態観察が可能であ る こ と示し た。

　 本年度は，

 （発生源 ・ 環境動態に関する研究）

・ 沿道 と シ ャ シーダ イナモ上で測定された粒径分布の相

違を解明する ため， 過渡運転条件での検討を行った。

・ デ ィ ーゼルの排気由来の 20 ～ 30 ナ ノ メ ー ト ルにピー

ク を持つ粒子に関するデータ を蓄積し た。

・ 沿道 ・ 都市におけ る微小粒子の経年変化 と 発生源 と の

関連性を解析し た。

・ 風洞実験や数値モデルで得られた知見の局地大気汚染

対策への適用可能性を検討し た。

・ SPM， PM10， PM2.5 やナ ノ 粒子に関し ての国際共同研究

を継続させ， 比較評価を行った。

・ 広域数値予測モデルを用いて化学組成別粒子濃度の年

間分布を算出し た。

・ 全国の地方環境研究所等 と の共同研究を推進し， 光化

学オゾンや黄砂， SPM 大気汚染データの解析結果を蓄積

し た。

・ 広域的な環境動態を把握する ために， 粒子状物質の発

生 ・ 生成 ・ 変質 ・ 消滅 ・ 沈着過程を含む化学輸送モデル

を関東地域 と 関西地域に適用し， 立体分布観測データ等

を用いてモデルの検証を行った。

・ 光化学オゾ ン， 大気微小粒子等の広域 ・ 都市予測モデ

ルを構築し， テス ト 運用し た。

・ 大気微小粒子に関し ての中国や メ キシ コ と の共同研究

を実施し た， 検討を深めた。

　 （計測法の検討に関する研究）

・環境大気の炭素成分分析に関し ての比較検討を行い，分

析 ・ 評価方法を提案し た。

・ SPM， PM10， PM2.5， 炭素成分の常時監視モニ タ リ ン グ

システムの検討を行った。 また， 炭素成分の自動モニ タ

リ ング装置の比較評価を行い機差特性を明らかにし た。

・ 超微粒子 （ナ ノ 粒子） の捕集装置を試作し， 分析法を

検討し た。

　 サブテーマ ２ ： 曝露量に基づ く 対策評価モデル等に関

　 　 する研究

　 前年度までに，

・交通システム対策評価モデル，DEP 排出量の詳細推計・

地域分布予測モデル， 交通流モデルを構築し精度の向上

を図った。 時間帯別交通量および速度を再現する ため，

リ ン ク ご と の自由走行 と渋滞走行の比率を時間帯別に再

現でき る よ う な交通流シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルモデルを

構築し た。

・ 開発し た対策評価 ・ 曝露評価シ ス テム を用いて， 排出

係数を変化させる対策の例 と し て八都県市のデ ィ ーゼル

規制を導入し た場合に加えて， 交通量および旅行速度を

変化させる対策の例 と し て ロー ド プラ イ シングを導入し

た場合について， DEP 曝露人口の変化を求め， 対策の環

境改善効果を予測し た。

・ リ アルワール ド の排出係数を与え る こ と が出来る車載

型計測システムを開発利用し， 様々な走行状態でのデー

タ を取得し た。

・ 曝露量推計の為に当該地域に居住する人に対する全生

活時間帯の曝露量評価システムを独自に開発し た。 さ ら

に，各種の対策を実施し た時の環境 DEP 濃度分布を推計

し た。 また， 一部の地域住民を例 と し て感度分析を行っ

て曝露量推計モデルの妥当性を検討し た。

・大陸方面からの流入大気汚染の寄与を明らかにし た。ま

たアジアス ケールか ら都市ス ケールまでの広い範囲の大

気汚染現象を， 黄砂の影響も含めて総合的に解析 ・ 評価

でき るモデルシステムの基本構築を終えた。

　 本年度は，

・ 交通システム対策評価， DEP 排出量推計， 交通流のサ

ブモデルを結合させ， 沿道周辺の大気汚染曝露評価モデ

ルを完成させた。

・ 開発し た DEP 曝露評価モデル推計精度に大き く 影響を

与える可能性があ るパラ メ ーターの感度解析を行った。

・各種の対策を実施し た時の環境 DEP 濃度分布を推計し，
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対策の設定条件を変更し た場合の感度分析を行った。

　 サブテーマ ３ ： 健康影響の評価に関する研究

　 前年度までに，

・ 疫学研究 と し ては， 我が国におけ る日死亡 と 粒子状物

質の関連性を調べる ために， あ る一日におけ る， 特定の

地域の死亡数， 大気汚染濃度， 気象データ を含めたデー

タベース を構築し た。 こ のデータベース を基に死亡 リ ス

ク比を日本の代表的な都市について求めた。 循環器系疾

患によ る死亡について， 日単位の変動のみな らず， 時間

単位の濃度変動 と の関連性を検討し， 大気汚染によ る急

性死亡の増加割合に関する知見を深めた。

・ 毒性評価に関し ては， 主にデ ィ ーゼルか ら の排気の影

響を調べた。 微小粒子に対する高感受性群 と し て呼吸器

や循環器に疾患を持った人々や老人が挙げられているの

で， 病態モデル動物を用いた実験など， 呼吸器のみな ら

ず循環器系に対する影響評価を実施し た。

・ 毒性ス ク リ ーニング手法の開発および毒性物質の解析

に関する研究を蓄積し た。

・ ナ ノ 粒子の影響評価研究を深め， 毒性ス ク リ ーニング

や，人体沈着モデルを用いた沈着部位の検討を実施し た。

　 本年度は

・ 疫学研究では， 各種時間値データ を用いて リ ス ク評価

モデルの検討 ・ 評価を行った。

・ 毒性評価研究においては， デ ィ ーゼル排気の循環機能

に及ぼす影響研究を行った。 デ ィ ーゼル排気曝露の影響

と ガス状成分のみの曝露の影響を比較し粒子状成分の影

響の推定， 曝露濃度－影響関係の検討を行った。

・ デ ィ ーゼル排気が呼吸器の感染によ る傷害や機能に及

ぼす影響の研究に関し ては， 呼吸器の感染によ る傷害の

増悪機構の解析， 曝露濃度－影響関係の検討を行った。

・ 毒性ス ク リ ーニング手法の開発および毒性物質の解析

研究では， 細胞を用い運転条件等を変えた場合の粒子状

物質や粒径別粒子状物質の毒性ス ク リ ーニング， 摘出心

筋や心臓を用い DEP および成分の毒性のス ク リ ーニング

手法および毒性物質の解析を行った。

・ 本研究プ ロ ジ ェ ク ト に深 く 関連する研究 と し て， 自動

車ナ ノ 粒子の生体影響研究を毒性および体内動態の観点

から検討し た。

〔関連研究課題〕

0005AE245 　 粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響 144p.

0405AE396 　 粒子状物質の酸化ス ト レ ス作用 と 免疫系に

及ぼす影響 147p.

0105AA295 　 PM2.5 ・ DEP 発生源の把握 と 対策評価に関

する研究 182p.

0105AA296 　 PM2.5 ・ DEP の環境動態に関する研究 183p.

0105AA297 　 PM2.5 ・ DEP の測定に関する研究 183p.

0105AA298 　 PM2.5 ・ DEP の疫学 ・ 曝露評価に関する研

究 183p.

0105AA299 　 PM2.5 ・ DEP の毒性 ・ 影響評価に関する研

究 184p.

0307AA512 　 自動車排気中ナ ノ 粒子の毒性 ・ 影響評価お

よび性状 ・ 環境動態把握に関する研究 187p.

0405AA416 　 都市大気汚染 の 年々変動 に 関す る 研究

188p.

0406AH380 　 日本における光化学大気汚染の研究 189p.

0407KB498 　 都市域における PM2.5 大気汚染特性 と生成

機構解明研究 189p.

0505BY511 　 微小粒子状物質等曝露影響調査 （解析調査）

業務 190p.

0505BY518 　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査

のための関東地区及び中京地区の同意確保調査 191p.

0506AF957 　 遺伝子ネ ッ ト ワー ク の リ ス ク 評価への適応

191p.

0506BY541 　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査

の た め の曝露量評価モデルの構築に関す る 調査研究

192p.

0506CD958 　 生活の質 （QOL) に影響を及ぼす環境因子に

関する研究 192p.

0506KZ959 　 健康関連の生活の質 （Health-related Quality

of Life） が環境に配慮し た行動様式に及ぼす影響に関わ

る研究 193p.

0507BY908 　 花粉飛散動態に関する調査研究 194p.

0506CD536 　 原子間力顕微鏡を用いたナ ノ 粒子の細胞へ

の取 り 込みに関する研究 245p.

2． 政策対応型調査 ・ 研究

2． 1 　 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物管理に関する

調査 ・ 研究

2． 1． 1 　 循環型社会への転換策の支援のための評価

手法開発と 基盤システム整備に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR011

〔代表者〕 森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター 　 セン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源をは じ め と する物質のフ ローを経済

統計 と 整合的に記述 ・ 分析し， 循環の度合いを表現する

手法， 資源の循環利用促進によ る環境負荷の低減効果を

総合的に評価する手法， 地域特性にあった循環シス テム

の構築を支援する手法， および循環資源利用製品の安全

性を評価する手法を開発し， これら を循環型社会への転
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換に係る諸施策の立案 ・ 実施 ・ 達成状況評価の場に提供

する こ と によ り ， 循環型社会の構築に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 第 １ の分野であ る 「産業連関表 と 連動し たマテ リ アル

フ ロー分析手法の確立」 においては， 産業連関表 と マテ

リ アルフ ロー情報を統合し たモデルを用いて， 最終需要

と 様々な環境負荷発生 と の関係に関する実証分析を行っ

た。 線形計画によ り ， あ る環境負荷を最小化する最適な

家計消費パターンを計算し， 他の環境負荷に与え る影響

を推計し た。 また， い く つかの観点か ら国レベルのマテ

リ アルフ ロー勘定のデータ改善を行 う と と も に， 新たに

隠れたフ ロー，ス ト ッ クへ向か う 物質量の推計を行った。

さ らに， ス ト ッ ク に関連し てマテ リ アルフ ロー勘定の枠

組みの修正に関する試案を提示し た。

　 第 ２ の分野であ る 「ラ イ フサイ クル的視点を考慮し た

資源循環促進策の評価」 においては， 前年度に引き続き

「その他容器包装プラ スチ ッ ク」 の リ サイ クル手法に焦点

をあて， RPF 発電， 焼却発電などのサーマル リ カバ リ ー

について， 現地調査， 事業者 ヒ ア リ ング等によ る イ ンベ

ン ト リ 分析を行 う と と も に， リ サイ クルプロセスのイ ン

ベン ト リ 分析の結果を よ り 的確に解釈する ための整理方

法を提案し た。 また， 個別 リ サイ クル法の見直しに向け

て， 各 リ サイ クル法の施行実態データや見直しの論点を

収集 ・ 整理する と と もに， 平成 18 年度に見直しが予定さ

れている家電 リ サイ クル法を対象 と し て， 実態データに

も と づいた法制度の評価を行った。 後者の家電 リ サイ ク

ル法の実態評価については， 前年度に提案し た評価の枠

組みを発展させ， 問題指摘着目型の評価 と し て枠組みを

確立させた。

　 第 ３ の分野であ る 「循環シス テムの地域適合性診断手

法の構築」 においては， 事例対象地域 （埼玉県） におけ

る廃棄物 と 循環資源の発生 と 移動に関する情報を登録し

た地理情報システム （GIS） に新規データ を追加しデータ

ベース を補完し た。 地域循環度を診断する ための指標や

方法論を開発 ・ 改良し た。 物の効率的な輸送の され方の

度合いを測る ネ ッ ト の輸送指標の定義を改良し適用対象

を広げ， また廃棄物処理 ・ リ サイ クルの広域化の得失に

関するモデル化の基礎的検討を行った。 47 各都道府県内

の産業廃棄物処理等の特性， 広域移動ク ラ ス ターを分類

並びに特徴づけ る手法 と し て， 産業廃棄物に関する ク ロ

ス集計表を作成し た。 地域循環ク ラ ス ターの形成要因を

示す方法 と し ては， 排出者の業種並びに廃棄物の品目ご

と にマテ リ アルフ ローを一貫し て示し， 産業廃棄物処理

計画を支援する ソ フ ト ウエアを完成させ， GIS を用いた

ク ラ ス ター分析を行った。 廃棄物関係施設立地に伴 う 社

会的影響を コ ス ト 換算で算定する ためにコ ンジ ョ イ ン ト

分析を適用し， 指標化の可能性を示唆し た。 GIS 並びに

廃棄物物流モデル等を用いて， あ る条件におけ る地域循

環ク ラ ス ターを推定する方法を示し た。 シナ リ オ分析に

よ り ， 処理能力増強の拠点を計画する方法論を示し た。

これら の地域循環度指標によ り ， 経済 ・ 社会 ・ 環境的に

よ り 当該地域に適合する条件を診断する システムの方法

論を開発し た。

　 第 ４ の分野であ る 「 リ サイ クル製品の安全性評価及び

有効利用」 においては， 再生材のコ ン ク リ ー ト 用骨材利

用におけ る環境曝露促進試験系 と し て， 凍結融解繰 り 返

し， 乾燥湿潤の繰 り 返し， 及び炭酸化促進を行い， 物性

劣化し た試料の拡散試験を適用し実験的検討を行 う と共

に， 再生材のア ス フ ァル ト 骨材利用において粉塵飛散に

及ぼす再生骨材の影響を，摩耗の促進試験によ り 推定し，

物性試験 と 比較評価し た。 さ ら に， 再生製品全体の環境

安全性に関する評価方法や品質レベルの設定方法に関す

る体系的な規格化の検討に着手し， い く つかの溶出試験

方法の精度向上や条件確立の検討， 溶出試験データ を用

いた土壌地下水への影響予測モデルの検討， 他の環境負

荷 と の ト レー ド オフ を も考慮し た安全品質レベルの設定

に関する検討を行い， 基礎的な知見を得る と と も に今後

の課題を明ら かにし た。 安全性に関するバイオア ッ セ イ

の作成においては， 発光 umu 試験における試験溶媒の選

択， 防蟻剤の GC/MS によ る一斉分析法を検討し た。 ま

た， 木材系廃棄物に関 し ては炭化物作成時に発生す る

PAH のタール中含量について， 炭化温度や植物種によ る

違いについて検討 し， PAH 発生の温度依存性や比較的

PAH 発生量が低い植物種が数種類あ る こ と を認めた。

〔関連研究課題〕

0507BA792 　 ラ イ フ ス タ イル変革のための有効な情報伝

達手段と その効果に関する研究 69p.

0508KB555 　 気候変動問題についての市民の理解 と 対応

についての調査分析および文化モデルの構築 70p.

0105AB397 　 産業連関表 と 連動し たマテ リ アルフ ロー分

析手法に関する研究 75p.

0105AB398 　 ラ イ フサイ ク ル的視点を考慮し た資源循環

促進策の評価に関する研究 76p.

0105AB399 　 循環シ ス テムの地域適合性診断手法に関す

る研究 77p.

0105AB400 　 リ サ イ ク ル製品等の安全性評価及び有効利

用法に関する研究 78p.

0505AF790 　 マテ リ アル リ サ イ ク ル製品の資源 ・ 環境面

から見た価値の計算手法 83p.
―  31  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
0505AF791 　 金属資源ス ト ッ ク ・ フ ローモデルの動学化

に関する基礎的研究 83p.

2． 1． 2 　 廃棄物の循環資源化技術、 適正処理 ・ 処

分技術及びシステムに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR012

〔代表者〕 森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター 　 セン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会の基盤技術 ・ システム と し て， 資源

の循環及び廃棄物の適正処理 ・ 処分のための技術 ・ シス

テム及びその評価手法を開発する。 特に， 熱的処理シス

テムを循環型社会に適合させる ための要素技術及び適合

性評価手法， 最終処分場用地確保 と 容量増加に必要な技

術 ・ システム， 海面最終処分場の環境影響等のキ ャ ラ ク

タ ラ イゼーシ ョ ン， 処分場の安定度や不適正サイ ト の修

復必要性を診断する指標やそれら を促進 ・ 改善する技術

の評価手法， 処分場におけ る予防的 リ ス ク管理のための

早期警戒システム， 有機性廃棄物の資源化システムに必

要な要素技術及びシステム評価手法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 産業廃棄物焼却施設由来の灰試料の加熱によ る臭

素化ダ イオキシン類等の生成特性試験を行い， ガス中お

よび試験前後での固体試料中含有量の測定および同族体

分布等の質的解析によ り ， ダ イオキシン類同様に加熱過

程での de novo 合成によ り 生じ る こ と を示し た。 と く に，

de novo合成の温度依存特性が灰の種類によ って異なる こ

と を明ら かにし た。 簡易 ・ 迅速な排ガス中有機ハロゲン

量のモニ タ リ ング方法を一般廃棄物および産業廃棄物焼

却施設の実排ガス測定に適用し， 施設の適正な維持管理

のためのモニ タ リ ング活用システムを構築する基礎デー

タ を蓄積し た。 活性炭系吸着剤の平衡吸着量等の吸着特

性値を求め， ダ イオキシン類に関連する有機塩素 ・ 臭素

化合物類の吸着特性データ を整備し た。 これら実験成果

と と も に， ガス化溶融処理施設の詳細調査を行い， 処理

性能， 環境保全， 資源 ・ エネルギー回収性等を精密に調

査 ・ 解析する こ と で発電電力量， 飛灰発生量， コ ス ト 等

を原単位化し， 循環型社会に適合する施設評価手法を提

示し た。

　 物質物理化学パラ メ ータ と し ての分配係数に関し， 高

疎水性物質に対する新しい測定法を確立し た。 パラ メ ー

タ 推算モデルで あ る UNIFAC の残留性有機汚染物質

（POPs） への拡張および UNIFAC パラ メ ータの修正を行

い， PCDDs/Fs のパラ メ ータ推算の高精度化等が可能 と

なった。 さ ら に， 重金属塩など無機電解質の分離回収プ

ロセスの設計にはその電解質物質に対応し た活量係数推

算モデルが必要であ る。 既存のモデルでは有機溶媒系へ

適用可能なモデルが少ない こ と か ら， 本研究では， 有機

溶媒 + 水 + 無機電解質系の固液平衡データ と ele-NRTL 式

を基礎に， 有機溶媒系の分離プロ セスの設計に応用でき

る モデルの開発を行い， その有用性について評価し た。

さ らに， 新しい無機電解質回収法 と し て貧溶媒晶析分離

法への展開を検討し た。

　（ ２ ） 埼玉県を事例 と し た食品廃棄物および農業系廃棄

物の組成データベース を作成し， すでに構築し た産業小

分類事業種別の排出量原単位によ り ， 同県におけ る細分

類事業種別の雇用者一人当た り の排出組成データベース

を作成し た。 資源化技術開発においては生ごみを炭素源

と し た乳酸回収装置にて実証実験を行い， 電気透析脱塩

液の再利用と pH 調整への廃卵殻の利用によ って乳酸回

収に飼料化を付加し たゼロエ ミ ッ シ ョ ン型資源化システ

ムの実用可能性を明ら かにし た。 また， 超臨界二酸化炭

素を主 と する高圧流体を用いた資源化技術開発のための

基礎的検討 と し て， ア ミ ノ 酸誘導体の抽出特性， 溶解性

に対する誘導体側鎖の影響 と 圧力依存性について検討し

た。 応用的検討では， 食品廃棄物であ る 「おか ら」 を対

象物と し， ビ タ ミ ン E 等の特定の生理活性物質の抽出に

必要な圧力条件や経時特性， さ らに試料の粒子径等の最

適な前処理条件を明ら かにし た。 粒状 リ ン酸マグネシウ

ムアンモニウ ム 6 水塩を循環利用する アンモニア除去 ・

回収装置での実証実験によ り ， 最適な加熱温度， 溶液 pH

およびか く はん時間を見いだし， 同装置の最適設計 ・ 操

作条件を明ら かにし た。 また， 回収乳酸， 発酵生成物を

利用し た飼料および メ タ ン発酵脱離液や残渣コ ンポス ト

の安全性を， ヒ ト や動物への感染性および重金属含有量

か ら評価し， 感染性は微弱であ る こ と， 有害重金属の含

有はほ と んど見られない こ と を示し， 再資源化物の安全

性を確認する こ と ができ た。

　（ ３ ） 埋立廃棄物の質変化を予測する ために， アンケー

ト 調査から埼玉県および北海道におけ る産業廃棄物各品

目の発生源か ら再利用又は埋立処分に至る ス ト リ ームを

把握 し た。 特に， 破砕選別処理において， 建設系混廃，

廃プ ラ， ガ ラ ス陶磁器 く ずで最終処分される残さ発生割

合 と 管理型埋立地に向か う 割合が大き く ， 破砕選別工程

の技術レベルに残さ の発生は支配される こ と が示唆され

た。 不燃物を中心 と し た一般廃棄物最終処分場で行われ

ている再生事業に関する事後評価を行った。 掘削廃棄物

を選別する テン ト 内施設において放出される大気中環境

質や選別廃棄物の品質の測定を行い， 最終処分場の再生

事業の事後評価ツールを構築し ている。 また， 広大な海
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面最終処分場におけ る長期モニ タ リ ング施設の設置方法

と し て空中赤外線カ メ ラ法が利用でき る こ と を明ら かに

し た。 モニ タ リ ング結果か ら， 気温の日変動および季節

変動の影響を受けない深度を明らかにする と と も に孔内

のガス圧力およびガス濃度の変動特性を把握し た。 さ ら

に， 最終処分場の跡地利用時の大気環境保全を目的 と し

た多機能型覆土開発のため数値解析 と 室内要素試験な ら

びに室内中型土槽実験を実施し， 覆土層におけ るガス と

浸透水の流動特性把握を進めている。 また， 海面埋立処

分場の管理水位のあ り 方を検討す る ため， 数値解析に

よ って管理水位が周辺環境へ及ぼす影響を検討し， 管理

水位設定の重要性を確認し た。

　（ ４ ） 既存最終処分場内に内部温度， ガ ス圧， ガ ス質，

保有水位， 保有水質を自動計測する観測井を設置し， 井

内ガス濃度の連続測定によ り 低レベルのガス発生量を計

測する手法など， 処分場の廃止に向けた安定化監視装置

と し ての有効性の検証を進めた。 また， テス ト セル埋立

層内に温度， 水分等のセンサーを敷設し て内部状態を直

接計測するセンシングシステムの開発を進めた。 赤外線

メ タ ン検知器 と 静置式チャ ンバー法を組み合わせた埋立

ガス フ ラ ッ ク ス現場測定法の改善， 土壌地下ガス濃度分

布の垂直勾配ガス フ ラ ッ ク ス算定， 室内中型土槽比抵抗

ト モグ ラ フ ィ 解析によ る埋立廃棄物層の塩類等洗い出し

効果の可視化， 電磁探査法等によ る浅部水分状態の非接

触型把握等の開発を進めた。 一方， 一般廃棄物埋立地の

安定化の状況が， 埋立層内に存在する微生物の群集解析

（主と し て Proteobacteria 細菌群，Clostridium 属近縁細菌，

および古細菌の低い存在割合） によ り 診断可能な こ と を

示し た。 また埋立層内の安定化促進を目的に， 透水 ・ 透

気性の向上， 焼却灰中の重金属の溶出制御， 層内への大

気導入技術についてその効果を評価し， 汚泥の透水 ・ 透

気性を高め る ための混合廃棄物の種類 と 許容汚泥埋立

量， 水熱反応処理によ り 生成される腐植物質によ る重金

属溶出抑制効果を明ら かにし た。 さ ら に， 最終処分場立

地特性 と し て地形， 地質， 気象条件等の地理情報を GIS

上で組み合わせ， 環境影響ポテンシ ャルのラ ンキングシ

ス テムを試作し た。 また， 浸出水処理施設の汚濁成分除

去性能 と 生態毒性削減性能評価 （バイオア ッ セ イ） か ら

無機成分 と 親水性有機化合物の同時除去技術 と し て， 逆

浸透膜法 （RO 膜法） の適用性を検討し た。

〔関連研究課題〕

0405AE357 　 耐久財の適正循環 ・ 管理に関する研究 79p.

0105AB401 　 循環廃棄過程におけ る環境負荷の低減技術

開発に関する研究 86p.

0105AB402 　 最終処分場容量増加技術の開発 と 適地選定

手法の確立に関する研究 87p.

0105AB403 　 最終処分場安定化促進 ・ リ ス ク削減技術の

開発と評価手法の確立に関する研究 88p.

0105AB404 　 有機性廃棄物の資源化技術 ・ シ ス テムの開

発に関する研究 89p.

0405CD763 　 最終処分場におけ る 環境汚染修復ポ テ ン

シ ャル評価のための DNA マイ ク ロ アレ イ構築 91p.

0406BB384 　 アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM事

業に資する温室効果ガス排出削減量予測および排出削減

対策の評価に関する研究 92p.

0406BY756 　 最終処分場の早期跡地利用を考慮し た多機

能型覆土の検討 93p.

0406BY762 　 廃棄物処分場の有害物質の安全 ・ 安心保障

93p.

0407BC381 　 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善に よ

る高規格最終処分システムに関する研究 95p.

0505BY929 　 最終処分場安定化実態把握手法検討調査

96p.

0505MA928 　 海面最終処分場の閉鎖 ・ 廃止基準に関する

調査解析業務 96p.

2． 1． 3 　 資源循環 ・ 廃棄物管理システムに対応し

た総合リ スク制御手法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR013

〔代表者〕 森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター 　 セン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源や廃棄物に含有 さ れ る有害化学物質

に よ る リ ス ク を総合的に管理す る 手法 と し て， バ イ オ

ア ッ セ イ手法を用いた包括的検出手法， 臭素化ダ イオキ

シン類を的確に把握でき る検出手法 と その制御手法， 不

揮発性物質を系統的に把握する検出手法， 有機塩素系化

合物を含有する廃棄物等の分解手法を開発する こ と によ

り ， 資源再生利用や中間処理， 最終処分におけ る安全性

を確保し，再生利用量の拡大に資する こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

　 １ ） バイオア ッ セ イによ る循環資源 ・ 廃棄物の包括モ

ニ タ リ ングについては， ダ イオキシン類や有機臭素化合

物など複数の汚染源が存在する媒体への Ah レセプター

結合細胞系ア ッ セ イ系 （DR-CALUX） の適用を行っ た。

大阪湾底質試料についてダ イオキシン様活性を測定し た

と こ ろ， 表層底質については WHO-TEQ と の間に高相関

が観察されたが， CALUX-TEQ の平均 11％について有機

臭素化合物 （PBDD/Fs, DeBDE） が占めている もの と推定

された。 また， ハウ スダス ト 試料約 20 検体を収集し て
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DR-CALUXに供し たと こ ろ，CALUX-TEQは38～1,400 pg/g

を示し，高活性の試料が存在する こ と が分かった。PBDEs

や PBDD/Fs の活性寄与を推算し たが，全体の ５ ～ 25％程

度しか説明できず， 未知のダ イオキシン様活性物質につ

いての同定やその由来起源についての調査が必要 と 考え

られた。 埋立処分場におけ る生物影響評価法の検討 と し

て， 各種昆虫に対する固体廃棄物 （不燃残 さ， 焼却灰，

飛灰） の影響を調べた と こ ろ， 最も顕著な影響がイチゴ

ハムシ卵のふ化において認め られた こ と か ら， 本種卵の

ふ化阻害は有害性評価指標 と し て有用であ る と 考え られ

た。

　 ２ ） 有機臭素化合物の発生 と 制御研究については， 実

測に加えて UNIFAC モデルによ る物性推算アプローチに

よ り ， 臭素化ダ イオキシン類や主要な BFRs と し てのヘ

キサブロモシ ク ロ ドデカン （HBCD）， テ ト ラブロモビ ス

フ ェ ノ ール A （TBBP-A）， ポ リ ブロモジフ ェニルエーテ

ル （PBDEs） の水への溶解度 （Sw）， オ ク タ ノ ール / 水分

配係数 （Kow）， ヘン リ ー定数などの物性値を網羅的に求

め提示し た。 循環 ・ 廃棄過程等か らの排出挙動調査につ

いては， 野焼き を模擬し た非制御燃焼過程での挙動に関

する予備的なデータ を得た。 これまでの排出挙動調査の

知見を総合し， 現時点での PBDE 製品のラ イ フサイ クル

を対象 と し て， 計 12 プロ セスについて排出イ ンベン ト

リ ーを推定し た。 バイオア ッ セ イ研究においては， 有機

臭素化合物の代謝物の毒性評価に向けて水酸化 PBDE の

評価に着手し， 分析法の確立を含めて基礎的な知見を得

た。 また， ハウ スダス ト のバイオア ッ セイ評価を開始し，

有機臭素化合物の室内曝露に伴 う リ ス ク評価につながる

知見を得た。

　 ３ ） 有機成分の包括分析システム構築については， 不

揮発性有機汚染成分のLC/MS定量分析法の開発 と調査 と

し て， HBCD 異性体の吸着特性を解析し水質， 底質中の

HBCD， TBBPA の分析法を改良し た。 また， プラ スチッ

ク等循環資源中のHBCD等のLC/MS分析法の開発を行っ

た。不揮発性有機成分の LC/MS ス ク リ ーニング分析法で

は， 高極性の不揮発性有機成分を含め， 優先的に調査す

べき物質の う ち 86 種のス ク リ ーニング分析法を開発し

た。 また， 精密質量スペク ト ルを用いる未知化学物質検

索法のアルゴ リ ズムを開発し， LC/Q-TOFMS/MS を用い

た 113 種の PRTR 指定化学物質の解析に適用し， その 93

％を ５ 候補以下の元素組成に絞 り 込める こ と を示し，LC/

MS ではじめての化学物質の同定方法と し て発表し た。ま

た， この方法は LC/MS に限らず活用でき， 従来あ る指紋

照合型検索の欠点を補え る ため， ソ フ ト ウエア と し て質

量分析の諸分野での幅広い活用を期し て国立環境研究所

のホームページで公開を行った。

　 ４ ） PCB 及びデカブロモジフ ェニルエーテルを用いた

水熱分解では， 加圧熱水によ り 300 ℃， ８ MPa で 30 分

の反応で完全に分解する こ と を確認し た。 脱塩素あ るい

は脱臭素が主な分解であ り ， 両化合物 と も オル ト 位置換

位の反応性が遅いこ と が分かった。 また， コプラナ PCB

分解時においては速やかに毒性等量が減少する こ と を確

認し た。 金属ナ ト リ ウ ム分解において生成する重合物な

ど反応生成物中に有機塩素化合物が存在するか否かにつ

いて各種の試験を行い， 有機塩素化合物が残存し ていな

いこ と を確認し た。 PCN の光分解では脱塩素分解が起こ

り ，α位よ り も β位が脱離しやすいこ と を明らかにし た。

〔関連研究課題〕

0105AB405 　 バイ オア ッ セ イ によ る循環資源 ・ 廃棄物の

包括モニタ リ ングに関する研究 98p.

0105AB406 　 有機臭素化合物の発生 と 制御に関する研究

99p.

0105AB407 　 循環資源 ・ 廃棄物中有機成分の包括的分析

システムに関する研究 99p.

0105AB408 　 循環資源 ・ 廃棄物中ダ イ オキシン類 ・ PCB

等の分解技術の開発に関する研究 100p.

0305AE487 　 資源循環 ・ 廃棄物処理過程におけ る金属類

の排出係数と化学形態に関する研究 101p.

0305AE549 　 残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモン撹乱

活性を検出する新規なバイオア ッ セイの開発に関する研

究 102p.

0406BC339 　 再生建材の循環利用過程におけ る長期的な

環境影響評価のための促進試験系の開発及び標準化に関

する研究 105p.

0505AF939 　 ハウ スダス ト 中の既知/未知ダ イオキシン様

活性物質の同定検索 106p.

0507AE781 　 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評

価手法の確立 107p.

2． 1． 4 　 液状廃棄物の環境低負荷 ・ 資源循環型環

境改善技術システムの開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR014

〔代表者〕 森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター 　 セン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 21 世紀の環境問題におけ る極めて重要な課題

の一つ と し て， し 尿や生活雑排水等の液状廃棄物の

Reduce， Reuse， Recycle の 3R 対策があ る。 そ こ で， これ

ら を目的 と し たバイオエンジニア リ ング と し ての浄化槽

等の活用や土壌 ・ 湿地等の生態系に工学を組み込んだエ
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コエンジニア リ ングを活用し た環境低負荷 ・ 資源循環型

の処理システム技術開発 と 解析 ・ 評価に関する研究に取

り 組んでいる。 これらは開発途上国において も共通する

課題であ るが， これまで適正な対策技術の開発がな され

て こ なかったのが現状であ る。 それ故， 開発途上国への

展開を視野に入れ， 環境低負荷 ・ 資源循環型の液状廃棄

物の処理シス テム技術開発および活用方策に関する課題

について， 基盤研究をふまえた実証化研究を重点的に実

施する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 窒素， リ ン除去･回収型技術シス テムの開発に関し て，

リ ン資源の回収 ・ 循環フ ローの基盤が示され， 液状廃棄

物対策におけ る環境低負荷 ・ 資源循環型のシステム技術

の構築に展開する こ と が可能 と なった。 また， 高度合併

処理浄化槽におけ る リ ン対策 と し ての鉄電解脱 リ ン法に

着目し， リ ン除去特性， 汚泥生成能， リ ン含有率， リ ン

回収特性等について検討を行い T-P1mg･L-1 以下を達成で

き る条件が明ら か と なった。 また， リ ン回収 と 同時に余

剰汚泥減容化を目的 と し たマ イ ク ロバブル化オゾン ・ 吸

着脱 リ ン処理を組み込んだ新規排水処理システムの実用

化に向けた検討を行い， 処理水質を維持しつつ余剰汚泥

の発生が抑制される基盤条件が明らか と なった。

　 浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発に関し

て， アンモニア酸化細菌のアンモニア酸化反応機能遺伝

子についての Real time PCR法によ るモニ タ リ ングを行い

処理性能と の関係解析を実施し た結果， 処理水 T-N 濃度

が 10 mg ･ L-1 以上の場合，アンモニア酸化が律速であ り ，

１ cell当た り のアンモニア負荷も高いこ と が判明し た。こ

の こ と か ら， 窒素除去の適正化においてアンモニア酸化

細菌 １ cell 当た り のアンモニア負荷量が重要であ る こ と

が示唆された。 また， 各種担体を比較 ・ 解析し， 硝化細

菌群の高密度保持には多孔質担体が有効であ る こ と がわ

かった。 さ ら に， 安定同位体解析を導入し た細菌群集構

造解析によ り ， 脱窒炭素源によ る活性汚泥内の細菌群集

の影響を効率的に評価 ・ 解析でき る こ と が明ら か と なっ

た。

　 開発途上国の国情に適し た省エネ， 省コ ス ト ， 省維持

管理浄化システムの開発に関し， ラ グーン酸化池への植

栽や食用魚類の導入効果の検討を行い， 魚類は汚泥減量

に効果があ る こ と， および， フ ロー ト 式植栽方式の ク ウ

シンサイの根圏部には有用微小動物が高密度に保持でき

る こ と が明ら か と なっ た。 人工湿地生活排水処理では，

アシ， マコモ， ガマを用いた場合， 適正負荷の場合， 通

年の BOD 除去は 90％以上 と良好であったが， 高負荷条

件下では窒素除去能が水温の影響を受けやすい こ と が明

ら か と なった。 こ の中で も アシは低温に強 く ， マコモは

温室効果ガスの メ タ ンの発生が他の系に比べ大き く ， 適

正負荷 と 植物の選択が極めて重要であ る こ と が解った。

生活排水処理のための土壌 ト レ ンチシステム内の硝化細

菌の amoA 遺伝子に着目の空間分布を， 定量 PCR 法など

によ り 解析し た結果， 表層近 く は好気性が高 く 硝化の場

と なっている こ と など， 今後の土壌 ト レ ンチの高度化に

つながる重要な知見を得る こ と ができ た。 また， 傾斜土

槽法によ る雑排水処理能の解析 ・ 評価をモデルシス テム

で行った結果，処理が安定し た後の BOD や窒素， リ ンの

処理水濃度は高度処理浄化槽と同程度であったが，今後，

原水の間欠流入などの操作条件の適正化を図る こ と も重

要であ る こ と が判明し た。

　 バイオ ・ エコ と 物理化学処理の組合せを含めた技術に

よ る環境改善システムの開発に関し， 高濃度有機廃棄物

の適正処理 と エネルギーの回収を両立させる ためのシス

テム と し て，生ゴ ミ などを原料と し た USB メ タ ン発酵 と

ヘ ド ロ セ ラ ミ ッ ク ス担体生物膜処理槽を組み合わせたシ

ス テムのベンチス ケール試験を行った。 その結果， 可溶

化槽と USB槽の両方に生物膜処理槽からの処理水を循環

させた場合， メ タ ン発酵能 と 窒素除去能の両立化が可能

であ る こ と が明ら か と なった。 また， 水素発酵に関し て

は， 米や果実等を加温処理などで糖量を増加させた場合

水素発生効率が向上する こ と が明ら か と な り ， 地域特性

を考慮し た原料の選定や， 物理化学処理 と のハイブ リ ッ

ド 化の適正化の重要性が示唆さ れた。 さ ら に， バイ オ ・

エ コ エン ジニア リ ン グ シ ス テ ムの適正面的整備のため

に， 有毒アオコ Microcystis aeruginosa を用いた藻類増殖

潜在能力 （AGP） 試験手法について検討し， リ ンの細胞

内含量を考慮し た新たな解析手法を提案し た。 こ の新し

い方法を用いる こ と で， 特に窒素， リ ンの同時除去の重

要性が示唆された。 こ のよ う な有毒アオコの抑制効果の

評価手法はバイオ ・ エコエンジニア リ ングシステムの導

入マニュ アルの中核の一つにな る もの と期待された。

　

〔関連研究課題〕

0105AB409 　 窒素 ・ リ ン除去 ・ 回収型技術シ ス テムの開

発に関する研究 109p.

0105AB410 　 浄化シ ス テム管理技術の簡易容易化手法の

開発に関する研究 110p.

0105AB411 　 開発途上国の国情に適し た省エネ ・ 省コ ス

ト ・ 省維持管理浄化システムの開発に関する研究 111p.

0105AB412 　 バイ オ ・ エコ と 物理化学処理の組合せを含

めた技術に よ る 環境改善シ ス テ ムの開発に関す る 研究

112p.
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2． 2 　 化学物質環境リ スクに関する研究－効率的

な化学物質環境リ スク管理のための高精度リ

スク評価手法等の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR021

〔代表者〕 白石寛明 （化学物質環境 リ ス ク 研究セン ター

セン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類， 内分泌攪乱化学物質など， 化

学物質汚染はますます複雑化， 多様化し てお り ， 人の健

康や生態系に取 り 返しのつかない影響を も た らすおそれ

があ る。 そ こ で， 環境 リ ス ク概念を取 り 入れ， 科学的知

見の不足に起因する不確か さ を踏まえた リ ス ク評価 と そ

れに基づ く リ ス ク管理によ って， 化学物質管理の強化が

図られている。

　 化学物質の環境 リ ス ク を適切に管理するには， リ ス ク

評価が的確に行われる こ と が前提 と な る。 リ ス ク評価が

適切でない と， リ ス ク管理に過大な社会コ ス ト を費やす

こ と にな り ， も う 一方では影響を受けやすい集団を切 り

捨て る こ と にな り かねない。 こ のよ う な問題を解決する

には リ ス ク評価を よ り 高精度化する必要があ る。

　 しかし， 高精度の リ ス ク評価は多 く のデータ を必要 と

し， リ ス ク評価のコ ス ト を増大させるおそれがあ る。 適

正な コ ス ト の下で的確に リ ス ク管理するには， 段階的に

精度の異な る リ ス ク評価で対象を絞 り 込んでよ り 高精度

の リ ス ク評価を行 う 手順が必要 と な る。 こ のため， 少な

い情報に基づ く リ ス ク評価手法や簡易な有害性試験法の

開発が必要 と な る。 また， 化学物質の リ ス ク管理は， リ

ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンを促進し て社会的な合意の下に

進める必要があ るが， そのためには住民自ら が判断でき

る よ う に リ ス ク情報を分か り やす く 伝達する手法を確立

する必要があ る。

　 本研究では， 以上のよ う な問題認識の下で， 現行の リ

ス ク管理政策の要請を受けた課題 と リ ス ク管理政策の さ

ら な る 展開を目指 し て解説すべ き 課題の ２ つの観点か

ら， ７ つの研究課題を取 り 上げて実施し た。

〔内容および成果〕

　 課題 １ ） 少ない情報によ る曝露評価手法の開発

　 多媒体モデル （MuSEM） に関し て， 最新の PRTR デー

タに基づいた予測結果 と 実測結果を比較し， 化学物質の

物性 と 予測精度の関係を明ら かにし た。 河川モデルを河

道構造データベース と 連携させ， 全国の河川に対し て予

測計算が可能なシステムへと モデル改良を行った。また，

モンテカルロ シ ミ ュ レーシ ョ ン法やブー ト ス ト ラ ッ プ手

法を用いて， 不検出値を含むモニ タ リ ングデータ セ ッ ト

か ら母集団の代表統計量の信頼区間を予測する手法を開

発し た。 検体数や検出数に依存し て信頼区間が変化する

本手法の， よ り モニ タ リ ングデータの現実に即し た評価

手法 と し ての妥当性を ビ ス フ ェ ノ ール A や ノ ニルフ ェ

ノ ールなどの実測結果を用いて検証し， 環境濃度の経年

変化の傾向を解析し た。 ブー ト ス ト ラ ッ プ手法が， 実際

のモニ タ リ ングデータに適用でき る こ と を示し た。 湖沼

について湖内流動や物質の移流拡散， 生態系のダ イナ ミ

ク ス， 水－底質相互作用など を考慮し た垂直二次元モデ

ルを開発し た。 ４ 年間に及ぶダム湖の水質実測データ を

用いてモデルの検証を行い， 湖内の物質群の挙動を再現

し， 水生生態系の変動を長期に亘 り 評価する こ と が可能

であ る こ と を確認し た。

　 課題 ２ ） 生物種別の毒性試験に基づ く 生態 リ ス ク評価

　 　 手法の高度化

　（ １ ） ウ キ ク サ生長阻害試験の標準試験手順の と り ま と

め と国内ラ ボ ３ 機関の リ ングテス ト を実施し， （ ２ ） 着色

性物質の藻類試験法の実施 と 化審法下での試験手順の検

討， 及び （ ３ ） 土壌の生態影響試験法 と し ての ミ ミ ズの

急性 ・ 繁殖試験および ト ビ ムシ繁殖試験の有効性検討に

着手し た。 生態毒性値用いて生物個体群への影響評価す

る ために， ロ ジステ ィ ッ ク型曲線に従って増殖する生物

種の平均絶滅時間を拡散方程式か ら導かれる内的自然増

加率， 環境収容力および環境変動のパラ メ ータ を与え る

こ と で推定し た。 魚類 ２ 種 （ メ ダカ， フ ァ ッ ト ヘッ ド ミ

ノ ー） に対する化学物質の影響を推定し た と こ ろ， 急性

毒性値 （LC50） がさ ほど高 く ない化学物質でも， 繁殖力

を相応に下げる場合には種の絶滅 リ ス クは大幅に上昇す

る こ と が示された。 試験に用いる メ ダカの感受性変動の

機構を明らかにする ため， 突然変異系統 （透明 メ ダカ） ，

ヒ メ ダカおよび地理的変異 メ ダカの化学物質感受性差に

ついて生化学的因子 と の関連を検討し た。 また地域個体

群に関し ては， 形態的特性を多変量解析し地域間で形態

分化が生じ ている こ と が示唆された。 ナ ノ マテ リ アルの

体内動態の研究では，40nm のナ ノ ビーズを卵に曝露する

と 卵内および卵黄へ， 成魚に曝露する と 肝臓への移行す

る事が確認された｡

　 既往の論文などか ら毒性試験結果の収集及び信頼性評

価を行い， 構造活性相関に用いるデータ セ ッ ト の作成 と

データ を補 う ため試験候補物資の選定を行った。 収集し

たデータ を基に，既存の構造活性相関式の適用性の検討，

ニ ューラルネ ッ ト ワーク法によ る魚類急性毒性の構造活

性相関式の信頼性の向上が図られ， 多変量解析手法によ

る構造活性相関式の導出のためのパラ メ ータが抽出され

た。 魚類以外の生物群への拡大も行い， ミ ジン コ遊泳阻

害試験， 藻類成長阻害試験結果の整備 と 構造活性相関式
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開発のための検討を進めた。 さ ら に これら の検討は， 構

造の類似し た化学物質を群 と し て評価する カテゴ リ ーア

プローチに適用された。

　 課題 ３ ） リ ス ク情報加工 ・ 提供方法の開発

　 公開中の化学物質データベース （Webkis-plus） に関し

て， 利用者数の増加や利用者か ら の要望に対応し て， シ

ス テムの増強や， カテゴ リ 分類 ・ 検索機能の追加， 法制

度に基づいた化学物質の分類機能の追加など， よ り 使い

易い表示システムへ と 改良し た。 農薬の出荷量データ と

各都道府県の土地利用情報をデータベース化し， 単位農

地面積当た り の出荷量などの推計結果を整備し た。 環境

モニタ リ ング結果や PRTR データ などの地図上で表示で

き る GIS （地理情報システム） 情報を イ ン ターネ ッ ト を

介し て提供する システムを構築し た。システムの増強や，

カテゴ リ 分類 ・ 検索機能の追加， 法制度に基づいた化学

物質の分類機能の追加など， よ り 使い易い表示システム

へと改良し た。また，環境モニタ リ ング結果や PRTR デー

タ などの地図上で表示でき る GIS （地理情報システム） 情

報を イ ン ターネ ッ ト を介し て提供する シス テムを構築し

た。

　 課題 ４ ） 空間的 ・ 時間的変動を考慮し た曝露評価手法

　 　 の開発

　 PRTR 対象物質のい く つかを対象に，大気及び河川濃度

の空間分布の詳細推定を実施し た。 こ の結果によ り ， 大

気では実測値を用いた曝露推定と の検証， generic 的アプ

ローチ と 分布を用いる手法の位置付けの検討， 河川では

生態曝露の分布推定を試みた。 また， 時間的変動の評価

手法開発についてダ イオキシン類及び POPs 農薬成分の

経年的イ ンベン ト リ の作成を行い， 体内動態モデル と の

統合についての検討を行った。 また， ダ イオキシン類の

人への曝露について， 環境汚染を介し た魚介類の産地別

の濃度変動を， 人へのダ イオキシン類曝露評価に反映さ

せる ための検討を行い， 産地別の魚介類実測濃度か ら，

ト ータルダ イエ ッ ト 調査等の食事調査で測定された曝露

量分布をほぼ再現でき る こ と を明ら かにし た。 GIS 多媒

体モデルを用いたケース ス タデ ィ ーと し て，PRTR データ

を用い， 大気経由の人への曝露の空間分布推定を行い，

曝露評価における分布 ・ 変動解析の重要性を示し た。

　 課題 ５ ） 感受性要因の解明 と それを考慮し た健康 リ ス

　 　 ク管理手法の開発

　 イ ン フ ォーム ド コ ンセン ト が得られた集団よ り 採取し

た DNA を用いて， ヒ 素 メ チル化酵素 Cyt19 の SNP 解析

を行い， 国内におけ る多型の状況を調べた。 In vivo 変異

原性か ら発がん性を予測する数理モデルを用いて解析し

た結果， 第 II 相薬物代謝酵素の欠損によ る突然変異頻度

上昇によ り ， がん発症の時期が正常よ り 早ま る こ と が予

測された。 環境中化学物質一般の， 若年齢層に対する リ

ス ク を定量化する ため， 物性の異な る ５ つの仮想化学物

質を想定し た， 体内動態予測法の検討を行った。 体内分

布は PBPK モデルを用いて予測計算を行い， また化学物

質の曝露 と し ては食品由来の摂取が最も寄与が大きい と

判断し，食品の摂取量 と脂質含量から曝露量を計算し た。

１ 歳から 20 歳までの物質の曝露量と，それに伴 う 体内濃

度変化を予測し た結果， 若年層では体重当た り の摂取量

が成人の約 ３ ～ ４ 倍， 血液中の濃度は約 ２ ～ ３  倍であ る

こ と がわかった。

　 課題 ６ ） 複合曝露によ る健康 リ ス ク評価手法の開発

　 閾値のあ る毒性に関する複合曝露影響の リ ス ク評価に

ついて， 同一の作用機構を持つ複数の化学物質群 と し て

有機 リ ン系農薬を例に検討し た。US EPA の方法に準拠し

て評価を進めている と こ ろであ るが， 同時に， 農薬の複

合曝露評価の第一段階 と し て， 食品によ る経口曝露を想

定し， 農産物， 食品などか ら検出される残留農薬を調べ

た。

　 課題 ７ ） リ ス ク管理へのバイオア ッ セイ手法の活用

　 肺など幾つかの標的臓器では， 化学物質を曝露し た実

験動物 （マウ スやゼブラ フ ィ ッ シ ュなど） の in vivo 変異

原性 と 発がん性の間によい相関性があ る こ と を見いだし

た。 In vivo 変異原性の強さ から発がん性の予測が可能で

あ る こ と が示された。 また， デ ィ ーゼル粒子等の大気汚

染物質が経気道曝露によ る示す in vivo 変異原性 と， 肺内

への投与によ り 示す in vivo 変異原性はほぼ同様であ る こ

と が明ら か と な り ， 大気汚染物質の肺内への投与実験の

結果を も と に， 経気道曝露によ る影響の評価ができ る こ

と が示唆された。 さ ら に， マウ スにデ ィ ーゼル排気を曝

露する こ と よ り ， 精巣の突然変異頻度が増加する こ と を

示し た。 変異原物質検出用遺伝子導入ゼブラ フ ィ ッ シ ュ

を用いた変異原物質のバイオア ッ セイ手法の開発を進め

て き たが， その活用 と し て， 胚に誘導された突然変異の

成魚への残存割合を定量的に明ら かにし， 変異原物質の

次世代影響を解析し た。 ゼブラ フ ィ ッ シ ュ胚に変異原物

質と し て MNNG を曝露し たが，胚 と成魚の突然変異頻度

は同じ レベルであ り ， 胚期に発生し た突然変異は成長過

程で修正されず，成魚に残存する こ と が明らか と なった。

〔関連研究課題〕

0305DA510 　 化学物質 リ ス ク評価におけ る定量的構造活

性相関に関する研究－反復投与毒性試験を指標にし た ３

次元構造活性相関モデルに関する研究 138p.

0406CD496 　 数理モデル と 生物試験を併用し たダ イ オキ

シンの人健康 リ ス ク評価 139p.
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0505AF783 　 数理モデルを用いた大気汚染物質の健康 リ

ス ク評価手法の開発 140p.

0406KZ511 　 宇宙放射線被曝がゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ体内の

突然変異発生に及ぼす影響 149p.

0505AF784 　 原子間力顕微鏡を用いたナ ノ 粒子の細胞へ

の取 り 込みに関する研究 190p.
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国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
1． 地球温暖化を始めとする地球環境への取り組み

1． 1 　 温室効果ガスの排出源 ・ 吸収源評価と個別

対策の効果評価に関する研究

（1）　21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 ～ボトムアップ（微気象・生態学

的）アプローチによる陸域生態系の炭素収支解析に

関する研究 （１）森林・草地生態系における炭素収

支の定量的評価に関する研究：熱帯森林生態系にお

ける炭素収支

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA830

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○奥田敏統 （生物圏環境研究領域）， 近藤俊明，

梁乃申， 藤沼康実， 井上元

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 物質循環や森林動態に関する多 く のデー タ が

蓄積 さ れてい る半島マレーシアのパ ソ 保護林を中心に，

現地調査及び既存データの収集を行い， 炭素循環に関す

る 積み上げモデル と 林冠面での二酸化炭素フ ラ ッ ク ス

データの整合性などについて検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 熱帯林の炭素循環 （地上部現存量や土壌呼吸， 分解過

程） を明ら かにし， 地球気候変動に対し て熱帯林破壊や

劣化がどのよ う な影響力を与え るのかについて検討を行

う （平成 14 ～ 16 年度）。 地上踏査を中心 とする コ ンパー

ト メ ン ト モデルによ る炭素循環 と， 林冠面での二酸化炭

素フ ラ ッ ク ス測定 と の整合性について検証を行い， よ り

精度の高い炭素収支モデルの構築を図る （平成 17 ～ 18

年度）。 

　 本年度は， 前年度に引き続きマレーシア ・ パソ保護林

および深林伐採後の択伐林やタ イ北部の熱帯季節林 （ホ

イ カーケン自然保護区） を調査対象 と し て， 土壌呼吸速

度， 落葉落枝の解速度などについて調査を行った。 また，

土壌呼吸速度の時空間的不均質性を調べる ために多地点

で連続的な土壌呼吸速度の測定を行った。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.1.(1), 1.(2), 1.(3), 4(2) にも関連

（2） 　 定期旅客便によ る温室効果気体観測のグローバル

ス タ ンダー ド化

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0305CB432

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 温室効果気体の観測は， その季節変動･経年変

動などの情報を基に将来予測に関わる知見が得られる こ

と から，定期的･長期的かつ広範囲にわたって実施される

必要があ るが， 現在実施されているチャーター機によ る

観測は極めて限定的にな ら ざ る を得ない。 一方， 定期旅

客便は頻度， 範囲， 長期性 と い う 点か ら極めて魅力あ る

観測プラ ッ ト フ ォーム と言える。

　 こ のよ う な定期的･長期的な観測を世界に拡大し，かつ

継続的な観測を実施する ためには， あ ら ゆる航空機に搭

載でき る， 「安全で維持管理の容易な」 測器を開発する必

要があ る。

　 本研究は， 航空機によ る温室効果気体の三次元観測網

の整備を進める ため， グ ローバルス タ ンダー ド と も言え

る測定システムを開発し， その有効性を明ら かにする こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度に開発 し た民間航空機搭載用の二酸化炭素

（CO2） 連続測定装置 （CME） と自動大気サンプ リ ング装

置 （ASE） を， 747-400 型機に搭載する ための装置固定具

および空気採取配管設置に係る機体改修を行った。 改修

後は地上におけ る各種試験を行い， 装置の動作に問題が

ない こ と と 装置の動作に伴 う 機体への影響のない こ と が

確認された。 さ ら に米国連邦航空局 （FAA） と 国土交通

省交通局 （JCAB） の検査官搭乗の も と 試験飛行を行い，

装置 と 機体に不具合のない こ と が確認された。 これらの

試験の結果， FAA と JCAB から CME と ASE の 747-400

型機に対する搭載許可を取得する こ と ができた。

　 搭載許可を得た 747-400 型機は 2005 年 11 月よ り 定期

航路に導入され， CME の試験観測が開始された。 搭載直

後に得られたデータから， CME の流量制御， 圧力制御，

試料導入装置， 流路切 り 替え装置が正常に機能し ている

こ と や， 機体か ら取 り 込んだ情報や観測結果が正し く 記

録されている こ と を確認し た。CME で試験的に得られた

CO2濃度の観測結果を出発地，到着地近傍における鉛直分

布 と， 上部対流圏におけ る水平分布 と に分離し て解析す

る と， 異なったフ ラ イ ト において も同一地点上空の濃度

が再現性良 く 観測されている こ と がわかった。 また，CO2

濃度の鉛直分布は成田等の北半球中緯度の自由対流圏で

は低高度ほど高い濃度になっていたが， ジ ャ カルタ等の

低緯度域では大気の鉛直混合を反映 し て濃度差が小 さ

かった。 上部対流圏におけ る水平分布には北半球 と 南半

球の境界 と 考え られる濃度ギ ャ ッ プが毎回のフ ラ イ ト で

確認され，北半球の濃度が 1.5ppm ほど低い値を示し てい
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た。 これらの実際の観測から， CME が設計通 り の機能を

示し ている こ と を確認する と共に， 民間航空機が CO2 濃

度を観測するにあたって優れたプ ラ ッ ト フ ォームであ る

こ と も確かめられた。

　 その後の試験飛行の結果から，CME の標準ガス導入間

隔， ポンプ動作を行 う 高度， 除湿剤の交換等について，

初期設定が必ずし も正し く ない こ と がわか り ， 何度かの

パ ラ メ ー タ 変更を経て適切な値を設定す る こ と がで き

た。

　 2005 年 12 月に ASE を用いてシ ド ニー成田間の大気を

試験的に採取し， CO2， CH4， CO， N2O， SF6 および H2

の各濃度の上部対流圏におけ る緯度分布を得た。 得られ

た濃度は直前に行われた別な航空機観測の結果 と 良い一

致を示し， ASE の大気保存性能を含めて， システムが正

常に機能し ている こ と が確認された。

　 また， 同時観測で得られた CME の CO2 濃度が ASE の

分析値と良い一致を示し た。 ASE の CO2 分析値は温度や

圧力が一定の実験室において大型の分析装置によ って得

られた信頼度の高いものであ る。 両者の CO2 濃度が一致

し ていた と い う 事実は，CME が温度も圧力も変動の大き

い環境下で小型軽量の装置によ って観測を行 う にも かか

わ らず正確に濃度を測定でき る装置であ る こ と を証明す

る ものであ る。

　 2006 年 ３ 月には，CME を 777-200 型機に搭載するため

の機体改修を行った。 747-400 型機の場合と同様に，地上

試験と試験管立ち会いの試験飛行の結果， FAA と JCAB

から CME の 777-200 型機に対する搭載許可を取得し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 小川利紘 （（財） 日航財団）

（3） 　 分光法を用いた遠隔計測に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE539

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森野勇 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

中根英昭

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 人工衛星， 地上等からの分光遠隔計測によ って

地球大気中の微量成分の存在量及びその変動を把握する

と き， よ り 精度良 く 必要な情報を得る ためには， 遠隔計

測法， 放射伝達の取 り 扱い及びデータ解析法に関する検

討 と 微量成分の分光パ ラ メ ー タ の高精度化が重要であ

る。 本研究では分光学の視点に立って関連する研究を行

い， 高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 実験室分光のためのガスセルの光学系， 真空系の改良

を行った。 比較的容易に実施でき る改良は完了し た。

　 実験室分光によ り 二酸化炭素や メ タ ンの分光パラ メ ー

タの測定を実施し， 解析を行った。 その解析結果を文献

値と比較し た。

　 大気観測用フー リ エ分光計によ り 取得し た測定スペク

ト ルの リ ト リ ーバル解析を行った。 二酸化炭素の 1.6µm

に対し て日変動解析を行い， 気象研タ ワー測定データ と

の比較を行った。

　 ハー ド と 解析アルゴ リ ズムの両方の視点に立ちデータ

解析法の検討を行った。

〔備考〕

（4） 　 波照間・落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る微量気体成分の短周期変動に基づ く 東アジア地域

の相対的発生源強度の推定

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE342

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）， 向井人史，

谷本浩志， 町田敏暢

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測

される各種微量気体成分 （ メ タ ン， 二酸化炭素， 亜酸化

窒素， 一酸化炭素等） には気象場の変化に伴 う 数日周期

の変動が見られる。 通常， 大陸等の発生源地域を通過し

たエアマスが観測点に到達し た場合， 濃度の高ま り が観

測され， 各成分間に高い相関関係が見られる。 こ のよ う

な相関関係に見られる各成分間の濃度変動の比は発生源

強度の比を反映し ている と 考え られる。 本研究では観測

結果を も と に東アジア地域から の各気体成分の発生源強

度の比に制約条件を見いだすこ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間および落石で観測された大気中 CH4，CO，H2 濃

度の短周期変動の中で， 高い相関が見られる変動につい

て各成分間の変動比率を調べた。 △ CH4/ △ CO 比 （モル

比） の年平均値は波照間および落石でそれぞれ約 0.3 お

よび 0.7 であった。 エアマスの流跡線解析によ る と波照

間は中国の影響を強 く 受けてお り ， 落石は日本や大陸北

部の影響を受けている。 中国の CH4 および CO の発生量

の推定値の比は約 0.3 であ り ， 波照間での観測結果 と整

合的であ る。 一方， 落石の観測結果は日本や大陸北部の

CH4/CO 発生比が中国 と 比較し て低い こ と を示唆し てい
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る。 波照間での△ H2/ △ CH4 比の平均値は約 0.5 であっ

たが， 落石では -0.5 と負の相関が見られた。 地表面は H2

の消滅減であ る ため CH4 の発生 と H2 の消滅によ って負

の相関を説明でき るが， 中国では地表面での消滅を凌駕

する H2 の発生があ るため波照間では負の相関が観測され

に く い と考え られる。△ H2/ △ CO 比の中央値は波照間で

約 0.2， 落石で約 0.3 であった。 H2 と CO は燃焼過程で発

生し， 発生時の H2/CO 比は発生源によ って異な り ， バイ

オマス等の燃焼では約 0.1，自動車の排気ガスで 0.3 ～ 0.5

程度 と な る こ と が知られている。 おそ ら く 中国では薪や

石炭等の燃焼によ る放出が多いため， 波照間で観測され

る△ H2/ △ CO 比が低 く なる と考え られる。

〔備考〕

（5） 　 温室効果ガス観測衛星デー タの解析手法高度化 と

利用に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-2

〔研究課題コー ド〕 0406BA414

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域），

森野勇， 小熊宏之， 町田敏暢， 日暮明子， 

Shamil Maksyutov， 井上元

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 １ ） 温室効果ガスの導出を目的 と し た衛星観測

データ を対象に， 雲 ・ エア ロ ゾルの影響があ る衛星観測

データか ら， 高精度に温室効果ガスのカ ラ ム量を導出す

る こ と を目的と し て， 解析手法の高度化を行 う 。

　 ２ ） 実際に衛星によ って観測されるデータの特質を把

握する ため， 類似仕様のセンサを地上または航空機に搭

載し てデータ を取得し， その解析手法の開発 と 手法の実

証を行 う 。

　 ３ ） 将来の温室効果ガス衛星観測センサの方向付けに

資する こ と を目的 と し て， 大気輸送フ ォ ワー ド モデル計

算への衛星観測データの同化手法の開発研究を行 う 。  

〔内容および成果〕

　 人工衛星の搭載センサから観測する分光放射輝度情報

か ら， 温室効果ガスのカ ラ ム濃度を高精度で導出する た

めの手法開発 と 実証を目的 と し て， 以下の研究を実施し

た。

　（ １ ） 衛星の観測視野に巻雲が存在す る 場合に， ２ ス

テ ッ プの推定によ り 二酸化炭素のカ ラ ム濃度を高精度に

導出する手法を開発し た。 第一ステ ッ プでは， 2.0µm 帯

の水蒸気飽和波長領域のスペク ト ル と 0.76µm帯のスペク

ト ルテータ を用いて巻雲の高度， 光学的厚さ， 0.76µm 帯

の地表面反射率を同時に推定する。 第二ス テ ッ プでは，

その結果を用いて 1.6µm 帯のスペク ト ルデータから二酸

化炭素カ ラ ム濃度 と 地表面反射率を同時に推定する。 そ

の結果，誤差 0.2％程度でカ ラ ム濃度が推定される こ と が

確認された。

　（ ２ ） 衛星 セ ン サ と 同等の性能 を 有す る 地上モデル

（BBM） を飛行船に搭載し， 乾いた水田に よ る太陽反射

光の分光観測を行って， 観測高度の差によ る二酸化炭素

の吸収スペク ト ルの変化量が， 実測 と 理論計算 と でどの

程度一致す る か を検討 し た。 ま た， 筑波山の山頂駅に

BBMを設置し て，高度約800mから低地の畑によ る太陽反

射光の分光観測を実施し， その高度間の大気中二酸化炭

素カ ラ ム濃度の導出を試みた。 観測 と 同期し てセスナに

搭載し た装置によ り 二酸化炭素の実測データ（in situ デー

タ） を取得し た。その in situ データ と BBM 観測データか

らの導出値と は約 2％の精度で一致し た。

　（ ３ ） 衛星観測データ を利用し て全球の炭素収支分布を

推定する手法の開発を目的 と し て， 本年度は大気輸送モ

デルの高解像度化 と 中規模擾乱バイ アスの検討， 陸上サ

イ ト から得られた二酸化炭素濃度データ を イ ンバースモ

デル解析に利用 し た際の問題点の検討， ア ジ ョ イ ン ト

コー ド を用いた二酸化炭素の吸収 ・ 排出源分布の推定に

関する検討を行った。 なお， 本研究を進める ため， イ ン

バースモデル解析か ら求められた二酸化炭素のフ ラ ッ ク

ス を基にし てフ ォ ワー ド 法で計算し た濃度フ ィ ール ド の

変化を画像表示する システムを開発し た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.7.(2) にも関連。

（6） 　 技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減

中長期戦略に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-5

〔研究課題コー ド〕 0406BA499

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

小林伸治， 松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 2020 年まで， 2050 年までの ２ つのタ イ ム スパ

ンについて， 交通部門からの CO2 排出量の大幅削減のた

めの中長期戦略を策定する こ と を目的 と する。 そのため

に本研究では， 対策の投入時期 と 効果の発現時期 と のタ

イ ム ラ グを考慮し た対策効果評価手法を構築し， 技術選

択モデルで必要 と される要素技術の効果や費用に関する

基礎情報を提供する。 また， 2050 年については， バッ ク
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キ ャ ステ ィ ング手法を適用し て， 向か う べき長期的なビ

ジ ョ ンを提示する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 燃費改善技術 と 次世代自動車技術の調査

を踏まえた技術選択モデルを用いて 2020年基準シナ リ オ

を策定する と と もに有識者 ヒ ア リ ングを通じ て 2050年の

交通ビジ ョ ン を作成する。 次に， 導入のタ イ ム ラ グを考

慮する削減効果モデルを用いて 2020年対策シナ リ オを策

定する と と もに， 2050 年のシナ リ オ策定手法の枠組みを

構築する。 さ らに， 2050 年の交通システムのビジ ョ ン と

排出削減シナ リ オを作成する と と も に， 短中期政策の方

向提示や，政策実施に伴 う 社会経済的影響の検討を行 う 。

　 平成 16 年度は，燃費改善技術 と次世代自動車技術につ

いて調査する と と もに，交通部門における 2020 年基準シ

ナ リ オを策定し た。 また， 対策シナ リ オの検討に用いる

ために， 車両製造設備の整備や車両購入普及にかかる タ

イ ム ラ グの考慮を念頭に置いて， コ ホー ト に基づ く 技術

導入対策効果評価モデルの基本設計を行った。 その一方

で， 2050 年シナ リ オに向けて， そのビジ ョ ンを設定する

ために， 環境 ・ 交通 ・ 都市等の分野におけ る有識者を対

象と し てグループイ ン タ ビ ュー調査を行い， 2050 年にお

け る社会経済状況の想定 と それを踏まえた交通シス テム

のビジ ョ ンについて検討を行った。 本年度は， 2020 年の

対策シナ リ オ と し てハイブ リ ッ ド 車等大量普及シナ リ オ

を試作し， 目標達成のためには交通量の削減がほぼ不可

避であ る こ と を明ら かにし た。 また， コ ホー ト に基づ く

技術導入対策効果評価モデルの詳細設計 と ツール構築を

行った。 一方， 2050 年シナ リ オを左右する ド ラ イ ビング

フ ォース を抽出す る と と も に， 将来ビ ジ ョ ン の検討を

行った。

　 また， 2050 年シナ リ オの検討支援ツール と し て， 交通

サービ ス量， ト リ ッ プ数， ト リ ッ プ長， 分担率， 輸送効

率， 燃費， CO2 原単位から な る交通 CO2 排出要因別の対

策を縦軸に， 地域区分を横軸 と するマ ト リ ッ ク ス を構築

し， 地域区分に応じ た対策の積み重ね と 地域区分別将来

人口予測の組み合わせによ る全国排出削減量の推計を可

能と し た。

〔備考〕

（7） 　 大気境界層の高頻度観測による大陸上CO2の挙動と

輸送に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0406BB430

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ），

高橋善幸， 下山宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では森林地帯上空において小型航空機

を用いた大気中 CO2 濃度の詳細な観測を高頻度で行い，

大陸上における CO2 濃度の時間的かつ空間的な代表 と な

る値を長期観測し， モデルを用いた CO2 の吸収 ・ 放出量

推定に資する信頼度の高いデータ を得る こ と を目的 とす

る。 観測は特に大気境界層 と その直上の自由対流圏 と の

差に注目し， 大気輸送モデルの最大の欠点の一つであ る

境界層上端を通し た CO2 の輸送を定量的に把握する こ と

も期待される重要な成果であ る。 また CO2 濃度 と同時に

CO2の同位体比も高頻度観測し，境界層輸送過程に新たな

制約を加える こ と も目標にし ている。

〔内容および成果〕

　 ベレ ゾ レチカ上空での定期観測飛行は2005年 ４ 月から

順調に実行する こ と ができ た。本年度は 43 日分の飛行に

成功し た。

　 東シベ リ アのヤ クーツ ク の森林地帯上空で， ベレ ゾ レ

チカ と同様の連続観測を行 う ために，平成 16 年度に開発

し た CO2 濃度観測装置を現地に持ち込んで，観測機 （An-

2 機） に搭載し た。 本年度は ９ 度の飛行に成功し， CO2 計

や高度計 （圧力計）， 温度計等の計測器が高度の変動 と共

に正常に動作し ている こ と が確認できた。

　 ベレ ゾ レチカ上空の自由対流圏 と 境界層内 と で観測さ

れた CO2 濃度の季節変動を全球 ３ 次元輸送モデルでシ

ミ ュ レー ト された変動 と 比較し た。 その際， 大気輸送に

は NIES05 モデルの １ 度グ リ ッ ド のバージ ョ ンを， 陸上

生態系の CO2 フ ラ ッ ク スには Sib2 モデルを用いた。モデ

ルでシ ミ ュ レー ト された CO2 濃度の季節変動は観測値に

比べて半分以下の振幅であったが， 自由対流圏 と 境界層

内の振幅の比はモデル と 観測で良い一致を示し た。 こ の

事実はモデル内の境界層 と 自由対流圏の間の物質輸送過

程が現実に近い こ と を表し ている。 モデルの振幅が観測

よ り 小さ かった原因は Sib2 モデルのフ ラ ッ ク スが現実を

表現でき ていないためであ る と考え られる。

　 CO2 濃度鉛直分布の日変動観測を， ベレ ゾ レチカ上空

で 2005 年 ７ 月 13 日と 21 日に行った。 ７ 月 13 日は終日

快晴が続き，大気境界層内で日中約 10ppm の CO2 濃度の

低下が観測された。 一方で， 大気境界層上層の自由対流

圏の CO2 濃度は， 早朝の ７ ： 30 から南中時刻過ぎの 13 ：

30にかけて約 ７ ppm低下し たが，その後は逆に夕方の19：

30 にかけて約 ６ ppm 増加し た。 自由対流圏の濃度は， 地

表面における CO2 の吸収 ・ 放出過程の影響を， 直接的に

は受けない こ と か ら， 大気の移流によ る濃度変化であ る
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と考え られる。一方で ７ 月 21 日は日中対流によ る積雲が

発生し， 夕方には局所的な降雨も確認された。 大気境界

層内の CO2 濃度低下量は約 ６ ppm であ り ， ７ 月 13 日の

低下量よ り も 小 さ かっ た。 ま た， 21 日の自由対流圏の

CO2濃度は一日を通じ て変化がないこ と から，移流の影響

は小さい と判断でき る。

　 東シベ リ アのヤ クーツ ク上空で観測された CO2 の炭素

安定同位体比の高度分布は年間を通じ て，定性的にはCO2

の高度分布 と 鏡像関係にあ り ， これはベレ ゾ レチカでの

観測結果 と も共通し ている。 ヤ クーツ ク上空で特徴的で

あ るのは， 夏場の高度分布に見られる上下の CO2 濃度差

および炭素同位対比の差が， ベレ ゾ レチカに比べて明ら

かに小さ い こ と であ る。 また， サンプ リ ング高度の上端

であ る高度 3000m での夏場の CO2 濃度の低下 と炭素同位

対比の上昇が， ベレ ゾ レチカなど他の観測結果に く らべ

て顕著であ る。 これは， 夏場の光合成によ る地表面付近

での CO2 の吸収 と炭素同位対比の分別の効果が， ヤ クー

ツ ク周辺では他の地域に比べて高い高度まで伝搬しやす

いこ と を示唆し ている。

　 CO2濃度 と炭素同位対比の間の関係は年間を通じ て，高

い相関を示すが， ２ 成分系の単純混合を仮定し て計算し

た陸域の正味の同位体効果には， 季節的な変化が認めら

れた。 光合成が卓越する時期の正味の同位体効果は -20

から -29‰PDB と大き な範囲で変動し， 呼吸が卓越する

冬季にはその値はおよそ -32‰PDB 付近に集中し た。 全

体的に， 夏期に比べ， 冬季の値は低い値 と なっているが，

-32‰ と い う 値は陸域生物圏から放出される CO2成分に予

想される値に比べて著し く 低 く ，こ の期間の地表から CO2

放出源には， よ り 低い炭素同位対比を持つ化石燃料の燃

焼起源の成分が寄与し ている こ と が予測される。

〔備考〕

（8） 　 西部太平洋域の微量温室効果ガス分布 と発生源に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0406BB918

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ），

向井人史， 谷本浩志， 横内陽子， 遠嶋康徳

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温暖化の主要な原因物質 と な る微量温室効果

ガス （ メ タ ン ・ 亜酸化窒素 ・ 対流圏オゾン ・ 代替フ ロ ン

等） の発生源をその消滅過程を含めて検証する ための新

たな観測手法を確立する こ と を目的 と し， 自動 ・ 手動観

測によ る連続観測システムを， 西部太平洋域を定期航行

す る 商船に設置す る ための技術開発及び連続観測を行

う 。

〔内容および成果〕

　 微量温室効果ガスの挙動を把握する ために， これまで

フジ ト ラ ン ス号 （ ト ヨ フジ海運） に連続オゾン観測， CO

観測シス テムを設置し て観測を行って き たが， 航路の変

更のために機材を西太平洋を航行す る ト ラ ン ス フ ュ ー

チャー ５ （ ト ヨ フジ海運所属） に移動する と 共に， フ ロ

ン類のサンプ リ ン グのために自動サンプ ラーを製作し，

自動的なサンプ リ ングが可能にし た。 これによ り ， 11 月

から高頻度な観測を開始し た。

　 メ タ ンや N2O に関し て も従来のサンプ リ ング を継続

し， データの解析を行った。 メ タ ンの濃度は北半球で高

い濃度を示しつつも， ト レ ン ド と し ては， 減少方向へ濃

度変化し始めている こ と が明ら かになった。 これは， 今

後どのよ う に変化し て行 く かを見守る必要があ る と 同時

に， その発生源や消滅源の変動がどのよ う に起こ ってい

るのかを追求する必要があ る。 共同で行っている ニ ュー

ジ ラ ン ド の研究機関の NIWA の同位体比などのデータ も

取 り つつあ り ， それら か ら その発生源の変化も検証する

予定であ る。

〔備考〕

（9） 　 建築物における空調･照明等自動コ ン ト ロールシス

テムに関する技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0406BH478

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ， 中根英

昭， 吉田友紀子， 平野勇二郎

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は， リ アル タ イ ムの熱負荷シ ミ ュ

レーシ ョ ンを建物の空調 ・ 照明の自動制御に導入する こ

と によ って， 個別省エネ技術， 省エネ技術のポテンシ ャ

ルを統合的に十分に活用する手法を開発し よ う と する も

のであ る。 すなわち， （ １ ） 設計の際にのみ行われていた

シ ミ ュ レーシ ョ ンを， 現状の再現のみな らず予測を含め

常時行い， （ ２ ） 気温や湿度等のセンサーのデータ を， 監

視や直接的な制御のためのみな らず， シ ミ ュ レーシ ョ ン

のためのデータ と し て利用し， （ ３ ） 現在の測定データ と

設定値の差によ って制御を行 う のではな く ， 測定データ

等か ら計算し た予測値 と目標値を比較する こ と によ って

迅速でなめら かな制御を行い， （ ４ ） 制御に当たっては，
―  45  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
省エネ （あ るいは CO2 削減やコ ス ト 削減） 目標に即し た

制御を行 う ， ものであ る。

　 開発する シス テムは， パソ コ ン と シ ミ ュ レーシ ョ ン ソ

フ ト ， 気温 ・ 湿度等の測定器， 制御システム， イ ン ター

フ ェース で構成 さ れてい る 簡単かつ明瞭な も のであ る

が， 様々な省エネシステムを統合し有効に機能させる シ

ステムであ る。 さ らに， 開発し たシステムの導入によ り ，

地域 ・ 国レベルでの省エネ ・ 二酸化炭素排出削減効果を

評価する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本研究課題は， シ ミ ュ レーシ ョ ン， 制御， 建物省エネ

評価， 対策効果の ４ 分担課題か ら構成され， 以下の成果

を得た。

　 １ ） 自動コ ン ト ロールシステムにおけ る建物熱負荷シ

ミ ュ レーシ ョ ン技術開発 ： 室内環境 と エネルギー消費の

シ ミ ュ レーシ ョ ン を行 う ために必要 と な る 自動 コ ン ト

ロールシステムを継続し て検討する と と も に， 地球温暖

化研究棟の実測対象室等についての計算モデルを作成

し，実測値に基づいた室温変動の計算を行い，シ ミ ュ レー

シ ョ ンが実測をほぼ同じ再現し た。また，自動コ ン ト ロー

ルシ ス テ ムの個別要素の機能向上を目指 し， 熱負荷シ

ミ ュ レ ーシ ョ ン （TRNSYS） と 制御シ ミ ュ レ ーシ ョ ン

（GAMS） を構成する要素群の相互関係 と個別の機能を精

査する と と も に， 自動コ ン ト ロールシス テムの実装に向

けたシナ リ オの作成を行った。

　 ２ ） 自動コ ン ト ロールシステムにおけ る建物機器制御

シ ス テ ム開発 ： 地球温暖化研究棟を対象にシ ミ ュ レー

シ ョ ン制御の検討， 制御システムについて検討し た。 地

球温暖化研究棟の熱源最適運用モデルを検討し， 空調機

までは TRNSYS が， 空調機に供給する熱源は GAMS が

分担する こ と で，シ ミ ュ レーシ ョ ン制御を可能 と なった。

また， ニ ュー ト ラルネ ッ ト ワーク モデルを採用し て， 熱

源負荷 ・ 照明負荷等の時系列データの処理方法を検討し

た。 その結果， モー ド ト リ ミ ング法を用いて外気温度な

どの気象条件の入力を加え る こ と によ って， 精度の高い

負荷予測が可能になった。

　 ３ ） 建築物におけ る省エネ ・ 業務効率の観点によ る自

動コ ン ト ロールシステムの総合評価 ： 開発し た自動コ ン

ト ロールシステム導入に向けて， 地球温暖化研究棟をモ

デル試験室 と し て検討し た。 その結果， 自動コ ン ト ロー

ルシ ス テムの検証に必要な基礎データ取得する ために，

約 900 点に及ぶオン ラ イ ン計測システムを構築し， 詳細

なデータの蓄積 ・ 解析が可能 と なった。 また， 既存シス

テムでの運転特性を， 電力消費 ・ 空調実態の傾向把握結

果か ら， 室内環境や空調システムの実態の傾向に与え る

影響 と 要因を解析し た。 なお， 当シス テム開発で対象 と

し てい る 既存シ ス テ ム改善に よ る 省エネ削減可能範囲

は， 2004 年度実績値を用いた試算によ る と， 最大約 30％

であ る こ と が推定された。

　 ４ ） 自動コ ン ト ロールシステムを含む省エネ建築物の

地域レベルにおけ る評価 ： 開発を進める自動コ ン ト ロー

ルシステムでの成果を， 地域レベルでの省エネのために

活用し， 事業普及を促す基盤 と し てマ ク ロ な全国レベル

の温室効果ガス排出量推計に基づ く 対策効果を評価する

ための手法を開発し， 評価し た。 業務部門における CO2

排出削減対策技術の効果を評価す る ための手法を開発

し， 排出削減効果について試算し た。 こ の結果， 対策を

実施し た場合は実施し ない場合と比較し て 2005 年で 9.3

％， 2010 年で 9.9％の CO2 削減効果が得られる こ と など

が示 さ れた。 ま た， 各種削減対策について比較する と，

今回のケースでは既存建築に対する運用管理や設備更新

に よ る省エネルギー効果が大き い と い う 結果 と なった。

一方， 新設建物の対策は今回行った 2005， 2010 年までの

試算では効果は限定的であったが， 今後建物の立替が進

むほど効果が大き く なってい く と考え られた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 宮城工業高等専門学校， 足利工業大学，

株式会社山武， 埼玉大学， 東京理科大学， 東京電機大学

（10） 　 情報通信機器の消費電力自動管理システムに関す

る技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0406BH483

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域），

増井利彦， 藤野純一， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 民生部門での CO2 排出増加要因の一つであ る，

通信情報機器の消費電力削減を目的に， ネ ッ ト ワーク の

特性を生かし て， 利用者に負担の少ない， よ り 簡易な機

器構成で情報通信機器の消費電力を所望の組織単位 （会

社， 部， 課など） で把握／制御でき るマネジ メ ン ト シス

テムを開発する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 機器消費電力モニ タ リ ングサブシステムの開発に

ついて，複数の同種ユニ ッ ト や外付け HDD を接続し た複

雑な構成のパソ コ ン も対応可能なモニ タ リ ング機能を追

加し， 様々な構成のパソ コ ンに適用でき る よ う な機器消
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費電力モニ タ ソ フ ト ウ ェ アを改良し た。 また， こ のモニ

タ リ ング技術を利用し， 利便性を維持し ながら省エネ効

果を最大化させる最適稼動モー ド 判定サブシステムを開

発し た。 特に， 利用者の機器の利用履歴に基づ く 行動予

測 と， 稼働変更に伴 う 利便性低下 （待ち時間） を考慮し

た ２ 種類の判断手法 （期待値定量型， 一括型） を開発し，

ソ フ ト ウ ェ アを試作し可能性を検証し た。 また， パソ コ

ン と その構成ユニ ッ ト などの機器の各種稼動モー ド への

遷移を遠隔制御する ための制御 ・ 通信サブシステムを開

発し， 遠隔モニ タ， 制御の仕様を決定し た小規模構成の

システムを試作し た。

　（ ２ ） 開発し た消費電力自動管理システムの実証実験 と

し て， モニ タ リ ングサブシステムのモニ タ調査を実施し

た。 その結果， 約半数の人の省エネ意識に変化を与え る

可能性があ るが， 残 り の半数の省エネ意識を変え るのは

難しい こ と が分かった。 また， 年齢があがるにつれて現

状のシステムの効果は薄れる傾向があった。し たがって，

省エネ意識を訴えかけ る ためには， 消費者受けするモニ

タ リ ング機能の追加が必要であ る一方で， 省エネ意識だ

けで省エネを図るには限界があ り ， よ り 高い省エネ性を

求める ために， 制御機能によ る稼働制御は不可欠であ る

と いえ る。 また， 開発し た消費電力自動管理シス テムの

普及方法について， 普及方策ご と に CO2 排出量の削減効

果の評価を行い， 最適な普及方策を検討し た。 まず， 普

及方策 と し て， オーナーア ッ プ戦略， ブ ラ ン ド ア ッ プ戦

略， 効果ア ッ プ戦略など検討し た結果， 各戦略の費用は

ほぼ ０ から数億円まで多岐に渡った。 また， CO2 排出量

については，システム導入前の対策無し ケースでは，2020

年のパソ コ ン起源の CO2 排出量は 15Mt-CO2 と試算され

るのに対し て， 環境意識の高い層を対象 と し比較的費用

の低い戦略のみを実行し たケース を検討する と，そのCO2

削減効果は低かった。 そ こ で， 想定され う る各種戦略を

実行し， 家庭 と オフ ィ ス全てのパソ コ ンに消費電力自動

管理システムの制御機能が導入された場合を検討し た結

果， パソ コ ン起源の CO2 排出量を 34% （5.1Mt-CO2） 削

減する効果があ る こ と が分かった。

〔備考〕

共同研究者 ： 藤本淳， 中村一彦 （東京大学） ， 宮本重幸，

平尾英司，原田大生，長谷川聖洋（NEC 基礎・環境研究所）

（11） 　 陸域 ・ 海洋による二酸化炭素吸収の長期 ト レ ン ド

検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関する

観測研究 

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0408BB368

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 遠嶋康

徳， 野尻幸宏， 町田敏暢， 柴田康行， 北川浩之

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 これまで太平洋を航行する船舶を活用し て， 緯

度別の酸素濃度や二酸化炭素の炭素同位体比の観測手法

の確立を行ってお り ， 海洋吸収量がほぼ安定であ るのに

対し て， 陸上生態系によ る吸収量は非常に大き く 年々変

動する こ と が明ら か と な り つつあ る。 今後は， こ の手法

を長期的に活用し て， 気温の上昇傾向や水循環の変化や

海洋循環の変化が， 陸域， 海域の二酸化炭素吸収量に対

し どのよ う に影響を及ぼすかを解明する こ と を目標にす

る。

〔内容および成果〕

　 太平洋を北半球高緯度 （55 度） から， 南緯 30 度程度

までの広い範囲の緯度別の大気のサンプ リ ングを継続的

に行い， 酸素， 二酸化炭素同位体比， 放射性炭素の分析

に よ り ， グ ロ ーバルな二酸化炭素の発生量 と 吸収量の

年々変動やその ト レン ド などを調べている。 これまでの，

データによ る と， 二酸化炭素の吸収量はエルニーニ ョ の

発生 と 共に， 陸域においてその変動が大 き い こ と が分

かって き たが， こ こ ３ 年ほど海洋の二酸化炭素吸収も下

降気味 （平均で 1.7Gt） の傾向を見せてき ている。 陸域の

吸収量は年変動が大きいため ト レ ン ド はまだ見いだせな

いが， 酸素同位体比などのデータか らみる と， 乾燥によ

る ト ータルな光合成量の減少の影響 と も考え られる様子

が， 見いだ され始めている。 酸素のデータか ら も， その

よ う な傾向は見いだされてお り ， 陸域や海洋の吸収量の

比が全体と し て変化し て来ている こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 北川浩之 （名古屋大学）

（12） 　 環境低負荷型オフ ィ スビルにおける地球 ・ 地域環

境負荷低減効果の検証

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE827

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ， 片岡

久美

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所地球温暖化研究棟各部位にお

け る放射 と 熱の挙動に関する通年モニ タ リ ングを通じ た

個別の導入環境保全技術ご と の環境負荷低減性の比較検
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討及び建物全体の LCA 評価を行 う 。 と り わけセダムを用

いた傾斜屋上緑化面を対象に， 屋上緑化面及び屋根裏空

間での微気象観測を通じ， セダム緑化技術の有効性 と 問

題点を定量的に明ら かにし， 特殊屋上緑化の管理技術を

確立する。

〔内容および成果〕

　 先行する ４ 年間に引き続き， 屋上緑化面におけ る各種

モニ タ リ ングを継続する と と も に， モニ タ リ ング結果を

精緻に再解析し， 灌漑年 （2002 年） と非灌漑年 （2003 年

以降） の比較 （放射収支， 表面温度， 土壌内温度， 土壌

水分など） を通じ， セダム緑化技術の有効性 と 問題点に

ついて検討を行った。 と り わけ， 降雨後土壌が乾燥し て

い く 過程での放射 と 熱の挙動に着目し て行った。 ま た，

先行する ４ 年間の地球温暖化研究棟各部位におけ る放射

と 熱の挙動に関する通年モニ タ リ ングデータ を引き続き

解析し， 個別の導入環境保全技術ご と の環境負荷低減性

の比較検討及び建物全体の LCA 評価を試みた。

　 さ らに屋上緑化空間において， 典型的な暑熱問題日に

おけ る体感温熱指標を評価する ための手法開発 と し て，

超音波風速計 と 放射収支計を組み込んだ可動式観測ス

テーシ ョ ンの開発を行った。 こ こ では， 先行する ４ 年間

の気象モニ タ リ ン グで得 ら れたデー タ と 知見が活用 さ

れ， 具体的な屋外空間での観測に も活用された。 超音波

風速計によ る屋外空間での移動観測では， 河道 （東西方

向） に直交する街路において南北両方へ風が吹き出す事

例も確認され， 小規模空間で精度よ く 風の場 と 放射環境

を把握する こ と が可能と考え られた。

〔備考〕

平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）， 環境－地球推進

と し て関連課題を実施。

（13） 　 氷晶非球形散乱を考慮し た CO2 気柱量推定アルゴ

リズムの高精度化

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF523

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○吉田幸生 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 CO2，H2O，CH4 等の気体の吸収帯が存在する短

波長赤外域には， 巻雲によ る太陽散乱光も同時に影響を

及ぼし ている。 気体や巻雲がそれぞれ異な る波長特性を

示すこ と か ら， 短波長赤外データ を解析する こ と で これ

ら の情報を分別し て抽出する こ と が可能であ る と 考え ら

れるが， 従来のよ う な氷晶を球形で近似する手法では推

定される気体濃度や巻雲微物理量に大き な誤差が含まれ

る可能性があ る。 そ こ で本研究では氷晶の非球形散乱を

考慮し た気体濃度 ・ 巻雲微物理量の推定アルゴ リ ズムの

構築を行い， 球形近似によ る影響を評価する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， これまでに行われて き た巻雲微物理特性の

観測結果の文献か ら， 代表的な巻雲微物理モデルの調査

を行った。 その結果， 巻雲微物理特性に対し て これまで

に様々なモデル化が行われている も のの， 概ね次のよ う

な特徴を有し ている こ と が判明し た。 （ １ ） 巻雲を構成す

る 氷晶の粒径分布は， 粒子の最大長に対す る  modified-

gamma 分布で表される。 （ ２ ） 粒子の形状は六角柱型， 六

角平板型， 砲弾集合型， 粒子併合型の ４ 種に大別される。

（ ３ ） 各形状に対し て， 粒子のアスペク ト 比は最大長の関

数と し て表される。

　 さ ら に， 巻雲一次散乱特性の観測状況やモデル化につ

いて も文献調査を行った。 巻雲の一次散乱特性を直接測

定し た事例は少な く ， 主 と し てあ る特定の波長に対し て

のみ観測が行われている こ と が明ら か と なった。 これに

対し， 一次散乱特性を理論計算か ら モデル化し た研究の

場合， 比較的多 く の波長に対し て計算が行われている も

のの， 雲観測を主目的 と する特定の衛星センサの観測波

長に特化し ている こ と が判明し た。

　 気体濃度観測を目的 と する場合， 一般に雲観測センサ

に比べて高波数分解能のセンサを用いる ため， 従来の研

究よ り も細かい波数分解能で巻雲一次散乱特性がどのよ

う に変動するかを調べる こ と が重要であ る。 そ こ で， 非

球形散乱特性 を 計算す る 為の環境 を 整備 し， Discrete

Dipole Approximation 法と，Ray-Tracing 法の ２ つの手法に

対し て動作確認を行った。 現在これら の手法を用いて巻

雲一次散乱特性の波数依存性の評価を行っている。

〔備考〕

（14） 　 京都議定書吸収源と し ての森林機能評価に関する

研究 （2） 吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 1）

吸収量評価モデルの開発 2） 吸収量評価モデルの不

確実性解析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-60

〔研究課題コー ド〕 0506BA776

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ），

Georgii A. Alexandrov， 木下嗣基

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 京都議定書で認められた植林 ・ 森林管理等の炭
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素吸収源活動に伴 う 吸収量評価モデルを開発し， 吸収量

推定の不確実性を検証する。 テス ト サイ ト におけ るデー

タ を用いて開発 ・ 検証されたモデルを用いて， 最終的に

は国全体での吸収量の算定に利用可能 と する ための， 地

理情報データ の整備 と その精緻化 も合わせて実施する。

評価対象 と する吸収源活動は， ３ 条 ３ 項， ４ 項の活動で

あ るが， 第 ２ 約束期間以降のフルカーボンアカ ウ ンテ ィ

ング ・ モデルにも発展可能 と な る よ う ， 森林生態系全体

の吸収量を把握でき るモデルの開発 と 不確実性の解析を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 京都議定書で認め られた植林 ・ 森林管理等の炭素吸収

源活動に伴 う 吸収量評価モデルを開発し， 吸収量推定の

不確実性を検証する。 テス ト サイ ト におけ るデータ を用

いて開発 ・ 検証されたモデルを用いて， 最終的には国全

体での吸収量の算定に利用可能 と する ための， 地理情報

データの整備 と その精緻化も合わせて実施する。 評価対

象とする吸収源活動は， ３ 条 ３ 項， ４ 項の活動であ るが，

第 ２ 約束期間以降のフルカーボンアカ ウ ンテ ィ ング ・ モ

デルに も発展可能 と な る よ う ， 森林生態系全体の吸収量

を把握でき るモデルの開発 と 不確実性の解析を目的 と す

る。

　 国全体での吸収量を把握する方法 と し て， 陸域生態系

モデルを用い る。 先ず陸域生態モデルのキ ャ リ ブ レー

シ ョ ン と し て過去の成長量の正確な把握が必要 と な る。

こ のため，特定地域に対し て DSM のデータの取得を行っ

た。 今後 DSM のデータ を広げ， モデルのキ ャ リ ブレー

シ ョ ンを行 う 。 モデルは人為的な施業の影響を考慮する

こ と が困難であった。 特に間伐によ る影響を取 り 込むこ

と は簡易的な方法で し かで き なかっ た。 こ れに対し て，

従来の陸域生態系モデルをベースに， 材積量の成長予測

か ら樹高の成長予測に変更を行った。 吸収量は材積か ら

算出される ため， 材積は樹高 と 本数によ り 推定を行 う 一

般的な手法を用いた。 これによ り 間伐の影響， 植栽時の

本数を考慮でき るモデル と なった。 モデル計算結果を従

来のモデルやイ ンベン ト リ データ と 比較し た と こ ろ， 幼

齢林に関し ては従来モデルよ り も イ ンベン ト リ データ と

良い一致を示し， 間伐後の影響も再現する こ と が可能 と

な っ た。 ま た， 下層植生の簡易的な再現 も 可能 と な り ，

土壌流出の危険性など を予測する こ と も でき るモデル と

なった。

〔備考〕

研究課題コード 0204BA338 を引き続き延長し て行 う もの

であ る。

（15） 　 西太平洋の海洋大気間 CO2 ・ 酸素収支観測

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コー ド〕 0507CC919

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 遠嶋康

徳， 野尻幸宏， 荒巻能史

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化の今後の予測や二酸化炭素排出の

削減計画に重要な情報を与え る ため， 日本の近海や熱帯

域を含む太平洋の西側地域において， 海洋大気中の酸素

濃度の連続観測や表層海水二酸化炭素分圧を観測する。

その こ と によ って， 海域の特性や季節性や年変動など を

含めて二酸化炭素吸収量を把握する。

〔内容および成果〕

　 西太平洋での海洋二酸化炭素吸収量変動を微細に調べ

る ために， 日本－オース ト ラ リ ア－ニ ュージーラ ン ド を

航行する ト ラ ン ス フ ューチャー ５ 号 （ ト ヨ フジ海運所属）

に協力を依頼し， 海洋の観測シス テムを設置し た。 観測

システムは船底か ら海水をポンプで汲み上げ， タ ンデム

型平衡器によ って大気二酸化炭素平衡にし た気体の二酸

化炭素濃度を測定する システムであ る。 これ と 同時に大

気の二酸化炭素濃度測定装置をブ リ ッ ジ近 く の観測室に

設置し， 常時大気の観測を行いつつ， 海洋 と 大気の二酸

化炭素分圧差をモニ ターし てい く システムであ る。 本年

度， これらのシステムの製作と設置が完了し た。

　 酸素測定に関し ては， 船舶観測用にキ ャ リ ヤーガスの

水素からヘ リ ウ ムへの変更や， 船内温度変化に影響され

ないよ う にし た測定器の保温カバーの製作や， 標準ガス

用の船用容器の製作， データ取 り 込み用の ソ フ ト の開発

など を行った。 これによ って， 来年度早々に船への設置

が可能と なった。

　 来年度は， 海水観測の開始 と 酸素測定装置の設置およ

び観測の開始を行 う 予定であ る。

〔備考〕

（16） 　 海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コー ド〕 0509CC331

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所ではサブテーマ 「海洋炭素循環

観測基盤の構築」 を受け持ち， 本プロ ジェ ク ト によ る開
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発機器が国際的に使用される基盤 と， 得られるデータの

配信 ・ 相互交換等の基盤を作る。 すなわち， 開発機器の

国際的展開を念頭に置いた国際連携の方法の調査， 開発

機器の国際認知を行 う ための相互検定， 公表時のデータ

ベースの作成方法の検討を行 う ための準備等を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究によ り 開発される自動ブイによ る海洋表層 CO2

観測機器が， 国際的に普及する ためには， 測定値の正確

さ を保障する こ と がまず必要であ る。 そ こ で， 自動ブイ

によ る海洋表層 CO2 分圧計測によ るデータの精度 と正確

さ を明ら かにする ために， 次の ２ つの方法論で研究を進

めた。

１ ． 海洋表層 CO2 観測ブイ を既存の計測方法 と比較し て

精度・正確さ求める こ と ができ る装置・技術の開発を行 う

２ ． 海洋表層 CO2 観測データの統合解析を行い， 海域の

気候値を求め， その変動範囲を明ら かにする。 海域の気

候値 と その変動範囲を明ら かにし て， 自動ブイで計測さ

れたデータ を比較する こ と で， 自動ブイのデータ検証を

可能とする。

　 本年度は標準 CO2 分圧測定装置の整備を行った。 国立

環境研究所では， 1995 年以来， 北太平洋高緯度海域の表

層 CO2 分圧観測を実施する中で， 測定装置の開発 ・ 改良

を実施し てき た。 その成果を含めて， 1997 年， 1999 年，

2003 年に多 く の装置を持ち寄って計測値を比較する相互

比較実験を行った。特に 2003 年は大規模な国際相互検定

実験と し て， ８ ヵ国の参加のも と， 11 方式の比較実験を

行った。 その結果， 国立環境研究所の開発によ る タ ンデ

ム型平衡器によ る装置の正確さ が確認された。

　 本研究の目的のために， 国立環境研究所内の恒温室設

備を利用し， 既設の海洋表層 CO2 分圧測定装置に加え，

測定の正確さ を よ り 高める フ ィ ード バッ ク機構付 CO2 分

圧測定装置を導入設置し た。恒温室設備を用いる こ と で，

ガス分析の精度を高める こ と ができ る。 また， 使用海水

と 平衡器の温度を長 く 一定に保つこ と ができ， 精密な実

験を行 う こ と ができ る。 本装置は， 次年度以降に本研究

で製作される表層 CO2 ブイ を含めた比較実験に活用され

る予定であ る。

〔備考〕

（17） 　 陸域生態系炭素収支総合データ ベースシステムの

構築と運用に係わる技術的検討

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0607BA962

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター），平田竜一

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 我が国の陸域生態系の炭素収支観測を取 り ま

と めた総合観測研究 「21 世紀の炭素管理に向けたアジア

陸域生態系の統合的炭素収支研究」 において， プロ ジ ェ

ク ト の統合的推進 と 情報共有を図 り ， プロ ジ ェ ク ト 内の

みな らずアジア地域での陸域生態系の炭素収支データの

共有化 と 円滑な情報提供を可能にする ために， 陸域生態

系の炭素収支に係わる総合データベースシステムを構築

し， その合理的な運用形態を検討する。

〔内容および成果〕

　 過去 ３ ヵ 年間で実施されて き た陸域生態系の炭素収支

観測の成果を一元的に取 り ま と めるデータベースシステ

ムの検討に着手し た。 2005 年度には， 先駆的に欧米で運

用 さ れてい る 当該分野のデー タ ベース シ ス テ ム を調査

し， その特徴を解析する と と も に， 現在実施されている

炭素収支観測の メ タ情報を収集し た。 加えて， 炭素収支

データの解析に資する様々な観測 ・ 調査データ （バイオ

マス， 植物生理活性， フ ェ ノ ロ ジーなど） の取得状況を

調査し た。 それら の情報に基づいて， 我が国 ・ アジア地

域に相応しいデータベースシス テムの概念設計を行 う と

と もに， 2006 年度後期のデータベースシステムの運用開

始に向けて，システムのハード ウエアの整備に着手し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 及川武久 （筑波大学）

1． 2 　 地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通

しに関する観測 ・ 解析 ・ モデリ ングと影響評

価に関する研究

（1）　環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE034

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域），

増井利彦， 藤野純一， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境保全に向けた取 り 組みを評価する ために，

経済活動， 土地利用の変化， リ サイ クル， ラ イ フ ス タ イ

ルなど環境問題に関わ り のあ る分野を対象に， 様々な学

問領域の知見を取 り 込んだ 「統合評価モデル」 の開発を

行い， 環境保全のための各種施策がマ ク ロ経済に与え る

影響や環境保全や経済発展政策など を総合的に評価する

こ と を目的とする。
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〔内容および成果〕

　 ボ ト ムア ッ プモデル と ト ッ プダ ウ ンモデルの統合に向

けた １ つの試み と し て， 内生的な技術進歩モデルの作成

に取 り 組んだ。 内生的な技術進歩の定式化については，

不確実性が大きい こ と か ら， ボ ト ムア ッ プモデルの試算

結果を使用する こ と と し た。 ボ ト ムア ッ プモデルであ る

技術選択モデル （AIM/Enduse） によ る我が国の様々なシ

ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて， 省エネルギー技術の導入

に必要な費用 と エネルギー効率の改善の関係を定量化し

た。 さ ら に， ト ッ プダ ウ ンモデル と し て， 世界を ６ 地域

に分割し た動学的最適化モデルを開発し， こ のモデルに

前述の省エネルギー技術の費用 と 効果についての関係式

を組み込む作業を行った。 あわせて， 温暖化対策を実施

す る こ と に よ っ て 誘 発 さ れ る 技 術 開 発 （induced

technology） の評価について試算を行った。

〔備考〕

（2） 　 数値気候モデルが持つ不確実性の評価に関する研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE446

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 人為起源物質等に よ る 気候変化 を 将来にわ

たって見通すためには， 数値気候モデルを用いるのが有

効であ る。 こ のよ う な数値モデルは基本的な物理法則に

従って構成されているが， 我々の現象理解や計算機能力

の限界， 方程式系の非線型性などに起因する不確実性を

持っている。 数値気候モデルによ る将来の気候変化予測

を定量的に評価する ためには， モデルが持つ不確実性に

関す る 知識が不可欠で あ る。 本研究では， CCSR/NIES

CGCM を用いて様々な数値実験を行い， モデルが持つ不

確実性の程度を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 近年のスーパーコ ン ピ ュータの演算処理能力やデータ

保存領域等の資源の向上によ り ， 高分解能の気候モデル

を用いて比較的長期間にわた る数値実験を行 う こ と が可

能 と なったため， 解像度の異な る気候モデルによ る同一

設定の数値実験や， 初期値の異な る複数の実験， 超長期

的な数値積分を行い， 気候モデルが持つ不確実性の程度

に関する様々な解析を行 う 。 本年度は， 前年度に引き続

いて CCSR/NIES/FRCGC CGCM を産業革命以前の条件

下で二千年程度の長期積分を行い， 数年～数十年規模の

自然変動に関する統計的な解析を行った。 また， 異な る

気候感度を持つ複数の数値気候モデルを用いて， 千年規

模の超長期積分を行い， 数年～数十年規模の自然変動の

統計的性質の相違について検討し た。

〔備考〕

（3） 　 南北両半球における VOC （揮発性有機化合物） の

ベースラ イ ンモニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0105AF045

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 南北両半球の代表的バ ッ ク グ ラ ウ ン ド ス テー

シ ョ ンであ る ア ラー ト と ケープ ・ グ リ ムにおいて自然起

源および人為起源 VOC の定期観測を行い，それらの季節

変動・長期 ト レン ド を把握する。 これによ って各 VOC 濃

度の今後の変動予測を可能にする と共に， 自然起源 VOC

の発生源と発生量解析のための基礎データ とする。

〔内容および成果〕

　 国内外の研究者の協力を得て， ア ラー ト ， ケープグ リ

ム， 波照間島， 落石岬， 北西太平洋， 相模湾上空におい

て定期的な大気サンプ リ ングを継続する と共に，第 45 次

南極観測隊の協力によ って通年の南極大気サンプルを得

た。 塩化 メ チル， ヨ ウ化 メ チル， ブロモホルムなどの自

然起源 VOC， HFC 類や HCFC 類などの人為起源 VOC 濃

度の測定を行って， それら の緯度分布 ・ 季節変動， さ ら

に過去 ５ ～ ９ 年間のデータ を ま と めて経年変動を明ら か

にし た。 た と えば， 強力な成層圏オゾン破壊物質であ る

臭化 メ チルは先進国におけ る段階的な削減に対応し て減

少を続けてき たが， 2003 年以降の北半球バッ ク グ ラ ウ ン

ド濃度は ８ ppt 前後で推移し ている。 これは自然寄与分

に加えて発展途上国か らの排出量増加の影響を受けた も

のであ る可能性が高い。 こ の臭化 メ チルの自然発生源に

ついて， 塩化 メ チル と同様に熱帯 / 亜熱帯植物が重要な

発生源のひ と つであ る こ と が波照間島におけ る観測デー

タの解析によ って新し く 示された。 また， 北極， 南極に

おけ る ヨ ウ 化 メ チル濃度は日射量 と 顕著な逆相関を示

し， 低 ・ 中緯度で発生し た ヨ ウ化 メ チルが長距離輸送の

過程で光分解し ている こ と を裏付けた。 また， HFC 等の

代替フ ロ ンは引き続き増加傾向にあ り ，HFC-134a の北半

球におけ る バ ッ ク グ ラ ウ ン ド 濃度は 2005 年の間に約

５ ppt （13％） の増加を示し た。

〔備考〕
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共同研究機関 ： カナダ ・ Meteorological Service of Canada，

オース ト ラ リ ア ・ CSIRO， （独） 宇宙航空研究開発機構，

長野県衛生公害研究所

（4） 　 地上観測と 航空機観測によ るエア ロ ゾル性状の空

間分布測定

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0205CD484

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域）， 高見昭憲

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化研究おいて， エア ロ ゾルは地球 ・ 地

域の気候を支配する放射収支に大き な影響を持っている

が， 温室効果ガスの観測等に比べて， その実態の解明が

遅れている。 モデルによ って温暖化の将来予測を精確に

行 う ためには， エア ロ ゾルによ る放射強制力を精確に求

めなければな ら ない。 一方， 東アジア地域は， 中国にお

ける石炭の利用によ る大量の SO2 放出や黄砂など， エア

ロ ゾルの発生源が多 く ， その長距離越境汚染が大き な問

題 と な っ てい る。 本研究では地上観測や航空機観測に

よ って主に中国に由来するエア ロ ゾルやその前駆体の空

間分布と化学的性状を測定する。

〔内容および成果〕

　 本研究課題では大気中におけ るエア ロ ゾルおよびその

前駆体の動態を把握し， 東アジアにおけ る現在 ・ 将来の

エア ロ ゾルの空間分布， 沈着量分布を定量化し， これら

の結果に基づき， 大気環境の保全 ・ 改善計画を提言に結

びつける こ と を目的と し て研究を進めた。

　 本研究課題では， 2002 年 12 月～ 2003 年 １ 月， 2003 年

８ ～ ９ 月， 2004 年 ５ ～ ６ 月の ３ 回にわたって中国におけ

るエア ロ ゾル， 大気汚染物質の航空機観測を行い， ソー

ス地域から レセプター地域をカバーする航空機および地

上での観測を行った。本年度はこれらのデータ を解析し，

また中国か ら渤海湾， 黄海， 東シナ海を経て沖縄まで長

距離に輸送される間に大気中で起こ る化学変化のプロ セ

スについて解明し た。

　 また， 中国か ら主に輸送される人為起源の硫酸塩 ・ 硝

酸塩エア ロ ゾルや有機物 ・ 黒色炭素 （OC, EC） ばか り で

な く ， 南アジア ・ 東南アジアか ら輸送されて く るエア ロ

ゾル （ABC: Atmospheric Brown Clouds-Asia） の重要性に

鑑み， これら を連続的にかつ総合的に観測する こ と ので

き る観測ステーシ ョ ンを沖縄本島の北端， 辺戸岬に設置

し た。 エア ロ ゾルの化学成分を高い時間分解能で測定す

る こ と のでき るエア ロ ゾル質量分析計 （AMS） や EC/OC

計， TEOM パーテ ィ クルモニ ターなどによ る観測を行っ

た。 炭素質エア ロ ゾルの OC に対する EC の比 （EC/OC

比） と後方流跡線の解析から， EC/OC 比が高い と きには

中国起源の気塊であ り ， 逆に低い と きには太平洋起源の

気塊であ る こ と がわかった。 また， 2005 年 11 月 ７ 日前

後に発生し た黄砂イベン ト 時には，同時に OC や EC も高

く な り ，黄砂後も EC/OC 比が高い状態が継続し て中国の

発生源の影響が継続し ている こ と を示し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 笠原三紀夫 （中部大学総合工学研究所教授）

（5） 　 高スペク ト ル分解ラ イダー等による雲・エアロゾル

観測の研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-4

〔研究課題コー ド〕 0206BA342

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 清水厚， 

松井一郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 将来の衛星観測を目指し， 高スペク ト ル分解ラ

イ ダーに よ る エア ロ ゾルお よ び雲の光学特性の観測手

法， 雲レーダー， マルチスペク ト ルイ メ ージ ャー等 と の

複合利用によ り 雲の微物理量， エア ロ ゾルの光学特性を

導出する ための手法を開発する こ と を目的 と する。 欧州

宇宙機構 と 宇宙航空研究開発機構が共同で開発を進めて

いる EarthCARE 衛星を念頭に置いて， 観測手法， 解析ア

ルゴ リ ズムの検証を行 う と と も に， 観測実験によ り ， エ

ア ロ ゾル， 雲の分布および光学パ ラ メ ータ の気候値等，

衛星観測および利用研究に必要な基礎データ を得る こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ラ イ ダー と 雲レーダーの同時観測によ る雲の微物理量

の導出に関連し て， 前年度に引き続き海洋研究開発機構

の研究船 「みら い」 にラ イ ダーを搭載し， 千葉大 と 情報

通信機構が開発し たFMCW方式の雲レーダー と の同時観

測実験を行った。 観測は 「みらい」 の MR05-04， MR05-05

航海で， 西部熱帯太平洋域において約 ３ ヵ 月間行っ た。

こ の他， 小型の自動観測ラ イ ダーによ り 「みらい」 によ

る通年観測を行った。 また， 観測データ をエア ロ ゾル気

候モデルの雲およびエア ロ ゾル分布の検証に用いる ため

のデータ解析を行った。

　 一方， 国際交流課題に関連し て 532nm の高スペク ト ル

分解ラ イ ダーによ る観測をつ く ばにおいて継続的に行っ

た。 高スペク ト ル分解ラ イ ダーはエア ロ ゾルの後方散乱
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係数 と 消散係数が独立に得られる定量性の高いラ イ ダー

手法で， ラ イ ダー比 と よばれる消散係数対後方散乱係数

比はエア ロ ゾルの特性を評価する ための指標 と も な る。

これまで，２ 年間以上継続し て観測されたエア ロ ゾル（球

形エア ロ ゾルお よ び非球形エア ロ ゾル） と 氷雲の ラ イ

ダー比を統計的に解析し， それぞれの気候値を求めた。

さ らに， 高スペク ト ル分解ラ イ ダーに黄砂エア ロ ゾルに

含まれる シ リ カのラ マン散乱を検出する ためのチャ ンネ

ルを追加し， 大気中を輸送される黄砂中のシ リ カの測定

に初めて成功し た。 こ の他， エア ロ ゾルの特性分類に関

し て， ２ 波長 ミ ー散乱ラ イ ダーに加えて， 高スペク ト ル

分解ラ イ ダーで得られる ラ イ ダー比を用いる こ と によ っ

て， 炭素エア ロ ゾルを特定する手法の検討を行った。

　 また，NASA の衛星搭載ラ イ ダーGLASS の検証のため

の観測を国立環境研究所の 532nm の高スペク ト ル分解ラ

イ ダーを用いて行った。 こ の他， ヤグ レーザーの第三高

調波を用いた紫外域 355nm の高スペク ト ル分解ラ イ ダー

の技術開発研究を福井大学で行い， フ ァ ブ リ ペロエタ ロ

ンを分光素子 と する ラ イ ダーを制作し， 雲およびエア ロ

ゾルの測定実験を行い， 技術的なフ ィ ジビ リ テ ィ ーを示

し た。 こ の装置を用いて， いろいろな気象条件において

エア ロ ゾルの観測を行い， 355nm における ラ イ ダー比を

求めた。

〔備考〕

研究代表者 ： 中島映至 （東京大学）

共同研究者 ： 小林喬郎 （福井大学）

（6） 　 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0206BY485

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域），

高橋潔， 兜眞徳

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 人為的な温暖化が明確 と な り ， その

影響も世界， 日本の各地で顕在化しつつあ る現状を踏ま

え， 温暖化影響 ・ リ ス ク評価に資する ために， 日本及び

アジア地域を対象 と し て， 温暖化影響の現状， 影響の検

出方法の検討， 及び将来気候予測を も と にし た影響予測

を行 う こ と を目的 と し ている。 これら の成果を も と に温

暖化に脆弱な地域及び分野 ・ 部門を特定する こ と， 将来

の悪影響を低減する ための方策を立案し， 適応策， 緩和

策 と あわせて統合的な評価を行 う こ と によ り 戦略的な対

応策の在 り 方を検討する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 温暖化影響の現状評価 と 解析調査では， 前年度までに

と り ま と めた地域別の影響事例に加えて， 最近の世界各

地で頻発し ている異常気象を含む影響に関する最新の情

報を文献調査， および IPCC 等で収集し て現状を整理し

た。 影響 と 適応戦略の統合データベースの構築では， 地

域気候 ・ 異常気象シナ リ オの作成を進め， 気象庁気候統

一シナ リ オ （第 ２ 版） や地球シ ミ ュ レータによ る予測結

果を も と に， 地域ご と の将来気候シナ リ オを作成する と

と もに， 異常気象 （熱波と豪雨） のシナ リ オを作成し た。

影響予測マ ッ プの作成では， 開発し た気候シナ リ オによ

り ， 影響評価の指針 （ガ イ ド ラ イ ン） に従って， 日本の

温暖化の影響， と く に， 地域の影響 と し て， 温暖化によ

る健康影響， と く に熱波の影響， 大気汚染 （光化学オキ

シダン ト ） の影響を予測の対象 と し た。 予測された影響

については， 地理情報シ ス テ ム を活用し て影響 （予測）

マ ッ プを作成し た。 と く に温暖化 と 感染症については，

懇談会を設置し て専門家によ る検討を行い結果を と り ま

と めた。 また， 得られた成果および地球温暖化問題に関

する種々の知見の普及や啓発のため， 得られた成果を中

心に地球温暖化によ る我が国への影響等を と り ま と めた

ホームページ コ ンテンツ を作成し た。 また， 得られた成

果を含めた地球温暖化によ る我が国への影響を取 り ま と

めたパンフ レ ッ ト を作成し た。

〔備考〕

（7） 　 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査：健

康影響研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0206BY530

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官）， 高橋潔， 小野雅司，

山元昭二， 黒河佳香， 一 ノ瀬俊明

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 IPCC の第 ３ 次報告において指摘された温暖化

によ る影響 と 脆弱性評価および適応戦略に関する研究の

一環と し て 「健康影響」 に関する部分を担当する。 現在，

我が国における 2085年時点の詳細な温度予測が行われて

お り ， それを基本 と し た温暖化の健康イ ンパク ト につい

て予測評価する こ と を主た る目的 と し ている。 なお， 本

研究は WHO の気候変動 と健康に関するプロ ジェ ク ト ，同

西太平洋支局と協力し て進める。
―  53  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
〔内容および成果〕

　 暑熱ス ト レ スの健康 リ ス ク 評価の基盤的研究 と し て，

その戦略的枠組みや方法論の検討を踏まえ， 今後の気候

変動予測に対応し た リ ス ク評価を試験的に試みた。

　 健康 リ ス ク の う ち死亡 リ ス ク については， 国内の県レ

ベルでの気候変動予測 （RCM20 に対応） についての将来

リ ス ク推定モデルの整備がほぼ終了し た。 暑熱ス ト レ ス

についての調査研究は， 個人温度曝露調査 と 合わせた疲

労感， 睡眠障害， 血圧の変動について， 北海道， 東京お

よ び沖縄の ３ 地域比較調査を行っ た結果を と り ま と め

た。 また， 国内 10000 余名へ郵送依頼し た温暖化に関す

る質問調査結果について解析し公表し た （日本公衆衛生

学会誌と環境科学会誌に発表済み）。前者では個人曝露温

度は外気温が 35 ℃以上 と なって も 30 ℃未満に調整され

ている こ と， 北海道では空調設備のない家屋も多 く ， 欧

州の熱波事件 （2003） のよ う に大き な リ ス ク要因 と な る

可能性などが示唆された。

　 ま た， 温暖化に よ り 既存の諸環境 リ ス ク が影響 さ れ，

複合的あ るいは二次的に健康 リ ス ク に影響し て く る こ と

が予想されている。 本研究では， 東京 ・ 関東圏を対象に

大気汚染， と り わけ光化学スモ ッ グについて， 現状発生

し易い日の諸条件に関与する気象 ・ 大気汚染を変数 と す

る多変量モデルを開発し， 将来の気候変動予測シナ リ ヲ

に沿った予測推計を試みてき た。

　 一方， 国際的な関心を呼んでいる感染症 リ ス ク， と く

にマ ラ リ アやデング熱， 西ナイルウ ィ ルスの国内流行 リ

ス ク の将来予測に関し て， 国内の媒介蚊分布の過去の動

向調査など も行った。 こ の分野では感染症の流行が見ら

れないわが国では， 媒介する蚊の分布への気候変動 と の

関連をモデル的に検討するのが基本と なる。

　 その他， 本研究の成果を発展させる ために， 中国の ３

都市を対象 と し て国内 と 同様な基礎的調査 ・ 解析を行っ

た。 それら初期調査の結果の一部については， 現在雑誌

Epidemiology に投稿中であ る。

〔備考〕

影響プロ ジ ェ ク ト 全体の研究代表 ： 原沢英夫 （国立環境

研究所）

（8） 　 環礁州島から なる島嶼国の持続可能な国土の維持

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-15

〔研究課題コー ド〕 0305BA535

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○山野博哉 （社会環境システム研究領域），

松永恒雄， 島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 島嶼国， と く に環礁上の州島は， 標高が最大数

m，幅数 100m と低平で利用可能な土地 と資源が限られて

お り ， 環境変動に対する脆弱性がきわめて高い。 と く に

温暖化に伴 う 海面上昇によ って， 国土その も のが水没し

て し ま う こ と が危惧されている。こ う し た点から IPCC の

第 ３ 次報告書において も １ 章を 「小島嶼国」 にあて， 地

球環境変動に対する対応戦略の策定が急務であ る と し て

いる。 本研究においては， 環礁州島の形成維持機構を自

然， 人文両方の面か ら明ら かにし， 環礁州島の持続可能

な維持のための総合的 ・ 具体的方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 全球を対象 と し て， 環礁州島の形成維持に重要な物理

的要因のデータ を収集し， 地理情報システムを活用し て

データベース と し てま と めた。 また， 衛星データ を活用

し， 全球の環礁州島を対象に， 面積比等を計算し， 収集

された物理要因 と の関係を予察的に解析し， 台風 と 波力

が州島の形成維持に重要であ る こ と を示唆し た。

　 また， 環礁州島において， 地図データや空中写真 ・ 衛

星データ を用いた地形， 土地利用， 底質分布図の作成方

法と， 過去からの変化の把握に関する検討を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根 　 創 （東京大学），

共同研究者 ： 近森 　 正 （帝京平成大学）， 山口 　 徹 （慶應

大学）， 横木 　 裕宗 （茨城大学）

（9） 　 大気中の水・エネルギー循環の変化予測を目的と し

た気候モデルの精度向上に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-1

〔研究課題コー ド〕 0305BA541

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）， 日暮明子， 

江守正多， 小倉知夫， 永島達也

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に と も な う 気候変化を予測する気

候モデルの予測精度向上に資する こ と を目的 と する。 そ

のために本研究では， モデルにおいて不確定性の大きい

雲 ・ エア ロ ゾルなどの物理過程の表現を改良 ・ 高度化し，

モデルによ り 表現される平均的な気候状態の維持機構の

妥当性， および気候変化に伴 う 水 ・ エネルギー循環の変

化の妥当性について， 観測データ等を基に定量的に評価

する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕
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　 全球気候モデルを用いた地球温暖化予測に伴 う 不確定

性の幅を明ら かにする こ と を目的 と し て， 主にエア ロ ゾ

ル， オゾンおよび雲 ・ 降水過程に着目し， 既存のエア ロ

ゾル， オゾン等の反応 ・ 輸送モデルに存在する不確定性

の幅を明ら かにする と と も に， その幅を狭める ための同

モデルの改良， 高度化を行 う 。 現在気候の再現性の検討

だけでな く ， モデルによ り 表現される気候変動 ・ 気候変

化の妥当性について も議論を行 う ため， 雲 ・ 降水 - エア

ロ ゾル相互作用を考慮し た全球気候モデルを開発する。

モデルの検証には， 衛星観測や客観解析などのデータに

よ る， エア ロ ゾル分布の長期解析や降水要因別の寄与率

の解析など を有機的に活用する。 また， 気候変化に伴 う

降水量変化の メ カニズム解明のため， 単純化し た水惑星

モデルなどの簡単なモデルを援用し， 気候モデルによ り

予測 さ れる降水量変化について理論的に考察を加え る。

本課題は， 以下の ２ つのサブテーマで構成される。 （ １ ）

対流圏エア ロ ゾルおよびオゾン過程モデルの高度化に関

する研究， （ ２ ） 気候変化に伴 う 大気中の水循環過程の変

化に関する研究

　 対流圏エア ロ ゾルおよびオゾン過程モデルの高度化に

関する研究 と し て， 対流圏エア ロ ゾル輸送モデルの高度

化 と エア ロ ゾルの気候への影響評価のために， 全球気候

モデル と エア ロ ゾル輸送モデルのオン ラ イ ン化， エア ロ

ゾルモデル と 対流圏オゾンモデル と の結合， エア ロ ゾル

間接効果ス キームの改良等を行 う 。 また， 衛星データ解

析によ るエア ロ ゾル分布の導出に基づ く モデルの検証を

行 う 。 気候変化に伴 う 大気中の水循環過程の変化に関す

る研究 と し て， 現実大気におけ る降水特性解析および気

候モデルの降水過程の検討のために， 降水の主要な要因

を現実の降雨データや気象データ を用いて分類する手法

を開発し， その手法に基づき， 衛星等によ る降水量観測

データ を用いて地球上の様々な地域 ・ 季節で要因別の降

水量を推定する。 また， 現実気候を再現する気候モデル

に よ る 数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を時空間高分解能で

アーカ イブし， 現実の観測データの解析か ら得られる知

見や手法を生か し て降水の要因別貢献について解析す

る。 地球温暖化時の降水過程の特性変化に関する数値実

験と し て，地球温暖化によ る地表面大気温度増加に伴い，

降水分布にいかな る変化が も た ら さ れる のかについて，

水惑星モデル等の単純化し た ３ 次元大気大循環モデル実

験に基づき， 理論的な考察を行 う 。

　 本年度に得られた成果は以下の通 り であ る。

　 前年度までに開発し たエア ロ ゾル結合全球気候モデル

を用いて， 現在気候 と 温暖化時におけ る数値実験を行っ

た。 また， 複数のモデル間相互比較および衛星エア ロ ゾ

ル解析データ と モデル結果 と の比較解析を行い， 開発モ

デルの検証および衛星観測から得られるエア ロ ゾル特性

について考察し た。

　 現実の衛星観測降雨データ， 現実気候を再現する気候

モデルによ る数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を解析し， 数値

シ ミ ュ レーシ ョ ンにおけ る 降水過程の再現度を検討 し

た。 モデル降雨表現の水蒸気依存性を変化させた実験に

おける日変化と TRMM衛星で観測される日変化 と の比較

か ら， 水蒸気制御が現実的なモデル降雨のために重要な

要素であ る こ と を示し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 神沢博 （名古屋大学）

（10） 　 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測

に関する研究

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0306CE525

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）， 江守正多， 

小倉知夫， 永島達也

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在の知見で最 も 確か ら し い地球温暖化に関

する予測情報を提供し， 温暖化対策や適応策などの政策

決定に寄与する こ と を目的 と する。 そのために本研究で

は， 高分解能大気海洋結合モデルを開発し て地球温暖化

予測実験を行い， これまでの研究では不十分であった地

球温暖化に伴 う 地域的な気候変化や， 台風の数や集中豪

雨 ・ 豪雪の発生の増減など地球温暖化に伴 う 異常気象の

変化の予測に関する新しい研究成果を挙げる こ と を目標

とする。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化予測に関する最新の知見を得る ために， 現

有の大気海洋結合モデルを高解像度化し， 高分解能大気

海洋結合モデルを新たに開発する。 特に， 雲のパラ メ タ

リ ゼーシ ョ ンの改良， 海洋中の拡散過程の改良， 海底境

界層の取 り 込み， 雲 と 放射過程， 温室効果気体の取 り 扱

いの改良， 陸面過程の改良， 成層圏プロセスの改良など，

物理過程の高度化を行 う 。 国内外の他機関の気候モデル

と 同一条件下で実験を行い， 結果を相互に比較 ・ 検討す

る こ と によ り ， モデルの物理過程の改良を計る。 高解像

度モデルによ る温暖化実験に資する ために， 現有の気候

モデルの特性や気候感度について調査を行 う と と も に，

中解像度の気候モデルを用いて， 20 世紀の気候再現実験
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および様々な温暖化実験を行 う 。 また， さ らに高解像度

の大気大循環モデル （水平解像度 20 ～ 60km） を開発し

て タ イ ム ス ラ イ ス実験を行い， 地域的な影響評価や異常

気象の変化などに関する研究を進展させる。 国立環境研

究所では，主 と し て中解像度モデルによ る 20 世紀再現実

験および各種温暖化実験を担当する。 当研究所の具体的

な研究実施計画は以下の とお り であ る。 20 世紀再現実験

および温暖化実験を行 う 際に必要 と な る， 各種外的気候

変動要因に関する外部境界条件データ を整備する。 収集

し たデー タ をモデル中で取 り 扱 う ために必要な ソ ース

コー ド の変更を行 う 。 新規開発する高解像度モデル と 基

本的には同一の物理過程を持つ中解像度モデルを整備す

る と と もに，同モデルを用いた 20 世紀の気候再現実験お

よび各種温暖化実験を行 う 。 本年度に得られた成果は以

下の と お り であ る。 中解像度版 ・ 高解像度版それぞれの

気候モデルを用いて前年度までに行った 20世紀の気候再

現実験， 温暖化予測実験な どの結果を比較 ・ 検討 し た。

特に， CO2 濃度漸増実験の CO2 濃度倍増時における気候

感度の違いの原因について， 新規に開発 し た フ ィ ー ド

バッ ク解析手法を用いて検討し た。 20 世紀に観測された

地上気温の長期変化傾向の要因推定に関し ては， 様々な

気候変動要因を切 り 分けた実験結果を用いて， 多重線形

回帰分析を応用し た統計的手法を援用する こ と に よ り ，

20 世紀前半の昇温傾向が主 と し て自然起源の気候変動要

因， すなわち， 大規模火山噴火か らの回復 と 太陽活動の

活発化の重ね合わせに起因する こ と を統計的に有意に示

し た。 また， 人為起源の炭素性エア ロ ゾル排出量の経年

変化を考慮する こ と によ り ， 20 世紀中盤における地上気

温の時空間変動の再現性が向上する こ と を統計的に有意

に確認し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 住明正 （東京大学） 

共同研究機関 ： 東京大学気候システム研究セン ター， 海

洋開発研究機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター

（11） 　 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE486

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○日暮明子 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの気候影響評価は依然大 き な不確

定性があ り ， 気候変動研究において重要な課題の 1 つ と

なっている。 不確定性はモデル間の相違によ る と こ ろが

大きいが， その背景には， その気候影響評価に十分な全

球でのエア ロ ゾル特性が明ら かになっていない実情があ

る。 本研究では， エア ロ ゾルの気候影響評価の精度向上

にむけ， 衛星データ を利用し， 全球でのエア ロ ゾル光学

特性の把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 多波長衛星データ利用によ るエア ロ ゾルアルゴ リ ズム

と し て， 短波可視 - 可視 - 近赤外域の ４ 波長データから，

エア ロ ゾルの光学的厚さ ・ サイ ズ イ ンデッ ク ス ・ 光吸収

性の同時推定し， 更に推定された粒径の大小 と 光吸収性

か ら砂塵性 ・ 炭素性 ・ 硫酸塩 ・ 海塩エア ロ ゾルの ４ つの

エア ロ ゾルタ イプへ種別分類を行 う ４ 波長アルゴ リ ズム

の開発を進めている。 前年度までに， 東アジア域高分解

能データの解析 ・ 検証によ り ， 開発アルゴ リ ズムの有効

性が示された。 本年度は MODIS/Terra の全球データにア

ルゴ リ ズムを適用し， 2000 年から  2005 年の全球エア ロ

ゾル特性分布を水平空間分解能 0.25 度で推定し た。また，

得られた結果について， 2002 年の地上観測および全球エ

ア ロ ゾル輸送モデ結果と  daily ベースで比較を行った。衛

星解析結果は， 清浄な地域で， 衛星観測の課題 と し て既

存研究で指摘されている程度の過大評価傾向を示すも の

の， 概ねよい一致が示された。 種別ご と の光学的厚さ に

ついて も， 清浄な地域が多い海塩で大幅なバイ アスが見

られるが， 大凡モデル結果と一致する こ と が分かった。

〔備考〕

（12） 　 大気海洋結合系の気候感度決定 メ カニズムに関す

る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE591

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小倉知夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に対する適応策等を検討する上で，

温室効果気体の増加に対する大気海洋結合系の応答を定

量的に把握する こ と が重要 と な る。 しかし， 数値気候モ

デルを用いた温暖化実験では気温上昇の幅がモデルの種

類によ り 有意にばらつ く 現状にあ る。そ こ で本研究では，

温室効果気体増加に対するモデル気温の応答幅 ( 気候感

度 ) を決定する メ カニズムについて理解を深め， 気候変

動見通しの精度向上に寄与する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 気候モデル CCSR/NIES/FRCGC AGCM を用いて CO2 倍
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増に対する雲水及び雲水収支項の遷移応答を計算し， 雲

水の変化がどの収支項の働きによ って起こ り ， どのよ う

な仕組みで温暖化を促進 / 抑制し ているかを議論し た。そ

の結果， 南半球中緯度域では （i） 温暖化に伴 う 雲氷落下

フ ラ ッ ク スの変化が雲水の変化を も た ら し てい る こ と，

（ii） 水蒸気凝結 ・ 雨雪生成は水循環の活発化を反映し て

変化する も のの， その こ と 自体が雲水量へ及ぼす影響は

小さいこ と， が確認でき た。 特に （i） によ る雲水応答は

現在気候 （1xCO2） の雲氷鉛直分布に依存し て符号も大き

さ も変化し， 結果的には気候感度に も大き な影響を及ぼ

すため重要であ り ， モデル性能を今後評価する際の指標

と し て期待 さ れ る。 こ のほ か， Cloud Feedback Model

Intercomparison Project （CFMIP）に CCSR/NIES/FRCGC モ

デルの数値実験結果を追加提出し， CO2 倍増に対する雲

水の応答を異な る気候モデル間で比較する作業に貢献し

た。

〔備考〕

（13） 　 二波長偏光ラ イダーのデータ解析手法の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE344

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在， ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ るエア ロ ゾル

観測を展開し ているが， 二波長の観測データ中に明確な

解釈が容易でない現象がしばしば見られる。 これまでに

二波長 と 偏光解消度を用いたエア ロ ゾルの特性評価手法

について研究し たが， 実際の観測データにおいてはこれ

を適用する こ と が必ずし も容易ではない。 本研究では，

二波長偏光ラ イ ダーによ る観測データ と エア ロ ゾルおよ

び雲の特性について再検討し， 観測結果の解釈に広 く 利

用でき る解析手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 種々の条件におけ る 観測におけ る ２ 波長 （532nm と

1064nm） の後方散乱係数と 532nm の偏光解消度の挙動を

調べた。 532nm の偏光解消度を用いて黄砂 （ ミ ネ ラルダ

ス ト ） と球形エア ロ ゾル （大気汚染性のエア ロ ゾルなど）

の光学的な濃度を分離する手法を既に開発し たが， ２ 波

長データ を用いて球形エア ロ ゾルについて さ ら にエア ロ

ゾル種を分離する こ と は難し く ， エア ロ ゾル特性を後方

散乱オング ス ト ローム指数で表すのが妥当であ る と の結

論を得た。 一方， ２ 波長の後方散乱に加えて， 532nm に

おいて ラ イ ダー比が得られる場合は， エア ロ ゾルの光学

特性モデルの仮定のも と に， ブ ラ ッ ク カーボンの光学的

な濃度を推定する こ と が可能であ る こ と が分かった。 ま

た， 偏光解消度が ２ 波長で得られる場合は， 黄砂 と 球形

エア ロ ゾルのそれぞれについて， 後方散乱オン グ ス ト

ローム指数が得られる こ と が示された。

〔備考〕

（14） 　 地球温暖化による極端現象の変化に関する気候モ

デル研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE537

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○江守正多 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 人為起源の温室効果ガス等の増加によ り ， 将来

の平均的な気温 ・ 降水量等の変化のみな らず， 高温日や

豪雨などの極端現象がどのよ う に変化するかは重要な問

題であ る。

　 本研究では， 気候モデルを用いて， 将来の極端現象変

化の予測を行い， その変化 メ カニズムについて理解を深

める こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 複数の気候モデルによ る温暖化予測実験の結果を用い

て， 温暖化によ る年平均降水量および豪雨強度 （こ こ で

は各点で年間 ４ 位の日降水量で定義する） の変化を解析

する。 それぞれの変化を， 温暖化によ り 低気圧の強度ご

と の頻度が変化する こ と によ る寄与 （力学的変化） およ

び温暖化によ り 大気中の水蒸気が増加する こ と によ る寄

与 （熱力学的変化） に分離し て解析を行 う 。

　 こ の結果， 亜熱帯を中心 と する広い地域で， 年平均降

水量は増加し ないが， 豪雨強度が顕著に増加する こ と が

分かった。 また， こ の年平均降水量 と 豪雨強度の変化の

特徴の違いは， 主に熱力学的変化に よ って説明で き た。

こ のよ う な地域では， 弱い低気圧も し く は高気圧の条件

下で， 大気中の水蒸気の増加にも かかわらず降水強度が

減少する と考え られる。

〔備考〕

（15） 　 温暖化対策の多面的評価ク ラ イ テ リ ア設定に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-2

〔研究課題コー ド〕 0406BA354

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ
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分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究領域），

原沢英夫， 肱岡靖明， 高橋潔， 久保田泉

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 気候変動抑制を目的と し た日本の 2050 年まで

の長期的な対策ビジ ョ ンを示すために， 本研究では， 世

界全体で目標 と すべき気候変動抑制の究極目標， その目

標の決定のあ り 方 （プロセス）， 世界全体で同目標を達成

する場合に日本に求め られる排出削減量， そ し てその決

定のあ り 方（プロセス）等に関し て，包括的な研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動抑制を目的と し た 2050年における日本の排出

削減目標を推計する ために， 下記の研究を実施し た。

　（ １ ） 欧州において長期目標 と されている温度上昇幅 ２

℃に関し て，その妥当性を さ まざまな観点から検討し た。

その結果， ２ ℃丁度でな く てはな ら ない と い う こ と が科

学的に証明されているわけではな く ， よ り 小さ な温度上

昇幅に抑えねばな ら ない可能性があ る こ と が分かって き

た。 （ ２ ） 最近の世界各国の地域的な温暖化影響に関する

論文を収集し， レ ビ ューし た。 前回の IPCC 第 ３ 次評価

報告書の時 と 比べて， 近年， 非常に多 く の研究論文が，

温暖化影響に関し て発表されている こ と， 温暖化影響 と

も考え られる現象が世界各国で顕著になっている こ と が

分かった。 （ ３ ） 先述の とお り 世界各国で温暖化影響の検

出が増えている こ と か ら， 温暖化影響 と 適応策 と の関連

に関し て検討を進めた。 抑制策 と 比べ適応策は地域ご と

の対応と なる こ と から，必要な対策を リ ス ト 化し た。（ ４ ）

地球全体での長期目標達成に必要な排出量を各国に割 り

振る方法に関し て， 検討を進めた。 日本に求め られる排

出削減量は， 他の国 と の交渉の結果 と な る こ と か ら， 交

渉の土台 と な る国際政治的状況か ら シナ リ オを作成し，

い く つかの排出削減割 り 当てルールを検討し た。 その結

果， 適用されるルール次第で日本に求められる排出削減

量は異なって く る も のの， 現在 と 比べる と 大幅な削減が

必要と なる こ と が分かった。

〔備考〕

研究代表者 ： 蟹江憲史 （東京工業大学）

共同研究機関 ： 京都大学， 青山学院大学

（16） 　 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナ リ オ

を用いた温暖化影響評価研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-12

〔研究課題コー ド〕 0406BA488

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○江守正多 （大気圏環境研究領域）， 野沢徹， 

小倉知夫， 原沢英夫， 高橋潔， 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 日本が有す る 世界最大規模の ス ーパー コ ン

ピ ュータであ る 「地球シ ミ ュ レータ」 上で （別課題によ

り ） 計算された， 世界最高解像度の大気海洋結合気候モ

デルによ る将来の気候変化見通し シ ミ ュ レーシ ョ ン実験

結果を用いて， 高温日や豪雨などの極端な気象現象 （極

値現象） の効果を含んだ温暖化影響評価を水資源， 農業，

健康分野について行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 日本が有する世界最大規模のスーパーコ

ン ピ ュータであ る 「地球シ ミ ュ レータ」 上で （別課題に

おいて） 計算 さ れた， 世界最高解像度の大気海洋結合気

候モデルによ る将来の気候変化見通し シ ミ ュ レーシ ョ ン

実験結果を用いて， 大雨などの極端な気象現象の効果を

含んだ温暖化影響評価を行 う 。 こ の気候シ ミ ュ レーシ ョ

ンが現在の気候条件で極端な気象現象を現実的に表現で

き ているかど う かの検証を行った上で， こ れを用いて地

球温暖化によ る水資源， 水害， 農業， 健康分野の影響評価

を全球規模で行 う 。 また， 水資源 と農業分野に関し ては，

温暖化の影響を緩和する ためのダム管理， 灌漑管理等の

適応施策の検討を行 う 。 さ ら に， 影響が甚大であ る と 診

断された， い く つかの特定地域 （ホ ッ ト スポ ッ ト ） に注

目 し て， その よ う な影響を も た ら す気候変化が気候シ

ミ ュ レーシ ョ ンの中で如何な る メ カニズムで生じ たのか

を解明し， そのよ う な変化が気候シ ミ ュ レーシ ョ ンの不

確実性に依存し ないかど う かの検討も行 う 。

　 本年度の主な成果は以下の とお り であ る。

　（ １ ） 中解像度大気海洋結合モデルの20世紀再現実験結

果と 20 世紀後半の観測データセ ッ ト と の比較を行い，年

間の比較的極端な日最高 ・ 最低気温について， 20 世紀後

半に異常な変化傾向が検出で き る かど う かを解析し た。

極端に低い日最高および日最低気温， 極端に高い日最低

気温には変化が検出でき たが， 極端に高い日最高気温に

は変化が検出でき なかった。

　（ ２ ） 高解像度大気モデルの結果を用いて， 熱ス ト レ ス

によ る死亡率の将来変化について全球を対象 と し て評価

する手法を開発し， それを用いた試算を行った。 適応 ・

馴化が行われない と 仮定し た場合， 熱ス ト レ スによ る死

亡率は 100 ～ 400% 程度増加し ， 特に至適気温よ り も ５ ℃

以上高い強ス ト レ ス日が大き く 増加する地域では， 死亡

率増加が激しいこ と が示された。

　（ ３ ） 高解像度大気海洋結合モデル と 高解像度大気モデ
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ルの結果を比較し， 温暖化によ る熱帯低気圧の変化にお

け る海洋のフ ィ ー ド バッ ク の役割を調べた。 海洋モデル

を結合し た場合， 温暖化時には海洋表層の安定度が高 く

な る ため， 熱帯低気圧の通過によ る海面水温の低下が大

き く な る。 従って， 大気モデルによ る温暖化時の熱帯低

気圧の変化予測では， 強い低気圧の増加を過大評価する

こ と が示された。

〔備考〕

（17） 　 気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数

値的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0408AE494

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永島達也 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大気化学諸過程は， 放射強制や大気の力学を媒

介 と し て気候シ ス テ ムの変動性に本質的に関わっ てい

る。 にも関わらず， 将来の気候変化見通しに使用される

最新のモデルで も， 大気化学の扱いは十分 と は言えない

のが現状であ る。 こ う し た状況は， 例えば領域規模の気

候変化や気候変化におけ る成層圏 ・ 対流圏結合の役割等

を考え る際に大き な問題と な り 得る。そ こ で本研究では，

大気化学過程が結合された数値モデルを用いて， 気候変

化におけ る大気化学過程の影響 （あ るいはその逆） に関

する理解を深め， 可能な限 り 定量的な理解を得る こ と を

目指す。

〔内容および成果〕

　 対流圏エア ロ ゾルの発生 ・ 輸送 ・ 除去 と 気象 ・ 気候の

変化を同時に計算する こ と のでき る数値モデルを用いた

20 世紀の気候再現実験結果の解析を進めた。 人為起源の

硫酸エア ロ ゾルや炭素性エア ロ ゾルの増加によ る気候変

化のシグナルをモデルの計算結果か ら精度よ く 取 り 出す

ために必要な標準実験 （気候変化要因の強度を固定し た

実験。産業革命以前の気候状態を計算する事に相当する）

の積分期間を延長し， 前年度に行った統計的な解析手法

で明ら かに された結果を補強する こ と ができ た。 こ の結

果を論文にま と めて投稿し受理された。 また， 20 世紀気

候再現実験で計算された放射量や雲量について， 20 世紀

の後半に中国各地で観測 さ れたデー タ と の比較を始め

た。 20 世紀再現実験には， 特定の気候変化要因の経年変

化を除いた対照実験系がい く つか存在し ている ため， そ

れらの計算結果も合わせて解析し， 観測された変化の メ

カニズムに関し て考察を続けている。

　 成層圏オゾンの将来予測実験に必要 と な る成層圏化学

モデルに， 気候変化要因の経年変化を考慮可能にする数

値モジ ュールを開発し て組み込んだ。 また， こ のモデル

を使った成層圏オゾンの将来予測実験及び20世紀後半の

再現実験を行った （来年度も継続し て行 う 予定）。

〔備考〕

（18） 　 温暖化対策評価のための長期シナ リ オ研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-1

〔研究課題コー ド〕 0408BA369

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域），

増井利彦， 藤野純一， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 気候安定化を達成する ためには， 低炭素社会に

向けた幅広い政策オプシ ョ ン を実施する必要があ る が，

従来の技術積み上げのみの対策では不十分であ り ， 社会

システムの変革 と イ ノ ベーシ ョ ンの導入を行 う などの脱

温暖化にむけた構造的な転換が不可欠であ る。 本研究で

は，日本における 2050 年に向けた脱温暖化政策オプシ ョ

ンおよびそれらが統合化されたシナ リ オを検討する評価

手法を開発し，日本における 2020 年までの中期シナ リ オ

と 2050 年までの中長期シナ リ オを構築する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 2050 年に脱温暖化し た社会像を同定するため， ２

つのシナ リ オイ メ ージ像 ［シナ リ オ Ａ］ と ［シナ リ オ Ｂ］

について都市の姿， 交通の姿， 産業の姿， エネルギー供

給の姿などの叙述的記述を行った。 （ ２ ） ［シナ リ オ Ａ］

と ［シナ リ オ Ｂ］ の叙述的記述を定量化するため， モデ

ル群 （人口世帯， マ ク ロ計量経済，一般均衡，住宅ス ト ッ

ク， ラ イ フ ス タ イル ・ 消費， 旅客交通， 貨物交通， 産業

ト レン ド， エネルギー供給） の開発を進めた。 （ ３ ） 脱温

暖化社会を実現する各種対策オプシ ョ ンを格納する環境

オプシ ョ ンデータベース （EDB） の開発を進めた。 （ ４ ）

2050年にCO2 を 1990年比の70％など大幅削減する方法に

ついてその実現可能性を検討し た。 （ ５ ） バ ッ ク キ ャ ス

テ ィ ングモデルの開発に着手し た。 （ ６ ） 滋賀県を対象 と

し た低炭素社会シナ リ オを作成し た。 （ ７ ） 2005 年 11 月

11 日に 「温暖化研究最前線 ： 気候変動 と温暖化対策研究

への日本の取 り 組み」 を内閣府 と 国立環境研究所の共催

で行い， エネ庁超長期ビジ ョ ン， RITE 長期シナ リ オ， 脱

温暖化 2050 シナ リ オについて広 く 一般に知らせた。（ ８ ）

2005年11月16日に環境省地球環境研究総合推進費 　 一般
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公開シンポジウ ムで脱温暖化2050研究の成果を報告し広

く 一般に知らせた。 （ ９ ） 2005 年 12 月 ３ 日に COP11 and

COP/MOP1 のサイ ド イベン ト を行い， ８ ヵ国の国別シナ

リ オを比較し ながら世界の人々に低炭素社会を目指す意

義を知らせた。 （10） 2006 年 ２ 月 16 日に 「脱温暖化社会

に向けた挑戦－京都議定書発効か ら １ 年－」 を環境省主

催， 英国大使館 ・ 国立環境研究所共催で行い， 今後 ２ 年

間日本 と 英国が共同し て世界各国の低炭素社会シナ リ オ

作 り に貢献する こ と を記者発表し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲， 河瀬玲奈 （京都大学） ， 島田幸司

（立命館大学）

（19） 　 高山植生による温暖化影響検出のモニ タ リ ングに

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0408BB475

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 IPCC 第 ３ 次評価報告書 （2001） では， 地球温

暖化によ る影響がすでに世界各地で顕在化し てお り ， 今

後温暖化影響長期モニ タ リ ングが必要であ る と 結論し て

いる。 し かし， 我が国においては， 温暖化影響検出 ・ 把

握 と い う 点については， 長期にわた る着実な調査 ・ 研究

が欠かせない こ と， 影響検出手法の不明確さ から， これ

まで十分な研究が実施されて こ なかった と い う のが実情

であ る。 そのため， 本研究では高山植生を活用し た重点

的な調査 ・ 研究を行い， IPCC が地球温暖化によ る影響が

すでに世界各地で顕在化し ている と結論付けた手法に準

じ て， 温暖化影響の検出 ・ 把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年に引き続き， 温暖化影響指標の定点観測地 と し て

選んでいる アポイ岳 （北海道）， 白山 （石川県）， 北岳 （山

梨県） おいて， それぞれ， ヒ ダカ ソ ウ， ク ロ ユ リ ， キ タ

ダケ ソ ウの開花時期の調査を行った。 さ ら に， 開花時期

に影響を与え る環境要因 と し て， 消雪時期や風速の調査

も行った。 さ ら に， 白山では， 越年性雪渓であ る千蛇ケ

池雪渓の越年面積も測定し た。 その結果， これらの指標

は概ね例年通 り の値が得られた。 また， 別の指標 と し て

の植生変化について， 荒川三山周辺 （静岡県） で調査を

行い， 25 年前に行った調査結果 と 比較し た。 その結果，

ニホンジカの食害 と 踏圧によ り 劇的な変化が認められた

場所があった。 従来ニホンジカはこ の調査地があ る標高

3,000m 付近では見られないこ とやニホンジカの個体数や

分布範囲に雪環境が大き く 影響する こ と が知られている

こ と から， こ の調査地での植生変化に何ら かの温暖化影

響が想定され得る。 また， 観測点がほ と んどない高山帯

での積雪期間や分布範囲を推定する よ り 良い方法を開発

する ため，500ｍ の分解能を有する MODIS データ を用い

る こ と と し， ” 積雪指標 NDSI" について検討し た。 その

結果， 無積雪の誤差の確率 （有意水準） ５ ％未満 と し た

場合積雪深 １ cm 以上で有効， １ ％未満と し た場合 ５ cm

以上で有効であ る こ と が分かった。 その他， 温暖化影響

の可能性が想定 さ れ る 新た な情報 と し て （未確認を含

む），ハイマツ南限地でのハイマツの消滅や低地性植物で

あ るオオバコの さ ら な る生育標高の上昇などの情報を得

た。 さ ら に， これら の指標を も と に温暖化影響の検出手

法については， ３ 項分布の適応を提案し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京大学大学院農学生命科学研究科， 静

岡大学理学部， 石川県白山自然保護セン ター， 北海道環

境科学研究セン ター

（20） 　 大気 ・ 陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガス

の交換プロセス解明に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE963

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○高橋善幸 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生態系内において大気 と 陸域生態系間のガ ス

交換によ る二酸化炭素そその安定同位体比， メ タ ンなど

温暖化ガスの濃度変化を観測し， 炭素循環研究の高度化

に用いる ための新たな ト レーサー技術を確立する。

〔内容および成果〕

　 大気 と 陸域生態系間のガス交換によ る， 二酸化炭素の

安定同位体やその他微量ガス成分のフ ラ ッ ク ス を定量化

する ための， サンプ リ ング手法について検討し た。 二酸

化炭素や水蒸気のフ ラ ッ ク ス観測に用い られる渦相関法

と 呼ばれる手法では， 鉛直風速の変動 と 濃度変動の対応

を観測する ために高速応答の測器を必要 と する。 これに

比べて， 渦集積法 と 呼ばれる手法では高速応答の測器を

必要と し ないため， 微量ガスや CO2 の安定同位体などに

ついてのフ ラ ッ ク スの定量 も可能であ る と 予測 さ れる。

そ こ で渦集積法をベース と し たサンプ リ ングシステムの

作成を開始し た。 また， 実際の観測に先立ち， 蓄積され

た微気象学デー タ を も と にサンプ リ ン グに最適なパ ラ
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メ ータの算定を行った。

〔備考〕

（21） 　 アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の

緩和 ・ 適応政策の評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-052

〔研究課題コー ド〕 0507BA794

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域），

増井利彦， 藤野純一， 花岡達也， 原沢英夫， 

肱岡靖明， 高橋潔， 日引聡

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 地球温暖化問題に関連の深いエネ

ルギーのみな らず， 水や土地など他の環境問題 と 経済発

展の両面を分析でき るモデルを開発する。 また， ミ レニ

ア ム開発目標に示 さ れる よ う な短 ・ 中期的な環境保全，

開発目標 と， 経済発展を損なわない長期的な温暖化対策

と し ての緩和策， 適応策の整合的な政策の評価を， 中国，

イ ン ド， タ イ と いったアジアの途上国および世界全体の

両面か ら行 う 。 さ ら に， 日本 と の関係を定量的に分析す

る ために， 日本からの CDM （ク リ ーン開発 メ カニズム）

をはじめ と する技術支援等の政策が， 受け入れ国の経済

発展， 環境保全に及ぼす影響について評価する。

〔内容および成果〕

１ （ １ ） 国別モデルの開発 ・ 改良作業では， 中国， イ ン

ド， タ イ を対象 と し た環境政策評価モデルの開発を， 経

済モデルであ る応用一般均衡モデルを用いて実施し た。

なお， 各国モデルのデータは， 各国で報告されている産

業連関表を再現する よ う に設定する と と も に， 二酸化炭

素排出量を評価でき る よ う に， エネルギーや発電部門を

よ り 詳細に分割し ている。

１ （ ２ ） 国別の環境要素モデル と し て， 人間生活の基本

的用件であ る安全な水 ・ 衛生設備へア ク セスする ために

必要な コ ス ト と 普及戦略を定量的に評価する ためのモデ

ルを開発し た。

１ （ ３ ） UNEP/GEO4 で想定された人口 ・ 経済シナ リ オを

も と に， アジアの各国の将来シナ リ オを設定し た。

２ （ １ ） 世界を対象 と し た環境政策評価モデルの改良 と

し て， 以下の作業を実施し た。 ① ブラ ッ ク カーボンの排

出量を評価する ためのモデル改良 と シ ミ ュ レーシ ョ ンを

行い， EMF22 に情報提供を行った。 ② 世界を対象 と し た

投入産出及び貿易データであ る GTAP第 ６ 版を も ちいて，

基準年を 2001 年にア ッ プデー ト し た。 ③ 欧州で と り ま

と められた大気汚染物質の排出データ （EDGAR） を も と

に， 2001 年の大気汚染排出データベース を作成し， これ

をモデルに組み込んだ。

２ （ ２ ） 世界を対象 と し た環境要素モデルの開発作業 と

し て， 以下を行った。 ①世界を対象 と し た技術選択モデ

ルでは， 部門別に分析手法の改良を検討し， 世界のパー

ソ ン ト リ ッ プデータ （運輸部門）， 世界の住宅情報 （民生

部門） ， Non-CO2 排出の ド ラ イ ビングフ ォースについて

データの収集を行った。 また， 対策技術 と その費用， エ

ネルギー資源量およびその費用に関するデータの更新を

行った。 ② これまでに開発し た土地利用モデルを改良す

る こ と を目的 と し て， モデル及びデータについて情報収

集を行った。 ③ 全球規模での水資源影響評価を行 う 際に

基礎情報 と な る流域分割地図を， 従来よ り 高精度に作成

する ための， データ収集 と 手法改良を行った。 過去に出

版された流域分割地図 と， 標高データか ら計算機モデル

によ り 作成される流域分割地図を整合させる こ と で， 現

実を適切に再現し た流域分割地図に加えて流下方向等の

水資源影響評価に必要な付加的地理情報を， 全球地域を

対象と し て整備する こ と が可能と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲， 藤原健史， 河瀬玲奈 （京都大学）

外国共同研究機関 ： 中国能源研究所， 中国科学院地理科

学与資源研究所， イ ン ド 経営大学院， ソ ウル大学， 韓国

環境研究所， アジア工科大学 

（22） 　 統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安定

化経路に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-4(1)

〔研究課題コー ド〕 0507BA507

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域），

亀山康子， 久保田泉， 高橋潔， 肱岡靖明， 

増井利彦

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 濃度安定化等の温暖化抑制目標 と それを実現

する ための経済効率的な排出経路， および同目標下での

影響 ・ リ ス ク を総合的に解析 ・ 評価する ための統合評価

モデルを開発する。 開発にあたっては， 関連分野の影響

予測 ・ 経済評価研究および適応策研究か ら得られる温暖

化影響関数を統合評価モデルに集約的に組み込むこ と に

よ り ， 精緻かつ現実的な影響推計を比較的簡便に実現可

能であ る よ う にする。 本統合評価モデルを用いて， 種々
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の温暖化抑制目標を前提と し た場合の， 「危険な影響」 が

発生する可能性 と その発生時期を提示する こ と を目的 と

し ている。 評価対象期間 と し ては， 今世紀中頃 （2050 年

頃） までに重点をおきつつ今世紀末までを取扱 う 。 『危険

な影響』 をいかに決定すべき か， については， 衡平性，

予防原則， 不確実性 と いった観点か ら， 新たな方法論 ・

概念の開発を試みる。

　 本研究課題において統合評価モデルの一環 と し て開発

する 「気候 ・ 社会経済シナ リ オデータベース」 は， S-4 の

その他の研究課題において共通シナ リ オ と し て利用され

る。 また， S-4 のその他の研究課題で行われる影響予測 ・

経済評価研究の結果を温暖化影響関数 と し て と り ま と

め，統合評価モデルに組み込むこ と など，S-4 の他の研究

チーム と緊密な連携を と り つつ研究を進める。

〔内容および成果〕

　 本研究課題は （ １ ） 温暖化抑制目標に関する既存知見

の整理と， 評価基準 ・ 評価手法の検討， （ ２ ） 温暖化影響

の全球プ ロ セ ス モデルを用いた分野別影響関数 （世界）

の開発に関する研究， （ ３ ） 統合評価モデルを用いた温暖

化の危険な水準および安定化経路の評価に関する研究 と

い う ３ つのサブテーマを掲げて研究を行っている。 平成

17 年度の目標と成果は次の通 り であった。

　 サブテーマ （ １ ） では， 温暖化抑制目標に関する既存

知見の整理 と， 評価基準 ・ 評価手法の検討を目標 と し，

IPCC 評価報告書， 専門家会合資料， 欧米の政府資料等を

参照し， 既存の抑制目標決定を支援し た科学的知見や目

標の評価基準に関する整理を行った。 その結果， 適応に

関する知見を整理し （適応 ・ 適応能力の概念整理， 気候

変動枠組み条約及び京都議定書におけ る適応策の整理，

適応政策の世界的動向の整理 ： SBSTA 適応 ５ ヵ年計画の

整理） ， また， 温暖化抑制目標を評価する ための評価基

準 ・ 手法開発の第一段階 と し て， 温暖化抑制目標を支持

する科学的知見 （気候変動の も た らす危険な水準に関す

る知見） に関するデータベース を試作する こ と ができた。

　 サブテーマ （ ２ ） においては， 農業生産性モデルを用

いて農業分野の影響関数 （世界） を開発する こ と と， S-4

全体の総括班の役割 と し て， 共通利用する 「気候 ・ 社会

経済シナ リ オデータベース」 を開発する こ と を目標 と し

た。結果と し て，気候予測情報・気候シナ リ オを整備 （既

存の気候モデルシ ミ ュ レーシ ョ ン結果を網羅的に収集し

て整理） し，S-4 の他の研究チームからの要請に応じ て提

供で き る体制を構築し， 実際にデータ の提供を行った。

また， 農業部門の影響関数を開発 （イ ネ， コ ムギ， ト ウ

モロ コ シの影響関数） し， サブテーマ （ ３ ） の統合評価

モデルに組み込み， 安定化濃度目標下に国別影響評価を

試みるにいたった。 さ ら に， 影響関数 （世界） の開発に

先駆け，既存の温暖化影響研究の整理（既存の全球スケー

ルの温暖化影響研究について情報収集） も進める こ と が

でき た。

　 サブテーマ （ ３ ） においては， 統合評価モデルの一部

であ る排出最適化モデル （温暖化抑制目標を前提条件 と

し て与えた場合の温室効果ガス最適排出経路を推定する

エネルギー ・ 経済モデル） を開発する と と も に， 統合評

価モデル全体の仕様について検討し， 統合評価モデルの

試作 と し てサブテーマ （ ２ ） の農業分野の影響関数 （世

界） と 排出最適化モデル と の結合を目標 と し た。 結果，

統合評価モデルの開発準備を進め， 温室効果ガス安定化

制約下での地球規模での気候変動や海水位上昇影響， 温

室効果ガス削減政策のタ イ ミ ングの予備的検討を終え る

こ と がで き た。 さ ら に， サブテーマ （ ２ ） と も 連携 し，

GHG 濃度安定化目標における国別・分野別温暖化影響を

定量的に示すこ と によ り ， 設定し た将来目標が 「危険な

影響」 の回避に十分であ るかど う か （将来目標の有効性）

を検討する ための判断材料を提供する影響評価 ・ 適応モ

デルを組み込んだ統合評価モデルの試作に至る こ と がで

き た。

〔備考〕

「S-4 ： 温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベ

ル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」

の一課題

（23） 　 上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の

変動要因の解明と気候への影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD554

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 上部対流圏におけ る水蒸気の気候への影響評

価は， 観測データの不足か ら依然大き な不確定性を含ん

でいる。 本研究では， 衛星観測データ と ゾンデを用いた

現場観測データ を組み合わせる こ と で， 科学的に有効な

水蒸気データの取得 と それを用いた解析か ら上層の水蒸

気の気候への影響を よ り 定量的に評価する こ と を目的 と

し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は以下の研究を実施し た。

　 １ ． 衛星観測データの解析 : 近年アジアモン スーンに

よ る上層の水蒸気場への影響が指摘されている。そ こ で，
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アジアモン スーン域におけ る水蒸気変動 と， そ こ での成

層圏対流圏間物質交換過程を明ら かにする ために， ア メ

リ カの高層大気観測衛星 （UARS） に搭載されているマイ

ク ロ波放射計 （MLS） よ り 得られた水蒸気データの解析

を行った。 その結果， 北半球夏季アジアモン スーン域に

定在するチベッ ト 高気圧の北東部で温位面に沿った水蒸

気の下部成層圏への移流 と， アジアモン スーンの対流活

発域上空において温位面を横切る水蒸気の鉛直移流が確

認 さ れ た。 こ れ ら の結果 を 論文に ま と め て Journal of

Geophysical Research Atmosphere に投稿し た。

　 ２ ． 現場観測のための準備 : 上層の水蒸気観測に適し

たゾンデ搭載用の温湿度計の観測原理の把握 と ゾンデ観

測の準備を行った。 また前述の衛星観測データの解析結

果を基に， 観測候補地の情報を収集し た。

　 ３ ． 学会への参加 と 情報収集 : 上述 し た ア ジ アモ ン

スーン域上空での水蒸気変動に関する解析結果を議論す

る ため と 観測候補地の情報を集める ために， 国内外で行

われた学会等に積極的に参加し た。中でも  10 月にフ ラ ン

スで開催された上部対流圏 ・ 下部成層圏をテーマにし た

ス クールに参加し た こ と で， 上部対流圏か ら下部成層圏

におけ る力学 ・ 熱力学 ・ 放射 ・ 化学 ・ 微物理過程に関す

る最新の知見を得る こ と ができ た。 また世界各国の若手

研究者と意見交換を行い， 交流を深める こ と ができ た。

〔備考〕

（24） 　 東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出

に関する観測研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0508BB770

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 白井知子，

菅田誠治， 向井人史， 斉藤拓也

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 京都議定書で規制対象 と さ れた ６ ガ ス成分の

う ち， PFC， HFC， SF6 の観測研究は， 他の ３ 成分 （二酸

化炭素， メ タ ン， 亜酸化窒素） に比べて立ち遅れている。

特に， 東アジア域はハロ カーボン類の主要な発生地域で

あ り ， 中国などの工業発展によ って排出量の急増が予想

されているに も かかわ らず， 定常的な観測体制の空白域

と なっている。 本研究では， 波照間島 （沖縄県） および

落石岬 （北海道） においてハロ カーボン類の高頻度連続

観測を実施し て， 東アジアにおけ るハロゲン系温室効果

気体の経年変化を的確に把握する と 共に， 詳細な濃度変

動データ と 輸送モデルの結合によ って地域別排出量を評

価する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 波照間観測ス テーショ ンにおいて PFC３ 種，HFC４

種， 六フッ 化硫黄， HCFC ５ 種， CFC ６ 種の連続観測を

実施し ， １ 年間に約 6500 組の観測値を得た。 観測さ れた

フッ 素系温室効果ガス のう ち，CFC-12 や PFC 類の濃度変

動は小さ く ， HCFC 類と HFC 類には顕著な濃度変動が見

ら れた。イ ベント 的な濃度増加については，バッ ク ト ジェ

ク ト リ ー解析およ び大気輸送モデル解析結果と の比較に

よ り 上海， 台湾， 西日本など を通過し た気団の影響を 受

けている こ と がわかった。 排出地域が特定でき た汚染イ

ベント について，各成分の濃度増加を比較し てみる と ，地

域によ っ て排出パタ ーン に特徴のある こ と がわかっ た。

たと えば， HFC-23 濃度は， 上海など中国起源の汚染イ ベ

ント 時には必ず増加し ， そのと き の HCFC-22 増加量の約

20％に匹敵し ていた。 一方， 日本や台湾起源の汚染イ ベ

ント では HFC-23 濃度の増加は見ら れなかった。先進国で

は HCFC-22 生産に伴って副生する HFC-23 の回収が進ん

でいる ので，中国は HFC-23 の主要な排出国と なっている

可能性がある 。 一方， HFC-134a については， 中国起源イ

ベント 時の増加は日本起源イ ベント 時に比べて， 相対的

に小さ い （対 HCFC-22 比） こ と が分かった。 こ れら の違

いは， HCFC から HFC への転換の進み具合が各国で異な

る こ と を反映し ている も のと 思われる 。

　（ ２ ） 地域別排出量を推定する ために， 領域気象モデル

RAMS （Regional Atmospheric Modeling System） にオンラ イ

ント レ ーサーモデルを組み込み， 排出源分布を仮定し て，

濃度分布の計算を行い， 波照間における 観測結果と の比

較を 行っ た。 ま ず， HCFC22 について， GEIA（ Global

Emissions Inventory Activity） 作成の１ 度メ ッ シ ュ の排出

マッ プを与え， 2005 年 １ ～３ 月にかけて， ECMWF （ヨ ー

ロ ッ パ中期予報センタ ー）2.5° データ を用いて計算し た気

象場を用いて， 東アジア領域における 濃度の分布と 変動

を 80km メ ッ シュ で計算し たが，観測さ れたピーク は再現

さ れなかった。GEIA の排出分布は，国別の統計排出量に，

人口密度に比例し た分布を与えたも のである が，HCFC の

排出量は人口よ り も 産業構造に依存する と 考えら れる 。

そこ で， 台湾・ 上海等の主要な工業地域を 選抜し ， フ ァ

ク タ ーを かけて計算を行ったと こ ろ， 観測値と 定性的に

一致する ピーク が再現さ れた。

〔備考〕

（25） 　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度

上昇の影響

〔区分名〕 経常
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〔研究課題コー ド〕 0509AE952

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に伴 う 気温の上昇に対 し て我が国

高山生態系は極めて脆弱性が高い こ と が認められる よ う

になった。 また， 高山帯の特徴的な環境要因 と し て気圧

が低い こ と が挙げられる。 しかし， 低気圧下での植物反

応についてのデータが少ない こ と か ら， 今までの高山生

態系の脆弱性に関する考察の中では， 低い気圧の効果に

ついて明確に されていない。 そ こ で， 植物の生理生態的

特性に及ぼす低気圧下での気温上昇の影響について実験

的検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 まず圧力変化下での実験に使用可能なセンサーの選定

し， 製作し た圧力調節同化箱 （以下圧力同化箱） を人工

環境調節チャ ンバー内に設置し，性能チェ ッ ク を行った。

その結果， 光， 温度， 圧力を一定に調節し ながら蒸散速

度が測定でき る システムが完成し た。その際，” 高山環境

は植物に と って乾燥環境であ る ” と の指摘の一部が， 温

度低下に伴 う 飽和蒸気圧の低下の効果 と は別に， 圧力低

下に伴 う 効果があ る こ と が確認された。 こ の結果は， 高

山帯 と 極地での環境条件がしばしば同列に議論される も

のの， 両者の差の一つと考え られる。

　 次ぎに， 実験植物 と し て しばしば用いられる植物の中

か ら， 草本植物 と し て ヒ マワ リ ， 木本植物 と し てシ ラ カ

シを選び，圧力をおおよそ 1,000 ～ 500 ｈ Pa に変えて，蒸

散速度を測定し た。 その結果， 両種 と も， 気圧の低下に

伴い蒸散速度は上昇する も のの， 木本植物であ る シ ラ カ

シの方が低気圧下で傷害を受けやすこ と が示唆された。

〔備考〕

（26） 　 健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化

に関する研究 （3） 温暖化と熱中症 ・ 熱ス ト レスに関

する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-4

〔研究課題コー ド〕 0509BA937

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官）， 小野雅司

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 気温の上昇に よ っ て増加が予想 さ れ る死亡や

熱中症， 睡眠障害な どの直接的な イ ンパ ク ト ， および，

光化学ス モ ッ グ発生増加に よ る リ ス ク の増大や日本脳

炎， あ るいは国内での流行は現在見られない も のの潜在

的な リ ス ク が懸念されるデング熱， 西ナイルウ ィ ルスな

どの媒介性感染症に よ る間接的な イ ンパ ク ト について，

リ ス ク が増大する レベル， すなわち閾値について検討を

行 う 。 併せて， 人口の将来推計など を加味し た定量的 リ

ス ク評価，経済コ ス ト への変換のための手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 １ ． 初年度の 2005 年度は， 気候変動によ る健康への｢

危険水準｣を導出するモデル開発も目的と し て， HO など

の上記テーマに関連する国際的動向を整理し， また， 統

合調査で得られた知見を基本 と し て， 研究小課題 【●適

応策を考慮し た温暖化の健康 リ ス ク の定量化 ・ 経済指標

化と マ ッ ピングに関する研究 《DALY's》 ●温暖化 と死亡

リ ス ク に関する研究 　 ●温暖化 と 熱中症 ・ 熱ス ト レ スに

関する研究 　 ●温暖化に伴 う 大気汚染の リ ス ク に関する

研究 　 ●別枠） 国立感染研倉根班 （節足動物媒介性感染

症の発生に及ぼす地球温暖化の影響予測に関する研究）

対象地域 　 国内＋東アジア】 に沿った基礎検討を行った。

以下，得られている主要な所見別に若干の解説を加え る。

①至適温度 　 気温 と 死亡 リ ス ク と の関係については， 国

内 と 中国 （一部アジア地域を含む） の個人別死因別死亡

データ を収集解析し た と こ ろ， 日最高気温 と 日死亡数 と

の間 V 字型の関連があ る こ と を再確認し た。

　 また， 死亡が最低と なる日の日最高気温を “至適温度”

と し， これ以上の最高気温の日

の死亡 リ ス ク （ただし， 至適温度の日の死亡を超え る部

分） を過剰 リ ス ク と し た。

② 85％仮説 　 一方， “ 至適温度 ” と外気温日最高気温の

85％ile値 と がほぼ一致し ている こ と が，中国3都市間でも

示された。 なお， 国内と中国と も至適温度は 27 ℃～ 33

℃の変動幅に入る。

③過剰死亡 リ ス ク の地域差 　 中国 ３ 都市のデータについ

て日最高気温が至適温度を超え る日におけ る過剰死亡を

推計する と， 南京の死亡 リ ス ク がハルビ ンや広州に比較

し て各々 4.7 と 3.3 倍であった。格段に高いこ と が示され

た。（中国全体の過剰死亡数を南京の リ ス ク から推定する

と年間約 90 万）。 これは気温だけでは説明でき ない結果

であ り ， 交絡因子の影響の解明が必要であ る。

④死亡 リ ス ク の生理学 　 人間の暑熱ス ト レ スに対する生

物学的特性に関連し て，至適温度の存在と鋭敏な変動（調

整）， 気温と血圧モニター， ス ト レ スホルモン， 熱中症 リ

ス ク， 体力等に係る新たな生理学的検査法の準備を開始

し た。

　 ２ ． 環境 リ ス ク

光化学スモ ッ グの発生しやすい日の RCM20 を基本 と し
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た将来予測モデルについて検討開始。（関西地区へ拡大）。

中国への展開可能性も検討。

　 ３ ． ま と め

今後の温暖化によ る健康 リ ス ク の増大は， 至適温度の変

動が示す生物学的適応によ る抑制が多少 と も期待される

が， 現在すでに過剰 リ ス ク が検出される こ と か らみて も

十分な効果は期待で き ない。 危険水準を考察する には，

交絡因子を含めた よ り 包括的な諸検討が必要であ る。 な

お， リ ス ク が途上国に高い （中国全体の過剰死亡数を上

記南京の リ ス ク から推定する と年間約 90 万と なる） こ と

は明ら かであ り 早急な対応が期待されている。 今後東南

アジア諸国の主要都市を含めた拡大が必要であ る （すで

に マ ニ ラ の死亡デー タ は入手） 。 国際比較の た め に

DALY's の有用性 と 限界を検討する ため情報収集 と 検討

を始めた。

（追） ： 本調査研究は， WHO, 中国厚生省， 同環境省， そ

の他アジア諸国 と 国際協力的な動向 と 連携し て進めてい

る。

〔備考〕

（27） 　 チベ ッ ト 高原を利用し た温暖化の早期検出と早期

予測に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0509BB829

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○唐艷鴻 （生物圏環境研究領域）， 廣田充， 

下野綾子

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 チベッ ト 高原は， 地球上も っ と も標高の高い生

態系の一つで， その気候は寒冷で変化 も 激し い。 一方，

当該高原生態系は， 温暖化を含む環境変動に対し て極め

て脆弱であ る。 既に， 温暖化に伴 う 環境変動によ り ， チ

ベッ ト 高原生態系の構造 と機能の急激な変化が報告され

ている。 そ こ で本研究では， 温暖化の影響が検出しやす

い敏感な生態系 と し てチベッ ト 高原を利用し， 温暖化の

影響の早期検出 と 早期予測を目的 と し た。 具体的な目標

と し て， 既存の研究成果 と 観測シ ス テム を活用しつつ，

新たに同高原の代表的な生態系に観測シ ス テ ム を設置

し， それぞれの環境変動 と 生態系の構造および機能の反

応を長期モニ タ リ ン グする。 ま た， こ れ ら の結果か ら，

各生態系に及ぼす温暖化の影響を解明する。 さ ら に得ら

れた知見 と モデ リ ングによ り ， チベッ ト 高原を含むアジ

ア陸域全体における温暖化影響の予測を試みる。

〔内容および成果〕

　（ １ ） チベッ ト 高原中央部に位置する当雄において， 標

高差約 1200m の ト ラ ンゼ ク ト （調査横断面） を設定し，

標高の異な る 10 地点 （4300m, 4400m, 4500m, 4650m,

4800m, 4950m, 5100m, 5200m, 5300m, 5600m） に簡易気象

観測シス テム を設置し た。 気温， 湿度， 地温， 土壌水分

等のセンサを取 り 付け， ８ 月よ り モニ タ リ ングを開始し

た。 標高に対する気温の逓減率 （高度に対する気温低下

の割合） はほぼ一定で， 0.65 ～ 0.69 （℃ /100 m） であっ

た。 相対湿度は約 60 ～ 80 ％で， 季節を通じ て比較的高

い値で推移し た。

　（ ２ ） ト ラ ンゼ ク ト の下端位置 （4300 m） に， 自動気象

観測装置 （AWS） を組み立て， 気象要素 （気温， 湿度，

風向， 風速， 日射量， 降水量等） を長期間モニ タ リ ング

でき る よ う にし た。 自動気象観測装置では， 放射収支お

よび熱収支も観測でき る よ う に，各種センサを取 り 付け，

土壌水分計， 地温形も複数設置し た。 衛星 リ モー ト セン

シングデータ と の結合を考えて， 赤 と 近赤外領域の放射

計も設置し た。 自動気象観測装置のデータは， モデム と

携帯電話を経由し て， リ アルタ イ ムでモニ タ リ ングでき

る よ う に通信システムを構築し た。

　（ ３ ） 簡易気象観測システムを設置し た地点に， それぞ

れ ６ 個の １  m × １  m コ ド ラー ト を設置し， 各コ ド ラー ト

において出現種 （維管束植物） の種名， 植被率を記載し

た。 調査地は Kobresia pygmae （カヤツ リ グサ科 ヒ ゲハ リ

スゲ属） の優先する丈の低い高山草原で， 合計 102 種が

出現し た。 各標高の出現種数の平均は 25 種で， 標高 と と

もに植生は変化し た。

　（ ４ ） 環境条件に応じ た遺伝的応答を検討する ため， 幅

広い分布域を も ち環境条件に応 じ た形態的変異を示す

Potentilla nivea （バラ科キジムシロ属） を対象に遺伝解析

を行った。 その結果， 標高 と い う 環境勾配にそって集団

間で遺伝的分化が生じ ている こ と が示された。 標高 と と

も に急激に変化する環境条件が遺伝的分化を促し た可能

性が考え られた。

〔備考〕

共同研究者 ： （独） 農業環境技術研究所 　 川島茂 ・ 杜明

遠 ・ 米村正一郎 ； 中国科学院地理学と資源研究所 　 Zhang

Xianzhou ； 中国科学院西北高原生物研究所 Zhao Xinquan

当課題は重点研究分野Ⅳ.1.(1), 1.(2) にも関連

1． 3 　 京都議定書及び第二約束期間への我が国及

びアジア諸国の対応可能性の政策研究

（1）　21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 ～アジア陸域生態系の炭素収支

変動予測と 21 世紀の炭素管理手法の検討 21 世紀の
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陸域炭素管理オプションの総合評価と炭素収支の統

合予測モデルの開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA423

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ），

木下嗣基， 岩男弘毅

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 陸域炭素収支を中長期的にわた っ て適切に管

理する ためには， 自然科学， 社会科学の両方の視点を統

合し た予測モデルを開発し， 包括的な分析に基づいた総

合評価を実施し なければな ら ない。 それによ って京都議

定書の第 ２ 約束期間以降の対策策定に貢献する科学的炭

素管理手法に関する知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 陸域炭素収支を中長期的にわたって適切に管理する た

めには， 自然科学， 社会科学の両方の視点を統合し た予

測モデルを開発し， 包括的な分析に基づいた総合評価を

実施し なければな ら ない。 それによ って京都議定書の第

２ 約束期間以降の対策策定に貢献する科学的炭素管理手

法に関する知見を得る こ と を目的 と する。 中期的には土

地利用変化によ る温室効果ガスの排出が最も重要 と 考え

られている ため， 上記目的の元， 土地利用変化を予測す

るモデルを構築し， 政策や国際条約が与え る影響の検討

を行 う 。土地利用変化予測モデル と は，温暖化影響によ っ

て樹木や草本の成長が受け る影響 と， 経済的に有利な土

地利用方法の選択 と い う ， 自然科学的要素 と 社会科学的

要素の双方を包括し たモデルであ る。 こ のモデルの構築

には，

１ ． 現状の土地利用状況， 人口 ・ 経済の空間的把握

２ ． 陸域生態系モデルによ る植物の成長予測

３ ． 収益最大化を も た らす土地利用の予測

の点が必要な要素であ る。 まず全球を対象 と し たモデル

を構築し， 問題点の把握を行った。 その結果， 土地被覆

情報が土地利用変化に及ぼす影響が大きい こ と が判明し

た。 また， 経済的状況特に国内におけ る人口分布や国際

的な物質輸送 （輸出入） が大き な影響を与え る こ と が示

された。 これに対し て平成 17 年度では， 以下のよ う な研

究を推進し た。

　 本研究で開発し た陸域炭素収支変動予測モデルの感度

分析結果か ら土地利用 ・ 被覆情報の精度がモデルの結果

の総量， 分布に影響を及ぼすこ と が明ら かになった。 そ

こ で， 土地利用 ・ 被覆情報に関する既存のデータ セ ッ ト

の精度向上に関する基礎研究を行った。IPCC で規定され

る土地利用， 土地利用変化及び林業 （LULUCF） の最上

位 ６ 土地被覆カ テ ゴ リ に対応 し た土地被覆検証デー タ

ベース構築手法を開発し， 精度検証を行った。 こ のデー

タ ベース を基にユー ラ シ ア地域を対象に検証 し た と こ

ろ，既存の土地被覆精度は約 60％であ る こ と が示された。

人口情報については， 夜間の明か り の情報を用いた人口

分布予測が リ モー ト センシング分野で広 く 行われている

が， 都市域での光の飽和な どの問題が指摘 さ れてい る。

そ こ で， 本研究では年単位の光量データ セ ッ ト を再構築

し た。

　 土地利用経済モデルでは， 植物の成長力が林業， 農業

に与え る影響が大きいため， 従来の国家単位で扱 う も の

ではな く ， メ ッ シ ュ単位で扱 う 必要も あ る。 生産性や輸

送費に付いては メ ッ シ ュ ご と に取 り 扱い， 価格決定には

国家単位で対象を取 り 扱 う ２ レベルのモデル と し た。

　 ま た， 農産物 と 林産物双方を取 り 扱 う モデル と し た。

林産物は丸太か ら の派生物 と し て ６ 種類の財を対象 と し

た。 農産物は， 穀物ご と の メ ッ シ ュ単位の作付け状況が

不明のため， １ 種類の農産物を取 り 扱 う 。 こ のモデルで

の予測では， 今後 20 ～ 30 年では， 農産物需要の圧力が

高 く ， 農地か ら林地への土地利用変化は大規模には発生

し ないこ と が示された。但し，国家経済の成長予測によ っ

て大き く 支配される ため， 特定の国では植林が進み， 特

定の国では農地化がすすむ結果 と なった。 一方， 現在は

利用されていない森林 （非管理森林） は伐採が進み， 管

理森林に大規模に移行する結果 と なった。 今後は入力情

報の精度を向上し， 対策策定に寄与するモデルへ と 改良

を行 う 。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.1.(1), 1.(2) にも関連

（2） 　 主要国の政治制度が地球環境政策決定に与える影

響に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE533

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化をは じ め と する各種の地球環境問

題 と い う すべての国に と って共通の問題に対し， 各国は

政策決定を迫られるが， その決定には各国のエネルギー

や産業構造 と いった国情のみな らず， 政治制度が反映し
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ている。 本研究では， 日米欧をはじめ と する主要国にお

け る政治制度 と 地球環境問題関連の政策決定の関係を分

析し， あ る政治制度下において地球環境問題によ り 積極

的な政策決定が下される ための条件を導 く こ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） アジア諸国の地球環境問題に関する意思決定に関

し て， ヒ ア リ ング調査を行った結果， イ ン ド ネシアやバ

ング ラデ ィ シ ュ など多 く の途上国で， ①法律は整備され

ていて も執行されない こ と， ②環境政策を実施する ため

には， 持続可能な発展の概念に も と づき， 経済的利潤を

伴 う 方策が求め られる こ と， ③環境劣化によ る被害に関

する知識が， 一般市民の間で理解されていないため， こ

のよ う な情報の普及が求められる こ と，等が挙げられた。

　（ ２ ） ３ 年にわた る各国の国内政治制度 と 環境政策 と の

間の関係を調査し た結果をふまえ， 今後も当該国の特徴

と し て継続する性質の も の， あ るいは， 経済発展や政権

交代等， なん ら かの変化が伴えば， 変化が想定される性

質の も の， に分類し た。 各国の政治制度自体が短期的に

は変わ ら ない こ と を前提 と する な らば， ①米国では， 連

邦政府よ り も州政府の動向が先んじ る場合が多い， ②欧

州では， 環境政策が経済統合の手段 と し て利用される た

めに， 先駆的な試みが見られる， 等の特徴が今後の環境

政策にも影響を与え る こ と が説明された。

〔備考〕

（3） 　 2013 年以降の地球温暖化対策促進に向けた国際合

意のための方法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-62

〔研究課題コー ド〕 0305BA534

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究領域），

久保田泉

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題の解決に向けて 1997 年に採択

された京都議定書では， 2008 ～ 2012 年の先進国の排出

量に関する数値目標が掲げられる と と も に， 排出量取引

制度等新たな国際制度が設立されたが， 2013 年以降に関

し ては， 2005 年までに協議を開始する と い う こ と と なっ

ている。 本研究は， 京都議定書で定められていない 2013

年以降の温暖化問題への国際的取 り 組みのあ り 方につい

て， 温暖化対策 と し て効果的でかつ国際合意が可能な対

策オプシ ョ ンの提示を図る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 2013 年以降の国際的枠組みに関し て， 状況に応じ

た ３ つのシナ リ オ 「炭素市場シナ リ オ」 「政府主導型規制

シナ リ オ」 「革新的技術依存シナ リ オ」 を作成し， それぞ

れのシナ リ オご と に最も合意しやすい国際制度を構築し

た。 これらのシナ リ オは， 「今後， 国際排出量取引制度が

どれほど進展するか」 および 「炭素隔離貯留や水素エネ

ルギー利用等のいわゆる革新的技術の実用化＆普及がど

れほど期待されるか」 によ って， 最も現実 と 近い も のが

決定される。 現段階ではいずれのシナ リ オに現実世界が

向か う かは分か ら ないが， どれかのシナ リ オを想定し た

上で制度を確立し てい く こ と が可能であ る。

　（ ２ ） アジア太平洋地域での2013年以降の国際制度に関

する ダ イ ア ロ グを推進する ために， 東京工業大学および

ペラ ンギ （イ ン ド ネシアの政策提言型研究機関） と 共催

で， 2005 年 10 月 19 ～ 20 日に， 「気候変動対策を目的 と

し た将来枠組みに関する アジア太平洋ダ イ ア ロ グ」 ワー

ク シ ョ ッ プを開催し た。 また， こ の結果を 2005 年 12 月

の COP11 サイ ド イベン ト にて報告し た。

　（ ３ ） 適応策に関し て， 各国の動向を ま と め， 適応 ５ ヵ

年計画で必要 と な る要素を分類し た。 その結果， 途上国

の抑制策におけ る参加を促す方策 と し て， 適応策が有効

であ る こ と か ら， 将来枠組みにおいては抑制策 と 適応策

を同時に扱 う こ と が重要であ る こ と が指摘された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 農業環境技術研究所， 龍谷大学， 豊橋技

術科学大学， 兵庫県立大学， 早稲田大学， （財） 地球環境

戦略研究機関

（4） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リの作成，解析及び地球温

暖化対策への利用に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0305BY590

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中根英昭 （地球環境研究セン ター），

相澤智之， 梅宮知佐

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 国際連合気候変動枠組条約に定め ら れた日本

国温室効果ガス イ ンベン ト リ を作成する と 共に， その精

緻化， その解析を行い， 温室効果ガス発生， 吸収量の変

動・傾向及びその原因を明らかにする ための研究を行 う 。

また， 温室効果ガス イ ンベン ト リ から得られた知見を温

暖化対策研究に利用する ための研究を行 う 。

〔内容および成果〕
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　 イ ンベン ト リ の精緻化については， 京都議定書の基準

年の排出量の確定に向け， 燃料の燃焼の排出係数の見直

し， エネルギー転換部門 （石油精製 ・ 石油化学 ・ 石炭製

品製造） におけ るエネルギーおよび炭素収支に関する検

討，カーバイ ド等の未把握排出源の算定方法の設定など，

200 程度の項目の検討を行った。前述に加え，アジア地域

のイ ンベン ト リ 精度向上に取 り 組んだ。平成 18 年 ２ 月に

フ ィ リ ピ ンにおいて ワーク シ ョ プを開催し， 東アジア諸

国におけ る イ ンベン ト リ の作成に関する情報交換を行っ

た。

　 また，APN （アジア太平洋地球変動研究ネ ッ ト ワーク）

の CAPaBLE プロ グ ラ ム下で， 東アジアのイ ンベン ト リ

について典型的な ２ 国 （タ イ ・ カ ンボジア） を対象に，

排出係数の改善等に向け，実測を含む現地調査を行った。

〔備考〕

追加予算 ： アジア太平洋地球変動研究ネ ッ ト ワーク 「温

室効果ガス イ ンベン ト リ 開発キ ャパシテ ィ ・ ビルデ ィ ン

グ」

（5） 　 地球環境問題に関連する国際法規範形成過程に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE413

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 地球環境問題に対処する ための国際環境条約

は， いずれも， 実効性を確保する ためにどのよ う な制度

を作るかに関する議論に多 く の時間が費やされ， 他分野

の条約にはない様々な試みが存在し ている。本研究では，

なぜ ・ どの範囲で国際環境諸条約は各国内で実現される

か， いかにし て国内実施の実効性を確保し よ う と し てい

るかを明ら かにし， 他の条約の制度設計ないし改正に も

適用可能な条件を導き出すべ く ， 条約の交渉過程 と 国内

実行に着目し， 法規範形成過程の分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動問題を中心 と する， 環境問題間の相互連関に

関する政策研究の動向 と 展望について検討を行った。 こ

れによ り ， 問題ご と の対処 と い う 形を と って き た地球環

境問題に関する政策は， 様々な矛盾を生じ させ， 潜在的

な相乗効果を発揮させる こ と もでき ていないこ と，また，

関連研究は， 相互連関を取 り 入れた政策体系のあ り 方を

導出するには至っていない こ と を示し た。 今後， 相互連

関を意思決定過程に取 り 込むための研究課題 と し ては，

①政策学習の形態 と 促進要因の分析， ②科学アセス メ ン

ト の分析， ③政策連関の導入を評価する基準の考案， が

重要であ る こ と を示し た。

　 と り わけ， 気候変動枠組条約体制 と 自由貿易体制 と の

相互連関に関する事例研究を通じ， 今後の課題 と し て，

これまで と同様， 具体的な措置が WTO 協定に適合する

か否かについての法解釈に関する研究が紛争回避などの

観点か ら必要 と され， 同時に， 自由貿易レジームに対す

る 国際社会の要請が関税の低減か ら 非貿易的関心事項

（労働， 環境等， 関税以外の事項） へ と多様化し てき てい

る こ と を踏まえ，WTO 内でいかなる調整をはかるかにつ

いての検討を行 う こ と が必要であ る こ と を示し た。

〔備考〕

（6） 　 中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規律する

法原則に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-7

〔研究課題コー ド〕 0406BA411

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温暖化防止の国際制度に関連する と 考え ら れ

る諸原則 ・ 基本理念の射程， 原則相互の関係を明ら かに

し， 国際社会が積み上げて き た合意の意味を明ら かにす

る こ と で， これら の法原則が中長期的な国際制度の設計

の う えで果た し う る機能 と 限界について検討する。 その

う えで， 中長期的な温暖化防止の国際制度の合意の基礎

と し て， 尊重されるべき法原則を検討し， 削減の枠組 と

負担配分， 適応の枠組 と 費用の負担配分， 柔軟性 メ カニ

ズム， 途上国の参加を促し， 実施を支援する し く み， 遵

守制度のあ り 方などのあ るべき制度案について提案する

こ と をめざす。

〔内容および成果〕

　 国際法上の汚染者負担原則の可能性を模索する こ と を

目的 と し て， 文献調査， ヒ ア リ ング等を通じ， 汚染者負

担原則が想定し ている費用負担の主体 と 客体 （汚染者負

担の原則の適用は， 汚染者 と 被害者の区別が明確であ る

場合に限定されるか否か） と 費用負担の範囲 （汚染の事

前防止の費用に と ど ま るか， それ と も汚染発生の場合の

事後救済の費用も含むか） に着眼し て検討を行った。

　 また， 気候変動への適応のための国際制度設計を検討

する こ と を目的と し て，文献調査を行 う と共に，関連ワー
―  68  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
ク シ ョ ッ プ （於ハンブル ク） に出席し， 参加者 と の意見

交換を行った。 その結果， 主に途上国で適応策を実施す

る ための課題 と し て， 資金援助システム （拠出 と その配

分） 及び能力構築が問題と なる こ と がわかった。

〔備考〕

研究課題代表者 ： 大塚直 （早稲田大学） 　

共同研究機関 ： 早稲田大学， 明治学院大学， 龍谷大学，

立教大学， 大宮法科大学院大学， 東海大学， 長崎大学，

（財） 地球環境戦略研究機関

（7） 　 途上国における温暖化対策と持続可能な発展－ 「京

都」 以後の国際制度設計をめざ し て

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0408CD465

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究領域），

橋本征二

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化対策 と し て現在唯一の国際合意で

あ る京都議定書は， 2008 ～ 2012 年までの先進国の排出

量について義務規定を設けているが， その後のあ り 方に

ついては， 今後の交渉が必要 と されてお り ， 現在すでに

多 く のオプシ ョ ンが提示され始めている。 中で も と り わ

け途上国に関し ては， 現在の京都議定書では， 排出量目

標を設定し ていないが， 今後， 途上国か ら の排出量の急

増が予想されている こ と， また， 米国が自国の参加条件

と し て主要途上国の参加を挙げている こ と か ら， 今後は

途上国の参加のあ り 方が重要な課題 と な る。 本研究は，

途上国が参加する中長期的な国際制度の設計に必要な条

件を検討し， それを同定し明ら かにする こ と をめざすも

のであ る。

〔内容および成果〕

　 途上国が将来の気候変動対策の国際枠組みに参加する

ために有効な枠組みを検討するにあた り ， 本年度は次の

研究を進めた。 （ １ ） アジアの途上国の研究者から各国の

国内におけ る 気候変動政策の現状について情報を収集

し， それら の国では気候変動政策が持続可能な発展 と 両

立する こ と が必要条件であ る こ と が再確認された。 （ ２ ）

「途上国」 と いっ て も 多様であ る こ と か ら， いかな る グ

ルーピ ングが可能であ るか， そ し てグルーピ ングご と に

考え られる国際制度の概要について検討を行った。 （ ３ ）

個別の政策 と し て， 廃棄物関連の政策について， 主に国

別報告書を も と にレ ビ ューを行い， 施策をグルーピ ング

する と と も に， その効果に関する情報を収集し た。 （ ４ ）

個別の政策 と し て， 埋立地におけ る メ タ ンガスの削減を

中心と し た廃棄物関連の CDM 事業に関する情報を収集

し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高村ゆか り （龍谷大学）

（8） 　 ラ イ フ ス タ イル変革のための有効な情報伝達手段

と その効果に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-052

〔研究課題コー ド〕 0507BA792

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 この課題は， 生活様式変革のための有効な情報

伝達手段 と その効果について， マ ス メ デ ィ ア （テ レ ビ，

新聞など） の報道内容や， イ ン ターネ ッ ト ， 口コ ミ など

が市民の態度形成 と 行動変化 （世論調査によ る） に与え

る影響を明ら かにし よ う と する も のであ る。 人々のラ イ

フ ス タ イル と それに影響を及ぼす情報手段 と い う 観点か

ら日本だけではな く 将来的に大き な負荷を も た らす と考

え られる中国 と の共同研究を行 う こ と によ り ， 生活様式

の水準か ら見た日本の位置づけを明ら かにし， その生活

様式の変化を促すための効果的な情報伝達手段を探ろ う

とする ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本提案課題は， 全体の総括を行 う と 共に， マス メ デ ィ

ア （TV, 新聞， 雑誌等）， 映画， イ ン ターネ ッ ト ， 地域の

環境団体等か らの情報等さ ま ざまな メ デ ィ アのモニ ター

結果を用いての内容分析を行 う と 共に， 他協力機関 と の

調整， 連絡， 比較分析作業を行 う 。 さ ら に， 社会調査に

ついて先行知見のレ ビ ューを し， 調査項目の選定， サン

プ リ ング方法の検討， 等全体の枠組みを提示する。 また，

他の参画者 と と も に調査全般についての設計， サンプ リ

ング等を行 う と 共に， 日本国内の実査専門の調査会社 と

調整を行いながら， 日本におけ る実査を担当する。

　（ １ ） マス メ デ ィ アの報道についての分析

さ ま ざ ま な メ デ ィ アのモニ タ ーについては， 新聞記事

データベース （ニフテ ィ ・ サーブを利用） の利用， 雑誌

の閲覧， 映画， おも な イ ン ターネ ッ ト サイ ト の閲覧， 地

域の環境団体等さ ま ざまな メ デ ィ ア等に関する地球環境

問題を取 り 上げた記事のデータベース を作成し， その内

容分析を行 う のが ３ 年間の計画であ る。 本年度において
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は， テレ ビニュースに焦点をあて， NHK および民放の メ

イ ンのニ ュース番組を と り あげて， それを録画し， 環境

問題についての取 り 上げ方を調査し た。 ６ 月の クールビ

ズ，秋口のウ ォームビズ，またアスベス ト 問題など ト ピ ッ

ク的には大き な問題が と り あげられたが， 全体的には環

境問題関連のニュースの頻度は多 く なかった。

　 また， 新聞については過去 10 年間から平成 17 年夏ま

での 「地球温暖化問題」 「環境問題」 についての記事につ

いて頻度など を分析し た。 1997 年の京都での COP3 の会

議，また 2001 年のア メ リ カ合衆国の京都議定書からの離

脱時のマス メ デ ィ アの取 り 上げ方にピーク がみられ， 京

都会議前後にあっては， 京都会議の認知にかかる世論に

も大き な影響があった こ と が認められた。

　（ ２ ） 世論調査によ る市民の態度形成と行動変化調査

世論調査によ る市民の態度形成 と 行動変化調査にあって

は， 生活様式の規定， 調査の実施全般にかかる枠組みの

提示と実施，調査結果の分析を統計的な手法（ク ラ ス ター

分析， ロ ジ ッ ト 回帰など分析目的に応じ て） を用いて行

う こ と と し た。 調査にあたっては， 行動変化を も た らす

要因が解析可能な よ う な調査票を全参画者 と と も に作成

し， 実施する こ と と し， 平成 17 年度前半には， この調査

表作成を行っ た。 特に， 新たな方向 と し て 「社会資本」

と 言われ る 人々の社会的ネ ッ ト ワー ク の形成状況の違

い， 社会的信頼のあ り 方などの違いが， 情報源の信頼や

情報の受け止め られ方， 行動を起こすこ と に対する社会

的有効性感覚などに与え る影響など社会的な土壌 と 情報

伝達のあ り 方やラ イ フ ス タ イル変革に及ぼす影響につい

て分析を行 う ため， これにかかる質問の作成に と く に過

去の各種調査の事例を調査し， 引用し た。 10 月にはほぼ

調査票の作成を終え， 11 月には中国語の翻訳を実施し，

12 月には上海調査を実施し た （再委託先の総合地球環境

学研究所の報告を参考）。

　 日本調査は， ３ 月実施 と し， ３ 月の第二週を中心 と す

る 10 日間で実施し た。 ３ 月末には， データ ク リ ーニング

と データ入力を完了し， ４ 月以降， 日中比較分析を実施

する予定であ る。

　（ ３ ） 日本における成人男女の環境意識の時系列調査

これについては， 国立環境研究所の交付金と併せて 12 ヵ

月分， 毎月， 「日本に と って も っ と も重要な問題」 「世界

に と って最も重要な問題」 の ２ 問 （ ６ 月までは日本のみ

１ 問） についてオムニバス調査にて全国の 20 歳以上男女

を対象 と し て， 自由回答方式で実施し た。 自由回答の結

果を， コー ド 化し， その変動を分析し たが， ６ 月の クー

ルビズ報道が増えた時には， 「環境問題」 に関連する回答

がやや増加し た ものの， 12 ヵ月を通じ て， 「日本に と って

も っ と も重要な問題」 と し て環境問題関連の項目は ５ ％

以下程度を推移する こ と と なった。 一方， 「世界に と って

最も重要な問題」 については ７ 月から の ９ ヵ 月間実施し

たが， 期間を通じ て， 環境問題に関連する項目は 20％前

後を推移し， 環境問題は世界を視野にし て考え られてい

る こ と がわかった。

　（ ４ ） ま と め

　 平成 17 年度は初年度でも あ り ，調査実施をする段階で

と ど ま った。 来年度か らは， 比較分析を本格的に実施す

る予定であ る。

〔備考〕

大学共同利用機関法人 　 人間文化研究機構 　 総合地球環

境学研究所 　 鄭 　 躍軍および株式会社ニ ッ セ イ基礎研究

所栗林敦子と の共同研究

（9） 　 気候変動問題についての市民の理解と対応につい

ての調査分析および文化モデルの構築

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0508KB555

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 科学技術専門家 と 一般の人々の気候変動問題

をめぐ る理解の論理の違いをグループイ ン タ ビ ューを用

いて明ら かにする。 基礎 と な る知見や専門家 と し ての訓

練を受けていない一般の人々は個人の持つ過去の知見を

も と に気候変動をはじめ と する未知の問題についての理

解モデルを構築するが， 基本的知見の土台が異な る ため

にその市民の理解モデルは専門家のそれ と は異な ら ざ る

を得ない。 こ の市民の理解モデルを実証分析によ ってあ

き ら かにする こ と によ り ， 不確実性を もつ多 く の科学技

術 リ ス ク問題をめぐ る意思決定への全ての利害関係者の

参加に新たな展望を与える。

〔内容および成果〕

　 初年度であ る平成 17 年度は，考慮すべき属性の抽出も

含め， まずコ ン ト ロールグループについてのグループイ

ン タ ビ ューを実施し た。

　 グループ ・ イ ン タ ビ ューは， ２ 月 16， 17， 18 日の ３ 日

間で実施し た。 各グループご と に約 ２ 時間で実施し た。

　 その結果，

●全体的に， 「地球温暖化」 「オゾ ン層」 などのワー ド の

認知度は高か っ た。 デ ィ ス カ ッ シ ョ ン前の自記入ア ン

ケー ト で， 「地球温暖化」 と記述し たのは 41 名中 27 名に
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上った。

●しかし ながら， 【地球温暖化】 を正し く 理解し ている人

は， １ ～ ２ 名程度。 情報に接する受身的姿勢で， 限られ

た情報ソース と， 断片化し た情報が特徴的であった。

● 【地球温暖化】 の状態と し て， “ 気温が （継続的に） 高

く なる ” と い う 理解であった。

　 特に， 多 く の参加者が地球温暖化について， 関心があ

る と 発言し ていたのにも かかわらず， その メ カニズムを

正確に表現でき る者は １ ～ ２ 名であ り ， 多 く は， ヒ ー ト

ア イ ラ ン ド現象と混同し ていた り （「エア コ ンの室外機か

ら出る熱が大気を暖めている」， 等）， オゾン層破壊が原

因も し く は結果であ る と い う 認識 （ 「オゾン層が破壊さ

れ，そ こ から強烈な太陽光線があた り ，地球全体が温ま っ

ている と い う ものだったので，“ 温ま っている ” と い う と

オゾン層が破壊されているんだ と思 う 。」 「温暖化になる

のは， オゾン層に穴が開いているか ら と 漠然 と 聞いた こ

と があ る く らい。 排気ガス， CO2 が原因。」， 等） などで

あった。 そのため， 最近， オゾン層破壊についての報道

があ ま り ない こ と で， 温暖化問題について も危機感が醸

成されないよ う に推測された。

　 全体的に， オゾン層破壊の問題 と 混同されている こ と

で， 逆に， 二酸化炭素などの 「温室効果」 についての知

識はほ と んど理解されていないし， 大気の熱循環に関す

る知識も ほ と んど持ち合わせていなかった。 こ う いった

中で， 温暖化 と 異常気象についての因果関係の理解は，

明ら かに 「気温が上がる」 こ と と 関連し ていそ う だ， と

思え る事象以外については困難であった。 （例 ： 水不足が

起き る と予測されている こ と について。「乾燥し て も また

降って く る。地球上の水の量は同じでピン と こ ない」等）。

　 以上か ら， 温暖化問題 と 他の地球規模の環境問題 （特

にオゾン層破壊） と の関連を き ちん と 伝え る何ら かの手

段が必要であ る と 考え られる。 来年度以降は， 映画， パ

ン フ レ ッ ト 等を用いての理解の促進について さ ら な る調

査分析を実施する予定であ る。

〔備考〕

1． 4 　 オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の

監視 ・ 評価に関する研究

（1）　オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA782

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○今村隆史 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）， 秋吉英治， 永島達也

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 1990 年代初頭まで続いたフ ロ ン をはじ めて と

する有機ハロゲン化合物の大気への大量放出は， 年 ５ ％

程度の増加率で大気中のフ ロ ンなどの濃度の増加を も た

ら し た。 その結果， 成層圏での塩素 ・ 臭素オゾン分解反

応の促進によ り オゾンの減少が も た ら された。 オゾン層

の破壊は， 化学的なオゾンの分解に加え， 物質の輸送や

気象場の影響がお互いに作用 し た結果 と し て現れてい

る。 物質の輸送場や温度などの気象場は一方で， CO2 や

水蒸気を始め と し た微量物質の濃度 ・ 分布にも影響され

る。 現在は成層圏でのハロゲン濃度がピーク か ら減少に

転ずる時期にあたっているが， 一方で CO2， N2O， CH4 な

どの気体やエア ロ ゾルなどの化学物質の成層圏濃度 ・ 分

布はオゾンホール出現前の 1970 年代 と は既に大き く 異

なっている。 それ故， 塩素 ・ 臭素濃度が仮にオゾ ン層破

壊が顕著化する以前のレベルまで下がった と し て も， そ

れに呼応し て成層圏オゾン層が1980年以前のレベルへ素

直に回復される と い う 完全な保障は無い。 よ ってオゾン

層破壊の将来予測のため， 有機ハロゲン化合物以外の成

層圏での大気組成の変動や温暖化の進行が， オゾン層の

回復に如何に影響を及ぼすか， を明ら かにする こ と を目

的 と し ている。 また， 有機ハロ ゲン化合物に対する規制

効果が現れるにいたった現在， これまでのオゾン層保護

対策の効果を最大限に生かす今後の対策を考え る上で不

可欠な科学的知見の提供のため， これまでのオゾン層の

長期変動にハ ロ ゲ ン物質がど の程度影響を及ぼ し たの

か， 今後のオゾン層変動に成層圏におけ る大気組成の変

動がどの様に影響を及ぼし得るのかを明ら かにする事も

目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 成層圏， 特に中部･下部成層圏， におけるオゾンの分布

は， 化学的な生成 ・ 消滅反応だけではな く 大気の運動に

よ る輸送の影響を大き く 受け る。 一方， オゾン分布それ

自体は短波放射の吸収を通し て成層圏の気温場， 循環場

に作用する。 よ って， 成層圏オゾン層の長期変動を予測

する ためには， オゾンを中心 と し た力学 ・ 放射 ・ 化学の

結合系 と と ら え る必要があ る。 本研究ではそのよ う な目

的のため，現在の研究課題では大気大循環モデル （CCSR/

NIES AGCM，東京大学気候システム研究セン ター と国立

環境研究所が共同開発で開発し た大気大循環モデル） を

ベースに成層圏での化学－放射－力学結合を陽に含んだ

成層圏化学気候モデル （CCM） の開発 ・ 改良を行ってい

る。 また CCM の開発 と平行し て， 化学プロセスや成層

圏での輸送過程を明らかにする ため，CCM と同じ CCSR/
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NIES 大気大循環モデルをベースに，気温や風速などの気

象場をナ ッ ジング と 言 う 手法で気象データに同化させた

三次元ナッ ジング化学輸送モデル （CTM） の改良 と CTM

を用いた研究を進めている。

　 本年度は WMO オゾン科学アセス メ ン ト 2006 の取 り ま

と めに向けて，国際的なプロ グ ラ ムであ る SPARC が中心

と な っ て進め て い る CCM の比較検証プ ロ グ ラ ム

（CCMVal） への貢献のため， CCM に臭素オゾン分解反応

系や大気の球面効果の導入， さ らに CCM の空間分解能

の向上を行い，CCM によ って成層圏オゾンの分布などが

再現される よ う にモデル上で調整が必要な幾つかのパラ

メ ーター調整を行った。 その結果， 従来の CCM （WMO

オゾ ン科学アセス メ ン ト 2002 に引用） に比べ， オゾン

ホールの生成 ・ 消滅時期の遅れや南半球中緯度春季のオ

ゾンの過大評価など を始め と する問題点の改善が認めら

れた。

　 CCMVal での過去のオゾン変動および将来のオゾン変

動の数値比較実験シナ リ オに基づいて， 改良版 CCM を

用いた数値実験を行っている。 その結果， 例えば南極オ

ゾンホールの将来変動予測に関し ては， 2000 ～ 2010 年

頃にオ ゾ ン ホールの ピー ク を迎え た後， 徐々にオ ゾ ン

ホールの回復が期待でき る結果が得られている。

　 CTMを用いて北極域の極渦崩壊後のオゾン分布を再現

し， オゾン分布やその変動を生み出す要因について定量

的に評価し た。 解析では， CTM の化学プ ロ セス を ON/

OFF させる こ と によ り ， 力学的なプロセス と化学的なプ

ロセスの影響を分離し て評価し た。 その結果， 北極渦崩

壊後のオゾンの空間パターンは化学プロセス を考慮し な

い場合， ト レーサー分子であ る N2O の空間分布 と類似し

たオゾン分布が得られている。 一方で， オゾンの減少量

は極渦内でのオゾン分解反応のみを考慮し ていては再現

できず，初夏にかけての NOx オゾン分解サイ クルによ る

化学的なオゾン分解によ って コ ン ト ロールされている こ

と が分かった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 国土交通省気象研究所， 北海道大学， 東

京大学，名古屋大学，京都大学，奈良女子大学，九州大学

（2） 　 衛星観測デー タ を利用 し た極域オゾ ン層破壊の機

構解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-10

〔研究課題コー ド〕 0406BA352

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中島英彰 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では ILAS-II や ILAS 等衛星センサーに

よ って得られたデータ を包括的に用いて， 極域オゾン層

変動の定量的把握 と その変動を引き起こす物理 ・ 化学的

メ カニズムの解明を課題の目的 と する。 そのため， 微量

気体量を導出す る アルゴ リ ズ ム の高度化の研究， 衛星

データ質の評価に関する研究， 衛星データ を用いた極域

オゾン層破壊 メ カニズムに関し た詳細な解析的研究， 及

び ３ 次元化学輸送モデル と 衛星データの比較によ る， オ

ゾン破壊 メ カニズムの理解に関する研究を行 う こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， ４ つのサブテーマに分けて研究が行われ

ている。 ３ 年間の第 ２ 年目にあた る本年度に得られたサ

ブテーマは， 以下の とお り であ る。

（サブテーマ １ ） ILAS, ILAS-II データから ガス濃度・ エア

ロ ゾル成分を精密に同時推定す る 手法の信頼性評価を

行った。 そのため， 1997 年南極上空において PSC が観測

されていた時期に， 同時に得られたガス高度分布の信憑

性の評価を行った。 その結果， ガス ・ エア ロ ゾル同時推

定手法を適応する こ と で， メ タ ンや水蒸気の鉛直分布導

出結果が向上する こ と が判明し た。 今回得られた結果を

さ らに発展させ， 2003 年に ILAS-II で得られた南極上空

のデータにも適用する予定であ る。

（サブテーマ ２ ）ア ラ スカで 2003 年に FTIR 観測によ って

得られたオゾン ・ 硝酸高度分布データ と， ILAS-II によ る

観測結果 と の比較の結果， 良い一致が見 ら れた。 こ の

FTIR によ る気体高度分布測定に必要な，装置関数決定に

関する調査を行った。 また， GPS 掩蔽衛星観測と ILAS-

II と の比較検証解析を行った。夏季北極でのエア ロ ゾル観

測を行 う と と も に， 北極ニーオルス ンのエア ロ ゾル粒径

データ等を解析し た。

（サブテーマ ３ ） ILAS-II の観測から， 南極域における極

成層圏雲の発生頻度 と 温度 と の関係に関する統計解析を

行った。 ILAS-II データから， ト レーサーであ る亜酸化窒

素データ を用いて， オゾン破壊量の定量化を行った。 さ

らに， ILAS-II の硝酸と亜酸化窒素データから， 2003 年

南極域におけ る脱窒の定量化 と， その要因に関する解析

を行った。 また， 南極で 2003 年に得られたオゾンゾンデ

及び ILAS-II データの解析を行い， 特に極渦の崩壊時期

におけ るオゾン回復に焦点を当て， 季節別に回復要因の

違いについて， 力学場を中心に解析を行った。 ILAS と

ILAS-II の南極上空での メ タ ン鉛直分布の観測データ を

解析する こ と によ り ， 夏極から冬極に向けての子午面循

環に伴 う と 考え られる， 中間圏か ら の空気塊の下降運動
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を見いだし た。

（サブテーマ ４ ） 1997 年 と 2003 年について， 北極及び南

極域におけ る極渦の孤立性 と， 化学的オゾン破壊量につ

いての解析を行った。 そのため， 時間閾値解析法を用い

て， 空気塊が極渦境界を横切る時間ス ケールに関する解

析を行った。 また， 同手法を鉛直方向に用いる こ と によ

り ， 非断熱冷却に伴 う 極渦内での沈降速度の見積も り を

行った。

（サブテーマ ５ ） ILAS-II と同時期のキルナにおける FTIR

データ を用い ILAS-II データ と比較検討を行った。 さ ら

に，ILAS-II では推定する こ と のでき ない微量気体成分も

併せて解析する こ と で， 極域オゾン変動 メ カニズムの解

明に寄与し た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.7.(2) にも関連

（3） 　 亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気 と中緯

度大気の混合の年々変動に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD466

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○秋吉英治 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 北極渦空気の中緯度大気 と の混合の年々変動

を調べる。 そのために， 下部成層圏において， 光化学寿

命が数年から数百年 と 長 く かつ極渦内外の濃度コ ン ト ラ

ス ト の大きい亜酸化窒素の過去における分布を，NCEP 気

象データ を用いた化学輸送モデルによ って計算し， 中高

緯度におけ る亜酸化窒素の濃度分布の年々変動を解析す

る。

〔内容および成果〕

　 前年度において亜酸化窒素の濃度分布の長期計算がで

き る よ う に成層圏化学過程を簡略化し た， 高分解能ナ ッ

ジング化学輸送モデル と NCEP データ を使って， 過去 45

年間の計算を行った。

　 計算で得られた 45N 以北の高度亜酸化窒素の濃度分布

を Probability Distribution Function （PDF） 解析し た。 その

結果， 高度 600K （22 ～ 24 km） の亜酸化窒素の濃度は，

北極渦の崩壊が早い年 と 遅い年 と の間に明確な違いが見

られた。 すなわち， 極渦崩壊時期の早い年にはその濃度

は低 く な る傾向があ り ， 極渦崩壊時期の遅い年にはその

濃度は高 く な る傾向があ る こ と がわかった。 次に， こ の

極渦崩壊の早い年 と 遅い年 と の間の濃度の違いの原因を

調べた と こ ろ， 鉛直移流の影響を強 く 受けている こ と が

わかった。 つま り ， 冬季成層圏の波動活動が活発な年は，

極渦崩壊が早 く ， それに伴 う 下降流 も 大き い。 そ し て，

亜酸化窒素は下部成層圏で鉛直方向に強い負の濃度勾配

を持っている （上層に行 く ほどその濃度が急激に減少す

る） ので， 強い下降流によ る， よ り 上層か ら の濃度の低

い亜酸化窒素の移流が大きい と 下部成層圏の濃度が低 く

な る。 一方， 冬季成層圏の波動活動が不活発な年は， 極

渦崩壊が遅 く 下降流が小さ いので， 下部成層圏の亜酸化

窒素濃度は高 く な る こ と がわかった。 水平方向の移流が

濃度に及ぼす影響の解析も行ったが， 鉛直方向の移流の

効果よ り は小さいこ と がわかった。

〔備考〕

（4） 　 3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0408AE373

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○秋吉英治 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 オゾンやN2Oなどの大気微量成分分布の長期間

にわた る年々変動を理解する。 また， 年々変動を引き起

こす， 様々な物理 ・ 化学過程の理解に努める。

〔内容および成果〕

　 前年度に整備し たNCEP Reanalysisデータの水平風速 と

気温データ を CCSR/NIES 化学輸送モデルに同化し，化学

輸送モデルの 1957 ～ 2002 年の 46 年間の連続計算を行っ

た。 気温， 風速， オ ゾ ン， 亜酸化窒素， メ タ ン， HOx，

NOx， ClOx， BrOx などの計算結果を出力し た。 化学輸送

モデルに同化 さ れた経度平均気温は １ ～ ３ 度の範囲で，

東西風速は ５ m/s 以下の範囲で， 元の NCEP データに一

致し ている こ と がわかった。 また， 計算された大気微量

成分濃度は， 季節変動の他， 顕著な年々変動を示すも の

があった。 特に， 北極域下部成層圏の メ タ ン， 亜酸化窒

素， オゾン濃度は顕著な年々変動を起こ し ている こ と が

わかった。

〔備考〕

（5） 　 地上赤外分光観測によ る微量気体成分高度分布導

出手法の高度化のための研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF779
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○中島英彰 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）， 江尻省， Alexandra Griesfeller

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 地上 （ス ウ ェーデン ・ キルナ， 及びつ く ば） に

設置された， フー リ エ変換赤外分光器 （FTIR） を用いた

高分解能太陽光分光スペク ト ルか ら， 大気中微量気体成

分の高度分布を導出する。 これには， SFIT2 と PROFFIT

と い う ２ つの独立し た イ ンバージ ョ ン ・ アルゴ リ ズムを

用いる。 導出された微量気体高度分布を， データ質が検

証された ILAS-II データ と も比較検討し， イ ンバージ ョ

ン ・ アルゴ リ ズム及び設定パ ラ メ ータ の高度化を図る。

将来的には，つ く ばの FTIR 装置を第 ４ 回国際極年期間中

に南極昭和基地に移設し， オゾン破壊の詳細な メ カニズ

ムの解明と将来予測にも貢献し たい と考えている。

〔内容および成果〕

　 本研究では， ILAS-II 観測 と同時期であ る 2003 年に得

られたのキルナにおける FTIR データ を用い ILAS-II デー

タ と比較検討を行った。 その と きに， SFIT2 と PROFFIT

と い う ， ２ つの独立し た イ ンバージ ョ ン ・ アルゴ リ ズム

を解析に用いた。 17 日間にわた る キルナの FTIR によ る

観測スペク ト ルから， SFIT2 と PROFFIT によ って， オゾ

ン， 硝酸， 亜酸化窒素， 及び メ タ ンの高度分布を導出し

た。 これら導出し た気体高度分布を， 同時に測定された

ILAS-II によ る気体高度分布と比較し た。 その結果， 別々

の導出プロ グ ラ ムを用いて も， 絶対値で 20％以内， 相対

誤差では 10% 以内で一致する こ と がわかった。

〔備考〕

オース ト ラ リ ア ・ Wollongong 大学 ・ Nicholas Jones

ド イ ツ ・ FZK/IMK ・ Thomas Blumenstock
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2． 廃棄物の総合管理と環境低負荷型 ・ 循環型社会

の構築

2． 1 　 環境低負荷型 ・ 循環型社会への転換支援の

ためのシステム分析手法と基盤整備に関する

研究 
（1）　産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手法

に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB397

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 橋本征二， 田崎智宏， 藤井実，

平井康宏，南齋規介，村上進亮，阿部直也，寺園淳

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会への転換に向けた さ ま ざ ま な検討

を行 う ための基盤 と し て， 資源， 製品， 廃棄物などの も

のの流れに関する統計情報の体系化 と その分析手法の開

発が急務であ る。 と く に， 経済 ・ 社会の活動 と， 廃棄物

と の関わ り を分析する上では， 廃棄物統計 と 経済統計 と

を一貫し た枠組みの中で分析でき る よ う な基盤を整え る

必要があ る。 そ こ で本研究では， 産業連関分析の手法 と

マテ リ アルフ ロー分析の手法 と を組み合わせた分析の枠

組みを開発し， 廃棄物統計をはじめ と する関連情報を こ

の枠組みのも と に体系的に整備する と と も に， 生産 ・ 消

費構造 と 廃棄物発生 と の関わ り に関する実証分析や， 循

環型社会形成の進捗の度合いを計測する ための指標開発

などの応用研究を行 う こ と によ って， 循環型社会への転

換に係る諸施策の立案 ・ 実施 ・ 達状況評価を支援する こ

と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は，主に a） 最終需要 と様々な環境負荷発生 と の

関係に関する実証分析， b） 国レベルのマテ リ アルフ ロー

勘定のデータ改善， c） マテ リ アルフ ロー勘定の枠組みの

修正に関する試案を提示し た。

　 a） については， 特に家計消費支出に着目し， 最終需要

と 種々の環境負荷 と の関係を分析し た。 産業連関分析を

応用し， 家計消費によ り 発生する環境負荷を， 商品の消

費段階のみな らず， 生産段階および当期の固定資本形成

に伴い発生する環境負荷 も含めて勘定し た。 その結果，

最終処分量の約 ５ 割が， CO2 排出量では約 ７ 割が家計消

費に起因し た （1995 年時） 。 また， 家計消費形態の変化

によ る各種環境負荷の増減を算定する と 伴に， 消費形態

変化の方向性を個々の商品の消費量の変化 と し て示 し

た。 結果と し て， 例えば， 各商品に対する最大 1 割の需

要が現在よ り 調整でき る場合， 最終処分量を最小化する

消費形態では， 最終処分量は最小化される も のの， エネ

ルギー消費や CO2， 大気汚染物質等が増加する可能性が

確認された。 一方， CO2 を最小化する消費形態では， CO2

が最小化されるだけな く ， 他の環境負荷も現状よ り 低減

でき る こ と が示唆された。 さ ら に， 各々の最適消費形態

におけ る各商品の消費量の変化の共通性に着目し， 商品

の特性を示す簡易指標 と し て次の三種に分類し た。 ①ど

の環境負荷を最小化する場合で も消費を減ずる こ と が適

する商品， ②どの環境負荷を最小する場合に も， 経済維

持のため消費を増加する こ と が適する商品， ③どの環境

負荷を最小化するかによ って， 消費の変化の方向性 （増

減） が異なる商品であ る。

　 b） については， 国レベルのマテ リ アルフ ローの推計方

法を再整理し， ①直接物質投入量の対象項目 と 引用統計

の適切さ に関する精査 と 修正， ②改変 ・ 廃止された統計

項目への対応の整理， ③鉄鉱石中の酸素分， 石炭中の灰

分， 建設汚泥や上水汚泥等の随伴投入分， 食糧消費等の

扱いについての物質収支の観点か ら 精査 と 修正， 等を

行った。 また， 国レベルのマテ リ アルフ ロー勘定の更な

る 改善に向けた先行的検討 と し て， ④海外の隠れた フ

ローの推計， ⑤ス ト ッ ク の扱いに関する検討を行っ た。

④については， 特に海外におけ る鉱物の採掘 ・ 精錬に伴

う 部分について，NIES と他機関 と の共同研究によ り 収集

される情報， 及び当該研究機関への聴き取 り によ り 得ら

れる情報を も と に， 推計方法を再整理し， 実際に推計を

行った。 ⑤については， 経済社会に投入されたマテ リ ア

ルがス ト ッ ク される形態や場所を各種統計資料に基づい

て推計する方法を検討し， あ る程度推計が可能 と 判断さ

れた物質について， 実際にス ト ッ ク先を推計し た。 具体

的には， 鉄鋼， セ メ ン ト ， 骨材を対象 と し， ス ト ッ ク に

向か う 量を推計し た。

　 c） については， 現状のマテ リ アルフ ロー勘定で蓄積純

増 と 呼ばれている も のの検討を行った。 我々の過去の研

究によれは， 社会への物質投入量 と 物質排出量の差か ら

計算される蓄積純増を， すべて社会におけ る ス ト ッ ク と

し て勘定する こ と は適当でない旨が示唆されている。 そ

こ で， ス ト ッ ク と し て も存在せず， また， 現状のマテ リ

アルフ ロー勘定で環境への排出 と も勘定されていないフ

ローを， マテ リ アルフ ロー勘定の中でどのよ う に と ら え

るかについて， 予備的な考察を行った。 その結果， 将来

廃棄物 と し て発生し ない利用形態の物質については， 散

逸的フ ロー と 考え， 将来廃棄物 と し て発生する可能性は

あ る も のの， 現場で廃棄物 と し て回収されない物質につ
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いては， 一定期間利用後の環境への排出 と 考え るのが適

切であ る と 考え られた。 ただし， こ のためには物質の用

途を明ら かにし， 用途ご と に将来廃棄物 と し て発生する

かし ないかの区分を行 う 必要があ る。

〔備考〕

（2） 　 ラ イ フサイ クル的視点を考慮 し た資源循環促進策

の評価に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB398

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 橋本征二， 田崎智宏， 藤井実，

平井康宏，南齋規介， 村上進亮， 阿部直也， 寺園

淳， 大迫政浩， 山田正人

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 　 本研究は， さ まざまな資源循環促進策， すな

わち政府， 企業， 市民など各々の立場か ら どのよ う な行

動に取 り 組めば， 環境への負荷の低減にどれだけ貢献で

き るのかを明ら かにする こ と を目指す。 リ サイ クルは本

当に環境によいのか と いった疑問があ る中， 資源の採取

か ら製品の生産， 流通， 使用， その廃棄に至る までの一

連の過程を総合的に と ら えて環境への影響を評価する ラ

イ フサイ クルアセス メ ン ト （LCA） の手法を用いる こ と

によ り ， 真に効果的な循環の技術や仕組みを明ら かにす

る こ と を目的 と する。 また， 資源循環に関わる各主体の

意識や行動の把握や分析によ って， 政策の立案 ・ 実施の

支援のための基礎的情報を得る。

〔内容および成果〕

　 本研究では，いわゆる 3R をはじめ とする資源循環促進

策について，a） LCA をはじめ とする評価手法面の研究 と

プ ラ スチ ッ ク の リ サイ クル技術など具体的な対象につい

ての LCA の事例研究， b） 個別 リ サイ クル法など実社会

におけ る資源循環促進策についての環境面以外を含めた

多面的な評価， の ２ 分野について研究を展開する計画で

あ る。

　 a） については， 前年度に引き続き 「プラ スチッ ク製容

器包装」 の リ サイ クル手法に焦点をあて， 調査 ・ 研究を

行った。 本年度は国の審議会において， 容器包装 リ サイ

クル法改正のための議論が行われ， プ ラ スチ ッ ク製容器

包装の再商品化手法に， サーマル リ カバ リ ーを加え る こ

と の適否が議論された。 これに対応し て， RPF 発電に関

する調査を行った。複数の RPF 製造事業者を訪問し，RPF

製造に要する電力などのイ ンベン ト リ データ を収集する

と と もに， RPF の品質 （発熱量， 塩素濃度， 含水率など）

基準， 品質ご と の受け入れ先な ど を調査 し た。 さ ら に，

現在の RPF の主要な受け入れ先の １ つであ る製紙工場に

おいて， RPF 利用時の発電効率や RPF の需要量などの調

査を行った。 一方， LCA における比較対象であ る自治体

焼却炉の発電施設について， プ ラ ン ト メ ーカーを対象に

今後の発電効率改善の可能性などを調査し た。 RPF 製造

に要するエネルギーは， RPF の持つ発熱量に比べて十分

小さいが， RPF 発電が自治体焼却発電に対し て優位であ

る ためには， 発電ボ イ ラーの腐食要因 と な る塩化ビニル

選別時の残渣発生率や， 発電設備の側の塩素許容濃度 と

発電効率 と の関係が重要であ る。 一方， リ サイ クルプロ

セスのイ ンベン ト リ 分析の結果を よ り 的確に解釈する た

めの整理方法を提案し た。 CO2 の削減効果を例 と し た場

合， 「代替 さ れる原料又は燃料の調達 と その酸化に伴 う

CO2 排出量」 の他，「歩留ま り 比」，「性能比」，「追加的 CO2

排出」 の ４ 要素に分解し て整理する と， リ サイ クルの特

性を理解する上で有用であ る こ と を示し た。

　 b） については， 個別 リ サイ クル法の見直しに向けて，

各 リ サ イ ク ル法の施行実態デー タ や見直 し の論点を収

集 ・ 整理する と と もに， 平成 18 年度に見直しが予定され

ている家電 リ サイ クル法を対象 と し て， 実態データに も

と づいた法制度の評価を行った。 前者については， 前年

度調査で情報収集が不十分であった建設， 自動車， 食品，

パソ コ ン， 二次電池の リ サイ クル法制度について， 関係

者への ヒ ア リ ングを行い， 実態データ， リ サイ クルシス

テ ムの運用， 現状の問題点を収集 ・ 整理 し た。 加えて，

欧州 と 北米におけ る家電 ・ 建設 リ サイ クル制度も調査し

た。 後者の家電 リ サイ クル法の実態評価については， 前

年度に提案し た評価の枠組みを発展させ， 問題指摘着目

型の評価と し て枠組みを確立させた。 評価結果から， １ ）

再商品化率の目標を順調に達成し四品目だけで も相当量

の リ サイ クルがな されている こ と， ２ ） 高コ ス ト 構造 と

はいえない も のの低額化への競争不足であ る こ と， ３ ）

量販店におけ る安易な買い取 り 等が再販でき ない中古品

の増加を招 く おそれがあ る こ と， ４ ） 発生抑制の効力は

あ ま り 大き く なかった こ と， ５ ） リ ユース市場は縮小し

てい る 一方で リ ユース品の需要喚起施策な し に国内 リ

ユース を家電 リ サイ クル法に組み込むこ と は， かえって

中古市場を攪乱し て し ま う おそれがあ る こ と， ６ ） 環境

配慮設計は進んでいるが家電 リ サイ クルプ ラ ン ト での リ

サイ クルに役立ったかは不明な こ と， ７ ） 現行家電 リ サ

イ クル法に約 ３ kg/ 台以下であ る製品を追加する こ と は，

管理費に費用がかかって し ま う がゆえに避けた方がよい
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こ と， ８ ） 産業廃棄物処理業者や中古品業者によ る処理・

販売ルー ト の実態を法制度がモニ タ リ ングでき ていない

こ と， ９ ） 不法投棄が増加するかど う かは製品特性や回

収ルー ト にも大き く 依存し ている こ と などが示された。

　 なお， b） については 「アジア地域におけ る資源循環 ・

廃棄の構造解析」 と 連携し て行ったので， 関連する成果

はその項に記載し た。

〔備考〕

（3） 　 循環システムの地域適合性診断手法に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB399

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 森口祐一， 大迫政浩， 寺園淳，

橋本征二， 藤井実， 田崎智宏， 川畑隆常

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地域の産業基盤， 物質 ・ エネルギー需給， 循環

資源 ・ 廃棄物に係る施設立地等に関する情報を， 地理情

報システム等の情報技術を活用し て統合的に分析する手

法を開発する。 これを用いて， 地域に適合し た資源循環

シス テムの高度化を図る ための統合型地域循環診断シス

テムを関係主体と協力し て開発する。

〔内容および成果〕

［概要］ 　 本研究では， 事例対象地域を埼玉県に設定し，

地域におけ る廃棄物 ・ 循環資源の移動の現状を把握し た

上で， 移動の要因を物流モデル と 需給適合マ ト リ ッ ク ス

を用いて解析し循環資源の種別に発生源か ら中間処理地

の移動範囲 （地域循環ク ラ ス ター） を求める。 ネ ッ ト 輸

送割合， 地域間廃棄物産業連関分析， LCA 分析， ク ラ ス

ター分析， コ ンジ ョ イ ン ト 分析等に よ り ， 経済 ・ 社会 ・

環境上の適合性を診断す る 地域循環度指標を別途提示

し， 地域循環ク ラ ス ターを評価する。

[地理情報システム] 　 前年度までに作成し た，事例対象地

域におけ る廃棄物 と 循環資源の発生 と 移動に関する情報

を登録し た地理情報システムに， リ サイ クル等需要先ま

での リ ン ク デー タ 及び経年変化分析を可能 と す る 新規

データの追加を行った。

［地域循環度指標］ 　 あ る地域において， 物の効率的な輸

送のされ方の度合いを測る指標であ る， “ ネ ッ ト の輸送 ”

について， 指標の定義を改良し適用対象を広げる作業を

行った。 ト ン ・ キ ロ を基準 と し た解析では， 埼玉県を起

点も し く は終点 と する産業廃棄物の輸送について， 前年

度に引き続き解析を行った。 また， 燃料消費を基準 と し

た解析では， 収集頻度 と 輸送効率 と の関係について検討

を行った。 一方， 廃棄物処理 ・ リ サイ クルの広域化の得

失に関するモデル化について， 基礎的な検討を行った。

　 都道府県が実施する排出事業者への産業廃棄物処理実

態調査等を分析し て， 47 都道府県における産業廃棄物の

発生 と 処分 ・ 資源化な らびに域外への移出入を示すク ロ

ス集計表を作成し た。 こ の表を用いて， 各域内におけ る

産業廃棄物の処理 ・ 処分な らびに資源化技術の特性を示

す と 共に， 各品目ご と に域外への移出入の大き さ を開析

する こ と で， 産業廃棄物の広域移動ク ラ ス ターを分類な

らびに特徴づける手法を示し た。

　 都道府県が実施する排出事業者への産業廃棄物処理実

態調査， 廃棄物処理業者によ る産業廃棄物処理実績報告

等を統合し，排出者の業種な らびに廃棄物の品目ご と に，

中間処理， 資源化な らびに最終処分までのマテ リ アルフ

ローを一貫し て示し， 産業廃棄物処理計画を支援する ソ

フ ト ウエアを完成させた。 また， これらデータベースに

排出事業者や処理業者の位置を加えた地理情報システム

を用いて， 埼玉県内におけ る産業廃棄物の発生源 と 処理

先の関係を ク ラ ス ター分析し た と こ ろ， 埼玉県内の産業

廃棄物の物流は， 廃棄物が近距離を移動し て再資源化率

が低い ク ラ ス ター と， 長距離を移動し て再資源化率が高

い ク ラ ス ターに分類され， 地域循環ク ラ ス ターの形成要

因 と し て， 再資源化を担 う 中間処理施設の地域的な技術

レベルの違いが重要であ る こ と を示し た。

　 廃棄物処理 ・ リ サイ クル施設立地に伴 う 社会的影響を

コ ス ト 換算で算定する方法 と し て コ ンジ ョ イ ン ト 分析を

適用し た。 焼却施設， 最終処分場及び リ サイ クル施設の

立地 と その際の地元還元， 合意プロ セス， 他地域か らの

廃棄物の受入， 居住地域か ら の距離等の条件の金銭的価

値が算出された。 地域循環システムづ く り において， 施

設立地の社会的影響の側面から の指標化に役立つも の と

考え られる。

［地域循環ク ラ ス ターの推定 と 拠点設置計画］ 　 地理情報

システム， な らびに前年度までに作成し た廃棄物物流モ

デル ・ 需給適合モデル等を用いて， あ る条件におけ る地

域循環ク ラ ス ターを推定する方法を示し た。 また仮想的

に処理能力を増強し （集中型・分散型等） 地理的なフ ロー

の変化を予測する シナ リ オ分析を行った。 例えば木 く ず

の発生量の多い東京湾周辺地域では， 物流モデルによ っ

て， 発生し た木 く ずがあ る移動時間圏内の処理能力で処

理し きれない需給アンバラ ン ス地域があ る こ と が計算さ

れるが， シナ リ オ間比較によ り ， こ の需給アンバラ ン ス

がどれだけ解消されるのか， また物流がどの程度効率的
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にな るのかを経済⇔環境間の ト レー ド オフ関係から判断

し決定する こ と で処理能力増強の拠点を計画する方法論

を示し た。

［統合型地域循環診断シス テム］ 　 上記地域循環度指標に

よ り ， 各条件で求め られた地域循環ク ラ ス ターを評価す

る こ と で， 経済 ・ 社会 ・ 環境的によ り 当該地域に適合す

る条件を診断する システムの方法論を示し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター

（4） 　 リ サイ クル製品等の安全性評価及び有効利用法に

関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB400

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○後藤純雄 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 大迫政浩， 貴田晶子， 中島大介，

田崎智宏  

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 リ サ イ ク ル材料又はその製品の安全性評価法

及び有効利用法に関する研究 と し て， 都市ごみ溶融ス ラ

グ， 焼却灰， 建設廃材など を利用し た リ サイ クル製品の

用途を踏まえた溶出試験法， 含有成分測定法， 安全性試

験法を確立し， 国際的調和も考慮し た公定法， ISO あ る

いは JIS などにおける標準化のための基礎資料を提供す

る。 また， 試験法によ り 得られるデータ を踏まえた環境

安全品質レベルの合理的設定手法を確立する。

〔内容および成果〕

　 再生材のコ ン ク リ ー ト 用骨材利用におけ る環境曝露促

進試験系 と し て， 凍結融解の繰 り 返し， 乾燥湿潤の繰 り

返し， 及び炭酸化促進を行い， 物性劣化し た試料に拡散

試験を適用 し 実験的検討を行 う と 共に， 再生材のア ス

フ ァル ト 骨材利用において粉塵飛散に及ぼす再生骨材の

影響を， 摩耗の促進試験によ り 推定し， 物性試験 と 比較

評価し た。 環境曝露の条件では炭酸化促進がコ ン ク リ ー

ト 固化体の物性変化に与え る影響が大きかった。 中性化

によ って曝露後の固化体か ら溶出量が増加する元素 と し

て ヒ 素等が挙げられる。 再生材を路盤材利用する場合に

比べて， コ ン ク リ ー ト 骨材に利用する場合は， 長期環境

曝露によ る物性劣化後試料の重金属類等の環境影響量に

及ぼす影響は大きい と いえ る。 再生材 （溶融ス ラ グ） 単

独の摩耗促進試験によ り 得られた微細粒子画分の増加傾

向は， ア ス フ ァル ト 合材の摩耗試験によ り 得られた微粒

子画分の多さ と 一致し た。 また コ ン ク リ ー ト 内部のアル

カ リ 曝露によ り 再生材の表面劣化から重金属類の溶出が

促進される可能性について， モルタル固化体か ら抽出し

た細孔液を用いて検討し た。 初期に再生材及びセ メ ン ト

か ら溶出する重金属類は半年後にはセ メ ン ト 水和物に取

り 込まれる と推察された。

　 再生製品の試験方法の体系化 と 安全品質レベルの研究

については， アルカ リ 側を考慮し たアベイ ラ ビ リ テ ィ 試

験を提案し， 複数の分析機関で照合試験を実施し て精度

確認および試験における課題を整理し た。その他の pH 依

存性試験， 拡散溶出試験および連続バッ チ試験について

は， 条件設定のために異な った条件での試験を実施し，

その影響の要因等の検討 と それを踏まえた条件の絞 り 込

みを行っ た。 ま た， こ れまでにない新規の対象 と し て，

プ ラ スチ ッ ク中の有機化合物に対する溶出特性を把握す

る試験システム と， 酸化雰囲気下での酸化反応の六価ク

ロ ム溶出に与え る影響を確認する ための試験システムに

ついて検討し， 特に後者については， 昨今問題 と なった

「フ ェ ロ シル ト 」 を試料と し て行った検討によ り ， 六価ク

ロ ムの溶出量の増加など基礎的な知見を得た。 土壌 ・ 地

下水環境への影響に関する シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルにつ

いては， 再生製品の利用場の環境， 考慮すべき現象およ

びパラ メ ータの整理を行い， よ り 理論的なアプローチに

基づ く 発生源か ら のフ ラ ッ ク スの推定を可能 と するモデ

ル （発生源モデル） と， 溶出試験によ り 得られるデータ

を入力情報 と し て用い， 発生源か ら のフ ラ ッ ク ス を経験

的に土壌 ・ 地下水中移流分散モデルに与え るプロ ト タ イ

プ影響予測手法を設計し た。 一方， 合理的な安全品質レ

ベルの設定手法の検討においては， 都市ごみ焼却残渣を

対象に， 利用形態， 生産 ・ 需要動向等を基にし た技術シ

ナ リ オ設定 と， 安全品質の要求レベルに応じ たシナ リ オ

ご と に， 循環フ ローの変化を基にし た LCA/LCC 分析を

行った。 天然材料に比較し てス ラ グ材料はエネルギー消

費， 二酸化炭素排出， コ ス ト 共に相当程度高い こ と がわ

か り ， 上述の溶出試験や環境影響評価手法によ る知見等

を総合的に勘案し て， 合理的な安全品質レベルを設定し

てい く 必要性を指摘し た。

　 木材系廃棄物の利用法や安全性に関する研究において

は，炭化時に発生する PAH を含むタール状物質が 400 ℃

までの温度上昇中にほぼ発生し終え る こ と や ヒ ノ キ， タ

ケ， ク リ の三種類ではク リ の炭化時の PAH 発生量が比較

的低い こ と など を認めた。 安全性評価に利用する ための

バイオア ッ セイの作成研究においては， 発光 umu 試験で

使用可能な溶媒がシ ク ロヘキサン， メ タ ノ ール， アセ ト

ニ ト リ ル， エ タ ノ ール及びアセ ト ン であ る こ と や メ タ
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ノ ールを溶媒 と し た場合には変異原性検出能が良好であ

る こ と など を認めた。 また， 化学分析法の作成において

は， 室内空気中の防蟻剤 （13 種類） を対象に検討し， 石

英フ ィ ルター及び Empore disk C18 によ る捕集と GC/MS

によ る一斉分析法を作成し，空気 ２  m3 を採取し た と きの

各物質の定量下限値は 0.02 µg/m3， 回収率は 66 ～ 100％

と なる こ と など を認めた。

〔備考〕

（5） 　 環境負荷の低減 と自然資源の適正管理のための施

策と その評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE016

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （社会環境システム研究領域），

森保文， 寺園淳

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境への負荷の小 さ い持続可能な社会の構築

が環境政策の基本目標 と し て掲げられる中， 環境か らの

資源採取 と， 環境への負荷の発生の両面において， 環境

への影響を最小に と どめる ための適切な管理手法が求め

られている。 本研究は， 生産 ・ 消費活動に伴 う 資源消費 ・

環境負荷の現状や施策 ・ 技術の導入によ る改善効果を評

価する手法を開発 ・ 提供する こ と によ り ， 企業 ・ 消費者 ・

政府等の関係主体の取 り 組みの促進に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本課題では， 以下のよ う な研究内容を計画し ている。

　 １ ） ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト （LCA） の実践 と応

　 　 用に関する研究

　 ２ ） 環境負荷や資源消費がも た らす影響の評価手法の

　 　 開発と LCA への適用に関する研究

　 ３ ） 環境パフ ォーマン ス評価や持続可能性評価のため

　 　 の指標の開発と情報提供手法に関する研究

　 本年度は，引き続き LCA における影響評価における地

域性の考慮や統合評価など手法面の情報収集および未利

用エネルギーの活用に対し て LCA を用いた街区条件によ

る評価手法の開発を実施し た。 また， 環境負荷評価のた

めの金属やプ ラ スチ ッ ク の リ サイ クルにかかる事例を収

集 ・ 調査する と と も に， 国内外の循環型社会づ く り の現

状 と 課題を把握し た。 一方， 環境パフ ォーマン ス指標や

環境効率指標の開発 ・ 利用動向について調査し た。 さ ら

に， 環境マネジ メ ン ト シス テムが環境管理に与え る時間

的影響について解析し た。

〔備考〕

（6） 　 耐久財の適正循環 ・ 管理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE357

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 橋本征二， 田崎智宏， 藤井実，

寺園淳， 平井康宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 耐久財はその使用開始か ら 廃棄ま でに一定の

期間を要する こ と か ら， 通常の廃棄物および循環資源 と

異な り ，その適正な管理には長期的な視点が欠かせない。

本研究は， こ う し た耐久財に焦点をあて， 電気 ・ 電子製

品や自動車か ら家屋， 建造物， 生産設備などの管理や主

要耐久財か ら発生する循環資源の適正な リ サイ クル ・ 適

正処理の促進のための管理手法 と その効果について検討

する こ と によ り ， 循環型社会形成に資する知見を提供す

る こ と を目的 と する。 検討にあたっては， リ サイ クルだ

けでな く ， リ デュースや リ ユースなど と いった方策に も

着目する。

〔内容および成果〕

　 家電製品の リ サイ クルについては， まず， 物質循環達

成度，経済的効率性と マネーフ ロー，物質フ ローのカバー

範囲， 関係主体の行動変化の ４ つに着目し た問題指摘着

目型の施行実態の評価を行った。 こ の研究は， 政策対応

型調査 ・ 研究の １ . （ ２ ） 「ラ イ フサイ クル的視点を考慮

し た資源循環促進策の評価」 と 連携し て行ったので， そ

の成果はその項に示し た。 また， 使用済み家電の静脈社

会におけ る フ ローを推計する ため， 前年度に設計し たフ

ロー誤差の最小化によ る推計手法の計算アルゴ リ ズムを

作成し， 対象四品目について， 家電 リ サイ クル法施行前

後のフ ローの推計値を得た。 約 ２ 割の中古品が輸出され

ている結果と なった。

　 建設資材の リ サイ クルについては， 国内の関係主体 と

し て， 自治体， 解体業者， 建設資材 メ ーカー業界， 学識

経験者への ヒ ア リ ングを行い， 現行建設 リ サイ クル法の

適正管理におけ る課題を整理し た。 また， 欧州 と 米国に

おけ る法制度を調査し， 解体前におけ る事前調査制度な

どの日本には採用されていない管理方策が と られている

こ と を確認し た。

〔備考〕
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（7） 　 環境管理・意思決定プロセスにおける各種環境評価

手法の有効活用に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE358

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 森口祐一， 橋本征二， 寺園淳，

平井康宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 適切な環境管理 ・ 廃棄物管理を進める上では，

ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト などの各種環境評価手法の

結果を も と に政策 ・ 対策を検討し てい く こ と が望まれる

が， 必ずし も厳密な評価を意思決定者が求めていない場

合があ る， 評価結果が効果的に意思決定に反映されてい

ないなど， 評価手法の有効活用には多 く の課題が残され

ている。 本研究では， 環境管理 ・ 意思決定プロ セスにお

け る各種環境評価手法の有効活用を促進させる こ と を目

的 と し て， 有効活用の場面や目的， 用いられる手法の種

類などの分類 ・ 整理， 意思決定者や評価結果が提供され

る市民 ・ 企業などのニーズの把握， 手法適用のケース ス

タデ ィ など を通じ て， よ り 効果的 ・ 有効な各種環境評価

手法の活用方策を検討する。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き， ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト ， リ

ス ク アセス メ ン ト ， 環境アセス メ ン ト ， 行政評価 と い う

異種 ４ 分野にわたる既存研究をレ ビ ューし た。その結果，

簡易評価手法には， 既存の詳細な手法をベースに評価の

実施プロ セス を効率化する 「簡略化評価」 と， 詳細な手

法 と ほぼ独立し た方法論を用いる 「簡易評価」 に二分で

き た。 また， これまでに提案されて き た簡易 ・ 簡略化評

価は， 主に評価実施者の作業量を軽減する こ と に着目し

ているが， 意思決定者に と って も簡易であ る こ と の利点

と し て， 分か り やすい， 内容を理解しやすい， 迅速な意

思決定に役立つなどが挙げられる こ と か ら， こ のよ う な

視点での手法論の発展 と と も に， 賢明な評価手法の使い

分けが求め られた。 さ ら に， 担当者 ヒ ア リ ング と し て政

策評価の担当者に ヒ ア リ ングを行った結果か らは， 担当

課 と の直接的なや り と り は少な く ， 評価が実際のニーズ

と 乖離し て し ま う 可能性があ る と と も に， 評価の評価は

まだな されておらず， 自己目的化し た評価に陥る可能性

があ る こ と が示された。

〔備考〕

（8） 　 物質フ ローモデルに基づ く 持続可能な生産・消費の

達成度評価手法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-9

〔研究課題コー ド〕 0406BA501

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 橋本征二， 南齋規介， 村上進亮

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 環境勘定 と く に物質 フ ロ ー分析

（MFA） 手法に関する先行研究の蓄積を発展させ，持続可

能な生産 ・ 消費 と い う 概念を具体化し， その実現に向け

て社会 ・ 経済を誘導し た り ， その達成度をモニ ターし た

り する ため評価手法 ・ 指標を開発する と と も に， 主要産

業への適用や発展途上国を含む国際比較によ り その有効

性を確認する こ と を目的 と する。 と く に， 経済のグ ロー

バル化に伴い， 一国の生産 ・ 消費活動が他国での生産を

通じ て引き起こす環境への負荷など， 概念的にはその重

要性が強調されながら も定量的な分析が不十分であった

地域間での連関， 波及を通じ た間接的な問題を重視し，

「見かけ」 だけではな く 「隠れた」 問題を含む， よ り 的確

な持続可能な生産 ・ 消費の評価手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 本課題は ４ つのサブテーマか ら構成されるが， 当研究

所では主にサブテーマ 「マルチス ケール物質フ ローモデ

ルの構築と政策評価への適用に関する研究」 を担当し た。

また， 課題全体の代表者 と し て， 他の共同研究機関が担

当するサブテーマ 「地域， 産業間物質フ ローによ る環境

影響の評価手法に関する研究」 ， 「物質フ ローの国際連関

と国際比較分析に関する研究」および「隠れた物質フ ロー

の算定に関する研究」 と 連携し， 相互の整合性に留意し

ながら， さ ま ざ まなス ケールにおけ る物質フ ロー研究の

推進を図った。

　 担当サブテーマについて， 本年度は， 生産プ ロ セ ス，

事業所， 産業部門， 国 と いった さ ま ざ まなス ケールにお

ける物質フ ローと これに伴 う 資源消費や環境負荷を，「隠

れたフ ロー」 を含めて記述する ための枠組み と し て， マ

ルチス ケール物質フ ローモデルの詳細設計を行った。 と

く に， 先 行 研 究 で 構 築 し た 多 次 元 物 量 産 業 連 関 表

（MDPIOT） のよ う に， 貨幣単位の産業連関表を も と に物

質フ ローを推計する方法に加え， 主要なプロセス ご と の

積み上げ型の個別技術データや， 投入物 と 産出物の組成

別の物質収支に基づ く 推計計算を も と に， 物質フ ロ ー

データ をモデルに組み入れる方法を設計し た。 これを も

と に， 基礎素材生産部門， エネルギー転換部門について，
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実証データのモデルへの入力に着手し た。 また， 共同研

究機関が実施し た素材産業におけ る リ サイ クル技術の効

果を， 物質フ ローモデルで評価する ため， 技術データの

モデルへの組み入れを試行し た。

　 ま た， 2000 年産業連関表に対応し た環境負荷データ

ベースの整備に関し て， 同種の経験を もつ専門家 と の間

で前年度に行った意見交換の結果を踏まえ， 2000 年版の

環境負荷データの編集を行い， ホームページか ら の公開

を行った。

　 一方， 先行研究か ら取組んでき た本分野におけ る国内

外の研究協力 ・ 交流を進めた。 海外においては， OECD

環境政策委員会傘下の環境情報関連の作業部会および物

質管理関連の作業部会において， 欧州を中心 と する本分

野の最新の研究動向を調査する と と も に， 物質フ ロー分

析 ・ 指標のわが国におけ る政策への貢献について紹介し

た。

　 また， 国内では， 前年度に開催し た 「物質フ ロー分析 ・

産業連関分析 ・ 環境会計連続ワーク シ ョ ッ プ」 での関心

事項を踏まえ，「わが国の国際貿易に隠れた物質フ ロー と

環境負荷に関する ワーク シ ョ ッ プ」 を東京都内で開催し

た。 資源産出国の立場 （カナダ， オース ト ラ リ ア， ブ ラ

ジル） および資源消費国の立場 （英国） か ら の海外招聘

講演 と， 本研究課題に参画する日本の研究者か ら の講演

及びパネルデ ィ ス カ ッ シ ョ ンを行い， 約 250 名の参加者

を得た。 資源の国際貿易に伴 う 「隠れたフ ロー」 につい

て， その量的把握 と と も に， どのよ う な環境影響や社会

的影響 と 結びついているのかについて， 資源産出国の専

門家 と の共通の情報に基づき議論を深める こ と の重要性

が改めて認識された。

　 さ ら に， 産業エコ ロ ジー分野の国際研究集会や， LCA

分野の国内学会誌への報告において， 物質フ ロー分析 と

関連する分析手法， と く に産業連関分析およびラ イ フサ

イ クルアセス メ ン ト と の統合の可能性 と 重要性について

報告し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 産業技術総合研究所 LCA 研究セン

ター， 独立行政法人物質 ・ 材料研究機構エコマテ リ アル

研究セン ター

共同研究者 ： 盛岡通 ・ 山本祐吾 （大阪大学）， 吉田登 （和

歌山大学） ， 井村秀文 ・ 白川博章 ・ 田畑智博 （名古屋大

学）， 金子慎治 ・ 市橋勝 （広島大学）， 和田喜彦 ・ 岸基史

（同志社大学）

（9） 　 地域資源循環に係る環境会計表の作成と その適用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0406BE817

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 橋本征二， 田崎智宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 最近， 自治体の廃棄物処理事業に関連 し た物

質， 金銭フ ローの把握や環境負荷の把握が求められてい

るが，体系的な分析枠組みが完成し ておらず，重要なデー

タ項目の欠落， 算出根拠の不明確さ， データ相互間の整

合性不足 と いった様々な問題点があ る。 また， 資源循環

の上流か ら下流までの全体を分析 ・ 評価する ためのシス

テム化が不備で， 循環型社会構築 と い う 政策目標に応じ

た事業評価を体系的に行 う には不完全であ る。 そ こ で，

地域の資源循環 と 自治体の一般廃棄物処理事業の双方に

焦点を当てた環境会計表について， 整備すべきデータ項

目を整理し， 地域の物質フ ロー と それに付随し た金銭フ

ローを体系的に表現でき る環境会計表の構造を提示する

と と も に， 具体的な地域 ・ 事例を対象に実際にデータ を

整備し， その実行可能性と有効性を評価する。

〔内容および成果〕

　 地域資源循環に関する会計表の設計に向けて， 環境経

済統合勘定などのマ ク ロ環境会計 （環境勘定） 分野 と ミ

ク ロ環境会計および廃棄物会計分野におけ る既存の手法

を調査し， その記述対象や環境会計表の設計上の論点を

整理し た。

　 マ ク ロ会計については， 会計表の一般的な枠組みを試

作する と と も に， 事例 と し て容器包装の リ サイ クルに適

用 し た。 会計表の枠組みは， 国連の環境経済統合勘定

（SEEA） と物量産業連関表 （PIOT） をふまえ， 廃棄物処

理 ・ リ サイ クルに関連する物質フ ロー と 金銭フ ローの両

方を記述でき る よ う にする と と も に， 関係主体間の両フ

ローを表現する こ と がで き る よ う に し た。 こ れに よ り ，

費用負担上の課題や自治体の内外の区別， リ サイ クルの

適用によ る資源消費， 環境負荷の削減効果を包括的に表

現する こ と ができ た。 容器包装の リ サイ クルへの適用で

は， こ の枠組みに よ り ， 容器包装の生産， 消費， 廃棄 ・

リ サイ クル， さ ら には リ サイ クル製品の使途 と いった ラ

イ フサイ クルに沿って物質フ ローが追跡でき る こ と， 容

器包装製造事業者， 自治体， 再商品化事業者， 指定法人

などの関係主体間での物質 ・ 金銭のフ ローが表現でき る

こ と を確認し なが ら， 会計表の試作を行っ た。 こ こ で，

容器包装の リ サイ クルへ適用を試みた理由は， 容器包装
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リ サイ クルが多数の関係者が関わる複雑な構造 と なって

お り ， こ の物質 ・ 金銭構造を表現でき るのであれば， か

な り 広範囲の適用性があ る と 考えたためであ る。 前年度

収集・整理し た各種フ ローデータ と費用データ と と もに，

新規に追加し たデータ を含め， 必要な勘定項目の半分程

度を記入する こ と ができ た。 今後は， 再商品化製品が動

脈社会において利用される部分 と 容器包装 リ サイ クルの

進展に伴って変化し た焼却 ・ 埋立などの旧来的な自治体

廃棄物処理の部分を記述する こ と， な らびに， 記述され

た会計表を も と に政策マネジ メ ン ト へフ ォー ド バ ッ ク さ

せる こ と などの会計表の利用について検討を深める こ と

が課題であ る。

　 ミ ク ロ環境会計については， 企業環境会計におけ る議

論や廃棄物会計におけ る議論を レ ビ ューし， 自治体の廃

棄物処理事業を対象 と し た環境会計の枠組みを設計する

にあた って重要 と 考え ら れる点を整理し た。 その結果，

第 １ に， ス ト ッ ク情報も記述でき る枠組み と し てお く 必

要があ る こ と， 第 ２ に， 廃棄物処理 と い う 環境保全活動

に関わる コ ス ト やその環境保全効果， 経済効果 と， 廃棄

物処理に伴って発生する環境負荷を低減する ための環境

保全活動に関わる コ ス ト ， 環境保全効果， 経済効果が分

け られている必要があ る こ と， 第 ３ に， コ ス ト と 環境保

全効果， 経済効果を対応させる こ と が必要であ る こ と な

ど を示し た。 また， これをベースに， 自治体の廃棄物処

理事業の費用効果や効率性を検討でき る環境会計の枠組

みを設計し，報告のフ ォーマ ッ ト を試案 と し て提示し た。

提案し たフ ォーマ ッ ト は， 環境ス ト ッ ク計算書， 環境フ

ロー計算書， 環境財務計算書の ３ つの計算書か ら構成さ

れ， 自治体ご と の実施可能性の違いを考慮し， 企業環境

会計をベース と し た環境会計拡張型， 廃棄物会計をベー

ス と し た廃棄物会計拡張型， こ れ ら を統合し た統合型，

の ３ 種類のフ ォーマ ッ ト を示し た。

　 その他， これまで適切に勘定されていなかった廃棄物

処理施設の全ラ イ フサイ クルにわた る コ ス ト 情報を整理

する ため， 焼却施設， 破砕処理施設， ス ト ッ ク ヤー ド の

建設コ ス ト と ラ ンニング コ ス ト などのデータ を収集 ・ 整

理し た。 その結果， 起債償還の扱いや複数の施設が併存

する場合の費目の仕分け方法， 建設以前にかかる費用 と

解体費用が計上されない こ と が多い こ と などの会計上の

問題があ る こ と が示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 井村秀文 ・ 奥田隆明 ・ 森杉雅史 （名古屋大

学）， 松藤敏彦 （北海道大学）， 二渡了 ・ 松本亨 （北九州

市立大学）， 中山裕文 （九州大学）

（10） 　 微細藻類を利用し たエネルギー再生技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0406BH508

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉信 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

 中嶋信美， 佐野友春

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 藻類に認められる多様なプロダ ク ト の う ち， 化

石燃料の代替 と し て利用可能な炭化水素に着目し， その

実用化に必要な基盤技術の開発を目的 と する。 重油相当

の炭化水素を生成する緑藻 Botryococcus 等を用いて， 炭

化水素生産株の探索 ・ 機能評価， 炭化水素生産経路の解

明 と 関連遺伝子の探索， 炭化水素生産株の生理特性 と 培

養特性の解明， そ し て炭化水素利用技術の開発を実施し

ている。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度に新たに確立され， 追加された株は 71 株

で， 総計 144 株に達し た。 いずれの株も無菌株 と し て維

持されてお り ， 再現性の高い試験材料 と し て利用可能で

あ る。 これら の株について， よ り 高い炭化水素生産能を

有し， 増殖に優れ， かつ屋外培養に向いた炭化水素生産

株の選抜試験を行い， 20 株を選抜し た。 この選抜株につ

いて， 最適 pH， 温度， 炭酸イオン濃度， 光強度に対する

増殖速度の変化， 炭化水素含有量を調査し た結果， ①最

適 pH および最適温度は株によ って異なる こ と， ②炭酸

イオン濃度は 0.018 M， 照度は 160 µE/m2sec が最適であ

り ， 高濃度の炭酸イオンや， 強照度によ って増殖が阻害

される傾向のあ る こ と などが分か り ，Botryococcus の効率

的培養に必要 と される主要な環境要因について把握する

こ と ができ た。 屋外大量培養に適し た株 と し て， アルカ

リ 性で増殖し， 増殖が早 く ， 炭化水素含有量が高い株を

５ 株選抜でき た。

　 さ らに Botryococcus 57 株の生産する炭化水素の分子構

造を明ら かにする ために数 ミ リ グ ラ ムの凍結乾燥試料の

炭化水素画分を GC/CI-MS, GC/EI-MS を用いて予備分析

を行い， 平面構造を推定し た。 57 株の生産する主要炭化

水素はエポキシ型， ケ ト ン型およびシ ク ロヘキセン型の

３ タ イプに分類される こ と が分かった。 炭化水素の構造

及び性状から， BOT-70 の主要炭化水素であ る m/z466 の

シ ク ロヘキセン型はこ のま ま， ２ サイ クルエンジンの混

合油と し て使用でき る と考え られた。 また BOT-70 株を

用いた炭化水素生合成系の解析から，炭化水素合成能は，

光合成活性 と 平行し て推移し， 対数増殖期の後期に最大

と な る こ と， そ し て炭化水素生合成は供給される炭素源
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の量によ って制御される こ と が示唆された。

　 一方， メ チオニンか ら炭化水素への メ チル基転移活性

は， 対数増殖期の初期に最大 と な り ， メ チル化は炭化水

素生合成速度を決める要因ではない と 考え られた。 暗条

件下における Botryococcus の培養の可能性について調査

し た結果， 糖の添加によ って Botryococcus は暗条件で従

属栄養増殖が可能であ る こ と， 暗条件下で も増殖に伴っ

て一定の割合で炭化水素 を生産す る こ と が示 さ れた。

Botryococcus 以外の炭化水素生産株について，炭化水素生

産能 と 炭化水素の成分に関する調査を行い， 増殖の面で

Botryococcus の ３ 倍優れ，軽油相当の炭化水素を生産する

こ と が明らかになった。

〔備考〕

（11） 　 マテ リ アルリサイ クル製品の資源 ・ 環境面から見

た価値の計算手法

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF790

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○藤井実 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 （ １ ） プラ スチッ ク のマテ リ アル リ サイ クル製

品を対象に， 以下の項目を考慮し た評価モデルを作成す

る。 ・ エネルギー ・ 環境負荷の共通指標と し て CO2 を使

用。 ・ リ サイ クル材 と バージン材 と の製造時におけ る負

荷の比較。 ・ 他の素材で製造され， 同等の機能を果たす

製品 と の製造時負荷の比較。 ・ 使用後に ク ローズ ド ルー

プ リ サイ クルでき る可能性 と， 潜在的な負荷 ・ 耐久性や

機能的変化 （製品重量の増加に伴 う 輸送コ ス ト 増な ど）

に伴 う 負荷。

　（ ２ ） 作成し た評価モデルを用いて， ３ 種類程度の リ サ

イ クル事例について実際に評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 大き く は次の ２ 点について研究を実施し た。

　 １ ． リ サイ クルの評価の枠組みの設定 

　 リ サイ クル， と り わけマテ リ アル リ サイ クルの評価は，

リ サイ クル段階， リ サイ クル製品の利用段階， さ ら に次

の リ サ イ ク ル段階のそれぞれを考慮 し て行 う 必要があ

る。 これら総ての段階を包含し， かつ リ サイ クルの内容

を明確に理解でき る計算の枠組みを作成し た。 CO2 を評

価対象とする場合では，「代替される原料又は燃料の調達

と， その酸化に伴 う CO2 排出量」 の他， 「歩留ま り 比」，

「性能比」，「追加的 CO2 排出」 の ４ 要素で整理する こ と が

でき る。 これら を数式化し て表記する こ と で， 各要素間

の関係を明瞭に把握する こ と が可能と なった。 また， 「性

能比」 については， サーマル ・ ケ ミ カル， マテ リ アルの

各 リ サイ クルについて， それぞれの特性を反映し， かつ

相互比較が可能と なる よ う に設定し た。

　 ２ ． ケース ス タデ ィ の実施

　 主 と し て， 使用済みプ ラ スチ ッ ク を リ サイ クルする場

合を例 と し て， 個別事例の評価を行い， 本研究で提案す

る評価手法の有効性を検討し た。 また， その対照 と し て，

他の素材のマテ リ アル リ サイ クルについて も評価を行っ

た。

〔備考〕

（12） 　 金属資源ス ト ッ ク ・ フ ローモデルの動学化に関す

る基礎的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF791

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○村上進亮 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 長い リ サイ ク ルの歴史を もつ数種の金属では，

そのス ト ッ ク は処女資源を代替する循環資源供給源 と し

て機能し てい る。 逆に需給にア ンバ ラ ン スが生じ れば，

こ のス ト ッ クは大量の廃棄物源 と な る可能性も あ る。 そ

こ で本研究では，既存のマテ リ アルフ ロー勘定に，ス ト ッ

ク を明示的に取 り 込み，シナ リ オ分析等にも耐え う る 「動

学化 さ れた金属資源ス ト ッ ク ・ フ ローモデル」 を作成，

持続可能な資源循環シナ リ オを描きだすこ と を視野に入

れつつ金属のス ト ッ ク量の推定 ・ 予測を行 う 。

〔内容および成果〕

　 先行研究においてすでに開発済みであった， 金属マテ

リ アルフ ロー勘定モデルの改良を行い，2000 年及び 1990

年におけ る， 19 の金属種のマテ リ アルフ ローの推計を

行った。 こ こ か ら得られた各製品中の金属含有量の情報

と， 各財の最終需要の推移， そ し てそれぞれの財に対す

る寿命の情報をあわせる こ と で， 2000 年における対象 と

し た 19 の金属の蓄積量の推計を行った。推定の結果その

蓄積量はおおよそ 12 から 15 億 ト ン程度 と推定された。

またそのほ と んどを占める鉄の蓄積量について， 11 から

14 億 ト ン程度であ る と推定された。 この値は唯一の既存

文献の推定値であ る 12 億 ト ン と 整合の取れる も のであ
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り ， あ る程度の信頼性を示すこ と ができ た と 言え る。 あ

わせて， 蓄積量の推定においてどのよ う な情報が重要で

あ るかに関する考察を行い， 残存関数の関数形よ り も平

均寿命の影響が大きいこ と を確認し た。

　 また， マ ク ロ推計においては土木 ・ 建設構造物の影響

が非常に大きいため特に注意が必要であ る こ と も分かっ

た。 今後の研究の方向性 と し て， 蓄積されている金属資

源の総量を， 分類し てい く 必要があ る。 その前段階 と し

て， どのよ う な形態でどれだけの金属が蓄積されている

かを示し た。 結論 と し て， 合金添加分 と し て使用される

金属の効率的な リ サイ クル及び， 単体 と し て使用される

場合において も その総量が少ない場合には効率的な回収

システムが必要であ る こ と が改めて確認された。

〔備考〕

（13） 　 アジア地域における資源循環システムの解析と指

標化

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0505BE968

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター）， 森口祐一， Bulent Inanc， 村上進亮，

 阿部直也

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 越境移動する循環資源の リ サ イ ク ルについて

現状理解や課題把握は概ね進んで き た。 し か し なが ら，

各国の制度変化が激しい上， 経済動向などが予測困難で

あ る ため， 現状理解 と 対応は定性的 ・ 後追い と な ら ざ る

を得なかった。 また， E-waste をはじめ越境移動に関連す

るマテ リ アルフ ローや環境負荷に関する情報も まだ十分

ではない。 そ こ で本研究では， 主要な材料のマテ リ アル

フ ローについて可能な限 り 定量的な情報を収集し， 将来

の変動要因にも対応し たモデル構築 と シナ リ オ解析を含

むマテ リ アルフ ロー分析 と 指標化を行 う 。 また， 各国の

リ サイ クル制度や背景を分析し， 輸出入の要因を明ら か

にする。 これによ って， 日本 と アジア諸国の資源循環の

あ り 方の検討に向けた， わか り やすい情報を提供する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） アジア諸国の循環資源の輸出入などにかかる情報

　 　 整備

　 アジアにおけ る循環資源貿易は顕著な増加傾向を見せ

ている。 例えば， 日本からの輸出については， 2005 年に

おいては鉄 く ず， 銅 く ず， アル ミ ニ ウ ム く ず， 古紙， 廃

プラ スチッ ク の合計で約 1,290 万 ト ン と なってお り ， 10

年前の 11 倍以上に達し ている。 これらの既存貿易統計シ

ス テムのレ ビ ューを行 う と と も に， 循環資源のマテ リ ア

ルフ ローの把握が可能な可視化を試みた。

　 また， 貿易統計， 事前通知 ・ 承認の統計について輸出

国側， 輸入国側の統計を比較し， ヒ ア リ ング結果 と あわ

せて分析し た。 その結果， 各種の貿易規制を免れる ため

に，規制対象外の品目名が利用されている と考え られた。

さ ら に， 様々な業者への ヒ ア リ ングか らは， 再生資源で

あって も， 中古品や原材料 と し て他の貿易統計分類で取

引されている ケースや，有害廃棄物であって も事前通知・

承認を経ずに貿易が行われている ケースが存在し ている

こ と が明らか と なった。

　（ ２ ） 主要な循環資源に関する フ ロー調査と モデル分析

国際的な関心の高い E-waste （電気電子廃棄物） および廃

プ ラ スチ ッ ク など を対象 と し て， 輸出入両国のフ ロー ・

環境負荷 と と も に， フ ロー決定要因に関する情報を調査

し た。

　 E-waste に関し ては，2005 年 11 月に第 ２ 回 NIES E-waste

ワー ク シ ョ ッ プな ら びにバーゼル条約 E-waste ワー ク

シ ョ ッ プを開催し， 排出量などのイ ンベン ト リ ー， リ サ

イ クルシス テム， 国際貿易， 環境影響などに関する情報

を収集し た。 排出量については各国の消費量統計や廃棄

モデルなどを用いて，近年の増加傾向が確認されている。

リ サイ クルシス テムについては， 物質 と 金銭のフ ローに

注目し て制度比較を行った。 国際貿易については， 貿易

統計を用いた概略把握に加え， 香港を中継地点 と し た日

本か ら アジア諸国への輸出の実態把握も試みた。 さ らに

環境影響については， 小規模 リ サイ クルの盛んな地域に

おいて， 従来のダ イ オキシン類 ・ 重金属類に加え， 電気

電子機器に添加されている臭素系難燃剤によ る河川底泥

などへの環境負荷が指摘された。

　 廃プ ラ スチ ッ ク については， 従来調査によ る中国沿岸

部におけ る輸入 ・ リ サイ クル実態に加え， 東北部や華北

部において リ サイ クル状況の把握を行った。

　（ ３ ） アジア地域版資源循環システムの指標化と制度分析

資源循環が成立する空間規模に着目し ながら， アジア地

域版資源循環システムをわか り やす く 表現する ための指

標化を検討し た。 各国の リ サイ クル率などの定義や貿易

統計品目分類など と の整合の必要性が提示された。

　 また， 各国の リ サイ クル制度について， 輸出入 と の関

係， 費用負担動向， 拡大生産者責任の導入状況など を調

査 ・ 分析し た。 その結果， 拡大生産者責任と し ては回収 ・

リ サ イ ク ルに伴 う 金銭的責任が課せら れる場合が多 く ，

リ サイ クルしやすい設計や輸出入への対応が十分でない
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国が多い とみられた。

　 中国の循環経済政策に関し ては， 制定が進みつつあ る

個別 リ サイ クル法制や制定予定の循環経済促進法などに

よ って， 整備されつつあ る。 これらの整備状況 と 地方で

の実態が必ずし も一致し ない場合がみ ら れる こ と か ら，

青島市など を取 り 上げ， 実態と課題の把握を試みた。

　 これら を通じ て， 日本 と アジアにおいて国内 ・ 国際的

に 3R を促進し，適正な資源循環システムを構築するため

に， 短期的 ・ 中長期的な視点か ら課題整理 と 対策を と り

ま と めた。

〔備考〕

平成 17 ～ 19 年度の ３ ヵ年計画で開始し たが，平成 18 年

度からは別研究課題に発展させる こ と と なった。

（14） 　 アジア諸国における環境配慮型ラ イ フ ス タ イルの

形成要因についての研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE793

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 一般の人々を環境配慮型 ラ イ フ ス タ イ ルへ と

方向付ける様々な手法について分析， 検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 つ く ば市まほろば事業に参画し， 環境家計簿を市民の

環境行動に実践および二酸化炭素排出削減行動への摘要

を試みた。つ く ば市内の研究機関の研究者 20 名程度を協

力者と し て依頼し，コ ンサルテ ィ ングの仕組みを提案し，

これによ り 市民への啓発活動へとつなげた。結果 と し て，

あ る程度の二酸化炭素排出削減効果が認められた。

〔備考〕

（15） 　 廃棄物対策が家計のごみ排出削減に及ぼす影響に

関する計量経済学的研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0507BE946

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 有料化の有効性を評価し， 廃棄物処

理費用を分析し， 望ま しい廃棄物政策のあ り 方 （望ま し

い料金設定） に関し て明らかにする。 2005 年度の研究目

的は， （目的 １ ） 分析のために必要なデータ を収集する こ

と， 分析のフ レーム ワーク を検討し， （目的 ２ ） ごみ処理

手数料有料制の有効性に関する研究については， 市町村

レベルのデータ を用いて予備的分析を行 う こ と， （目的

３ ） ごみ処理事業の非効率性を分析する ためのデータ を

収集し分析のフ レーム ワーク を検討する こ と にあ る。

〔内容および成果〕

（ごみ排出 ・ リ サイ クル行動に関する家計サーベイ調査）

　 分析のために必要なデータ を家計調査によ って収集す

る ために， 予備的な調査を実施し， 調査票の問題点等に

ついて検討し た。 調査では， 東京都 （23 区を除 く ） と千

葉県の市を分析対象に 250 家計を ラ ンダムに選び， 燃え

る ごみ・燃えないごみの発生量（袋の大き さ ご と に分類），

ごみの収集方法， ごみ有料袋の制度など を調査し た。 ま

た， 回答者の環境意識や行動や家計属性 （年齢構成， 最

終学歴， 職業， 所得など） に関する質問も行った。

　 今回の調査の簡単な分析から次の こ と が分かった。 ①

ごみの有料化制度があ る地域に住んでいる家庭はそ う で

ない家庭に比べて， 一概にゴ ミ 排出量が少ない と は言え

ない。 しかし地域で資源回収が多いほど一人当た り ゴ ミ

排出量は少な く な る。 ②環境意識が高い家庭はそ う でな

い家庭に比べて， 意識だけでな く 行動の上で も差 （平均

で ６ ～ 15％） があ る可能性があ る。 ただ， 環境保全活動

の団体活動 （NPO など） や環境保全の講習会やセ ミ ナー

に自主的参加し ている と 答えた家庭は， 参加し ていない

家庭 よ り も 排出量が ６ パーセ ン ト ごみ排出量が多かっ

た。 こ の こ と か ら， 同じ環境意識が高 く て も， 知識蓄積

を主においた家庭の場合， 必ずし も ごみの排出抑制に結

びついていない可能性があ る。③ リ サイ クルに関し ては，

牛乳パッ ク， プラ スチ ッ ク ト レ イ，空き瓶，空き缶，ペッ

ト ボ ト ル， 発泡スチロール， 新聞紙， 段ボールなど紙類，

衣類に関する リ サイ クルへの取組について調査し た と こ

ろ， 発泡スチロールの リ サイ クルの取組が低い と い う 以

外は大き な差は生まれなかった。

（市町村レベルのデータ を用いた予備的分析）

　 本分析では， 家計のごみ排出や リ サイ クル行動を分析

する ためのモデルのフ レーム ワーク を検討し， それに基

づいて， 予備的分析 と し て， 収集し たデータ を用いて，

家計当た り のごみ排出関数及び リ サイ クル関数を推計し

た。その結果，①ごみ処理手数料の有料制は，重量で測っ

たごみ排出量に対し て削減効果を もつが， その効果 （ １

年程度の短期的な効果 と し て） はそれほど大き く な く ，

価格弾力性で－ 0.006 ～－ 0.01 であ る こ と がわかった。

こ のよ う に， 価格弾力性が大き く ない理由 と し て， ア メ

リ カの先行研究も明ら かにし ている よ う に， ごみの容積

（ごみ袋の枚数） に応じ た有料制を実施する と， ごみ袋の
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排出量は減少するが， １ 枚当た り のごみ袋によ り 多 く の

ごみを詰め込も う と する結果， ごみ袋 １ 枚当た り の， ご

み重量が増加する結果， ごみ排出量削減効果が弱め られ

るのではないか と推察される。② リ サイ クルに関し ては，

ごみ処理手数料有料制は， リ サイ クルを促進する効果が

あ る と は必ずし もいえないこ と がわかった。

（ごみ処理非効率性に関する分析）

　 平成 15 年度の廃棄物処理事業経費 （市町村及び事務組

合の合計） 歳出 （単位は千円） と ごみ総排出量 （計画収

集量 + 直接搬入量） （単位は ト ン） のデータ を用いて， ゴ

ミ 処理の効率性の指標と し て，「廃棄物処理事業経費／ご

み総排出量 （千円／ ト ン）」 を都道府県別に計算し て， 効

率性について簡単な比較を行った。 その結果， ごみ処理

の効率性の都道府県平均は 46.3 （標準偏差 σ ＝ 11.6） で

あ り ， 最も費用効率の良い都道府県は， 青森県 （31.8） ，

最も処理効率の悪い都道府県は， 長崎県 （82.4） であ っ

た。 興味深いのは， 多 く の都道府県は全国平均以下の効

率的なごみ処理を行っているが， 非常に処理効率の悪い

都道府県 （長崎県， 徳島， 佐賀， 山口など） がい く つか

存在し ている こ と であ る。 こ のよ う な非効率性の都道府

県間の 「偏 り 」 が生まれるひ と つの仮説 と し て， 自治体

の持つ特性によ って， 処理費用に関する範囲の経済や規

模の経済が う ま く 作用し ていないケースが考え ら れる。

今後は， これらの要因を考慮し たモデルを構築し非効率

を推計する。

〔備考〕

共同研究者 ： 島根哲哉 （東京工業大学）， 馬奈木俊介 （横

浜国立大学）

2． 2 　 廃棄物の資源化 ・ 適正処理技術及びシステ

ムに関する研究

（1）　埋立地浸出水の高度処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9906AE325

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 18 年度 （1999 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 埋立地浸出水には， 多種多様な化学物質が含ま

れてお り ， と く に， 湖沼などで有毒アオコ発生原因 と な

る高濃度窒素， 微生物で分解除去困難な難分解性物質，

微量で も生態系 ・ 生体に影響を及ぼす可能性の高い微量

化学汚染物質の混入等の可能性があ る。 そ こ で本研究で

は， これら の水質汚濁の原因 と な る埋立地浸出水の効率

的かつ高度な処理手法の開発の検討を目的 と し て検討を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 埋立地浸出水の高度処理プロ セス と し て， 好気流動槽

におけ る ダ イオキシン類の分解菌 と 活性炭の複合包括固

定化担体を用いる こ と によ り ， 高いダ イオキシン類の分

解性能が得られる こ と を明ら かにし て き たが， 浸出水中

に高濃度に含まれる アンモニアの除去に関し ては， 十分

な知見が得られていない。 そ こ で， 本研究では窒素除去

の律速段階 と な る 硝化反応に着目 し， 水温をパ ラ メ ー

ターと し た浸出水処理機能解析を行った。 そ の結果， 本

複合担体を 用いた 好気流動槽において ， 低温環境下

（10 ℃） において も極めて高い硝化速度が得られた。 特

に， 本年度は亜硝酸型か ら硝酸型の硝化反応への移行が

見られた こ と から， 10 ℃および 20 ℃において稼働し てい

る リ ア ク ター中の担体を用いて硝化速度試験を行った結

果， 温度が低いほど， 両者の差は大き く な り ， ５ ℃にお

いて も高い硝化速度が認められた。 10 ℃以下での高速硝

化反応はこれまでにほ と んど報告されておらず， 本 リ ア

ク ター内に存在する低温下において も高活性を示す硝化

細菌を含めた微生物叢解析， アンモニア酸化細菌 と 亜硝

酸酸化細菌の空間分布解析，RI ト レーサー解析等によ り ，

高度 ・ 高速な窒素除去プロ セスの開発の基盤が構築でき

る と考え られる。

〔備考〕

共同研究機関 ： 岡山県環境保健セン ター， 神奈川県環境

科学セン ター 　

旧研究課題コード ： 9906AE238

（2） 　 循環廃棄過程における環境負荷の低減技術開発に

関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB401

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 倉持秀敏， 呉畏， 佐伯孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会に適合し， 環境負荷低減に配慮し た

廃棄物処理技術及び循環資源製造技術を開発する。 焼却

等の熱的または物理化学的処理技術について， 汚染物質

排出特性等を明確にする と と も に新規かつ高度の負荷低

減技術を開発し， さ らに総合的な評価を行 う 。

〔内容および成果〕
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　（ １ ） 熱処理プロ セスか ら の環境負荷削減技術 ： 環境負

荷物質 と し ての有害物質発生に関する研究では， 前年度

までの一般廃棄物を主体 とする焼却等の熱的な処理施設

で生成する飛灰やボ イ ラ灰等を加熱する こ と によ る臭素

化ダ イオキシン類およびモ ノ 臭素ポ リ 塩素化ダ イオキシ

ン類の生成特性試験を， 産業廃棄物焼却施設か ら の灰試

料に拡大し て行った。 ガス流通式加熱反応装置を用いた

試験におけ る流出ガス中濃度および試験前後での固体試

料中含有量の測定お よ び同族体分布等の質的解析に よ

り ，上記含臭素有害物質が，ダイ オキシン類同様に加熱過

程での de novo 合成によ り 生じ る こ と を実験事実と し て示

し た。 と く に， 温度に関し de novo 合成に典型的な 300 ℃

よ り 数十℃高温において生成量が増し， 温度依存特性が

灰の種類によ って異なる こ と が明らかになった。

　 ハロ ゲン元素別の排ガス中有機ハロゲン量を簡易 ・ 迅

速に測定 ・ 管理する ためのモニ タ リ ング方法を一般廃棄

物焼却施設および産業廃棄物焼却施設での実排ガス測定

に適用し てデータ を蓄積し， 焼却廃棄物の特性， 焼却炉

の操業状態および集じん装置の操作条件等 と の対応につ

いて解析し た。 これによ り ， 焼却施設の適正な維持管理

を行 う ために同モニ タ リ ング手法を活用する上で必要な

基準値さ らにシステム構築に必要な知見を蓄積し た。

　 排ガス高度処理に用いられる活性炭および活性炭類似

吸着剤が有機臭素化合物に対し て有する平衡吸着量等の

吸着特性データ を実験によ って求めた。 これによ り ， ダ

イオキシン類に関連する有機塩素および臭素化合物類を

はじめ多環芳香族化合物類各種の吸着特性データ を整備

し た。 蓄積し た吸着破過特性のデータ を解析する こ と に

よ って， 実際の排ガス処理におけ る適正な吸着剤適用お

よび維持管理方法構築の基礎と なる知見を得た。

　 廃棄物ガス化溶融処理施設の方式ご と に ２ 施設前後を

対象と し た詳細調査を行い， 基本処理性能， 環境保全性，

資源 ・ エネルギー回収性および維持管理性等を運転記録

等に基づいて精密に調査 ・ 解析し た。 処理ごみ量 １ ト ン

あた り の発電電力量， 飛灰発生量， コ ス ト 等を数値化し，

循環型社会に適合する廃棄物熱的処理施設の評価手法を

提示し た。

　（ ２ ） 環境負荷物質の物理化学パ ラ メ ータ と 資源回収 ：

ジ ェネレータ カ ラ ム法で測定でき ない高疎水性物質に対

する新しい分配係数測定法の適用を試み， その測定精度

を評価する と と もに， 測定法を確立し た。

　 初年度から研究対象 と し ていた物理化学パラ メ ータの

推算モデルであ る UNIFAC モデルは， 残留性有機汚染物

質 （POPs） などの有害物質を取 り 扱 う こ と が困難であっ

た。 そ こ で， UNIFAC モデルの POPs への拡張お よ び

UNIFACパラ メ ータの修正を行った。この拡張 と修正によ

り ， UNIFAC モデルは， PCBs や PCDDs/Fs の物理化学パ

ラ メ ータ を従来よ り も高精度に表すこ と ができ るだけで

な く ，POPs の有機溶媒への溶解度に対する推算も可能 と

なった。

　 重金属塩など無機電解質の分離回収プロセスの設計に

はその電解質物質に対応し た活量係数推算モデルが必要

であ る。 既存のモデルでは有機溶媒系へ適用可能なモデ

ルが少ないこ と から， 本研究では， 有機溶媒 + 水 + 無機

電解質系の固液平衡データ と ele-NRTL 式をベースに，有

機溶媒系の分離プロセスの設計に応用でき るモデルの開

発を行い， その有用性について評価し た。 さ ら に， 新し

い無機電解質回収法 と し て貧溶媒晶析分離法への展開を

検討し た。

〔備考〕

（3） 　 最終処分場容量増加技術の開発と 適地選定手法の

確立に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB402

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山田正人， Bulent Inanc， 遠藤和人，

朝倉宏， 阿部誠， 坂内修

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場の再生， 埋立廃棄物の中間処理技術

等を援用し た質的な改善，覆土材や覆土施工技術の改良，

及び遮水技術システムの見直しによ り ， 埋立地容量の増

加が可能な新しいシステム を提案する。 また， 海面最終

処分場の適正立地のための環境負荷及びその低減技術に

関し て評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 埋立廃棄物の質変化を予測する ために， 埼玉県お

よび北海道におけ る産業廃棄物各品目の発生源か ら再利

用又は埋立処分にいた る ス ト リ ームを排出者な らびに廃

棄物処理業者に対する アン ケー ト 調査に よ り 把握し た。

産業廃棄物の発生か ら中間処理を経て資源化または最終

処分に向か う マテ リ アルフ ローを解析し， 破砕選別処理

において， 建設系混廃， 廃プ ラ， ガ ラ ス陶磁器 く ずで最

終処分される残さ発生割合 と 管理型埋立地に向か う 割合

が大き く ， 破砕選別工程の技術レベルに残さ の発生は支

配される こ と が示唆された。 さ らに中間処理施設におけ

る廃棄物や処理残さ等の重金属含量を調査し， 産業廃棄
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物ス ト リ ームにおけ る重金属類のサブス タ ン ス フ ローモ

デルを作成し た。 これによ って，埋め立て られる重金属・

有機物および総重量を最小化する ための中間処理技術選

定シナ リ オを作成し た。 また， 埋立廃棄物の性状のデー

タベースの作成に着手し， 建設系の産業廃棄物中間処理

施設か ら生じ る埋立廃棄物が， 主に砂状， 石状， 紙プ ラ

混合物，バルク プラ スチッ ク に分類でき る こ と を示し た。

また， 一般廃棄物不燃破砕残さ の性状を調査し， ２ mm

以上の残渣は熱し ゃ く 減量が高 く て焼却 ・ 減容化でき る

可能性があ る こ と， 粒径によ って含まれる重金属の種類

が異なる こ と を明らかにし た。

　（ ２ ） 容量増加を計画し ている 不燃物を 中心と し た一般

廃棄物最終処分場において， 掘削廃棄物を選別する テン

ト 内施設において大気中に放出さ れる 物質の測定を 行う

こ と で， 最終処分場の再生事業評価ツ ールの構築を目指

し た。室内大気の採取方法と し て，フィ ルタ ー孔径 0.8 µm

で直径が 37 mm のも のを用い，採取流量を 0.5 L/min と す

る と 補修効率が良いこ と が分かっ た。 バク テリ アに比べ

て， カビ の総数が少ないこ と が分かっ た。 バク テリ アお

よ びカビは，1000 CFU/m3 未満であって予想よ り 少なかっ

た。 こ れは， 選別対象廃棄物の含水率が高く ， 飛散物が

少ないためである と 考えら れる 。

　（ ３ ） 新し く 二つの海面最終処分場に長期モニ タ リ ング

施設を増設し， 広大な処分場の観測を実施し た。 モニ タ

リ ング施設の設置について， 地温が高 く 内部の微生物活

動が活発な地点を選ぶために， 空中か ら赤外線カ メ ラ を

用いて地面を撮影し た。観測孔内 ０ ｍ では １ 日の気温変

化の影響を受けて日変動がみられるが， １ ～ ３ ｍ では日

変動によ る影響がみられなかった。 季節によ る温度変化

は ０ m で最低 ４ ℃～最高 30 ℃の範囲で変動し ているが，

深 く なるにつれ小さ く な り ３ ｍ では最低 15 ℃～最高 23

℃の範囲でしか変動し ていなかった。 孔内のガス圧力は

大気圧 と 関連があ り ， 観測井内部 と 大気圧の差圧は小さ

かった。 孔内の メ タ ン濃度は ０ ～ ５ ％程度の処分場 と，

０ ～ 100％まで変動する処分場があった。酸素濃度は，観

測ス テーシ ョ ン設置当初やデータ回収作業の際に観測井

のふたを解放する と上昇する こ と， 大気と同程度の 20％

にな る時期も あ る こ と が見られた。 観測井か ら測定装置

のど こ かで大気が混入し た可能性が考え られる。

　（ ４ ） 最終処分場の跡地利用時の大気環境を受動的に保

全し， 処分場ガスの大気への放出抑制を目的 と し て多機

能型覆土を検証する ため， 数値解析 と 室内要素試験な ら

びに室内中型土槽実験を実施し た。 昨年開発し た不飽和

透水透気試験の検定を継続し た。 また， ガス発生圧力 と

開口率， 降雨量， 間隙率， 透過度をパラ メ ーター と し て

多機能型覆土の通気層を通過す る 処分場ガ ス流動を シ

ミ ュ レーシ ョ ン し，処分場ガスの間隙内実流速を求めた。

通気層 と バ リ ア層の組み合わせを検討する ため室内土槽

実験を開始し た。 さ ら に， 通気層におけ る硫化水素ガス

捕そ く 性能を評価する ため， 酸化鉄を多 く 含んだ添加材

を選定し，室内バッ チ試験によ り 捕そ く 能試験を行った。

多機能型覆土は薄層の積層型最終覆土であ り ， 可能な限

り 均一な強度 （密度） を有する施工が求め ら れる ため，

薄層埋立に最適な締固め管理手法 と し て鉄球落下法を採

用し， 多機能型覆土への適用性を評価し た。

　（ ５ ） 海面埋立処分場の管理水位のあ り 方を検討する た

め， 数値解析によ って管理水位が周辺環境へ及ぼす影響

を検討し た。 外海の平均水位よ り 低い管理水位を設定す

る こ と で， 処分場内か ら の汚濁成分の漏洩フ ラ ッ ク ス を

軽減可能であ る こ と を確認し た。 管理水位の変動を抑制

する ための集排水設備 と し て排水暗渠を想定し， 降雨浸

透によ る水位上昇に伴 う 排水暗渠への汚濁成分の流入フ

ラ ッ ク ス を比濃度を用いて計算し た。 排水暗渠での汚濁

成分フ ラ ッ ク スは， 初期に高いが経年的に減少し， 最終

的にフ ラ ッ ク スが軽減する こ と が計算された。 高濃度汚

濁成分は処分場深部に封じ込められ， 上部の埋立廃棄物

層のみが浄化 （安定化） される現象が数値計算によ って

確認された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学 （東條安匡）， 龍谷大学 （石垣

智基）， 茨城大学 （小峯秀雄）， 愛知県環境調査セン ター，

埼玉県環境科学国際セン ター，千葉県環境研究セン ター，

日本環境衛生セン ター， 鹿島建設技術研究所

（4） 　 最終処分場安定化促進・ リ スク削減技術の開発と評

価手法の確立に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB403

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山田正人， Bulent Inanc， 遠藤和人，

朝倉宏， 阿部誠， 鄭修貞， 坂内修

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 安定型処分場におけ る硫化水素発生 メ カニズ

ムの解明 と 制御 ・ 対策の提案を行 う 。 廃棄物最終処分場

の安定化の程度を地温， 内部貯留水， 埋立地ガス， 浸出

水等によ り 非破壊で診断する指標 と 現場での緊急点検や

長期監視に対応し た計測法を開発する。 さ らに， 必要な
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安定化促進技術並びに不適正処分場の改善 ・ 修復法を開

発 ・ 評価する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 安定型最終処分場について敷地境界を越えて周囲

環境に影響を与え る高濃度硫化水素が発生する事例に対

応し て， 搬入対策および既存処分場におけ る発生防止対

策を提案し た。 搬入廃棄物に対し て， 高濃度硫化水素が

発生し う るかを硫化鉄の黒色沈殿の生成の有無によ り 判

定する手法を検討し， その最適な試験条件を検索し た。

また， 埋立層内の含水率が硫化水素発生濃度 と 密接な関

係を持つこ と を解明し， 既存および新規の処分場におい

ては管理 と 設計を徹底し層内水を排除を確実に行 う こ と

が， 硫化水素発生の防止につながる こ と を提案し た。

　（ ２ ） 最終処分場内に内部温度， ガス圧， ガス質， 保有

水位， 保有水質を自動計測する観測井を設置し， 井内ガ

ス濃度の連続測定によ り 低レベルのガス発生量を計測す

る手法など， 処分場の廃止に向けた安定化監視装置 と し

ての有効性の検証を進めた。 また， 新設の処分場な らび

にテス ト セルにおいて， 埋立層内に温度， 水分等のセン

サーを敷設し て内部状態を直接計測するセンシングシス

テムの開発を進めた。 地表面から の メ タ ンガス フ ラ ッ ク

ス現場計測を可能にする手法 と し て， 赤外線 メ タ ン検知

器 と 静置式チャ ンバー法を組み合わせたフ ラ ッ ク ス現場

測定法の改善を試みた。 対象物 と し て振動板を設置し て

計測する こ と で従来に比べて よ り 正確な評価が可能であ

る こ と が示された。 また， 埋立地表面の穿孔で得た土壌

地下ガス濃度分布の垂直勾配か ら ガス フ ラ ッ ク ス を算出

する手法について も検討し た。 模擬実験槽や室内中型土

槽実験によ り ， 埋設電極を用いた時系列で測定された比

抵抗 ト モグ ラ フ ィ 解析によ って埋立廃棄物層の洗い出し

効果を可視化する こ と ができ た。 また， 電磁探査な らび

に自然電位探査によ り 浅部におけ る水分の状態を非接触

で確認でき る こ と を示し， 高密度比抵抗探査結果 と の比

較検証を行った。

　（ ３ ） 埋立開始後 40 年， 終了後 10 年が経過し てお り 約

６ ｍ の埋立深さ を有する一般廃棄物最終処分場の廃棄物

層内に存在する微生物群集解析の結果，深度を問わず α，

β，および γProteobacteria に属する グループの細菌が優

占し ている こ と が示された。 これまで， 安定化進行途上

にあ る廃棄物層からは絶対嫌気性の Clostridium 属近縁の

細菌が検出されていたが， 当該処分場か らは検出されな

かった。 また， 古細菌の占める割合も 10％以下 と低いこ

と が示された。 以上の結果を元に， 微生物生態学的観点

か らは， 当該処分場の廃棄物層内におけ る有機物分解は

収束に向かいつつあ り ， 安定化が進行し ている状態にあ

る こ と が推測された。

　（ ４ ） 埋立層内の安定化促進を目的に， 透水 ・ 透気性を

向上させる混合前処理手法， 焼却灰中の重金属の溶出特

性を制御する ための有機物の混合および水熱反応処理，

層内へ酸素を供給する ための大気導入技術について， そ

の効果を評価し た。 混合前処理に よ って， 汚泥の透水 ・

透気性を高める ための混合廃棄物の種類 と 許容汚泥埋立

量を提示し た。 水熱反応処理によ って， 腐植物質が生成

され， 重金属の溶出が抑制される効果を解明し た。 パイ

ロ ッ ト ス ケールのテス ト セルにおいて， 大気導入のため

の装置を設置し た。 また，大気導入によ って層内の pH を

中性化し た場合の微生物活性の増加について検討する た

めに，pH を設定し た溶液の微生物によ る酸素消費速度の

差を検討し， 中性に近いほど酸素消費の開始が早い こ と

を明らかにし た。

　（ ５ ） 底部遮水工の一つであ るベン ト ナイ ト 混合土ラ イ

ナーの長期的な熱耐久性について検証するため， 摂氏 60

～80度の環境下で実験可能な柔壁型三軸透水試験装置 と

圧密試験装置を開発し た。

　（ ６ ） アンケー ト と ヒ ア リ ングによ って得られたデータ

を基にし て， 最終処分場の構造や維持管理手法等の処分

場内部情報を修正整理する と と も に， 最終処分場立地特

性と し て地形， 地質， 気象条件等の地理情報を GIS 上で

組み合わせ， 環境影響ポテンシ ャルのラ ンキングシステ

ムを試作し た。 また， 一般及び産業廃棄物処分場の浸出

水処理施設におけ る処理工程ご と の汚濁成分除去性能 と

生態毒性削減性能評価 （バイオア ッ セ イ） を実施し， 高

濃度無機塩類等は生物処理を主体 と する浸出水処理プロ

セスでは除去されない こ と を明ら かにし， 塩類やホ ウ素

などの無機成分 と 親水性勇気化合物を同時に除去する た

めの技術と し て， 逆浸透膜法 （RO 膜法） の適用性につい

て検討し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 龍谷大学 （石垣智基， 岸本直之）， 岡山大

学 （小野芳朗，毛利紫乃），埼玉県環境科学国際セン ター，

千葉県環境研究セン ター， 東京都環境科学研究所， 神奈

川県環境科学セン ター， 大成建設株式会社， 太平興産株

式会社， 大阪市立大学， 高知大学， 愛媛大学， 神戸大学，

室蘭工業大学 （吉田秀樹）， ホージュ ン， ダ イヤコ ンサル

タ ン ト ， 太平洋セ メ ン ト ， 日本国土開発

（5） 　 有機性廃棄物の資源化技術・システムの開発に関す

る研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB404
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 川本克也， 山田正人， 山田亜矢

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 有機性廃棄物の資源化技術 と し て， 乳酸化， 炭

化など炭素回収技術， 並びにアンモニア回収技術を開発

する と と も に， それらの技術を利用し た資源化システム

を地域におけ る有機性廃棄物の排出構造や リ サイ クル製

品の需要構造を踏まえて最適化する手法を提案する。

〔内容および成果〕

　 有機性廃棄物の資源化シス テム設計の支援を目的 と し

て埼玉県を事例 と し た食品廃棄物および農業系廃棄物の

組成データベース を作成し た。 この組成データベース と，

すでに整備し た埼玉県におけ る産業小分類事業種別の排

出量原単位によ り ， 埼玉県におけ る細分類事業種別の雇

用者一人当た り の排出組成データベース を作成し た。 な

お， 組成データ作成の過程で測定の迅速簡便化のための

フー リ エ変換 NIR によ る多成分同時分析ツールの開発を

行った。 資源化技術では， 生ごみを炭素源 と し た乳酸回

収装置にて実証実験を行い， 電気透析脱塩液の再利用 と

pH 調整への廃卵殻の利用によ って乳酸回収に飼料化を

付加し たゼロエ ミ ッ シ ョ ン型資源化システムの実用可能

性を明らかにし た。 また， 超臨界 CO2 によ る廃棄物から

のア ミ ノ 酸誘導体やビ タ ミ ン物質の抽出条件に関する基

礎特性を明確にし， 資源化技術実用化への方向性を明確

にし た。 粒状 リ ン酸マグネシ ウ ムアンモニ ウ ム ６ 水塩を

循環利用する ア ンモニア回収装置での実証実験に よ り ，

最適な乾燥温度， 溶液 pH および攪拌時間を見いだし た。

特に高温処理における MAP の劣化が，結晶組成変化 （ １

水塩化， メ タ リ ン酸化やピ ロ リ ン酸化） によ る こ と を明

ら かにし た。 また， 回収し た乳酸， 発酵生成物を利用し

た飼料およびアンモニア脱離液の安全性を， ヒ ト や動物

への感染性および重金属含有量から評価し た。その結果，

牛糞の中温 メ タ ン発酵 （ク ロ ス ト リ ジ ウ ム） や人， 牛，

豚糞の未発酵コ ンポス ト （ノ ロ ウ イルス， エンテ ロ ウ イ

ルス） を除き， 感染性は微弱であ り ， また ク ロ ム， カ ド

ミ ウ ム， 鉛 と いった有害重金属の含有はほ と んど見られ

ず， 再資源化物の安全性が確認する こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター 　

共同研究者 （研究機関） ： 岡田光正 （広島大学大学院） ，

今岡務 （広島工業大学）， 西嶋渉 （広島大学大学院）， 西

村文武 （愛媛大学）， 土手裕 （宮崎大学）， 秋山茂 （北里

大学），藤原拓 （高知大学），西尾治 （国立感染症研究所），

西村和之 （広島県立大学）， 大河内由美子 （京都大学大学

院）

（6） 　 バイオ資源 ・ 廃棄物等からの水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0307BH593

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 稲森悠平， 倉持秀敏， 平井康宏，

蛯江美孝， 呉畏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 燃料電池の燃料と なる水素は， 天然ガスや メ タ

ノ ールか らの製造が可能であ る も のの， 多様な用途が期

待されるバイオ資源や廃棄物か らの製造については技術

が確立し ていない。 それら潜在的利用価値の高いバイオ

資源等か ら水素を効率的に製造する ため， ガス化改質や

ガス精製等の技術開発を行い， 地域特性に応じ た地域内

自立型の資源 ・ 環境負荷最小化システム， さ ら には地域

間統合に関する システム解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 熱分解ガス化 ・ 改質操作技術の基礎研究 ： RDF と

RPF を対象廃棄物 と し， 改質工程にニ ッ ケル系の改質触

媒 と 酸化カルシ ウ ム （CaO） を組み合わせたガス化－改

質実験を行い， 水素ほか主要成分の生成特性 と 操作因子

の影響を解明する と と も に， 環境負荷物質の発生挙動を

把握し， 抑制方策の検討も行った。 触媒と CaO の複合適

用によ り ， 比較的低い温度の 750 ℃において も水素濃度

50 vol％以上のガス を生成し，また水素生成量が原料 １ kg

あた り 40 mole と なって目標値に達し た。 他の類似研究

と の比較か ら， 本技術は最も有効な水素製造技術の一つ

と 確認された。 また， タール濃度についてガス利用用途

と想定する燃料電池の許容値 200 mg/m3
N 以下に抑制可能

であったほか， 中和によ り HCl や H2S などの酸性ガス成

分を効率的に除去する こ と も明ら かにし た。 なお， ダ イ

オキシン類分解触媒 と 脱硫剤を後段で適用する こ と によ

り さ らに除去効率が向上し た。 CaO の効果について， 電

子顕微鏡を用いた観察などから Ca によ る H2S の分解固定

化が確認された。 以上よ り ， 本技術が廃棄物の ク リ ーン

ガ ス化 と ガ ス化技術利用の拡大に寄与す る と 考え ら れ

た。

　（ ２ ） バイオ資源の生物変換技術の高効率化 ： 回分 と 連

続水素発酵試験か ら， 穀物残渣， ジ ャ ガ イモ， 生ごみは

水素回収に有望なバ イ オマ スであ る こ と が示唆 さ れた。
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連続試験における ジ ャガ イモを用いた中温 （35 ℃） ， 高

温 （50 ℃）， 超高温 （70 ℃） 水素発酵を比べ， 水素生成

量及び炭水化物の分解率と も， 中温 > 高温 > 超高温の順

であ り ， タ ンパク質の分解率は中温 < 高温 < 超高温 と逆

の順であった。 水素生成は主に炭水化物の分解過程で生

成され， タ ンパク質は水素生成に貢献し ない こ と が示唆

さ れた。 生ごみ ・ セルロース混合廃棄物を用いた水素 ・

メ タ ン発酵プロ セスにおけ る除去ヘキ ソース当 り の水素

収率は 50 ℃ と 70 ℃それぞれ 1.1 mol H2 ・ mol-1hexose，1.5

mol H2・mol-1 hexose であ り ，50 ℃よ り 70 ℃の方が炭水化

物分解率は低いに も かかわ ら ず水素収率は高い こ と か

ら， 超高温水素発酵は可溶化 と と も に， セルロースか ら

の水素生成向上への貢献が期待で き る こ と が示唆 さ れ

た。 これら を踏まえ る と， 生ごみから高温 （50 ℃） 水素 ・

メ タ ン発酵システムにおけ る湿重量 （TS20％） 当 り ， 水

素発酵槽から消化ガス 35 m3 ・ t-1-wet， 水素 36％， メ タ ン

生成槽から消化ガス 104 m3 ・ t-1-wet， メ タ ン 65％を回収

する こ と ができ る と試算される。

　（ ３ ） 木質バイオ原料か らの改質ガスの精製及び水蒸気

改質技術の開発， 実用化にあたっての応用研究 ： ベンチ

ス ケール装置 と し て流動層ガス化炉を使用し， 基礎研究

で得られた最適触媒， 最適操作条件下で， 熱分解ガス中

の水素濃度， タール分解性能等を評価し た。 原料には，

WBP （Woody Biomass Pellet） および RPF を用いて， 触媒

によ り 熱分解ガス中のH2濃度が高められる こ と等を確認

し た。 また， 水蒸気改質技術および改質ガスの精製技術

の開発と し て， 水素製造量 １  Nm3/h スケールのベンチス

ケール装置を製作 ・ 運転し， 自己熱改質器 ・ CO 変成反応

器・CO 酸化反応器の各プロセス を連結し た場合の性能確

認及び課題の抽出を行 う と と も に， 燃料電池被毒物質の

除去について， メ タ ン発酵ガス中の硫黄分を除去する た

めの除去剤の特性試験を実施し， 予備精製システムの構

築を行った。

　（ ４ ） バイオ資源の生物変換技術の高効率化 （バイオ基

質に応じ た メ タ ン発酵技術の開発）：有機性廃棄物の効率

的な メ タ ン発酵を実現する ために紙類ごみ， 廃グ リ セ リ

ンなどの炭化水素原料及びそれら を人工生ごみ と 混合 ・

調整し た混合基質の メ タ ン発酵実験を行い， バイオガス

の生成能及び メ タ ン発酵特性を評価し た。 可燃ごみを処

理し た発酵槽か ら発生し たろ液及び発酵残渣を原料 と し

て， 80 ℃の超高温可溶化実験を行い， 高温可溶化技術を

評価し た。 また， 生ごみの高負荷及び高効率嫌気性 メ タ

ン発酵を達成する ため， 実ス ケールの高温 メ タ ン発酵槽

を用いて微生物の群集解析及びその定量を行い， 微生物

指標の確立に向けた知見を得た。

　（ ５ ） 被毒物質の影響等を踏まえた燃料電池の発電特性

評価 ： 燃料ガス中に微量含まれる不飽和系炭化水素等に

よ る燃料電池での炭素析出に関する メ カニズムの基礎研

究 と 対応策の検討を行い， 析出炭素除去条件の検討 と し

ては， 不飽和炭化水素に起因する改質触媒への析出炭素

はH2/H2Oガス を導入する こ と で除去可能であ る こ と等を

確認し た。 炭素析出 ・ 除去繰返し操作によ る触媒への影

響評価， 析出炭素除去後の都市ガス改質におけ る炭素自

己成長評価， パンチ板閉塞に対する アル ミ ナボール追加

の評価も実施し た。 また，PEFC 等の燃料電池におけるバ

イオ資源や廃棄物由来の燃料ガスの適用性について， 文

献調査や適用性検討を並行し て行い， 燃料ガスに含まれ

る可能性のあ る不純物の う ち，特に NH3，炭化水素， ター

ル， 重金属等に対する評価が不足し ている こ と を確認し

た。

　（ ６ ） 水素サ イ ク ルシ ス テ ム構築のためのシ ス テ ム研

究 ： バイオ資源 ・ 廃棄物等の発生量および堆肥の需要量

を月別に推定し た。wet 系バイオマスの利用可能量は年間

を通じ て大き な変動がないのに対し，dry 系バイオマスは

季節変動が大き く ， 特に ９ 月 と 10 月に発生量が急増す

る。 N, P 肥料需要量は， と も に ４ ～ ５ 月に需要が多 く ，

６ 月及び 11 ～ １ 月に需要が少ない。全国及び京都市を対

象に， バイオマスの農耕地での需給バラ ン ス を制約条件

と し て，主に GHG 排出量を評価指標 とするバイオマス利

用システムのケース ス タデ ィ 及びGHG排出量最少システ

ムを検討し た。GHG排出量最少システムを検討し た結果，

国内のバイオマス利用によ る GHG排出量は -1,251～ -849

万 ト ン -CO2eq/ 年であ り ， 家畜ふん尿及び食品廃棄物は

メ タ ン発酵，汚泥類は焼却あ るいは メ タ ン発酵， dry 系バ

イオマスはガス化あ るいは焼却の組み合わせ と な る可能

性が高い。パラ メ ータ を操作させる こ と で GHG 排出量最

少システムの構成は変化する ため， よ り 厳密なシス テム

の提案を行 う には， 対象地域でのパラ メ ータの調査を行

い適切に設定する必要があ る。

〔備考〕

環境省地球環境局からの受託調査研究と し て実施。

研究代表者 ： 酒井伸一 （客員研究官 ； 京大教授）

共同研究機関 ： ト ヨ タ自動車株式会社， 日立造船株式会

社， 株式会社タ ク マ

（7） 　 最終処分場における環境汚染修復ポテ ンシ ャル評

価のための DNA マイ ク ロアレ イ構築

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0405CD763

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 井上雄三， Bulent Inanc

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物最終処分プ ロ セ ス の適切な維持管理の

ために， 処分場内部での汚染物質の挙動， 特に生物的な

反応に関し て評価 ・ 解析を加え る こ と は， 処分場内部の

汚染修復 ・ 環境浄化ポテンシ ャルの評価項目 と し て極め

て重要な意味を有する と 考え られる。 本研究では， 廃棄

物最終処分場の現状評価および将来予測に適用可能な，

処分場内微生物の化学物質分解能力診断ツールの開発を

行 う 。 主要な化学物質分解遺伝子群を選抜し， その発現

能力を網羅的に評価するDNA簡易マイ ク ロ アレ イ を構築

し， 処分場の環境汚染修復ポテンシ ャル評価ツール と し

て提案する。

〔内容および成果〕

　 廃棄物最終処分場浸出水において頻出の有害化学物質

を対象と し た分解遺伝子群を Web 上データベース よ り 選

抜し簡易 DNA マイ ク ロ アレ イ を作成し た。最終処分場浸

出水よ り 核酸を抽出および濃縮 ・ 精製し マイ ク ロ アレ イ

にハイブ リ ダ イ ズ可能な量および純度のDNAを得る と と

もに，作成し た簡易マイ ク ロ アレ イによ る評価を行った。

その結果，DNA 抽出源であ る埋立地浸出水の性状に応じ

て， 異な る発現プロ フ ァ イルパターンが確認され， 最終

処分場の環境汚染修復ポテンシ ャルの評価に適用可能で

あ る こ と が示された。

〔備考〕

石垣智基 （龍谷大学）

（8） 　 埋立層内ガスに着目 し た海面埋立最終処分場の安

定化メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0405MA394

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 遠藤和人， 坂内修

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 海面埋立処分場は広域廃棄物処理において重

要な位置を占めてお り ， その リ ス ク管理が社会的に求め

られている。 埋立廃棄物を早期に安定化させ， 廃止へ と

導 く こ と は， 維持管理コ ス ト のみな らず リ ス ク の削減を

も果たすこ と が可能 と な る。 海面埋立処分場では， 埋立

廃棄物層を嫌気性雰囲気から好気性に変遷させ， 安定化

を促進させる一つの手法 と し て排水暗渠の敷設が挙げら

れる。 本研究は， 安定化促進 と リ ス ク削減方策 と し て排

水暗渠が敷設された実際の海面埋立処分場におけ る安定

化の挙動を， 埋立廃棄物層内のガス質， 温度， 微生物相

の変化によ って評価し， その メ カニズムを解明する こ と

が目的であ る。

〔内容および成果〕

　 海面埋立処分場の埋立廃棄物の性状 と し て， 間隙ガス

な らびに温度の深度プロ フ ァ イルをモニ タ リ ングする た

めの観測ステーシ ョ ン ２ 基のモニ タ リ ングを継続し， 前

年度に引き続き約 ２ 年間のデータ を蓄積し た。 ガス成分

濃度 と 温度の深度プロ フ ァ イルは前年度 と 同様の傾向を

示し， メ タ ンガス濃度は春 と 秋に上昇する傾向が観察さ

れた。 また， 温度プロ フ ァ イル と 気温変動を用いて埋立

廃棄物から の熱フ ラ ッ ク ス量を推定する ための逆解析手

法を開発し， 熱フ ラ ッ ク スの推定を行った。 本年度は新

たにガス発生圧力の深度プロ フ ァ イルをモニ タ リ ングす

る ための装置を開発し， それぞれの観測ステーシ ョ ン近

傍に新設し， 連続モニ タ リ ング項目に追加し た。 圧力測

定器設置に と も な う ボー リ ング掘削試料を用いて， 対象

の海面処分場の埋立廃棄物の性状を確認し た こ と ろ， 廃

棄物層の上端から約 1 m 程度までの電気電導度が低 く ，

洗い出し効果が確認されたが， 易分解性有機物量や強熱

減量に変化はみられなかった。 また， 約 1 m の深度まで

の細菌数は多 く ， それ以深の細菌数の約 10 倍程度であ

り ， 深 く な るにつれて真性細菌に比較し て古細菌の割合

が増加する こ と が確認された。

〔備考〕

（9） 　 アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM 事業に資

する温室効果ガス排出削減量予測および排出削減対

策の評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0406BB384

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 井上雄三， 大迫政浩， Bulent Inanc

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 我が国の温室効果ガ ス削減目標を国内対策の

みで達成する こ と は現実的に極めて困難な状況にあ り ，

京都 メ カニズムの柔軟性を活用する排出削減対策が既に

必要不可欠 と なっている。 多 く のアジア諸国において有

機物含有廃棄物が埋立処分 さ れてい る現状を鑑みる と，
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廃棄物埋立地からの メ タ ン排出は CDM 事業の対象 と し

て有望であ る。 一方で当該国におけ る排出目録の精緻化

な く し ては事業実施の適切な評価が困難であ り ， 個別サ

イ ト におけ る観測が不十分であればベース ラ イ ン設定に

も影響を与え る。 本研究では， アジア諸国の廃棄物埋立

地における CDM 事業の円滑実施に向けた情報整備 と し

て， ベース ラ イ ン ・ 排出削減量予測に必要な基本情報の

収得 ・ 推定のための方法論を提示する と と も に， 現地で

の実用的モニタ リ ング手法を提案する。

〔内容および成果〕

　 タ イ ・ ホア ヒ ン市の埋立地にて現地調査を行い， 赤外

線 メ タ ン検知器 と 静置式チャ ンバー法を組み合わせたフ

ラ ッ ク ス現場測定法を試行し た。 赤外線 メ タ ン検出器を

用いてス ク リ ーニング し た 30 ヵ所の測点で メ タ ンフ ラ ッ

ク スの平均値は約 50 gCH4 m-2 day-1 であ り ，赤外線 メ タ ン

検知器のターゲ ッ ト と し て振動板を利用し て計測する こ

と で， グ ラ ブサンプルで濃度を測定する従来法で得たフ

ラ ッ ク ス値 と 高い相関関係が得られ， 正確なフ ラ ッ ク ス

の現場モニ タ リ ングが可能であ る こ と が示された。 ベ ト

ナム ・ ホーチ ミ ン市の廃棄物管理の行政担当局であ る自

然資源環境局およびホーチ ミ ン市環境公社におけ る現地

踏査および ヒ ア リ ングを実施し， 生活系廃棄物は中間処

理されておらず直接埋立処分されている こ と， 現在運用

中の埋立地の一部において， 埋立地ガス回収および発電

が実施されている こ と など前年度調査し たハ ノ イ市 と は

廃棄物管理の体系が大き く 異な る こ と が示された。 ホー

チ ミ ン市の廃棄物が搬入されている，Phouc Hiep 埋立地，

Go Cat 埋立地および Dong Tanh 埋立地における，廃棄物搬

入量， 維持管理項目， および跡地利用に関する情報を収

集し た。 また， ハ ノ イ市の廃棄物管理を担当するハ ノ イ

環境公社において， 大学研究者， 技術者， 職員を中心に

60 名程度の参加者のも と， アジア諸国の廃棄物適正管理

に関する ワーク シ ョ ッ プを開催し た。

〔備考〕

共同研究者：石垣智基（龍谷大学），Sirintornthep Towprayoon

（ King Mongkut’s University of Technology Thonburi）

（10） 　 最終処分場の早期跡地利用を考慮し た多機能型覆

土の検討

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0406BY756

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○遠藤和人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 井上雄三， 山田正人

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物最終処分場の早期跡地利用の実現のた

めには， 発生ガ ス対策 （排除） や環境に調和 し なが ら，

廃棄物層内の安定化促進を目的 と し た適切な水分 と 酸素

の供給が必要 と される。 水分 と 酸素を上部よ り 廃棄物層

に供給し なが ら， 発生するガス を排除する と い う 二律背

反する課題の達成 と， 構造的な安定性を維持する ために

は複合的な要素を含んだ多機能型覆土構造の構築が必要

と な る。 こ の多機能型覆土構造 と し て， 建設発生土， 廃

棄物を使用し， その材料特性を把握する と と も に， 安定

化や跡地利用の度合いにし たがって覆土の機能を変更す

る こ と が可能なシステムを提案する。

〔内容および成果〕

　 多機能型覆土はバ リ ア層 と 透気層か ら 構成 さ れ る た

め， 物理的に大き く 異な る材料を組み合わせる必要があ

り ， 実験装置自体も それぞれの目的に応じ て開発し なけ

ればな ら ない。 前年度開発し た不飽和透水透気試験装置

につづいて， 難透水性材料の不飽和浸透特性を試験でき

る装置を製作し， バ リ ア層の水分特性曲線を求めた。 水

分保持曲線よ り ， マ ト リ ッ ク ポテンシ ャル と 気相率を読

み取 る こ と で微生物活動の可能性について検証を行っ

た。 また， 通気層におけ る硫化水素ガス捕そ く 性能を評

価する ため， 酸化鉄を多 く 含んだ添加材を選定し， 室内

バッ チ試験によ り 捕そ く 能試験を行った。 通気層では メ

タ ン酸化反応も期待される ため， 前年に引き続き カ ラ ム

試験を継続し， 各種土壌やス ラ グを用いて メ タ ン酸化速

度を検証し た。 多機能型覆土は薄層の積層型最終覆土で

あ り ， 可能な限 り 均一な強度 （密度） を有する施工が求

め られる ため， 薄層埋立に最適な締固め管理手法 と し て

鉄球落下法を採用し， 多機能型覆土への適用性を評価し

た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 茨城大学 （小峯秀雄）， 龍谷大学 （石垣智

基）， セン ト ラル技研

（11） 　 廃棄物処分場の有害物質の安全 ・ 安心保障

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0406BY762

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山田正人， Bulent Inanc， 遠藤和人，

阿部誠， 鄭修貞， 坂内修， 朝倉宏， 山田亜矢
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〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の最終処分場は地域住民に と っては， 迷

惑施設であ り 安心が保障されていない。 これが設置でき

な く な る と 社会に と っては有害廃棄物の生活空間か らの

除去 と い う 安全が保障されない。 本研究は， 廃棄物処分

場の有害化学物質に着目し， 挙動がほ と んど未解明であ

る処分場内での動向 と 浸出水水質を解析する と と も に，

地下へ漏洩し た場合の拡散を解析し， その対処のための

技術的方法を提示する。

〔内容および成果〕

　 本研究のテーマは以下の ５ テーマに分類される。

（ １ ） 物理的要因によ る底部遮水工の破壊 メ カニズムの解

明 　 （ ２ ） 廃棄物層内大気導入によ る浸出水水質改善及び

浸出水処理技術の開発 　 （ ３ ） 内部保有水の水質形成 と移

動 メ カニズムの解明 　 （ ４ ） 処分場におけるガス発生によ

る内部ス テージ反応の推定方法の開発， および非破壊的

手法によ る埋立地活性分布評価手法の提案 　 （ ５ ） 処分場

の監視 と 立地特性化によ る環境影響ポテンシ ャルの管理

手法の構築。 本年度得られた研究成果をテーマご と に述

べる。

　（ １ ） 物理的要因によ る遮水工破壊 メ カニズムの解明 と

し て， 廃棄物の発熱が遮水工に与え る影響を検討する た

め，ベン ト ナイ ト 混合土ラ イナーを対象と し て摂氏 60 度

の高温環境下での柔壁型三軸透水試験を開始し た。また，

高温環境下におけ るベン ト ナイ ト 混合土の沈下挙動を検

討する ため，透水試験 と同様の摂氏 60 度環境下での圧密

試験装置を開発し た。

　（ ２ ） 廃棄物層内への大気導入によ る浸出水の水質改善

効果を検証する ため， 埼玉県環境整備セン ターに一般廃

棄物 と 産業廃棄物の混合廃棄物埋立を対象 と し たパ イ

ロ ッ ト ス ケール実験施設 と し て， テス ト セルを ４ 基設置

し， う ち ２ 基において大気導入用の送気井を設け， 大気

導入技術の試行を開始し た。 各テス ト セルか ら浸出水を

採取し， 一般汚濁成分な らびに親水性有害物質等を化学

分析によ り 測定し， テス ト セルご と の浸出水水質のモニ

タ リ ングを開始し た。 また， 前年度に引き続き既存の一

般廃棄物及び産業廃棄物最終処分場の浸出水処理施設の

工程ご と の浸出水性状の変化を化学分析に よ り 測定し，

一般汚濁物質な らびに親水性有害物質の除去性能を評価

し た。同時にオオ ミ ジン コ を用いた生態毒性試験を行い，

化学分析では評価で き ない複合毒性等の評価を行った。

その結果， 処理施設によ っては浸出水のオオ ミ ジン コに

対する影響が処理工程を経て も軽減されていない こ と が

判明し た。 新しい浸出水処理技術の開発 と し て， 凝集沈

殿な らびに膜処理 （MF および RO 膜） を組み合わせた室

内実験によ り ， 浸出水中の一般汚濁成分な らびに親水性

有害物質除去に対する操作条件の最適化を検討し， 凝集

沈殿， MF および RO 膜を組み合わせる こ と によ り ，有害

物質を効果的に除去可能であ り ， オオ ミ ジン コに対する

生態毒性の影響が軽減される こ と が明らかになった。

　（ ３ ） 内部保有水の水質悪化 メ カニズムを解明する こ と

を目的 と し たベンチ ス ケールの室内実験用土槽を作成

し， 地盤中の水みちや宙水の存在を比抵抗 ト モグ ラ フ ィ

によ って探査する ための最適手法を検討し た。 地盤を対

象 と し た予備実験を通し て， 間隙水の移動挙動が比抵抗

ト モグ ラ フ ィ に よ っ て的確に観察で き る こ と が確認 さ

れ， 本実験であ る混合廃棄物での内部保有水の水質悪化

試験への準備を行った。 埼玉県環境整備セン ター内に設

置された ４ 基のテス ト セルを対象 と し た埋め込み電極に

よ る比抵抗 ト モグ ラ フ ィ 探査では， 降雨浸透 と と も に廃

棄物の洗い出し効果を比抵抗によ って観察する こ と が可

能であった。

　（ ４ ） パイ ロ ッ ト ス ケール試験であ る埼玉の ４ 基のテス

ト セルにおいて， 廃棄物層内ガス組成な らびに地表面ガ

ス フ ラ ッ ク ス を計測し， 一般廃棄物 と 産業廃棄物の混合

廃棄物， さ ら にコ ンポス ト を添加し た富有機物混合廃棄

物の埋立終了後数 ヵ 月におけ る ガス組成な らびにガス量

の変化を追跡し た。 埋立層内ガスでは， 初期に水素濃度

が高 く ， メ タ ン濃度が数 ヵ 月で同レベルに上昇し て水素

濃度 と 逆転する こ と， また， 二酸化炭素濃度が メ タ ン濃

度の半分以下で推移する こ と から，埋立から 30 日程度で

埋立層内が急速に嫌気化し て水素生成期にいた り ， 数 ヵ

月 と い う 短期間で メ タ ン生成 （発達） 期に遷移する こ と

を示し ている。 これよ り ， 埋立初期におけ る内部反応の

推定においては， 0.1 ～ 10％オーダーで存在するマ ク ロ

な微生物代謝ガ ス の組成が指標 と な る こ と が明 ら かに

なった。 メ タ ンおよび二酸化炭素濃度は， コ ンポス ト を

一緒に埋め立てたセルにおいて も通常の数％レベルであ

り ， 想定される埋立地ガス よ り 低い。 また， これら代謝

ガス濃度が上部の廃棄物層で高い こ と は， 焼却残さ等に

高濃度で含まれる無機塩類， 時にアルカ リ が微生物代謝

を阻害または遅延させている ため と 考え られ， 浸透水に

よ る無機塩類の洗い出しや二酸化炭素等によ る廃棄物層

の中和が， 無機 ・ 残さ系の廃棄物の埋立において， 生物

学的な内部反応を規定する重要な過程であ る こ と を示し

ている。

　（ ５ ） 前年度にアンケー ト 調査を実施し た一般廃棄物最

終処分場について， ヒ ア リ ング調査を行った。 ヒ ア リ ン

グ調査の結果によ り アンケー ト を補完し， 最終処分場の

構造や維持管理手法等の処分場の内部情報を収集整理し
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た。 最終処分場の立地によ る地形， 地質， 気象条件等の

地理情報を GIS 上でス コ ア リ ング し， 処分場の情報 と立

地によ る地理情報を統合し た環境影響ポテンシ ャルのラ

ンキングシステムを試作し た。 また， 埋立廃棄物の性状

を監視する こ と を目的に， 前年度設置し た埋立地内観測

井について， 内部ガス と 深度ご と の温度を連続自動モニ

タ リ ング し た。 深度ご と の温度分布か ら日変動や季節変

動を観測し た。 深 く な るにつれ温度変化は小さ く な り 恒

温 と なった。 内部ガスモニ タ リ ング結果か ら メ タ ンガス

発生速度と酸素消費速度を推定し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 岡山大学 （小野芳朗， 毛利紫乃）， 埼玉県

環境科学国際セン ター， 大阪市立大学， 高知大学， 愛媛

大学， 神戸大学， 室蘭工業大学， 龍谷大学 （石垣智基，

岸本直之）， ホージュ ン， ダ イヤコ ンサルタ ン ト ， 太平洋

セ メ ン ト ， 日本国土開発

（12） 　 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規

格最終処分システムに関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0407BC381

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山田正人， Bulent Inanc， 遠藤和人，

朝倉宏， 大迫政浩

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の選別や前処理な どに よ る埋立廃棄物

の品質 （性状） 制御および埋立層内の物理 ・ 化学 ・ 生物

学的な環境を工学的に改善可能 と する埋立構造を検討す

る。 また， 埋立構造によ って も た ら される長期安定化プ

ロセス を， 実験 と モデル解析か ら予測し， 品質制御な ら

びに高規格埋立処分の技術評価を行 う 。 埋立構造や品質

制御， な らびに安定化に要する維持管理時間を考慮し た

総コ ス ト を比較評価し， 高度に発達し た社会が受け入れ

可能な最終処分の形態を提案する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 循環型社会におけ る最終処分場の役割 ： 我が国で

は， 廃棄物処理施設の用地確保が住民の反対のために困

難さ を増し てお り ， 住民が建設に反対する理由 と 受容さ

れる ための条件について検討すべ く ， 処理施設および予

定地の周辺住民に対し て ヒ ア リ ング調査を実施し た。 施

設に対する態度を決定する要因の中で も， 行政／業者の

対応によ る も のが大きかった。 現在の住民に対する十分

な説明， 情報公開， 事故等に対する迅速な対応， 地域へ

の貢献な ど に よ っ て， 住民に受容 さ れてい る こ と がわ

かった。

　（ ２ ） 埋立廃棄物の量及び物性評価 ： 埋立廃棄物の量お

よび品質に関する DB を作成する こ と を目的に， 産業廃

棄物について， 最終処分場の上流側施設であ る中間処理

施設の代表的な施設におけ る 廃棄物フ ロ ーの把握を行

い， 重量 ・ 有機物 ・ 重金属含有量などの埋立廃棄物の品

質を向上させる ための最適な中間処理フ ローをシナ リ オ

解析し た。 また， 一般廃棄物不燃物破砕残渣について性

状調査を行い，家庭ごみの分別方法，破砕選別処理フ ロー

および残渣の粒径によ る含有重金属などの成分量につい

て考察し， その特徴を明らかにし た。

　（ ３ ） 前処理技術等によ る埋立廃棄物の品質改善 ： 複数

種の廃棄物を混合させて， 最終処分場安定化促進に寄与

するパラ メ ータ を評価し た。 埋立層内の透水性 ・ 透気性

向上を目的に， 不透水性の建設汚泥に他の廃棄物を混合

し て透水 ・ 透気係数を測定し， 許容でき る汚泥混合率を

把握し た。 また， 混合廃棄物の水熱処理によ って， 焼却

灰中の重金属の溶出防止 と， 有機汚泥の炭化促進 （安定

化） を同時にねら う 前処理技術について検討し， 最適な

処理条件を調べた。

　（ ４ ） 初期品質選定埋立廃棄物の埋立層内での長期挙

動：最終処分場埋立層の保有水排除を促進させる ために，

覆土開削等よ る水分移動特性の改善効果について， 数値

的シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る評価を行った。 ま た， 覆土 ・

埋立廃棄物の混合品種を変化させる こ と によ る， 埋立廃

棄物の長期的安定化挙動を追跡す る ための ラ イ シ メ ー

タ ・ カ ラ ム試験を行い， 浸透水 と 発生ガスについて測定

し た。

　（ ５ ） 埋立処分場の安定化 と その評価 ： 我が国において

は， 埋立廃棄物の無機化が進んでいるが， 焼却灰の固結

化等によ り 埋立層の鉱物学的安定化 ・ 無機物の溶出の促

進抑制 ・ 地盤工学的安定化などについて遅延が生じ る可

能性が出て き た。 これら の問題を解決する ために， 焼却

灰に有機性廃棄物を混合 し， 浸透水を分析す る こ と に

よ って， 有機物の混合埋立によ る安定化の挙動 と 促進効

果を評価し た。

〔備考〕

共同研究機関 : 北海道大学 （松藤敏彦 ・ 東條安匡）， 九州

大学 （島岡隆行）， 龍谷大学 （石垣智基）， 埼玉県環境科

学国際セン ター， 日本環境衛生セン ター
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（13） 　 最終処分場安定化実態把握手法検討調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505BY929

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

センタ ー），井上雄三， 遠藤和人， 坂内修， 阿部誠

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の最終処分場の跡地利用がな さ れた場

合， 利用方法によ っては環境保全上の問題が生じ るおそ

れがあ る。 最終処分場におけ る適正かつ円滑な廃止を促

すために， 埋立区域内でボー リ ングを行って埋立後の廃

棄物の変化を調べる と と も に， ボー リ ング孔を観測井に

仕立て， 内部の保有水， 発生ガスな らびに温度等を監視，

ま た， 保有水分布の経時変化を観測する こ と に よ っ て，

安定化の進行状況を評価する具体的手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 一般廃棄物処分場な らびに産業廃棄物処分場 ３ ヵ 所の

埋立が終了し ている区画を対象 と し て設置された観測井

を用いて埋立廃棄物の安定化に関わる連続モニ タ リ ング

を実施し た。 また， 非破壊非接触式物理探査 （電磁探査）

に よ る 処分場内部状況の診断技術に関 し て検討を行っ

た。

　 前年度， それぞれの処分場に １ 本ずつ設置された観測

井を用いて， 孔内圧力， 孔内温度の深度分布， 大気圧，

降雨量， 気温等のモニ タ リ ングを行った。 埋立廃棄物の

安定化を診断する最も簡単なパラ メ ーター と し て孔内圧

力 と 孔内温度に着目し た。 観測井は密閉式にて設置され

ている ため， 発生し た圧力は観測井内に正圧 と し て作用

し， 外気の影響を比較的受けずに温度の測定も可能であ

る。 一年間を通し た観測の結果， 孔内圧力は -25 ～ 40Pa

程度の間で変化し ている こ と が確認され， 夏期に負圧 と

な り ， 冬期に正圧 と な る傾向がモニ タ リ ング された。 こ

の圧力変動は気圧変化 と の相関はな く ， 温度変化 と の相

関が高い こ と が確認された。 差圧計の温度変化を計測し

た結果 ５ ℃で １ ～ ３ Pa 程度の正圧， 15 ～ 25 ℃で ±0.5Pa

と な る傾向がみられた。 また， 孔内温度の深度分布の計

測結果よ り ， 深部の温度は一年間を通し て一定であ り 20

～ 25 ℃程度であ る こ と が観測された。季節変動の影響を

受けない恒温点が地表面からおおよそ ３ m 前後に位置し

ている こ と と， ０ m， １ m， ２ m の温度経時変化から，

季節変動のピーク が １ ～ ２ ヵ 月程度遅れる こ と が読み取

れた。 こ の こ と から季節変動の影響を除いた廃棄物層の

発熱を熱伝導方程式を用いて解析でき る こ と が示唆され

た。

　 埋立層内部の自然電位の発生 メ カ ニズ ムの一つ と し

て， 汚染物質が分解し てい く 過程で微生物の活動条件の

一因であ る還元環境か ら生じ る酸化還元電位が考え られ

る。 こ のため自然電位 （SP） 探査法を １ ヵ 所の処分場に

ついて年 ２ 回 （夏期及び冬期） 実施し， 埋立地内部の酸

化還元状態を平面的に把握し た。 埋立地内部の調査範囲

は 45m×35m で測定点数は 128 点であった。自然電位は夏

期で -0.07 ～ 0.07V を示し， 冬期で -0.04 ～ 0.05V を示し

た。 冬期では酸化及び還元電位の幅が狭 く なった こ と か

ら， 埋立地内部の微生物活動が活発でない と い う 傾向が

伺えた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター， 千葉県環

境研究セン ター， 神戸市環境局

（14） 　 海面最終処分場の閉鎖 ・ 廃止基準に関する調査解

析業務

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505MA928

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山田正人， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 海面最終処分場の閉鎖 と 廃止ガ イ ド ラ イ ン を

制定する ためには， モニ タ リ ング手法やそのモニ タ リ ン

グ結果の解釈等， 各手法の有用性を評価検討する必要が

あ る。 海面処分場は， 陸上処分場 と はこ と な り ， 自治体

や管理者の独自の維持管理によ って周辺環境へ生活環境

保全上の支障を来さ ないよ う に運営 ・ 管理が行われて き

たが， 閉鎖 ・ 廃止ガ イ ド ラ イ ンを決定する と な る と， 管

理 ・ 運営の技術的課題を整理 ・ 検討する必要が生 じ る。

本研究課題は， ガ イ ド ラ イ ン制定時に必要な技術的かつ

工学的に援用でき る科学的情報を提供する こ と を目的 と

し ている。

〔内容および成果〕

　 既存の海面埋立処分場を対象にし て廃止基準適合判断

を目的 と し た観測井設置位置を決定す る ための調査を

行った。 初期調査 と し て処分場の覆土表面全域におけ る

表面温度， ガス フ ラ ッ ク ス， 土壌ガス成分分析調査を実

施し， 埋立廃棄物の活性が高いであろ う 領域を絞 り 込ん

だ。 次に絞 り 込まれた領域を細分化し， 初期調査 と 同様

の検討を行って最終的に ５ m 角までの絞 り 込みを行い観
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測井を設置し た。 設置し た観測井において， 孔内ガス成

分濃度 と 発生圧力， 温度の深度プロ フ ァ イルを連続モニ

タ リ ング し， メ タ ン と 二酸化炭素の孔内ガス発生フ ラ ッ

ク ス を同定し た。 また， 海面処分場の管理水位のあ り 方

を検討する ため， 数値解析によ って管理水位が周辺環境

へ及ぼす影響を検討し た。 外海の平均水位よ り 低い管理

水位を設定する こ と で， 処分場内か ら の汚濁成分の漏洩

フ ラ ッ ク ス を軽減可能であ る こ と を確認し た。 管理水位

の変動を抑制する ための集排水設備 と し て排水暗渠を想

定し， 降雨浸透によ る水位上昇に伴 う 排水暗渠への汚濁

成分の流入フ ラ ッ ク ス を比濃度を用いて計算し た。 排水

暗渠での汚濁成分フ ラ ッ ク スは， 初期に高いが経年的に

減少し， 最終的にフ ラ ッ ク スが軽減する こ と が計算され

た。 高濃度汚濁成分は処分場深部に封じ込められ， 上部

の埋立廃棄物層のみが浄化 （安定化） される現象が数値

計算によ って確認された。

〔備考〕

（15） 　 再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規

格化に基づ く 安全品質レベルの合理的設定手法に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0507BE509

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 貴田晶子， 崎田省吾， 高橋史武， 鄭

昌煥

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 再生製品の利用拡大が進ま ない大き な原因は

安全性に対す る 不安感であ り ， 安全性を科学合理性を

も って説明でき る評価手法が確立， 体系化されていない

こ と によ る。 また， 社会が要求する安全品質レベルを設

定するには， 国際的にボーダレ ス化する循環フ ローの社

会への様々な影響を勘案し なければな ら ない。 そ こ で，

量的に多い建設資材系の再生製品を対象 と し た土壌 ・ 地

下水への溶出 リ ス ク に焦点をあて， その性状や多様な利

用形態によ る影響の違いを適切に評価でき， かつ長期的

外部環境変化に伴 う 影響など， 目的に応じ た複数の試験

方法を設計し， 実試料を用いた実験的検討等を行って妥

当性を検証し， 一連の試験群を体系的なシステム規格 と

し て提案する。 また， 一連の試験群か ら得られるデータ

を用いた土壌 ・ 地下水への影響予測手法を確立し， 科学

的な不確実性 と 社会的影響を勘案し た合理的な安全品質

レベルの決定手法を構築する。

〔内容および成果〕

　 欧州における CPD （建設資材指令：Construction Product

Directive） の考え方や欧州規格 （CEN） 等を参考に， 試

験群のコ ンセプ ト と 基本的枠組みを設計し た。 溶出試験

と し ては， pH 依存性試験， アルカ リ 側を考慮し たアベイ

ラ ビ リ テ ィ 試験， 拡散溶出試験および連続バッ チ試験を

提案し た。 また， これまでにない新規の対象 と し て， プ

ラ スチ ッ ク中の有機化合物に対する溶出特性を把握する

試験シス テム， 酸化雰囲気下での酸化反応の溶出に与え

る影響を確認する ための試験システムに関する基礎的な

検討を行った。 アべイ ラ ビ リ テ ィ 試験については， 複数

の分析機関で照合試験を実施し て精度確認および試験に

おける課題を整理し た。 また， その他の試験については，

条件設定のために異なった条件での試験を実施し， その

影響の要因等の検討 と それを踏まえた条件の絞 り 込みを

行った。 プラ スチ ッ ク か らの有機化合物溶出特性の検討

においては， 1,4- ジオキサンを対象に各種溶出試験を適

用し，その結果をビ ス フ ェ ノール－ Ａ などの化合物の溶

出特性に関する既存研究結果 と 比較検討し て基礎的な知

見を得た。 酸化雰囲気下での溶出試験では， 昨今問題 と

なった 「フ ェ ロ シル ト 」 を試料 と し て用い， 乾湿繰 り 返

しの操作によ り 酸化反応を促進させる ための環境曝露促

進試験を適用し， 初期には観察されなかった六価ク ロ ム

の溶出の上昇を確認し た。 こ の結果は， 初期時点の溶出

能の確認判断だけでは， 環境影響の評価 と し ては不十分

であ る こ と を表し ている。

　 土壌 ・ 地下水環境への影響に関する シ ミ ュ レーシ ョ ン

モデルについては， 再生製品の利用場の環境， 考慮すべ

き現象およびパラ メ ータの整理を行い， よ り 理論的なア

プローチに基づ く 発生源から のフ ラ ッ ク スの推定を可能

と するモデル （発生源モデル） と， 溶出試験によ り 得ら

れるデータ を入力情報 と し て用い， 発生源か らのフ ラ ッ

ク ス を経験的に土壌 ・ 地下水中移流分散モデルに与え る

プロ ト タ イプ影響予測手法を設計し た。 特に経験的アプ

ローチに基づ く モデル検討においては， 先の標準化のた

めに開発し た溶出試験を ス ラ グや焼却灰試料について適

用し たデータ を基に， 比較的単純な環境場を想定し たシ

ミ ュ レーシ ョ ンを行い， 下流地点での有害物質濃度を推

定し た。

　 一方， 合理的な安全品質レベルの設定手法の検討にお

いては， 焼却残渣， 溶融ス ラ グを対象と し て， 利用形態，

生産 ・ 需要動向等を基にし た技術シナ リ オ設定 と， 安全

品質の要求レベルに応じ たシナ リ オ分析を行い， 循環フ

ローの変化を基にし た LCA/LCC 分析を行った。 土木材

料 １ ト ン と し て， 天然材料 と これら のス ラ グ， 焼却灰の
―  97  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
再生材料を比較し た場合， 天然材料に比較し てス ラ グ材

料はエネルギー消費， 二酸化炭素排出， コ ス ト 共に相当

程度高い こ と がわかった。 こ の結果 と， 上述の溶出試験

や環境影響評価手法に よ る知見等を総合的に勘案し て，

合理的な安全品質レベルを設定し てい く 必要があ る。

〔備考〕

共同研究 ： 廃棄物学会試験検査法部会

2． 3 　 廃棄物処理に係る リ スク制御に関する研究

（1）　バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括モニ

タリングに関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB405

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山田正人， 大迫政浩， 滝上英孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源や廃棄物， 土壌， 排水， 排ガスなどに

含有される重金属類や PCB などの有害物質を， バイ オ

ア ッ セ イ法によ り 包括的に， かつ簡易に検出する測定監

視手法を開発する。 ダ イオキシン類縁化合物把握にむけ

たバイオア ッ セ イ手法の適用 と 未知物質の探索を行 う こ

と によ り ， 循環廃棄過程におけ る塩素化ダ イオキシン類

以外の制御対象物質群候補を ス ク リ ーニングする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） さ まざまな汚染源に由来する環境 ・ 廃棄物媒体へ

　 　 の Ah レセプター結合細胞系ア ッ セイの適用

　 大阪湾表層底質 ６ 検体および， コ ア底質 １ 検体を採取

し て， 塩素化／臭素化ダ イオキシン類 （PCDD/Fs, PBDD/

Fs）， PCBs， 臭素化ジフ ェニルエーテル類 （PBDEs） の分

析を行い底質中動態についての把握を試み， 一方で DR-

CALUX によ り ダ イオキシン様活性の総括把握を行い，化

学分析，CALUX バイオア ッ セイデータの相互比較，考察

を行った。 表層底質試料においては， CALUX で求めた

TEQ（CALUX-TEQ, 3.7～140 pg/g dry weight） と WHO-TEQ

（1.8 ～ 92 pg/g dry weight） と の間に高相関 （r2 = 0.96） が

観察された。一方， コ アス ラ イ ス試料の WHO-TEQ は 5.5

～ 47 pg/g dry weight， CALUX-TEQ は 27 ～ 76 pg/g dry

weight） であ っ た。 表層， コ ア試料を問わず， CALUX-

TEQはWHO-TEQの １ ～ ５ 倍値を示し，塩素化ダ イオキシ

ン類， Co-PCBs 以外のダ イオキシン様物質の存在が示唆

されたが， 実測された PBDD/Fs， PBDEs の個別異性体濃

度に， CALUX で実験的に求めた TEF を乗じ て臭素化物

の CALUX-TEQ への寄与見積も り を試算し た。その結果，

表層底質試料では測定された CALUX-TEQ の平均 11％

（4.7 ～ 31％） について測定し た臭素化物が占めてお り ，

臭素化物の中では特に， DeBDE （BDE-209） と 2,3,7,8-

TeBDF からの寄与が大きいもの と推定された。

　 ダス ト は， ダ イオキシン類縁化合物の室内曝露源 と し

て注目すべき媒体であ り ， 国内のオフ ィ スダス ト および

ハウ スダス ト 約 30 検体を収集し て，有機臭素化合物濃度

および CALUX-TEQ を測定し， 関連性を調べた。 対象ダ

ス ト 試料中の PBDEs， 及び PBDD/Fs 濃度は， それぞれ

140～20,000 ng/g及び1.1～32 ng/gであ り ，PBDEsについて

は， その総濃度は米国におけ る報告値 と 同様の高いレベ

ルにあ る こ と が示された。CALUX-TEQ は 38 ～ 1,400 pg/

g を示し，高活性の試料が存在する こ と が分かった。各試

料において CALUX-TEQ に占める と考え られる PBDEsや

PBDD/DFs の活性寄与を推算し て も全体の ５ ～ 25％程度

しか説明でき なかった。 未知のダ イオキシン様活性物質

についての同定やその由来起源についての調査が継続検

討課題と し て挙げられた。

　（ ２ ） 最終処分施設での対策を目的と し たバイオア ッ セ

　 　 イの開発， 検討

　 埋立対象 と な る固形廃棄物の迅速な搬入検査法を確立

する ため， まず揮発性物質に着目し， 各種廃棄物 （焼却

灰， 飛灰， 不燃残さ） を試験試料 と し， 各種昆虫 （イチ

ゴハムシ， テン ト ウ， カ イ コ） の卵に試験試料を非接触

条件下で曝露し， ふ化率を調べた。 その結果， テン ト ウ

およびカ イ コの卵はいずれの試料の曝露区において も対

照区 と のふ化率に差は認め られなかったが， イチゴハム

シ卵では全ての試料曝露区においてふ化率の低下が認め

ら れ， 特に飛灰曝露区で最 も ふ化率が低下し た。 ま た，

同試験試料を用いて， イチゴハムシ １ 齢幼虫および成虫

に対する忌避性を調べた と こ ろ， 幼虫 ・ 成虫 と も に不燃

残さ を最も忌避し た。 以上の こ と か ら， 飛灰由来の揮発

性物質が本種卵のふ化および幼虫 ・ 成虫の忌避行動に影

響を及ぼすこ と が明ら かにな り ， 特に発育段階 （卵， 幼

虫， 成虫） において影響を受け る要因が異な る こ と が示

唆された。

　 次に非揮発性物質の影響を調べる ために， 同じ試験試

料を用いて， ミ ミ ズに対し て接触条件下で曝露し て忌避

行動を調べた と こ ろ， 本種は不燃残さ には忌避性を示さ

なかったが， 焼却灰および飛灰には忌避性を示し た。 焼

却灰および飛灰の高い pH が本種の忌避性に関係し てい

る可能性が考え られたため， 塩酸で中和し た後に同様に

試験を行ったが， 中和前 と 同様に忌避性が認め ら れた。

こ の こ と か ら， 本種が焼却灰および飛灰に対し て示す忌
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避性には， 高い pH 以外の要因が存在する こ と が示唆さ

れた。

〔備考〕

代表者 ： 酒井伸一 （客員研究官）

（2） 　 有機臭素化合物の発生と制御に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB406

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○橋本俊次 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 高橋真， 滝上英孝， 大迫政浩，

田崎智宏， 川本克也， 倉持秀敏， 平井康宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 有機臭素化合物を緊急の検討対象 と し， 主た る

発生源， 環境移動経路を フ ィ ール ド 研究か ら確認し， そ

の環境への影響評価や制御手法を確立する こ と を目的 と

する。 また， そのために必要な基礎的な知見 と し て， 対

象化合物の毒性や物性に関する情報をその評価方法を含

めて提供する。

〔内容および成果〕

　 臭素系難燃剤の親化合物， 代謝物について検出する た

めのバイオア ッ セイ／化学分析の開発 と 実地適用を継続

し た。 具体的には， 臭素化ジフ ェニルエーテル （PBDEs）

の代謝物の う ち， 生体検出性の上か ら重要度の高い水酸

化物 ４ 種類 （6-OH-BDE47, 6-OH-BDE99, 6'-OH-BDE49, 4'-

OH-BDE49） の化学合成を行って， GC-MS （電子衝撃イ

オン化法， 負イ オン化学イオン化法） によ り 分析条件の

検討を実施し た。 その結果， 水酸基の置換位置や， 置換

臭素数 を 推定で き る 法則的な知見が得 ら れた。 ま た，

PBDEs を ppm オーダーで含むオフ ィ スダス ト 試料をバイ

オア ッ セイ （DR-CALUX と TTR 結合ア ッ セイ） に供し

た と こ ろ， ダ イ オキシン様作用， 甲状腺ホルモン様作用

のいずれも高活性で検出され， ダス ト が重要な曝露媒体

にな り 得る と 示唆された。 ダス ト に太陽光を照射する こ

と でダ イオキシン様活性は増加し たが， PBDF 濃度の増

加が活性増加の一因になっ てい る と 考え ら れた。 ま た，

甲状腺ホルモン様活性 （TTR 結合活性） は太陽光照射に

よ り 変化せず， ラ ッ ト 肝 ミ ク ロ ソームによ る代謝によ っ

て も活性変化を受けなかった。 活性物質の同定が今後の

課題と なった。

　 PBDE 製品のラ イ フサイ クルを対象 と し て， 実機での

実測や模擬実験等に基づ く 排出係数を計12プロセスにつ

いて同族体別および主要異性体別に推定し， 排出イ ンベ

ン ト リ の推定範囲を拡張し た。 特に， 最終製品の使用過

程 （使用中の揮発） は既往研究の排出係数の推定幅が最

も 大き く （ １ 年あた り 3.2×10-7 ～ 3.8×10-4 g-PBDEs/g-

DeBDE） ， 排出量の推定幅も大き かった （19 kg/year ～

23,000 kg/year） ため， 推定の不確実性を減らすこ と を目

的に， テ レ ビお よ び防炎シーツ を放散源 と す る チ ャ ン

バー放散実験を行い， 排出係数の推定を試みた。 チャ ン

バー壁面の拭き取 り で回収された PBDE を室内環境への

排出 と みな し た場合の排出係数は， 防炎シーツで １ 年当

た り 2×10-6 ～ 1×10-5， テレ ビで １ 年当た り 4×10-7 ～

6×10-6 （g-PBDEs/g-DeBDE） と推定された。 また，DeBDE

についてはガス態での揮発はほ と んどな く ， ダス ト と と

もに移動する と推察された。

　 排出係数を用いて環境動態を予測す る 場合に必要な

BFRs の物性値について，ポ リ ブロモジフ ェニルエーテル

やヘキサブロモシ ク ロ ド デカンの水への溶解度やオ ク タ

ノ ール / 水分配係数などの物理化学パラ メ ータに対し て

デー タ の高精度化を行っ た。 多成分系の物理化学パ ラ

メ ータの推算を可能とする UNIFAC モデルに臭素系難燃

剤類を適用でき る よ う に， 蓄積し た実測データ を用いて

臭素系の UNIFAC パラ メ ータ を決定し た。 この UNIFAC

パラ メ ータ の整備は臭素化ダ イ オキシン類 （PBDDs/Fs）

の物性推算への展開を可能とする こ と から， UNIFAC モ

デルから PBDDs/Fs の水への溶解度，分配係数，ヘン リ ー

定数を推算し た。 さ ら に， これら の推算値 と 過去の研究

成果よ り ， 浸出 メ カニズムの解析に必要な溶存性フ ミ ン

と の結合定数も推定し た。 また， 実測値と推算値を Fate

モデルに適用し て， その動態を予測する と と も に， 解離

する難燃剤類に対する解離の影響を調べ， 解離が環境動

態の予測に大き な影響を与える こ と も示し た。

〔備考〕

代表者 ： 酒井伸一 （客員研究官）

（3） 　 循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分析システム

に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB407

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○鈴木茂 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター）， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源や廃棄物に含まれ る物質の多 く は不

揮発性物質および不安定物質 と 考え られ， 現在の分析法
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で把握でき ないものが多い。 LC/MS 系統的分析システム

を開発し， 廃棄物埋立地浸出水中の不揮発性物質を分析

する。浸出水に存在する有害物質の同定 と定量を試みる。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 優先的に調査すべき難揮発性有機成分のLC/MS ス

ク リ ーニング法では， よ り 再現性の高い方法 と し て塩析

剤を用いない捕集方法を検討し，対象物質の う ち 86 種の

ス ク リ ーニング分析法を開発し た。 本法を用いて廃棄物

埋立処分場 ２ 施設の浸出水および処理水のス ク リ ーニン

グを行った と こ ろ，全ての対象物質が検出されなかった。

　（ ２ ） LC/Q-TOF MS/MS によ る未知有機成分の分子量，

元素組成， 官能基， 物質推定法の開発では， 前年度に開

発し た方法について精密質量精度の厳密な反映， 検索ア

ルゴ リ ズムの修正を行い，113 種の PRTR 指定化学物質の

93％を ５ 候補以下の元素組成に絞 り 込め る こ と を示 し

た。 また， こ の成果を LC/MS ではじめての化学物質の同

定方法 と し て発表し， またそのアルゴ リ ズムを用いた元

素組成解析ソ フ ト ウエアを開発し当研究所のホームペー

ジで公開し た。

　（ ３ ） 暴露量把握等に必要な難揮発性有機成分の LC/MS

定量分析法の開発 と 調査については， 異性体間で環境動

態が異な るヘキサブ ロ モシ ク ロ ド デカ ン （HBCD） の ３

種のジアステレオ異性体について構造 と 物性について研

究し， フ ラ ス コ回転抽出によ る吸着損失の少ない分析方

法を開発し調査結果 と と も に発表し た。 またその他の臭

素化難燃剤 ５ 種， メ ラ ミ ン， フ ェ ニレ ンジア ミ ン類 ３ 種

について廃棄物埋立処分場 ２ 施設の浸出水および処理水

を調査し， テ ト ラブロモビ ス フ ェ ノ ール A （TBBP-A） ，

ト リ ブロモフ ェ ノ ール， メ ラ ミ ン， ジフ ェ ニルフ ェ ニレ

ンジア ミ ンを検出でき る こ と を明らかにし た。

　（ ４ ）  GC/MS によ る約700種のス ク リ ーニング法の廃棄

物試料への適用性評価 と し て， 廃棄物埋立処分場 ２ 施設

の浸出水および処理水のス ク リ ーニングを行い， 炭化水

素， フ タル酸エステル類など検出が予想される物質に加

え， 一部の試料から N- ニ ト ロ ソ ア ミ ンを検出し た。

　 こ れまでの ５ 年間で， （ １ ） 廃棄物， 循環資源， 土壌，

底質の溶出液および廃棄物埋立地浸出水のすべてを対象

と し， （ ２ ） 不揮発性有機汚染物質を系統的に分析する方

法を開発し， （ ３ ） 開発し た分析法によ る廃棄物埋立地浸

出水中への適用性を実証し た。

〔備考〕

（4） 　 循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・ PCB 等の分解

技術の開発に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB408

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 橋本俊次， 山本貴士， 川本克也

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物お よび関連試料中に含まれ る有機塩素

系化合物 （PCB， ダ イ オキシン類など） を高効率で無害

化する技術を開発する。 固体試料については， 高温高圧

の熱水で有機塩素系化合物を抽出 ・ 分解する技術の開発

を行 う 。その他の試料については，OH ラ ジカルによ る分

解技術， 還元的脱塩素化技術， 微生物によ る分解技術の

開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 水熱分解法では， PCB 及びデカブロモジフ ェニルエー

テル （DeBDE） を用いた実験を行い，加圧熱水によ り 300

℃， 8MPa で 30 分の反応で完全に分解する こ と を確認し

た。 脱塩素あ るいは脱臭素が主な分解であ り ， 両化合物

と も オル ト 位置換位の反応性が遅い こ と が分か っ た。

PCB と DeBDE の反応性を比較する と，DeBDE が 300 ℃ 30

分間 （反応開始よ り 55 分間） の条件で， 99％以上が完全

に分解されるの と は異な り ，DeCB は 300 ℃ 120 分間 （反

応開始よ り 145 分間）でも 50％程度の分解率であ り ，PCB

の方が反応は遅 く 安定性が高い こ と が分かっ た。 ま た，

コプラナ PCB 分解時においては速やかに毒性 と総量が減

少する こ と を確認し た。 PCB の分解 メ カニズムについて

は， 触媒分解法， 光分解法， 金属ナ ト リ ウ ム法， 水熱分

解法の ４ 法についての分解機構の違いを明確化し た。 金

属ナ ト リ ウ ム分解においては， 生成する重合物など反応

生成物中に有機塩素化合物が存在するか否かについて各

種の試験を行い， 有機塩素化合物が残存し ていない こ と

を確認し た。 PCN の光分解では， アルカ リ 性 2- プロパ

ノ ール中で高塩素 PCN 異性体の光分解を確認し，分解速

度は六塩化物＞七塩化物＞八塩化物の順であ る こ と， 脱

塩素が四塩化物， 三塩化物の同族体を境に非常に遅 く な

る可能性が高いこ と， また脱塩素は α 位よ り も β 位で

起こ り やすいこ と を示し た。

〔備考〕

（5） 　 廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲ

ンの簡易測定法の開発と毒性評価

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE243

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○山本貴士 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 中島大介， 後藤純雄

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物及び循環資源の処理過程におけ る有害

化学物質， 特に有機ハロゲンの管理及び制御は， 資源循

環型社会を形成する ための重要な要素の一つであ る。 本

研究は， 選択的あ るいは包括的に有機ハロ ゲンを迅速且

つ簡易に測定する手法を開発し， 同時に生物評価試験を

組み合わせる こ と によ って， リ ス ク管理のための基礎情

報を拡充する こ と と を目指す。

〔内容および成果〕

　 実際の埋立処分場浸出水 と 処理水， ご み固形燃料

（RDF） やカーシュ レ ッ ダーダス ト （ASR） の水溶出物に

ついて塩素処理を行い， 全有機ハロゲン （TOX） 濃度の

測定や GC/MS によ る有機塩素化合物の分析を行った。ま

た， 生物試験法に関し て新たにプロモーター活性試験を

導入し た。 RDF や ASR の水溶出物を GC/MS で分析し た

と こ ろ，RDF では脂肪酸や可塑剤（フ タル酸エステル類），

ASR では難燃剤 （ リ ン酸エステル類） や可塑剤のピーク

が観察された。 塩素処理前後で ト ータルイオン ク ロマ ト

グ ラ ムはほ と んど変化せず， これらの溶出成分の塩素 と

の反応性は低い こ と が示唆された。 埋立処分場浸出水 と

処理水の塩素処理物の TOX 濃度は数百 µg/L から １ mg/L

前後であ り ，浸出水と処理水の塩素処理物の TOX 濃度の

差は小さ かった。 GC/MS 分析によ り ， 含塩素， 含臭素化

合物と見られる ピーク が確認されたが，Ames 試験によ る

変異原性試験 （TA98 及び 100， +S9 及び -S9） の結果で

は，いずれの試料も変異原性を示さ なかった。ベンゾフ ェ

ノ ン系紫外線吸収剤 ６ 種を発光 umu 試験， 吸光 umu 試

験， Ames 試験及びプ ロ モーター活性試験に供し た と こ

ろ，2,4- ジ ヒ ド ロ キシベンゾフ ェ ノ ンに弱いプロモーター

活性が認められた。

〔備考〕

旧研究課題コード ： 0105AB243

（6） 　 資源循環・廃棄物処理過程における金属類の排出係

数と化学形態に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE487

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 高橋史武

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境大気中の有害な金属類について一定の調

査はな されている も のの， 様々な排出源から の排出実態

は明ら かになってはいない。 資源循環 ・ 廃棄物処理過程

は一つの排出源であ り ， 有害物質管理の一貫 と し て排出

量予測 ・ 管理は重要 と 考え られる。 しかし対象の廃棄物

と 施設のシステムによ って変動が大き く ， 排出量推定に

は実態調査によ る排出係数の推定 と 室内実験等によ る変

動要因 を 明確にす る こ と が必要 と な る。 本研究では，

PRTR 対象物質，国際的な規制物質等有害性を有する， ま

たは疑われる物質を中心 と し た金属類の排出係数を求め

る こ と， また排出係数に及ぼす要因 と し て廃棄物中の物

理組成 と 各組成に含まれる化学形態 と を明ら かにする こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ラ ボス ケールの燃焼装置によ り ， 廃車シ ュ レ ッ ダーダ

ス ト （ASR） の燃焼実験を行い， 重金属類 （Hg， Tl， Cd，

Te， Pb， Zn， Sn， Sb， Se， V， Be， Cr， Co， As， Ba， Mn，

Cu， Ni） の燃焼挙動を調べ， 主灰 ・ 飛灰 ・ ガスへの分配，

揮散率， 廃ガス処理によ る処理効率についての結果を得

た。 焼却残渣率 （重量） は 44% と高かった。 原子状の金

属を非常に多 く 含む燃焼物であ る ため， 主灰については

金属態を分離し て定量し， マスバラ ン ス結果を得た。 熱

処理によ り 揮散し た金属類は粒子態 と し て検出される割

合が高 く ， ガス態で検出されたのは， Sb （1.4％） 及び Se

（6.5％） であった。 なお， Hg は分別し ていないがガス態

と 考え ら れ る。 重曹に よ る 酸性ガ ス捕捉 と バグ フ ィ ル

ターによ る集塵を経た排ガス中では水銀を除き定量限界

以下であ り ， 除去効率は高かった。 金属類の飛灰への分

配率は高い順に， Hg， Tl， Cd， Pb， Se， Na， Te， Sb， K，

As， Zn， Sn， Ba， Cu， V， Co， Cr， Fe， Mn， Ni であ り ，

都市ごみ と の違いが見られた。 またマスバラ ン スか ら得

た， も と の ASR 中の濃度 （mg/kg） を推定し た。

〔備考〕

（7） 　 資源循環 ・ 廃棄物処理過程における PCN の挙動お

よび分析法の開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE544

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 PCN は環境中の様々な媒体か ら頻繁に検出さ
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れているにもかかわらず，製品使用や廃棄物処理の実態，

環境排出の現状などはほ と んど分かっていない。 資源循

環・廃棄物処理過程からの PCN の環境への排出量を削減

する ため， 熱処理過程におけ る分解 と 生成挙動を把握す

る と と も に， 化学分解を利用し た分解 メ カニズムについ

て基礎的研究を行 う 。特に PCN 含有廃棄物の熱処理過程

における， PCN のイ ンプ ッ ト ， 施設内での物質挙動， 非

意図的 PCN 生成量， 排出量を分解挙動試験から確認し，

PCN の挙動を定量的に把握する。 化学的処理法 と し て光

分解や触媒分解によ る分解実験を行い， 分解挙動 と メ カ

ニズムについての基礎的研究を行 う 。 また， こ う し た分

解試験の PCN の全異性体分析法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 分析法の検討に関し て， 廃油試料の前処理方法の検討

を行い，DMSO 分配 / 多層シ リ カゲルカ ラ ム / カーボキセ

ンで分析が可能であ る こ と を示し た。 また， デキ ス ト ラ

ン液相キ ャ ピ ラ リ ーカ ラ ムによ る六塩化ナフ タ レ ンの分

離について検討し，これまで分離でき なかった #71 と #72

が分離可能であ る こ と を示し た。 PCN の化学的処理法に

関し て， PCN 製剤 と 個別異性体の光分解実験を行った。

PCN 製剤の光分解では， 脱塩素化反応が起こ り 低塩素化

が進行する こ と を確認し た。 個別異性体の光分解では，

分解速度は六塩化物＞七塩化物＞八塩化物の順であ っ

た。 いずれも 180 分の光分解で三塩化物 と四塩化物の全

PCN に占める割合が 90％程度と な り ， これらの同族体を

境に脱塩素が遅 く な る も の と 考え られた。 一塩化ナフ タ

レ ン異性体は同一条件では分解し ていないため， 安定で

反応速度が遅い と考え られる。 また， α 位塩素と β 位

塩素と ではβ位塩素の方が脱塩素しやすい傾向があ る こ

と を確認し た。

〔備考〕

（8） 　 廃棄物焼却残渣中の有害金属 と腐植物質の相互作

用に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE547

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 崎田省吾

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本の一般廃棄物の焼却率は約 ８ 割であ り ， 年

間 600 万 ト ン もの焼却残渣が発生し ている。 大量の焼却

残渣の有効利用あ るいは埋立処分過程におけ る有害金属

の制御は重要な課題であ るが， 残渣中に存在する， あ る

いは外部か ら供給される有機物の有害金属挙動に対する

影響は未解明であ る。 特に， 有機物の腐植化に伴い生成

される腐植物質 と の相互作用に関する研究は極めて遅れ

ている。 そ こ で本研究では， 焼却残渣中の有害金属 と 腐

植物質 と の間の長期的な相互作用モデルを確立する ため

に， 腐植物質の各種特性化指標 と 腐植化に伴 う その変化

を把握し， 固体マ ト リ ッ ク スへの吸着特性及び有害金属

と の錯生成能等と の間の定量的な関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 一般廃棄物焼却灰 と 火力発電所石炭灰を対象に， 有機

物であ る下水汚泥を ５ ％混合し， 未利用のボ イ ラー蒸気

を用いた水熱処理を行い， 有機物及び有害金属等の安定

化効果について検討し た。飽和蒸気下の水熱処理実験は，

２ L容の高圧反応器を用い，約 200℃，20 気圧（約 1.5Mpa），

１ 時間の条件下で行った。 測定項目 と し ては， 反応 メ カ

ニズ ムに関す る 知見を得 る ための容器内ガ ス組成の分

析， 処理物の CHNO 元素分析， 示差熱重量分析， 安定化

効果の確認においては， 含有有機物の抽出試験， pH 依存

性溶出試験によ る pH，TOC 及び有害金属類の分析を行っ

た。

　 その結果， 処理対象によ って違いはあったが， メ タ ン

などの可燃性ガスや水素が検出され， 酸素の低下 と 二酸

化炭素の増加が観察された。 また， C/H 比の増加や分解

温度域の高温側へのシフ ト が観察された。 この結果よ り ，

マ イル ド な炭化反応が進む と 共に， 発生し た可燃性ガス

と 水蒸気の間で水性ガス化反応が生じ ている可能性など

が示唆された。また，含有されている抽出性有機物（TOC）

については， 親水性画分が若干増加し， 疎水性画分がか

な り 低下し た こ と か ら， 前者の現象か らは加水分解反応

が， 後者からは炭化によ る縮重合反応などが起こ ってい

る こ と が示唆 さ れた。 加水分解に よ る親水性画分には，

臭気質や pH 低下から有機酸などの生成が考え られ， 有

効利用の際にはこれらの不安定な物質の さ ら な る安定化

処理が追加的に必要 と 考え られた。 一方， 有害金属につ

いては， 酸性域 と アルカ リ 域で処理前に比較し て若干の

溶出濃度低下は認め られたが， 顕著な効果は認められな

かった。 炭化分を核 と し た腐植等の形成を通し た有害金

属類の安定化を期待するには， さ ら に安定化のための養

生 （aging） 期間も必要と考え られた。

〔備考〕

（9） 　 残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモ ン撹乱活性を

検出する新規なバイオア ッ セイの開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE549
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 臭素系難燃剤や PCB 等の残留性有機汚染物質

（POPs） の生体影響 と し ては， ダ イ オキシン受容体を介

し た作用 と と も に， 甲状腺機能への影響が指摘されてい

る。 これら の化合物の多 く は， 脊椎動物の体内で代謝を

受けた後， 血漿中に存在する甲状腺ホルモン輸送タ ンパ

ク のひとつであ る TTR （transthyretin） と結合し， 甲状腺

ホルモンの輸送， 作用発現に影響を及ぼす可能性が考え

られる。 本研究では， ダ イオキシン受容体結合ア ッ セ イ

と は別の毒性学的視点を与え る in vitro の TTR 結合ア ッ

セ イの開発を行い， 脊椎動物体内での代謝を模し た試験

系 （肝 ミ ク ロ ソームにおけ る代謝活性化試験） の手法確

立も目指す。 そ う し て， 循環資源 ・ 廃棄物におけ る残留

性有機汚染物質の挙動解明， 総括毒性評価に展開する た

めに実試料を用いた検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 オ フ ィ ス ダ ス ト 試料 { 臭素化ジ フ ェ ニルエーテル

（PBDE） 濃度 15 µg/g} を TTR 結合ア ッ セイに供し， 太陽

光を照射し た り ， ラ ッ ト 肝 ミ ク ロ ソーム （S9） によ る代

謝活性化を受けた場合の毒性変化について調べた。 その

結果，太陽光照射の有無に関わらず強い TTR 結合活性が

観察された。 また， S9 によ る代謝を受ける と結合活性は

やや弱ま る ものの残存する傾向にあった。 多 く の PBDE

異性体は肝 ミ ク ロ ソームによ る代謝を受けて TTR 結合活

性 を 獲得す る こ と が報告 さ れ てお り ， PBDE technical

mixture のア ッ セイにおいて も， ５ 臭素化物を主体 とする

DE-71 や Bromkal 70-5 についてその傾向が顕著にみられ

ていた （その一方， ８ 臭素化物を主体 と する DE-79 や

DeBDE では代謝活性化の傾向がみられなかった） 。 今回

のダス ト 試料の結果は， 硫酸シ リ カゲルカ ラ ムで分解除

去されない化学的に安定な化合物群の中に， PBDEs と異

な り 代謝活性化を必要と し ない強い TTR 結合活性を有す

る ものが存在する こ と を示唆し た。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： オラ ンダアム ステルダム自由大学

共同研究者 ： 酒井伸一 （客員研究官）

（10） 　 残留性化学物質の物質循環モデルの構築と リサイ

クル ・ 廃棄物政策評価への応用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0305BE595

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○平井康宏 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 各種 リ サ イ ク ル法の施行後 ５ 年目での見直 し

が近づ く 中で， 次の一手 と し て最終処分量削減のみな ら

ず重金属類や臭素系難燃剤などの残留性化学物質の制御

を視野に入れた政策展開が望まれる。 化学物質の影響 と

し ては ヒ ト への曝露のみな らず， 生態系への影響も重視

されつつあ る。 本研究は， 社会および自然システム循環

におけ る残留性化学物質の挙動を記述するモデル群を開

発し， 家電 リ サイ クル法や自動車 リ サイ クル法などの政

策評価に応用す る こ と を 目的 と す る。 モデル開発は

フ ィ ール ド 調査 と 連携し， １ ） 自動車シ ュ レ ッ ダーダス

ト （ASR） や廃家電， 廃木材 リ サイ クル施設でのプロ セ

ス物質収支の調査， ２ ） 中古輸出された家電製品の終着

場であ る アジア途上国ダンピ ングサイ ト 周辺環境の調査

と 野生高等動物を対象 と し た残留性化学物質汚染の調

査， も目的 と する。 また， 長期的には経済モデル と の統

合を視野に入れ， デポジ ッ ト 制などの環境経済学的評価

にも取 り 組む。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度は過去 ２ 年度の調査も踏まえ， 臭素化ジ

フ ェ ニルエーテルの排出 イ ンベン ト リ の整備 ・ 拡充を

行 っ た。 昨年 ま ではデ カ ブ ロ モ ジ フ ェ ニ ル エー テ ル

（DeBDE） のみであったが，本年度は一臭素化～十臭素化

までの同族体別な らびに主要異性体別の排出係数 ・ 排出

イ ンベン ト リ を推定し た。 また， 家電 リ サイ クルでのテ

レ ビバ ッ ク カバーを念頭に， ポ リ ブロモジフ ェニルエー

テル （PBDEs） を含有するプ ラ スチ ッ ク の処理 ・ 資源化

シナ リ オについて， PBDE 排出量の比較を行った。 プ ラ

スチ ッ ク のマテ リ アル リ サイ クルは， 破砕埋立シナ リ オ

や熱利用シナ リ オに比べ， 再生品の使用 ・ 廃棄過程での

PBDE 排出が追加的に生じ る こ と が示された。

〔備考〕

平成 17 年度よ り 「残留性化学物質のラ イ フサイ クルモデ

ルに関する研究」 の分担研究者と し て実施。

代表研究者 ： 酒井伸一 （京都大学）， 共同研究機関 ： 京都

大学， 愛媛大学， 神戸大学

（11） 　 臭素化ダイオキシン等削減対策調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0305BY594
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 平井康宏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 「ダ イオキシン類対策特別措置法」 の附則にお

いては， 臭素化ダ イオキシン類 （PBDD/DFs） に関する調

査研究を推進し， その結果に基づき， 必要な措置を講ず

る と されている。 本研究は， PBDD/DFs と 関連化合物で

あ る臭素化難燃剤 （BFRs） について， １ ） それらの発生，

排出に関し て既報文献によ り 調査し，最新動向を ま と め，

２ ） 物質利用， 循環， 廃棄に関し て各環境媒体への進入

イ ンベン ト リ （発生源イ ンベン ト リ ） に資する排出係数

推定のための調査研究を実施し， ３ ） 燃焼過程について

処理高度化対策の済んだ実機に対する調査を実施し， 対

策前のデータ と の比較によ り 低減技術の妥当性， 今後の

技術開発必要性について検討を加え る も のであ る。 これ

らによ り ， PBDD/DFs， BFRs に対する適正な対策方案を

総合的に検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度の調査を実施し， 下記の成果を得た。

　 １ ） 発生源イ ンベン ト リ 作成のための製品フ ロー推定

　 　 に係る調査

　 PBDE の排出イ ンベン ト リ 推定の両輪の １ つであ る活

動量推定 （PBDE マテ リ アルフ ロー推定） について， 一

般可燃ごみや粗大ごみ破砕残渣， 自動車破砕残渣， 廃テ

レ ビケーシングなど種々の廃棄物試料中の PBDE 濃度レ

ベルを整理し， それら廃棄物の発生量の情報を組み合わ

せる こ と によ り ， 廃棄物処理 ・ 資源化段階のフ ローの詳

細化を図った。 大型ごみ ・ 不燃物破砕に 5000 ト ン / 年程

度， 自動車 リ サイ クルに 220 ト ン / 年程度， 家電 リ サイ

クルに 700 ト ン / 年程度が流入する と推定された。

　 ２ ） 廃棄物処理における制御技術に関する調査

　 制御燃焼処理， 溶融処理， リ サイ クル破砕過程におけ

る集塵処理などによ り ， 臭素化難燃剤及び臭素化ダ イオ

キシン類の分解， 除去効果の有効性が確認できた。 一方，

非制御燃焼 （埋立地野焼き） を模擬 し た燃焼実験か ら，

難燃剤を含むごみの野焼きは臭素化ダ イオキシン類， 臭

素塩素混合ダ イオキシン類の大き な発生源 と な る可能性

が示唆された。

〔備考〕

環境省廃棄物 ・ リ サイ クル対策部か ら の受託調査研究 と

し て実施。

共同研究者 ： 酒井伸一 （客員研究官）

（12） 　 不法投棄 ・ 不適正処理の効果的監視及び発生防止

対策に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE388

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 田崎智宏， 川畑隆常， 阿部直也

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 不法投棄 ・ 不適正処理の効果的な監視方策 と し

て， 前年度までに開発された不法投棄等衛星監視システ

ムを活用し た監視運用モデルを確立する。 また， 処理施

設不足によ って必然的に不法投棄が発生する事象に着目

し， 物流的アプローチか ら不法投棄等の発生 メ カニズム

を解明し， 不法投棄発生防止の視点か ら施設整備計画の

考え方を提案する。

〔内容および成果〕

　 前年度までに構築し た産業廃棄物物流モデルにおいて

は， 移動距離をパラ メ ータ と し て移動のし易さ を記述し

たが， 新たに移動時間を考慮で き る モデルに改良し た。

そ こ で， 改良し たモデルを用いて廃棄物の排出 と 受入能

力 と のアンバラ ン ス を地理的 ・ 面的に把握し た結果につ

いて，不法投棄の市町村別件数の分布 と の比較を行った。

その結果， 周辺に十分な施設能力がない排出元の市町村

分布や， 周辺に過剰の排出量が存在する既存施設の立地

し ている市町村分布 と の比較結果では， 強い関連性を認

める こ と はでき なかった。 モデルに用いている廃棄物排

出量や施設関連データの網羅性や精度， モデルに取引コ

ス ト 情報などが組み込めていない点も影響し ている可能

性があ るが， むし ろ， 不法投棄の場合は投棄者が極めて

低価格で廃棄物を引き取 り ， あ る程度遠距離の移動によ

る投棄が可能であ る こ と か ら， 排出源 と 投棄場所の距離

よ り は， 投棄しやすい地勢的な条件等に左右される も の

と考え られる。

　 そ う と は言え， 排出量 と 施設能力のア ンバ ラ ン スが，

施設の受入 コ ス ト の増大等を招 き， 不法投棄の要因 と

なっている こ と は明ら かであ り ， 効果的な施設整備は必

要であ る。 そ こ で， 現行の東京都や埼玉県で進められて

いる拠点集中立地型の施設整備事業について， アンバラ

ン ス解消の効果を物流モデルによ り 評価し た。その結果，

廃棄物の多量発生地域に近接する これら の施設整備事業

によ り ， 相当程度のアンバラ ン スが解消されている こ と

が認められた。

〔備考〕

旧研究課題コ－ド ： 0105BY239
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（13） 　 再生建材の循環利用過程における長期的な環境影

響評価のための促進試験系の開発及び標準化に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0406BC339

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 大迫政浩， 田崎智宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 再生建材を循環利用する際に懸念される土壌 ・

地下水系への環境進入や人体への直接摂取などの リ ス ク

事象について， 想定される様々な環境条件下での長期的

な品質劣化やそれに伴 う 有害物質の挙動をモデル化し，

実験的検証を行 う 。 有害物質の長期挙動に影響を与え る

因子について， その影響を短期間に変動させて長期的な

影響を予測し得る促進試験系を開発し， 実際に適用し て

データ集積を図 り 試験系の有効性を確認する と と も に，

最終的には国内外の標準規格化戦略 と の整合を図 り ， 試

験系の標準化への提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度は再生材 （溶融ス ラ グ） を コ ン ク リ ー ト 骨

材利用する場合を中心に検討し た。

　（ １ ） 再生材のコ ン ク リ ー ト 用骨材利用におけ る環境曝

露促進系 と し て， 凍結融解繰 り 返し， 乾燥湿潤の繰 り 返

し， 及び炭酸化促進を行い， 物性劣化し た試料の拡散試

験を適用し実験的検討を行った。 環境曝露の条件では炭

酸化促進がコ ン ク リ ー ト 固化体の物性変化に与え る影響

が大きかった。 中性化によ って曝露後の固化体から溶出

量の増加する元素 と し て ヒ 素等酸素酸イオンにな り やす

い元素群が挙げられる。 再生材を路盤材利用する場合に

比べて， コ ン ク リ ー ト 骨材に利用する場合は， 長期環境

曝露によ る物性劣化後試料の重金属類等の環境影響量に

及ぼす影響は大きい と いえ る。 また コ ン ク リ ー ト 内部の

アルカ リ 曝露によ り 再生材の表面劣化か ら重金属類の溶

出が促進される可能性について， モルタル固化体か ら抽

出し た細孔液を用いて検討し た。 初期に再生材及びセ メ

ン ト か ら溶出する重金属類は半年後にはセ メ ン ト 水和物

に取 り 込まれる と 推察された。 セ メ ン ト か ら の寄与を考

慮する必要があ り ， 重金属類濃度の異な る ２ 種類のポル

ト ラ ン ド セ メ ン ト を用いて検討し た と こ ろ， モルタル固

化体から外部に溶出する部分も， また内部の細孔液にお

いて も， セ メ ン ト と 再生材の両方の寄与があ る こ と が確

認された。

　（ ２ ） 道路用ア ス フ ァル ト 合材 と し て骨材利用する場合

に生じ る粉塵飛散について， 合材の摩耗促進試験 （ラベ

リ ン グ試験） に よ り 推定し， 物性試験 と 比較評価 し た。

再生材 （溶融ス ラ グ） 単独の摩耗促進試験 （ロ スアンジェ

ルスす り へ り 試験準拠） によ り 得られた 0.075mm 以下の

微細粒子画分の増加傾向は， ア ス フ ァル ト 合材の摩耗試

験に よ り 得 ら れた微粒子画分の多 さ と 一致 し た こ と か

ら， 再生材単独の摩耗促進試験によ る評価が可能 と 考え

られた。 今後は微粒子の飛散量を推定し人への影響を考

察する。

　（ ３ ） 再生材の路盤材利用におけ る環境曝露促進試験と

　 　 環境影響評価

　 凍結融解が起 こ る 実環境中で ２ 年間曝露 し た再生材

（溶融ス ラ グ） 試料の溶出性を評価し た。 上層部から下層

部へ物質移動が起こ っている こ と が認められた。

　（ ４ ） 廃棄物を原料 と し て使用し ているセ メ ン ト 自体も

再生材 と 考え られる こ と か ら， 廃棄物利用がセ メ ン ト の

環境安全性品質に及ぼす影響を調べる ため， セ メ ン ト 製

造施設において， 18 元素のマスバラ ン ス調査を行った。

原料を ３ 分類し， 天然材， 鉄源 と し て利用する転炉ス ラ

グ， 廃棄物について， それぞれの寄与は， ク ロ ムでは転

炉ス ラ グ由来が 63％， 廃棄物由来が 20％であ り ， 鉛では

転炉ス ラ グ由来が 50％， 廃棄物由来が 41％であった。 転

炉ス ラ グや廃棄物のセ メ ン ト 原料利用はセ メ ン ト 中の微

量元素の濃度上昇に影響を与え る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 京都大学， 秋田工業高等専門学校

（14） 　 循環資源 ・ 廃棄物中の有機臭素化合物およびその

代謝物管理のためのバイオア ッ セイ／モニ タ リ ング

手法の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0406BE493

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 臭素化合物の生体代謝物が多様な毒性ポテ ン

シ ャルを有する可能性があ り ， 親化合物， 代謝物の毒性

を検出でき る包括的なバイオア ッ セイ／化学分析統合モ

ニ タ リ ングツールの開発に取 り 組んで実態調査に適用す

る ほか， ヒ ト の有機臭素化合物への曝露状況を把握し，

有機臭素化合物の化学毒性 リ ス ク評価／制御に資する知
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見獲得をねらい とする。

〔内容および成果〕

　 １ ） 生体検出性の高い臭素化ジ フ ェ ニルエーテル類

（PBDE） の水酸化物や， 塩素化臭素化ビ フ ェニルの標準

品について Ah受容体結合ア ッ セイであ る CALUX と甲状

腺ホルモン運搬タ ンパク （TTR） 結合ア ッ セ イ を用いて

毒性データ取得を行った。

　 ２ ） 液体ク ロ マ ト グ ラ フ／タ ンデム質量分析計を用い

て難燃剤であ るヘキサブロモシ ク ロ ド デカンの分析法開

発を， また， 高分解能ガス ク ロ マ ト グ ラ フ／質量分析計

を用いて水酸化ハロゲン化合物の化学分析法開発を実施

し た。

　 ３ ） 標準品， TV ケーシング， 動物脂肪を用いた有機臭

素化合物 （PBDE， 臭素化ダ イオキシン類等） の相互検定

研究を行い， 精度向上に向けた知見を取得し た。

　 ４ ） ヒ ト 臍帯， 臍帯血， 母体血， 母乳試料におけ る臭

素化難燃剤及びその代謝物等の個別検体分析を実施し，

蓄積傾向を把握する と と もに， PCB 及びその代謝物 と の

存在濃度比較を行った。

　 ５ ） 臭素化難燃剤を曝露し た ヒ ト 臍帯細胞におけ る遺

伝子発現評価を行い， 難燃剤に特異的な遺伝子マーカー

の検索を行った。

　 ６ ） 有機臭素化合物の曝露経路 と 推定されるハウ スダ

ス ト について収集し， PBDE や臭素化ダ イオキシン類の

含有濃度の一般性について確認し， CALUX， TTR 結合

ア ッ セイによ る毒性データ取得を行った。

　 ７ ） 廃家電 リ サイ クル施設におけ る作業環境， 環境排

出量調査を行い， 化学分析／バイオア ッ セイの適用を行

い， 処理プロセスでの有機臭素化合物の制御性について

考察を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 千葉大学， 愛媛大学， 京都大学

（15） 　 ハウスダス ト 中の既知 / 未知ダイオキシン様活性

物質の同定検索

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF939

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○鈴木剛 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター）， 滝上英孝， 能勢和聡

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 我々は， ハ ウ ス ダ ス ト のダ イ オキ シ ン様活性

が， 汚染底質よ り 高値を示す こ と を明 ら かに し てい る。

本研究では， HPLC 分画 /CALUX ア ッ セイ /GC-MS 統合

手法を構築し て， ハウ スダス ト 含有のダ イオキシン類縁

化合物を把握する こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　（ １ ） HPLC 分画法の構築

　 化学物質標準品を HPLC に供し て各種分離カ ラ ムにお

け る溶離時間， 溶離特性及び再現性を把握し た。 NITRO

カ ラ ムは芳香環数に応じ て， ODS カ ラ ムは疎水性に応じ

て， PYE カ ラ ムは立体構造に応じ て， ダ イオキシン類縁

化合物を分離し た。 ３ 種類の分離カ ラ ムを組み合わせる

こ と によ り ， ダ イオキシン類縁化合物を効果的に分離で

き る こ と が示唆された。

　（ ２ ） ハウ スダス ト 抽出液の HPLC分画 /CALUX ア ッ   セ

　 　 イへの適用

　 ハウ スダス ト から調製し たダ イオキシン類縁化合物含

有画分を， NITRO カ ラ ムを用いた HPLC 分画に供し た結

果， ダ イオキシン類縁化合物の 90％以上が ２ ～ ３ 環化合

物であ る こ と を示し た。 次いで， ２ ～ ３ 環のダ イオキシ

ン類縁化合物が含有される HPLC 画分を， ODS カ ラ ムを

用いた HPLC 分画に適用し た。 溶離時間に応じ て分取し

た 90 画分が示す活性プロ フ ァ イルは，比較的類似し てお

り ， 活性順位において上位にあ る高活性画分が試料間で

共通する こ と を示し た。

　（ ３ ） HPLC 分画および GC-MS 情報によ る既知 / 未知活

　 性物質の同定検索

　 ハウ スダス ト 含有のダ イオキシン類縁化合物は， 前処

理方法や NITRO カ ラ ムによ る溶離結果から， ２ ～ ３ 環の

難分解性化合物であ る こ と が推定された。 ODS カ ラ ムを

用いた HPLC 分画と CALUX ア ッ セイで選定し た高活性

画分を HRGC/HRMS に供し た結果，既知活性物質だけで

はな く ， 未同定の活性物質の存在を示唆する ピーク も検

出された。

〔備考〕

（16） 　 アスベス ト 廃棄物の無害化条件に係る緊急研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0505BE954

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 寺園淳， 貴田晶子， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 ア スベス ト 廃棄物の処理に求め ら れ る条件 と

し て， 飛散の抑制， 環境排出の最小化， 処理物の無害化

確認が必要 と される。 本研究では実用規模の処理施設に
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おいて， 実証的検討を行 う と 共に， 廃棄物分解過程を中

心 と し たア スベス ト 分析方法の開発を行い， ア スベス ト

廃棄物の無害化処理の確認に必要な科学的知見を得る こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ア スベス ト 廃棄物処理に関連する， 破砕施設， 一般廃

棄物焼却及び灰溶融施設， 産業廃棄物溶融施設 （シ ャ フ

ト 炉溶融， 表面溶融， 高酸素プ ラ ズマ溶融） において，

通常運転時を対象にア スベス ト 廃棄物 （吹きつけア スベ

ス ト ， シー ト パ ッ キン） を混入させた場合の施設実験を

行った。発生廃ガス，廃ガス処理 （バグフ ィ ルター，HEPA

フ ィ ルター） 後の排ガス， 集塵ダス ト ， 熱処理後の溶融

ス ラ グ及び施設外の大気試料中のア スベス ト 繊維を分析

し， ア スベス ト 廃棄物の無害化処理の効果及び環境排出

を評価し た。 またセ メ ン ト キルンによ る処理を想定し た

基礎実験 と し て， ア スベス ト の温度によ る結晶構造変化

及びラ ボス ケール流動焼成炉での分解実験を行った。

　 分析法は一般大気， 作業環境大気， 建材等の公定法を

基本 と し たが， 廃ガス及び処理後の固体については分析

法が確立し ておらず， その検討を行った。 特に， （ １ ） 廃

ガ ス中で粉塵量が多い場合の採取法及び分析前処理法，

（ ２ ） 溶融ス ラ グ等の固体試料の分析法が課題であ る。

　（ １ ） については， ろ紙法に加え， イ ン ピ ンジ ャー＋ろ

紙法によ る採取を行い比較し た。 また多量に粉塵が存在

する と マ ト リ ッ ク ス粒子によ って繊維数が過小に計数さ

れる こ と か ら， 溶媒分散 （水及びギ酸） 法を採用し比較

し た。 溶媒分散法によれば通常の位相差顕微鏡 （分散染

色法） によ る繊維数よ り も １ ～ ２ 桁高い値を示し た。 マ

ト リ ッ ク スの影響が除去される方法であ るが， アスベス

ト 繊維束を よ り 微小な繊維に解体する可能性も あ り ， 現

状では こ れ ら の分析を平行 し て行 う のが適当 と 判断 し

た。

　（ ２ ） については， １ ％を定量限界 と する建材のア スベ

ス ト 分析法では不十分であ り ， 溶融物等に含まれる ア ス

ベス ト 繊維計数法 と し て， 水溶出液の繊維計数， 走査型

電子顕微鏡によ る固体表面の繊維観察・計数を提案し た。

以上の分析方法を検討しつつ， ア スベス ト 廃棄物の処理

に関する実証試験を評価し た。 破砕施設においては， 二

軸破砕機やハンマー ミ ルによ ってア スベス ト 廃棄物破砕

時に発生する粉塵中に 1000 ～数万繊維 /L （水分散法） 存

在し たが，集塵装置出口では外気と同等の数繊維 /L のレ

ベルに低下し た。 溶融施設では， 集塵装置出口で数繊維

/L と低い値であった。 溶融ス ラ グのアスベス ト は分散染

色 - 位相差顕微鏡法によれば検出されなかった。 また溶

融物の水冷に用いた水中のア スベス ト 繊維数は少な く ，

水系への負荷も認め られなかった。 全体 と し てアスベス

ト 廃棄物の溶融処理においてア スベス ト はその繊維形態

を失っている こ と が確認され， また環境排出が少ない こ

と が確認された。 なお， ア スベス ト 分析方法に関する問

題は残ってお り ， 電子顕微鏡を含めて廃棄物処理過程に

おける分析法の確立が今後の課題であ る。

〔備考〕

廃棄物処理等科学研究費 　 課題代表者 ： 酒井伸一 （国立

環境研究所客員研究官）

共同研究機関：日本環境衛生セン ター，新日本製鐵 （株），

住友金属工業 （株） 総合技術研究所， （株） カムテ ッ ク ス

環境技術セン ター， （株） エーアン ド エーマテ リ アル技術

開発研究所， 日立造船 （株） 事業 ・ 製品開発セン ター

（17） 　 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法

の確立

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE781

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 井上雄三， 阿部誠

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場が安全であ る ためには， 処分場 と い

う 受け皿の保全技術を向上させるだけでな く ， 埋立廃棄

物の質， すなわち有害性を埋立て前後の変化を考えて制

御 ・ 管理する必要があ る。 さ ら に廃棄物の有害性も人へ

の影響だけではな く ， 周辺環境への複合的影響を考慮す

る こ と が不可欠であ る。 最終処分場の周辺環境影響につ

いては， 水生生物への影響の観点から研究が進められて

いるが， 陸上生態系については影響の評価手法すら確立

し ていない。 本研究は， これまでの生態毒性試験では評

価が困難であった， 固体および気体試料に対応し た生態

毒性評価手法を開発し， 廃棄物管理のための新たな生態

毒性評価指標の確立を目的とする。

〔内容および成果〕

　 廃棄物由来の揮発性物質に対応する試験手法 と し て，

埋立て対象と なる各種廃棄物 （焼却灰， 飛灰， 不燃残さ）

を試験試料 と し， 各種昆虫 （イ チゴハム シ， テ ン ト ウ，

カ イ コ） の卵に試験試料を直接処理し ない非接触条件下

で曝露し， ふ化率を調べた。 その結果， テン ト ウおよび

カ イ コ卵では対照区 と 曝露区でふ化率に差は認め られな

かったが， イチゴハムシ卵では全ての試料曝露区におい

てふ化率の低下が認められ， 特に飛灰曝露区で最もふ化
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率が低下し た。 また， イチゴハムシ １ 齢幼虫および成虫

に対し て同試験試料を非接触条件下で曝露し， 忌避性の

有無を調べた と こ ろ， 幼虫 ・ 成虫 と も に不燃残さ を最も

忌避し た。 以上の こ と か ら， カ イ コ， テン ト ウに比べイ

チゴハムシはよ り 敏感に廃棄物由来の揮発性物質に影響

を受け る こ と が明ら か と な り ， 本試験の供試生物 と し て

有用であ る と 考え られ， 発育段階 （卵， 幼虫， 成虫） に

おいて影響を受け る要因が異な る こ と が示唆された。 次

に廃棄物由来の不揮発性物質に対応す る 試験手法 と し

て， 汚染土壌等の生態毒性試験の供試生物 と し て実績の

あ る ミ ミ ズを用い， 同試験試料に対する忌避行動を接触

条件下で調べた。 その結果， 本種は不燃残さ には忌避性

を示さず， 焼却灰および飛灰に忌避性を示し た。 焼却灰

および飛灰の高い pH （アルカ リ 性） が本種の忌避に関与

し ている可能性が考え られたため， 中和後に同様に試験

を行ったが， 中和前 と 同程度に忌避性が認められた。 こ

の こ と か ら， 本種の焼却灰および飛灰に対する忌避性に

は高い pH 以外の要因が関与し ている と考え られた。

〔備考〕

（18） 　 循環廃棄過程を含めた水銀の排出イ ンベン ト リ ー

と排出削減に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0507BE955

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 平井康宏， 高橋史武

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 水銀の世界的削減の動向があ る中， アジアから

の多 く の発生源が注目されるが， 日本を含むアジア圏の

状況が不明であ る。 日本におけ る主た る排出源 と される

石炭燃焼 ・ 廃棄物燃焼を含む排出イ ンベン ト リ ーを作成

する こ と を目的 と する。 また リ サイ クルの推進によ り 廃

棄物 ・ 二次資源， また産業系か ら の回収水銀のアジアへ

の流入に対する環境影響に関し ての挙動の把握 と 予測を

行 う ため， 水銀の物質フ ローモデル及び環境動態モデル

を， アジアを見据えて開発する。 開発し たモデルを用い

て， 削減方法に応じ た制御シナ リ オに対応する大気排出

量を推定する。 ま た水銀の形態別存在量を実態把握し，

連続モニ タ リ ング装置によ る排出量推定値の精度検証を

行 う 。 研究全体 と し ては， 世界的削減計画に対応でき る

よ う ， アジア圏におけ る水銀の排出量， 環境動態に関す

る情報を提供する研究とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 水銀の大気排出イ ンベン ト リ ー作成 と 排出係数の

推定について， 本年度は日本におけ る主た る排出源 と し

て， 石炭燃焼及び種々の廃棄物燃焼を中心に排出係数を

文献調査を も と に推定し， 予備的な排出イ ンベン ト リ ー

を作成し た。石炭燃焼からの排出量推定値は 0.6 ～ 1.5 ト

ン / 年 と諸外国に比し て少ない と推察された。 廃棄物燃

焼の う ち， 一般廃棄物燃焼は 0.3 ～ 1.8 ト ン / 年， 医療廃

棄物燃焼は 10 ～ 20 ト ン / 年， 下水汚泥焼却は 1.4 ～ 4.4

ト ン / 年の排出量 と推定された。 医療廃棄物燃焼は実測

定値が少な く ， 海外の排出係数を用いてお り ， 今後日本

での測定値が必要であ る。 セ メ ン ト 製造， 火葬， 自然由

来 と し て火山活動に伴 う 排出量も推定し， 第 １ 次の推定

排出量は 19 ～ 35 ト ン と見積った。

　（ ２ ） 水銀のサブ ス タ ン ス フ ローについて， 既存情報，

統計データ を収集し，2000 ～ 2003 年の推定を行った。原

料段階で水銀は 100 ～ 200 ト ン存在するが， 製品 と し て

は 12 ～ 17 ト ンであ り ， 近年バッ ク ラ イ ト を含む蛍光管

への使用量が増加し てお り ， 製品使用量の 28 ～ 46% を

占めている。 在庫量が 100 ト ン程度 と非常に多 く ， 回収

された水銀が在庫 と な り ， それらは数年おきに輸出され

ている状況にあ る。

　（ ３ ） 石炭燃焼及び廃棄物燃焼におけ る水銀の形態別挙

動について， 実施設の排ガス中の原子状水銀， 反応性水

銀 （主に二価水銀） を分別定量し， 挙動を解析し た。

　（ ４ ） 連続モニ タ リ ングに関する情報を収集整理する と

共に， 実施設において水銀の形態別連続モニ タ リ ングを

行った。 ア メ リ カで石炭燃焼施設から の水銀排出規制に

伴い， 義務づけ られる連続モニ タ リ ング装置の種類及び

性能を中心に情報を整理し た。

　（ ５ ） 高い揮発性の水銀の環境中での長距離移動につい

て， 環境動態モデルを開発する こ と を目的に本年度は大

枠設計を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 京都大学 （酒井伸一， 高岡昌輝）， 岐阜大

学 （守富寛）， 岡山大学 （安田憲二）

2． 4 　 汚染環境の浄化技術に関する研究

（1）　水質改善効果の評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9906AE323

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 松重一夫， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 18 年度 （1999 ～ 2006 年度）
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〔目 　 的〕 本研究では， 湖沼等における水域の適正水質に

関し て， 生態系の観点か ら解析する ため， 単な る生物培

養系ではな く ， 生態系におけ る物理的 ・ 化学的 ・ 生物的

要因 と それら の相互作用によ る物質循環 ・ エネルギーフ

ローの変遷を解析可能なマイ ク ロ コ ズムによ る生態系影

響評価手法を確立する。 これによ り ， 各種農薬等の化学

物質の水域におけ る有毒性 ・ 残存性等をマイ ク ロ コ ズム

におけ る構成種の個体群動態を解析し， 生態系の観点か

ら自然水域における影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 生態系に及ぼす複合的 ・ 相乗的な影響評価の高度化の

ために， 物質循環 ・ エネルギーフ ローの評価 ・ 解析 と し

て， マ イ ク ロ コ ズムについてのモデルシ ミ ュ レーシ ョ ン

を行い， 原生動物の捕食作用の影響や藻類 と 細菌類の間

の競争関係についての解析を実施し， 水圏生態系に対す

る農薬などの安全性評価のための有用な知見 と する こ と

ができ た。 また， 有毒藻類であ る ミ ク ロ キ ステ ィ スや糸

状有害藻類 と 微小動物に加え， 魚類を導入し た連続培養

型マ イ ク ロ コ ズムシス テムについて検討し， 富栄養化湖

沼の浄化効果や生態系影響評価に関する基礎的知見を得

る こ と ができ た。 さ ら に， バイ オ ・ エコエンジニア リ ン

グシステムの窒素， リ ン対策効果を生態系レベルで評価

する ために有害藻類マ イ ク ロ コ ズムを用い評価する と と

も に， 数理モデル解析を行い， バイオ ・ エコエンジニア

リ ングの面的整備に基づ く 流域管理の適正化のための支

援化技術の確立を推進し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 横浜国立大学大学院環境情報研究院

旧研究課題コード ： 9906AE235

（2） 　 生物 ・ 物理 ・ 化学的手法を活用し た汚水および汚泥

処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9906AE324

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 板山朋聡， 松重一夫， 徐開欽，

蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 18 年度 （1999 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 　 本研究では， 湖沼， 海洋， 内湾， 河川， 地下

水等の汚濁水， 生活排水， 事業場排水， 埋立地浸出水等

の汚水およびこれらの処理過程で発生する汚泥を，生物・

物理 ・ 化学的に効率よ く 分解 ・ 除去あ るいは有用物質を

回収する手法を集積培養， 遺伝子操作等の技術 と 生態学

的技術を活用し て確立する基盤的検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 生物処理の過程で発生する汚泥は処理システム全体に

おいて大き な ウ ェ イ ト を占めている こ と か ら， 余剰汚泥

を効率的に減量化する こ と は極めて重要な課題 と なって

いる。本研究では，余剰汚泥の発生抑制を目指し た嫌気・

好気 ・ 無酸素 （AOA） プロセスに対し， さ らに汚泥減容

化 ・ リ ン除去のためのマ イ ク ロバブル化オゾン ・ 吸着脱

リ ンシステムを組み込んだ処理技術の確立化に向けた検

討を行った。 その結果， オゾン処理汚泥量を適正に設定

する こ と で， 余剰汚泥の発生が抑制され， 汚泥の引き抜

き無しで反応槽内の汚泥濃度を一定に保持する こ と が可

能な基盤条件が見いだされた。

　 さ ら に， こ のよ う な生物 ・ 物理 ・ 化学的手法によ る処

理システムに対する窒素 ・ リ ンの低減化によ る有害藻類

発生の抑制効果の評価について， 有毒アオコの構成種で

あ る Microcystis aeruginosa を用いた藻類増殖潜在能力

（AGP） 試験において， この種の細胞内 リ ン含量の変化を

考慮し た新たな解析手法を提案し た。 こ の新たな解析手

法を用いる こ と で， 窒素， リ ンの同時除去が効果的であ

り ， リ ンの細胞内蓄積を考慮する と 高い リ ン除去能を持

つ吸着脱 リ ン方式の効果が高い こ と が示唆 さ れたため，

環境負荷削減技術導入の評価手法 と し て有用であ る こ と

がわかった。

〔備考〕

共同研究機関 ： （財） 日本建築セン ター， 神奈川県環境科

学セン ター， 岡山県環境保健セン ター， 東京都環境科学

研究所， 茨城県公害技術セン ター 　

旧研究課題コード ： 9906AE234

（3） 　 窒素 ・ リ ン除去 ・ 回収型技術システムの開発に関す

る研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB409

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 板山朋聡， 蛯江美孝， 井上雄三， 山

田正人

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 液状廃棄物か ら の栄養塩類除去が富栄養化防

止対策上重要な課題であ る こ と， 我が国が 100% 輸入に

頼っている リ ンは枯渇資源であ り ， 将来的には輸入が困

難にな る こ と 等を踏まえ， リ ン除去のみな らず， リ ン資
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源循環型処理システムへのパラ ダ イ ムシフ ト が重要な課

題と なっている。上記の点を鑑み，本研究では リ ン除去・

回収を可能 と し， かつ， 窒素除去に も 効果的な コ ス ト ，

エネルギーの ミ ニマム化を考慮し た効率的な液状廃棄物

の リ ン資源循環型処理システムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 液状廃棄物か ら の栄養塩類の除去は重要な位置づけに

あ る が， リ ンが有限の資源であ る こ と を踏ま え， 除去 ・

廃棄から回収 ・ 資源化へのパラ ダ イ ムシフ ト を図る こ と

を目的 と し て リ ン リ サ イ ク ルに係 る 試験的検討を行っ

た。 リ ン除去機能を有さ ない合併処理浄化槽等へのジル

コ ニウ ム系 リ ン吸着剤を用いた リ ン除去 ・ 回収資源化シ

ステムの導入試験の結果よ り ， 我が国におけ る吸着脱 リ

ンシステムによ る リ ン資源の回収 ・ 循環フ ローの基盤が

示され， 液状廃棄物対策におけ る環境低負荷 ・ 資源循環

型のシ ス テ ム技術の構築に展開す る こ と が可能 と な っ

た。

　 ま た，高度合併処理浄化槽における リ ン対策と し て，鉄

電極から 溶出し た鉄イ オンと リ ン酸イ オンの結合によ り

リ ンを除去する 鉄電解脱リ ン法に着目し ， リ ン除去特性，

BOD， 窒素除去性能への影響， 汚泥生成能， 貯留汚泥内

リ ン含有率， リ ン回収特性等について適正条件を明ら か

にする こ と を 目的と し て検討を 行った。 その結果， 鉄電

解脱リ ン法によ る リ ン除去性能は高く ， 鉄電極の定期的

な交換等の適正な維持管理法の構築によ り ， T-P1mg ･ L-1

以下を安定的に達成でき る 基盤条件を明ら かにする こ と

ができ た。 貯留汚泥内リ ン含有率測定の結果， リ ン含有

率は高く ，さ ら にこ のリ ン含有汚泥は，硫酸酸性にする こ

と によ り 短時間でリ ンを溶出する こ と ができ ，リ ン除去の

みなら ず， 資源循環化も 可能である こ と が示唆さ れた。

　 さ らに， リ ン回収 と 同時に余剰汚泥減容化を目的 と し

た物理化学的処理を組み込んだ新規排水処理システムの

実用化に向けた検討を行った結果， オゾン処理汚泥量を

槽内汚泥量の ７ ％程度 と 適正に設定する こ と で， 処理水

質を維持しつつ， 余剰汚泥の発生が抑制される基盤条件

が見いだされた。

　 これら の こ と か ら， 資源循環型の適正処理システムに

よ る リ ン資源の回収 ・ 循環フ ローの基盤技術を確立する

こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学大学院生命環境科学研究科， 早

稲田大学理工学術院理工学部， 埼玉県環境科学国際セン

ター， （社） 茨城県水質保全協会， （財） 茨城県科学技術

振興財団， （財） 日本建築セン ター， 工学院大学

（4） 　 浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発に

関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB410

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 板山朋聡， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 高度処理浄化槽や生物膜浄化施設な どの浄化

機能の安定化 ・ 高効率化を図る上で必要不可欠な浄化シ

ステム管理技術 と し ての分子生物学的手法を用いた有用

細菌類の迅速検出手法および有用微生物の定着促進 ・ 活

性化技術の開発等に係る要素技術の確立， 窒素 ・ リ ンの

簡易試験法等を活用し た現場管理技術の開発等を目標に

研究を推進し てき ている。

　 本年度は， 生物処理システムにおけ る有用微生物診断

の汎用性の向上化， 有用微生物の高密度定着化 と 維持管

理の容易化， 新規高度処理浄化槽開発等を含め， 微生物

の個体群動態 と浄化機能の関係について分子生物学的手

法等を活用し て解析･評価し，高度栄養塩類除去を可能 と

する設計方法および維持管理方法の立案を目的 と し て検

討を行った。

〔内容および成果〕

　 有用微生物の検出技術と し て用いられているFISH法は

分類学的な同定のみに限られてお り ， 機能遺伝子やその

発現の in situ 検出技術 と し ては， 細胞壁の消化条件が異

な る ために目的 と する細菌群を一括し て検出でき ない等

の問題が指摘されている。 そ こ で， 様々な種類の純菌に

対し て細胞壁消化酵素の種類および濃度を変化させた場

合の高感度FISH法の検出条件を明らかにする こ と を目的

と し て検討を行った。 水処理生態系に存在する代表菌種

の中から様々な種類の ８ 菌種を選択し， 細胞壁消化酵素

濃度を変化させた結果，通常の FISH 法において も適当な

細胞壁処理を行 う こ と が望ま しい菌種，DIG-FISH 法では

十分に検出でき ない菌種が存在する等， 細胞壁の構造に

依存する も の と 思われる検出傾向が認め ら れた。 一方，

CARD-FISH 法では感度を大幅に増幅可能な こ と から，細

胞壁を 10mg ･ mL-1 程度の リ ゾチームで処理する こ と に

よ って広い範囲の菌種を検出でき る こ と が示唆され， 生

物処理プロセスにおけ る汎用的な検出方法 と し ての条件

を明らかにする こ と ができ た。

　 また， 高度処理浄化槽におけ る窒素除去性能の年間モ

ニタ リ ングの結果， 処理水 NO2-N 濃度， 硝化槽に流入す
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る NO2-N および NO3-N 濃度は年間を通じ て低い値を示し

たが，処理水 NH4-N 濃度が ２ mg ･ l-1 以上の場合，95％以

上のサンプルが高度処理浄化槽の目標水質 （処理水 T-N

濃度 10 mg ･ l-1） を上回る結果 と なった。 すなわち， 本研

究で調査し た高度処理浄化槽において， 亜硝酸酸化反応

および脱窒反応は律速段階 と はなっておらず， アンモニ

ア酸化反応が目標水質を達成する上で重要な因子であ る

こ と が示唆された。 こ の律速反応を支配する アンモニア

酸化細菌数の年間モニ タ リ ングを行 う ため， アンモニア

酸化酵素遺伝子（amoA 遺伝子）に着目し た Real-time PCR

法によ る定量法の検討を行った結果，amoA 遺伝子の定量

範囲は 1.25×101 ～ 2.50×107 （copies ･ PCR setup-1） であっ

た。 硝化槽に保持されたアンモニア酸化細菌数 と 窒素除

去性能の関係解析において， 目標水質を達成し ている系

ではアンモニア酸化細菌 １ 細胞当た り のアンモニア負荷

が低 く 抑え られていたのに対し， 達成でき ていなかった

系では高い こ と がわかった。 すなわち， アンモニア酸化

細菌 １ 細胞当た り のアンモニア負荷が窒素除去プロセス

の重要なパラ メ ーターであ る こ と が示された。 また， 構

造の異な る担体を比較 ・ 解析し た結果， 増殖速度の遅い

硝化細菌群を高濃度に保持する ためには， 微生物を担体

内部に高濃度に保持可能な比表面積の大きい多孔質担体

が有効であ る こ と がわかった。 さ らに， 安定同位体解析

を導入し た細菌群集構造解析によ り ， 脱窒炭素源によ る

活性汚泥内の細菌群集の影響を効率的に評価 ・ 解析でき

る こ と が明ら か と なった。 これら の こ と か ら， 運転操作

条件の設定， 適正容量の構造決定等の高度処理浄化槽の

効率化等において重要な維持管理技術の確立を行 う 上で

の適正支援化システムの基盤の構築が可能と なった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学大学院生命環境科学研究科， 早

稲田大学理工学術院理工学部

（5） 　 開発途上国の国情に適し た省エネ ・ 省コス ト ・ 省維

持管理浄化システムの開発に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB411

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 板山朋聡， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 し尿や生活雑排水等の液状廃棄物に対し て， 開

発途上国も視野に入れ， 土壌 ・ 湿地等の生態系に工学を

組み込んだ生態工学の活用によ る有用植物を用いた食料

生産及び植物残渣のコ ンポス ト 化， ラ グーンシステムの

活用等によ る浄化システム構築を行 う 。

〔内容および成果〕

　 熱帯域の特性を再現可能な熱帯シ ミ ュ レータ を用い可

食性の ク ウ シンサイ （パッ ク ブン） を用いた植栽浄化シ

ス テ ム と ラ グーン浄化シ ス テ ム と を組み合わせた効果

や， 食用魚類のラ グーンへの導入効果に対する生態系に

着目し た浄化効果， および再資源化 と の適正バラ ン スの

ための操作条件の検討を行った。 最終段の酸化池へ， タ

イ等の東南アジア各国で食用のために淡水養殖されてい

る テ ラ ピ ア を導入 し， その効果を評価し た。 その結果，

導入 し た魚類のテ ラ ピ アは雑食性であ り 汚泥やバ イ オ

フ ィ ルなど を直接捕食する ため汚泥の減量化に効果があ

る こ と が示された。生活排水処理の処理能向上のために，

水生植物 と し ては東南アジアで食用に栽培されている ク

ウ シ ンサ イ （パ ッ ク ブン） を用い， 植栽方式 と し ては，

水面に浮かせた発泡プ ラ スチ ッ ク などで植物を水面上で

支え る フ ロー ト 式植栽方式を採用し た。 その結果， 導入

された植栽の根圏部では， 多 く の浮遊物質が捕捉される

だけではな く ， 有用微小動物に生息域を創出し高密度に

保持でき る こ と が明ら か と な り ， こ のよ う な有用微小動

物の中には有毒アオコ を捕食でき る種も存在する こ と か

ら アオコの発生抑制に も効果が期待でき， 植物や魚類の

食用化を行 う 上で安全性の面か ら も極めて重要であ る と

考え られた。

　 湿地を用いた生活排水処理では， アシ， マコモ， ガマ

を用いた通年の処理能比較試験を実施し た。 その結果，

適正負荷のも と ではどの系も通年で BOD 除去 90% 以上

の良好な処理能を持っていたが， 負荷が高 く な る と 窒素

除去能で水温の影響を受けやすいこ と が判明し た。また，

植物種 と し てはアシが低温に強 く ， また， マコモは温室

効果ガスであ る メ タ ン発生が他の系に比べ大きい こ と が

判明し た。 このよ う に， 人工湿地では適正負荷 と と もに，

植物の選択が極めて重要であ る こ と が明らか と なった。

　 し尿を含む生活排水処理システム と し ての土壌 ト レ ン

チシステムの浄化機構を明ら かにする ための， 小型モデ

ル土壌 ト レ ンチを構築し た。 こ のモデルシス テムにおけ

る土壌内の硝化活性に機能する硝化菌の amoA 遺伝子に

着目し小型モデル土壌 ト レンチ内の空間分布を定量 PCR

法， DGGE 法によ り 解析し た。 その結果， 表層近 く は好

気性が高いために硝化の場 と なっている こ と が明らか と

な り ， 今後の土壌 ト レ ンチの高度化に活用可能な知見を

得る こ と ができ た。 また， 鹿沼土など を底面が傾斜し た

プ ラ スチ ッ ク ト レーに薄 く 充填し多段に積層し た土壌傾
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斜土槽法によ る家庭用雑排水処理システムの処理能の解

析・評価を行い，処理が安定し た後の BOD の平均除去率

は約 80％程度に達する こ と， また， 窒素， リ ンの処理水

濃度では T-N で約 ６ mg ･ L-1，T-P で約 0.4 mg ･ L-1 と高度処

理浄化槽 と 同程度の水質の処理水を得る こ と がで き た。

さ らに再利用可能な処理水質にする ためには， ミ ミ ズな

どの導入や原水を間欠的に流入させる などによ り ， 好気

性の領域を広げる などの操作条件の適正化が重要であ る

こ と が明らか と なった。

　 これら の成果を踏まえ， エコエンジニア リ ングシステ

ム導入マニ ュ アルを作成し， それを基に開発途上国での

実証化のためのよ り 大規模な現地試験研究への展開の基

盤が構築でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京農業大学応用生物科学部， 東北大学

工学研究科， 埼玉県環境科学国際セン ター， （財） 日本建

築セン ター， （財） 茨城県科学技術振興財団， 中国環境科

学研究院， 韓国国立環境研究院， タ イ王国 AIT ・ ERTC，

ベ ト ナムハ ノ イ大学 

（6） 　 バイオ・ エ コ と物理化学処理の組合せを含めた技術

による環境改善システムの開発に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB412

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 板山朋聡， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 窒素， リ ン除去 ・ 回収型高度処理浄化槽などの

バイオエンジニア リ ング， 水生植物など を活用し たエコ

エンジニア リ ングによ る液状廃棄物対策に加え， 植物残

渣や食物残渣破砕物のコ ンポス ト 化等によ る資源循環効

率の高度化を図る ための物理化学処理 と のハイブ リ ッ ド

化処理技術などの環境改善システムを国内外において最

適整備する ための技術及びシステムを開発する。

〔内容および成果〕

　 デ ィ スポーザ導入によ る食物残渣破砕物や汚泥などの

高濃度有機性廃棄物を対象 と し て， リ ン等の再資源化も

踏まえた嫌気 ・ 好気性処理システムおよび， オゾン等に

よ る物理化学的処理 と 生物処理の最適組合せに関する技

術開発を進め， 物理化学処理 と 嫌気 ・ 好気性処理のハイ

ブ リ ッ ド 化システムは汚泥の減量化などに極めて有効で

あ る こ と が示された。

　 高濃度有機廃棄物の適正処理 と エネルギーの回収を両

立させる ためのシステム と し て， 生ゴ ミ など を原料 と し

た USB （上向流型微生物自己造粒方式） メ タ ン発酵 と窒

素除去が可能なヘ ド ロ セ ラ ミ ッ ク ス担体生物膜処理槽を

組み合わせたシ ス テ ム を開発 し ベンチ ス ケール試験を

行った。 その結果， COD 除去率で 99％， メ タ ン転換率で

約 80％近い性能を持つ と と もに，可溶化槽と USB 槽の両

方に生物膜処理槽か らの処理水を循環させた場合， メ タ

ン発酵 と 同時に， 80％以上の窒素除去が可能であ る こ と

が明ら か と なった。 また， 水素発酵に関し， 米飯や果実

など を原料 と し た場合について検討し， と く に溶解性の

糖量が多いほ ど転換率が高 く な る 傾向が明 ら か と な っ

た。 そのため， 食品廃棄物の選定 と と も に， 加温処理な

どによ る可溶化および糖量増加が水素発酵の効率化にお

いては極めて重要であ る こ と が明らか と なった。 さ らに，

熱処理消化汚泥 （70 ～ 80 ℃， 30min） を水素発酵微生物

の植種源 と し た場合， 水素生成能が著し く 高い こ と， お

よび， PCR-DGGE 解析によ り グルコースから連続的水素

発酵に関わる微生物は主に Clostridium 属であ る こ と が判

明し た。 これら の結果か ら， 種汚泥の選択 と 熱処理 と と

も に， 地域特性によ る食品廃棄物の種類を考慮し た原料

の選定， システム選定， また前処理し ての物理化学処理

と のハイブ リ ッ ド化の適正化の重要性が示唆された。

　 微小動物定着担体の浄化槽処理水等の低濃度汚濁水を

対象 と し た浄化効果を明ら かにする ために， 有毒藍藻を

捕食分解する有用微小動物が高密度に生息でき る環境 と

し て， 屋内湖沼シ ミ ュ レータ を用いたひも状担体を用い

たフ ロー ト 式浄化システムの実験 と と も に， 水生植物の

根茎を定着担体 と し たフ ロー ト 式植栽浄化法に関する屋

外実験を行った。 その結果， ひも状担体の導入や， ク ウ

シンサイ根茎の成長によ り ， 担体の根茎の周囲に生息す

る ミ ジン コ などのろ過摂食性の甲殻類や， 輪虫類などの

微小動物の捕食作用によ り ， 浮遊物質濃度や溶存態栄養

塩が有意に低下し ている こ と が確認された。 また， 有毒

藍藻類が産生する有毒物質 ミ ク ロ キ スチン も， フ ロー ト

式植栽浄化法においては，対照区において 5.1µg ･ l-1 の と

き，植栽区では 0.9µg ･ l-1 と低 く 抑制される こ と が明らか

と な り ， ク ウ シンサイの食用 と し ての資源循環に可能な

こ と が明らか と なった。

　 バイオ ・ エコエンジニア リ ングによ る各処理シス テム

の面的整備を適正に図る上で， 各処理水中の窒素， リ ン

の低減化によ る有害藻類発生の抑制効果を， 有毒アオコ

の構成種であ る Microcystis aeruginos を用い， 特に リ ンの

細胞内含量が変化する こ と を考慮し た新たな解析手法に

基づ く 藻類増殖潜在能力 （AGP） 試験手法について検討
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し た。 その結果， 高い リ ン除去能を持つ吸着脱 リ ン方式

のアオコ発生抑制効果は高い こ と が示唆された。 これら

の結果は， 開発し て き たバイ オ ・ エコエンジニア リ ング

システムの効果の適正評価 と， 適正面的整備のための導

入マニ ュ アルの中核 と な る重要成果 と し て位置づけ られ

た。

〔備考〕

共同研究機関：筑波大学大学院生命環境科学研究科，（財）

茨城県薬剤師会公衆衛生検査セン ター， 中国環境科学研

究院， 韓国国立環境研究院， タ イ王国 AIT ・ ERTC， ベ ト

ナムハ ノ イ大学， ニューサウ ス ウ ェルズ大学

（7） 　 環境浄化への微生物の利用およびその影響評価に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE200

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境浄化 ・ 保全に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術の開発を目的 と する。 その

ために本研究では， 有機塩素化合物， 油， 重金属等の環

境汚染物質を分解 ・ 除去する微生物の探索を行い， その

機能の解明および強化を試み有用な環境浄化菌を開発す

る と と も にこれらの浄化菌を利用し た浄化システムを構

築し， さ ら に環境汚染物質， 環境浄化菌等の微生物生態

系への影響の解析を目標とする。

〔内容および成果〕

　 不法投棄汚染現場におけ る 微生物分解 （バ イ オ レ メ

デ ィ エーシ ョ ン） の適用の可能性を評価する ために， 汚

染サイ ト の土壌及び地下水を用いたバイオ ト リ ータ ビ リ

テ ィ 試験を実施し た。 各深度か ら採取し た土壌， 地下水

を入れた 69mL バイ アルビンに各種栄養塩を添加し， 好

気及び嫌気条件下で炭化水素及び有機塩素化合物の分解

試験を実施し た。 こ れ ら の試料か ら DNA 回収を行い，

PCR-DGGE によ り 微生物の群集解析を行い， さ らに各試

料の特徴的なバン ド から DNA を抽出し，ク ローニング及

びシーク エン ス を決定し た。 こ の結果， 嫌気条件での分

解試験で比較的濃いバ ン ド か ら 得 ら れ た ク ロ ー ン は

Herbaspirillum, Dehalococcoides と高い相同性が示され，こ

れらの菌株が有機塩素化合物分解に関与し ている と 推察

された。

〔備考〕

名古屋市環境科学研究所 （朝日教智， 榊原靖） と の共同

研究 「微生物分解を用いた土壌汚染修復に関する研究」

（8） 　 中国湖沼をモデルと し たバイオ・エ コシステム導入

アオコ発生防止効果の調査研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0305CD329

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 板山朋聡， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本学術調査研究は， 中国貴州省の重要な淡水資

源 と し ての紅楓湖 ・ 百花湖 ・ 小関ダム等の湖沼をモデル

と し て， 有毒アオコの発生実態調査を行 う と と も に， 富

栄養化の主な原因 と な る流域の生活系 ・ 産業系排水の排

水性状の把握， 発生源対策 と し てのバイオ と エコのハイ

ブ リ ッ ド 化によ る地域特性を考慮し た水環境修復技術 と

し てのバイオ ・ エコ システムを構築する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本研究では中国貴州省の湖沼を中核 と し， 同時に近隣

アジア諸国の富栄養湖沼を比較水域 と し て， バイオ ・ エ

コ エン ジニア リ ン グの導入のアオ コ 発生防止効果を解

析 ・ 評価する ための調査研究を以下のよ う に行った。

　 バイオ ・ エコエンジニア リ ングシステムを有効に活用

する ため， 中国雲南省アルハイ湖において水温成層特性

調査を実施し その成層構造を明ら かにし た。 またデンチ

湖流域の汚濁負荷実態調査を行い， 主要流入河川の流量

観測および水質調査を実施し た。 その結果， 最も汚濁し

た市内河川の COD は約 70mg ･ L-1 に達する実態が判明し

た。 また， 前年度に引き続き貴州省の紅楓湖の湖内富栄

養化調査を実施する と と もに，紅楓湖流域に 2000 年 ３ 月

に設置し た高度処理浄化槽および土壌浸透浄化施設の運

処理水質状況について調査し， 紅楓湖の底層溶存酸素濃

度が欠乏状態にあ る こ と を確認， また高度処理浄化槽の

継続運転， 土壌浸透の浄化能力の安定性を確認し た。

　 さ ら に， これら のシス テムを東南アジア地域でのアオ

コ発生防止対策につなげる ための現地調査を行った。 そ

の結果，貴州省阿吐ダムでは水深 ６ ｍ 以深において無酸

素状態が確認され， 還元雰囲気下におけ る硫化物生成が

確認される こ と，ミ ャ ンマー連邦のイ ンレー湖，カン ドー

ヂー湖， イ ンヤー湖， ラ オス人民民主共和国のナムグム

湖など近隣諸国の富栄養水域では， 有毒物質産生藍藻類

のアオコ （Microcystis 属， Anabaena 属） 等の現存量が高

く ， その生息密度は １ mL あた り 最大で 15 万細胞にも達

する こ と など緊急対策の必要性を明ら かにする こ と がで
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き た。

　 同時に ミ ャ ンマー連邦のイ ン レー湖など豊富な沈水植

物群落が形成されている水域では， 沈水植物群落の有無

がアオコ現存量に影響し てお り ， アオコ現存量の低減を

図る上では， 沈水植物群落が生息密度を著し く 高めてい

る ミ ジン コ などの甲殻類が極めて大き な役割を果た し て

いる こ と が明ら かにな る等， 地域特性に適合し た分散型

および直接型のバイ オ ・ エコ システムの効率化 ・ 適正化

技術開発および普及を図る こ と によ り ， 高いアオコ発生

防止効果が期待でき る こ と が明らか と なった。

　

〔備考〕

中国側カ ウ ン ターパー ト ： 孔海南 （上海交通大学 教授）

旧研究課題コード ： 0305CB581

（9） 　 洗浄剤注入によ る土壌汚染のレ メ デ ィ エーシ ョ ン

技術の効率と安全性に関する基礎的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0306CD536

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 工場か ら の漏出や不法投棄な どに よ り 地中に

浸透し た有機溶剤などの有害物質によ る土壌 ・ 地下水汚

染の修復は様々な方法が提案されているが， 地中での汚

染の拡が り と 濃度を正確に把握する こ と は困難なため修

復も長期にわた る こ と が多い。 こ のよ う な汚染物質を積

極的に溶解し て短期間に回収する目的で， 井戸を通し て

洗浄液を注入する手法が検討されて き ている。 本研究課

題ではこ の洗浄剤注入法について， その実用性を判断す

る ための一助 と し て洗浄効率や環境安全性など を基礎的

に検討する こ と を目的と し ている。 

〔内容および成果〕

　 平成 15，16 年度に ト リ ク ロ ロエチレ ンの水溶解度およ

び下方浸透挙動について検討を行った 13種類の界面活性

剤 と ５ 種類の高分子量有機化合物について， これら の洗

浄剤が共存し た場合に， 水に溶解し た ト リ ク ロ ロエチレ

ンの化学的分解の効率にどのよ う な影響があ るのかを検

討し た。 実験は有機塩素系溶剤の化学分解によ く 用いら

れる鉄粉によ る還元反応系を対象と し た。 100mg/L の ト

リ ク ロ ロエチレ ンを含む 100mg/L または 1000mg/L の洗

浄剤水溶液 40mL に鉄粉を添加し， 空気に触れないよ う

に密栓し た。 鉄粉を加えない系では ２ 週間放置後も ト リ

ク ロ ロエチレ ン濃度に大き な変化はなかったが， 鉄粉を

加え た系では ト リ ク ロ ロ エチ レ ン濃度が減少す る と 共

に， 1,2- ジ ク ロ ロエチレ ンなどの分解生成物が検出され

た。 ト リ ク ロ ロエチレ ンの分解速度は洗浄剤無添加で最

も速 く ， セチル ト リ メ チルアンモニ ウ ムや陰イオン性界

面活性剤， 高分子量有機化合物では幾ら か減速するのに

対し て， 非イオン性界面活性剤では大き く 阻害される こ

と が分かった。

〔備考〕

（10） 　 生活由来排水のリ ン除去 ・ 回収技術を導入し た高

度合併処理浄化槽の開発 ・ 評価

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0505AI533

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 環境負荷削減 ・ 資源循環化を図る上では， 小規

模分散型の合併処理浄化槽において も， 流域単位で リ ン

対策を実行しやすい リ ン除去 ・ 回収 ・ 資源化技術の開発

と 導入が最大の課題 と なっている。 リ ンは枯渇化資源で

あ り ， リ ンを 100％海外依存する我が国では， 将来的な

見通しから リ ン回収循環利用を図る システムの構築が重

要課題 と なっている。 そのため， 本研究では， 合併処理

浄化槽を中心に， 公共用水域の汚濁負荷の 40 ～ 70％を

占める生活排水の リ ン対策 と し て， 鉄電解脱 リ ン法に着

目し， 環境低負荷資源循環型の理念を取 り 入れた高度 リ

ン除去 ・ 回収技術の開発 ・ 評価に基づ く 枯渇化 リ ン資源

の確保 と 富栄養化防止の両立する対策技術システムの構

築を目的と し て研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 鉄電解脱 リ ン法を導入し た高度合併処理浄化槽におい

て， 処理性能， 生物相への影響および鉄電解脱 リ ン法に

よ り 生成し た リ ン酸鉄を含む貯留汚泥の性状等の解析 ・

評価を行った。 その結果， 鉄電解脱 リ ン法によ る リ ン除

去性能は高 く ，ほ と んどの浄化槽で T-P1mg ･ L-1 以下を達

成し た。 また，鉄電解脱 リ ン法の導入が生物学的有機物・

窒素除去性能に及ぼす悪影響は認められず， 高い処理性

能が得られる こ と が示された。 さ ら に， 好気槽生物膜の

検鏡を行った結果， 繊毛虫類， 輪虫類， 肉質虫類， 貧毛

類等の処理状況が良好な時に見られる原生動物 ・ 微小後

生動物が確認され， 良好な微生物相が構築される こ と が

示唆された。

　 また， 嫌気槽貯留汚泥の リ ン含有率測定および硫酸酸
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性によ る汚泥か らの リ ン溶出試験を行い， リ ン含有汚泥

か らの リ ン回収技術の検討を行った結果， 嫌気槽貯留汚

泥の リ ン含有率は鉄電解脱 リ ン非導入系に比べて数倍高

い結果が得られた。 さ ら に こ の リ ン含有汚泥は， 硫酸酸

性にする こ と によ り 短時間， 低濃度の硫酸で リ ンを溶出

する （70 ～ 95％） こ と ができ， リ ン除去のみな らず， 資

源循環化も可能であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： （財） 日本建築セン ター， （財） 茨城県薬

剤師会公衆衛生検査セン ター， 工学院大学

（11） 　 温室効果ガス発生抑制と N ・ P 除去機能強化を両

立する適正人工湿地システムの開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0505KB936

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桂萍 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン

ター）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 省エネルギー， 省コ ス ト ， 省 メ ンテナン スの観

点か ら， 排水処理システム と し ての人工湿地システムが

注目を集めている。 本研究では人工湿地システムの最適

化および複数の流下方式を組み合わせた複合システム化

によ る高度・効率化を図る こ と を目的 と し て検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 人工湿地シス テムにおいては， 植物の種類 と 水の流下

方式等の工学的手法が植物の根圏への酸素運搬効率を左

右し， 汚濁物質除去効率， 温室効果ガス放出速度等を決

定する主要因 と なっている こ と か ら， ３ 種類の典型的な

湿地と し ての表面流 （FWS）， 浸透流 （SF） および垂直流

（VF） を対象 と し， 湿地の水の流下方式， 根圏環境 と 処

理性能， 温室効果ガス発生特性 と の関係を解析し た。 そ

の結果，VF，SF 湿地においては高い有機物除去率が得ら

れ， 処理性能も安定し たのに対し， FWS 湿地は除去率が

不安定であ る こ と がわかった。 また， VF 湿地においては

土壌内部が好気的であ り ，硝化反応の活性は極めて高 く ，

メ タ ン発生量は低 く 抑え られた。 一方， SF 湿地では水面

が土壌表面よ り も下部にあ る ため， 水面上部 と 下部で酸

化還元電位がそれぞれ硝化， 脱窒に有利であ り ， 高い窒

素除去率が得られた。 さ らに， SF 湿地では発生し た メ タ

ンが水面上部の土壌において メ タ ン酸化菌によ り 分解さ

れ， メ タ ンの発生が抑制される こ と がわかった。

　 これらの結果を踏まえ，垂直 - 浸透 - 表面流複合式湿地

システムを構築し た結果， 有機物， 窒素， リ ン除去機能

強化 と 温室効果ガス発生抑制を両立する適正人工湿地浄

化システム と し て適用可能な こ と が明らか と なった。

〔備考〕

（12） 　 生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解

析を導入し た微生物ループの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD531

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 水処理システムを効率的かつ安定的に運転 ・ 管

理する上では， 処理性能を左右する重要な微生物の挙動

および捕食 - 被食関係を踏まえた上での物質フ ロー等の

機構解明が不十分であ る こ と が指摘されている。 本研究

では， 微生物ループの解明におけ る課題であ る微生物個

体群 と 物質フ ローの同時解析を可能 と する ため， 同位体

で微生物の資化性基質を標識し， その基質を取 り 込んだ

微生物を認識する こ と によ り ， 処理機能を担 う 有用微生

物群の機能強化を目指し た微生物ループの メ カニズムの

解明を図る こ と を目的と し て検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 初年度は， 食物連鎖系 と し ての微生物ループの機構解

明を図る上での重大な課題であ る微生物個体群動態 と物

質フ ローの同時解析技術の確立において， 遺伝子解析 と

同位体解析 （RI， SI） を組み合わせた解析技術を確立し，

脱窒細菌， ポ リ リ ン酸蓄積細菌 （PAOs） 等の窒素 ・ リ ン

除去プロセス を担 う 有用微生物の基質資化特性 と その環

境条件， 運転操作条件等と の関係解析を行った。

　 MAR-FISH 法によ る解析の結果， リ ン除去性能が良好

な場合において も PAOs の個々の細菌によ って活性が大

き く 異なる場合があ る こ と， PAOs と共生 ・ 競争等におい

て密接に関わる ４ 分子状の ク ラ ス ターを形成する微生物

が存在し， その中で も機能 ・ 活性が異な る こ と などが示

唆された。 また， この ４ 分子状の形態を もつ G-bacteria と

称される微生物は， 嫌気条件下において PAOs と基質競

合関係にあ る こ と が示唆された こ と から，16S rRNA 遺伝

子断片の塩基配列を決定し，新規の FISH プローブを設計

し， 形態学的に異なる ２ 種の G-bacteria の存在を確認す

る こ と ができ た。 今後， 微生物ループにおける G-bacteria

の役割を解明する こ と によ り プロ セスの処理性能を よ り

高度化する こ と が可能 と な る と 考え られた。 また， 脱窒

細菌について も SIP 法を導入し た細菌群集構造解析によ
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り ， 脱窒炭素源の違いによ る活性汚泥内の細菌群集の影

響を効率的に評価 ・ 解析でき る こ と が示され， 活性汚泥

と い う 複雑な微生物生態系から メ タ ノ ール と 酢酸を利用

する窒素除去プロセスに密接に関わる細菌群集が明ら か

にされた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 早稲田大学理工学術院理工学部， 筑波大

学大学院生命環境科学研究科
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3． 化学物質等の環境リ スクの評価と管理

3． 1 　 内分泌か く 乱化学物質のリ スク評価と管理

に関する研究

（1）　内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法と環境動

態に関する開発

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA165

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○白石寛明 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター），白石不二雄，高木博夫，John S.Edmonds，

滝上英孝， 鑪迫典久， 西川智浩， 磯部友彦

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 液体 ク ロ マ ト グ ラ フ質量分析法お よび核磁気

共鳴分析法 （NMR） を用い， 内分泌か く 乱化学物質の分

析手法を高度化する。 生物試験法の開発では， 遺伝子組

み替え酵母を用いる レポータージーンア ッ セイ， 応答遺

伝子やその タ ンパ ク 質を利用 し た内分泌か く 乱作用の

ア ッ セ イ系を確立する。 また， 無脊椎動物や魚類， 両生

類に対す る 影響を評価す る ための生物試験法を開発す

る。 汚濁河川， 閉鎖性水域を中心に， 化学物質の測定 と

と も に生物活性を指標 と し た調査を行い， 活性物質の同

定を試みる。 工業生産量の多い化学物質を対象に， その

環境動態を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 フ タル酸エステル （DEHP） 曝露の生殖影響のひ とつ と

し て女性ホルモン レベル と の関連が示唆されている。 既

往の研究に改良を加え確立し た尿中 DEHP 代謝産物濃度

定量法を用いて， 尿中に含まれる ３ 種類の DEHP 代謝産

物 （MEHP， MEHHP， MEOHP） 尿中排泄量を定量す る

こ と で成人女性の DEHP 曝露評価を行った。 その結果，

今回の対象者の DEHP 曝露量は既往の研究の代表値 と同

程度であ り ， 生活習慣， 年齢および性別等によ る差は小

さ かった。 さ らに， DEHP 摂取量の日間変動が小さ い こ

と をはじめて明ら かにし， スポ ッ ト 尿を用いた日常の摂

取レベルの推定が可能であ る こ と を示し た。 対象者の尿

中代謝産物濃度を も と に推定し た DEHP 摂取量は我が国

の TDI （40 ～ 140 µg/kg/day） や EPA の RfD （20 µg/kg/

day） を下回っていた。また，DEHP 曝露量 （推定 DEHP 摂

取量） と女性ホルモン （尿中 E1， E2 濃度） の間には関

係は見いだせなかった。

　 内分泌か く 乱の疑いのあ る化学物質について， 東京湾

におけ る分布 ・ 挙動， 季節的および経年的な変動を明ら

かにする こ と を目的と し，東京湾内湾の 20 地点 と東京湾

沿岸の河川の 19 地点，下水処理場の ８ 地点において環境

水， 堆積物中の ノ ニルフ ェ ノール （NP） ， オ クチルフ ェ

ノ ール （OP）， 及びビ ス フ ェ ノール Ａ （BPA） について

実態調査を行った。 東京湾内湾の 20 地点において 2002

年 12 月から季節ご と に表層水 ・ 底層水を， 2003 年 ５ 月

から年 １ 回表層堆積物を採取し た。 また， 2004 年 ２ 月か

ら東京湾沿岸の 19 地点で季節ご と に河川水， ８ 地点で下

水処理場の放流水を採取し， 東京湾への流入量を調査し

た。 東京湾におけ る各物質の濃度は表層水では湾奥北西

岸， 表層堆積物では湾奥北東部で最も高 く ， 湾口に近づ

く につれ低 く な る傾向があ り ， ほ と んどの地点において

表層水の濃度の方が底層水の濃度 よ り も 高い値を示 し

た。各物質の濃度の最高値を環境省の平成 15 年度環境実

態調査の最高値 （環境省 2003， 水質 NP: 2.9µg/L OP:

0.47µg/L BPA: 0.40µg/L 　 底質 NP: 2600ng/g-dry OP: 100ng/

g-dry BPA: 350ng/g-dry） と 比較する と， 下水処理場の放

流水中の NP 濃度の最高値と河川水中の BPA 濃度の最高

値がよ り 大き な値を示し た。 一方， 表層堆積物中の濃度

の最高値は NP， OP， BPA と もに 1/10 程度であった。 ま

た， 各地点における海水中の NP の濃度は， 表層水では

2003年には 18地点，2004年には13地点が夏季に最高値を

示し， 底層水において も 2003 年には 13 地点， 2004 年に

は 13 地点が夏季に最高値を示し た。今回の下水処理場の

放流水 と 河川水の分析を元に東京湾への各物質の流入量

を推定し た と こ ろ， 2004 年の NP の推定流入量の変動 と

東京湾の表層水の平均濃度の変動は同様の傾向を示 し

た。 OP も NP と同じ傾向を示し たが， BPA は特に関連が

見いだせなかった。 こ の こ と か ら， NP， OP は河川およ

び下水処理場か ら の流入の影響が大きい こ と が推察され

た。

　 酵母 two-hybrid ア ッ セイによ る甲状腺ホルモン ・ アン

タ ゴニス ト 試験法の構築を行い， PCB の体内代謝物 と考

え られるモ ノ 水酸化体91物質のアン タ ゴニス ト 活性を調

べた。甲状腺ホルモン (TH) は胎生期や新生児期の脳発達

に と って不可欠であ り ， 近年， その受容体であ る甲状腺

ホルモン受容体 （TR） へのア ン タ ゴ ニ ス ト 作用を示す

PCB の水酸化体が脳発達障害などを引き起こす可能性の

あ る こ と が指摘されている。 試験し た 91 物質の水酸化

PCB の う ち，TH アン タ ゴニス ト 活性物質 と評価でき た物

質は ４ 物質であった。 しかし ながら， ４ 物質 と も濃度の

面か ら も抑制率の面か ら も強いアン タ ゴニス ト 物質 と は

評価でき なかった。

　 環境試料について， ヒ ト エス ト ロゲン受容体 （hERα）

及び メ ダカエス ト ロ ゲン受容体 （medERα） 遺伝子導入

酵母ア ッ セ イ法の ２ 系統を併用し たモニ タ リ ング手法を
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確立し， 様々な環境試料のエス ト ロ ゲン活性モニ タ リ ン

グを行って き た。 東京湾の総エス ト ロゲン活性について

分布 ・ 挙動， 季節的および経年的な変動を調べる目的で，

東京湾域20定点の表層水 と底層水及び底質のエス ト ロゲ

ン活性を測定し た。 さ ら に流入量を把握する ために， 東

京湾沿岸の下水処理場 ８ ヵ所の排水と流入河川19 カ所の

河川水のエス ト ロゲン活性を測定し た。2004 年 と 2005 年

の年 ４ 回ずつ測定し た平均値で示すと， hERα 導入酵母

ア ッ セイ （hER YA） において東京湾の表層水のエス ト ロ

ゲン活性は平均し て 0.2ppt 程度であ るのに対し て， 下水

処理場排水 ８ ヵ所の平均は ８ ppt，河川水は 2.5ppt と明ら

かに海水よ り 高い こ と が示された。 東京湾に流入し た河

川水中のエス ト ロゲン様物質は湾内において比較的すみ

やかに消失する こ と が明ら かになった。 また， 東京湾沿

岸の下水処理場排水の総エス ト ロゲン活性は，hER YA と

medERα 導入酵母ア ッ セイ （medER YA） の両ア ッ セイ系

と も同程度の活性であ り ， エラ イザ法 （EIA） によ る E2，

E1の測定によ るエス ト ロゲン活性（酵母ア ッ セイに換算）

も同程度を示すこ と か ら主な物質は ヒ ト 由来のエス ト ラ

ジオール関連物質であ り ， NP， OP や BPA など工業系化

学物質の総エス ト ロゲン活性への寄与は低い こ と が示さ

れた。

〔備考〕

（2） 　 野生生物の生殖に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の

影響に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA166

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○堀口敏宏（ 環境ホルモン・ ダイ オキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 白石寛明， 白石不二雄， 高木博

夫， 高橋慎司， 多田満， 菅谷芳雄， 鑪迫典久，

児玉圭太， 西川智浩， 平井慈恵， 鎌田亮， 井関

直政， 小塩正朗， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕  我が国に生息する巻貝類， 魚類， 鳥類などの野

生生物におけ る個体数減少， 性比の変化， 生殖器の奇形

などの生殖に関する異常の有無 と その程度について多角

的に検討し， 明ら かにする。 何ら かの異常が認められる

場合， 異常を も た ら し た原因の究明に努め， その種の個

体群の動態に及ぼす影響を推定する。 これによ り ， 我が

国の野生生物におけ る内分泌か く 乱の実態 と その種の個

体群動態に及ぼす影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 有機スズ化合物によ る巻貝類のイ ンポセ ッ ク ス誘導機

構に関する RXR 仮説の検証を さ らに進めるため，有機ス

ズ汚染が軽微な海域で採集された イ ボニシの雌雄 と 有機

スズ汚染が重篤であった海域で採集された イ ンポセ ッ ク

スの雌を用いて， 組織別の RXR 遺伝子発現量を測定し

た。 その結果， １ ） 雄ではペニスでの発現量が他の組織

よ り 有意に高かった （危険率 ５ ％）。 ２ ） 雌ではペニス形

成部位におけ る発現量が他の組織よ り わずかに高かった

が有意でなかった。 ３ ） イ ンポセ ッ ク スの雌のペニスで

も 他の組織 よ り 有意に高い発現が観察 さ れた （危険率

１ ％）。 さ らに， イボニシ RXR と の交叉性が確認されて

いる抗RXRα抗体によ る ウ ェ ス タ ンブロ ッ テ ィ ングの結

果，雄のペニスで RXR タ ンパクの発現量が最大であ る こ

と も明ら か と なった。 また雄及びイ ンポセ ッ ク スのイ ボ

ニシのペニス及び輸精管等に対し，この抗 RXRα 抗体を

用いて免疫染色を施し た結果， 輸精管上皮， 筋層， 間質

及び表皮細胞の核が染色され， RXR タ ンパクの強い発現

が認められた。 また， 雌の頭部神経節において も RXR タ

ンパク の神経細胞核での発現が観察された。 これら の結

果から， RXR が雄イボニシのペニス形成 ・ 成長及び雌イ

ボニシの有機ス ズによ るペニス形成 ・ 成長に深 く 関与し

ている こ と が示唆された。

　 メ ダカにおけ る精巣卵形成及び性転換に関する基礎研

究 と し て， メ ダカの仔魚期曝露に注目し， エス ト ロゲン

曝露によ る精巣卵形成及び性転換に関する実験的解析を

行った。 その結果， 卵 ・ 仔魚期に E2 曝露する こ と によ り

仔魚か ら 稚魚への移行期 （20dph） ま でに精巣卵の形成

（33.5ng/L） や性転換 （145ng/L） が生じ る こ と， また， 精

巣卵は， 生殖腺の左右軸に対し て中央部付近か ら出現す

る こ と を明ら かにし た。 さ ら に， 稚魚期までに性転換さ

せた メ ダカを， 曝露を停止する群 と 成魚期まで曝露を継

続する群に分けて成育後の繁殖能力を比較し た結果， い

ずれの群でも性転換雌 （性染色体が XY の雌） が出現し

た。 また， 曝露停止群では性転換個体は成熟卵を形成し，

正常雌 （染色体が XX 雌） と同等の産卵数 ・ 受精率を示

し たが， 曝露継続群では正常雌 と 比べて産卵数が著し く

低下する こ と を明ら かにし た。 これよ り ， 性転換 と い う

同じ形態変化であって も， 曝露期間が異な る と 成育後の

繁殖能力に質的 ・ 量的に異な る影響を及ぼす可能性があ

る と示唆された。

　 一方， 東京湾において野外調査を継続し て実施し た。

2003年 ２ 月から 2004年12月に採集し たマコガレ イ試料を

用い， 血清中ビテ ロゲニン （卵黄前駆体タ ンパク） と 性

ス テ ロ イ ド ホルモン濃度の経月変化， 及び生殖腺の病理
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組織学的所見を明ら かにし た。 なお， 対照 と し て北海道

知内沿岸で漁獲された も のを用いた。 その結果， 東京湾

産の雄のビテ ロゲニン濃度は， 調査期間中， 知内沿岸の

ものに比べ相対的に高い値を示し， 2003 ～ 2004 年の ２

年間のいずれも夏期に高い傾向を示し た。 2004 年 ７ 月の

雄で最高値 （137.6 µg/mL） が検出されたが， イ ギ リ スの

カ レ イ類の雄の最高値 （59.0 mg/mL） よ り かな り 低かっ

た。 また， これまでに東京湾の雄の精巣に精巣卵等の組

織異常は観察されていない。 以上よ り ， 東京湾のマコ ガ

レ イの雄において比較的軽微な内分泌か く 乱が生じ てい

る こ と が示された。

　 並行し て，東京湾 20 定点調査や千葉県水産総合研究セ

ン ター と の共同稚魚調査等で得られた成魚 と 着底後の稚

魚の試料を用いて， 分布， 年齢 （稚魚の場合は日齢） と

成長， 食性及び成熟年齢など も調べた結果， マコガレ イ

資源が高水準にあった 1980 年代 と比べて， １ ） 当歳魚の

成長が悪化 （ ２ 歳以上では改善に対し）， ２ ） ２ 歳魚の雌

の成熟個体の割合が低下， の可能性が示唆された。 また，

2004 年 １ 月中旬から ２ 月初旬にかけて孵化し た稚魚が ３

月初旬から ５ 月初旬にかけて湾奥東部 （千葉県市原市沖）

に集中的に分布し ている こ と が明らか と なった。 湾奥東

部はマ コ ガ レ イ 稚魚の着底場所 と し て重要 と み ら れ る

が， 同時に， その底泥中に ノ ニルフ ェ ノ ール等の化学物

質が比較的高濃度に蓄積し ている場所 と し て も知られて

いる ため， 着底後の稚魚に対する悪影響の有無 と 程度を

明らかにする必要があ る。

　 その他， 東京湾におけ る シ ャ コ等の内分泌か く 乱及び

生態調査， ヌ カエビ抱卵期におけ る幼若ホルモン様化合

物 （フ ェ ノ キシカルブ と ピ リ プロ キシフ ェ ン） 及びカー

バ メ ー ト 系殺虫剤 （フ ェ ノ ブカルブ） への曝露試験， 内

分泌か く 乱作用に関する OECD の魚類試験法及び無脊椎

動物ス ク リ ーニング ・ 試験法開発への参加， メ ダカビテ

ロ ジェニン ELISA システムの標準化に対する参画， ウ ズ

ラでの鳥類繁殖毒性試験法の整備など も行った。

〔備考〕

（3） 　 内分泌か く 乱化学物質の脳・神経系への影響評価に

関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA167

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○三森文行（ 環境ホルモン・ ダイ オキシン研究

プロ ジェ ク ト ），梅津豊司，石堂正美，今井秀樹，

渡邉英宏， 黒河佳香， 高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境ホルモン化学物質が ヒ ト の脳 ・ 神経系に影

響を与え るのではないか と の懸念があ る。 本研究はこれ

ら の化学物質の脳 ・ 神経系への影響を評価する ための測

定 ・ 解析手法の開発を目的 と する。 こ のため， ヒ ト や実

験動物を対象とする超高磁場 MRI 測定法の研究，実験動

物を用いる行動試験， 神経生化学的試験法の評価 と 体系

化を行い， 環境ホルモン化学物質が脳 ・ 神経の機能や代

謝に及ぼす影響の評価法を整備する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 脳を対象とする MRI を用いた形態解析では 75 名

のボ ラ ンテ ィ ア画像を収集 し た。 全脳で灰白質， 白質，

脳脊髄液の領域を分画し た結果， 男性灰白質体積は VGM

= -3.2x + 828 （mL）， （ x は年齢） の関係 （相関関係の有

無のピア ソ ン検定 ： p< 0.05%） に従って年齢 と と も に減

少するのに対し，女性灰白質体積は VGM = 0.31x + 616 と，

年齢依存性がほ と んど見られなかった。 女性脳データ を

詳細に検討する と， 20 歳代の若年齢層の傾向が 30 歳代

以降の傾向と逆転し ている よ う に見受け られた。そ こ で，

女性脳を 20 歳代 （n=14） と 30 歳代以降 （n=24） の ２ 群

に分けてその年齢依存性の回帰直線を求める と， 20 歳代

では年齢が若いほど小さ く ， 30 歳代以降では年齢 と と も

に減少する と い う 相反する傾向を得た。 側脳室体積も定

量化を行い， 年齢依存性の増大を認めた。 側脳室の下角

部位は隣接する海馬の萎縮の指標 と な り 得る。 脳局所で

の多核種スペク ト ル同時測定法では，得られた 1H スペク

ト ルの定量評価を実現し た。 すなわち， 神経細胞の活性

マーカーであ る N- アセチルアスパラ ギン酸 （NAA）， グ

リ ア細胞のマーカーであ る イ ノ シ ト ール （Ins） ， 興奮性

神経伝達物質であ る グルタ ミ ン酸等 ７ 種の代謝物の絶対

定量が可能と なった。CT-COSY法を用いる グルタ ミ ン酸，

γ- ア ミ ノ酪酸の測定において も ス ピン結合と T2 緩和の

シ ミ ュ レーシ ョ ンを用いる定量法を考案し た。

　 実験動物を用いる研究では行動試験と対比する in vivo

マ イ ク ロ ダ イ ア リ シス法について検討を行った。 ド パ ミ

ン放出促進 ・ 取 り 込み阻害作用を有す る メ チルフ ェ ニ

デー ト を投与し た と こ ろ， マウ ス線条体細胞外 ド パ ミ ン

レベルが増加し，DOPAC レベルは低下し た。 また MHPG

レベル も増加し たが， 5-HIAA に変化は認め られなかっ

た。 アデ ノ シン ・ アン タ ゴニス ト であ る カフ ェ イ ンを投

与し た と こ ろ， ド パ ミ ン， MHPG, 5-HIAA レベルの増加

が認め ら れた。 以上， マ イ ク ロ ダ イ ア リ シ ス の結果は，

薬物の特性を よ く 反映し てお り ， 本手法が確立された と

いえ る。 また， ジフ ェ ニルアルシン酸投与によ る行動試
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験法の適用をはか り ，7.5 ppm 以上でマウ スの行動に影響

を及ぼすこ と を見いだし た。

　 内分泌攪乱化学物質によ る ラ ッ ト 多動性障害の発症の

可能性についてはこれまでに化学物質を大槽内投与する

Shaywitz らの方法に則った検証を行い， 内分泌攪乱化学

物質曝露がラ ッ ト に多動性障害を も た らすこ と を明ら か

にし て き ている。 本年度は， 同物質のよ り 自然な暴露経

路であ る 経口投与に よ り ， 内分泌攪乱化学物質曝露が

ラ ッ ト 多動性障害を も た らすか否かを検討し た。 こ のた

め 10 ～ 60mg/kg の内分泌攪乱化学物質を生後 ５ 日齢の

ラ ッ ト に経口投与し た。 ３ 週齢まで経口投与を続け， ４

～ ５ 週齢で自発運動量を測定し た。 その結果， ラ ッ ト 多

動性障害が確認された。

〔備考〕

（4） 　 内分泌か く 乱化学物質の分解処理技術に関する研

究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA168

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○橋本俊次 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 中宮邦近

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類やPCBなどの有機塩素化合物を

中心 と し た内分泌か く 乱化学物質によ る環境汚染を修復

する こ と はこれから の循環型社会の形成に と って極めて

重要かつ緊急の課題であ る。 本研究では， これらの内分

泌か く 乱化学物質で汚染 さ れた土壌な ど を対象 と し て，

以下の手法によ る内分泌か く 乱化学物質の効率的な分解

処理技術の開発を行 う 。 （ １ ） 高温 ・ 高圧の熱水によ る抽

出 ・ 分解， （ ２ ） 化学反応を利用し た分解， （ ３ ） 生物に

よ る分解。

〔内容および成果〕

　 本年度の研究では， 世界各地に広 く 自生し， 水底に根

を張ら ない浮遊植物であ る こ と か ら取 り 扱い も容易であ

る コ ウ キ クサ （Lemna minor L.） を使用し， 17β-E2 を与

えその吸収代謝を調べた。

　 14C-E2 を 21kBq， 濃度を 3.3ppm と なる よ う 調整し た

培地に，Lemna の実生約 １ g を投入 ２ 日間栽培を行った。

同時に control と し て Lemna を投入し ていない培地のみ

を用意し， 同条件下に置いた。 各 ３ 反復 と し， 環境条件

は気温 : 25 ℃， 照度 : 8947Lux， 明暗期 : 明期 16h， 暗期

８ h であった。 培地採取は ０ ， 0.5h， １ h， ２ h， ４ h，

８ h， 24h， 48h と し， 15000×g で 10 分間遠心し上澄みを

サンプル と し た。 実生の外側を D.W. で十分洗い， メ タ

ノ ール約 ３ mL 中です り つぶし，常温で 24 時間暗黒下に

て低分子を抽出し た。 15000×g で 10 分間遠心し上澄みを

サンプル と し た。 Aquazol ５ mL に培地サンプル 20µL，生

体 20µL を投入し，シンチレーシ ョ ンカ ウ ン ターにて放射

活性を測定し た。

　 培地中の放射活性は contorol で 48 時間で後に投入放射

活性の 73％に減少し たのに対し， Lemna を投入し た もの

は明らかに減少が大き く ，24 時間で投入時の 27％に減少

し， 48 時間後に 36％と少し上昇をみせた。 HPLC によ る

確認では，Lemna 投入培地では ２ 時間で E2 のピークが激

し く 減少し， 他の位置にピーク が現れた。 こ のピーク位

置は E1 ピーク と同位置であった。24 時間後には E2 はほ

と んど消え，E1 と同位置ピーク も減少し た。48 時間後に

は E2， E1 同位置ピーク と は異な る E2 よ り 極性の高い位

置にピーク が出現し た。 しかし， 出現し た各ピーク の成

分の同定にはいた ら なかった。

　 こ の研究では，代謝物の同定こ そでき なかった ものの，

コ ウ キグサによ り 培地から 17β-E2 が除去される こ と が

確認でき た。除去された E2 は代謝・分解された こ と が実

験結果よ り 推察でき た。

〔備考〕

前任の課題責任者：安原昭夫が 2005 年 ３ 月末に退官のた

め， 2005 年 ４ 月よ り 交代

（5） 　 内分泌撹乱化学物質等の管理と 評価のための統合

情報システムに関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA169

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 櫻井健郎， 田邊潔， 森口祐一，

南齋規介

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質の管理 と 評価を統合的に

行 う こ と を目的と し て， 地理情報システム (GIS) をベー

ス と し た情報システムの構築を行 う 。本システムは，（ １ ）

環境中の存在状況， 野生生物への影響等に関するモニ タ

リ ング ・ 研究成果の GIS 上への集約， （ ２ ） 排出源情報 と

環境中の存在状況を結合す る ための環境モデルシ ス テ

ム， （ ３ ） 内分泌撹乱作用の毒性評価のためのデータ ・ 手

法の開発， を行い， 内分泌撹乱化学物質の GIS システム
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上での評価と管理管理を行 う システムを開発する。

〔内容および成果〕

　 本課題は， 多様な環境 リ ス ク の管理に関し て， さ ま ざ

まな主体の参加の も と での科学的知見に基づ く 透明な意

思決定を支援する ために， １ ） 環境 リ ス ク要因物質の環

境排出推計モデルの開発， ２ ） 環境中動態モデル･暴露評

価モデルの開発， ３ ） 環境 リ ス ク評価･管理のための統合

データベースの構築， ４ ） 多様な環境 リ ス ク管理のため

のコ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法に関する研究を， 化学物質の

リ ス ク 評価 と 管理のための統合情報シ ス テ ム （Virtual

World） の概念によ って統合化し， 化学物質の多様な性質

を反映させた リ ス ク評価 と 管理， 適切な政策立案等に資

する こ と を目的とする。 「統合情報システム」 の概念につ

いては， 平成 ８ 年度 「輸送 ・ 循環システムに係る環境負

荷の定量化と環境影響の総合評価手法に関する研究」 （代

表 森田昌敏 幹事 森口祐一） よ り 開始し て現在まで継続

し て実施されて き ている も のであ り ， 本年度までにおい

ては， 総合化研究チーム と と も に， 化学環境研究領域，

社会環境シ ス テ ム領域， 化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター， PM2.5DEP 研究プロ ジェ ク ト 等での関連する課題

と協調し て研究を実施し てき た。

　 本年度は， 特に環境ホルモンプロ ジ ェ ク ト に係る テー

マ と し て， ２ ） 環境中動態モデル ・ 曝露評価モデルの開

発と し て， グ リ ッ ド - 流域複合多媒体モデル （G-CIEMS）

のについて， 数種の物質での検証 と， 国際比較研究を通

じ たモデルの検証を継続し て実施し た。 グ リ ッ ド －流域

複合多媒体モデル （G-CIEMS ： Grid-Catchment Integrated

Environmental Modeling System） は， 前年度に確立 し た，

（ ａ ） 現状において全国規模で利用可能は最大分解能を有

する地上媒体 と し て河川水質予測モデルの基盤 と する単

位流域 （全国で約 40,0000 流域） および仮想分割河道，大

気は現時点では 1, 5, 100km グ リ ッ ド の組み合わせ （全国

および周辺海域等で最大約 50 万グ リ ッ ド）， および沿岸

海域を計算領域 と する多媒体モデルであ る。 本年度は ノ

ニルフ ェ ノ ールお よ び ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キ シ レー

ト ，およびジオキサン等数種の水溶性成分について PRTR

データ を用いた推定計算を実施し， モデル内の物質変換

の機能および水溶性成分に関する検証を実施し た。また，

LRTAP 条約下の MSC-East 研究所が主催する POPs モデル

国際比較研究を継続し，本年度は G-CIEMS 多媒体モデル

によ る媒体内外フ ラ ッ ク ス収支が他の多媒体モデル と 比

較し て同等の結果を示すこ と を明らかにし た。

〔備考〕

内分泌か く 乱化学物質の リ ス ク評価と管理に関する研究

（6） 　 ウズラでの環境ホルモン感受性試験の国際標準化

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA354

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 清水明， 鎌田亮， 井関直政，

白石不二雄

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究に適 し た実験動物を開発する目

的で， ウ ズ ラ およびボブホ ワ イ ト を遺伝的に純化する。

本年度は， 近交化し た ウ ズ ラ， ボブホ ワ イ ト および発生

卵に種々の環境汚染物質 （環境ホルモン， 大気汚染ガス，

重金属等） を暴露し， 環境ホルモン感受性試験の鳥類で

の国際標準化を行 う と と も に， 新規ス ク リ ーニング手法

を開発する。

〔内容および成果〕

　 遺伝的純化と し て，ウズ ラでは循環交配によ り 66 世代

まで， ボブホ ワ イ ト では兄妹交配によ り ８ 世代まで遺伝

的に純化し た。 また， 鳥類生態影響試験を ウ ズ ラ で実施

する ためのイ ンフ ラ を整備し， OECD テス ト ガイ ド ラ イ

ン （No.205 ・ 206） に適合し た毒性試験が可能 と なった。

更に， 環境ホルモンの新規ス ク リ ーニング手法の開発を

行い， ウ ズ ラ白卵 （WE ♀ XBr ♂の F1） での発生毒性を

DES ・ OH-PCB で明らかにし た。

　 次に， 鳥類での環境ホルモンの次世代影響試験を効率

良 く 実施する ために， ウズ ラ発生卵に DES を投与し た。

その結果， 高濃度 （50µl/egg） では無殻 と な り 次世代は残

せず， それ以下の濃度で も卵殻に異常が発現する こ と が

明らか と なった。 すなわち， DES を陽性対照 と し て化学

物質の環境ホルモン次世代影響を ス ク リ ーニングでき る

こ が示唆されたので， ウ ズ ラ発生卵での次世代影響試験

法の確立と国際標準化が必要と なっている。

〔備考〕

当課題は，先導的・萌芽的研究（0105AE174）V.(3) にも関連

（7） 　 内分泌か く 乱化学物質の生殖系への影響評価に関

する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA378

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○米元純三 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究
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プロ ジェ ク ト ） ， 高野裕久， 梅津豊司， 今井秀

樹， 白石不二雄， 石堂正美， 鎌田亮， 寺崎正紀，

小宇田智子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質が ヒ ト の生殖系に影響を

与え るのではないか と い う 立場か ら， これら化学物質の

生殖系への影響を評価する ための測定 ・ 解析手法の開発

及び メ カニズムの解明を目的と し た研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ビ タ ミ ン Ａ は視覚や骨の成長，生殖機能や細胞分化な

どに重要な役割を果たす栄養素であ り ， 制がん作用も報

告されている。 動物実験では新生児期にレチ ノ イ ド を投

与し てお く と， 成熟後の メ スにおいてはエス ト ラ ジオー

ルによ る膣上皮細胞の角化や層化， オスにおいてはビ ス

フ ェ ノ ール Ａ によ る精子運動性の低下や奇形増加を抑制

する こ と などの相互作用が報告されている。 そ こ で， エ

ス ト ロ ジェ ン様作用のあ る内分泌撹乱化学物質に対する

ビ タ ミ ン Ａ の影響を検討する目的で，ビ ス フ ェ ノール Ａ

によ る子宮肥大作用に対し てビ タ ミ ン Ａ が抑制するか否

かを検討し た。9 週令の SD ラ ッ ト を用いた子宮肥大試験

を行い， ビ ス フ ェ ノ ール Ａ 投与によ り 子宮重量は増加

し，レチ ノ イ ン酸同時投与によ り その作用は抑制された。

増殖細胞試験や死細胞検出試験では子宮内腔上皮細胞で

ビ ス フ ェ ノ ール Ａ の作用がレチ ノ イ ン酸によ り 抑制され

ていた。 ス ト ロ マ細胞や子宮腺上皮細胞ではこ のよ う な

影響は見られなかった。 また， DNA マイ ク ロ アレ イによ

り ， 主に細胞周期に関連する遺伝子の発現量変化が見ら

れた。 これら の こ と か ら レチ ノ イ ン酸はビ ス フ ェ ノ ール

Ａ に よ る子宮内腔上皮細胞の増殖作用を抑制し， アポ

ト ーシス を誘導する と 考え られた。 のすべ く 実験を行っ

た。

　 マ イ ク ロ アレ イによ り ， 主に細胞周期に関連する遺伝

子の発現量変化が見られた。 これらの こ と か ら レチ ノ イ

ン酸はビ ス フ ェ ノ ール Ａ によ る子宮内腔上皮細胞の増殖

作用を抑制し， アポ ト ーシス を誘導する と考え られた。

〔備考〕

（8） 　 海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機能障害

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE043

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 い く つかの化学物質は生物の内分泌系及び生

殖を攪乱させる作用を有し， 一部の野生生物ではそれに

よ る異常がすでに顕在化し ている。 しかし， 国内の野生

生物の内分泌攪乱や生殖機能障害， それに起因する個体

数減少には不明な部分が多い。 本研究では， 外因性内分

泌攪乱化学物質 （環境ホルモン） の影響を最も受けやす

い生物群 と 考え られる水棲生物の う ち， 特に海産無脊椎

動物に対象を絞 り ， 内分泌攪乱の実態把握 と 原因の究明

及びその誘導機構の解明を目指す。

〔内容および成果〕

　 韓国において も 1995年から イボニシのイ ンポセ ッ ク ス

と 有機ス ズ汚染に関する実態調査を行ってお り ， これま

での結果から， 1995 年以降， 2002 年までに有機スズ汚染

が進行し た可能性が高い と考え られた｡ 2005 年にも引き

続き， 韓国において全国規模でイ ボニシ試料の採集を行

い，イ ンポセ ッ ク ス と有機スズ汚染の現状を調べた結果，

有機スズ汚染の低減が観察された も のの， その程度は概

し て小さ く ， 依然， 広範にイ ンポセ ッ ク スが観察された。

　 また 1991 年 ８ 月に神奈川県・油壺で採集された雌イボ

ニシ及び 2005 年 ７ 月に韓国の Myo-do で採集された雌イ

ボニシにおいて， イ ンポセ ッ ク ス症状 と と も に卵嚢腺の

開裂 （それぞれ， 内側及び外側） が観察された。 卵嚢腺

の開裂 （内側） はイ ギ リ ス ヨ ウ ラ ク ガイで報告例があ る。

イ ボニシのイ ンポセ ッ ク スでは， 重症の場合， 卵巣の精

巣への転化も報告されているが， 卵嚢腺の開裂や卵巣に

おけ る精巣組織の形成は， ペニスや輸精管の発達 と 同様

の メ カニズムで論じ る こ と は不適当かも しれない。

〔備考〕

共同研究者 ： 趙顯書 （韓国･国立麗水大学校）

（9） 　 淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE176

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○多田満 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プ

ロ ジ ェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 淡水無脊椎動物の繁殖に対する内分泌か く 乱

化学物質の影響を把握する ために， 水温や密度条件など

の生態的要因を変え る こ と でいかな る影響を及ぼすかを

明ら かにする こ と を目的 と する。 そのために本研究では
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チカ イエカ実験個体群を用いた研究を行い， 淡水無脊椎

動物の繁殖に対する内分泌か く 乱化学物質の影響解明に

資する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 チカ イエカ孵化幼虫に 4 ｔ - オ クチルフ ェ ノ ール （それ

ぞれ， 0， 100， 200， 500µg l-1） を高密度 （ ４ 倍） 条件で

曝露する と， 幼虫の死亡率は曝露区では 20 ～ 80％にな

り ， 羽化率も 0.6 ～ 0.2 に低下し た。 成虫の性比 （ メ ス／

オス） は対照区では 1.1 であったが，200µg l-1 以上の濃度

区では 0.8 ～ 0.6 に低下し た。 以上の結果から， 高密度条

件下では比較的高濃度の 4 ｔ - オクチルフ ェ ノール曝露に

よ り 性比の低下がみられる こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 佐藤彰， 渡邉泉 （東京農工大学）

（10） 　 酵母ア ッ セイ システムを用いた S9 代謝化内分泌

か く 乱物質の検出と化学構造の決定

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE181

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研

究プロ ジェ ク ト ）， 白石寛明， John S.Edmonds

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱物質は生体に取 り 込まれ る と 細

胞内のホルモン レセプターに結合し て タ ンパク合成を促

進し た り ， あ るいは逆に生体内ホルモンの結合を阻害す

る こ と によ り 生体に悪影響を及ぼすこ と が懸念されてい

る。 化学物質の中には生体内の薬物代謝酵素で代謝され

（S9 代謝化）， ホルモン様作用を発現する物質が産生され

る こ と を我々は酵母ア ッ セイのス ク リ ーニングによ り 確

認し ている。 S9 代謝化において産生される化学物質は単

一ではな く ， 様々な構造形態が予想される。 代謝化物質

の う ち， 活性を示す物質の同定を行い， それら の活性を

評価する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ポ リ 塩化ビ フ ェ ニール （PCB） は生体内で薬物代謝酵

素によ り 代謝を受け， 水酸化体にな る こ と が知られてお

り ， それらの中には PCB 本体よ り も強いエス ト ロゲン活

性を示すこ と を酵母ア ッ セ イによ り 検索し， 明ら かにし

た。 さ らに水酸化 PCB の中には酵母ア ッ セイによ り ， 甲

状腺ホルモン活性を示す物質の存在も明らかにし た。 今

回， 多 く の核内受容体 と ヘテ ロ ダ イ マーを形成し， 生体

内で重要な働き をする と 考え られている核内受容体の一

つであ る RXR （レチ ノ イ ド X 受容体） 導入酵母ア ッ セイ

を用いて水酸化 PCB の 91 物質についてアゴニス ト 活性

を検索し た。 20 物質 （22％） から アゴニス ト 活性が認め

られ， 構造 と 活性の関係を検討し た と こ ろ， フ ェ ノ ール

環の水酸基の位置がオル ト 位にあ る物質が活性を示す割

合が高い （35％） こ と が示され， エス ト ロゲン活性 と は

ほぼ逆の結果と なった。

〔備考〕

（11） 　 環境ホルモンの呼吸器 ・ 免疫系に対する影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE185

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 柳澤利枝， 井上健一郎

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱化学物質 （環境ホルモン） が内分

泌 ・ 生殖系や神経 ・ 行動系に及ぼす影響については研究

が進行しつつあ る。 しかし， その他の臓器あ るいは系統

に関し てはほ と んど検討は乏しい。 環境ホルモンの摂取

経路 と し ては消化器系 と 共に呼吸器系が需要であ り ， 環

境ホルモンが呼吸器系に及ぼす影響は明ら かにすべき課

題であ る。 中で も， 近年急増しつつあ る アレルギー性呼

吸器疾患 と 環境ホルモンの関連は注目に値する。 本研究

では環境ホルモンの経気道及び経口投与が呼吸器， 免疫

系に及ぼす影響について検討を加え る。

〔内容および成果〕

　 全体計画における研究成果

　 マ ウ ス に環境 ホ ル モ ン を 経気道的に投与 し， 肺の

mRNA を採取し Cyp1A1等の発現の変化を検討し た（13年

度）。 過去の文献等を参考に， 肺組織からの核タ ンパク と

細胞質タ ンパク の採取法を検討し， 確立し た （14 年度）。

マウ スに環境ホルモンを投与し， 病態の変化を明ら かに

する と 共に， 転写因子や核内レセプターの役割を検討し

た （15 年度） 。 マウ スにアレルゲン と共に環境ホルモン

を投与し， その相互作用を検討するモデルの作成を行っ

た （16 年度） 。 マウ スにアレルゲン と環境ホルモンを投

与し， その影響を検討し た （17 年度）。 

　 本年度の研究成果

　 デ ィ ーゼル排気微粒子等に含まれる内分泌か く 乱化学

物質がの経気道曝露が， アレルゲンによ る好酸球製気道

炎症を増悪する こ と を明ら かにし た。 こ の効果にはいわ

ゆる Th2 タ イプのサイ ト カ イ ンの局所発現の上昇が重要
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と考え られた。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.5.(1) にも関連

（12） 　 内分泌攪乱化学物質による脳機能障害の分子機構

の解明

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE191

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 今日の社会的問題 と な っ てい る内分泌攪乱化

学物質が， 脳 ・ 神経系の機能に影響を及す可能性が指摘

されて き ているが， その詳細については不明な と こ ろが

多い。 例えば， 注意欠陥多動性障害の子供が近年増えて

お り ， その原因に内分泌攪乱化学物質の影響を原因 と す

る説が唱え られている。 内分泌攪乱化学物質が子供の脳

が最も発達する時期であ る妊娠中や授乳期に子宮内曝露

や母乳によ り ， 子供の体内に入って危険が も た されてい

る可能性が指摘されている。 また， 注意欠陥多動性障害

には ド ーパ ミ ン輸送体に作用する 「 リ タ リ ン」 と い う 薬

剤が有効であ る こ と か ら， 注意欠陥多動性障害の子供の

ド ーパ ミ ン輸送体遺伝子を調べた と こ ろ， こ の遺伝子異

常が高率に出来し ている こ と が明らかになった。 ド ーパ

ミ ン と い う 神経伝達物質の正常な伝達が， 遺伝子異常あ

るいは内分泌攪乱化学物質などによ る攪乱で妨げられて

いる可能性があ る。 そ こ で， 本研究では多動性障害モデ

ル動物を作製し， 内分泌攪乱化学物質が多動性障害の原

因物質であ るかど う かを調べる と と も にそれら の脳機能

障害の機序を分子レベルで解析する こ と を研究目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 内分泌攪乱化学物質によ る ラ ッ ト 多動性障害の発症の

可能性についてはこれまでに化学物質を大槽内投与する

Shaywitz らの方法に則った検証を行い， 内分泌攪乱化学

物質曝露がラ ッ ト に多動性障害を も た らすこ と を明ら か

にし て き ている。 本年度においては， 内分泌攪乱化学物

質の経口曝露によ り ラ ッ ト 新生仔の脳 ・ 神経系の発達が

障害される否かを検討し， 若干の知見を得たので報告し

たい。

　 内分泌攪乱化学物質の中には授乳期間経口曝露す る

と， ラ ッ ト 多動性障害を も た らすも のがあ る こ と が明ら

かになった。 こ の こ と は， 内分泌攪乱化学物質の経口曝

露によ る脳の発達障害を示唆し ている。 こ の時， 内分泌

攪乱化学物質に よ る 顕著な体重減少は認め ら れなかっ

た。 ２ 匹の多動症のラ ッ ト を １ つのケージに一緒にし た

時，両者が互いに離れ続けている と い う こ と はなかった。

免疫組織染色の結果， 内分泌攪乱化学物質を経口投与し

た ラ ッ ト 黒質のカテ コールア ミ ン合成酵素に対する免疫

交叉性が著し く 減少し ていた。 一方， 同じ黒質に存在す

る GAD 酵素の免疫組織染色には影響は見られなかった。

こ の こ と か ら， 内分泌攪乱化学物質は， 黒質のカテ コー

ルア ミ ン合成酵素の免疫交叉性を特異的に消失する こ と

を示し ている。

〔備考〕

（13） 　 魚類を用いた内分泌撹乱化学物質の影響評価試験

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0105BY439

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境省の SPEED98 の リ ス ト が廃止され， 化学

物質の内分泌か く 乱作用に関する環境省の今後の対応方

針であ る ExTEND2005 が公表されたため， 化学物質の内

分泌か く 乱作用に関する環境省の取 り 扱いが若干変更に

なったが， メ ダカを用いた試験法は野生生物 （特に魚類）

に対する内分泌か く 乱作用のス ク リ ーニングに対し て引

き 続 き 有効 な 手段で あ る と 考 え ら れ て い る。 そ こ で

ExTEND2005 の公表を機に，従来から あ る ３ つの試験法，

「ビテ ロ ジ ェ ニンア ッ セ イ試験」 「パーシ ャルラ イ フサイ

クル試験」 「フルラ イ フサイ クル試験」 の試験条件等の見

直し， 修正， 改良に係る研究を行 う 。 また OECD におけ

る ビテ ロ ジ ェニンア ッ セイ試験法確立のための リ ングテ

ス ト への参加を行 う 。

〔内容および成果〕

　 SPEED98 の内分泌か く 乱が疑われる化学物質 リ ス ト の

中から， DDE について， 前年度行ったビテ ロ ジェ ンア ッ

セ イ試験 と パーシ ャル ラ イ フサ イ ク ル試験に引き続き，

フルラ イ フサイ クル試験を実施し た。 繁殖曝露期間中に

おけ る 温度条件等につい て今後の課題が残 さ れたが，

DDE によ る ビテ ロ ジェニンの誘導など内分泌か く 乱作用

を示す幾つかの証拠が得られた。 また， ビテ ロ ジ ェ ニン

の測定を， 今まではビテ ロ ジェ ニン タ ンパク を抗原 と し

た抗体反応を用いて定量を行って きたが， mRNA の誘導

量を リ アルタ イ ム－ PCR によ って検出する方法を確立し
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た。同時に他のバイオマーカーについて も mRNA で検出

する方法を検討し ている。 さ ら に試験法の開発にあた り

日本の環境省が提案し ている ビテ ロ ジェ ニンア ッ セ イ試

験と OECD が推奨し ている同等の試験について， 試験条

件が多少異な る こ と か ら， 両者間の結果に齟齬が生じ な

いかど う かについて も検討し たが， 大き な違いは得られ

なかった。しかし，よ り 現実に近い試験条件であ る OECD

法の方が好ま しい と 判断される。 メ ダカの稚魚期におけ

る化学物質の曝露によ る精巣卵形成についての基礎的な

知見については Aquat Toxicol. 2006 Apr 20;77 （ １ ） :78-86.

Epub 2005 Dec 2. （N.Hirai ら） に発表し た。 今後精巣卵が

内分泌か く 乱のエン ド ポ イ ン ト と 利用される上で重要な

情報になる と考え られる。

〔備考〕

（14） 　 デ ィ ーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖系への影

響

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0105KB284

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 柳澤利枝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル排ガ スお よび微粒子には多数の化

学物質が含まれ， その健康影響が危惧されている。 これ

ら の健康影響は呼吸器 ・ 循環器系に と ど ま らず， 内分泌

攪乱作用の存在も示唆されている。 本研究では， デ ィ ー

ゼル排ガスおよび微粒子の内分泌攪乱作用 と その メ カニ

ズムを分子生物学的に明らかにする こ と をめざす。

〔内容および成果〕

　 全体計画における成果の概要

　 マウ スにデ ィ ーゼル排ガスおよび微粒子 （DEP） を暴

露し， 肺の Ah receptor や cyp1A1 等の発現の変化を検討

し た （13 年度） 。 過去の文献等を参考に， 核タ ンパク と

細胞質タ ンパク の採取法を検討し， 確立し た。 マウ スに

デ ィ ーゼル排ガスおよび微粒子を暴露し， 影響を明ら か

にする と 共に， 転写因子や核内レセプターの役割を検討

し た （14 年度） 。 マウ スにデ ィ ーゼル排ガスおよび微粒

子を暴露し， 影響を明ら かにする と 共に， 転写因子や核

内レセプターの役割を検討し た。 あわせて， 複合暴露の

影響も検討し た （15 年度） 。 マウ スにデ ィ ーゼル排ガス

および微粒子を暴露し， 次世代影響を明ら かにする と 共

に， 転写因子や核内レセプターの役割を検討し た （16 年

度）。 引き続き影響を解析する と共に， 種々の核内レセプ

ターや転写因子を， その相互作用も含め総合的に解析し

た （17 年度）。 

　 本年度の研究成果

　 DEP は非常に多様な構成成分から構成される。 前年度

までに， DEP の成分暴露が転写因子や核内レセプターに

与える影響を検討し た。 また， DEP の構成成分が病態モ

デルに与える影響を検討し た。 DEP に含まれる残査粒子

が， 主と し て， 感染性肺傷害を増悪し た。 一方， DEP に

含まれる脂溶性化学物質は， 主に， アレルギー性炎症を

増悪し た。 どち ら のモデル と も， 残査粒子 と 脂溶性化学

物質の併存曝露によ り ，顕著な増悪が観察された。デ ィ ー

ゼル排ガスおよび微粒子の暴露を続行し， 共同施設 と 連

携し， 行動や生殖性を中心に， 経世代影響を検討 し た。

DEP に含まれる残査粒子によ る感染性肺傷害の増悪 メ カ

ニズム と し ては， 炎症性サイ ト カ イ ンやケモカ イ ンの局

所発現の亢進が重要と考え られた。 DEP に含まれる脂溶

性化学物質によ る アレルギー性炎症の増悪 メ カニズム と

し ては， Th2 サイ ト カ イ ンやケモカ イ ンの局所発現の亢

進が重要 と 考え られた。 デ ィ ーゼル排ガスおよび微粒子

の暴露を続行し た と こ ろ， 行動や生殖機能を中心に， 経

世代影響の存在が示唆された。 

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.5.(1) にも関連

東京理科大等と の共同研究であ る。

（15） 　 甲殻類 （ ミ ジン コ） における内分泌撹乱化学物質

の研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0205BY441

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質問題は主に人を中心 と し

た脊椎動物への影響を中心に考え られて き た。 確かに哺

乳類， 爬虫類， 両生類， 鳥類か ら魚類にいた る まで女性

･男性ホルモン，甲状腺ホルモンはほぼ共通の化学物質か

ら な り ， そのレセプターも共通部分が多い と 予想される

ため， 人から魚類まで共通の内分泌撹乱化学物質が存在

する。 一方， エビ， カニ類や昆虫など甲殻類は地球上の

90％以上を占める生物であ るが， 人 と は全 く 違ったホル

モン体系を持っている こ と が知られてお り ， それら異な

る ホルモン体系を持つ生物群は異な る化学物質によ って

内分泌が撹乱される こ と が想像に難 く ない。 よ って生態
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系の主要な生物群であ る甲殻類に及ぼす内分泌撹乱の影

響について， 甲殻類 と 同様のホルモン体系を持ち， 試験

生物 と し て有用な ミ ジン コ を用いて評価する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 ミ ジン コの内分泌か く 乱化学物質 と し ては， 昆虫や甲

殻類の幼若ホルモン （ジ ュベニールホルモン I， II， III，

メ チルフ ァ ネ ソ エー ト ） およびそれら の類似化学物質 と

し て知られている幼若ホルモン様昆虫成長制御剤 （フ ェ

ノ キシカルブ， ピ リ プロ キシフ ェ ン， メ ト プレ ン， キ ノ

プレ ン， エポフ ェ ノ ナン， ハイ ド ロプレ ン） への曝露に

よ ってオオ ミ ジン コのオス仔虫生産の誘導が起き る こ と

が明ら かにし た。 また， 脊椎動物 と 無脊椎動物ではホル

モン体系が異な る こ と か ら これら両者の内分泌か く 乱化

学物質も異なった も の と な る こ と は容易に想像でき る た

め， すでに メ ダカを用いた試験によ り 脊椎動物におけ る

内分泌か く 乱が強 く 推察 さ れてい る オ ク チルフ ェ ノ ー

ル， ノ ニルフ ェ ノ ール， ビ ス フ ェ ノール A や， その他の

弱 く 内分泌作用か く 乱が予想される物質 （デ ィ ル ド リ ン，

アル ド リ ン， p,p-DDT） について， 我々が OECD に提案

中であ る Enhanced TG 211 に準拠し た試験を実施し， そ

れらの物質におけ る仔虫性比の変化や脱皮阻害などの幼

若ホルモン作用， 脱皮ホルモン作用の有無をその結果，

脊椎動物で内分泌か く 乱を疑われている物質は， いずれ

も オス仔虫の誘導は確認されず， ミ ジン コに対し て内分

泌か く 乱作用は認められなかった。 幼若ホルモン様物質

曝露によ るオス仔虫誘導は， Moina や Ceriodaphnia 属な

ど他属の種で も同様に確認されてお り ， 同様の繁殖シス

テムを持つ枝角目甲殻類全般で こ のオス仔虫誘導現象が

普遍的にみられる こ と を示唆し ている。 こ のこ と か ら幼

若ホルモンは， 枝角目甲殻類に特徴的な生殖方法であ る

単為生殖 と 有性生殖の切 り 替えに深 く 関わっている も の

と考え られた。

　 上記知見を基にし て我々は環境省を通じ て OECD への

あ ら たな試験法の提案を行っている。

〔備考〕

（16） 　 蛍光色素リ ポフ スチンによる水生甲殻類の年齢推

定法の確立

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0405AF507

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○児玉圭太 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で甲殻類においては有効な年齢形質は

無い と され， 体長を指標 と し て年齢推定が実施されて き

た。 しかし， 成長の個体差が大きいため， 体長か ら正確

な年齢を推定する こ と は困難であ る。 本研究は， 加齢 と

と も に一定の速度で脳内に蓄積される特性を持つ蛍光性

色素 リ ポフ スチンを年齢形質 と し て， 自然下におけ る甲

殻類個体群の年齢推定を高い精度で行 う 方法を確立する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

【野外サンプル】

　 体長 ヒ ス ト グ ラ ムにおいては， 分離された正規分布の

数は経月的に一貫し ていないためモー ド 位置の追跡がで

きず， 年齢群の検出は困難であった。

　 各月におけ る リ ポ フ ス チン密度 ヒ ス ト グ ラ ムにおい

て， ６ 月と ９ 月には ４ つ， 12 月 と ３ 月には ５ つの明瞭な

正規分布が検出された）。各月において体長 と リ ポフ スチ

ン密度の間には有意な正の相関関係が認め ら れた （rs =

0.58 ～ 0.79, P < 0.01）。12 月に低 リ ポフ スチン密度の新規

加入群 （ ０ ＋） が出現し た。 正規分布のモー ド 位置は経

月的に追跡する こ と が可能であ り ， 各正規分布は年齢群

に対応する と 考え られた。 東京湾産シ ャ コの産卵盛期の

９ 月を誕生月 と し た場合， ４ 歳群 （ ４ ＋） まで存在する

こ と が示唆された。

　 季節変動を考慮し た von Bertalanffy モデルによ り リ ポ

フ スチン密度の蓄積速度を推定し た結果， 蓄積速度には

季節変動がみられ， ６ 月から ９ 月にかけて高 く ， 12 月か

ら ３ 月にかけて低かった。 こ の季節変動パターンは水温

の季節変化と同調し ていた。

【飼育試験】

　 シ ャ コの産卵期であ る 2004 年 ５ ～ ９ 月に，成熟し た卵

巣を有する雌個体を東京湾において採集し， 飼育下にお

いて産卵させた。 シ ャ コにおいては， 産卵か ら孵化まで

に ２ ～ ３ 週間を要し， その期間は親によ って抱卵行動が

と られる。 こ の抱卵期間において， 卵塊の崩壊， 親によ

る卵食が生じ， 孵化幼生を得られなかったため， 飼育試

験を実施する こ と はでき なかった。 抱卵失敗の要因は不

明であ るが， 飼育ス ト レ ス， 親の栄養状態， 水質悪化な

どの可能性が考え られる。 今後， 孵化幼生を得る ための

飼育技術を確立し た上で， 飼育試験によ る リ ポフ スチン

密度の蓄積速度に関す る 飼育試験を実施す る 必要があ

る。

〔備考〕
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（17） 　 化学物質曝露による次世代影響の予測システムの

開発のための基礎的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF913

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 豊柴博義

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 マウ ス胚性幹細胞の分化能に焦点を当て， 化学

物質の曝露に伴 う 形態変化を測定し， 同時に遺伝子発現

を計測し てモチーフや生物機能情報などの多元的な情報

か ら， 分子間相互作用ネ ッ ト ワークや受容体ク ロ ス ト ー

ク の推定を行 う 。 これら の解析によ り ， 未知物質や複合

物質群の曝露に よ る生物応答 （生体影響） を予測する。

その う ち， 今回の奨励研究提案では， マウ ス胚性幹細胞

の形態計測 と そのイ メ ージングの蓄積， イ メ ージングの

解析のためのアルゴ リ ズムの開発を行 う 。

　 将来の目標 と し ては， 遺伝子発現を計測し てモチーフ

や生物機能情報などの多元的な情報か ら， 分子間相互作

用ネ ッ ト ワークや受容体ク ロ ス ト ーク の推定を行 う 。 こ

れらの解析によ り ， 未知物質や複合物質群の曝露によ る

生物応答 （生体影響） の予測を試みる。 さ ら に霊長類の

ES 細胞で同様な実験を行い， 最終的には， 疫学データ と

の関連付けを行って ヒ ト の次世代影響などの予測を試み

る。 "

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度は， GFP コ ン ス ト ラ ク ト 導入マウ ス ES 細

胞の培養条件の確立を中心に行った。 GFP コ ン ス ト ラ ク

ト 導入マウ ス ES 細胞 （Ｇ ６ － ２ ） をゼラチン コー ト ６

ウ ェル及び 96 ウ ェルプレー ト で培養し， 牛血清も し く

は， 人口血清の添加割合， フ ィ ーダー細胞の共培養の有

無など を検討し て， 神経細胞分化マーカーの発現を免疫

組織学的に測定し， 分化 と 自律増殖の実験条件を検討し

た。 また， RAR 核内受容体の リ ガン ド であ る レチ ノ イ ン

酸 10-6M から 10-9M まで濃度を細胞に曝露させ，20 日間

までの培養で分化と増殖への影響を調べた。

〔備考〕

（18） 　 前鰓類のイ ンポセ ッ ク ス誘導機構の解明 ： レチ ノ

イ ド  X 受容体 （RXR） を介し た有機スズ化合物の作

用機序の解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD909

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 白石寛明， 西川智浩

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 現在までに蓄積されてき た知見を

さ らに発展させて前鰓類におけ る イ ンポセ ッ ク スの誘導

機構を よ り 詳細に解析する こ と を目的とする。すなわち，

以下の諸点を検討し， 明らかにする。

　 １ ） 前鰓類における生殖輸管の形成及び発達過程に関

　 　 する組織学的検討

　 ２ ） RXR と イ ンポセ ッ ク ス発症 と の関係 ： 用量 - 反応

　 　 性の検討， 形成されたペニス及び輸精管の雄の組織

　 　 構造と の比較，抗 RXR 抗体を用いた免疫染色によ る

　 　 RXR タ ンパク の組織内分布

　 ３ ） RXR 遺伝子発現部位の特定 ： 組織 ・ 部位別発現量

　 　 の比較， 発現細胞の特定

　 ４ ） RXR 遺伝子の有機スズに対する応答性の検討 ： 有

　 　 機スズ曝露に伴 う RXR 遺伝子発現の経時変化

　 ５ ） 有機スズ化合物に応答する遺伝子の検索

　 ６ ） RXR と結合する遺伝子配列の ク ローニングによ る

　 　 RXR の標的遺伝子の検索

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度には， 以下の知見が得られた。

　 １ ） イ ンポセ ッ ク スにおけ る生殖輸管の形成及び発達

　 　 過程

　 イボニシにおいては， ヨーロ ッパチヂ ミ ボ ラ と異な り ，

最初に右触角後部にペニスへ と 分化 ・ 成長する細胞塊が

生じ て表皮を隆起させ，これ と ほぼ同時期に表皮が陥入・

結合し て輸精管を形成する。 次いで卵嚢腺側及びペニス

と 卵嚢腺を結ぶ線上の表皮が陥入し て輸精管を形成し，

ペニス様隆起の形成 ・ 発達に伴ってペニス基部の輸精管

が進入する。 ペニスの成長は， ペニス筋層の発達 と 輸精

管上皮細胞及びそれを取 り 巻 く 筋層の発達によ る。 卵嚢

腺側で輸精管周辺組織の過形成が伴 う 場合には陰門が閉

塞し， 交尾 ・ 産卵不能 と な り ， 卵嚢腺内に変質卵嚢塊が

観察される こ と があ る。 なお， 卵嚢腺内に摂護腺組織が

発達する事例は， 現在まで， 観察されていない。 以上を

イ ボ ニ シ の イ ン ポ セ ッ ク ス におけ る 輸精管順位指数

（VDS Index） と し て示し た。

　 ２ ） RXR と イ ンポセ ッ ク ス発症 と の関係

　 9-cis レチ ノ イ ン酸 （9-cis RA） を用いた筋肉注射試験

によ り ， 濃度依存的にイ ボニシにイ ンポセ ッ ク スが誘導

され， 雌に形成されたペニス と 輸精管が組織学的に雄の
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それら と 同等であ る こ と が明ら か と なった。 また， イ ボ

ニシRXR タ ンパク と の交叉性がウ ェ ス タ ンブロ ッ テ ィ ン

グによ って確認された抗RXR抗体を用いた免疫染色によ

り ， RXR タ ンパク がペニスや輸精管の細胞， 頭部神経節

などに分布し ている こ と が明らか と なった。

　 ３ ） RXR 遺伝子発現部位の特定

　 イ ボニシの雌雄 と イ ンポセ ッ ク ス症状の重篤な雌を用

いて， real time RT-PCR 法によ り イボニシの組織別 RXR

遺伝子発現量を測定し た結果， 雄ではペニスでの発現量

が他の組織よ り も有意に高 く （危険率 ５ ％）， 雌ではペニ

ス形成部位におけ る発現量に有意差がなかった。 一方，

イ ンポセ ッ ク ス を発症し た雌イ ボニシのペニスで も他の

組織よ り も有意に高い RXR 遺伝子の発現が観察された

（危険率 １ ％）。

〔備考〕

共同研究者 ： 太田康彦 （鳥取大学農学部）

3． 2 　 ダイオキシン類のリ スク評価と管理に関す

る研究

（1）　ダイオキシン類の体内負荷量および生体影響評価

に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0005AA171

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-2 ダ イオキシン類の総合的対策の高度化に関する

研究

〔担当者〕 ○米元純三（ 環境ホルモン・ ダイ オキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 曽根秀子， 青木康展， 大迫誠一

郎， 西村典子

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 17 年度 （2000 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類の ヒ ト の健康への影響， こ と に

生殖 ・ 発生への影響が懸念されている。 ヒ ト がダ イオキ

シン類にどの程度曝露されてお り ， またそれによ ってど

の程度影響が起き ているかについてはほ と んど分かって

いないのが現状であ る。 特に生殖 ・ 発生への影響につい

ては， それを評価する適切なバイオマーカーがない こ と

が大き な原因であ る。 本研究では １ ） ダ イオキシン類の

曝露量， 体内負荷量を評価し， ２ ） 生体影響指標 （バイ

オマーカー） の検索 ・ 開発を行い， ３ ） 体内負荷量 と の

関係を検討し， その中で感受性の決定要因を明ら かにす

る。 これら によ り ， ダ イ オキシン類の生体影響， 特に生

殖 ・ 発生影響にかかわる リ ス ク評価のための基礎資料を

得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシン類の影響は胎児期， 新生児期の感受性が

高い こ と か ら， 母親のダ イオキシン類の曝露の影響を調

べる こ と は重要であ る。 前年度までにイ ン フ ォーム ド コ

ンセン ト のも と採取し た母乳におけ る ダ イオキシン類濃

度， 自記式の質問紙調査によ る出産歴， ラ イ フ ス タ イル，

食事の嗜好 と 出生児体重 と の関係につい て， ロ ジ ス

テ ィ ッ ク重回帰分析によ って解析し た。 すべての研究計

画は， 国立環境研究所医学倫理委員会の承認を受けた。

出生児体重が75パーセン タ イルよ り 大きいこ と に対し て

は， 母乳中モ ノ オル ト PCB 濃度が有意に寄与し ていた。

出生児体重が 25 パーセン タ イル以下に対し ては在胎期

間， 肉類の摂取の寄与が有意であったが母乳中ダ イオキ

シン類の有意な寄与はなかった。 母乳中のダ イオキシン

類濃度が 10-20pg/g-fat 程度の曝露では， 出生児体重に対

し ては食事やラ イ フ ス タ イルの影響の方が大きい可能性

が示唆された。 また， CYP1A1 の多型が感受性要因と し

て機能し ているかど う かを調べる目的で，CYP1A1 の m1，

m2 多型を調べたが，母乳中ダ イオキシン濃度 と の関連は

見いだせなかった。

〔備考〕

共同研究者 ： 森田昌敏 （客員研究官）

（2） 　 地球規模のダイオキシン類及び POPs 汚染に関する

研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA273

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-2 ダ イオキシン類の総合的対策の高度化に関する

研究

〔担当者〕 ○橋本俊次 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 鈴木規之， 柴田康行， 高澤嘉一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球的規模のダ イ オキ シ ン類汚染について汚

染状況についての知見を収集し， 動態の把握及び生物蓄

積についての解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 これまでに， ダ イオキシン類によ る地球的規模の汚染

実態を解明する ために， イ カの肝臓を指標 と し て用い，

外洋におけ る ダ イオキシン類の分布 と その発生源につい

て調査を行った。 1995 年から 1997 年にかけて太平洋 と

大西洋の各地 （計 25 地点） で捕獲し たアカ イ カ科の肝臓

を用い， ４ ～ ８ 塩素化ダ イオキシンの全異性体を測定し

た。

　 その結果， 北部北太平洋周辺で捕獲された イ カ肝臓中

ダ イオキシン類の濃度 （平均 54pg/g wet） は他よ り も高

く ， 特に， 日本付近の海域で最高値 （濃度 ： 154 pg/g wet，
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TEQ ： 9.6 pg-TEQ/g wet） を示す結果 と なった。 また， 南

半球のダ イ オキ シ ン類レベルはそれ と 比べてかな り 低

く ， 赤道付近ではほ と んど検出でき ないレベルであ る こ

と が分かった。

　 また， 検出されたダ イ オキシン類の異性体濃度組成は

海域ご と に非常によ く 似てお り ， その海域を象徴する よ

う な組成があ る こ と が分かった。 その異性体組成を手が

か り に， 検出されたダ イオキシン類の発生源推定を試み

た。 発生源データには， 学術文献値や公開された官公庁

の調査値， 自主分析によ る も のを用いた。 使用可能な も

のは 422 件であった。 その う ち， 詳細なダ イオキシン類

異性体濃度があ る ものは 220 件であった。 データは， 組

成比に換算し， 発生源ご と に K-means ク ラ ス タ リ ングな

ど を行い，発生源に特徴的な ものをその中から選定し た。

こ のよ う な前処理を経た発生源データ と イ カの肝臓デー

タ を， 幾つかの解法モデルによ る ケ ミ カルマスバラ ン ス

（CMB） 法によ り 解析し， 発生源の寄与率を推定し た。 そ

の結果， 使用し た成分 （異性体） の数や解法モデルの違

いによ り 計算された寄与率は一致し なかった。 試みた方

法の中では推定値 と の残差和が最も少なかった関数関係

解析モデル CMB によ る計算結果では， 北太平洋から捕

獲された イ カ肝臓中のダ イオキシン類の発生源は， ほぼ

100％が燃焼起源であ る と推定された。 しかし ながら， 絶

対残差和が 0.5 以上のものが多 く ， 推定結果の信頼性は

必ずし も高い と はいえず， 発生源 と し て用いたデータの

当てはま り が悪い こ と がその主因 と 推定された。 未知の

汚染源や異性体組成の環境中での変化に対処する必要が

あ る。

〔備考〕

前任の課題代表者：森田昌敏が 2005 年 ３ 月末にプロ ジェ

ク ト リ ーダー退任のため 2005 年 ４ 月よ り 交代。

（3） 　 臭素化ダイ オキシン類の環境影響評価に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE172

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○橋本俊次 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 臭素化ダ イオキシン類， 臭素 / 塩素混合ダ イオ

キシン類， および臭素系難燃剤に関し て包括的な環境影

響評価は行われておらず， 検討する必要があ る。 本課題

では， 分析技術， 発生過程， 曝露評価， 毒性評価 と リ ス

ク評価の各課題について検討し， 臭素化物の環境影響評

価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 臭素化ダ イオキシン類の前駆物質であ り ， 臭素系難燃

剤で も あ る ポ リ ブロ モジフ ェ ニルエーテル （PBDEs） に

よ る大気汚染や空気経由によ る室内暴露を簡易にモニ タ

リ ングする手法 と し て， 毛糸を補修剤 と し て利用する手

法について予備的な検討を行った。

　 日本製のア ク リ ル 60％/ 羊毛 40％の毛糸を用い， 使用

前に ト ルエン ・ ソ ッ ク ス レー抽出 （16 時間） によ り 洗浄

し， 乾燥させて使用し た。 乾燥後はポ リ 袋に密閉し て保

存し た。 約 ５ g の毛糸を一辺の長さ 10cm 程度に束ねた

物を地上 1.5m 程度の高さ につる し， 任意の期間， 放置し

た。 サンプ リ ング終了後は直ちに抽出操作を行 う か， 空

気を抜いたポ リ 袋中に室温 ・ 遮光下で保存し た。 これを

ク リ ーンア ッ プし，HRGC/HRMS によ り １ ～ 10 臭素化辞

フ ェニルエーテルを測定し た。

　 はじめに毛糸への PBDEs の吸着確認実験を行った。国

立環境研究所の屋外， 屋内の ３ ヵ所で 2005 年 １ 月 28 日

～ 31 日の ４ 日間サンプ リ ングを行い， 分析に供し た。 こ

の実験で， PBDEs の毛糸への吸着が確認でき た。 また屋

外 （280 pg/g-wool/day ： DeBDE） よ り も OA 機器が多数存

在する室内の PBDEs 濃度 （380 ～ 5,000 pg/g-wool/day ：

DeBDE） が高いこ と も分かった。

　 また， サンプ リ ング期間を １ ， ４ ， ７ 日に変えた実験

では， 日数の増加と共に PBDEs 濃度の増加が見られ， 一

度吸着し た PBDEs を毛糸があ る程度保持される こ と が確

認された。 ４ 及び ７ 日間の暴露では検出されたが， １ 日

間の暴露では検出されなかった異性体があった。 こ の結

果よ り 最低 ４ 日間のサンプ リ ング期間が必要であ る と考

え られた。

　 さ らに検討 ・ 改良を加える こ と によ り ， PBDEs のよ う

な臭素化難燃剤の室内空気暴露評価のために毛糸を用い

た手法を応用でき る可能性を示せた。

　

〔備考〕

2005 年 ４ 月よ り 課題責任者交代。

（4） 　 ダイオキシン類及び POPs の環境運命予測に関する

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE173

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 櫻井健郎
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〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類及び POPs 等の多媒体の環境動

態を示し， さ らに長期間の環境残留を示す成分に対し て

は， 多媒体 ・ 長期の運命予測を行 う こ と が， リ ス ク評価

や管理の基礎 と し て必要であ る。 本研究では， これら成

分に対する多媒体 ・ 長期運命予測モデルを構築し， 広域

における環境動態を定量的に把握する と と もに，POPs と

し ての残留 ・ 輸送特性の評価モデルを新たに提示する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 課題 3.1 （6） において開発中の大気グ リ ッ ド－流域複

合多媒体モデル （G-CIEMS） によ る POPs 等の輸送特性

把握の方法論について予備的検討を行った。 本課題は，

大気グ リ ッ ド －流域複合多媒体モデルを さ らに広域に拡

張する計画であ るので， 課題 3.1 （6） の進展 と あわせて，

順次ダイオキシン類及び POPs の応用 と し て進行する予

定であ る。本年度は G-CIEMS モデルによ り ，北東アジア

域における ダ イオキシン類， PCB， TeBDE， HCH 等の多

媒体輸送 ・ 動態特性の検討を継続し て実施し たが， モデ

ル国際比較研究によ って行った改良を加え， 推定結果の

修正検討を行った。

〔備考〕

（5） 　 環境汚染物質に対する感受性決定遺伝子の探索を

介し た新しい健康リ スク評価法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0305BD572

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫誠一郎 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ オキ シ ン を代表 と する環境汚染物質の ヒ

ト に対する健康 リ ス ク管理を行 う 際， これまでの動物実

験によ る最低影響用量データ を使用する方法では， 個人

間 ・ 動物種間によ り 感受性が大き く 異な る ため， 正確な

外挿が不可能であ る こ と が近年明確にな り つつあ る。 本

研究では， こ の古 く か ら憂慮されていた問題を解決すべ

く ， ダ イオキシン毒性に関わる原因遺伝子や感受性修飾

因子 （モデ ィ フ ァ イ アー） を同定し， 毒性の差異が生じ

る機構を明ら かにする こ と によ り ， 化学物質に対し て生

体が反応する多様性に関わる分子基盤の一端を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 本研究課題は最終年度 と し て以下の ２ つのサブテーマ

を実施し た。

　 １ ） ダ イオキシン応答性遺伝子データベースの開発 ：

　 これまでの本研究課題でダ イオキシン類曝露によ り 発

現変動する遺伝子をマ イ ク ロ アレ イでプロ フ ァ イル化し

て き た。 前年度， 公開型マ イ ク ロ アレ イ情報データベー

ス と し て 「ダ イオキシン応答性遺伝子データベース」 の

プロ ト タ イプを完成させ， 国立環境研究所ホームページ

よ り 公開し た。 本年度はその機能を拡充し たレ リ ース ２

の開発を行った。 改良点 と し て， ①レ リ ース １ ではマウ

スのアフ ィ メ ト リ ッ ク ス社製マ イ ク ロ アレ イ情報のみ登

録可能であったが， あ ら ゆる タ イプのアレ イ を登録可能

にし た。 ②生物種はマウ ス ・ ラ ッ ト ・ ヒ ト の ３ 種に拡充

し た。 ③マ イ ク ロ アレ イデータのエ ク セルフ ァ イルをダ

ウ ン ロー ド でき る機能を搭載し た。 ④シスエレ メ ン ト 解

析はレ リ ース １ ではダ イ オキシン応答性配列 （XRE） の

みであったが， 他の 11 配列に拡充し た。 本データベース

は既存のマイ ク ロ アレ イデータベースの中で も， 化合物

によ る変動情報を用量反応関係 ・ 経時変化等に着目し て

データマ イ ニングでき る機能を有し てお り ， 世界で も初

めてのも のであ る。 現在， こ のレ リ ース ２ の公開に向け

た ト ッ プページの作成を行っている。

　 ２ ） AhR ポテンシャル活性を基にし た ヒ ト のダ イオキ

　 　 シン感受性予測モデルの作成 ：

　 最終年度サブテーマの変更 と し て， ヒ ト のダ イオキシ

ン感受性を予想する目的で， 各種の哺乳類細胞 （ ヒ ト 由

来 HeLa 細胞， ハム ス ター由来 CHO 細胞） を用いて， 数

種の哺乳類由来の AhR タ ンパクのもつポテンシャル活性

を in vitro のレポータージーンア ッ セイによ り 測定し， ヒ

ト の AhR の感受性を他の動物と比較し た。 ヒ ト を含む ７

種の動物種よ り ク ローニング し た AhR cDNA を発現ベク

ターに挿入し，XRE- ルシフ ェ ラーゼレポーター と共導入

する こ と によ り ， TCDD に対する遺伝子誘導能の比較実

験を行った。 その結果， TCDD に対する反応性の立ち上

が り 用量 （BMD） は， in vivo 動物実験で報告されている

EC50 と相関性がな く ，AhR のポテンシャル活性では動物

実験で観られる感受性を反映し ない こ と が判明し た。 し

か し なが ら， AhR タ ンパ ク C 末端で欠損のみ ら れ る

C57BL/6Jマウ ス AhR以外の動物種間では部分的に相関性

が取れた。 ヒ ト の AhR はその中に属し， 今回の実験よ り

ヒ ト の AhR はダ イオキシン不応答性と される DBA/2J マ

ウ ス と ほぼ同一の反応性を示し た こ と か ら， ヒ ト のダ イ

オキシン感受性も極めて低いこ と が推測された。

〔備考〕
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（6） 　 母乳からのダ イ オキシ ン曝露がも た らす水腎症の

発症と そのメ カニズムの検討

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE327

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西村典子 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 米元純三， 竹内陽子

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 母乳がダ イ オキシ ン類に汚染 さ れてい る場合

の授乳の是非および子への生体影響が社会的な関心事 と

なっている。 本研究ではラ ッ ト やマウ ス などの実験動物

を用いて， ク ロ ス フ ォ ス タ リ ング実験で母乳中に移行し

たダ イオキシン曝露によ り 生じ る仔の水腎症発症 メ カニ

ズムを明ら かにする。 本研究成果は母乳中のダ イオキシ

ン曝露が及ぼす次世代への生体影響の リ ス ク評価に役立

てる。

〔内容および成果〕

　 出産後 １ 日目の母マウ スに 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-

dioxin （TCDD） を経口的に １ 回投与する と， 仔マウ スは

水腎症を発症する。 Arylhydrocarbon receptor （AhR） 欠損

マウ ス を用いた研究から水腎症発症には AhR が関与する

こ と を証明し た。 我々は， こ の水腎症発症は， 腎臓の発

生 ・ 分化 ・ 形成の過程にあ る尿細管細胞の TCDD に対す

る感受性が重要な要因であ る こ と を確認し た。 さ ら に，

授乳期に TCDD 曝露し た仔マウ ス腎臓において TCDD に

よ る遺伝子発現レベルの変動を調べ， 水腎症発症の毒性

メ カニズム を検討し た。 その結果， TCDD 曝露に よ り ，

７ 日齢仔マウ スの腎臓において炎症関連遺伝子の発現レ

ベルの顕著な誘導 と， 遠位尿細管におけ るナ ト リ ウ ムの

再吸収に関連する遺伝子レベルの有意な低下が認め られ

た。 本実験結果から， 授乳期 TCDD 曝露によ り 仔マウ ス

の腎臓形成期に生じ る水腎症は， AhR を介し て起こ る腎

臓の炎症関連遺伝子の発現上昇に伴 う ， 腎尿細管の Na，

K，Cl イオンチャネル関連遺伝子発現に対する TCDDの影

響に起因する と い う ， 新たな水腎症発症 メ カニズムが考

え られた。 こ の こ と は， 腎尿細管の macula densa 細胞を

用いた TCDD 添加実験でも同様な結果を観察し た こ と か

ら， in vitro の系において も証明された。

〔備考〕

3． 3 　 化学物質の環境動態の解明と モニ タ リ ング

手法の開発に関する研究

（1）　環境中／生態系での元素のトレースキャラクタリ

ゼーション並びに動態に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE042

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）， 柴田康行， 

刀正行， 田中敦， 米田穣

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 汚染元素・物質の環境循環，生態循環の解明や，

毒性等の評価のための分析手法の開発やその高度化を目

指し て，元素の存在状態 / 化学形態や局所的な存在 / 蓄積

部位に関する よ り 詳細な情報を獲得する ト レース キ ャ ラ

ク タ リ ゼーシ ョ ンのための基礎的な分析手法開発を行

う 。 また， 元素 ・ 物質の起源を探 り ， 環境動態を追跡し，

生態系におけ る汚染物質の蓄積を解明する上で重要な手

がか り を与えて く れる元素の同位体比の精密測定技術の

開発， 確立を進める。 さ らに， 最先端の分析技術の開発，

維持並びに最新の機器分析法およびその環境試料分析へ

の応用に関する情報の獲得を図る。

〔内容および成果〕

　 マルチコ レ ク ター型 ICP 質量分析法を用いた元素同位

体比の高精度測定に関する試料前処理方法， 分析条件な

どの基礎的な検討を行った。 X 線光電子分光法， 二次イ

オン質量分析法， X 線マイ ク ロ アナラ イザーなどの表面

および局所分析法を応用し た固体環境試料中の元素の分

布 と 化学結合状態に関す る 測定の検討を継続 し て行っ

た。 特に， 光電子スペク ト ル測定や二次イ オン質量分析

法によ る深さ方向分析など を組み合わせた， 固体試料中

のマンガンの状態分析についてその有効性を明ら かにし

た。

〔備考〕

（2） 　 藍藻が生産する新規生理活性物質に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE252

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アオ コ の有毒物質に よ る飲料水源及び湖沼の

汚染は世界中で問題と なってお り ，WHO から も藍藻の数

および肝臓毒 ミ ク ロ シスチンの濃度について勧告がな さ

れた。 ミ ク ロ シスチンは藍藻が生産する環状ペプチ ド で，

タ ンパク質脱 リ ン酸化酵素を阻害し， 肝発がんプロモー

ターであ る こ と が知られている。 藍藻中には ミ ク ロ シス
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チンだけでな く ， 様々な種類の生理活性物質が含まれて

お り ， それら生理活性物質の生態系への影響や， 人への

健康影響を調べる ためには単離 ・ 構造決定する こ と がま

ず重要であ る。 本研究ではアオコ を形成する藍藻中の新

規生理活性物質の構造を解析す る こ と を目的 と し てい

る。 藍藻中の新規生理活性物質の構造を ５ 年間で ５ つ程

度決定する。

〔内容および成果〕

　 ス コ ッ ト ラ ン ド で発生し たアオコか ら タ ンパク質分解

酵素の一種であ る ロ イ シンア ミ ノ ペプチダーゼ M の活性

を阻害する新規化合物を ２ 種類単離し， その構造を決定

し た。 両物質 と も ３ ーア ミ ノ － ２ － ヒ ド ロ キシデカン酸

を含む リ ポペプチ ド で，タ ンパク質脱 リ ン酸化酵素 PP2A

の活性も弱いながら も阻害し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 彼谷邦光 （客員研究官 　 東北大学大学院）

（3） 　 有機微量汚染物質の環境中動態の環境測定デー タ

に基づ く 解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE496

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○櫻井健郎 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境に放出され， また人間や生物に摂取されて

いる数多 く の人為起源の化学物質の健康 リ ス ク に対処す

る上で， 発生源から曝露に至る環境中での動態の情報は

有用であ る。 本研究では， 有機微量汚染物質について，

環境測定データに基づいて環境中動態や発生源について

新たな情報を得る ための手法 と その適用について， 基礎

的な検討を行 う こ と を目的 と する。 これによ り ， 環境中

動態や発生源を把握する ための手法の基盤を強化する と

と も に， 具体的な化合物について も随時解析を行い， 結

果を報告し てい く 。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシン類の水生生物への移行過程の解析手法の

検討と し て， 国内の ５ 水域 （ ３ 海域 + ２ 湖沼） において，

底質と底生生物と の計 ７ 組の試料中のダ イオキシン類 29

化合物と元素 11 種類 （Al, Ti, V, Cr, Ni, Cu, Zn, Y, Cd, Pb,

U） の濃度を分析し， こ れら の関係を解析し た。 底質中

の元素の濃度および組成は， 地点ご と に若干の差が見ら

れたが， 全体と し ては類似し てお り ， Al で規準化し た濃

度では， 最大でも地点間で 3.4 倍の差であった。 底生生

物中の濃度について も， 海域で採取し た ５ 試料中の濃度

および組成は類似し てお り ， Al で規準化し た濃度では，

最大でも地点間で 3.6 倍の差であった。 ク ラ ス ター分析

および主成分分析によ り ， 化合物あ るいは元素のグルー

プ分けを行った と こ ろ，大部分の元素， ノ ンオルソ PCB，

モ ノ オルソ PCB， 7-8 塩素化 CDD/CDF， 4-6 塩素化 CDD/

CDF などのク ラ ス ターが共通し て見られた。

〔備考〕

（4） 　 有機フ ッ 素化合物等 POPs 様汚染物質の発生源評

価・対策並びに汚染実態解明のための基盤技術開発に

関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0305AG494

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 田邊潔，

堀口敏宏， John S.Edmonds， 高澤嘉一， 岩根泰

蔵， 青木康展， 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ オキシン類など環境残留性， 生物蓄積性，

毒性を持つ環境汚染物質 （POPs 様汚染物質） への取組

み ・ 対策強化に関する これまでの研究を踏まえつつ， 「環

境モニタ リ ングによ る実態解明」 と 「発生源評価」 ， 「分

解技術の確立」 を柱 と する取 り 組みのための基盤科学技

術開発， 情報整備を課題 と し て以下の研究を進める。 意

図的生成物質の中で取 り 組みが遅れていた有機フ ッ素化

合物の例と し てPerfluorooctane Sulphonate(PFOS)及び類縁

化合物を取 り 上げ， （ １ ） 分析法の整備， モデル地域 （東

京湾） の汚染状況把握， （ ２ ） 廃棄処理まで含むマテ リ ア

ルフ ローの概要把握， （ ３ ） 分解条件の検討 と基礎的な方

法論の確立， （ ４ ） PFOS 特有のバイオマーカー （曝露指

標） の探索 と 環境モニ タ リ ン グへの適用可能性の評価，

をそれぞれ目標 と し て研究を進める。 また， 燃焼起源の

非意図的生成物質への取 り 組み強化のために， （ ５ ） 発生

源 と し て生物由来の生ゴ ミ や紙等 と 化石燃料を区別でき

る 14C 測定法を大気試料中化学物質に適用し て発生源の

寄与を推定する手法の確立と有効性評価を実施する。

〔内容および成果〕

　 東京都下の下水処理場におけ る PFOS 等の挙動追跡を

継続す る と と も に， 河川流域に沿 っ た 分析 を 行 っ て

PFOS， PFOA の発生， 流下状況の類似， 相違などを検討

し た。 また， 二枚貝中の PFOS， PFOA を測定し て全国沿

岸域の濃度分布を調べる と と も に， 比較的濃度の高い ２

地点 と その近傍について， 河川水の調査な ど を行っ た。
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さ らに， スペシ メ ンバン ク に保存された二枚貝試料の測

定を実施し， 10 年単位の濃度変化についての情報を蓄積

し た。 二枚貝は特に PFOA の濃縮性が低 く ， 分析は容易

ではなかったが， 恐ら く 発生源か らの距離に対応し て き

れいな山形の濃度分布を示す事例も見つか り ，生物蓄積・

平均化によ る汚染状況の全体像把握に適し ている こ と が

示唆された。 また， 体内で化学形が変わる こ と を示唆す

るデータ も得られ， 従来の分析法の改良， 並びに環境中

におけ る挙動解析の重要性があ ら ためて示された。 発生

源情報がなかなか集ま ら ない中で， 従来か ら指摘のあっ

た基地 （PFOS）， フ ッ素系高分子合成工場 （PFOA） 以外

に比較的大 き い発生源があ る 可能性 も 示 さ れ， イ ン タ

ビ ューなどによ る調査を継続し ている。 一方， 毒性解析

の一環 と し て行われたマ ウ ス投与試験動物の分析か ら，

濃度レベルは低い も のの血液脳関門を通過 し て脳内に

PFOS が入る様子も明らか と なった。

　 非意図的発生源に関する定量的な指標 と し て期待され

る放射性炭素 14C の粒径別， 無機有機炭素別， 化合物種

類別の測定研究を継続し た。 無機有機炭素の分別条件を

確立し 14C 測定を実施し た結果， 燃焼起源 と目される ス

ス を多 く 含む無機炭素画分の年代の方が古 く な る （化石

燃料の寄与が増え る） 傾向は認め られた も のの， 有機炭

素 と の間に極端な差は見られなかった。 東京都郊外で捕

集された大気粉じん中の多環芳香族炭化水素 PAHs を化

合物別に単離， 精製し， 14C 測定を行った。 バイオマス燃

焼の寄与は予想よ り 高 く （17 ～ 39%）， 中でも 5-6 環の

PAHs中14Cは3-4環PAHs よ り 高 く ，よ り バイオマス燃焼起

源の影響を受けている もの と推察された。

〔備考〕

東京都環境科学研究所， 東京都下水道局， 東京大学， 東

京薬科大学， 海洋研究開発機構と共同研究を実施。

（5） 　 有害化学物質によ る地球規模海洋汚染の動態解明

と予測に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-2

〔研究課題コー ド〕 0305BA412

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○ 刀正行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 人為起源有害化学物質に よ る海洋汚染は広域

化し， 海洋生態系への影響が懸念されている。 2001 年に

難分解性有機汚染物質に関す る ス ト ッ ク ホ ル ム 条約

（POPs 条約） が成立し，対策 と共に POPs の地球規模での

監視が重点施策 と し て挙げられている。 しかし， 海洋に

おけ る 濃度レベルは極めて低 く ， 観測手法を含めその

ハー ド ルは高い。 これに応え う る海洋汚染観測手法 と 広

域海洋汚染動態の把握， 海洋中での分解 ・ 変質過程， 輸

送過程を含めた動態モデルの構築によ り 実現される有害

化学物質によ る海洋汚染予測の確立が， 有害化学物質の

監視 ・ 対策のために早急に求められる。

　 本研究では， 太平洋を重点海域 と し， 商船を用いた高

頻度観測態勢によ る汚染動態の把握 と 解明， 各種汚染物

質の海洋におけ る分解 ・ 再合成などの変質過程の解明 と

有害性評価， 有害化学物質の海洋におけ る輸送 ・ 拡散モ

デルの開発を行い， 難分解性有機汚染物質を含めた有害

化学物質の監視 ・ 規制に資する ための海洋汚染予測手法

を確立する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度の広域観測は， 2005 年 ５ 月 ５ 日～ ６ 月 11 日に

クルーズ船 「飛鳥」 において， イ ス タ ンブール－地中海

－ リ スボン－欧州大西洋沿岸域－ ド ーバー－北海－キー

ル運河－バル ト 海－ベルゲン－ ノ ルウ ェー海－北極海－

レ イ キ ャ ビ ク －北部大西洋－ニ ュー ヨ ー ク 間において，

65 地点で 130 濃縮捕集試料を，39 地点で採水を，さ らに洋

上大気を 11 試料採取し た。 また， 2005 年 ３ 月に引き続

き， 2005 年 ８ 月 24 日～ ９ 月 23 日にコ ンテナ船 「NYK

ATLAS」 において， 東京－太平洋沿岸－東シナ海－香港

－東シナ海－日本海－北太平洋－ロサンゼルス－オーク

ラ ン ド－北太平洋－東京間において， 48 地点 57 試料を

採取し た。 全年度捕集し た コ ンテナ船によ る日米間の北

太平洋および本年度捕集し た クルーズ船によ る欧米沿岸

および北大西洋の試料の前処理および分析を行った。

　 2005年 ３ 月における北太平洋上の全試料から α，β，γ

-HCH が検出された。ク ロルデン類は検出限界以下から最

大 20pg/L 程度の t- ク ロルデンが検出された。 DDT およ

びその分解物は検出限界以下であった。 HCHs に異性体

濃度は極めて特徴的な水平分布を示し ていた。 β 体は，

60pg/L から 150pg/L 程度 と相対的に濃度変化は少な く ，日

本寄り が最も 低く ， 一旦中部太平洋域で濃度が増加， その

後漸減し ， 北米沿岸が最も 高濃度であった。 往路復路共に

こ の傾向は変わら なかった。 α 体は 13pg/L から 371pg/L

と 変動が大き く ， 日本近海が最も低 く ， 中部太平洋まで

漸増し， その後一旦漸減するが， 北米沿岸に近づ く につ

れ増加し， 北米沿岸域で最 も 高濃度であ っ た。 γ 体は

７ pg/L から 98pg/L と α 体と同様変動が大き く ， やは り

日本近海が最も低 く ， その後次第に増加し， 北米沿岸が

やは り 最も高濃度であった。 2005 年 ５ ～ ６ 月に実施し た

クルーズ船によ る欧州沿岸－北部大西洋－北米間の試料

から もほ と んど全ての試料から α， β， γ-HCH が検出
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され， 各海域ご と にその異性体組成および濃度は極めて

特徴的であった。 これら の結果か ら， 篤志観測船によ る

広域海洋観測は， 汚染物質の動態解明に極めて有用な情

報を提供する こ と を明らかにし た。

〔備考〕

（6） 　 ガス状ほ う 素化合物によ る大気汚染監視測定技術

及び除外技術の開発

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0305BC499

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）， 西川雅高， 瀬山

春彦

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中のほ う 素化合物の存在形態に関する知

見は不足し ているが， ほ う 素化合物を製造する事業所周

辺で植物被害が現れ， 大気中のほ う 素化合物の発生源，

環境中での動態，植物に対する毒性について早急に研究，

対策する必要が生じ た。

　 事業所内の高温排ガスから植物に取 り 込まれる までの

過程で， ほ う 素化合物の化学形態は変化し ている こ と が

予想される。 植物被害を も た ら し たほ う 素化合物の形態

と 被害原因を フ ィ ール ド 観測， 植物曝露実験を通じ て明

ら かにする こ と を目的 と する。 また， 共同研究機関によ

り ほ う 素化合物の除外技術を開発する。

〔内容および成果〕

　 事業所において排出口の移動などのほ う 素低減対策を

取った効果が現れ， 本年度も明瞭な植物被害は観察され

なかった。 敷地周辺で植物試料は引き続き採取し， 経年

変化 と と も に生長に伴 う 経時変化を観察し た。 事業所で

発生し たガス状ほ う 素化合物は， 煙道を通過する間に送

風用の空気によ って冷却され粒子化する。 そのほ と んど

は後段のバグフ ィ ルタで捕集され， 排煙突に移行する粒

子量は少ない。 粒子化や化学形態変化には， 送風用に取

り 入れられた空気の温度， 湿度などが関係し てお り ， 外

気温が高い時期に粒子態が減少，ガス態が増加し ている。

ほ う 素化合物製造時期 と 操業休止時期に， 事業所を取 り

囲む敷地境界周辺 ４ 点でガス状，粒子状ほ う 素を捕集し，

風向等 と の関係を観測し た。 排煙突か ら放出されたガス

状ほ う 素化合物は敷地境界で ２ 桁程度濃度が低下し てお

り ， 現在ではバッ ク グ ラ ウ ン ド 濃度 と 明瞭な差はなかっ

た。

　 また，酸化ほ う 素の 1500 ℃での高温加熱によ って発生

するガス状ほ う 素の植物曝露実験を行い， 実際の事業所

の形態に近い試験系によ り ， 草本， 木本類の植物葉への

ほ う 素の蓄積 と 枯死を再現し， 樹種によ る感受性の差異

を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 産業技術総合研究所， 東京大学大学

院新領域創成科学研究科， 富山県環境科学セン ター

（7） 　 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0307AE532

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○土井妙子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地殻中の天然放射性核種であ る  238U や 232Th の

壊変生成物で大気中に存在する  222Rn ( ラ ド ン ), 210Pb, 212Pb

と 主に成層圏を起源 と する宇宙線生成核種の 7Be 及び大

気圏核実験由来の 137Cs 等について，東アジアにおける降

下物， 大気中濃度か ら， これら の核種の挙動を明ら かに

する。 ま た， これら の放射性核種の う ち人の被爆線量が

高いラ ド ン と その娘核種について高濃度が予想される地

域の濃度レベルを測定し て， ラ ド ン等によ る肺ガン誘発

リ ス ク を推定する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本の太平洋沿岸に位置する筑波におけ る大気中 210Pb

濃度 と その季節変化 と 中国大陸乾燥地域のウルムチ， 蘭

州， パオ ト ウ， 北京 と 中部の成都 と 日本への東アジア大

陸地域から の大気輸送路の中間地点に位置する ソ ウルの

大気中 210Pb 濃度と季節変化を も と にし て， 中国大陸にお

ける冬季高濃度210Pb の日本列島への輸送量の推定を行っ

た。 東アジアの大陸気団は冬季の北西の季節風にの り 日

本列島の日本海沿岸の地域に達し ている。 大気中 210Pb 濃

度か ら推定し た大陸気団の影響は日本海を経る こ と によ

り 18 ～ 43％に， 太平洋沿岸地域 （筑波 と川崎） の大陸

気団の影響は ３ ％以下と推定される。

〔備考〕

（8） 　 ヒ素の生体影響において DNA メ チル化率は分子

マーカーと し て使えるのか？

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0405AF788

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○崔星 （環境健康研究領域）， 平野靖史郎
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〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 DNA メ チル化率を指標 と し た ヒ 素の生体影響

評価の構築

　 ヒ 素の生体におけるDNA メ チル化率変化を分子指標 と

し て開発 ・ 構築する こ と を目的とする。 さ らに， DNA メ

チル化率同定によ って分子レベルで ヒ 素の発がん， 制が

ん両面性を明ら かにする こ と で， 将来的に健康 リ ス ク評

価に結びつける。

〔内容および成果〕

　 五価の無機 ヒ 素を雄の C3H マウ スに飲水摂取させ，肝

臓におけるがんの発症な らびにがん部における Ｄ Ｎ Ａ の

メ チル化を調べた。 病理組織像では， 対照群の低中分化

型か ら ヒ 素投与群の中高分化型へ と用量依存的な変化が

認め ら れた。 肝がん部におけ る がん抑制遺伝子であ る，

P16INK4a, RASSF1A, GSTP1 遺伝子の メ チル化率は高濃

度 ヒ 素投与群で対照群に比べて低下し ていた。 また， そ

れに伴い， これらの遺伝子の mRNA の発現上昇も見られ

た。 Ｄ Ｎ Ａ メ チル化率は， ヒ 素の発がん， 制がん両面性

におけ る バ イ オマーカー と し て有用であ る と 考え ら れ

る。

〔備考〕

（9） 　 環境モニ タ リ ングの手法 と精度管理に関する研究

（2） ダイオキシン類測定の高度化における精度管理

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE449

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域）， 橋本俊次，

 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境の状況を把握する ために行 う モニ タ リ ン

グでは， 適切なサンプ リ ン グ， 信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要 と される。 これらは， モニ

タ リ ン グの目的， 対象物質， 環境媒体に よ っ て異な り ，

それぞれについて手法の最適化， 高精度化が必要 と され

る。 本研究では， 各種のモニ タ リ ン グの現状を整理し，

問題点を把握し， 精度管理を含めたモニ タ リ ング手法の

最適化 ・ 標準化を順次行 う 。 また， モニ タ リ ングを担 う

地方自治体研究機関等を含め， 標準的モニ タ リ ング手法

によ る ク ロ スチェ ッ ク等を行い， 精度管理の高度化， 普

及につ と める。 当面は， 問題が多い と される ダ イオキシ

ン類について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境中のダ イオキシン類（ポ リ ク ロ ロ ジベンゾ -p- ジオ

キ シ ン 類 （PCDDs） と ポ リ ク ロ ロ ジ ベ ン ゾ フ ラ ン 類

（PCDFs） の分析に関する種々の検討を行った。 当研究所

で作製し た環境標準試料 NIES CRM 等を用い， 抽出， カ

ラ ム ク ロ マ ト 等の前処理， ガス ク ロマ ト グ ラ フ高分解能

質量分析計 （GC/HRMS） によ る測定， データの解析， 分

析の精度管理等を検討し た。 また， フ ィ ール ド で採取し

た土壌試料， 底質試料， 水生生物試料等について分析法

の検討 ・ 開発を行った。

　 ダ イオキシン類の簡易分析法は， ダ イ オキシン対策を

講ずる上で， 簡易測定分析等の果たす役割は大きい と 考

え られ， 分析法の開発の目指す方向性， 需要及び達成可

能性について検討を加え， 研究開発を行った。 焼却施設

か ら のダ イ オキシン類発生の抑制， 環境基準値の対応，

その研究技術開発に於け る迅速且つ簡易測定の分析法が

必要 と 考え られ， 煙道排ガス中のダ イ オキシン濃度をオ

ンサ イ ト ・ オン ラ イ ンで測定する装置の開発を行っ た。

複数のカ ラ ムを組合わせ， 吸着 と 分離を連続的に行 う こ

と によ り ，夾雑物の除去 と ダ イオキシン類の濃縮を行い，

GC/MS で測定する こ と によ り ， 高感度分析や異性体に関

する情報の取得が可能 と な る こ と を目的 と し， 焼却施設

などの排ガスの リ アルタ イ ムモニ タ リ ング手法の開発 ・

改良を行い， 現場での応用を目指し， 装置を車載し て現

場での測定がほぼ可能と なった。

　 地方自治体共同研究においては， 河川におけ る フ ィ ー

ル ド で採取し た土壌試料， 底質試料， 水生生物試料等に

ついて分析法の検討 と 農薬等か ら生じ る ダ イオキシン類

の汚染調査を行い経年変化について調査し た。 また， 臭

素化ダ イオキシン類の焼却炉から排出される課程， 廃棄

物中の測定を行い， その分析法の問題点を検討し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 森田昌敏 （客員研究官）

（10） 　 底質のある水環境での有害化学物質の生物移行に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE773

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○櫻井健郎 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 水環境におけ る有害化学物質の生物への移行

について， と く に疎水性の物質において， 底質および水

中浮遊粒子の影響は無視でき ない と予想される。しかし，

こ の点に関 し て底質を含めた系での検討は不十分であ
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る。 本研究では， 底質のあ る水環境におけ る， 底質およ

び水中浮遊粒子を通し た有害化学物質の水生生物への移

行経路に注目し， 有害化学物質の生物移行過程に関する

基礎的な検討を行 う 。 具体的には生物への移行に重要な

役割を果たす と 考え られる， 底質由来の水中懸濁粒子に

ついて， 粒径画分ご と のダ イオキシン類等の存在状況を

明ら かにする。 ま た試験生物の飼育条件等を検討する。

長期的には， 底質中に残留する有害化学物質の水中生物

への移行評価の定量化， モデル化のために資する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 有害化学物質の水生生物への移行に重要な役割を果た

す可能性があ る， 底質由来の水中懸濁粒子に着目し， ５

水域で採取し た底質および水試料を用いて， 自然界での

巻き上げを模し た振盪実験を行い， 静置後の懸濁底質粒

子について粒径画分ご と のダ イオキシン類の存在状況を

明らかにし た。0.1 ～ １ µm, １ ～ 10 µm の ２ 画分における

懸濁粒子質量あた り ダ イオキシン類濃度の， も と の底質

に対する比は， 霞 ヵ 浦では明確な傾向はなかったが， 東

京湾では化合物についての平均でそれぞれ 1.6 倍と 1.5 倍

であった。 また， 実験室で移行試験を行 う 場合の， 設定

条件等を検討し た。

〔備考〕

（11） 　 生物的に生成し たマンガン酸化物のキャ ラ ク タ リ

ゼーシ ョ ン

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE797

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）， 田中敦

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 静岡県菊川水系の川底には， 表面が黒 く なった

河石が見られる。これはマンガン酸化能を有する菌類（カ

ビ） によ り ， 河川水中の ２ 価マンガン イオンが酸化され，

河石表面にマンガン酸化物 と し て沈着し た も の （生体鉱

物） と 考え られる。 本研究では， こ の生物的に生成し た

マンガン酸化物を表面分析や Ｘ 線回折など様々な方法で

分析し， その構造や化学的特性を明 ら かにする。 ま た，

河川水中の金属イオンの吸着など を と おし て， マンガン

酸化物が自然環境へ与え る影響について調べる。

〔内容および成果〕

　 黒色皮膜が沈着し た河石を採取し， 河石の表面 と 切断

面および分離し た黒色物質について走査電子顕微鏡， 粉

末 Ｘ 線回折， Ｘ 線光電子分光法， 二次イオン質量分析

法な どに よ り 分析を行い， 沈着物質の組成， 結晶構造，

化学結合状態などを調べた。その結果，厚さ µm オーダー

で河石表面を覆っている黒色の被膜は， 結晶性の低い層

状構造の二酸化マンガン鉱物であ るが， その中には酸化

鉄や微生物起源 と 考え ら れ る 有機物な ど が混在 し てお

り ， 複雑な化学組成か ら な る不均一な物質であ る こ と が

明か と なった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

（12） 　 ナ ノ ・ マイ ク ロ LC/MS による環境 ・ 廃棄物試料の

グ リーンケ ミ ス ト リ分析技術の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD473

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○鈴木茂 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター）， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境お よび廃棄物に関する化学分析分野のグ

リ ーンケ ミ ス ト リ 技術 と し て， 複雑なマ ト リ ク ス を含む

環境試料 ・ 廃棄物試料中の極微量成分を分析するナ ノ ・

マイ ク ロ フ ロー LC および LC/MS 分析技術を開発する。

こ の こ と によ り ， 分析の諸過程で発生する廃溶媒によ る

環境負荷を削減する。 本研究におけ る主な課題は以下の

２ 点であ る。 （ １ ） 環境試料， 廃棄物試料のナ ノ ・ マイ ク

ロ フ ロー LC および LC/MS 分析技術 と し て， 試料導入，

カ ラ ム分離および検出の方法について研究し， 多様な試

料性状に適用可能な技術を開発する。 （ ２ ） ナ ノ ・ マイ ク

ロ フ ロー LC および LC/MS に適する環境試料， 廃棄物試

料のサンプ リ ング方法， 処理方法を研究し開発する。

〔内容および成果〕

　 既存装置によ る安定なナ ノ フ ロー流路系の構成は困難

なため， 研究の前段 と し てマイ ク ロ フ ローの研究を進め

た。

　 １ ． 既存ナ ノ ・ マイ ク ロ フ ロー LC および LC/MS の性

　 　 能評価と環境， 廃棄物試料分析用マイ ク ロ フ ロー流

　 　 路系および試料導入機構の試作および研究

　（ １ ） 既存マイ ク ロ フ ロー流路系の評価し課題の抽出

　 安定流量が確保でき る数µL/min の流量で， 環境化学物

質であ るが これまでほ と んど報告がない疎水性成分の分

析について評価し た。 配管の材質， 移動相組成は ク ロ マ

ト 分離， 定量性に与え る影響が大きかった。 多用な物性

の成分を分離分析する流路系， 分析条件の検討を さ らに

進める。
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　（ ２ ） マイ ク ロ フ ロー流路系および試料導入系および試

　 　 料導入機構の試作および研究

　 試料の脱塩， 疎水性溶媒試料のバン ド フ ォーカ スにつ

いて，プレカ ラ ム と直接分析の試料導入系を検討し た。　

　（ ３ ） 環境， 廃棄物試料によ る上記システムにおける動

　 　 作性能の評価と課題の抽出

　 こ れまでの検討ではプレ カ ラ ム法が有利 と 考え ら れ，

脱離と バン ド フ ォーカスについて さ らに検討を進める。

　 ２ ． ナ ノ フ ロー LC 用カ ラ ムの検討

　（ １ ） ナ ノ フ ロー LC 用カ ラ ムの試作および研究

　 ナ ノ ・ マ イ ク ロ フ ロー LC 用カ ラ ムの市販品の検討 と

と も に， マイ ク ロ フ ロー LC 用カ ラ ムの試作を進めてい

る。

　（ ２ ） ナ ノ フ ロー LC 用カ ラ ムの性能評価 と課題の抽出

　 疎水性成分の分離には と く に相比の高いカ ラ ムが必要

であ る。 シ リ カ系モ ノ リ スは脆弱で相比も高 く ない。

　 ３ ． 既存イオン化法のナ ノ フ ロー LC 適用性評価 と 課

題の抽出

　 マイ ク ロ フ ローでの既存の標準 ESI およびナ ノ ESI の

性能は装置によ る差異が大きいが， マ イ ク ロ フ ローで も

感度の低下は僅かであった。 高感度化には専用 ESI の開

発が必要であ る。

〔備考〕

研究協力者 ： 長谷川敦子 （神奈川県環境科学セン ター） ，

上堀美知子 （大阪府環境情報セン ター）， 吉田寧子 （（株）

住化分析セン ター）

3． 4 　 化学物質のリ スク評価と管理に関する研究

（1）　環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE184

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質の少な く ない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考え られるが， その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にあ る。 そ こ

で動物の各種行動を指標 とする行動試験法の有用性を検

討し， でき るだけ迅速にそ し て的確な評価を下すための

システム （体系） の構築を目指す。

　 生体影響の不明な化学物質の影響評価を迅速に行え る

試験体系の構築が目標であ る。 現在あ る化学物質の種類

は膨大であ り ， 何を ターゲ ッ ト と するか決める こ と はで

き ない。 そ こ でその時その時の要請に応じ て評価する化

学物質を選び，実際に種々の行動試験によ り テス ト する。

こ の繰 り 返しによ り ， 様々な化学物質の行動影響のデー

タ を蓄積し また経験を重ね， それに基づき行動試験法の

体系の構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 化学物質の抗 う つ作用の検定法であ る尾懸垂法につい

て検討し た。 代表的な抗 う つ薬であ る イ ミ プ ラ ミ ンを投

与し た と こ ろ尾懸垂試験におけ る無動時間の短縮が観察

された。 そ こ で緑茶抽出物， 紅茶抽出物， コ コ アについ

て検討し た と こ ろ， 緑茶 と 紅茶の抽出物に抗 う つ様作用

が観察された。 カフ ェ イ ン単独では有意な抗 う つ様作用

は認められなかった。 カフ ェ イ ン と コー ヒ ーの香 り 成分

各種 と の併用について検討 し た。 １ －オ ク テ ン－ ３ －

オール， ク ロ ロゲン酸， ２ ， ３ ， ５ － ト リ メ チルフ ェ ノー

ル， マル ト ール， ２ －エチル－ ３ － メ チルピ ラ ジン， ベ

ンゾチアゾール と カフ ェ イ ンの併用効果について検討し

たが， いずれの香 り 物質について も有意な抗 う つ様作用

は観察されなかった。

〔備考〕

（2） 　 化学物質のハザー ド アセス メ ン ト のための生態影

響試験法の検討

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE509

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 柏田祥策

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 経済開発協力機構 （OECD） 化学品プロ グ ラ ム

の生態影響テス ト ガ イ ド ラ イ ンは年々新し く 採択および

改正されている。 こ のテス ト ガ イ ド ラ イ ンは OECD 加盟

各国が独自に採用し ている生態系へのハザー ド 評価のた

めの試験法を統一も し く は整合化し， 加盟国間でのデー

タの共有を図ろ う と する も のであ る。 そのため， 当該テ

ス ト ガ イ ド ラ イ ンには試験の細部にわた る記述は省かれ

てお り ， 実際にガ イ ド ラ イ ンに沿って試験を行 う には，

詳細な試験手順を ま と めた 「試験法」 が必要 と な る。 本

研究は， 我が国が OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンの採択に至

る までに必要な科学的データ を提供し， かつ実際の試験

手順の検討を目的する。

〔内容および成果〕

　 OECD ド ラ フ ト テス ト ガイ ド ラ イ ン 221 「ウ キ クサ生
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長阻害試験」 を基に， 前年度までの検討結果を踏ま え，

標準試験法案を ま と め， 同案の検証のため ３ 試験研究機

関 （GLP） に委託し て国内 リ ングテス ト を実施し た。 そ

の成果は今後， 試験結果を集約し， 試験法案の改定を行

う 。 土壌試験法に関し ては， ツ リ ミ ミ ズを用いた急性毒

性試験法については生物反応に関係する項目の終了し た

が， 被験物質の試験条件下での安定性および分析法につ

いてはさ らに検討を要する こ と が明ら かになった。 また

繁殖毒性試験法に関し ては， 試験条件でカビ と ダニ類の

増殖が試験の成立を妨害する要因 と な る こ と が明ら かに

な り ， 今後 と も その対策が必要であ る。 こ のほか海産藻

類を用いた生長阻害試験の検討を行った。

　 生態影響試験に関する国際的動向の把握につ と めた。

特に本年度は， OECD に新たな試験法 と し て提案 ・ 採択

された土壌昆虫の 「 ト ビムシ繁殖試験法」 の国際 リ ング

テス ト に注目し その科学的妥当性の検討， 試験法 と し て

の安定性 ・ 再現性の情報を収集し た。 

〔備考〕

平成 16 年度の研究の一部は環境省請負費にて行 う 。

旧研究課題コード ： 0205AE509

（3） 　 化学物質 リ ス ク評価における定量的構造活性相関

に関する研究－反復投与毒性試験を指標に し た ３ 次

元構造活性相関モデルに関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コー ド〕 0305DA510

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 2. 効率的な化学物質環境 リ ス ク管理のための高精度

リ ス ク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕 ○青木康展 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 小松英司

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 毒性学的性状が明らかでない化学物

質について， 化学物質の ３ 次元構造及び毒性発現 メ カニ

ズムの観点か ら毒性学的影響を高精度で予測する ための

方法を研究する こ と を目的 と する。 こ の成果によ り ， 試

験の重複排除， 化学物質規制当局におけ る既存化学物質

等の安全性評価の安価 ・ 迅速かつ効率的な実施が可能 と

なる。

〔内容および成果〕

　 28 日反復投与試験で得られる NOEL について，構造活

性相関を用いた予測手法について研究を行った。 肝毒性

が明ら かな， あ るいは疑われる フ ッ素化化合物およびフ

タ ル 酸 エ ス テ ル 類 に つ い て， PPAR （Peroxisome

Proliferator-activated Receptor） 結合活性を レポーターア ッ

セイ等の手法を活用し て測定し た と こ ろ，PPARα リ ガン

ド 活性のあ る こ と が確認でき， 肝毒性によ る個体への影

響と PPAR 活性 と は相関が高いこ と が確かめられた。 こ

の結果は， 肝毒性を有する化合物の毒性を予測する ため

には，PPARα リ ガン ド活性の メ カニズムを構造活性相関

に反映させる必要があ る こ と を示唆する も のであ る。 こ

の こ と は， 構造活性相関を明ら かにするには， 毒性発現

に関係する構造および物理化学的パラ メ ータに基づいて

毒性作用機序ご と に化合物を ク ラ ス ターに分類し， 毒性

作用機序が異な る各ク ラ ス ターでは， それぞれで予測手

法や使用する記述子を検討し な く てはな ら ない こ と を示

し ている。 肝毒性を有する化合物の毒性予測では， 物理

化学パラ メ ータの他に PPAR の活性値を考慮し， これら

の記述子に よ る 重回帰解析 よ り NOEL を予測で き る

QSAR モデル と し て信頼性の高いモデル構築する こ と が

でき た。 一方， 異な る作用機序を有する化合物群を どの

よ う に予測するか と い う 課題が顕在し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 林真 （国立医薬品食品衛生研究所）

（4） 　 ト キシ コ ゲ ノ ミ ク ス を利用し た環境汚染物質の健

康･生物影響評価法の開発に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0406AG337

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）， 大迫誠一郎，

伊藤智彦， 佐治光， 玉置雅紀， 岩崎一弘， 青木

康展， 鈴木武博

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 近年めざ ま し く 進歩 し てい る ト キシ コ ゲ ノ ミ

ク ス技術を利用し， 環境研の複数の領域の研究者が連携

し て， それぞれ ヒ ト や生物に対する環境汚染物質の効率

的な影響評価・予測法の開発をめざ し た基礎研究を行 う 。

また， 環境汚染物質の ヒ ト ・ 生物に対する総合的な影響

評価のための環境 ト キシ コゲ ノ ミ ク スデータベースの立

ち上げを行 う 。

〔内容および成果〕

　 健康影響評価に関し ては， （ １ ） 各種環境汚染物質によ

る胸腺萎縮の原因遺伝子や影響経路を明ら かにする ため

に， ダ イオキシン， NaAsO2， PFOS などをマウ スに投与

し胸腺の遺伝子発現変化の網羅的解析を行った。 その結

果， 各汚染物質が異な る経路で影響を及ぼすこ と が明ら

か と なった。 特に NaAsO2 では細胞周期関連の一連の遺

伝子群の発現が低下し た。 これら の遺伝子は， リ ンパ球
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細胞株を NaAsO2曝露する こ と によ って も発現が低下し，

また こ の細胞株で細胞周期抑制がおこ る こ と が確認され

た。 こ の結果か ら， NaAsO2 が細胞周期を抑制し て胸腺

萎縮を誘導する こ と が示唆された。 （ ２ ） ダ イオキシンは

転写因子 AhR を活性化し て毒性を発揮する。AhR の活性

化によ って発現が変化する遺伝子を明ら かにし， 細胞機

能抑制と の関連を証明する ために， 恒常的活性化型 AhR

を発現させた Ｔ 細胞株について遺伝子発現変化の網羅的

解析を行った。活性化型 AhR の発現によ って発現量が変

化し た遺伝子の中から アポ ト ーシスや細胞周期に関係す

る遺伝子を選択し， Ｔ 細胞株に強制発現させて細胞増殖

抑制と の関係を調べた。その結果，サイ ク リ ン G2 が AhR

の活性化によ る T 細胞の増殖抑制の原因 と なる こ と が示

唆された。 （ ３ ） ダ イオキシンに対する動物種差は， 主に

それぞれの動物がもつ AhR の構造によ って決ま り ， ヒ ト

は比較的感受性が低い と 考え られている。 ヒ ト ， および

３ 種類の実験動物の血液 リ ンパ球をダ イオキシン存在下

培養し， 活性化 AhR によ って誘導される遺伝子であ る

CYP1A1の発現量を指標 と し て反応性を検討し た。その結

果， ヒ ト の リ ンパ球は， ダ イ オキシンに対する感受性が

高い C57BL/6 マウ スや SD ラ ッ ト よ り も高感受性であ る

こ と が示唆された。 また， リ ンパ球には AhR の構造以外

にダ イオキシン反応性を決定する未知の メ カニズムがあ

る こ と が示唆された。

　 生物影響評価では， （ １ ） 前年度の研究で， シ ロ イ ヌナ

ズナにおいてオゾン， UV-B， 酸性雨， SO2 の曝露に対し

て特異的に発現する遺伝子を明ら かにし た。 本年度はこ

れらの遺伝子の cDNA を単離し， サブセ ッ ト マ ク ロ アレ

イ を作製し た。 こ のアレ イ を用いて各ス ト レ スに対する

発現の特異性を解析し た結果， オゾ ン， UV-B， 酸性雨，

SO2 各曝露で特異的に発現する遺伝子を同定する こ と が

でき た。 （ ２ ） 前年度は環境中の微生物由来の rRNA を指

標と し て微生物の群集構造を把握するDNAアレ イ を作成

し た。こ の DNA マイ ク ロ アレ イ を用いて細菌群集構造が

決定されている環境試料を解析し た結果， 他の遺伝子解

析手法から存在が確認されている微生物グループを検出

する こ と が可能であった。 （ ３ ） アンモニア酸化細菌への

直鎖アルキルベンゼン スルホ ン酸塩 （LAS） の影響を，

DNAマイ ク ロ アレ イによ る遺伝子発現解析によ り 検討し

た。 その結果， Nitrosomonas europaea では LAS の添加に

よ って細胞膜の破壊， 増殖および亜硝酸生成の停滞， そ

の後 LAS によ るダ メ ージの回復がおこ る と考え られる遺

伝子発現変化が観察された。 （ ４ ） 土壌マイ ク ロ コ ズムを

用いて， ト リ ク ロ ロエチレ ンの土壌微生物に及ぼす影響

評価試験を実施し た。 定期的に土壌試料の一部を採取し

て培養し DNA 解析を行 う Plate wash 法によ って，有害化

学物質添加によ り 特徴的な DNA バン ド が確認され，本法

の有効性が示唆された。（ ５ ）フ ッ素化脂肪酸であ る PFOA

はゲ ッ歯類では核内受容体であ る PPARα に依存し て遺

伝子群を発現し毒性を発揮する。 PFOA を メ ダカに曝露

し た と こ ろ， 薬物 ２ 次代謝酵素群の発現は認められた も

のの， ゲ ッ歯類で発現する脂質代謝酵素は発現し なかっ

た。

　 また， 環境研 ト キシ コゲ ノ ミ ク スデータベース構築の

ため， 前年度作成し たマウ スのダ イオキシン反応性遺伝

子発現データベースのプロ ト タ イプについて， 対応可能

な動物種を ヒ ト ・ マウ ス ・ ラ ッ ト に拡充する などの改良

を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 大迫誠一郎， 浦川秀敏 （東京大学）

（5） 　 数理モデルと 生物試験を併用し たダ イ オキシ ンの

人健康リ スク評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD496

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 2. 効率的な化学物質環境 リ ス ク管理のための高精度

リ ス ク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕 ○丸山若重 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 青木康展

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 数理モデル と動物実験を併用

し て， ダ イオキシンの人への健康影響を定量的に評価す

る こ と であ る。 本研究では， ラ ッ ト を用いたダ イオキシ

ンの毒性実験データ を人の健康 リ ス ク評価に活用する た

め，数理モデルを併用し た具体的な方法論の提示を行 う 。

対象 と す る ダ イ オキ シ ンの影響 と し て， 発がんのプ ロ

モーター作用に着目する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度に実施し た動物実験および過去の動

物実験データ を も と に， 数理モデルを使って人の健康 リ

ス ク算出を行った。 まず前年度行った ラ ッ ト 肝臓での発

がんプロモーター実験のデータ を用い， 標的臓器中 （こ

の場合は肝臓中） のダ イオキシン濃度 と がん発生促進作

用の比較を通じ て， ラ ッ ト 肝臓におけ る ３ 種類のダ イオ

キ シ ン 同族体 （2,3,7,8-TCDD, 1,2,3,7,8-PeCDD, 2,3,4,7,8-

PeCDF） の相対毒性強度 REP （relative potency） を算出し

た。一方ラ ッ ト 肝臓でがんを起こ さ せた National  Toxicology

Program （NTP） の公開データ を元に １ ％過剰ながんを引

き起こすダ イオキシンの肝臓中濃度 （BMC） を計算し た。
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こ の BMC を参考に，人の肝臓でこの BMC に達する よ う

な摂取量を，生理学的薬物動態モデル （PBPK モデル） を

使って逆算し た。 算出された人における相対毒性 （REP）

は，TCDD を １ と し た と き PeCDD は 0.35，PeCDF は 0.05

で あ り ， ラ ッ ト で の REP は TCDD: １ ， PeCDD:0.34，

PeCDF:0.05であった。これはWHOが既に1998年にダ イオ

キシン同族体の毒性換算係数 （TEF） と し て公表し てい

る値 （TCDD: １ ， PeCDD: １ ， PeCDF:0.5） と は異なって

いた。 WHO-TEF は齧歯類と人で同じ TEF 値を採用し て

い る が， 本研究において肝臓での濃度 と がんプ ロ モー

シ ョ ン活性 REP （relative potency） を介し た種間外挿方

法を検討し た結果，人も ラ ッ ト も REP はほぼ同じであ り ，

こ の点では WHO-TEF の公表値と類似し ていた。 　

〔備考〕

（6） 　 有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0408AE397

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木康展 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 松本理， 丸山若重， 大迫誠一郎

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 有害化学物質の生体影響には個体差があ り ， 感

受性の差に起因する と 考え られる。 ダ イ オキシン， PCB

などの化学物質に対する感受性要因を， 遺伝的要因 と し

ての薬物代謝系の役割及び個体側の要因 と し ての年齢に

よ る影響の二つの側面よ り 探る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 第 ２ 相薬物代謝酵素の発現に関する転写因子， Nrf2 の

ノ ッ ク ア ウ ト マウ ス を用いて， ダ イオキシン投与の遺伝

子発現に対する影響を調べた。 第 ２ 相薬物代謝酵素の他

にがん化， 増殖， ス ト レ ス応答に関与する遺伝子の発現

誘導が観察された。 Nrf2 と薬物代謝酵素発現 と の関わ り

について解析中であ る。 また， ベンゾ （a） ピ レ ンの気管

内投与によ る肺の突然変異頻度の変化に対する加齢の影

響について も調べた。

〔備考〕

（7） 　 数理モデルを用いた大気汚染物質の健康 リ ス ク評

価手法の開発

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF783

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 2. 効率的な化学物質環境 リ ス ク管理のための高精度

リ ス ク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕 ○丸山若重 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中汚染物質 (VOC， 粒子状物質を含む） が

人の健康に及ぼす リ ス ク を定量的に解析する方法を構築

する。 特に， 過去の文献データ をいかにし て リ ス ク評価

に活用するかをポイ ン ト と し たシステムを構築する。

〔内容および成果〕

　 大気中粒子の毒性に関する動物実験の結果を人の リ ス

ク評価に活用する ために， 毒性発現の標的臓器におけ る

粒子 と 毒性強度 と の関連を検討し た。 まずデ ィ ーゼル排

ガス吸入実験で肺がんを起こ し た ラ ッ ト に着目し， こ の

時のラ ッ ト 肺中の粒子濃度を， 数理モデルを用いて推定

し た。 数理モデル と し ては， 米国 CIIT と オラ ンダ RIVM

が共同開発し た粒子沈着モデルを用いた。 次にラ ッ ト の

肺で １ ％過剰な肺がんを起こ させる粒子濃度を求め， こ

れに相当する人での吸入量を， 同じ沈着モデルを用いて

逆算し た。 逆算で求めた人での毒性発現量か ら人でのユ

ニ ッ ト リ ス ク を求め， 最後に こ のユニ ッ ト リ ス ク と 大気

中の粒子濃度か ら人での肺がん発生確率を計算し た。 こ

のよ う な方法で大気中粒子の リ ス ク を計算し たのは最初

の報告であ る。

〔備考〕

（8） 　 様々な学習段階におけるマウスの脳機能を調べる

ための in vivo マイ ク ロダイア リ シス法の確立

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF831

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○ TIN-TIN-WIN-SHWE （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， マウ ス海馬における有害化学物質

の作用によ る神経伝達物質放出， 特にグルタ ミ ン酸をマ

イ ク ロ ダ イ ア リ シスによ って経時的に採取する方法を確

立し， マウ スの学習行動をモニ ターし なが ら， 有害化学

物質によ る グルタ ミ ン酸放出 と 学習行動 と の関係を明ら

かにする こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　（ １ ） マウ スで in vivo マイ ク ロ ダイ アリ シス 法を確立する

８ 週齢の BALB/c 雄マウ スに， 麻酔下で， 海馬にガ イ ド

カニューレ を植え込み， ダ イ ア リ シスする までに， stylet

（ダ ミ ープ ローブ） を入れておいた。 測定日には， stylet

を マ ク ロ ダ イ ア リ シ ス プ ロ ープに交換 し， ポ ン プか ら
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artificial cerebrospinal fluid を流し た。 ３ 時間の安定後還流

液を 30 分ご と に採集し た。 そし て， 正常マウ スに ト ルエ

ン （150, 300 mg/kg） を腹腔内投与し， 海馬内灌流液を採

集し， グルタ ミ ン酸量を HPLC 法で測定し た。 その結果，

ト ルエンの一回腹腔投与後にマウ スの海馬におけ る グル

タ ミ ン酸塩のレベルの急速な増加が認め ら れた。 ま た，

他のア ミ ノ 酸神経伝達物質の測定で，GABA と glycine ア

ミ ノ 酸では変動な く taurine のレベルの増加が認め られ

た。

　（ ２ ） In vivo マイ ク ロ ダ イ ア リ シス と SCOB （Schedule-

controlled operant behavior） を同時に立ち上げて海馬にお

け る グルタ ミ ン酸産生 と 学習行動を同時に調べた。 海馬

にガ イ ド カニ ューレ を植え込んで， １ 週間の回復後に，

マウ スはおよそ 20％減の食事で維持された。 オペラ ン ト

chamber は食欲の補強で FR スケジ ュール（FR1，FR2，FR5，

FR10， および extinction） を訓練するために使用された。

学習性能をモニターし始める前に， ト ルエン （150mg/kg，

i.p.） を注入し て，海馬内灌流液を採集し た。BALB/c マウ

スで， グルタ ミ ン酸について検査する生体内のマイ ク ロ

ダイ ア リ シス方法と学習行動をモニターする SCOB テス

ト を同時に調べる こ と ができ る実験用シス テムを確立し

た。 オペラ ン ト chamber で学習を学んでいる間，正常なマ

ウ スの海馬におけ る グルタ ミ ン酸塩は連続的に増加し て

いるのを見られたが， ト ルエン注射 （150mg/kg i.p.） 後に

は， グルタ ミ ン酸塩は基礎的なレベル と 差がなかったの

で， これら のマウ スは不十分な学習機能であ る こ と が明

らか と なった。

〔備考〕

（9） 　 ナ ノ 素材がア ト ピー性皮膚炎に及ぼす影響 と その

メ カニズムの解明に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF960

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）， 高野裕久， 

井上健一郎

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 近年，ナ ノ素材は，様々な技術に応用され，我々

の生活の中で も広 く 利用されつつあ る。 その反面， 生体

内での影響に関する検討は遅れてい る のが現状であ る。

本研究では， ナ ノ 粒子への曝露様式の一つ と し て皮膚を

介し た経路に着目し， 近年若年層を中心に急増し ている

ア ト ピー性皮膚炎への影響を動物モデルにおいて評価す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． ラ テ ッ ク ス粒子がマウ ス ア ト ピー性皮膚炎モデル

　 　 に及ぼす影響

　 皮膚のバ リ ア機能が保持されている場合には， ラ テ ッ

ク ス粒子は， ア ト ピー性皮膚炎の病態を悪化する可能性

は低い と考え られた。また，粒径によ る影響も軽微であっ

た。

　 ２ ． ラ テ ッ ク ス粒子がバ リ ア機能の破綻を想定し た皮

　 　 膚炎モデルに及ぼす影響 　

　 １ ． の結果か ら， バ リ ア機能障害を想定し た動物モデ

ルで， ラ テ ッ ク ス粒子の影響を検討し た。 その結果， ラ

テ ッ ク ス （25, 50, 100nm を使用） 単独曝露でも患部腫脹

などの影響が認められた こ と から， ラ テ ッ ク スはアレル

ゲン非存在下で も皮膚炎を惹起する可能性が示 さ れた。

また， アレルゲン と の併用曝露では， 皮膚炎症状を著し

く 増悪し た。 さ ら に， 粒径が小さ い方が， 症状を増悪す

る傾向が見られた。

　 ３ ． 二酸化チタ ン粒子がバ リ ア機能の破綻を想定し た

　 　 皮膚炎モデルに及ぼす影響

　 二酸化チタ ン は， 単独曝露によ る 影響は認めら れな

かっ た が， ア レ ルゲン と の併用曝露では， 粒径の違い

（15, 50, 100nm） によ る影響は認め られなかった も のの，

皮膚炎症状を著し く 増悪し た。

　 ４ ． ナ ノ 素材によ る皮膚炎増悪影響のマ イ ク ロ アレ イ

　 　 解析を用いた メ カニズムの解明

　 ラ テ ッ ク ス， および二酸化チタ ンによ る ア ト ピー性皮

膚炎のマ イ ク ロ アレ イ解析によ り ， 炎症， 免疫応答， あ

るいは皮膚の角質化に関わる遺伝子の発現が上昇し， ナ

ノ 粒子と の共存によ り ， さ らに増強される傾向にあった。

〔備考〕

（10） 　 生物微弱発光計測技術を応用し た藻類に対する化

学物質生態リ スク評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0506BD800

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 中嶋信美

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 改正化学物質審査規制法， 改正農薬取締法で定

め られた藻類に対する化学物質生態 リ ス ク評価手法につ

いて， 生物微弱発光の一種であ る遅延発光の計測技術を

応用 し， 簡便な試験手法を開発する。 本研究開発では，

72 時間を要する従来手法の結果を １ 時間程度で判定可能
―  141  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
で， さ らに被検物質の毒性発現 メ カニズムの評価が可能

な試験手法を開発する。 また， 低コ ス ト で簡便な計測装

置および計測キ ッ ト を開発する。

〔内容および成果〕

　 遅延発光計測の実用化のために本研究所微生物系統保

存施設が保有する微細藻類 1215 株の中から （国立環境研

究所， 2004） から， （ １ ） 淡水産であ り ， かつ， 広い水質

環境に普通に出現する種であ る こ と。 （ ２ ） 生長速度が比

較的早 く ， 優占種と なる こ と が多いこ と， （ ３ ） 選択する

５ ～ 10 種 ・ 系統は系統分類学上， 適度に分散し てお り 重

複し ていない こ と を基準に 12 株を選択し， 増殖試験を

行った上で， その内， ４ 株について ５ 農薬類 （除草剤 ：

シ メ ト リ ン， ジ メ タ メ ト リ ン， ACN， パラ コー ト ， プレ

チラ ク ロール） に対する感受性比較試験を行った。 結果

は， 別に行った遅延発光プロ フ ァ イル と 照合し， 生長阻

害を予測するプロ グ ラ ム作成に用いられた。

　 また， OECD －テス ト ガイ ド ラ イ ン 201 「藻類生長阻

害試験」 を上記 ５ 種の除草剤について， 同ガ イ ド ラ イ ン

推奨種であ る緑藻 （ム レ ミ カヅキモ ： Pseudokirchneriella

subcapitata） を用いて行った。得られた暴露濃度－生長阻

害曲線は単調増加を示し， そ こから確度の高い 50％阻害

濃度 （EC50） および最大無作用濃度 （NOEC） が算出で

き た。 こ の試験において も， 暴露時間ご と の生物遅延発

光計測を行い， 上記 ５ 種除草剤の生長抑制 メ カニズムに

対応し た発光プロ フ ァ イルが得られた。 そ こ から， すべ

ての除草剤で生長抑制が認め られた も のの， 生長抑制 メ

カ ニズ ムが異な る 薬剤に対 し て， 異な る 遅延発光プ ロ

フ ァ イルが得られた。 そのため， 異な る発光パターンに

応じ た阻害率算出プロ グ ラ ムが必要 と な る事が明ら かに

なった。 また， テス ト ガ イ ド ラ イ ンに基づ く 試験は， 本

ガ イ ド ラ イ ンが OECD で現在改定作業中であ る こ と か

ら， その妥当性の検証にも利用でき る もの と なった。

〔備考〕

研究代表者 ： 勝又政和 （浜松ホ ト ニ ク ス株式会社中央研

究所）

（11） 　 ゲ ノ ム情報を利用し た環境化学物質の影響評価法

の開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE771

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 マ イ ク ロ ア レ イ で得 ら れた遺伝子や蛋白質発

現情報を生物学的特徴の指標 と し て細胞周期などの影響

指標に着目し， Bayesian 理論に基づ く アルゴ リ ズムを用

いて数理工学的に解析し， 化学物質曝露量及び時間変化

によ る分子間ネ ッ ト ワーク の特徴づけを試みる。 これら

の解析によ り ， 環境化学物質によ る ス ト レ スが細胞内応

答にどのよ う に伝達されるかを理解し， メ カニズム機構

の特徴づけか ら化学物質の毒性予測， リ ス ク評価への応

用に結び付け る。 本研究におけ る手法が確立で きれば，

非常に多種類存在する内分泌か く 乱物質の整理 と リ ス ク

評価に役立て る こ と ができ る。 また， 異な る動物種， 細

胞種を用いる こ と によ り ， 動物種差， 臓器差の特徴を調

べる こ と ができ る。

〔内容および成果〕

　 学術論文やウ ェブサイ ト にて公表されているマ イ ク ロ

アレ イによ る mRNA 発現データから， 動物種差， 臓器差

のや， 化学物質の曝露によ る遺伝子発現プロ フ ァ イルの

特徴を ク ラ ス タ リ ング及び Bayesian 理論に基づ く アルゴ

リ ズムを用いて抽出し， 分類する。

　 平成 17 年度は，TCDD の曝露によ る伝子発現プロ フ ァ

イルの特徴を解析し た。

〔備考〕

（12） 　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価

する in vivo モデルの開発と検証

〔区分名〕 特別研究 AG

〔研究課題コー ド〕 0507AG476

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

柳澤利枝， 塚原伸治， 小池英子， 石堂正美

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質の高次機能影響を総合的に評価す

る こ と が可能な in vivo モデルを開発する 。 さ ら に， in vivo

モデルを 用いた高次機能影響評価シス テムの短期化， 簡

便化を図り ， 単一実験系における 総合影響評価の確立を

めざす。 こ れに並行し ， 複数の環境化学物質を対象と し ，

本シス テムの有用性を検証する 。

〔内容および成果〕

 ■全体計画 

　 本研究課題は， （ １ ） In vivo ス ク リ ーニングによ る化学

物質のアレルギー増悪影響評価， （ ２ ） アレルギー増悪影

響の よ り 簡易な ス ク リ ーニ ン グ手法の開発 と い う サブ

テーマよ り 構成される。 こ の う ち， （ １ ） In vivo ス ク リ ー

ニングによ る化学物質のアレルギー増悪影響評価におい
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ては，平成 16 年度終了課題において開発し た in vivo ス ク

リ ーニング手法を利用し，対象 とする化学物質を増やし，

そのアレルギー増悪影響を検討する。 （ ２ ） アレルギー増

悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング手法の開発において

は， 平成 16 年度終了課題において開発し た in vivo ス ク

リ ーニング手法を さ ら に改良し， よ り 簡便， かつ， 短期

間で判定が可能なス ク リ ーニングシステムを開発する。

　 さ ら に， 複数の環境化学物質を対象 と し， その有効性

を検証する。 特に， （ １ ） In vivo ス ク リ ーニングによ る化

学物質のアレルギー増悪影響評価平成16年度終了特別研

究において開発し たin vivoス ク リ ーニングモデルを用い，

対象化学物質を拡大 し， 複数の環境化学物質のア レ ル

ギー増悪影響の有無を検討する。

　（ ２ ） アレルギー増悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング

　 　 手法の開発 

　 １ ） DNA マイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニング

手法の開発平成 16 年度終了特別研究において確立し た in

vivoス ク リ ーニングモデルにおける遺伝子発現の変化を，

病勢の進行 と と も に， 経時的， 網羅的に解析する。 解析

遺伝子の中から，よ り 早期に変動する遺伝子を選抜する。

　 ２ ） 培養細胞系を用いた簡易ス ク リ ーニング手法の開

発 　 ア レルギー反応に深 く 関わ る樹状細胞， リ ンパ球，

肥満細胞， 好酸球等の単独， あ るいは， 複合培養系を用

い， in vivo ス ク リ ーニング と相関のよい in vitro ス ク リ ー

ニング手法が可能か否か検討する。 その後， （ ２ ） アレル

ギー増悪影響の よ り 簡易な ス ク リ ーニ ン グ手法の開発

１ ） DNA マイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニング手

法の開発早期影響指標遺伝子の変動パターンによ り 化学

物質のアレルギー増悪作用を短期間で予知 ・ 判定する こ

と を可能 とする DNA マイ ク ロ アレ イ システムを提案す

る。 過去に in vivo ス ク リ ーニングを施行し た化学物質を

対象 と し て， こ のシステムの有用性を検証する。 ２ ） 培

養細胞系を用いた簡易ス ク リ ーニング手法の開発 　 複合

培養系， 単一培養系を総合し， in vivo ス ク リ ーニング と

相関のよい in vitro ス ク リ ーニング手法が可能か否か検討

し， その簡便性， 普及性を含め， 総合的に有用性を評価

する。  

■本年度の成果の概要 

　（ １ ） In vivo ス ク リ ーニングによ る化学物質のアレル

　 　 ギー増悪影響評価

　 本年度の対象物質 と し ては， ペルフルオロ スルホン酸

（PFOS）， ペルフルオロオ ク タ ン酸 （PFOA）， 塩化 ト リ ブ

チルスズ （TBTC） を選択し た。 PFOS， および PFOA は

撥水剤， 防汚剤などに用い られて き た有機フ ッ化化合物

の中間体であ る。 また， ト リ ブチルスズは船底塗料や漁

網の防汚剤 と し て広 く 用い られて き た。 いずれの物質に

おいて も， 生産中止や規制がな されているが， その一方

で， 野生動物の体内での蓄積が確認さ れてお り ， 水質 ・

土壌環境の汚染などによ る ヒ ト への曝露影響も懸念され

ている。 今回， ア ト ピー性皮膚炎モデルを用いた in vivo

ス ク リ ーニング系を用い， 各物質が皮膚炎に及ぼす影響

について検討し た。その結果，PFOS，および TBTC では，

皮膚炎の増悪影響は認め ら れなかっ た。 し か し， PFOA

は， 投与濃度によ って皮膚炎病態の増悪， あ るいは抑制

傾向を示し た。 これら の物質は， フ タル酸エステルに比

較し， ア ト ピー性皮膚炎増悪作用には乏しい も の と 判断

された。

　（ ２ ） アレルギー増悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング

手法の開発

　 １ ） DNA マイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニング

　 　 手法の開発

　 平成16年度終了特別研究において確立し た in vivo ス ク

リ ーニングモデルにおけ る遺伝子発現の変化を， 病勢の

進行と と もに， 経時的， 網羅的に解析しつつあ る。

　 ２ ） 培養細胞系を用いた簡易ス ク リ ーニング手法の開発

　 アレルギー反応に深 く 関わる樹状細胞， リ ンパ球の単

独， あ るいは， 複合培養系を用い， in vivo ス ク リ ーニン

グ と相関のよい in vitro ス ク リ ーニング手法が可能か否か

検討を開始し た。

〔備考〕

（13） 　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞

保存バン ク

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0510AD944

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー），

川嶋貴治， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は環境中の化学物質等が野生生

物に与え る影響を， 野外の生物個体に侵襲を与えない手

法を用いて一次評価す る 研究手法を開発す る こ と にあ

る。 さ ら に， こ のために必要 と な る鳥類細胞を多 く の個

体か ら収集 ・ 培養し て野生個体群を反映し う る遺伝的多

様性を持つ細胞保存バン ク を構築する こ と によ って環境

研究の基礎とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は希少動物種の体細胞の う ち培養によ り 余剰 と

なった試料を保存する と 共に， ハシブ ト ガ ラ ス及びカ ワ
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ウの体細胞培養を行って細胞保存を行った。 特に野生鳥

類に侵襲を与え る こ と を避け る ために， 従来の手法 （皮

膚片の採取） と 異な り 鳥類の新生羽軸か ら の培養細胞か

ら の試料保存に関し ての試行研究を行った結果， 幼鳥の

場合は良好な成績を得る こ と ができ た。 ただし， 成鳥の

場合は新生羽軸を採取する こ と ができ なければ生細胞を

得る こ と ができず， さ ら にワ シ タ カ類やフ ク ロ ウ類のよ

う に換羽が数年に一度しか起こ らず， 新生羽軸を得る こ

と が極端に困難な種では予想された よ う な結果が得られ

なかった。 ただし， これらの種では皮膚片採取に際し て

の出血が極端に少ない傾向があ る ために個体への侵襲は

ほ と んど無い と 考え られる こ と か ら， 当面は小型鳥類及

び幼鳥では羽軸採取， ワ シ タ カ及びフ ク ロ ウ類の成鳥で

は皮膚片採取を行 う こ と で， 協力し て も ら う 生態研究者

の理解を得る こ と と し た。

〔備考〕

3． 5 　 環境有害因子の健康影響の発生メ カニズム

の解明と その検出手法の開発に関する研究

（1）　粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0005AE245

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境健康研究領域）， 崔星

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 17 年度 （2000 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 微小粒子状物質は肺の深部に沈着し， 様々な呼

吸器系細胞に影響を及ぼす。 本研究では， 肺胞腔内に沈

着し た粒子状物質を貧食し ている と考え られている肺胞

マ ク ロ フ ァージや， 肺の炎症時に肺胞腔内に浸潤し て く

る好中球の細胞機能の変化， 上皮細胞や内皮細胞におけ

る炎症に関連する遺伝子の発現に関する研究を行 う 。 大

気汚染物質の中でも，特に重金属化合物や PM2.5 の呼吸器

に及ぼす健康影響指標を開発し， 遺伝子発現か ら見た呼

吸器系生体影響の評価方法の確立す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 マウ スのマ ク ロ フ ァージセルラ イ ンであ る J774.1 細胞

を用いて， 炭素系粒子状物質や鉱物繊維の細胞内への取

込みを観察する と と もに，WST-8 法を用いた細胞障害性，

な らびに細胞内グルタチオン量が粒子状物質の細胞毒性

に及ぼす影響に関し て調べた。 繊維状の粒子状物質は，

重量換算量で比較する と アスペク ト 比が小さ い粒子に比

べて細胞障害性が高い と 考え られる。 また， 抗酸化的ス

ト レ スに対し て重要な役割を果た し ている グルタチオン

をブチオニン スルフ ォ キシ ミ ン低下させて も， 通常見ら

れる細胞毒性の増強効果が， 繊維状粒子に関し ては見ら

れなかった。 繊維状物質の細胞毒性に及ぼす細胞内グル

タチオンの効果はあま り 大き く ないもの と考え られる。

〔備考〕

（2） 　 環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫

学的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE071

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小野雅司 （環境健康研究領域）， 田村憲治，

村上義孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染に よ る非特異的あ る いは遅発的な影

響に関する監視が必要 と な り ， 今日新たな環境保健指標

の開発が要請されている。 本研究では， 利用可能な既存

情報， 各種の健康調査及び健康診断データ等を統合し，

疫学研究のための環境保健指標の開発， 疫学研究デザイ

ンの開発 ・ 検討を行 う 。 環境汚染 ・ 環境変化によ る健康

への影響を総合的に評価する ためのシステムを構築する

と と も に， 国内外での疫学調査を通し て， 環境変化 ・ 環

境汚染の健康影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 全国主要都市における大気汚染物質，特に SPM 濃度 と

日死亡数 と の関連に引き続き， よ り 急性の影響を評価す

る ため， SPM 濃度時間値 と死亡の関連について循環器系

疾患を対象に解析を行った。 環境省受託事業の一環 と し

て， 微小粒子状物質の個人曝露評価手法確立のため， ６

月か ら ８ 月にかけて全国の ７ 都市において， 一般家屋内

外の環境測定 （PM10， PM2.5 および NO2 濃度） と， この

う ち約半数の当該世帯住民 （主 と し て主婦） を対象に，

個人曝露濃度調査を実施し た。 前年度の秋季調査に比べ

冷房を使 う 季節のため窓の開放時間は長 く はなか っ た

が，家屋内外の PM 濃度の相関が高いケースが多かった。

また， 地域内の常時監視測定局におけ る測定濃度 と 対象

家屋の屋外濃度 と の差は小さ く ， 対象者の個人曝露濃度

は室内 （居間） 濃度 と ほぼ同じ あ る など， 前年度までの

調査結果を補強する結果が得られた。 これまで実施し て

き た， ホームページか ら の紫外線情報 （UV INDEX） の

提供 （地球環境モニ タ リ ング事業） に加えて， 熱中症患

者速報， 熱中症予防情報 （WBGT 推定値） の提供を開始

し た。
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〔備考〕

当課題は重点研究分野 5.1(4) にも関連

（3） 　 生体 NMR 分光法の高度化に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE183

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○三森文行 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 渡邉英宏， 高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 無侵襲で ヒ ト や実験動物の解剖学的画像， 機

能， 代謝を計測する こ と ができ る生体 NMR の測定 ・ 解

析法の開発 と， 環境条件下におけ る生体への応用をはか

る こ と を目的とする。 このため，生体 NMR 分光計のハー

ド ウ ェ ア， ソ フ ト ウ ェ アの開発， 分光計のシステム化等

を行い， 生体 NMR 分光法の ヒ ト ， 実験動物への適用を

はかる。

〔内容および成果〕

　 精巣の信号検出感度向上をめざ し て， 新しい検出器の

作製を行った。 これによ り ， 従来の sine コ イルを用いる

場合に比し て約 ２ ～ ３ 倍の検出感度向上が見られた。 こ

の検出器を用い， 位置分解能を 66µm にあげ大きな T2 強

調をかけ る測定条件で， 精巣内の精細管を描出する こ と

が世界で初めて可能 と なった。 ホルマ リ ン固定画像 と の

対比から， 生殖細胞や Sertori 細胞の存在し ている精細管

壁部分が低信号に， 管内部が高信号にコ ン ト ラ ス ト され

ている と考え られる。

〔備考〕

（4） 　 低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程

に及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕 文科 - 原子力

〔研究課題コー ド〕 0206CA364

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木康展 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 大迫誠一郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 放射線の影響が最 も 出やすい器官であ る雄精

巣を対象組織 と し て， 内分泌機能解析および変異解析に

適し ている と 思われる， 数種のモデル実験動物を用いる

こ と によ り ， １ ） 低線量放射線によ る精巣内内分泌攪乱

作用の検出 （内分泌攪乱作用解析）， ２ ） 低線量放射線に

よ る内分泌機能の変動が突然変異発生に及ぼす影響の解

析 （突然変異解析） を実施する。 さ ら に これらの実験か

ら， 低線量放射線影響の リ ス ク評価の基礎 と な る知見を

得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 内分泌攪乱作用の解析については， 前年度の継続 と し

て ト ラ ン スジェニ ッ ク マウ スの作成，さ らに C57BL/6J マ

ウ スへの局所低線量放射線曝露実験を実施し た。 アン ド

ロゲン受容体 （AR） のセル ト リ 細胞高発現モデル作成の

継続し， 現在フ ァ ウ ンダーを確認し てお り ， 交配を続け

ている。 また， マウ スへの局所低線量放射線曝露実験で

は， 全身性に低線量放射線曝露を行った場合， 対照群で

みられるパルス状のテス ト ステ ロ ン分泌が抑制された こ

と を受け， 頭部のみを遮蔽し た群， な らびに下腹部のみ

を遮蔽し た群を作 り ，低線量の X 線照射試験を実施し た。

現在解析を行い， 放射線の感受性部位が視床下部下垂体

などの中枢性なのか， 性腺自体なのか検討中であ る。

　 突然変異解析については， 体内で発生し た突然変異を

検出する ための遺伝子導入マウ スであ る gpt delta マウ ス

を用い， X 線照射によ る点突然変異の変異スペク ト ルの

解析を進めた。精巣では，G:C > T:A transversion の突然変

異体頻度が X 線量に依存し て増加し， また， 通常は殆ど

認められない， 塩基挿入の発生が観察された。 X 線照射

によ る活性酸素種の発生によ り ， こ の塩基置換が誘導さ

れた と 考え られる。 また， 塩基挿入発生の原因は不明で

あ り ， 今後の検討が必要であ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

（5） 　 有害化学物質情報の生体内高次 メ モ リ ー機能の解

明と それに基づ く リ ス ク評価手法の開発に関する研

究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0305AG493

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境健康研究領域）， 黒河佳香，

山元昭二， 塚原伸治， 古山昭子， 後藤純雄，

中島大介

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 低濃度の揮発性化学物質に よ る脳神経系 と 免

疫系及びその相互作用への影響について， 化学物質その

も のの蓄積によ る影響よ り も化学物質の情報の蓄積によ

る攪乱作用 と い う 視点で明ら かにする。 脳神経系につい

ては， 主に海馬を中心 と し た大脳辺縁系のネ ッ ト ワーク

に焦点を当て， また， 免疫系については リ ンパ球での メ
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モ リ ー機能に焦点を当て検討する。さ らに，その メ モ リ ー

の誘導に関与する情報伝達系の因子を探索し， 化学物質

の体内での動態 と 合わせて ヒ ト での影響評価に有用な指

標の選択， あ るいは新たな評価手法の開発を試みる。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 海馬機能を中心と し た神経 メ モ リ ー機構での化学

　 　 物質のか く 乱作用

　 これまでの研究で， 低濃度ホルムアルデ ヒ ド （FA） は

卵白アルブ ミ ンで感作し た C3H マウ スの海馬における神

経成長因子 （NGF） 遺伝子発現及びそのタ ンパク産生を

促進する こ と を明らかにし た。 NGF は神経細胞の生存保

持や脳機能維持に関与する こ と か ら， 免疫感作マウ スの

海馬における アポ ト ーシス制御分子 （Bcl-2 および Bax）

と記憶 ・ 学習機能に重要な NMDA 受容体 （NR2A および

NR2B） の発現に及ぼす FA の影響を検討し た。その結果，

400 ppb FA 曝露群では対照群に比べて Bcl-2/Bax タ ンパク

発現量比が有意に増加し ていた。 Bcl-2/Bax 発現量比の増

加はアポ ト ーシス抑制を反映し てお り ，FA 曝露動物の海

馬では FA 毒性に対する NGF の防御機構が働き， アポ

ト ーシ スに よ る神経細胞死を免れてい る と 考え ら れた。

こ のこ と は 400 ppb FA 曝露の影響下でも海馬機能が維持

される こ と を示唆し てお り ， NGF の防御機構の存在を裏

付け る。 次に， 低濃度 ト ルエン曝露によ る海馬 メ モ リ ー

機能への影響について解析する と，NMDA 受容体（NR2A

および NR2B） の う ち NR2A 発現に変化はみられなかっ

たが， NR2B の発現は有意に増加し た。 そ こ で， 細胞内

での情報伝達に働 く CaMKIV を調べてみる と， 有意にそ

の発現が増加し てお り ， さ らに核内因子 と し て記憶蛋白

の転写に重要な CREB について検討 し た。 その結果，

CREB-1 の発現の有意な増加がみられ， CREB-1 の発現増

強は， 長期記憶タ ンパク の合成を促進する こ と につなが

る ため， これらの結果は， NMDA 受容体の発現増強から

CREB-1 因子の発現増加まで長期記憶にかかわる調節系

の亢進が起こ っている こ と を示唆し ている。

　（ ２ ） 免疫 メ モ リ ー機構での化学物質のか く 乱作用

　 揮発性化学物質の刺激作用によ る免疫系の活性化を検

索する ために， ト ルエン鼻部曝露によ る間欠曝露を行い，

その免疫系での メ モ リ ー機能 と し ての抗体産生や情報伝

達にかかわるサイ ト カ イ ンの動きについて検討し た。 ま

た，合わせて抗原刺激 と の相乗効果について も検討し た。

その結果， ト ルエンの間欠曝露は， 総抗体価においては，

IgE や IgG ク ラ スの低下を誘導し た。 しかし ながら，抗原

感作を加え る と，抗原特異的 IgE と IgG1 産生の有意な増

加が認められた。 IgG2a ク ラ スには変化はみられなかっ

た。 脾臓における IFN-gammamRNA 発現で差はみられな

かったが， IL-4mRNA 発現は有意に増加し てお り ， ト ル

エン曝露と抗原刺激が Th2 優位な免疫応答を促進させる

こ と が示唆された。 また， ト ルエン曝露で， 抗原感作が

加わる と肺における BDNF 産生も増加し， 神経系の活性

化が関っている こ と も明ら か と なった。 そ こ で， こ のよ

う な免疫応答の亢進や BDNF 産生の増加への リ ンパ球の

関与を調べる ために， 抗 CD4 抗体で処理し てヘルパー T

細胞の働き を抑えて ト ルエン曝露の影響を解析し た。 そ

の結果， ト ルエン曝露によ り 認められた抗原特異的抗体

価や IL-4mRNA 発現の増加， BDNF 産生の増加が抗 CD4

抗体の処理でみられな く なった こ と から， ト ルエン曝露

と抗原刺激によ る免疫応答の増強に CD4 リ ンパ球が関与

し ている こ と が明らか と なった。

　（ ３ ） 揮発性化学物質の体内動態評価と新たな評価手法

　 　 の開発

　 VOC を曝露し た場合の脳内 VOC 濃度の測定を目的 と

し， ガ イ ド カニ ューラ を脳内に挿入し頭蓋に固定し たマ

ウ ス を用い，測定時にマイ ク ロ固相抽出フ ァ イバー（Solid

Phase Microextraction, SPME） を挿入し て覚醒下のマウ ス

脳内 VOC を直接検出する方法を開発し た。 C3H マウ ス

の海馬にガ イ ド カニ ューラ を固定し， 鼻部曝露装置 （柴

田科学）を用いてマウ スに ０ ～ 90ppm の ト ルエンを 30 分

間吸入曝露し た。 曝露終了直後， マウ スの頭部を保持し，

カニューラ を伝って海馬に SPME フ ァ イバーを ２ 分間挿

入し て脳内 ト ルエンを捕集し た。その結果，９ ppm，50ppm

及び 90ppm の場合には，曝露前後で有意な差が認められ，

曝露濃度依存的に海馬近傍の ト ルエン量は増大し た。 ま

た，曝露 60 分後では曝露前 と同程度まで脳内 ト ルエン量

が減衰する こ と が認められた。

　 以上， 低濃度のホルムアルデ ヒ ド や ト ルエンを曝露す

る こ と によ り ， 学習， 記憶にかかわる海馬でのアポ ト ー

シスの誘導抑制，長期記憶にかかわる神経伝達系の亢進，

獲得免疫モデルでの活性化などが確認された。 これらの

結果は， 低濃度揮発性化学物質曝露が嗅覚系を介し て高

次 メ モ リ ー機能を過敏な状態に導 く 可能性を示 し てい

る。 また， 低濃度化学物質曝露後の体内動態評価のため

の新たな手法の開発へ到達でき た。

〔備考〕

（6） 　 バイ オナ ノ 協調体によ る有害化学物質の生体影響

の高感度 ・ 迅速評価技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY601

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○持立克身 （環境健康研究領域）， 久米博，

中村宣篤， 秋山知也

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 人間の臓器は， 外界に接し ている上皮組織， 循

環器系の一員であ る血管内皮組織， 及び両者間を充当す

る形で存在する間充織か ら構成されている。 上皮組織は

上皮細胞 と 基盤 と な る基底膜構造体か ら， 血管内皮組織

は血管内皮細胞 と 基盤 と な る基底膜構造体か ら構成され

ている。 本研究では， 生体の上皮組織や内皮組織を模し，

環境応答信号を発する こ と ができ る人工組織を構築し た

後， それをナ ノ 構造体検出器 と 一体化させたバイオナ ノ

協調体を開発する。 こ のバ イ オナ ノ 協調材料を用いて，

動物実験系を一部代替し， 既存 ・ 新規化学物質の安全性

評価， 並びに医薬品 と し ての性能評価を， 迅速 ・ 高効率

に実現する手法の確立をめざす。

〔内容および成果〕

　 本研究では， １ ） 上皮組織や血管内皮組織の構造 と 同

等で， 細胞応答を外部に信号 と し て発信でき る人工組織

を構築し （平成 15 ～ 16 年度）， ２ ） その発信信号を高感

度に検出するナ ノ 構造体を構築し （平成 15 ～ 16 年度），

３ ） 人工組織 と ナ ノ 構造体を機能協調させる技術を開発

し （平成 17 ～ 18 年度）， バイオナ ノ協調体を創製する

（平成 19 年度）。

　 前年度は， a） NO 分子 ト ラ ン スデューサー と し てのポ

リ マーマ ト リ ッ ク スへの血管内皮細胞の接着は芳し く 無

かったが， 擬似マ ト リ ッ ク ス を使 う こ と で， 長期間安定

に維持でき る よ う に改良し た。 b） 上皮細胞が基底面で隔

て られた細胞内外間を輸送する イオンの動態を検出する

センサーと し て HEMT 半導体の可能性を検討するため，

培地中における HEMT 素子の表面構造及び特性への影響

を検討し た。 c） 擬似マ ト リ ッ ク ス上の上皮細胞が受ける

接着シグナルを検討し た。 T2 細胞の場合は， 接着によ る

Akt の活性化は無かったが， ヒ ト 表皮細胞 （HFK） の場合

は， 基底膜基質の場合 と 同様に， 活性化される こ と を明

らかにし た。 d） バイオセンサー と し ての上皮組織がナ ノ

構造体に安定し て接着し組織を形成するには， イ ン ター

フ ェース と し ての擬似マ ト リ ッ ク スに対する細胞－基質

間接着分子の発現を強化する必要があ る。 そのため， 接

着分子のシンデカン遺伝子を発現ベク ターに ク ローニン

グ し た。

　 本年度は， 以下のこ と を検討し た。

　 a） NO 分子 ト ラ ン スデューサー と し ての PMPcomplex

に， RGD リ ガン ド を含む擬似マ ト リ ッ ク ス を塗布する こ

と で， 血管内皮細胞の長期接着が安定化でき， 次に電圧

の印加方法を改良する こ と で， 夾雑物質によ るセンサ応

答を抑制する こ と ができ， 測定方法の信頼性が向上でき

た。 こ の成果は， 高木賞 （第 15 回イ ンテ リ ジ ェ ン ト 材

料 ・ システムシンポジ ウ ム最優秀論文発表賞） を受賞し

た。

　 b） 上皮細胞の上面－基底面のイオン輸送を検出するセ

ンサーと し て HEMT 半導体を用いるために， ゲー ト 部分

の絶縁膜， 及び細胞毒性の無い電極部分の絶縁方法を検

討し た。 また， ISFET 電極に細胞外基質を塗布し， 肺胞

上皮細胞を播種し てその後 １ 週間以上培養し て， 細胞の

有無によ る電流変化を観察し た。

　 c） 表面弾性波検出素子 （SAW device） 上において人工

組織を構築する ために最適な SAW 材料を選択し，適切な

櫛形電極の設計 ・ 製作 と 発信周波数の選択， 絶縁処理方

法を検討する こ と で， 培養液中において も僅かに減衰し

た程度で， SAW の信号を検出し た。

　 d） 接着分子シンデカ ンの遺伝子を ク ローニン グ し た

後， ヒ ト 上皮細胞に移入し， 安定発現し ている細胞株の

選抜を行った。

〔備考〕

共同研究者：春山哲也（九州工業大学生命体工学研究科），

尾笹一成 （理化学研究所中央研究所）， 古屋泰文 （弘前大

学理工学研究科）， 服部俊治 （ニ ッ ピバイオマ ト リ ッ ク ス

研究所）

（7） 　 粒子状物質の酸化ス ト レ ス作用と 免疫系に及ぼす

影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE396

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○小池英子 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

小林隆弘

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 酸化ス ト レ ス は環境有害物質の毒性影響にお

いて重要な要因であ る こ と か ら， デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の粒子状物質の酸化ス ト レ ス作用について検討

する。 また， 粒子状物質が呼吸 ・ 免疫系に及ぼす影響 と

その機構について検討し， 毒性影響評価に有効な手法を

見いだす。

〔内容および成果〕

大気中の粒子状物質に含まれるナ ノ 粒子の肺構成細胞へ

の毒性影響を明ら かにする こ と を目的 と し ている。 これ

までは模擬ナ ノ 粒子を用いた検討を行って き たが， 平成

17 年度は， 個数 と し てナ ノ粒子を多 く 含む運転条件下で
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捕集し たデ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） を使用し， 実車粒

子の酸化能 と 肺胞上皮細胞の遺伝子発現に及ぼす影響に

ついて解析し た。

　 その結果， 粒子は濃度依存的に dithiothreitol （DTT） を

消費し，酸化能を持つこ と が確認された。また，こ の DEP

に曝露 し た ラ ッ ト 肺胞上皮細胞の遺伝子発現の変化を

Gene Chip を用いて解析し た結果， 10microg/mL の濃度で

は ６ 遺伝子， 30microg/mL の濃度では 18 遺伝子の顕著な

増加がみられ， 多 く は抗酸化酵素や薬物代謝酵素などの

防御系因子で あ っ た。 こ れ ら の中で， cytochrome P450

（CYP） 1A1 や NAD （P） H dehydrogenase quinone 1，

glutathione S-transferase （GST） A5， heme oxygenase （HO）

-1 はいずれの濃度で も ２ 倍以上の増加がみられてお り ，

30microg/mL の曝露においてよ り 強い増加を示し た。個数

と し てナ ノ 粒子を多 く 含む実車粒子の曝露は， 細胞に酸

化ス ト レ ス を与え， 抗酸化酵素等の防御系因子を誘導す

る こ と が示された。 これは DEP の有機抽出物 と非常に類

似し た結果であ り ， 防御系因子よ り も炎症関連因子の増

加が目立ってみられたカーボンブラ ッ ク （CB） ナ ノ粒子

の結果 と は異な る も のであった こ と か ら， 炭素核よ り も

吸着し ている物質の影響が反映されている可能性が示唆

された。

〔備考〕

（8） 　 ナ ノ 粒子の肺胞壁通過機構の解明 と細胞毒性評価

法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0405CD500

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○古山昭子 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， ナ ノ材料の吸入曝露毒性影響評価に

資する ために， １ ） ナ ノ レベルの粒子 と サブ ミ ク ロ ン粒

子の細胞によ る認識機構の相違， ２ ） 肺胞壁を模し た肺

胞上皮細胞 ・ 血管内皮細胞培養系の開発 と， ナ ノ 粒子の

肺胞壁通過機構の解明， ３ ） ナ ノ 粒子の細胞毒性 と 肺 ・

循環機能への影響を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ナ ノ 材料の吸入曝露毒性影響評価に資する ために， １ ）

肺胞壁を模し た肺胞上皮細胞 ・ 血管内皮細胞培養系を用

いた， 粒径の異な る粒子認識機構の相違の解明， ２ ） 実

験動物に気管内投与し た粒子の肺胞壁通過 と 体内動態，

３ ） 実験動物に気管内投与し たナ ノ 粒子の影響を検討す

る こ と を目的と し て， 以下の成果を得た。

　 １ ）粒径 20nm と 200nm の粒子を培養組織に添加し て，

細胞内シグナル伝達系について検討し た。 ス ト レ スに応

答する MAP kinase や JNK， AKT の リ ン酸化は毒性の弱

い粒子では弱かった。 ２ ） 粒径 20nm と 200nm の粒子を

マウ スに気管内投与し， 形態的及び ICP-MS で粒子の通

過機構 と 体内動態を検討し， 肝臓等への移行が検出され

た。 20nm と 200nm 粒子はマ ク ロ フ ァージに貪食された

後， 循環系に入 り 体内移行， 20nm 粒子は粒子単独で循環

系に入 り 体内移行する可能性が示された。 ３ ） マウ スに

フ ラーレ ン， カーボンナ ノ チューブ， 二酸化チタ ンを気

管内投与 し， 肺へ の影響 を 検討 し た。 組織染色 で は

NF-κB の核移行は検出されなかったが，ELISA で検討し

たサイ ト カ イ ン （IL-1b， IL-6， TNF-a， TGF-b） はアスベ

ス ト と比較する と ご く 弱い ものの 50µg のカーボンナ ノ

チューブ投与で分泌が亢進し ていた。形態的にも 50µg と

10µg のカーボンナ ノ チューブ投与で肺の炎症， 肉芽腫，

部分的な線維化が認められ， ニ ッ ケル含量の多いシング

ルウ ォールカーボンナ ノ チューブで影響が強かった。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.5.1.(12) にも関連

（9） 　 次世代光源を視野に入れた人工光環境の脳神経・内

分泌系影響研究

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0406AI503

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 平成 16 年度は初年度であ り ， 以下の小課題研

究を進める。

　 ①日本人における メ ラ ト ニン分泌抑制に関する光の 　

　 周波数別ア ク シ ョ ン スペク ト ル

　 夜間に曝露する光の周波数スペク ト ル と メ ラ ト ニン抑

制 と の量―反応関係は， 米国で白人を対象に行われた成

績はあ るが， 日本やアジアの人種を対象 と し た系統的な

知見は見あた ら ない。 本実験では， 日本人成人を対象に，

睡眠前の光曝露を種々の条件について行い， その後の メ

ラ ト ニン分泌 と の関係を明ら かにする。 なお， 実験条件

を設定するに当たっては， 実験を行 う 前の昼間に強い自

然光に曝露し た り ， 運動を し た り する と 夜間の メ ラ ト ニ

ン分泌量が増加する こ と， 睡眠中の照明の影響， 同一条

件の曝露を繰 り 返し た場合の “ 慣れ ” の問題， などを十

分考慮し， それら を明らかにでき る もの とする。

　 ②家庭内の光の物理的特性 と 睡眠生理 ・ 睡眠本態への
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　 影響評価

　 日本人男女高齢者を被験者 と し， 家庭内での種々の蛍

光灯照明下での睡眠生理・睡眠本態への影響を評価する。

本実験調査は国立環境研究所および九州大学にて行 う 。

光源は蛍光灯を用い， 高 ・ 低色温度光 と 連続 ・ 不連続ス

ペク ト ル光の組み合わせ， ４ 条件で行 う （初年度は不連

続スペク ト ル光のみで行 う ）。 尿中 メ ラ ト ニン， 行動量計

によ る睡眠パラ メ ータの推定 （入眠潜時， 睡眠効率 （体

動測定））， 24 時間心電図からの累積副交感神経活動量を

測定する。あわせて家庭内の照明環境の実態調査を行 う 。

次年度以降， 各種ス ト レ ス ホルモンの測定 （コルチゾー

ル， Ｎ Ｋ 等） も行 う 。

　 ③光曝露によ る メ ラ ト ニン分泌抑制が体温調節反応

　 に及ぼす影響と その個人差

　 日本人男女若年者を被験者 と し， 夜間の光曝露によ る

メ ラ ト ニン分泌抑制が体温調節反応に及ぼす影響につい

て検討する。 体温調節反応を詳細に検討する ため温熱的

中立温 と 寒冷時の比較も行 う 。 寒冷に対する反応によ り

代謝亢進が惹起され生体 リ ズム と し ての夜間の体温低下

が抑制される。 こ の作用 と 光 と の相互作用か ら夜間の光

曝露の影響を検討する。 本実験は九州大学にて行 う 。 光

源は蛍光灯を用い， 初年度は主に照度のみを対象 と し，

次年度以降， 光源の色温度等， 波長分布について も対象

を広げる。 唾液中 メ ラ ト ニン濃度， 皮膚温 ・ 直腸温， 心

電図等循環器反応を測定する。

〔内容および成果〕

　 平成17年度後半期の計画に沿って以下のよ う な実験研

究を実施し， 日本人におけ る青色光 と メ ラ ト ニン分泌 と

の関連について興味あ る知見を得た。 本研究成果を踏ま

え， さ らに リ ス ク評価にかかる拡大研究が期待される。

　 小課題①日本人におけ る メ ラ ト ニン分泌抑制に関する

光の周波数別ア ク シ ョ ン スペク ト ルの整理

・ 青色蛍光灯によ る メ ラ ト ニン分泌抑制の影響

　 三波長型蛍光灯の青色成分のみに対する メ ラ ト ニン抑

制率の量的変化から三波長型蛍光灯の青色成分含有率が

異な る各色温度光源におけ る夜間の推奨照度を導き出す

関数を得る こ と を最終的な目的 と し ている。 実験は午後

９ 時から午前 ０ 時の夜間に行った。 被験者は若年男性 ９

名であった。 光条件は， 白色 5,000K の 5,000lux， 青色

600lux（白色 5,000K の 10,000lux に含まれる青色成分），青

色 300lux （白色 5,000K の 5,000lux に含まれる青色成分），

青色 30lux （白色 5,000K の 500lux に含まれる青色成分），

暗黒， の ５ 条件であった。 夜間の メ ラ ト ニン分泌は， 暗

黒条件と比較し て青色 30lux 条件ですでに 60％程度の抑

制がみ と め られ， 青色 300lux， 青色 600lux および白色

5000lux は測定閾値限界程度まで抑制さ れ明確な量的変

化を導きだすこ と はでき なかった。 青色 30lux 前後の条

件でさ ら なる検討が必要であ る と思われた。

・ 瞳孔反射 と メ ラ ト ニン分泌抑制の関係

　 網膜の神経節細胞の一部が メ ラ ト ニンの分泌抑制の光

受容器 と し て関与し てお り ， さ らにその神経節細胞は瞳

孔の対光反射にも作用し ている と 報告されている。 メ ラ

ト ニン分泌抑制 と 瞳孔反応の光感受性 と の関係か ら， メ

ラ ト ニン分泌抑制の個人差を説明する要因について検討

し た。 実験は午前 ０ 時か ら ２ 時半の夜間に行った。 被験

者は若年男性 20 名であ っ た。 光条件は ０ lux， 30lux，

600lux （LED 単波長光源， 530nm） の ３ 条件であった。 メ

ラ ト ニ ン分泌抑制の数値化には Brainard ら の Change

control adjusted を用いた。この値を算出する ためには光 ３

条件すべての数値がそろっている必要があ り 12 名分の

データ を得る こ と ができ た。30lux と い う 比較的低照度で

メ ラ ト ニン分泌が大き く 抑制された ３ 名は， 縮瞳率も小

さ く 網膜への光の入射量も多いこ と が認められた。現在，

女性の被験者において性周期 と の関連について も検討し

ている。

　 小課題② 「家庭内の光の物理的特性 と 睡眠生理 ・ 睡眠

本態への影響評価」 に関し ては本年度の進展はなかった。

　 小課題③ 「光曝露によ る メ ラ ト ニン分泌抑制が体温調

節反応に及ぼす影響 と その個人差」 に関し ては， データ

の見直し を行った。 メ ラ ト ニンの分泌量 と 深部温の低下

に有意な相関関係がみ と め られた。 心拍変動については

新しい解析方法のプロ グ ラ ム （CGSA 法） ができ ま し た

のでそれを適用する予定。

〔備考〕

（10） 　 宇宙放射線被曝がゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ体内の突然変

異発生に及ぼす影響

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0406KZ511

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 2. 効率的な化学物質環境 リ ス ク管理のための高精度

リ ス ク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕 ○青木康展 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）， 太田宗宏， 天沼喜美子

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 宇宙放射線はガンマ線， 重粒子など広範な種々

の放射線か ら 構成 さ れてい る が， 宇宙放射線の作用で，

動物個体の体細胞や生殖細胞の突然変異発生頻度がどの

程度上昇するかを定量的に明ら かにする こ と は， 宇宙環

境を利用し てチャ レ ンジすべき生物学上の重要な課題で
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あ る。 本研究の最終的な目標は， 国立環境研究所で開発

し た突然変異検出用遺伝子導入ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ （Tg-

zf） を国際宇宙ス テーシ ョ ンに取 り 付け られる日本の宇

宙実験棟 「きぼ う 」 内で飼育し て， 宇宙環境での宇宙放

射線被曝によ り ， どの程度脊椎動物体内に突然変異頻度

が上昇するか明らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 Tg-zf 成魚へ炭素イオンビームを照射し，個体全体での

突然変異発生頻度を求めたが， 有意な上昇は認められな

かった。 そ こ で， １ Gy の炭素イオンビームを照射し て

得られた突然変異体 rpsL 遺伝子ク ローンについて塩基配

列を決定し， 対照区 と 突然変異スペ ク ト ルを比較し た。

その結果， 照射区では ２ 塩基以上の欠失に有意な上昇が

認められた。 中でも TA の欠失が多 く 検出され， ２ 塩基

以上の欠失を検出する こ と で，Tg-zf を用いて重粒子線な

どの放射線の影響を評価でき る可能性が示された。

　 また， ガンマ線を照射し， Tg-zf 個体全体での突然変異

発生頻度を求めた結果， １ Gy の照射によ って突然変異

発生頻度の有意な上昇が認め られた。 対照区 と 突然変異

スペク ト ルを比較し た結果， 照射区では ３ 塩基以上の欠

失に有意な上昇が認められた。 特に， 変異原物質の曝露

では報告されない10塩基以上の欠失はガンマ線照射に特

徴的な突然変異であ る と 考え られる。 今後さ らに解析を

行い， これら の配列がガンマ線の影響のマーカー と な る

か検討する必要があ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 内田智子 （三菱重工業 （株））， 谷田貝文夫

（理化学研究所）

（11） 　 In vivo 神経活動イ メ ージングによる化学物質の脳

に及ぼす影響評価法の確立

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF802

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境健康研究領域）， 黒河佳香

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 揮発性有機物質や内分泌か く 乱物質な ど環境

中化学物質は脳に対し て直接的も し く は感覚受容器や免

疫 ・ 内分泌系を介 し て間接的に影響を あたえ る。 特に，

思考 ・ 記憶 ・ 学習などの高次脳機能への負の影響は精神

の不安定化や社会適応性の低下に繋がる恐れがあ り ， 高

次脳機能に及ぼす化学物質の影響評価は重要であ る。 こ

の影響は行動解析によ って評価する こ と も でき るが， 化

学物質の脳内毒性の原因解明を念頭におけば， 脳内の神

経活動を と ら え て化学物質の作用を検証す る 必要があ

る。 そ こ で本研究は， 神経活動を イ メ ージング し て高次

脳機能に及ぼす化学物質の影響評価法を確立する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 大脳辺縁系に属する海馬は記憶 ・ 学習機能に深 く 関与

する。 室内環境中のホルムアルデ ヒ ド や ト ルエンなどの

揮発性有機物質は， 化学物質過敏症やシ ッ クハウ ス症候

群の原因物質 と し て， 記憶 ・ 学習の困難などの神経症状

を惹起し， 生活の質の低下を引き起こす と 懸念されてい

る。 本研究では膜電位感受性色素を用いた神経活動 イ

メ ージングを生体動物の海馬に適用し， その条件の検討

をおこ な う と と も に， 同法によ り 海馬の神経活動を調べ

た。 麻酔下のマウ スの大脳皮質の一部を切除し て海馬表

層を露出し た。 膜電位感受性色素 （RH795） によ り 海馬

を染色後， 海馬を電気刺激する と と も に光計測シス テム

（MiCAM O1， Brain Vision 社） を使用し て海馬の神経活

動変化を観察し た。 その結果， 海馬の CA1 領域を電気刺

激する と， 刺激された近傍領域および海馬台に神経興奮

を示す蛍光シグナルパターンが観察された。 また， 海馬

の歯状回を電気刺激する と CA3 領域に神経興奮が観察さ

れた。 これら の電気刺激に応じ た神経興奮のパターンは

海馬の興奮性神経回路によ る情報伝達の流れ と 一致し て

いた こ と か ら， 大脳皮質の一部を切除されたマウ ス を用

いれば， 海馬の in vivo 神経活動イ メ ージングが可能であ

る こ と が分かった。 本法は， 海馬薄片を用いた in vitro 計

測法では不可能であった実態に即し た化学物質の曝露影

響評価を リ アルタ イ ムで可能にする こ と か ら， 影響評価

法と し ての有益性を期待でき る。

〔備考〕

（12） 　 発生工学を利用し た環境因子の生体影響評価法の

探索

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0506AI923

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 これまでに，新生児ラ ッ ト （生後 ５ 日齢） の脳・

神経系が環境化学物質に曝露する と， 脳の発達障害がお

こ り 多動症にな る こ と を神経科学的手法によ り 明らかに

し て き ている。 環境化学物質の神経系の発生 ・ 発達への

影響を さ ら に広範に調べる ためには発生工学的手法の導
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入が必須と考え られる。環境化学物質に対する感受性は，

新生児のみな らず胎児期において高い と いわれ臨界期の

存在が指摘されて き ている。 と り わけ， 胎児期の神経系

の発生 ・ 発達に大き な影響があ る と 考え られて き ている

が， 詳細な報告はほ と んどない。 従って， 本研究におい

て発生工学的手法を導入し， 胎児期におけ る環境化学物

質の影響を分子レベルで捕ら え る こ と は極めて重要な知

見と なる と考え られる。

〔内容および成果〕

　 比較的中脳胞が大き く な る ウ イ ス ターラ ッ ト E15 ～

E17で検討し た。胎仔を直接見られる よ う に子宮壁を切開

し た。 ガ ラ ス針は， 先端外径 50 microm のものを作製し

て用いた。 投与量 （vehicle） は １ microL と し， 0.05% ト

リ パンブルーを混合し た。 ハン ク ス緩衝液を腹腔に満た

し た後， 縫合し た。 E21 前後に帝王切開し， 処置胎仔を

出産し た。こ う し た方法の適切性を調べるために E20, P0,

P2 の脳組織について神経幹細胞の同定を行った。 神経幹

細胞のマーカー と し てネスチンを用いた。 その結果， 脳

室周辺にネスチン陽性細胞が観察された。 さ ら に， 胎生

期及び新生期のラ ッ ト 脳よ り 神経幹細胞を単離し， 多分

化能を検討し た。 その結果， ネスチン， Map, GFAP, A2B5

のいずれに対し て も陽性反応を示し た。

　 本研究で用いた子宮壁切開注入法は， も と も と 雑種マ

ウ スに確立し た方法であ る。 これを ラ ッ ト に応用し た例

はほ と んどない。 おそ ら く ， 操作ラ ッ ト 胎仔の癒着など

が大き な問題 と 考え られる。 こ の問題は， 縫合前の緩衝

液の注入で解決される。 従って， 本方法は環境化学物質

の胎仔曝露の一つの方法 と し て選択肢に入る も の と 考え

られた。 本方法の他に， 哺乳類全胚培養法が環境化学物

質の胎仔曝露の方法 と し て考え られる。 今後こ の方法も

検討し， 環境化学物質の胎生期曝露によ る １ 次ス ク リ ー

ニングに最も適切な方法を選択する必要があ る。

〔備考〕

（13） 　 有害化学物質曝露マウスにおけるマイ ク ロダイア

リ シス法による神経免疫機能の検出

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD517

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○ TIN-TIN-WIN-SHWE （環境健康研究領域） ，

藤巻秀和

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 最近， 我々はナ ノ粒子を気管内投与し て炎症性

細胞の肺への浸潤や免疫担当細胞間の情報伝達に働 く 物

質の産生，及び リ ンパ節への粒子の移行について調べた。

その結果， 肺胞洗浄液中の炎症性細胞数の増加や炎症誘

発性のサイ ト カ イ ン ・ ケモカ イ ン産生および mRNA 発現

の増加，縦隔 リ ンパ節への粒子の移行などが認められた。

しかし ながら， 有害化学物質の脳への移動または， 神経

免疫機能への影響についての知見は不十分であ る。 今回

の実験では，in vivo マイ ク ロ ダ イ ア リ シス法を用いて，有

害化学物質を曝露し たマウ スの海馬におけ る免疫反応に

ついて検討する。 本年度は， マウ スでの in vivo マイ ク ロ

ダ イ ア リ シス法を確立し て， 有害化学物質を曝露し たマ

ウ スの海馬 と 血中におけ るサイ ト カ イ ンおよびケモカ イ

ンの産生を調べる。 来年度は， real-time RT-PCR 法を用い

て， その有害化学物質を曝露し たマウ スの海馬におけ る

サイ ト カ イ ンおよびケモカ イ ンの mRNA 発現を調べる。

〔内容および成果〕

　 本年度は， マウ スで in vivo マイ ク ロダ イ ア リ シス法を

確立し て， マウ スの海馬におけ るサイ ト カ イ ン及びケモ

カ イ ン産生を検出する こ と を目的 と し た。 ラ ッ ト でのマ

イ ク ロ ダ イ ア リ シス法はすでに確立されているが， マウ

スでは非常に例数が少ない。 また， マウ ス を用いたマ イ

ク ロ ダ イ ア リ シス法によ るサイ ト カ イ ン及びケモカ イ ン

の測定報告はほ と んどない。 ８ 週齢の BALB/c 雄マウ ス

に， 麻酔下で， 海馬にガ イ ド カニ ューレ を植え込み， ダ

イ ア リ シスする までに， stylet （ダ ミ ープローブ） を入れ

ておいた。 回復のため， ６ 日間は通常のケージで飼育し，

測定日に， stylet をマイ ク ロダ イ ア リ シスプローブに交換

し，ポンプから artificial cerebrospinal fluid を流し て，マウ

ス でのマ イ ク ロ ダ イ ア リ シ ス手法を確立し た。 その後，

LPS （10µg および 100 µg/ 匹） を腹腔内投与し，海馬内灌

流液を採集し， サイ ト カ イ ン及びケモカ イ ン産生につい

て ELISA 法で測定し た。しかし ながら，最初の測定では，

LPS 投与によ る脳内サイ ト カ イ ンであ る イ ン ターロ イ キ

ン－ １ ベータ産生の誘導が明確には示されなかった。 そ

の原因 と し て， マ イ ク ロ ダ イ ア リ シスプローブの膜の小

孔が小さすぎ， タ ンパク質であ るサイ ト カ イ ンの通過が

困難であ る こ と が考え られた。 そのため， プローブの膜

を除去し， push pull perfusion 法に変更し， 大き な分子で

も プローブ内に取 り 込める よ う に改良し た。 その方法を

採用し た結果， LPS （10µg および 100µg/ 匹） の腹腔内投

与に よ る， 嗅球， 海馬， 扁桃体， 視床下部におけ る イ ン

タ ー ロ イ キ ン－ １ ベー タ の投与濃度依存的な増加お よ

び， LPS 投与後 （ ２  および ４  時間後） の時間依存的な

増加も明らか と な り ， 現在実験を続行中であ る。

〔備考〕
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（14） 　 メ タ ロ イ ドのメ タボロ ミ クスに関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0509AE796

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域） ， 崔星， 平野

靖史郎

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 半金属 （ メ タ ロ イ ド） に属する ヒ 素やセレ ンは，

古 く から工業的に利用されて き たが， 毒性の高い元素 と

し て も知られている。 これらの メ タ ロ イ ド は メ チル化代

謝され体外に排泄されるが， その詳細な メ カニズムおよ

び理由は明ら かになっていない。 取 り 込み， 吸収から排

出， 排泄までにいた る メ タ ロ イ ド の代謝過程を明ら かに

する ためには， メ タ ロ イ ド の状態 （価数および形態） 変

化を解析し， それに関与する タ ンパク を も含めた メ タ ボ

ロ ミ ク スが必要であ る。 本研究は メ タ ロ イ ド の代謝 と 体

内動態を分析毒性学的研究によ り 明ら かにし， これら有

害 メ タ ロ イ ド の毒性軽減， および毒性発現機構を解明す

る こ と を目的 と し， 本研究の手法をその他の金属の毒性

学へ応用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 メ タ ロ イ ド の代謝 と 体内動態を明 ら かにす る ために

は， 生体内において代謝物をでき る限 り 安定に， かつ迅

速に測定する こ と が非常に重要 と な る。 代謝の過程で生

成する ３ 価 ヒ 素化合物は非常に不安定であ る。 そ こ で，

無機 ヒ 素を ラ ッ ト に投与し た時に胆汁に排泄される ヒ 素

代謝物の分析条件を検討し た。 ヒ 素化合物の測定は高速

液体ク ロマ ト グ ラ フ （HPLC） で分離し， 溶出液を ヒ 素に

対する特異的な検出が可能な誘導結合プ ラ ズマ質量分析

装置 （ICP MS） に直接導入する こ と で， 代謝物を連続的

にかつ高感度に行 う 手法を用いた。 検討し た結果， 従来

使用し ていた逆相カ ラ ムにおいては測定困難だった ヒ 素

代謝物の測定が， 酸性条件下で陰イオン交換カ ラ ムで分

離する こ と で安定に測定でき る よ う にな り ， かつ ヒ 素代

謝物 と 代謝物が分解し た時に生成する ヒ 素化合物 と の分

離にも成功し た。

〔備考〕

（15） 　 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グラ フ ィ ーシス

テムの開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0509BD785

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境健康研究領域）， 小林弥生

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究においては， 廃液処理を必要 と し ない高

度な ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー法の革新的技術開発 と それを用

いた環境試料や生体試料のま った く 新しい高感度 ・ 高分

解能分析方法の開発を行 う 。 優れた温度応答性親水／疎

水性可変を示す こ と を カ ラ ム素材を コ ア物質 と し て用

い， 「環境に優しい環境分析技法」 を確立する こ と を目的

と し， また， 本技術をハイ スループ ッ ト な環境試料 ・ 生

体試料分析へ応用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 これまでに疎水性基， アニオン基， カチオン基， pai 電

子基を導入し たカ ラ ム合計 ９ 種のを新規に作成し， 有機

ヒ 素化合物の分離 と 分析を中心に， 目的物質の分離状況

や温度応答性に関し て検討を行っ た。 溶離液濃度が 10

mM以上の場合は，カ ラ ムの保持時間が比較的安定し てい

た。 有機 ヒ 素化合物の pKa 値を挟んだ各種 pH の溶離液

を用いてモ ノ フ ェ ニルアルソ ン酸 と ジ メ チルアルシン酸

の分析条件を調べた と こ ろ， 保持時間などが概ね予測し

た値 と ちかい も の と なっていたが， カ ラ ム温度 と の関係

においては予測と反する結果と なった。

　 また， pKa 付近の溶離液を用いた と こ ろ， 各有機 ヒ 素

化合物のカ ラ ム保持時間が ２ 倍程度に延長し た。

〔備考〕

（16） 　 環境有害因子の健康リ ス ク評価と その メ カニズム

解明に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0510LA843

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 様々な環境因子に よ る健康 リ ス ク の発生， 予

測， 予防， 評価について， 国内外の情報を も と に幅広 く

レ ビ ューを行い， 個別課題については， 実験的研究を行

う こ と によ って， 毒性 メ カニズムを解明し， リ ス ク評価

に資する情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 低用量のダ イオキシン ・ PCB の健康 リ ス ク評価に関わ

る一連の動物実験の立案 ・ 遂行 ・ と り ま と めに参画し，

指導 ・ 助言を行った。 主な個別研究テーマは， 経胎盤ダ

イオキシン暴露によ る胎児死亡の メ カニズム解明， 里親

プロ ト コールを用いた水腎症に関する研究， 様々な動物

種の AhR 遺伝子の ヒ ト 由来培養細胞における発現 メ カニ
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ズム と 内因性 リ ガン ド に関する研究な どであ る。 ま た，

ダイオキシン関連文献 （2003 年発行） のレ ビ ューを行い

報告書を と り ま と めた。

〔備考〕

客員研究官の立場で， NIES の研究者と適宜， 協力し て研

究を行 う 。
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4． 多様な自然環境の減少機構の解明と保全に関す

る研究

4． 1 　 生物多様性の減少機構の解明と保全に関す

る研究

（1）　侵入生物による生物多様性影響機構に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA205

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

椿宜高， 高村健二， 永田尚志

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本および世界における侵入種の種類， 各種の

生態学的特性， 分布域などの実態を把握し， それら が も

た らす在来生態系への影響を生物間相互作用すなわち競

合， 捕食， 遺伝的攪乱， 寄生生物の持ち込みなどの観点

か ら検証し， 得られたデータ を も と に侵入種によ る生物

多様性への影響機構を明ら かにする こ と を目的 と する。

そのために侵入種のデータベース を構築し， 代表的侵入

種を選定し た上で室内実験および野外調査を行い， 侵入

種の影響パターンの把握および対策手法の確立を目標 と

する

〔内容および成果〕

　 重大な影響を及ぼす恐れがあ る侵入種 と し て， ほ乳類

26 種・鳥類 27 種・は虫類 22 種・両生類 13 種・魚類 32 種・

昆虫 100 種 （種名未定） ・ 維管束植物 100 種を選定し た。

それら の侵入種名 ・ 侵入特性 ・ 生態特性 ・ 影響 ・ 文献 と

国内分布地図のデータ入力を行った。 各項目の入力にあ

たっての仕様を整備し た。 最終年度までに， 国内初の侵

入種生態データベースの基礎が完成し た。今後，イ ン ター

ネ ッ ト を通じ たデータベース公開を独立行政法人国立環

境研究所ホームページ （http://www.nies.go.jp/） にて行っ

た。

　 研究対象種は産業利用を目的 と し て意図的に導入され

ている種の中か ら， 侵入種 と し ての世界的ステータ スが

高 く ， 今後我が国でその生態影響の拡大が懸念される種

と し て鳥類 メ ジ ロ， ソ ウ シチ ョ ウ， は虫類類 リ ュ ウ キ ュ

ウヤマガ メ ， サキシマハブ， 魚類オオ ク チバス， カ ワマ

ス， 昆虫類セ イ ヨ ウオオマルハナバチ， 外国産ク ワガ タ

ムシ類， 植物シナダレ スズ メ ガヤを選定し た。

　 まずソ ウ シチ ョ ウ を材料 と し て競合影響の評価を試み

た。 宮崎県えびの高原において侵入種ソ ウ シチ ョ ウ と 在

来種の資源利用様式を調べた結果， ソ ウ シチ ョ ウは在来

種が利用し ていない森林下層部の下生えの多い環境にお

いて飛翔性昆虫 と い う 資源を有効利用し ている と 考え ら

れ， 在来鳥類群集 と の間に餌資源を巡る激しい競争は示

唆されなかった。 次に， 野生巣の除去区 と 対照区で在来

種ウ グ イ スの繁殖成功率および生存率を比較し た結果，

除去区のほ う がウ グ イ スの繁殖成功率 ・ 生存率 と も に高

い こ と が示され， 直接的な競合が生じ な く て も在来種の

生態ニ ッ チェに侵入種が入 り 込んでき た場合， 天敵など

を介し て在来種の適応度に影響を及ぼすこ と が示唆され

た。

　 また， メ ダカ と 生態ニ ッ チェが近似する と される カダ

ヤシについて濃尾平野において メ ダカの生息域を奪いな

がら分布拡大し ている傾向が示され， 水槽内での競合実

験の結果， カダヤシは メ ダカに対し て個体数比に関わら

ず高い攻撃性を有する こ と も示された。

　 オオ クチバスについてその捕食圧によ る在来魚個体群

の多様性の低減を定量的に把握する ため， 愛知， 岐阜，

兵庫県のため池および河川におけ るブラ ッ クバスおよび

餌魚種の分布を調べた結果， オオ ク チバスが採集される

水域では明ら かに在来魚の採集数が少な く ， 捕食によ る

在来魚多様性への影響が強 く 示唆された。

　 侵入種 と 在来種の種間交雑の実態を調べる ため， リ ュ

ウ キ ュ ウヤマガ メ ， サキシマハブ， カ ワマス， セ イ ヨ ウ

オオマルハナバチ， ク ワガ タ ムシ類について在来種 と の

雑種をモニ タ リ ングする ための分子遺伝マーカー （ア ロ

ザイ ムおよび DNA） の確立を行った。 この分子遺伝マー

カーを用いて， カ メ ， ハブ， カ ワマスおよびク ワガ タ ム

シ類の野外で採集された個体の遺伝子組成を調べ， 雑種

化が実際に進行しつつあ る こ と を明ら かにし た。 またマ

ルハナバチおよびク ワガ タ ムシ類については侵入種 と在

来種の種間交雑実験を行い， マルハナバチの場合， 種間

交尾 （行動） および授精まで成立するが雑種卵の胚発生

が生じ ない こ と が明ら か と な り ， 種間交雑が生殖攪乱を

も た らす恐れがあ る こ と が示された。 一方ク ワガ タ ムシ

については分子遺伝解析から 500 万年以上前に分化し て

隔離されていた と 考え られる侵入種 と 在来種の間ですら

交尾前後 と も に生殖隔離が存在せず， 妊性のあ る雑種が

生じ る こ と が証明され， 種間交雑によ る遺伝的浸食の リ

ス ク は地理的 ・ 遺伝的距離の概念を越えて起こ る こ と が

示された。

　 寄生生物の持ち込みについては， まず メ ジ ロ を含む輸

入鳥類におけ る血液寄生虫の感染状況を把握する ための

分子生物学的手法 （PCR 法） を確立し， 大陸産鳥類の血

液寄生虫の感染率が日本産種よ り もはるかに高い こ と が

示され， また，国内 メ ジ ロの寄生虫の種類を DNA 鑑定し

た結果， 一部にマ ラ リ ア属の寄生虫が発見された。 セ イ

ヨ ウオオマルハナバチおよび外国産ク ワガタ ムシ類につ
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いては輸入商品の検査を行 う こ と によ り 寄生性ダニの持

ち込みを確認し た。 また， 輸入セ イ ヨ ウオオマルハナバ

チから発見されたダニについては DNA 分析によ り 侵入

ルー ト を追跡し， 在来種個体群にも感染が始ま っている

こ と が明らかになった。さ らに DNA 系統解析によ り ダニ

に感染するマルハナバチ種群がセ イ ヨ ウオオマルハナバ

チに近縁であ る こ と も示し た。 ク ワガ タ ムシの寄生ダニ

については感染実験を く り 返し， その病原性の再現性を

確認し た。 また ク ワガ タ ムシ と 寄生性ダニの分子系統樹

を比較し た結果， ク ワガ タ ムシ と 寄生性ダニの共進化が

示唆された。

　 また， 侵入種によ る環境改変の評価については鬼怒川

中流域の外来牧草シナダレ スズ メ ガヤの分布拡大に と も

ない河原基質が砂質に改変され， 河原固有植物種の生息

地が圧迫されている実態を明ら かにし た。 シナダレ スズ

メ ガヤの生活史特性パラ メ ータ を計測し， それら のデー

タ を基に河原におけ る分布拡大シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル

の構築ができ た。

〔備考〕

参画研究機関 ： 森林総合研究所， 長野県自然保護研究所，

北海道大学， 東京大学， 九州大学， 琉球大学， 岐阜経済

大学， 自然環境研究セン ター

（2） 　 流域ラ ン ド スケープにおける生物多様性の維持機

構に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA207

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

福島路生， 西川潮

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト では， 流域を構成する様々な ラ

ン ド ス ケープを客観的に定義し， その質， 量， および配

置 と 生物多様性 と の関係を導き出すこ と によ って， ラ ン

ド ス ケープの分断 ・ 縮小が生物多様性におよぼす影響を

評価する。 そし て生態系保全を流域 レベルの空間スケー

ルで行 う ための生物多様性予測モデルの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 北米から移入された外来種シグナルザ リ ガニ （ウチダ

ザ リ ガニ ； Pacifastacus leniusculus） は， 1930 年に摩周湖

に移植された後， 主に人為的要因によ って分布域を拡大

し， 1980 年代から釧路川流域において も確認される よ う

になった。 釧路湿原の湖沼においては， シグナルザ リ ガ

ニの移入によ る在来生態系の多様性の低下が懸念されて

いる。 在来生態系の保護管理を行う ためには，シグナルザ

リ ガニの分布特性を明ら かにし ，その知見に基づいて外来

ザリ ガニの駆除対策や稀少在来生物の保護管理対策を考

慮し ていく こ と が望ま し い。

　 こ れら の背景を踏ま えて， 夏季， 釧路湿原達古部沼と そ

の流出入河川において，シグナルザリ ガニの分布特性を調

査し た。沼の沿岸域における シグナルザリ ガニのアバンダ

ンス と バイ オマス の最大値はそれぞれ， 1.04 匹／ m2 およ

び 3.56 g ／乾燥重量， 流出入河川においては 5.84 匹／ m2

およ び 13.48g ／乾燥重量であった。 分類木 （classification

tree） を用いて全生息場所（ 沼沿岸域， 沼沖合い， 河川） に

おける ザリ ガニの分布を予測し たと こ ろ，生息場所に関わ

ら ず，岸直下のえぐ れの体積がシグナルザリ ガニ出現の有

無を規定し ていた。 えぐ れの体積が 0.0054 m3 以下の時，

シグナルザリ ガニは沼では出現し ないが， 河川では pH が

6.5以上かつ水温が14.3℃以上の時，シグナルザリ ガニが出

現する こ と が予測さ れた。 回帰木 （regression tree） を用い

て，沼沿岸域のシグナルザリ ガニのアバンダンス を予測し

たと こ ろ， シグナルザリ ガニはえぐ れの体積が 0.61m3 以

上の微生息場所でアバンダンス がも っと も 高く ，えぐ れが

0.61m3以下であっても ，溶存酸素が9.09mg/１ 以上の微生息

場所において中程度のアバンダンス を示し た。 一方， 回帰

木の結果から ，河川においてシグナルザリ ガニのアバンダ

ンス を規定し ている 最大の要因は水温であった。

　 こ れら のこ と から ，沼沿岸や河川の岸直下に発達する え

ぐ れは， 隠れ家と し て， シグナルザリ ガニのアバンダンス

を決める 上でも 存否を決める 上でも 重要な環境要因であ

る と 思われる 。

〔備考〕

（3） 　 遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に関する

研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA210

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

岩崎一弘， 玉置雅紀， 冨岡典子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 遺伝子組換え体の挙動を解析する

ための遺伝的マーカーを作成する と 共に， 遺伝子組換え

生物の生態系影響評価について， 既存の安全性評価手法

の再検討並びに新たな検査手法の開発や， モデル実験生

態系の基本構造の設計を行 う 。 また， 育種作物等の自然

界への侵入 ・ 拡大を レ ビ ューし， 地図情報モデルを開発
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する。

〔内容および成果〕

　 蛍光 （GFP） 遺伝子を導入し たシ ロ イ ヌナズナ と 近縁

野生種ハタザオ （Arabidopsis lyrata） と の室内における交

雑実験を行っ た。 両者の距離が 10cm の時の交雑率は

2.6±0.4％であった。 前年度の試験によ ってシ ロ イ ヌナズ

ナどおしの交雑率 （0.24±0.02％） に比べて約 10 倍の頻度

であった。 ハタザオは自家不和合性を持つため， シ ロ イ

ヌナズナ由来の花粉によ る稔実率が相対的に上昇する こ

と が， 交雑率が高い原因であ る と 考え られる。 輸入され

ている組換え農作物の う ち， セ イ ヨ ウ アブ ラナについて

国道 51 号線沿いでの分布調査を行い，セイ ヨ ウ アブラナ

を 1154 個体確認し， その う ち 35 個体が除草剤耐性セイ

ヨ ウ アブ ラナであ る こ と を確認し た。 アブ ラナ科植物ど

おし の交雑によ る遺伝子流動を調べる ための SSR マー

カーを ８ 個作成し た。 組換え微生物の微生物多様性に及

ぼす影響を調べた結果， 組換え微生物の接種によ って微

生物多様性が大き く 変動する こ と は観察 さ れなかった。

遺伝子組換え微生物 と その宿主 （非組換え微生物） の環

境中での生残性に影響を及ぼす因子について， 環境水お

よび土壌の種類， 光， 原生動物によ る捕食， 土壌含水率，

接種量， 温度等の影響を比較し たが， 両者の生残性には

ほ と んど違いは認め られなかった。 また， 微生物由来の

遺伝子を詳細に解析し て組換え微生物の微生物多様性に

及ぼす影響を調べた結果， 組換え微生物の接種によ って

微生物多様性が大 き く 変動す る こ と は観察 さ れなかっ

た。

〔備考〕

（4） 　 微細藻類の多様性に及ぼす環境ス ト レスの影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE133

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は一次生産者 と し て水界の食物網を

支え る重要な生物群であ る と 同時に， 有用物質の生産や

有害物質の分解などにかかわる種を含む重要な潜在的遺

伝子資源で も あ る。 微細藻類の種多様性 と 遺伝的多様性

には １ ） 地理的要因 : 微細藻類の場合多 く の種が普遍種

と 考え られているが， それが正しいのか， ２ ） 種内地方

集団の遺伝的変異はどの程度なのか，などの問題があ る。

これら に対し て自然， 人為両起源の環境ス ト レ スがどの

程度影響し ているのかを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 灰色藻綱に属する Glaucocystis 属および Gloeochaete 属

において， 分子系統解析の結果， タ イ産系統が日本およ

び ヨ ーロ ッ パ産の系統 と は異な る こ と が示された。 そ こ

で，同じ綱に属する Cyanophora 属において も地理的分化

が生じ ているのか確かめる ため， 日本産 ２ 系統， 英国産

および ド イ ツ産の各 １ 系統について分子系統解析を行い

タ イ産系統と比較し た。 Cyanophora 属は形態的に ２ 種が

報告されているに も かかわ らず， それらおよびタ イ産系

統も含めて全てが非常に系統的に近縁であ る こ と が示さ

れた。

〔備考〕

（5） 　 円石藻の多様性研究と 地球環境モニ タ リ ングへの

適用

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE148

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 海洋環境に豊富に生息し， 炭素 と硫黄循環に関

連する こ と が知られる円石藻および関連藻群の形態， 遺

伝子， 生活史の多様性について， 環境要因 と の関連性を

併せて調査し， 将来， 円石藻を用いた地球環境モニ タ リ

ングを行 う ための基盤情報を蓄積する こ と を研究目的 と

する。 そのために本研究では， 自然界におけ る多様性調

査 と 研究材料の収集， 保存株の分類学的研究 （微細形態

解析 と 分子系統解析） を独自に行 う と と も に， 培養条件

コ ン ト ロール下での円石の微細形態変異 と 円石藻の生活

史について解明する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 日本沿岸域， 黒潮， 東南アジア沿岸域において， 研究

材料を収集し， これまでに円石藻の多様性に関する研究，

そ し て環境要因 と の関連性を併せて調査を行い， 将来，

円石藻を用いた地球環境モニ タ リ ングを行 う ための基盤

情報を蓄積し た。 具体的にはこれまでに以下の成果を挙

げる こ と ができ た。 ①外洋性円石藻の収集， 培養， 保存

に関する研究か ら， 円石藻の増殖に適し た培地開発に成

功し， さ らに光等の培養条件について検討する こ と で 10

種約 50 株の円石藻培養株を確立し た。 ②培養株を用い

て， 円石の微細形態の変異について， フ ィ ール ド エ ミ ッ

シ ョ ン型 SEM によ る詳細な観察を行い，人為的な変異 と

遺伝的に安定し た形質の整理を行った。③ Reticulofenestra

sessilis 等のこれまで未調査の種について， 遺伝子および
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細胞内微細構造の詳細な解析を行い， 既知の円石藻種 と

の比較研究を行った。④ Calyptrosphaera 属の種について，

培養特性および生活史に関する調査を行い， 生活史変遷

に伴 う 細胞機能の変化について， 環境要因 と の関連性を

明ら かにし た。 ⑤凍結保存等の長期保存法について検討

を行い， 一部の円石藻種については凍結保存が行え る よ

う になった。

〔備考〕

（6） 　 流域スケールでの水生生物の生息環境 と その保全

および管理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE195

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○福島路生 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

高村典子， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 流域ス ケールで水生生物の生息環境を理解し，

その保全 と 管理に役立て る。 特に， 流域 と い う 大き な空

間ス ケールにおけ る地形 と植生 と 土地利用 と を地理情報

システム を利用し て定量化し， そ こ に生息する生物 （例

えば魚類など） と の関係を調べる。 13 年度 ： 調査地の選

定， 文献およびデータの収集など予備的調査を行 う 。 14

年度：地理情報システムを用いて流域ご と の土地利用図，

植生図， 標高図などを作成する。 15 年度 ： 過去の報告書

から各流域の生息魚類データベース を作成する。16 年度：

各流域の地形， 植生， 土地利用 と 魚類群集 と の関係を解

析する。 17 年度 ： 上の解析結果を誌上， および口頭発表

する。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度は， 北海道全域を対象に， すべての １ 級，

２ 級河川の河川改修によ る直線化の現状を定量的に把握

する ための研究を行った。 1950 年代 と 2000 年代に国土

地理院よ り 発行された地形図を も と に， 河川の形状をベ

ク ト ルデータ化し， ２ 時期の形状の複雑度の変化をエン

ト ロ ピーに基づいた複雑指標を用いて定量的に示し た。

その結果， この 50 年間に少な く 見積も って も， 道内の河

川はかつての 73％にまで形状の複雑度が低下し， 均質化

（主に直線化） されている こ と が明らかになった。

〔備考〕

（7） 　 二次的自然環境における陸上 - 水中にわたる生物生

活史に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE365

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高村健二 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 二次的自然環境内の水域か ら 陸上にかけた生

息場所において生活史を送る生物について， その生息場

所利用様式を調査し， 分布変動の要因を探る。 その成果

を河川水系の環境変化によ り 生物相 と 生態系にどのよ う

な変化が起き るかを予測する ための基礎情報とする。

〔内容および成果〕

　 平野部の農耕地 ・ 居住地混合地域を流れる河川 と その

周辺で代表的な水生あ るいは水陸両生の生物の分布を調

査し て， これら生物の河川 と その周辺環境 と の関係およ

び生態系内におけ る その挙動 と 役割を評価する。 本年度

は大規模河川において， 水生昆虫採集を行い， その分布

の河川周辺環境に応じ た変化を解析し た。 カゲ ロ ウ目昆

虫を主体 と するはみ取 り 食者生物は， 農耕地 ・ 居住地 ・

森林の ３ 要素が比率を変えて占める河川周辺環境の変化

に影響を受けず， 比較的安定し て出現し た。 一方， ト ビ

ケ ラ目昆虫を主体 と する収集食者生物は， 地点によ る生

息量の変動が大きかったが， どのよ う な河川環境要因 と

関係 し てい る かについては明確な結論が得 ら れなかっ

た。

〔備考〕

（8） 　 生物群集の多様性を支配する メ カ ニズムの解明に

関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0305AA506

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

吉田勝彦

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生物群集の種多様性を適切に保全する ために

は， そ も そ も多様性がどのよ う に生じ， 維持されて き た

のかを理解する こ と が重要であ る。 本研究では， 特に １ ）

同じ資源を利用する木々が森林で共存する メ カニズムの

解明， ２ ） 食物網を構成する種がその性質を進化させる

仮想生態系での多様性の動態を支配する メ カニズムの解

明， の ２ つの目標をかかげて研究を進める。

〔内容および成果〕

　 森林の個体ベースモデルを使い， 成木の近 く での稚樹

の種特異的な死亡や， 繁殖の時間変動など， 多種の共存
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メ カニズムが複数同時に働いている場合， それら の共存

促進効果は相加的ではな く ， 個々の メ カニズムの相対的

な貢献度を定義するのは困難であ る こ と を示し た。また，

特定の共存 メ カニズムが働 く こ と で， 森林の構造になん

ら かの特徴的なパターンが見られるかをシ ミ ュ レーシ ョ

ン実験によ り 探索し たが， 測定データのなかか ら検出で

き る よ う な特徴を見いだすこ と はでき なかった。 こ の結

果は， 野外での共存 メ カニズム研究の方法論の再考を迫

る ものであ る。

　 仮想的な食物網のシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルのなかで進

化的に構築された食物網は， そ う でない も のに比べ， 外

部か ら の撹乱に対し て高い復元力を持つ こ と を示し た。

し かし， 非常に弱い撹乱で も， 頻度が高 く な る と， 多様

性の低い分類群の存続に悪影響を与え る こ と が明ら かに

なった。

〔備考〕

（9） 　 発生工学を用いた生殖幹細胞の実験研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE578

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生殖幹細胞は次世代を単独で再生す る こ と が

可能な唯一の細胞であ り ， これを用いる こ と で動物の個

体保存， 種の保存が理論的には可能であ る。 本研究では

既に世界的なレベルに達し ている生殖幹細胞 （始原生殖

細胞を含む） の体外操作技術を鳥類， 及び哺乳類等の動

物種で再現性を保ちながら応用し て環境圧力等によ る絶

滅が危惧される野生動物種の個体数増殖に応用する ため

の基盤知見の蓄積にあたる。

〔内容および成果〕

　 本年度の研究計画では当初， 鳥類のみな らず哺乳類に

おいて も生殖幹細胞を用いた研究を行 う こ と と し ていた

も のの， 研究エ フ ォ ト の制限に よ り 鳥類のみの研究 と

なった。 鳥類生殖幹細胞の う ち， 初期の発生段階 （孵卵

２ 日目前後） の胚か ら単離し た生殖幹細胞 （始原生殖細

胞） を胚血流中に注入移植し て生殖巣キ メ ラ個体を作成

し て， こ の個体の交配から移植始原生殖細胞由来の子孫

個体を得る技術はほぼ完成し ている。 ただし， 移植可能

な生殖幹細胞の発生段階に関し ての知見はな く ， 個体発

生時期の よ り 早い段階や よ り 遅い段階での生殖幹細胞

（も し く は生殖原細胞 ： 精子や卵に分化する直前の祖細

胞） が生殖巣キ メ ラ を創る能力があ るのかど う かは全 く

不明であ る。 こ の点を明確にし， 生殖巣キ メ ラ手法を よ

り 広範な応用技術 と する ために， 従来の研究で用いてい

た発生段階 と 異な る胚発生段階か ら採取し た生殖幹細胞

を用いた移植実験を行った結果， よ り 早い段階の生殖幹

細胞移植の場合は， 始原生殖細胞移植の場合に比べて効

率が低下する も ののホ ス ト 胚の生殖巣に定着する こ と が

確認でき た。 また， 発生後期胚か ら採取し た生殖幹細胞

を用いた場合も同様にホ ス ト 生殖巣への定着が確認でき

た。 こ の結果は， 胚発生のどの様な時期の生殖幹細胞で

も生殖巣キ メ ラ を作成する能力を維持し ている こ と を示

し てお り ， 今後よ り 詳細な研究を通じ て希少野生鳥類増

殖のための技術基盤を提供す る こ と と な る と 考え ら れ

る。

〔備考〕

（10） 　 鳥類における生物遺伝資源の長期保存に関する研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE587

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 近年， 多 く の哺乳動物において， 初期胚や配偶

子を体外に取 り 出し， 超低温下で凍結する こ と に よ り ，

発生能を保持し たかたちで半永久的に保存し てお く こ と

が可能 と なった。 これらは， 必要に応じ て融解し て再び

個体へ と 発生させる こ と が可能であ る。 これらの凍結保

存技術は， 現在の生命科学研究を支え る も の と し て広 く

利用されているのみな らず， 種 （系統） の保存を目的 と

し た生物遺伝資源バン ク の基盤技術と なっている。他方，

絶滅のおそれのあ る野生生物は増加の一途を辿 り ， それ

ら の生物遺伝資源は， 生物相関におけ る意味を考察され

る前に， 急激な速度で失われてい る。 本研究の目的は，

将来の資源利用も視野に入れた効果的な鳥類の生物遺伝

資源の長期保存法を開発する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 セルソーターによ る始原生殖細胞 （PGC） の分離を試

みた結果，鳥類 PGC はその細胞質内部に油滴を有する こ

と から， レーザー反射光の違いによ って， 抗体等を使用

せずに分離でき る こ と が明ら か と なった。 本実験におけ

る胚 １ 個体の血液から回収でき た PGC 数は，44.7±32.1 個

（n=13） であった。 密度勾配遠心分離法では， その損失分

が大きいため，少数胚からの PGC の分離ができ ないこ と

から，最低 １ 個の胚から PGC の分離を可能 と なった こ と
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は特に重要であ る。 生物遺伝資源の長期保存に使用でき

る希少鳥類種の受精卵は極少 と な る ため， その効果的な

利用が課題 と なっている。 本研究の成果は， こ の問題の

解決ために，少量の受精卵から PGC の採取 と凍結保存を

可能にし た こ と であ る。

〔備考〕

（11） 　 野生生物の生息適地からみた生物多様性の評価手

法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-1

〔研究課題コー ド〕 0305BA558

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

椿宜高， 五箇公一， 辻宣行

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の喪失の主要な原因は， 自然環境の

破壊によ る生息地の破壊であ るが， 環境改変に伴 う 生息

場所の質の変化や生態系の多様性の変化を定量的に評価

する手法は， まだ， 確立されていない。 周辺環境の情報

か ら野生生物種の生息確率関数を求め， 環境改変によ る

生息確率の変化を も と に， その影響を定量的に評価する

手法を開発する。 環境改変の生物多様性への影響を定量

的に評価する こ と で， 生息確率の改善に役立つ保全施策

の提案が可能 と な り ， 野生生物保全のために最善のシナ

リ オを提言する こ と が可能と なるだろ う 。

〔内容および成果〕

　 環境省の自然環境基礎調査の分布データ，自然環境GIS

の植生図， 国土地理院の数値地図情報， 気候値 メ ッ シ ュ

（国土数値情報） ， 気象年報 （気象庁） ， 人工衛星データ

（SPOT/VEGETATION） の各種データ を地理情報システム

（GIS） に統合し て， １ 種の大型哺乳類， 58 種の鳥類， 15

種の両生類， 108 種の ト ンボ類の生息適地の予測モデル

を作成し た。 また， 第 ５ 回， および ６ 回自然環境保全基

礎調査の繁殖鳥類の分布データ を用いて， 79 種の鳥類の

分布を予測するモデルを構築し た。 アンケー ト デ結果を

用いないで， 調査方法が統一されているセンサス結果の

み用いた方が，鳥類の分布予測モデルの精度は向上し た。

生息環境別に各鳥種のモデルの精度をみてみる と 森林性

鳥類ではモデルのあてはま り が比較的高いが， 農耕地の

鳥種ではモデルの精度が低 く ， 体重が大き く な るにつれ

て ３ 次 メ ッ シ ュ単位で得られた生息予測モデルの精度が

悪 く なってい く 傾向が見られた。 また， エゾシカの生息

分布に関する生息適地モデルを も と に， 東日本のニホン

ジカの生息分布予測モデルを作成し た。 東日本のニホン

ジカは， 積雪 と 標高 （農用地や人為改変地） の制限を強

く 受けつつも， その個体数の増加に伴い周辺地域へ分布

を拡大し ている こ と が明ら かになった。 恒温脊椎動物で

は， 対象種の行動圏 と モデルの解析ス ケールには相関関

係があ り ， 大型のシカや猛禽類では １ km メ ッ シュ よ り

５ km メ ッ シュの空間スケールで生息適地モデルを作成

し た方がよい こ と が明ら かになった。 滋賀県および大阪

府の調査データに も と づいて開発し たカ ス ミ サンシ ョ ウ

ウオの生息分布モデルを瀬戸内地方全域に適用し， モデ

ルの実用性を評価し た と こ ろ， 中国地方， 紀伊半島でモ

デルの有効性が確認された。 カ ス ミ サンシ ョ ウ ウオのモ

デルは， 異所性の同じ ニ ッ チを もつホ ク リ ク サンシ ョ ウ

ウオ， オオイ タサンシ ョ ウ ウオ等の止水性サンシ ョ ウ ウ

オに も適用可能であった。 昆虫類のよ う にボ ラ ンテ ィ ア

に頼る調査では， 調査努力量の濃淡が原因で生じ る偏 り

も大き く ， 記録が希少種に偏る傾向が認め られた。 こ の

よ う な分布データの弱点を解消する ために， 分布情報の

質を評価する方法を考案し， 質の高いデータだけを ス ク

リ ーニング し て抽出する こ と で， 野生生物， と く に無脊

椎動物群集に適用可能な生息適地評価手法を開発し た。

生息予測モデルによ って作成し た生物多様性地図を も と

にし て， 生息地の価値を評価する手法 と し て 「置換不能

度」 と い う 手法を検討し た。 置換不能度 と は， あ る地域

に生息する全種類を保全する ために， 注目する生息地が

どの く ら い重要かを， その生息地の選択確率 （ ０ ～ １ ）

と し て表 し た指標であ る。 置換不能度の計算は， 種数，

地域数が増加する と 指数的に計算量が増加するが， 短時

間に計算可能な近似アルゴ リ ズムを開発し た。 置換不能

度を用いる こ と で， 必要な複数な個体群や指定されてい

る 保護区を あ ら か じ め組み こ んで保全場所の重要度や

ホ ッ ト スポ ッ ト を数量化でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター， 大阪府立

大学， 武蔵工業大学， みずほ情報総研株式会社

（12） 　 遺伝子組換え生物の開放系利用による遺伝子移行

と生物多様性への影響評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-7

〔研究課題コー ド〕 0305BA585

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

青木康展， 佐治光， 久保明弘， 青野光子， 中嶋

信美， 玉置雅紀

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）
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〔目 　 的〕 現在， 我が国ではバイオセーフテ ィ に関する カ

ルタヘナ議定書の担保法であ る 「遺伝子組換え生物等の

使用等の規制によ る生物多様性の確保に関する法律」 が

施行され， 遺伝子組換え生物の第一種使用等いわゆる開

放系利用に関する法整備がな されて き ている。 しかし な

が ら こ れまでの農水省及び経産省のガ イ ド ラ イ ンでは，

その安全性評価の項目はいずれも人間への影響に関する

も のが中心で， 幅広 く 生物多様性への影響評価を対象 と

する も のではない。 そのため， 生物多様性への影響 と い

う 観点か ら の評価手法を開発 ・ 研究す る こ と が急務 と

なっている。 本研究では， 遺伝子組換え微生物， 魚及び

植物を用いて， 遺伝子の環境中におけ る他の生物への移

動の頻度 と その機構を明かにする と と も に， 組換え体の

生物多様性への影響評価手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 １ ） 組換え微生物の微生物多様性への影響評価手法を

開発す る ために， まず組換え微生物接種に よ り そのポ

ピ ュ レーシ ョ ンに影響を受け る微生物の同定を試みた。

霞 ヵ 浦湖水を供試水 と し た水マ イ ク ロ コ ズム を作成し，

組換え Pseudomonas putida 及びその宿主 （非組換え体） の

影響評価試験を実施し た。微生物群集構造の変動を PCR-

DGGE 法によ り 詳細に解析し た結果， 両者の影響はほ と

んど同等であった。 また対照であ る菌体無接種系 と 比較

し た結果， 一部菌体接種によ り 影響を受け る微生物が見

いだ されたが， 微生物多様性全体への変動は生じ ない こ

と が確認された。

　 ２ ） 遺伝子組換魚か ら， 導入遺伝子が土壌細菌等の環

境中の細菌に移行するかを明ら かにする こ と が， 本サブ

テーマの目的であ る。本年度は，遺伝子導入ゼブラ フ ィ ッ

シュのゲ ノ ム DNA に組み込まれているプラ ス ミ ド pML4

がゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ魚体の腐敗に伴い魚体か ら細菌に移

行する かを検証し た。 魚体を飼育水中で腐敗 さ せた後，

水中から カナマイ シン耐性菌を分離し， PCR 法で確認し

た と こ ろ， pML4 が導入された細菌は検出されなかった。

種々の細菌培養条件下で検討し たが， pML4 の移行確率

は 10-3-10-6 以下と算定された。

　 ３ ） 遺伝子組換え作物か ら野生種への遺伝子移行， 拡

散の可能性について検討する ため， ダ イ ズ （品種フ ク ユ

タ カ） と その近縁野生種であ る ツルマ メ （系統那須 -5）

を隣接させてほ場で栽培し， その間での自然交雑率を調

べる実験を行った。 ダ イ ズ と ツルマ メ の開花期はほ と ん

ど重なった。 ツルマ メ から採種し， 得られた種子の SSR

マーカーを用いた解析によ り ， 交雑率を調べている。 ま

た， 入手し た組換えダ イ ズ ２ 系統 （A3244RR, A3525RR）

と ツルマ メ （那須 -5， JP110755） の間での人工交配によ

り ， F1 雑種の種子を作成し た。 今後， 得られた雑種の環

境適応度を調べる予定であ る。

〔備考〕

研究代表者 ： 矢木修身 （東京大学） 　

共同研究機関 ： （独） 産業総合研究所， 農業生物資源研究

所， 筑波大学

（13） 　 植物の環境ス ト レス耐性に関与する遺伝子の探索

と機能解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0307AE503

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘，

青野光子

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 植物は環境保全に必須であ り ， 大気汚染や紫外

線などのス ト レ ス要因が植物に及ぼす影響やそれらに対

する植物の耐性機構を明ら かにする こ と は， 基礎 ・ 応用

の両面において重要であ る。 植物の環境ス ト レ ス耐性機

構には様々な遺伝子が関与し てい る と 考え ら れる ため，

それらの遺伝子を探索し， その機能を解明する。

〔内容および成果〕

　 我々が単離し たシ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性突然変

異体の一つ ozs1-1 では， T-DNA が OZS1 遺伝子に挿入さ

れて OZS1 が発現し な く なっているが，野生型の OZS1 遺

伝子の発現をアレ イ解析のデータベース をサーベイ し て

調べた と こ ろ， OZS1 遺伝子の発現は， 茎葉 と萼で高 く ，

培養細胞 ・ 乾燥種子 ・ 根で低い傾向があ り ， オゾ ン処理

では誘導されないが， 老化 ・ 線虫感染 ・ 熱シ ョ ッ ク ・ 浸

透圧ス ト レ ス・遺伝毒性薬剤処理等によ り 誘導され，種々

のス ト レ ス耐性に関与する可能性が示唆された。

　 またシ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性でパラ コー ト 耐性

の変異体 rcd1 の原因遺伝子 RCD1 を rcd1 や野生型のシ ロ

イ ヌナズナに導入し た と こ ろ， これら の遺伝子組換え体

は， オ ゾ ン感受性やパ ラ コ ー ト 耐性において野生型 と

rcd1 の中間的性質を示し， rcd1 は機能欠損の突然変異で

はあ るが， RCD1 の発現は厳密に制御されていて， 至適

発現量を外れる と ス ト レ ス反応に異常を示すよ う にな る

こ と が示唆された。

〔備考〕

（14） 　 霞ヶ浦における湖水白濁化現象の機構解明

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0405AF967
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○宇田川弘勝 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

高村典子

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 近年， 霞ヶ浦で観察される湖水の白濁化現象の

機構解明を目的 と し て， 懸濁物質の理化学的および鉱物

学的特徴をモニタ リ ング し た。

〔内容および成果〕

　 年間を通じ て最も懸濁物質量が多 く ， かつ白濁化がし

ばしば観察される掛馬沖 （全域調査 St.7） を採水定点 と

し， 2004 年 ７ 月よ り 2005 年 ９ 月まで懸濁物質を毎月回

収し た。

　 懸濁物質の粒径は概ね 0.05mm 以下であった。 季節間

差を考察する と， 夏季か ら冬季にかけて粗粒にな り ， そ

の後は再び細粒にな る傾向を示し た。 鉱物組成に関し て

は， 二次鉱物はカオ リ ナイ ト ， イ ラ イ ト ， バー ミ キ ュ ラ

イ ト が主体を成し てお り ， 明瞭な季節間差は認められな

かった。 一方， 一次鉱物は石英 （ケ イ藻片を含む） ， 長

石， ク リ ス ト バル石が主体を成し ていたが， 白濁化が認

め られた夏季の懸濁物質にはカルサイ ト が多 く 含まれて

いた。 そ こ で懸濁物質に対し て， 電子顕微鏡観察 と エネ

ルギー分散型 Ｘ 線分析装置を用いて形状観察 と元素組成

分析を行った。 その結果， 夏季にはカルサイ ト だけでは

な く ， 非晶質の炭酸カルシ ウ ム も多 く 含まれている こ と

が明ら かになった。 懸濁物質全体の元素組成分析結果も

これを支持し， 夏季の懸濁物質にはカルシ ウ ムが多量に

含有されている こ と が明ら かになった。 これらの結果を

受けて， 霞ヶ浦湖底堆積物について同様の分析を行った

と こ ろ， 底質には炭酸カルシ ウ ムがほ と んど含まれてい

なかった。 そ こ で， 霞ヶ浦の水質データ を用い， 炭酸カ

ルシ ウ ムについて溶解度積 と イオン積の関係を地球化学

コー ド によ り 計算し た と こ ろ， 霞ヶ浦の湖水は炭酸カル

シ ウ ムに対し て飽和 と 未飽和を反復し ている こ と が明ら

かになった。 以上か ら， 霞ヶ浦の白濁化現象には， 白色

沈殿であ る炭酸カルシ ウ ムが湖水中で生成し， 湖水に白

色味を付与し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

（15） 　 侵入種生態リ スクの評価手法と対策に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-3

〔研究課題コー ド〕 0406BA421

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 １ ） 2004 年制定予定の 「( 特定 ) 外来種対策法」

に対応すべ く ， 侵入生物種の リ ス ク評価手法の開発 ・ 検

討を行 う 。

　 ２ ） 侵入生物の最も深刻な生態 リ ス ク であ る 「寄生生

物等の随伴侵入」 と い う 問題を重点的に調査研究し， そ

の対策を検討する。

　 ３ ） 侵入種か ら在来生態系を守る必要性が高い 「重要

管理地域」 の一つであ る沖縄地方の侵入種問題に対し て，

侵入種駆除および防止のためのシ ス テム構築を検討し，

迅速な対応を目指す と と も に， 侵入種対策の具体的方針

を う ち立てる。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 侵入種生態 リ ス ク評価手法の開発に関する研究

　 特に多 く の種類が侵入種 と なっている植物類について

は， まず， 網羅的に生態的特性を と ら え， その中か ら重

要侵入種を選定する こ と を試みた。 種子の休眠 ・ 発芽特

性を ス ク リ ーニングによ って外来植物の29種の時間的分

散特性を把握し た。 シナダレ スズ メ ガヤの分布特性を調

査し， 比高， 基質， 植生などに関わる侵入特性を明ら か

にし た。合計 15 種の外来植物に関する情報のデータベー

ス化を行った。 侵入哺乳類の生態 リ ス ク研究 と し て， ア

ラ イ グマについて， 生態的特性， 分布拡大状況および影

響実態の調査を進めた結果， 在来種への捕食や競合関係

が明ら か と な り ， またレプ ト ス ピ ラ菌の感染や新たな寄

生虫が発見された。 両生類 ・ 爬虫類の生態 リ ス ク評価に

ついては， 分布拡大 ・ 捕食 ・ 遺伝子浸透の実態把握を進

めた。 北陸地方で在来種ク サガ メ に外来種 ミ ナ ミ イ シガ

メ か ら遺伝浸透が生じ ている可能性を形態形質およびア

ロザイ ム分析によ り さ ら に検証し た。 シ ロ アゴガエルに

ついて宮古諸島への分布の拡大状況を明ら かにし， 高い

寄生虫の保有率を明ら かにし た。 オオ ヒ キガエルについ

ては， 潜在的捕食者であ る琉球在来のヘビ類への毒の影

響を野外観察 と 実験か ら予測し た。 奄美諸島以南のオキ

ナワ キ ノ ボ リ ト カゲが温帯域であ る九州西部に も侵入し

定着し ている こ と を確認し た。 魚類の生態 リ ス ク評価に

ついては， サン フ ィ ッ シ ュ科を対象 と し て， 評価項目の

検討を進める ためのデータ収集を進めた。 分子遺伝学的

分析によ り 琵琶湖のオオ クチバス集団に亜種フ ロ リ ダバ

ス特有の遺伝子が高頻度で浸透し ている こ と を明らかに

し，大規模な意図的放流が行われている こ と を推測し た。

全国の研究者等にアンケー ト 調査を実施し， サン フ ィ ッ

シ ュ科魚類 ３ 種の分布実態および在来魚種に対する生態

影響に関する具体的知見を収集し， 絶滅危惧動物を含む

多岐に渡る水生生物への影響を明ら かにし た。 セ イ ヨ ウ
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オオマルハナバチについて北海道において， 在来マルハ

ナバチ類を含めた分布状況の調査を行った結果， 調査地

点でセ イ ヨ ウオオマルハナバチが観察された地点におけ

る本種の占有率は 2004 年度の平均 ９ ％から 2005 年度の

平均 12.4％に上昇し ている こ と が明らか と なった。 生息

環境の解析を行った結果， 営巣や採餌に重要な農耕地な

どの環境に隣接し て落葉樹林が存在する よ う な複合的な

環境が， 本種の定着に必要であ る こ と が示唆された。 外

国産ク ワガ タ ムシについては， 遺伝的浸透 リ ス ク評価 と

し て ヒ ラ タ ク ワガ タ東南アジア産系統 と， 日本産系統の

間の交雑和合性を調べる と と も に， これら東南アジア産

系統同志の交雑和合性， および日本産系統間の交雑和合

性について も調べた。 遺伝的距離 と 子雑和合性に負の相

関が存在する こ と が示唆され， 交尾後生殖隔離機構の進

化に関する新しい事例が示された。 外来生物の侵略性や

影響地域を推定する ためのシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開

発も試みた。様々に条件を変えた仮想的な食物網に，様々

な性質を持つ生物を侵入させる コ ンピ ュータ シ ミ ュ レー

シ ョ ン を行った結果， 侵入を受けずに進化し た食物網，

特殊化し た生物が多い食物網， エネルギー変換効率の高

い動物で構成される食物網は特に侵入生物の影響を受け

やすい こ と が明ら か と なった。 ア ラ イ グマをケース ス タ

デ ィ と し て，国内における生息確認地点の地理的情報を，

日本全国の地図情報に照ら し合わせて， ア ラ イ グマの生

息可能地域を統計的に算出し て地図情報化し た。

　（ ２ ） 随伴侵入生物の生態影響に関する研究

　 輸入爬虫類の寄生生物に関する 研究では，特に病原性の

高い輸入ト カゲ類の Cryptosporidium 保有状況およ び在来

種への病原性の調査を行った。感染実験では多く の在来種

が Cryptosporidium に感受性で， オビト カゲモド キでは致

死的である こ と が示さ れた。 2005 年度は Cryptosporidium

がヘビにも 感染する こ と を証明し た。ま た，沖縄県で捕獲

さ れたヤモリ における Cryptosporidium の浸淫状況を調査

し たと こ ろ， ３ ％ （１ /33） の感染個体が確認さ れた。 新

し い感染症と し て，致死性ヘルペス ウ イ ルス 感染症を見い

だし た。

　 輸入昆虫類の寄生生物に関する研究では， 様々な地域

か ら輸入されているペッ ト 用甲虫類から ダニ類を採集し

て， 分類 ・ 同定を行った結果， 未知種も含めて様々な寄

生性ダニ類が検出された。 これら のダニの う ち， 広域分

布種であ る ク ワガタナカセ Coleopterophagous  berlsei につ

い て宿主 ク ワ ガ タ ム シ と の共種分化関係 を調査 し た。

DNA 分析を行い， ク ワガタ ムシおよびク ワガタナカセ地

域個体群の系統関係を調べた結果， ク ワガ タナカセに も

宿主であ る ク ワガ タ ムシ と同様に多様な遺伝的系統が存

在し， ク ワガタ ムシ と の共種分化関係はおよそ 500 万年

以上の歴史を経て形成された こ と が推定された。 ク ワガ

タナカセには大き く ４ つの遺伝的系統が存在し， それぞ

れ形態学的にも分化し ている こ と が示された こ と か ら ク

ワガ タナカセの分類学的再考を行い， ４ つの遺伝的系統

を ４ 別種 と し て再記載する こ と と し た。 ク ワガ タナカセ

の生態学的特性の実験的調査を実施し た結果， 外国産ク

ワガタナカセは日本産ク ワガ タナカセよ り も増殖力が高

いこ と， および宿主適応範囲が広いこ と が示唆された。

　( ３ ） 沖縄 ・ 奄美地方における侵入種影響および駆除対

　 　 策に関する研究

　 緊急に対策が必要な外来種 と し て， 沖縄本島 ・ 奄美大

島におけ るマングースの効率的防除手法を開発する ため

の生態学的情報の収集を開始し た。 分布域データ を精査

し た結果， マングースの分布拡大に伴いアマ ミ ノ ク ロ ウ

サギが減少し ている実態が明ら か と なった。 食性分析に

よ り ， マングースは季節に応じ て様々な餌生物を利用し

ている こ と が明ら か と なった。 これまでの捕獲数量デー

タに基づき， 捕獲によ るマングース個体群密度の推移を

シ ミ ュ レー ト するモデルを構築し た結果， 現在予想され

る マン グース生息数に対し ては捕獲努力量に関わ らず，

根絶までには 10 年以上の時間がかかる こ と が示された。

マ ン グース の分布拡大を防ぐ ための フ ェ ン ス の開発 も

行った。 奄美大島および沖縄本島においてフ ェ ン ス を展

開する候補地の具体的選定を行った。 捕獲マングースの

血清検査を行った結果， 日本脳炎ウ ィ ルスに対する抗体

が一部個体に確認された こ と から， 本種は日本脳炎の媒

介能力があ るおそれがあ る こ と が示された。

　 奄美大島および沖縄本島をモデル地域 と し て住民の外

来種問題に対する意識実態および飼育生物の逸脱 ・ 遺棄

の実態についてアンケー ト 調査を行った。 多 く の住民が

外来種について高い問題意識はも ち， 対策は， 国や自治

体が行 う べきであ る と 考えてお り ， 十分に普及啓発を行

いつつ， 地域住民 と 行政が一体 と なって防除事業に共力

する こ と によ り 有効な侵入種対策を講じ る こ と が出来る

と考え られた。

〔備考〕

環境省 （やんばる野生生物保護セン ター） ， 農林水産省

（ （独） 森林総合研究所） 及び大学 （東京大学， 北海道大

学， 東北大学， 琉球大学， 愛知学泉大学， 麻布大学） ，

NPO団体（WWF ジャパン） と課題を分担し研究を進める。
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（16） 　 大型船舶のバラ ス ト 水 ・ 船体付着によ り越境移動

する海洋生物がもたらす生態系攪乱の動態把握と リ

スク管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-4

〔研究課題コー ド〕 0406BA505

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 刀正行

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大型船舶のバ ラ ス ト 水お よび船体に付着 し て

移動する生物の動態を， そのバラ ス ト タ ン ク内および船

体表面の継続的なモニ タ リ ング と， その寄港地におけ る

現地調査によ り 明ら かし， また， 海藻類 ・ 付着動物 ・ 有

害植物プ ラ ン ク ト ンなどの代表的な移入生物が， ど こ か

ら運ばれどのよ う に拡散し ていったかを， 遺伝子解析な

ど を通し て明ら かにする こ と を目指し ている。 バラ ス ト

水は海洋生物の越境移動の主要な原因 と し て取 り 上げら

れているが， バラ ス ト 水中の生物相の動態に関する情報

は， 試料入手の難し さや船上での処理作業の困難さ等の

理由で少な く ， バラ ス ト 水を介し た海洋生物の越境移動

に関する様々なケース ス タデ ィ が求められている。 バラ

ス ト 水について調査 ・ 研究を行 う 上で， 適切なサンプル

収集法および処理法を確立する こ と， フ ローサイ ト メ ト

リ や分子生態学的手法によ り ， タ ン ク内生物の動態の詳

細について調査する こ と， そ し てバラ ス ト タ ン ク内の物

理化学的環境要因の特性について明ら かにする こ と を目

的 と し て調査 ・ 研究を実施し ている。 またバラ ス ト 水の

管理条約について情報収集を行い， 条約の実施に必要な

ガ イ ド ラ イ ンに関わる問題について， 本研究で得られた

成果を基に検証する こ と で， バラ ス ト 水の管理や処理に

ついて政策面で貢献する こ と も目指し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は，日本－中国－ USA 間を行き来し ている大型

貨物船を対象と し て，バラ ス ト タ ン ク内の調査を行った。

当該船は， 積荷の状況に応じ て不規則にバラ ス ト 水の張

排水を繰 り 返し てお り ， 2005 年 ８ 月の調査では， 日本出

航後から中国に寄港する までに， 植物プ ラ ン ク ト ンの数

は， 約 80 細胞 /mL （初期値の 0.6%） に減少し た。 また

培養処理によ り ， Heterosigma akashiwo や Prymnesium と

いった有害藻類を含む15種の植物プラ ン ク ト ンの増殖を

確認でき た。 前年度調査し た日本－オース ト ラ リ ア航路

と 比較し て， 港間の距離が短 く ， 温度変化も小さ く ， 外

洋での リ バラ ス ト 処理を行わなかったため， 生存細胞数

が格段に多 く 認められた。 またピ コプ ラ ン ク ト ンの動態

について， 今回新たにフ ローサイ ト メ ト リ によ る解析を

行 っ た と こ ろ， 真 核 性 ピ コ 植 物 プ ラ ン ク ト ン と

Synechococcus の ２ つの主要なグループが検出 さ れた こ

と， 減少率は初期値の ７ ～ 30% であ り ， 非常に多 く の細

胞が残存し ている こ と が示唆された。 さ ら に当該船にお

いて， バラ ス ト タ ン ク内堆積物の植物プ ラ ン ク ト ンの多

様性調査を行った と こ ろ， 栄養細胞と し て Nitzschia 等の

珪藻， 大型海藻， 無色の渦鞭毛藻などが観察され， 45 ～

96細胞/gの密度で存在する こ と がMPN法によ り 確認でき

た。 様々な種類のシス ト 様細胞も観察されてお り ， 短距

離航路の大型貨物船によ る移動 リ ス ク の高さ が示唆され

た。 前年度までに得られたバラ ス ト タ ン ク環境のモニ タ

リ ング結果か ら， 実験室内において， バラ ス ト タ ン ク の

擬似的な環境を構築し， 各種培養試験も行った。 耐久性

を もつ休眠性シス ト の発芽が， タ ン ク内環境下に置かれ

る こ と で促進される こ と が示唆された。 さ ら に種によ っ

てはバラ ス ト タ ン ク環境下に置かれた場合， 栄養細胞か

ら テンポラ リ ーシス ト に移行する現象も認められた。

〔備考〕

本研究課題の研究代表者 ： 川井浩史教授 （神戸大学内海

域環境教育研究セン ター）

（17） 　 ため池と その周辺環境を含む地域生態系の水循環

と公益的機能の評価

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0406BC319

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

宇田川弘勝

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 兵庫県南部に分布する ため池およ

びその周辺地域を研究対象 と し， 生物多様性を維持する

のに重要であ る景観単位 （例えば， 森林など） と 生態要

素 （例えば抽水植物群落など） を抽出し た上で， そ う し

た要素の公益的機能を科学的に評価する。 一方で， 地域

生態系の水循環機構を明ら かにし， 管理手法を提言する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 地域生態系におけ る水循環機構の解明 ： 兵庫県南

西部の播磨地域および東播磨地域をモデル地区 と し て，

ため池を含む農村地域の水循環図を作成し た。 次年度は

GISデータ を利用する こ と によ り ，当該地域における水循

環モデルの構築を図る。 また， 当該地域において今後増

加が予想される転作田に着目し， 水田か ら畑作への転作

が物質収支や水循環に与える影響を検討し た。その結果，
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水稲か ら小麦作への転作によ って， 全窒素は約 ３ 倍， 全

リ ンは約 1.5 倍多 く 流出する こ と が明らかになった。 こ

れらは転作によ り ， 農地が有する ダム機能や地下水涵養

機能が低下し た こ と に由来する と考え られた。次年度は，

転作が流域の総合水環境管理 ・ 水循環に及ぼす影響を再

評価する。

　（ ２ ） 公益的機能の評価研究 ： ため池が有する公益的機

能に関し ては， 水生植物群落が有する脱窒機能に焦点を

当てた研究を行っている。 前年度までに， 野外において

脱窒活性の季節変化を実測し， 春か ら晩秋にかけて脱窒

活性が上昇する こ と を明ら かにし た。 こ の原因を検討す

る ために， 本年度は各種の室内実験を行った。 その結果，

植物体表面に付着し ている生物膜 （バイオフ ィ ルム） に

脱窒菌が多 く 存在する こ と， また， 脱窒菌の基質 と し て，

枯死し た植物体が易分解性有機炭素を供給し ている こ と

が明ら かになった。 本年度までに， ため池において水生

植物群落が水質浄化に貢献し ている こ と が示された。 水

生植物の保全に向けて， ため池管理者へ働きかけ る施策

に関し ては次章に記す。 また， 今後は生活形の異な る植

物群落において脱窒機能を評価し， 水生植物群落の組み

合わせが窒素浄化機能に与え る影響を総合的に定量化す

る こ と を目指す。

　（ ３ ） 適切なため池管理手法の検討 ： ため池の管理手法

に関し ては， 自然科学的アプローチ （他感作用を利用し

たアオコ抑制技術の開発） と，社会科学的アプローチ （た

め池の公益的機能の発現に資する保全施策の開発） の両

面か ら の検討を行っている。 まず， 他感作用によ る アオ

コ抑制技術の開発に関し て， 本年度はため池周辺に生育

する植物の落葉か ら放出される他感物質を探索し た。 そ

の結果， アカ メ ガシ ワに含まれるルチン と ユキヤナギに

含まれる桂皮酸が，アオコの増殖に対し て顕著な抑った。

本年度までに， アオコ を抑制する ため池周辺植生の選抜

と 他感物質の同定がほぼ完了し た。 次年度はフ ィ ール ド

レベルにおいて， アオコ抑制作用を評価し， アオコ抑制

技術の開発を目指す。 一方， ため池の保全施策の開発に

関し制効果を示すこ と が明ら かにな， 本年度は水生植物

の保全に対する ため池管理者の意識を解析し た。 その結

果， 保全活動に関心を持つ管理者の多 く は， １ ） 非農家

と の交流に関心があ る こ と， ２ ） ため池の自然に関心が

あ る人 と 接触し た こ と があ る こ と， ３ ） ため池の生物が

失われた こ と を実感し てい る こ と 　 が明 ら かになった。

前年度までの成果 と 併せ， 本年度までに， 公益的機能を

有する環境要素を保全する ために， ため池管理者へどの

よ う に働きかけるべきかが把握でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 農業環境技術研究所， 兵庫県立健康

環境科学研究セン ター， 兵庫県立農林水産技術総合セン

ター 　

協力研究機関な らびに共同研究者 ： 三橋弘宗 （兵庫県立

人と自然の博物館）， 角野康郎 （神戸大学理学部）， 兵庫

県農林水産部農地防災室， 田渕俊雄， 国松孝男 （滋賀県

立大学）

（18） 　 鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす影響の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD473

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 一夫多妻制の配偶システムを持つ種では， 高い

性選択圧に さ ら されている ため， 雄の誘性的な形質 と 免

疫能を同時に発達させる必要があ る。 免疫能 と アン ド ロ

ゲン濃度には拮抗作用がみられる ため， 質的に劣る雄は

免疫能を保ったま ま， 誘引形質を維持するのが困難 と な

る ため， 免疫能は暴露型ハンデ ィ キ ャ ッ プ と な る と 考え

られている。 オオ ヨ シキ リ を材料 と し て， 生化学的手法

を用いて父性を明ら かにし， 雌の交尾相手選択を明ら か

にする と同時に， PHA に対する反応によ り 免疫能を測定

し， 雄の免疫能が雌の交尾相手選択に与え る影響を解析

する。 雄の免疫能が実際に雌の配偶者選択に影響を与え

ているかど う かを明ら かにし， 免疫能ハンデ ィ キ ャ ッ プ

仮説が成立し ているかど う かを明ら かにする こ と を目的

にし ている。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦湖岸に2004年に確立し たオオ ヨ シキ リ の標識個

体群において， 免疫能の高い個体が高い配偶成功を得て

いるかど う かを研究し た。 フ ィ ト ヘマグルチニン （PHA）

を用いて擬似免疫反応を誘発させ， 個体ご と に免疫能を

測定し た。 各個体の体重， 体のコ ンデ ィ シ ョ ン と 免疫能

の間には相関は認められなかった。 2004 年は， 生息密度

が低 く 一夫多妻雄は出現し なかったが， 休耕田の ヨ シ原

が消失し た 2005年度には ３ 分の １ の雄が複数の雌を獲得

でき， 一夫多妻が生じ た。 一夫多妻の配偶ステータ ス を

得た雄の免疫能が一夫一妻の雄よ り 高い傾向は認められ

た調査個体群では， 32％の雄が広義の鳥マ ラ リ ア （含む

ヘモプロ テ ウ ス） に感染し ていたのにたいし て， ト リ パ

ノ ゾーマの感染率は ９ ％弱 と 低かった。 これらの血液寄

生虫に感染し ていた個体 と 感染し ていない個体を比較し

た と こ ろ， 免疫能に差は見いだせなかった。 2005 年に高
―  164  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
い配偶成功のス テータ ス を得ていたのは， ２ 歳以上の個

体であった。 以上よ り ， 雄が高い配偶成功を得られるか

ど う かは， 周辺環境の要因， 年齢， 免疫能が複雑に絡み

合っている と 考え られた。 今後， サンプル数を増加させ

る と と も に， 免疫能の高さ， ホルモン濃度， 血液寄生虫

の感染し た個体の行動の関係について明らかにし， 配偶

成功に最も効いている要因を明らかにする必要があ る。

〔備考〕

（19） 　 空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生

態系管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0407BD480

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○立田晴記 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では房総のシカ孤立個体群をモデルシ

ステム と し， シカ個体群の動態 と それによ って引き起こ

される生態系レベルでの環境劣化や農業被害を説明 ・ 予

測する。 サブテーマ と し ては （ １ ） 個体群動態モデルの

構築と生態系イ ンパク ト の評価に関する研究， （ ２ ） 遺伝

子によ る シカ集団構造の解析に関する研究， （ ３ ） 植物の

現存量 ・ 生産性 ・ 動態評価に関する研究の ３ つがあ り ，

それぞれのサブテーマか ら推定される シカ個体群動態 と

環境パ ラ メ ー タ を取 り 込んだ空間明示モデルを構築す

る。 それによ って具体的なシカ駆除対策立案のための提

言と， 農業被害予測を的確に行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 主に ミ ト コ ン ド リ ア DNA の D-loop 領域を

用いて， 現存の房総個体群の遺伝的構造を明ら かにする

と と も に， 現在の房総個体群が， 小金沢ら （1976） が示

し た地域に存在し た と 考え られる残存個体群のみに由来

するかについて検証を行った。 それら の結果， すべての

サンプルか ら  D-loop 領域が増幅され， 1051-1091bp の塩

基配列が得られた。 塩基配列の変異か ら房総個体群には

４ ハプロ タ イプが確認された． ハプロ タ イプ 1a, 1b と ハ

プロ タ イプ 2a, 2b と ではタ ンデム リ ピー ト ユニ ッ ト 数が

それぞれ ６ と ７ で異な り ， 塩基置換数は大 き な も ので

あ った。 ハプ ロ タ イ プ頻度は， 1a が 193 個体， 2a が 62

個体で卓越し，ハプロ タ イプ 1a が広域に分布し ていたの

に対し，ハプロ タ イプ 2a の分布は南西部に集中する傾向

があった． ハプロ タ イプ 1b は 1970 年代にはシカが分布

し ていなかったセル D から， ハプロ タ イプ 2b は分集団 I

と J から検出された。 また AMOVA 解析 （Excoffier et al.

1992） の結果， 房総個体群全体における固定指数 （θ ＝

0.133） は ０ よ り も有意に大き い こ と が示さ れた （10000

回の並べ替え検定によ り P<0.0001）。すなわち，分集団間

でのハプロ タ イプ頻度は均一でな く ， 房総個体群には明

確な個体群構造が存在する こ と が明らかになった。

〔備考〕

（20） 　 種の境界が不明瞭な フキバッ タ亜科昆虫の進化経

路の探索

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0407CD481

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○立田晴記 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 一般に種の系統推定では， １ ～数個体のご く 少

数の標本で 「種」 を代表させる。 し かし生殖隔離が不完

全で，“ 進化途上の ” 生物集団の多様性を少数の標本で記

述する こ と はでき ない。 また近年の研究よ り ， 「種」 の境

界では中心部 と 比較し， 遺伝的浮動が働 く 規模および保

持される遺伝的多様性が大き く 異な る事が指摘されてい

る。 本研究の目的 と し て， 形態分類学的に 「種」 の境界

が不明瞭な Parapodisma 属，および Podisma 属のフキバッ

タ を材料に， でき る限 り 多 く の地域集団から大規模なサ

ンプ リ ングを行い， 「種」 を構成する地域集団で観察され

る様々なレベルの変異を生物地理学的情報 と 合わせて解

析する。

〔内容および成果〕

　 本年度は解析に用いる標本採集の継続， 論文作成， お

よび核ゲ ノ ム上のマ イ ク ロサテ ラ イ ト 配列を判読する た

めのプラ イ マー開発を主に実施し た。 まず標本採集につ

いては， 北海道， 本州か ら Podisma バ ッ タ ２ 種お よび

Parapodisma 属昆虫 ２ 種を複数地域から採集し，現在核型

解析， および分子解析を進めている と こ ろであ る。 また

論文作成に関し ては， 北海道のサ ッ ポロ フキバッ タにつ

いて異な る染色体レースの系統関係 と 進化様式の推定を

試みた論文を作成し， 受理された。 個々で注目すべき結

果は， 北海道東部に分布する常染色体―性染色体融合タ

イプ （XY/XX タ イプ） は異なる ミ ト コ ン ド リ アハプロ タ

イプを保持し てお り ， 染色体の転座が １ 回のみ生じ た と

される仮説が支持されなかった。 こ の結果を受け， 従来

の核型集団 （X0/XX タ イプ） と 変異集団 （XY/XX タ イ

プ） と の境界地域において重点的サンプ リ ングを実施し，
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染色体レース間での交雑が野外で生じ ているか否かを今

後検討する。 また Podisma 属における集団間の個体の移

動や配偶様式の推定に使え るマ イ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子

座を計 ６ つ探索し， 現在専門誌にその成果を投稿中であ

る。 発見された ６ つの遺伝子座の う ち ４ つで， 対立遺伝

子のヘテ ロ接合度が期待値よ り も低い こ と が判明し てお

り ， 小集団化に伴 う 近交度の上昇が背景にあ る も の と 予

想された。

〔備考〕

（21） 　 ユス リ カ類の多様性と環境要因との関連に関する

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0408AE467

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○上野隆平 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ユ ス リ カ類は陸水域の底生動物の代表的なグ

ループであ り ， 魚類や捕食性の無脊椎動物の主要な餌動

物 と し て食物網の重要な位置を占めているが， 個別のユ

ス リ カ種の存続や他種 と の交代に関係する環境要因につ

いては十分に整理されていない。 また， 日本から 1000 種

を超え るユス リ カが記載されてお り 多様性の研究材料 と

し て も重要であ る と 思われるが， しばしば異名同物が報

告される など一層の分類学的検討が必要であ る。 本研究

ではユス リ カの生息場所の環境要因や分布に関する情報

を包括的に整理する と と も に， ユス リ カの分類学的研究

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 近年水質の悪化が懸念されている釧路湿原達古武沼に

おいてユス リ カ類の湖内におけ る分布を解析し た。 全部

で 34 分類群のユス リ カが採集されてお り ， これらの う ち

10 分類群以上が採集された地点は 10 地点あった。これら

の地点は １ 地点を除きすべて湖の南半分にあった。 特に

多 く の個体が採れた地点は， 水生植物の多い地点 と ほぼ

一致し てお り ， また， ツヤユス リ カ属やセボ リ ユス リ カ

属など しばしば植物体を餌や営巣場所 と し て利用する も

のが優占し ていた こ と か ら， 達古武沼においては水生植

物の存在によ ってユス リ カ類の多様性が維持されている

こ と が示唆された。

　 国立環境研究所内の池から採集されたモンユス リ カ亜

科のユス リ カについて，Fittkauimyia nipponica と し て新種

記載を行った。

〔備考〕

（22） 　 遺伝子組換え生物 （ナタ ネ） による影響監視調査

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505MA820

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域）， 青野光子，

 中嶋信美

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子組換え生物の利用が増加し ている一方，

それが環境に及ぼす影響についての懸念 も 高ま っ てお

り ，適切な リ ス ク評価及び リ ス ク管理が求められている。

そ こ で， 現在国内で使用 （食品加工用または飼料用に輸

入） されている遺伝子組換え生物の う ち， ナタ ネについ

て， 生物多様性影響につながる現象が生じ ていないかど

う かを監視する ため， 遺伝子組換えナタ ネの一般環境中

での生育状況や導入遺伝子の拡散状況を継続的に調査す

る。

〔内容および成果〕

　 遺伝子組換え （GM） セイ ヨ ウナタネのこぼれ落ちが想

定される西日本を中心 と し た ７ つの港湾地域 と 主要幹線

道路沿い， 及び後背地の河川敷等に生育し ているセ イ ヨ

ウナタネ （Brassica napus） やその近縁種の在来ナタネ （B.

rapa）， カ ラ シナ （B. juncea） の種子を採集し， 実生の栽

培によ る除草剤 （グ リ ホサー ト ， グルホシネー ト ） 耐性

試験， 種子または実生を用いた免疫ク ロ マ ト グ ラ フ法に

よ る除草剤耐性タ ンパク質の検出， 及び除草剤耐性遺伝

子の解析を行った。 その結果， いずれの方法によ って も，

四日市港付近の幹線道路沿い と 河川敷， 及び博多港にお

いて GM ナタネの生育が確認された。 これらの GM ナタ

ネは， 食品加工用等に輸入された も のが輸送される過程

で こぼれ落ち， 発芽， 生育し た も のであ る と 考え られる

が， 一過的な生育であ るのか， または世代を経て定着し

つつあ るのかを明ら かにするには， 継続的に調査する必

要があ る。 また， 今回の調査では， 二種類の除草剤耐性

を併せ持つ GM ナタネの種子が検出され， GM ナタネ同

士での交配の可能性が示唆された。 在来ナタ ネ， カ ラ シ

ナ と GM ナタネ と の交雑例は見つから なかったが， これ

ら の種間での交雑は起こ り 得る こ と が知られてお り ， こ

の点について も引き続き調査し てい く 必要があ る と 思わ

れる。 

〔備考〕

研究代表者 ： 永津雅人 （（財） 自然環境研究セン ター）

旧研究課題コード ： 0388BY482
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（23） 　 河道堰堤が河川生態系の規模 ・ 構造に及ぼす影響

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF470

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○高村健二 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 従来の生態系研究によ って， １ ） 生態系の食物

連鎖構造が発達すれば， 高次消費者生物個体の窒素安定

同位体比が高 く な る こ と， ２ ） 規模の大きい生態系が成

立すれば， その中に含まれる個体群間で遺伝的分化度が

低 く な る こ と， がわかっ てい る。 そ こ で， 本研究では，

１ ）河川生態系の高次消費者 と し て淡水魚類のオイ カ ワ ・

ウ グ イ を採集する， ２ ） これら魚種について窒素 ・ 炭素

安定同位体比分析 と 各種個体群間遺伝的分化度測定を行

な う ， ３ ） 堰堤の存在する河川 と し ない河川 と の間で，

上記魚類の同位体比 ・ 遺伝的分化度を比較する， こ と に

よ って， 河川生態系の規模 ・ 構造に河道堰堤が与え る影

響を評価する。

〔内容および成果〕

　 河道堰堤の有無が異な る ２ 河川で併行し て生態系調査

を行い， 堰堤の有無が生態系の規模 ・ 構造に与え る影響

を比較調査し た。 調査は， 堰堤のあ る河川 と し て鬼怒川，

ない河川と し て那珂川のそれぞれ中流部約 60km の流程

で実施し た。 それぞれの河川に複数の調査地点を堰堤の

影響を検出しやすいよ う に配置し た。各地点で優占魚種・

藻食性水生昆虫 ・ 付着藻類の採集を行い， 採集生物群の

全てに対する炭素 ・ 窒素安定同位体分析 と 優占魚種の個

体群間遺伝距離の集団遺伝学的解析を行った。本年度は，

優占魚種の窒素安定同位体比分析結果を解析し て， 上流

か ら下流に向かって同位体比が上昇する こ と を明ら かに

し た。 同じ調査河川で藻食性水生昆虫の同位体比は下流

に向かって上昇し ないので， 優占魚種の栄養的地位は下

流に向かって上昇する こ と が判明し た。 また， その上昇

程度は堰堤のあ る河川で際立っているので， 生態系の構

造に堰堤の存在が影響を及ぼ し てい る こ と が推察 さ れ

た。

〔備考〕

（24） 　 リ モ ー ト セ ン シ ン グ に よ る 絶滅危惧種 イ ト ウ

（Hucho perryi ） の産卵個体検出

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF934

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○福島路生 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

亀山哲， 小熊宏之， 松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境省によ って絶滅危惧 IB 類に指定されてい

る イ ト ウは日本で最大の淡水魚類であ る。 しかし， その

生態や生息分布の理解は十分ではな く ， その こ と も彼ら

の生息環境の破壊に拍車をかけている。 本研究では産卵

期のオスのイ ト ウの概観的特長 （頭部を除いて鮮やかな

紅色の婚姻色に染ま る） に着目し， そのスペク ト ル情報

を も と に高解像度 リ モー ト センシング （RS) から産卵個

体 （産卵場所） を検出， 特定する こ と が目的であ る。 希

少生物保全への貢献のみな らず，RS の生態学分野への応

用技術開発， と く に水生生物を RS によ り 検出する技術

を進展させる こ と も目的であ る。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度には，実際のイ ト ウの リ モセンによ る検出

にむけての準備段階 と し て次の調査を行った。 イ ト ウの

デコ イ を作成し， 茨城県つ く ば市を流れる桜川に設置，

パス コ社によ るセスナから撮影し た画像か ら， デコ イ を

検出する ための画像解析アルゴ リ ズムを作成し た。 上空

約 500m からでも， 40cm， 60cm， 80cm， 100cm のサイ ズ

の イ ト ウ デ コ イ はいずれ も 明確に認識で き る こ と が分

かった。平成 18 年 ４ 月下旬に予定されている北海道北部

での撮影本番にむけて， さ らに準備を進めた。

〔備考〕

（25） 　 スズ メ目鳥類の個体群構造に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE780

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生物種の集団は， 個体群， 亜種 と いった階層的

な構造を持っている。 そのため， 野生生物を効率的に保

全する際に， 個体群間および亜種間の系統関係， 野生生

物の個体群構造に関する情報は必要不可欠であ る。 これ

まで調査を行って き て， サンプルが蓄積し ているオオ ヨ

シキ リ ， オオセ ッ カ， コ ジ ュ リ ン等の湿地性スズ メ 目鳥

類の個体群間の遺伝的構造の差異， および， メ ジ ロの亜

種間の系統関係を明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 東ア ジ アの メ ジ ロ 類の系統関係を明 ら かにす る 目的

で， メ ジ ロ （Z.japonicus）， ヒ メ メ ジ ロ （Z.j.simplex）， チ ョ

ウ セ ン メ ジ ロ （Z.erythropleurus） ， ハ イ バ ラ メ ジ ロ
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（Z.palpebrosus） の血液サンプルから DNA を抽出し， ミ

ト コ ン ド リ ア DNA のコ ン ト ロール領域 （1143 塩基対） と

チ ト ク ローム ｂ の遺伝子の一部 （1125 塩基対） の配列

を読み取 り 解析し た。 コ ン ト ロール領域では 127 ヵ所，チ

ト ク ローム ｂ 遺伝子では 103 ヵ所で変異が認められ， こ

れ ら の分類群間では ４ ～ ５ ％の遺伝的差異が生 じ てい

た。 メ ジ ロ と ヒ メ メ ジ ロの遺伝的差異は， チ ト ク ローム

ｂ で 5.1％， コ ン ト ロール領域で 4.2％も あった。 一方，

別種 と さ れてい る チ ョ ウ セ ン メ ジ ロ と の差異はチ ト ク

ローム ｂ で 4.7％， コ ン ト ロール領域で 4.6％であった。

メ ジ ロの国内亜種内の遺伝的変異は １ ％以下 と 小さ い こ

と か ら， これまで メ ジ ロの大陸産亜種 と 考え られていた

ヒ メ メ ジ ロは， 系統的にみて メ ジ ロ と チ ョ ウセン メ ジ ロ

の差異 と 同じ く らい離れていて， 別種 と 考えたほ う がよ

い こ と が明ら かになった。 国内産の ６ 亜種の系統関係に

ついて も解析中であ る。

〔備考〕

（26） 　 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0507AG942

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

川嶋貴治， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 従来の手法によ っては絶滅を食い止

め られない鳥類種を最新の発生工学的手法によ って救済

する こ と を目的 と し， そのために必要 と な る新規研究技

術を研究 ・ 開発する。

　 絶滅のおそれのあ る鳥類種は年ご と に増加し てお り ，

世界の 9,797 種の鳥類の 12％にあた る 1,186 種が絶滅の

危機にさ ら されている。 国内において も， 環境省の 2002

年改訂版レ ッ ドデータブ ッ ク にあげられた鳥類は137種・

亜種にのぼる。 これらの鳥類種を絶滅の危機か ら救 う た

めには， 早急に， 保護増殖プロ ジ ェ ク ト を展開する必要

があ る。 し か し なが ら， 個体数が極端に減少 し た種は，

一般に産卵率や受精率などの繁殖能力が低 く ， 通常の自

然繁殖で絶対数を増やすこ と は極めて困難であ る。

　 希少野生鳥類の体細胞の採取は生殖細胞を得る よ り は

遙かに容易で， 加えて増殖培養も可能になった （Kuwana

et al., 1996） 。 そのために， 最も採取が容易な皮膚の一部

か ら体細胞を取 り だし て培養し， これを も と に始原生殖

細胞 （PGC） を創 り 出すこ と ができれば希少野生鳥類の

個体増殖の効率的な増殖法にな るはずであ る。 なぜな ら

ば PGC さ えあれば， 我々が開発し てき た PGC の増殖培

養系， PGC を用いた生殖巣キ メ ラ個体作製法， 生殖巣キ

メ ラ個体から移植し た PGC由来の子孫を得る方法を持っ

ているからであ る。 さ らに， 体細胞核を持つ PGC を創 り

出すこ と が可能 と なれば， 既に絶滅し て し ま った鳥類体

細胞を用いて子孫個体を得， 絶滅種を復活させる こ と が

でき る こ と にな り ， 既に絶滅し た日本産 ト キ （体細胞は

環境試料タ イ ムカプセル棟内で凍結保存し てお り ， その

細胞は増殖培養可能） の個体復元も可能と な る。

〔内容および成果〕

　 本研究は， 鳥類におけ る生殖細胞あ るいは体細胞の分

化の可塑性を理解する こ と によ って， 細胞が再プロ グ ラ

ム化を獲得する メ カニズムを明ら かにする こ と が目的で

あ る。 具体的には， 鳥類体細胞を培養し た後に始原生殖

細胞 （Primordial Germ Cells; PGCs） と の融合に至適な細

胞種を選別， 培養条件下で血清飢餓状態に置 く こ と に

よ って， 細胞周期を G0 期 （休止期） に同調させる条件

検討を行 う 。 さ らに， PGCs 細胞核の不活化条件の検討を

行って， 細胞質 と ミ ト コ ン ド リ アへの損傷を最小限に止

めながら細胞核のみを不活化する条件を検討する。 こ の

核不活化 PGCs と体細胞 （核） を既存手法によ って細胞

融合させる条件の検討も行 う 。融合 PGCs が本来の PGCs

と 同一の細胞学的特性を保持し ている こ と を分子生物学

的指標を用いて検討し た後に， 胚に注入移植し て生体内

の挙動を追跡し て融合法の評価を行 う 。 さ らに， 核不活

化PGCs と体細胞の融合によ って作出し た融合PGCs を増

殖培養する条件開発を行って， 数少ない融合 PGCs の有

効活用を目指す。 本研究によ って， 鳥類の生殖系列細胞

あ るいは体細胞の分化 ・ 脱分化の実験系を提供し， エピ

ジ ェネテ ィ ッ ク な制御によ る分化全能性の獲得機構を理

解する こ と が可能 と な る。 本年度は， ニワ ト リ 胚か ら樹

立し た胚性線維芽細胞に， マーカー遺伝子 （GFP） を リ

ポフ ェ ク シ ョ ン法で導入し，G418 選択培地によ り ク ロー

ニングを行い， GFP 導入体細胞の安定株の樹立に成功し

た。 また， 細胞にサイ ト カ ラ シン B 処理し， 遠心分離す

る こ と によ り 細胞質 と 核を分離する こ と ができ る こ と か

ら， ニワ ト リ 胚性線維芽細胞か ら脱核する方法を確立し

た。 PGCs に紫外線を照射する こ と で，細胞核を不活性化

する条件も明らかにする こ と ができた。DNA 損傷を検出

する コ メ ッ ト ア ッ セイ法を用いて PGCs の細胞核が不活

化し ているか否かを測定し た結果，PGCs に損傷を与えた

う えで，生存性を保持する条件を決定し た。さ らに，PGCs

と GFP 導入体細胞 と をポ リ エチレ ング リ コール法を用い

て細胞融合する条件を明らかにし た。PGCs と体細胞 と の

細胞融合実験に成功し たため， 体細胞が生殖細胞にな る
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可能性を示すこ と ができ た。 凍結保存し ている絶滅危惧

鳥類種の体細胞から個体作出につながる点でその意義は

大きい。

〔備考〕

（27） 　 小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ

いての研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD539

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）， 上野隆平， 

五箇公一

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 小笠原諸島の陸水域に生息 し てい る固有水生

生物について分類学や生態学などの観点か ら研究を行な

い， その結果を これら固有水生生物の保全策に資する こ

と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島の父島および母島の河川などの湿地におい

て水生生物調査を行っ た。 八瀬川の汽水および淡水域，

中海岸の沢や衣舘川な ど の淡水域を主要な調査地域 と

し， D- フ レームネ ッ ト やラ イ ト ト ラ ッ プなどによ る採集

と 併せて目視観察を行い， 水生生物相の把握に努めた。

特に， 陸水エビなど甲殻類 ・ ユス リ カ類や ト ビケ ラ類な

ど水生昆虫については各分類群の専門家 と 共同で分類学

的な研究をすすめて， 琉球列島や本州などで採集される

近縁種 と 比較する など し て学名を決めた。 その結果， 数

種の水生生物種が未記載であ る こ と が判明し たので， そ

れらの種については分類学的な検討を さ らに行い， 甲殻

類十脚目 ヌ マ エ ビ 科の オ ガ サ ワ ラ ヌ マ エ ビ （Paratya

boninensis） と昆虫綱 ト ビケ ラ目ニンギ ョ ウ ト ビケ ラ科の

オガサ ワ ラ ニンギ ョ ウ ト ビ ケ ラ （Goera ogasawaraensis）

の ２ 種については記載を行った。 また こ の ２ 種は， 既存

の文献や標本によ り 本州や伊豆諸島などには分布し てい

ない こ と が確認され， 固有種であ る と 考え られた。 これ

ら の種に加えてオガサワ ラ コ テナガエビやオガサワ ラ コ

ツブムシなど固有水生生物の生息環境要因を調べる目的

で， 特に分布のコ ア と な る生息域にロ ガーを設置する な

ど し て， モニ タ リ ングを開始し た。 また， 複数の分類群

について近年の分布調査の結果を と り ま と めて， 過去の

観察記録や調査結果 と 比較し た う えで生息密度 ・ 分布面

積 ・ 生息域の面積の減少傾向を把握し， 小笠原諸島の水

生生物レ ッ ド リ ス ト を作成にあたって基礎 と な る資料を

作成し た。

〔備考〕

共同研究者 ； 倉西良一 （千葉県立中央博物館）

（28） 　 鳥類細胞保存のアジア国際ネ ッ ト ワーク構築

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0507CE943

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー），

川嶋貴治， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 絶滅の恐れのあ る鳥類種は年ご と に増加 し て

お り ， 環境省レ ッ ドデータブ ッ ク掲載鳥類は 137 種 ・ 亜

種にのぼる。 さ らに， 世界の 9,797 種の鳥類の 12％にあ

たる 1,186 種が絶滅危惧種であ る。 これらの野生鳥類の

細胞 ・ 遺伝資源は未開拓の細胞資源であ る も のの， 現在

の鳥類細胞の保存技術は他の動物種の細胞保存技術 と比

較する と 絶対的に遅れを と っている。 こ の原因の最も大

き な も のは， つい最近まで鳥類細胞の長期培養法が開発

されず， そのために鳥類由来の樹立細胞株も数種の遺伝

子変異株以外に世界で存在し なかった点にあ る。つま り ，

鳥類細胞の培養法は不可能 と され， 永年のあいだ開発努

力がされないま ま と なっていた。 1996 年にいたって我々

が鳥類胚由来細胞の長期培養系を開発し， 多 く の細胞株

を樹立する こ と で， よ う や く 鳥類細胞の安定的凍結保存

が現実的になった。 ただし， こ の様な鳥類細胞培養法や

凍結保存手法はいまだ国際標準化 さ れていないために，

世界的に野生鳥類細胞の細胞保存に力点を置 く 研究組

織 ・ 機関がない。

　 本活動では将来的な個体増殖も視野に入れて野生鳥類

細胞保存を行い， 国境を越えた鳥類細胞保存ネ ッ ト ワー

ク を構築し て保存細胞の質の均一化を図る と と も に国際

的な細胞保存の危険分散を行 う 。 そのため， 中核機関を

コ ア と し て日本の枢要な研究施設 と アジア ・ ユーラ シア

各国の研究期間 と の間で共同研究及び細胞保存ネ ッ ト

ワーク を構築し て， 希少種個体に負担をかけない程度の

皮膚細胞の採取， その後の細胞培養に よ る細胞増殖 と，

増殖細胞の効率的な凍結保存条件に関する国際的な標準

化を行 う 。 加えて， 保存細胞を用いた希少野生鳥類個体

増殖法開発に向けた基盤技術開発， 将来に向けた持続的

利用のために， 鳥類細胞を用いたバイ オテ ク ノ ロ ジー応

用分野を含めた国際共同研究開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では独自に開発し て き た鳥類細胞培養条件を応

用し て， 希少種個体か ら生体組織を採取し て これか ら細
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胞培養を行 う 手法， 及びこれを超低温保存し た後に持続

的利用を行 う ための各種手法を開発，標準化し てアジア・

ユー ラ シアの研究機関の間で国際ネ ッ ト ワー ク を構築

し， 保存鳥類細胞の利用を目的 と し た国際共同研究を行

う 。 本年度の研究内容， 成果は以下の通 り 。

　 ①野生鳥類細胞の凍結保存に関わる技術の標準化

　 野生鳥類用の初代培養用培養液を選定する ため， 絶滅

危惧鳥類種の皮膚片 を 使用 し， ２ 種類の細胞培養液

（KAv-1 および DMEM） について検討を行った。 その結

果 KAv-1 が初代培養用培養液に最適であ る と い う 結果 と

なった。 また， 人獣共通感染症が実験室内で蔓延するの

を防止する ため除染用培地の検討を行った。 その結果テ

ト ラサイ ク リ ンを添加し た KAv-1 が除染用培地 と し て採

用された。 これら の結果を踏まえて野生鳥類用細胞培養

マニュ アルを作成し た。

　 ②アジア ・ ユーラ シア地域の鳥類細胞保存ネ ッ ト ワー

　 ク構築

　 本プ ロ ジ ェ ク ト の参画機関 と し てボ ロ ン自然保護区

（ロ シア連邦） ， ソ ウル大学 （大韓民国） ， 中国農業大学

（中華民国）， ジュ ロ ンバード パーク （シンガポール）， セ

メ ンゴ野生動物セン ター （マレ イ シア） を選定し た。 ボ

ロ ン自然保護区， ソ ウル大学， 中国農業大学と は 12 月 ８

日 ９ 日につ く ば市で開催し たワーク シ ョ ッ プ時に鳥類細

胞を保存可能な施設の有無や人員の確保について情報を

得た。 また， ジ ュ ロ ンバー ド パーク， セ メ ンゴ野生動物

セン ターには直接現地に赴き， 施設や人員に関連する情

報 と 細胞培養用サンプルが採取可能な鳥類種の情報を収

集し た。

　 ③鳥類保存細胞の持続的活用法

　 保存し た細胞を将来にわた り 持続的に活用する には，

鳥類細胞を用いたバイオテ ク ノ ロ ジー研究を展開する必

要があ る。 本年度は， 保存細胞を用いた希少野生鳥類の

個体増殖に向けた基盤技術の開発を行 う ために， 参画機

関 と の情報交換， 体制整備な らびに国際共同研究を行っ

た結果， 精子や卵子の起源であ る始原生殖細胞 と 体細胞

と の細胞融合実験に成功し た。 さ らに， 始原生殖細胞に

紫外線を照射する こ と で， 始原生殖細胞側の細胞核を不

活性化し た。

〔備考〕

本研究は基盤ラ ボで行っている 「環境試料タ イ ムカプセ

ル化事業」 と 密接に関連し てお り ， そ こ で開発し た研究

知見 と 技術を国際的に標準化し て技術移転する こ と で，

国際ネ ッ ト ワーク構築を行お う とする ものであ る。

（29） 　 シロ イ ヌナズナの酸化的ス ト レスに対する新規な

初期応答機構

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0508AE772

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 植物は外界か ら 様々な環境ス ト レ ス に さ れて

お り ， その多 く が植物内で活性酸素を生じ させる こ と か

ら酸化的ス ト レ スに対する植物の応答機構の研究が重要

視 さ れてい る。 植物の酸化的ス ト レ スに対する研究は，

比較的遅い反応 （数時間～数日） に向いてお り ， その初

期反応についての知見は得られていない。 本研究ではス

ト レ ス源 と し てオゾンを用い， 植物の酸化的ス ト レ スに

対する初期応答機構に関する解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 シ ロ イ ヌナズナを用いてい く つかのオゾン誘導性遺伝

子の発現を経時的に調べた結果， 解毒作用に関与する グ

ルタチオン転移酵素の遺伝子 （AtGSTF6） の発現がオゾ

ン暴露 １ 時間以内に高レベルに誘導された。 さ ら に こ の

遺伝子の発現誘導を詳細に解析し た と こ ろ， こ の遺伝子

の誘導はオゾン暴露後45分以内に見られる こ と が明らか

になった。 これまでの研究で AtGSTF6 遺伝子の比較的遅

い発現はエチレ ンやサ リ チル酸によ って誘導を受けてい

る こ と が知られている。 しかし， エチレ ン及びサ リ チル

の合成 ・ シグナル変異体ではこ の遺伝子のオゾンによ る

早 い 発 現 に 影 響 は 見 ら れ な か っ た。 こ の こ と か ら

AtGSTF6 遺伝子の初期発現誘導はエチレ ンやサ リ チル酸

と は無関係に起こ る こ と が示された。 一方， 過去の研究

で植物におけ る素早い遺伝子発現応答にはタ ンパク質の

リ ン酸化や細胞内へのCa2+の流入が関与し ている こ と が

知られている。 そ こ で， タ ンパク質の リ ン酸化及び細胞

内への Ca2+ の流入の阻害剤を用いた解析を行った。その

結果， これらの処理によ り AtGSTF6 遺伝子のオゾンによ

る発現誘導が低下し た こ と か ら， こ の遺伝子の初期発現

誘導はタ ンパク質の リ ン酸化及びCa2+の流入によ り 調節

されてる こ と が明らかになった。

〔備考〕

（30） 　 環境指標生物と し てのホ タルの現状と その保全に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0508AE799

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○宮下衛 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 豊かな自然環境， う るおいのあ る自然環境の指

標 と し て親し まれている ホ タルやホ ト ケ ド ジ ョ ウ， ヒ ヌ

マ イ ト ト ンボ， ベッ コ ウ ト ンボ， タ ガ メ ， チス ジ ノ リ な

どの絶滅のおそれのあ る野生生物の生息する自然環境の

保全 と 復元 ・ 再生について調査研究する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 2003 年 ２ 月， 福島県南相馬市原町区の鶴江川野馬橋周

辺で， 河道を拡張する ための河川工事によ り ， 河川敷 ヨ

シ原の ヨ シが刈られ， また， ヨ シ原の一部が掘削 ・ 消滅

し た ヒ ヌマ イ ト ト ンボ生息地において， 河川工事の ヒ ヌ

マ イ ト ト ンボに対する影響を評価する ため ３ 年間調査し

た結果， ヒ ヌマ イ ト ト ンボが消滅し たのは， 河川敷の ヨ

シ刈 り によ り ， 底質の ヨ シの枯茎葉の堆積が流失し， 幼

虫が生息でき る場所が失われたため と推定された。

〔備考〕

（31） 　 流域生態系の再生プ ラ ン支援を目的 と し た河川

ネ ッ ト ワーク解析技術の開発

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0508AH778

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○福島路生 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

亀山哲， 宮下七重， 宮下衛， 松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は第一に流域生態系に関する各

種デー タ ベー ス を整備す る こ と， 第二にそれ ら デー タ

ベース を活用し た様々な解析ツールを開発する こ と， そ

し て第三にデータベースやその解析ツールを効率よ く 管

理し， 必要に応じ て公開する こ と で， 多 く のユーザーグ

ループ と 情報の共有を可能にする システムを構築する こ

と であ る。 これら の取 り 組みを通し て， 流域生態系の研

究や自然再生を支援する こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度には， 北海道の全河川の河川 ID をデータ

ベース化する作業を行った。作業自体はほぼ終了し たが，

今後， データベースのバグ修正などに若干の時間を要す

る も の と 思われる。 また， 日本魚類学会発行 ・ 魚類学雑

誌， 応用生態工学会発行 ・ 応用生態工学などか ら日本各

地の魚類調査データ をデータベースに入力する こ と で，

日本全国淡水魚類データベース （JFish） の収録文献数が

さ らに充実された。

〔備考〕

共同研究者 ： 高田雅之 （北海道環境科学研究セン ター） ・

伊藤聡 （山形県環境科学研究セン ター） ・ 北野聡 （長野県

環境保全研究所） ・ 大塚知泰 （神奈川県環境科学セ ン

ター） ・ 村瀬秀也 （岐阜県保健環境研究所） ・ 藤山浩 （島

根県中山間地域研究セン ター）

（32） 　 健全な湖沼生態系再生のための新し い湖沼管理評

価軸の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0508BD966

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ），

西川潮

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 日本の湖沼の水質は， 様々な政策に関わらず改

善の兆しが見えない状況にあ る。 湖沼環境の真の再生に

は， 自然科学的な研究を加え， 湖沼環境の変化 と 人間の

意識や意思決定のカ ッ プ リ ングについての理解が必要で

あ る。 本研究では， 生態学 と社会学の研究成果を利用し，

生態系ダ イナ ミ ズム と 人文社会的ダ イナ ミ ズムがカ ッ プ

リ ング し た結果起こ る現象を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ①釧路湿原東部湖沼を フ ィ ール ド と し て， 人間の基本

的な営み， 文化， 社会的関係 と いった人文社会科学的要

因がどの よ う に湖沼環境の生物多様性に関係し てお り ，

健全な湖沼環境を再生する ために， いかな る人文社会科

学的な政策が可能か と い う こ と を明ら かにする こ と を目

標 と し て予備的分析 と 調査を行った。 塘路湖周辺におい

ては， 湖沼 と の関係において， 歴史的に存在し たア イ ヌ

文化が底流 と し て流れていた。 また， 湖沼の環境に大き

く 影響を与え る も の と し て畜産排水の問題があ るが， 釧

路湿原周辺地域では，家畜排泄物の管理に関する法律が，

2004 年 11 月から実施されている。 しかし ながら，設置を

義務づけ られている堆肥舎などの家畜排泄物の処理 ・ 保

管のための施設は， 冬季に凍結する と いった地域特有の

問題があ り ， 十分に効果を上げていない。 こ の問題を解

決し てい く ためには， 対処的な方法だけでな く ， こ の地

域での畜産業に関する経営や政策に関する根本的な問題

設定が必要であ る こ と が示唆された。 今後， 経済的価値

を計測可能な表明選好法 と い う 環境評価手法によ る アプ

ローチも試みる。

　 ②人為的撹乱要因に よ る 生態系影響を評価す る ため
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に， 生物群集構成種の形質値に着目し て生態系を記載す

る形質ベース群集モデル （ギル ド形質モデル） を提案し，

解析を試みた。 機能群の生態系機能や価値を特徴付け る

種の形質を， 構成種の相対密度 （も し く はバ イ オマ ス）

で重み付け平均する こ と によ って得られる機能群特性値

をギル ド 形質の定義し， その動態を定式化し た。 環境変

化がも た らす種構成の変化はギル ド 形質値の分布変化 と

し てあ ら わすこ と ができ る。 機能群の平均ギル ド 形質値

の世代あた り 変化は， 種の増殖率 と 形質値 と の共分散に

等し く ， 多形質では， 増殖率 と 形質値に対する偏回帰係

数 と 形質の分散 ・ 共分散行列によ って得られる。 仮想的

最良生態系か らの差異 と し て生態系の リ ス ク評価をする

場合， 観察される ギル ド 形質の差異に対し て， 形質の分

散 ・ 共分散行列の逆行列を作用させる こ と によ って， 撹

乱の主因 と なった環境要因を類推でき る こ と が示唆され

た。

　 ③湖沼の富栄養化に対処するには， 栄養塩類の流入を

制限する こ と が重要であ る。 その実現にあたって， 下水

道使用， 栄養塩類流出を抑え る農耕法の採用， よ り 効率

の高い汚水処理装置の設置など， 関連する多 く の人々の

協力が必要にな る。 その と きには経済合理性だけでな く

環境への配慮が行動に影響する。 本研究では， 人々の行

動選択についての数理モデルをつ く り ， それが湖沼の生

態系動態 と カ ッ プ リ ングする非線形力学系の挙動を明ら

かにし た。

　 多 く のプレ イ ヤーが， コ ス ト は低いが リ ンの流出量が

多いオプシ ョ ン A と， 逆にコ ス ト はかかるが リ ンの流出

量の少ないオプシ ョ ンBの間で毎年選ぶ状況を想定する。

経済コ ス ト に加えて 「社会的圧力」 が と も に考慮される

とする。 社会的圧力は， （ １ ） 湖沼の水質汚染について社

会の関心が高いほど強 く な り ， （ ２ ） 他のプレ イヤーが協

力する （環境に配慮する B を と る） と きには強 く なる，

と い う ２ つの仮定をお く 。 多数いるプレ イ ヤーの中で協

力者の割合 Ft のダ イナ ミ ッ ク ス を構成し た。（ １ ） によ っ

て， 負のフ ィ ー ド バ ッ ク がかかる。 協力するプレ イ ヤー

が多い こ と が湖の水質を改善し社会の関心を低下 さ せ，

社会的圧力を下げ， 翌年には協力レベルが下がるか ら で

あ る。 これが強い と 行き過ぎが生じ ２ 年周期での変動が

おき る。 これに対し て （ ２ ） によ って正のフ ィ ー ド バ ッ

ク が生じ る。 協力レベルが高 く な る と， 社会的圧力が強

ま る ために， プレ イヤーが協力をつづけ Ft が高い平衡状

態が維持される。 また協力レベルが低 く な る と 社会的圧

力が弱 く なるので，だれも協力し ない状態が安定になる。

その結果， 多重安定が出現す る。 こ れ ら 正 と 負 ２ つの

フ ィ ー ド バッ ク の相互作用によ り ， 長期の周期変動やカ

オスなど さ ま ざ まな非線形変動を示す。 環境に配慮し た

プレ イヤーの リ ン排出量PB を技術改良で低下させられれ

ば， 湖沼はきれいにな る と 考え るのが常識だが， こ のモ

デルでは， PB が小さ く な り すぎ る と協力するプレ イヤー

が少な く な り ， その結果， 平衡状態での水質が低下する

こ と があ る。 これは， 人々の環境への関心， 協力する意

欲などがどのよ う に決ま るかを知らずに技術的な改良で

リ ンを除去するだけでは， 水質汚染を克服でき ない可能

性を示唆する。

〔備考〕

共同研究機関 （共同研究者） ： 九州大学 （巌佐庸） ， 総合

研究大学院大学 （長谷川真理子）， 中央大学 （田中嘉成），

東京大学 （鬼頭秀一）， 筑波大学 （福島武彦）， 信州大学

（花里孝幸）

（33） 　 環境ス ト レス関連遺伝子群を用いた植物の環境適

応能評価

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0509AE798

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境ス ト レ ス適応性に関与する機能を持つ遺

伝子の情報を用いて， 野生植物の環境適応能の評価手法

の開発を目指す。 特に， 野外で光化学オキシダン ト （オ

ゾン） によ る被害が容易に観察される アサガオにおいて，

オゾンに応答する遺伝子の発現を調べる こ と によ り ， 分

子機構に基づいたオゾンの植生に与え る影響の実態把握

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 アサガオはオゾ ン感受性が高い こ と が知ら れてい る。

特に品種ス カーレ ッ ト オハラ （SO） は高感受性で， 野外

で 80 ppb 程度のオキシダン ト に数時間暴露される と翌日

に葉に明瞭な可視障害を生じ る こ と から， 1970 年代から

光化学オキシダン ト の指標植物 と し て広 く 用いられて き

た。 と こ ろが， アサガオのオゾンによ る障害の機構につ

いては全 く 調べられていなかった。 オゾンの植生に対す

る影響を把握する ためには， 鋭敏な指標植物であ る アサ

ガオを用いて， 分子的 メ カニズムに裏付け られた正確な

実態調査を行 う こ と が有意義であ る と 考え， そのオゾン

応答機構の解明に着手し た。200 ppb のオゾンに ９ 時間暴

露 し た アサガオ （SO） 葉では， 可視障害の出現に と も

なって傷害ホルモンのエチレ ンの生成量が上昇し た。 一

方， エチ レ ンの作用阻害剤を前処理 し てオ ゾ ン暴露を
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行った と こ ろ，100 ppb オゾンでは未処理の個体 と比べ可

視障害の軽減が観察されたが，200 ppb オゾンでは可視障

害の軽減は認め られなかった。 また， オゾン暴露中にア

ス コルビン酸含量の低下が見られた。 これらのこ と から，

アサガオ葉ではオゾン ス ト レ ス時に発生するエチレ ンの

細胞死の促進への関与は限定的であ る こ と と， 酸化的ス

ト レ スによ り 抗酸化能の低下が起き ている こ と が示唆さ

れた。 また， GST， PAL と いった防御系遺伝子のオゾン

暴露によ る発現誘導が確認された。

〔備考〕

研究協力 ： 千葉県環境研究セン ター （企画情報室 　 岡崎

淳）， 千葉県農業総合研究セン ター （生産環境部 　 環境機

能研究室 　 松丸恒夫）， 埼玉県環境科学国際セン ター （自

然環境担当 　 小川和雄， 三輪誠）， 神奈川県環境科学セン

ター （環境保全部 　 相原敬次， 武田麻由子）

（34） 　 タ ンチ ョ ウ （Grus japonensis ） のハプロ タ イ プお

よび雌雄判別

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0510BY947

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

今里栄男

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 釧路湿原に生息する タ ンチ ョ ウ個体の遺伝的

多様性を調査する。

〔内容および成果〕

　 遺伝的多様性を検討し た結果， 以下のよ う な解析結果

を得た。

標識番号採取日採取場所         媒体性別遺伝情報

001 　 　 ６ 月 25 日標茶町標茶釧路川血液 Male Gj 2

002 　 　 ６ 月 26 日幕別町糠内猿別川血液 Female Gj 1

003 　 　 ６ 月 27 日豊頃町幌岡上沼         羽軸 Female   Gj 2

004 　 　 ６ 月 27 日豊頃町幌岡下沼         羽軸 Female   Gj 2

005 　 　 ７ 月 ３ 日厚岸町東梅ｲｸﾗｳｼ川  血液  Male   Gj 1

006 　 　 ７ 月 ３ 日厚岸町東梅ｲｸﾗｳｼ川  血液  Male   Gj 1

007 　 　 ７ 月 ４ 日厚岸町東梅東梅川血液 Male Gj 2

008 　 　 ７ 月 ８ 日別海町走古丹          血液  Female   Gj 2

009 　 　 ７ 月 ９ 日根室市湖南ｺﾅﾝ川  血液  Female   Gj 2

010 　 　 ７ 月 16 日阿寒町中ﾆﾆｼﾍﾞﾂ阿寒川 血液 Male  Gj 2

011 　 　 ７ 月 18 日浦幌町豊北十勝川羽軸 Male Gj 2

012 　 　 ７ 月 18 日浦幌町豊北十勝川羽軸 Male Gj 2

013 　 　 ７ 月 18 日豊頃町長節ﾜｯｶﾘﾍﾞﾂ川  羽軸  Female   Gj 2

014 　 　 ７ 月 23 日別海町走古丹          血液  Male   Gj 2

015 　 　 ８ 月 ７ 日白糠町西庶路東         羽軸 Male  Gj 1

016 　 　 ８ 月 ８ 日釧路市美濃仁々志別川  羽軸   Male   Gj 2

017 　 　 ８ 月20日浦幌町豊北三日月沼    血液     FemaleGj 2

〔備考〕

4． 2 　 生態系の構造と機能及びその管理手法に関

する研究

（1）　北部九州におけるハンノキ群落およびハマボウ群

落の生態とその保全に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0205AH753

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水英幸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 北部九州には， 低地湿生林と し て， 低湿地にハ

ン ノ キ群落， 河口 ・ 海岸域にハマボウ群落が点在し てい

るが， 現在， 開発や護岸などの人為的要因によ り 減少し

つつあ る。 群落の優占種であ るハン ノ キやハマボ ウ は，

平成 13 年発行の福岡県版レ ッ ドデータブ ッ ク （RDB）で，

各々， 絶滅危惧 IB 類， 絶滅危惧Ⅱ類に評価されてお り ，

早急な保全対策が望まれてい る。 そ こ で， 本研究では，

北部九州におけ るハン ノ キ群落， ハマボウ群落の分布 と

生態を明ら かにする と と も に， ハン ノ キ， ハマボウの生

育特性や繁殖特性を把握し， その保全手法について検討

する。

〔内容および成果〕

　 ハン ノ キ群落およびハマボウ群落の分布実態を継続調

査する と と も に， 一部群落において調査区を設定し， 毎

木調査等を行った。 これまでの調査か ら以下の結果が得

られた。 （ １ ） 福岡県内 26 地点でハン ノ キ群落を確認し

たが， ７ 地点は過去にも記録があ り ， 19 地点が新産地で

あった。 その多 く は周囲を二次林･ス ギ植林･竹林等に囲

まれ，里山的利用が行われてき た地域で，ほ と んどは 100

個体以下， 面積 700 ㎡以下の小群落 ・ 断片的群落であっ

た。 また， ハン ノ キ群落が成立する地形単位 と し て， 谷

底低地，池岸，丘麓緩斜面の ３ タ イプが区分された。（ ２ ）

ハマボウ群落は福岡県内 20 地点で確認し たが， 12 地点

は過去に も記録があ り ， ８ 地点が新産地であった。 地形

単位 と し ては河口が最 も 多 く ， 次いで入 り 江であ っ た。

（ ３ ） ハン ノ キ群落， ハマボウ群落 と も結実個体が占める

割合は比較的高かったが， 実生 ・ 稚樹の出現割合は立地

によ り 異な り ， 後継樹がないため衰退しつつあ る群落が

確認された。 これまでの継続調査によ り ， 両群落の県内

におけ る 分布実態が明 ら かにな り ， 群落動態に関す る
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データや衰退機構に関する知見 （種間競争， 環境要因の

影響等） が得られた。 今後は， 衰退群落を主対象 と し て，

群落内微環境を考慮し た群落の維持 ・ 復元に向けた実践

的研究を推進する。

〔備考〕

共同研究機関 ： 福岡県保健環境研究所 （須田隆一）

（2） 　 湿地生態系の自然再生技術評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0305AG597

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野原精一 （生物圏環境研究領域）， 広木幹也，

佐竹潔， 矢部徹， 高村典子， 今井章雄， 日引聡，

佐竹研一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 湿地生態系の機能を再生させ， よ り 良い環境を

取 り 戻すには， 人工湿地を含めた湿地の再生 ・ 創造が不

可欠であ る。 そのため， よ り 自然に近い湿地生態系の自

然再生実験等によ って自然の節理を学び， 湿地生態系の

再生及び管理 ・ 事業評価を実施する必要があ る。 本研究

は自然再生事業に先立つ理念 ・ シナ リ オの形成を行い，

野外調査及び再生実験等から基礎的知見を得て， 持続可

能な湿地生態系の再生技術の検討を行 う と 同時に， 再生

評価手法を開発する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 涸沼は， 涸沼川を通じ て海域 と つながっている汽水湖

であ り ， 将来的に湿地環境の保全 ・ 自然再生を視野に入

れた技術評価を行 う には， 土砂堆積， 波などの攪乱の影

響だけでな く ， 海水遡上によ る塩分が湿地植物の形態や

群落に及ぼす影響について も把握する必要があ る。 本年

度の調査結果か ら， 土砂堆積， 波などの攪乱頻度が発生

する場所では， それに耐えて生き残ったシ ュー ト が成長

し て群落を形成する ために， 攪乱の少ない立地に比べて

本数が少なかった。 ヨ シの純群落の平均草丈高は， 海水

遡上に よ る塩分の上昇が影響し， 平均本数については，

塩分濃度よ り も攪乱頻度の影響の方が大きかった。 海水

遡上の影響を受け る と 推察された場所で， ヨ シが純群落

で分布し， その平均草丈高が低い傾向がみられた。

　 希少種であ るハママツナ個体群の再生 ・ 維持を目的 と

し た塩湿地植生の操作実験を行った。 小櫃川河口域に成

立する中洲の低地に優占する多年生草本シオ ク グ と 一年

生草本ハママツナの混生群落に対し， 刈 り 取 り ， 抜根，

コ ン ト ロールの各処理区を設置し， 処理後 ２ 年間の追跡

調査を行った。 その結果， １ 年生草本のハママツナは撹

乱の有無に関わらず， 各処理区で個体の再生が確認され

た。 一方地下茎を持つ常緑多年草のシオ ク グは， 抜根区

で ２ 年を経過し て も個体の再生はわずかしか確認されな

かった。 一方刈 り 取 り 区では １ 年で対照区 と 同等に回復

し た。 以上の結果よ り 本混成群落がシオ ク グ純群落に遷

移し ないのは， 塩湿地に特有の適度な撹乱によ ってシオ

ク グ個体群にギ ャ ッ プが形成される こ と によ る と 考察さ

れた。

〔備考〕

（3） 　 フ ラ イウ ェ イ中継湿地における水鳥相と水生植物

相の関係探索

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0405CD390

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 淡水， 海水を問わず， 水生植物の分布に水鳥が

寄与し ている可能性については Hutchinson （1975） を始

め古 く から指摘されて き たが実証的な研究はほ と んど行

われて こ なかった。 本研究では水鳥の渡 り を介し ての種

の遺伝的交流の可能性と その程度を評価する。また水鳥，

特に冬鳥 と し て日本に飛来する ガンカモ類等は体も大き

く ， 一時期に集中し て水域に飛来する こ と で湖沼生態系

に及ぼす影響は極めて大きい こ と が予想される。 本研究

では 「フ ラ イ ウ ェ イで結ばれた湖沼群」 の植物相レベル，

栄養塩レベルでの評価を多面的に行 う こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 平成 ４ ～ 14 年度の 『河川水辺の国勢調査』 よ り ， 国内

各河川におけ る コ カナダモの経年出現情報を ま と めた。

11年間で合計124河川が調査され，う ち66河川において一

度はコ カナダモの出現が確認された。 66 河川において，

コ カナダモの継続出現 （35 河川）， 途中出現 （21 河川），

消滅 （ ６ 河川）， 出現， 消滅， 出現 （ ２ 河川） と い う 経年

出現が見られた。 一方， 千葉県， 兵庫県， 島根県， 広島

県における溜め池合計 833 の調査結果では， 49 箇所にお

いてコ カナダモが確認された。

　 夏季におけ る コ カナダモの成長実験の結果， 一般的に

コ カナダモは側茎を多 く 分枝し て横方向への伸長を示す

と い う 特徴が明ら かになった。 こ の こ と よ り ， 水深の深

い湖沼よ り も元来浅瀬での生育に適し ている こ と が推察

され， 河川や水路などにおいて繁茂しやすい形態であ る

こ と が推察された。
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　 測定し た葉の形態および光合成能の特徴を既知の文献

と 比較し た。 葉長については国外 と 国内産に大き な違い

は見られず， 測定し た葉長の変異は国外で見られている

それら に収ま る値であった。 光合成能については， 各地

点間で大き く 変異が見られ， 茎頂部におけ る純光合成速

度は極めて幅広い変動値を示し た。 これら の幅広い光合

成能は，沈水植物の中では高い光合成速度を示し ていた。

ま た環境等に よ り 変化する高い可変性を明ら かに し た。

さ ま ざ まな生育地に侵入し た コ カナダモは形態 と 光合成

能を変化させながら適応し ていった こ と が考察された。

〔備考〕

共同研究者 ： 浜端悦治 （滋賀県琵琶湖研究所） ， 神谷要

（（財） 中海水鳥国際交流基金財団米子水鳥公園）， 石井裕

一 （茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター）， 中村雅子 （島根大

学）

当課題は重点研究分野 Ⅵ .4.(2) にも関連

（4） 　 植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE375

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○戸部和夫 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境の変化が植物の個体や群落にお よ ぼす影

響を的確に把握する う えでは， 環境条件の変化に と も な

う 植物の応答を非破壊的かつ継続的に測定する こ と が必

要であ る。 そ こ で， 本研究では， 植物集団を熱赤外画像

および可視－近赤外分光画像によ り 計測し， 計測画像を

も と に植物の生理生態状態を推定する ための解析手法の

開発を行 う と と も に， 開発された手法を用いて， 環境条

件の変化が植物の機能に及ぼす影響を調べる こ と を目的

と する。 本研究の目標は， 環境保全等のための植物の広

域的モニ タ リ ングに有効な画像の計測 と その解析の手法

を提示する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 森林の二酸化炭素吸収能などの評価や森林の適確な管

理を目的と し て，前年度までに，可搬型イ メ ージ ラ イ ダー

計測に基づいた森林内樹木のバイオマス量 ・ 樹高などの

推定手法の開発を行った。 引き続いて， 本年度は， 前年

度までに開発 さ れた手法の信頼度を検証する と と も に，

推定精度を最大化する ための測定データの解析手法の検

討を行った。 そのために， カ ラ マツ林において， 林内の

各樹木の樹幹の径を イ メ ージ ラ イ ダーによ り 測定し， 測

定結果を も と に樹木のバイオマス量 ・ 樹高など を よ り 高

精度に推定する ために最適なデータ変換方式の検討や推

定式のパラ メ ーターの調整を行った。 本年度の研究の結

果， こ の手法での樹木 １ 本あた り の測定時間が ８ 分程度

に短縮される と と も に， よ り 高精度で信頼性の高い樹木

の特性値の推定を行 う こ と が可能と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 大政謙次 （東京大学）

（5） 　 中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE376

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○戸部和夫 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 砂漠化の進行は中国において も 深刻な問題 と

なっているが， 植被の保全や植物の人為的導入は砂漠化

の防止や砂漠化 し た土地の回復のための重要な手法 と

なっている。 そ こ で， 本研究では， 中国におけ る砂漠化

防止や砂漠化回復のための基盤的知見を得る ために， 中

国の砂漠地域に分布する植物の生理生態機能を調べる こ

と を目的とする。 本研究の目標は， （ １ ） 砂丘での砂の流

動化に と も な う 植生の遷移が各植物のどのよ う な特性の

相違によ っているかを明ら かにする こ と， および， （ ２ ）

塩性土壌での植物の適応方式を明 ら かにす る こ と であ

る。

〔内容および成果〕

　 中国の砂漠化地域の緑化に用いられている草本植物種

Astragalus adsurgens および Melilotus albus の ２ 種につき，

種子発芽のために必要な温度条件な ど を調べ る と と も

に， 種子を砂上または砂中に播種し て異な る量の水を給

水し たのちの実生の出現や実生の生存状況について調べ

た。 その結果， いずれの植物種 と も， 種子休眠が認め ら

れない と と も に， 種子発芽の温度依存性が小さ く ， 春か

ら秋までの期間内のいずれの温度条件で も発芽可能な こ

と が分かった。 また， これら ２ 植物種のいずれも， 実生

が地表に出現する ためには，種子が砂中の 10 mm から 40

mm までの範囲内の深さ に埋もれている こ と が必要であ

る こ と が分かった。 さ ら に， これら植物種の実生が地表

に出現し， 出現し た実生が生存し続け る ためには， 中国

の砂漠化地域の東部や中部の春季にみられる よ う な降雨

量 10 mm 程度の散発的な降雨では不十分であ り ， これら

の地域の夏季にみられる よ う な降雨量 20 mm 前後の降雨

が十数日以内の期間を隔てて生じ る よ う な条件が必要な
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こ と が分かった。 以上の結果か ら， これら植物種の中国

の砂漠化地域での定着の可否を決定づけ る う えで最も重

要な要因は， 種子の砂中の埋もれ深さ と 降雨の量や頻度

であ る と推定された。

〔備考〕

（6） 　 海草藻場における根圏環境の研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0406AF389

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在， 干潟の至 る所で見 ら れていた海草藻場

が，環境要因の変化や開発によ る埋め立てによ って衰退，

消失し ている。 衰退の重要な要因であ り ， 海草の生育に

不可欠な底質環境に関する研究はこれまで少な く ， 生理

生態的知見は十分ではない。 またそれに伴い， 各地で行

われている アマモ場再生では定着でき なかった事例が多

く ， アマモ場の維持が困難 と なっている。 そ こ で本研究

では， 海草が海洋植物のなかで唯一地下器官を有する形

態的特徴か ら根圏環境に注目し， 潮間帯におけ る海草藻

場の根圏環境の特徴を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 （独） 港湾空港技術研究所内の， コ アマモおよびオゴ ノ

リ がそれぞれ藻場を形成し ている ２ 基の干潟 メ ソ コ ス ム

において実験を行った。 底質環境の測定には， 酸化還元

電位 （Eh）， 電気伝導度 （EC）， 貫入抵抗， 土壌せん断力，

強熱減量， 粒度組成， 地温， 間隙水中の栄養塩および pH

の測定を行った。 測定深度は， 事前調査でのコ アマモ地

下部構造の解析結果か ら， 地下部が多 く 存在する深度の

－ ３ cm （底質表面を ０ cm と し，地下方向をマイナス値で

表記） と し た。 底質直上水の溶存酸素濃度 （DO） および

栄養塩， 底質表層の ク ロ ロ フ ィ ル濃度の測定も行い， 底

質直上環境によ る底質への影響を評価し た。 水槽間の環

境によ る違いを除 く ために， それぞれの実験水槽の裸地

における測定値を対照と し て評価し た。

　 その結果，潮汐と波浪によ る底質 Eh と地温への影響は

極めて小さ かった。藻場の底質 Eh を相対値で評価し た と

こ ろ， 地下部が存在する コ アマモ藻場の底質は地下部を

持たないオゴ ノ リ 藻場に比べ還元的であった。 また， 底

質環境を示す貫入抵抗 と 土壌せん断力， 直上環境を示す

DO と 底質表層ク ロ ロ フ ィ ル濃度がいずれも コ アマモ藻

場で高い値を示し た。 一方， NH4-N はコ アマモ藻場の底

質中で特に低い値を示し た。

　 コ アマモ藻場の根圏がオゴ ノ リ 藻場 と 比較し て還元的

であった こ と は，地下部によ る底質安定化機能によ って，

底質の流動 と 高い溶存酸素を含む直上水の供給が少ない

こ と， 底質では酸素は直ちに消費されて し ま う 先行研究

の結果 と あわせてそれら の理由であ る と 考察し た。 また

コ アマモの地下部は， 底質を安定化させる と 同時に枯死

部を貯蔵し， 分解後は豊富な NH4-N を効率よ く 取 り 込

み， 生育に利用し ている と考察し た。

〔備考〕

共同研究先 ： （独） 港湾航空技術研究所 ・ 桑江朝比呂， 東

海大学 ・ 木村賢史， 吉田友彦， 本研究は国環研におけ る

地方環境研究所と の C 型共同研究， 福岡市環境局保健環

境研究所 ・ 竹中英之， 鳥取県衛生環境研究所 ・ 初田亜希

子， にも関連する。

（7） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 ～草原 ・ 農耕地生態系における炭

素収支の定量的評価に関する研究：青海草原炭素収支

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0406BA141

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○唐艷鴻 （生物圏環境研究領域）， 廣田充

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 第 II 期において， 青海草原の生物気象観測，

CO2， H2O と エネルギーフ ラ ッ ク スの長期観測を継続し，

高山草原生態系におけ る炭素収支の長期動態の全体像を

明ら かにする。 また， 草原炭素動態 と それに及ぼす温暖

化の影響に関するパラ メ ータ化を図 り ， 陸域生態系モデ

ル計算に組み込む。 さ ら に， 放牧歴 と 種組成の異な る草

原生態系について， 炭素動態の特徴， 炭素収支量を明ら

かにし，チベッ ト 草原での炭素動態モデルを完成させる。

〔内容および成果〕

　 １ ） 気温と CO2 フ ラ ッ ク ス， 草原の物質生産の長期変

　 　 動の解析

　 本年度は青海草原の Kobresia （ ヒ ゲハ リ スゲ） 草原に

おいて， CO2 収支， 放射収支および水収支の年間変動に

ついての継続観測 と データ解析を行った。 2002 年か ら

2004 年 ま での間， ヒ ゲハ リ ス ゲ草原の生態系純生産

（NEE） の日積算量の変動は， 温度環境 と く に地温が大き

な影響要因であ る こ と が示唆された。 上記の ３ 年間， ヒ

ゲハ リ スゲ草原は大気 CO2 の吸収源であ る こ と がわかっ

た。

　 ２ ） 自動開閉式 NEP チャ ンバーシステムを用いた生態
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　 系 CO2 フ ラ ッ ク スの観測

　 開発し た NEP チャ ンバーシステムの検討および日中の

生態系呼吸の測定を行った。 また， 日中の生態系呼吸の

温度依存性を検証する ために， 日中に人為的に暗状態を

作 り ， 日中の生態系呼吸を推定し た。 当システムを用い

て測定し た日中および夜間の生態系呼吸は， 気温， 地温

０ cm， および地温 ５ cm のいずれ と も明確な相関関係が

見られ， 温度依存性があ る こ と が分かった。 と く に地温

５ cm と の相関関係が高いこ と が明らかになった。 また，

本研究の測定か ら明ら かになった日中の生態系呼吸の温

度依存性を考慮し た場合の当該生態系の一日あた り の生

態系呼吸量は， 夜間の生態系呼吸の温度依存性のみを考

慮し た場合に比べ 1.3 倍ほど高 く 見積も られた。 このこ

と は， これまでの生態系呼吸量のみな らず総生産量の推

定も見直す必要があ る こ と を示唆し ている。

　 ３ ） 異なる標高の植生と土壌炭素調査

　 　 調査を行った斜面の植生限界は 5200m 付近であ り

（4300 ～ 5300m），植生の被度および根のバイオマス量は，

植生限界付近から急激に増加し， 4800m 付近で最大に達

し， その後急激に低下し 4400m 付近で最小と なった。 土

壌炭素お よ び窒素蓄積量 も 同様の変化パ タ ーン を見せ

4950mで最大に達し，その蓄積量は標高3200mの高山草原

の土壌炭素蓄積量に匹敵する こ と が明ら かになった。 一

方， 標高 4400m 付近の土壌炭素および窒素蓄積量が最小

と な り ， 最大値の 20％程度しかないこ と が明らかになっ

た。 調査を行ったなかで最も標高の低い 4300m は， 湿地

生態系の一部になってお り ， 植生被度および根のバイオ

マス量が再び高 く なった も のの， 炭素および窒素の蓄積

量はそれほど大き く なかった。 調査地では標高が高 く な

るにつれて， 地温が徐々に低下する一方で， 土壌水分は

標高 4800 ～ 5200m で顕著に高 く （約 50％ v/v）， 環境要

因も標高ご と に大き く 異なっていた。 C/N 比を有機物の

分解活性を表す指標と考え る と， C/N 比は標高に伴って

低下する傾向が見られたので， 有機物分解活性が炭素お

よび窒素蓄積量に関与し ている と考え られる。

　 ４ ） 青海高山草原生態系におけ る炭素動態 と 土壌水分

条件の関連性に関する調査 Kobresia 属の ３ 群落における

炭素動態を比較する ために， 収穫法 と チャ ンバー法で測

定し， 異な る高山草原植物群落の炭素収支を推定し た。

その結果， 乾燥地の K. pygmaea 群落は湿潤サイ ト の K.

humilis と K. tibetica 群落比べ NPP が低 く ，生態系呼吸も低

い こ と が分かった。 また， ３ つの群落 と も生育期間中に

炭素の吸収源であった。 と く に，湿地付近の K. tibetica 群

落は最も高い NPP を示す と と もに微生物によ る有機物分

解速度が低いため， 炭素の純吸収能力がも っ と も高い こ

と がわかった。

〔備考〕

国内共同研究機関 ： （独） 農業環境技術研究所， 筑波大

学， 茨城大学， （財） 自然環境研究セン ター

外国共同研究機関 ： 中国科学院西北高原生物研究所， 中

国北京大学

（8） 　 北東アジアにおける砂漠化アセス メ ン ト 及び早期

警戒体制 （EWS） 構築のためのパイ ロ ッ ト ス タ デ ィ

（3） 土壌･植生･水文解析による土地脆弱性の評価

〔区分名〕 環境 - 地球推進 G-2

〔研究課題コー ド〕 0406BA405

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水英幸 （生物圏環境研究領域）， 陳利軍，

戸部和夫

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 砂漠化早期警戒体制 （EWS） 構築のためのパイ

ロ ッ ト ス タデ ィ を北東アジアで開始し， 砂漠化の基準 ・

指標， 砂漠化モニタ リ ング ・ アセス メ ン ト 等を統合化し，

砂漠化対策オプシ ョ ン等を評価し う る科学的システムの

確立が必要であ る。 本サブ課題では， 砂漠化プロ セスの

評価， 土地の脆弱性 ・ 劣化度の評価基準の設定， 砂漠化

防止対策技術の土地回復に及ぼす影響の解明を目的 とす

るが， 特に， 現地の砂漠化 （土壌劣化） 程度 と 植生等の

調査情報に加え，土壌環境要因等に対する各指標植物（候

補） 種の発芽 ・ 生長反応性を実験し， 指標植物によ る砂

漠化 （土壌劣化） 評価手法の開発に有用な基盤情報， ま

た，砂漠化回復に適切な植物種に関する情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 中国北部のホルチン沙地 と モンゴルのカ ラ

ガナステ ッ プ ・ ゴビ ステ ッ プを対象 と し て研究を実施し

た。 （ １ ） これらの砂漠化地域現地における気象 ・ 土壌 ・

植生などの環境データ を収集 ・ 整理し た。 また， モンゴ

ルの指標植物候補と し て， Agropyron cristatum， Caragana

microphylla，Stipa sibirica の種子を採取し た。（ ２ ） 中国 ７

種， モンゴル ２ 種の主要植物の温度に対する発芽反応に

ついて検討し た。 最終発芽率 と 発芽速度は， 種によ り ま

た温度によ り 反応が異なった。 C. microphylla の最終発芽

率は温度の影響を受けなかったが， 発芽速度は高温 （昼

夜温 35/25 ℃） ほ ど促進 さ れた。 一方， A. cristatum や

Artemisia halodendronでは温度上昇によ って発芽率が抑制

され， また 30/20 ℃で発芽速度が最も大きかった。 モン

ゴルのカ ラ ガナ ス テ ッ プに生育す る A. cristatum と C.

microphylla も中国ホルチン沙地産の同種 と ほぼ同様な反
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応を示し たが， モンゴル産 A. cristatum の発芽速度の最大

値は 25/15 ℃であ る など， 生育地の違いによ る発芽の温

度反応特性に差異が認められた。 （ ３ ） 主要植物種の栄養

塩類 （N， P） に対する生長反応について検討し た。

A. halodendron は N， P の濃度処理に対し て比較的敏感に

反応し た。 一方， C. microphylla は偏差が大き く 優位な影

響が認め られなかった。 器官の中では葉部がも っ と も敏

感に反応する こ と， N よ り も P の影響が比較的大きいこ

と が判明し た。 モンゴルの A. cristatum や C. microphylla

と の生長反応の差異については現在比較解析中であ る。

これらの結果は各植物種の潜在的環境適性を反映し てお

り ， 土壌劣化によ る植生変化の予測や， 植生回復時の最

適植物種の選択， また飛行機播種の時期等に関する有効

な情報と し て利用される。

〔備考〕

共同研究機関 ： 中国科学院沈陽応用生態研究所 ・ 中国科

学院植物研究所 ・ 中国環境科学研究院 　

研究代表者 ： 武内和彦 （東京大学大学院農学生命科学研

究科）

（9） 　 環境同位体を用いた干潟・湿地生態系の自然再生事

業の評価手法に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD448

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野原精一 （生物圏環境研究領域）， 広木幹也

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕  本研究では，人間活動や開発行為等に影響され

やすい移行帯 と し ての干潟 ・ 湿地生態系 （盤洲干潟 ・ 小

櫃川河口湿地） を対象 と し， 自然の豊かな干潟 ・ 湿地 と

人工的に造成された干潟 ・ 湿原において， 集水域から の

栄養塩類の流入量評価 と その生態系影響， 並びに緩衝機

能を調査 ・ 解析し， 干潟 ・ 湿地生態系の再生事業のため

の生態系評価手法を得る こ と を目的とする .

〔内容および成果〕

　 干潟では一般に， 有機物含量の高い底泥では有機物の

分解に伴い酸素が消費され， よ り 還元が進行する傾向に

あ る。 しか し， 盤洲干潟 （千葉県木更津市） では， 有機

物含量の増加が必ずし も底泥の還元を伴わない場合がみ

られる。 これら の地点の理化学性を比較し た結果， 塩分

濃度が有機物分解活性を通じ て酸化還元環境に影響する

こ と が考え られたので，野外実験および室内実験によ り ，

塩分条件 と 干潟底泥の有機物分解活性の関係について検

討し た。

　 野外実験では， 干潟で似た よ う な景観を持つが塩分濃

度の異な る ２ 地点において， セルロース ろ紙および木綿

布を一定期間， 底泥に埋め込み， それら の重量の減少量

か ら セルロース分解速度を求めた。 その結果， 塩分濃度

（ １ ％） の地点では塩分濃度 （ ２ ％） の地点よ り も セル

ロース分解速度は速 く ， また， 底泥の還元も進んでいた。

　 干潟よ り 採取し た底泥を， 塩分濃度 ０ ％， １ ％， ２ ％

の条件で冠水， ５ 週間培養し， ORP， CO2 発生量， CH4 発

生量， グルコ シダーゼ活性， および細菌の多様性につい

て系時的に調べた。 その結果， ろ紙分解速度は塩分濃度

１ ％で最も速 く ， ０ ％が これに次ぎ， ２ ％が最も遅かっ

た。こ の結果は，野外実験において塩分濃度の濃い（ ２ ％）

地点においてセルロースの分解が遅かった こ と と 一致す

る。 しかし， グルコ シダーゼ活性は塩分 ２ ％の条件下で

培養し た底泥のほ う が １ ％の条件下で培養し た底泥よ り

も高 く ， ろ紙分解速度の結果 と 一致し なかった。 底泥中

での酵素の存在状態， 活性に， 塩分濃度が さ ら に影響し

ている可能性が考え られた。

　 また， 底泥中の細菌群集が利用でき る炭素源の解析結

果か ら， 塩分濃度によ って底泥の細菌相が異な る こ と が

示唆された。

〔備考〕

（10） 　 泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群集の多様性お

よび機能に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD469

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○広木幹也 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 低温， 貧酸素な条件下で植物遺体の分解， 栄養

塩の循環が抑制 さ れてい る泥炭湿地の多 く では， 近年，

人為的な環境変化によ り 乾燥化， 富栄養化が進行しつつ

あ る。 これら の環境変化は植物遺体の分解 と 養分循環に

関わる土壌微生物群集への影響を経て， 生態系機能への

影響， さ ら に高次の植生への影響を も た らす と 考え られ

る。 本研究では， その過程で生じ る微生物多様性の変化

と 生態系機能の関係を明ら かにする こ と によ り ， 環境影

響の指標 と し ての土壌微生物多様性の意味を探 る と 共

に， 泥炭湿地の環境変化が湿地生態系の機能へ及ぼす影

響機構を明かにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 湿原周辺の林地が湿原の生態的機能に及ぼす影響を明

ら かにする ために， 北海道釧路湿原において， 調査を行
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い， 表面水の水質 と， 泥炭の酵素活性， 無機物量， 微生

物量， 微生物多様性 と の関係を調べた。 その結果， 湿原

周辺林から の地下浸出水の影響を強 く 受けている地点で

は， 塩基成分が比較的多 く ， スゲ， ヨ シなどが群落を形

成し， 湿原の中央に近い ミ ズゴケ帯では EC， pＨ と もに

低い傾向にあった。 リ ターの主成分であ るセルロース を

分解する酵素であ る β－グルコ シダーゼ活性から各群落

の有機物分解活性を評価する と，NP が豊富なハン ノ キ林

では貧栄養な環境にあ る ミ ズゴケ帯よ り も分解活性が高

い こ と が示唆され， その中間的な ヨ シ ・ スゲ群落では他

の環境要因 も 分解活性に関わっ てい る こ と が示唆 さ れ

た。 こ れ ら の酵素を産生する セル ロース分解微生物は，

細菌数は ヨ シ ・ スゲ群落の方がハン ノ キ林， ミ ズゴケ群

落よ り も高い傾向にあったが， 糸状菌数では ヨ シ ・ スゲ

群落の方がハン ノ キ林， ミ ズゴケ群落よ り も小さ い傾向

にあ り ， 環境条件 と 群落によ って微生物相が異な る こ と

が示唆された。

〔備考〕

（11） 　 塩湿地における植生と その決定要因

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE841

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 千葉県木更津市にあ る小櫃川河口湿地は東京

湾最大の干潟であ り ， 数少ない日本の典型的な円弧状の

三角州であ る。 全国の塩湿地におけ る植物群落は， も と

も と 生息地環境が限られていたのに加え， 近年の海岸地

域の開発事業によ り 姿を消し ている。 残された塩湿地性

植物の生活史を知る こ と は， 植物群落 と その環境傾度の

関係を基本的に考え る上での手引き と な る と と も に， 現

存する湿地生態系の重要性を知る手がか り と も な る。 そ

こ で， 本研究では， 実際の塩湿地環境におけ る植物の分

布 と その決定要因について， 群落生態学及び実験生態学

的な観点から研究を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 塩湿地におけ る植生分布 と その決定要因を明ら かにす

る ために， 非生物的要因を中心に植生 と 環境要因間の関

係を検討し た。 ９ 月に中洲に設置し た ラ イ ン ト ラ ンセ ク

ト 上の基準点において比高 と 植生を記録し た。 また， 基

準点の環境 と し て リ ター量， 漂着物量， 土壌残留塩分濃

度， 含水率， 強熱減量求めた。 上記の結果か ら， 植生情

報 と 環境要因を用いて正準対応分析によ り 序列化を行っ

た。 分析の結果， 優占種 ３ 種で水環境 と 物理的撹乱の傾

度に応じ た種分布が明ら かになった。 加えて， 矮小化等

によ る種の耐性も確認された。 以上か ら， 各環境傾度に

応じ た種の耐性が， 中洲におけ る植生分布の主な決定要

因であ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究者 ： 茨城大学 ・ 小田倉碧， 大塚俊之， 日本生態

系協会 ・ 金子是久

（12） 　 熱帯域におけるエ コ システムマネージ メ ン ト に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 E-4

〔研究課題コー ド〕 0506BA372

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○奥田敏統 （生物圏環境研究領域）， 近藤俊明，

Kenneth Parker， 鈴木万里子

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 熱帯林の減少や劣化の歯止めが掛か ら ない理

由 と し て森林か ら生み出される各種の公益的機能 （エコ

ロ ジカルサービ ス） が正当に評価されていない こ と があ

げられる。 本課題では科学的な裏付けによ る社会 ・ 経済

―生態系の適切な関係実現を究極目標 と し て， １ ） エコ

ロ ジカルサービ ス機能の解析， ２ ） 得ら れた評価手法を

よ り 広域的エリ アに適用する ためのス ケールアッ プ技術

の開発なら びにそのための基準・指標（Criteria & Indicator）

の抽出， ３ ） 自然資源の収奪や土地改変に伴 う 環境 リ ス

ク の事前評価やゾーニングプ ラ ンの提唱， ４ ） 合意形成

推進のための自然資源 と地域社会の関わ り 合いについて

の解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 マレーシアのパソ森林保護区を含む 100km 四方のパイ

ロ ッ ト サイ ト を設置し， 熱帯林が有する炭素蓄積 ・ 吸収

機能， 集水域保全機能， 多様性保全機能などの主要なエ

コ ロ ジカルサービ ス機能を評価する と と も に， 人為撹乱

が及ぼす影響を把握する。また，生態系の持つ多様なサー

ビ ス機能を森林の三次元構造や空間配置か ら間接的に評

価し， 広域エ リ アでその保全状態を迅速に判別でき る よ

う な技術開発を行い， GIS を用いたエコ ロ ジカルサービ

スのデータベース を構築する。 さ ら に得られた知見を実

際の生態系管理に活かすための対話型の リ ス ク アセス メ

ン ト ツールの開発や， 地域住民の合意形成のための文化

人類学的研究も行い， 熱帯域におけ る環境保全や資源の

持続的管理の実践へ向けた波及効果をねら う 。 

　 本年度は，パイ ロ ッ ト サイ ト 内の天然林を含む択伐林，
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農耕地など を含む土地利用単位ご と のエコ システムサー

ビ ス （多様性保全機能， 遺伝的多様性保全機能， 木材生

産機能， 集水域保全機能， 炭素蓄積 ・ 吸収機能， 及び文

化 ・ レ ク リ エーシ ョ ン機能） の評価， 並びに土地利用改

変に と も な う 上記サービ ス機能 ・ 価値の変化についての

分析をおこ なった。 また， 空中写真， 高解像度衛星画像，

航空機搭載ス キ ャ ン型レーザー距離測器などの リ モセン

技術を応用し森林の状態を広域に評価する手法開発を行

い， 森林内の事象のス ケールア ッ プが行え る技術開発を

行った。 さ ら に， 土地利用改変によ って将来的にエコ シ

ステムサービ スがどのよ う に変化するか， またその対価

と し てサービ スの価値や財がどれ程影響を受け るか， そ

の一方で農業生産の増強によ ってどれ程の経済効果が見

込めるかなど を総合的に評価でき る シナ リ オ分析ツール

「エコ ロ ジカルサービ ス GIS」 の開発 ・ 改良を行った。 

〔備考〕

研究課題コード ： 0204BA372 の延長課題

（13） 　 森林－土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再

生に関する研究 （5） 熱帯林の生物多様性評価と再生

指標に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 E-051

〔研究課題コー ド〕 0507BA849

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水英幸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 イ ン ド ネシアな どの熱帯林は森林火災や違法

伐採などで急速に劣化 ・ 減少し てお り ， 地球環境保全に

と って有効な再生手法の提示が急務であ る。本研究では，

森林 と 土壌の相互作用系の回復を通し て， 多様性に富み

健全な熱帯林を再生させる方法を明ら かにする こ と を目

的 と するが， 本サブ課題では， 熱帯林再生過程におけ る

生物多様性の評価手法を解析する と 共に， 熱帯林管理に

も有効 と な る， 劣化森林の再生評価のための指標植物種

を明ら かにする。 さ らに， 再生過程の熱帯林におけ る生

物多様性 と 微環境 （気象 ・ 土壌） と の関係について も解

析し， モデル構築にも貢献する。

〔内容および成果〕

　 本年度は東カ リ マン タ ンの低地熱帯林ブキ ッ ト バンキ

ラ イにおいて， 蘚苔類 ・ 地衣類の多様性 ・ 指標性に関す

る 調査お よ び微環境計測シ ス テ ム の開発等 を行 っ た。

（ １ ） 森林火災の被害程度が異なる地域に設置し た複数の

永久コ ド ラー ト において， 蘚苔類の種多様性， 種別の出

現頻度， 植生回復に と も な う 蘚苔類相の遷移に関する現

地調査を行い， 368 点の蘚苔類標本を採取し た。 これま

でに同定された蘚苔類は合計 55 種であ り ， 無被害区 ： 43

種， 軽度被害区 ： 31 種， 重度被害区 ： 19 種であった。 森

林火災後 ７ 年を経て も， 被害林内の蘚苔類相の明瞭な回

復は認め られなかった。 重度被害区では種数の減少傾向

が認め られ， 林床の光環境低下の影響 と 考え られた。 低

地熱帯林の自然度を測 る 指標植物 と し て， Trismegistia

korthalsii, Arachniopsis major, Mizutania riccardioides,

Zoopsis liukiuensis の ４ 種を候補と し たが， 一部調査区内

では今回確認されなかった。 今後 ４ 種の指標性の再検討

と 新たな候補種を探索し， 定量的に評価でき る手法を開

発する。 （ ２ ） 地衣類に関し， 同様に指標植物を考慮 （利

用） し た生物多様性評価のための野外調査を実施し た。

地衣類活力評価法 （各植物種の生育型 と 生殖器官の有無

等を考慮） によ る解析結果を示し た。 また， 今回新たに

環境指標地衣類候補と し て Lecanora sp. を採取し た。 そ

の他， Squamella spumosa， Sarcographa Leprieurii var.

leptastra， Graphis sp.， Coccocarpia palmicola 等を確認し，

低地熱帯林におけ る地衣類相に新たな基盤情報を付加し

た。 （ ３ ） 強光 ・ 高温 ・ 高湿度等の厳しい環境を考慮し，

昆虫類 （蟻酸を持つ蟻） や大型哺乳類 （猿や熊類） 対策

を施し た， 微環境計測シス テム を改良 ・ 開発し た。 無被

害区 ・ 軽度被害区 ・ 重度被害区に設置し， 光強度， 気温，

湿度， 地温および土壌水分含量等の微環境計測を開始し

た。 今後， 生物多様性 と 微環境要因 と の関係解析に利用

する。

〔備考〕

共同研究機関 ： 鹿児島大学 ・ 東京大学 ・ 広島大学 ・ 佐賀

大学 ・ 森林総合研究所 ・ イ ン ド ネシア科学研究院生物学

研究所 （RCB-LIPI） 　

研究代表者 ： 鈴木英治 （鹿児島大学理学部）

（14） 　 ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手

法の開発

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0509AH953

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水英幸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ブナ林は我が国冷温帯の代表的自然林であ り ，

生物多様性豊かな地域 と し て保全されている と こ ろ も多

い。 一方， 最近では丹沢 （神奈川県） や英彦山 （福岡県）

など全国各地でブナ林の衰退が報告されているが， 植生

状況把握， 健全 （衰退） 度評価， 環境計測などに関する
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調査項目や方法は衰退地域によ って様々であ り ， 全国的

な衰退状況把握および原因検討は行われていない。 そ こ

で本研究では， ブナ林域におけ る全国展開可能かつ効率

的な総合植生モニ タ リ ング手法を開発する こ と を目的 と

し て， 野外調査等の研究を実施する。 本研究の成果は，

衰退地域におけ るブナ林の保全 ・ 再生施策に寄与し， ま

た将来的な地球温暖化影響把握等のための広域植生モニ

タ リ ングにも有用な情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 本年度はブナ林衰退が報告されている， 神奈川県丹沢

山地 （丹沢山･檜洞丸） および福岡県英彦山 （北岳） で予

備調査を行った。 収集し た文献情報等も含め以下の こ と

が明らか と なった。 （ １ ） 丹沢では， 標高 1400ｍ 以上の

南～南東斜面でブナ林衰退が顕著であった。 同地域では

100ppb 以上の高濃度オゾンが計測され， また乾燥しやす

い立地で枯損樹木が多 く 認め られた。 さ ら にブナハバチ

が衰弱ブナを食害する こ と が報告された。 （ ２ ） 英彦山で

は，標高約 1000ｍ 以上の北～北西斜面でブナ林衰退が顕

著であった。 特に風の通 り 抜け る尾根部に多 く ， 鞍部に

は比較的少ない傾向が見られた。 また， 衰退は風害 （台

風） によ る と い う 報告も あった。 しかし， 丹沢に比べる

と オゾンや水ス ト レ ス を含め， 環境要因に関するデータ

がほ と んど無い状況であ っ た。 （ ３ ） こ れま での知見を

ベースに以下の研究を推進すべきであ る。 ①山岳地帯で

適用可能な統一的な衰退状況評価方法の検討。 ②林床植

生に着目し た種多様性評価方法， また絶滅危惧植物や地

域孤立個体群に着目し た評価方法の検討。 ③電源設備が

ない場所で実施可能な簡易計測を含めた効率的 （特にオ

ゾンや水分環境）計測方法の検討。④周辺地域の統計デー

タ を有効活用する手法の検討。 （ ４ ） なお， 本年度は神奈

川県， 福岡県の他， 埼玉県， 静岡県の関連研究者 と 意見

交換を行い， 総合植生モニ タ リ ングの広域展開のための

研究者ネ ッ ト ワーク の構築を推進し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 福岡県保健環境研究所 （須田隆一） ・ 神奈

川県環境科学セン ター （相原敬次） ・ 神奈川県自然環境保

全セン ター （越地正）
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5． 環境の総合的管理 （都市域の環境対策， 広域的

環境問題等）

5． 1 　 浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する

研究

（1）　PM2.5・DEP 発生源の把握と対策評価に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA295

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○小林伸治 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

近藤美則， 松橋啓介， 田邊潔， 森口祐一， 南齋

規介， 伏見暁洋

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 発生源の的確な把握は， あ らゆる環境問題にお

け る現象の解明， 影響評価， 対策立案の全てにおいて不

可欠かつ重要な課題であ る。 本課題では， DEP をはじめ

とする １ 次粒子， および NOx や VOC など ２ 次粒子の生

成原因 と な る物質の発生源の種類 と地域分布を把握する

こ と によ り ，PM の大気中における動態解明や影響評価の

ための基礎データ を提供する と と も に， これらの発生要

因 と な る人間活動に着目し た排出抑制対策 と く に自動車

交通関連の対策に関する環境改善効果予測手法を開発す

る こ と によ り ， PM ・ DEP 問題の的確な把握 と対策推進に

資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 短期的課題 と し て， シ ャ シーダ イナモ施

設によ る実験手法および自動車の走行モー ド 調査手法の

検討， ト ンネル調査や沿道調査を用いた実走行状態での

自動車か ら の排出特性の解明， 交通 ・ 物流データに基づ

く DEP 排出量の地域分布の推計システムの構築を計画し

ている。 次いで， シ ャ シーダ イナモ施設での排ガス試験

によ る排出成分データ と 走行モー ド 実測データ を組み入

れた排出モデルの高精度化を行 う と と もに， DEP 以外の

一次粒子および二次粒子前駆物質の排出イ ンベン ト リ の

作成を行 う 。 また，DEP 排出量の削減策の リ ス ト ア ッ プ，

対策効果の推計モデルの設計 ・ 構築を行い， 最終的には，

交通 ・ 物流システムに係る PM ・ DEP 対策の効果予測モ

デルの精緻化， ケース ス タデ ィ によ る対策シナ リ オご と

の効果予測につなげる計画であ る。 　

　 本年度は， 前年度に引き続き， シ ャ シーダ イナモ施設

によ る排ガス試験， 沿道フ ィ ール ド 調査， 発生源イ ンベ

ン ト リ の構築， 対策のサーベイおよび効果予測システム

の構築の各分野で研究を進めた。

　 シ ャ シーダ イナモ施設を用いた研究では， 自動車か ら

排出されるナ ノ 粒子の排出直後の大気中におけ る動態を

明らかにする ために， シャ シーダ イナモ （C/D） 装置 と排

気拡散チャ ンバー と を用いて， 排出後の大気中におけ る

粒径分布， 個数濃度の変化を測定し た。 デ ィ ーゼル車か

ら排出または排出直後に生成されるナ ノ 粒子は， 外気温

が低いほど濃度が高 く な る こ と か ら凝縮性粒子の影響が

あ る こ と， さ ら に， 排出後， 一部は蒸発によ り 消滅し て

いる可能性があ る こ と を明らかにし た。

　 フ ィ ール ド 調査では， 都市大気中におけ る微小粒子の

挙動を把握する ため， 道路沿道に加えて， 一般環境にお

け る観測地点を追加し， 年間を通じ た長期間にわた り ，

粒径分布の連続測定や化学組成解明のためのサンプ リ ン

グを実施し た。 道路沿道では， 粒径が 20nm 付近に個数

濃度のピー ク が観察 さ れる が， 後背地や一般環境では，

こ のよ う な微小粒子が観測される確率は低 く ， 大気中で

の蒸発や凝集によ り 消滅し ている も の と 推察された。 ま

た， 一般環境では， 夏季に， 光化学反応によ り 生成し た

と 考え られる微小粒子が観察され， 自動車由来の粒子よ

り も影響が大きい こ と， 冬季には， 一般環境において も

自動車由来 と 考え られる微小粒子の寄与がおおきい こ と

が示された。

　 粒径別の化学組成については， 道路沿道 と その後背地

において， 低圧多段分級イ ンパク ターを用いて金属薄板

上に大気粒子を粒径別に捕集し， 炭素成分 と 有機成分を

分析し た。 炭素成分はナ ノ粒子 （粒径 0.03 ～ 0.06µm） の

主要成分の一つであ り ， 全炭素 （TC） に占める有機炭素

（OC） の割合は， 沿道よ り も後背地においては高 く な る

傾向にあった。 粒径別有機分析の結果， ナ ノ 粒子の ク ロ

マ ト グ ラ ムは使用済潤滑油の組成 と よ く 似てお り ， 沿道

大気中ナ ノ 粒子に対し て自動車の潤滑油の寄与が高い と

考え られた。 沿道大気中のナ ノ 粒子成分が， シ ャ シーダ

イナモ試験で採取されたデ ィ ーゼル排気中のナ ノ 粒子成

分よ り も， 高沸点成分の割合が若干高い理由 と し ては，

大気中でナ ノ 粒子中の成分が部分的に揮発する ため と推

測された。

　 さ ら に， 各種の交通公害対策によ る環境改善効果を評

価する こ と を目指し て， 動的交通流シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デル， 排出量推計モデル， 濃度推計モデル， 曝露推計モ

デルなど を組み合わせた統合的なシ ミ ュ レーシ ョ ンモデ

ルを開発し た。 動的交通流シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを用

いた環境改善効果の検討の一例 と し て， 環状 ６ 号線 と 隅

田川で囲まれる地域を対象 と する ロー ド プ ラ イ シングを

導入し た場合の地域的な環境改善効果の評価 と 感度分析

を行った と こ ろ， 自動車 OD 交通量の減少を見込まない

場合で も， 高速道路への迂回が促進される結果， 対象地
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域内での面的な高濃度曝露人口が減少する試算結果が得

られた。 なお， 対策評価シ ミ ュ レーシ ョ ンに必要な道路

ネ ッ ト ワー ク デー タ の拡張 と 操作マニ ュ アルの整備 も

行った。

〔備考〕

（2） 　 PM2.5 ・ DEP の環境動態に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA296

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

大原利眞， 上原清， 菅田誠治， 長谷川就一，

早崎将光， 神田勲， 片山学

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境大気中における PM2.5・DEP の生成，移流，

拡散， 反応 メ カニズム を解析 ・ 評価する こ と を目的 と す

る。 発生源 と 環境濃度の関連性を定量的に明ら かにする

こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 フ ィ ール ド 観測， モニ タ リ ングデータ解析， モデル評

価， 風洞実験等の手法を総合的に用いて環境大気中にお

ける PM2.5 の立体的な動態を解明し た。モデル解析の結果

から日本におけるPM2.5汚染には広域的な影響が大きいこ

と を明ら かにし た。 風洞実験結果を も と に沿道大気汚染

対策 メ ニューを示し た。

〔備考〕

（3） 　 PM2.5 ・ DEP の測定に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA297

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

西川雅高， 上原清， 長谷川就一， 高橋克行

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 高密度かつ高時間分解能測定が可能な計測シ

ステム等を用いて大気中の微小粒子状物質， および粒子

生成に関わるガス状物質データ を取得し解析 ・ 評価する

こ と によ り ， 発生源か ら の粒子状物質の振る舞いを全体

的に把握する。

〔内容および成果〕

　 大気中微小粒子状物質のモニ タ リ ン グ シ ス テ ムの検

討， 並びに成分分析手法の検討を行った。 炭素成分の分

析手法の検討では， 元素状炭素 （EC） の自動モニ タ リ ン

グシステムの相互比較や， 元素状炭素 （EC） と有機炭素

（OC） の分離分析手法の精度を高めた。 こ れ と と も にナ

ノ 粒子の発生源や環境での挙動を把握する ための各種測

定方法を検討し た。

〔備考〕

（4） 　 PM2.5 ・ DEP の疫学 ・ 曝露評価に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA298

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

小野雅司， 田村憲治， 山崎新， 豊柴博義

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 都市大気中における PM2.5 を中心 と し た粒子状

物質 （PM; Particulate Matter） によ る大気汚染を改善する

ためには， 発生源動態の把握， 環境濃度 と の関連性の解

析， 並びに疫学 ・ 曝露評価， 毒性 ・ 影響評価を行 う 必要

があ る。 PM2.5 および DEP に関する疫学データおよび曝

露量データ を収集 ・ 整理， 解析する こ と によ り ， 健康 リ

ス ク評価のために必要な資料を提供する。

〔内容および成果〕

　 各種の調査か ら， 人は多 く の時間を屋内で生活し， 大

都市圏では通勤 ・ 通学によ って毎日数十キ ロ を移動する

場合も多い こ と が示されている。 想定する地域内での濃

度の空間変動が大きい場合には， 屋内 と 屋外での曝露の

違いや常住地 と 就業 ・ 通学地での曝露の違いなど を無視

し たモデルは曝露実態 と は異な る。 しかし なが ら， 個人

個人の生活行動の多様性や環境濃度の空間分布の不均一

性をすべて考慮すれば推計モデルは非常に複雑な も の と

な る。 し たがって， モデル開発の第 １ 段階 と し て， 環境

大気濃度推計モデルの現状での精度， および既存の国勢

調査や生活時間調査か ら入手可能な生活行動データの空

間 ・ 時間分解能を考慮し て， 市区町村単位の平均曝露量

の推計を試み， 第 ２ 段階 と し て交通モデル と の リ ン ク を

可能 と する ために， メ ッ シ ュ単位の推計を行った。 本年

度は最終段階 と し て， 交通モデル と 曝露量モデルの統合

のために曝露量モデルの改良を行い， 自動車交通対策の

効果を評価する ために， 各種対策別の曝露量推計を行っ

た。

〔備考〕
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（5） 　 PM2.5 ・ DEP の毒性 ・ 影響評価に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA299

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○小林隆弘 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

高野裕久， 鈴木明， 古山昭子， 小池英子， 井上

健一郎， 藤巻秀和， 山元昭二

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル排気暴露の呼吸－循環器系への影

響の解明実験動物にデ ィ ーゼル排気を暴露し呼吸－循環

器系への影響と その機構を解明する。

〔内容および成果〕

　 PM 特に DEP の健康影響に関する知見を集積するため

実験的研究を実施する こ と を目的と し平成13年度から検

討を行った。 デ ィ ーゼル排気全体の呼吸－循環系への影

響を明ら かにする と と も に， デ ィ ーゼル排気中成分の曝

露実験を行い， 排気中の粒子あ るいはガス状成分の呼吸

器系への影響並びに循環器系への影響を順次解明し て き

た。平成 17 年度は最終年度であ り これまでの結果の と り

ま と め と補充実験を行い以下の結果を得た。

　 ○ １ ． 循環系への影響を検討し， 全排気 と 除粒子排気

曝露で異常心電図や心拍変動が生じ る こ と， 作用はガス

状成分またはフ ィ ルターで除去されない粒子成分にあ る

可能性や， デ ィ ーゼル排気粒子中の成分の一つであ る ニ

ト ロ フ ェ ノ ール類が影響の一因にな る可能性を明ら かに

し た。

デ ィ ーゼル排気粒子の血管平滑筋細胞 と 血管内皮細胞へ

の影響を解析し， デ ィ ーゼル排気粒子は肺高血圧等の循

環器系への負担を増加させる要因にな る可能性を明ら か

にし た。

　 ○ ２ ． 呼吸 ・ 免疫系への影響を検討し， 感染性肺傷害

では粒子成分， アレルギー性気道炎症では有機成分が病

態を増悪する こ と を見いだし た。 デ ィ ーゼル排気粒子が

花粉症やぜんそ く と いったアレルギー性疾患を増悪させ

る その要因 と し てデ ィ ーゼル排気粒子中の有機成分の抗

原提示機能増幅作用があ る こ と を見いだし た。

　 呼吸 ・ 免疫系に影響を及ぼす成分は感染性肺傷害， ア

レルギー性気道炎症 と いった病態によ って異な る可能性

と 粒子， ガス状成分の共存によ り 影響が増幅される可能

性を明らかにし た。

　 自動車排出ガスに起因するナ ノ 粒子曝露の生体影響解

明のため， 模擬ナ ノ 粒子を用い酸化ス ト レ ス作用， 自然

免疫応答， 抗原提示機能， グ ラ ム陰性菌毒素やグ ラ ム陽

性菌毒素によ る肺炎症状， 凝固 ・ 線溶系， 循環機能に及

ぼす影響を検討し， 細胞に酸化ス ト レ ス を誘発し， 免疫

系や循環系に影響を及ぼす可能性を明らかにし た。

〔備考〕

（6） 　 複雑市街地における局所高濃度大気汚染の発生 と

その予測に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE216

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○上原清 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

神田勲， 大原利眞， 若松伸司

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 沿道の大気汚染濃度分布は， 周囲の建築状況や

気象条件， 交通量などによ って変化する。 適正な沿道大

気汚染濃度のモニ タ リ ングを行い， またその結果を正し

く 評価する ためには， 大まかな沿道の濃度分布状況を把

握し てお く 必要があ る。 本研究では， 実市街地の縮尺模

型や単純な形に理想化し た市街地模型 （街区模型） など

を用いた風洞実験を行 う 。 沿道高濃度の発生パターン と

街路構造等の関係を調べ， 簡易に， 適正に， 観測位置を

決定する ための指針を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は常時観測か ら得られる気象データや自動車排

ガ ス測定局 （以下自排局） の大気汚染データ を用いて，

現地におけ る沿道大気汚染 と 気象条件 と の関連を解析し

た。 さ ら に， 風洞実験 と 常時観測データか ら実市街地に

おけ る大気汚染物質の暴露濃度分布を推定する方法を検

討し た。 その結果， 自排局における NOx 濃度 と一般風向

の間にはきわめて密接な関係があ る こ と。 季節によ って

卓越風向が変化するにつれ自排局が と ら え る濃度も大き

く 変化する こ と などが分かった。 また， こ う し た気象条

件 と 自排局におけ る測定値の関連は風向や風速の日変化

によ って も生じ る こ と が分かった。

　 実市街地の縮尺模型を用いた風洞実験の結果 と， 風向

頻度， 風速頻度， 交通量の日変化などか ら， 年間， 季節

別， 時刻別の NO ｘ 暴露濃度分布を推定する方法を検討

し良好な結果を得た。

〔備考〕

（7） 　 大気環境影響評価に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE218

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

大原利眞， 上原清， 菅田誠治， 神田勲

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 総合的な都市大気環境対策に資する ため大気

環境影響評価に関する基礎的研究を実施する。 具体的に

は研究課題の明確化な らびにモデルのレ ビ ュー， 大気環

境の現状把握， 広域大気環境予測モデルの評価， 局地大

気環境予測モデルの評価， 大気環境影響評価手法の体系

化を目標とする。

〔内容および成果〕

　 大気環境予測におけ る予測モデルの利用方法に関し て

の検討を深めた。 発生源モデル， 予測モデルの利用にあ

たっての留意点を明ら かにし た。 また， 長期的な平均値

と と も に， 短時間の高濃度予測に関する ためにモデルの

検討を行った。 また， 道路内での自動車によ る影響を風

洞実験等で明らかにし た。

〔備考〕

（8） 　 西日本地域を中心 と し た大気汚染の長期的な ト レ

ン ド解析

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0105AH300

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

菅田誠治， 宮下七重

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 当面は西日本を中心 と し た地域におけ る光化

学オキシダン ト 等の経年変化の解析を実施する こ と を目

的 と する。 こ の中で光化学オキシダン ト 等の ト レ ン ド 分

析手法を統一し， 地域間の比較評価を行 う こ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所と地方環境研究所と の Ｃ 型共同研究。

本研究においては， 日本のオキシダン ト 濃度に及ぼす広

域的な影響を把握する ために， 西日本を中心 と し た地域

におけ る 光化学オキ シダ ン ト の経年変化を解析 し て来

た。 解析の結果， 最近 ３ ～ ４ 年間のオキシダン ト 濃度の

ト レ ン ド は，それ以前の 10 年間の ト レ ン ド と少し異なっ

て来ている こ と が示唆された。 こ の原因を明確すべ く 平

成 16 年度から研究課題コード 0407KB498 に発展的に移

行し た。

〔備考〕

（9） 　 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査

研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0205BY474

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小林伸治 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

近藤美則， 長谷川就一， 伏見暁洋， 田邊潔，

 藤谷雄二， 高橋克行， 若松伸司

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 排出ガス規制の強化によ り ， 自動車から排出さ

れる粒子状物質の重量排出量は低下傾向にあ るが， 排出

ガ ス対策が高度にな る に従い粒径分布が微小化す る た

め， 微小粒子の数濃度に対する関心が高ま っている。 し

かし ながら， 微小粒子の排出は， エンジンの種類， 運転

条件， 希釈条件等， 複雑な要因の影響を う け る ため， 自

動車から の排出実態や大気中におけ る挙動に関する十分

な知見が得られていない。

　 本研究では， これら の微小粒子の排出実態を把握する

と と も に， その物理 ・ 化学的特性や排出原因を解明する

こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度は， これまで継続測定を実施し ている ２ ヵ

所の観測地点に加えて， 東京都内や郊外のバッ ク グ ラ ウ

ン ド 大気や交通環境の異な る道路沿道の観測地点を追加

し， 以下の項目について調査を実施し た。

　（ １ ） 大気環境中における微小粒子の粒径分布， 個数濃

　 　 度の長期観測

　（ ２ ） 大気環境中における微小粒子の性状分析

　 　 微小粒子の長期観測では， 道路沿道においては， 観

測地点によ って粒径分布形状， 個数濃度についての差異

はかな り あ るが， 年度によ る粒径分布形状の差異は少な

く ， 季節変動によ る影響の方が大きい こ と を明ら かにし

た。 一般環境では， 東京都内 と郊外における差は少な く ，

粒径分布形状，個数濃度レベル と も同様の結果であった。

また， 冬季には， 一般環境において も， 自動車由来 と 考

え られる微小粒子の濃度が朝夕の交通量の増加に伴い上

昇する こ と， 夏季には， 自動車由来の微小粒子に加えて，

日中， 光化学生成によ る二次粒子 と 考え られる微小粒子

の個数濃度が上昇し， 一次粒子よ り も影響が大きい こ と

を明らかにし た。

　 微小粒子の性状分析については， 道路沿道 と その後背

地において， 低圧多段分級イ ンパク ターを用いて金属薄

板上に大気粒子を粒径別に捕集し， 炭素成分 と 有機成分

を分析し た。 炭素成分はナ ノ粒子 （粒径 0.03 ～ 0.06µm）
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の主要成分の一つであ り ， 全炭素 （TC） に占める有機炭

素 （OC） の割合は， 沿道では， 20 ～ 25%， 後背地では，

47～51% と沿道よ り も後背地においては高 く なる傾向に

あった。 GCMS によ る有機分析の結果， ナ ノ粒子のク ロ

マ ト グ ラ ムは使用済潤滑油の組成 と よ く 似てお り ， 沿道

大気中ナ ノ 粒子に対し て自動車の潤滑油の寄与が高い と

考え られた。 沿道大気中のナ ノ 粒子成分が， シ ャ シーダ

イナモ試験で採取されたデ ィ ーゼル排気中のナ ノ 粒子成

分よ り も， 高沸点成分の割合が若干高い理由 と し ては，

大気中でナ ノ 粒子中の成分が部分的に揮発する ため と 推

測された。

〔備考〕

（10） 　 山風が都市ヒー ト アイ ラ ン ド に及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0305CD554

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ， 片岡

久美

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 長野県長野市では夜間に山風が出現し， それが

都市の中心部に吹き込んでいる。 本研究では， 山風の実

態 と それが都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に及ぼす影響について

気象観測及び数値シ ミ ュ レーシ ョ ンに よ り 明ら かに し，

山風の都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 緩和に及ぼす効果について

の検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は前年度に続き， 長野市内のビル屋上におけ る

山風の観測を継続し た。 また， 自動車によ る移動観測で

得られた気温分布図の作成 （2003 年夏から約 １ 年間の間

に得られた 20 例， 21 ～ 22 時頃） を行った。 気象条件や

山風発生の有無や強弱は観測日によ って異な るが， 山風

吹走日には裾花川の谷口か ら市街地中心部にかけて気温

傾度が大き く ， 谷口に近いほど気温が低 く な る こ と が明

ら か と なった。 一方， 山風の吹いていない日の気温傾度

はほ と んどないか小さ かった。 また， 長野県庁屋上 （山

風吹走地点） で 10 分ご と に測定し ている風向風速および

気温の観測結果から，2005 年の昼夜通し て晴れの日 20 例

を抽出し， 山風の侵入 と 気温の変化について も調べた。

山風が観測されてから数十分以内に， １ ℃か ら ２ ℃の急

激な気温低下が確認され， 山風の侵入は冷気の移流を も

た らすこ と が明らか と なった。

　 長野市周辺地域におけ る ク リ マア ト ラ ス作成のため，

RAMS を用いた解像度 500ｍ の メ ソ スケール数値シ ミ ュ

レーシ ョ ンお よ び浅水方程式に よ る 冷気流数値シ ミ ュ

レーシ ョ ン も行った。 前者によ り ， 典型的な ７ 月下旬の

静穏日において裾花川谷口よ り 長野盆地へ吹き出す山風

が再現され，谷口から離れた地域では再現されなかった。

冷気流数値シ ミ ュ レーシ ョ ンでは， 冷気の厚さ が計算開

始 60 分後に 250ｍ 以上，風速が １ m/s 以上に達する地域

が谷口か ら市街地にかけてあ らわれ， 観測された山風の

吹走状況 と 整合的であった。 長野市市街地の山風は， 裾

花川の谷に冷気流が流下し て蓄積し た冷気が， 谷口よ り

吹き出し た もの と考え られる。

〔備考〕

共同研究者 ： 浜田崇 （長野県環境保全研究所） 　

2002 年度までは地方環境研と の共同研究と し て も実施。

（11） 　 建物 ・ 街区 ・ 都市 ・ 地域の各規模にまたがる熱環

境解析と アジアの巨大都市への適用

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0306CD553

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ， 片岡

久美

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 熱環境シ ミ ュ レーシ ョ ンの結果を実際の施策

に応用する と きの弱点は， その結果の検証が十分にな さ

れていない点であ る。 そ こ でモデルの検証を目的に， 実

際の都市部において建物周辺の気候の観測を行 う 。また，

従来信頼度の低かった熱環境の解析の信頼度を向上させ

る こ と によ り ， アジアの巨大都市の熱環境研究の発展の

端緒とする。

〔内容および成果〕

　 重慶市内の地覆や景観の異な る複数の地点において，

典型的な暑熱問題日におけ る体感温熱指標を評価する た

めの手法開発 と し て， 超音波風速計 と 放射収支計を組み

込んだ可動式観測ス テーシ ョ ンの開発を行い， 韓国 ・ ソ

ウル市の清渓川復元区間に適用し た後， 重慶市の解析対

象地点に適用し た。 超音波風速計によ る清渓川での移動

観測では， 河道 （東西方向） に直交する街路において南

北両方へ風が吹き出す事例 （河道復元によ る微気候の改

善効果） も確認されている。

　 重慶市において中国初の ク リ マア ト ラ ス ワーク シ ョ ッ

プを試験的に実施し た。 その際地元の建設業界などか ら

50 名近い参加者が集ま り ， 我が国での先行事例に忠実な

ス タ イルで， 以下の議論が行われた。 重慶は平坦な土地
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が少な く ， 傾斜の急な斜面に道路網を展開し な く てはな

ら ないため， 傾斜方向に直交する （等高線に平行な） 道

路の割合が大き く ， 結果的に斜面におけ る緑地面積の割

合が小さ く なっている。 その一方で水辺空間を適切にデ

ザイ ンする こ と によ り ， 冷涼な気流を活用し た良好な居

住地域を整備でき る可能性も指摘された。 また， こ のよ

う な ワーク シ ョ ッ プの手法はかつて人民公社において農

民たちを組織し て行っていた農村運営の方式に共通する

部分があ り ， 中国の街づ く り の現場に も受け入れられや

すいのではないか と考え られる。

〔備考〕

研究代表者 ： 花木啓祐 （東京大学）

共同研究者 ： 貞広幸雄 （東京大学）， 泉岳樹 （首都大学東

京）， 黄光宇 （中国重慶大学）

（12） 　 自動車排気中ナ ノ 粒子の毒性 ・ 影響評価および性

状 ・ 環境動態把握に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0307AA512

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○小林隆弘 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

若松伸司， 高野裕久， 鈴木明， 古山昭子， 小池

英子， 井上健一郎， 新田裕史， 森口祐一， 近藤

美則， 田邊潔， 小林伸治， 西川雅高， 内山政弘，

平野靖史郎， 藤巻秀和， 山元昭二

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 排出ガ ス の規制の強化や技術開発に よ り 排出

される粒子の質量は減少するが， ナ ノ 粒子 と いわれる極

めて微小な粒子の数は減少せず問題 と し て残る可能性が

あ る。 ナ ノ 粒子はその毒性 ・ 影響 ・ 性状 ・ 環境動態のい

ずれも未解明の部分が多いが， 大き な粒子状物質よ り 炎

症を引き起こすこ と など強い影響のあ る可能性や体内動

態か ら肺のみな らず全身への影響を持つ可能性が示唆さ

れている。 そ こ で， ナ ノ 粒子の性状 ・ 環境動態研究を基

礎の曝露装置を作製し， 毒性 ・ 影響に必要な調査研究を

進め， 健康影響を未然に防ぐ と と も に環境に優しい次世

代型エンジン開発や燃料改良の方向性を提示する。

〔内容および成果〕

　 デ ィ ーゼル粒子除去装置や触媒の開発， 燃料の低硫黄

化などによ り ， 自動車排出ガスに起因する粒子状物質の

質量濃度の低減は可能 と なっている。 しかし， 粒径が数

十ナ ノ メ ー ト ル以下のナ ノ 粒子 と いわれる極めて微小な

粒子の低減に関し ての対策は遅れてお り ， 依然 と し て数

濃度 と し て高い も のが排出される可能性があ る こ と が指

摘されている。 同時に現実の大気環境中において も， 幹

線沿道沿いではナ ノ 粒子の個数濃度がラ ッ シ ュ ア ワー時

に高 く なる こ と が指摘されている。ナ ノ 粒子はその毒性・

影響 ・ 性状 ・ 環境動態のいずれ も 未解明の部分が多い。

これまでの二酸化チタ ンや炭素のナ ノ 粒子では， 大き な

粒子状物質よ り 炎症を引き起こ しやすい こ と など強い影

響があ る可能性や， 呼吸器内に入った場合肺を通過し全

身への影響を持つ可能性が示唆されているが充分な検討

がな さ れていないのが現状であ る。 そ こ で， こ れま で，

模擬ナ ノ 粒子を用いる こ と によ り ， ナ ノ 粒子の物理化学

的特性， 細胞や組織内での動態や毒性に関する基礎的な

研究を実施しする と と も に， 環境ナ ノ 粒子曝露装置の作

製 と 曝露条件設定のための実験を行って き た。 国立環境

研究所動物実験等に隣接する形で， 環境ナ ノ 粒子の性状

や環境中の動態把握を し ながら自動車排出ガス由来のナ

ノ 粒子の毒性 ・ 影響評価を行 う ための吸入曝露装置を作

製し， 実車ナ ノ 粒子の全身吸入曝露に関する必要な研究

を進めた。 平成 17 年度は課題 １ . の文献調査も含めて以

下の課題を実施し た。

　 課題 ２ ． デ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ粒子曝露装

　 　 置に関する研究

　 課題 ３ ． 環境ナ ノ粒子の呼吸器内沈着及び体内動態に

　 　 関する研究

　 ○ 環境ナ ノ粒子の細胞内への取込みに関する実験的

　 研究

　 ○ 環境ナ ノ粒子の体内動態に関する実験的研究

　 課題 ４ ． 環境ナ ノ粒子の毒性 ・ 生体影響評価に関する

　 　 研究

　 ○ 環境ナ ノ粒子の毒性 ・ 生体影響評価に関する研究

　 ○ 環境ナ ノ粒子が呼吸器の自然免疫応答に及ぼす影

　 響

　 ○ 呼吸器感染によ る肺炎症状に及ぼす影響

　 ○ 循環機能に及ぼす影響

　 課題 ２ ． これまで模擬ナ ノ粒子発生装置の開発 と し て，

炭素電極間の放電によ る炭素粒子， 不完全燃焼によ る炭

素粒子の発生の条件， 粒径， 個数について検討を加えて

き た。 また， 動物に曝露する鼻部曝露装置内や細胞に曝

露する細胞曝露装置に接続し， 曝露される動物や細胞の

近傍での模擬ナ ノ 粒子の粒径や個数についての検討を

行った。 平成 17 年度は吸入曝露実験が始められる よ う

に， 輸送過程におけ る粒子成長に関する検討， 定常運転

の際に排出される粒子やガスの試験， 一次希釈， 二次希

釈倍率の検討を行い， 曝露実験の条件設定を行った。 平

成 17 年 11 月よ り ， 定常運転の曝露が開始され， おおむ
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ね安定し た運用ができ ている こ と を確認し た。

　 課題 ３ ． 環境ナ ノ 粒子の細胞内への取込み機構及び細

胞膜 ・ 細胞層におけ る透過性に関する研究ではこれまで

不溶性模擬ナ ノ 粒子 （蛍光標識ポ リ スチレ ン粒子等） や

金コ ロ イ ド ナ ノ 粒子を用いて定性的に粒子の生体内移行

に関する検討を行 う と と も に， シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル

の構築にも着手し， 呼吸器内におけ る長期的な粒子の蓄

積に関し計算を行った。

　 平成 17 年度は，In vitro 研究 と し て，共培養系細胞層に

おけ る不溶性模擬ナ ノ 粒子の細胞層におけ る透過性 と そ

の後の組織 リ モデ リ ングを調べた。 また， 原子間力顕微

鏡を用いて肺表面層にナ ノ 粒子の主成分であ る アルカン

成分が沈着し た と き の形態変化に関する研究を行った。

In vitro 研究 と し ては， 電子顕微鏡を用いて形態的に も

20nm 金粒子が肺胞上皮細胞を通過し て血管内皮細胞内

腔表面観察される こ と を明ら かにする と と も に， 実車ナ

ノ 粒子の吸入曝露実験に着手し た。

　 課題 ４ ． 極微小の粒子では炎症を引き起こ しやすい こ

と が報告されている。 また， これまでデ ィ ーゼル排気中

の粒子， PM2.5 などで問題と なって きた健康への影響 と

し て気道の炎症， アレルギー関連疾患の増悪， 肺炎症状

の増悪，循環器への影響等があ る こ と が報告されている。

平成 17 年度は，炭素系模擬ナ ノ粒子や実車ナ ノ粒子を用

いて， ナ ノ 粒子を多 く 含む運転条件下で捕集 し た実車

デ ィ ーゼル排気粒子の酸化能 と 肺胞上皮細胞の遺伝子発

現に及ぼす影響に関する解析， 細菌毒素 と 吸入し たナ ノ

粒子 と の炎症反応に関する相乗作用に関する研究， 吸入

し たナ ノ 粒子が自然免疫系や循環系に及ぼす影響に関す

る研究を行った。

〔備考〕

本研究の一部は環境省受託費で行 う 。

共同研究者 ： 森田昌敏 （客員研究官）

（13） 　 都市大気汚染の年々変動に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0405AA416

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

若松伸司， 菅田誠治， 宮下七重

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 都市大気汚染の年々変動を も た ら す原因を解

明する こ と を目的 と する。 年々変動要因をマルチス ケー

ル数値モデルを使って定量化する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 関東地域， と り わけ都心周辺部におけ る光化学オキシ

ダン ト 濃度は最近， 上昇傾向にあ る。 こ の原因を解明す

る ために， マルチスケール化学物質輸送モデル （CMAQ）

を用いた数値実験を行った。 本研究では 1995 年 ７ 月 と

2000 年 ７ 月を対象と し， 濃度変動の基本的特徴をモデル

で再現でき る こ と を確認し た後， （ １ ） 関東地域外の排出

量変化， （ ２ ） 関東地域内の排出量変化， （ ３ ） 地域気象

の変化，の ３ ケースに対するオゾン濃度変化を解析し た。

その結果， 関東地域全体のオゾン濃度の上昇は関東地域

外か ら の流入影響が最も大き く ， さ ら に都心部のオゾン

濃度の上昇は地域気象 と関東地域内排出量の変化に起因

し ている こ と が示唆された。

〔備考〕

（14） 　 都市大気汚染予報システムの開発

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0405AH417

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

菅田誠治， 若松伸司， 宮下七重， 早崎将光

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 都市大気汚染の予報シ ス テ ム を開発する こ と

を目的 と する。 数値モデルをベース と し た予報シス テム

を構築し， 国内 ２ 地域程度でテス ト 運用する こ と を目標

とする。

〔内容および成果〕

　 関東地域におけ る光化学オキシダン ト や粒子状物質な

どの大気汚染を， 毎日， 定期的に予報する計算システム

（化学天気予報シス テム） を構築し た。 本システムでは，

気象庁よ り 配信される気象予報データ （GPV） を も と に

地域気象モデル RAMS を使って地域気象を予報計算し た

後， この気象予報データ を使って化学輸送モデル CMAQ

を駆動し大気汚染濃度分布を計算する。 GPV データ と し

て気象庁全球モデルGSMによ る予報結果を用いる こ と に

よ り ， ２ 日先までの大気汚染予報が可能であ る。 本年度

は， 予報結果を Web 上で閲覧でき る表示画面を作成し，

システムのテス ト 運用を開始し た。 また， その運用方法

について， 関東の地方環境研究所と協議 ・ 検討し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 石井康一郎 （東京都環境科学研究所）， 江原

孝 （茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター）， 武藤洋介 （埼玉県

環境科学国際セン ター）
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（15） 　 日本における光化学大気汚染の研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0406AH380

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

大原利眞， 菅田誠治， 宮下七重， 早崎将光

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 日本におけ る光化学オキシダ ン ト 等の経年変

化の解析を実施する こ と を目的 と する。 こ の中で光化学

オキシダン ト 等の ト レ ン ド 分析手法を統一し， 地域間の

比較評価を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所と地方環境研究所と の Ｃ 型共同研究。

日本全国の大気常時監視データ用いて光化学オキシダン

ト 等の大気汚染の経年変化や， 地域分布の特徴を把握し

た。 光化学オキシダン ト 濃度変化の要因を解明する ため

に， 地域ス ケールの現象であ る海陸風や ヒ ー ト ア イ ラ ン

ド， NOx， SPM， NHHC 等 と の関連性や広域スケールの

現象であ る大陸から の移流や成層圏オゾンの寄与を総合

的に解析 ・ 評価し た。

〔備考〕

Ｃ 型共同研究参加 38 研究機関：秋田県環境セン ター，宮

城県保健環境セン ター， 福島県環境セン ター， 群馬県衛

生環境セン ター， 埼玉県環境科学国際セン ター， 東京都

環境科学研究所， 神奈川県環境科学セン ター， 長野県環

境保全研究所， 山梨県衛生公害研究所， 静岡県環境衛生

科学研究所， 石川県保健環境セン ター， 福井県衛生環境

研究セン ター， 富山県環境科学セン ター， 名古屋市環境

科学研究所， 岐阜県保健環境研究所， 滋賀県琵琶湖 ・ 環

境科学研究セン ター， 京都府保健環境研究所， 京都市衛

生公害研究所， 大阪府環境情報セン ター， 大阪市立環境

科学研究所， 兵庫県立健康環境科学研究セン ター， 神戸

市環境保健研究所， 和歌山県環境衛生研究セン ター， 奈

良県保健環境研究セン ター， 鳥取県衛生環境研究所， 島

根県保健環境科学研究所， 島根県浜田保健所， 岡山県環

境保健セン ター， 山口県環境保健研究セン ター， 徳島県

保健環境セン ター， 香川県環境保健研究セン ター， 愛媛

県立衛生環境研究所， 福岡県保健環境研究所， 福岡市保

健環境研究所， 佐賀県環境セン ター， 長崎県衛生公害研

究所，熊本県保健環境科学研究所，宮崎県衛生環境研究所

（16） 　 都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解

明研究

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0407KB498

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

大原利眞， 西川雅高， 高橋克行， 長谷川就一，

小林伸治， 松橋啓介， 伏見暁洋，  菅田誠治，

 早崎将光， 上原清， 神田勲， 片山学

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 都市域における PM2.5 大気汚染特性 と生成機構

を明ら かにする こ と を目的 と し て， 日本 と 中国において

共同研究を行 う 。 具体的な研究目標は （ １ ） 環境動態解

明， （ ２ ） 発生源解析， （ ３ ） 発生源 と 環境濃度の関連性

解析とする。

〔内容および成果〕

　 日本と中国と のPM2.5の生成機構解明に関する共同研究

を実施し た。 平成 17 年 ８ 月と平成 18 年 ２ 月につ く ば と

北京においてワーク シ ョ ッ プを開催し， 研究交流 と， 共

同研究課題の検討を行った。 発生源 と モデルで も にた り

んづ と 化学分析， の二つのサブグループで共同研究を実

施し た。こ の研究では都市域における PM2.5 大気汚染の生

成に及ぼす各種要因の分析 と 大気環境改善のための対策

効果評価の国際比較研究が実施されている。

〔備考〕

中国，清華大学（ リ ーダー），Jiming HAO（研究者）Hezhong

TIAN, Kebin HE, Yongliang MA, Shuxiao WANG, Fumo

YANG, Ximing Guo, Jingnan HU, Honghong YI Xinghua LI,

Litao WANG, Lin LI

（17） 　 車道走行中の大気汚染曝露評価に関する基礎的検

討

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE526

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田村憲治 （環境健康研究領域）， 小野雅司，

近藤美則， 長谷川就一

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 途上国においては， 自動車の急速な普及で深刻

な大気汚染問題を抱えている都市が多い。 こ う し た自動

車排ガスの高濃度曝露の影響は特に車道上に長時間居る

運転者に最も現れる と 思われるが， その曝露実態につい

ては分かっていない。

　 本課題では， 我が国及び途上国におけ る大都市走行時
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の大気濃度 と タ ク シー運転手などの曝露濃度レベルが沿

道などにおけ る測定濃度に比べどの く ら い高濃度であ る

のかを明らかにする ため， 微小粒子状物質 （PM） 濃度な

どの測定法を確立する。 また， 車道走行中の大気汚染濃

度 と 沿道測定値 と の関係， 運転や沿道作業者などの曝露

評価を目的 と し た大規模調査実施の基礎的条件を明ら か

にする。

〔内容および成果〕

　 つ く ば と 東京の間を ６ 回往復し て， 個人サンプ ラーを

用いて走行中の車外， 車内の PM 濃度等を測定し， 測定

条件の検討を し た。PM は午前，午後の ３ ～ ４ 時間単位で

捕集し，一部は PM 中の PAH 濃度や炭素成分を分析し た。

PM2.5 濃度は車外，車内と も走行経路直近の自排局 SPM 濃

度を当てた濃度よ り 高 く ， 走行中の曝露は沿道濃度よ り

かな り 高濃度であ る こ と が確認された。

　 中国瀋陽市内で， ８ 月と 12 月にタ ク シー 10 台を使用

し て同様の測定を各 ５ 日間実施し，PM 測定以外に運転手

や同乗者 （研究ス タ ッ フ） の肺機能 と尿中 PAH 代謝物濃

度等を測定し た。 瀋陽の調査基地近傍の交差点に設置し

た測定点の PM2.5 濃度は ８ 月， 12 月 と も東京の沿道測定

値よ り 高濃度であった。 タ ク シーの車外濃度には走行経

路によ る違いがあったが， 車内， 車外 と も沿道の測定値

の変動を反映し ながら これを上回っていた。 肺機能につ

いては， わずかな変化が見られたが日内変動が大きいた

め， 解析継続中であ る。 尿中代謝物については， 分析例

数が少ないが大気由来以外に食事な ど の影響があ る た

め， 一般の大気汚染曝露指標 と し ての確立までには課題

が多いこ と が分かった。

　 今後の本格的な調査研究体制を築 く ために，北京市（北

京大学）， 上海市 （復旦大学）， バン コ ク （チュ ラ ロ ン コ

ン大学） の研究者 と の検討を行い， 現地での短時間なが

ら曝露調査も実施し て， 汚染レベルの確認も行った。 今

後は本年度得られた走行経路ご と の炭素成分比などの結

果を解析し， さ ら に対象都市ご と の測定方法の確立 と 影

響評価法について再検討し， 本課題の展開を図 り たい。

なお， 本研究の肺機能検査や採尿 ・ 分析に関し て， 事前

に国立環境研究所医学研究倫理審査委員会に研究計画を

申請し， 承認を得た。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国瀋陽市疾病預防控制中心

（18） 　 原子間力顕微鏡を用いたナ ノ 粒子の細胞への取り

込みに関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF784

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 2.(2) 化学物質環境 リ ス ク に関する研究

〔担当者〕 ○菅野さ な枝 （環境健康研究領域），平野靖史郎

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 自動車排気ガ ス中に多 く 含まれてい る こ と が

知られている， 粒径 50 ナ ノ メ ーター以下の粒子 （ナ ノ粒

子） の細胞への取 り 込み機構を明かにする こ と を目的 と

し て研究を行 う 。 肺表面の状態を模擬的に再現し， 分散

状態のアルカンナ ノ 粒子の形状の測定， 及びアルカンナ

ノ 粒子の沈着が肺表面層モデルに及ぼす影響を， 原子間

力顕微鏡で観察する。 肺表面層モデルに沈着し たアルカ

ンナ ノ 粒子を， 細胞がどのよ う に取 り 込むかを原子間力

顕微鏡にて観察し， 取 り 込み機構を検討する。

〔内容および成果〕

　 カバース リ ッ プに蒸着し た高級アルカンの形状を原子

間力顕微鏡で観察し た結果， ナ ノ 粒子状のアルカ ンが，

ほぼ均一に分散し蒸着し ていた。 エンジン燃焼によ り 生

成し たアルカンは， 均一な分散状態のナ ノ 粒子 と し て発

生し， 生体に取 り 込まれる こ と が推定された。

　 肺表面は 1,2-dipalmitoyl-sn-glycero-3-phosphocholine

（DPPC） を主成分 とする肺界面活性物質に覆われている

こ と が知られている。 そ こ で， 肺表面層の模擬的モデル

と し て， LB 法にて DPPC の展開単分子膜を作成し た。

DPPC の展開単分子膜の形状を原子間力顕微鏡を用いて

観察し た結果， 厚さ １ ～ ２ nm の単分子膜を作成でき た

こ と よ り ， 模擬的な肺表面層モデル と し て実験に使え る

こ と を確認し た。 次に， DPPC に C20H42 を加え， 展開単

分子膜を作成し， 表面張力を測定する こ と よ り ， 膜の安

定性を調べた。 その結果， C20H42 の濃度が高いほど， 低

い表面圧で DPPC の単分子膜が く ずれた こ と よ り ，C20H42

が膜の伸縮性を下げる こ と がわかった。 生体内において

も， 自動車排気ガス由来のナ ノ 粒子中の高濃度のアルカ

ンが肺表面層に接着し た時，表面層の伸縮性を減少させ，

肺機能の欠損を引き起こす可能性が示唆された。

〔備考〕

（19） 　 微小粒子状物質等曝露影響調査 （解析調査） 業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505BY511

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

小野雅司， 田村憲治， 山崎新， 豊柴博義

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）
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〔目 　 的〕 浮遊粒子状物質 （SPM） については， 従来よ り

環境基準を設定し， その健康影響および大気中濃度に関

する知見を体系的に収集し てき た と こ ろであ るが，近年，

SPM の う ちでも特に粒径の小さい部分で人為的発生源か

ら の寄与割合の多い粒子 （微小粒子状物質） によ る呼吸

器症状等の健康影響が懸念 さ れてい る。 こ の こ と か ら，

一般大気環境におけ る微小粒子状物質の曝露量 と 健康影

響と の関連性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 環境省環境管理局では微小粒子状物質等曝露影響調査

（長期疫学調査） を全国 ７ 地域において呼吸器症状等に関

する質問票調査を平成13年度から毎年繰 り 返し実施し て

いる。 対象者は対象地域の三歳児健康診査受診者および

その保護者であ る。 各地域で回収された質問票を受け取

り ， 電算入力し た上で， 疫学調査の標準的な方法によ り

質問票への記入状況の点検を行い， 個人情報保護に留意

しつつ解析に有用な形で整理し ている。 本年度は第 ４ 次

年度および最終年度であ る第 ５ 次年度の一部のデータに

ついて得られた呼吸器症状等に関する質問票を電算入力

し た上で， 疫学調査の標準的な方法によ り 質問票への記

入状況の点検を行い， 集計を行った。 疫学調査対象地域

におけ る微小粒子状物質や浮遊粒子状物質， 窒素酸化物

等の大気汚染物質や， 人口動態， 交通 ・ 運輸， 社会経済

動向等のデータ を収集し た。 こ れ ら のデータ について，

呼吸器症状の罹患状況，微小粒子状物質濃度等 と の関連，

大気汚染以外の呼吸器症状の要因 と な る可能性のあ る諸

事象 と の関連等について， 多角的に解析し， 微小粒子状

物質濃度 と 呼吸器症状 と の関連についての検討を行っ

た。

〔備考〕

平成 16 年度研究課題コード 0404BY470

（20） 　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため

の関東地区及び中京地区の同意確保調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505BY518

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

小野雅司， 山崎新， 豊柴博義， 山崎有紀

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 平成 17 年度から 「局地的大気汚染の健康影響

に係る疫学調査 （学童コ ホー ト 調査）」 が開始される。 学

童コ ホー ト 調査は， 大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

ら かにする も のであ り ， 関東地区， 中京地区， 阪神地区

の小学 １ ～ ３ 年生約 16,000 人を調査対象候補者と し， こ

れらの候補者の う ち， 保護者の同意が得られた者を対象

と し て実施する も のであ る。 疫学調査において最も重要

な点のひ と つは， 多 く の候補者か ら同意を得て， 調査対

象者に偏 り がない状況によ り 調査を実施する こ と であ る

が， 近年， 国民の価値観の多様化， 個人情報の保護に対

する意識の高ま り 等か ら疫学調査への同意を得る こ と が

難し く なって き ている こ と が指摘されている。 本調査で

は学童コ ホー ト 調査におけ る同意を確保する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 協力小学校 （千葉市 ： ７ 校， 世田谷区 ： 12 校， 川崎市 ：

５ 校， 名古屋市 ： 10 校）， 保護者 （約 9,500 人） 等への説

明を行 う ためのパン フ レ ッ ト 及びポス ターを作成し， 配

布し た。 また， 想定質問に対する回答案， および保護者

等か らの電話によ る問い合わせに対する対応マニ ュ アル

を作成し た。 協力小学校の教諭等に対し て十分な説明を

行い， 学童コ ホー ト 調査に対する理解を得る と と も に，

保護者への説明会を開催し て， 調査への理解 と 協力を依

頼し た。 また， フ リ ーダ イ ヤルを設置し て， 保護者等か

ら の問い合わせに対 し， 問い合わせ対応マニ ュ アルに

従って対応し た。 その結果， 調査目標達成のために十分

と考え られる同意率が得られた。

〔備考〕

（21） 　 遺伝子ネ ッ ト ワークのリ スク評価への適応

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF957

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○豊柴博義 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子情報の健康影響評価への利用が盛んに

な る なかで， 遺伝子発現を遺伝子間の信号によ る も の と

と ら え， 遺伝子ネ ッ ト ワーク と し て解析し， 毒性影響や

健康影響の メ カニズム解明に役立て よ う と する システム

バイオロ ジーやコ ン ピ ュ テーシ ョ ナル ト キシ コ ロ ジーな

どの分野が大き く 注目されはじめた。 アレ イデータの情

報を， たんに新しいバイオマーカー と し て利用するのみ

でな く ， よ り 多 く の情報を総合的にネ ッ ト ワーク の形で

特徴付け る こ と ができれば， 新しい仮説や メ カニズムの
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解明に役立て る こ と も期待でき る。 本研究では， こ のよ

う な解析を可能にする ネ ッ ト ワーク モデルの開発 と その

適応を目的 と し， 化学物質や毒性影響を遺伝子ネ ッ ト

ワーク と し て特徴づけ， その分類， 理解に役立て る手法

開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 ベイ ジアンネ ッ ト ワーク を基本に， 遺伝子ネ ッ ト ワー

ク モデルを構築し た。 本研究ではネ ッ ト ワーク を推定す

るのみでな く ， ネ ッ ト ワーク構造の違いを特徴づけ る た

め， ク ラ ス タ リ ング解析を と り いれ， ネ ッ ト ワーク の構

造によ る比較を可能にし た。この解析法を Acetaminophen

を使ったデータに応用し， 低曝露群 と 高曝露群では遺伝

子間のネ ッ ト ワーク に違いが生じ る こ と を示唆し た。 さ

ら に開発し た方法を発展し， マ イ ク ロ アレ イデータ を多

次元正規分布 と し て表す方法へ と 拡張させた。 こ の方法

によ り ， 単な る アレ イデータの比較か ら， 統計量によ る

比較が可能にな る と 考え ら れ る。 こ の方法を， ５ 種類

（Oxazepam, O-nitrotoluene, Methyleugenol, P-nitrotoluene,

Eugenol） から なるデータに適応し アレ イデータの比較を

行った。 開発し た方法は国際学会で発表し た。

〔備考〕

（22） 　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため

の曝露量評価モデルの構築に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0506BY541

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

新田裕史， 上原清， 長谷川就一， 神田勲， 片山

学， 小野雅司， 山崎新， 豊柴博義， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 我が国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

らかにする ため， 平成 17 年度から開始する 「局地的大気

汚染の健康影響に係る疫学研究」 で用いる曝露評価モデ

ルを構築する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ①道路構造や沿道建物状況が異な る ３ 地域

を対象にし た風洞実験データに基づ く 曝露評価モデルの

構築， ②幹線道路におけ る車種別の交通量 と 自動車排出

量の算出， ③調査対象の幹線道路 （10 路線） 周辺の背景

濃度データベースの作成を実施し， 平成 17 年度学童コ

ホー ト 調査の曝露評価用資料を作成し た。

〔備考〕

旧研究課題コード ： 0404BY495

（23） 　 生活の質（QOL) に影響を及ぼす環境因子に関する

研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD958

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○山崎新 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大気汚染の健康影響については， 死亡や疾患 と

の関連について多 く の研究がな されて き た。 今日， 公衆

衛生において 「生活の質」 （QOL） の重要性が認識されて

き てお り ，大気汚染によ る健康影響を QOL によ り 評価す

る必要があ る こ と が指摘されている。 ア ウ ト カム と し て

健康関連 QOL を用いる こ と によ り ，死亡や罹患では見え

なかった大気汚染の健康影響を顕在化させる可能性があ

る。 そ こ で， 本研究では大気汚染と健康関連 QOL と の関

連を検討し た。

〔内容および成果〕

　 2002 年 10 月に実施された SF-36 の日本国民標準値を調

査し た際のデータベース （全国から 4500 人を無作為抽出

し， 10 月中に回答し た 2896 名） に， 全国の一般環境大

気測定局 （約 1700 地点） で記録された浮遊粒子状物質

（SPM） ， NOx および光化学オキシダン ト （Ox） 濃度の

データ （2002 年 ９ 月， 10 月， および， ９ ～ 10 月の平均

値） を市区町村単位で リ ンケージ させた。 SF-36 の 「活力

（VT）」 および 「心の健康 （MH）」 の得点を目的変数， 各

大気汚染濃度を説明変数 と し て共分散分析を行った （大

気汚染濃度は， 対象者数を ４ グループに均等に分け られ

る よ う にカ ッ ト ポイ ン ト を決め， カテゴ リ 変数と し た） 。

調整因子は， 性別， 年齢， 世帯年収， 呼吸器系疾患の有

無， 居住地地域， 都市人口， 気温および湿度 と し た。 調

整前の解析では， ９ 月および ９ ～ 10 月 ２ ヵ 月平均の Ox

の高濃度曝露群では VT が低い傾向がみられた （それぞ

れ P=0.043 および 0.028）。 この関連は， 緒因子で調整し

て もみられた （それぞれ P=0.047 および 0.033） （図参照，

10月は有意な関連がみられなかった）。Ox濃度 と MHは有

意な関連はみられなかったが，Ox 濃度が高い と MH が低

く なる傾向がみられた。 一方， SPM あ るいは NOx と VT

および MH と の関連は見られなかった。 未知の交絡因子

の存在は否定でき ないが， Ox 濃度と VT と の関連が示唆
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された。 今後， 大気汚染物質 と QOL の関連の更なる研究

が必要であ る。

〔備考〕

（24） 　 健康関連の生活の質 （Health-related Quality of Life）

が環境に配慮し た行動様式に及ぼす影響に関わる研

究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0506KZ959

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○山崎新 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境に配慮し た行動様式 ( 以下，環境行動 ) は，

エネルギー消費の抑制， ひいては二酸化炭素の排出抑制

に関連する こ と がいわれている。 先行研究において， 環

境行動 と 関連する要因 と し ては， 性別， 年齢， 社会経済

階層， 子供の有無などが明ら かに された。 近年， 日本経

済は回復の兆し をみせているが，失業率は高水準であ り ，

自殺率は高水準であ る。 また， 軽度以上の う つ状態の有

病率は 37％，中程度以上の有病率は 14％程度であ る こ と

を示し ている。 う つ状態は， 行動様式に影響を与えてい

る もの と考え られ， う つ状態にあ る者は健常時 と比較し，

生活行動様式が変化する も の と 考え られる。 こ のよ う な

こ と から， う つ状態が環境行動 と 関連し ている可能性が

あ るが， これらの関連にかかわる先行研究はこれまでに

な されていない。 そ こ で， 本研究の目的は， う つ状態を

含めた主観的な健康状態， 即ち， 健康関連の生活の質

(Health-related Quality of Life: HRQOL) と環境行動と が関

連し ているか否かを研究する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 平成 17 年度は，環境行動の測定を試みた先行文献を調

査し， 本研究の調査項目の原案の作成， な らびに， 調査

の実施方法を検討し た。 調査は全国か ら層化 ２ 段無作為

抽出を し た約 2000 名を対象 と し，質問紙を用いて実施す

る こ と と し た。質問紙に含める項目と し て，健康関連 QOL

尺度については， 世界各国で翻訳され使用され， その日

本語版について信頼性お よ び妥当性が検証 さ れてい る

SF-8Health Survey を用いる こ と と し た。また，環境行動を

定量化する質問項目な らびに性別， 年齢， 社会経済階層

等， 対象者の背景要因に関わる項目を質問紙に含める こ

と と し た。調査は平成18年度に実施する行 う 予定であ る。

〔備考〕

（25） 　 身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0507AG521

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小林伸治 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

近藤美則， 松橋啓介， 伏見暁洋， 田邊潔， 森口

祐一

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 情報ネ ッ ト ワーク分野で 「ラ ス ト ワ ンマ イル」

と 呼ばれる各家庭 と の接続部分に着目し， その身近な交

通から の環境負荷の低減を目指す。 特に， 自動車の使い

方に着目し， 自動車から排出される CO2 及び NOx， PM，

有害化学物質を使用形態別や輸送品目別に推計する と と

も に， 車載機器を用いて地域の実使用条件下におけ る自

動車の走行実態を把握し て正確な環境負荷評価を行 う 。

また， 宅配， コ ン ビニ， シ ョ ッ ピ ングモール等の購買行

動の違いによ る環境負荷の違いを調査する。 得られた結

果を も と に， モデル地域を対象 と し て， 自動車の使用実

態を考慮し た最適な車両技術及び政策的対策の導入につ

いて， 環境負荷 と と も に安全性や公平性， 経済性の観点

から も評価し， 実現性の高い対策シナ リ オを提示する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 研究所関係者 ９ 名及び一般ユーザー ２ 名の

協力を得て， 車載機器を搭載し た車両によ る路上走行実

態調査を行い， 細街路を中心 と し た身近な交通におけ る

自動車の使用実態を把握し た。 移動目的 と 車両の利用実

態等の解析か ら， 車両の利用目的 と し て頻度及び距離 と

もに出勤， 家事･買い物， 送迎， 帰宅が多い， 一度の走行

距離が 1 km 未満の利用は全移動の２ 割を占める 等が明ら

かと なった。 つぎに， ５ 名の被験者を選び， おのおのの走

行実態から 幹線と 細街路を 含む３ つの速度域の走行パ

タ ーンを抽出し ， それを使ったシャ シーダイ ナモ （C/D）

試験を行い， 速度 と燃費， CO2 や大気汚染物質排出に関

するデータ を収集し た。 また， 走行実態か ら エンジン始

動間隔に関する情報を抽出し， 始動間隔 と 外気温度を変

えた C/D 試験を実施し，燃費･排ガス等に及ぼす影響を検

討し た。

　 また， 宅配， コ ン ビニ， シ ョ ッ ピ ングモール等の購買

行動の頻度の違いを調査し た。 その結果， 世帯当た り の

年間買い物回数は， 訪問販売 ・ 通信販売 と 宅配 ・ 共同購

入合わせて約 13 回， スーパーマーケ ッ ト ・ ド ラ ッ グス ト

ア約 141 回， コ ンビニエン ス ス ト ア約 ５ 回等の結果が得

られた。 ただし， ２ 人以上世帯の主婦を中心 と し たデー

タベース を用いている ため， 単身世帯のコ ンビニ利用を
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他の調査等でカバーする必要があ る。 また， 人口 ５ 万人

以下の市町村では， 買い物回数が少ない こ と， スーパー

マーケ ッ ト への車利用が 80％を超え る こ と， 車の利用し

やすさ が当該スーパーマーケ ッ ト の選択理由の上位に挙

げられる こ と， 人口 60 万人以上の市町村では， 車利用が

30％を下回る こ と 等， 都市規模等 と スーパーマーケ ッ ト

への交通手段の関係を把握し た。 一方， 宅配の実態に関

する調査動向のレ ビ ューを行った。 これ と 自動車起終点

調査か ら集計し た買い物目的の移動データ を突き合わせ

て， 購買行動の変更のシナ リ オを検討する と 共に， 購買

行動の違いによ る環境負荷の違いを試算する。

〔備考〕

（26） 　 花粉飛散動態に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0507BY908

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

片山学

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 花粉飛散動態の解明な ら びに花粉飛散の高精

度予報のために， 花粉飛散シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを開

発する。

〔内容および成果〕

　 黄砂予測等に用い られて き たモデルを も と に， 花粉飛

散量予測用の移流 ・ 拡散モデルを構築し た。 さ ら に， 別

途構築される 「林地におけ る花粉放出モデル」 を組み込

んで， 関東地域におけるシ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し， 「は

な こ さ ん」 によ って得られた濃度データ を使って検証し

た。

〔備考〕

5． 2 　 酸性雨等の長距離越境大気汚染と その影響

に関する研究

（1）　大陸規模広域大気汚染に関する国際共同研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0105AG108

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域）， 高見昭憲，

谷本浩志， 菅田誠治， 杉本伸夫， 松井一郎，

清水厚， 村野健太郎， 甲斐沼美紀子， 西川雅高

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 現在の中国で問題 と なっている硫

黄酸化物系の大気汚染 と， 今後益々重要 と なって く る も

の と 予想される窒素酸化物 ・ 光化学大気汚染系の大気汚

染が混在する広域の大気汚染を観測， モデルの分野か ら

研究し， 中国を フ ィ ール ド と し た共同研究か ら， 今後イ

ン ド や東南アジアにおいて も問題化する と 予想される大

陸規模の広域大気汚染の現象を解明し， その管理 ・ 制御

に資する こ と を目的 と する。 こ のため， 中国におけ る観

測， 地域規模モデルの改良 と 応用， 社会経済モデルによ

る発生量変遷要因の実証分析を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本研究研究では中国中南部におけ るい く つかのサイ ト

におけ る地上観測によ り 四川盆地－杭州湾地域間の大気

汚染の実態を把握し， 大陸規模の地域モデルを用いて広

域大気汚染の実態を解明する と と も に， 文部科学省科学

研究費補助金によ り 中国の研究者 と 共同で行 う 航空機観

測の結果 と 同時に解析し， 中国におけ る広域の光化学大

気汚染について検討する。 モデルに組み込まれる発生源

イ ンベン ト リ ーを詳細に作成し て， さ らに これの社会経

済モデルによ る将来予測を行い， 地域モデルにフ ィ ー ド

バッ ク し て様々な発生源の変化に基づ く 広域大気汚染の

将来像を描 く 。 これか ら， 大陸規模の広域大気汚染に対

する管理 ・ 制御の手法を提言する。

　 本年度の成果と し ては， （ １ ） 中国中南部の大気汚染物

質の輸送に関する野外観測 : 大陸からの汚染物質の輸送

が多 く なる冬季 （平成 17 年 12 月） に中国 （福建省武夷

山および山東省青島） および沖縄辺戸岬において酸性雨

原因物質の同時地上観測を行って， バッ ク グ ラ ウ ン ド 地

域 （武夷山） と 汚染地域 （青島） か ら の輸送の影響を調

べた。また ラ イ ダー観測によ ってエア ロ ゾルの鉛直分布，

混合層高度を測定し た。 （ ２ ） 季節によ って， アジア大陸

か らのバ ッ ク グ ラ ウ ン ド オゾンを含む気塊を捉え られる

こ と がわかった奥日光白根山頂上付近におけ るオゾン濃

度の連続観測データ を用い大陸か らの輸送経路を解析し

た。（ ３ ） 気象モデル RAMS4.4 と大気質モデル CMAQ4.4

（米国 EPA） によ り ， SOx， NOx， オキシダン ト 等のガス，

各種エア ロ ゾル等の濃度， 沈着量を， 中国の工業地帯を

中心に， これまでよ り も高い解像度でモデル計算を行っ

た。 

〔備考〕

共同研究相手方 ： 中華人民共和国， 環境科学研究院大気

環境研究所， 湯大鋼 （所長）

（2） 　 中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送機構

と環境負荷に関する研究
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〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-5

〔研究課題コー ド〕 0105BA331

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

杉本伸夫， 菅田誠治， 松井一郎， 清水厚， 森育

子， 早崎将光， 高橋克行 

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 中国内陸部で発生する砂嵐現象は， 近年， 発生

回数 と 規模が増加傾向にあ る。 その砂塵嵐の う ち， 中国

北東地域 （内モンゴル砂漠地帯および草原荒廃地域， 河

北省 ・ 山西省の黄土地帯等を指す） で発生し風送される

黄砂の三次元的大気動態の把握， および東アジア周辺の

環境への負荷量評価を求め る ために有効なシ ミ ュ レー

シ ョ ン手法の確立を目指す。 加えて， 本プロ ジ ェ ク ト の

推進に際し， 中国研究機関 と の共同研究を行 う こ と が合

意されてお り ， 中国政府が行 う 黄砂防止に係る環境施策

に有効な科学情報の提供も目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 い く つかの課題テーマご と に研究成果を挙げる。

　 １ ） 北京， 長崎， つ く ばの黄砂現象の頻度の解析

　 各地のラ イ ダーモニ タ リ ングデータの信号強度か ら雲

と エア ロ ゾルを判別し， さ らに偏光解消度が 0.1 以下の

場合を球形エア ロ ゾル，0.1 以上を黄砂 と カテゴ ラ イ ズ し

た。 その結果， 北京では， 2003 ～ 2004 年にかけての黄

砂の発生頻度が低かった こ と が ３ 次元的ラ イ ダー観測結

果から も裏付け られた。 2005 年は， ３ 月の発生頻度が低

かったが ４ 月に高ま った と い う 結果が得られた。

　 ２ ） 数値モデルによ る発生源別の寄与率推定

　 2001 年～ 2003 年の毎年 （ ３ ～ ５ 月の春季）， 北京に飛

来する黄砂の発生源別寄与を推定し た。黄砂の発生地を，

（ １ ） モンゴル ・ 中国外から， （ ２ ） モンゴル共和国から，

（ ３ ） 新彊自治区北部か ら， （ ４ ） 新彊自治区西部か ら，

（ ５ ） 新彊自治区東部から， （ ６ ） 中国東部から， と し た。

最も， 北京に飛来する黄砂の寄与が高かったのはモンゴ

ルであ り 50％以上の寄与率であ った。 次に寄与の大き

かったのは中国東部， タ ク ラ マカン砂漠周辺は ４ 番目の

寄与 （ ５ ％以下） と い う 順であった。

　 ３ ） 数値モデルによ る黄砂の年年変動について

　 1973 年～ 2004 年にかけて 32 年間の春季における， 黄

砂の年々変動をモデルによ って再現でき るか試み， 日本

全体の年々変動を再現する こ と に成功し た。その変動は，

積雪量や気圧場の違いを主要因 と する こ と で説明ができ

た。

　 ４ ） 全国大気環境測定値から推定する新黄砂検出方法

　 平常大気のモニ タ リ ングにおいて， あ る期間の濃度別

出現頻度を描 く と １ 山型の分布 と な る。 黄砂現象など平

常時 と 異な る異常な現象が加わ る と ２ 峰性分布 と な る。

その変異点にあた る濃度を境界 と し て大気質に関する各

常時監視局のデータ を精査し， 大気粉塵濃度が広範囲に

わたって上昇し ているか， 風向に西成分が反映し ている

か， と い う 観点か ら， 日本各地に飛来し た黄砂の回数を

推定し た。 1993 年から 2003 年までの黄砂現象日の回数

は 101 日であった，その う ち 67 日は気象官署で黄砂 と判

定された日と一致し た。

〔備考〕

国内共同研究機関 ： 長崎大学， 東京海洋大学， 埼玉大学，

九州大学 　

中国共同研究機関 ： 中国国家環境観測総站， 中日友好環

境保護中心 　

共同地方研究機関 ： 山口県環境保健研究セン ター 　

その他， 関連政策プロ ジ ェ ク ト ： 環境省地球環境局 「黄

砂実体解明調査」 と の連携

（3） 　 ラ イダーによるエアロゾル性状の空間分布測定

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0205CD417

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 清水厚

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アジア域のエア ロ ゾルの空間分布 と 光学特性

を明 ら かにす る こ と を目的 と し て， 連続運転 ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク によ る空間分布の全体像の把握 と ラ マン ラ

イ ダー等によ る光学特性の精密測定の ２ つのアプローチ

で観測研究を行 う 。 前者に よ っ て， エア ロ ゾルの発生，

輸送の動態や大気境界層構造等を イベン ト ス ケールで解

析し， 化学輸送モデル と の比較解析を行 う と と も に， エ

ア ロ ゾルの気候学的な分布特性を明ら かにする。 一方，

後者によ り エア ロ ゾルの光学特性を詳細に把握し， エア

ロ ゾルの気候影響評価のための基礎データ を得る。

〔内容および成果〕

　 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ るエア ロ ゾルの空間分布把

握 と 多波長ラ マン ラ イ ダーなどの高度な ラ イ ダー手法に

よ る 光学特性の精密測定の ２ つのアプ ロ ーチで研究を

行った。 東アジアの約 10 ヵ所に展開し た ２ 波長偏光ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク によ り 連続し た観測を行い， 東アジア

域の黄砂 と 大気汚染エア ロ ゾル， バイ オマス燃焼起源エ

ア ロ ゾルの動態を把握し た。 また， 領域化学輸送モデル

CFORS と比較する こ と によ って， 黄砂と大気汚染， バイ
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オマ ス燃焼起源エア ロ ゾルそれぞれの動態がモデルに

よ っておよ そ再現される こ と が検証された。 一方， 多波

長ラ マン ラ イ ダーでは， ３ 波長の後方散乱係数 と ２ 波長

の消散係数の高度分布が独立に測定され， イ ンバージ ョ

ン法によ る解析によ って， 従来， ラ イ ダー手法では困難

であったエア ロ ゾルの微物理量 （有効半径 と 単散乱アル

ベド） の推定が実現された。

　 エア ロ ゾルの環境影響， 気候影響を定量的に評価する

ためには， 精緻なシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの構築が不可

欠であ るが，以上の二つのアプローチの観測研究によ り ，

それぞれ異な る 観点か ら モデルの高精度化に貢献す る

データ が得ら れた。 ラ イ ダーネ ッ ト ワー ク 観測か ら は，

化学輸送モデルで計算されるエア ロ ゾルの分布の検証や

同化のための有効なデータが得られ， 一方， エア ロ ゾル

光学パラ メ ータの精密観測では， 気候モデルにおけ るエ

ア ロ ゾルの放射過程の精緻化につながる各エア ロ ゾル種

の光学特性が得られた。

　 また， 本研究ではモデル研究課題 と 連携し て解析を進

める と と も に， 航空機観測や船舶観測， 山岳におけ る観

測など と も連携し， 集中観測時のエア ロ ゾルの空間分布

と 大気構造に関する ラ イ ダーデータ を提供し た。 北京市

におけ る エア ロ ゾルの微量金属成分に関す る 課題 と の

データ比較においては， ラ イ ダー手法で求めた黄砂 と 大

気汚染エア ロ ゾルの消散係数 と それぞれに対応する金属

成分の間に相関が見られる こ と など も示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 柴田隆 （名古屋大学）， 村山利幸 （東京海洋

大学）

（4） 　 東アジアにおける大気エアロゾルの輸送と酸性雨 ・

酸性沈着－研究調整

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0205CD956

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 特定領域研究 「東アジアにおける大気エア ロ ゾ

ルの輸送 と 酸性雨 ・ 酸性沈着」 は， 東アジアを中心にエ

ア ロ ゾルの性状， 分布， 大気環境影響について研究する

こ と を目的 と し てお り ， その中にあって本研究は， 東ア

ジアにおけ る大気エア ロ ゾルの輸送 と 酸性雨 ・ 酸性沈着

のプロセス を フ ィ ール ド 観測， モデル解析などによ って

解明する こ と を目的と し ている。 本研究は， （ １ ） エア ロ

ゾルの乾性沈着と大気環境イ ンパク ト の評価， （ ２ ） ～エ

ア ロ ゾルの湿性沈着 と 大気環境イ ンパク ト の評価， （ ３ ）

エア ロ ゾル と その生成原因物質の排出量推計， （ ４ ） 変質

を伴 う エア ロ ゾルの長距離輸送 と 乾性 ・ 湿性沈着量評価

で構成され， これら の成果に基づき， 東アジアにおけ る

エア ロ ゾルの動態を明ら かにし た上で， 現在 ・ 将来にお

け るエア ロ ゾルの濃度分布 ・ 沈着量分布及び日本の酸性

雨 ・ 酸性沈着に及ぼす国別寄与 ・ 季節変動など を定量化

する。

〔内容および成果〕

　 前年度まで と 同様に， 本研究項目に所属する全ての研

究代表者 と 研究分担者を招集し研究集会を開催し た。 ま

た， 本年度は， 特定領域研究の最終年度であ る ため， 研

究成果の最終的な取 り ま と めを行い， 最終報告書を作成

し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 笠原三紀夫 （中部大学） ， 外岡豊 （埼玉大

学）， 鵜野伊津志 （九州大学）

（5） 　 大気境界層における物質輸送の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE510

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○菅田誠治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大気中物質の長距離輸送においては， 発生源付

近での大気境界層内での拡散および自由大気への逃げ出

し等によ る上昇 と， 自由大気での長距離輸送， な らびに

受容域に至る までの何ら かの理由によ る沈降が重要であ

る。 本研究はこれら大気境界層に関わる上昇 ・ 沈降の過

程を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 粒子追跡モデルを用いて対流圏上部付近か ら数日程度

で下層に降 り て く る大気粒子の振る舞いを調べた。 対流

圏上部か ら降 り て き た粒子は， 対流圏中部で下降を止め

る傾向が強い。 また， 大気境界層内まで下降する粒子の

多 く は対流圏中部も し く はそれ以下の高度から下降し て

く る ものであった。

〔備考〕

（6） 　 日本におけるオゾンと その前駆物質の季節内・ 年々

変動に及ぼす地域気候変化の影響に関する予備的研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 FS-11

〔研究課題コー ド〕 0405BA463

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○谷本浩志 （大気圏環境研究領域）， 向井人史

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で蓄積 さ れた観測デー タ か ら オゾ ンの

分布や濃度の短期的 ・ 長期的変動を再現し， 気候 ・ 気象

的な影響要因を探る こ と で， 大気汚染物質の分布 と その

変動の将来予測の精度向上に資する と と も に， 日本にお

け る光化学オキシダン ト の制御戦略に貢献する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 日本周辺におけ る対流圏オゾンの性質を

広範に調べる ために， 複数の観測プロ グ ラ ムか ら得られ

たデータ を統合し て季節変化の特徴を調べその緯度依存

性を明ら かにする と と も に， 日本に流入し て く るオゾン

濃度 （以下， バ ッ ク グ ラ ウ ン ド オゾン， と 呼ぶ） に及ぼ

す越境汚染の輸送 メ カニズム と 寄与分を定量的に明ら か

にし た。 その結果， 春季にはアジア大陸か ら日本に到達

する際に日本の環境基準であ る 60 ppb を既に超えている

こ と， 中国 ・ 韓国など東アジア諸国か らの窒素酸化物の

排出で ５ ～ 20 ppb のオゾン増加を も た ら し ている こ と が

分かった。

〔備考〕

国土交通省気象研究所 ： 松枝秀和， 澤庸介

（独） 農業環境技術研究所 ： 米村正一郎

（7） 　 新規質量分析法を用いた揮発性・半揮発性有機化合

物の実時間測定手法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0405BD464

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○谷本浩志 （大気圏環境研究領域）， 猪俣敏，

青木伸行

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 都市周辺域におけ る オゾ ンや浮遊粒子状物質

の抑制には，各 VOC の反応性を考慮する こ と が非常に重

要 と な るが， 従来の測定手法では数時間程度の平均濃度

でしか定量化できず， 実大気中におけ る短時間の濃度変

動は観測でき なかった。 本研究では， 大気中におけ る揮

発性 ・ 半揮発性有機化合物を実時間で多成分測定し う る

質量分析計の開発を目的と し，数分の時間分解能で 30 種

類程度の VOC を測定可能な装置性能を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 大気中におけ る揮発性有機化合物の測定

手法 と し て， プロ ト ン移動反応イオン化－飛行時間型質

量分析計 （Proton Transfer Reaction - Time-of-Flight Mass

Spectrometer, PTR-TOFMS） を開発し た。 装置は， （ １ ） 水

蒸気から試薬イオンを生成する イオン源， （ ２ ） プロ ト ン

移動反応 を 起 こ す ド リ フ ト チ ュ ーブ， （ ３ ） ド リ フ ト

チューブ－飛行時間型質量分析計のイ ン ターフ ェースで

あ る イオン輸送領域， （ ４ ） イオンを検出する飛行時間型

質量分析計， の ４ つのコ ンポーネン ト か ら構成され， １

分間隔で １  ppbv （10 億分の １ ） の濃度の VOC を少な く

と も 20 種類以上同時に測定する こ と が可能になった。

〔備考〕

共同研究者 ： 北海道大学 （廣川淳）

（8） 　 エアロゾルの乾性沈着と大気環境イ ンパク ト

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0405CD420

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

内山政弘

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの乾性沈着機構解明 と 東アジアに

おけ る乾性沈着量評価を目的 と する。 エア ロ ゾルフ ラ ッ

ク ス観測シ ス テ ム を開発 し 乾性沈着機構を解明す る こ

と， 東アジアにおけ る乾性沈着量を評価する こ と を目標

とする。

〔内容および成果〕

　 エア ロ ゾルの除去過程の一つであ る乾性沈着は， エア

ロ ゾルの動態に深 く 関係する と 同時に， 酸性沈着の重要

な部分を占め植生や土壌環境に大き く 影響する。 しかし

ながら， 乾性沈着は風や気温などの気象条件， 沈着表面

の性状， 粒子やガスの種類 ・ 性状などに依存する ため測

定が難し く ， 系統的な知見は得られていないのが現状で

あ る。 そ こ で本研究では， フ ィ ール ド 観測によ り エア ロ

ゾルの乾性沈着 メ カニズムを明ら かにする と と も に， 化

学輸送モデルを東アジアに適用し酸性沈着量を評価する

研究を進めた。 本年度は， ①緩和渦集積法 （Relaxed Eddy

Accumulation; REA 法） を用いたエア ロ ゾル乾性沈着測定

システムを用いて雪面上でエア ロ ゾル乾性沈着量を測定

しサルフ ェ イ ト の乾性沈着速度を求める と と も に， ②化

学輸送モデルを用い， 東アジア域の現況 と 将来におけ る

酸性沈着量を予測評価し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 泉克幸 （東洋大学）， 瀬野忠愛 （静岡大学），

松本幸雄 （国際環境研究協会）， 福山力 （国際環境研究協

会）
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（9） 　 ミ ー散乱ラ イ ダーにおける受光検出部が測定誤差

に及ぼす影響の検討

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE392

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松井一郎 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

清水厚

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 遠隔計測研究室で展開 し てい る連続観測小型

ラ イ ダーは， ２ 波長 （532， 1064nm） 散乱強度 と 532nm

での偏光解消度の測定が行え る。 現在， データ品質の向

上が課題であ り ， その要素 と し て， 検出器の特性が重要

であ る と 考え られている。 例 と し て， 偏光解消度の測定

は， 散乱体の球形， 非球形を判別でき るので， 黄砂飛来

時の判定に重要であ る。 小型 ラ イ ダーの偏光解消度の

データ を詳細に解析する と大気境界層内のエア ロ ゾル濃

度の高い領域 と それよ り 上空の領域では偏光解消度の値

が う ま く 一致し ない こ と が明ら かになって き た。 本研究

では， こ の問題に起因される と 思われる光電子増倍管の

感度の直線性や信号処理部の量子化誤差についての詳細

な実験的検討を行い， 改善の方法を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 小型ラ イ ダーに使用し ている信号処理部では， 受信光

を光電子増倍管で電気信号に変換し， さ ら に A/D コ ン

バータでデジ タル信号に変換し た後， コ ンピ ュータに取

り 込んでいる。 受光検出部が測定誤差に及ぼす影響を明

ら かにする ためには， 受光検出器であ る光電子増倍管の

特性と A/D 変換する際に生じ る量子化誤差の両方の特性

明らかにする必要があ る。 本研究では， 平成 16 年度に引

き続き， 従来まで使用し てき た ８ bit の A/D コ ンバータ

から 12bit の分解能を持つ A/D 変換器への更新のための

測定プロ グ ラ ムの開発を行った。 黄砂飛来期間の集中観

測を行っている長崎において，旧型 ８ bit のデータ処理装

置を使った小型ラ イ ダーと改良型12bitのデータ処理装置

を使った小型ラ イ ダーによ る比較観測を行った。 こ の結

果， 受信信号の高度 ６ km 以上での S/N 比の向上が確認

された。 今後， こ の成果を既存の小型ラ イ ダーの測定精

度向上に反映させて行 く 。

〔備考〕

（10） 　 ラ イダーによるエアロゾル変動の検出およびデー

タ提供手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE393

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水厚 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

松井一郎

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 アジア域に展開 さ れた ラ イ ダーネ ッ ト ワー ク

によ るエア ロ ゾル ・ 雲の連続観測結果か ら， エア ロ ゾル

各成分 （黄砂 ・ 人為汚染物質 ・ 炭素系エア ロ ゾル等） を

分離し て表現し， 異な る環境影響を も た らすそれぞれの

エア ロ ゾル成分の分布変動を抽出する。さ らに，ラ イ ダー

観測結果を大気研究者に提供し た り ， 数値予報等に利用

する ために適し た手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 エア ロ ゾル ラ イ ダーが と ら えた信号の特徴を解析し，

エア ロ ゾルイベン ト の分類やエア ロ ゾル成分ご と の寄与

を推定する こ と を目指し ている。 2004 年度までに， 人為

汚染を中心 と し た液滴粒子 と 黄砂など非球形粒子の分離

手法を確立し， 連続観測データ に対し て応用し て き た。

2005 年度には， 化学予報モデルにおけるオフ ラ イ ン黄砂

データ同化実験のため， 2005 年 ４ ～ ５ 月の黄砂現象時の

東アジア 12地点でのラ イ ダー観測結果から黄砂成分を抽

出し， 同化用データ セ ッ ト を作成し た。 同様のアルゴ リ

ズムを準 リ アルタ イ ムに適用し てオン ラ イ ン同化へ応用

する ための試験も連続的に実施し， その精度確認や問題

点の抽出を行っている。 また これら の際のデータ ・ フ ァ

イル形式を策定し た。

〔備考〕

（11） 　 アジア域における人間活動による大気環境変動の

将来予測 ―将来化学気候図の作成―

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD419

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 東アジアにおけ る将来の大気汚染を予測する

こ と を目的とする。将来 2020 年の東アジアにおける大気

汚染濃度を予測する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 アジアの大気環境問題は世界で最も重要な環境問題の

一つ と 考え られる。 さ ら に将来的に， エネルギ―消費の

増大， 産業構造の変化， 土地利用の変化に伴 う 大気質の

激変が予想される こ と から， アジアにおけ る大気環境の
―  198  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
将来変化を予測し定量化する こ と は緊急かつ重要な課題

であ る。 しかし， その重要性に比し て， アジアにおけ る

エア ロ ゾルや対流圏オゾンなどの大気汚染物質の将来動

向を予測し た研究は極めて少ない。 こ のよ う な背景の も

と で， 本研究では， ①アジアにおけ る将来のエネルギー

消費動向， 産業構造変化， 土地利用変化を予測し， 化石

燃料燃焼， 工業プロセス， 農業プロ セス を起源 と し て発

生する各種の大気汚染排出量を推計し た上で， ②大気組

成変動予測モデルを用いてアジアにおけ る対流圏オゾン

と エア ロ ゾルの将来変動を予測し将来化学気候図を作成

する研究を進めている。 本年度は， アジア域におけ るオ

ゾ ン等の大気質の将来予測シ ミ ュ レーシ ョ ン を実施し，

有効な対策を講じ ない排出シナ リ オでは， 日本周辺を含

む東アジア地域においてオゾン濃度が大幅に上昇する結

果が得られた。

〔備考〕

共同研究者 ： 秋元肇， 顔暁元， 山地一代 （地球環境フ ロ

ンテ ィ ア研究セン ター）， 堀井伸浩 （日本貿易振興機構ア

ジア経済研究所）， 黒川純一 （富士通エフア イ ピー株式会

社）

（12） 　 東アジアスケール大気汚染の動態解明に関する研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0408AE418

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大原利眞 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ），

谷本浩志， 菅田誠治， 畠山史郎， 村野健太郎，

若松伸司

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 東アジア ス ケール大気汚染の広域動態を解明

する こ と を目的 と する。 東アジア ス ケール大気汚染を数

値モデルを使って再現し， その動態を解明する こ と を目

標とする。

〔内容および成果〕

　 東アジアス ケール大気汚染の広域動態を解明する ため

に， 九州大学応用力学研究所， 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研

究セン ター， 総合地球環境学研究所など と の共同研究に

よ り ， 地域気象モデル RAMS と化学輸送モデル CMAQ

によ って構成される数値モデルを用いたシ ミ ュ レーシ ョ

ン研究を進めた。 本年度は， （ １ ） シ ミ ュ レーシ ョ ン結果

に基づ く 日本列島周辺の対流圏オゾンの年間解析 と 年々

変動解析， （ ２ ） 1980 ～ 2000 年の 20 年間における アジ

ア域エ ミ ッ シ ョ ン ・ イ ンベン ト リ ーを用いた長期シ ミ ュ

レーシ ョ ン， （ ３ ） 1996 ～ 2003 年における NO2 濃度変化

のモデル と衛星観測データの解析， などを行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 鵜野伊津志 （九州大学応用力学研究所）， 早

坂忠裕 （総合地球環境学研究所）， 黒川純一 （富士通エフ

ア イ ピー株式会社）， 山地一代 （地球環境フ ロ ンテ ィ ア研

究セン ター）

（13） 　 アジア大陸からのエアロゾルと その前駆物質の輸

送 ・ 変質プロセスの解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-051

〔研究課題コー ド〕 0507BA825

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域）， 高見昭憲，

杉本伸夫， 村野健太郎， 大原利眞

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 東～東南～南アジア地域にかか る高密度の粒

子の層 （ABC: Atmospheric Brown Clouds-Asia） は主に硫

酸 ・ 硝酸塩や有機物， 黒色炭素から な り ， 気候や水循環，

農業や人間の健康にも多大な影響があ る。 一方， 90 年代

以降減少を続けていた中国の二酸化硫黄の排出量は， 最

近再び増加に転じ た。 今後数年の間， 一次汚染物質の放

出量の変動 と， 二次汚染物質への影響を精確に把握する

必要があ る。

〔内容および成果〕

　 上記のよ う な観点から， 次のよ う な研究を行 う 。

　（ １ ）地上観測・ 航空機観測によ る大気汚染物質・ エア ロ

ゾルの広域分布と輸送プロセスの解明， （ ２ ） 沖縄におけ

るバイオマスエア ロ ゾルの ト レーサー （CO， VOC） の観

測と輸送プロセスの解明， （ ３ ） 福江 ・ 沖縄におけるエア

ロ ゾルの変動の観測と放射強制力の推定， （ ４ ） 中国大規

模発生源地域におけ る大気汚染物質 ・ エア ロ ゾルの観測

と解析， （ ５ ） 南アジア～東南アジア～中国～日本におけ

る輸送と化学変化に関するモデル研究， （ ６ ） バッ ク グ ラ

ウ ン ド地域 （北部ユーラ シア） からの輸送と影響の解明

　 本年度は次のよ う な研究を行った。

　（ １ ）平成 18 年 ３ ～ ４ 月の春季の集中観測を中国北京～

中国大連 ・ 青島～福江島～沖縄 と い う 気塊の流跡に沿っ

た地点で行い， モデル と も連携し て解析する。 （ ２ ） エア

ロ ゾル輸送 ・ 生成 ・ 除去の全球モデルを用いて南アジア

－東南ア ジ ア－東ア ジ ア等ア ジ ア域に焦点を あ て たシ

ミ ュ レーシ ョ ンの実行を行 う 。 （ ３ ） 北部ユーラ シアから

日本を含む北東アジア地域への大気汚染物質の輸送を明

ら かにする ため， 東シベ リ アおよび沿海州等で大気環境
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観測を行 う 。

　 これらの成果を ま と める と，

・ 上記集中観測のため平成18 年 ３ 月中旬よ り 沖縄および

福江， さ ら に中国北京 ・ 大連 ・ 青島でエア ロ ゾルを中心

と し た観測を行った。 また ４ 月上旬に中国北京周辺で航

空機観測を行 う ため， 飛行機の準備を基地であ る中国常

州で行った。

・ アジアの代表的な メ ガシテ ィ であ る北京市内において

EC， OC 及び関連する １ 次放出気体であ る CO， CO2 の高

精度の連続観測を初めて 2005 年 11 月よ り 2006 年 １ 月に

かけて実施し た。 こ の期間 EC, OC の濃度はそれぞれ 0.2
～ 30µg/m3， １ ～ 100µg/m3 と 100 倍近い大き な時間変動

を示し た。 弱風時に濃度が高 く ， こ の変動は CO, CO2 と

高い相関を も っていた。 これら のデータは中国東北部の

炭素性エア ロ ゾルの挙動を理解する重要な手がか り と な

る。

・ 沖縄辺戸岬におけ るオゾンおよび一酸化炭素の連続測

定に加えて VOC の長期観測結果の解析を行った。化石燃

料の燃焼を起源 と する アセチレ ンの変動 と 北海道母子里

での観測結果は良 く 似てお り ， 大気寿命が比較的長い も

のは良 く 均一に混合し ている と考え られる。 一方， 同じ

化石燃料起源である が大気寿命が短い n-Butane およ び

n-Pentane では系統的に沖縄の方が低濃度であり 冬場が

特に顕著に差異が認めら れた。 これらの事実は OH ラ ジ

カルの濃度場の地域特性で説明でき る。

・ 東シベ リ ア ３ 地点および沿海州 １ 地点 と 日本海側に面

し た新潟巻酸性雨測定局で大気中ガス ・ 粒子濃度を観測

し た。 東シベ リ アでは大気中の主な酸性物質は SO2 と硫

酸塩粒子で， 冬季に濃度が上昇し た。 巻での nss-SO4
2 －測

定結果によ る と， 月平均濃度は ７ ， ８ 月に高 く ， 12 月に

最低値を示し た。 冬季にな る と 降水に大気汚染物質が取

り 込まれて， 大気中の濃度は低 く な る。 東アジア地域に

おけ る地域気象モデル と 化学輸送モデルを組み合わせた

数値シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを作成し，2001 年春季の EC

を対象 と し た ソース リ セプター関係を解析し た。 その結

果， 日本域における EC の う ち， 44％が日本起源， 39％

が中国起源であ り 中国か らの越境汚染の影響が大きい こ

と が明らか と なった。

〔備考〕

再委託先 ： 東京大学， 豊橋技術科学大学， 首都大学東京，

（財） 日本環境衛生セン ター 酸性雨研究セン ター

（14） 　 東シベ リ アにおける森林火災による大気環境影響

と その日本への越境大気汚染の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD821

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村野健太郎 （大気圏環境研究領域），向井人史

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 東シベ リ ア地域におけ る森林火災に よ る大気

汚染物質を高時間分解能 （ １ 日単位） の連続大気汚染物

質捕集測定によ り 測定し， その局地的な大気環境イ ンパ

ク ト を求める と 同時に， 越境大気汚染 と し て日本に及ぼ

す影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 東シベ リ ア地域イルクーツ ク市近郊のサンプ リ ング地

点において，10 ラ イ ング ローバルサンプラー （GS10-GP）

によ り ， 暖候期に大気汚染物質 （エア ロ ゾル， 二酸化硫

黄， 硝酸ガス， アンモニア） を高時間分解能 （ １ 日単位）

の連続大気汚染物質捕集によ り 測定し た。 イルクーツ ク

地域は 2004 年 ７ 月のハ リ ケーンで倒木が多数生じ，森林

火災の危険性が高ま った。 2005 年には ６ 月中旬までにイ

ルクーツ ク地域で約 ３ 万 ha の森林火災が生じ た。

　 化学分析結果によ る と ８ 月 ２ 日にエア ロ ゾル中のイオ

ン種濃度がピーク を示し た。 硫酸イオンは ４ ug/m3 を越

え，カ リ ウ ム イオン も 0.37ug/ m3 と非常に濃度が高 く ，森

林火災によ る も のの可能性があ るが， １ 日のみ高濃度で

あったので， ご く 小規模の も のであ る と 推測される。 硫

酸イオン と し て 10ug/ m3 を大幅に越え る ものは観測され

ていないために， 日本への越境大気汚染の可能性は全 く

なかった。 観測地点の大気環境評価 と い う 点では， 炭酸

塩濃度が高い と い う 点以外は， 国内地点 と 濃度は同等レ

ベルであった。

〔備考〕

共同研究機関 ： （財） 日本環境衛生セン ター酸性雨研究セ

ン ター， ロ シア連邦科学アカデ ミ ーシベ リ ア支所湖沼学

研究所

（15） 　 エアロゾル上での不均一反応の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0510AE803

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高見昭憲 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてエア ロ ゾルは気相か ら の分子

の取 り 込みや， 表面反応および液相反応を通じ て大気組

成に変動を与え る。 気液界面での物質移動や反応機構を

明ら かにする こ と は観測 と モデルを結び付け る上で重要
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であ る。 本研究においては， 大気中において重要 と な る

不均一反応系について， 室内実験等で得られた速度定数

など を検討し， 観測データの解析に応用する。 また， 気

液界面移動過程におけ る界面での物質移動や物質の変化

に注目し， 界面での反応を追跡でき る システムを検討す

る。

〔内容および成果〕

　 沖縄辺戸岬および長崎福江島で得られたエア ロ ゾルの

化学組成について検討し た結果， エア ロ ゾルの主成分で

あ る有機物 / 硫酸塩の比が， 福江島では １ 対 １ 程度であ

るのに対し， 辺戸岬では 0.3 程度で硫酸塩が過剰であっ

た。 これは硫酸塩が相対的に増加し ている こ と を示し て

いる。 原因 と し ては， 輸送中に二酸化硫黄が硫酸塩に変

換された こ と が挙げられる。 しかし， モデル計算の結果

と 上記観測結果 と は必ずし も一致し ておらず， それは各

プロセスにおけ る不均一反応系の速度定数に差があ るか

ら だ と も考え られる。 各プロ セスでの速度論的な考察を

行い観測データ を解析する こ と が今後と も必要であ る。

〔備考〕

5． 3 　 流域圏の総合的環境管理に関する研究

（1）　流域水環境管理モデルに関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9605AE211

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村上正吾 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ， 王勤学， 徐開欽， 林誠二， 亀山哲， 中山

忠暢， 岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 8 ～ 17 年度 （1996 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 河川流域の持続的発展のためには治水 ・ 利水に

加えて生態系を含む水環境の管理 ・ 保全が必須条件 と な

る。 こ の ト レー ド オフの関係にあ る水環境の機能を独立

し て評価する数理モデルの開発を進め， こ のモデルに，

あ る制約条件下での各機能間の相互関係を仮定し， あ る

目的関数を最大化する解を求める こ と で， 水 ・ 物質 ・ エ

ネルギーの効率的な配分 と生態系機能の適切な管理を可

能にす る 流域環境手法を提案す る こ と を目的 と し てい

る。

〔内容および成果〕

　 近年， 指向 さ れてい る流砂系 と し ての土砂管理では，

治水， 利水， 水理構造物の安全性に加えて， 環境， 特に

生態系に配慮する こ と で， 単に輸送量のみな らず質 と し

ての粒径まで取 り 扱 う こ と が強調されている。 流域内で

生産され， 移動する土砂は幅広い分布を もつ混合砂礫よ

り 構成されている。 従って， 流砂系 と し て連続的に土砂

輸送を取 り 扱 う ために も， 生産場におけ る混合砂礫の輸

送状況を的確に表現する必要があ る。 流域斜面の土砂の

生産様式 と し ては， 表面侵食 と 崩壊に大別される。 山腹

斜面の保全， 農地， 特に傾斜地の保全上， その侵食土砂

防止の対策 と いった観点か らは， 混合砂礫よ り 成る斜面

の表面侵食の機構解明が必要であ る。 ほぼ一様な砂礫よ

り 構成される斜面の降雨に伴 う 侵食に関し ては， 古 く か

ら の研究の蓄積があ る。 しかし ながら， 実際の斜面を構

成する幅広い粒度を持つ混合砂礫の輸送現象についての

研究事例は数少な く ， 表層の粒度分布の時間的 ・ 空間的

な変化を論じ た研究は土屋 １ ）， ２ ） を嚆矢とする。 混合

砂礫の流送現象の特徴は粒径別の運動特性の違いによ っ

て， 非平衡状態が引き起こ される点にあ る。 雨水流の場

合には雨滴衝撃が粒径別移動開始に与え る影響および表

層の機械的分級作用が， 流れの運動特性への影響 と 相

ま って粗粒化現象を複雑にする も の と 推測される。 その

ため， 本研究では， 流域斜面での表面侵食現象を理解す

る上で， 構成材料が幅広い粒度分布を持つ混合砂礫であ

る こ と が重要な要因 と の観点から， その効果について検

討を行った。 対象 と し た混合砂礫の粗粒化現象は， 室内

降雨実験， 土屋によ る長期間通水実験， 多治見試験地で

の現地観測結果 と し た。 現地土砂では粘着性等の影響が

あ り 砂礫のみの粗粒化 と は時間進行ス ケールが異な る も

のの， 非粘着性混合砂礫 と 同様の機構で， かな り 説明で

き る こ と がわかった。 また， モデルでは， 雨滴衝撃が全

粒径の移動開始に等し く 作用し ている と 考え られている

が， 粒度， 表面流量， 抵抗則に応じ た考慮が必要 と 思わ

れた。

〔備考〕

（2） 　 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理 （1） 衛星デー タ を利用し たア

ジア ・ 太平洋地域の総合的モニ タ リ ング

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA269

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5. 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○村上正吾 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）， 王勤学

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アジア ・ 太平洋地域を対象と し て， 広域の地表

面を定期的に観測す る こ と ので き る 各種の衛星セ ンサ

（Terra/MODIS，Landsat/TM など） を利用する こ と によ り ，
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環境の変化を実証的に把握し， 自然資源の持続的管理に

資する情報を得る。 平成 13 年度 : 衛星データによ る環境

観測手法の開発， 及び衛星データのデータベース化。 平

成 14 年度 : 土地利用 ・ 土地被覆及び生態系の分類マ ッ プ

と変化マ ッ プを作成する。 平成 15 年度 : 植生生産量の現

状と変化を推定し分布図を作成する。 平成 16 年度 : 重要

サイ ト と 攪乱サイ ト の同定， 及び温暖化 と 砂漠化の影響

の検知を行 う 。 平成 17 年度 : 上記の成果に基づき自然資

源の持続的管理に向けた提言を ま と める。

〔内容および成果〕

　 農生態系から三峡ダム （TGD） に輸送された窒素負荷

量の変化を分析する ため， 長江上流にあ る 351 県に対し

て 1980 ～ 2000 年の ５ 年ご と の農業統計データや気象観

測ス テーシ ョ ン等の観測データ を空間情報システム と 結

合し， 窒素収支に関するデータベース を構築し た。 これ

を用いて， 長江上流農村地域におけ る人為的活動によ る

反応性窒素 （大気沈降， 生物固定， 化学肥料） や長江上

流にあ る各主支流に輸送された窒素について， 量的な及

び空間的な変化を解明し た。 その結果， 農業生態系か ら

長江に輸送された窒素の量は総量の約 ９ 割を占め， 1980

年の 5.98×105 ト ン よ り ， 2000 年の 1.65×106 ト ン まで，

2.8 倍に増加し た。河川中の損失率が 36％とすれば，長江

上流農村生態系から三峡ダムに輸送された N の総量は，

1980， 1985， 1990， 1995 年， および 2000 年にそれぞれお

よ そ 0.38×106， 0.51×106， 0.63×106， 0.68×106， お よ び

1.05×106 ト ン と なった。河川への窒素輸送総量の う ち，人

為活動に よ る 河川に輸送 さ れ る 窒素の量は 1980 年の

3.45×105 ト ンから2000年の1.39×106 ト ン まで，４ 倍以上に

増加し た。 一方， 農村人口の排泄物によ る河川へ直接輸

送された窒素の量は 2.52×105 ～ 3.15×105 の間で， 1980

～ 1990 年間増加し， 1990 ～ 2000 年減少し た。 長江上流

地域にあ る 10 支流域の う ち， 2000 年では， 嘉陵江流域

への窒素輸送量は総量の 36％を， 三峡ダム流域は 14％

を， 烏江， 沱江及び岷江流域はそれぞれ総量の 11％を占

めていた。 窒素源は， 1980 年には主に成都市 と重慶市の

周辺農村地域に集中し ていたが， 1990 年代に四川盆地の

全範囲， 及び四川盆地周辺の丘陵地に広 く 拡大 さ れた。

化学肥料使用量の急増及び効率の減少が長江上流の窒素

負荷量増加の主な要因であった。 計算された各支流の窒

素輸送量は先行研究で報告された観測値にほぼ一致し て

いた。 し たがって， 長江上流河川および三峡ダムにおけ

る窒素負荷量の急速的な増加は， さ ら な る富栄養化を引

き起こ し，地方の水質を悪化させた可能性が考え られる。

〔備考〕

（3） 　 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理（2） 流域環境管理に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA270

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5. 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○村上正吾 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）， 王勤学， 徐開欽， 林誠二， 中山忠暢，

亀山哲， 岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 中国内陸部の経済発展のため長江 ・ 黄河の上 ・

中流域におけ る西部 （内陸） 大開発に伴い， 三峡ダム建

設， 長江か ら黄河への導水事業 （南水北調） など地球規

模での水循環の人為的変化を も た ら す事業が進んでい

る。 こ の水循環変動が流域生態系， 農業生産及び水資源

保全に与え る影響を予測し， 持続可能な発展を も た らす

ために陸域環境統合モデルの確立を国際的連携の下に行

う 。

〔内容および成果〕

　 統合型流域モデル （NICE モデル） に農業生産モデルを

結合する こ と によ って， 華北平原及び黄河下流域での潅

漑が地下水流動に及ぼす影響についてシ ミ ュ レーシ ョ ン

を行った （NICE-AGR モデル） NICE-AGR モデルは ト ウ

モ ロ コ シ及び小麦の生育に必要な潅漑量を従来の統計

データ ・ 文献データ よ り も精度良 く 再現し， 両作物の栽

培時期における土壌水分， LAI， 蒸発散， 作物生産量， 地

下水位を良好に再現し た。 シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って華

北平原におけ る空間的な地下水位分布が得られ， 過度な

灌漑によ って地下水位及び水収支が大き く 影響を受けて

いる こ と が明ら かになった。 今後， 都市部での産業用水

及び家庭用水のプロセス， 及びダムや運河などの人工構

造物の影響を考慮する こ と が華北平原におけ る ト ータル

の水収支を解明する上で不可欠であ る。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 劉紀遠 ・ 庄大方 （中国科学院地理科

学与資源研究所）， 昊秋華 （中国科学院遙感応用研究所），

徐保華 （中国水利部長江水利委員会）， 陳中原 （翁立達中

国華東師範大学環境学院）

（4） 　 地下水利用の現状把握と将来予測手法の開発研究

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0206CE421

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○大坪國順 （水土壌圏環境研究領域） ， 一 ノ瀬

俊明， 片岡久美

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 黄河流域 （華北平原を含む） 全体における地下

水資源需要分布を 0.1 度グ リ ッ ド で把握し， さ らに都市

域については 2 km グ リ ッ ド で把握する。また現状での分

布に加え， 2020 年頃の将来予測を行 う 。 一方， 都市域に

おけ る需要分布の推計手法開発のため， 事例解析都市 と

し て黄河下流域の山東省済南市 （東西 20km ・ 南北 15km）

を対象に， 原単位法によ る地下水資源需要マ ッ プの描画

作業 （解像度 250m） を行 う 。

〔内容および成果〕

　 耕地面積あた り の農業用地下水取水量が一定 と い う 仮

定の も と に， 耕地面積の多寡で取水量をグ リ ッ ド （実際

は県級行政単位ご と のポ リ ゴン：平均的には20km2 グ リ ッ

ド に相当するサイ ズ） へ配分し た。 大都市の近郊を中心

に， 華北平原の半分ほどの地域において １ km2 あた り 年

間 12 万 ト ン以上を く み上げている。 これは 30 秒 （約

560ｍ） 四方に換算し て年間約 ４ 万 ト ン以上に相当する。

ま た， 黄河本流に沿った地域の上流～中流においては，

地表水に依存でき る ためか取水量は少ない。 多い と こ ろ

でも， 30 秒 （約 560ｍ） 四方に換算し て年間約 １ ～ ２ 万

ト ン程度であ る。

　 DMSP/OLS の輝度値あた り の工業用地下水取水量が一

定 と い う 仮定のも と に， 輝度値の多寡で取水量をグ リ ッ

ド （30 秒 ： 平均的には 560ｍ 四方） へ配分し た。 華北平

原の大都市 （北京， 唐山， 保定， 石家庄， 安陽周辺） や

西安， 西寧などにおいてグ リ ッ ド （約 560ｍ 四方） あた

り 年間 1.5 ～ ３ 万 ト ンを く み上げている。 山西省の汾河

流域ではその数分の １ 程度の水準であ る。 また， 黄河本

流に沿った地域の上流～中流においては， 地表水に依存

でき る ためか取水量は少ない。

　 生活用について も工業用 と 同じ手法によ った。 華北平

原の大都市や西安などにおいて， グ リ ッ ド （約 560ｍ 四

方） あた り 年間 1.5 ～ 3.5 万 ト ン程度を く み上げている。

〔備考〕

（5） 　 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術

〔区分名〕 NEDO

〔研究課題コー ド〕 0305KA600

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 消費エネルギーが少な く ， かつ創エネルギープ

ロ セスであ る メ タ ン発酵技術の適用範囲を， 今までは処

理が困難であった排水 （低温， 低有機物濃度， 高濃度 SS

含有等） にまで拡大する こ と を目標 と する。 そのため，

本研究では排水処理 （有機物除去） を担 う ， 嫌気性生物

膜の形成 と 維持， 生態学的構造に関する研究を行い， プ

ロ セス安定化 ・ 高度化のための基礎データ を収集する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 生物膜流動型 メ タ ン発酵 リ ア ク ターによ る有機性排水

の連続処理実験を行い，水温や排水有機物濃度の低下が，

排水処理性能や保持汚泥の性状に与え る 影響を評価 し

た。

　 水温の低下 （15 ℃よ り 10 ℃） に伴い有機物除去能は

低下 [ 除去率 80％ （15 ℃） よ り 65％ （10 ℃） ] するが，

低温環境における馴致によ り ， COD 除去性能は回復する

傾向にあ り ， 保持汚泥の物性 も 良好に維持で き たため，

後段処理法と の組み合わせ等によ り ， 10 ℃以下の排水に

も メ タ ン発酵技術を適用でき る可能性が示された。 本シ

ステムは最終的に， 10 ℃ と い う 低温下で排水の高速処理

（処理時間 ３ 時間， 負荷 ６  kgCOD/m3/d）， エネルギー回収

（ メ タ ン回収率 50 ～ 60％） が可能であった。 保持汚泥の

低温度条件下におけ る メ タ ン生成活性の著しい増加も観

察された。 また， 保持汚泥の汚泥の活性測定や菌叢の解

析によ り ， 低温対応の細菌群 （ メ タ ン生成細菌， 酸生成

細菌） の集積化が示唆された。

　 一方， 排水の有機物濃度の低下 （0.8 よ り 0.4 gCOD/L）

は， 排水処理性能 と 保持汚泥の物性の悪化を招 く 傾向に

あ り ， 基質供給方法などの改良を行 う 必要があ る こ と が

分かった。

　 また， 生物膜の植種が不要で， 汚泥の物性悪化の影響

を受けに く い， 新規散水ろ床によ る嫌気性処理排水処理

法を開発し， 低濃度排水 （0.3 ～ 0.4 gCOD/L 以下） への

適用性評価を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 大橋晶良 （国立大学法人長岡技術科学大学

助教授）， 角野晴彦 （岐阜工業高等専門学校）

（6） 　 改革開放後の中国国内における流動人口の特性 と

そのモデル化

〔区分名〕 経常 13225

〔研究課題コー ド〕 0405AE386

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大坪國順 （水土壌圏環境研究領域）， 劉晨，

一ノ 瀬俊明
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〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 人口セ ンサ ス な どの統計資料を用

い， 県レベルで中国国内におけ る流動人口の空間分布や

その変化特性を解析し て人口移動要因を解明し， それを

基に人口移動モデルを構築し て 2025年における中国全土

の人口分布の予測を試みる ものであ る。中国では 1980 年

代以降， 経済成長に伴い農村から都市への移動は急増し

ている。 戸籍管理制度の も と では， 移動者は都市部に転

入し た ものの， ほ と んどは都市戸籍を取得できず， 「流動

人口」 と な る。 流動人口は市場経済発展の必然的な産物

であ る が， 中国の社会 ・ 経済シ ス テムに影響を及ぼ し，

環境変動の大き な誘導要因と な り ，本研究の遂行によ り ，

中国の今後の環境変動を検討する上で基盤的な知見が得

られる。

〔内容および成果〕

　 人口センサスなどの統計資料を収集 ・ 解析し， 地図情

報 と 結合する こ と によ り ， 流動人口の空間分布及び空間

分布の変化を分析する。 また， 流動人口の顕著な都市を

取 り 出し， 人口移動 と 関連が高い社会 ・ 経済指標を収集

し統計的手法を駆使し て人が引き付け られる要因を分析

し， 流動人口分布の形成， 及びその変化要因を明ら かに

する。 上記分析結果を基に， 各地域間の経済力格差 と 移

動距離をパラ メ ータ と し た 「市場誘因型」 人口移動モデ

ルを構築し， 20km グ リ ッ ド精度で 2025 年の中国全土の

人口分布を予測する。 

　 人口移動のモデルに必要なパラ メ ータ を同定する ため

に， 前年度までに， 中国国内における 1990 年と 2000 年

の流動人口 （戸籍を移さ ない転居人口） の空間分布， 空

間分布の変化および移動要因を県レベルで調べた。 その

結果， 2000 年においては， 都市 GDP， １ 万人当た り 旅客

運送量， １ 人当た り GDP， 海外からの投資額の ４ 変数で

流入人口の 83.7％を説明でき，都市 GDP が流動人口 と最

大の偏相関を持ち， 移動先の経済力が人々を引き付け る

最も重要な要因と い う こ と があ き らか と なった。

　 平成 17 年度には， これまでに実施し た分析結果を基

に， 各地域間の経済力格差 と 移動距離をパラ メ ータ と し

た 「市場誘因型」 人口移動モデルを構築し た。 こ のモデ

ルによれば， 20km グ リ ッ ド精度で 2025 年の中国全土の

人口分布を予測でき る。 モデルの妥当性を検証する ため

に， 1990 年代の人口移動 （流入） 分布の実データ と シ

ミ ュ レーシ ョ ン結果を比較し た。 シ ミ ュ レーシ ョ ン結果

は人口集中度を過大評価する傾向があったが， 全国レベ

ルで人口流入の分布パターンは概ね良 く 説明でき た。 信

頼性の高い予測のためには， 人口センサスの統計解析等

によ る人口流入に関する確率密度関数の一般化が必要 と

思われる。

〔備考〕

（7） 　 都市・流域圏環境モニ タ リ ング及び環境情報基盤整

備に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0505BD914

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域）， 林誠二，

村田智吉， 村上正吾， 王勤学， 中山忠暢， 岡寺

智大， 牧秀明， 椿宜高， 永田尚志

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 流域圏を構成する都市， 農地， 自然地， 水域の

４ つのエ リ アについて，GIS を用いて，自然環境資源，土

地利用， 社会経済活動等のデー タ を統合的にデジ タ ル

データベース化を行い， 流域圏の政策操作によ る評価に

資する情報基盤の整備する。

〔内容および成果〕

　 流域圏におけ る水 ・ 物質循環， 自然生態系を統合的に

扱 う ために必要な各種のパラ メ ータについて， 過去か ら

現在まで分散 ・ 蓄積されて き たデータ を一元的に取 り ま

と め （データベース化）， GIS データ と し て整備し た。 雨

水や下水か ら の流域への汚濁負荷把握においては， 下水

道網の情報と共に河川， 湖沼， ダム， 気象， 地形， 土壌，

植生， 陸上生物分布， 土地利用， 土地被覆の変化等物理

的な因子， また人口動態， 物流， エネルギー消費量の変

化等の社会科学的な因子についての情報を一元化し た。

東京湾の海域環境に関し ては， 過去か ら現在までの海岸

地形変化等の地理情報 と 水質 ・ 生息魚類 ・ 干潟浅海域生

物相等の情報を整備する と 共に， 陸域におけ る環境因子

の変化と の関連を明確化し た。また汚濁負荷源において，

各種要素技術を総合的に組み合わせ， 限 り な く ゼ ロ エ

ミ ッ シ ョ ン化を目指し た革新的循環型技術整備モデル地

域において， 水 ・ 有機物循環の各素過程に関するデータ

ベースの構築と それら を統合するモデル化を実施し た。

〔備考〕

研究課題名 ： 平成 17 年度環境技術開発等推進費 （都市流

域圏におけ る自然共生型水 ・ 物質循環の再生 と 生態系評

価技術開発に関する研究）

代表者名 ： 渡辺正孝 （慶應義塾大学環境情報学部） の一

部と し て実施。
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（8） 　 微生物によ る硫黄還元サイ クル機能を活性化 し た

次世代の水資源循環技術の開発に関する先導調査（低

有機物濃度排水のメ タ ン発酵処理に関する調査）

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505MA924

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 省エネルギー型排水処理技術 （嫌気排水処理）

を低有機物濃度排水の処理に適用す る 際の技術的課題

を，文献調査，ラ ボス ケールでの排水処理試験を行う こ と

で明ら かにし ， プロ ジェ ク ト 化を行 う ための提言を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では低有機物濃度排水の メ タ ン発酵処理に関す

る調査 と， ラ ボス ケールの反応器を用いた低濃度排水処

理実験によ り ， 現状技術の問題点抽出 と 今後の研究開発

の可能性評価を行った。

　 文献調査の結果，以下の技術的課題が明らかになった。

・ 低温度排水処理への メ タ ン発酵技術の適用可能性評価

と 低温条件下におけ る有機物分解過程やそれに関わる細

菌に関する基礎的知見の収集

・ 低有機物濃度あ るいは低温の排水処理において， メ タ

ン生成微生物を装置内に高密度 ・ 高効率に維持 ・ 利用す

る手法の開発

・ 固形性有機物の流入が メ タ ン発酵プ ロ セスの性能に与

え る影響評価や， 固形性有機物の可溶化 （水温 と 可溶化

速度， 有機物組成 と 可溶化速度） に関する知見の収集，

および固形性有機物含有排水に適し たプロセスの開発

・ 低有機物濃度排水の嫌気性処理への硫酸塩還元反応

（細菌） の寄与に関する基礎的知見の収集と， 硫酸還元反

応を制御する技術の開発

・ 種々の後段処理 （残存有機物， 栄養塩の除去） 技術 と

の組み合わせに関する検討やプロセス全体の最適化

　 ま た ラ ボ ス ケールでの メ タ ン発酵排水処理実験の結

果， 低有機物濃度排水の常温 メ タ ン発酵技術実用化の可

能性が示された。 しかし なが ら， 実用に耐え う る レベル

の安定性， 性能を得る ためには， 実証レベルでのプロ セ

ス開発研究 と， 低有機物濃度 ・ 低温条件下におけ る有機

物分解過程やそれに関わる細菌に関する基礎的知見の収

集が必要であ る と考え られる。

〔備考〕

（株） 寿工業からの委託研究 （NEDO 先導調査研究の再委

託）

（9） 　 底質試料を用いた合成化学物質によ る水域汚染の

ト レン ドの解析に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE819

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域） ， 土井妙

子， 松重一夫

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 河川や湖沼， 内湾などの水域底泥には， その水

域の上流に位置する発生源から放出された様々な化学物

質が沈降し堆積し ている。 そのため使用期間が明確な合

成化学物質の蓄積濃度を測定する こ と で， 汚染の時間的

および空間的な履歴を明ら かにする こ と が可能であ る。

本研究では霞ヶ浦や手賀沼などに流入する河川の河口域

などから底泥試料を採取し て， その中に含まれる化学物

質の種類 と 濃度および流域の地理， 産業， 人口などの情

報か ら汚染履歴を推定し， 土地利用の変化や下水道普及

などが も た らす汚染の内容 と 量の変化を明ら かにする こ

と を目標 と する。 また， 水溶解度や吸着性， 生分解性な

ど性質の異な る化学物質について比較を行い， 過去の汚

染状況を把握す る 上で有効な指標についての検討 も 行

う 。

〔内容および成果〕

　 平成16年度までの関連課題において採取し た霞 ヵ浦お

よび手賀沼の底泥試料について， 合成洗剤由来の界面活

性剤や殺菌剤などの化学物質濃度の測定を継続し た。 特

に殺菌剤 と し て広 く 使用されている ト リ ク ロサンについ

て， 塩素消毒によ り 塩素化物が生成する こ と が報告され

ている こ と か ら， これら の化合物の測定を試みた。 しか

し， これら の塩素化物は今回の底泥試料中か らは測定さ

れなかった。 また， 底泥試料などか ら の化学物質の抽出

法 と し て界面活性剤 ミ セルやポ リ マーを利用する手法に

ついて， 基礎的な検討を加えた。

〔備考〕

日本原子力研究所と の共同研究

（10） 　 都市内大規模河川 （ソウル市清渓川） の復元によ

る暑熱現象改善効果の実証

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD824

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ， 片岡

久美
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〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 ソ ウル市都心を ６ km に渡 り 東西に貫 く 清渓高

架道路 （ ４ 車線） 撤去工事が始ま った。 旧清渓川の河道

が戦後暗渠化され， 高架道路へ と 変貌を遂げた も のであ

る。 撤去後は緑豊かな高価値ビオ ト ープ， 都市内大規模

親水空間 と し ての清渓川 （チ ョ ンゲチ ョ ン） が復元され

る。 大規模な都心におけ る自然環境の復元事例は世界的

にも初めての試み と いえ る。 都市の暑熱問題に対し， 大

規模な植栽や水面の導入が一定の効果を有する こ と は数

値実験を通じ て知られてはいたが， 実地での実証は困難

であった。工事完成後の 2006 年夏まで都市大気熱環境モ

ニ タ リ ングを行い， 都心の大規模河川空間復元によ る暑

熱現象改善効果を実証する。

〔内容および成果〕

　 過去 ３ 年間の ８ 月中旬に， 復元河道近傍および河道よ

り 100ｍ 以内の ５ 地点で， 集中的な移動 ・ 定点観測によ

る体感温熱指標 SET* の観測 （温 ・ 湿度， 風速， 天空放

射， 地物表面温度） を行った。 施工中期 （高架はすべて

撤去， 河道が掘削され土壌が露出） の 2004 年は比較的高

温， 施工最終年度 （わずかに水が流れる状態） の 2005 年

は比較的低温であった。 暑熱が問題 と な る日を比較し た

結果， 2003 年に対し 2004 年はバッ ク グ ラ ウ ン ドデータ

と し ての気象庁 （江南） の気温が， 11 ～ 14 時で５ ～７ ℃

高温であったのに対し， 河道周辺 ３ 地点では ３ ～ ４ ℃高

温， SET* はほぼ同じ値になっていた。 2005 年は涼しい

夏と なった ものの， 湿度が高かったため SET* は微増し

た。 超音波風速計によ る移動観測では， 河道に直交する

街路には南北両方へ風が吹き出す事例が確認された。

　 シンチロ メ ーター （川路をはさむ約 75ｍ のパス を東大

門市場付近建物屋上に確保） によ る上向き顕熱フ ラ ッ ク

ス （13 ～ 15 時のデータ） を比較する と， 2003 年は正味

放射収支が 400 ～ 600W/m2 に対し顕熱フ ラ ッ ク スが 300

～ 500W/m2，2005 年は前者が 200 ～ 400W/m2 に対し後者

が 100 ～ 150W/m2 と な り ， 河道復元の効果が両者の比率

の変化に現れている。

　 ソ ウル市政府が観測し ている大気汚染物質濃度（PM や

CO 等） には， 復元工事によ る顕著な変化は確認でき な

かった。 工事期間中に生じ た慢性的な渋滞 （ただし路線

数や交通量は大幅に減少） や， 工事によ り 表土が露出し

た期間が継続し た こ と などが影響し た と思われる。

〔備考〕

共同研究者 ： 白迎玖 （東北公益文科大学）， 泉岳樹 （首都

大学東京）， ナム ・ ジェチ ョ ル， キム ・ ヨ ン ヒ （韓国気象

庁気象研究所）

平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年） 研究調整費 と し て

関連課題を実施。

（11） 　 都市の地下環境に残る人間活動の影響

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0510KZ503

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ， 片岡

久美

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 都市か ら 排出 さ れ る様々な物質に よ る沿岸海

洋汚染は， 21 世紀の大き な地球環境問題であ る。 また，

人間活動に伴 う 都市熱 （ ヒ ー ト ア イ ラ ン ド） 問題は， 地

球温暖化に加えて地球熱環境の重要な問題の １ つ と いえ

る。 これら 「都市の存在」 に起因する環境問題は， 都市

への人口集中が続 く 現在， 早急に解決し なければな ら な

い課題であ る。当プロ ジェ ク ト ではこれらの問題に対し，

人間活動の影響が残 り やすい地下環境指標を用い，「気候

変動影響」 ・ 「人間活動影響」 ・ 「都市基盤 と 社会政策」 の

観点か ら， 過去の自然 と 都市の復原 （現在か ら過去） を

行 う と と も に， 自然－社会統合概念 （過去か ら現在 ・ 未

来） を通し， 将来の都市のあ り 方への提言を目指す。 衛

星を用いた地下水環境変化の推定や， 現在の地下熱環境

情報を用いた気候変動復原 ・ 都市化の影響評価， 地下物

質環境変化指標によ る汚染環境の拡大推定など， 各種の

地下環境情報を用い， 都市 と 水 ・ 熱 ・ 物質環境 と の関係

を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度はバン コ ク， ソ ウル， 台北を中心に， タ イ， 韓

国， 台湾におけ る複数の都市について， 都心 と 郊外の組

み合わせで比較的長期の気象データが得られる観測地点

を対象に，気温を中心 と し たデータの収集を行ったほか，

関連する社会経済データおよび空間情報データの収集を

行った。 タ イについては， 陸軍局および気象局よ り ， 必

要なデータに加え， 正規に入手可能なデータが限られて

いる こ と や， 特別な交渉によ り 入手可能なデータの存在

についての情報を入手し た。 一般にタ イ国内の公開可能

データの整備は遅れてお り ， タ イ ム ラ グの大き な地図し

か入手でき ないこ と も あ る。 また，ボー リ ングデータ （気

温の鉛直プロ フ ァ イル） と の比較に際し， 地上気象デー

タの空間代表性が問題 と な る ため， バン コ ク におけ る地

上観測地点を現地で精査し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 白迎玖 （東北公益文科大学）

平成 16 年度 （2004 年度） FS を実施。 課題全体の代表者
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は谷口真人 （総合地球環境学研究所）。 サブテーマ 「熱グ

ループ」 の代表者は山野誠 （東京大学地震研究所）。

5． 4 　 湖沼 ・ 海域環境の保全に関する研究

（1）　東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理（3） 東シナ海における長江経

由の汚染・汚濁物質の動態と生態系影響評価

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA271

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5. 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○村上正吾 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）， 木幡邦男， 徐開欽， 越川海， 牧秀明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 長江流域内で発生する汚染 ・ 汚濁物質は東シナ

海に流入し日本近海や日本海に到達し ている。 豊富な水

産資源に恵まれた東シナ海や日本海など日本近海の海域

環境を保全する こ と は， 日本の環境安全保障に と って重

要であ る。 海域環境保全のためには， 汚染物質の海洋生

態系内での物質循環を明 ら かにす る こ と が必要 と さ れ

る。 こ こ では， 汚染物質の動態を含めた海洋環境予測手

法の開発によ り ， 国際的連携の下に， 東シナ海の海洋環

境管理手法の確立を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究は， 東シナ海を含む東アジア沿岸海域への適用

を想定 し た海色 リ モー ト セ ン シ ン グ手法の確立を目指

す。 そのために， 大気 と 水中におけ る放射伝達過程をモ

デル化し， 東アジア沿岸海域で想定される様々な大気状

態お よ び水中状態に対応 し た大気上端分光放射輝度

LTOA （λ） ， 海面の リ モー ト センシング分光反射率 Rrs

（λ） および分光放射照度反射率 RI （λ） の再現計算を

行った。 計算結果は， 想定し た大気および水中の状態パ

ラ メ ータ と と も にスペ ク ト ルデータベースに蓄積し た。

また， 採水調査に基づいた懸濁物質の濃度データに衛星

観測データ あ る いは現場観測分光データ を対応 さ せた，

マ ッ チア ッ プデータ を作成し た。 そ し て， マ ッ チア ッ プ

データに基づいて， 既往の海色 リ モー ト センシング手法

の妥当性 と， スペク ト ルデータベースの海色 リ モー ト セ

ンシングへの応用可能性について議論し た。 本研究で採

用し た大気放射伝達モデルおよび水中光学モデルの妥当

性は， 現場観測データ と の比較によ り 検討された。 その

結果， 大気放射伝達モデルについては， 東アジア沿岸域

に特有な， 吸収性エア ロ ゾルの影響を考慮し たサブモデ

ルを新たに組み込む必要性が示唆された。 一方， 水中光

学モデルは， 現実の水中放射伝達過程を良 く 再現し てい

る こ と が確認された。

　 大気および水中の放射伝達モデルを用いた， これまで

の再現計算では， 懸濁物質濃度が鉛直方向に一様分布し

ている こ と を仮定し ていた。 しかし ながら， 実際の懸濁

物質濃度は， 鉛直方向に不均一に分布し てお り ， その分

布様式は，場所によ ってあ るいは時期によ って変化する。

スペク ト ルデータベースに蓄積し た分光特性データ と実

測し た分光特性データのマ ッ チングによ って， 懸濁物質

濃度を推定する場合， こ う し た鉛直分布様式の違いを考

慮する必要があ る。 今後は， 当該海域に代表的な懸濁物

質について， その濃度の鉛直分布様式に関するデータ を

収集し， これを考慮し た再現計算を行 う こ と によ り ， ス

ペク ト ルデータベース を充実させてい く 必要があ る。

〔備考〕

外国共同研究機関：中国科学院地理科学与資源研究所（劉

紀遠， 庄大方） ， 中国科学院遙感応用研究所 （昊秋華） ，

中国華東師範大学環境学院 （陳中原）

（2） 　 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理プロジ ェ ク ト （4） 沿岸域環境

総合管理に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA272

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5. 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○木幡邦男 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）， 越川海， 牧秀明， 中村泰男， 樋渡武彦，

須賀伸介， 矢部徹， 今井章雄

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 沿岸域は， 原油 ・ 汚濁物質等によ る沿岸生態系

への被害や， 埋め立て等によ る環境の破壊など， 人間活

動の影響を大き く 受けて き た。 こ う し た環境影響の軽減

と 沿岸域環境の修復方策の効果の検討のため， 沿岸域環

境の変動予測モデルを開発し， 沿岸域環境管理手法を整

備する。 14 年度 : 底生生態系の維持機構に基づき， 国内

を対象と し た生態系影響評価手法を開発する。 15 年度 :

沿岸域の浮遊 ・ 底生生態系の相互関係に基づ く 沿岸域生

態系修復技術を検討する。 16 年度 : 沿岸域開発によ る，

浮遊 ・ 底生生態系への影響， および生物の応答をモデル

化する。 17 年度 : 開発， 修復技術等によ る生態系影響評

価に基づ く 沿岸域環境管理指針を与え る。

〔内容および成果〕

　 富栄養化の進んだ内湾に造成される人工干潟は， 夏期
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に貧酸素の影響を受けやすい。 本課題では， 人工干潟の

生息場環境を評価する一つの手法と し て，二枚貝の成長，

生存率を用いる調査 ・ 実験を実施し， また， 貧酸素の影

響を軽減させる ため人工干潟に微細気泡発生装置を設置

し て， その二枚貝生息環境への効果について調査し， 平

成16年度までに本装置が二枚貝生残に有効であ る こ と を

示し てき た。平成 13 から 17 年度までの調査結果を基に，

調査期間に生残する二枚貝個体数か ら生存率を計算する

ための定式化を行い， 東京湾， 大阪湾， 播磨灘， 松川浦

などで得られた値を比較し た。 その結果， よ り 良い自然

環境と考え られる海浜では， 生存率は 0.95 以上であ る こ

と が明ら か と な り ， 生息場の良否を評価する基準が得ら

れた。 同様に各地の調査で得られた二枚貝の殻長変化か

ら， 二枚貝の増殖モデルを作成し， 実測値 と 計算値の良

い一致が得られた。 これを基に， 二枚貝によ る水質浄化

能の定量的評価が可能と なった。

〔備考〕

（3） 　 天然水系中における溶存フ ミ ン物質に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE110

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 溶存フ ミ ン物質は自然水中の溶存有機物の 30

～ 80％を占める。 フ ミ ン物質は鉄等の微量必須金属 と安

定な錯体を形成し，その存在状態に大き な影響を与え る。

金属の存在状態は生物利用可能性 と密接に関係し ている

ため， 鉄等の金属 と フ ミ ン物質 と の錯化反応を定量化す

る必要があ る。 本研究ではその手法の開発を目指す。 湖

水 ・ 河川水中の溶存有機態鉄濃度を測定する。

〔内容および成果〕

　 霞 ヵ 浦湖水か ら分離精製し たフ ミ ン酸 と フルボ酸の固

相態 （solid-state） 13C CP/MAS NMR スペク ト ルを測定し

た。 フ ミ ン酸 と フルボ酸 と も に親水性のアルキルグルー

プが芳香族グループやカルボニルグループよ り も卓越し

ていた。 霞 ヵ 浦流域の土壌か ら抽出されたフ ミ ン酸やフ

ルボ酸の NMR スペク ト ル と は顕著に異なってお り ， 湖

水フ ミ ン物質 と 土壌フ ミ ン物質 と は起源が著し く 違 う と

示唆された。

〔備考〕

（4） 　 内湾域における底生生態系による物質循環

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE213

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○木幡邦男 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）， 中村泰男， 牧秀明， 越川海， 樋渡武彦

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 海底には様々な底生生物が生息 し てい る。 特

に， 富栄養化し た内湾において， 底生生物の生物量が多

く ， 水質浄化や物質循環に大き く 影響し ている。 本研究

では，現場における一次生産 と合わせて解析する こ と で，

底生生物が， 栄養塩， 汚濁物質の物質循環にいかに寄与

するかを明らかにする こ と を目的とする。 14 年度 : 甲殻

類， 多毛類， 軟体動物などの底生生物によ る有機物の摂

食速度を明らかにする。 15 年度 : 底生生物によ る有機物

分解速度等を測定し， 炭素 ・ 酸素の物質循環を明ら かに

する。 16 年度 : 底生生物によ る汚濁物質濃縮過程を明ら

かにし， 生態系内の汚濁物質の物質循環を解明する。 17

年度 : 内湾沿岸域における底生生態系において移入種の

影響をみる ため， その存在量， 物質循環に占める寄与を

調査する。

〔内容および成果〕

　 東京湾や大阪湾など富栄養化の進んだ内湾域では， 夏

期に底層が貧酸素化し， その影響が干潟などの浅海域の

生態系にも及ぶこ と を明ら かにし て き た。 こ の貧酸素水

塊の影響で， 我が国各地の干潟ではアサ リ やシオフキガ

イ と いった二枚貝に と って生息場環境が悪化し てい る。

一方， 東京湾で分布を拡大し ている と 見られる ホンビ ノ

スガ イは貧酸素 と な る劣悪な環境で も生存する こ と が知

られている。 前年度は， 遺伝子等の比較によ り ， 東京湾

に生息する ホンビ ノ スガ イ個体は， 北米産の種 と 同一で

あ る こ と を明らかにし た。 平成 15 から 17 年にかけて，

夏期に貧酸素状態にな る東京湾奥の運河に面し た人工干

潟で， ホン ビ ノ スガ イ と， アサ リ ， シオフキガ イの飼育

実験を行い， アサ リ やシオフキガ イは生存が困難な状況

でも ホンビ ノ スガイが生残する こ と を確認し た。

〔備考〕

（5） 　 有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に

関する研究 ： 適正な浅海域管理をめざ し て

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0206AF384

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中村泰男 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）
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〔目 　 的〕 有明海などにおいて， 好適な栄養環境を維持す

るにはどのよ う な環境管理が必要なのかを さ まざ まな現

場実験によ り 明らかにする。

〔内容および成果〕

　 有明海で秋に発生 し， 栄養塩濃度を低下 さ せ る 赤潮

（Akashiwo sanguinea; 大型の渦鞭毛藻） について， その発

生機構を， 捕食 と 物理因子によ る影響の両面か ら解析し

た。 その結果以下の点が明ら か と なった。 １ ） 本種 と 競

合関係にあ る珪藻類は， 高濁度の海水中で光によ る増殖

制限を受けている こ と。 ２ ） A. sanguinea と競合する小型

の鞭毛藻は， 遊泳能力があ る ために， 濁った海水中で も

表層に集積する こ と で， 光制限か ら開放されている。 し

かし， ワ ムシなどの動物プ ラ ン ク ト ンによ り 活発に捕食

される ため， 個体群を拡大しに く い。 ３ ） A. sanguinea は

小型鞭毛藻同様， 表層に集積する こ と で光制限から開放

されている。 さ ら に， 細胞サイ ズが大きいために動物プ

ラ ン ク ト ンに捕食されに く い。 その結果， 増殖速度は小

さいものの， 光制限と捕食を受けに く い A. sanguinea が

現場で卓越し， 持続的な赤潮を形成する。

　 さ らに本年度は， 有明海の干潟の浄化機能を定量的に

評価する ために， 有明海特産二枚貝であ るハイ ガ イの成

長 と 浄化機能に関する研究を開始し た。 個体あた り の浄

化能力は， アサ リ など と 同程度であ り ， 特産種の資源復

活は有明海の再生に水質浄化 （栄養塩濃度の維持） の点

から も重要であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

（6） 　 サンゴ礁生物多様性保全地域の選定に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-5

〔研究課題コー ド〕 0305BA557

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は， 海の熱帯林 と いわれる よ う に生物

多様性が高い領域であ るが， 近年その劣化が問題になっ

ている。 我が国も自国内にサンゴ礁を有する先進国 と し

て， 1994 年にサン ゴ礁の保全 と 持続的な利用に関する

「国際サンゴ礁イ ニシアチブ （ICRI） 」 を築き あげ， サン

ゴ礁の保全に取 り 組んでいる。 サンゴ礁全体を保全する

こ と はコ ス ト 的に不可能であ るので， 海域に重点的な保

護区を設定し て管理を施す必要があ る。 そのため， 海域

の海洋物理的特性も考慮し た科学的な根拠を行政側に提

示する必要があ る。

〔内容および成果〕

　 石西礁湖において， どの礁をサンゴ卵の放出域 と し て

重点的に保全すれば， 漂流期間 （ ４ 日前後） 中に外洋に

無効放散されないで浅海域に残留でき るか と い う 観点か

ら， 数値モデルで得られた流動場上でサンゴ卵を模擬し

た粒子群を放出し，放出後 15 日間にわたる粒子群の移動

のシ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 粒子群の移動は， a） 潮汐

によ る往復流， b） 連吹する風によ る定向流， および c）

水平渦動に対応する ラ ンダムな動きの ３ 要素を反映し て

いたが， 数日の時間スパンの移動に最も支配的な役割を

はた し たのは b） であった。 ただし， 同海域でサンゴの

産卵が行われる こ と の多い ５ 月には， 風向がかな らずし

も毎年同様であ る と は限ら ない。 こ のため， 様々な風の

場合のアンサンブル平均的な考え方に基づ く と， 石西礁

湖中央部のシモビシ礁付近から放出のケースにおいて粒

子の残存確率がも っ と も高かった。 こ の こ と か ら， 同礁

付近を重点的に保全する こ と が有効であ る と 判断される

（第 １ 案） 。 また， 別の考え方 と し て， 各礁のサンゴ卵放

出能力も あわせた評価も行った。 環境省によ る石西礁湖

サンゴ礁モニタ リ ング調査， および， 我々が 1994 年から

継続取得し て き た水中画像時系列か ら， 現存サンゴの被

度 ・ 群体サイ ズなどの属性を勘案する と， 石西礁湖南側

の礁ほど良好な礁が多 く ， 卵放出能力が高い と 推定され

る。 し たがって， 南風が支配的であ る場合 と の組み合わ

せ と し てカ タ グ ァ （石西礁湖の南東縁部） あ るいは黒島

周囲 （同南縁部） など比較的南側の礁を重点的保全地域

と し て選択する こ と が効率的であ る と 結論される （第 ２

案）。

〔備考〕

水産総合研究セン ターが課題代表 と な り ， 他に産業技術

総合研究所， 国立環境研究所， 東京海洋大学， 東京大学，

島根大学が加わった共同研究課題であ る。

（7） 　 霞ヶ浦エ コ ト ーンにおける生物群集と物質循環に

関する長期モニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0307AF511

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ， 今井章

雄， 松重一夫， 野原精一， 矢部徹

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生物活動と物質循環の要であ り ， 且つ人間活動

の影響を受けやすいエコ ト ーンに対する長期的モニ タ リ

ングを行い， GEMS/Water によ り 陸水 （淡水） モニ タ リ ン

グ ステーシ ョ ン と し て観測が続け られている湖のデータ
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と あわせて湖全体の生物群集 と 物質循環の把握を行 う 。

特に， 沿岸植生について， 新しい手法であ る細菌群集構

造解析，安定同位体比解析を行い，再生事業の影響，霞ヶ

浦導水路工事前の状況把握を含めた霞ヶ浦全体の ト レ ン

ド を明らかにする こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

　 前年度調査の結果， 霞 ヵ 浦沿岸 ヨ シ帯には， 水 ヨ シ帯

が湖水 と 接し ている部分にバン ク が存在する も の （以下

バン ク有 り ） と水ヨ シ帯が漸次低 く な り ，湖内へ入る （バ

ン ク無し） があ る こ と がわかった。 本年度は， バン ク の

有無が湖水 と ヨ シ帯内部の水の交換， 及び ヨ シ帯の成長

に及ぼす影響について明ら かにする ために， バン ク有 り

と 無しについて， 水位計を設置する と 共に， 降雨前， 降

雨後水位上昇期， 水位下降期に ヨ シ帯表層水， 湖水， ヨ

シ帯地下間隙水を採水 し， 水質分析を行った。 さ ら に，

ヨ シの成育 と 栄養塩の供給の関連を調べる ために， 野外

操作実験も実施し た。 その結果， バン ク無し では， 湖水

の水位の上下に連動し て， ヨ シ帯内の水位は変動し， ヨ

シ帯内部 と 湖水の間で活発な水交換が起こ っている と 推

察された。 一方， ヨ シ帯有 り の内部の水位は， 降雨後湖

の水位が低下し た後も高 く 推移し， ヨ シ帯内部は長期に

わたって冠水状態であった。 バン ク あ り の ヨ シ帯地下間

隙水の水質は変動が小さ く ， バン ク有 り では湖水 と ヨ シ

帯内部の水の移動は著 し く 制限 さ れてい る と 推察 さ れ

た。 ヨ シの草丈高は， バン ク な しの沖側が最も高 く ， バ

ン ク 有 り では， 陸側 と 沖側間の差は認め ら れなかった。

野外実験の結果， 栄養の供給に応じ た ヨ シの成長が認め

られた。 これら の こ と か ら， バン ク な しの沖側の水 ヨ シ

が湖水か らの栄養塩の供給を受けて， 成長が良好であ る

こ と が， 示唆された。

〔備考〕

（8） 　 水土壌環境における微生物群集構造 と活性評価に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE359

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ， 珠坪一

晃， 山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 汚染 さ れた水土壌環境の浄化において微生物

は重要な役割を果た し ている。 しかし なが ら， 微生物の

活性や群集構造 と， それを取 り 巻 く 環境 と の相互作用に

ついてはいまだ不明な点が多い。 本研究では様々な自然

環境において， 微生物群集構造及び活性を評価する と 共

に， 微生物の環境浄化能力を利用し た水土壌処理システ

ムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 霞 ヵ 浦湖水か ら濾過分離 ・ 凍結保存し たサンプルを用

いて， 湖水中の Microcystis 属藍藻の定量解析を行った。

サンプルから抽出し た DNA を鋳型 と し て，Microcystis 属

藍藻に特異的なプラ イマーを用いて定量的 PCR を行った

結果，2001 年及び 2001 年度の霞ヵ 浦湖水中の Microcystis

属藍藻由来のrRNAは検出限界以下から 6.4E+04copies/mL

で推移 し た。 こ れは， 検鏡に よ る 検出限界以下か ら

9.3E+04cells/mL と良 く 一致し， 凍結保存サンプルを用い

た， 環境中の Microcystis 属藍藻の定量が可能であ る こ と

が示された。

　 有機性排水処理低温 メ タ ン発酵処理汚泥の活性評価を

行った と こ ろ， 低温培養によ り 低温下での メ タ ン生成活

性の顕著な増加が確認された。 また， 保持汚泥の微生物

群集の構造解析によ り ， 古細菌， 真性細菌共に菌相の変

化が生じ てお り ， 低温対応の細菌群の集積化が示唆され

た。

　 微生物によ る ヒ 酸塩還元 ・ 抽出作用を活用し た ヒ 素汚

染土壌浄化バイオ リ ア ク ターを試作・運転し，ラ ボスケー

ルでモデル汚染土壌への適用性を調査す る 実証実験を

行った。 また微生物によ る土壌か ら の ヒ 素の抽出処理に

加え， リ ン酸塩溶液を用いた化学洗浄を後処理 と する ヒ

素汚染土壌の浄化プロセス を提案し た。

〔備考〕

（9） 　 有機物 リ ンケージに基づいた湖沼環境の評価 と改

善シナリ オ作成

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0406AG399

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 松重一

夫， 冨岡典子， 野原精一， 佐野友春， 越川海

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 湖水有機物 （溶存有機物

[DOM] と粒子状有機物 [POM]）等の化学組成 （DOM 分画

分布， 糖類組成， ア ミ ノ 酸組成， 分子量等） 情報か ら分

解状態や起源を評価する手法を開発し， 湖水柱や底泥中

における DOMや難分解性DOM と微生物群集 と の連動関

係 （ リ ンケージ） を評価し て， 湖水で難分解性 DOM が

蓄積する仕組みや主要発生源を明ら かにし， 流域発生源

対策の新たな提言を行 う こ と であ る。
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〔内容および成果〕

　 ［有機炭素 （TOC） 検出サイ ズ排除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー

（SEC）］ 湖水中の溶存有機物（DOM） の分子サイ ズを TOC

で検出する HPLC-SEC シス テムを開発し た。 水系 DOM

に対し て最適な 分子量ス タ ン ダード であ る polystyrene

sulfonate standardsを同システムで初めて分離できた。下水

初沈水 DOM の分子量分布を分析し た と こ ろ， 従来の紫

外部吸光度 （UV） 検出器では検出でき なかった DOM 成

分が高分子域に存在し ている こ と がわかった。

　 ［13C および 14C 同位対比］ 霞ヶ浦湖水 と河川水の DOM

試料の炭素安定同位体比 （delta13CDOC） を測定し た。 ４ つ

の河川水の delta13CDOC は， 年間を通し て， 約 -26.5‰ から

-27.4‰ の間で推移し， 大き な変動はなかった。 河川間で

delta13CDOC 値に大 き な違いが見 ら れ な か っ た。 湖水

delta13CDOCは-26.3‰から -24.2％の間で変動し た。高浜入 り

では ３ 月か ら ５ 月にかけて最大 1.5％の重い同位体シフ

ト を示し， ５ 月の値は年間で最重であった。 この結果は，

春季における湖内 DOM の起源， あ るいは生成 メ カニズ

ムが， 河川 と 比べて明ら かに異な る こ と を示し てい る。

湖内の生物起源と強 く 示唆される。

　 ［微生物群集構造解析］ 霞ヶ浦底泥中の微生物群集構造

を RFLP （Restriction Fragment Length Polymorphism） 解析

によ って評価し た。 網羅的系統解析の結果， 霞ヶ浦底泥

中には分類学的に多岐に渡る真正細菌が存在し てお り ，

その群集構造は季節的に も， 深度的によ って も変化し て

いる こ と が判明し た。 海洋細菌や硫酸還元細菌に近縁な

配列が確認された こ と か ら， 霞ヶ浦底泥中はまだ完全に

淡水化し ていない こ と が示唆された。 硫酸還元細菌に近

縁な配列は深さ ４ ～ ８ cm に特に集中し ていた。

　 ［底泥溶出］ 1997 ～ 2001 年で観察された底泥 DOM 溶

出フ ラ ッ ク ス値 と 底泥底生動物 （ユス リ カ と 貧毛類） の

存在量を比較 ・ 検討し た と こ ろ， 溶出フ ラ ッ ク スが最大

と な る春季 （ ５ 月， ６ 月） に底泥動物の密度が急激に増

大する こ と がわかった。 春季におけ る底泥か ら の DOM

の溶出はバイオターベイ シ ョ ンによ る と推察された。

　 ［流域モデル］ リ モー ト センシ ン グに よ る多時期画像

（QuickBird） を用いて ク ラ ス ター分析 （ISODATA 法 と そ

の階層化） によ って恋瀬川流域におけ る詳細な土地被覆

分類 （水域， 水田， 市街地， 落葉樹， 畑地， 裸地， 常緑

樹） を得た （水域 ： 1.5％， 水田 :15.1％， 市街地 :9.1％，

落葉樹 :13.2％， ５ 畑地 :18.4％，裸地 :13.7％，常緑樹 :29.1

％）。

　 ［湖モデル］ 霞ヶ浦 ３ 次元流動モデルを使って， 下水処

理場放流水の放流口を変更し た場合に （現状地点 と ９ ヵ

所）， 環境基準点や上水取水口において， 下水処理場由来

の難分解性 DOM の寄与がどのよ う に変化するかをモデ

ル計算によ って評価し た。 湖水の流れが複雑に影響する

こ と が明ら かに と なった。 土浦入 り や湖盆域に放流し た

場合には湖心での濃度寄与は上昇し， 一方， 高浜入 り 左

岸や湖尻に放流する と 寄与は低下し た。 ほ と んどのケー

スで湖尻へ処理水を放流する と 処理水の寄与は著し く 減

少し た （湖心 ： -84％， 上水取水口 ： -90％）。

〔備考〕

（10） 　 金属水酸化物への DOM 吸着特性に基づいた最適

凝集条件の検討

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD556

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小松一弘 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 水道水源中の溶存態有機物 （DOM: Dissolved

organic matter） は ト リ ハロ メ タ ン問題など， 諸問題の原

因 と なってお り 除去が求め られているが， 我が国の浄水

場で採用されている急速ろ過法では十分に除去されず大

半が残存する。本研究では， DOM に対し て働 く 凝集 メ カ

ニズム と し て重要な金属水酸化物への吸着作用に着目し

た。 DOM の特性と吸着性能の相違， またそ こに働 く 作用

について探る こ と で，DOM の持つ特性に対応し た適切な

凝集操作方法について提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 凝集処理によ る DOM 除去の最適化を目的 と し て， ２

種類の pH 条件下 （pH=9.0 および pH=5.0） における， 金

属酸化物への DOM 吸着特性を評価し た。

　 金属酸化物 と し て酸化鉄を用い， 霞ヶ浦 ３ 地点＋流入

河川水の DOM を対象に吸着実験を行った。 その結果，

pH=9.0 の条件下において酸化鉄に吸着された DOM は全

体の 18 ～ 32％に と ど ま った ものの，pH=5.0 では 44 ～ 64

％ と 高い吸着率を示し， 霞ヶ浦におけ る湖沼水及び流入

河川水は低 pH において吸着率が大幅に上昇する こ と が

確認された。 pH=5.0 の条件下で卓越する と考え られる荷

電中和効果が， 湖沼水， 流入河川水中の DOM を吸着す

る ために有効に働いた と示唆される。

　 霞ヶ浦の吸着実験前後におけ る UV/DOC 比及び分子量

分布の変化から，DOM の う ち吸着された成分の特性を調

べた と こ ろ， 荷電中和効果によ って比較的高分子で疎水

性の DOM が選択的に吸着された こ と が分かった。

　 吸着実験前後におけ る ３ 次元励起蛍光マ ト リ ッ ク スの

変化から， 吸着実験前後の DOM 組成変化について推定
―  211  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
を行った。 その結果， 湖水では pH=9.0 において タ ンパク

質様 DOM，pH=5.0 ではタ ンパク質様 DOM ＋フ ミ ン酸様

DOM が吸着されていた。 一方， 流入河川水においては，

pH=5.0において も タ ンパク質様DOM が残存し てお り ，流

入河川水 と 湖水の挙動に差が見られた。 なお流入河川水

ではし尿由来 と される ピーク の存在も確認され， それら

は pH=9.0 の条件下で残存する など特徴的であった。

〔備考〕

（11） 　 湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性が

アオコ発生に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD921

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 松重一

夫， 小松一弘

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 湖沼において藍藻類がアオ コ を形成 し優占す

る要因 と し て， 鉄の利用性が重要であ る と 認識されてい

る。 本研究の目標は， 湖水中の溶存鉄やその存在形態を

定量的に測定する分析手法を開発し て， 湖水 （霞 ヶ 浦）

や流入河川水等の溶存鉄濃度 と その存在形態を定量する

こ と， そ し て実際の湖水を用いた室内培養実験でアオコ

形成藍藻類の増殖が生物利用可能鉄濃度によ って規定さ

れるか否かを明らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 海水中の溶存有機態鉄濃度測定に採用されている吸着

濃縮ボルタ ン メ ト リ ー法を， 湖水や河川水等の陸水に適

用でき る よ う に修正し た。全溶存鉄濃度分析については，

先ず， ろ過サンプルを低圧水源ラ ンプ UV 照射によ る前

処理 （60min） に行って分析を妨害する溶存有機物を分解

除去し た。 UV 照射後のサンプルを Milli-Q 水で適当に希

釈し， そのサンプル 10mL を分析用テフ ロ ンバイ アルに

入れた。 次に 1-nitroso-2-naphthol （NN） 溶液 （最終濃度

20mM）， NaCl 溶液（最終濃度 50mM）， Tris 溶液（最終濃度

10mM， 最終pH 8.1）を適量添加し た。窒素ガスで4minバー

ジ し た後， 臭化カ リ ウ ム （最終濃度 10mM） を添加し た。

水銀球への吸着は -0.15V で 30sec 間サンプルをかき混ぜ

ながら実施し た。 混合操作を止め 10sec 後に， 電圧を -

0.15V から -0.7V まで変化させ （differential pulse stripping

mode） 電流値を求めた。結果と し て，溶存鉄濃度 40nM ま

ではピーク電流値 と 鉄濃度に良好な線形関係があ る こ と

がわかった。

　 溶存鉄の存在形態分析については， ろ過サ ン プルを

Milli-Q水で10倍に希釈し て，NN溶液， Tris溶液， NaCl溶液

を適量添加し た。10mL サンプルの各々に適量な標準鉄濃

度を ９ 段階に添加し た （添加最終濃度 ０ ～ 25nM） 後， 一

晩平衡化し た。NN と錯化し た鉄を，窒素バージ と臭化カ

リ ウ ム添加後に， 吸着濃縮ス ト リ ッ ピ ング （全溶存鉄 と

同様） によ って求めた。 こ の手法を霞 ヵ 浦湖水に適用し

た と こ ろ， 鉄 と 溶存有機物の錯化に係る錯化容量 と 条件

安定度定数を求める こ と ができ た。 その結果， 霞 ヵ 浦湖

水では 99.9％以上の鉄が有機物 と結合し た形態で存在す

る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

5． 5 　 地下水汚染機構の解明と その予測に関する

研究

（1）　地下水汚染における科学的自然減衰（MNA）に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0305BC332

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

小川裕美

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境省の全国調査では， ト リ ク ロ ロ エチレ ン，

テ ト ラ ク ロ ロエチレ ン， ガ ソ リ ン， 硝酸性窒素などによ

る様々な地下水汚染が報告されている。 それらの汚染が

地下環境での汚染であ るがゆえに， 工学的手法によ る積

極浄化対策には限界があ り ， 自然浄化によ る修復技術を

取 り 入れなければな ら ない。 その自然浄化機能の科学的

判定法の開発や汚染物質の監視技術の確立を目指すも の

であ る。

〔内容および成果〕

　 科学的自然減衰 （MNA） 法によ る環境 リ ス ク評価が生

じ ている こ と の確証を得る こ と を目的 と し て， 熊本市お

よび山形県を フ ィ ール ド と し て各自治体 と の共同研究を

行った。 その中で， ガ ソ リ ンによ る地下水汚染が顕在化

し ている地域の BTX （ベンゼン， ト ルエン， キシレ ン）

長期モニ タ リ ングでは， 監視期間の時間的長さ と 共に溶

存酸素， 酸化還元電位， 硝酸塩， 鉄イ オン， 炭酸塩の濃

度が， 周辺の非汚染地域の水質に近づき， 汚染が確実に

改善されている こ と が把握でき た。 生物分解が進行し て

いる こ と の評価指標 と し て， 溶存酸素および酸化還元電

位が重要なフ ァ ク ターであ る こ と がわかった。 汚染物質

の生物分解によ る浄化機構を詳し く 探る ために， キ ノ ン

プロ フ ァ イル法を用いて解析を行った。 BTX 汚染が認め

られた地下水中には， Q-8,Q-10,MK-8 のキ ノ ン種を持つ
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微生物群が優先存在し ている こ と がわか り ， これら が油

分分解に関与する こ と が明 ら か と なっ た。 現在までに，

ト ルエン分解菌であ る 　 Azoarcus 族が地下水中に存在し

ていた こ と も 確認 さ れた。 一方， 非汚染地下水中には，

キ ノ ン物質がほ と んど検出されなかったが， 季節によ っ

ては Q-8,Q-10 のキ ノ ン種が検出され， それを持つ微生物

群が， も と も と 対象地域の地下水中に存在し てお り ， ガ

ソ リ ン分解に関与する こ と によ って増殖し た も の と 思わ

れた。

〔備考〕

本研究は， 以下の共同参画機関 と と も に行 う 地域密着型

プロ ジェ ク ト 研究であ る。

共同国立研究機関 ・ 大学機関 ： （独） 産業技術総合研究

所， 名古屋大学 　

共同地方研究機関 ： 山形県環境科学研究セン ター， 熊本

市環境総合研究所

5． 6 　 土壌劣化， 土壌汚染の機構解明と その予測

に関する研究

（1）　汚染土壌中の重金属の動態におよぼす天然および

土壌中有機物の影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0506AE766

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 金属素材の鉛 フ リ ー化社会への推進に伴い，

Ag， In， Bi， Sb など代替金属類の環境中への急激な拡散

が予想される。 本課題ではこれら の次世代利用型金属類

が土壌中を汚染し た場合， 土壌中の有機物や土壌に供給

される有機物の存在によ り も た ら される形態の変化や土

壌中拡散速度への影響の解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 つ く ば市内の黒ボ ク土を充填し た不か く 乱土壌ラ イ シ

メ ーター （Φ30cm×L50cm） を用いて表層に重金属汚染処

理 （Pb， Ag， Bi， In， Sn について背景値濃度のお よ そ

100 倍相当） を施し た。純水を降雨 と し て当初散水し た結

果， その期間 （10 ヵ 月） においては， 土壌下端か ら の浸

出水中への添加金属類の負荷は確認されなかった。 しか

し， Ca， Mg などのカチオンは一定の変動パターンを示

し たが， その要因についてはまだ明ら かには出来ていな

い。 また， 土壌コ ア試料中か ら抽出された交換態の添加

金属類は 95％以上が ０ ～ ３ cm の深さに存在し ていた。

土壌中のデ ヒ ド ロ ゲナーゼ活性 （生物活性） は添加重金

属類の垂直分布パターン と は反比例する傾向を示し， 表

層に向か う に従い活性は低下し た。 今後は， 模擬酸性雨

や有機物を含んだ降雨を散水し， 同様のモニ タ リ ングを

継続する。

〔備考〕

（2） 　 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本

の統一的土壌分類案の適用に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD468

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地形， 表層地質， テフ ラ降灰量の異なる幾つか

の森林地帯において， 各種土壌の空間分布的特徴， 特に

火山灰母材の土壌の空間分布について考察を行い， 土壌

炭素蓄積量など土壌構成成分の組成， 蓄積量に関する空

間的特徴を検証する。 さ ら に， 土壌の空間分布パターン

について幾つかの土壌分類体系を用いて土壌図を作成，

森林の土壌炭素蓄積量の推定手法 と し て有効な分類体系

の検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 荒川流域源流部の奥秩父山地帯において， 土地分類図

上で土壌分布パターンの異な る数地区を対象に土壌調査

および土壌試料の理化学分析を行い， 面積あた り の土壌

炭素蓄積量を推定し た結果， 土壌母材 と し ての火山灰の

寄与が高 く な るに伴いその値は増大し た。 一方， 火山灰

母材の寄与は， 凸型の瘠せ尾根地形などの土壌の乾性傾

向が強 く な る よ う な地域で弱 く な り ， 土壌炭素蓄積量も

低下し た。 奥秩父山地帯において， 土壌の乾性傾向は地

形， 表層地質構造， またそれら と 関連し た斜面上での土

壌崩壊パターンなど と 密接な関連性があ る もの と 予想さ

れるが， こ のよ う な特徴が火山灰土の堆積安定性に加え

て炭素蓄積量にも影響をおよぼし ている と考え られる。

〔備考〕

共同研究者 　 田中治夫 （東京農工大）

（3） 　 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアル ミ ニウム

の濃度と形態に与える影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0508AE926

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○越川昌美 （水土壌圏環境研究領域）
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〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 天然水中のアル ミ ニウ ムは，Al3+ イオンのほか

各種の無機 ・ 有機錯体 と し て存在するが， その毒性は濃

度だけでな く 存在形態に も強 く 依存する。 本研究では，

渓流水におけ る溶存アル ミ ニ ウ ムの濃度 ・ 形態 と， 流域

の森林土壌の特性 （土壌種 と 水文過程） の関係を明ら か

にする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 筑波山の ２ つの小流域 （これまでの研究か ら， 渓流水

の全溶存Al濃度が １ 年を とおし て ２ 倍以上異なる こ と が

わかっている） に土壌水分センサーを埋設し， 自動記録

計 を 用い て 連続デー タ を 採取 し た。 土壌水分は深 さ

10cm， 20cm， 50cm， 70cm， 100cm で計測し， 降雨時の水

の浸透過程を比較し た。 その結果， 渓流水の Al 濃度が高

い流域の方が， 降雨時の土壌深部への水の浸透が速い こ

と がわかった。

〔備考〕
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6． 開発途上国の環境問題

6． 1 　 途上国の経済発展と環境保全の関わり に関

する研究

（1）　平成 17 年度アジア太平洋地域における戦略的デー

タベースを用いた応用シナリオ開発等事業

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0505BY910

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域），

原沢英夫， 日引聡， 亀山康子， 増井利彦， 高橋

潔， 藤野純一， 肱岡靖明， 久保田泉， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 ア ジア ・ 太平洋地域において環境負荷及び環

境 ・ 資源の現状及び変化を包括的に把握し， 環境分野へ

のイ ノ ベーシ ョ ンの導入 と その実現のための種々の方策

の緊急性を評価する こ と を目的 と する。 そのため， アジ

ア太平洋地域環境イ ノ ベーシ ョ ン戦略 （APEIS） フ ェー

ズⅠ （2002 ～ 2004 年度） では， 今後ますます深刻化す

る こ と が危惧 さ れてい る， アジア諸国におけ る廃棄物，

エネルギー不足， 大気汚染， 水質悪化などの環境問題に

対し て， 開発し てき た AIM/Trend モデル （アジア 42 ヵ国

ト レ ン ド予測モデル）， AIM/Material モデル （一国経済モ

デル） ， AIM/CGE モデル （多国経済モデル） ， AIM/

Ecosystem モデル （生態系モデル）， AIM/Energy （一国エ

ネルギー技術積み上げモデル）， AIM/Water （水資源モデ

ル） をアジア太平洋の主要国に適用し て将来の環境負荷

の変化を推計し た。 また， 戦略的データベース を開発し，

収集し た種々のイ ノ ベーシ ョ ンを格納し た。 さ ら に， こ

れらのイ ノ ベーシ ョ ンの効果を評価する ためのイ ノ ベー

シ ョ ンオプシ ョ ンシナ リ オ分析ツールを開発し， 収集し

た イ ノ ベーシ ョ ンが も た らす環境改善を水資源等の個別

の分野で評価し た。 そ こ で， 本年度は， フ ェーズⅠの成

果を活用しつつ， 地域 （Local） および多国間の様々なス

ケールで予測 ・ 評価し， アジア太平洋地域の途上国専門

家の能力開発を強化し， 同地域の持続可能な発展に向け

た取組みを支援する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） これまでに開発し てき た Strategic Database の改良

を行 う と と も に， エネルギー と 水需要を中心にデータ を

追加し て， データベースの拡充を行った。

　（ ２ ） 発展途上国におけ る環境 と 経済を統合し たモデル

（AIM/Material モデル） を環境政策に適用する こ と を対象

と し て， 発展途上国の人材育成 を 目的 と し た ワ ー ク

シ ョ ッ プを国立環境研究所において開催し た。 中国を対

象と し た AIM/Material モデルを用いて，中国の経済活動・

大気汚染物質の排出 ・ 濃度 ・ 健康影響 ・ 経済活動への

フ ィ ー ド バ ッ ク を考慮し た統合評価モデルを開発し， 中

国におけ る将来の大気汚染の経済活動への影響 と， 大気

汚染対策 （石炭火力発電をガス火力発電に転換する） が

経済活動に及ぼす効果を定量的に評価し た。 また， 中国

のモデルを用いて CDM によ る経済活動への影響 と大気

汚染への影響を分析し，温暖化対策を目的と し た CDM と

と も に大気汚染対策を導入する こ と が重要であ る こ と示

し た。 また， タ イ を対象 と し た AIM/Material モデルに，

既存の水データ を も と に水勘定表を作成し， これを上述

のモデルに組み込んで， 経済発展に伴 う 水の制約， 特に

農業部門への影響を評価し た。

　（ ３ ） UNEP/GEO4 で評価する 2050 年までの将来見通し

に対し て， モデルによ る シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を提供す

る ために， AIM/Ecosystem モデルや AIM/Water モデルを

用いて， アジアの将来の大気汚染の状況や， 水需給を定

量的に明ら かにし た。 また， アジアの諸都市の大気汚染

を評価する ためのモデルを開発し， これを GEO4 のシナ

リ オを用いて評価し た。

　（ ４ ） これまでに開発し て き たモデルやデータベースの

成果を用いて， エコ アジアに情報提供を行った。

〔備考〕

本研究プロ ジェ ク ト は， 環境省 「アジア太平洋地域環境

イ ノ ベーシ ョ ン戦略プ ロ ジ ェ ク ト フ ェ ーズⅡ （APEIS

フ ェーズⅡ） 」 の一環 と し て進めてお り ， （独） 国立環境

研究所流域管理研究プロ ジェ ク ト 及び （財） 地球環境戦

略機関長期展望プ ロ ジ ェ ク ト と 連携 し て， 全体のプ ロ

ジェ ク ト を構成し ている。
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7． 環境問題の解明 ・ 対策のための監視観測

7． 1 　 地球環境モニ タ リ ング

（1）　地球環境モニタリング

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 9205AC264

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○藤沼康実･向井人史 （地球環境研究セ ン

ター） ， 柴田康行， 荒巻能史， 高澤嘉一， 田中

敦， 横内陽子， 小野雅司， 中根英昭， 谷本浩志，

杉本伸夫， 森野勇， 遠嶋康徳， 町田敏暢， 高橋

善幸， 冨岡典子， 越川昌美， 稲葉一穂， 今井章

雄， 松重一夫， 小松一弘， 野原精一， 上野隆平，

野尻幸宏， 秋吉英治， 高村典子， 岩崎一弘， 西

川雅高， 小熊宏之， 勝本正之， 梁乃申， 武田友

巳，中路達郎，平田竜一，朴賛鳳，橋本茂，犬飼孔

〔期 　 間〕 平成 4 ～ 17 年度 （1992 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 近年顕在化 し て き た様々な地球環境問題に対

し，実効あ る取 り 組みを行 う ためには，地球環境の観測・

監視 （モニ タ リ ング） と 調査研究を強化し， 人類の諸活

動が地球環境に及ぼす影響の大き さやその メ カニズムを

科学的に解明する こ と が不可欠であ る。 地球環境研究や

行政施策に必要 と な る基礎的なデータ を得る ために， 国

内外関係機関 と 連携しつつ， 地球規模での精緻で体系的

かつ継続的な地球環境モニ タ リ ング （地球環境変動因子

や地球環境変動によ る影響等の継続的監視） を行い， 効

果的な対策を講ずる上で必要な知見を得る。 本モニ タ リ

ングは， １ ） 成層圏オゾンに係るモニ タ リ ング， ２ ） 対

流圏の温室効果ガスに係るモニ タ リ ング， ３ ） 陸域生態

系 ・ 海洋環境に係るモニ タ リ ング， ４ ） 水に関するモニ

タ リ ング （特に GEMS/Water 支援事業） の ４ つの分野に

分けて， 各分野ご と に以下に示す観測を推進し ている。 

〔内容および成果〕

　 １ ） 成層圏オゾンに係るモニ タ リ ング ： １ － １ ） つ く

ばにおけ る成層圏オゾンモニ タ リ ング ： 前年度に広帯域

化し た ミ リ 波放射計を用いて， 高度 14 ～ 60km の成層圏

か ら中間圏に渡る成層圏全域にまたがるオゾンの鉛直分

布を通年連続を継続し た。 観測精度の向上を目指し， 検

出信号処理システムの調整を進めた。 また， オゾン レー

ザーレーダーによ る観測は， ミ リ 波放射計によ る観測の

検証 と し て随時観測を行っ た。 同時に， 観測データ は，

再解析 ・ データベース化を進め， HP からのデータ提供を

行 う と と もに，NDSC （成層圏探査のたの観測ネ ッ ト ワー

ク） にデータ登録し た。 １ － ２ ） 北域成層圏総合モニ タ

リ ング ： 北極極渦の中緯度域へのオゾン層破壊への影響

を明ら かにする ために， 名古屋大学太陽地球環境研究所

と 共同で北海道陸別町の町立天体観測施設を利用し て，

両機関がそれぞれの得意 と する観測システムを用いて総

合観測を行った。 CGER は ミ リ 波放射計を用いて成層圏

オゾンを連続観測し ているが， 平成 17 年 11 月にはシス

テムの高度化が完了し， 観測範囲を高度 14 ～ 60km に拡

大し た。 これによ り 成層圏下部からの観測が可能にな り ，

つ く ばでの観測 と 比較観測が可能 と なった。 １ － ３ ） 有

害紫外線モニタ リ ングネ ッ ト ワーク ： 有害紫外線 （Ｂ 領

域紫外線） の増加によ る生物影響の基礎データ を整備す

る ために， 広 く 研究機関 ・ 大学などのボ ラ ンテ ィ ア参画

を得て， 全国に観測ネ ッ ト ワーク （20 機関＋ CGER ５ 拠

点） を構築し た。 データ発信体制を整備し， ホームペー

ジからの観測情報と UV イ ンデッ ク スのオン ラ イ ン発信

を進めた。 平成 17 年度には， 広 く 一般者や子供向けに，

紫外線の健康影響についての解説書 と カル タ を発行 し

た。

　 ２ ） 対流圏の温室効果ガスに係るモニ タ リ ング ： ２ －

１ ） 地上ステーシ ョ ン （波照間 ・ 落石岬） モニタ リ ング ：

温室効果ガスのベース ラ イ ン濃度を長期連続観測し， そ

れらのデータ を世界的な温室効果ガスのデータセン ター

に提供し ている。二酸化炭素濃度は両局と もに 382ppm に

達し た。 波照間では観測開始 （1993 年） から約 20ppm の

増加が認められ，平均増加率は約 1.6ppm/ 年と なった。 メ

タ ン濃度は 1.8ppm を超え， 南北差があ り ， 落石岬の方が

若干高い傾向があ る。 一酸化二窒素や代替フ ロ ンに関し

ては増加傾向が続いていた。 また， ネ ッ ト ワーク環境を

整備し， AGAGE プロ グ ラ ムに対応する ため， つ く ばか

ら GC-MS を用いたハロ カーボン類の遠隔観測を進めた。

その他， 全球レベルでの炭素循環プロセスの解明を目指

し， 安定同位体比， 酸素濃度， 一酸化炭素 / 水素濃度な

ど を精力的に観測し た。 ２ － ２ ） 定期船舶を利用し た太

平洋温室効果ガスモニ タ リ ング ： 海洋の二酸化炭素吸収

機能を把握する ために，日本～米，日本～豪・ ニュージー

ラ ン ド 間を運行する自動車運搬船の協力を得て， 日～米

航路において Pyxis 号によ る大気－海洋間の二酸化炭素

交換収支量の観測を継続する と と もに， 2005 年 ４ 月よ り

Skaubryn 号で洋上大気の温室効果ガス濃度などの観測を

開始し た。 また， 2005 年夏よ り 日本～豪 ・ ニュージーラ

ン ド 間では新船 （ ト ラ ン ス フ ュチャー ５ 号） での観測を

2005 年 11 月よ り 開始し た。 ２ － ３ ） シベ リ ア上空におけ

る温室効果ガスに係る航空機モニ タ リ ング ： ３ 地点 （ス

ルグー ト ， ノ ボシビルス ク， ヤ クーツ ク） の上空で現地

研究機関の協力を得て， 航空機を用いた温室効果ガス等

７ 種のガス濃度の鉛直分布を毎月観測し ている。観測は，
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高さ別のフ ラ ス コサンプ リ ング と と も に， ノ ボシビルス

ク では二酸化炭素 と オゾンでは独自に開発し た小型観測

システムを用いた連続観測を進めているが， ロ シア共和

国内での観測に対する制限や原油価格高騰の余波で一部

観測が中断し た。

　 ３ ） 陸域生態系に係るモニ タ リ ング ： ３ － １ ） 苫小牧

フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト ： 森林生態系におけ る炭素循

環過程の解明のために， 苫小牧国有林のカ ラ マツ林に整

備し， 森林－大気間のガス フ ラ ッ ク ス をはじめ と する森

林総合観測研究を進めた。 しかし， 2004 年 ９ 月来襲し た

台風 18 号によ り ，カ ラ マツ林 と観測システムが全壊し て

観測を中断し た。 2005 年 ６ 月よ り 観測規模を縮小し て，

林地倒壊後の二酸化炭素収支の変化を調査し ている。 ３

－ ２ ） 手塩 CC-Lag サイ ト ： 集水域を持つ森林生態系の

特徴を生かし て， 北海道大学天塩研究林では， 森林の生

育過程に伴 う 物質循環機能の推移を長期観測研究し てい

る。 2003 年初春に既存の天然林を皆抜し， 秋季にはカ ラ

マツ苗を植林し， 2004 年春期からチャ ンバー法で林地，

カ ラ マツ幼樹等の炭素収支観測を進めた。 ３ － ３ ） 富士

北麓フ ラ ッ ク ス観測サ イ ト ： 台風で全壊 し た苫小牧フ

ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト の機能を担 う べ く ， 富士山北麓

の緩傾斜地 （山梨県富士吉田市） に所在する カ ラ マツ林

（150ha, 約 45 年生） に，森林－大気間の二酸化炭素フ ラ ッ

ク スや林内微気象観測システム群， 及びカ ラ マツや土壌

の諸機能の観測システム， 森林機能の リ モー ト センシン

グ観測システム等を整備し，平成 18 年 １ 月よ り 観測を開

始し た。 本サイ ト では， 森林生態系の炭素収支機能の観

測 ・ 評価手法を確立する こ と を目指す と と も に， アジア

地域のフ ラ ッ ク ス観測ネ ッ ト ワーク  “AsiaFlux” の基幹拠

点 と し ての機能を担 う こ と と し ている。 ３ － ４ ） リ モー

ト センシングによ る森林生態系モニ タ リ ング ： 陸域植生

の構造 と 機能を評価す る ために， 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ

サーチサ イ ト にて航空機に よ る レーザー測量を応用 し

て， 森林構造の評価， 及びバイオマスの推定手法の開発

を進めた。 台風によ る林地攪乱前後の観測か ら， 台風に

よ る崩壊度を推定し た。 また， 地上レーザー距離センサ

を利用 し た森林の三次元構造の計測手法の開発を進め

た。 加えて， 林木の分光反射スペク ト ルによ る森林の光

合成生産量の推定手法の検討を進め， 森林の二酸化炭素

フ ラ ッ ク スの推定の開発を進めた。

　 ４ ） 水圏環境に係 る モ ニ タ リ ン グ ： ４ － １ ） GEMS/

Water 支援事業 ： 国際的な陸水観測計画であ る GEMS/

Water の我が国のナシ ョ ナルセン ターと し て全国 21 拠点

の陸水観測データ を収集整理する と と もに，GEMS/Water

国際オフ ィ スにデータ を提供し ている。 また， 国際河川

の水質観測体制の整備への貢献 と し て， メ コ ン川関連諸

国の関連研究者 ・ 機関 と 連携し て， メ コ ン川生態系の長

期モニ タ リ ング体制の構築を進めた。 ４ － ２ ） 摩周湖 ・

霞 ヵ 浦調査 ： 旧来か ら の当研究所の観測湖沼であった北

海道摩周湖 ・ 茨城県霞 ヵ 浦での観測を継続し ている。 そ

れぞれの湖沼の観測データはデータベース化し て公開し

ている。 また， 摩周湖調査では全球的ベース ラ イ ン と し

ての特性を把握する ために，生物学的･地理学的調査も加

えて， 観測体制を強化し た。

　 ５ ） その他 ： ５ － １ ） 温室効果ガス等の標準ガスの整

備 ： 温室効果ガス観測において， 長期的に正確なデータ

を と る 必要があ る ため， 独自の ス ケールの標準ガ ス群

（NIES スケール） を整備し， 精度管理体制を強化し てい

る。 国際機関間のイ ン ターキ ャ リ ブレーシ ョ ンの結果で

は， NIES ス ケールは極めて優れた成績を得てい る。 ま

た， 標準ガスの整備が困難なオゾンについて も濃度基準

の作成を国際的な枠組みで進めている。 ５ － ２ ） 成層圏

極渦予報システム ： 成層圏観測に不可欠な極渦の発現状

況の予測シ ス テム （STRAS） を開発し， 極渦情報を HP

か ら オン ラ イ ンで提供し ている。 ５ － ３ ） 対流圏観測の

ための解析支援ツール ： 対流圏大気の挙動 （流跡線） ・ 気

象場の状況などの大気観測に不可欠な情報を， 簡単に表

示でき る解析支援ツール （METEX） を開発し， HP から

オン ラ イ ンでシ ス テ ム を利用で き る 環境を整備 し てい

る。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学大学院農学研究科， 北海道大

学北方生物圏フ ィ ール ド科学セン ター，信州大学農学部，

北見工業大学， 名古屋大学理学部 ・ 太陽地球環境研究所，

北海道環境科学研究セン ター， 北海道電力 （株） 総合研

究所

当課題はⅧ． 地球環境研究セン ターにも関連

（2） 　 気候変動と自然環境との相互作用に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE155

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 気候変動が介在する自然環境への影響は地球

のいた る所にわた り ， その気候に応じ て地球は生態系を

変化させなが ら現在にいたっている。 こ の生態系を持つ

特異な星地球は， 地球自身で一つの大き な生命体 と し て

機能し ているのではないか と い う 仮説があ る。 こ こ では
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例 と し て， 気候変動が及ぼすジ メ チルサルフ ァ イ ド を介

するエア ロ ゾル形成への影響を と り あげその実態を調べ

る。 ジ メ チルサルフ ァ イ ド は硫酸などの雲核 と な るエア

ロ ゾルを形成するが， 雲のアルベ ド を変化させ， 温暖化

への負のフ ィ ー ド バ ッ ク を与え る と 考え られている。 温

暖化が進行 し た と き に， 海洋生物起源のジ メ チルサル

フ ァ イ ド 生産が増加し， エア ロ ゾルを増加させる よ う に

変化するのかど う かを検証する。

〔内容および成果〕

　 島根県隠岐島で大気粉塵を 1983 年か ら長期的に採取

し， そのなかの メ タ ン スルホン酸の濃度変動を調べる こ

と によ って， 気候変動 と 海洋生物 と の関連性を長期的に

調べている。 本年度も， 大気粉塵を月ご と に採取し， 保

存庫に保存し た。 また， これ と 比較する ために， 北海道

の落石岬で採取され， 保存されている粉塵資料を過去に

わた り 再分析し， その季節変化や年変化を隠岐島 と 比べ

る こ と をはじめた。 落石で も， メ タ ン スルホン酸は明瞭

な季節変化があ る こ と が分かったが， 今後年変動がどの

よ う になっているかも調べて行 く 予定であ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 多田納力 （島根県研究所） ， Greg Ayers

（Atmospheric Research， Commonwealth Scientific and

Industrial Research Organization （CSIRO））

（3） 　 アジア国際河川生態系長期モニタ リ ング体制の構築

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0406CB504

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉信 （生物圏環境研究領域）， 椿宜高， 今井

章雄， 一 ノ瀬俊明， 五十嵐聖貴， 笠井文絵， 

河地正伸， 松重一夫， 佐野友春， 高木博夫

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 メ コ ン川生態系の長期モニ タ リ ン グ を長期継

続的，円滑に実施するために必要な基本手法を確立する。

具体的には， メ コ ン川流域国のキ ャパシテ ィ 調査 と その

向上， 精度管理シス テムの構築， 関連資料 ・ データ共有

システムの構築を行い， 試験モニタ リ ングを開始する。

〔内容および成果〕

　 ６ 月に環境ジ ャ ーナ リ ス ト と 科学者 と のパー ト ナー

シ ッ プを強化する こ と を目的 と し て， 東京で第 １ 回合同

ワーク シ ョ ッ プを開催し， 科学者 と ジ ャーナ リ ス ト と の

間に立ちはだかる問題点を整理しつつ， 共同で メ コ ン河

の環境問題に関する記事を執筆し， 各国新聞等に掲載さ

れる と と もに， プロ シーデ ィ ングス を刊行し た。 11 月 28

日～ 12 月 ２ 日に国際ワーク シ ョ ッ プ及び第 ２ 回科学者 ・

環境ジ ャーナ リ ス ト と の合同ワー ク シ ョ ッ プを開催し，

メ コ ン川モニ タ リ ング手法及びデータ ・ 情報システムの

構築にむけての検討を進める と と も に， メ コ ン関連国際

プロ ジ ェ ク ト と の連携を図った。 また メ コ ン河デルタ地

域の視察を踏まえて科学者 と 環境ジ ャーナ リ ス ト と の議

論を進め， 共同で問題 と な る環境課題について検討を進

めた。 これら の検討や議論についてまためた報告書を作

成し た。 また， ２ 月にバン コ ク のカセター ト 大学で水質

の ト レーニング，３ 月にバン コ クのアジア工科大学（AIT）

と共同で AIT にて生物 ・ GIS 情報化に関する ト レーニン

グ コース を開催し， さ ら に メ コ ン流域生態系関係の情報

の収集を進め，独自のホームページを立ち上げ，データ ・

情報共有システム構築のための基盤整備を行った。 ３ 月

に研究推進委員会を開催し，平成 17 年度の活動状況 と平

成 18 年度計画について， 検討し た。

〔備考〕

（4） 　 次世代アジアフ ラ ッ クスへの先導

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0608CB961

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 犬飼孔，

油田さ と子

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測網 と し

て， 我が国と韓国の主導で立ち上げた AsiaFlux の活動を

発展させる ため， 国際会議， 専門家派遣， ト レーニング

コース等を通じ て， アジア諸国の技術の向上を図る。 既

存観測点への技術移転を進め， 国 ・ サブ地域レベルでの

拠点化を図 り ， 次世代のアジアフ ラ ッ ク スの確立を目指

す。 これを支援する ため， データ セン ター ・ 事務局機能

を強化する。 以上によ り ， 京都プロ ト コルの実施に向け

ての陸域炭素収支観測の分野におけ る 国際的 リ ーダー

シ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 ア ジ ア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測ネ ッ ト ワー ク

（AsiaFlux） の活動を発展させる ための事務局機能の強化

を行った。

　 １ ） アジア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測の強化 と 関

連研究者の交流 ・ 情報交換のために， 国際会議 （AsiaFlux

Workshop 2005）を 2005 年 ８ 月に 14 ヵ国 130 名の参加を得

て山梨県富士吉田市で開催し た。

　 ２ ） アジア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測の技術普及
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を目指し て 2006年 ８ 月に開催される予定であ る ト レーニ

ング コースに向けて， 技術指導書の編纂やプロ グ ラ ムの

検討を行った。

　 ３ ） アジア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測に係わる研

究 者 の 連 携 と 情 報 交 換 を 目 指 し， ニ ュ ー ス レ タ ー

（AsiaFlux Newsletter） を季刊で刊行し た。

　 ４ ） アジア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測データの一

元的集約を目指し， 当該分野のデータベースシステムの

開発に着手し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 大谷義一 （森林総合研究所）

7． 2 　 衛星観測プロジ ェ ク ト

（1）　大気衛星観測データの放射伝達解析に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE259

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域），

中島英彰， 杉田考史， 笹野泰弘， 井上元， 青木

忠生， 江口菜穂， 吉田幸生

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球環境におけ る大気組成の定量値ま たはそ

の変動量を把握する ために， 人工衛星によ って観測され

た分光計測データから， 必要な情報を精度良 く 導出する

こ と を目的 と し て， 放射伝達計算に関する事項を研究す

る。 本研究では， 分光波長帯の選定， 逆推定手法 （アル

ゴ リ ズム）， 大気気候値モデル， 観測手法， 計算処理手法

等に関する研究を行 う 。 本研究は， 情報処理の観点か ら

の基盤的な研究であ り ， 研究成果を衛星観測プロ ジ ェ ク

ト の ILAS, ILAS-II, GOSAT 衛星搭載センサ等のデータ解

析に実利用する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成 15 年 ４ 月よ り 10 月まで定常観測を行ったオゾン

層観測センサ ILAS-II の観測データ を処理し て， 大気中

微量成分の導出精度を高め る ための改良研究を実施 し

た。 本年度は， 大気放射伝達計算を利用し て気体濃度の

高度分布を導出する際に， 装置の観測スペク ト ルデータ

に見られる系統誤差 （バイ ア ス） を評価し て， それを除

去し た後に再導出を行 う 手法を開発し た。 その結果， 気

体に よ っ ては導出結果に付与 さ れ る 誤差情報 （エ ラ ー

バー） が減少し た。 また， 温室効果ガス観測技術衛星の

データ処理手法 と し て， 観測視野に巻雲があ る場合に，

その存在高度 と 光学的厚さ を推定し， 地表面反射率スペ

ク ト ル と 二酸化炭素カ ラ ム濃度 と を同時に正確に導出す

る手法を開発し， その有効性を数値シ ミ ュ レーシ ョ ンに

よ り 確認し た。 さ ら に， 導出の際の巻雲の初期値データ

や， 他衛星データによ る緯度別 ・ 季節別の巻雲パラ メ ー

タ情報の統計量について調査し た。

〔備考〕

（2） 　 ILAS-II データの処理 ・ 保存 ・ 提供のためのシステ

ム開発 ・ 改訂及び運用

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0205AA340

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域），

中島英彰， 杉田考史， 笹野泰弘

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境省が進める改良型大気周縁赤外分光計 II型

（ILAS-II） に よ る衛星観測事業の一環 と し て， 地上デー

タ処理運用の開発・改訂並びに運用を行い，衛星観測デー

タの迅速かつ高精度な処理， 保存， 提供を行 う こ と を目

的 と する。 シス テム運用については， 運用処理 と 改訂処

理の効率的な同時実施体制の実現を目標 と する。 データ

処理手法に関し ては， 高精度な導出結果を得る ために処

理アルゴ リ ズムの改訂 と そのシステム化に関する研究を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 オゾン層観測センサ ILAS-II の観測データ を再処理し，

そのプ ロ ダ ク ト を登録研究者及び一般ユーザに提供 し

た。 本年度は， ILAS-II Ver. 1.4 データの， オゾン， 硝酸，

可視エア ロ ゾル消散係数の三つのプ ロ ダ ク ト について

2006 年 ２ 月 よ り 一般ユーザに提供を開始 し た。 ま た，

ILAS-II Ver. 2.0x のデータ処理アルゴ リ ズムに基づいて

ILAS-II の観測し た全データの再処理を行い，2006 年 ３ 月

よ り 登録研究者に提供を開始し た。 これによ り ， 基本的

には ILAS-II 観測データの再処理は完了するが， 次年度

以降は研究モー ド と し て， ガス ・ エア ロ ゾル同時算出手

法に基づ く データ処理 （ILAS-II Ver. 3） アルゴ リ ズム検

討のための， データ再処理作業を行 う 予定であ る。

〔備考〕

（3） 　 ILAS-II データ処理運用システムの開発に関する基

礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE341

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明
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〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域），

中島英彰， 杉田考史， 笹野泰弘

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 改良型大気周縁赤外分光計 II 型 （ILAS-II） に係

る， 地上データ処理運用システムの改良及び開発に反映

させる こ と を目的 と し， 効率的な計算機システムの更新

を目標とする。

〔内容および成果〕

　 衛星センサ ILAS-II の観測データ を処理 ・ 保存 ・ 提供

する ための 「ILAS-II データ処理運用システム」 は， 本研

究の成果に基づいて， データの再処理 と 提供に重点を置

いた縮小化されたシステムに平成 16 年度末に移行し た。

本年度は， そのシス テムを用いてデータの再処理運用 と

プロ ダ ク ト の提供を実施し た。 これらは順調に実施され，

移行後のシステムの効率性 ・ 有効性が実証された。 なお，

新システムの設置筐体 （ラ ッ ク） の一つの加重が大き く ，

巨大地震の際に転倒の恐れがあ る ため， 設置場所に耐震

工事を施し た。 最近の計算機シ ス テムは集積化が進み，

CPU， デ ィ ス ク， ラ ッ ク共に加重が増し ている こ と から，

システム設計には特に耐床荷重 ・ 耐震性に対する配慮が

必要であ る。

〔備考〕

（4） 　 衛星データ等を利用し た高緯度成層圏の気温・気圧

高度分布の比較研究およびその ト レン ド解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE528

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○杉田考史 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）， 中島英彰， 横田達也

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 目的 ： 温室効果ガ ス等の大気組成変動の影響

は， 対流圏よ り もむし ろ成層圏の気温に敏感に反映され

る と 考え られている。 衛星か ら の大気 リ モー ト センシン

グによ って， 精度の高い成層圏の温度 ・ 気圧高度分布の

情報を高頻度で得る こ と は， そ こ での化学反応速度の見

積も り や気温 ト レ ン ド 解析等を行 う 上で非常に重要であ

る ため， こ の研究を行 う 。 目標 ： 平成 14 年 12 月に打ち

上げられた衛星搭載センサ ILAS-II から観測された酸素

分子の大気バン ド （760nm） の吸収を利用し た気温 ・ 気

圧高度分布導出の高精度化を行 う 。 それら高度分布を他

のデータ と比較研究する。

〔内容および成果〕

　 1996 年から 1997 年にかけて観測が行われた ILAS と

2003 年に観測が行われた ILAS-II からの気温高度分布の

情報は， 下部成層圏か ら下部中間圏にかけての広い高度

領域に渡る， 高緯度域での気温 ト レ ン ド の導出に寄与す

る と考え られる。酸素分子 Ａ バン ド の透過率スペク ト ル

を測定する可視分光器の装置関数決め手法を確立し， 気

象データやい く つかの衛星センサ と の比較研究を実施し

た。 その結果， 系統的な気温差が存在する も のの， 1-2K

程度の測定精度を有する こ と がわかった。しかし ながら，

その系統的な気温差は， ILAS と ILAS-II で違ってお り ，

また， 高度によ って も系統差の方向が違 う 。 従って， 今

後はこ のよ う な系統差の違いについての要因を明らかに

する こ と が， ト レン ド解析を行 う 上で必要にな る。

〔備考〕

平成 15 年 10 月下旬の AEDOS-II 衛星の運用停止に伴い，

ト レン ド解析に資するデータがない。

（5） 　 GOSAT 衛星搭載温室効果ガス観測センサのデータ

処理手法の開発

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE833

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域），

江口菜穂， 吉田幸生， 大西領， Manish Naja，

 森野勇， 日暮明子， 小熊宏之， 青木忠生，

Shamil Maksyutov， 井上元

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 次期衛星観測プ ロ ジ ェ ク ト であ る温室効果ガ

ス観測技術衛星 （GOSAT） プロ ジェ ク ト 推進のため， 国

立環境研究所の役割分担 と し てのデータ処理アルゴ リ ズ

ムの開発及びデータ利用研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） のデータ処理手

法の開発を目的と し て，計算処理コード の高速化の検討，

複数波長帯の利用方法の検討， 巻雲やエア ロ ゾルに対処

する ための研究等を実施し た。さ らに，分子分光パラ メ ー

タ の高精度化に関す る 実験 と 検討， 地上設置高分解能

フー リ エ変換分光装置によ る太陽直達光スペク ト ルデー

タの取得と解析， 観測装置の信号対雑音比 （S/N） を評価

する ためのスペク ト ル計算上の ノ イ ズのモデル化に関す

る研究を行った。ま た，GOSAT のデータ 利用研究と し て，

衛星観測データ を炭素収支分布推定に利用する ためのイ

ンバース モデルの時間・ 空間分解能の高度化， 高い空間

分解能でフ ォ ワ ード 計算を 行う ための地表面パラ メ ー

タ ・ 気象要素に関連する データ ベース の整備を行った。
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〔備考〕

当研究は GOSAT研究チームと し てのプロ ジェ ク ト 研究で

あり ， 他大学及び他研究機関を分担者と する 大枠での研

究は， 重点研究分野Ⅳ.1.(1) の研究課題コー ド 0406BA414

において実施する。

（6） 　 衛星によ るスペ ク ト ルデー タ を利用 し た天然ガス

パイ プ ラ イ ンからの メ タ ン漏洩量導出アルゴ リ ズム

の開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0508BH855

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 2. 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○井上元 （地球環境研究セン ター）， 横田達也，

小熊宏之， 森野勇， 須藤洋志

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 衛星等に よ る メ タ ン漏洩監視 と 天然ガ スパ イ

プ ラ イ ン漏洩防止措置の統合システムによ って， 天然ガ

ス輸送の CD2 排出量を削減する事業を支援するため， 衛

星搭載用 メ タ ン観測センサを活用し た天然ガスパイプ ラ

イ ン監視－ メ タ ン漏洩防止措置統合シ ス テ ム を確立す

る。

〔内容および成果〕

　 GOSAT に よ る天然ガスパイ プ ラ イ ンか ら の メ タ ン漏

洩を検知する目的で 1.7µm 帯での分光データの取得 と解

析を行った。 メ タ ンの 1.7µm の吸収スペク ト ルは二酸化

炭素の 1.6µm 吸収帯に近いので， 二酸化炭素観測を目的

と し た GOSAT で， 大幅な機能追加な しにカ ラ ム濃度が

測定でき る。 しかし， 既存の メ タ ンの分光パラ メ ータの

信頼性が確かめ られていない。 そのため様々な温度 ・ 圧

力での高分解能スペク ト ルを取得し， そのデータ解析を

行っ た。 ま た， レーザーに よ る圧力幅の測定を行った。

その結果，強い吸収ラ イ ンについては，従来のデータベー

スに大き な誤 り はない こ と が判明し たが， さ らに弱い吸

収に対し て も正確な分光パ ラ メ ータ を取得する こ と が，

今後の課題であ る こ と が分かった。 また， 太陽光の直達

光を高分解能分光器で測定し，そのデータ解析を行った。

　 漏洩観測の技術的可能性を評価する目的で， 航空機に

GOSAT に搭載するセンサーであ る TANSO-FTS と同様な

装置を搭載し， GOSAT の擬似データ を取得する目的で，

フ ィ ール ド観測の候補地や航空機を調査し た。

〔備考〕
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（1） 　 風景評価の人間社会的側面に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE019

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木陽二 （社会環境システム研究領域），

榊原映子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境知覚の中で視覚を中心 と し た刺激に よ る

風景評価 と い う 現象は， 人それぞれの社会的背景によ り

その結果が異な る も のであ る。 現場で与え られた物理的

条件 と 心理的評価の間には確率的な関係が成立する。 そ

し て こ の確率現象は人間社会的な要因によ って変化する

も のであ る。 こ の よ う な要因には， 過去の体験や教育，

文化や気候風土が作用する と 考え られる。 こ のよ う な人

間社会的条件 と 人間の知覚の関連を明ら かにし， 風景評

価の持続可能性を明らかにする。 

〔内容および成果〕

　 本年度は最終年度であ るので研究報告 R-190 （外国人

によ る日本風景の評価） を印刷配布し た。 英国やロ シア

よ り 研究参加の連絡が得られた。 また， 西洋人の日本の

風景評価に果し た植物分類学の知識について環境研究発

表会で発表し た。

〔備考〕

（2） 　 土壌中における微生物の挙動に関する研究 

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE120

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○向井哲 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 組換え微生物 （非土着微生物を含む） の土壌環

境導入を意図し た研究が進め られつつあ るが， その土壌

中におけ る挙動には不明な点が多い。 本研究は， 組換え

微生物の土壌中におけ る挙動およびその制御に関与する

土壌要因を明ら かにする こ と を目的 と する。 そのために

本研究では， BHC 分解菌を組換え微生物のモデル と し て

用いて， 透水カ ラ ム土壌におけ る移動， 増殖 ・ 生残の過

程，接種量レベルが土壌中での生残に及ぼす影響，増殖・

生残に関与する土壌および有機質資材の化学的要因に関

する研究を行い， BHC 分解菌の土壌中での挙動およびそ

の制御に関与する土壌要因の解析に資する こ と を目標 と

する。 

〔内容および成果〕

　 これまでに得られた研究成果を整理し て接種BHC分解

菌の土壌中における挙動 （増殖 ・ 生残， 死滅， 下方移動）

およびそれを制御し ている土壌要因に関する総合的解析

を行い，接種 BHC 分解菌の土壌中における挙動に関する

モデルを構築する こ と ができ た。

〔備考〕

（3） 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE174

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 清水明， 鈴木明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究に適 し た実験動物を開発する目

的で， ウ ズ ラおよびハム ス ターを遺伝的に純化する。 本

年度は， 近交化し た ウ ズ ラおよびハム ス ターに種々の環

境汚染物質 （環境ホルモン， 大気汚染ガ ス， 重金属等）

を暴露し， 環境科学研究用実験動物 と し ての有用性につ

いて検討する。 

〔内容および成果〕

　 遺伝的純化と し て， ウズ ラでは 66 世代まで近交化し，

ハム ス ターでは 44 世代まで近親交配を推進し て，環境科

学研究用実験動物を作出し た。 環境汚染物質に対する感

受性試験 と し て， ウ ズ ラ では大気汚染物質に含まれる ニ

ト ロ フ ェ ノ ール類 （PNMC） の筋中投与を行った結果，精

巣に異常が認められ， 抗アン ド ロ ジェ ン作用のあ る こ と

が明ら かに された。 また， ハム ス ターでは近交化に伴 う

繁殖能力の低下を， ホルモン （イ ン ヒ ビン ・ ア クチビン）

のレベルで明ら かにする ために， 東京農工大 （田谷研究

室） と 共同研究を行い， 排卵数 ・ 着床数 ・ 分娩数 と の関

連を継続し て測定し ている。

〔備考〕

（4） 　 サンゴ年輪気候学に基づ く 、アジアモンスーン域に

おける海水温上昇の解析に関する研究 （2） 炭素 14 を

用いた表層炭素 リ ザーバーの二酸化炭素交換に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0105BB049

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行（化学環境研究領域），田中敦，米田穣
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〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本が位置する西太平洋海域で卓越する アジ

アモン スーンの海洋炭素循環への影響を明ら かにする た

めの一歩 と し て， アジアモン スーン海域周辺で長尺サン

ゴ コ アを採取し， 200 年以上に渡る水温， 塩分， 降雨等

の環境変化に関す る 情報を復元 し て温暖化傾向 と モン

スーン変動 と の関連を探る。 アジアモン スーンの表層海

水 リ ザーバー効果への影響を解析す る 新た な手法 と し

て， 加速器質量分析法を用いたサンゴ骨格中の 14C 精密

高分解能測定を可能にする システムを開発し， 100 年単

位の 14C 変動データ を ５ 年間の間に提出する。 

〔内容および成果〕

　 西太平洋のチュ ッ ク環礁のサンゴ コ ア， 並びにベ ト ナ

ムで採取されたサンゴ コ アについて，14C 濃度の歴史的変

化の解析を継続し た。 また， 大気圏核実験に由来する 14C

の寄与を定量する と と も に， 深海か ら の湧昇に由来する

炭素の負荷量の海域ご と の差に関する情報 と し て， 核実

験前の西太平洋各海域の海洋 リ ザーバー効果 （大気中 と

比較し た場合の海域ご と の 14C 年代の差） 情報の蓄積を

継続し た。 大気圏核実験サイ ト か らは比較的距離があ る

にも かかわらず， ベ ト ナムのサンゴ コ アには核実験サイ

ト に近い西太平洋のコ ア試料と同様に， 1956 ～ 1968 年

にかけて急速な 14C 濃度の増加が認められ， 大気からの

フ ォールア ウ ト に応答し て南シナ海大陸棚付近の 14C 濃

度が急速に高ま っていった様子が伺えた。

　 サンゴ年輪にそった 14C 測定の迅速化 と そのデータの

評価の過程で， リ ン酸分解法 と 元素分析計法でのサンゴ

14C/12C 比のデータに， pMC （パーセン ト モダーンカーボ

ン） 値 と し て約 １ ％の差があ る可能性が浮かび上がって

き た。 元素分析計を用いた新たな手法については， その

再現性の高さ， ブラ ン ク レベルの低さ についてすでに確

認し報告済みであ り ， その優れた分析特性を生か し て，

試料前処理過程におけ る混入 （ブ ラ ン ク） の原因に二種

類あ る こ と を突 き 止め る こ と も で き てい る。 今回見つ

かった差は， 結果の解析にはほ と んど影響のない微小な

差であ るが， その理由を明ら かにする ために今後も検討

を続ける予定であ る。

〔備考〕

課題代表者 ： 川幡穂高 （（独） 産業技術総合研究所）

（独） 産業技術総合研究所と の共同研究  

（5） 　 高密度励起子状態を利用 し たダ イヤモ ン ド 紫外線

ナ ノ デバイスの開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0106KB392

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）， 小野雅司

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 18 年度 （2001 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ ヤモン ド の高密度励起子状態におけ る非

線型光学効果 と い う 物理現象をナ ノ スペース で実現 さ

せ， これを利用し てダ イ ヤモン ド によ る新しい紫外線発

光デバイ ス と紫外線センサーを開発する こ と。 

〔内容および成果〕

　 CVD法によ る アン ドープダ イヤモン ド薄膜の合成中の

窒素 N の混入は， チャ ンバー壁や原料ガスの不純物が原

因と考え られている。 従って， N は， 非常に高い固溶度

を持つこ と から， N が関連し た欠陥の帰属や特性を明確

にする こ と は， CVD ダ イヤモン ド薄膜の特性や合成条件

の最適化を実現する上で不可欠であ る。 この問題に対し，

系統的に N を ドーピング し たホモエピ タ キシ ャル CVD

ダ イヤモン ド薄膜から， ダ イヤモン ド中の N の新たな効

果と し て，薄膜中に形成された N- 空孔関連欠陥がその周

辺のシン メ ト リ を変化させるだけでな く ， バン ド の縮退

が解かれる よ う な効果も導 く 可能性を示し た。 今回我々

は， 系統的に N を ド ーピ ング し たホモエピ タ キシ ャル

CVDダ イヤモン ド薄膜のエキシ ト ン再結合からのカ ソー

ド ル ミ ネ ッ セン ス （CL） スペク ト ルの温度依存性か ら，

エキシ ト ンの基底状態が N によ ってどのよ う に影響され

るかを調べた。

　 N ドープ CVD ダ イヤモン ド薄膜からのエキシ ト ン発光

ピークは， アン ドープ CVD ダ イヤモン ド薄膜 と比較し，

観測温度 Tob=13K で 1.38meV 低エネルギー側へ明確にシ

フ ト し た。 Tob が上昇するにつれて， エキシ ト ンのス ピ

ン交換相互作用によ る， Ortho エキシ ト ン と Para エキシ

ト ンによ る ２ つの成分の重ね合わせによ る発光スペク ト

ルが観測された。 しかし， N ドープ薄膜ではこれらの基

底状態から の発光ピーク と は異なった発光プロセスによ

る ピーク が観測された。 こ の結果は， ６ 重に縮退された

ダ イ ヤモン ド の伝導体に付随するエキシ ト ン基底状態が

N ドーピングによ ってスプ リ ッ ト し た こ と を明確に示す

直接的な証拠であ る。 エキシ ト ンの基底状態のスプ リ ッ

ト に関する詳細な研究は， Bose-Einstein 統計を使ったス

ペク ト ル解析から現在進行中であ る。

〔備考〕

（6） 　 モニ タ リ ング手法の精査と 測定技術の開発に関す

る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE333
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

森育子， 高橋克行

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてガス状物質であった ものが， エ

ア ロ ゾルにな り ， 湿性沈着によ って陸水へ移動する化学

成分があ る。 典型例 と し て イ オウが挙げられる。 イオウ

は， 二酸化イオウガスか ら硫酸塩エア ロ ゾルにな り ， 酸

性雨の主要原因物質 と し て降水に取 り 込まれ， 地上へ沈

着する。 存在比を明らかにするには， 大気中にあっては，

ガスのみな らずエア ロ ゾルを精度よ く 計測する こ と が重

要であ る。 また， 水環境中にあっては， 表面水のみな ら

ず地下水中や土壌間隙水中の存在量を精度よ く 計る必要

があ る。 大気環境， 水環境， 土壌環境において， 多様な

化学形態を と る と 考え られる物質に焦点をあて， 化学種

ご と に適し た分析技術， モニ タ リ ング技術の確立を目指

すものであ る。

〔内容および成果〕

　 大気エア ロ ゾルの酸分解手法に関し て検討を行った。

都市大気ダス ト （NIST 　 CRM1649） を用いて， アルカ リ

溶融法， 王水分解法， 含フ ッ化水素酸の混酸分解法， 硝

酸抽出法，水抽出法など を適用し，元素ご と の回収率 （溶

解率） を調べた。 水浸出法では， イオウのみが 90％以上

の回収率であ り ， その化学形態は硫酸塩であ る こ と が

判った。 王水分解法は， 含フ ッ化水素酸の混酸分解法に

比べ， 90％以上の回収率が得られる元素種が少な く ， 決

し て最善の分解法でないこ と が確認された。

〔備考〕

共同地方研究機関 ： 鳥取県衛生環境研究所， 富山県環境

科学セン ター

（7） 　 河川等湿地に生息する底生動物の分類及び生態に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE370

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 河川等湿地生態系の主要な構成種であ る底生

動物， 特に甲殻類や水生昆虫などについて， 種名を決定

する と と も に， 生息環境要因 と の関係や地理的分布につ

いての研究を行い， 種々の環境影響評価や， よ り 高度な

実験的解析のための基礎とする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 これまで伊豆諸島や小笠原諸島など島嶼の河川等湿地

に生息す る 底生動物について， 様々な見地か ら 研究を

行ってき た。 本年度は特に御蔵島に注目し， D －フ レー

ムネ ッ ト によ る採集やス ウ ィ ーピ ングによ り 得られた標

本を も と に分類学的な検討を行い， 併せて分布情報につ

いて と り ま と めた。 その結果， 御蔵島の河川には本州の

河川下流域に分布する よ う な純淡水性の生物種は生息し

ておらず， コ カゲロ ウ類など流れの速い瀬に生息する水

棲昆虫や ト ゲナシヌマエビなど両側回遊型の生活を送る

底生動物が生息し ている こ と などが分かって きた。

〔備考〕

（8） 　 新規環境・技術リ スクの社会的ガバナンスの国際比

較

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0205KB459

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官）， 青柳みど り

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 不確実性が優先する技術 ・ 環境 リ ス ク を社会的

にマネージ メ ン ト する ためには， １ ） 利害関係者の リ ス

ク認知 と その価値， ２ ） 多様な科学的知見 と リ ス ク シナ

リ オの生成， ３ ） 期待費用 ・ 便益分析の有効性 と その限

界， ４ ） 他の リ ス ク （代替， 転化 リ ス ク） と の ト レー ド

オフ， ５ ） マネージ メ ン ト のプロセスの信頼性， 合法性，

参加者 （利害関係者） の役割 と 責任， ６ ） リ ス ク の と り

方 と その代替性 （選択性， 非選択性， 公的， 私的な保険

と損害賠償） 等々の総合的かつ多元的分析が必要 と なる。

本研究は， １ ） 食品安全 リ ス ク と ２ ） 電磁波の健康 リ ス

ク を取 り 上げ， 社会的なガバナン スの評価の共通的な枠

組みを， 国際的な研究団体 （IRCG,SRA） と協議し て構築

し よ う とする ものであ る。

〔内容および成果〕

　 電磁波についての WHO リ ス ク評価プロ ジェ ク ト 専門

委員会 メ ンバーや専門家の知見，平成 16 年度の社会調査

を基にし て電磁波 リ ス ク の リ ス リ テ ラ シーに関し て イ ン

ターネ ッ ト を用いた調査を行い， 結果について 「 リ ス ク

コ ミ ュ ニケーシ ョ ン と 予防原則のあ り かた」 について討

議し た。 平成 17 年 11 月 15 日～ 19 日は 2005Australasian

radiation protection society conference に出席し，WHO 国際

電磁界プロ ジ ェ ク ト と オース ト ラ リ ア政府協賛で開催さ

れ， オース ト ラ リ アにおけ る電磁界管理動向にや予防的

アプローチに関する知見を得る こ と ができた。
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〔備考〕

旧研究課題コード ： 0204KB459

（9） 　 空気汚染物質のモニ タ リ ング と発生源解析に関す

る手法研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE516

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田邊潔 （化学環境研究領域）， 西川雅高，

柴田康行

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 空気汚染の動態解明 と 発生源対策に資する た

めに， 空気汚染物質の新たなあ るいはよ り 正確なモニ タ

リ ング手法を検討 ・ 確立する と 共に， 試行的モニ タ リ ン

グ， 特に発生源解析に有効なモニ タ リ ング手法を用いた

発生源解析法を検討する。 

〔内容および成果〕

　 空気遊粒子状炭素の有機 / 無機別放射性炭素測定を，都

市， 郊外な ど さ ま ざ ま な大気浮遊粒子について行った。

①無機炭素よ り 有機炭素の方が自然起源炭素が多い， ②

郊外では炭素の大部分が自然起源であ る， ③都市におい

て も一般環境では炭素の 1/3 程度が自然起源であ る， ④

都市微小大気浮遊粒子の自然起源炭素に季節変化が見ら

れる などの こ と がわかった。 これらの結果か ら， 発生源

情報と組合わせた CMB 法等によ る新たな発生源解析の

可能性が示唆された。

　 粒径別に採取し た極微量の空気浮遊粒子の有機成分を

熱脱離 GC/MS で測定する方法を開発し，沿道大気試料に

適用し た。 ⑤ナ ノ 粒子はやや高沸点成分の比率が高いが

エンジンオイルに似た組成であ る， ⑥ 0.1 ～ 0.2µm 付近

のデ ィ ーゼル排出粒子 （DEP） 相当粒径では組成が DEP

と ほぼ一致する などの結果が得られ， 有機組成に基づ く

粒子の由来解析の可能性が示された。

　 都市と郊外における有害大気VOCの多成分連続自動モ

ニ タ リ ン グ を行った。 濃度レベルは一般に都市が高 く ，

両地点で濃度変動に類似性はあ るが必ずし も一致し ない

などの結果から， 汚染のよ り 詳細な理解にはモデル予測

を組合わせたデータ解析が望ま しい と考え られた。

〔備考〕

当課題には地方環境研究所 と の共同研究 「有害大気汚染

物質自動分析計の精度管理に関する研究 ： 星純也 ( 東京

都環境科学研究所）」 が含まれている。  

（10） 　 光化学チャ ンバーを用いた有機エアロゾル生成に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE520

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐藤圭 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 昨年までに， 室内チャ ンバー と液体ク ロマ ト グ

ラ フ質量分析法を組み合わせた室内実験の研究で， ト ル

エンから のエア ロ ゾルに含まれる組成 と し て， 含酸素環

状化合物 （フ ラ ンジオン類等） ， 芳香族化合物 （ニ ト ロ

フ ェ ノ ール類等）， 多官能基型の鎖状化合物 （オキ ソ カル

ボン酸類等），及び分子量 200 以上のオ リ ゴマー類が見つ

かった。 本年度は， データ を定量化し， ト ルエンか ら の

エア ロ ゾル生成機構について議論す る こ と を目的 と し

た。

〔内容および成果〕

　 詳しい実験方法は， 昨年の年報に書かれている。 光化

学チャ ンバーに ppmv ～サブ ppmv レベルの ト ルエン及び

NOx を含む空気を導入し，混合気体に光照射を行った。生

成し たエア ロ ゾルをテフ ロ ン フ ィ ルター上に捕集し， 逆

相液体ク ロマ ト グ ラ フ法 と 大気圧化学イオン化質量分析

法を組み合わせて分析を行った。 含酸素環状化合物及び

芳香族化合物については標準物質を用いて定量化を行

い， 鎖状化合物については不飽和ジカルボン酸類を代替

標準物質 と し て用いて定量化を行った。 同定された含酸

素環状化合物， 芳香族化合物， 及び鎖状化合物は， それ

ぞれ， 全エア ロ ゾル質量の 1.0， 4.4， 及び 6.5％を占めて

いた。 これら モ ノ マー類は従来 ト ルエンから のエア ロ ゾ

ルの代表的な組成 と 考え られて き たが， 本研究の結果は

これらがエア ロ ゾル全体の 12％を占めるに過ぎないこ と

を示し ていた。 残 り の大部分は， オ リ ゴマー類 と 未同定

の生成物で占められる と 考え られる。 モ ノ マー類の定量

結果は， 従来か ら信じ られていた化学反応 メ カニズム と

吸収分配モデルを組み合わせた簡単なモデル計算で説明

でき る こ と が示された。 一方， 全エア ロ ゾルの生成量を

理解するには，今後従来知られる吸収分配モデルに加え，

オ リ ゴ マー類生成のモデル化が必要であ る と 考え ら れ

る。

〔備考〕

（11） 　 釧路湿原の自然環境修復を目的と し た生態系再生

ポテンシャルの推定と最適地抽出

〔区分名〕 文科 - 科研費
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〔研究課題コー ド〕 0305CD537

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○亀山哲 （流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 湿原再生を考え る際には生態系機能を無視 し

た工学的技術の適応， また湿原の局所的現象のみに焦点

を当てた研究では，実質的成果を上げる こ と はでき ない。

こ の問題解決のためには流域全体を見渡し， 湿原流域の

歴史的変遷 と 過去の湿原痕跡の分析を通し て湿原本来の

自然復元力 （水文特性 ・ 物質輸送形態の修復等） を最優

先す る と い う 側面か ら 科学的に と ら え なおす必要があ

る。 本研究の目的は， 日本最大の湿原であ る釧路湿原お

よびその河川流入部に点在する未利用地を対象 と し， 湿

原環境再生のために， ど こ の場所で， どのよ う な方策を

と れば湿原が最も適性に再生され う るか検討し， 候補地

の抽出と ゾーニングを行 う こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 研究最終年度では， 湿原を含む流域構造の変化 （特に

河川内横断構造物によ る河川ネ ッ ト ワーク分断の実態解

明） と それに起因する水生生物の生息地ポテンシ ャルの

変化に関連する研究を行った。 研究の具体的な推進手順

は以下の通 り であ る。 １ ） デー タ ベー ス と 空間解析モ

ジ ュールの開発 ： 釧路湿原及び釧路川流域を対象 と し，

流域分断ポ リ ゴンデータ， 河川内横断構造物， 水生生物

（主に国内の絶滅危惧種を含む淡水魚類全体） 等をデジ タ

ル化し， さ らに GIS の処理モジュールを開発し た。 収集

データは全て GIS 環境で操作可能と し，ESRI の shp フ ァ

イル及び GRID 形式に統一し て研究最終成果物 と し た。

２ ） 空間情報解析及びマ ッ ピ ング ： 釧路湿原を含む流域

全体におけ る水生生物の生息環境を評価し， その経年変

化を抽出す る 目的で， 潜在生息適地モデル （Predictive

Habitat Model） を開発し， 釧路側流域 と 北海道全体に適

応し た。 実際のモデルの処理過程は次の通 り であ る。 水

辺の国勢調査における魚類捕獲情報 （情報有 り or 無し）

と捕獲地点における生息環境情報 （水質 = 公共用水域水

質データ ・ 気象 ・ 流域構造 ・ 流域分断状況等） を統合す

る線形回帰モデルを個々の選択種 （例えば絶滅危惧種等）

ご と に決定する。 次に推定対象河川におけ る生息地の環

境パラ メ ターをデータベース と 連動させ， 新たな環境ア

セ ス候補地点において生息地ポテ ン シ ャ ルを再計算す

る。 最初の段階では， 現在の生息環境 と考え られる 2002

年データ をパラ メ ターと し て用い 「現在の生物生息状況」

を予測し た。 次にイ ンプ ッ ト データ を 1977 年データ と

し， 過去に遡 り 「25 年前の生息地状態」 を逆推定し た。

最終段階において こ の二つの時代 （2002 年と 1977 年） の

差を同一地点で計算する こ と によ り ， ２ 次期の間の生物

生息ポテンシ ャル変化の時空間的な解析を可能と し た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ.4.(1) 及び 5.(3) にも関連

（12） 　 洋上風力発電を利用し た水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0307BH598

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○植弘崇嗣 （化学環境研究領域）， 内山政弘

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な エ ネル ギー源で あ る 太陽エ ネル

ギーは， 化石燃料 と 比較し てエネルギー密度が小 さ く ，

その変動も大きいため， エネルギー供給側 と し ては扱い

に く い対象であ る。 こ のため， 敷設面積が大き く 設置場

所が確保でき ない， あ るいは金銭的な コ ス ト が高 く な る

など， 基幹エネルギー と し て認知されるにはいたってい

ない。

　 本研究では，我が国陸地面積の 10 倍の広さ を有する経

済専管水域を対象 と し て， 非係留型大型浮体上に風力発

電設備 と 海水電解設備を設置し水素製造を行 う 「水素製

造用非係留洋上ウ ィ ン ド フ ァーム」 の成立可能性につい

て， エネルギー収支 と 環境負荷 ・ 影響の観点か ら検討を

行い， 技術的な問題点の解決を通し て， 環境的に持続可

能な風力エネルギーを， 基幹エネルギー と し て成立させ

う る システムの構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 前年度に実施し た初期浮体形状に基づ く 詳細設計シス

テムに関し て評価を行った。 風洞実験によ り ， ３ 列に並

べた風車の最後列では， 前列の風車の干渉によ り 発電効

率が 50％程度に低下する と の結論が得られたため， この

改善を目指し て， 風車 １ 列配置の改良型浮体形状を設計

に取 り 組むと と もに，次の各点について研究を実施し た。

　 １ ） 浮体関連 ： 風車を １ 列に配置する改良型浮体形状

の設計を行い， これに海水電解システム， 水素貯留シス

テムなど を配置する案について も検討し た。 これら の結

果， 斜入射波に対し て， 水平方向のモー メ ン ト が大き く ，

構造の強化が必要 と された。 また， 位置保持システムに

関し て， 複数のアルゴ リ ズムを用い夏期 と 春期各 １ ヵ 月

間の予備的な運航シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し， シス テム

の高い可能性が示された。

　 ２ ） 電解シス テム ： 電解システムのエネルギー効率向

上に関し て引き続き研究を実施し た。
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　 ３ ） 風況測定 ・ 風車 ： 音波を用いた ソーダーに加えて，

レーザーを用いた ド ッ プ ラーラ イ ダーを用いて， 沖縄県

の小孤島で観測を実施し た。 また， 非係留浮体に適し た

風車の詳細設計に着手し た。 　

　 ４ ） エネルギー LCA ： エネルギーレベルのラ イ フサイ

クルアセス メ ン ト の精緻化を継続し， 風力発電端におけ

る EPR （Energy Profit Ratio ： システムが発生するエネル

ギーを，システムの製造・運用に必要なエネルギーで割っ

た値） と し て火力発電並のも のが得られる可能性があ る

こ と を示し た。

〔備考〕

（13） 　 有害物質除去用ナ ノ構造認識膜の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY577

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境ホルモンやアオ コ毒の よ う に環境中の濃

度が低い物質を測定する場合や環境中の有害物質を除去

する場合に， 吸着剤を用いた濃縮法が多用 さ れてい る。

しかし ながら， 現在用いられている吸着剤は標的物質の

性質の一部を用いているだけであ る ために， 選択性が低

く ， 測定の妨害 と な る物質を多量に吸着する。 また， 有

害物質除去では標的物質以外の物質が多量に吸着する こ

と によ って， 吸着剤がすぐに飽和状態にな り ， 結局高価

な も のになっている。 こ のよ う な状況か ら， 標的物質に

対する選択性の高い吸着剤の開発が期待されている。 本

研究では標的分子の構造 と電子状態を利用し た選択性の

高いナ ノ 構造認識膜や分離媒体を開発し， 環境改善や環

境研究への実用性を目指す。

〔内容および成果〕

　 １ ） エ ス ト ロ ゲンおよび甲状腺ホルモン活性を示し，

生物濃縮が確認 さ れてい る水酸化 PCB について， p-t-

butylbenzoic acid （TBB） を鋳型 と し た イ ンプ リ ン ト ポ リ

マーがオル ト ２ 塩素置換水酸化 PCB を選択的に認識する

こ と が明らか と なった。

　 ２ ） 微細藻類由来の記憶喪失性貝毒であ る ド ウモイ酸

にたいする イ ンプ リ ン ト ポ リ マーを， ナフ タ レ ンジカル

ボン酸を鋳型と し て合成し た所， 高い選択性を示し た。

　 ３ ） ホルモンの一種であ る メ ラ ト ニンに対する選択的

吸着媒体を ク ロ ロ フ ォルム中で調製する こ と によ り 高い

選択性を有し た も のを合成する こ と に成功し た。 重合さ

せる際に水素結合能の高い溶媒を用いる と イ ンプ リ ン ト

効果が得られなかった こ と から，NMR で水素結合状態を

確認し て溶媒を選択する こ と によ り ， 効率良 く 選択的吸

着媒体を調製する こ と ができ る よ う になった。

　 ４ ） 17β エス ト ラ ジオール （Ｅ ２ ） に対する選択的吸

着剤を開発し， 環境水中の Ｅ ２ 分析に適応し た。

　 ５ ） 分子イ ンプ リ ン ト ポ リ マーモ ノ リ スのを調製する

ために， モ ノ リ ス調製時の溶媒の メ ソ ポア形態への メ モ

リ ー効果を利用する こ と によ り ， 分子イ ンプ リ ン ト ポ リ

マーモ ノ リ ス調製の可能性が開けた。

　 ６ ） メ チルチオ ト リ アジン系農薬に対する分子イ ンプ

リ ン ト ポ リ マーの目詰ま り を防ぐ ために， 粒子系を大き

く し， 表面を親水化し た浸透制限型分子イ ンプ リ ン ト ポ

リ マーを調製し た。 本ポ リ マーを用いる こ と によ り ， 試

料負荷時の圧力上昇が抑え られ， 夾雑成分を効率よ く 排

除する こ と ができ た。

　 ７ ） ニ コチンに対する分子イ ンプ リ ン ト ポ リ マーを沈

殿重合法用いて調製し た所， ニ コチン ラ セ ミ 体に対し て

優れた光学分割能を有し ている こ と がわかった。

　 ８ ） 富栄養化し た湖沼か ら窒素 （硝酸） や リ ン （ リ ン

酸） を吸着除去する ための生分解性ポ リ マー吸着剤を開

発し た。 また， 硝酸イオンや リ ン酸イ オンを吸着させた

も のを土壌に混合 し 植物の成長に与え る 影響を調べた

所， 小松菜の成長を顕著に促進する こ と がわかった。

　 ９ ） 吸着媒体の終点判別方法を開発する ために小型蛍

光センサーを開発し， 蛍光強度の増加をモニ ターする こ

と によ り ，吸着終点の判別ができ る可能性が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 彼谷邦光 （客員研究官 　 東北大学大学院）

（14） 　 大気汚染物質等のパーソナルモニ タ リ ング技術の

開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY592

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）， 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境 リ ス ク の高い大気汚染質を測定する ため

に， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの成果を広 く 活用 ・ 駆使し た小型

センサーの研究開発を行い， これらセンサー群と IT 技術

を融合し， 個人， 家庭等のレベルで環境汚染を把握でき

る小型環境監視装置を開発する。 併せて， これによ り 得

られる高密度 ・ 多量の環境データ を処理 ・ 解析する と と

も に， 各利用者に配信し， 各地域， 各利用者のデータ を
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相互に利用でき るネ ッ ト ワーク システムを考察する。

〔内容および成果〕

　 こ の研究で開発を行 う システムをセンサ ・ ネ ッ ト ワー

ク と い う 言葉で く く る。 その開発目標は以下のよ う に分

かれる。 I） 大気環境濃度測定が可能なセンサの開発。 II）

センサ ・ ス テーシ ョ ンの開発 ： 化学センサがプ ラ グ イ ン

された多数のセンサ・ ステーシ ョ ンの結合によ り センサ・

ネ ッ ト ワーク が構成される。III） センサ と センサ・ ステー

シ ョ ン間のプロ ト コルの開発 ： プロ ト コルを公開する こ

と に よ り オープ ンプ ラ ッ ト ホーム型のセ ンサ ・ ス テー

シ ョ ンが可能と なる。 IV） 匿名 LAN の開発 ： 個人携行あ

るいは家庭で使用する ためには位置情報以外の個人情報

を秘匿する必要があ る。 　

　 以下のセンサ仕様に基づいてセンサを検討し た。 対象

物質 ： （都市域の） 大気濃度レベルの NO2， NO， O3， エ

ア ロ ゾル， VOC （BTX）， （（NMH， HNO3， SO2）） ； 時間

分解能 ： ～ 20min 以下。 このプロ ジェ ク ト では主 と し て

NTT 環境エネルギー研究所が実用化に成功し た蓄積型 ・

化学センサであ る固相比色法によ る研究開発を行 う 。

　 開発が先行し た NO2 についてはセンシング部分を よ り

マ イ ク ロ化し， さ ら に光フ ァ イパー技術によ り センサ部

分 と データ処理部分を切 り 離し た。 小型エア ロ ゾルセン

サの開発を行い 0.3 ～ １ µm の範囲のエア ロ ゾルの検出に

良好な結果を得た。 VOC については赤外吸収によ るセン

サチ ッ プの開発を目標 と し た多孔質剤 と し て良好な性能

を示し た多孔質セルロース アセテー ト のベンゼンおよび

キシレ ンに関する吸着特性を， 新規に開発し た小型 VOC

測定装置を用いて検討し た。 光化学オキシダン ト 予測に

必須の測定項目であ る非 メ タ ン炭化水素測定用センサ と

し て， 熱的， 化学的安定性に非常に優れた安定化ジルコ

ニア （YSZ） を用い １ PPM 以下の C3H6 に関する応答特

性を水蒸気存在下で検討し た。

　 センサ ・ ネ ッ ト ワーク システムを流れる情報には個人

情報が含まれる ため匿名性を必要 とする部分が存在する

こ と など， 現存するセンサやデータ通信ロ ガー， および

ネ ッ ト ワーク などには要求さ れていない条件がセンサ ・

ネ ッ ト ワーク には要求される。 「匿名性ネ ッ ト ワーク」 に

関する詳細な考察を行いパーソナルセンサを用いた場合

のプイ ラバシに関する問題は現在の技術で解決可能であ

る と の結論を得た。 さ ら に， センサ ・ ネ ッ ト ワーク を実

装するの実現可能な無線 LAN 方式の詳細な検討を行っ

た。

〔備考〕

（15） 　 可搬型超伝導 ミ リ波大気分子測定装置の開発 （2）

オゾン ・ ClO ・ 水蒸気変動の解析と モデル化

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0307KB571

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中根英昭 （大気圏環境研究領域）， 秋吉英治

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究のねらいは， （ １ ） CREST で進めてき た

チ リ 共和国ラ ス ・ カンパナス天文台におけ る ClO の観測

を継続し， あわせて （ ２ ） 小型 GM 冷凍機や分光計の小

型化， 多周波同時受信等の改良を行 う 。 さ ら には， （ ３ ）

開発し た小型装置をチ リ 北部の標高 5000m の砂漠地帯に

設置し， さ らに高精度のオゾン ・ ClO 測定， 水蒸気 (H2O)

および HOx, NOx と いったオゾン層破壊物質の定量を行

い， オゾン層破壊の メ カニズムを多角的に解明する こ と

にあ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 国立環境研で開発を行った化学気候モデル

を用いて ５ 年程度の計算を行い， 下部成層圏での水蒸気

の輸送過程を調べた。 熱帯域の対流圏上部には， 気温が

非常に低い領域があ り ， 対流圏か ら上昇し て き て こ の領

域を通過 し 成層圏へ流入す る 空気塊に含まれ る 水蒸気

は， こ こ で過飽和 と な り 凝結し て乾燥する。 あたか も成

層圏空気の水蒸気量がその流入時の気温を記録し ている

よ う な挙動を示すので， こ の現象はテープレ コーダ効果

と 呼ばれている。 モデルによ る こ のテープレ コーダ効果

の再現は， モデルの上部対流圏気温の変動によ る水蒸気

の対流圏か ら の流入 と， 流入後の成層圏内での上昇移流

及び水平拡散の検証 と な る。 化学気候モデルによ って計

算された成層圏の水蒸気量を解析し， こ のテープレ コー

ダ効果が再現されているかど う かを調べた。 モデルの結

果は，HALOE によ る観測 と同様な水蒸気の変動 と上方へ

の輸送が再現されている こ と がわかった。 ただし， 上方

へ輸送される速度が観測よ り 少し速かった。 こ の点は今

後のモデルの改良に関し ての課題であ る。

〔備考〕

課題代表者 ； 名古屋大学福井康雄

（16） 　 ジ フ ェ ニルアルシン酸等の健康影響に関する調査

研究 　 （分析班）

〔区分名〕 日本科学技術振興財団

〔研究課題コー ド〕 0307ZZ476

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 神栖の地下水汚染事例に対応し， 各種環境試料

中のジフ ェ ニルアルシン酸および関連化合物の分析法を

開発する と と もに精度管理体制を整える。

〔内容および成果〕

　 これまでに開発し たジフ ェニルアルシン酸並びに関連

化合物の分析方法であ る，HPLC ／ ICPMS 法な らびに LC

／ MS ／ MS 法を活用し て， 臨床班 と共同で毒性試験後

の実験動物各組織中のジフ ェ ニルアルシン酸及び関連化

合物の分析を行った。 その結果， 各臓器への分布の様子

や投与量の増加に伴 う 蓄積量の変化などの様子が明ら か

と なった。 また， 分析精度管理のための均質化試料作成

のために， 汚染米の予備分析 と 対象試料の選定作業， 並

びに予備的に作成し た微粉砕均質化玄米試料の共同分析

に加わ り ， 分析手法の評価等を進めた。

〔備考〕

全体は分析班， 毒性班， 臨床班， 疫学班の ４ つによ って

構成されている。

（17） 　 環境文学にみられる有害汚染物質の生態影響に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE334

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○多田満 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プ

ロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 客観的 ・ 科学的な事実に哲学的 ・ 詩的な思索を

付与し た新しい形式の環境文学は， 人間 と 自然 と の関係

について， 生物学， エコ ロ ジー， 政治， 経済， 宗教， 倫

理など多角的な視点か ら洞察を行っている。 これまで有

害汚染物質の生態影響は環境科学の視点で研究がな され

て き たが， こ のき っかけ と なったレ イチェル ・ カーソ ン

の 『沈黙の春』 を始め と する文学を通し て一般市民の知

る と こ ろ と なった。 これら文学に有害汚染物質の生態影

響はいかに取 り 上げられたかを時代順に科学的な記述の

比較検討を行い明らかにする。

〔内容および成果〕

　 有害汚染物質の生態影響は， 『沈黙の春』 以降， 『複合

汚染』 か ら 『奪われし未来』 まで共通し て海洋汚染によ

る生態影響の問題を取 り 上げてお り ， 一つは， タ ンカー

の座礁やタ ンカー同士の衝突などの油の流出事故によ る

単一的な高濃度の海洋汚染で，環境や ヒ ト への急性毒性，

人間活動， 産業への直接的な影響であ り ， 局所的な被害

を も た らす目に見え る急性的で突発的な影響であ る。 も

う 一つは， これまでの DDT や PCB など有機塩素化合物

によ る複合的な低濃度 （極微量濃度） の海洋汚染 （複合

汚染） で， 生態系や ヒ ト の健康 （ill-health， 『複合汚染』）

への影響であ り ， 地球規模の被害を も た らす目に見えな

いじわじわ と し た （慢性的で） 永続的な影響であ る。

〔備考〕

（18） 　 長大立坑で生成する雲粒の粒径を決定する過程に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0405AE433

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 これまで雲粒の分布 ( 個数濃度および粒径 ) に

効果を及ぼす要因は主に凝縮核の濃度であ る と 考え られ

て き た。 しか し， これまでの長大立坑での雲粒観測は凝

縮核濃度 と 共に， 上昇気流の乱流状態も雲粒径の決定に

影響を及ぼし てい る可能性があ る こ と を示唆し てい る。

本研究の目的は こ の仮定を検証する こ と にあ る。 長大立

坑で微細な空間の水蒸気濃度 と 温度を高速 ・ 高精度に観

測する こ と によ り 水蒸気濃度 と 温度が離散的に変動し て

いる状況を行観測する。

〔内容および成果〕

　 water blue法やCTA法での観測によ り 立坑内には 20 µm

を超え る雲粒が生成し ている こ と が判明し ていたが， 通

常のエア ロ ゾル測定装置では測定粒径範囲やサンプ リ ン

グチューブ内への沈着の問題によ り その定量的な測定が

困難であった。 そ こ で， 大粒子測定に特化し たエア ロ ゾ

ルセンサを用いて大粒径雲粒の測定を行った。 大粒径雲

粒 と 乱流場の関係を検討する ためにエア ロ ゾルセンサの

近傍にて確度0.01K, 精度0.001Kの高速温度センサを複数

個用いて温度変動の測定を行った。

〔備考〕

（19） 　 興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃

度定量化法の研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0405AF491

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 三森文行， 高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 化学物質， 地球環境， 社会環境等 と いった ヒ ト

を取 り 巻 く 環境の ヒ ト への影響， 特に脳への影響は， 重

要な環境研究の一つであ る。 このための取 り 組み と し て，

動物実験に よ る アプ ロ ーチ と ヒ ト 脳の直接観測のアプ

ローチがあ る。 この う ちで， 本研究では MRI を用いた ヒ

ト 脳直接観測を取 り 上げ， 具体的には神経伝達物質の観

測を実施する。 こ の神経伝達物質には興奮性の も の と 抑

制性の も の と があ り ， 前者の代表的な も のがグルタ ミ ン

酸で， 後者の代表的な ものが γ- ア ミ ノ酪酸 （GABA） で

あ る。 そ こ で， 本研究では， in vivo2D スペク ト ルの定量

化方式を提案， 開発し， グルタ ミ ン酸および GABA の ヒ

ト 脳内での定量化， すなわち同時濃度計測を実施する こ

と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 脳内のグルタ ミ ン酸および GABA の同時濃度計測

を目的と し て， 下記項目を達成し た。

　（ １ ） 定量化方式の検討および開発

　 グルタ ミ ン酸と GABA の同時濃度計測に必要な因子を

洗い出し た。 これ等は， T2 補正法， ピーク体積算出法，

濃度算出法であ る。 次に， 各要因の対策法を開発し， こ

れ等の開発し た技術を用いて定量化プロ ト コルを提案し

た。

　（ ２ ） 定量化方式の評価

　 脳内のグルタ ミ ン酸濃度を模擬し た試料を用いて， 開

発し た定量化方式の評価を行った。 こ の結果，－ 4.1 % の

相対誤差で濃度を求める こ と が可能であった。

　（ ３ ）　 ヒ ト 脳における グルタ ミ ン酸， GABA の定量

　 ヒ ト 脳内の同時定量測定を実施し た。 こ の結果， グル

タ ミ ン酸が 11.9 mM， GABA が 1.31 mM と求められ， こ

れま で報告 さ れてい る 値 と 同等であ る こ と が確認で き

た。

〔備考〕

（20） 　 日本固有ザリ ガニの保全遺伝学的研究 ： ミ ト コ ン

ド リ ア Ｄ Ｎ Ａ に基づ く 遺伝的変異の解明と祖先個体

群の特定

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0405AF520

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川潮 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子の多様性は， 生物多様性の ４ つの階層構

造において重要要素をなす。 遺伝的変異の損失は， その

種あ るいは個体群の絶滅確率を上げるだけでな く ， 生物

が長い時間をかけて獲得し て き た進化的遺産を失 う こ と

を意味する。 遺伝的変異の程度は種によ って大き く 異な

り ， 一般的に， 広域に移動する よ う な種あ るいは歴史的

（進化的） に新しい種では種内の変異が低 く ， 移動能力が

低い種あ るいは歴史的に古い種では変異が大きい。 生物

の保護管理を考え る場合， 特に後者のよ う な遺伝的変異

の大きい種において地域性 （地域個体群） を考慮する必

要があ る。

　 ザ リ ガニ類は超大陸パンゲアの時代に海産のアカザエ

ビ類から分化し た と 考え られてお り ， その起源は非常に

古い。 現在では 550 種以上ものザ リ ガニが報告されてい

るが， 日本在来のザ リ ガニは １ 種のみであ り ， また， こ

のニホンザ リ ガニ （Cambaroides japonicus） は日本固有種

で も あ る。 こ う いった起源の古さ に加えて， ニホンザ リ

ガニは動きが遅 く ， 河川の最上流部に局所的に生息し て

いる ため， 本種は河川ご と に独自の遺伝的個体群を形成

し ている こ と が予測される。

　 日本で唯一の貴重なニホンザ リ ガニは， 外来種の移入

や環境破壊などによ り 多 く の河川で急速に姿を消し てい

る。 特に， 北海道東部の湖沼や河川では， 外来ザ リ ガニ

によ る種の置き換わ り が次々 と 報告されている。 も し ニ

ホンザ リ ガニが各河川において遺伝的に独自の個体群を

形成し ていれば， 地域個体群の損失は遺伝的多様性の損

失に直結す る。 本研究では， ミ ト コ ン ド リ ア DNA

（mtDNA） を用いて， ニホ ンザ リ ガニの， １ ） 遺伝的変

異を定量的に評価し， ２ ） 進化的背景 （過去の分断， 分

散経路な ど） を明 ら かにする。 こ れ ら に基づいて， ３ ）

進化的に重要な単位 ESU （Evolutionary Significant Unit）

を設定し， 保護管理のガ イ ド ラ イ ン と な る基礎資料を提

供する。

〔内容および成果〕

　 研究の概要

　 平成 16 年 10 ～ 11 月および平成 17 年 ５ ～ ９ 月にかけ

て， ニホンザ リ ガニの全分布域をカバーする網羅的なサ

ンプ リ ングを行った （北海道， 青森県， 秋田県）。 平成 16

年度は予備調査と し て， DNA マーカーの確立と， 階層的

なサンプ リ ングデザイ ン （河川間多様性， 河川内支流間

多様性， 支流内多様性） によ り 本調査に必要なサンプル

サイ ズ （ザ リ ガニ個体数） およびサンプル地点を算出し

た。 こ の予備調査を も と に， 平成 17 年度の本調査を行

なった。 最終的に， 69 河川 （支流） において 562 個体の

mtDNA を解析し た。
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研究成果の概要

　 平成 16 年度の予備調査から， １ ） mtDNA の 16S 領域

が DNA マーカー と し て有効であ る こ と， ２ ） 遺伝的変異

は河川 （支流） 内で低 く 河川間で高い こ と， が明ら か と

なった。 解析し た 31 河川の う ち 78％で遺伝的多型が認

められず （単一ハプロ タ イプ），全ハプロ タ イプの う ち 74

％が河川固有のも のであった。 これは河川間で非常に強

く 分化し ている こ と を意味し てお り ， 各河川 （支流） を

独自の遺伝的個体群 と みなすこ と ができ る。 また， 以上

の結果から， 本分析のサンプ リ ングは “ 少数の河川でサ

ンプル数を稼ぐ ” よ り も “ 河川あた り のサンプル数が少

な く て も多数の河川でサンプ リ ング ” し たほ う が効果的

であ る こ と が分かった。

　 予備調査の結果に基づいて 17年度のサンプ リ ングを行

い，最終的に 69 個体群 562 個体のニホンザ リ ガニの DNA

を解析し た。 予備解析 と 同様， 地域固有性が非常に高い

と い う 結果が再確認され， 全 （42） ハプロ タ イ プの う ち

64％が １ 河川のみ， 80％が １ 地域 （流域など を単位 と し

た地理的にま と ま った場所） のみにおいて出現し， 74％

の個体群が単一のハプロ タ イプで構成されていた。 遺伝

的分化の指標であ る Fst 値は 0.97 と非常に高い値を と っ

ていた。 これは過去に も現在に も河川個体群間の遺伝的

交流 （ジーンフ ロー） がほ と んどないこ と を示し ている。

また， ハプロ タ イプのネ ッ ト ワーク解析か ら， ニホンザ

リ ガニは，大き く 分けて ５ つの明確な地理的ク レード （歴

史的に共通の祖先を もつグループ） を持つこ と が明ら か

と なった （本州， 道南， 道央， 道北， 道東）。 さ らに， 現

存の祖先型ハプロ タ イプは札幌付近を中心 と する道央グ

ループであ る こ と が示唆され， これが道北， 道東， 道南，

本州方面に次第に分布を拡大し ていった （step-wise range

expansion） と 考え られた。 また， 道東グループは他のグ

ループ と 比べて遺伝的に隔た っ てお り ， 長期間の隔離

（vicariance） 後， 一気に道東域に拡散し た （radiation） と

い う 進化的プロセス も示唆された。

　 本研究か ら， ニホンザ リ ガニは河川 （支流） ご と に非

常にユニーク な遺伝的構造を も ち， こ の遺伝的変異パタ

ンは長い年月をかけて徐々に形成された も のであ る こ と

が明ら か と なった。 こ の明確な地理的構造か ら， ニホン

ザ リ ガニの保護管理の際は， 河川あ るいは支流を単位 と

し た集団を ESU と し て扱 う こ と が望ま しい。

〔備考〕

小泉逸郎 （University of Helsinki, Finland）， 川井唯史 （北

海道原子力環境セン ター）， 増田隆一 （北海道大学）

（21） 　 亜熱帯における塩化 メ チル放出植物の検索と塩化

メ チル放出量を支配する環境要因の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0405CD479

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 斉藤拓也

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 熱帯 ・ 亜熱帯林は塩化 メ チルの主要な発生源で

あ るが， 個別植物の調査例は少な く ， どのよ う なカテゴ

リ ーの植物が塩化 メ チルを放出するのか， その放出量を

支配する要因は何かなどについては全 く 不明であ る。 本

研究では， 塩化 メ チルの地球環境におけ る役割の解明お

よびその濃度変動の将来予測のために， 広範な亜熱帯植

物を対象に塩化 メ チル放出植物の検索を行 う と 共に， そ

の放出量を支配し ている環境要因の解明を目指す。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 西表島におけ る亜熱帯植物か ら の塩化 メ チル放出

量測定 --- 平成 17 年度に引き続いて， 西表島に生育する

植物についてバイ アル瓶法を用いた塩化 メ チル放出量の

測定を継続し， データベース化を行った。 調査対象 と し

た 85 科 214 種の植物の う ち， 32 種 （17 科） が塩化 メ チ

ル放出植物 と 同定された。 特に放出量の多い も のは， ハ

マゴ ウ， ホ ソバ リ ュ ウ ビ ン タ イ などで， 放出量は葉の乾

燥重量 １ g， １ 時間当た り ４ ～ 12µg に上った。

　（ ２ ） 塩化 メ チル放出速度を左右する環境要因の影響評

価 ---東南アジアの熱帯林を構成する重要な熱帯植物であ

る フ タバガキ科樹木についてチャ ンバー実験を行い， 塩

化 メ チル放出量 と 気温や日射 と の関係を調べた。 こ の結

果， 塩化 メ チル放出量は日中に ６ 割程度減少する こ と が

わかった。 この日変化を日射量の変化 と比較し た と こ ろ，

塩化 メ チル放出量は日射強度には依存し ていない こ と が

示された。 また， チャ ンバー内の気温を変化させた実験

か ら， フ タバガキか ら の塩化 メ チル放出量は気温が高い

ほど多 く なる こ と が明らか と なった。

　（ ３ ） 西表島における大気中塩化 メ チル濃度の測定 ---夏

（ ８ 月） と冬 （ ２ 月） に西表島内 ５ 地点 （周辺域 ４ 地点＋

山間部 １ 地点） において大気中塩化 メ チル濃度の測定を

行った。 森林に囲まれた山間部では最高 2750ppt の塩化

メ チルが観測された。 島の周辺部では， 風下側で観測さ

れる塩化 メ チル濃度は風上側よ り も高 く ，その差は 40ppt

（冬の日中） ～ 1000ppt （夏の夜間） であった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 琉球大学熱帯生物圏セン ター
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（22） 　 生物処理システム中の腐生食物網における捕食微

小動物類の機能解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0405CD760

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○板山朋聡 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 稲森悠平

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 17 年度 （2004 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕  生物学的排水処理シ ス テム内におけ るバ ク テ

リ ア群集 と 原生動物や後生動物などの微小動物から構成

された微生物生態系の観点か ら， 原生動物等の微小動物

と 処理水質 と の関係を明ら かにする こ と を目的 と し， 特

に， 代表的な生物学的排水処理システムであ る浄化槽内

に出現するバク テ リ ア， 原生動物 と 微小動物の個体群動

態の統計解析やマ イ ク ロ コ ズムに よ る モデル実験か ら，

腐生食物網の構造 と 排水処理機能 と の関係を明ら かにす

る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 実浄化槽を用いた生活排水処理実験を １ 年間行い， 処

理水の BOD， COD， 透明度等の水質と， 好気槽において

出現し た原生動物， 微小後生動物の出現頻度および個体

数についての測定を行った。 これらのデータ を ピア ソ ン

の相関係数や， ノ ンパラ メ ト リ ッ ク相関解析によ り 統計

検定し た結果， ヒ ルガ タ輪虫の増加 と 透明度の間には強

い相関が統計的に見いだ され， ヒ ルガ タ輪虫が水質向上

に極めて有用な微小動物であ る こ と が判明し た。 ま た，

浄化槽内で出現頻度の高いバク テ リ ア と 微小動物， 原生

動物の単離 ・ 培養に成功し， さ ら に微小動物 と バク テ リ

アの ２ 者培養を実施する こ と で捕食 ・ 増殖特性， 選好性

を明ら かにし た。 さ らに， 浄化槽か ら原生動物 と し ては

コルピデ ィ ウ ムを， 微小後生動物 と し ては ヒ ルガ タ輪虫

を選定し， 腐食連鎖マ イ ク ロ コ ズムを構築し微小動物 と

バク テ リ ア間の相互作用の解析を行った。 その結果， バ

ク テ リ アが原生動物や輪虫によ り 捕食される場合バク テ

リ ア個体数が捕食によ り 減少するにも かかわらず， 有機

物の無機化が速 く な り ， 汚泥転換率も低下し た。 こ の こ

と か ら， 捕食作用はバク テ リ アの個体の活性を高める こ

と が明ら か と な り ， 捕食者が生物学的排水処理システム

の機能向上のために極めて重要であ る と い う 知見を得る

こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究者 ： 川端善一郎 （総合地球環境学研究所） 　

（23） 　 超高磁場多核種MRSを用いる脳機能発現の代謝機

構の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD489

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○三森文行 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 渡邉英宏， 梅津豊司

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 4.7T 人体用超高磁場 MRI 分光計上に整備し た

多核種 MRS 測定法の高度化をはか り ，脳の機能発現に伴

う 代謝変化を測定 ・ 解析する こ と を目的 と する。 こ のた

め， 脳機能発現をガ イ ド と する関心領域設定法をシステ

ムに付加する こ と，4.7T の高磁場における EPI高速イ メ ー

ジング法を整備する こ と， 1H 局所スペク ト ル測定法を高

感度化し て これまでの10分の １ の測定時間で脳機能の発

現に伴 う 代謝物の変動を捕ら え る方法を開発する こ と を

目標 と する。 さ ら に， 多核種を用いた測定で， 磁気標識

法や， 安定同位体標識法等， 代謝物の代謝速度を計測で

き る測定法の導入をはかる。

〔内容および成果〕

　 4.7T 分光計内において脳賦活を行い， 被験者の賦活領

域での代謝物の変化を定量的に評価す る ために多核種

MRS スペク ト ルの内，1H スペク ト ルの絶対定量法を考案

し た。 In vivo 脳で測定されたスペク ト ルは， 帰属された

９ 種の代謝物の in vitro スペク ト ルの直線的重ね合わせ と

し てフ ィ ッ ト される （linear combination model） 。 In vitro

代謝物の濃度 Ca と， この代謝物の in vivo/in vitro 面積強

度比 （A/a） と を用いて in vivo 代謝物濃度 CA は，CA = Ca ･

（A/a） ･ x と表せる。x は in vivo と in vitro での受信器負荷

の差によ る補正係数であ る。 本研究では以下の方法を用

いて x を求めた。 In vivo スペク ト ル測定領域で代謝物 と

同時に水の信号強度を求め， in vitro での水信号 と の強度

比 （W/w） と in vitro 水濃度 55.5M よ り ， in vivo 水濃度 CW

を CW = 55.5 ･ （W/w） ･ x と求める。 一方， 被験者の ３ 次

元 MDEFT 画像よ り 代謝物測定領域の組織分画を行い，灰

白質 （GM）， 白質 （WM）， 脳脊髄液 （CSF） の占有比率

を求めた。 GM， WM， CSF での水含有濃度を占有比率で

比例配分する こ と によ り CW を求めた。 これよ り x を求

め， in vivo 代謝物の絶対定量を可能 と し た。 これによ り

10 分の測定時間で ９ 代謝物，2.7 分の測定時間で ７ 代謝物

の絶対定量が可能と なった。 一方， 31P スペク ト ルは表面

コ イ ル検出器を用いてい る ため こ の方法を適用で き な

い。 こ の点を改善する ために， TEM 方式で 24 エレ メ ン

ト を交互に 1H，31P に同調するボ リ ューム型 ２ 核同調信号
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検出器の開発を行った。 これまでの予備測定で， 両核 と

も にほ と んど損失のない信号検出が可能であ る こ と を確

認し た。

〔備考〕

（24） 　 超高磁場 MRI による人脳内の興奮性及び抑制性神

経伝達物質の無侵襲同時計測法の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD492

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 三森文行

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 脳内の情報伝達に重要な役割を有す る神経伝

達物質には， 人脳内の主要な興奮性の神経伝達物質であ

る グルタ ミ ン酸 と， 主要な抑制性の神経伝達物質であ る

γ- ア ミ ノ酪酸 （GABA） があ り ， 環境の脳への影響モニ

タ リ ングに対し て これ等を in vivo 同時計測する意義は大

きい。 しかし， 従来の方法ではこれ等を分離検出する こ

と は困難であった。 本研究では， ヒ ト 脳内におけ る グル

タ ミ ン酸および GABA の同時計測法を実現し， 同時濃度

定量化する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 定量化を目指し た 2D スペク ト ルの質向上， および ヒ

ト 脳内の前頭葉領域か らのスペク ト ル検出を目標 と し て

磁場均一性の評価を実施し た。 この目標の実現のために，

まず局所励起特性の向上を目指し た。 高磁場であ る 4.7 T

では，1H 化学シフ ト 差によ る代謝物間のス ラ イ ス位置ず

れが問題と なる。 加えて， 定量精度向上のために 180° パ

ルスのス ラ イ ス特性が必要 と な る。 これ等の問題を解決

する ため， 計測法の改良を実施し た。 改良計測法のの性

能を水フ ァ ン ト ムによ り 評価し， 化学シフ ト 差 １ ppm あ

た り ５ mm であったずれを ２ mm と改善でき る こ と がわ

かった。 加えて， ス ラ イ ス特性の改良も確認でき た。

　 上記に加えて， 2D スペク ト ルの F1 ノ イ ズ対策， F2 方

向への歪み対策を提案し， 開発し た。 F1 ノ イ ズ対策 と し

ては各 t1 のスペク ト ルの位相ずれを補正する アルゴ リ ズ

ムを開発し た。 F2 方向への歪み対策 と し ては， 水 FID 信

号を用いた渦電流磁場補正を各 t1 の FID に対し て施すア

ルゴ リ ズムを開発し た。 こ の結果， ヒ ト 脳スペク ト ルの

F1 ノ イ ズおよび F2 方向への歪みが減じ た。

　 ヒ ト 脳内前頭葉領域のスペク ト ル収集を目標 と し た磁

場均一性の評価では， 27 mL ボ ク セルにて これまで実施

し てき た頭頂後頭葉領域と同等の ９ Hzの磁場均一性を達

成でき る こ と がわかった。

〔備考〕

（25） 　 氷床コ ア中宇宙線起源放射性核種の高密度高精度

測定手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD530

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 植弘崇嗣， 

田中敦， 米田穣

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 氷床コ アに閉 じ こ め ら れた宇宙線起源放射性

核種の高精度かつ高密度測定手法を開発し， 堆積年代の

確認， 太陽活動強度の変化あ るいは地球規模の環境変動

の記録を読み出すための基礎技術を確立し て， 極地研が

ドームふじで掘削中の 3000m コ アの分析体制を整え る。

〔内容および成果〕

　 長寿命放射性核種であ る塩素 36 の測定のために，安定

同位体の硫黄 36 の妨害を抑え る こ と が重要であ る。本年

度はそのための新たな手法 と し て， ガス化導入イオン源

の設計， 製作を行った。 また， ガス化導入のための条件

検討を進め， 予備的な試験ラ イ ンを製作し た。 ド ーム フ

ジで採取された表層近 く の氷を共通試料 と し， 班員で配

分し て分析法の検討， データの相互比較を進める作業を

開始し た。 また， 微量気体分析後の溶解氷か ら宇宙線起

源放射性核種を測定する ための予備検討を開始し た。 海

外研究協力者であ る カ リ フ ォルニア大学西泉邦彦教授の

研究室で， 共同研究者が試料調製法の検討を進め， 技術

を持ち帰る と と も に， 西泉教授を日本に招へいし て意見

交換を行った。 共同研究者 と と も に， こ う し た成果の一

端を加速器質量分析法国際会議で報告し た。

〔備考〕

東大， 筑波大， 弘前大と の共同研究。

（26） 　 質量分析法を用いたラ ジカルの検出と反応に関す

る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0408AE338

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大気中において ラ ジカルは極めて反応性が高

いために様々な大気中での反応に関与し てお り ， これら
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ラ ジカルの反応を明ら かにする こ と は大気化学を理解す

る う えで必要であ る。 しかし， ラ ジカルの反応を研究す

る場合，ラ ジカルは反応性が高いために低濃度の条件で，

さ らに短時間での測定が必要にな る。 本研究ではこれら

の条件が可能な方法の １ つであ る質量分析法を用いて，

ラ ジカルの高感度検出を行い， さ らに ラ ジカル反応の研

究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 パーオキシ ラ ジカル （RO2） の大気中での役割を解明す

る目的で， 本年は光イオン化質量分析法を用いたパーオ

キシ ラ ジカルの検出の可能性について調べた。 アルキル

パーオキシ ラ ジカルはケ ト ン類あ るいはアルキルブロ マ

イ ド の光分解で生成し たアルキルラ ジカル と 酸素分子 と

の反応で生成し た。 アシルパーオキシ ラ ジカルは RCO-X

（X はハロゲン） の光分解で生成し たアシルラ ジカル と酸

素分子 と の反応で生成し た。 HO2， CH3O2 はすでに光イ

オン化質量分析計で親イ オンの検出に成功し てい る が，

C2以上のアルキルパーオキシ ラ ジカルではR+ イオンが検

出される こ と がわかった。おそ ら く 光イオン化の過程で，

R++O2
- のイオン対生成過程が起き ている もの と考え られ

る。 アシルパーオキシ ラ ジカルでは， アセチルパーオキ

シ ラ ジカル （CH3C （O） O2） の検出に成功し た。

〔備考〕

（27） 　 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析

技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0408BY387

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○板山朋聡 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）， 稲森悠平， 久米博

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 微生物の多様な機能 （有害物質分解等） を環境

浄化に活用する こ と を目的 と し， 微生物細胞を操作， 培

養， 維持可能なマ イ ク ロ リ ア ク ターや， 細胞の呼吸活性

や基質利用特性など を測定するマ イ ク ロセンサー等を同

一チ ッ プ上に集積し， マ イ ク ロデバイ ス化し た細胞機能

解析シス テムを開発する こ と で， これまで困難であった

微生物の迅速 ・ 並列 ・ 網羅的な機能解析が可能な革新的

な技術を確立する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 水環境問題に関わる シア ノ バク テ リ アや環境浄化のた

めの有用バク テ リ ア， 排水処理システムにおけ る微小動

物等の細胞や個体の活性 ・ 機能を迅速に測定する ための

マイ ク ロデバイ スの開発を狙い と し て，マイ ク ロ ウ ェル，

マ イ ク ロ流路， およびマ イ ク ロ電気化学センサーなどの

高感度センシング手法の研究開発を行った。

　 先ず， 対象 と な る環境微生物 と し て有毒シア ノ バク テ

リ ア等の水環境問題に重要な藻類の光合成や呼吸活性の

計測のためのマ イ ク ロ 電気化学測定シ ス テ ムの開発を

行った。光感光レジス ト であ る SU-8 を用いたフ ォ ト リ ソ

グ ラ フ ィ ーによ り ， 内径が約 300µm の円形の微小ウ ェル

と白金パターン電極 （先端直径約 10µm） をガ ラ ス基板上

に作製し た。 こ の内部に M11 培地 と シア ノ バ ク テ リ ア

Microcystis の細胞を約 300 細胞程度入れ ミ ネ ラルオイル

で蓋を し， さ らにマ イ ク ロ リ フ ァ レ ン ス電極 と 対照電極

を ミ ネ ラルオイルを通し てマ イ ク ロ ウ ェル内に挿入する

こ と で，白金パターン電極を作用電極 とする こ と によ り ，

酸素の還元電流を測定し光合成活性に と も な う 酸素発生

を測定する こ と に成功し た。 また， こ のオイルで蓋を し

たマ イ ク ロ ウ ェル中にフ ェ ロ シアン化カ リ ウ ム溶液を入

れ， 酸化電位， 還元電位でのアンペロ メ ト リ ーによ る測

定を行 う こ と で， 酸化， 還元両方向の電子移動量が一致

する こ と が示され， 本システムの電気化学的密閉製が確

認でき た。

　 さ ら に， ガ ラ ス基板を フ ォ ト リ ソ グ ラ フ ィ ー と ウ ェ ッ

ト エ ッ チングによ り 半径約 50µm，深さ 20µm のマイ ク ロ

ウ ェルを作製し， こ のウ ェルの直上の酸素濃度変化を微

小白金デ ィ ス ク電極 （直径 20µm） で検出し た結果， 約

30 細胞の Microcystis の光合成によ る酸素発生を検出する

こ と ができ た。

　 また， 単一細胞操作のための要素技術 と し て， マ イ ク

ロ流路， マ イ ク ロ ウ ェルの試作に関わるマ イ ク ロ フ ァ ブ

リ ケーシ ョ ン技術について検討する と と も に， 細胞操作

のための電気泳動や誘電泳動システムを試作し実験的検

討を行っ た。 その結果， シ リ コ ン系の透明樹脂であ る

PDMS で作製し たガ ラ スおよび石英基板上のマイ ク ロ流

路から分岐し た方形のマイ ク ロ ウ ェル （約 100µm×100µm

厚さ 10µm） 中に，電気泳動用の白金パターン電極 と電気

化学計測用の作用電極を形成する こ と ができ た。 こ のシ

ステムを用い， Microcystis の細胞を電気泳動によ り 一個

単位で取 り 込むこ と に成功し， さ ら にマ イ ク ロ ウ ェル中

での酸素発生を測定し た結果， 単一細胞での光合成活性

の測定に成功し た。

　 次に， 細胞活性や機能を迅速測定するマ イ ク ロ電気化

学測定システムで単一細胞活性測定を実施し た後に， 測

定し た微生物の分子系統解析を行 う こ と が必要になって

く る。 そ こ で， Microcystis の細胞を用い， 10 細胞レベル，

数個レベル，単細胞レベルでの PCR 増幅について検討し
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た。 プラ イマーと し ては， 16srDNA のシア ノ バク テ リ ア

に特異的な領域を用いた。 その結果， 10 個程度あれば，

ほぼ確実に PCR が成功する こ と， また，単一細胞でも 50

％程度の確率で PCR 増幅が成功する こ と が示された。 さ

らに， マイ ク ロ ウ ェル中において も PCR 増幅が行え る こ

と が解か り ， 今後の活性計測 と 系統解析を同一システム

で実施する こ と が可能にな るデバイ スの開発につなげる

こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究者 ： 末永智一， 珠玖仁 （東北大学大学院環境科

学研究科）， 川端善一郎 （総合地球環境学研究所）

（28） 　 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0408BY576

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～ 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ ヤモン ド やカーボンナ ノ チ ューブ と い う

優れた電子放出源を備え， 照射エネルギーを低 く し て も

十分な強度の電子線が得られ， かつ大気中にも電子線を

取 り 出せる電子線源を開発する。 また， 同様の電子線源

を利用し た X 線源も開発する。 そし て， これら電子線源

と X 線源を装備し， 人への影響が大きいエア ロ ゾルに対

し て， （ １ ） 捕集量が小さ く て も精密な質量濃度測定がで

き， （ ２ ） 蛍光 X 線法によ る成分分析も可能 と し， さ ら

に， （ ３ ） フ ィ ール ド でも使え る コ ンパク ト な装置を開発

する。

〔内容および成果〕

　 ダイヤモン ド薄膜は， X 線用窓材や放射光の窓材に利

用されてお り ，小型電子線源の窓材 と し て期待が持てる。

しかし， 実際の電子線用窓材応用の観点からは， X 線や

放射光窓材を電子線用窓に置き換え る と い う よ う な単純

な方法で実現でき ない。 解決すべき点 と し ては， これま

での X 線や放射光用窓のよ う に 10 ミ ク ロ ン程度の膜厚

では電子線の透過率が低 く ， 窓の膜厚を薄 く し窓材の機

械的強度を大き く 向上させる必要があ る こ と が挙げられ

る。 そ こ で， われわれはポーラ ス構造を形成する こ と で，

機械的強度を保ちつつ， 電子線を効率よ く 透過させる方

法を考案し た。

　 厚さ数 ミ ク ロ ン以下のダ イ ヤモン ド 自立膜部分の作製

には， （ １ ） CVD 膜を基板から剥がすこ と で自立膜を作

製する， （ ２ ） 単結晶基板か ら切 り 出す， （ ３ ） 単結晶基

板を研磨もい く はエ ッ チングで薄膜化する と い う ３ つの

方法があ る。 実際の応用を考え る と， 生産性やコ ス ト の

面から単結晶基板を利用する こ と は望ま し く ない。一方，

ダ イ ヤモン ド 薄膜はプ ラ ズマや熱フ ィ ラ メ ン ト を用いた

CVD 法によ り ， 様々な基板へ容易に成膜でき る。 面積に

は制限があ るが， Ir （100） 面や Pt （111） 面上にエピ タ キ

シ ャル膜の成膜が可能であ る。一般的な CVD 法では，多

結晶膜が得られるが， ４ イ ンチ以上の大面積成膜も可能

であ る。 本年度は， シ リ コ ン基板上に， 成膜面が比較的

平坦であ り ， 厚さ １ ミ ク ロ ン程度の多結晶ダ イ ヤモン ド

の合成を行った。

　 合成 し た多結晶ダ イ ヤモン ド 薄膜の自立膜の作製に

は， 基板の裏面か ら エ ッ チングする方法を用いた。 基板

の裏面か らのエ ッ チングには， 化学溶液によ るエ ッ チン

グ と プラ ズマによ るエ ッ チングがあ る。 化学溶液によ る

エ ッ チングは， ダ メ ージが少な く ， 安価な設備で行 う こ

と ができ る。 一方， プ ラ ズマを用いるエ ッ チングは， 制

御性が高いが， ダ メ ージが懸念される。 そ こ で， CVD 法

によ り 成膜された多結晶ダ イヤモン ド / シ リ コ ンを用い

て， 化学溶液処理によ る多結晶ダ イ ヤモン ド シ リ コ ン薄

膜作製を行った。

　 マイ ク ロ波 CVD 装置によ り ， ４ イ ンチ Si ウエハ基板

上に， 多結晶ダ イ ヤモン ド 薄膜を成膜し た。 核形成促進

処理と し て， ５ nm サイ ズの微細ダ イヤモン ド粉末によ

る乾式傷つけ処理を行った。 初期核発生状態を観察する

た め に， 圧力 22.5Torr， H2:CH4=500:25sccm， 投入電力

2000W， 基板温度 660 ℃の条件で成膜を行い， 成膜時間

60min のサンプルを作製し た。

　 化学溶液を用いたシ リ コ ンのエ ッ チングには， フ ッ硝

酸を用いた。 また， エ ッ チングのマス ク形成も， リ ソ グ

ラ フ ィ ー技術やパターン成膜技術を用いず， 開口部を形

成し た耐酸性および耐アルカ リ 性のシールを用いた。

　 こ のよ う にし て合成された膜は， 厚さ １ ～ ２ ミ ク ロ ン

で， 粒子サイ ズ 30nm 以下の明確な稜線を有するダ イヤ

モン ド 結晶で構成 さ れてい る こ と がわかっ た。 こ こ で，

マス ク開口部の面積によ り ， 作製された多結晶ダ イ ヤモ

ン ド / シ リ コ ン窓材に違いが生じ た。 すなわち， マス ク

開口部が小さ い場合， ダ イ ヤモン ド 膜自体のス ト レ スに

よ り 生じ る 「しわ」 が観察される も のの， 自立部分は剥

離がない こ と がわかった。 現在， こ のダ イ ヤモン ド 薄膜

について， 大気圧に対する耐久性 と 電子線透過特性を測

定中であ る。

〔備考〕
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（29） 　 藻類の化学物質吸収能力に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE759

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 ビ ス フ ェ ノール A （BPA） は プラ スチッ ク の原

料 と し て大量に消費されてお り ， 環境中へ大量に流出し

ている。 その河川中の濃度は放出後速やか減少する事か

ら， おそ ら く 大部分は河川中のバク テ リ アや藻類などに

よ って， 吸収あ るいは分解されている と 考え られている

が メ カニズムは不明であ る。 河川中で BPA が速やかに減

少する原因に藻類が関与し ているかど う かを明ら かにす

る ために， 河川でよ く 見られる藻類の BPA を代謝する機

構を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 内分泌攪乱化学物質である Bisphenol A（ BPA） は， プラ

ス チッ ク の原料や安定剤と し て現在も 河川など へ大量に

放出さ れている 。 し かし ， その河川での存在量は放出後速

やかに減少する こ と から ， おそら く 大部分は水生生物に

よ って吸収ある いは分解さ れている と 考えら れる 。本研究

では， 河川で良く 見ら れる 淡水産微細藻類を中心に， ８ 種

の藻類に対し て BPA の吸収 ・ 代謝能力を調べた。 その結

果， ８ 種全ての種が BPA を吸収し ， さ ら にムレミ カズキ

モ（Pseudokirchneriella subcapitata），イ カダモ（Scenedesmus

acutus）， イ カダモ （Scenedesmus quadricauda）， コエラ ス

ト ルム （Coelastrum reticulatum） の４ 種は， BPA を BPA 配

糖体へと 変換し ，再び細胞外へと 放出する こ と が明ら かに

なった。

〔備考〕

（30） 　 種々の環境問題に現れる拡散現象に関する数値シ

ミ ュ レーシ ョ ンに関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0505AE787

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 環境を定量的に評価する立場から， 種々の環境

問題に現れる拡散現象に対する数理モデルの構築および

シ ミ ュ レーシ ョ ンに関する基礎的研究を行 う 。 と く に，

大気環境問題に現れる よ う な流体の流れ と 物質の拡散を

連立し てシ ミ ュ レーシ ョ ンを行 う 問題において， 数値的

に安定で任意の計算領域に適用可能な陽的数値解法の開

発を目的とする。

〔内容および成果〕

　 近年流体シ ミ ュ レーシ ョ ンの分野で注目されている格

子ボルツマン方を用いた， 移流拡散方程式に対する数値

計算手法について研究を行った。格子ボルツマン法では，

用いる格子 と 格子間を移動する仮想粒子の速度モデルに

応じ てい く つかの数値計算のス キームを導 く こ と ができ

る。 本研究では， 正方格子によ る， ４ 速度， ５ 速度， ９

速度モデルか ら 得 ら れ る ３ 種類の計算ス キームについ

て， 数値的安定性を考察し た。 従来の多数の研究報告で

は， ９ 速度モデルがも っ と も広 く 用いられてき ているが，

本研究での安定性解析の結果， も っ と も簡単なス キーム

であ る ４ 速度モデルが最も広い安定領域を有する こ と が

わかった。 また解析解 と の比較が可能なテス ト 問題を解

いた結果， ４ 速度モデルに基づ く ス キームが， 他の速度

モデルによ る格子ボルツマン ス キーム， 伝統的に用いら

れている差分ス キーム等 と 比べて， 同程度の計算精度を

有し ている こ と がわかった。

〔備考〕

（31） 　 鳥類生殖巣キ メ ラの成立には何個の ド ナー細胞が

必要か？

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF795

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 鳥類生殖細胞の移動 と増殖のし く み

を理解する こ と が目的であ る。 マーカー遺伝子導入等に

よ る細胞標識技術を用いて， レシピエン ト 胚での ド ナー

細胞の追跡法を確立する。 また， 生殖巣キ メ ラ （異な る

生殖細胞か ら成る単一個体） を成立させるには， 何個の

ド ナー細胞を移植する必要があ るか と い う 疑問に答え る

こ と で， 希少鳥類細胞の効率的な利用 と 保存に関する指

標を策定する。

〔内容および成果〕

　 精子や卵子の起源であ る始原生殖細胞 （PGC） を移植

し た生殖巣キ メ ラ か ら子孫を得る技術は， 遺伝的多様性

を保持し た形での個体作出 と な る点で， 絶滅危惧種問題

を解決する ための新規環境技術 と な る可能性があ る。 当

然ながら，個体再生に使用でき る希少鳥類の PGC は極少

と な る ため， その効果的な利用が課題であ る。 本研究の

成果は， こ の問題の解決ために， 生殖巣キ メ ラ の作出に
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最低限必要な ド ナー細胞数を示し た こ と であ る。 生体標

識し た PGC を移植し，孵卵 １ 日後の生殖巣原基（生殖域）

へ到着し た個数を算出し た結果， 10， 25， 50， 100 およ

び 200 個の PGC を移植し た場合， それぞれ 22.9±9.9，

13.7±19.0，46.9±24.4，152.7±109.5 および 270.3±139.7 個（平

均値 ± 標準偏差） と な り ， 移植細胞数が増加するほど，

生殖域に到着する PGC数は増加する こ と が明らか と なっ

た。最低 10 個から生殖巣キ メ ラが成立する可能性が示唆

された。 また， 標識し た PGC を 50 個移植し た結果， 移

植後 １ ， ２ ， ３ ， ４ および ５ 日後の生殖巣における PGC

は，それぞれ 46.9±24.4，59.6±40.9，103.8±78.4，240.1±165.5

および 555.7±481.8 個 （平均値 ± 標準偏差） と な り ， 生殖

巣到着 ３ 日後から高い増殖性を示し た。

〔備考〕

（32） 　 排出ガス規制が自動車産業における企業の研究開

発 と 生産性へ及ぼす影響に関する実証研究 ： ポー

ター仮説の検証

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF815

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 環境境政策 と 企業の生産性 と の関係を考え る

場合， ２ つの経路が存在する。 第一の経路は， 直接的に

企業の生産へ影響を及ぼすも のであ る。 こ の直接的影響

は， 規制遵守のために， 生産への投入要素を環境に回さ

なければな ら ない こ と などによ る生産性の低下の可能性

を意味し ている。 しかし， ポーター仮説が成立する と 直

接効果は生産性を高める効果を もつこ と にな る。 第二の

経路は， 間接的影響であ り ， 環境規制によ り ， 企業の研

究開発が促進 さ れ， その結果新し い技術開発が行われ，

企業の生産性を上昇させる。 仮に， ポーター仮説が成立

せず， 規制の直接効果が生産性を引き下げた と し て も，

前者の効果が後者の効果を上回る と， 規制の強化は企業

の生産性を高める可能性があ る。

　 本研究では， 自動車産業におけ る 企業レベルの財務

データ を用いて， （ １ ） 企業の研究開発投資決定モデルを

推計し， 規制が企業の研究開発にどのよ う な影響を与え

るかを分析， （ ２ ） 規制や研究開発が企業の生産性にどの

よ う な影響を及ぼし ているかを分析し， ポーター仮説が

成立し ているかど う か （環境規制の強化が企業の生産性

向上につながるかど う か） 検証する。

〔内容および成果〕

　 推計結果から， 得られた結論は，

　（ １ ） 規制の強化は， 企業の R&D を促進し， 特に， 組み

立て企業においてその効果は大きい。

　（ ２ ） R&D の増加は企業の生産性を上昇させる。推計結

果から， 研究開発ス ト ッ ク が １ ％上昇する と， 生産性が

0.377％上昇する推計される。

　（ ３ ） 規制の直接的な生産性への影響に関し ては， 規制

の強化は， 組立企業においては生産性を上昇 さ せる が，

組立企業以外の企業においては， 直接的には生産性には

影響を及ぼさ ない。 すなわち， ポーター仮説は組立企業

において成立するが， それ以外の企業 （車体企業や部品

企業） については成立し ない。

　（ ４ ） 負債の増加は， 企業の R&D を減少させる一方で，

売 り 上げの増加は R&D を増加させる。 このこ と は，環境

政策において企業の費用負担の増加は，R&D に影響を及

ぼす可能性があ る こ と を示唆し ている。 こ のため， 環境

政策を実施する際，R&Dへの影響を軽微にする ためには，

企業負担を軽減す る 措置を と る 必要があ る か も し れな

い。

〔備考〕

（33） 　 透明 メ ダカにおける化学物質感受性のヒ メ ダカお

よび野生メ ダカ との比較研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF823

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柏田祥策 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 平成 15 年度後期奨励研究で実施された透明 メ

ダカを用いた生態毒性研究において， 新しい化学物質曝

露効果測定法 （in vivo EROD 活性測定法） および環境適

応度評価手法が開発された。 魚類毒性研究のモデル と し

て期待されている透明 メ ダカを， 化学物質生態 リ ス ク評

価に用いる ためには， 毒性試験標準生物であ る ヒ メ ダカ

または野生 メ ダカ と の感受性差について検討する必要が

あ る。 本研究では， 透明 メ ダカの重金属および芳香族炭

化水素に対する化学物質感受性について， ヒ メ ダカおよ

び野生 メ ダカ （北日本型および南日本型） と の比較研究

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ナ ノ サイ ズ粒子の環境動態および生態毒性を検討する

ために， 透明 メ ダカの受精卵または成魚に粒径 40nm の

水分散タ イプ蛍光ラ テ ッ ク ス粒子を飼育水に懸濁させて
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曝露し た。 ナ ノ 粒子は， 卵膜および卵黄に蓄積し て孵化

仔魚体内に取 り 込まれる こ と， 成魚ではエラおよび腸管

膜を介し て血流に入 り ， 各臓器に到達する こ と を明ら か

にし た。 また蛍光ナ ノ 粒子は， 脳か ら も検出された こ と

か ら血液脳関門を通過する と 考え られた。 ナ ノ 粒子の卵

膜透過性に与え る環境影響を評価する ために， 飼育水の

塩濃度を淡水域 （ １ g/L） から海水域 （30 g/L） まで変化

させた と きの卵蓄積性について検討し た結果， １ g/L か

ら 15 g/L （汽水域相当） までの範囲で蓄積性は直線的に

増加し， それ以上の塩濃度 （20 g/L および 30 g/L） では

減少し た。 その原因 と し て塩溶液中でのナ ノ 粒子の凝集

と バイオアベイ ラ ビ リ テ ィ の低下が挙げられた。一方で，

卵割阻害によ る致死毒性影響を確認し た。 ナ ノ 粒子が生

物体内に取 り 込まれる こ と， バイオアベイ ラ ビ リ テ ィ お

よび毒性が環境条件に よ り 異な る こ と を明ら かに し た。

ナ ノ 物質の挙動および毒性は， 物性に依存する こ と か ら

今後の研究の発展が リ ス ク評価のために重要 と な る。 ま

た， ナ ノ 物質の毒性研究は細胞を用いた in vitro 研究が主

流であ るが，リ ス ク研究のためには生物体を用いた in vivo

研究が欠かせない。様々な環境条件下における排出動態，

環境動態， 有害性に関する リ ス ク研究が必要と なる。

〔備考〕

（34） 　 高頻度衛星観測による ヒー ト アイ ラ ン ド 対策の広

域直接評価に関する先駆的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF845

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松永恒雄 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 今後立案 / 実施が進められるであろ う 各種都市

ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対策の効果を広域で直接評価する ため

に必要な， 都市域の日ご と 放射収支を広域に渡って推定

する手法の確立を目指す。 そのために本研究では， 複数

の地球観測衛星によ る都市域の高頻度観測データ利用法

の開発と， 各種地上データ を用いたその検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 2003 ～ 2005 年夏季の晴天日について収集

された低分解能極周回地球観測衛星データ （MODIS 及び

AVHRR） を分析し， その熱赤外域データ よ り 日最低気温

を推定する アルゴ リ ズムを開発し， 関東地方におけ る適

用結果を AMeDAS 気温データ を用いて検証し た。晴天日

におけ る午前中の地表面温度の上昇パターンは， 基本的

に日射によ って規定されてお り ， 比較的単純な数式で近

似でき る。 こ のため， 午前中の数回の衛星観測よ り 地表

面温度の日最低値 （通常日の出直前） の推定が可能であ

る。 さ らに日最低気温 と 日最低地表面温度の関係を仮定

する こ と によ り ， 日最低気温の推定が可能にな る こ と が

明ら かになった。 都市部の夜間熱環境の悪化を示す指標

の １ つであ る熱帯夜は最低気温が25℃を上回った夜 と定

義される こ と か ら， 本手法によ る日最低気温分布図は都

市部夜間熱環境の実態の空間分布を示すも の と 考え られ

る。

〔備考〕

旧研究課題コード ： 0304AF588

（35） 　 吸収線形の隔翼における振る舞いについて

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF525

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田中智章 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 吸収帯を表現する吸収線形には各吸収線を適

切に再現する こ と が求められる。 しかし吸収線の中心か

ら遠 く 隔たる領域 （wing, far-wing, 隔翼等と呼ばれる。 こ

こ では far-wing を用いる。）ではその表現は不完全であ る。

CO2 の吸収線の far-wing 部分での吸収は Lorentz 線形 と比

べる と 非常に吸収が小さ い こ と が知られている。 そ こ で

吸収線の far-wing での吸収係数は Lorentz 線形に c-factor

等を乗じ て経験的に表現される。 吸収帯によ っては far-

wing の重ね合わせの効果が大き く far-wing の研究が必要

と なっている。 本研究提案では far-wing の効果が吸収に

どのよ う に寄与するか， また far-wing の影響を取 り 込む

こ と によ る吸収スペク ト ルの変化について追求する。

〔内容および成果〕

　 CO2ν3 帯では far-wing の影響が顕著に現れる こ と が知

られている。 この影響は chi-factor と呼ばれる補正因子を

用いて導入される。 これまでに chi-factor に温度依存性が

あ る こ と が報告 さ れてい る が， 報告例は非常に少な く ，

また測定の条件が限定されている ため さ ら な る研究が必

要 と されていた。 本研究では環境研が開発し た温度可変

長光路セルを用いる こ と で大気の温度領域において比較

的低い圧力で測定を行 う こ と が可能 と なった。 その測定

結果に非線形最小自乗法によ る fitting を行 う こ と で各測

定温度における chi-factor を求める こ と が可能 と なった。

　 本研究で注目する波長領域は大気の窓領域に当た る。

モデル計算で chi-factor の温度依存性の影響は現時点では
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取 り 入れられていない。 本研究において各測定温度で求

められた chi-factor を用いる こ と で， far-wing の温度依存

性を考慮し たモデル計算を行 う こ と が可能と なった。

　 CO2ν3帯は リ モー ト センシング測定では気温プロ フ ァ

イルの導出に使われる。 実際の衛星データ （AIRS） にお

いて も こ の大気の窓領域での観測スペク ト ルがモデル計

算と一致し ない結果と な り ， その原因の一つが chi-factor

の温度依存性にあ る こ と が示唆されている。 本研究で得

られた よ う に chi-factor の温度依存性を考慮する こ と で大

気の吸収を よ り 正確に表現する こ と が期待でき る。 その

結果と し て気温導出の精度向上の一助と なる。

〔備考〕

（36） 　 熱帯植物からのハロ カーボン放出過程

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0505AF951

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○斉藤拓也 （化学環境研究領域）， 横内陽子

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 成層圏のオ ゾ ン 破壊に関与す る 種々のハ ロ

カーボ ンの中で， 塩化 メ チル と 臭化 メ チルは生物的な

ソース を持つ数少ないハロ カーボンであ る。 近年のフ ロ

ン類の排出規制によ って， 将来の成層圏オゾンの消長に

対する これら生物起源ハロ カーボンの重要性は増す。 熱

帯植物は塩化 メ チルの主要な ソースであ り ， 臭化 メ チル

の ソース と し て も重要であ る可能性があ る。 しかし なが

ら， これまでは放出量測定の困難さ か ら， その放出過程

や放出量 と 外的環境要因 と の関係についてはほ と んど明

ら かに されて こ なかった。 そ こ で本研究では， ガ ラ ス製

チャ ンバー内の空気の連続自動分析によ って， 植物か ら

の放出量を高時間分解能で自動測定する システムを構築

し， これを用いて木生シダやフ タバガキ科樹木から のハ

ロ カーボン放出量 と 気温や日射 と の関係を明ら かにする

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 熱帯植物か らのハロ カーボン放出量を連続的に測定す

る ため， 低温濃縮／ガ ス ク ト マ ト グ ラ フ／質量分析計，

サンプル流路切替えバルブ， 制御用 PC などから構成さ

れる分析システムを構築し た。 これによ り ， 熱帯植物を

入れたガ ラ ス製自然光チャ ンバー内の空気を １ 時間に一

回の高い頻度で連続的に分析する こ と が可能 と なった。

本シス テムでは， ８ 回のサンプル分析に一度， 定量のた

めの標準ガスの分析を行 う こ と で，分析の精度を高めた。

また， 各種センサーと PC を市販のソ フ ト ウ ェ アを介し

て組み合わせ， 日射量， 葉温， サンプル濃縮量等をモニ

タ リ ングする システムを構築し た。

　 こ のシステムを用いて， 木生シダ と フ タバガキ科樹木

か らのハロ カーボン放出量を最長 ３ ヵ 月間に渡って観測

し た結果， 熱帯植物か ら の塩化 メ チル及び臭化 メ チルの

放出量が， 日中に減少する こ と を見いだし た。 これまで，

植物細胞レベルでの塩化 メ チル生成 メ カニズム と し て，

生物的反応 と 非生物的反応 （化学反応） が提案されてい

るが， 観測された日変化は， 塩化 メ チルの非生物的生成

反応 （温度 と 正の関係） か ら予想される放出量の日変化

（日中に増加） と逆パターンであ る。 こ のこ と から， 熱帯

植物におけ る塩化 メ チル生成 メ カニズム と し て生物的な

反応がよ り 重要であ る と 考え られた。 また， 放出量 と 気

温 と の関係については， 植物種によ って大き く 異な る こ

と がわかった。

〔備考〕

（37） 　 多地点同時観測データのデータ処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0506AE786

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域），

内山政弘

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 科学技術の進歩に伴っ て種々の環境計測分野

に対し て小型 ・ 軽量 ・ 安価でしか も高性能の観測機器が

普及し てゆ く と 考え られ， 多数の機器を利用し た観測が

コ ス ト 的に も現実的になって来るであろ う 。 こ う し た可

搬型機器を利用すれば設置場所を選ぶ自由度が飛躍的に

大き く な り ， 観測対象フ ィ ール ド において望ま しい観測

点に高密度に多数の機器を配置し た多地点同時観測が可

能にな る。 本研究では， こ う し た多地点同時観測の結果

と し て時々刻々得られる大容量データの効率的な処理シ

ステムの開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 多数の観測機器によ る観測では， 機会に依存する観測

誤差 （機差） が入 り 込んで く る こ と は避け られない。 本

研究では観測データか ら， こ のよ う な誤差を統計的手法

に出来るだけ小さ く する機差較正システム手法を考案し

た。平成 16 年度に終了し た地域密着研究において行った

川崎市池上新町交差点地域におけ る， エア ロ ゾル粒子の

多地点同時観測データ を利用し て， 機差較正システムの

開発を行った。 観測データ を， 機会の因子および時間の

因子から な る ２ 元配置データ と みて， 分散分析におけ る
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線形モデルを利用し てモデル化し た。 こ のモデルに基づ

いて， 機会によ る因子の推定量を求めた。 こ の推定量を

観測データから減ずる こ と によ って補正を行った。

　 テス ト 観測 と し て， 今回使用し たセンサを同じ観測点

に約 10 センチ間隔に配置し て同時観測を行った。補正前

のデータにおいては， 統計的に機差が確認されたが， 補

正後のデータ を検定し た結果機差はかな り 小さ く でき る

こ と が確認された。 よ って， 多数の観測機によ るデータ

の解析において有効な機差較正手法を開発する こ と がで

き た。

〔備考〕

（38） 　 ラ ジオゾンデ ・ ゴム気球搭載用の湿度計を用いた

上部対流圏の水蒸気観測

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF522

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大気中の水蒸気の科学的重要性は明 ら かであ

るが， 現存する水蒸気データがその科学的要求水準を満

た し ている と は言い難い。 下部対流圏か ら成層圏までで

水蒸気濃度は ５ 桁も激減し， 時間 ・ 水平方向の変動も激

しい。 科学的議論に耐え う るデータの取得には， 高精度

の測器の開発 と それを用いた観測が必要であ る。 そ こ で

本研究では， １ ） 現在開発が進め られている鏡面冷却方

式露点 ・ 霜点温度計 （Meteolabor 社 （ス イ ス） の Snow

White） の観測機構の把握， ２ ） ラ ジオゾンデ ・ ゴム気球

を用いた高層大気観測用の設備の立ち上げ， ３ ） それら

測器 と 設備を用いた水蒸気観測の試験運用， ４ ） 観測に

よ って得られた知見を元に， 技術的問題点の明確化 と 測

器開発へのフ ィ ー ド バッ ク を行 う 。 これら一連の作業に

よ り ， 高精度の湿度計の開発 ・ 製作 と 不確定性の小さ い

水蒸気データの取得を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ラ ジオゾンデ搭載型の湿度計の改良に着手

し た。 その第一段階 と し て， 上層の水蒸気観測に適し た

ゾ ン デ 搭 載 用 の 鏡 面 冷 却 方 式 露 点 ・ 霜 点 温 度 計

（Meteolabor 社 （ス イ ス） の Snow White） の観測機構の把

握を行った。 また ラ ジオゾンデ ・ ゴム気球を用いた高層

大気観測に必要な機材及び観測測器の調達な らびに整備

を行った。 さ らに性能評価のための室内実験を実施する

にあた り ， 本研究で用いている露点温度計に精通し た研

究者よ り ， 露点温度計の情報調査を行った。

〔備考〕

（39） 　 興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃

度計測の実証に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF529

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）， 三森文行， 高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 化学物質， 地球環境， 社会環境等 と いった ヒ ト

を取 り 巻 く 環境の ヒ ト への影響の解明は， 環境研究の重

要課題の一つであ る。 こ の う ち， 脳への影響に対する社

会の関心は高い。 こ のためのアプローチ と し て， 動物実

験によ る方法 と ヒ ト の直接観測が挙げられる。 前者の動

物実験の場合， 例えば化学物質の暴露条件の設定ができ

る と い う 利点があ る反面， ヒ ト 脳での実際の影響 と い う

点で疑問が残る。 一方， 後者に関し ては， ヒ ト 脳の実状

を直接観測でき る。 しかし， 暴露地域の限定ができ ない

場合には質問等に よ る聞き取 り 調査を行 う 必要が生じ，

こ のため暴露情報に曖昧 さ が残る と い う 欠点を有する。

従って， 環境の影響を論じ るには， 動物実験によ る アプ

ローチ と， ヒ ト 脳直接観測によ る アプローチを並行し て

実施する こ と が現実的であ る。

　 これ等のアプローチの中で， 後者の ヒ ト 脳直接観測に

は， 脳を客観的に把握する指標， すなわち脳をモニ タ リ

ングする指標が求め られている。 本研究では， こ の脳の

モニ タ リ ング対象 と し て神経伝達物質を取 り 上げる。 こ

れまでに， 同時検出法あ るいは濃度計測法の開発を行っ

て き た。 今回， 濃度計測法の発展を実施し， 陽性対照動

物実験によ り 開発し た濃度計測法の実証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 濃度計測法の実証を目指し て， 定量化法の高精度化を

実施し た。 具体的には， 2D スペク ト ルの処理方法の検討

を実施し た。 これは， グルタ ミ ン酸および GABA を同時

に検出でき る局所励起CT COSYスペク ト ルの解析に必須

な方法であ る。 これまでに開発し て き た方法では， 生体

系での磁場不均一性の 2D スペク ト ルへの影響を組み込

むこ と ができ なかった。 今回， 後処理関数を工夫する こ

と で， こ の影響を加味し て解析でき る様になった。 具体

的にはコ ヒ ーレ ン ス移動エコーを加味し た方法を開発し

た。 加えて， 生体内の水を基準とする方法を開発し た。

〔備考〕
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（40） 　 高分解能スペク ト ルと偏光特性を利用し た大気気

体遠隔測定手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD504

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木忠生 （地球環境研究セン ター）， 森野勇

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 太陽の地上反射光の多波長吸収スペ ク ト ルか

ら， 温室効果気体など大気気体の量を， 衛星か ら高精度

で測定する ための新しいアルゴ リ ズムを開発する こ と が

本研究の目的であ る。 こ の測定におけ る最大の誤差要因

は， 大気中のエア ロ ゾルや絹雲によ る太陽の散乱光であ

り ， 本研究の最大の課題はその補正方法を開発する こ と

であ る。 １ 点の観測に於いて得られる温室効果気体量の

精度を数パーセン ト 程度 と な る よ う に目標を設定する。

また， 分光スペク ト ルの実測と計算と の比較を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） ２ 成分の偏光放射スペク ト ルを， い く つかの基底

関数で近似展開し， 雲やエア ロ ゾルの影響を取 り 除き，

CO2の量を推定するプロ グ ラ ム開発を行い，精度等につい

て評価し た。 （ ２ ） 海上波の変動や衛星の震動等が観測ス

ペク ト ルに及ぼす影響についてシ ミ ュ レーシ ョ ン及び観

測によ って調査し， これら が大き な誤差を生む可能性が

あ る こ と を示し た。 （ ３ ） 大気 ・ 地表が空間的に不均質に

分布し ている系に適用でき る よ う な， 三次元放射伝達モ

デルを開発し た。 （ ４ ） 散乱過程を含む大気地表系放射伝

達は膨大な計算量を要する。こ こ では，モ ノ ク ロマテ イ ッ

ク 放射を基準関数で展開近似す る と い う 新 し い手法に

よ っ て， 超高速計算を行 う 方法を開発 し た。 （ ５ ） 衛星

データ を数個の仮想チャネルに圧縮し た ものを全球 CO2

発生 ・ 吸収源の逆推定計算の入力データ と し た場合 と，

気柱量を入力データ と し た場合について， 逆推定精度を

比較し た。 （ ６ ） シ ミ ュ レーシ ョ ンに使用し た吸収線パラ

メ ータや装置関数の妥当性を評価する ために， 高分解能

フー リ エ分光計によ り 太陽直達光に吸収される大気微量

成分のスペク ト ルの高精度観測を行った。 さ ら に， 観測

スペク ト ルの リ ト リ ーバル解析を開始し た。

〔備考〕

（41） 　 視床下部における生殖中枢の性差と性分化機構の

解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD534

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 有性生殖を行い種の存続をはか る ほ乳類には

雌雄で異な る生殖機能を制御する生殖中枢が視床下部に

発達する。 脳は発達期の性ステ ロ イ ド の影響を受け性分

化し， ニ ューロ ン数など形態学的に性差がみられる神経

核 （性的二型核） が形成される。 視床下部には， 視索前

野の前腹側脳室周囲核 （AVPvN-POA） と SDN-POA と呼

ばれる性的二型核が存在し てお り ， 生殖機能制御 と その

性差に深 く 関与する。 これら の性的二型核の性差形成は

発達期のアポ ト ーシスによ って生じ る こ と が分かってい

るが， アポ ト ーシス制御の分子機構および性ステ ロ イ ド

の作用機序の詳細は不明であ る。 そ こ で本研究では， 視

床下部の性分化機構の解明 を 目的 と し て， ラ ッ ト の

AVPvN-POA および SDN-POA の性的二型核形成の メ カニ

ズムを明らかにする研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 これまでの研究よ り ， 成熟期においてニ ューロ ン数が

雌に多い AVPvN-POA と雄に多い SDN-POA の発達期に

おけ る活性型カ スパーゼ ３ 発現細胞の定量免疫組織学解

析をおこ なった結果， 出生 ０ 日齢ラ ッ ト の AVPvN-POA

では雄において， 出生 ７ 日齢ラ ッ ト の SDN-POA では雌

において異性よ り も有意に多 く の活性型カ スパーゼ ３ 発

現細胞が存在する こ と が明ら かになっている。 こ の こ と

はカ スパーゼ ３ 活性の性差が発達期の性的二型核のアポ

ト ーシスの性差を生じ させる重要な要因であ る こ と を示

し ている。 アポ ト ーシス制御関連分子であ る Bcl-2 フ ァ

ミ リ ーはカ スパーゼ ３ 活性調節に関与する こ と か ら， 発

達期の AVPvN-POA と SDN-POA における Bcl-2 フ ァ ミ

リ ー分子の発現の性差を ウ ェ ス タ ンブロ ッ ト 解析によ り

検証し た。その結果，出生 ０ 日齢雌ラ ッ ト の AVPvN-POA

では， カスパーゼ ３ の活性上昇を抑制する Bcl-2 の発現

が雄よ り も有意に高 く ， カ スパーゼ ３ の活性化を促進す

る Bax の発現は有意に低かった。 反対に， 出生 ７ 日齢の

雌 SDN-POA では，Bcl-2 発現が雄よ り も有意に低 く ，Bax

発現は有意に高かった。 以上の こ と か ら， カ スパーゼ ３

活性を調節する Bcl-2 および Bax の発現量の性差がカス

パーゼ ３ に依存し たアポ ト ーシ スの性差を引き起 こ し，

ひいては AVPvN-POA と SDN-POA の性差が形成される

と 考え られた。 さ ら に， 活性型カ スパーゼ ３ と ニ ューロ

ンのマーカーであ る NeuN の蛍光免疫二重染色の結果，出

生 ０ 日の AVPvN-POA および出生 ７ 日の SDN-POA の活

性型カスパーゼ ３ 発現細胞の多 く が NeuN 陽性を示し た。

こ の結果は発達期のアポ ト ーシスによ って性的二型核の
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ニューロ ン数の性差が生じ る こ と を裏付けている。

〔備考〕

共同研究者 ： 高木道浩 （神戸大学）

（42） 　 生殖のラ イ フサイ クルにおける脳の機能構造の変

化と性特異性に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD535

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 発達期の脳の性分化によ って， 生殖中枢であ る

視床下部には視索前野の前腹側脳室周囲核 （AVPvN-

POA） と 呼ばれる構造に性差がみ と め られる神経核 （性

的二型核） が形成される。AVPvN-POA は雌特有な排卵制

御に重要 な 機能 を 有 し て お り ， 発達期に形成 さ れ た

AVPvN-POA の構造の性差によ って成熟期の生殖機能の

性差が生じ る と 考え られる。 他方， 生殖機能は年齢が進

む と と も に著し く 衰退する機能であ り ， 生殖中枢機能も

加齢の影響を受けている。AVPvN-POA と と もにラ ッ ト の

排卵制御に関与する視交叉上核 （SCN） では， 加齢に伴

う ニ ューロ ンの脱落亢進は雌よ り も雄において著し く み

と められる。 以上の こ と か ら， 生殖中枢であ る視床下部

の機能構造は生殖のラ イ フサイ クルのなかで著し く 変化

する と 推察される。 本研究は， ラ イ フサイ クルにおけ る

視床下部の機能構造 と その性差を明ら かにする こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 成熟雌ラ ッ ト の排卵は下垂体から の黄体形成ホルモン

（LH） のサージ状分泌によ って誘起さ れる。 さ ら に， 下

垂体からの LH サージは上位生殖中枢であ る視床下部よ

り 分泌される性腺刺激ホルモン放出ホルモン （GnRH） に

よ って制御されている。 AVPvN-POA と SCN は GnRH の

サージ状分泌制御に重要な役割を果た し ているが，GnRH

ニューロ ン， AVPvN-POA および SCN の神経活動動態の

因果関係は不明であ る。 そ こ で， 初期応答遺伝子であ る

Fos の発現をニューロ ン活性の指標と し て，成熟雌ラ ッ ト

の排卵制御における GnRH ニューロ ン， AVPvN-POA お

よび SCN の神経活動変化を定量免疫組織学的に解析し

た。 また， LH サージをモニ タする ため血中 LH 濃度も

ELISA 法によ り 測定し た。その結果，GnRH ニューロ ン と

AVPvN-POAのFos発現変化は同期し てお り ，Fos発現はLH

サージが確認された時間帯において他の時間帯よ り も有

意に増加し た。他方，SCN における Fos 発現変化は GnRH

ニューロ ン と AVPvN-POA と は異な り ， 有意な Fos 発現

ピークは GnRH ニューロ ン と AVPvN-POA のピーク よ り

も先行し ていた。 さ らに， 成熟雌の GnRH ニ ューロ ン，

AVPvN-POAおよびSCNにおいて有意なFos発現増加がみ

と められた時間帯の成熟雄ラ ッ ト の Fos 発現を雌 と比較

し た と こ ろ， 雄の GnRH ニューロ ン， AVPvN-POA およ

び SCN の Fos 発現は雌に比べて有意に低かった。以上の

こ と か ら， 成熟雌 ラ ッ ト の排卵制御に関与す る GnRH

ニューロ ン， AVPvN-POA および SCN の神経活動の動態

が明ら かにな り ， これら の神経活動には性差があ る こ と

が示された。

〔備考〕

（43） 　 原子間力顕微鏡を用いたナ ノ 粒子の細胞への取り

込みに関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD536

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6. 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

〔担当者〕 ○菅野さ な枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 最近の報告で， 自動車排気ガス中には， 様々な

粒径の粒子上物質が含まれてい る こ と が報告 さ れて き

た。 今まで， PM2.5 （粒径 2.5 ～ 10 マイ ク ロ メ ーター以上

の粒子） の肺への取 り 込み機構については研究が進めら

れて き た。 しかし， 排気ガス中に多 く 存在する と されて

いる， ナ ノ 粒子 （粒径が数十ナ ノ メ ーターよ り 小さ い粒

子） の生体への取 り 込みは， 大きい粒子 と は異な る と 考

え られる。 肺の深部に達し たナ ノ 粒子の う ち多 く の不溶

性粒子は， 肺の細胞表面をおお う 界面活性物質の中の肺

胞マ ク ロ フ ァージに貧食される と 考え られるが， その機

構についてはほ と んど知られていない。 そ こ で， 本研究

では， マ ク ロ フ ァージによ るナ ノ 粒子の取 り 込み機構を

in vitro で調べる。 取 り 込み機構を明かにする ために， ナ

ノ 粒子の貧食細胞への暴露実験を行い， ナ ノ 粒子 と 貧食

細胞の相互作用を原子間力顕微鏡を用いて調べる。また，

貧食細胞への粒子の取 り 込み機構は粒子の大き さや成分

によ り ， それぞれ異な る こ と が知られてお り ， ナ ノ 粒子

がど こ か ら どの受容体を通し て取 り 込まれるのか， その

機構を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 カバース リ ッ プに蒸着し た高級アルカンの形状を原子

間力顕微鏡で観察し た結果， ナ ノ 粒子状のアルカ ンが，

ほぼ均一に分散し蒸着し ていた。 エンジン燃焼によ り 生
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成し たアルカンは， 均一な分散状態のナ ノ 粒子 と し て発

生し， 生体に取 り 込まれる こ と が推定された。 次に肺表

面層の模擬的モデルを， 肺表面層の主成分であ る 1,2-

dipalmitoyl-sn-glycero-3-phosphocholine （DPPC） を用いて，

LB 膜作成装置にて展開単分子膜を作成し た。単分子膜へ

のアルカンの影響を調べた結果， 肺表面層の伸縮性を減

少させる こ と がわかった。 またナ ノ 粒子のマ ク ロ フ ァー

ジへの取 り 込みには， マ ク ロ フ ァージに選択的に発現し

ているMARCOが関与し ている こ と を初めて明かにし た。

〔備考〕

（44） 　 日本と オース ト リ アの戸外活動の比較

〔区分名〕 文科 - 振興費 二国間交流事業

〔研究課題コー ド〕 0506CE848

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木陽二 （社会環境システム研究領域），

榊原映子

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 人間活動は気候 ・ 風土によ って異なる。 またそ

のよ う な自然条件によ って育まれた人々の文化 ・ 習慣に

よ って も異な る。 特に戸外の活動はそのよ う な環境条件

の影響を受けやすい。 定量的に人々の戸外での活動を比

較する こ と は今までな されていなかった。 戸外の環境 と

の接触は， 環境から の影響を直接受け るので重要な行動

であ る。 これを測定する手法を定め， 比較する こ と は地

域に根ざ し た環境計画を提案でき る。

〔内容および成果〕

　 本年度は初年度であ るので戸外活動の代表 と し て公園

の利用についてデー タ を集めた。 ま た日本人研究者を

ウ ィ ーンに派遣し， 戸外活動の研究について意見交換を

行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 浅川昭一郎， 愛甲哲也 （北海道大学）， 藤田

均 （青森大学）， 小柳武和 （茨城大学）， 小場瀬令二， 伊

藤太一 （筑波大学）， 十代田朗 （東京工業大学）， 田代順

孝 （千葉大学）， 伊藤精晤 （信州大学）， 上間清， 池田孝

之 （琉球大学）， 薄木三生 （東洋大学）， 菊池正芳 （東京

都公園協会）， ブラ ンデンブルグ ・ ク リ スチアーネ， アン

ベルガー ・ アルヌ （ウ ィ ーン ・ ボーデン クル ト ア大学）

（45） 　 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE844

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松永恒雄 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 衛星や航空機か ら 取得 さ れた遠隔計測デー タ

か ら， 地形及び分光特徴を自動的に認識 ・ 抽出する技術

を開発する．

〔内容および成果〕

　 本年度は， 円状地形に関 し て過去に実施 し た研究に

よ って得られた知見を取 り ま と め， その抽出ソ フ ト ウ ェ

アを完成させた。 円状地形 と し ては火山噴火やいん石衝

突によ って生じ る ク レータ を対象 と し， その画像上の特

徴を文献調査等よ り 複数取 り 上げ， それぞれに着目し た

地 形 自 動 認 識 法 を 併 用 す る ア ル ゴ リ ズ ム （Multiple

Approach-based Robust Crater Extraction，MARC 法） を開発

し た。 さ ら に本アルゴ リ ズムによ る結果を既往論文のマ

ニ ュ アル抽出結果 と 比較し， 本アルゴ リ ズムが ク レータ

年代学的な利用には十分な精度を持つこ と を示し た。

〔備考〕

（46） 　 地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0507BC935

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 大村嘉人

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地域におけ る大気汚染の影響や改善状況を把

握するには， 化学物質の計測によ る物理的評価だけでな

く ， 生物を指標と し た直接的 ・ 客観的評価が必要であ る。

大気汚染物質に対する感受性や汚染物質が体内に蓄積さ

れる点， そ し て寿命が長 く 長期モニ タ リ ングが可能な こ

と か ら， 地衣類は優れた大気汚染指標生物 と 考え られて

いる。 しかし ウ メ ノ キゴケなどの代表的な指標地衣類の

消長 と いった従来用いられて き た方法は， 高濃度の SO2

汚染物質に対応する もので， 現在問題と なっている NOx

やオキシダン ト などの大気汚染物質に対する指標性は不

明であ る。 一方， 現在の複合大気汚染に対応する方法 と

し て， 地衣類の生態指数 （出現種の被度や共存種数等の

総和） を用いた評価方法が提案されているが， 高度な分

類学的知識が必要であ る こ と や計算方法が煩雑であ る た

めに， 我が国ではあま り 普及し ていない。 そ こ で現在の

多様化し た大気汚染物質に対する地衣類の指標性を検証

する こ と， そ し て長期に渡る低濃度の大気汚染に対応し

た評価手法 と し て， 地衣類の遺伝的多様性を指標 と する
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大気汚染診断技術を開発する こ と を目的 と し て研究を実

施し ている。

〔内容および成果〕

　 大阪平野 （226 地点） および神奈川県 （108 地点） の都

市部及び都市近郊を中心 と し て ウ メ ノ キゴケ等の地衣類

の分布調査およびサンプ リ ングを行った。 大気汚染測定

局の汚染物質データ と ウ メ ノ キゴケの分布を比較し た結

果，NO2 濃度が年平均 0.025ppm 以上の地域でウ メ ノ キゴ

ケが消滅する傾向が見られた。 オゾンや SO2 などの他の

汚染物質 と の関連は見られなかった。 大阪， 神奈川， 静

岡か ら 採集 さ れた ウ メ ノ キ ゴ ケ を 解析 し た結果， ITS

rDNA の塩基配列の変異 と し て，ウ メ ノ キゴケを構成する

地衣菌には ８ タ イプ， 共生藻には 29 タ イプの遺伝子型，

さ らに両者の組合せは 44 タ イプあ る こ と が分かった。共

生藻は， 分子系統解析の結果， 全て Trebouxia corticola と

同定された。 大阪平野の地衣類の遺伝的多様性 （菌 ４ タ

イプ， 藻 ９ タ イプ） は， 静岡市清水区 （菌 ４ ， 藻 21） と

比べて共生藻の多様性が低かった。大阪平野においては，

広域大気汚染が生じ ている こ と が指摘されてお り ， 共生

藻の多様性の低さは， それを反映し ている も の と 考え ら

れる。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 森林総合研究所， 大阪市立環境科学

研究所， 神奈川県環境科学セン ター， 静岡県環境衛生科

学研究所

（47） 　 大気中ナ ノ 粒子の多元素 ・ 多成分同時計測技術を

用いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大気

中ナ ノ粒子のフ ィ ールド計測と評価」

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0507MA519

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田邊潔 （化学環境研究領域）， 小林伸治， 伏見

暁洋

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 超短時間レーザ励起イオン化など

の技術を利用し た， 非接触， リ アルタ イ ム， 高感度， 高

選択性のナ ノ 粒子中化学成分測定技術開発事業の一部 と

し て， 開発し た測定法 （レーザーイオン化 TOFMS） の比

較検証のため， 既往の測定法を も と にし たナ ノ 粒子成分

分析法を開発し， 基礎データ を取得する。 さ ら に， 開発

し た装置を自動車排気や大気環境中におけ るナ ノ 粒子の

測定に適用し， 大気中ナ ノ 粒子の リ ス ク を評価する上で

不可欠であ る環境動態の解明に資する。

〔内容および成果〕

　 本年度は，開発し た測定法（レーザーイオン化 TOFMS）

の比較検証を目的に， 試料捕集を し て高感度分析するナ

ノ 粒子成分分析法の開発を行った。

　 ナ ノ 粒子の正確な粒径別捕集を， 低圧多段分級イ ンパ

ク ター （LPI） と NanoMoudi-II を用いて， 高速粒径分析

装置 （EEPS） と の比較などによ って検討し た。 デ ィ ーゼ

ル排出粒子 （DEP） の捕集などにおいて， 50nm 以上の粒

径で LPI で跳ね返 り や再飛散によ る誤差が多少認められ

た以外は， ほぼ正確に粒径別捕集ができ る こ と がわかっ

た。

　 極微量の試料で多成分分析ができ る熱脱離GC/MSの分

析条件を，大気浮遊粒子試料や DEP 試料について検討し，

最適化し た。 LPI で捕集し た数十 µg の粒子試料で， マス

スペク ト ルによ る主要成分の同定， アルカン類の定量な

どが可能と なった。 DEP 試料や沿道大気浮遊粒子試料の

予備的な粒径別組成分析の結果， DEP の主な揮発性成分

は未燃の軽油高沸点成分 と エンジンオイルであ る こ と が

確認され，沿道大気浮遊粒子の DEP に相当する粒径にお

いて DEP と類似し た ク ロマ ト グ ラ ムが得られた。 50nm

以下のナ ノ 粒子はエンジンオイル と 似た ク ロ マ ト グ ラ ム

であったがよ り 高沸点成分の割合が高かった。

〔備考〕

本研究は、 平成 17 年度環境技術開発等推進費 （大気中ナ

ノ 粒子の多元素 ・ 多成分同時計測技術を用いた環境評価

技術の開発） の一環と し て， （財） 電力中央研究所からの

再委託業務によ り 実施する ものであ る。 （研究代表者 ： 財

団法人電力中央研究所 　 CS 推進本部 　 田中伸幸）
―  247  ―





Ⅵ．知的研究基盤





国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
（1） 　 化学形態分析のための環境標準試料の作製 と評価

に関する研究

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0105AD249

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域）， 西川雅高，

田中敦， 白石寛明， 柴田康行， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 標準試料は環境分析の信頼性を支え る基準 と

な る物質であ る が， 環境汚染問題の多様化に と も ない，

さ ま ざ まな種類の環境標準試料が必要 と されている。 本

研究では， 天然の環境試料等か ら標準試料を作製し， そ

の中に含まれる環境汚染物質 （有機金属化合物や有機化

合物を対象 と する） について化学形態別に保証値を定め

る こ と を目的 と する。 化学形態分析のための環境標準試

料の作製 と 配布及び精度管理を行い， 社会ニーズに沿っ

た研究をする。 試料の均一性， 安定性， 保存性等を管理

し， 長期に渡る供給の確保によ り ， 各研究者， 分析者の

ための試料作製を心がけ る。 世界的に信頼される環境標

準試料と し て位置づけ られる こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

 　 環境標準試料 NIES CRM № 24 「フ ラ イ ア ッ シ ュⅡ」 は

に含まれる ダ イオキシン類の共同分析を し， 保証値を確

定し た。ダ イオキシン類の PCDDs，PCDFs の 2,3,7,8 位に

塩素の置換された各異性体， 同族体についての認証値を

も と め， その他のコプ ラナー PCBs は参考値 と し て示し

ている。 また過去に作製し た NIES CRM № 7 （茶葉） は，

ス ト ッ ク分がゼロのため， 再作製を行い， NIES CRM №

23 と し て元素分析について共同分析を し， 保証値を検討

し た。 NIES CRM № 25 「土壌 ２ 」 を作製し， その含水率，

均一性を主た る元素によ って測定し， その精度のチェ ッ

ク を行， 元素， 有機化合物の測定を行い， 認証値， 参考

値の検討し た。 NIES CRM № 26 と し て， 「アオコ」 試料

を作製 し ミ ク ロ シ ス チン等の保証値を検討 し た。 NIES

CRM № 28 と し て， 「大気粉塵」 試料を作製し， 種々の元

素の保証値を検討し た。 また， NIES CRM № 27 「日本の

食事」 試料の提供を開始し た。 来年度に作製予定の NIES

CRM № 29 候補と し て，水質，生体試料，廃棄物関係等が

上げられ， 分析対象物質は， 元素， POPs， 等有機化合物

と， ス ト ッ ク 分のない試料の再作製が考え ら れてい る。

　 本年度， 保証値の得られている試料については， 国内

に 102 試料， 海外に 50 試料， その他， 17 試料で， 合計

152 件のの提供を行った。 また， 環境標準試料のホーム

ページを作製し， その情報を公開し ている。  

〔備考〕

共同研究者 ： 彼谷邦光 （客員研究官 　 東北大学大学院） ，

森田昌敏 （客員研究官）， 吉永淳 （東京大学大学院）

（2） 　 環境試料長期保存 （スペシ メ ンバン ク） に関する研

究

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0105AD251

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 向井人史，

堀口敏宏， 田中敦， 米田穣， 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 将来の新たな汚染 ・ 環境問題の顕在化に備え，

また現在十分な感度， 精度で測定でき ない汚染の進展を

将来の進んだ手法で明ら かにする ために， 所内外の長期

環境モニ タ リ ング事業 と 連携を と り ながら， 環境試料及

びデータの収集， 保存を継続する と と もに， よ り 長期的，

広域的視野に立った環境試料の長期保存のあ り 方を検討

する。 これまで継続し て収集 ・ 保存さ れている沿岸海洋

生物並びに離島の大気粉塵試料の継続的な収集 ・ 保存を

図る と と も に， 水や土壌 ・ 底質， 食品等の長期モニ タ リ

ング事業に資する保存体制を確立する。 

〔内容および成果〕

　 知的研究基盤 と し ての環境試料長期保存については，

これまで約 20 年継続し てき た－ 20 度保存庫でのスペシ

メ ンバンキング と，液体窒素気相保存並びに－ 60 度保存

庫での環境試料タ イ ムカプセル化事業の ２ つの試料保存

を実施し てき ているが，本年度は－ 20 度保存試料の う ち

長期保存試料を タ イ ムカプセル棟に移設し， よ り 長期の

保存体制を確立し た。 タ イ ムカプセル化事業では， 引き

続き日本沿岸各地での二枚貝試料の収集 と 凍結粉砕 ・ 均

質化， 保存作業， 精査海域の東京湾におけ る アカエイ と

底質試料の採取， 保存， 都市圏並びに離島での大気試料

捕集， 保存， 母乳の収集保存を継続し た。 また， 均質性

確認， 採取や均質作業中の汚染の監視体制確立， 保存試

料か ら よ り 多 く の環境情報を引き出すための分析技術の

開発並びにそのための試料保存法の検討などの基礎研究

を推進し， 米国チャールス ト ンで開催されたスペシ メ ン

バンキングに関する国際会議で報告し た。 また， 年度末

に対馬でおき た水鳥油汚染事例に対応し， 試料の保管 と

と もに油成分の分析に着手し た。

〔備考〕
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（3） 　 遺伝子資源と し ての藻類の収集 ・ 保存 ・ 提供

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0206CE476

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉信 （生物圏環境研究領域）， 笠井文絵，

河地正伸， 清水明

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 藻類は進化的に多系統の生物群であ り ， それを

反映し て極限環境を含むあ ら ゆる環境に生息する。 こ の

ため， 機能的な多様性も期待され， 重要な遺伝子資源で

あ る。 また， 水界の主要な一次生産者であ る一方， 異常

増殖する こ と によ る環境問題も引き起こす。 筑波大， 神

戸大などの機関と と もに，これらの藻類を体系的に収集・

保存し， ラ イ フサイエン ス研究や環境研究の基盤整備を

行 う こ と を目的 と する。 現在の日本国内の主要機関保有

株数を倍増する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 中核機関であ る国立環境研究所微生物系統保存施設で

は， サブ機関および研究所内外の研究者か ら の寄託を受

け， 1900 株あま り の株を保存し た （公開株数 1600 株）。

所内外への分譲件数は 658 株 （ １ 月末現在） に及んだ。

定法によ り 凍結保存が可能なシア ノ バク テ リ ア株の永久

凍結保存への移行が大方終了し たため， 本年度は残 り の

シア ノ バク テ リ ア 13 株， ト レボキシア藻 59 株， 緑藻 22

株， 合計 94 株の凍結保存を行った。 これで中核機関に保

存されている株の う ち 523 株が凍結保存されている こ と

にな る。 また， 保存株検索シス テムの整備を行った。 サ

ブ機関においては生態的に重要なピ コ藻類や分類学的に

新規の藻類の収集， アオコ形成藻の １ 種であ る Anabaena

属の多様な系統の確立， 生理活性物質を生産する大型海

藻の収集と保存株の確立， 提供体制の整備を行った。

〔備考〕

サブ機関 ： 筑波大学生物科学系， 神戸大学内海域機能教

育研究セン ター，北海道大学創成科学共同研究機構，（独）

国立科学博物館， 東京大学分子細胞生物学研究所

（4） 　 絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタ イムカプセル

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0288BY599

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

川嶋貴治， 渡邉信

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 100 年度 （2002 ～ 2088 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 環境汚染や環境変化によ り 絶滅の危

機に瀕し ている野生生物種はますます増加し ている状況

か ら， 絶滅のおそれのあ る野生生物等の保護増殖や生物

学的研究の基盤 と し て， 絶滅危惧 ・ 希少生物の細胞等の

遺伝資源の保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度， 環境試料タ イ ムカプセル化事業に関連し て受

け入れた検体数は鳥類 12 種， 69 個体， 哺乳類 ５ 種， 24

個体， 合計 17 種， 93 個体であった。 これらの検体よ り

細胞および遺伝子保存用サンプルを採取し， 凍結保存を

行い， 最終的に平成 17 年度は 354 種類の試料を保存し

た。 こ の結果， 凍結保存試料の合計は 638 種類 と な り ，

こ の受け入れ個体数は前年度の約 ３ 倍にあた る。 内訳は

以 下 の と お り で あ る。 ク ロ ツ ラ ヘ ラ サ ギ （Platalea

leucorodia 　 絶滅危惧Ⅰ A 類）， カンム リ ワシ （Spilornis

cheela 　 絶滅危惧Ⅰ A 類）， カ ラ スバ ト （Columba janthina

　 準絶滅危惧）， ウ ミ スズ メ （Synthliboramphus ant 　 絶滅

危惧Ⅰ A 類），ミ ゾゴ イ （Gorsakius goisagi 　 準絶滅危惧），

ク ロ ウ ミ ツバ メ （Oceanodroma matsudairae 　 絶滅危惧Ⅱ

類）， アカ ヒ ゲ （Erithacus komadori 　 絶滅危惧Ⅱ類）， シ

マフ ク ロ ウ （Ketupa blakistoni 　 絶滅危惧Ⅰ A 類）， アマ

ミ ヤマシギ （Scolopax mira 　 絶滅危惧Ⅰ B 類）， オオタ カ

（Accipiter gentilis 　 絶滅危惧Ⅱ類） ， サ ン カ ノ ゴ イ

（Botaurus stellaris stellaris 　 絶滅危惧Ⅰ B 類）， ハイ タ カ

（Accipiter nisus nisosimilis 　 準絶滅危惧），ダ イ ト ウオオコ

ウモ リ （Pteropus dasymamallus 　 絶滅危惧Ⅰ A 類）， ヒ ナ

コ ウモ リ （Vespertilio superan 　 絶滅危惧Ⅱ類）， ヒ メ ホオ

ヒ ゲコ ウモ リ （Myotis ikonnikovi ikonnikovi 　 絶滅危惧Ⅰ B

類）， カグヤコ ウモ リ （Myotis frater kaguyae 　 絶滅危惧Ⅱ

類）， ケナガネズ ミ （Diplothrix legata 　 絶滅危惧Ⅰ B 類）。

　 上記に加え， 検疫については本年度よ り イ ン フルエン

ザウ イルスおよびウエス ト ナイルウ イルスの診断キ ッ ト

によ る現場検疫を開始し た。 また， タ イ ムカプセル棟に

おいて も リ アルタ イ ム PCR によ る検疫システム を導入

し， 検疫作業に要する時間が大幅に短縮された。 しかし，

本年度は協力機関に対する検疫システムの説明が徹底せ

ず， 検疫が実施でき なかった例が見られた。 現在は各協

力機関への診断キ ッ ト および検疫マニ ュ アルの配布が徹

底され， 効率的な検疫を実施する こ と が可能 と なってい

る。

　 また，平成 17 年度はサンプ リ ングの協力機関 と し て新

たに沖縄こ ど も の国動物園， 西表動物診療所， 猛禽類医

学研究所， 岐阜大学 COE 野生動物救護セン ターが加わ

り ， 前年度か ら構築を開始し た試料収集ネ ッ ト ワーク が
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さ らに充実し た ものになった。

〔備考〕

再委託先 ： 近畿大学， 旭川市旭山動物園， （財） 自然環境

研究セン ター

（5） 　 地球環境モニ タ リ ングおよび地球環境研究支援に

係わるデータベース・データ提供システムに関する基

礎的研究

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 0307AC523

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○勝本正之 （地球環境研究セン ター） ， 藤沼康

実， 向井人史

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究セン タ ーが諸内外の研究者の協

力の下に実施し ている十数のモニ タ リ ングデータや， 地

球環境研究支援のために作成し ている社会 ・ 経済系デー

タ を， 関連するデータベース と 連関させ， 地球環境研究

に効率的に資する ための研究 ・ 解析支援システムの構築

が急務 と なっている。 本研究は， 地球環境モニ タ リ ング

データベース及びデータ提供システムに関する基礎的研

究 （1998 ～ 2002 年度） で得られた， 担当研究者から一

般市民までの広範囲なユーザーを対象にし た観測データ

のデータベース ・ データ提供システムを基に， 速報デー

タや研究支援のためのグ ラ フ ィ ッ クデ ィ スプレ イや計算

ツールおよび外部機関データ利用環境の整備 と オン ラ イ

ン提供を軸 と し， 元データの提供 ・ データ管理 ・ データ

利用を有機的に連関 さ せた統合型研究支援･解析支援シ

ステムの開発を目的と し ている。 

〔内容および成果〕

　 地球環境モニ タ リ ング ・ データベース事業で継続的に

得られている観測データの追加更新， 統計解析データや

情報を， 関連研究者や行政担当者をはじめ一般市民まで

の利用に供するべ く Web や出版形式で公開し た。 また，

直接利用者への活動紹介を， 米国地球物理連合の年会に

おけ るブース展示形式で試み， 地球環境研究や温暖化の

総合的な取 り 組みを ま と めた CD-ROMのブース訪問者へ

の直接配布を行った。 情報化が発達し た昨今 と はいえ，

直接データ提供側が潜在的ユーザーに働きかけ る こ と の

重要性は変わら ない と 思われる。 地球環境研究において

これら のデータ を利用する場合， 不可欠であ る大気の流

れの評価について， 前年度までに開発し Web から一般の

利用に供し ている METEX の発展系 と し て， Lagrangean

Particle Dispersion 法（仮称）の 2006 年度の公開を目指し て

開発を行った。 大気の流れに周辺の影響の度合いを評価

でき るのが特徴であ る。

〔備考〕

（6） 　 生物多様性情報共有と利用に関する研究

〔区分名〕 

〔研究課題コー ド〕 0505ZZ965

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 生物多様性の減少機構の解明 と保全

〔担当者〕 ○志村純子 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 17 年度 （2005 年度）

〔目 　 的〕 イ ン ターネ ッ ト 上に分散 し た生物多様性情報

を適切に参照し環境保全に必要な解析を行 う ために， 生

物種名の参照システムが必要 と なっている。 多様な分類

体系に基づ く 生物種学名参照システムを微生物学名につ

いて米国 ミ シガン州立大学 と 共同で改修する。 成果物は

国際的な情報共有系におけ る学名参照システム と し て活

用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 微生物学名の う ち， 細菌 ・ 古細菌の両 ド メ イ ンについ

て， Bergey's Manual vol.2 で採用し た分類体系 （Taxonomy

Outline ver.6）のSGML から N4Lの24,176件に上る学名，分

類群， 株に関す る XML オブジ ェ ク ト を生成 し， Java，

サーブレ ッ ト の応用技術であ る JSP （Java Server Pages）

を介し て， 動的に日本語の Web ページを配信する。 これ

らの XML オブジェ ク ト 間の関係を考慮しつつ，学名，分

類群， 株情報を迅速に検索可能 と するのに必要な情報の

みをデータベース化し， その検索イ ン ターフ ェース を作

成し た （シ ス テ ム構成 ： N4L 側 :Tomcat 5.5.11, Java 1.4,

Servlet 2.4, JSP 2.0, JSTL 1.1, PostgreSQL, Linux 2.6.9-

5.ELsmp, SunOS 5.6, 環境研側 :Apache 2.x, Ruby 1.8.x, Rails

1.0, PostgreSQL 8.1, FreeBSD 6.0R）。

　 生物科学におけ る懸案であった， 学名 と その指し示す

分類概念および基準 と な る株へのア ク セスが， 英語およ

び日本語で Web ページから迅速検索可能と なった （試験

URL 　 http://158.210.250.115/n4l4n/）。国際的な情報共有に

おけ る学名を用いたナビゲーシ ョ ンに必要な参照系 と し

て実用可能な知的基盤が試作でき た。 分類体系に対する

コ メ ン ト を 日 本 語 お よ び 英 語 に よ っ て， Bergey's

Taxonomy Outline に返すこ と も Web ブラ ウザから容易に

行え る よ う になった。 これら によ り ， 日本語で発表され

た論文等の内容も Taxonomy Outline で採用される分類体

系の編集に迅速に反映でき る よ う にな る と考え られる。

〔備考〕

共同研究者：開 　 和生（環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），
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George M. Garrity （ア メ リ カ合衆国， ミ シガン州立大学）

（7） 　 微生物系統保存施設に保存 されている微細藻類保

存株の分類学的再評価と保存株データベースの整備

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0507AD816

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

広木幹也， 清水明

〔期 　 間〕 平成 17 ～ 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は， 分子系統解析の技術の進歩によ っ

て， これまで形態のみで分類されていた分類群の分類学

的見直しが行われている。 これに と も ない， 微生物系統

保存施設に保存されている微細藻類保存株の分子系統解

析によ って再同定する必要があ り ， また， 国際的に も系

統保存施設において高品質の保存株を維持する ために再

分類同定能力が求め られている。 そ こ で， 環境研微生物

系統保存施設に保存されている保存株の う ち， 分子系統

解析の行われていない株について解析を実施する。また，

これら の分子情報 と と も に， それらの画像や生理特性を

含めたデータベースの充実をはか り ， 保存株利用の利便

性を高める。

〔内容および成果〕

　 保存株の う ち，珪藻 Skeletonema 属 ５ 株， ク リ プ ト 藻 72

株， 緑藻など ８ 株について DNA の抽出， 18S リ ボ ソーム

遺伝子または ITS 領域の塩基配列の決定を行った。 ク リ

プ ト 藻の数種を除 く ほ と んどの株について系統解析を行

い， 分類学的位置を決定し た。 また， ホームページの画

像情報の追加と整備を行った。

〔備考〕
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７ . １ 業務概要

環境情報センターは，平成２年７月，国立公害研究所が

国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置され，環

境情報の収集，整理及び提供並びにコンピュータ・ネット

ワークシステムの運用等の業務を行ってきた。

平成13年４月の独立行政法人化に伴い，独立行政法人国

立環境研究所法第11条第２号に規定する環境情報の収集，

整理及び提供に関する業務を中心となって担うとともに，

研究部門及び管理部門を支援する業務等を実施している。

環境情報の収集，整理及び提供に関する業務について

は，国民の環境保全活動の推進等のため，様々なセクター

が提供する環境情報を収集し，広く案内・提供する情報シ

ステムを運用しているほか，我が国の環境の状況を示す基

本的なデータをデータベース化し，これらを地図やグラフ

に加工するなどして理解や利用がしやすい形で提供する

システムを運用している。また，国立環境研究所の研究成

果を国民各層が活用できるよう，研究所ホームページの運

営及び研究報告書等の編集・刊行に関する業務を行ってい

る。（本センターにおいてインターネットを通じて提供し

ている情報については表参照。）

表 ：環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報

区分 情報の内容 情報を提供しているサイト

環境情報提供システム 内外の環境政策等のニュース，環境用語集，環境年表，
イベント情報，環境 Q&A 等

EIC ネット（１）

環境技術の開発等に係るニュース，先端技術の解説等 環境技術情報ネットワーク（２）

環境 GIS
（数値情報を含む。）

環境 GIS 大気汚染状況の常時監視結果 国立環境研究所ホームページ

（環境 GIS）（３）

公共用水域の水質測定結果

日本周辺海域における海洋環境の状況

全国自動車交通騒音マップ

ダイオキシンマップ

有害大気汚染物質マップ

数値情報 大気環境月間値・年間値データファイル 国立環境研究所ホームページ

（環境数値データベース）（４）

大気環境測定局データファイル

公共用水域水質検体値データファイル

公共用水域水質年間値データファイル

公共用水域水質測定点データファイル

研究成果等 研究計画 研究計画 国立環境研究所ホームページ
（５）

研究発表 発表研究論文データベース

成果発表一覧（誌上）

成果発表一覧（口頭）

刊行物 国立環境研究所年報，特別研究報告，
研究報告，研究所ニュース，環境儀等

その他 研究分野別の活動等

（１）http://www.eic.or.jp/
（２）http://e-tech.eic.or.jp/
（３）http://www-gis.nies.go.jp/
（４）http://www.nies.go.jp/igreen/
（５）http://www.nies.go.jp/
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一方，研究部門及び管理部門を支援する業務について

は，コンピュータ・ネットワークシステムの管理に関する

業務，研究情報の整備・提供に関する業務，情報技術を活

用した事務の効率化に関する業務，研究成果のデータベー

ス化等に係る研究者支援業務等を行っている。また，研究

者との協働体制を強化するため，研究情報企画・整備推進

チームを設け，情報処理のための基盤整備等を行ってい

る。

なお，本研究所が独立行政法人化したことにより，国や

民間の機関等からの業務委託・請負の実施が可能となった

ことから，環境情報の収集・整理・提供業務に関連し，環

境省からの受託・請負業務として，同省の情報提供の一部

についてシステムの構築等を行っている。

本年度の個別業務の実施状況は以下のとおりである。

７ . ２ 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業務

７ . ２ . １ 環境情報提供システムの整備運用

（１）EIC ネット

EICネット（Environmental Information & Communication

Network）は，環境基本法第 27 条に基づき，環境教育・学

習の振興及び民間の環境保全活動の促進に資するため，環

境情報の提供及び情報交流の促進を図ることを目的とし，

平成８年３月にパソコン通信による運営を開始し，平成９

年１月からはインターネットを利用したサービスに切り

替わったものである。同条の規定は，独立行政法人国立環

境研究所法にも反映され，同法第11条第２号の規定に基づ

いて，本研究所がEICネットの運営を継続している。

本年度の１年間における EIC ネットへのアクセス数

（ページビュー）（注）は，44,582,636件であった。提供情報

の中で特に利用の多かったコンテンツは，「エコキッズ」

「環境 Ｑ ＆ Ａ」「環境用語集」である。なかでも，利用者

が提示した疑問，質問等に対して他の利用者が回答する

「環境Ｑ＆Ａ」は，5,367 件の書き込みがなされるととも

に，アクセス数は 4,958,719 にのぼり，環境情報の交流の

場として活発に利用された。

本年度業務では，この「環境 Ｑ ＆ Ａ」に蓄積された情

報を総括・分類して紹介するコンテンツを作成し，さらに

活用してもらえるように図った。また，暮らしの中の化学

物質について，化学的な関心や知識に役立つページを，「エ

コライフガイド」に追加した。このほか，「環境ニュース」

や「トピックス」等のコンテンツについて毎日又は定期的

な更新を行うなかで，時事性が高いテーマやアジアの国々

の環境事情などの掲載に努めた。

また，利用者自身による情報の書き込みには利用者登録

を必要としているが，本年度における新規利用登録者数は

2,501名で，総利用登録者数は12,832名となった。

提供情報の内容は，図１ に示すとおりである。なお，シ

ステムの日常運用は，（財）環境情報普及センターに請け

負わせて実施している。

EIC ネットについては，今後も引き続き，機能の拡充，

提供情報の充実を図っていくこととしている。

（注）ページビューとは，ホームページのアクセス数の

数え方のうち１ページにアクセスしたときに１件と

カウントする方式。

（２）環境技術情報ネットワーク

環境保全に貢献する技術の普及と啓発を図るため，環境

省との共同企画で，「環境技術情報ネットワーク」を平成

15年８月より運営している。

同サイトは，（１）環境技術新着ニュース，（２）環境技

術情報ナビゲーション，（３）環境技術ライブラリ，（４）

環境技術イベント情報，（５）環境技術交流フォーラム及

び（６）環境技術サポート情報から構成され，環境技術情

報のポータルサイト（情報の収集・発信の窓口となるサイ

ト）の役割を果たすことを目指している。本センターは，

このうち（１）～（４）を担当しており，ニュースやイベ

ント情報は情報収集と更新を日常的に実施するなど，掲載

情報の充実に努めている。本年度のアクセス数（ページ

ビュー）は 654,664 件であった。なお，システムの日常的

管理は，（財）環境情報普及センターに請け負わせて運用

している。
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７ . ２ . ２ 環境国勢データ 地理情報システム （環境 GIS）

の整備運用

（１）環境 GIS

環境 GISは，環境省が策定した「環境省国土空間データ

基盤整備等実施計画」に基づき，本センターと環境省大臣

官房総務課環境情報室とが協力して整備を進めているも

のである。同実施計画では，汚染物質の総量規制等の「指

定・規制等位置図」を第１類型とし，大気や水質等の測定

データやその集計値等の「環境質測定結果等データ」を第

２類型として位置づけている。そして，第２類型のデータ

に位置情報を加え，第１類型の地図上に重ね合わせ表示を

行うなど，理解しやすい視覚的な形に加工して，インター

ネットを通じて環境の状況に関する情報等を広く提供し

ようとするものである。

本年度においては，環境 GIS の利便性を高めるため，

ページデザインの改良等のリニューアルを行い，新たに茨

城県，東京都，愛知県，滋賀県の第１類型データを公開し

た。また，次節に述べる第２類型の「環境質測定結果等

データ」のダウンロード用データとして，平成16年度（2004

年度）に測定された大気及び水質データを追加掲載したほ

か，「全国の大気及び水質の長期経年変化を見る」ページ

にもデータを追加掲載した。さらに，平成 13 年度（2001

年度）～平成 15 年度（2003 年度）実施の海洋環境モニタ

リング調査データ及び平成 16 年度（2004 年度）実施の自

動車交通騒音実態調査データを追加掲載した。

また，本年度は，上記のデータの追加掲載に加え，平成

15年度（2003年度）に実施されたダイオキシン類測定結果

データを掲載した「ダイオキシンマップ」，平成 13 年度

図 1 　 環境情報提供システム （EIC ネ ッ ト ） によ る提供情報等一覧

（ＵＲＬ）http://www.eic.or.jp/
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（2001年度）～16年度（2004年度）に実施された有害大気

汚染物質モニタリング調査結果を掲載した「有害大気汚染

物質マップ」を新たに公開した。

（２）環境数値情報の整備と提供

（ｉ）データファイルの整備

本センターでは，従来から，環境数値情報の収集，整

理，保管及び提供する業務を行っている。これらの数値情

報は，現在，環境 GISの整備のための基礎的なデータにも

なっている。本年度は，前年度に引き続き大気データ及び

水質データを収集してデータファイルの整備を行った。

また，昭和45年度（1970年度）以降の大気環境月間値・

年間値データ及び昭和 46 年度（1971 年度）以降の水質環

境年間値データについて，「環境数値データベース」を作

成し，国立環境研究所ホームページから提供を行ってい

る。

ア．大気環境データ

大気環境データは，①大気環境時間値データファイル，

②大気環境時間値データファイル；国設局，③大気環境月

間値・年間値データファイル及び④大気環境測定局データ

ファイルにより構成されている。本年度は，前年度に引き

続きこれらのファイルの作成を行った。

各ファイルの内容は以下のとおりである。

①大気環境時間値データファイル

昭和 51 年度（1976 年度）から，大気汚染防止法に基づ

き都道府県が実施する大気環境常時監視の１時間値測定

結果をデータファイルに収録する作業を開始し，収録項目

を逐次充実してきた。本年度は，平成16年度（2004年度）

測定に係る関東・中部・近畿・中国・九州地方の測定局

（20都府県，1,241局）について，大気汚染物質（窒素酸化

物，浮遊粒子状物質，二酸化硫黄，一酸化炭素，光化学オ

キシダント，非メタン炭化水素等19項目）及びその他項目

（気象要素等10項目）の各測定結果データを収録した（延

べ10,235件）。

②大気環境時間値データファイル；国設局

①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排出

ガス測定局（19局）についても，常時監視の１時間値測定

結果を収録した（延べ239件）。

③大気環境月間値・年間値データファイル

環境省水・大気環境局は，大気汚染防止法に基づき，各

都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を

取りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは，水・大気環境局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和45年度（1970年度）

測定結果から整備している。本年度は，平成16年度（2004

年度）測定に係る全国の測定局について，大気汚染物質11

項目の各測定結果データを収録した。

なお，本年度も前年度に引き続き，水・大気環境局の平

成 16 年度（2004 年度）測定結果データファイル及び測定

結果報告書の作成について，支援を行った。

④大気環境測定局データファイル

大気環境測定局データファイルは，本研究所及び環境省

水・大気環境局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガ

ス測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平成16

年度（2004年度）調査結果に係る情報を収録した。

イ．水質環境データ

水質汚濁防止法に基づき，昭和 46 年度（1971 年度）か

ら全国公共用水域水質調査が実施されており，都道府県よ

り報告を受けた水質常時監視測定結果を取りまとめ，デー

タファイルに収録・集計を行っている。本センターでは，

環境省水・大気環境局よりデータの提供を受けて，水質環

境データファイルの作成を行った。

水質環境データは，①公共用水域水質検体値データファ

イル，②公共用水域水質年間値データファイル及び③公共

用水域水質測定点データファイルにより構成されており，

その内容は以下のとおりである。

①公共用水域水質検体値データファイル

昭和46年度（1971年度）～平成16年度（2004年度）の

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目（pH，

DO，BOD，COD，SS，大腸菌群数，n-ヘキサン抽出物質（油

分等），全窒素，全リン），健康項目（カドミウム，全シア

ン，鉛，六価クロム，ヒ素，総水銀，アルキル水銀，PCB

等計 30項目）及びトリハロメタン生成能（クロロホルム生

成能等計５項目）の各測定結果データを収録している。

②公共用水域水質年間値データファイル

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，健

康項目等の項目別に年間の最大値，平均値及び測定実施検

体数等を収録したものである。本年度は，平成16年度（2004

年度）調査結果に係る情報を収録した。

③公共用水域水質測定点データファイル

水質測定点データファイルは公共用水域の水質測定点

に関する基礎的情報を収録したファイルである。本年度

は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期間，緯度，経

度等をファイルに収録した。

（ii）データファイルの提供

ア．貸出による提供
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大気環境及び水質環境データファイルについては，環境

省を始めとする行政機関・研究者等への提供を行ってい

る。本年度は，計5,133ファイルの貸出を行った。

また，ユーザの多様なニーズに対し，よりきめ細かな対

応ができるよう，所内研究者向けとしてイントラネット上

に整備したWeb対応「データ提供システム」を運用し，デー

タファイルの提供業務の効率化を図っている。

イ．コピーサービスによる提供

大気環境及び水質環境データファイルが環境研究及び

環境行政分野のほか，民間機関を含め広く社会的に利用さ

れるよう，「コピーサービス用電子メディア貸出規程」に

基づき，（財）環境情報普及センターを通じて，電子メディ

アコピーサービスによる実費提供を行っている。本年度は

計261ファイルの提供を行った。

７ . ２ . ３ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上で

の発信手段として，平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は，本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後，順次，個別研究テーマごとのページ，化

学物質データベース等の研究成果等を提供・紹介するペー

ジを追加掲載するとともに，ホームページ情報検索システ

ムの導入や英文年報等の掲載を行ってきたところである。

本年度，新たに追加した情報のうち主なものは，広報的

情報として「公開シンポジウム 2005 報告」（動画による提

供），研究概要全般の紹介として「脱温暖化 2005研究プロ

ジェクトホームページ」，「ナノテクノロジーを活用した環

境技術開発推進事業に関するホームページ」，個別研究の

詳細の紹介として「環境標準試料ホームページ」（和文版

リニューアル，英文版新規作成），「化学物質定性支援ソフ

トウェア MsMs Filter」，一般環境情報の提供として「見

て，読んで理解する地球温暖化資料集第４章　二酸化炭素

の海洋吸収」等全面的なリニューアルを行ったコンテンツ

も含めて11件がある。

また，本研究所は来年度から新たな中期計画のもとで諸

活動を行うことになるが，それを踏まえたホームページ全

体のリニューアルを計画し，ページデザインやページ構

成，ホームページ内のリンク構成，コンテンツ配置等の検

討を行った。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページへ

のアクセス件数（ページビュー件数）は，24,783,786件で

あり，前年度の18,821,882件に比べ約32％増加した。

国立環境研究所ホームページの構成は，図 2 及び 図 3 の

とおりである。
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図 2 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供
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図 3 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供
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（２）編集・刊行

本研究所の各領域，各プロジェクト，各センターの活動

状況及び研究成果等については，刊行物として関係各方面

に配布するとともに，研究所ホームページにおいて広く提

供している。本年度も引き続き指定刊行物の PDF 化を進

め，研究所ホームページから閲覧や印刷を可能にした。

本年度においては，平成16年度年報，NIES Annual Report

2005，平成 17 年度研究計画，特別研究報告（2 件），研究

報告（３件），地球環境研究センター報告（11件），国立環

境研究所ニュース（６件）を刊行したほか，本研究所の研

究成果を国民に分かりやすくリライトした研究情報誌「環

境儀」第16～ 19号を刊行した（10.1 研究所出版物参照）。

平成 15 年度に構築した「年報」の印刷用版下原稿を作

成するシステム（XML自動組版システム）により，平成 16

年度版から PDF ファイル上で，目次や索引から研究課題の

ページにリンクするなど，立体的に閲覧することが可能と

なった。

「環境儀」及び「国立環境研究所ニュース」については，

より充実したものとするための基礎資料を得るため，掲載

内容やデザイン等に関するアンケート調査を実施した。実

施方法として，公開シンポジウムの開催時や，主な発送先

にアンケート用紙を配布した他，研究所HPからも入力可能

とした。今後，得られた回答を基に編集作業に反映させて

いくこととしている。

なお，これらの刊行物は，国立国会図書館，国内外の環

境関係試験研究機関，各省庁及び地方公共団体環境担当部

局等に寄贈交換誌として配布した。また，利用者の高度利

用や配布の便を図るため，平成 16 年度指定刊行物の PDF

ファイルを１枚のCD-ROMに編集し，関係各方面に提供した。

７ . ３ 研究部門及び管理部門を支援する業務

７ . ３ . １ コ ンピュータ ・ ネッ ト ワーク システム管理業務

本センターは，スーパーコンピュータを含む各種のコン

ピュータシステム及び国立環境研究所ネットワークに関

する管理，運用等業務を所掌している。これらの業務を遂

行するため，「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及

び「国立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，

適正な管理，運用等に努めている。

平成 17 年度からは，利用者が入室する電算機周辺装置

室のセキュリティ確保のため，同室のドアに静脈認証方式

を採用した入室管理システムを導入し，運用している。

また，本研究所を含む筑波研究学園都市の 10 の研究機

関（平成 18年 3月現在，11機関）の連携の下に，平成 14

年３月末に構築された「つくば WAN」により，各機関が保

有するスーパーコンピュータを結んだ相互利用，人工衛星

搭載センサーから得られる大容量リモートセンシング

データ等の高速な相互利用（ファイル共有）等が可能と

なっている。

（１）コンピュータシステム管理業務

平成 14 年３月のシステム更改により導入された現行シ

ステムは，比較的大規模のスーパーコンピュータを中核

に，複数の各種サブシステムを加えた分散型のシステムで

あり，夜間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行ってい

る。また，スーパーコンピュータについては，原則として

３ヵ月に１度の定期保守を行うこととしている。

各システムのうち，ベクトル計算サーバ及びグラフィッ

クスワークステーションの利用に係る調整は地球環境研

究センターが行い，上記以外のシステムの利用に係る調

整，全システムの管理及び運用を本センターが行うことと

している。

本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含めて，

ベクトル計算サーバ及びフロントエンドシステム47名，グ

ラフィックスワークステーション20名，スカラー計算サー

バ18名となっている。

また，利用者支援の一環として，オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる，運用情報・

統計情報，利用情報・支援情報等に係る発信体制を整備し

ている。

本年度においては，総合開発環境ソフトウェアMatlabの

導入により利用環境の向上を図ったほか，平成19年３月か

らの稼動を予定している次期コンピュータシステムの導

入に当たっての仕様検討及び諸手続きを進めた。

（２）ネットワーク管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は，各研究室等に配置されたワークステーション又は

パーソナルコンピュータにより，スーパーコンピュータを

始めとする各種コンピュータの利用，国外を含む所内外と

の電子メール，ファイル転送及びWebの利用等である。

これらの管理業務の中で最も重要なものは，ネットワー

クセキュリティ対策であり，ファイアウォールを設け，通

過プロトコルを制限するなど，非武装セグメント（DMZ）に

設置された各種の WWWサーバ，データベースサーバ等の監

視を始めとする各種の不正アクセスの防止に努めるほか，

イントラネットを通じて研究ユニットのサーバ管理者向

けにセキュリティ情報を提供し，より積極的な注意喚起を

行っている。

また，コンピュータウイルス対策サーバを設置し，メー

ル添付ファイル等のウイルス対策を講じており実質的被

害はないが，本年度におけるウイルス検査では，前年同様

の傾向で数万件に上る数が確認されている。この原因とし
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ては，これまで同様，自動配信機能を有するウイルスが一

般化したことに加え，OS等の脆弱性発見からウイルス作成

までの期間短縮及びウイルス亜種の作成頻度の極端な増

大によるものと考えられる。

さらに，メール添付ファイル以外のネットワークを利用

した情報交換，フロッピーディスク等の電子メディア，イ

ンターネットからのダウンロード等によるウイルスの感

染を防止するため，ソフトウェアの一括購入に基づいたイ

ントラネットからのダウンロード方式により，個別のパー

ソナルコンピュータについても，ウイルス対策を講じてい

る。

一方，利用者の便宜に供するため，Web メールの導入，

グループアドレスの採用，メーリングリストの運営，簡便

な所外ファイル交換システムの運用，効果的な迷惑メール

対策の検討等を進め，各種の業務の遂行を側面から支援す

るメールの使い方の普及を図っている。

本年度においては，GIS データの共有，公開に資するた

めのWebGISサーバの導入，所外から安全に所内ネットワー

クの機能を利用するための機能として VPN 装置の導入や

ネットワーク機器の設置環境の整備強化等により，利用者

の利便性の一層の向上を図った。

なお，昨今，社会的な問題となっている Winnyを始めと

する P2Pファイル共有ソフトウェアについて，利用者への

周知・指導を行うとともに，対策強化に向けての検討を進

めている。

また，平成 19 年３月からの稼動を予定している次期コ

ンピュータシステムとともに更改を予定している次期

ネットワークシステムの導入に当たっての仕様検討及び

諸手続きを進めた。

７ . ３ . ２ 研究情報の整備 ・ 提供

（１）文献データベースの整備と提供

本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

ア．オンライン文献データベース

JOIS（科学技術振興事業団（JST））,  STN-International

（Chemical Abstracts Service（CAS），FIZ Karlsruhe,JSTが

共同で提供），G-Search（（株）ジー・サーチ）の３種類の

データベースを整備しており，本年度は，20件の検索申込

みを受け付けた。

イ．文献データベースの管理

①引用文献データベース Web of Science（Thomson

Scientific）の自然科学分野及び社会科学分野の２分野を，

平成 14 年７月から導入している。また，これらのバック

ファイルは 1981 年からの利用が可能であり，研究基盤の

強化を図っている。本年度の利用件数は，13,102 件であっ

た。

②フルテキストデータベースScience Direct（Elsevier）

を平成 17 年１月から導入し，現在購読している学術誌を

Web 上で閲覧することが可能となり，研究の一層の効率化

が期待される。

③その他にWebを利用した文献データベースとして，The

British Library inside web（大英図書館）及び研究室単

位で利用するJOIS固定料金制情報サービス（JDream）を提

供している。

④また，図書閲覧室内情報検索室では，NTIS（米国国立

技術情報サービス）を随時利用できるように整備してい

る。

（２）所外文献照会

所内研究者による所外文献のコピー入手申請を受けて，

国立大学附属図書館，JST，国立国会図書館にコピーの提供

を依頼しており，さらに，国外所蔵文献に関しては，The

British Library を利用して原報提供体制の強化を図って

いる。本年度は，国立情報学研究所が運営する「目録所在

情報サービス」に参加するとともに「国立情報学研究所ILL

文献複写等料金相殺サービス」に参加し，業務の効率化を

図った。本年度の外部機関への複写申込件数は，2,361 件

であった。

（３）研究成果発表管理

誌上（所外の印刷物）発表論文及び口頭発表（講演等）

に関し，発表した後に研究課題コード，発表者，題目，掲

載誌（発表学会名称等），巻号，ページ（開催年）及び刊

行年に係る情報を研究者からの申請により受け付けて，研

究所の活動状況の把握のため整備している。これらのデー

タは，年報の「X.成果発表一覧」に掲載されている。

また，本年度は，研究所ホームページ「国立環境研究所

発表研究論文データベース」へのデータ更新頻度を四半期

ごとに実施するとともに，「成果発表一覧（誌上）」におい

ては，記載されている発表論題と原著論文間をリンクし，

研究活動状況の速報性の強化を図った。

（４）図書関係

図書関係業務では，研究活動に不可欠な情報源である学

術雑誌を始めとする書籍の収集・管理と閲覧等の図書室の

運営を行っている。本年度末における単行本蔵書数は

50,189冊であり，購読学術雑誌は，国内外合わせて395誌

にのぼる。その他，マイクロフィッシュの形態で収集して

いる米国政府の環境分野の技術報告書は 118,616 件を数え

る。本年度は，「マイクロフィッシュ所蔵目録データベー

ス」を作成し，所蔵資料のデータベース化を進めた。
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図書等の管理及び文献情報の提供については，情報の電

子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検索で

きるよう整備している。特に，雑誌所蔵目録データベース

においては，各誌の電子ジャーナルやインターネットによ

る出版社オンラインサービスへリンクできるように，常に

最新の情報に更新している。

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2,664棚，

雑誌展示書架840誌分，204m2，単行本閲覧室は棚数708棚，

雑誌展示書架280誌分，194m2，索引・抄録誌閲覧室は棚数

1,008 棚，80m2，報告書閲覧室は棚数 918 棚，74m2 であり，

その他情報検索室（50m2），地図・マイクロ資料閲覧室

（101m2），及び複写室（17m2）となっている。

なお，本年度の外来閲覧利用者は 38 人，図書室の延べ

利用者数は14,948人であった。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は，研

究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年度

は，環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物を中

心に， 712 種の報告書を収集，整備した。この結果，累積

総数は，5,040種に達している。

また，国，地方公共団体，大学等から365種の寄贈及び

寄贈交換の報告書等があり，累積総数では，16,398種を数

える。

７ . ３ . ３ 情報技術を活用し た事務の効率化

主任研究企画官室及び総務部等の管理部門等を中心と

し，情報技術を活用した事務の効率化のための支援を行っ

た。本年度に実施した主なものは以下のとおりであり，

データベースについてはイントラネットでの稼動を基本

とするが，一部は研究所ホームページのコンテンツとして

も公開されている。これらの支援は，今後も継続して行っ

ていくこととしている。

ア．業務用 PC 一括管理システムの運用及び第２期分追

加導入支援

イ．研究計画・年報XML自動組版システムの導入支援

ウ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

エ．研究課題データベースのシステム更新・運用

オ．保管試料管理簿データベースの作成

カ．ディレクトリサービス導入

キ．会議室無線LANシステム導入支援

ク．所内PRTR調査入力システム開発・運用

７ . ３ . ４ データベース化等に係る研究者支援

所内研究者が保有する研究成果のデータベース化や研

究コンテンツの作成等に関して，研究者からの要請に基づ

き情報処理作業を行い，研究所ホームページに掲載するな

どの支援・協力を行っている。

本年度に研究所ホームページから公開したコンテンツ

のうち，作成に当たって支援・協力を行ったものには，環

境標準試料ホームページ（和文版リニューアル，英文版新

規作成），つくば大気質モニタリングデータ等がある。

７ . ３ . ５ 研究情報企画 ・ 整備推進チーム

平成 15 年度における環境情報センターの組織改編の一

環として設置したもので，情報技術の活用を中心として所

内の研究者と連携する事業の展開を目指したものである。

本年度は，PM2.5・DEP研究プロジェクトが進める地方環境

研究所等との Ｃ 型共同研究「日本における光化学オキシ

ダント等の挙動解明に関する研究」及び生物多様性研究プ

ロジェクト等が進める Ｃ 型共同研究「流域生態系の再生

プラン支援を目的とした河川ネットワーク解析技術の開

発」に対し，共有サーバの設置によるデータの一元管理及

びデータベースの共有化，データ解析ツールの作成・配布

によるデータの基礎集計及び解析の便を図ったほか，利用

を関係者に限定したホームページの構築，Xoops を活用し

た電子会議室の構築等を通じ，研究支援を行った。

７ . ４ その他の業務

７ . ４ . １ 環境情報ネ ッ ト ワーク研究会

本センターでは，環境情報の提供業務に関連した情報交

換等を行うため，全国の地方環境研究機関の情報担当者を

主な対象として，毎年度「国立環境研究所環境情報ネット

ワーク研究会」を開催している。本年度の研究会（第 18

回）は，「インターネットを活用した市民参加型（双方向

型）環境情報システムの現状と課題」をテーマとして，平

成 18 年２月９，10 日に開催し，地方環境研究機関及び環

境省所管の公益法人等から47機関（約70名）の参加を得た。

７ . ４ . ２ 環境省からの受託等業務

本研究所は，平成 13 年４月に独立行政法人化したこと

により，国や民間の機関等からの業務の委託，請負実施が

可能となった。本センターにおいても，本年度，環境省か

らの9件の委託，請負業務を実施した。その概要は以下の

とおりである。

（１）平成17年度水質環境総合管理情報システム運用及び

開発業務（委託，水・大気環境局水環境課）

各種の水環境情報を一般に利用しやすい形で提供する

システムの構築を行い，広く国民の環境保全への理解を深

めるとともに，水環境保全活動及び学術的な調査・研究を

支援し，さらに，各行政機関が収集した水環境関連情報及
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び市民から提供される情報についても総合的に提供でき

るシステムの構築を目的として，平成 13 年度から４年計

画で開始されたものである。

本年度は，前年度までに構築した本システムの運用を開

始し，データ登録及び公開システムの管理・運用を行うと

ともに，システムの機能拡充等を行い，提供内容等の充実

を図った。

（２）平成 17 年度大気汚染物質広域監視システム（そ

らまめ君）表示系管理業務（請負，水・大気環境局

大気環境課）

環境省では，光化学オキシダント対策等の大気汚染防止

施策に資することを目的として，平成12年６月からの一般

向けの試験運用を踏まえ，GIS を活用した表示機能を追加

開発し，平成14年１月から本格運用に移行するとともに，

データ収集の範囲を広く全国的に展開しているところで

ある。なお，平成 15年度からは，全国47都道府県すべて

の大気汚染物質常時監視データの公開を開始している。

本年度は前年度に引き続いて，全国の大気汚染常時監視

データ（１時間値）及び光化学オキシダント注意報・警報

発令情報を収集して提供する「そらまめ君」ホームページ

の日常運用・保守管理業務を行うとともに，システムに新

規機能追加等の整備を行った。

（３）平成 17 年度花粉観測システム（はなこさん）表

示系管理業務（請負，水・大気環境局大気環境課）

環境省では，花粉観測システム（はなこさん）について，

山間部及び都市部に自動測定機器を設置し，花粉飛散量

データ等を収集し，ホームページから公開している。

上記サイトは，一般国民に対して分かりやすく表示する

ため，インターネット GIS（地理情報システム）技術を用

いて地図表示できるデータ公開システムを，広域大気汚染

監視システム（そらまめ君）を活用し，平成14年度に試験

運用を開始した。平成16年度には，上記のそらまめ君のシ

ステムから分離した花粉データ公開システムを構築し，

ホームページのリニューアルを行い，「環境省花粉観測シ

ステム」サイトとして運用を開始した。観測網は，平成14

年度は関東地域のみであったものが，平成15年度は関西地

域，平成16年度は中部地域を追加するなどの強化がなされ

ており，本年度は中国・四国地域に新たに観測地点を増設

した。また，平成16年度からは，厚生労働省が設置した花

粉観測地点からの測定データについても，本サイトから

データ公開を行っている。

本年度は，前年度に引き続き，表示系（データ公開シス

テム）の管理・運用を行うとともに，中国・四国地域への

観測地点設置に対応するなど，システムに新規機能追加等

の整備を行った。

（４）平成 17 年度生活環境情報総合管理システムの整

備業務（請負，水・大気環境局大気環境課大気生活

環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ，全国の騒

音・振動・悪臭に係る法施行データ，発生源データ等を整

備したシステムに加え，好ましい環境としての「かおり風

景100選」等のデータ処理システムを開発し，広く情報発

信することにより，地方公共団体における対策の推進，事

業者による自主管理の推進，国民自らによる生活環境向上

のための活動，環境影響評価のための基礎資料を得るな

ど，多岐にわたる利用に資することを目的とするものであ

る。

本年度は，前年度に地方公共団体の業務の支援機能とし

て開発を行ったデータ帳票出力機能及び地方公共団体

ユーザ管理，「かおり風景100選」及び「日本の音風景100

選」情報の登録機能等からなるシステムの機能の追加や新

たなデータの取り込みを行い，提供内容の充実を図った。

また，前年度基本設計を行った「全国星空継続観察調査シ

ステム」の試用版の開発，並びに気象予報情報を用いた

「熱中症の予防情報」を試験的に公開し，本格運用に向け

た課題等の検討を行った。

（５）平成 17 年度全国水生生物調査結果解析業務（請

負，水・大気環境局水環境課）

全国水生生物調査は昭和 59 年度から実施しており，小

中学生を含む一般市民が多く参加する調査で，河川の水質

保全の啓発に有効なものとなっている。本業務は，各都道

府県で集約された水生生物調査結果を集計し，調査結果を

評価するとともに，その結果を公表し，調査の窓口である

各都道府県等にその情報を提供することを目的とする。

また，平成 13 年度から構築を進めている「水質環境総

合管理情報システム」の一部を構成する「水生生物調査支

援情報サブシステム」では，現在，調査参加団体がイン

ターネットに接続したパソコンを使用して，一般公開され

たホームページ上で調査結果を直接入力すること及び過

去の調査結果を閲覧することが可能となっている。

本業務では，上記の「水生生物調査支援情報サブシステ

ム」のホームページ上で収集した調査結果データを用い

て，調査状況・調査結果の集計及び解析等を行い，環境省

への報告書を作成したほか，「全国水生生物の調査のペー

ジ」の維持・更新，管理を行った。
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（６）平成 17 年度 GISを用いた自動車交通騒音情報の

整備提供手法検討調査（請負，水・大気環境局自動

車環境対策課）

本調査は，自動車騒音常時監視結果に関する情報提供の

充実及び環境省における自動車騒音対策の企画立案に資

する基礎資料を得るため，国立環境研究所環境情報セン

ターが提供するインターネット上のホームページ「全国自

動車交通騒音マップ（環境 GIS自動車交通騒音実態調査報

告）」サイトを活用するに当たって，GISを用いた自動車騒

音常時監視結果公表の効果的な表示方法，広報の充実に寄

与する事項の検討等を行うほか，自動車騒音常時監視事務

を実施に資する情報の提供を行うことにより，自動車騒音

常時監視事務の円滑な実施に必要なデータ整備手法の基

礎構築を行うものである。

本年度は上記サイト閲覧頻度調査，自動車騒音常時監視

データ整備，情報提供手法の高度化を行い，上記サイトの

充実を図るとともに，地方公共団体等を対象に自動車騒音

常時監視事務の実施に資する情報の提供を行うため，騒音

監視事務ポータル・サイトの運用・管理を行った。

（７）平成 17 年度ダイオキシン類環境中挙動調査デー

タベース構築業務（請負，水・大気環境局総務課ダ

イオキシン対策室）

環境省では，毎年常時監視等で得られる貴重なダイオキ

シン類の異性体情報を有効に活用して，今後のダイオキシ

ン対策を効果的に進めていくとともに，国立環境研究所環

境情報センターが整備する「環境国勢データ地理情報シス

テム」（環境GIS）のホームページから広く一般に当該デー

タを公開し，地方公共団体間の情報の共有化や国民，事業

者，研究者等への的確な情報の提供を進めることとし，平

成16年度に公開システムの構築を行い，地方公共団体関係

者への試験公開の後，一般公開を開始した。

本年度は，前年度に構築したシステムの維持管理に加

え，測定値検索機能の追加を行い，本年度新たに常時監視

等により得られたダイオキシン類の異性体情報等につい

て，データ追加更新を行い，地方公共団体関係者への試験

公開の後，一般公開を開始した。

（８）平成 17 年度有害大気汚染物質モニタリング調査

結果 GIS公開システム構築業務（請負，水・大気環

境局大気環境課）

本業務は，全国のベンゼン等の有害大気汚染物質モニタ

リング調査結果を，本センターにおいて既に運用を開始し

ている環境 GISの機能を活用して地図（データマップ）や

グラフにより表示するシステムを構築し，広く一般にデー

タ公開を行うことを目的として，本年度，新たに請け負っ

た業務である。

本年度は，公開システムの設計及び機能プログラム作成

と公開システムの構築，並びに平成13年度（2001年度）～

16年度（2004年度）に実施された有害大気汚染物質モニタ

リング調査結果データを登録し，運用試験を行った後，環

境GISサイトから公開を行った。

（９）平成 17 年度環境放射線等モニタリングデータ公

開システム構築業務（請負，水・大気環境局大気環

境課）

本業務は，環境放射性物質の常時監視結果を広く一般に

公開するに当たり，そらまめ君等の既存の公開サイトと同

様に，地図（データマップ）やグラフを用いた分かりやす

いデータ表現手法により情報提供を行うこととし，環境放

射線等モニタリングデータ公開システム（以下「公開シス

テム」という）の構築を行うことを目的として，本年度，

新たに請け負った業務である。

本年度は，公開システムの設計及び機能プログラム作成

と公開システムの構築，並びに運用試験を行った。
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８ . １ 業務概要

地球環境問題は，近代科学のめざましい発展のもと，人

口の増加・エネルギーと資源の大量消費などにより，過

去に類のない繁栄を享受していることに起因している。

こうした状況に直面し，地球環境問題解決の国際的機運

が高まっている反面，科学的理解が不十分なため，実際

の対策をとる国際的・国内的合意が形成されにくいのが

現状である。

このような事態に対して実効ある取り組みを行うため

には，地球環境に関する観測・監視と調査研究を抜本的

に強化し，人類の諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学

的に解明する基礎作りを進めることが不可欠であるとい

う認識が世界的に広まっている。とりわけ，高度な経済

活動を営み，優れた技術力を有する我が国としては，国

際的な責務として，国際的地位に応じた役割を積極的に

果たしていくことが求められている。

以上のような背景のもとに，地球環境研究センター（以

下，CGER）は平成２年 10月に発足した。当センターの基

本的任務は，地球環境研究を国際的，学際的，さらには

省際的な観点から総合的に推進することにある。このた

めに，「地球環境研究の総合化」，「地球環境研究の支援」，

および「地球環境のモニタリング」を業務の「三本柱」と

してとらえて活動してきた。

平成 13年度の独立行政法人化に伴い，効果的な事業展

開が要求されるようになり，また，CGER の活動が「知的

研究基盤」として位置づけられることとなり，より焦点

を絞った先鋭的な事業展開が求められている。そのため

に，独立行政法人化に際して策定された中長期計画に

沿って事業体制を強化し，従来の「三本柱」による事業

内容を分割することではなく，業務分担にとらわれず分

野横断的な体制で事業を推進することとした。

地球環境研究の総合化の活動として，平成15年度のGCP

（Global Carbon Project) 国際オフィスの開設に引き続

き，H17 年度は APN の活動として AsiaFlux 事務局，IGOS-

IGCO（Integrated Global Carbo Observation) の計画策

定，国内での炭素循環観測の WS開催など，国内国際の温

室効果ガス関連の中核的研究機関（COE) 機能を果たして

いる。

８ . ２ 地球環境モニ タ リ ング ・ データベース事業

CGER では自然科学的な地球環境研究で得られた成果を

踏まえて，様々な地球環境モニタリング事業を推進して

きた。また，データベース事業として主に社会経済的な

地球環境研究の成果をフォローアップしてきた。常に研

究的な視野に立脚して地球環境問題に係わる研究及び施

策の基盤となる客観的データを取得・蓄積し，地球環境

問題に係わる研究及び施策の基礎を広く社会に提供する

ところを目指して長期的な視野に立ってこれらの事業を

推進している。

８ . ２ . １ 地球環境モニ タ リ ング ・ データベース事業の

体制

地球環境モニタリング・データベース事業の中核とな

る所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力する所

内研究者（協力研究者），専門的見地から指導・助言を行

う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担当・補佐す

る民間団体（技術支援団体）からなる実施グループによ

り実施されている。そして，事業全体の企画調整・予算

等は，CGER の研究管理官および観測第一・第二係等が事

務局となり，事業実施グループ・技術支援団体等と緊密

な連携を図りながら管理・運営が行われている。

事業の成果は毎年，「地球環境研究センター事業報告

会」で発表し，地球環境研究センター運営委員会で評価

を受けている。

得られた観測データは所外の専門家を含めた検討会に

よる検証・評価を経て，刊行物やインターネットなどに

より逐次公表している。

８ . ２ . ２ 地球環境モニ タ リ ング事業

CGER では，地球環境研究及び行政施策に必要な基礎

データを得るために，国内外の関係機関・研究所と連携

しつつ，地球的規模での精緻で長期的な地球環境のモニ

タリングを実施している。

以下に，主な活動概要を記す。

・ つ く ばにおける成層圏オゾンモニ タ リ ング：ミリ波放

射計による定常観測とオゾンレーザーレーダーによる強

化・検証観測をあわせて，成層圏下層から中間圏にまた

がる高度 14 ～ 60km のオゾン密度の鉛直分布を観測でき

る体制を整備し，観測を継続した。つくば上空における

オゾン濃度のトレンドとしての際立った減少は見られな

かった。季節変化に関しては，高度ごとに異なった周期

の季節変化が見られ，そのメカニズムに関しての検討を

進めた。

・ 北域成層圏総合モニ タ リ ング：北極極渦の中緯度域へ

のオゾン層破壊への影響を明らかにするために，名古屋

大学太陽地球環境研究所と共同で北海道陸別町の町立天

体観測施設を利用して，両機関がそれぞれの得意とする

観測システムを用いて総合観測を行った。CGER はミリ波

放射計を用いて成層圏オゾンを連続観測しているが，平
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成 17 年 11 月にはシステムの高度化を図り，観測高度範

囲を高度 14 ～ 60km に拡大し，成層圏下部からの観測が

可能になり，つくばでの観測と比較観測が可能となった。

・有害紫外線モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク：有害紫外線（Ｂ

領域紫外線）の増加による生物影響の基礎データを整備

するために，広く研究機関・大学などのボランティア参

画を得て，全国に観測ネットワーク（21 機関＋ CGER ５

拠点）を構築している。データ発信体制を整備し，ホー

ムページからの観測情報とUVインデックスのオンライン

発信を行っている。平成 17 年度には，紫外線の健康影響

を広く一般に理解を得るための解説書と子供向けに紫外

線のカルタを発行した。

・ 地上ステーシ ョ ン （波照間 ・ 落石岬） での温室効果ガ

スモニ タ リ ング：波照間，落石岬において温室効果ガス

類（二酸化炭素，メタン，亜酸化窒素など）のベースラ

イン濃度を長期連続観測している。それらのデータは世

界気象機関（WMO）が主宰する温室効果ガスのデータセン

ター（WDCGG）に提出されている。平成 17 年の二酸化炭

素濃度は両ステーションとも約 380ppm であった。メタン

濃度は，これまで濃度変化が少なかったが，そのトレン

ドについに減少傾向が見られて来た。反応性ガス観測の

ために新たに10mのガラス製の取りこみラインを製作し，

試運転を始めた。このラインで，オゾン，NOｘ，SPM な

どの安定した計測が行われることが期待される。新たに

始まった GC-MS を用いたハロカーボン類の観測も順調で

あり，中国や日本からの影響等が観測されることが分

かってきた。

・定期船舶を利用し た太平洋温室効果ガスモニ タ リ ング：

海洋の二酸化炭素吸収機能を把握するために，日本－米

国，日本－オーストラリア・ニュージランド間を運行す

る定期貨物船（FUJITRANS WORLD 号 , PYXIS 号，SKABRYN

号）の協力を得て，太平洋海域において大気－海洋間の

二酸化炭素交換収支量，並びに洋上大気の温室効果ガス

濃度などの観測を継続した。フジトランスワールドの路

線変更に伴い，トヨフジ海運の協力を得て，トランス

フューチャー 5 号への大気サンプラーの移設を行うと共

に，海洋観測用のシステムを製作設置した。海水観測を

今後行うために，一航海分試運転を行い良好な結果を得

た。来年度以降，海洋のデータの蓄積が期待できる。

・ シベ リ ア上空における温室効果ガスに係る航空機モニ

タ リ ング：シベリアの３地点（スルグート，ノボシビル

スク，ヤクーツク）の上空で温室効果ガス濃度の鉛直分

布の時系列観測を現地研究機関の協力を得て実施してい

る。ヤクーツクでは 10 月に新たな大型航空機を使った試

験サンプリングを開始した。これらの観測データは，温

室効果ガスの全球的な挙動に対するシベリアの役割の解

明に資するものとなっている。

・ 北方林の温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング：北海

道の２地点（苫小牧国有林のカラマツ林；苫小牧フラッ

クスリサーチサイト，北海道大学天塩研究林：天塩 CC-

LaG サイト）を整備し，森林－大気間のガスフラックス

をはじめとする森林生態系における炭素循環過程に係わ

る総合観測研究を平成 12 年夏から開始した。なお，苫小

牧カラマツ林は平成 16 年９月に来襲した台風 18 号によ

り全壊したため，観測の中断を余儀なくされた。そのた

めに，苫小牧カラマツ林に代えて，山梨県富士吉田市内

のカラマツ林（富士北麓フラックス観測サイト）を整備

し，平成 18 年１月より観測を開始した。

台風により全壊した苫小牧サイトは，平成 17年６月よ

り観測規模を縮小して，林地倒壊後の二酸化炭素収支の

変化を調査している。また，天塩サイトは，森林の生育

過程に伴う炭素循環機能の推移を長期観測するために，

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター，北海道

電力株式会社との共同研究として実施しており，平成 15

年 10月に天然林の皆伐地にカラマツ苗を植樹して，カラ

マツ幼樹での観測を進めている。富士北麓サイトでは，森

林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法を確立するこ

とを目指すとともに，アジア地域のフラックス観測ネッ

トワーク“AsiaFlux”の基幹拠点として，観測手法の検

証や技術研修に活用される。

・ リ モー ト センシングを用いた森林の構造と機能の評価

に関するモニ タ リ ング：富士北麓フラックス観測サイト

において，カラマツの現存バイオマスの広域評価を目的

として，航空機によるレーザ樹高計と近赤外デジタルカ

メラを用いた観測を行った。近赤外デジタルカメラ画像

の解析により，カラマツの樹冠形状の抽出に加えカラマ

ツ以外の侵入木の分布を明らかにし，今後のフラックス

観測にむけた基盤情報としてデータベース化した。

・GEMS/Water 支援事業：GEMS/Water プロジェクトに，わ

が国の中核拠点としてプロジェクトを支援・参画すると

ともに，当研究所の旧来からの観測湖沼である北海道摩

周湖と茨城県霞ヶ浦での観測を継続している。それぞれ

の湖沼の観測データはデータベース化して公開してい

る。また，摩周湖調査では全球的ベースラインとしての

特性を把握するために，生物学的･地理学的調査も加え

て，観測体制を強化している。

・ 標準ガス事業：温室効果ガスおよびその関連物質濃度

（CO2，CH4，N2O，O3, CO，H2，SF6）や二酸化炭素安定同位

体比に関して，一次標準や参照物質を製作しその維持管

理を行っている。二酸化炭素に関して新たな標準系列の
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試作を行った。オゾンの標準に関して，標準参照光度計

の設置やガス相滴定法との厳密な比較など行っている。

これに加え，国外の機関との相互比較等を行っている。

また同位体比に関する参照試料作りも行っており，世界

的な比較実験を行った。

８ . ２ . ３ 地球環境データベース事業

地球環境データベース事業としては，これまで主に地

球環境問題の社会経済的な研究成果をデータベース化し

てきた。これらの個々の事業を地球環境研究モニタリン

グと同様，地球環境研究の推進・地球環境問題解決のた

めの施策に資する社会科学的情報資源として位置付け，

系統的に整備を進めている。以下に，その概要を紹介す

る。これらのデータベースは，所内研究者の研究成果を

発展させたものであり，様々な分野で活用されて高い評

価を受けており，適宜最新データに更新している。

・ 温室効果ガス排出シナ リ オデー タ ベース：当研究所で

開発した AIM（アジア太平洋地域における温暖化対策統

合評価モデル）等の二酸化炭素排出シナリオを体系的に

収集したデータベースであり，様々な温暖化モデルにそ

のデータが利用されている。本年度は，現在，作成途上

にある IPCC 第４次評価報告書に向けて，第３次報告書以

降に発表されたシナリオなどを含めてこれまで収集した

シナリオ間の差違やシナリオ全体の傾向を分析し，デー

タの精査を行った。

・ 排出イ ンベン ト リ デー タ ベース：アジア地域の大気汚

染質の排出施設の立地，各施設の燃料消費量，脱硫・脱

硝施設の運用状況等のデータを収集し，GIS（地理情報シ

ステム）として構築している。本年度は，従来の SO2，NOx，

CO 2 に加え，大気汚染や地球温暖化への寄与の大きい

Black Carbon を整備対象とし，中国，インド，ASEAN 地

域からの排出量を推計した。従来からのデータについて

も地域の拡大，データの精密化，更新などを行った。

・ マテ リ アルフ ローデータベース：我が国の物質収支（勘

定）の基礎データの整備とともに，その移動・流通過程

を解析したデータベースであり，「貿易と環境」に関する

研究等を支援するものである。本年度は産業連関表を用

いた環境負荷原単位データベースの作成，資源貿易のマ

テリアルフローデータベースの更新，石油製品・石油化

学製品マテリアルフロー，炭素フローのデータベース作

成のための調査などを実施した。

・ 温暖化影響 ・ 気候シナ リ オ ・ 影響モデルデータベース：

温暖化の影響評価に係わる総合的なデータベースを作成

し，国内の温暖化影響評価研究を支援している。本年度

は水資源影響評価研究を支援するための河川流域地図の

開発を実施した。

・熱帯域における陸上生態系に関する基礎データベース：

熱帯林の炭素循環，温暖化影響，生物多様性の視点から，

CTFS（スミソニアン熱帯研究所）及び現地のローカルカ

ウンターパートと共同で，東南アジアの熱帯林４地点の

森林植生のセンサスを行っている。本年度は基礎データ

を収集して炭素収支推定や分解過程などの解析が行える

ような体制を整えた。

・ 吸収源関連データベース：京都議定書における CDM（ク

リーン開発メカニズム）に対応し，森林を二酸化炭素吸

収源として評価するために，国際動向やリーケージの把

握手法，リモートセンシング技術の利用可能性等につい

ての情報を取りまとめる。また，衛星観測データを利用

した吸収源データセットを開発するために，衛星観測

データと植林地インベントリ，地理情報データを組み合わ

せた吸収源データベースの開発を進めている。本年度は，

国別統計データを用いた各国吸収源活動による炭素蓄積

変化の簡易推定手法を開発した。衛星データ，地理情報，

経済データ等の各種データセットの整備を実施した。

８ . ２ . ４ 衛星観測プロジ ェ ク ト 関連

環境観測技術衛星（みどり２号；平成 14 年 12 月打ち

上げ）に搭載されたオゾン層観測センサ ILAS- Ⅱが，平

成 15 年 4 月から 10 月の間の約７ヵ月間に取得したデー

タを，ILAS- Ⅱデータ処理運用システムにおいて再処理

し，処理プロダクトを登録研究者及び一般ユーザーに提

供した。また，次期衛星観測センサである GOSAT 衛星に

搭載される「温室効果ガス観測センサ」のデータ処理手

法の開発を目指し，検討に利用する「GOSAT アルゴリズム

検討用計算機システム」の更新作業を実施した。更に，将

来の運用処理に利用する計算機システムの基本設計と運

用体制について検討を進めている。

８ . ３ 地球環境研究支援事業

CGER では，地球環境研究を円滑に推進できるように，

地球環境データベースとして各種環境情報を収集・蓄積

し，国内外の研究者等への提供，ならびに膨大な計算能

力・記憶能力を必要とする地球環境に係わるモデル・シ

ミユレーション研究者にスーパーコンピュータ資源を提

供している。

８ . ３ . １ UNEP/GRID つ く ば

UNEP/GRID（国連環境計画 /地球資源情報データベース）

－つくばは，UNEP/GRID の地域センターとして，平成３年
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に発足した。GRID で取り扱うデータは主に全球の地理情

報データである。日本及び近隣諸国に向けて，世界の GRID

ネットワークから発信されるデータを提供するととも

に，GRID －つくばでも所内外の研究成果（特に，社会経

済的データ）をデータベース化し，オリジナルデータと

して国内外に発信・提供している。

８ . ３ . ２ GEO への貢献

GEO（地球環境概況）は，UNEP が推進する地球環境の現

状を解説する白書を作成するプロジェクトである。CGER

は，北東アジア（日本・中国・モンゴル・韓国・北朝鮮）

の環境のレビューを分担しており，2007 年頃刊行予定の

第４次報告書（GEO IV）の執筆に向けた準備作業に加わっ

ている。

８ . ３ . ３ スーパーコ ンピ ュータ システムの運用

地球環境変動や影響予測のために，地球環境の変動メ

カニズムを研究し，それらを大気海洋結合大循環モデル

等の数値的な予測モデルにまとめ，計算実験を行う必要

がある。本センターでは，これらの地球環境予測モデル

の研究を支援する目的で，スーパーコンピュータシステ

ムを整備し，国内外の研究者に利用提供している。シス

テム運用は，環境情報センターと連携して行っている。

利用課題選定に際しては，専門家からなる「スーパー

コンピュータ関連研究ステアリンググループ」の意見を

参考とし，本年度は 16課題（所内６課題，所外 10課題）

の利用を承認した。このうち「高解像度大気海洋結合モ

デルを用いた気候変化実験」「オゾン層の将来予測実験」

の２課題が優先課題として認められ，これらに資源を集

中させた運用を行った。

当システムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利

用者間の情報交換などを目的として，前年度の研究成果

を「CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY REPORT Vol.13」，

「CGER'S MONOGRAPH REPORT Vol.11」として出版した。

利用形態と運用形態は適宜見直し，円滑・効率的な運

用を心がけている。利用者へはウェブサイトなどを利用

して迅速な運用情報提供等を行い，利用上の便宜を図っ

ている。

８ . ４ 地球環境研究の総合化

本センターの発足当初は，地球環境研究の創世期であ

り，本センター業務の三本柱の一つである地球環境研究

の総合化業務の機能は，地球環境研究者・グループの育

成・交流，地球環境研究の情報収集と発信，地球環境研

究のあり方の考察・提案等であった。地球環境問題がよ

り顕在化し，それに対応した調査研究が急激な勢いで推

進されてきた結果，地球環境研究が環境研究の大きな部

分を占めるようになり，研究体制も整備されてきた。現

在では温室効果ガスインベントリオフィス（GIO），グロー

バルカーボンプロジェクト（GCP）つくば国際オフィスな

どを運用し，地球環境研究における国際連携，国内連携

の核として機能し，内外の研究の総合的な推進に寄与し

ている。

他に，地球環境研究の国際的組織・機関に積極的に組

織構成員として，運営に参加・協力している。特に，IPCC

（気候変動に関する政府間会合）の評価報告書の執筆者

（リードオーサ）や国際的な地球環境観測や炭素循環研究

（IGCO や GCP など），あるいは総合科学技術会議の温暖化

イニシアチブなどの地球環境研究戦略を立案する組織に

参加している。

また，多くの人々の地球環境に関する理解を高めるた

めに，国内外の地球環境研究情報を集約し，知的基盤と

して整備を進めている。地球環境研究に係わる情報を収

集・データベース化して，広く所内外に最新の地球環境

研究情報を提供するための，システム整備を行っている。

地球環境研究センターウェプサイトを整備し，最新情報

を提供している。広報誌「地球環境研究センターニュー

ス」を定期刊行し，CGER の活動紹介だけではなく，広く

地球環境研究の動静を紹介している。現在，印刷部数は

３千部以上に達し，ほぼ国内の地球環境研究関係者全体

に，情報が周知される体制になっている。CGER の活動成

果は報告書「CGER リポート」として刊行しており，17年

度は 11冊を作成した。ほかに広報・普及活動として，子

供たちを対象とした環境の理解を深めるクイズ「かん

きょう問題かんしん度チェック」，地球環境問題に関する

基礎的知識から最新の研究成果まで，電子媒体で動画像

などを活用して分かりやすく解説するソフトウェアなど

を作成している。

８ . ４ . １ 温室効果ガスイ ンベン ト リ オフ ィ ス （GIO）

本事業は，気候変動枠組条約 (UNFCCC) の下で条約事務

局に提出する我が国の温室効果ガス排出量・吸収量目録

（以下「インベントリ」）の作成及びその作成方法の改善

を目的としている。加えて，インベントリに関連する情

報を広く発信し国内における地球温暖化対策を推進する

こと，インベントリに関連する気候変動に関する政府間

パネル（IPCC）等の開催する国際的会合に参加し将来の

地球温暖化対策の推進への貢献も行っている。以下に主

な活動概要を示す。
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・ イ ンベン ト リ作成 ・ 改善：1990 ～ 2003 年度の日本の温

室効果ガス排出量及び吸収量の推計を行い，共通報告様

式（CRF）を含むインベントリとして 2005 年 5 月に条約

事務局に提出した。国家インベントリ報告書（NIR）の構

成を変更し，COP での規定に準拠したものとした。また，

一部の排出源については推計方法の改善を行った。

・ 国際研究協力：2006 年 2 月にフィリピンで「第３回ア

ジア地域における温室効果ガスインベントリに関する

ワークショップ (WGIA)」を開催し，アジア地域でのイン

ベントリ改善に関する情報交換や議論を行った。また，

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN) 事業の一

環として，タイ，カンボジアを対象としたインベントリ

作成に関する若手研究者に対するキャパシティビルディ

ングを実施した。具体的には，タイ，カンボジアにおい

て当該国の主要な排出源／吸収源に関連する実測などを

開始した。

・ IPCC 関連活動への参画：2006 年 IPCC ガイドラインの

作成に分野横断的事項の主執筆者として参画した。また，

2006 年 IPCC ガイドライン作成に関する連絡会（日本の

主執筆者，関係省庁，関連業界）を複数回開催するなど

し，日本の専門家の参加を促すことや，参加した専門家

に対し情報提供等の支援を行った。

・ 国際交渉支援等：気候変動枠組条約第 22 回補助機関会

合（SB22）および気候変動枠組条約第 11 回締約国会議

(COP11)・京都議定書第１回締約国会合 (COP/MOP1) に日

本政府代表団の一員として参加した。気候変動枠組条約

下のインベントリ審査活動に日本の専門家を派遣した

（総計４名：①リトアニア訪問審査（1名），②イタリア訪

問審査（1名）， ③５ヵ国程度を対象とする集中審査（２

名））。また，首席審査官として当該会合に参画し，条約

下の審査活動の改善について検討した。

８ . ４ . ２ グローバル ・ カーボン ・ プロジ ェ ク ト

（GCP） 国際オフ ィ ス

GCPつくば国際オフィスは2004年 4月にCGERに設置さ

れた。GCP の目標は，総合地球システム科学である地球規

模の炭素循環の研究にいわゆる「人間の次元」を組み込

み，炭素排出管理の要点及び方法を明らかにし定量化し

て，日本における炭素循環研究プログラムを支援するこ

とにある。本年度は，前年度のつくば国際オフィス開設

以来の業務を継続するとともに，地域炭素管理（Urban

and Regional Carbon Management) に関する国際研究計画

の策定を進めた。また，平行して研究者及び政策立案者

の国際・国内・地域ネットワーク作り，多数のニュース

レターへの記事の執筆，つくば国際オフィスに関するポ

スター及びパンフレットなどの作成，専門家を対象とし

た講演，国立環境研究所における GCP セミナーの開催な

どを実施した。また関連する日本，中国，フランス，ベ

トナム，タイ，米国における各種会議，セミナー，ワー

クショップへの出席，将来の共同ワークショップ開催に

関するコミットメント ( 公約 ) 締結，オフィスの業務を

遂行するための研究資料の収集，地域炭素管理に関する

地球システム科学における国際的リーダーシップを目指

す研究の推進，これまでの活動内容と将来計画に関する

多数のレポート執筆など，様々な活動を実施した。

８ . ５ その他

８ . ５ . １ 組織

本年度末現在で，地球環境研究センター長（理事充て

職），総括研究管理官（１名），研究管理官（４名），主任

研究員（２名），主幹，業務係長，交流係長，観測第一係

長及び観測第二係長（欠）の体制で業務に当たった。

また，各事業の推進に際して，当センター職員のほか

に，NIES フェロー等の流動研究員，所内併任者の協力を

得ている。

この他に実行上の組織として，温室効果ガスインベン

トリオフィス（GIO），グローバルカーボンプロジェクト

（GCP）つくば国際オフィス，GOSAT 研究チームの３つがあ

り，職員の管理下で，併任職員，流動研究員等により運

営されている。

８ . ５ . ２ 所外協力活動

「つくば科学フェスティバル」への参加：つくば市内の

教育機関・研究機関が子どもたちに身近な科学的体験を

してもらうために，地球環境問題の現状を分かりやすく

表現した「ばらばらマンガ」の工作と環境問題クイズな

どを行った。

地方団体主催環境関連行事への協力：北海道根室支庁・

根室市教育委員会等が主催する子供の環境月間行事「エ

コスクール」として，根室市内の小学生を対象に，落石岬

ステーションの施設見学と地球温暖化の講義を行った。

その他：本研究所への見学・視察，および地方公共団

体や産業界等の環境に係わる研修や催事での講演等に積

極的に協力した。
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９ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設調

整委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議し，

研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連絡会

と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行っている。

９ . ２ 大型研究施設

９ . ２ . １ 大気化学実験棟 （光化学反応チャ ンバー）

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究する施設で

ある。本施設では，都市域における光化学スモッグや対

流圏バックグラウンドの大気汚染に関連した光化学オゾ

ンやエアロゾルの生成，成層圏でのオゾン分解等の大気

光化学反応を解明することを主目的としている。そのた

めの大型実験装置として光化学反応チャンバーが設置さ

れている。

本年度は，民間受託研究および経常研究等が行われた。

９ . ２ . ２ 大気拡散実験棟 （風洞）

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が

設置されている。

本年度は，PM2.5・DEP 研究プロジェクト研究および経

常研究等が行われた。

９ . ２ . ３ 大気共同実験棟 （大気フ リースペース）

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，成層圏のオゾン濃度分

布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の解明および長

期的な変化を研究するオゾンレーザーレーダーが設置さ

れている。

「オゾンレーザーレーダー」

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーはレーザーと口径 100cm の望遠鏡を備えており， 高

度 45km までのオゾンの高度分布を高い精度で観測する

ことができる。

本年度は，重点特別研究および地球環境研究センター

による成層圏モニタリングが行われた。

９ . ２ . ４ 大気モニ ター棟

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（NOx , SO2 , O3 , CO2 , 非メタン，SPM，ガ

ス状　Hg，酸性雨化学成分に関する各測定機器）が設置

されている。機器の性能を維持するために，専門技術者

が精度管理を厳しく行っている。また，所内外の研究者

に対して，気象要素（風向，風速，雨量，気圧，日射量，

紫外線放射量，地表温度）や大気質の測定結果について

ホームページによる公開やデータ提供サービスなども

行っている。

９ . ２ . ５ 水環境実験施設 （アクア ト ロン）

本施設は，水界における汚染物質の挙動および影響を

生態学，生物学，水処理工学等の見知から解明し，汚染

環境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設

である。水質改善手法等を開発する目的で大量培養装置・

水処理実験装置が設置され，有害汚染物質が水生生物へ

与える影響およびその評価手法を研究する目的で毒性試

験装置が設置されている。さらに，水生生物の飼育・培

養，系統保存が行える人工環境室，培養室が設けられて

おり，本年度に供試された実験水生生物は，大型から小

型までおよそ 50 種に及んだ。

また，バイオ・エコエンジニアリングの基盤技術開発

研究として，分子生物学的手法を導入した硝化細菌，メ

タン酸化細菌，メタン生成細菌，および水素生成細菌の

機能解析，窒素，リン除去評価等がなされた。

本年度は，政策対応型調査・研究，重点特別研究，地

球環境保全等試験研究，経常研究等が行われた。

９ . ２ . ６ 環境試料タ イムカプセル棟

本施設は， 将来の環境問題の顕在化に備え，現在の地

球環境の状況を適切に保存し，技術が進歩した未来にお

ける分析や個体群増殖・再生を可能にするため，大気・

生物・底質・母乳等の環境試料や絶滅の危機に瀕する野

生生物の細胞・遺伝子を長期的に保存する施設である。

試料を超低温で保存する-60℃の超低温室や-150℃の気

相保存が可能な液体窒素タンクが 19 基設置され，厳密な
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検疫システム及び保存環境監視システム下で業務が遂行

されている。

本年度は，凍結粉砕された貝類・アカエイ等の環境試

料が 200 検体，鳥類 69 個体，哺乳類 24 個体，合計 93 個

体より細胞および遺伝子保存用サンプルを採取し凍結保

存を行った。新規に試料の保存を実施した絶滅危惧鳥類

は，カンムリワシ，カラスバト，ウミスズメ，ミゾゴイ，

アカヒゲ等 12 種であった。また，新規に試料の保存を実

施した絶滅危惧哺乳類は，ダイトウオオコウモリ，ヒナ

コウモリ，ヒメホオヒゲコウモリ，カグヤコウモリ，ケ

ナガネズミの 5種であった。最終的に絶滅危惧鳥類 2,059

本，絶滅危惧哺乳類 919 本，合計 2,978 本（312 系統）の

細胞及び組織を凍結保存した。

９ . ２ . ７ 土壌環境実験棟 （ペ ド ト ロン）

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，気

温，地温，土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質の挙動を調べるための土壌環境シミュレー

ター（大型ライシメーター）が設置されている。この装

置には不攪乱土壌が充填されており，現地の土壌構造が

室内に再現されている。本施設には他に，土壌微生物へ

の生態影響や土壌中化学物質の動態解析のための実験室

なども設置されている。

本年度は，本施設を利用して，地球環境研究総合推進

費による研究，民間受託研究，経常研究，文部科学省科

学研究補助金による研究などが行われた。

９ . ２ . ８ 動物実験棟 （ズー ト ロン）

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

Biomedical Science の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

本施設は，重点特別研究プロジェクトである「大気中

微小粒子状物質（PM2.5）・ディーゼル排気粒子（DEP）等

の大気中粒子状物質の動態解明と影響評価」，「内分泌か

く乱物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理」の２

課題，政策対応型調査・研究「効率的な化学物質環境リ

スク管理のための高精度リスク評価手法等の開発に関す

る研究」と経常研究及び奨励研究などに使用された。

これらの内容として，大気汚染物質，重金属およびそ

の他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研

究・リスク評価研究に加えて，地球規模の環境変化とし

ての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影

響に関する研究が含まれている。

前年度末に，「ナノ粒子健康影響実験棟（約 2200 ㎡）」

が完成した。１～３階はディーゼル排気中のナノ粒子発

生装置と動物曝露装置が入り，４～５階は ＧＬＰ対応の

動物実験施設である。これによって，本年度から，「自動

車排気ガス由来のナノ粒子の健康影響研究」が始まった。

「生体用 NMR 装置」

本装置は実験動物が生きた状態で NMR 計測を行い，そ

の代謝機能や体内イメージを解析する装置である。内分

泌撹乱化学物質総合対策研究，経常研究，科学技術振興

調整費による研究などに使用された。

９ . ２ . ９ 生物環境調節実験施設 （バイオ ト ロン）

本施設は，植物を主な対象として，大気汚染ガスやそ

の他の様々な環境要因が生物に及ぼす影響の解明や生物

による環境モニタリング，浄化・修復（バイオレメディ

エーション）に関する研究，遺伝子組換え生物の生態系

影響評価に関する研究等に利用するため，環境制御温室，

種々の型式・性能のキャビネット，遺伝子組換え実験室・

培養室等が設置されている。本年度は本施設を利用して，

地球環境研究，重点特別研究プロジェクト研究，環境省

からの委託研究等が実施された。

９ . ２ . 10 環境生物保存棟

本施設は，研究材料および試験生物としての環境微生

物の系統保存（微生物系統保存事業），および絶滅の危機

にある水生植物の系統保存，凍結保存（環境試料タイム

カプセル化事業）を行う施設である。現在，約 1600 株の

微細藻類および原生動物と約 180 株の絶滅の危機にある

水生植物（車軸藻類と淡水産大型紅藻）が保存されてい

る。これらのうち，シアノバクテリア，単細胞性紅藻，

緑藻，トレボキシア藻など約430株が凍結保存されている。

本年度は，551 株が所外（うち 64 株が国外），201 株が

所内の研究者に提供され，環境研究，環境浄化研究，生

理活性物質の探索や生理機能の解析等の応用研究をはじ

めとして，分類や系統解析等の基礎研究や教材等，多様

な目的で利用された。

また，微生物系統保存施設ホームページ（http://

www.nies.go.jp/biology/mcc/home_j.htm）より保存株情

報を発信している。

９ . ２ . 11 環境保健研究棟

本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対

象として研究することを目的とした施設である。本施設

を利用し，主として，環境健康研究領域・分子細胞毒性

研究室，健康指標研究室および疫学・国際保健研究室，
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PM 2.5・DEP 研究プロジェクトの疫学・曝露評価研究チー

ム，化学物質環境リスク研究センター・健康リスク評価

研究室，が以下の研究を実施している。分子毒性研究室

は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的研究を，

健康指標研究室は健康影響のモニタリング手法の開発お

よび感受性要因に関する基礎的研究を，疫学・国際保健

研究室は各種疫学調査の準備並びに現地調査の実施，調

査試料の分析，収集資料の整理とデータベースの作成を

行うとともに，各種計算機システムを活用したデータ解

析を行っている。疫学・曝露評価研究チームは微小粒子

状物質をはじめとした大気汚染物質の曝露評価や健康影

響評価のための疫学研究など，各種疫学調査の準備・解

析に利用している。さらに，健康リスク評価研究室は，

政策対応型調査・研究のうち，有害性の作用メカニズム

に基づくバイオアッセイ手法の開発に関する研究に利用

している。

９ . ２ . 12 生態系実験施設 （エ コ ト ロン）

本施設は，地球環境問題や生態系保全などに関連して，

制御された環境条件下で，動植物の個体，個体群と群落

に及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研

究施設である。現在，昆虫や植物を培養するための光ス

ペクトル制御施設などを保有している。本年度は，上記

の施設を利用して，地球環境研究総合推進費，科学技術

研究費補助金，重点特別研究プロジェクト研究などが実

施された。

９ . ２ . 13 RI ・ 遺伝子工学実験棟

本施設は，放射性同位元素を利用する施設（RI 棟），遺

伝子組換え実験を行うための P2 レベル封じ込め施設（遺

伝子棟）と通常の実験室から構成されている。RI 棟では

放射性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や，

生態系への影響，物質循環の解明，生物を用いた汚染物

質の除去技術の開発等を行っている。文部科学省より使

用許可を受けている核種は 23 核種である。本年度の放射

線業務従事者数は職員，客員，共同研究員，研究生，放

射線 管理委託職員合わせて 60 人であった。

遺伝子棟では，組換え DNA 技術を環境保全に利用する

ための手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中で

の挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を

収集することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換え DNA 実験

は 41 課題，登録された組換え DNA 実験従事者は 84 人で

あった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の

作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，

動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で実施

された。また，P2 管理区域外の分析機器室には多重蛍光

画像解析装置，ペプチドシークエンサーや DNA シークエ

ンサー等の分析機器が設置されており，共用機器として

活発に使用された。

９ . ２ . 14 環境ホルモン総合研究棟

本施設は，内分泌攪乱作用に関する質の高い調査研究

を総合的に進めていくための拠点として設置され，2001

年 3 月に竣工し，重点研究分野の「内分泌かく乱化学物

質のリスク評価と管理に関する研究」を中心に研究が行

われている。１階は主として水生生物への影響を研究す

るエリアで，淡水魚（とくにメダカ），カエル，ミジンコ

や巻貝（イボニシ，アワビ）等への影響研究が行われて

いる。２階は化学部門で，液体クロマトグラフ質量分析

計（LC/MS/MS）を用いた内分泌攪乱物質の正確な微量分

析法や各種生物の様々なホルモン受容体の遺伝子を導入

した酵母を用いた生物検定法の開発など計測・評価手法

の開発や，これらの新しい手法を用いた東京湾，霞ヶ浦，

各種排水中の汚染状況の解明が行われている。４階の動

物系実験施設では，ラットやマウスなどを用いて，環境

ホルモンが脳・神経に及ぼす影響について，分子レベル，

組織・器官レベル及び個体レベルでの研究が行われてい

る。また，環境ホルモンやダイオキシンのモニタリング・

影響評価・環境動態を総合的に扱う情報システムを構築

している情報センターがある。付属して別棟に，MRI（磁

気共鳴イメージング），高分解能 ＮＭＲ（800MHz），LC/

MS/MS などの大型計測機器及び底質環境シミュレーター

が設置されている。

９ . ２ . 15 地球温暖化研究棟

本施設は，温暖化現象の解明・評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析・準備，温暖化の影響評価・予

測の様々なシュミレーション・モデル開発，温暖化の社

会経済的影響の評価・予測など，さらには，研究交流に

いたる地球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進す

るための総合研究施設であり，以下に示す研究設備が設

置されている。

（ １ ） 生態系パラ メ ータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として，植物を育成できる大型の人工

光型グロースキャビネット群が設置されている。これら

の設備の特徴は，自然光に劣らない強光条件や温湿度の
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制御範囲が広く，かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御で

きるところにある。

（ ２ ） 大気微量成分スペク ト ル観測室

世界最高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換赤外

分光計（FTIR）と太陽光を FTIR に導入するための太陽光

追尾装置を有する大気観測室である。FTIR は，大気中の

温暖化関連物質をスペクトルを高分解能で観測し，温室

効果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測することがで

きる。衛星観測による温暖化物質などの観測に対する地

上からの検証機器としての活動が期待されている。

（ ３ ） グローバルカーボンシュ ミ レータ

地球規模での地球温暖化の影響予測や炭素循環現象の

シミュレーションなどに，その機能を特化した大型のコ

ンピュターシステムである。主に，所内に設置されてい

るスーパーコンピュターシステムで計算する前段階の

チューニング作業や機動性が要求されるモデル計算に使

用される。

（ ４ ） 温暖化対策設備

本施設には，以下の温暖化防止に有効な熱負荷低減手

法・技術が取り入れられており，それらの効果について，

検証試験を行っている。

[温暖化・省エネルギー対策 ]

・屋上緑化，屋上への太陽光パネルの設置，

・日射遮蔽と自然光利用のための簾，バルコニー，庇

の設置と熱感応型白濁ガラスの導入

・自然通風・自然換気を促進するための室内構造の改

良，ソーラーウオール・アトリウムの導入

９ . ２ . 16 低公害車実験施設

自動車から排出される様々なガス状及び粒子状物質の

排出実態を，実際の走行条件を再現しながら測定するこ

とを目的とした世界最高水準の施設である。本施設には，

自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに計測す

る車載装置，自動車の走行を再現するシャシーダイナモ

装置，温度湿度の高精度制御が可能な特殊空調設備を備

えた環境実験室，高精度な排ガス分析計及び粒子計測装

置，世界に類のない排ガスが大気と混ざる瞬間を再現する

高希釈倍率トンネル及び排ガスの大気放出後の時間的変

化を観察する排出ガス拡散チャンバ等が装備されている。

本年度は，ガソリン車及びディーゼル車用車載装置の

精度検証，乗用車の使用実態に基づく排ガス試験データ

の収集，天然ガス車及びディーゼル車の排ガス試験のた

めに使用された。

９ . ２ . 17 循環 ・ 廃棄物研究棟

本施設は，大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会か

ら，天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環

型社会への転換を進めるための研究拠点として整備さ

れ，2002 年 3 月に竣工した。

循環型社会の評価手法や基盤システムの整備，廃棄物

の資源化・処理処分技術やシステムの開発，有害物質に

よるリスクの総合的な制御手法などに関する研究を実施

するために，乳酸発酵回収装置，熱処理プラント，埋立処

分シミュレータなどの各種プラント実験設備や，資源循環

や廃棄物処理に関する様々な物質を物理学・化学・生物

学的に分析するために必要な機器等が設置されている。

本年度は，政策対応型調査・研究「循環型社会形成推

進・廃棄物管理に関する調査・研究」を中心に，環境省

からの受託・請負研究，競争的資金による研究，経常研

究等が行われた。

９ . ２ . 18 基盤計測機器

本研究所では，大型で高価な分析機器等を基盤計測機

器として管理・運営し，広く研究者が利用できるように

なっている。どの機器も性能を維持するために専門技術

者による維持管理業務が行われている。その中でも，［

①透過型電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）

③超伝導磁石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラ

フ質量分析計（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマト

グラフ質量分析計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析

装置 ICP-AES（J.A 及び T.I.S）の２機種⑦ ICP 質量分析

装置（ICP-MS）⑧元素分析計（CHN）］は特に分析希望が

多い装置である。分析希望試料も難度の高い前処理や分

析技術を必要とするものが多いため，この９装置につい

ては，専門技術者による依頼分析業務を行っている。

依頼分析を行った研究テーマは，約 30 課題，約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして，所内約４割

の研究者が基盤計測機器を毎年利用しており，環境にか

かわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供

している。

本年度は，ガスクロマトグラフ質量分析計（GC/MS），

超伝導磁石核磁気共鳴装置（NMR），プラズマ発光分光分

析装置 ICP-AES, 元素分析型（CHN）が更新された。 

９ . ２ . 19 情報関連施設

（ １ ） コ ンピ ュータ システム

平成 14 年３月に行われた，スーパーコンピュータ及び
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所内基幹ネットワーク（NIESNET） を含む全面的なシステ

ム更改では，比較的大規模のスーパーコンピュータを中

核に，複数の各種サブシステムを加えた分散型のシステ

ムを導入した。

本システムの主な構成としては，システムの中核をな

すベクトル計算サーバ（64CPU，総合演算ピーク性能：

512GFlops，主記憶容量：512GB），米国等で開発された数

値シミュレーションの計算アルゴリズム（算法）及びプ

ログラムの実行に適したスカラー計算サーバ（CPU：Intel

IA64（800MHz），16CPU，総合演算性能：32GFlops（Linpack

HPC），主記憶容量：64GB），スカラー計算サーバと同一構

成のフロントエンドサーバ及びこれらのサーバから，高

速かつ共通に利用可能な共通外部記憶装置（8TB）を，

ファイバチャネルによる SAN（Storage Area Network）接

続としている。また，膨大な計算結果を格納するための

マイグレーションサーバ（Compaq GS160，8CPU，11TB）

及び大容量テープ装置（Sony Petasite，100TB × 2）を

備えている。

このほか，地球環境研究において重要となる，現象解

明，影響評価及び予測のための計算結果の可視化を行う

グラフィックスワークステーション，SAS サーバ，GIS

サーバ（ARC INFO，ERDAS IMAGINE）等の各サーバ及び基

幹ネットワークスイッチ，サーバにより構成されている。

本年度においては，コンピュータシステムの基盤整備

の一環として , 総合開発環境ソフトウェア Matlab の導

入により利用環境の向上を図った。

（ ２ ） 国立環境研究所ネ ッ ト ワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は，当初，平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として，FDDI を基幹ネットワークとし

て構築されたものである。

その後，各年度ごとに，所外との接続回線（IMnet：平

成 14 年度より SINET）を増強（512Kbps，1.5Mbps，6Mbps，

135Mbps（ATM 専用サービス）），平成 13 年度末には，国

内の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された

「つくば WAN」を筑波研究学園都市内の 10（平成 15 年８

月からは11）の研究機関と連携して整備したことにより，

155Mbpsの高速回線による所外接続環境を整備したほか，

WWW サーバ，ファイアウォール，イントラネット，コン

ピュータウィルス対策サーバ，非武装地帯（DMZ），個別

ウイルス対策ソフト，常時監視型セキュリティシステム，

Web メールサーバ等の導入・開発及び汎用 jp ドメイン取

得等を実施するなど，常にシステムの高度化，多様化に

対応してきたところである。なお，「つくば WAN」につい

ては本年度，現行システムが５年を経過する平成 18 年度

末を見据え，関係機関で構成する「次期つくば WAN 検討

分科会」を設置して検討に着手したが，当研究所もこれ

に参画した。

さらに，平成 13 年度に実施した，基幹ネットワーク機

器の更新及び光ファイバユニット等の交換工事により，

所内ネットワークについては，ギガビットイーサネット

（GbE，1000Mbps）による超高速ネットワークが整備され

ているほか，配線工事の困難な箇所での利用を念頭に，

構内内線電話網を利用した，VDSL（Very High Speed

Digital Subscriber Line）によるネットワーク接続環境

が整備されている。

本年度においては，ネットワーク環境の基盤整備の一

環として，WebGIS サーバの導入 , 会議室無線 LAN 整備，

VPN 装置導入及びネットワーク機器の設置環境の整備強

化等による利用者の利便性の一層の向上を図った。

９ . ２ . 20 生態系研究フ ィ ールド

本施設は， 植物・動物および土壌生物の様々な生物学

的特性と環境保全機能を野外条件下において測定・検証

することと，上記の実験用生物を維持・供給することを

目的とした生物系野外実験施設である。施設は，本構内

にあるフィールドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ（つ

くば市八幡台３）の２区間により構成されている。

本年度は30件の研究課題に基づく利用研究計画が登録

された。特に陸水・湿地生態系保全，遺伝子組換え植物

監視，化学物質生態影響評価に関わる利用が伸びている。

これら利用頻度の増加に伴い，温室環境に対する需要が

高まったので，温室暖房制御装置の更新を行って，さら

なる施設機能の充実に努めた。

９ . ２ . 21 水環境保全再生研究ステーシ ョ ン

（ １ ） 霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は，霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行

う共同研究施設である。施設は研究所の東方約 23 km 離

れた霞ヶ浦（西浦）の湖畔，湖心から南西約４ km 小野川

の河口に位置している。霞ヶ浦の湖水を実験装置に供

給し，湖沼の汚濁メカ二ズムの解明，汚濁した湖沼の再

生，湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とした研

究が行われている。

本年度は，重点特別研究，特別研究，経常研究，奨励

研究，厚生労働科学研究や地球環境センター環境モニタ

リングなど多くの研究テーマで利用された。
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（ ２ ） バイオ ・ エ コ エンジニア リ ング研究施設

本施設は，水環境の保全・再生および循環型社会の構

築に貢献できる技術・開発・解析・評価を行うことを目

的とした研究施設である。

開発対象としては，バイオエンジニアリングいわゆる

生物処理工学としての分散型の窒素，リン除去型のオン

サイトで水の循環，水の涵養の図れる高度合併処理浄化

槽，生ごみ等のバイオマスをディスポーザで破砕して処

理するディスポーザ排水処理システム，吸着法・鉄電解

法を導入したリン除去・回収化システムおよびメタン発

酵して水素ガス化する処理システム等，エコエンジニア

リングいわゆる自然生態系に工学の技術を導入した生態

工学としての無動力型嫌気ろ床・土壌トレンチシステム，

クウシンサイ・クレソン等の可食性植物で浄化を図るフ

ロート式水耕栽培浄化システム，温室効果ガスとしての

メタン，亜酸化窒素等の発生抑制可能なアシ等の水生植

物植栽・土壌浄化システム等の技術開発の行える装置に

よる実証評価技術開発研究が行われている。さらに，湖

沼の直接浄化法の機能解析の行える実験池によるアオコ

発生対策等のための技術開発研究が行われている。

本年度は，政策対応型調査・研究，重点研究，民間と

の共同研究，競争的資金による共同研究等が行われた。

９ . ２ . 22 奥日光フ ィ ールド研究ステーシ ョ ン

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設

である。

本施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し，観測所と管理棟の２施設により構成されている。

本年度は，生物圏環境部と大気研究部において下記の

研究テ－マについて実施された。

干潟・湿地等の保全に資する知見を得ることを目的と

した重点国際共同研究の湿地生態系の参照基準地として

戦場ヶ原で調査を実施した。調査データから湿地生態系

の持つ分解機能等のパラメータを解析した。酸性雨関連

問題としては森林被害地におけるオゾン濃度と比較のた

め，本観測所で測定したオゾン濃度を解析し，気象要素

や他の環境要因などと比較し，森林衰退地に対する大気

汚染物質の輸送などに関する知見を得た。

９ . ２ . 23 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン

地球の温暖化に関連する物質濃度変化を監視するた

め，人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖

縄県竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動

観測ステーションを設置している。ここでは大気中の温

室効果ガス等を高精度自動測定し，ベースライン大気汚

染の長期的変化を調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ，データの取得や監視の頻度をあげ観測や管理をよ

り安定に行えるようになっている。各ステーションの観

測項目は表のとおりである。

（ １ ） 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン－波照間

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約 20 km の有人島としては日本最南端である波照間島

の東端に位置している。

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど

の長期的な変化を観測するために，36.0ｍの観測塔上で

大気を採取して，表にあげたように温室効果ガスの他関

連物質の観測も行っている。反応性の高いガス観測のた

めにガラス製の10ｍのガス取り込み塔を製作し設置を行

い試運転を開始した。

観測は 1993 年秋より開始しており，10 年以上のデー

タが蓄積している。

（ ２ ） 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン－落石岬

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜 50ｍ）に建設された。

本施設は，55ｍの観測塔上で大気を採取して，波照間

ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象

要素を 1995 年秋より観測している。本年度はラドンの観

測を開始した。

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ △

エアロゾル ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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９ . ２ . 24 陸別成層圏総合観測室

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域

成層圏総合モニタリング」を行うための施設であり，北

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森

天文台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同

で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分布

の観測，ブリューワー紫外分光計などによる有害紫外線

の観測などを行っている。

９ . ２ . 25 森林炭素循環機能モニ タ リ ングサイ ト

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北方

林温室効果ガスフラックスモニタリング」を行うための

フィールド施設である。観測サイトは北海道内２ヵ所と

山梨県１カ所の計３ヵ所あり，育林段階の異なる林分で，

森林の二酸化炭素の吸収 / 放出（フラックス）をはじめ

とする森林生態系の炭素循環機能について総合的な観測

研究を行っている。

（ １ ） 苫小牧フ ラ ッ クス リサーチサイ ト

本施設は，林野庁北海道森林管理局の協力を得て，樽

前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカラマツ

林に，森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フラック

スや，林内及び土壌の観測システム，森林機能のリモー

トセンシング観測システム等を整備し，平成 12 年８月よ

り観測を開始した。しかし，2004 年 9 月に台風 18 号に

より，カラマツ林・観測システムが壊滅的被害を被り，

観測を中断した。

平成 17 年６月より，林地崩壊による炭素収支機能の変

化を調査するために，簡便な観測システムによる調査を

再開した。

（ ２ ） 天塩 CC-LaG サイ ト

本施設は，北海道大学北方生物圏フィールド科学セン

ター森林圏ステーション天塩研究林（天塩郡幌延町字問

寒別）に所在する針広混交林（約 14ha，天然林）で，観

測林が一つの集水域を構成していることに特徴がある。

本サイトの目的としては，二酸化炭素フラックスを含め

た森林生態系の物質循環機能が，育林過程でどのように

変遷するかを長期間観測することである。そのため，平

成 15 年２月に皆伐を行い，平成 15 年 10 月にカラマツ苗

を植林した（2500 本 /ha）。観測内容は苫小牧サイトと同

様であるが，平成 16 年度から，カラマツ幼樹での炭素収

支機能のチャンバー法を用いた連続観測を開始した。

（ ３ ） 富士北麓フ ラ ッ クス観測サイ ト

本施設は，台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチ

サイトの機能を担うべく，富士山北麓の緩傾斜地（山梨

県富士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha, 約 45 年

生）に，森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微

気象観測システム群，及びカラマツや土壌の諸機能の観

測システム，森林機能のリモートセンシング観測システ

ム等を整備し，平成 18 年１月より観測を開始した。本サ

イトでは，森林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法

を確立することを目指すとともに，アジア地域のフラッ

クス観測ネットワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として，

観測手法の検証や技術研修に活用される。

９ . ２ . 26 高度化学計測施設

（研究本館 I （計測棟） 並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の安定，

放射性同位体比を精密に測定することは，環境汚染の状

況を把握し汚染機構を解明したり，環境リスク評価を行

う上で重要かつ基本的なことである。高度化学計測施設

は，このような分析・測定を行うための装置（高度な分

析機器など）およびそれらを有効に使用するための施設

（クリーンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高

精度の測定データを提供している。また，一部の機器に

ついては，新しい分析法を研究・開発するための装置と

しても利用されている。

（ １ ） 主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）

３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）原子吸光光度計（AAS）

５）タンデム質量分析装置 ( タンデム MS)

（ ２ ） 計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（ ３ ） 加速器分析施設

本施設は，最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS 用試

料調製クリーンルームを中心に構成される。AMS は，質
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量分析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組

み合わせて， 極めて微量にしか存在しない （安定同位体

の 10-10 以下）同位体を精度，感度良く測定するためのシ

ステムで，特に炭素 14 等の，宇宙線起源の長寿命放射性

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。 AMS

は放射線発生装置であり，放射線防護の観点から，放射

線モニターと連動したインターロックシステムの設置な

ど，様々な工夫が凝らされた施設になっている。

本年度は，特別研究や地球一括計上研究等による各種

試料中14Ｃ測定を進め，成果を国際会議（17th Radiocarbon

Conference）で報告した。

９ . ２ . 27 研究本館Ⅱ （資試料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであり， 低温室， ディープフ

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ

ている。低温室は - 20 ℃の３低温室からなり，大量の試

料の保存が可能である。ディープフリーザー室には３基

の超低温槽と３台の液体窒素ジャーを設置し，超低温保

存（- 85 ℃，- 110 ℃，- 196 ℃）の必要な少量の試料

の保存が可能である。＋４℃，＋ 20 ℃の恒温室は，それ

ぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する試料

の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が

表示記録されるとともに，保存試料の情報が記録されて

いる。

前年度と同様にタイムカプセル請負事業を中心として

凍結粉砕試料調製法の応用を進め，生物・大気試料の収

集保存と生物試料凍結粉砕処理を継続した。

９ . ２ . 28 研究本館Ⅲ

化学物質管理区域

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析，毒性評価を行うための実験施設で

ある。

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。また区域内利用

者は登録制でカードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室，試料調整室，微生物実験室，

物性実験室，低温室，水生生物実験室， 細胞実験室，毒

性実験室，動物飼育室，マイクロコズム等がある。

本年度は，所内廃棄物処理施設の実験廃棄物の処理体

制について見直しを進めた。また，「内分泌攪乱化学物質

総合対策研究」「ダイオキシン類対策高度化研究」を中心

に研究が進められた。

（ １ ） ミ リ波測定施設

本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分

光観測室の３部屋からなっており，ミリ波オゾン分光観

測システム等を使用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出

する電波（ミリ波）の回転スペクトルを高い分解能で分

光し，14km 以上の高度領域のオゾン鉛直分布を観測して

いる。本年度は，高度約 14km ～ 76km のオゾン鉛直分布

のモニタリングを行った。

（ ２ ） ILAS- Ⅱ

ILAS- Ⅱデータ処理運用施設は，平成 14 年 12 月に打

ち上げられた環境観測技術衛星ADEOS-Ⅱに搭載されたオ

ゾン層観測センサ ILAS- Ⅱ（改良型大気周縁赤外分光計

Ⅱ型，平成 15 年 4 月から 10 月まで定常観測を行った）

の観測データを処理し，データの保存・解析・提供を行

うための計算機施設である。本年度は，バージョン 1.4x

からバージョン2.0xデータ処理手法に基づいてILAS-Ⅱ

観測データの再処理を実施し，処理結果を登録研究者に

提供した。なお，1996 年 11 月より 1997 年６月までの

ILAS（改良型大気周縁赤外分光計）の観測データを処理

した，ILAS バージョン 6.1 及びバージョン 7.0 データを

登録研究者に提供すると共に，ILAS バージョン 5.20 レ

ベル２データプロダクトを継続して一般ユーザに提供し

ている。

９ . ３ 共通施設

９ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省

エネルギーに努めた。

本年度における，エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（ １ ） 電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA ×２台，

　　特高受電所　１ヵ所，　２･３次変電所　26ヵ所
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２）蓄電池設備

　　NAS 電池システム　1,000ｋW 級

（ ２ ） 機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）

　　10ｔ/ｈ ×３台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT ×４台

　　ターボ冷凍機 600USRT ×２台

　　スクリューチラー 600USRT ×１台 (ESCO)

９ . ３ . ２ 廃棄物 ・ 廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は，各処理施設と共に順調に稼

働した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は

次のとおりである。

処理能力

１）一般実験排水処理能力 300ｔ/ｄ

２）特殊実験排水処理能力 100ｔ/ｄ

３）一般固体焼却処理能力 160 ㎏ /ｈ

４）特殊固体焼却処理能力 35 ㎏ /ｈ

５）実験廃水処理水ﾘｻｲｸﾙ（RO 水） 370m2/ｄ

９ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作室，

木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用され

研究機器等の加工，製作が行われた。
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10．１　研究所出版物

報告書名 ・ 巻 （号） ・ 発表者 ・ 題目 ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ

NIES 　 Annual Report 2005， AE-11-2005， (2005)， 国立環境研究所 ： 138p. Z00009999

特別研究報告， SR-63-2005， (2005)， 国立環境研究所 ： アレルギー反応を指標と し た化学物質の リ ス
ク評価と毒性 メ カニズムの解明に関する研究－化学物質の ヒ ト への新たな リ ス ク の提言 と激増する ア
ト ピー疾患の抑圧に向けて－ （特別研究）， 39p.

0204AG395

特別研究報告， SR-64-2005， (2005)， 国立環境研究所 ： 中国における都市大気汚染によ る健康影響と
予防対策に関する国際共同研究 （特別研究）， 36p.

0004AG073

研究報告， R-189-2005， (2005)， 国立環境研究所公開シンポジウ ム 2005， 国立環境研究所セ ミ ナー委
員会 ： －あなたが知 り たいこ と、 私たちがお伝え し たいこ と－， 27p.

Z00009999

研究報告， R-190-2005， (2005)， Aoi Y. ： Experiences of Japanese landscapes， 54p. Z00009998

研究報告， R-191-2006， (2006)， 田崎智宏 ： 家電 リ サイ クル法の実態効力の評価， 180p. 0105AB398
0405AE357

地球環境研究セン ター報告， CGER-D035-2006， (2006)， Canadell j.G.(*1), Dickinson R.(*2), Hibbard 
K.(*3), Raupach M.(*1), Young O.(*4)(*1CSIRO, *2Georgia Inst. Technol., *3NCAR, *4Univ. California) ：
グ ローバルカーボンプロ ジェ ク ト －科学的枠組みと研究実施計画－ ， 75p.

0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D036-2006， (2006)， 藤沼康実， 山本哲， 森範勝， 勝本正之 ： 国際
研究計画 ・ 機関情報 （第 3 版） ， 500p.

0307AC523

地球環境研究セン ター報告， CGER-D037-2006， (2006)， 奥田敏統， Hashim M.， 鈴木万里子， 米田健
(*1)， 鈴木亮 (*2)， 杉本龍志 (*3)(*1 鹿児島大， *2 奈良女子大， *3 建設技術研） ： 熱帯域陸上生態系の植
生基礎データベース， 224p.

0206BA830

地球環境研究セン ター報告， CGER-D038-2006， (2006)， Hanaoka T., Kawase R.(*1), Kainuma M., 
Matsuoka Y.(*1), Ishii H.(*2), Oka K.(*2） (*1Kyoto Univ., *2Mizuho Inf. and Res. Inst.) ： Greenhouse gas 
emissions scenarios database and regional mitigation analysis， 97p.

0507BA794

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， 山形与志樹 ： 第一章 　 グ ローバルな炭素循環 と中長
期的な吸収源対策について， 3-18

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， Alexandro ｖ  G. ： 第二章 　 TsuBiMo(Tsukuba Biosphere 
Model) の概要， 19-30

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， 木下嗣基 ： 第三章 　 モデルによ る グ ローバルな吸収
源対策ポテンシ ャル量の評価， 31-45

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， 岩男弘毅 ： 第四章 　 LULUCF に係る全球データセ ッ
ト に関する研究， 47-65

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， ( 株 ) 三菱総合研 ： 第五章 　 RS ・ GIS を用いた吸収源
対策プロ ジェ ク ト 評価， 67-81

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， パシフ ィ ッ ク コ ンサルタ ンツ ( 株 ) ： 第六章 　 統計に
よ る国際炭素吸収量評価， 82-99

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， 野村恭子 (*1)(*1( 株 ) 中央青山 PwC サステナビ リ
テ ィ 研） ： 第七章 　 国際的な森林認証における多面的森林機能評価， 100-114

0206BA423
0506BA776

地球環境研究セン ター報告， CGER-D039-2006， (2006)， 陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定
書の第 2 約束期間以降における検討にむけて－， 石井敦 (*1)(1* 東北大 ) ： 第八章 　 吸収源に係る気候
変動と生物多様性の両レジーム間の政策的相互関連－そのデータベース構築を目指し て－， 115-134

0206BA423
0506BA776
―  291  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
地球環境研究セン ター報告， CGER-D040-2006， (2006)， マテ リ アルフ ローデータブ ッ ク－日本を取 り
ま く 世界の資源のフ ロー－第 ３ 版 ，Moriguchi Y.：Material Flow Data Book -World Resource Fows around 
Japan- Third Edition， 1-33

0406BA501

地球環境研究セン ター報告， CGER-D040-2006， (2006)， マテ リ アルフ ローデータブ ッ ク－日本を取 り
ま く 世界の資源のフ ロー－第 ３ 版 ， 森口祐一 ： マテ リ アルフ ローデータブ ッ ク－日本を取 り ま く 世界
の資源のフ ロー－第 ３ 版 ， 49-80

0406BA501

地球環境研究セン ター報告， CGER-I062-2005， (2005)， 温室効果ガス イ ンベン ト リ オフ ィ ス （GIO） ：
日本国温室効果ガス イ ンベン ト リ 報告書 　 ２ ０ ０ ５ 年 ５ 月， 266p.

0305BY590

地球環境研究セン ター報告， CGER-I063-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH 
REPORT Vol.11 Development of Process-based NICE Model and Simulation of Ecosystem Dynamics in the 
Catchment of East Asia(Part Ⅰ )， Nakayama T., Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Chapter 1 General 
introduction， 3-10

0105AA270
0204CD432
0304AF515

地球環境研究セン ター報告， CGER-I063-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH 
REPORT Vol.11 Development of Process-based NICE Model and Simulation of Ecosystem Dynamics in the 
Catchment of East Asia(Part Ⅰ )， Nakayama T., Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Chapter 2 Simulation of 
drying phenomena associated with vegetation change caused by invasion of alder (alnus japonica) in Kushiro 
Mire， 11-39

0105AA270
0204CD432
0304AF515

地球環境研究セン ター報告， CGER-I063-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH 
REPORT Vol.11 Development of Process-based NICE Model and Simulation of Ecosystem Dynamics in the 
Catchment of East Asia(Part Ⅰ )， Nakayama T., Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Chapter 3 Effect of spring 
snowmelt runoff on recovery of mire vegetation， 41-68

0105AA270
0204CD432
0304AF515

地球環境研究セン ター報告， CGER-I063-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH 
REPORT Vol.11 Development of Process-based NICE Model and Simulation of Ecosystem Dynamics in the 
Catchment of East Asia(Part Ⅰ )， Nakayama T., Watanabe M.(*1), Yang Y.(*2), Zhang X.(*2)(*1Keio 
Univ.,*2Chin.Acad.Sci.) ： Chapter 4 Simulation of groundwater dynamics in North China Plain by coupled 
hydrological and agricultural models， 69-93

0105AA270
0204CD432
0304AF515

地球環境研究セン ター報告， CGER-I063-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH 
REPORT Vol.11 Development of Process-based NICE Model and Simulation of Ecosystem Dynamics in the 
Catchment of East Asia(Part Ⅰ )， Nakayama T., Watanabe M.(*1),(*1Keio Univ.) ： Chapter 5 Fainal 
conclusions and future work， 95-99

0105AA270
0204CD432
0304AF515

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Akiyoshi H., Zhou L., Takahashi M.(*1)(*1Tokyo Univ.) ： Northern hemisphere lower 
stratospheric N2O distributions in the early and late polar vortex breakup years ， 3-13

0204BA347

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Maksyutov S., Ishizawa M.(*1), Inoue G.(*1JAMSTEC) ： Synoptic scale variability of 
atmospheric CO2 in continental boundary layer:model and observations， 15-18

0204BA475

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Shibata K.(*1), Deushi M.(*1)(*1Meteorol. Res. Inst.) ： Radiative effect of ozone on 
the relation between dynamical field and ozone in the QBO: simulation by the stratospheric chemical transport 
model of meteorological research institute， 19-24

0204BA347

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Takemura T.(*1), Nakajima T.(*2), Nozawa T, Emori S.(*1Kyushu Univ., *2Tokyo 
Univ.) ： Simulation of cloud and precipitation perturbation by aerosol effects with aerosol transport-radiation 
model， 25-30

0305BA541

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Uchiyama T.(*1), Noda A.(*1), Yukimoto S.(*1), Chiba M.(*1),  Kusunoki 
S.(*1)(*1Meteorol. Res. Inst.) ： Study of the estimate of new climate change scenarios based on new emission 
scenarios - uncertainty of global warming projection -， 31-39

0004BA035

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Yokohata T., Emori S., Nozawa T., Ogura T., Tsushima Y.(*1), Kimoto M.(*2) 
(*1JAMSTEC *2Tokyo Univ.) ： Climate response to vocanic forcing: validation of climate sensitivity of a 
coupled atmosphere -Ocean general crculation mode ｌ ， 41-48

0305BA541
0306CE525
0406BA488
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地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Hozumi Y.(*1), Ueda H.(*1)(*1Jpn. Environ. Sanit. Cent.) ： Numerical estimation for 
greening effect over the desert in Saudi Arabia， 51-60

0204BA396

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Ichinose T., Ashie Y.(*1), Kono T.(*1)(*1Build. Res. Inst.) ： Numerical simulation of 
the airflow within and above urban canopies under neutral condition by using the spatially averaged K -εmodel 
considering the effective volume ratio， 61-67

0305CD554

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Nakajima K.(*1), Okada M.(*2), Sugiyama K.(*2), Kitamori T.(*2)(*1Kyushu Univ., 
*2Hokkaido Univ.) ： Numerical experiment on the interaction between large-scale atmospheric motion and 
cumulus convection: preferred scale of the planetary-scale concentration of cloud activity and new model 
development， 69-76

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Hanazaki H.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Differential diffusion of heat and salt in doubly 
diffusive fluid， 79-80

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Hayashi Y.(*1), Ishiwatari M.(*1), Yamada Y.(*1), Morikawa Y.(*1),  Takahashi Y. 
O.(*1), Nakajima K.(*2), Okada M.(*1), Takehiro S.(*3) (*1Hokkaido Univ., *2Kyushu Univ., *3Kyoto Univ.) ：
Analyses of space-time structures of the equatorial precipitation activities in an aqua-planet experiment and an 
attempt to improve readability of a primitive model， 81-92

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004，Komori S.(*1), Nagata K.(*1), Kohata K.(*1Kyoto Univ.)：Direct numerical simulation 
of turbulent structure in shear-free turbulent boundary layers， 93-98

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004，Miyazaki T.(*1), Li Y.(*1), Taira H.(*1)(*1Univ. Electro-Commun.)：Point, spheroidal 
and ellipsoidal vortex models -their statistical properties-， 99-103

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Murakami S., Hayashi S. ： Temporal variation of grain size distribution of bare land 
surface caused by flow with raindrop impacts， 107-113

9605AE211

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Sha W.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： Development and applications of an urban 
meteorological numerical model in Cartesian coordinate， 115-118

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Musa A.(*1), Hashimoto N.(*1), Nagamine N.(*1), Tsukamoto R.(*1), Satoh Y.(*1) 
(*1NEC Corp.) ： Overview of the NIES supercomputer systems， 121-125

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 秋吉英治， Zhou L.B.， 高橋正明 (*1)(*1 東京大 ) ： 北半球高緯度下部成層圏 N2O
分布の年々変動， 131-132

0204BA347

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， Maksyutov S.， 石澤みさ (*1)， 井上元 (*1 海洋研究開発機構 ) ： 陸域大気境界層
内の二酸化炭素濃度のシ ノ プテ ィ ッ ク規模での変動 ： モデル と観測， 133-134

0204BA475

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 柴田清孝 (*1)， 出牛真 (*1)(*1 気象研 ) ： オゾンの放射効果が Ｑ Ｂ Ｏ におけるオ
ゾン と大気場の相関に及ぼす影響について ： 気象研究所成層圏化学輸送モデルによ る数値実験， 135-
136

0204BA347

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 竹村俊彦 (*1)， 中島映至 (*2)， 野沢徹， 江守正多 （*1 九州大， *2 東京大） ： エア
ロ ゾル輸送放射モデルを用いたエア ロ ゾル効果によ る雲 ・ 降水の変化に関する シ ミ ュ レーシ ョ ン，
137-138

0305BA541
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地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004，内山貴雄 (*1)， 野田彰 (*1)， 行本誠史 (*1)， 千葉長 (*1)， 楠昌司 (*1)(*1 気象研 ) ：
新排出シナ リ オに基づ く 新しい気候変動シナ リ オの推計に関する研究－温暖化予測の不確実性－，
139-140

0004BA035

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 横畠徳太， 江守正多， 野沢徹， 小倉知夫， 對馬洋子 (*1)， 木本昌秀 (*2)(*1 海洋研
究開発機構， *2 東京大 ) ： 火山噴火に対する気候応答 ： 大気海洋結合 GCM の気候感度の検証， 141p.

0305BA541
0306CE525
0406BA488

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 穂積祐 (*1)， 植田祥匤 (*1)(*1( 財 ) 日本環境衛生セ ) ： 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンに
よ る海洋性砂漠緑化の影響評価， 142-143

0204BA396

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 一 ノ瀬俊明， 足永靖信 (*1)， 河野孝昭 (*1)(*1 建築研 ) ： 有効体積率を考慮し た
k-ε 空間平均モデルによ る中立場の都市キ ャ ノ ピー内及び上空の気流解析， 144-145

0305CD554

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 中島健介 (*1)， 小高正嗣 (*2)， 杉山耕一朗 (*2)， 北守太一 (*2)(*1 九州大， *2 北海
道大 ) ： 積雲対流の大規模運動の相互作用についての数値実験 ： 雲活動の自発的集中化のスケール，
146-147

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 花崎秀史 (*1)(*1 京都大 ) ： 二重拡散流体中の熱と塩分の差分拡散， 148p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004，林祥介 (*1)， 石渡正樹 (*1)， 山田由貴子 (*1)， 森川靖大 (*1)， 高橋芳幸 (*1)，  中島
健介 (*2)， 小高正嗣 (*1)， 竹広真一 (*3)(*1 北海道大， *2 九州大， *3 京都大 ) ： 水惑星実験で得られた赤
道域降水活動の時系列構造、 および、 プ リ ミ テ ィ ブモデルの可能性を高める試み， 149-150

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 小森悟 (*1)， 長田孝二 (*1)， 木幡邦男 (*1 京都大 ) ： シアーのない乱流境界層の
乱流構造に関する直接数値計算， 151-152

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 宮嵜武 (*1)， 李英太 (*1)， 平寛史 (*1)(*1 電気通信大 ) ： 点渦、 Wire 渦、 楕円体
渦モデルの統計的性質， 153-154

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 村上正吾， 林誠二 ： 降雨流によ る表面浸食に伴 う 裸地斜面の表層粒度分布の変
化について， 155-156

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I064-2006， (2006)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.13-2004， 余偉明 (*1)(*1 東北大 ) ： 直線直角座標系における都市スケール大気数値モデル
の開発及び応用， 157p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 井上元 ： 炭素循環観測の国際 ・ 国内の共同プロ グ ラ ム と国内連携方策， 5-8

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 小池勲夫 (*1)(*1 東京大 ) ： 総合科学技術会議温暖化イ ニシアテ ィ ブの活動につ
いて， 9p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 吉川久幸 (*1)， 石井雅男 (*2)， 緑川貴 (*2)， 中舘明 (*3)， 増田真次 (*3)， 村田昌彦
(*4)(*1 北海道大， *2 気象研， *3 気象庁， *4 海洋研究開発機構 ) ： 北大西洋西部海域における海洋二酸
化炭素分圧と大気 ・ 海洋間二酸化炭素フ ラ ッ ク スについて， 10-13

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ 　 講演要旨集， 橋田元 (*1)， 森本真司 (*1)， 山内恭 (*1)， 中岡慎一郎 (*2)， 青木周治 (*2)， 中澤
高清 (*2)， 吉川久幸 (*3)(.*1 国立極地研， *2 東北大， *3 北海道大 ) ： 極域海洋における大気 ・ 海洋間二
酸化炭素交換， 14p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 村田昌彦 (*1)(*1 海洋研究開発機構 ) ： 海によ る人為起源 CO2 の吸収と その変動
　 大陸間縦 ・ 横断観測によ る海洋炭素循環の研究， 19-22

Z00009999
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地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 植松光夫 (*1)(*1 東京大 ) ： 海洋大気エア ロ ゾル と物質循環の リ ンケージ， 23-26

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 渡邉修一 (*1)(*1 海洋研究開発機構 ) ： 海洋研究開発機構における物質循環研究，
29-31

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 蒲生俊敬 (*1)(*1 東京大 ) ： GEOTRACES ： 海洋の微量元素 ・ 同位体によ る全球
的生物地球化学研究， 32-34

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 山中康裕 (*1)(*1 北海道大 / 地球フ ロ ンテ ィ ア研究セ ) ： 多用なニーズに答え る
様々な海洋物質循環－生態系モデ リ ング， 35p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 原田晃 (*1)(*1( 独 ) 産業技術総合研 ) ： 二酸化炭素の海洋隔離技術に関する国際
的状況， 36-37

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 中澤高清 (*1)(*1 東北大 ) ： 温室効果気体の循環と観測の現状， 38-41

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 堀之智 (*1)(*1 気象庁 ) ： 気象庁における温室効果ガス観測と世界気象機関
(WMO) 温室効果ガス世界資料セン ターの活動について， 42-45

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 青木周司 (*1)(*1 東北大 ) ： 東北大学における温室効果気体の地球規模循環の研
究について， 46-53

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 横田達也 ： 衛星によ る温室効果ガス観測の現状 と GOSAT プロ ジェ ク ト ， 54-57

0406BA414
0505AE833
0508BH855

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 横内陽子 ： 東アジアにおける フ ッ素系温室効果気体の排出に関する観測研究，
58p.

0508BB770
9205AC264

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 遠嶋康徳 ： 大気酸素濃度の精密測定によ る炭素循環の解明， 59-61

0405AE342
0408BB368
9205AC264

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 菅原敏 (*1)(*1 宮城教育大 ) ： 成層圏における温室効果気体と その関連物質の観
測， 68-70

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 安岡善文 (*1 東京大 ) ： 衛星観測と モデルの統合によ る陸域生態系の評価 　 人 ・
自然 ・ 地球共生プロ ジェ ク ト （PR2002） 課題 ３ － １ 報告， 71-74

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 三枝信子 (*1)(*1( 独 ) 産業技術総合研 ) ： タ ワー観測サイ ト における森林炭素収
支統合研究， 79-82

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 梁乃申， 藤沼康実， 井上元 ： 土壌呼吸測定法の現状と今後の展望， 83-86

0206BA830

地球環境研究センタ ー報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環およ び温室効果ガス 観測ワ ーク ショ ッ
プ講演要旨集， 本多嘉明 (*1)(*1 千葉大 )： 新し い地球観測衛星と 地上観測の可能性， 87-89

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集，Dye D. G.(*1)(*1JAMSTEC)：The role of satellite observations of vegetation and PAR 
in modeling and monitoring of the terrestrial carbon cycle， 90p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 伊藤昭彦 (*1)(*1 海洋研究開発機構 ) ： 陸域炭素循環モデルにおける観測データ
利用， 91-94

Z00009999

報告書名 ・ 巻 （号） ・ 発表者 ・ 題目 ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  295  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 天野正博 (*1)(*1 早稲田大 ) ： 京都議定書吸収源と し ての森林機能評価に関する
研究， 95-98

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 中根周歩 (*1)， 今川克也 (*1)， 周承進 (*1)， 林明姫 (*1)(*1 広島大 ) ： 温暖化環境
下での常緑広葉樹群落の生産及び分解過程 　 オープン ト ッ プチャ ンバー実験， 99-102

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 小林和彦 (*1)， 八木一行 (*2)， 程為国 (*2)， 犬伏和之 (*3)(*1 東京大， *2 農業環境
技術研， *3 千葉大 ) ： 大気 CO2 濃度上昇が植物－土壌系に及ぼす影響 　 FACE （開放系大気 CO2 増加）
実験で分かって きた こ と， 103-107

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 中舘明 (*1)， 石川孝一 (*1)(*1 気象庁 ) ： 気象庁における海洋の二酸化炭素観測，
111-114

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 眞木貴史 (*1)， 海老田綾貴 (*1)， 上出一美 (*1)(*1 気象庁 ) ： 実観測データ と逆解
析を用いた過去 20 年間の炭素循環解析， 119-123

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 中屋耕 (*1)， 小林卓也 (*1)， 池田英史 (*1)， 安池慎治 (*1)， 鈴木智恵子 (*2)(*1 電
力中央研， *2 流山北高 ) ： 北佐久の落葉広葉樹林における炭素収支評価， 124-127

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 中屋耕 (*1)， 小林卓也 (*1)， 池田英史 (*1)， 鈴木智恵子 (*2)(*1 電力中央研， *2 流
山北高 ) ： 北佐久の落葉広葉樹林における炭素収支評価－シンチロ メ ータ を適用し た CO2 フ ラ ッ ク ス
測定－， 128-129

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 池田英史 (*1)， 安池慎治 (*1)， 中屋耕 (*1)， 小林卓也 (*1)， 鈴木智恵子 (*2)(*1 電
力中央研， *2 流山北高 ) ： 北佐久の落葉広葉樹林における炭素収支評価－森林土壌によ る CO2 吸収量
評価手法の提案－， 130-131

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 佐久間祐子 (*1)， 北岡哲 (*2)， 渡邉陽子 (*2)， 市栄智明 (*2)， 藤沼康実， 笹賀一郎
(*2)， 小池孝良 (*2)(*1 北海道大， *2 北海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ ) ： カ ラマツ壮齢林におけ る
異形型針葉の形態と光合成特性， 132-133

9205AC264
0206BA830

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 内田昌男 (*1)， 近藤美由紀 (*2)， 熊田英峰 (*3)， 力石嘉人 (*1)， 三枝信子 (*4)， 村
山昌平 (*4)， 小泉博 (*1)， 柴田康行 (*1 海洋研究開発機構， *2 岐阜大 *3 東京薬科大， *4 （独） 産業技術
総合研 ) ： 森林大気中有機エア ロ ゾル炭素同位体比観測に基づ く Ｎ Ｅ Ｐ 推定の試み－ 2003 ～ 2004 年
高山試験地観測報告－， 134-135

0408BB368

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 近藤美由紀 (*1)， 内田昌男 (*2)， 村山昌平 (*3)， 小泉博 (*1)(*1 岐阜大， *2 海洋研
究開発機構， *3( 独 ) 産業技術総合研 ) ： 冷温帯落葉広葉樹林における林床植生によ る呼吸起源 CO2 の
再吸収過程の評価， 136-137

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 足立龍晴 (*1)， 津田智 (*1)， 小泉博 (*1)(*1 岐阜大 ) ： 伐採直後の冷温帯落葉広葉
樹林における炭素動態， 138-139

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 濱田洋平 (*1)， 飯田真一 (*1)， 林敦史 (*1)， 角張順一 (*1)， 田中正 (*1)(*1 筑波大 ) ：
林分生長解析に基づ く 森林の長期的な炭素固定量の評価 　 長野県 ・ 八ヶ岳近郊のカ ラ マツ人工林およ
び天然落葉広葉樹林における調査事例， 140-141

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 王輝民 (*1)， 三枝信子 (*1)， 祖元剛 (*2)， 王文杰 (*2)， 山本晋 (*1)， 近藤裕昭
(*1)(*1( 独 ) 産業技術総合研， *2 東北林業大 ) ： 中国東北部のカ ラ マツ林における年間 CO2 吸収量 　 中
国老山フ ラ ッ ク ス観測サイ ト における観測結果の速報， 142-143

Z00009999
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地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 宮内智加 (*1)， 龍原哲 (*1)(*1 新潟大 ) ： 広葉樹二次林における樹冠表面積 と成
長量の関係， 144-145

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 高木健太郎 (*1)， 野村睦 (*1)， 福澤加里部 (*2)， 柴田英昭 (*1)， 深澤達矢 (*2)， 秋
林幸男 (*1)， 笹賀一郎 (*1)， 小池孝良 (*1)， 藤沼康実， 梁乃申， 小熊宏之， 米康充， 犬飼孔， 前林衛
(*3)(*1 北海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ， *2 北海道大， *3 北海道電力 （株） ) ： 伐採 ・ 植林などの
森林施業が冷温帯林流域の物質循環に与え る影響， 146-147

9205AC264
0206BA330

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 古賀伸久 (*1)， 澤本卓治 (*2)， 鶴田治雄 (*3)(*1 北海道農業研セ， *2 酪農学園大， 
*3 東京大 ) ： 北海道の畑作農業が地球温暖化へ及ぼす影響の評価 　 化石燃料消費と土壌からの CO2，
N2O， CH4， 148-151

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 中野智子 (*1)， 根本学 (*1)， 篠田雅人 (*1)(*1 首都大東京 ) ： モンゴル半乾燥草原
における密閉式チャ ンバー法を用いた CO2 フ ラ ッ ク ス測定， 152-153

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 平野高司 (*1)， 大崎満 (*1)(*1 北海道大 ) ： 開発や森林火災に と も な う 大規模環
境攪乱が熱帯泥炭地の CO2 放出に与え る影響評価， 154-155

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 角野貴信 (*1)， 舟川晋也 (*1)， 小崎隆 (*1)(*1 京都大 ) ： 異なる生態環境における
易分解性炭素量の規定要因－ユーラ シアステ ッ プ と湿潤アジアの比較－， 156-157

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 鶴田治雄 (*1)， 石塚成宏 (*2)， 須藤重人 (*3)， 米村正一郎 (*3)， 中島泰弘 (*3)， 
Anas I.(*4)， Murdiyarso D.(*4)(*1 東京大， *2 森林総合研， *3 農業環境技術研， *4Bogor Agric. Univ.) ： 熱
帯アジアの土地利用変化が温室効果ガス発生に及ぼす影響 　 スマ ト ラ島での長期および広域のフ ラ ッ
ク ス測定， 158-161

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 鈴木静男 (*1)， 谷亨 (*1)， 塩崎俊一 (*2)， 佐々木通雄 (*2)， 山本昭範 (*3)， 鞠子茂
(*3)(*1( 財 ) 環境科学技術研， *2( 株 ) サイエンテ ッ ク， *3 筑波大 ) ： 汽水沼周辺湿地における メ タ ンフ
ラ ッ ク ス Methane flux in a marsh around a brackish lake， 162-163

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集，渡辺学 (*1)， 山本浩万 (*1)， 塩見慶 (*1)， 村上浩 (*1)， 島田政信 (*1)， 鈴木睦 (*1)，  
石田中 (*1)， 杉浦直人 (*1)， 森山隆， 五十嵐保 (*2)(*1( 独 ) 宇宙航空研究開発機構， *2 リ モー ト ・ セン
シング技術セ ) ： 宇宙航空研究開発機構の衛星観測データ利用研究プロ ジェ ク ト ， 164-167

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環およ び温室効果ガス 観測ワ ーク ショ ッ
プ講演要旨集， 村松加奈子 (*1)， 森麻美 (*1)， Yan X.(*1)， 古海忍 (*1)， 古川昭雄 (*1)(*1 奈良女子大 ) ：
二酸化炭素濃度の連続測定と人工衛星データ を用いた植生純一次生産量の推定， 168-169

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I065-2006， (2006)， 炭素循環および温室効果ガス観測ワーク
シ ョ ッ プ講演要旨集， 馬淵和雄 (*1)， 木田秀次 (*2)(*1 気象研， *2 京都大 ) ： 炭素循環システムの理解に
向けた植生－大気 on-line 結合 ３ 次元気候モデルの開発， 170-171

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-M018-2006， (2006)， 佐々木政子 (*1)(*1 東海大 ) ： 絵とデータで
読む太陽紫外線－太陽と賢 く 仲良 く つき あ う 法－， 112p.

9205AC264

環境儀， No.16， (2005)， 国立環境研究所 ： 長江流域で検証する 「流域圏環境管理」 のあ り 方， 14p. 0105SP051

環境儀， No.17， (2005)， 国立環境研究所 ： 有機スズ と生殖異常－海産巻貝に及ぼす内分泌か く 乱化学
物質の影響， 14p.

0105AA166

環境儀， No.18， (2005)， 国立環境研究所 ： 外来生物によ る生物多様性への影響を探る， 14p. 0406BA421

環境儀， No.19， (2006)， 国立環境研究所 ： 最先端の気候モデルで予測する 「地球温暖化」， 14p. 0305BA541
0306CE525
0406AF537

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.1， 増井利彦 ： 温暖化対策税をめぐ る議論－試算結果への批判
に答え る， 3-5

Z00009998
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国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.1， 齋藤尚子 ： 人工衛星データ を用いた極成層圏雲の解析， 5-8 0406BA352

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.1， 伊藤智彦 ： ダ イオキシンによ る生体影響－個体レベルから
分子レベルまで－， 8-10

Z00009998

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.1， 江尻省 ： ト レーサーで見る中層大気中の物質輸送， 11-13 0406BA352

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.2， 堀口敏宏 ： 東京湾における底棲魚介類の種組成 と生物量の
変遷， 3-6

0105AA166

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.2， 肱岡靖明 ： 温室効果ガス安定化レベル検討のための統合評
価モデルの開発， 7-8

0507BA507

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.2， 高橋潔 ： 温暖化への適応策， 9-10 0507BA794
0507BA507
0406BA488

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.3， 永田尚志 ： ヨ シ原の分布 と オオ ヨ シキ リ の生息分布の予測，
3-4

0105SP041
0305BA558

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.3， 珠坪一晃 ： 嫌気性生物膜を利用し た有機性排水からのエネ
ルギー創製－低有機物濃度 ・ 低温排水への対応－， 5-7

0305KA600
0405AE359

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.3， 竹中明夫 ： 生き物を数え る， 8-10 Z00009999

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.4， 王勤学 ： 衛星 と地上モニタ リ ング及びモデルによ る陸域生
態系の水 ・ 物質循環機能のシ ミ ュ レーシ ョ ン， 3-7

0105AA269
9605AE211

国立環境研究所ニュ ース ， Vol.24， No.4， 高澤嘉一： 大気中の残留性有機汚染物質を測る ， 8-10 Z00009998

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.4， 島崎彦人 ： 衛星 リ モー ト センシングによ る地球環境観測，
11-13

Z00009999

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.4， 畠山史郎 ： 国立環境研究所辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾル観測ス
テーシ ョ ンの開設， 14-15

Z00009999

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.5， 井上健一郎 ： デ ィ ーゼル排気微粒子 と肺炎， 3-4 Z00009999

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.5， 吉田勝彦 ： 生態系のコ ンピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン， 5-7 0105SP041
0305AA506
0406BA421

国立環境研究所ニュ ース ， Vol.24， No.5， 古山昭子： ディ ーゼル排気粒子の呼吸器沈着， 体内動態， 7-8 0105SP061
0105AA299

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.6， 橋本征二 ： 循環型社会の同床異夢 ： リ サイ クル社会から持
続可能な社会まで， 5-6

Z00009999

国立環境研究所ニュース， Vol.24， No.6， 高見昭憲 ： 沖縄で微粒子を測る， 7-9 Z00009998
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10． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

発表年月日 　 　 平成 17 年 ６ 月 12 日 （日） ： 東京 メ ルパルク ホール

　 　 　 　 　 　 　 平成 17 年 ６ 月 25 日 （土） ： 京都市アバンテ ィ ホール

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

江守 　 正多 （大気圏環境研究領域） 地球温暖化 －何が起こ るか、 ど う 防ぐか－

　 温暖化が招 く 気候の変化と その影響

藤野 　 純一 （社会環境システム研究領域） 地球温暖化 －何が起こ るか、 ど う 防ぐか－

　 温暖化を防ぐ社会のあ り 方 －脱温暖化社会に向けた ３ つの取 り 組み－

大迫 　 政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター） 循環型社会に向けた「 技術」 と 「 ラ イ フスタ イ ル」 －五つの問いかけ－

白石 　 寛明 （化学物質環境 リ ス ク研究セン ター） 化学物質の安全性はど こ までわかっているか
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10． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年次別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧の構成

・ 収録対象は平成 17 年度に公表し た ものであ る。 （一部， 平成 16 年度以前に公表し た ものを含む。）

・ 平成 17 年度中に公表し た誌上発表 ・ 口頭発表を， 申請者 （発表者の内の常勤職員筆頭者） の 50 音

昇順に配列し た。所外者についてのみ所属を略記し た。 関連する研究課題のコード （最大 ３ 件まで）

を リ ス ト の右端に記載し た。

・ 研究課題コード については予算区分別，組織別，研究者別の研究課題 リ ス ト （471 ページ～ 505 ペー

ジ） を参照する こ と によ り 関連する研究課題の詳細を知る こ と ができ る。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1153

16 278 318 596 882 239 1121

17 301 273 574 885 260 1145
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（３） 誌上発表一覧

申請者 発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ

青木康展 Ishii Y.(*1)，Akazawa D.(*1)，Aoki Y.，Yamada H.(*1)，Oguri K.(*1)(*1Kyushu Univ.)：Suppression
of carbonic anhydrase III mRNA level by an aryl hydrocarbon receptor ligand in primary cultured
hepatocytes of rat， Biol.Pharm.Bull.， 28(6)， 1087-1090， 2005

0105PR021

青木康展 天沼喜美子， 青木康展 ： 遺伝子導入魚を用いた環境モニ タ リ ング手法の開発， 環境バイオテ
ク ノ ロ ジー学会誌， 5(1)， 3-8， 2005

0105PR021

青木康展 Hashimoto A.，Amanuma K.，Hiyoshi K.(*1)，Takano H.，Masumura K.(*2)，Nohmi T.(*2)，Aoki
Y.(*1Univ.Tsukuba， *2NIHS) ： In Vivo mutagenesis induced by benzo[a]pyrene instilled into the
lung of gpt delta transgenic Mice， Environ.Mol.Mutagen.， 45， 365-373， 2005

0105PR021

青木康展 Nakamura T.，Amanuma K.，Aoki Y.：Frameshift mutations induced by the acridine mustard ICR-
191 in embryos andin the adult gill and hepatopancreas of rpsL transgenic zebrafish， Mutat.Res.，
578， 272-283， 2005

0105PR021

青木陽二 青木陽二 ： 1974 年からの緑視研究の歴史， 環境情報科学， 34(4)， 46-49， 2006 0105AE019

青木陽二 青木陽二 ： 西洋人の日本の風景評価に果た し た植物分類学の知識， 環境情報科学， 34(4)，
60-61， 2006

0105AE019

青木陽二 小林昭裕 (*1)， 青木陽二 (*1 専修大 ) ： 公園緑地の利用と調査， ラ ン ド ス ケープ研究， 69(2)，
179-183， 2005

0105AE019

青野光子 Sasaki-Sekimoto Y.(*1)，Taki N.(*1)，Obayashi T.(*1)，Aono M.，Matsumoto F(*1)，Sakurai N.(*2)，
Suzuki H.(*2)， Yokota Hirai M.(*3)(*4)(*5)， Noji M.(*3)， Saito K.(*3)(*4)(*5)， Masuda T.(*1)，
Takamiya K.(*1)， Shibata D.(*2)， Ohta H(*1)(*1Tokyo Inst.Technol.， *2Kazusa DNA Res.Inst.，
*3Chiva Univ.， *4CREST/JST， *5Riken PSC) ： Coordinated activation of metabolic pathways for
antioxidants and defence compounds by jasmonates and their roles in stress tolerance in
Arabidopsis， Plant J.， 44， 653-668， 2005

0307AE503
0509AE798

青野光子 Aono M.， Kanna M.(*1)， Ogawa D.(*2)， Murata Y.(*3)， Rakwal R.(*3)(*4)， Agrawal G.K.(*4)，
Tamogami S.(*5)， Iwahashi H.(*3)， Kubo A.， Tamaoki M.， Nakajima N.， Saji H.(*1Tokyo
Inst.Technol.，*2Univ.Tsukuba，*3NAIST，*4BIRD，*5Akita Pref.Univ.) ：Regulation of ascorbate
contents by jasmonate-mediated signaling pathway in Arabidopsis during ozone exposure，Phyton，
45(4)， 201-207， 2005

0307AE503
0509AE798

青柳みどり 青柳みど り ： 地方自治体 と最適な圏域， 農村計画学会誌， 24(1)， 40-43， 2005 0507BA792
0507AE793

青柳みどり 青柳みど り ： 気候変動問題に対する一般国民の支持要因についての分析， 環境科学会誌，
18(5)， 493-506， 2005

0507BA792
0507AE793

秋吉英治 吉識宗佳， 秋吉英治 ： 北極域夏季におけるオゾン波状構造年々変動の解析， 第 15 回大気化
学シンポジウ ム研究集会講演集 ( 名古屋大 STE 研編，名古屋大学 STE 研，317p.)，93-96，2005

0406CD466

秋吉英治 黒川純一 (*1)， 秋吉英治， 永島達也， 中根英昭， 増永浩彦 (*2)， 中島映至 (*3)， 高橋正明
(*3)(*1 富士通エフア イ ピー， *2 コ ロ ラ ド州大， *3 東大気候システム研セ ) ： 大気球面形状
の考慮がオゾンホールに与え る影響の化学－放射－力学相互作用， 第 15 回大気化学シンポ
ジウ ム研究集会講演集 ( 名古屋大 STE 研編， 名古屋大学 STE 研， 317p.)， 97-100， 2005

0206BA782

秋吉英治 秋吉英治， 菅田誠治， 吉識宗佳， 杉田考史 ： 化学輸送モデル と時間閾値解析法を用いた北極
渦内オゾン破壊の極渦外への影響の解析，第 15 回大気化学シンポジウ ム研究集会講演集（名
古屋大 STE 研編， 名古屋大学 STE 研， 317p.）， 101-104， 2005

0406BA352

秋吉英治 Kurokawa J-i.(*1)， Akiyoshi H.， Nagashima T.， Masunaga H.(*2)， Nakajima T.(*3)， Takahashi
M.(*3)， Nakane H.(*1Fujitsu FIP， *2Colorado State Univ.， *3CCSR Univ.Tokyo) ： Effects of
atmospheric sphericity on stratospheric chemistry and dynamics over Antarctica，J.Geophys.Res.，
110， D21305， 2005

0406CD466

石堂正美 Ishido M.， Morita M.， Oka S.(*1)， Masuo Y.(*1)(*1AIST) ： Alteration of gene expression of G
protein-coupled receptors in endocrine disruptors-caused hyperactive rats，Regul.Peptides，126，
145-153， 2005

0105AE191

石堂正美 Ishido M.：Overexpression of Bcl-2 inhibits nuclear localization of annexin I during tumor necrosis
factor-alpha-mediated apoptosis in porcine renal LLC-PK1 cells，Regul.Peptides，124，45-51，2005

0105AE191
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石堂正美 石堂正美 ： 電磁界によ る生体反応の修飾， 臨床環境医学， 14(2)， 92-98， 2005 0105AE191

石堂正美 Ishido M. ： DNA array technology in analysis for environmental factors-health interactions，
Curr.Top.Pharmacol.， 9(1)， 91-96， 2005

0105AE191

石濱史子 石濱史子， 上野真義 (*1)， 津村義彦 (*1)， 鷲谷いづみ (*2)(*1 森林総研， *2 東大 ) ： 遺伝子流
動の実験的解明 と個体群の遺伝的構造， サ ク ラ ソ ウの分子遺伝生態学 ( 鷲谷いづみ編， 東京
大学出版会， 300p.)， 193-218， 2006

0002BD203

石濱史子 Washitani I.(*1)， Ishihama F.， Shimono A.， Ajima N.M.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Toward predicting
gene flow in plant populations: estimation of pollen and seedflows in primmula populations in their
natural habitats， Plant Biotechnol.， 22， 489-495， 2005

0305AA506

石濱史子 Washitani I.(*1)， Ishihama F.， Matsumura C.(*1)， Nagai M.(*1)， Nishihiro J.(*1)， Ajima
N.M.(*1)(*1Univ.Tokyo)：Conservation ecology of Primula sieboldii：Synthesis of information toward
the prediction of the genetic/demographic fate of a population，Plant Species Biol.，20，3-15，2005

0305AA506

石濱史子 Ishihama F.，Ueno S.(*1)，Tsumura Y.(*1)，Washitani I.(*2)(*1FFPRI，*2Univ.Tokyo) ：Gene flow
and inbreeding depression inferred from fine-scale genetic structure in an endangered heterostylous
perennial,Primula sieboldii， Mol.Ecol.， 14， 983-990， 2005

0305AA506

石濱史子 石濱史子：保全生態学と個体群生態－個体群存続性分析の現状－，個体群生態学会会報，62，
21-24， 2005

0305AA506

板山朋聡 Hawkins P.R.(*1)， Novic S.(*1)， Cox P.(*1)， Neilan B.A.(*2)， Burns B.P.(*2)， Shaw G.(*3)，
Wickramasinghe W.(*4)， Itayama T.， Saitou T.， Mizuochi M.， Inamori Y. et al(*1Sydney Water
Co.，*2NSW Univ.，*3NRCET，*4Chiangmai Univ.) ：A review of analytical methods for assessing
the public health risk from microcystin in the aquatic environment， Aqua， 54(8)， 509-518， 2005

0105AB411

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明 ： 中国の都市大気 ・ 熱環境保全にむけて， 中国における環境問題の現状 ( 愛知大
学国際中国学研究セン ター監修， 愛知大学国際中国学研究セン ター， 341p.)， 153-156， 2005

0306CD553

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 大坪国順， 王勤学， 張祖陸 (*1)， 衣笠聡史 (*2)(*1 山東師範大， *2 東京外大 ) ：
黄河流域における地下水利用の現状把握と将来予測手法の開発，中国における環境問題の現
状 ( 愛知大学国際中国学研究セン ター監修，愛知大学国際中国学研究セン ター，341p.)，259-
266， 2005

0206CE421

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 王勤学， 大坪国順 ： 食糧需給関係及び経済力格差にも とづ く 中国国内食糧輸送
モデルの構築， 中国における環境問題の現状 ( 愛知大学国際中国学研究セン ター監修， 愛知
大学国際中国学研究セン ター， 341p.)， 267-279， 2005

0405AE386

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 浜田崇 (*1)， 田中博春 (*2)(*1 長野県環境保全研， *2 元国環研 ) ： 山風が都市
ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に及ぼす影響に関する研究－長野市における観測事例の報告－， 第 13 回
地球環境シンポジウ ム講演論文集， 13， 135-140， 2005

0305CD554

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 大坪国順， 王勤学， 張祖陸 (*1)(*1 山東師範大 ) ： 中国 ・ 済南市における高解像
度水資源需要マ ッ プ作成の試み，第13回地球環境シンポジウ ム講演論文集，13，329-334，2005

0206CE421

一ノ瀬俊明 Ichinose T.(Toshiaki)：Mitigation of thermal stress by a large restoration of inner-city river(Cheong-
gye stream in Seoul,South Korea)， IAUC Newsletter， (9)， 7-8， 2005

0507CD824
0306CD553

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 王勤学， 大坪国順 ： 依据経済水平建立的中国国内糧食運輸模型 ( 中国語 )， 「国
際中国学」 研究方法論之建構 (ICCS 国際研討会編， 375p.)， 322-329， 2005

0102AE129

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明 ： 土地利用 ・ 被覆変化のモデ リ ング， 環境科学会誌， 18， 403-410， 2005 0102AE129

一ノ瀬俊明 卓莉 (*1)， 史培軍 (*1)， 陳晋， 一ノ 瀬俊明 (*1 北京師範大 ) ： 20 世紀 90 年代中国城市時空変
化特征－基于灯光指数 CNLI 方法的探討 ( 中国語 )， 地理学報， 58， 893-902， 2003

0202AE390

伊藤智彦 Ito T.， Nagai H.， Lin T.-M.(*1)， Peterson R.E.(*1)， Tohyama C.(*2)， Kobayashi T.， Nohara
K.(*1Univ.Wisxonsin， *2Univ.Tokyo) ： Organic chemicals adsorbed onto diesel exhaust particles
directly alter the differentiation of fetal thymocytes through arylhydrocarbon receptor but not
oxidative stress responses， J.Immunotoxicol.， 3， 21-30， 2006

0406AG337

伊藤智彦 Inouye K.(*1)，Pan X.，Imai N.(*2)，Ito T.，Takei T.(*3)，Tohyama C.，Nohara K.(*1JSPS，*2Shin
Nippon Biomed.Lab.，*3Environ.Health Dep.)：T cell-derived IL-5 production is a sensitive target
of 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin(TCDD)， Chemosphere， 60， 907-913， 2005

0406AG337

申請者 発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  302  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
稲森悠平 稲森悠平， 蛯江美孝， 清水康利 (*1)， 稲森隆平 (*1)， 山崎宏史 (*2)(*1 筑波大， *2 茨城県薬
剤師会 )：水環境汚濁負荷削減のための含油排水処理技術の現状と動向，環境浄化技術，5(2)，
1-9， 2006

0105AB412

稲森悠平 稲森悠平， 加藤善盛 (*1)， 稲森隆平 (*2)， 蛯江美孝， 清水康利 (*2) （*1 日水コ ン， *2 筑波
大） ： 水処理に伴って発生する汚泥の処理 ・ 処分技術 と政策動向， 資源環境対策， 42(5)， 63-
73， 2006

0105AB412

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
生物処理の意義 ・ 重要性 と目標， 月刊食品工場長， (108)， 54-55， 2006

9906AE323

稲森悠平 稲森悠平：デ ィ スポーザ排水処理システム と し ての機械処理タ イプ適正評価のあ り 方，用水
と廃水， 47(4)， 10-12， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
デ ィ スポーザ排水処理システムを中核と し た適正普及の必要不可欠性 3， 月刊食品工場長，
(96)， 42-43， 2005

9906AE324

稲森悠平 稲森悠平， 清水康利 (*1)， 稲森隆平 (*1)(*2)(*1 筑波大， *2 バイオレ ッ ク ス ) ： 水環境再生の
ためのこれからの高度化技術開発の重要性と課題， 月刊食品工場長， (97)， 13-17， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
総務省通知に基づ く 湖沼再生のための流域対策と し ての特定汚染源負荷等削減の強化①，月
刊食品工場長， (98)， 30-31， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 蛯江美孝， 徐開欽， 清水康利 (*1)(*1 筑波大 ) ： 新たな環境問題に対応し た水域再
生方策 と し ての高度化技術の開発と今後の課題， 用水と廃水， 47， 583-595， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
総務省通知に基づ く 湖沼再生のための流域対策と し ての特定汚染源負荷等削減の強化②，月
刊食品工場長， (99)， 42-43， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
食品廃棄物 リ サイ クルにおける堆肥化 ・ ク リ ーンエネルギー化①， 月刊食品工場長， (100)，
26-27， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
食品廃棄物 リ サイ クルにおける堆肥化 ・ ク リ ーンエネルギ－化②， 月刊食品工場長， (101)，
66-67， 2005

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ：
バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵ク リ ーンエネルギー回収技術， 月刊食品工場長， (102)，
64-65， 2005

0307BH593

稲森悠平 Shimizu Y.(*1)， Suzuki R.(*1)， Ebie Y.， Inamori Y.， Sudo R.(*2)(*1Univ.Tsukuba， *2Tohoku
Inst.Technol.) ： Effects of heavy metals on the specific growth rate of metazoan isolated from
activated sludge and bio-film， Jpn.J.Water Treat.Biol.( 日本水処理生物学会誌 )， 41(4)， 171-
180， 2005

0105AB412

稲森悠平 Hoshino T.(*1)， Tarahara T.(*1)， Tsuneda S.(*1)， Hirata A.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ：
Molecular analysis of microbial population transition associated with the start of denitrification in a
wastewater treatment process， J.Appl.Microbiol.， 99， 1165-1175， 2005

0105AB410

稲森悠平 Yang Y.F.，Feng C.P.，Inamori Y.，Maekawa T.(*1)(*1Univ.Tsukuba)：Analysis of energy conversion
characteristics in liquefaction of algae， Resour.Conserv.Recycl.， 43， 21-33， 2004

9906AE324

稲森悠平 Terahara T.(*1)， Hoshino T.(*1)， Tsuneda S.(*1)， Hirata A.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ：
Monitoring the microbial population dynamics at the start-up stage of wastewater treatment reactor
by terminal restriction fragment length polymorphism analysis based on 16S rDNA and rRNA gene
sequences， J.Biosci.Bioeng.， 98(6)， 425-428， 2004

0105AB410

Inanc B. Calli B.(*1)， Mertoglu B.(*1)， Roest K.(*2)， Inanc B.(*1Marmara Univ.， *2Wageningen Univ.) ：
Comparison of long-term performances and final microbial compositions of anaerobic reactors
treating landfill leachate， Bioresour.Technol.， 97， 641-647， 2006

0105PR012
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Inanc B. Mertoglu B.(*1)，Calli B.(*1)，Girgin E.(*1)，Inanc B.，Ozturk I.(*2)(*1Marmara Univ.，*2Istanbul
Tech.Univ.) ： Comparative analysis of nitrifying bacteria in full-scale oxidation ditch and aerated
n i t r i f i ca t ion  b io f i l te r  by  us ing  f luorescent (FISH)  and denatur i ng  grad ient  ge l
electrophoresis(DGGE)， J.Environ.Sci.Health,A， 40(5)， 937-948， 2005

0105PR012

Inanc B. Kamura K.(*1)， Hara Y.(*1)， Inanc B.， Yamada M.， Inoue Y.， Ono Y.(*2)(*1Environ.Res.Cent.
Chiba， *2Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Effectiveness of resistivity monitoring for interpreting
temporal changes in landfill properties， J.Mater.Cycles Waste Manag.， 7， 66-70， 2005

0105PR012

Inanc B. Calli B.(*1)， Mertoglu B.(*1)， Inanc B.， Yenigum O.(*2)(*1Marmara Univ.， *2Bogazici Univ.) ：
Methanogenic diversity in anaerobic bioreactors under extremely high ammonia levels， Enzyme
Microbial Technol.， 37(4)， 448-455， 2005

0105PR012

井上雄三 井上雄三 ： 21 世紀何が廃棄物処理に求められるのか？， 生活衛生， 49(6)， 1-2， 2005 0105PR012

井上雄三 井上雄三， Inanc B. ： 欧米における埋立地再生の現状， 廃棄物学会誌， 16(3)， 161-169， 2005 0105PR012

猪俣　敏 Inomata S.， Tanimoto H.， Aoki N.， Hirokawa J.(*1)， Sadanaga Y.(*1Hokkaido Univ.) ： A novel
d i scharge  source  o f  hydron ium i ons  f o r  p ro ton  t rans fe r  reac t i on  i on i za t ion :
design,characterization,and performance，Rapid Commun.Mass Spectrom.，20(6)，1025-1029，2006

0405BD464

今井章雄 井手慎司 (*1)， 今井章雄， 田中佐代子 (*1)(*1 滋賀県大 ) ： 湖沼における有機物汚濁指標の歴
史的背景 と問題点， 用水 と廃水， 48(3)， 235-245， 2006

0406AG399

今井章雄 関智弥 (*1)， 福島武彦 (*2)， 今井章雄， 松重一夫 (*1 東京ガス， *2 筑波大院 ) ： 霞ヶ浦の濁
度上昇 と底泥巻き上げ現象， 土木学会論文集， Ⅶ -38(811)， 149-161， 2006

0406AG399
9205AC264

今井章雄 福島武彦 (*1)， 川村修平 (*1)， 恩田裕一 (*1)， 今井章雄， 松重一夫 (*1 筑波大院 ) ： 霞ヶ浦，
諏訪湖における底質長期変化と栄養塩収支， 水環境学会誌， 28(5)， 313-319， 2005

0103AG112
9205AC264

今井章雄 Nagai T.(*1)， Imai A.， Matsushige K.， Fukushima T.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba) ： Limiting
nutrients on the growth of bloom-forming cyanobacteria with special focus on iron speciation，
Verh.Int.Ver.Limnol.， 29， 949-952， 2005

0105AE110
0406AG399
0507CD921

今井章雄 Fukushima T.(*1)， Kawamura S.(*1)， Seki T.(*1)， Onda Y.(*1)， Imai A.， Matsushige
K.(*1Univ.Tsukuba)：Why has Lake Kasumigaura become turbid?，Verh.Int.Ver.Limnol.，29，732-
737， 2005

0406AG399
9205AC264

今井章雄 Choi K.(*1)，Ueki M.(*1)，Imai A.，Kim B.(*2)，Kawabata Z.(*1Kyoto Univ.，*2Kangwon Univ.) ：
Photoalteration of dissolved organic matter(DOM) released from Microcystis aeruginosa in different
growth phases: DOM-fraction distribution and biodegradability， Arch.Hydrobiol.， 159(2)， 271-
286， 2004

0103AG112

今村隆史 今村隆史， 中嶋信美 ： オゾン層破壊の機構と紫外線の農作物影響， 農林水産技術研究ジ ャー
ナル， 28(8)， 45-49， 2005

0206BA782

岩崎一弘 矢木修身 (*1)，岩崎一弘 (*1 東大院 ) ： 第 5 章 商品化されている遺伝子組換え体と将来 3. 環
境利用， 新しい遺伝子組換え体 (GMO) の安全性評価システムガイ ド ブ ッ ク ( 田部井豊， 日
野明寛， 矢木修身編， エヌ ・ テ ィ ー ・ エス， 725p.)， 435-443， 2005

0105AA210

岩崎一弘 岩崎一弘 ： 科学技術 と外来語， バイオサイエン ス と イ ンダス ト リ ー， 63， 481， 2005 0105AE200

岩崎一弘 岩崎一弘 ： 特集序文 「環境モニ タ リ ング」 の特集によせて， 環境バイ オテ ク ノ ロ ジー学会
誌， 5(1)， 2， 2005

0105AE200

上野隆平 Ueno R.，Takamura N.，Nakagawa M.(*1)(*1Environ.Res.Cent.)：A new Fittkauimyia Karunakaran
from Japan(Diptera: Chironomidae)， Aquat.Insects， 27(1)， 35-42， 2005

0408AE467

上野隆平 伊藤富子 (*1)， 大高明史 (*2)， 上野隆平， 桒原康裕 (*3)， 生方秀紀 (*4)， 堀繁久 (*5)， 伊藤
哲也 (*6)， 蛭田眞一 (*4)， 富川光 (*6)， 松本典子 (*6) 他 (*1 北海道水産孵化場， *2 弘前大，
*3 北海道網走水試， *4 北海道教育大， *5 北海道開拓記念館， *6 北大 ) ： 釧路湿原達古武沼
の水生大型無脊椎動物相， 陸水学雑誌， 66(2)， 117-128， 2005

0408AE467

上原　清 上原清， 松本幸雄， 林誠司 (*1)， 山尾幸夫 (*2)， 若松伸司， 大原利眞 (*1 日本自動車研， *2
フ ォーラ ムエンジニア リ ング ) ： 通風を考慮し た沿道高濃度対策の検討－ 1/100 大縮尺模型
を用いた風洞実験－， 大気環境学会誌， 41(2)， 91-102， 2006

0105AE216
0204BC377
0404AE378
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上原　清 松本幸雄 (*1)， 上原清， 林誠司 (*2)， 若松伸司， 山尾幸夫 (*3)(*1 国際環境研協会， *2 日本
自動車研， *3 フ ォーラ ムエンジニア リ ング ) ： 風洞実験によ る沿道濃度分布の状況把握と高
濃度の低減手法の検討－事例研究－， 大気環境学会誌， 40， 221-237， 2005

0105AE216

内山政弘 Zhang S.(*1)，Chen X.(*1)，Hara H.(*1)，Horie K.(*1)，Aoki M.(*1)，Matsuda K.(*2)，Izumi K.(*3)，
Fukuyama T.， Utiyama M.， Hatakeyama S.(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.， *2ADORC， *3Toyo
Univ.) ： Diurnal and seasonal variations of the O3 dry deposition velocity on a red pine forest and
its relationship with microclimate factors， J.Agric.Meteorol.60(5)， 1053-1056， 2005

0105AG108

梅津豊司 梅津豊司 ： 内分泌攪乱化学物質の脳 ・ 神経系への影響， 生体統御システム と内分泌攪乱 ( 井
上達， 井口泰泉編， シュプ リ ンガー ・ フ ェ ア ラーク， 321p.)， 67-78， 2005

0105AE184

梅津豊司 Kamata R.， Koda T.， Morohoshi K.， Umezu T.， Morita M. ： RNA constitution and estrogen-
responsive gene expression in the ovariectomized rat uterus，Anal.Biochem.，341(1)，131-140，2005

0105AA354

蛯江美孝 Suzuki R.(*1)， Shimizu Y.(*1)， Ebie Y.， Inamori Y.， Sudo R.(*2)(*1Univ.Tsukuba， *2Tohoku
Inst.Technol.) ： Growth Characteristics of Small Aquatic Oligochaetes Contributing on Sludge
Reduction in Biological Wastewater Treatment System， Jpn.J.Water Treat.Biol.( 日本水処理生物
学会誌）， 41(3)， 121-128， 2005

0105AB410

江守正多 Emori S.，Brown S.J.(*1)(*1Hadley Cent.Clim.Predict.Res.)：Dynamic and thermodynamic changes
in mean and extreme precipitation under changed climate，Geophys.Res.Lett.，32，L17706，2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 Emori S.， Hasegawa A.(*1)， Suzuki T.(*1)， Dairaku K.(*2)(*1FRCGC， *2NIED) ： Validation,
parameterization dependence and future projection of daily precipitation simulated with a high-
resolution atmospheric GCM， Geophys.Res.Lett.， 32， L06708， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 江守正多 ： 気候安定化に関わる気候モデル研究の論点， 環境研究， 138， 32-36， 2005 0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 江守正多 ： 地球温暖化を予測する 世界は， そ し て日本はど う な る？， サ イ エン ス ウ ェブ，
1(1)， 42-51， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 江守正多 ： 地球温暖化の将来予測と影響評価－ 「地球シ ミ ュ レータ」 によ る最新予測－， か
んき ょ う ， 30(12)， 28-29， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 江守正多 ： 質問 ハ リ ケーン 「カ ト リ ーナ」 は地球温暖化の結果ですか？， 自然と人間， 113，
15， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 Suzuki T.(*1)，Hasumi H.(*2)，Sakamoto T.T.(*1)，Nishimura T.(*1)，Abe-Ouchi A.(*1)(*2)，Segawa
T.(*1)， Okada N.， Oka A.(*2)， Emori S.(*1FRCGC， *2CCSR Univ.Tokyo) ： Projection of future
sea level and its  variability in a high-resolution climate model: Ocean processes and Greenland and
Antarctic ice-melt contributions， Geophys.Res.Lett.， 32， L19706， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 Hasegawa A.(*1)，Emori S.(*1JAMSTEC)：Tropical cyclones and associated precipitation over the
western North Pacific: T106 atmospheric GCM simulation for present-day and doubled CO2
climates， SOLA， 1， 145-148， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 榎本剛 (*1)， 江守正多， 経田正幸 (*2)， 野原大輔 (*3)， 山根省三 (*1)(*1JAMSTEC， *2 気象庁，
*3 気象研 ) ： アンサンブル法に関する ワーク シ ョ ッ プ参加報告， 天気， 52(4)， 17-24， 2005

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 Watanabe T.(*1)， Yokozawa M.(*2)， Emori S.， Takata K.(*3)， Hara T.(*4)(*1FFPRI， *2NIAES，
*3FRCGC， *4Inst.Low.Temop.Sci.Hokkaido Univ.) ： Development a multilayered integrated
numerical model of suface physics-growing plants interaction,MINoSGI， Global Change Biol.， 10，
963-982， 2004

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 Dairaku K.，Emori S.，Oki T.(*1)(*1Univ.Tokyo)：Rainfall amount,intensity,duration,and frequency
relationships in a mountainous region in Southeast Asia， J.Hydrometeorol.， 5， 458-470， 2004

0306CE525
0305BA541
0406BA488
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江守正多 江守正多， 住明正 (*1)， 木本昌秀 (*1)， 野沢徹 (*1 東大気候システム研セ ) ： 地球温暖化と
異常気象 スーパーコ ンピ ュータが予測する未来の気候， 21 世紀の環境と エネルギーを考え
る， 26， 33-46， 2004

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 Takata K.(*1)， Emori S.， Watanabe T.(*2)(*1FRCGC， *2FFPRI) ： Development of the minimal
advanced treatments of surface interaction and runoff，Global Planet.Change，38，209-222，2003

0306CE525
0305BA541
0406BA488

江守正多 江守正多 ： 地域気候モデル， 月刊海洋， 34(2)， 136-140， 2002 0306CE525
0305BA541
0406BA488

大迫政浩 Jeong S.-M.(*1)， Osako M.， Kim Y.-J.(*2)(*1Jeonnam Prov.Coll.， *2Mokpo Natl.Marit.Univ.) ：
Utilizing a database to interpret leaching characteristics of lead from bottom ashes of municipal solid
waste incinerators， Waste Manage.， (25)， 694-701， 2005

0105PR012

大迫政浩 大迫政浩， 田崎智宏 ： ス ラ グ等再生利用における環境安全管理の考え方について， 環境浄化
技術， 4(10)， 8-15， 2005

0105PR011

大迫政浩 大迫政浩 ： 循環型社会形成に向けた 3R 技術戦略， 環境時代， 2006 新年号， 20-21， 2005 0105PR011

大迫政浩 秋山貴 (*1)， 原科幸彦 (*2)， 大迫政浩 (*1 ダ イナッ ク ス都市環境研， *2 東京工大院 ) ： 廃棄
物処理施設に対する住民の迷惑感と距離の関係， 廃棄物学会誌， 16(6)， 429-440， 2005

0105PR011

大塚柳太郎 Zhou H.(*1)， Yamauchi T.(*1)， Natsuhara K.(*2)， Yan Z.(*3)， Lin H.(*3)， Ichimaru N.(*4)， Kim
S.W.(*5)， Ishii M.(*4)， Ohtsuka， R.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo， *2Fukuoka Pref.Univ.， *3Liaoning
Normal Univ.，*4Fukuoka Univ.Educ.，*5Kangwon Natl.Univ.)：Overweight in urban schoolchildren
assessed by body mass index and body fat mass in Dalian,China， J.Physiol.Anthropol.， (25)， 41-
48， 2006

Z00009998

大塚柳太郎 Fukuyama S.(*1)， Inaoka T.(*2)，Matsumura Y.(*3)，Yamauchi T.(*1)，Natsuhara K.(*4)，Kimura
R.(*1)， Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo， *2Saga Univ.， *3Natl.Inst.Health Nutr.， *4Fukuoka Univ.) ：
Anthropometry of 5-19-year-old Tongan children with special interest in the high prevalence of
obesity among adolescent girls， Ann.Hum.Biol.， 32(6)， 714-723， 2006

Z00009998

大塚柳太郎 Tanaka M.(*1)(*2)， Umezaki M.(*1)(*3)， Natsuhara K.(*1)(*4)， Yamauchi T.(*1)， Inaoka T.(*5)，
Hongo T.(*6)， Nagano M.(*7)， Watanabe C.(*1)， Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo， *2Kyushu
Univ.Nurs.Soc.Welfare， *3Tokyo Med.Dent.Univ.， *4Fukuoka Pref.Univ.， *5Saga Univ.，
*6Yamanashi Inst.Environ.Sci.，*7Kumamoto Univ.) ：No difference in serum leptin concentrations
between urban-dwelling Austronesians and non-Austronesians in Papua New Guinea，Am.J.Human
Biol.， 17， 696-703， 2005

Z00009998

大塚柳太郎 Fukuyama S.(*1)， Nakazawa M.(*2)， Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo， *2Gunma Univ.) ： Simulating the
spread of Chlamydia trachomatis infection with an individual-based stochastic model ： Evaluation
of the effects of approval of low-dose oral contraceptive pill in Japan， Jpn.J.Health Human Ecol.，
71(4)， 157-167， 2005

Z00009998

大塚柳太郎 Zhou H.(*1)(*2)， He Y.(*3)， Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo， *2Cent.South Univ.(China)， *3Human
Inst.Parasit.Dis.(China)) ： Sex differences in the malnourished status of Chinese children due to
schistosomiasis infections and inadequate dietary intake， Environ.Sci.， 12(3)， 145-153， 2005

Z00009998

大塚柳太郎 Parikesit(*1)，Salim H.(*1)，Triharyanto E.(*1)，Gunawan B.(*1)，Sunardi(*1)，Abdoellah O.S.(*1)，
Ohtsuka R.(*1Padjadjaran Univ.) ： Multi-Source water pollution in the Upper Citarum
watershed,Indonesia,with special reference to its spatiotemporal variation，Environ.Sci.，12(3)，121-
131， 2005

Z00009998

大原利眞 井上雅路 (*1)， 大原利眞， 片山学， 村野健太郎 (*1 静岡大 ) ： 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル
RAMS/HYPACT によ る東アジアにおける硫黄化合物の年間ソース ・ リ セプター解析， エア
ロ ゾル研究， 20(4)， 333-344， 2005

0204BA396

小熊宏之 Nakaji T.， Oguma H.， Fujinuma Y. ： Seasonal changes in the relationship between photochemical
reflectance index and photosynthetic light use efficiency of Japanese larch needles， Int.J.Remote
Sens.， 27(3)， 493-509， 2006

9205AC264

小熊宏之 米康充 (*1)， 福士亮太 (*1)， 平田竜一， 小熊宏之， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： カ ラ マツ林 NPP
算出値の検証－毎木調査 ・ 航空機レーザ計測 ・ 微気象学的手法－， 日本森林学会北海道支部
論文集， 54， 82-84， 2006

9205AC264
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小熊宏之 中路達郎， 小熊宏之， 藤沼康実 ： リ モー ト センシングによ る カ ラ マツ針葉の光利用効率の推
定－衛星観測時刻 と天候の影響－， 日本森林学会北海道支部論文集， 54， 87-89， 2006

9205AC264

小熊宏之 小熊宏之， 井出玲子， 中路達郎， 藤沼康実， 高木健太郎 (*1)(*1 北大北方生物圏フ ィ ール ド
科セ ) ： PEN システム導入によ る カ ラマツ植林地の連続分光計測， 日本森林学会北海道支部
論文集， 54， 85-86， 2006

9205AC264

小熊宏之 土田聡 (*1)， 西田顕郎 (*2)， 岩男弘毅， 川戸渉 (*2)， 小熊宏之， 岩崎晃 (*3)(*1 産総研， *2
筑波大， *3 東大 ) ： Phenological Eyes Network －衛星によ る地球環境観測のための地上検証
ネ ッ ト ワーク－， 日本 リ モー ト センシング学会誌， 25(3)， 282-288， 2005

9205AC264

小熊宏之 Watanabe M.(*1)， Yonkura T.(*2)， Honda Y.(*1)， Yoshidome M.(*1)， Nakaji T.， Izuta
T.(*1)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.，*2Cent.Environ.Sci.Saitama)：Effects of ozone and soil water
stress,singly and in combination,on leaf antioxidative systems of fagus crenata seedlings，
J.Agric.Meteorol.， 60(6)， 1105-1108， 2005

9205AC264

小熊宏之 武田知己， 小熊宏之， 米康充 (*1)， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： レーザスキ ャナを用いたカ ラ マ
ツ群落の三次元構造の測定， 農業気象， 61(1)， 39-47， 2005

9205AC264

小熊宏之 Takeda T.， Oguma H.， Yone Y.(*1)， Yamagata Y.， Fujinuma Y.(*1Pasco) ： Comparison of leaf
area density measured by laser range finder and stratified clipping method， Phyton， 45(4)， 505-
510， 2005

9205AC264

小熊宏之 Yone Y.(*1)，Oguma H.，Yamagata Y.，Fujinuma Y.(*1Pasco)：Development of measurement system
for evaluating forest Ecosystems -Measurement method of over-ground biomass growth by using
airborne laser survey-， Phyton， 45(4)， 517-524， 2005

9205AC264

小熊宏之 Oguma H.，Fujinuma Y.：The development of a hyper spectral imager for forest monitoring，Phyton，
45(4)， 511-516， 2005

9205AC264

小熊宏之 Nakaji T.， Takeda T.， Fujinuma Y.， Oguma H. ： Effect of autumn senescence on the relationship
between the PRI and LUE of young Japanese larch trees， Phyton， 45(4)， 535-542， 2005

9205AC264

小熊宏之 Nakaji T.， Yonekura T.(*1)， Kuroha M.(*2)， Takenaga S.(*2)， Izuta T.(*2)(*1Cent.Environ.Sci.
Saitama， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Growth,annual ring structure and nutrient status of
Japanese red pine and Japanese cedar seedlings after three years of excessive N Load， Phyton，
45(4)， 457-464， 2005

9205AC264

小野雅司 Murakami Y.(*1)， Ono M.(*1Shiga Univ.Med.Sci.) ： Myocardial infarction deaths after high level
exposure to particulate matter， J.Epidemiol.Community Health， 30， 262-266， 2006

0105AE071
0105AA298

小野雅司 Ono M.，Munakata N.(*1)，Watanabe S.(*2)(*1Rikkyo Univ.，*2Tokyo Univ.Agric.)：UV exposure
of elementary school children in five Japanese cities， Photochem.Photobiol.， 81， 437-445， 2005

0105AE071

甲斐沼美紀子 甲斐沼美紀子：AIM モデルを用いたアジア地域における温暖化対策の評価，環境技術，34(8)，
546-551， 2005

0105SP012
0507BA794

兜　眞徳 兜眞徳， 本田靖 (*1)， 青柳みど り (*1 筑波大院 ) ： 夏季の曝露温度調節行動と暑熱ス ト レ ス
関連症状の地域差－全国レベルのアンケー ト 調査結果から－，環境科学会誌，19(1)，45-57，
2006

0206BY530
0205KB459
0509BA937

兜　眞徳 Saito T.(*1)， Kabuto M.， Haga A.(*2)(*1Natl.Inst.Child Health Dev.， *2Tohoku Gakuin Univ.) ：
Exposure metrics of magneticfields related to powerlines and electric appliances，
Bioelectromagnetics， 307-321， 2006

0205KB459

兜　眞徳 兜眞徳 ： 騒音の健康 リ ス ク評価からみた今後の課題， 航空環境研究， ( 特別号 )， 3-10， 2005 Z00009999

兜　眞徳 Tsukino H.(*1)， Hanaoka T.(*1)， Sasaki H.(*2)， Motoyama H.(*2)， Hiroshima M.(*2)， Tanaka
T.(*2)，Kabuto M.，Niskar A.S.(*3)，Rubin C.(*3)，Patterson D.G.(*3) et al.(*1Natl.Canser Cent.，
*2Jikei Univ.Sch Med.，*3Natl.Cent.Environ.Health)：Associations between serum levels of selected
organochlorine compounds and endometriosis in infertile Japanese women，Environ.Res.，99，118-
123， 2005

0203AE531

兜　眞徳 兜眞徳， 本田靖 (*1)， 等々力英美 (*2)(*1 筑波大院， *2 琉球大 ) ： 国内 3 都市における夏期
の日最高温度 と個人別曝露温度， 日本公衆衛生雑誌， 52(9)， 775-783， 2005

0206BY530
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亀山　哲 亀山哲， 福島路生， 島崎彦人， 高田雅之 (*1)， 金子正美 (*2)(*1 北海道環境科研セ， *2 酪農
学園大 ) ： 流域圏生態系保全のための GIS －河川ネ ッ ト ワーク の解析技術－， 滋賀県琵琶湖
研究所記念誌， 22， 344-346， 2005

0305CD537
0508AH778
9605AE211

亀山　哲 亀山哲 ： 宇宙か らの地球環境モニ タ リ ング （環境問題解決のためのリ モート セン シング技
術 )，森林の科学－森林生態系科学入門－ ( 中村太士，小池孝良編著，朝倉書店，218p.)，208-
209， 2005

0305CD537
0105AE195
9605AE211

亀山康子 亀山康子 ： 気候変動保全に向けた国際的取 り 組み， 国際協力ニュース， 26-27， 2006 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 京都議定書の発効と国際関係， 国際問題， (541)， 2-15， 2005 0305BA534
0406BA354

亀山康子 亀山康子 ： 気候変動抑制のための将来の国際枠組みと市場 メ カニズム， オペレーシ ョ ンズ ・
リ サーチ， 50(7)， 453-459， 2005

0305BA534
0406BA354

亀山康子 亀山康子 ： 気候変動問題に関する国際的枠組みの動向， アーバン ・ ア ド バン ス， (36)， 12-
17， 2005

0305BA534
0406BA354

亀山康子 亀山康子 ： 気候変動問題の将来枠組における衡平性， 広領域教育， (59)， 11-19， 2005 0305BA534
0406BA354

亀山康子 亀山康子：地球環境問題 と わが国企業の果たすべき役割，電気協会報，(11 月号 )，18-21，2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 2 部 (6)-12. 衡平性， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆかり ， 亀山康子編著， 大学
図書， 409p.)， 150-157， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 1 章 議論の全体像解説， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ， 亀山康子編著，
大学図書， 409p.)， 168-180， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 3 部 (2) セ ク ター別 CDM(Sector-based CDM)， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆ
か り ， 亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 186-189， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 3 部 (3) 持続可能な発展政策 ・ 措置 (SD-PAM)， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆ
か り ， 亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 190-194， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 3 部 (9) 各種基準 ( 排出 ・ 燃費 ・ 技術等 ) に関する 協調， 地球温暖化交渉の行方
( 高村ゆか り ， 亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 220-223， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 2 章 (11)2 ト ラ ッ ク アプロ ーチ， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆかり ， 亀山康子
編著， 大学図書， 409p.)， 229-233， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 3 部 (13) 地域ご と の対応に関する諸提案， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか
り ， 亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 238-241， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 1 章 主要各国 ・ グループの動向の重要性， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか
り ， 亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 244-246， 2005

0305BA534

亀山康子 田村堅太郎 (*1)， 亀山康子 (*1 地球環境戦略研機関 ) ： 第 2 章 米国の動向， 地球温暖化交渉
の行方 ( 高村ゆか り ， 亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 247-261， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 4 章 ロ シア， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ， 亀山康子編著， 大学図書，
409p.)， 274-279， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 第 5 章 途上国， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ， 亀山康子編著， 大学図書，
409p.)， 280-285， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 宇宙船地球号， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 121， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： エピ ステ ミ ッ ク ・ コ ミ ュニテ ィ ， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)，
139-140， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 環境 と 開発に関する国連会議 (UNCED)， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂，
1181p.)， 215， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 環境 と国際政治， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 215-217， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 環境に関する南北問題， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 217， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 気候変動に関する政府間パネル (IPCC)， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂，
1181p.)， 230， 2005

0305BA534
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亀山康子 亀山康子 ： 京都議定書， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 255-256， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： ク リ ーン開発 メ カニズム (CDM)， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)，
276， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 国立環境研究所， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 359， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 国連環境計画 (UNEP)， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 363， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 国連人間環境会議 (UNCHE)， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 364-
365， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 持続可能な発展， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 424， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 地球温暖化問題， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 621-622， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 締約国会議 (COP)， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 668-669， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： ブルン ト ラ ン ト 委員会， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 874， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： モン ト リ オール議定書， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 993， 2005 0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： ヨ ハネスブルグ ・ サ ミ ッ ト ， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 1010-
1011， 2005

0305BA534

亀山康子 亀山康子 ： 枠組み条約， 国際政治事典 ( 猪口孝他編， 弘文堂， 1181p.)， 1068-1069， 2005 0305BA534

河地正伸 Chonudomkul D.(*1)，Yongmanichai W.(*1)，Theeragool G.(*1)，Kawachi M.，Kasai F.，Kaya K.(*3)，
Watanabe M.M.(*1Kasetstart Univ.，*3Tohoku Univ.) ： Morphology,genetic diversity,temperature
tolerance and toxicity of Cylindrospermopsis raciborskii(Nostocales,Cyanobacteria)strains from
Thailand and Japan， FEMS Ecol.， 48， 345-355， 2004

0004AD250

川本克也 Inoue K.， Kawamoto K. ： Fundamental adorption characteristics of carbonaceous adsorbents for
1,2,3,4-tetrachlorobenzene in a model gas of an incineration plant，Environ.Sci.Technol.，39(15)，
5844-5850， 2005

0105AB401

川本克也 坪内直人 (*1)， 葛西栄輝 (*1)， 川本克也， 野田英俊 (*2)， 中里嘉浩 (*1)， 大塚康夫 (*1)(*1 東
北大， *2 NKK 福山製鉄所 ) ： 鉄鉱石の燃結プロセスで生成し たダス ト 中の炭素と塩素の化
学形態， 鉄 と鋼， 91(10)， 751-756， 2005

0105AB401

川本克也 川本克也， 茂岡忠義 (*1)， 関澤純 (*2)， 高橋弘之 (*3)， 広部雅久 (*4)(*1 横浜国大院， *2 徳
島大， *3 全国工作油剤工業組合技術部会， *4 ユシ ロ化工 ) ： 外部レ ビ ュ アーの意見書と著
者らの対応， 詳細 リ ス ク評価書シ リ ーズ 5 短鎖塩素化パラ フ ィ ン ( 中西準子， 恒見清孝共
著， 丸善， 232p.)， 178-188， 2005

0105AB401

貴田晶子 貴田晶子， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 水銀の排出イ ンベン ト リ ーと環境排出， 廃棄
物学会論文誌， 16， 191-203， 2005

0507BE955

貴田晶子 貴田晶子 ： 廃棄物 と溶融ス ラ グ等再生材の環境安全性， ぶんせき， 2005， 626-628， 2005 0105AB400

刀正行 刀正行 ： 水質， 環境測定のための最新分析技術 ( 酒井忠雄， 小熊幸一， 本水昌二監修，
シーエムシー出版， 315p.)， 115-119， 2005

0002BA047

久保田泉 久保田泉 ： 京都議定書発効の意義， L&T， (27)， 42-49， 2005 0305BA534
0406AE413
0406BA411

久保田泉 鶴田順 (*1)， 久保田泉 (*1 海上保安大 ) ： 「汚染者負担原則」 の法過程的分析， 環境研究，
(138)， 134-142， 2005

0406BA411

久保田泉 久保田泉 ： 第 2 章 (4) ブラ ジル提案， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ， 亀山康子編著，
大学図書， 409p.)， 195-199， 2005

0305BA534
0406AE413

久保田泉 久保田泉 ： 第 2 章 (6) 収縮 ・ 収斂 ( 束 ) 提案， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ， 亀山康
子編著， 大学図書， 409p.)， 207-210， 2005

0305BA534
0406AE413

久保田泉 久保田泉 ： 第 2 章 (5)-11. 自由貿易体制と将来枠組み， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ，
亀山康子編著， 大学図書， 409p.)， 144-149， 2005

0305BA534
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倉持秀敏 Kuramochi H.，Osako M.，Kida A.，Nishimura K.，Kawamoto K.，Asakuma Y.(*1)，Fukui K.(*1)，
Maeda K.(*1)(*1Univ.Hyogo)：Determination of ion-specific NRTL parameters for predicting phase
equilibria in aqueous multielectrolyte solutions， Ind.Eng.Chem.Res.， 44， 3289-3297， 2005

0105AB401

倉持秀敏 Safaeefar P.(*1)(*2)， Ang H.M.(*1)(*2)， Kuramochi H.， Asakuma Y.(*3)， Maeda K.(*3)， Tade
M.O.(*1)(*2)， Fukui K.(*3)(*1Curtin Univ.Technol.Aust.， *2Murdook Univ.， *3Univ.Hyogo) ：
Measurement and correlation of the solubility of MnSO4・H2O with MgSO4・7H2O in MeOH+H2O
solution， Fluid Phase Equilibria， 238， 180-185， 2005

0105AB401

小池英子 小池英子：大気汚染物質に対する 防御機構－オキシダント ・ アンチオキシダント を中心に－，
呼吸器科， 8(4)， 375-382， 2005

0405AE396

越川昌美 Koshikawa-K.M.， Fujita N.(*1)， Sugiyama M.(*1)， Hori T.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Distribution of
pH and chemical components in Mizorogaike,a pond with a floating-mat bog， Limnology， 6， 27-
37， 2005

0204CD437

小林伸治 長谷川就一， 小林伸治， 伏見暁洋， 田邊潔 ： 沿道大気中ナ ノ粒子の観測， 空気清浄， 43(2)，
28-36， 2005

0105AA295

小林隆弘 小林隆弘：動物実験によ る排気微粒子の健康への影響評価と今後の展開，自動車排出ナ ノ 粒
子および DEP の測定と生体影響評価 ( 吉田隆編，エヌ ・ テ ィ ー・エス，239p.)，187-193，2005

0307AA512

小林隆弘 小林隆弘 ： ナ ノ粒子の健康影響評価， 呼吸器科， 8(4)， 350-355， 2005 0307AA512

小林隆弘 小林隆弘 ： 大気汚染， 人間の許容限界事典 ( 山崎昌廣， 坂本和義， 席邦博編， 朝倉書店，
1014p.)， 795-800， 2005

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 小林隆弘：デ ィ ーゼル排気 (DE) 関連ナ ノ 粒子の生体影響研究の課題，エア ロ ゾル研究，20(3)，
187-192， 2005

0307AA512

小林弥生 Kobayashi Y.，Cui X.，Hirano S. ： Stability of arsenic metabolites,arsenic triglutathione [As(GS)3]
and methylarsenic diglutathione [CH3As(GS)2], in rat bile， Toxicology， 211， 115-123， 2005

0509BD785
0509AE796

小林弥生 Hayakawa T.(*1)， Kobayashi Y.， Cui X.， Hirano S.(*1Chiba Univ.) ： A new metabolic pathway of
arsenite: arsenic-glutathione complexes are substrates for human arsenic methyltransferase Cyt19，
Arch.Toxicol.， 79， 183-191， 2005

0509BD785
0509AE796

小松一弘 Komatsu K.， Nakajima F.(*1)， Furumai H.(*1)， Miki O.(*2)(*1Univ.Tokyo， *2Nippon Steel) ：
Characterization of dissolved organic matter (DOM) removed by iron coagulation using
spectrofluorimetry and pyrolysis GC/MS analysis，J.Water Supply.Res.Technol.Aqua，54(3)，157-
163， 2005

0105AE110

近藤美則 Kondo Y.， Kobayashi S.， Moriguchi Y. ： Analysis of variation in exhaust emissions near an
intersection based on vehicle emission data， Rev.Automot.Engineer.， 26(2)， 151-155， 2005

0105AA295

近藤美則 近藤美則 ： 環境に優しい自動車と の付き合い方， 楽園， 21， 44-47， 2005 0105AA295

近藤美則 近藤美則， 小林伸治， 森口祐一 ： 車載型機器によ る走行動態及び排出ガスの計測， 自動車技
術会論文集， 36(5)， 105-111， 2005

0105AA295

五箇公一 Sanchez-bayo F.(*1)， Goka K.(*1Chiba Univ.) ： Unexpected effects of zinc pyrithione and
imidacroprid on Japanese medaka fish(Oryzias Latipes)， Aquat.Toxicol.， 74， 285-293， 2005

0406BA421

五箇公一 五箇公一 ： 昆虫における近縁種交雑によ る遺伝的攪乱， 環境情報科学， 33(1)， 8-13， 2004 0406BA421

五箇公一 Goka K.，Kojima H.(*1)，Okabe K.(*2)(*1Nifty Insect Forum，*2FFPRI)：Biological invasion caused
by commercialization of stag beetles in Japan， Global Environ.Res.， 8(1)， 67-74， 2004

0406BA421

五箇公一 五箇公一 ： マルハナバチ商品化をめぐ る生態学的問題の こ れまで と こ れか ら， 植物防疫，
57(10)， 452-456， 2003

0105AA205

五箇公一 五箇公一：寄生生物，外来種ハン ド ブ ッ ク ( 日本生態学会編，地人書館，390p.)，217-219，2002 0105AA205

五箇公一 五箇公一：輸入昆虫が投げかけた問題－農業用マルハナバチと ペッ ト 用ク ワ ガタ をめぐ って－，
昆虫 と自然， 37(5)， 8-11， 2002

0105AA205

五箇公一 Uesugi R.(*1)，Goka K.(*1Univ.Tokyo)：Genetic basis of resistances to chlorfenapyr and etoxazole
in the two-spotted spider mite (Acari: Tetranychidae)， J.Econ.Entomol.， 1267-1274， 2002

0105AA205
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後藤純雄 後藤純雄， 中島大介， 山本貴士 ： 廃プラ スチッ ク処理の リ ス クについて， プラ スチ ッ ク の化
学再資源化技術 ( プラ スチッ ク化学 リ サイ クル研究会監修，シーエムシー出版，329p.)，313-
320， 2005

0105PR011

後藤純雄 柴野一則 (*1)， 吉澤秀治 (*2)， 後藤純雄， 小川游 (*1)， 須川修身 (*3)， 矢島博文 (*3)(*1 東急
建設， *2 明星大， *3 東京理大 ) ： 炭素複合ボード の建築内装材と し ての実用性能と その応
用， 炭素， (220)， 300-309， 2005

0105PR011

後藤純雄 Mineki S.(*1)，Takagi Y.(*2)，Takahashi A.(*1)(*3)，Goto S.，Nakajima D.，Endo O.(*4)，Matsushita
H.(*5)(*1Tokyo Univ.Sci.，*2Azabu Univ.，*3Takasago Thermal Eng.，*4Natl.Inst.Public Health，
*5Shizuoka Inst.Environ.Hydiene)：Detection of mutagenicities of chlorinated toluenes and related
compounds using a gas-exposure apparatus， Mater.Technol.， 23(6)， 413-417， 2005

0105PR011

後藤純雄 Yoshizawa S.(*1)， Utsugi T.(*1)， Shibano K.(*1)(*2)， Goto S.， Yajima H.(*3)(*1Meisei Univ.，
*2Tokyu Constr.，*3Tokyo Univ.Sci.)：Effect of carbonization temperature on adsorption isotherms
of wood charcoals， Trans.Mater.Res.Soc.Jpn.， 30(4)， 1155-1158， 2005

0105PR011

後藤純雄 Shibano K.(*1)(*2)，Yoshizawa S.(*1)，Goto S.，Ogawa Y.(*2)(*1Meisei Univ.，*2Tokyu Constr.)：
Saturated adsorption amount of chemical compounds by charcoal board as building interior
materials， Trans.Mater.Res.Soc.Jpn.， 30(4)， 1163-1166， 2005

0105PR011

笹野泰弘 Oshchepkov S.(*1)，Sasano Y.，Yokota T.，Uemura N.(*1)，Matsuda H.(*1)，Itou Y.(*1)，Nakajima
H.(*1Fujitsu FIP) ： Simultaneous stratospheric gas and aerosol retrievals from broadband infrared
occultation measurements， Appl.Opt.， 44(22)， 4775-4784， 2005

0406BA352

笹野泰弘 Sasano Y， .Oshchepkov S.(*1)， Yokota T.， Nakajima H.(*1Fujitsu FIP) ： Characterization of
stratospheric liquid ternary solution aerosol from broadband infrared extinction measurements，
J.Geophys.Res.， 110， D18212， 2005

0105SP021

笹野泰弘 笹野泰弘 ： 衛星によ る成層圏オゾン層観測 (ILAS) プロ ジェ ク ト － 2004 年度藤原賞受賞記念
講演－， 天気， 52(5)， 5-10， 2005

0105SP021

笹野泰弘 Davies S.(*1)，Mann G.W.(*1)，Carslaw K.S.(*1)，Chipperfield M.P.(*1)，Kettleborough J.A.(*2)，
Santee M.L.(*3)，Oelhaf H.(*4)，Wetzel G.(*4)，Sasano Y.，Sugita T.(*1Univ.Leeds，*2Rutherford
Appleton Lab.， *3JPL， *4IMK) ： 3-D microphysical model studies of Arctic denitrification:
comparison with observations， Atmos.Chem.Phys.， 5， 3093-3109， 2005

0105SP021

佐治　光 佐治光 ： 遺伝子組換え植物の環境影響， FFI ジャーナル， 210(7)， 640-646， 2005 0305BA585

佐竹　潔 Nunomura N.(*1)， Satake K.(*1Toyama Sci.Museum) ： A new species of the genus
Gnorimosphaeroma(Crustacea,Isopoda) from Hahajima, Bonin Island, southern Japan，Bull.Toyama
Sci.Museum， (29)， 1-6， 2006

0507CD539
0205AE370

佐竹　潔 古賀庸憲 (*1)， 佐竹潔， 矢部徹 (*1 和歌山大 ) ： マ ク ロベン ト ス相における種の豊富さ， 現
存量， 多様度指数， 絶滅危惧種を用いた干潟の評価， 保全生態学研究， 10， 35-45， 2005

9802AG149
0305AG597

佐竹　潔 Satake K.， Cai Y.(*1)(*1Natl.Univ.Singapore) ： Paratya boninensis,a new species of freshwater
shrimp(Crustacea: Decapoda: Atyidae) from Ogasawara,Japan，Proc.Biol.Soc.Washington，118(2)，
306-311， 2005

0205AE370
0507CD539

佐竹　潔 佐竹潔， 上野隆平， 倉西良一 (*1)(*1 千葉県中央博物館 ) ： 御蔵島の川の生き ものたち， み く
らの森は生き ている 巨樹王国， 御蔵島からの メ ッ セージ ( 改訂版 )( アー ト ポス ト 編， 東京
都御蔵島村， 72p.)， 26-27， 2005

0205AE370
0507CD539
0408AE467

佐竹　潔 佐竹潔， 上野隆平 ： 小笠原の無脊椎動物 ・ 川のエビ①， 季刊誌 i-Bo， 15， 28-29， 2005 0507CD539
0408AE467

佐竹　潔 Satake K.， Kuranishi R.B.(*1)， Ueno R.(*1Natl.History Museum Inst.Chiba) ： Caddisflies(Insecta:
Trichoptera) collected from the Bonin Islands and the Izu Archipelago,Japan， Proc.11th
Int.Symp.Trichoptera(Osaka and Shiga,Japan)(Tanida K.,Rossiter A. eds.,Tokai Univ.Press,474p.)，
371-381， 2005

0507CD539
0205AE370
0408AE467

佐藤　圭 Sato K.：Chemical compositions of secondary organic aerosol from ozonolysis of cyclohexene in the
absence of seed particles， Chem.Lett.， 34(12)， 1584-1585， 2005

0404AF468

柴田康行 上野清一 (*1)， 北村立実 (*1)， 中村美樹 (*1)， 大曽根圭子 (*1)， 柴田康行， 石崎睦雄 (*1)(*1
茨城県衛研 ) ： 安定同位体標識化合物を利用する動植物中のジフ ェニルアルシン酸の高速液
体ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー／タ ンデム質量分析法によ る定量， 分析化学， 55， 41-44， 2006

0307ZZ476
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柴田康行 Uchida M.(*1)，Shibata Y.，Ohkushi K.(*2)，Yoneda M.，Kawamura K.(*3)，Morita M.(*1JAMSTEC，
*2Ibaraki Univ.，*3Hokkaido Univ.)：Age discrepancy between molecular biomarkers and calcareous
foraminifera isolated from the same horizons of Northwest Pacific sediments， Chem.Geol.， 218，
73-89， 2005

0305AG494
0004AE041

柴田康行 柴田康行 ： 一般環境中の化学物質の分析について， 保健医療科学， 54(1)， 17-21， 2005 0305AG494

柴田康行 Agusa T.(*1)， Matsumoto T.(*1)， Ikeoto T.(*1)， Anan Y.(*1)， Kubota R.(*1)， Yasunaga G.(*1)，
Kunito T.(*2)，Tanabe S.(*1)，Ogi H.(*3)，Shibata Y.(*1Ehime Univ.，*2Shinshu Univ.，*3Hokkaido
Univ.) ： Body distribution of trace elements in black-tailed gulls from roshiri iskand,Japan: Age-
dependent accumulation and transfer to feathers and eggs， Environ.Toxicol.Chem.， 24(9)， 2107-
2120， 2005

0105AD251

柴田康行 Okazaki Y.(*1)， Takahashi K.(*2)， Katsuki K.(*2)， Ono A.(*2)， Hori J.(*2)， Sakamoto T.(*3)，
Uchida M.(*4)， Shibata Y.， Ikehara M.(*5)， Aoki K.(*6)(*1Univ.Tokyo， *2Kyushu Univ.，
*3JAMEST， *4Kochi Univ.， *5AIST) ： Late quaternary paleoceanographic changes in the
southwestern Okhotsk Sea: Evidence from geochemical,radiolarian,and diatom records， Deep-Sea
Res.II， 52， 2332-2350， 2005

0105AE042
0105BB049

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Xie Z.X.(*2)， Robert C.(*2)， Jiang L.H.(*3)， Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.，
*2Florida Atlantic Univ.， *3Beijing For.Univ.) ： Did climate drive ecosystem change and induce
desertification in Otindag sandy land,China over the past 40 years?， J.Arid Environ.， 64， 523-
541， 2006

0103BA001
0406BA405

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Xie Z.X.(*2)， Yu Y.， Jiang L.(*1)， Shimizu H.， Rimmington G.M.(*3)(*1China
Acad.Sci.， *2Florida Atlantic Univ.， *3Wichita State Univ.) ： Effects of burial in sand and water
supply regime on seedling emergence of six species， Ann.Bot.， 95， 1237-1245， 2005

0103BA001
0406BA405

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Xie Z.X.(*2)， Gao Y.(*3)， Jiang L.(*1)， Xing X.(*1)， Shimizu H.， Rimmington
G.M.(*4)(*1China Acad.Sci.，*2Florida Atlantic Univ.，*3Inn.Mong.Agric.Univ.，*4Wichita State
Univ.) ： Effects of light,temperature and water stress on germination of Artemisia sphaerocephala，
Ann.Appl.Biol.， 146， 327-335， 2005

0103BA001
0406BA405

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Xie Z.X.(*2)， Gao Y.(*3)， Yu Y.J.(*4)， Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.， *2Florida
Atlantic Univ.， *3Inn.Mong.Agric.Univ.， *4Beijing Normal Univ.) ： Influence of light,temperature
and water stress on germination of Hedysarum fruticosum，South African J.Bot.，71(2)，167-172，
2005

0103BA001
0406BA405

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Rimmington G.M.(*2)， Gao Y.(*3)， Jiang L.H.(*1)， Xing X.R.(*1)， An P(*4)，
El-Sidding K.(*5)，Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.，*2Wichita State Univ.，*3Inn.Mong.Agric.Univ.，
*4ALRC.，*5Agric.Res.)：Germination characteristics of Artemisia ordosica(Asteraceae) in relation
to ecological restoration in northern China， Can.J.Bot.， 83， 1021-1028， 2005

0103BA001
0406BA405

清水英幸 阿部淳 (*1)， 荒木英樹 (*2)， 安萍 (*3)， 清水英幸， 李建民 (*4)， 郭玉海 (*4)， 稲永忍 (*3)(*1
東大院， *2 山口大， *3 鳥取大乾燥地研セ， *4 中国農大 ) ： 中国内蒙古自治区阿拉善盟にお
ける砂漠化防止 と緑化の試み， 根の研究， 14(2)， 51-58， 2005

0103BA001
0406BA405

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Xie Z.X.(*2)， Jiang L.H.(*1)， Chen L.J.， Yu Y.J.， Zhou G.S.(*1)， Shimizu
H.(*1Chin.Acad.Sci.，*2Florida Atlantic Univ.)：Model of the net primary productivity of terrestrial
ecosystems in China and its response to climate change， Phyton， 45(4)， 193-200， 2005

0406BA405
0204CD472
0103BA001

清水英幸 Yu Y.J.(*1)，Shi P.j.(*2)，Lu C.X.(*3)，Zheng Y.R.(*3)，Shimizu H.(*1Chin.Res.Acad.Environ.Sci.，
*2Beijing Norm.Univ.， *3Chin.Acad.Sci.) ： Ecophysiological response of rice to sandmoving air
currents， Phyton， 45(4)， 595-600， 2005

0406BA405
0204CD472
0103BA001

清水英幸 Sase H.(*1)， Bulgan T.(*2)， Batchuluun T.(*3)， Shimizu H.， Totsuka T.(*1)(*1ADORC.，
*2Cent.Lab.Environ.Monit.(Mong.)， *3Natl.Univ.Mong.) ： Tree decline and its possible causes
around Mt.Bogdkhan in Mongolia， Phyton， 45(4)， 583-590， 2005

0101BA005
0204NA754

清水英幸 Feng Y.W.(*1)， Shimizu H.(*1JSPS) ： Effects of ozone and/or water stress on the growth of abies
veitchii seedings， Phyton， 45(4)， 591-594， 2005

9901BA004

清水英幸 Zheng Y.(*1)， Shimizu H.(*1Univ.Guelph) ： Plant growth and water use efficiency of four Chinese
conifer tree species under different Air humidity， Phyton， 45(4)， 575-582， 2005

0406BA405
0103BA001
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清水英幸 Shimizu H.， An P.(*1)， Zheng Y.R.， Chen L.J.， Sase H.(*2)， Totsuka T.(*2)， Bulgan T.(*3)，
Zheng Y.(*4)(*1Global Environ.Forum， *2ADORC.， *3Cent.Lab.Environ.Monit.(Mongolia)，
*4Univ.Guelph) ： Response to O3 and SO2 for five Mongolian semi-arid plant species， Phyton，
45(4)， 601-607， 2005

0204NA754
0101BA005

清水英幸 Simbolon H.(*1)，Siregar M.(*1)，Wakiyama S.(*2)，Sukigara N.(*2)，Abe Y.(*3)， Shimizu H.(*1LIPI，
*2JWRC， *3FFPRI) ： Impacts of forest fires on tree diversity in tropical rain forest of East
Kalimantan,Indonesia， Phyton， 45(4)， 551-559， 2005

0002BA002
0507BA849

清水英幸 Yamaguchi T.(*1)，Windadri F.I.(*2)，Haerida I.(*2)，Simbolon H.(*2)，Kunimura A.(*1)，Miyawaki
H.(*3)，Shimizu H.(*1Hiroshima Univ.，*2LIPI，*3Saga Univ.)：Effects of forest fires on bryophyte
flora in East Kalimantan,Indonesia， Phyton， 45(4)， 561-567， 2005

0002BA002
0507BA849

清水英幸 Zheng Y.R.(*1)， Gao Y.(*2)， An P.， Shimizu H.， Rimmigton G.M.(*3)(*1China Acad.Sci.，
*2Inn.Mong.Agric.Univ.， *3Wichita State Univ.) ： Germination characteristics of Agriophyllum
squarrosum， Can.J.Bot.， 82， 1662-1670， 2004

0103BA001
0406BA405

珠坪一晃 輕部真起子 (*1)， 珠坪一晃， 大矢俊次 (*2)， 谷口紳 (*2)， 宮晶子 (*1)(*1 荏原総研， *2 荏原
製作所 ) ： 石油汚染土壌における アルカン分解菌の同定， 水環境学会誌， 29(1)， 37-43， 2006

0405AE359

珠坪一晃 Syutsubo K.， Nagaya Y.(*1)， Sakai S.(*2)， Miya A.(*1)(*1Ebara， *2Nagaoka Univ.Technol.) ：
Behavior of cellulose degrading-bacteria in thermophilic anaerobic digestion process， Water
Sci.Technol.， 52(1/2)， 79-84， 2005

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 珠坪一晃：石油汚染のバイオレ メ デ ィ エーシ ョ ンにおける微生物群集構造解析，水環境学会
誌， 28(8)， 466-469， 2005

0405AE359

珠坪一晃 川崎達也 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*1)， 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 ) ： EGSB リ ア ク ター
によ る低濃度有機性排水の高速 メ タ ン発酵処理， 環境工学研究論文集， 42， 39-49， 2005

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 谷川大輔 (*1)， 山口隆司 (*2)， 市坪誠 (*2)， 珠坪一晃， 宮晶子 (*3)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀
樹 (*1)(*1 長岡技科大， *2 呉高専， *3 荏原製作所 ) ： 高温 メ タ ン発酵槽における溶解性 ・ 固
形性有機物分解に及ぼす硫酸塩の影響評価， 環境工学研究論文集， 42， 435-442， 2005

0305KA600
0505MA924

白石不二雄 大谷仁己 (*1)， 嶋田好孝 (*1)， 白石不二雄， 小澤邦寿 (*1)(*1 群馬県環境衛生研 ) ： ビ ス フ ェ
ノール A の生分解途中で増大するエス ト ロゲン活性， 全国環境研会誌， 30(1)， 18-23， 2005

0105AE181

白石不二雄 Morohoshi K.，Yamamoto H.(*1)，Kamata R.，Shiraishi F.，Koda T.，Morita M.(*1Univ.Tokushima)：
Estrogenic activity of 37 components of commercial sunscreen lotions evaluated by in vitro assays，
Toxicol.in Vitro， 19， 457-469， 2005

0105AE181

白石不二雄 Terasaki M.，Shiraishi F.，Nishikawa T.，Edmonds J.S.，Morita M.，Makino M.：Estrogenic activity
of impurities in industrial grade bisphenol A， Environ.Sci.Technol.， 39(10)， 3703-3707， 2005

0105AE181

白石不二雄 Terasaki M.，Shiraishi F.，Nishikawa T.，Morita M.，Makino M.(*1)(*1Univ.Shizuoka)：A practical
synthesis and estrogenic activity of 5-hydroxy-1-(4'-hydroxyphenyl)-1,3,3-trimethylindan,a
contaminant in industrial grade bisphenol A， Chem.Lett.， 34(2)， 188-189， 2005

0105AE181

白石不二雄 Kurihara R.(*1)， Shiraishi F.， Tanaka N.(*2)， Hashimoto S.(*1)(*1Univ.Shizuoka， *2Hadano
Res.Inst.) ： Presense and estrogenicity of anthracene derivatives in coastal Japanese waters，
Environ.Toxicol.Chem.， 24(8)， 1984-1993， 2005

0105AE181

白石不二雄 Mispagel C.(*1)，Shiraishi F.，Allinson M.(*1)，Allinson G.(*1)(*1Deakin Univ.)：Estrogenic activity
of treated municipal effluent from seven sewage treatment plants in Victoria,Australia，
Bull.Environ.Contam.Toxicol.， 74， 853-856， 2005

0105AE181

白石不二雄 Ohtani Y.(*1)， Shimada Y.(*1)， Shiraishi F.， Kozawa K.(*1)(*1Gunma Pref.Inst.Public Health
Environ.Sci.)：Estrogen-antagonist activities of phthalic acid mono-n-butyl ester and phthalic acid
mono-2-ethylhexyl ester， Environ.Sci.， 12(4)， 207-212， 2005

0105AE181

白石不二雄 小林晴男 (*1)， 鎌田亮， 鈴木忠彦 (*1)， 佐藤至 (*1)， 赤堀文昭 (*2)(*1 岩手大， *2 麻布大 ) ：
野鳥の大量死 と環境毒物， 中毒研究， 18(4)， 349-355， 2005

0105AA354

徐　開欽 Chen J.(*1)，Chen Z.(*1)，Xu K-Q.，Wei T.(*1)，Li M.(*1)，Wang Z.(*1)，Watanabe M.(*2)(*1East
China Normal Univ.， *2Keio Univ.) ： ADP-flow velocity profile to interpret hydromorphological
features of China's Yangtze Three-Gorges valley， Chin.Sci.Bull.， 50(7)， 679-684， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

申請者 発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  313  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
徐　開欽 陳静 (*1)， 陳中原 (*1)， 徐開欽， 偉桃源 (*1)， 李茂田 (*1)， 王張華 (*1)， 渡辺正孝 (*2)(*1 中
国華東師範大， *2 慶応大 ) ： 長江三峡 ADP 流速分布特性と その水文地形学意義の解析 ( 中
国語 )， 科学通報， 50(5)， 464-468， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 Xu K-Q.，Chen Z.(*1)，Zhao Y.(*1)，Wang Z.(*1)，Zhang J.，Hayashi S.，Murakami S.，Watanabe
M.(*2)(*1East China Normal Univ.， *2keio Univ.) ： Simulated sediment flux during 1998 big-flood
of the Yangtze(Changjiang) River,China， J.Hydrol.， 313， 221-233， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 徐開欽： ア メ リ カの水事情 (1) 地勢の概要および減少し た水使用量，用水と廃水，47(7)，546-
549， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 徐開欽 ： ア メ リ カの水事情 (2) 開発から効率的管理へ移った水資源管理政策， 用水と廃水，
47(8)， 654-658， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 徐開欽 ： ア メ リ カの水事情 (3) 大規模導水プロ ジェ ク ト ： カ リ フ ォニアの事例，用水と廃水，
47(10)， 824-827， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 徐開欽： ア メ リ カの水事情 (4) 導水プロ ジェ ク ト の環境影響 と流域管理の試み，用水と廃水，
47(11)， 938-942， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 Zhang J.(*1)， Qi L.(*2)， Xu K-Q.， Yang Y.， Watanabe M.(*3)(*1Minist.Water Resour.China，
*2Beijing Univ.Aeron.Astro.，*3Keio Univ.)：Estimation of freshwater and material fluxes from the
Yangtze River into the East China Sea using TOPEX/Poseidon altimeter data，Hydrol.Processes，
19(18)， 3683-3698， 2005

0105AA270
0105AA271
9605AE211

徐　開欽 Inamori R.(*1)， Gui P.， Shimizu Y.(*1)， Xu K-Q.， Kimura K.(*2)， Inamori Y.(*1Univ Tsukuba.，
*2Tokai Univ.)：Effect of constructed wetland structure on wastewater treatment and its evaluation
by algal growth potential test， Jpn.J.Water Treat.Biol.( 日本水処理生物学会誌 )， 41(4)， 159-
170， 2005

0105AB411

菅田誠治 Sugata S.， Nishikawa M.， Sugimoto N.， Mori I.， Shimizu A. ： Impact of meteorological fields and
surface conditions on Asian dust， Plant Responses to Air Pollution and Global Change(Omasa
K.,Nouchi I.,De Kok L.J. eds.,Springer,304p.)， 271-276， 2005

0105BA331
0105AA296

菅谷芳雄 松本真理子 (*1)， 田中里依 (*2)， 川原和三 (*3)， 菅谷芳雄， 江馬眞 (*1)(*1 国立医薬品食品衛
研， *2 厚労省， *3 化評研 ) ： OECD 高生産量点検プロ グ ラ ム ： 第 19 回初期評価会議概要，
化学生物総合管理学会誌， 1(2)， 280-288， 2005

0205AE509

菅谷芳雄 松本真理子 (*1)， 鈴木理子 (*2)， 川原和三 (*3)， 菅谷芳雄， 江馬眞 (*1)(*1 国立医薬品食品衛
研， *2 厚労省， *3 化評研 ) ： OECD 高生産化学物質点検プロ グ ラ ム－第 20 回初期評価会議
概要－， 化学生物総合管理学会誌， 1(3)， 445-453， 2005

0205AE509

杉田考史 Sugita T.， Nakajima H.， Yokota T.， Kanzawa H.(*1)， Gernandt H.(*2)， Herber A.(*2)， Gathen
P.(*2)，Konig-Langlo G.(*2)，Tanaka T.(*3)，Sasano Y. et al.(*1Grad.Sch.Nagoya Univ.，*2Polar
Marine Res.(Ger.)， *3Natl.Inst.Polar Res.) ： Ozone profiles in the high-latitude stratosphere and
lower mesosphere measured by the Improved Limb Atmospheric Spectrometer(ILAS)-II:
Comparison with other satellite sensors and ozonesondes， J.Geophys.Res.， 111， D11S02， 2006

0105SP021

杉田考史 杉田考史， 入江仁士 (*1)， 中島英彰， 横田達也， 神沢博 (*2)， 小林博和 (*3)， 笹野泰弘 (*1
地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ， *2 名古屋大院， *3 電力中研 ) ： ILAS-II バージ ョ ン 1.4 のオゾ
ン ・硝酸データ質評価，第 15 回大気化学シンポジウ ム研究集会講演集 ( 名古屋大 STE 研編，
名古屋大 STE 研， 317p.)， 300-303， 2005

0406BA352

杉本伸夫 Kamei A.，Sugimoto N.，Matsui I.，Shimizu A.，Shibata T.(*1)(*1Grad.Sch.Nagoya Univ.)：Volcanic
aerosol layer observed by shipboard lidar over the tropical western Pacific， SOLA， 2， 1-4， 2006

0204BA342

杉本伸夫 杉本伸夫：ラ イ ダーの各種方式，レーザーハン ド ブ ッ ク ( レーザー学会編，オーム社，1226p.)，
619-621， 2005

0204BA342
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杉本伸夫 Sugimoto N.， Shimizu A.， Matsui I.， Dong X.(*1)， Zhao S.(*2)， Zhou J.(*3)， Lee C.(*4)， Uno
I.(*5)(*1China-Jpn.Friendship Cent.，*2China Natl.Environ.Monit.Cent.，*3Anhui Inst.，*4Kyung
Hee Univ.，*5Kyushu Univ.)：Observations of Asian dust and air-pollution aerosols using a network
of ground-based Mie-scattering Lidars， Optical Technologies for Atmospheric,Ocean,and
Environmental Studies(Lu D.,Matvienko G.G. eds.,SPIE,394p.)， 131-139， 2005

0105BA331

杉本伸夫 鳥山成一， 山崎敬久， 近藤隆之， 水畑剛， 奥村秀一， 水上昭弘， 神保高之， 木戸瑞佳， 日吉
真一郎， 溝口俊明 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚 (*1 富山県環境科学セ ) ： ラ イ ダーを
使った立山山岳地域，富山平野におけるオキシダン ト および黄砂の高濃度測定事例，環境化
学， 15(2)， 269-285， 2005

0105BA331

杉本伸夫 小林喬郎 (*1)， 杉本伸夫， 久世宏明 (*2)(*1 福井大， *2 千葉大 ) ： 漏洩ガスのレーザー リ モー
ト センシング技術， レーザー研究， 33(5)， 295-299， 2005

0204BA342

杉本伸夫 杉本伸夫 ： レーザーレーダー， 光科学研究の最前線 ( 「光科学研究の最前線」 編集委員会編，
強光子場科学研究懇談会， 476p.)， 152-153， 2005

0205CD417

杉本伸夫 Sugimoto N.， Shimizu A.， Matsui I.， Uno I.(*1)， Arao K.(*2)， Dong X.(*3)， Zhao S.(*4)， Zhou
J.(*5)， Lee C.-H.(*6)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.， *2Nagasaki Univ.， *3China-
Jpn.Frendship Cent.Environ.Prot.， *4China Natl.Environ.Monit.Cent.， *5Anhui Inst.Optics Fine
Mech.， *6Kyung Hee Univ.) ： Study of Asian dust henomena in 2001-2003 using a network of
continuously operated polarization lidars， Water,Air,Soil Pollut.Focus， 5， 145-157， 2005

0105BA331

杉本伸夫 杉本伸夫， 岡本創 (*1)， 佐竹晋輔 (*2)， 松井一郎， 清水厚， 鵜野伊津志 (*3)， 藤吉康志 (*4)，
鳥山成一 (*5)， 董旭輝 (*6)(*1 東北大， *2 地球研， *3 九大， *4 北大， *5 富山県環境科セ，
*6 日中友好環境保全セ ) ： ラ イ ダーが捉えた 2005 年 4 月 30 日の仙台の黄砂現象， 天気，
52(11)， 3-4， 2005

0105BA331

杉本伸夫 Boyan T.， Sugimoto N. ： Estimation of quartz concentration in the tropospheric mineral aerosols
using combined Raman and high-spectral-resolution lidars， Opt.Lett.， 30(24)， 3407-3409， 2005

0204BA342

杉本伸夫 Park C.B.，Sugimoto N.，Matsui I.，Shimizu A.，Tatarov B.，Kamei A.，Lee C.H.(*1)，Uno I.(*2)，
Takemira T.(*2)， Westphal D.L.(*3)(*1Kyung Hee Univ.， *2Kyusyu Univ.， *3Naval Res.Lab.) ：
Long-Range transport of Saharan dust to East Asia observed with lidars，SOLA，1，121-124，2005

0105BA331

杉本伸夫 兼保直樹 (*1)， 鈴木基雄 (*2)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚 (*1 産総研， *2 気象業務支援セ )：
梅雨期の広域的な SPM 高濃度出現をも たら す気象的要因－ 1997 年 7 月の事例解析－，エアロ
ゾル研究， 20(4)， 313-322， 2005

0507BA825

杉本伸夫 Kahn R.(*1)，Anderson J.(*2)，Anderson T.L.(*3)，Bates T.(*4)，Brechtel F.(*5)，Carrico C.M.(*6)，
Clarke A.(*7)， Doherty S.J.(*3)， Dutton E.(*8)， Sugimoto N. et al.(*1California Inst.Technol，
*2Arizona State Univ.， *3Washington Univ.， *4NOAA Pac.Mar.Environ.Lab.， *5Brechtel
Manufacturing， *6Colorad State Univ.， *7Hawaii Univ.， *8NOAA Clim.Monit.Diagn.Lab.) ：
Environmental snapshots form ACE-Asia， J.Geophys.Res.， 109， D19S14， 2004

0105BA331

鈴木　明 Jin W.(*1)(*2)， Arai K.(*2)， Watanabe G.(*1)(*2)， Suzuki A.K.， Takahashi S.， Taya
K.(*1)(*2)(*1Gifu Univ.，*2Tokyo Univ.Agric.Technol.)：The stimulatory role of estrogen on sperm
motility in the male golden hamster(Mesocricetus auratus)， J.Androl.， 26(4)， 478-484， 2005

0105SP031

鈴木　明 Arai K.Y.(*1)， Kishi H.(*1)， Onodera S.(*1)， Jin W.(*1)， Watanabe G.(*1)(*2)， Suzuki A.K.，
Takahashi  S.， Kamada T.(*1)， Nishiyama T.(*1)(*2)， Taya K.(*1)(*2) (*1Tokyo
Univ.Agric.Technol.， *2Gifu Univ.) ： Cyclic changes in messenger RNAs encoding inhibin/activin
subunits in the ovary of the golden hamster(Mesocricetus auratus)，J.Endocrinol.，(185)，561-575，
2005

0105SP061

鈴木　明 Li C.-M.(*1)(*2)，Watanabe G.(*1)(*2)，Weng Q.(*2)(*3)，Jin W.-Z.(*1)(*2)，Furuta C.(*1)(*2)，
Suzuki A.K.， Kawaguchi M.(*4)， Taya K.(*1)(*2)(*1Gifu Univ.， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.，
*3Beijing For.Univ.，*4Musashino Univ.)：Expression of nerve growth factor(NGF),and its rceptors
TrkA and p75 in the reproductive gans of the adult male rats， Zool.Sci.， 22， 933-937， 2005

0105SP061

鈴木　明 Furuta C.(*1)(*2)，Li C.(*1)(*2)，Taneda S.，Suzuki A.K.，Kamata K.(*3)，Watanabe G.(*1)(*2)，
Taya K.(*1)(*2)(*1Grad.Sch.Gifu Univ.， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.， *3Health
Sci.Univ.Hokkaido) ： Immunohistological study for estrogenic activities of nitrophenols in diesel
exhaust particles， Endocrine， 27(1)， 33-36， 2005

0105SP061
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鈴木　明 Herath C.B.(*1)， Jin W.(*1)(*2)， Watanabe G.(*1)(*2)， Arai K.(*1)， Suzuki A.K.， Taya
K.(*1)(*2)(*1Tokyo Univ.Agric.Tech.， *2United Grad.Sch.Veter Sci.Gifu) ： Adverse effects of
environmental toxicants,octylphenol and bisphenol A,on male reproductive functions in pubertal
rats， Endocrine， 25(2)， 163-172， 2004

0105SP061

鈴木　明 井澤弘美 (*1)， 細谷順子 (*2)， 井関恭子 (*2)， 鈴木明， 菅沼大行 (*3)， 稲熊隆博 (*3)， 嵯峨
井勝 (*1)(*1 青森県保健大， *2 筑波大院， *3 カゴ メ ) ： 3'-azido-3'-deoxythymidine(AZT) 投与
ラ ッ ト におけ る酸化ス ト レ ス な らびに心機能低下に対する タ マネギ と イチ ョ ウ葉エキ スの
効果， 青森県保健大雑誌， 6(2)， 109-118， 2004

0105SP061

鈴木　茂 Suzuki S.， Hasegawa A.(*1)(*1Kanagawa Environ.Res.Cent.) ： Determination of hexa-
bromocyclododecane diastereoisomers and tetrabromobisphenol A in water and sediment by liquid
chromatography/mass spectrometry， Anal.Sci.， 22， 469-474， 2006

0105AB407

鈴木　茂 Suzuki S.， Ishii T.， Yasuhara A.(*1)， Sakai S.(*2)(*1Tokyo Univ.Sci.， *2Kyoto Univ.) ： Method
for the elucidation of the elemental composition of low molecular mass chemicals using exact masses
of product ions and neutral losses: application to environmental chemicals measured by liquid
chromatography with hybrid quadrupole/time-of-flight mass spectrometry， Rapid Commun.Mass
Spectrom.， 19(23)， 3500-3516， 2005

0105AB407

瀬山春彦 Miyata N.(*1)， Maruo K.(*1)， Tani Y.(*1)， Tsuno H.(*2)， Seyama H.， Soma M.(*1)， Iwahori K.
(*1)(*1Univ.Shizuoka， *2AIST) ： Production of biogenic manganese oxides by anamorphic
ascomycete fungi isolated from streambed pebbles， Geomicrobiol.J.， 23， 63-73， 2006

0507AE797

高橋　潔 村井啓朗 (*1)， 高橋潔， 増井利彦， 原沢英夫， 松岡譲 (*2)(*1 東京工大， *2 京大院 ) ： 適応
策を考慮し た上での温暖化が農作物潜在生産性に及ぼす影響の評価，環境システム研究論文
集， 33， 97-104， 2005

0406BA488
0507BA794
0507BA507

高橋　潔 高橋潔， 久保田泉 ： 将来枠組みにおける適応策の位置づけ，環境研究， (138)，102-110，2005 0507BA794
0406BA354
0507BA507

高橋　潔 高橋潔 ： 温暖化の影響評価－危険な人為的干渉の具体例に関する研究知見－， 環境研究，
(138)， 59-66， 2005

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 高橋潔 ： 異常気象に適応し た作付が必要と なっている， 理戦， (82)， 170-179， 2005 0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋慎司 Saita E.(*1)(*2)，Atsushi T.(*3)，Jin W.Z.(*1)(*2)，Takahashi S.，Suzuki A.K.，Watanabe G.(*1)(*2)，
Taya K.(*1)(*2)(*1Gifu Univ.， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.， *3Dokkyo Univ.) ： Effects of
hypothyroidism on gonadal function after transition of short day photoperiod in male golden
hamsters(Mesocricetus auratus)， J.Reprod.Dev.， 51(2)， 221-228， 2005

0105SP061

高橋慎司 Koyama T.(*1)，Miura K.(*1)，Inooka S.(*2)，Takahashi S.(*1Natl.Inst.Animal Health.，*2Tohoku
Univ.) ： Two Japanese quail lines selected for high and low antibody response were homozygous at
major histocompatibility complex， J.Poult.Sci.， 42(3)， 272-281， 2005

0105AA354
0105AE174

高松武次郎 Watanabe M.(*1)， Takamatsu T.， Koshikawa-K.M.， Sakamoto K.(*1)， Inubushi K.(*1)(*1Chiba
Univ.) ： Simultaneous determination of atmospheric sulfur and nitrogen oxides using a battery-
operated portable filter pack sampler， J.Environ.Monit.， 8， 167-173， 2006

0204CD437

高松武次郎 Hou H.(*1)， Takamatsu T.， Koshikawa-K.M.， Hosomi M.(*2)(*1Grad.Sch.Tokyo
Univ.Agric.Technol.， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Concentrations of Ag,In,Sn,Sb and Bi,and
their chemical fractionation in typical soils in japan， Eur.J.Soil Sci.， 57， 214-227， 2006

0103AE119

高松武次郎 高松武次郎 ： 陸水の事典 ( 日本陸水学会監修， 講談社， 578p.)， 2006 0103AE119

高松武次郎 高松武次郎 ： 宇曽利湖， 海と湖の化学－微量元素で探る ( 藤永太一郎監修， 京都大学学術出
版会， 560p.)， 351-360， 2006

0103AE119

高松武次郎 Hou H.(*1)， Takamatsu T.， Koshikawa-K.M.， Hosomi M.(*1)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.) ：
Migration of silver,indium,tin,antimony,and bismuth and variations in their chemical fractions on
addition to uncontaminated soils， Soil Sci.， 170， 624-639， 2005

0204CD437
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高松武次郎 Hou H.(*1)，Takamatsu T.，Koshikawa-K.M.，Hosomi M.(*1)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.)：Trace
metals in bulk precipitation and throughfall in a suburban area of Japan，Atmos.Environ.，39，3583-
3595， 2005

0204CD437

高松武次郎 Hou H.(*1)， Takamatsu T.， Koshikawa-K.M.， Hosomi M.(*2)(*1Grad.Sch.Tokyo
Univ.Agric.Technol.， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Copper complexing capacity of throughfall
and its environmental effect， Water,Air,Soil Pollut.， 162， 229-245， 2005

0103AE119

高松武次郎 川嶋宗継 (*1)， 高松武次郎 (*1 滋賀大 ) ： 琵琶湖のマンガン と鉄－マンガン酸化物， 海と湖
の化学－微量元素で探る ( 藤永太一郎監修， 京都大学学術出版会， 560p.)， 312-332， 2005

0103AE119

高松武次郎 高松武次郎， 川嶋宗継 (*1)(*1 滋賀大 ) ： 蛍光 X 線分析， 海と湖の化学－微量元素で探る ( 藤
永太一郎監修， 京都大学学術出版会， 560p.)， 457-465， 2005

0103AE119

高松武次郎 高松武次郎， 増澤敏行 (*1)， 川嶋宗継 (*2)(*1 名古屋大， *2 滋賀大 ) ： 放射化分析， 海と湖
の化学－微量元素で探る ( 藤永太一郎監修， 京都大学学術出版会， 560p.)， 467-474， 2005

0103AE119

高松武次郎 高松武次郎， 村田智吉， 越川昌美 ： 次世代技術利用金属の環境溶出特性と土壌中動態の解明
に関する研究 平成16年度廃棄物処理等科学研究費補助金研究成果報告書(高松武次郎編著，
( 独 ) 国立環境研究所， 環境省受託報告書， 138p.)， 1-138， 2005

0103AE119

高松武次郎 高松武次郎， 村田智吉， 越川昌美 ： 次世代技術利用金属の環境溶出特性と土壌中動態の解明
に関する研究 平成 16 年度廃棄物処理等科学研究費補助金総合研究成果報告書 ( 高松武次郎
編著， ( 独 ) 国立環境研究所， 環境省受託報告書， 154p.)， 1-154， 2005

0103AE119

高松武次郎 高松武次郎， 村田智吉 ： 溶出性と土壌微生物への影響， IMS0432 ： 環境対応次世代接合技術
の開発に関する研究， IMS プロ ジェ ク ト 研究報告 平成 16 年度報告書 (( 財 ) 製造科学技術セ
ン ター編， IMS セン ター )， 136-147， 2005

0103AE119

高松武次郎 増澤敏行 (*1)， 高松武次郎， 高田實彌 (*2)(*1 名古屋大， *2 京大原子炉実験所 ) ： 放射化分
析によ る海洋プラ ン ク ト ン ・ 沈降粒子 ・ 堆積物試料の多元素定量－生物生産 ・ 沈降 ・ 堆積に
伴 う 親生物元素動態－， 放射化分析， No.18， 42-46， 2005

0103AE119

高松武次郎 Masuzawa T.(*1)，Takamatsu T.，Takada J.(*2)(*1Nagoya Univ.，*2KURRI)：Dynamics of biophile
trace elements through biological production,settling and sedimentation in marine environments?
Settling behaviors of biophile trace elements in the Shikoku Basin,Western North Pacific?，KURRI
Prog.Rept.2004(Kyoto Univ.,87p.)， Sec.I,5.02， 2005

0103AE119

高松武次郎 Takamatsu T.， Kashiwaya K.(*1)， Kawai T.(*2)(*1Kanazawa Univ.， *2Grad.Sch.Nagoya Univ.) ：
Inorganic characteristics of surface sediment from Lake Baikal: Natural elemental composition,redox
condition,and Pb contamination， Long Continental Record from Lake Baikal(Kashiwaya K.
ed.,Springer-Verlag,370p.)， 313-328， 2003

0004AE275

高松武次郎 Takamatsu T.， Sase H.(*1)， Takada J.(*2)， Matsushita R.(*2)(*1ADORC， *2KURRI) ： Annual
changes in some physiological properties of Cryptomeria japonica leaves from Kanto,Japan，
Water,Air,Soil Pollut.， 130， 941-946， 2001

0101BA293

高松武次郎 Takamatsu T.， Sase H.(*1)， Takada J.(*2)(*1ADORC， *2KURRI) ： Some physiological properties
of Cryptomeria japonica leaves from Kanto,Japan: potential factors causing tree decline，
Can.J.Forest Res.， 31， 663-672， 2001

0101BA293

高松武次郎 Shindo J.(*1)，Fumoto T.(*1)，Nakano T.(*2)，Takamatsu T.(*1NIAES，*2Univ.Tsukuba)：Estimation
of minaral weathering rates on field conditions based on base cation budget and strontium isotope
ratios， Water,Air,Soil Pollut.， 130， 1259-1264， 2001

0101BA293

高松武次郎 新藤純子 (*1)， 高松武次郎， 麓多聞 (*1)(*1 農環技研 ) ： 酸性沈着によ る土壌化学性変化のダ
イナ ミ ッ ク モデルによ る予測， 日本土壌肥料学雑誌， 72， 394-402， 2001

0101BA293

高見昭憲 Chen X.(*1)，Takami A.，Hatakeyama S.，Horie K.(*1)，Aoki M.(*1)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.)：
The Toxicity os peroxides to several plants by atmospheric level concentration in the presence of
ozone， J.Agric.Meterol.， 60(5)， 953-956， 2005

0105AG108

高村典子 Ushio N.，Nakajima H.(*1)，Kamiyama R.(*2)，Wakana I.(*3)，Hiruta S.(*4)，Takamura N.(*1Wildlife
Res.Inst.， *2Hokkaido Univ.， *3Lake Akan Eco-museum Cent.， *4Hokkaido Univ.Educ.) ：
Predicting the distribution of invasive crayfish(Pacifastacus leniusculus) in a Kusiro Moor
marsh(Japan) using classification and regression trees， Ecol.Res.， 21， 271-277， 2006

0304AF345
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高村典子 Tsuda K.(*1)(*2)，Takamura N.，Matsuyama M.(*3)，Fujii Y.(*3)(*1NIAES，*2Kobe Univ.，*3Hyogo
Pref.Technol.Cent.Agric.)：Assessment method for leaf litters allelopathic effect on cyanobacteria，
J.Aquat.Plant Manage.， 43， 43-46， 2005

0406BC319

高村典子 高村典子 ： 水辺移行帯修復 ・ 再生技術の開発－霞ヶ浦での植生帯復元の取 り 組みから， 生活
と環境， 50(5)， 24-30， 2005

0304BD550

高村典子 Amemiya T.(*1)， Enomoto T.(*1)， Rossberg A.G.(*1)， Takamura N.， Itoh K.(*1)(*1Yokohama
Natl.Univ.)：Lake restoration in terms of ecological resilience: a numerical study of biomanipulations
under bistable conditions， Ecol.Soc.(Web)， 10(2)， 2005

0304BD550

高村典子 高村典子，竹門康弘 (*1)(*1 京大 )：深泥池の水質分布に及ぼす流域からの人為的影響につい
て， 陸水学雑誌， 66， 107-116， 2005

0406BC319
0105AA207

高村典子 高村典子：土壌シード バン ク と バイオマニピ ュ レーシ ョ ンを活用し た水辺移行帯修復・再生
技術， 環境研究， (139)， 97-106， 2005

0304BD550

滝上英孝 Suzuki  G.， Takigami H.， Kushi  Y.(*1)， Sakai  S- i (*2) (*1Grad.Sch. Iwate Univ.，
*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Time-course changes of mixture effects on AhR binding-
dependent luciferase activity in a crude extract from a compost sample，Toxicol.Lett.，161，174-
187， 2006

0105AB405

滝上英孝 Takigami H.， Sakai S.， Brouwer A.(*1)(*1Vrije Univ.) ： Bio/Chemical analysis of dioxin-like
compounds in sediment samples from Osaka Bay,Japan， Environ.Technol.， 26， 459-469， 2005

0105AB405
0105AB406

滝上英孝 佐藤昌宏 (*1)， 高橋祐一 (*1)， 上原大摩 (*1)， 車田佳範 (*1)， 滝上英孝， 酒井伸一 (*1 五洋
建設 )：残留性有機汚染物質を含んだ底質の造粒加熱処理に関する基礎検討，海洋，21，873-
878， 2005

0105AB405

滝上英孝 酒井伸一 (*1)， 滝上英孝 (*1 京大環境保全セ ) ： PCB 処理過程におけるバイオア ッ セイモニ
タ リ ング， 環境浄化技術， 4(8)， 11-14， 2005

0105AB405

竹中明夫 北本尚子 (*1)， 竹中明夫， 大澤良 (*1)(*1 筑波大 ) ： 自然集団内におけるサ ク ラ ソ ウの遺伝子
流動，サク ラ ソ ウの分子遺伝生態学 ( 鷲谷いづみ編，東京大学出版会，300p.)，219-239，2006

0002BD203

竹中明夫 Takenaka A.：Local coexistence of tree species and the dynamics of global distribution pattern along
an environmental gradient: a simulation study， Ecol.Res.， 20， 297-304， 2005

0305AA506

田崎智宏 田崎智宏， 寺園淳， 森口祐一 ： 家電 リ サ イ クル法の効力測定， 環境科学会誌， 18(3)， 229-
242， 2005

0405AE357
0105AB398

鑪迫典久 Oda S.， Tatarazako N.， Watanabe H.(*1)(*2)， Morita M.， Iguchi T.(*1)(*2)(*1Natl.Int.Nat.Sci.，
*2CREST/JST) ： Production of male neonates in four cladoceran species exposed to a juvenile
hormone analog,fenoxycarb， Chemosphere， 60， 74-78， 2005

0105SP031

鑪迫典久 平井慈恵：第 2 回めだかの学校～若手水産関係者の横顔～飼育の心得～魚たちの教え～，養
殖， 42(6)， 94-95， 2005

0105SP031

鑪迫典久 Watanabe H.(*1)(*2)，Tatarazako N.，Oda S.，Nishide H.(*1)，Uchiyama I.(*1)，Morita M.，Iguchi
T.(*1)(*2)(*1NINS， *2Jpn.Sci.Technol.) ： Analysis of expressed sequence tags of the water flea
Daphnia magna， Genome， 48， 606-609， 2005

0105SP031

鑪迫典久 鑪迫典久： ミ ジン コ を用いた無脊椎動物の内分泌か く 乱化学物質検出法開発－幼若ホルモン
作用を もつ化学物質のス ク リ ーニング試験法と し て有望－， 化学と生物， 43(10)， 638-641，
2005

0105SP031

鑪迫典久 Oda S.， Tatarazako N.， Watanabe H.(*1)(*2)， Morita M.， Iguchi T.(*1)(*2)(*1CREST/JST，
*2Natl.Inst.Nat.Sci)：Production of male neonates in Daphnia magna(Cladocera,Crustacea) exposed
to juvenile hormones and their analogs， Chemosphere， 61， 1168-1174， 2005

0105SP031

鑪迫典久 Kondo T.， Yamamoto H.(*1)， Tatarazako N.， Kawabe K.， Koshino M.， Hirai N.， Morita M.
(*1Univ.Tokushima) ： Bioconcentration factor of relatively low concentrations of chlorophenols in
Japanese medaka， Chemosphere， 61， 1299-1304， 2005

0105SP031

鑪迫典久 Tatarazako N.，Oda S.，Morita M.，Sonobe H.，Watanabe H.，Iguchi T.： Insecticides for juvenile
hormone agonists  exert  the in f luence on the occurrence o f  the male daphnid，
Proc.Jpn.Soc.Comp.Eendocrinol.No.17,2002(Tanaka S.，Suzuki M. eds.，Jpn.Soc.Comp.Endocrinol. ，
108p.)， 87， 2002

0105SP031

申請者 発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  318  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
立田晴記 Saldamando C.I.(*1)， Tastsuta H.， Butlin R.K.(*2)(*1Univ.Leeds， *2Univ.Sheffield) ： Hybrids
between Chorthippus brunneus and C.jacobsi do not show endogeneous postzygotic isolation，
Biol.J.Linn.Soc， 84， 195-203， 2005

0407BD481

立田晴記 Saldamando C.I.(*1)， Miyaguchi S.(*2)， Tatsuta H.， Kishino H.(*2)， Bridle J.R.(*3)， Butlin
R.K.(*4)(*1Univ.Leeds，*2Univ.Tokyo，*3Inst.Zool.London，*4Univ.Sheffield)：Inheritance of song
and stridulatory peg number divergence between Chorthippus brunneus and C.jacobsi,two naturally
hybridizing grasshopper species (Orthoptera: Acrididae)， J.Evol.Biol.， 18， 703-712， 2005

0407BD481

田中　敦 鳥山成一 (*1)， 近藤隆之 (*1)， 奥村秀一 (*1)， 水上昭弘 (*1)， 山崎敬久 (*1)， 木戸瑞佳 (*1)，
日吉真一郎 (*1)， 溝口俊明 (*1)， 田中敦， 西川雅高 (*1 富山県環境科セ ) ： 大気中のホ ウ素
化合物の工場発生源排出濃度及び周辺環境濃度測定方法の検討， エ コ テ ク ノ ロ ジー研究，
11(1)， 23-27， 2005

0305BC499

田中　敦 Nara F.(*1)(*2)，Tani Y.(*2)，Soma Y.(*2)，Soma M.(*2)，Naraoka H.(*1)，Watanabe T.(*1)，Horiuchi
K.(*3)， Kawai T.(*4)， Oda T.(*4)， Nakamura T.(*4)(*1Tokyo Metoro.Univ.， *2Univ.Shizuoka，
*3Hirosaki Univ.， *4Nagoya Univ.) ： Response of phytoplankton productivity to climate change
recorded by sedimentary photosynthetic pigments in Lake Hovsgol(Mongolia)for the last 23,000
years， Quat.Int.， 136， 71-81， 2005

0105AE042

田中　敦 田中敦 ： pH4 から自然に中性化し た屈斜路湖の将来予測 ： 富栄養化か再酸性化か， 平成 15
～ 16 年度科研費補助金 ( 基盤研究 (C)(2)) 研究成果報告書 ( 田中敦著，( 独 ) 国立環境研究所，
文科省受託報告書， 119p.)， 2005

0304CD564

田中　敦 鳥山成一 (*1)， 近藤隆之 (*1)， 奥村秀一 (*1)， 水上昭弘 (*1)， 山崎敬久 (*1)， 木戸瑞佳 (*1)，
日吉真一郎 (*1)， 溝口俊明 (*1)， 田中敦， 西川雅高 (*1 富山県環境科セ ) ： 人工植物暴露装
置を用いた大気中ホ ウ素化合物によ る各種野菜， 園芸植物及び樹木の黄化 ・ 褐変等の障害，
環境化学， 15， 761-770， 2005

0305BC499

谷本浩志 Hayashi K.(*1)，Noguchi I.(*2)，Ohizumi T.(*3)，Aikawa M.(*4)，Takahashi A.(*5)，Tanimoto H.，
Matsuda K.(*6)，Minami Y.(*7)，Hara H.(*8)(*1NIAS，*2Hokkaido Inst.Environ.Sci.，*3ADORC，
*4Hyogo Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.， *5Ishikawa Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.，
*6Cent.Res.Inst.Electr.Power Ind.， *7Ishikawa Agric.Coll.， *8Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Wet
deposition of inorganic nitrogen in Japan: Findings from the Japanese Acid Deposition Survey，3rd
Int.Nitrogen Conf.Contrib.Pap.(Zhu Z.,Minami K.,Xing G. eds.,Science Press(USA),928p.)， 598-
608， 2006

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志 ： 全球 ・ 地域規模における対流圏オゾンの支配要因の解明へ向けて， 化学と工業，
58(2)， 133-136， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 蔵治光一郎 (*1)， 津田敏隆 (*2)， 山本哲 (*3)， 大楽浩司 (*4)， 南川敦宜 (*2)， 伊賀啓太 (*1)，
笠井康子 (*5)， 竹見哲也 (*6)， 千葉長 (*3)， 谷本浩志他 (*1 東大， *2 京大， *3 気象研， *4 防
災科技研， *5 情報通信研機構， *6 東京工大 ) ： アジア－オセアニア地球科学会 (AOGS) 第 1
回大会 ・ アジア太平洋水文水資源協会 (APHW) 第 2 回国際会議合同大会報告， 天気， 52(3)，
171-185， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.， Wang T.(*1)， Kim K.R.(*2)， Lee G.(*3)(*1Hong Kong Polytech.Univ.， *2SNU，
*3HUFS) ： 4.3.Gases， Implementation Plan for the ABC East Asian Regional Experiment
2005(Nakajima T.,Yoon S.C. eds.,UNEP/Atmospheric Brown Cloud(ABC) Project,73p.)， 19-23，
2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Yurganov L.N.(*1)，Duchatelet P.(*2)，Dzhola A.V.(*3)，Edwards D.P.(*4)，Hase F.(*5)，Kramer
I.(*5)， Mahieu E.(*2)， Mellqvist J.(*6)， Notholt J.(*7)， Tanimoto H. et al.(*1JAMSTEC，
*2Univ.Liege， *3Obukhov Inst.Atomos.Phys.， *4Natl.Cent.Atmos.Res.， *5Forschungzentrum
Karlsruhe，*6Chalmers Univ.Technol.，*7Univ.Bremen，*8NOAA)：Increased Northern Hemispheric
carbon monoxide burden in the troposphere in 2002 and 2003 detected from the ground and from
space， Atmos.Chem.Phys.， 5， 563-573， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Sato K.(*1)， Tanimoto H.， Imamura T.(*1Chuo Univ.) ： Negative ion chemical ionization mass
spectra of C1-C6 n-Alkyl nitrates， Chem.Lett.， 34(8)， 1200-1201， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Lee C.(*1)，Kim Y.J.(*1)，Tanimoto H.，Bobrowski N.(*2)，Platt U.(*2)，Mori T.(*3)，Yamamoto
K.(*4)，Hong C.S.(*1)(*1ADEMRC，*2Univ.Heidelberg，*3Grad.Sch.Univ.Tokyo，*4Kyoto Univ.)：
High ClO and ozone depletion observed in the plume of Sakurajima volcano,Japan，
Geophys.Res.Lett.， 32， L21809， 2005

0405BA463
0405BD464
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谷本浩志 Tanimoto H.， Sawa Y.(*1)， Matsueda H.(*1)， Uno I.(*2)， Ohara T.， Yamaji K.(*3)， Kurokawa
J.-i.(*4)， Yonemura S.(*5)(*1Meteorol.Res.Inst.， *2Kyushu Univ.， *3JAMSTEC， *4NIAES) ：
Significant latitudinal gradient in the surface ozone spring maximum over East Asia，
Geophys.Res.Lett.， 32， L21805， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志 ：2.4 パーオキシアシルナイ ト レー ト ，気象研究 ノー ト 第 209 号 先端質量分析技術
によ る反応性大気化学組成の測定 ( 近藤豊編， 日本気象学会， 123p.)， 60-80， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 住明正 (*1)， 上田博 (*2)， 松本淳 (*3)， 近藤豊 (*4)， 谷本浩志， 早坂忠裕 (*5)(*1 東大気候シ
ステム研セ， *2 名古屋大水循環研セ， *3 東大院， *4 東大先端研， *5 地球研 ) ： 第 1 回日本 ・
中国 ・ 韓国気象学会共催国際シンポジウ ム報告， 天気， 52， 845-849， 2005

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志：東アジアの大気汚染が日本のオゾンに与え る影響を定量的に解明－バッ ク グ ラ ウ
ン ド オゾンの季節変化 と緯度依存性－， 環境と測定技術， 32(12)， 20-23， 2005

0405BA463
0405BD464

玉置雅紀 玉置雅紀 ： 遺伝子情報 と 環境， 新農業気象 ・ 環境学 ( 長野敏英， 大政謙次編， 朝倉書店，
209p.)， 134-141， 2005

0406AG337

玉置雅紀 Morita-Yamamuro C.(*1)， Tsutsuki T.(*1)， Sato M.(*1)， Yoshioka H.(*1)， Tamaoki M.， Ogawa
D.，Matsuura H.(*1)，Yoshihara T.(*1)，Ikeda A.(*1)，Uyeda I.(*1)，Yamaguchi J.(*1)(*1Hokkaido
Univ.) ： The Arabidopsis gene CAD1 controls programmed cell death in the plant innate immune
system and encodes a protein containing a MACPF domain， Plant Cell Physiol.， 46(6)， 902-912，
2005

0508AE772

玉置雅紀 Tanaka Y.(*1)， Sano T.(*1)， Tamaoki M.， Nakajima N.， Kondo N.(*1)， Hasezawa S.
(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Ethylene inhibits the abscisic acid-induced stomatal closure in Arabidopsis，
Plant Physiol.， 138(4)， 2237-2343， 2005

0406AG337
0508AE772

玉置雅紀 玉置雅紀 ： DNA アレ イ法を用いた遺伝子発現プロ フ ァ イ リ ングによ る植物の環境ス ト レ ス
モニ タ リ ング手法の開発， 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会誌， 5(1)， 23-30， 2005

0406AG337

田村憲治 近藤武 (*1)， 渡辺俊一 (*2)， 松島松翠 (*2)， 浅沼信治 (*3)， 櫻井四郎 (*4)， 田村憲治， 安藤
満 (*5)(*1 松本歯大， *2 佐久総病院， *3 日本農村医研， *4 大妻女子大， *5 富山国際大 ) ： 中
国四川省フ ッ素汚染地区の主要食材 ( 乾燥 と う も ろ こ し， ト ウガ ラ シ ) のフ ッ素汚染濃度お
よびその化学的性質， 日本農村医学会雑誌， 54， 740-748， 2006

0105AE071

田村憲治 Lin G.(*1)， Sun G.(*1)， Tamura K.， Tang N.(*2)， Song L.(*3)， Zhai W.(*1)(*1China Med.Univ.，
*2Kanazawa Univ.， *3Fushun CDC) ： Analysis on concentrations of atmospheric particles and
PAHs/NPAHs in Fushun,P.R.China(in Chinese)， Chin.J.Public Health， 21， 604-606， 2005

0105AE071

田村憲治 Taga R.(*1)， Tang N.(*1)， Hattori T.(*1)， Tamura K.， Sakai S.(*2)， Toriba A.(*1)， Kizu R.(*1)，
Hayakawa K.(*1)(*1Kanazawa Univ.， *2Hokkaido Inst.Environ.Sci.) ： Direct-acting mutagenicity
of extracts of coal burning-derived particulates and contribution of nitropolycyclic aromatic
hydrocarbons， Mutat.Res.， 581， 91-95， 2005

0105AE071

唐　艷鴻 Gu S.(*1)， Tang Y.， Cui X.， Kato T.(*2)， Du M.(*3)， Li Y.(*1)， Zhao X.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.，
*2Univ.Tsukuba， *3NIAES) ： Energy exchange between the atmosphere and a meadow ecosystem
on the Qinghai-Tibetan Plateau， Agric.Forest Meteorol.， 129， 175-185， 2005

0103BA141

唐　艶鴻 Kato T.(*1)，Hirota M.，Tang Y.，Cui X.(*2)，Li Y.(*3)，Zhao X.(*2)，Oikawa T.(*4)(*1FRCGC，
*2Grad.Sch.Chin.Acad.Sci.，*3Chin.Acad.Sci.，*4Univ.Tsukuba)：Strong temperature dependence
and no moss photosynthesis in winter CO2 flux for a Kobresia meadow on the Qinghai-Tibetan
plateau， Soil Biol.Biochem.， 37， 1966-1969， 2005

0103BA141

唐　艷鴻 Hirota M.， Tang Y.， Hu Q.(*1)， Kato T.(*2)， Hirata S.(*3)， Mo W.(*3)， Cao G.(*1)， Mariko
S.(*3)(*1Chin.Acad.Sci.，*2FRCGC，*3Univ.Tsukuba)：The potential importance of grazing to the
fluxes of carbon dioxide and methane in an alpine wetland on the Qinghai-Tibetan Plateau，
Atmos.Environ.， 39， 5255-5259， 2005

0103BA141

唐　艷鴻 Zhou H.-K.(*1)，Zhao X.-Q.(*1)，Zhou L.(*1)，Liu W.(*1)，Li Y.(*1)，Tang Y.(*1Chin.Acad.Sci.)：
A study on correlations between vegetation degradation and soil degradation in the 'Alpine Meadow'
of the Qinghai-Tibetan Plateau(in Chinese)， Acta Praticult.Sin.， 14(3)， 31-40， 2005

0103BA141

唐　艷鴻 Zhou H.-K.(*1)(*3)， Zhao X.-Q.(*1)， Zhou L.(*1)， Tang Y.， Liu W.(*1)， Shi Y.
(*2)(*1Chin.Acad.Sci.， *2Qinghai Prov.， *3Grad.Sch.Chin.Acad.Sci.) ： Application of analytic
hierarchy process on the alpine grassland degradation in the source region of the Yangtze and
Yellow Rivers(in Chinese)， Resour.Sci.， 27(4)， 63-70， 2005

0103BA141
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唐　艷鴻 Zhang Y.(*1)， Tang Y.(*1Chin.Acad.Sci.) ： Inclusion of photoinhibition in simulation of carbon
dynamics of an alpine meadow on the Qinghai-Tibetan Plateau，J.Geophys.Res.，110，G01007，2005

0103BA141

唐　艷鴻 Zhou H.(*1)，Zhao X.(*1)，Tang Y.，Gu S.(*1)，Zhou L.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Alpine grassland
degradation and its control in the source region of the Yangtze and Yellow Rivers,China，Grassland
Sci.， 51， 191-203， 2005

0103BA141

唐　艷鴻 Zhao X.(*1)，Li Y.(*1)，Zhao L.(*1)，Yu G.(*1)，Tang Y.，Xu S.(*1)，Cao G.(*3)(*1Chin.Acad.Sci.)：
CO2 fluxes of alpine shrubland ecosystem on the North-eastern Tibetan Plateau，Phyton，45，371-
376， 2005

0103BA141

唐　艷鴻 Gu S.(*1)，Tang Y.，Du M.(*2)，Cui X.(*3)，Kato T.(*4)，Li Y.(*1)，Zhao X.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.，
*2NIAES， *3Grad.Sch.Chin.Acad.Sci.， *4FRCGC) ： Effects of temperature on CO2 exchange
between the atmosphere and an alpine meadow， Phyton， 45， 361-370， 2005

0103BA141

塚原伸治 Maekawa F.(*1)，Fujiwara K.(*1)，Tsukahara S.，Yada T.(*1)(*1Jichi Med.Sch.)：Pituitary adenylate
cyclase-activating polypeptide neurons of the ventromedial hypothalamus project to the midbrain
central gray， Neuroreport， 17(2)， 221-224， 2006

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 塚原伸治：下位脳幹の性差，脳の性分化 ( 山内兄人，新井康允編著，裳華房，431p.)，84-92，2006 0506CD534
0506CD535

塚原伸治 塚原伸治， 掛山正心 (*1)(*1 東大院 ) ： 神経核形成の メ カニズム ( アポ ト ーシス )， 脳の性分
化 ( 山内兄人， 新井康允編著， 裳華房， 431p.)， 107-121， 2006

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 Tsukahara S.，Tanaka S.(*1)，Ishida K.(*2)，Hoshi N.(*2)，Kitagawa H.(*2)(*1NILS，*2Kobe Univ.)：
Age-related change and its sex differences in histoarchitecture of the hypothalamic suprachiasmatic
nucleus of F344/N rats， Exp.Gerontol.， 40， 147-155， 2005

0506CD534
0506CD535

椿　宜高 Hooper R.E.(*1)， Plaistow S.J.(*2)， Tsubaki Y.(*1Trinity Coll.， *2Univ.Sheffeld) ： Signal function
of wing colour in a polymorphic damselfly,MNAIS COSTALIS SELYS， Odonatologica， 35(1)， 15-
22， 2006

0105SP041

椿　宜高 椿宜高 ： 生物多様性 と京都 メ カニズム， 遺伝， 59(3)， 41-46， 2005 0105SP041

椿　宜高 Plaistow S.J.(*1)， Tsuchida K.(*2)， Tsubaki Y.， Setsuda K.(*3)(*1Univ.Sheffield， *2Gifu Univ.，
*3Gifu Prefect.Museum) ： The effect of a seasonal time constraint on development time,body
size,condition,and morph determination in the horned beetle Allomyrina dichotoma L.(Coleoptera:
Scarabaeidae)， Ecol.Entomol.， 30， 692-699， 2005

0105SP041

寺園　淳 寺園淳 ： 日本→中国 日本からの廃棄物が東アジアの環境汚染を引き起こす， 環境共同体 と
し ての日中韓 ( 寺西俊一監修， 集英社， 254p.)， 50-55， 2006

0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： アジアにおける資源循環－循環資源の輸出由来， 廃プラ スチッ ク， E-Waste， 環境
研究， (136)， 85-92， 2005

0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： 国際資源循環研究の動向， かんき ょ う ， 30(4)， 42-43， 2005 0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： 日本から中国へ－循環資源の越境移動， グ ローバルネ ッ ト ， (177)， 2-3， 2005 0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： アジア地域における資源循環－論点と研究課題， OECC 会報， 45， 8， 2005 0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： 日本の リ サイ クル法制と循環資源の貿易， アジアにおける循環資源貿易 ( 小島道一
編， アジア経済研究所， 183p.)， 21-42， 2005

0105AB398

寺園　淳 Terazono A.， Moriguchi Y.， Yamamoto Y.S.(*1)， Sakai S.， Inanc B.， Yang J.(*2)， Siu S.(*3)，
Shekdar A.V.(*4)，Lee D.-H.(*5)，Idris A.B.(*6)， et al.(*1United Nations Univ.，*2Chin.Acad.Sci.，
*3Environ.Prot.Dep.， *4Okayama Univ.， *5Univ.Seoul， *6Univ.Putra Malaysia) ： Waste
management and recycling in Asia， Int.Rev.Environ.Startegies， 5(2)， 477-498， 2005

0105AB398

遠嶋康徳 Tohjima Y.， Machida T.， Watai T.(*1)， Akama I.(*2)， Amari T.(*2)， Moriwaki Y.(*3)(*1Global
Environ.Forum， *2Jpn Fine Prod.， *3Taiyo Nippon Sanso) ： Preparation of gravimetric standards
for measuements of atmospheric oxygen and reevaluatio of atmospheric oxygen concentration，
J.Geophys.Res.， 110， D11302， 2005

0105SP011
0408BB368

遠嶋康徳 Tohjima Y.，Mukai H.，Machida T.，Nojiri Y.，Gloor M.(*1)(*1Prnceton Univ.)：First measurements
of the latitudinal atmospheric O2 and CO2 distributions across the western Pacific，
Geophys.Res.Lett.， 32， L17805， 2005

0105SP011
0408BB368
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戸部和夫 Tobe K.， Zhang L.(*1)， Omasa K.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.， *2Univ.Tokyo) ： Seed germination and
seedling emergence of three Artemisia species(Asteraceae) inhabiting desert sand dunes in China，
Seed Sci.Res.， 16， 61-69， 2006

0406AE376

戸部和夫 Tobe K.， Li X.(*1)， Omasa K.(*2)(*1Shandong Univ.， *2Univ.Tokyo) ： Effects of irrigation on
seed l i ng  emergence  and  seed l i ng  surv iva l  o f  a  dese r t  sh rub  Ha lo xy lon
ammodendron(Chenopodiaceae)， Aust.J.Bot.， 53， 529-534， 2005

0003AE255

中島大介 中島大介， 鈴木香織 (*1)， 後藤純雄， 矢島博文 (*1)， 石井忠浩 (*1)， 吉澤秀治 (*2)， 渡辺征
夫 (*3)， 酒井伸一 (*1 東京理大， *2 明星大， *3 国立保健医療科学院 ) ： 混合揮発性有機化合
物 (VOC) の吸着能に及ぼす木炭の炭化温度の影響， 室内環境学会誌， 8(1)， 9-14， 2005

0105PR011

中島大介 Nakajima D.，Ishii R.，Nishimura K.，Takagi Y.(*1)，Mineki S.(*2)，Onodera S.(*2)，Goto S.(*1Azabu
Univ.，*2Tokyo Univ.Sci.)：Effects of organic solvents in luminescent umu test using S.typhimurium
TL210， J.Environ.Chem.， 15(3)， 569-574， 2005

0105PR011

中島大介 Tsuji K.(*1)， Fushiwaki Y.(*1)， Mori Y.(*1)， Arashidani K.(*2)，Nakajima D.，Fujimaki H.， Goto
S.(*1Kanagawa Pref.Inst.Public health， *2UOEH) ： Simultaneous analysis of termiticides in indoor
air by using gas chromatography mass spectrometry， J.UOEH， 27(2)， 151-160， 2005

0105PR011

中島大介 Takagi Y.(*1)， Nakajima D.， Goto S.， Sugita K.(*2)， Uchida K.(*3)， Matsumura T.(*3)， Kato
Y.(*1)， Kohzaki K.(*1)(*1Azabu Univ.， *2Dia Anal.Serv.， *3Metocean Environ.) ： Measurement
of concentrations of polycyclic aromatic hydrocarbons and dioxin compounds in canine lungs，
Polycyclic Aromat.Compd.， 25， 357-369， 2005

0105PR011

中島英彰 村田功 (*1)， 中島英彰， 中根英昭， 福西浩 (*1)(*1 東北大院 ) ： FTIR 観測によ るつ く ばでの
オゾンおよび関連成分の変動，第 15 回大気化学シンポジウ ム研究集会講演集 ( 名古屋大 STE
研編， 名古屋大 STE 研， 317p.)， 308， 2005

0406BA352

中根英昭 Nakane H.：State of Japanese research on the ozone layer，Sci.Technol.Trends Q.Rev.，(15)，66-
79， 2005

0105SP021

中根英昭 中根英昭 ： 陸別総合観測所における ミ リ 波オゾン観測， 平成 16 年度共同研究 ・ 研究集会成
果報告書集 ( 名古屋大 STE 研共同利用委員会編， 名古屋大 STE 研， 182p.)， 1， 2005

9205AC264

中根英昭 中根英昭 ： オゾンホール と成層圏化学研究の進展， パ リ テ ィ ， 20(11)， 6-8， 2005 0105SP021

中根英昭 相沢智之 ： 国際バンカー油 ( 国際航空 ・ 国際海運 )， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆか り ， 亀
山康子編， 大学図書， 409p.)， 93-101， 2005

0305BY590

中村泰男 Nakamura Y. ： Suspension feeding of the ark shell Scapharca subcrenata as a function of
environmental and biological variables， Fish.Sci.， 71， 875-883， 2005

0206AF384

中村泰男 Nakamura Y.，Hashizume K.，Koyama K.(*1)，Tamaki A.(*1)(*1Nagasaki Univ.)：Effects of salinity
on sand burrowing activity,feeding and growth of the clams Mactra veneriformis,Ruditapes
philippinarum and Meretrix lusoria， J.Shellfish Res.， 24(4)， 1053-1059， 2005

0206AF384

永田尚志 Paperna I.(*1)，Soh M.C.-K.(*2)，Yap C.A.-M.(*2)，Sodhi N.S.(*2)，Lim S.L.-H.(*3)，Prawiradilaga
D.M.(*4)， Nagata H.(*1Hebrew Univ.Jerusalem， *2Natl.Univ.Singapore， *3Univ.Malaya，
*4Puslitbang Biol.-LIPI)：Blood parasite prevalence and abundanc in the bird communities of several
forested locations in Southeast Asia， Ornithol.Sci.， 4(2)， 129-138， 2006

0406CD473

永田尚志 永田尚志 ： 遺伝的多様性の重要性， 国立科学博物館ニュース， (436)， 9-11， 2005 9904AE193

南齋規介 南齋規介， 森口祐一 ： 産業連関分析に用いる部門別環境負荷量の算定のための実践的アプ
ローチ， 日本 LCA 学会誌， 2(1)， 22-41， 2006

0105AB397
0406BA501

南齋規介 加河茂美 (*1)， 南齋規介， 森口祐一 (*1 東北大 ) ： 世帯属性と産業廃棄物発生の関係， 日本
LCA 学会誌， 2(1)， 56-64， 2006

0105AB397
0406BA501

南齋規介 Nansai K.， Moriguchi Y.， Suzuki N. ： Site-Dependent life-cycle analysis by the SAME approach:
Its Concept,usefulness,and application to the calculation of embodied impact intensity by means of
an input-output analysis， Environ.Sci.Technol.， 39(18)， 7318-7328， 2005

0105AA169
0105AB398

西岡秀三 西岡秀三：低酸素社会に向けた日本の環境 リ ーダーシ ッ プ，資源環境対策，42(2)，25-31，2006 Z00009998

西岡秀三 西岡秀三：先が見えれば怖 く ない－脱温暖化を先駆け とする持続可能な社会の姿，かんき ょ
う ， 30(7)， 4-5， 2005

Z00009998
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西岡秀三 西岡秀三 ： 10 年後の環境問題－大局を読む， 環境と測定技術， 32(8)， 12-17， 2005 Z00009998

西岡秀三 西岡秀三 ： 進行する気候変化 ： 脱温暖化社会に向けた今すぐの一歩， 都道府県展望， (564)，
4-8， 2005

Z00009998

西岡秀三 西岡秀三 ： 定常化社会の幕開け ： 2 度上昇の世界， 環境と文明， 13(10)， 3-4， 2005 Z00009998

西岡秀三 西岡秀三 ： 巻頭言 気候変動政策が向か う 道 と その意味についての認識を共有し よ う ， 環境
研究， (138)， 3-4， 2005

Z00009998

西川雅高 Ogawa Y.， Nakasugi O.， Nishikawa M.， Hirata T.(*1)， Ii H.(*1)(*1Wakayama Univ.) ： Behavior
of soil nitrogen and leaching of metal elements from arable land，Int.J.Environ.Anal.Chem.，85(3)，
209-221， 2005

0204BC332

西川雅高 Ichinose T.(*1)， Nishikawa M.， Takano H.， Sera N.(*2)， Sadakane K.(*1)， Mori I.， Yanagisawa
R.， Oda T.(*3)， Tamura H.(*3)， Hiyoshi K.(*4) et.al.(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.， *2Fukuoka
Inst.Health Environ.Stud.， *3Seikagaku， *4Univ.Tsukuba) ： Pulmonary toxicity induced by
intratracheal instillation of Asian yellow dust(Kosa) in mice，Environ.Toxicol.Pharmacol.，20，48-
56， 2005

0105BA331

西川雅高 的場澄人 (*1)， 森育子， 早狩進 (*2)， 西川雅高 (*1 北大低温科研， *2 青森県環境保健セ ) ：
SPM を利用し た黄砂検出の新たな試み， エア ロ ゾル研究， 20(3)， 225-230， 2005

0105BA331

西川雅高 Nakano T.(*1)， Nishikawa M.， Mori I.， Shin K.(*2)， Hosono T.(*1)， Yokoo Y.(*3)
(*1Res.Inst.Hum.Nat.， *2Univ.tsukuba， *3Doshisha Univ.) ： Source and evolution of the “perfect
Asian dust storm” in early April 2001: Implications of the Sr-Nd isotope ratios， Atmos.Environ.，
39， 5568-5575， 2005

0105BA331

西村典子 西村典子：非ダ イオキシン様 PCB の リ ス ク評価，日本 リ ス ク研究学会誌，16(1)，37-40，2006 0405AE327

西村典子 Nishimura N.，Yonemoto J.，Nishimura H.(*1)，Ikushiro S.(*2)，Tohyama C.(*1Aichi Mizuho Univ.，
*2Grad.Sch.Univ.Hyogo) ： Disruption of thyroid hormone homeostasis at weaning of holtzman rats
by lactational but not in utero exposure to 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin，Toxicol.Sci.，85，
607-614， 2005

0405AE327

西村典子 Miyabara Y.(*1)，Nishimura N.，Tohyama C.(*1Shinshu Univ.)：Determination of dioxins in human
hair: estimation of external and internal exposure to dioxins， Environ.Health Prev.Med.， 10(2)，
86-93， 2005

0405AE327

西村典子 Nishimura N.，Yonemoto J.，Miyabara Y.(*1)，Fujii-Kuriyama Y.(*2)，Tohyama C.(*1Shinshu Univ.，
*2Univ.Tsukuba)：Altered thyroxin and retinoid metabolic response to 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-
p-dioxin in aryl hydrocarbon receptor-null mice， Arch.Toxicol.， 79， 260-267， 2005

0405AE327

新田裕史 新田裕史 ： 我が国における花粉症対策の展望， 科学技術動向， (59)， 11-18， 2006 0105AA298

新田裕史 Nitta H.， Urashima K.(*1)(*1Sci.Tech.Foresight Cent.MFXT) ： The US strategy for research on
the health effects of airborne fine and nano particles -A comparison with Japan，Sci.Technol.Trends
Q.Rev.， (15)， 80-90， 2005

0105AA298

新田裕史 新田裕史 ： デ ィ ーゼル排気粒子の健康影響， 空気清浄， 43(2)， 86-91， 2005 0105AA298

新田裕史 Katanoda K.(*1)，Nitta H.，Hayashi K.(*2)，Matsumura Y.(*1)(*1Natl.Inst.Health Nutr.，*2Gunma
Univ.) ： Is the national nutrition survey in Japan representative of the entire Japnese population?，
Nutrition， 21， 964-966， 2005

0303DA561

新田裕史 新田裕史 ： 大気汚染 と呼吸器疾患－疫学的知見から－， 呼吸器科， 8(4)， 287-291， 2005 0105AA298

野沢　徹 野沢徹， 藤野純一， 高橋潔 ： 地球温暖化の総合解析， ペ ト ロ テ ッ ク， 28(12)， 897-901， 2005 0408BA369
0105SP012
0105BY274

野沢　徹 Takemura T.(*1)， Nozawa T.， Emori S.， Nakajima T.Y.(*2)， Nakajima T.(*3)(*1Kyushu Univ.，
*2JAXA，*3CCSR Univ.Tokyo)：Simulation of climate response to aerosol direct and indirect effects
with aerosol transport-radiation model， J.Geophys.Res.， 110， D02202， 2005

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 Nozawa T.， Nagashima T.， Shiogama H.， Crooks S.A.(*1)(*1Univ.Oxford) ： Detecting natural
influence on surface air temperature change in the early twentieth century， Geophys.Res.Lett.，
32， L20719， 2005

0105AE446
0305BA541
0306CE525
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野沢　徹 Shiogama H.， Watanabe M.(*1)， Kimoto M.(*2)， Nozawa T.(*1Hokkaido Univ.， *2CCSR Univ．
Tokyo) ： Anthropogenic and natural forcing impacts on ENSO-like decadal variability during the
second half of the 20th century， Geophys.Res.Lett.， 32， L21714， 2005

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野原恵子 Nagai H.，Kubo M.(*1)，Abe R.(*2)，Yamamoto M.(*3)，Nohara K.(*1Riken，*2Tokyo Univ.Sci.，
*3Univ.Tsukuba) ： Constitutive activation of the aryl hydrocarbon receptor in T-lineage cells
induces thymus involution independently of the Fas/Fas ligand signaling pathway，
Int.Immunopharmacol.， 6， 279-286， 2006

0406AG337

野原恵子 Nohara K.， Pan X.， Tsukumo S.， Hida A.(*1)， Ito T.， Nagai H.， Inouye K.， Motohashi H.(*1)，
Yamamoto M.(*1)， Fujii-Kuriyama Y.(*1)， Tohyama C.(*1Univ.Tsukuba) ： Constitutively active
aryl hydrocarbon receptor expressed specifically in T-lineage cells causes thymus involution and
suppresses the immunization-induced increase in splenocytes，J.Immunol.，174，2770-2777，2005

0204AE357
0406AG337

野原恵子 野原恵子：142 ダ イオキシン，予防医学事典 ( 松島網治他編，朝倉書店，445p.)，325-326，2005 0406AG337

野馬幸生 Noma Y.， Yamamoto T.， Falandysz J.(*1)， Mostrag A.(*1)， Sakai S.(*1Univ.Gdansk) ： By-Side
chlorobenzenes and chlorophenols in technical chlorobiphenyl formulations of aroclor
1268,chlorofen,clophen T 64,kanechloro 600,and kanechlor 1000， J.Environ.Sci.Health,A， 41(1)，
35-46， 2006

0305AE544

野馬幸生 Noma Y.， Yamamoto T.， Giraud R.(*1)， Sakai S.(*1DuPont Eng.Technol.) ： Behavior of
PCNs,PCDDs,PCDFs,and dioxin-like PCBs in the thermal destruction of wastes containing PCNs，
Chemosphere， 62， 1183-1195， 2006

0305AE544

野馬幸生 野馬幸生 ： 国内外の POPs 規制の現状と今後の方向， 化学物質と環境， 71， 1-3， 2005 0105AB408

野馬幸生 Falandysz J.(*1)， Nose K.， Mostrag A.(*1)， Ishikawa Y.， Noma Y.， Sakai S.(*1Univ.Gdansk) ：
By-side chlorodibenzo-p-dioxins and chlorodibenzofurans in technical chlorobiphenyl formulations
of Aroclor 1268,Chlorofen and Clophen T 64， J.Environ.Sci.Health,A， 40(9)， 1665-1678， 2005

0305AE544

野馬幸生 Takasuga T.(*1)， Kumar K.S.(*1)， Noma Y.， Sakai S.(*1Shimadzu Techno-Res.) ： Chemical
characterization of polychlorinated,-Biphenyls,-Dibenzo-p-Dioxins and-Dibenzofurans in
technical kanechlor PCB formulations in Japan，Arch.Environ.Contam.Toxicol.，49，385-395，2005

0305AE544

野馬幸生 Ishikawa Y.(*1)， Falandysz J.(*2)， Noma Y.， Sakai S.(*1Ochanomizu Univ.， *2Univ.Gdansk) ：
Chlorobiphenyl constituents of aroclor 1268,chlorofen,clophen T 64,KC-600,and KC-1000
technical formulations， J.Environ.Sci.Health,A， 40(12)， 2171-2187， 2005

0305AE544

橋本俊次 Nakamiya K.，Hashimoto S.，Ito H.，Edmonds J.S.，Yasuhara A.，Morita M.：Degradation of dioxins
by cyclic ether degrading fungus,Cordyceps sinensis，FEMS Microbiol.Lett.，248(1)，17-22，2005

0105SP031

橋本俊次 橋本俊次， 田中雄一朗 (*1)， 生田悟史 (*1)， 宮崎徹 (*1)(*1 ニ ッ テ ク リ サーチ ) ： CNP および
PCPの加熱・燃焼実験におけるPCDD/FおよびPCB全異性体測定，環境化学，15，813-834，2005

0204BC353

橋本征二 稲葉陸太 (*1)， 橋本征二， 森口祐一 (*1 北大院 ) ： 鉄鋼産業におけるプラ スチ ッ ク製容器包
装 リ サイ クルの LCA ： システム境界の影響， 廃棄物学会論文誌， 16(6)， 467-480， 2005

0105AB398

花岡達也 花岡達也， 河瀬玲奈 (*1)， 甲斐沼美紀子， 松岡譲 (*1)(*1 京大 ) ： 温室効果ガス排出シナ リ オ
データベース を用いた Post-SRES シナ リ オの地域別評価， 環境シ ス テム研究論文集， 33，
221-232， 2005

0105SP012

花岡達也 Hanaoka T.， Matsuhashi R.(*1)， Yoshida Y.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： A quantitative evaluation of
fluorocarbon emissions and a study of multilateral environmental policies，Greenhouse Gas Control
Technologies(Rubin E.S.,Keith D.W.,Gilboy G.F. eds.,Elsevier,2700p.)， 861-869， 2005

0507BA794
0105AE034

原沢英夫 原沢英夫：地球温暖化がも た らす危険なレベルに関する考察，環境研究，(138)，47-58，2005 0105SP012

原沢英夫 原沢英夫 ： 地球温暖化の日本への影響， 環境研究， (138)， 24-31， 2005 0105SP012
0206BY485

原沢英夫 原沢英夫 ： 地球温暖化に係わるモデ リ ング， 環境科学会誌， 18(4)， 391-402， 2005 0105SP012

原沢英夫 原沢英夫 ： 地球温暖化の現象解明， 地理， 50， 45-57， 2005 0105SP012

原島　省 Harashima A.， Kimoto T.(*1)， Wakabayashi T.， Tadao T.(*2)(*1Res.Inst.Oceano-Chem.，
*2Jpn.Weather Assoc.) ： Verification of the silica deficiency hypothesis based on biogeochemical
trends in the aquatic continuum of Lake Biwa-Yodo River-Seto inland sea,Japan， Ambio， 35(1)，
36-42， 2006

0204BA383
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原島　省 Harashima A. ： Aquatic silica decline and its effect to the coastal marine ecosystem revealed by 
a biogeochemical monitoring using ferryboats， Proc.Int.Symp.Long-term Variations Coastal
Environ.Ecosystems(Harashima A. ed.,Ehime Univ.,253p.)， 109-114， 2005

0204BA383

原島　省 原島省 ： フ ェ リ ーモニ タ リ ン グに基づいたシ リ カ欠損仮説の検証， 沿岸海洋研究， 43(1)，
39-44， 2005

0204BA383

原島　省 中田聡史 (*1)， 石原靖文 (*1)， 原島省 (*1 日本エヌユーエス ) ： 石西礁湖における流動数値
シ ミ ュ レーシ ョ ン， 海洋理工学会誌， 10(2)， 35-49， 2004

0305BA557

肱岡靖明 肱岡靖明 ： 地球温暖化抑制のための温室効果ガ ス安定化レベルの検討， 環境研究， (138)，
67-76， 2005

0507BA794
0406BA354

日引　聡 日引聡 ： 税率 ・ 税額問題に終始し た環境税導入案の問題点， 月刊連合， (5)， 30-31， 2005 0204BA358

日引　聡 Hibiki A.，Arimura T.(*1)(*1Sophia Univ.)：An empirical study of the effect of the fuel tax in Japan
on vehicle selection and NOx emission， Dis.Pap.(Dep.Soc.Eng.Tokyo Inst.Technol.)， (05/02)， 1-
13， 2005

0204BA358

日引　聡 日引聡 ： 英国がチャ レンジ し た気候変動税と排出削減助成金制度， 月刊連合， 18(6)， 30-31，
2005

0204BA358

日引　聡 日引聡 ： 先行事例を踏まえた議論が必要な排出権取引制度， 月刊連合， 18(7)， 30-31， 2005 0204BA358

日引　聡 日引聡 ： 先行する諸外国では温暖化対策税制はど う なっているか， 月刊連合， 18(8)， 30-31，
2005

0204BA358

日引　聡 日引聡 ： 環境税， 地球環境学 II （上智大学地球環境研究所， 177p.）， 119-134， 2003 0204BA358

日引　聡 日引聡 ： 廃棄物問題の経済分析，地球環境学 II ( 上智大学地球環境研究所，177p.)，135-149，
2003

0204BA358

広木幹也 広木幹也 ： 酵素活性から見た干潟生態系の分解機能評価， 海洋と生物， 27， 337-342， 2005 0305AG597
0406CD448

福島路生 福島路生，亀山哲：サ ク ラ マス と イ ト ウの生息適地モデルに基づいたダムの影響と保全地域
の評価， 応用生態工学， 8(2)， 233-244， 2006

0105AA207
0508AH778
0105AE195

福島路生 福島路生：ダムによ る流域分断と淡水魚の多様性低下－北海道全域での過去半世紀のデータ
から言え る こ と， 日本生態学会誌， 55， 349-357， 2005

0105AA207
0508AH778
0105AE195

福島路生 福島路生， 岩舘知寛 (*1)， 金子正美 (*2)， 矢吹哲夫 (*2)， 亀山哲 (*1 北大， *2 酪農学園大 ) ：
北海道における河川・流域環境の変遷－直線化によ る河川環境の均質化について－，地球環
境， 10(2)， 135-144， 2005

0105AA207
0508AH778
0105AE195

藤井　実 藤井実 ： 廃棄物処理 ・ リ サ イ ク ルの広域化の ト レー ド オフについて， 廃棄物学会誌， 16，
328-333， 2005

0105AB399

藤沼康実 藤沼康実 ： 民間定期航空機を利用し た大気中二酸化炭素のモニ タ リ ング， グ ローバルネ ッ
ト ， (183)， 26-27， 2006

9205AC264

藤沼康実 勝本正之， 藤沼康実 ： 国立環境研究所／地球環境研究セン ターの活動 と情報発信， Estrela，
132， 9-15， 2005

0307AC523

藤沼康実 藤沼康実 ： 建築物の省エネ技術を科学する， グ ローバルネ ッ ト ， (175)， 30-31， 2005 0406BH478

藤沼康実 藤沼康実 ： 富士北麓カ ラマツ林での炭素収支観測の再開， グ ローバルネ ッ ト ， (181)， 34-35，
2005

9205AC264

藤沼康実 藤沼康実 ： 森林バイオマス を定量評価する， グ ローバルネ ッ ト ， (173)， 26-27， 2005 9205AC264

藤沼康実 藤沼康実：森林樹木をねこ そぎ測る－森林の二酸化炭素吸収の定量化を目指し て，グ ローバ
ルネ ッ ト ， (179)， 30-31， 2005

9205AC264

藤沼康実 Wang H.(*1)，Saigusa N.(*1)，Yamamoto S.(*1)，Kondo H.(*1)，Yang F.(*2)，Wang W.(*2)，Hirano
T.(*3)， Fujinuma Y.(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.， *2Northeast For.Univ.， *3AIST) ： Response of
CO2 flux to environmental variables in two larch forest ecosysytems in East Asia，Phyton， 45(4)，
339-346， 2005

9205AC264
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藤野純一 藤野純一：脱温暖化社会の実現に向けて－問われる日本の総合力－，産業と環境，21-24，2006 0105AE034
0408BA369
0507BA794

藤野純一 河瀬玲奈 (*1)， 松岡譲 (*1)， 藤野純一 (*1 京大 ) ： CO2 大幅削減に向けた欧州諸国の取 り 組
み と わが国の挑戦， エネルギー ・ 資源， 27(2)， 53-59， 2006

0105AE034
0408BA369
0406BH483

藤野純一 藤野純一：国際エネルギーワーク シ ョ ッ プ (IEW)2005 に参加し て，エネルギー・資源，26(6)，
66-67， 2005

0408BA369
0105AE034
0004BA035

藤野純一 藤野純一 ： システムの功罪－尼崎の事故から学ぶ－， エネルギー ・ 資源， 26(6)， 71， 2005 0408BA369
0105AE034
0004BA035

藤野純一 藤野純一：脱温暖化 2050 研究－ 2050 年日本温室効果ガス排出量大幅削減への道筋－，かん
き ょ う ， 30(10)， 42-43， 2005

0408BA369
0105AE034
0004BA035

藤野純一 藤野純一：市民が作る持続可能な社会に向けた新しいルール作 り － 「グ リ ーン経済に向けた
提言 と その広め方」 に参加し て－， 環境と文明， 13(11)， 14-14， 2005

0408BA369
0105AE034
0004BA035

藤野純一 Fujino J.，Morita A.(*1)，Matsuoka Y.(*2)，Sawayama S.(*3)(*1Kinki Univ.，*2Saibu Gas，*3AIST)：
Vision for utilization of livestock residue as bioenergy resource in Japan， Biomass & Bioenergy，
29， 367-374， 2005

0408BA369
0105AE034
0004BA035

藤野純一 藤野純一， 久保山裕史 (*1)， 安藤範親 (*2)， 藤井重雄 (*3)(*1 森林総研， *2 東京農工大， *3
タ ク マ ) ： 日本の森林の有効利用－ど う すれば国産材の競争力を高められるか－， 日本エネ
ルギー学会誌， 84(12)， 967-972， 2005

0105AE034
0408BA369
0507BA794

藤野純一 西本裕美 (*1)， 松岡譲 (*1)， 藤野純一， 甲斐沼美紀子 (*1 京大 ) ： 京都議定書が世界経済及
び日本経済に及ぼす影響の評価， 環境経済 ・ 政策学会年報 第 9 号 環境税 ( 環境経済 ・ 政策
学会編， 東洋経済新報社， 250p.)， 80-92， 2004

0105AE034

藤巻秀和 Sari D.K.(*1)，Kuwahara S.(*1)，Furuya M.(*1)，Tsukamoto Y.(*1)，Hori H.(*2)，Kunugita N.(*2)，
Arashidani K.(*2)，Fujimaki H.，Sasaki F.(*2)(*1Osaka Pref.Univ.，*2Univ.Occup Environ.Health)：
Hypothalamo-pituitary-adrenal gland axis in mice inhaling toluene prior to low-level long-term
exposure to formaldehyde， J.Vet.Med.Sci， 67(3)， 303-309， 2005

0204AE359
0305AG493

古山昭子 Furuyama A.， Hirano S.， Koike E.， Kobayashi T. ： Induction of oxidative stress and inhibition of
plasminogen activator inhibitor-1 production in endothelial cells following exposure to organic
extracts of diesel exhaust particles and urban fine particles， Arch.Toxicol.， 80， 154-162， 2006

0105SP061
0105AA299
0405CD500

堀口敏宏 Kume G.， Horiguchi T.，Goto A.， Isobe T.， Serizawa S.，Shiraishi H.， Morita M. ： Lethal effects
of nonylphenol on fertilized eggs and larvae of marbled sole Pleuronectes yokohamae， Fish.Sci.，
72(1)， 217-219， 2006

0105AA166

堀口敏宏 堀口敏宏 ： 有機スズ化合物によ る アワ ビ生殖腺への影響， 水産増殖研究会報， (35)， 34-49，
2005

0105AA166

堀口敏宏 久米元， 堀口敏宏 ： 東京湾におけるマコガレ イ資源の減少要因の究明 ： 化学物質の潜在的寄
与の解明に向けた挑戦， ニュース レ ター ( 日本内分泌攪乱化学物質学会 )， 8(2)， 5， 2005

0105AA166

堀口敏宏 Horiguchi T.， Kojima M.， Takiguchi N.(*1)， Kaya M.， Shiraishi H.， Morita M.(*1Kanagawa
Pref.Fisheries Res.Inst.) ： Continuing observation of disturbed reproductive cycle and ovarian
spermatogenesis in the giant abalone,Haliotis madaka from an organotin-contaminated site of
Japan， Mar.Pollut.Bull.， 51， 817-822， 2005

0105AA166

堀口敏宏 Kim D.M.，Nakada N.(*1)(*2)， Horiguchi T.， Takada H.(*1)， Shiraishi H.， Nakasugi O.(*1Tokyo
Univ.Agric.Technol.， *2Public Works Res.Inst.) ： Numerical simulation of organic chemicals in a
marine environmental using a coupled 3D hydrodynamic and ecotoxicological model，
Mar.Pollut.Bull.， 48， 671-678， 2004

0105AA166

堀口敏宏 堀口敏宏 ： 巻貝類 生物濃縮現象 と化学物質によ る環境汚染の生物モニ タ リ ング， 水産学シ
リ ーズ 140 微量人工化学物質の生物モニ タ リ ング ( 竹内一郎， 田辺信介， 日野明徳編， 恒星
社厚生閣， 152p.)， 37-67， 2004

0105AA166
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Maksyutov S. Patra P.K.(*1)，Ishizawa M.(*1)，Maksyutov S.，Nakazawa T.(*2)，Inoue G.(*1JAMSTEC，*2Tohoku
Univ.)：Role of biomass burning and climate anomalies for land-atmosphere carbon fluxes based on
inverse modeling of atmospheric CO2， Global Biogeochem.Cycles， 19， GB3005， 2005

0204BA475

増井利彦 Wan Y.(*1)， Yang H.(*2)， Masui T.(*1Tokyo Inst.Technol.， *2Energ.Res.Inst.Natl.Dev.Reform
Comm.) ： Health and economic impacts of air pollution in china: A comparison of the general
equilibrium approach and human capital approach， Biomed.Environ.Sci.， 18(6)， 427-441， 2005

0105SP012
0505BY910

増井利彦 Wan Y.(*1)， Yang H.(*2)， Masui T.(*1Tokyo Inst.Technol.， *2Energ.Res.Inst.Natl.Dev.
Reform.Comm.) ： Considerations in applying the general equilibrium approach to environmental
Health assessment， Biomed.Environ.Sci.， 18(5)， 356-361， 2005

0105SP012
0505BY910

増井利彦 Wan Y.(*1)， Yang H.(*2)， Masui T.(*1Tokyo Inst.Technol.， *2Energ.Res.Inst.Natl.Dev.
Reform.Comm.) ： Air pollution-induced health impacts on the national economy of china:
demonstration of a computable general equilibrium approach，Rev.Environ.Health，20(2)，119-140，
2005

0105SP012
0505BY910

増井利彦 Masui T. ： Policy evaluations under environmental constraints using a computable general
equilibrium model， Eur.J.Oper.Res.， 166(3)， 843-855， 2005

0105SP012
0507BA794

増井利彦 森田恒幸， 増井利彦 ： 排出シナ リ オ， 気象ハン ド ブ ッ ク第 3 版 ( 新田尚他編， 朝倉書店，
1010p.)， 746-751， 2005

0105SP012
0507BA794

増井利彦 増井利彦 ： ふし ぎを追って 159， 研究室の扉を開 く ，温暖化 3 炭素税は対策 と し て有効か ?，
常陽新聞， 2005 年 6 月 8 日， 5， 2005

0105SP012
0507BA794

増井利彦 増井利彦， 甲斐沼美紀子 ： 地球温暖化問題と シナ リ オ研究， 地球温暖化交渉の行方 ( 高村ゆ
か り ， 亀山康子編， 大学図書， 409p.)， 32-42， 2005

0105SP012
0507BA794

増井利彦 Alcamo J.(*1)，Vuuren D.V.(*2)，Ringler C.(*3)，Cramer W.(*4)，Masui T.，Alder J.(*5)，Schulze
K.(*1)(*1Univ.Kassel， *2Netherlands Environ.Assess.Agency， *3Int.Food Policy Res.Inst.，
*4Potsdam Inst.Clim.Impact Res.，*5Univ.Br.Columb.)：Changes in nature's balance sheet: model-
based estimates of future worldwide ecosystem services， Ecol.Soc.(Web)， 10(2)， 2005

0105SP012
0505BY910

松永恒雄 沢辺頼子 (*1)， 松永恒雄， 六川修一 (*1)(*1 東大 ) ： 複数アプローチによ る月面ク レータ自動
抽出アルゴ リ ズム， 日本 リ モー ト センシング学会誌， 25(2)， 165-166， 2005

0104KC387

松永恒雄 Kobayashi H.(*1)，Matsunaga T.，Hoyano A.(*2)(*1FRCGC，*2Tokyo Inst.Technol.)：Net primary
production in Southeast Asia following a large reduction in photosynthetically active radiation owing
to smoke， Geophys.Res.Lett.， 32， LO2403， 2005

0104KC387

松永恒雄 野中崇志 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*2)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ， *2 東京工大 ) ： 衛
星データによ るバイ カル湖 と ハンカ湖の解氷日の特徴， 雪氷， 66(5)， 581-590， 2004

0104KC387

松永恒雄 沢辺頼子 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*1)(*1 東大 ) ： 複数の作業者によ る ク レータ手導抽出結
果 と ク レータ自動抽出への展望， 遊星人， 13(2)， 87-93， 2004

0104KC387

松永恒雄 野中崇志 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*1)(*1 東京工大 ) ： サロマ湖における現場データ及び
MODIS データによ る水温 ト レン ド を利用し た解氷日推定，水文・水資源学会誌，17(3)，241-
251， 2004

0104KC387

松永恒雄 松永恒雄 ： 宇宙か ら の観測技術－海洋 リ モー ト センシン グ と サン ゴ礁， 日本海水学会誌，
58(4)， 355-360， 2004

0104KC387

松橋啓介 松橋啓介， ジェ フ リ ー ・ ケン ワーシー (*1)(*1 マード ッ ク大学 ) ： エネルギー消費と人口密
度， 都市計画， 255， 20-23， 2005

0406BA499

松橋啓介 工藤祐揮 (*1)， 松橋啓介， 森口祐一， 近藤美則， 小林伸治 (*1 産総研 ) ： ガ ソ リ ン乗用車の
実燃費マ ク ロ推計式の構築， 土木学会論文集， (793)， 41-48， 2005

0204BA337
0406BA499
0303BA584

松橋啓介 松橋啓介 ： 京阪神大都市圏における小地域別 ト リ ッ プ ・ エネルギーと土地利用特性， 長期的
な戦略に よ る効率的な道路交通シ ス テムの実現施策 ( 室町泰徳編， 日本交通政策研究会，
32p.)， 1-16， 2005

0406BA499
0204BA337

水落元之 藤本尚志 (*1)， 今野紗綾香 (*1)， 吉野由貴 (*1)， 大西章博 (*1)， 鈴木昌治 (*1)， 水落元之，
稲森悠平 (*1 東京農大 ) ： 藍藻類 Cylindrospermopsis raciborskii の回分培養における肝臓毒
cylindrospermopsin 産生特性， 日本水処理生物学会誌， 41(3)， 153-158， 2005

0105AB411
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三森文行 Nakashima Y.(*1)， Mitsumori F.(*1AIST) ： H2O self-diffusion restricted by clay platelets with
immobilized bound H2O layers: PGSE NMR study of water-rich saponite gels，Appl.Clay Sci.，28，
209-221， 2005

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 Mitsumori F.， Takaya N.， Watanabe H. ： Multinuclear localized spectroscopy in the human brain
at 4.7T-dynamic observation of ethanol uptake and changes in cerebral metabolites from 1H and
31P windows， Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 13， 1266， 2005

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 Takaya N.， Watanabe H.， Yamaguchi M.， Mitsumori F. ： Brain tissue segmentation on the 3D
MDEFT image obtained at 4.7T， Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 13， 1277， 2005

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 三森文行 ： 化学物質から脳を守る， かんき ょ う ， 30(8)， 42-43， 2005 0105AA167
0105AE183
0406CD489

向井人史 中込和徳 (*1)， 鹿角孝男 (*1)， 川村實 (*1)， 野中卓 (*2)， 向井人史， 村野健太郎 (*1 長野県
環境保全研， *2 和歌山県環境衛研セ ) ： 誘導結合プラ ズマ質量分析法によ る降水中鉛安定同
位体比の測定条件の検討， 全国環境研会誌， 30(4)， 19-24， 2005

0105AE155
0103BB151

向井人史 Langenfelds R.L.(*1)，Schoot M.V.van der(*1)，Francey R.J.(*1)，Steele L.P.(*1)，Schmidt M.(*2)，
Mukai H.(*1Commonwealth Sci.Ind.Res.Organ.， *2Lab.Sci.Clim.Environ.) ： Modification of air
standard composition by diffusive and surface processes， J.Geophys.Res.， 110， D13307， 2005

0105AE155
0103BB151

村田智吉 Murata T.， Koshikawa M.K.， Takamatsu T. ： Effects of Pb,Cu,Sb,In and Ag contamination on the
proliferation of soil bacterial colonies,soil dehydrogenase activity,and phospholipid fatty acid
profiles of soil microbial communities， Water,Air,Soil Pollut.， 164(1/4)， 103-118， 2005

0103AE119
0004AE114

村野健太郎 村野健太郎 ： 4 章 大気汚染 4.2 酸性雨， 理科年表 環境編 第 2 版 ( 国立天文台編， 丸善，
373p.)， 94-109， 2006

0204BA396

村野健太郎 寶示戸雅之 (*1)， 松波寿弥 (*2)， 林健太郎 (*3)， 村野健太郎， 森昭憲 (*1)( 畜草研， *2 元畜
草研，*3 農環技研 )：集約的畜産地帯における窒素沈着の実態，日本土壌肥科学雑誌，77(1)，
47-52， 2006

0507CD821

村野健太郎 寶示戸雅之 (*1)， 林健太郎 (*2)， 村野健太郎， 森昭憲 (*1)(*1 畜草研， *2 農環技研 ) ： 集約的
畜産地帯における大気中アンモニア濃度の実態， 日本土壌肥科学雑誌， 77(1)， 53-57， 2006

0507CD821

村野健太郎 村野健太郎：第 7 回酸性雨国際学会 (Acid Rain 2005) 参加報告，環境技術，34(12)，892-895，2005 0204BA396

森口祐一 森口祐一 ： LCA， IOA， MFA の相互連関 と相乗効果， 日本 LCA 学会誌， 2(1)， 3-7， 2006 0406BA501
0105AB397
0105AB398

森口祐一 Yuan Z.(*1)， Bi J.(*2)， Moriguchi Y.(*1Tsinghua Univ.， *2Nanjin Univ.) ： The Circular economy:
A new development strategy in China， J.Ind.Ecol.， 10(1/2)， 4-8， 2006

0204BE481
0105AE016

森口祐一 森口祐一：LCAを と り ま く 研究分野の歩みと今後への期待，日本LCA学会誌，1(1)，10-15，2005 0105AB398

森口祐一 森口祐一 ： 3R 推進の指標開発－物質フ ロー分析の国際共同研究の経験－， 環境研究， 136，
19-26， 2005

0105AB397
0406BA501

森口祐一 森口祐一 ： 京都議定書発効 と 日本の取 り 組み－温暖化対策 と 循環型社会形成 と の協調－，
Indust， 20(9)， 2-6， 2005

0406BA501

森口祐一 森口祐一 ： 人間活動 と 環境をめぐ る物質フ ローのシ ス テム的把握， 環境科学会誌， 18(4)，
411-418， 2005

0406BA501
0105AB397

森口祐一 森口祐一：循環型社会から廃プラ スチ ッ ク問題を考え る，廃棄物学会誌，16(5)，243-252，2005 0105AB398

森口祐一 森口祐一 ： 環境勘定の用途と勘定体系に求められる要件， 国民経済計算， 131， 18-23， 2005 0105AB397
0406BA501

森野　勇 Nakamichi S.(*1)， Kawaguchi Y.(*1)， Fukuda H.(*1)， Enami S.(*1)， Hashimoto S.(*1)， Kawasaki
M.(*1)， Umekawa T.(*2)， Morino I.， Suto H.， Inoue G.(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.， *2Kyoto
Electron.Manuf.) ： Buffer-gas pressure broadening for the (3 0(0) 1)III ← (0 0 0) band of CO2
measured with continuous-wave cavity ring-down spectroscopy，Phys.Chem.Chem.Phys.，8，364-
368， 2006

0308AE539
0406BA414
0505AE833
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森野　勇 Morino I.， Yamada K.M.T.(*1)(*1AIST) ： Absorption profiles of HCl for the J=1-0 rotational
transition: Foreign-gas effects measured for N2,O2,and Ar， J.Mol.Spectrosc.， 233， 77-85， 2005

0308AE539
0404AF355

森　保文 森保文， Welch E.W.(*1)， 吉田早苗 (*2)(*1Univ.Illinois， *2 国際協力機構 ) ： ISO14001 を含む
環境マネジ メ ン ト 手法の環境負荷管理への影響， 環境科学会誌， 18(3)， 277-289， 2005

0105AE016

山形与志樹 山形与志樹，中村仁也 (*1)(*1 みずほ情報総研 )：地球温暖化対策の国際合意形成に関する動
的ゲームシ ミ ュ レーシ ョ ン， シ ミ ュ レーシ ョ ン， 24(4)， 66-74， 2006

0204BA423

山形与志樹 Ceronsky M.(*1)， Hepburn C.(*2)， Obersteiner M.(*3)， Yamagata Y.(*1Yale Law Sch.，
*2Univ.Oxford， *3Int.Inst.Appl.Syst.Anal.) ： Clashing strategic cultures and climate policy，
Clim.Policy， 4， 347-357， 2005

0204BA423

山形与志樹 Mizuta H.(*1)，Yamagata Y.(*1IBM Tokyo Res.Lab.)：Gaming simulation of the international CO2
emission trading under the Kyoto Protocol，Agent-Based Simulation: From Modeling Methodologies
to Real-World Applications(Terano T.,Kita H.,Kaneda T. eds.,Springer,270p.)， 72-81， 2005

0204BA423

山形与志樹 Mizuta H.(*1)， Yamagata Y.(*1IBM Res.Lab.) ： International emissions trading with agent-based
simulation and Web-Based gaming， ICM Millennium Lectures on Games(Leon A.P.,David W.K.Y.
eds.,Springer,416p.)， 319-333， 2005

0204BA423

山形与志樹 Alexandrov G.A.， Yamagata Y.， Oikawa T.(*1)， Saigusa N.(*2)(*1Tsukuba Univ.， *2AIST) ： Re-
calibrating TsuBiMo with eddy-covariance measurements at Takayama， Agric.Forest Meteorol.，
134(1/4)， 135-142， 2005

0204BA423

山田正人 鄭修貞， 山田正人 ： 浸出水処理への逆浸透膜法の適用， 環境技術， 35(3)， 182-188， 2006 0105AB403
0406BY762

山田正人 Ishigaki T.(*1)， Yamada M.， Nagamori M.(*2)， Ono Y.(*2)， Inoue Y.(*1Ryukoku Univ.，
*2Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Estimation of methane emission from whole waste landfill site using
correlation between flux and ground temperature， Environ.Geol.， 48， 845-853， 2005

0105PR012
0105AB403
0406BB384

山野博哉 Yamano H.，Shimazaki H.：Coastal photograph by Hiroya Yamano and Hiroto Shimazaki，J.Coastal
Res.， 22， 440， 2006

0305BA535

山野博哉 Kayanne H.(*1)，Hata H.(*2)，Kudo S.(*3)，Yamano H.，Watanabe A.(*1)(*4)，Ikeda Y.(*2)，Nozaki
K.(*5)， Kato K.(*5)， Negishi A.(*5)， Saito H.(*5)(*1Univ.Tokyo， *2 Hazama Co.， *3Toyama
Natl.Coll.Technol.， *4Nagoya Univ.， *5AIST) ： Seasonal and bleaching-induced changes in coral
reef metabolism and CO2 flux， Global Biogeochem.Cycles， 19， GB3015， 2005

0305BA535

山野博哉 Kayane H.(*1)， Chikamori M.(*2)， Yamano H.， Yamaguchi T.(*3)， Yokoki H.(*4)， Shimazaki
H.(*1Univ.Tokyo， *2Teikyo Heisei Univ.， *3Keio Univ.， *4Ibaraki Univ.) ： Interdisciplinary
approach for sustainable land management of atoll islands， Global Environ.Res.， 9(1)， 1-7， 2005

0305BA535

山野博哉 Yamano H.，Kayane H.(*1)，Chikamori M.(*2)(*1Univ.Tokyo，*2Teikyo Heisei Univ.)：An overview
of the nature and dynamics of reef islands， Global Environ.Res.， 9(1)， 9-20， 2005

0305BA535

山野博哉 Yokoki H.(*1)， Yamano H， Kayane H.(*2)， Sato D.(*1)， Minami Y.(*1)， Ando S.(*1)， Shimazaki
H.， Yamaguchi T.(*3)， Chikamori M.(*4)， Ishoda A.(*5)， Takagi H.(*6)， (*1Ibaraki Univ.，
*2Univ.Tokyo， *3Keio Univ.， *4Teikyo Heisei Univ.， *5Environ.Prot.Auth.， *6Fuyo Ocean
Dev.Eng.) ： Comparison between longshore sediment transport due to waves and long-term
shoreline change in Majiro Atoll,Marshall Islands， Global Environ.Res.， 9(1)， 21-26， 2005

0305BA535

山野博哉 Yamaguchi T.(*1)， Kayane H.(*2)， Yamano H.， Najima Y.(*1)， Chikamori M.(*3)， Yokoki
H.(*4)(*1Keio Univ.，*2Univ.Tokyo，*3Teikyo Heisei Univ.，*4Ibaraki Univ.) ：Excavation of pit-
agriculture landscape on Majuro Atoll,Mashall Islands,and Its Implications， Global Environ.Res.，
9(1)， 27-36， 2005

0305BA535

山野博哉 Yamano H.，Shimazaki H.，Kayanne H.(*1)，Yokoki H.(*2)，Yamaguchi T.(*3)，Chikamori M.(*4)，
Tamura M.(*5)，Murase T.(*6)，Suzuki Y.(*7)，Itou K.(*8)(*1Univ.Tokyo，*2Ibaraki Univ.，*3Keio
Univ.， *4Teikyo Heisei Univ.， *5Kyoto Univ.， *6Aichi Pref.Univ.， *7Nagoya Univ.， *8Tamano
Consult.) ： Efforts to generate maps of atoll countries， Global Environ.Res.， 9(1)， 37-46， 2005

0305BA535

山野博哉 Shimazaki H.，Yamano H.，Yokoki H.(*1)，Yamaguchi T.(*2)，Chikamori M.(*3)，Tamura M.(*4)，
Kayane H.(*5)(*1IRD， *2Ibaraki Univ.， *3Keio Univ.， *4Teikyo Heisei Univ.， *5 Kyoto Univ.，
*6Univ.Tokyo)：Geographic database on the natural and socioeconomic conditions of reef islands，
Global Environ.Res.， 9(1)， 47-55， 2005

0305BA535

申請者 発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  329  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
山元昭二 Tin-Tin-Win-Shwe，Yamamoto S.，Kakeyama M.，Kobayashi T.，Fujimaki H.：Effect of intratracheal
instillation of ultrafine carbon black on proinflammatory cytokine and chemokine release and mRNA
expression in lung and lymph nods of mice， Toxicol.Appl.Pharmacol.， 209， 51-61， 2005

0307AA512

山元昭二 山元昭二， 高橋慎司， 鈴木明 ： 独立行政法人国立環境研究所ナ ノ 粒子健康影響実験棟につい
て， 岡山実験動物研究会報， (22)， 32-35， 2005

0307AA512

横内陽子 Yokouchi Y.， Mukai H.， Saito T.， Shirai T.， Taguchi S.(*1)(*1AIST) ： In situ monitoring study
of HFCs,PFCs,SF6,CFCs,and HCFCs at a remote station in East Asia， NON-CO2 Greenhouse
Gases: Science,Control,Policy and Implementation(Proc.4th Intl.Symp.NCGG)(CD-ROM)(Amstel
A.van ed.,Millpress Science Publishers,768p.)， 413-416， 2005

0508BB770

横内陽子 Yokouchi Y.， Hasebe F.(*1)， Fujiwara M.(*1)， Takashima H.(*2)， Shiotani M.(*2)， Nishi N.(*2)，
Kanaya Y.(*3)， Hashimoto S.(*4)， Fraser P.(*5)， Toom-Sauntry D.(*6)， Mukai H.， Nojiri Y.
(*1Hokkaido Univ.， *2Kyoto Univ.， *3JAMSTEC， *4Univ.Shizuoka， *5CSIRO， *6Meteorol.
Serv.Canada) ： Correlations and emission ratios among bromoform,dibromochloromethane,and
dibromomethane in the atmosphere， J.Geophys.Res.， 110， D23309， 2005

0105AF045
0204BA344

横田達也 横田達也： リ モー ト センシングによ る地球規模大気のモニタ リ ング，環境システム計測制御
学会誌， 10(1)， 20-26， 2005

0205AA340
0406BA414
0105AE259

横田達也 江口菜穂：水蒸気はどのよ う にし て成層圏に入るか？対流圏界面近傍の水蒸気変動，大気化
学研究会ニュース レ ター， 14， 5-6， 2005

0505AE833
0507CD554
0506AF522

吉田勝彦 吉田勝彦：一次生産量変動が食性幅の進化に与える影響，日本生態学会誌，55，438-445，2005 0305AA506

米田　穣 米田穣 ： 三引遺跡出土人骨および動物骨における同位体分析， 七尾市三引遺跡 IV （小嶋芳
孝， 安中玲美， 米田穣他編， 石川県教育委員会， 石川県埋蔵文化財セン ター， 216p.） ， 83-
88， 2005

0004AE041

米田　穣 Yoneda M.， Saso A.(*1)， Suzuki R.(*2)， Shibata Y.， Morita M.， Suwa G.(*1)， Akazawa
T.(*3)(*1Univ.Museum，Univ.Tokyo，*2Environ.Res.Cent.，*3Kochi Univ.Technol.) ：Chronology
of the Yayoi skeletal remains from the Kanto district,Japan: a preliminary re-evaluation by
radiocarbon dating of postcranial material， Anthropol.Sci.， 113， 169-182， 2005

0004AE041

米田　穣 米田穣 ： 骨の元素分析 ( 食べた ものを知る )， 縄文 VS 弥生 ( 国立科学博物館 ・ 国立歴史民族
博物館 ・ 読売新聞東京本社文化事業部編， 読売新聞東京本社， 141p.)， 100-101， 2005

0004AE041

米田　穣 Akazawa T.(*1)，Muhesen S.(*2)，Dodo Y.(*3)，Kondo O.(*4)，Yoneda M.，Griggo C.(*5)，Ishida
H.(*6)(*1Inst.Res.Cent.， *2Damascus Univ.， *3Tohoku Univ.Sch.Med.， *4Univ.Tokyo，
*5Univ.Joseph Fourier， *6Univ.Ryukyus) ： Neanderthal burials: Excavations of the dederiyeh
cave,syr ia， From the R iver to  the Sea(Aurenche O. ,Miere M.Le,San lav i l l e  P.
eds.,Archaeopress,394p.)， 241-270， 2005

0004AE041

若松伸司 Itano Y.(*1)， Wakamatsu S.， Hasegawa S.， Ohara T.， Sugata S.， Hayasaki M.， Moriya T.(*2)，
Kobayashi S.(*1Osaka City Inst.Public Health Environ.Sci.， *2JWA) ： Local and regional
contributions to springtime ozone in the Osaka metropolitan area,estimated from aircraft
observations， Atmos.Environ.， 40， 2117-2127， 2006

0105AH300

若松伸司 若松伸司 ： 大気汚染に関する予測 ・ 評価技術， 環境アセス メ ン ト 学会誌， 3(2)， 1-7， 2005 0105SP061

若松伸司 長谷川就一， 若松伸司， 田邊潔 ： 同一大気試料を用いた熱分離法および熱分離 ・ 光学補正法
によ る粒子状炭素成分分析の比較， 大気環境学会誌， 40(5)， 181-192， 2005

0105AA297

若松伸司 若松伸司， 大原利眞， 安富聡 (*1)， 華山伸一 (*2)(*1 日本エヌユーエス， *2 海洋政策研究財
団 ) ： SPM， 光化学オキシダン ト と VOC の関係， 環境技術， 34(9)， 624-631， 2005

0406AH380

若松伸司 Wakamatsu S. ： Japanese countermeasures against urban air pollution， 5th Korea/China/Japan
Tripartite Jt.Environ.Train.(Natl.Inst.Environ.Res.Minist.Environ.,Repub.Korea,172p.)， 33-47，
2005

0105SP061
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若松伸司 Itano Y.(*1)，Bandow H.，Takenaka N.(*2)，Asayama A.(*3)，Tanaka H.(*4)，Wakamatsu S.，Murano
K.(*1Osaka City Inst.Publ ic Health Environ.Sci.， *2Grad.Sch.Osaka Pref.Univ.，
*3Natl.Res.Inst.Fish.Environ.Inland Sea，*4Osaka City Gov.)：Daily variation and effect on inland
air quality of the strong NOx emissions from ships in the Osaka Bay,Japan， Terr.Atmos.Oceanic
Sci.(TAO)， 16(5)， 1177-1188， 2005

0105SP061

渡邉英宏 Watanabe H.， Takaya N.， Mitsumori F. ： Eddy current and motion corrections for in vivo 2D
spectroscopy: Improvements for F1 noise and F2 distortion on 2D loacalized CT-COSY spectra of
the human brain， Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 13， 2473， 2005

0105AA167
0405AF491
0406CD492

渡邉英宏 Watanabe H.，Takaya N.，Mitsumori F.：Simultaneous detection of glutamate,GABA and Glutamine
in the human brain at 4.7T by using a localized 2D CT-COSY with an ISIS pulse，
Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 13， 2496， 2005

0105AA167
0405AF491
0406CD492

渡邉英宏 渡邉英宏 ： 磁気共鳴で代謝を見る， 化学と教育， 53(11)， 618-621， 2005 0105AA167
0105AE183

渡辺　信 Watanabe M.M. ： Freshwater culture media， Algal Culture Techniques(Andersen R.A.
ed.,Elsevier,578p.)， 13-20， 2005

0206CE476

渡辺　信 Watanabe M.M. ： Cultures as a means of protecting biological resources: Ex-situ conservation of
threatened algal species， Algal Culture Techniques(Andersen R.A. ed.,Elsevier,578p.)， 419-428，
2005

0288BY599

渡辺　信 Andersen R.A.(*1)， Berges J.A.(*2)， Harrison P.J.(*3)， Watanabe M.M.(*1Privasoli-Guillard
Natl.Cent.Cul.Mar.Phytoplankton， *2Univ.Wisconsin， *3Hong Kong Univ.Sci.Technol.) ：
Appendix-recipes for freshwater and seawater media， Algal Culture Techniques(Andersen R.A.
ed.,Elsevier,578p.)， 429-538， 2005

0206CE476

渡辺　信 渡辺信 ： メ コ ン川流域の自然と共生し た発展を目指し て， 青淵， 672， 31-33， 2005 0406CB504

渡辺　信 渡辺信 ： 「自然共生型流域圏 ・ 都市再生イ ニシャ テ ィ ブ」 と は， 自然と共生し た流域圏 ・ 都
市の再生 ( 「自然 と 共生し た流域圏 ・ 都市の再生」 ワーク シ ョ ッ プ実行委員会編， 山海堂，
307p.)， 67-76， 2005

0406CB504

渡辺　信 Tanabe Y.， Saikawa M.(*1)， Watanabe M.M.， Sugiyama J.(*2)(*3)(*1Tokyo Gakugei Univ.，
*2Univ.Tokyo，*3NCIMB Jpn.)：Molecular phylogeny of Zygomicota based on EF-1alpha and RPB1
sequences: Limitations and utility of alternative markers to rDNA，Mol.Phylogenet.Evol.，30，438-
449， 2004

0004AD250

渡辺　信 Tanabe Y.， Kaya K.(*1)， Watanabe M.M.(*1Tohoku Univ.) ： Evidence for recombination in the
microcystins synthetase(mcy)genes of the toxic cyanobacteria Microcystis spp.， J.Mol.Evol.， 58，
633-641， 2004

0004AD250

渡辺　信 Suda S.(*1)， Watanabe M.M.， Inouye I.(*2)(*1Univ.Ryukyus， *2Univ.Tsukuba) ： Electron
microscopy of sexual reproduction in Nephroselmis olivacea Prasinophyceae,Chlorophyta)，
Phycol.Res， 52， 273-283， 2004

0004AD250

渡辺　信 Watanabe M.M.， Tanabe Y.， Otsuka S.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Global water stresses and toxic
cyanobacteril blooms.In Innovative Roles of Biological Resource Centers， Proc.10th
Int.Cong.Cult.Collect.(Watanabe M.M.,Suzuki K.,Seki T. eds.,JSCC/WFCC,671p.)， 209-215，
2004

0206CE476

渡辺　信 渡辺信 ： 21 世紀型バイオ リ ソースセン ター， 学術月報， 57(12)， 39-43， 2004 0206CE476

渡辺　信 渡辺信 ： アジアの水問題は対岸の火事ではない， 用水と廃水， 46(4)， 253， 2004 0406CB504

王　勤学 Wang Q.-X.， Otsubo K. ： Desertification in China， Encylopedia of Life Support Systems
(Web)(Verheye W.H. ed.,EOLSS Publishers)， 2006

0105AA270
0105AA271

王　勤学 Wang Q.-X.， Watanabe M.， Ouyang Z.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Simulation of water and carbon
fluxes using BIOME-BGC model over crops in China， Agric.Forest Meteorol.， 131(3/4)， 209-
224， 2005

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Watanabe M.， Wang Q.-X.， Hayashi S.， Murakami S.， Liu J.(*1)， Ouyang Z.(*1)， Li Y.(*1)，
Li Y.-N.(*1)， Wang K.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Monitoring and simulation of water,heat,and CO2
fluxes in terrestrial ecosystems based on the APEIS-FLUX system，J.Geogr.Sci.，15(2)，131-141，
2005

0105AA269
9605AE211
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王　勤学 Li Y.-N.(*1)， Wang Q.-X.， Gu S.， Fu Y.(*1)， Du M.， Zhao L.(*1)， Zhao X.(*1)， Yu G.(*1)
(*1Chin.Acad.Sci.， *2Natl.Inst.Agro-Environ.Sci.) ： Integrated monitoring of alpine vegetation
types and its primary production (in Chinese)， Acta Geogr.Sin.， 59(1)， 40-48， 2005

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Bangan H.， Wang Q.-X.， Watanabe M.， Yang Y.， Ma J.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Land cover
classification from MODIS EVI times-series data usingSOM neural network， Int.J.Remote Sens.，
26(22)， 4999-5012， 2005

0105AA269
9605AE211

王　勤学 劉晨， 王勤学， 一 ノ瀬俊明， 大坪国順 ： 中国国内における流動人口の空間分布およびその要
因分析， 地理学評論， 78(9)， 586-599， 2005

0405AE386

王　勤学 Watanabe M.， Wang Q.-X.， Hayashi S.， Murakami S.， Liu J.(*1)， Zhang X.(*1)， Zhao X.(*1)，
Wang K.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： A methodology of integrated environmental monitoring: A review
on researches of APEIS project (in Chinese)， Acta Geogr.Sin.， 59(1)， 3-12， 2004

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Wang Q.-X.， Watanabe M.， Hayashi S.， Murakami S.， Ouyang Z.(*1)， Li Y.(*1)， Li Y.-N.(*1)，
Wang K.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.)：Monitoring and simulation of water,heat and CO2 fluxes in various
terrestrial ecosystems (in Chinese)， Acta Geogr.Sin.， 59(1)， 13-24， 2004

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Li Y.(*1)， Wang Q.-X.， Ma J.(*1)， Watanabe M.， Zhang X.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Water,heat
and CO2 transfer over a salinized desert in the arid area (in Chinese)， Acta Geogr.Sin.， 59(1)，
33-39， 2004

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Li Y.-N.(*1)， Zhao X.-Q.(*1)， Cao G.-M.(*1)， Zhao L.(*1)， Wang Q.-X.(*1Chin.Acad.Sci.) ：
Analysis on vegetation productivity of alpine meadow ecosystem (in Chinese)， Plateau Meteorol.，
23(4)， 558-567， 2004

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Sun Z.-G.(*1)， Wang Q.-X.， Ouyang Z.(*1)， Watanabe M.(*1Chin.Acad.Sci.) ： Validation of the
feasibility of MOD16 algorithm for estimating crop field vapor flux in North China Plain (in
Chinese).， Acta Geogr.Sin.， 59(1)， 49-55， 2004

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Zhou C.-P.(*1)， Ouyang H.(*1)， Wang Q.-X.， Watanabe M.， Sun Q.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.，
*2Univ.Petroleum China) ： Estimation of net primary productivity in Tibetan Plateau (in Chinese)，
Acta Geogr.Sin.， 59(1)， 74-79， 2004

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Buhe A.(*1)， Ma J.(*2)， Wang Q.-X.， Kaneko M.(*3)， Fukuyama R.(*1)(*1Hokkaido
Inst.Environ.Sci.， *2Chin.Acad.Sci.， *3Rakuno Gakuen Univ.) ： Scaling transformation of remote
sensing digital image with multiple resolutions from different sensors (in Chinese)，Acta Geogr.Sin.，
59(1)， 101-110， 2004

0105AA269
9605AE211
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青木康展 Aoki Y.，Hashimoto A.H.(*1)，Amanuma K.，Matsumoto M.，Hiyoshi K.(*1)，Takano H.，Masumura
K.(*1)， Itoh K.(*1)， Nohmi T.(*1)， Yamamoto M.， (*1Univ.Tsukuba) ： Enhanced mutagenesis in
the lung of Nuf2 knockout gpt delta mice ， JST-ERATO: yamamoto Environ. Response Proj. Int.
Symp. 'Molecular Mechanism of Environmental Response to Food & Oxygen'，Tsukuba，2005.03，
Abstracts， 38

0105PR021

青木康展 天沼喜美子： ト ラ ン スジェニ ッ クゼブラ フ ィ ッ シュ を用いた水環境中の変異原性モニタ リ ン
グ手法の開発， 第 18 回変異 ・ 発癌抑制機構研究会， 瀬戸， 2005.07， 同講演要旨集， 4-5

0105PR021

青木康展 Amanuma K.，Nakamura T.，Nagaya M.，Aoki Y.：N-methyl-N'-nitro-N-nitorosoguanidine-induced
mutations in adults and embryos of RPSL transgenic zebrafish，9th Int.Conf.Environ.Mutagens/36th
Annu.Meet.Environ.Mutagen Soc.， San Francisco， 2005.09， Abstracts， 11

0105PR021

青木康展 Aoki Y.， Amanuma K. ： Development of in vivo mutagenicity assay system using rpsL transgenic
zebrafish for monitoring environmental mutagens， 9th Int.Conf.Environ.Mutagens/36th
Annu.Meet.Environ.Mutagen Soc.， San Francisco， 2005.09， Abstracts， 133

0105PR021

青木康展 Aoki Y.， Hashimoto A.H.， Amanuma K.， Hiyoshi K.(*1)， Yanagisawa R.， Takano H.， Masumura
K.(*2)， Nohmi T.(*2)(*1Univ.Tsukuba， *2Natl.Inst.Health Sci.) ： In vivo mutagebusuty of diesel
exhaust and its components,benzo[a]Pyrene and 1,6-dinitripyrene,in the lungs of gpt delta mice，
9th Int.Conf.Environ.Mutagens/36th Annu.Meet.Environ.Mutagen Soc.，San Francisco，2005.09，
Abstracts， 152

0105PR021

青木陽二 青木陽二， 榊原映子 ： 日本 と台湾における八景の比較 ( 中国語）， 国立高雄師範大学文学院
地理学系発表報告， 高雄 ( 台湾 )， 2004.09， 国立高雄師範大学校刊， 23-24

0105AE019

青木陽二 青木陽二， 近田文弘 (*1)(*1 国立科学博物館 ) ： 「来日西洋人の風景評価と植物の多様性」， 日
本観光研究学会 2005 年度総会 ・ シンポジウ ム， 東京， 2005.05， 同予稿集， 237-238

0105AE019

青木陽二 青木陽二 ： Role of Plant's taxonomy in the landscape appreciation by Swedish visitors to Japan
until 1900， ISSRM 2005(Poster Session）， Ostersund， 2005.06， Abstracts， 190

0105AE019

青木陽二 Tamura Y.(*1)， Aoki Y.(*1Tamura Environ.Plann.) ： Effects of traffic control on visitor congestion
in Oze， ISSRM 2005(Poster Session）， Ostersund， 2005.06， Abstracts， 182

0105AE019

青木陽二 Aoki Y.，Konta F.(*1)，Itho S.(*2)，Kitamura S.(*3)(*1Natl.Sci.Mus.，*2Shinshu Univ.，Yamanashi
Univ.) ： Preference for and perceived naturalness of diverse vegetation in the Southern Japan Alps
accorfing to the general public，Biodiversity Conserv.Sustainable Develop.Mt.Areas Eur.，Ioannina，
2005.09， Abstracts， 39

0105AE019

青野光子 青野光子， 久保明弘， 中嶋信美， 玉置雅紀， 佐治光 ： シ ロ イ ヌナズナのオゾン応答における
ジャ スモン酸シグナ リ ングの役割， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.10， 同講演要
旨集， 312

0307AE503
0509AE798

青野光子 青野光子， 久保明弘， 中嶋信美， 玉置雅紀， 佐治光 ： アサガオにおけるオゾン応答機構の解
明， 第 47 回日本植物生理学会年会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006.03， 同要旨集， 314

0307AE503
0509AE798

青野光子 永井聡 (*1)， 青野光子， 菊田章弘 (*1)， 佐々木結子 (*1)， 太田啓之 (*1)， 高宮建一郎 (*1)，
増田建 (*1)(*2)(*1 東京工大院， *2 東大院 ) ： ス ト レ スによ り 誘導される テ ト ラ ピ ロール生合
成系ア イ ソ フ ォームの発現誘導機構と その生理機能， 第 47 回日本植物生理学会年会 ( ポス
ター発表 )， つ く ば， 2006.03， 同要旨集， 250

0307AE503
0509AE798

青野光子 関本 ( 佐々木 ) 結子 (*1)， 多木希 (*1)， 大林武 (*1)， 青野光子， 松本史紀 (*1)， 櫻井望 (*2)，
鈴木秀幸 (*2)， 平井優美 (*3)(*4)(*5)， 野路征昭 (*3)， 斉藤和季 (*3)(*4)(*5)， 増田建 (*1)， 高
宮建一郎 (*1)， 柴田大輔 (*2)， 太田啓之 (*1)(*1 東京工大院， *2 かずさ DNA， *3 千葉大院，
*4CREST/JST， *5 理研 ) ： ジャ スモン酸によ る抗酸化物質代謝経路の協調的活性化がシ ロ イ
ヌナズナの酸化的ス ト レ ス耐性を引き起こす， 第 47 回日本植物生理学会年会 ( ポス ター発
表 )， つ く ば， 2006.03， 同要旨集， 315

0307AE503
0509AE798

青柳みどり Aoyagi-Usui M.，Kabuto M.，Ikeda S.(*1)(*1Univ.Tsukuba)：Institutional aspects and precautionary
principle: An example of EMF issues， 3rd Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE(Poster Session)，
Stockholm， 2005.06， Abstracts， 149

0204KB459

青柳みどり 青柳みど り ， 野村康 (*1)， 大塚隆志 (*1)(*1IGES) ： 映画が人々の環境認識に与え る影響につ
いて，第 31 回環境社会学会セ ミ ナー，鰺ヶ沢，2005.06，同プロ グ ラ ム・自由報告要旨集，23-24

0507AE793
0507BA792
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青柳みどり 青柳みど り ： 電磁波 リ ス クの社会的なガバナン ス と予防原則， 環境科学会 2005 年会， 名古
屋， 2005.09， 同講演予稿集， 199-189

0204KB459

青柳みどり Aoyagi-Usui M.：People's Support and actions for global environmental change policies: comparison
of China-Japan public opinion survey， 6th Open Meet.Human Dimension Global Environ.Change
Res.Community， Bonn， 2005.10， Abstracts， 439

0507BA792
0507AE793

青柳みどり 栗林敦子 (*1)， 青柳みど り (*1 ニ ッ セイ基礎研 ) ： 過去 10 年間における日本の環境をめぐ る
世論の動き と新聞報道， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集，
214-215

0507BA792
0507AE793

青柳みどり 青柳みど り ， 兜眞徳， 池田三郎 (*1)(*2)(*1 防災科技研， *2 筑波大 ) ： 電磁波 リ ス ク の社会的
なガバナン ス と予防原則， 日本 リ ス ク研究学会 第 18 回研究発表会， 吹田 / 大阪， 2005.11，
同講演論文集， 279-284

0204KB459

青柳みどり Aoyagi-Usui M.， Ikeda S.(*1)， Kabuto M.(*1NIED) ： EMF and Risk perception: from governance
point of view， 2005 Annu.Meet.Soc.Risk Anal.， Orlando(USA)， 2005.12， Program， 40

0204KB459
0507BA792

秋吉英治 秋吉英治， 菅田誠治， 黒川純一 (*1)， 滝川雅之 (*2)， 今村隆史， 中根英昭 (*1 富士通エフア
イ ピ， *2 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 化学輸送モデルを用いた 94/95 95/96 96/97 年冬の
北半球中高緯度域オ ゾ ン破壊の緯度別解析， 日本気象学会 2005 年度春季大会， 東京，
2005.05， 同講演予稿集， 106

0204BA347

秋吉英治 庭野将徳 (*1)， 古谷望 (*2)， 秋吉英治， 林田佐智子 (*3)(*1 京大院， *2 松下電器， *3 奈良女
大 ) ： SAGEII データ を用いた成層圏エア ロ ゾルの解析－季節変動および準 2 年周期振動－，
日本気象学会 2005 年度春季大会， 東京， 2005.05， 同講演予稿集， 138

0204BA347

秋吉英治 Yoshiki M.，Akiyoshi H.：Interannual variations in ozone perturbations in the Arctic summer lower
stratosphere， CCMVal 2005(Poster Session)， Boulder， 2005.10， Abstracts， 3

0204BA347

秋吉英治 Zhou L.， Akiyoshi H. ： Mid- and high- latitude lower stratospheric N2O distributions related to
the arctic vortex breakup， CCMVal 2005(Poster Session)， Boulder， 2005.10， Abstracts， 16

0204BA347

秋吉英治 Akiyoshi H.， Yoshiki M.， Nagashima T.， Kurokawa J.， Takahashi M.， Takigawa M.， Imamura
T. ： Calculation of ozone variation using a CCSR/NIES CCM with T42 horizontal resolution and
bromine chemistry， CCMVal 2005(Poster Session)， Boulder， 2005.10， Abstracts， 19

0204BA347

秋吉英治 秋吉英治， 菅田誠治， 吉識宗佳， 杉田考史 ： 1997 年北極渦の Polar Processor 効果， 日本気
象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 213

0103BA163

荒巻能史 Nagao S.(*1)，Kodama H.(*2)，Aramaki T.，Fujitake N.(*3)，Yonebayashi K.(*4)(*1Hokkaido Univ.，
*2Kyoto Pref.Univ.，*3Kobe Univ.，*4Ishikawa Pref.Univ.)：Variations of D14C of humic substances
in the Lake Biwa waters，10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.，Berkeley，2005.09，Abstracts，59

0105SP011

荒巻能史 Alam M.J.(*1)， Nagao S.(*1)， Aramaki T.， Shibata Y.， Yoneda M.(*1Hokkaido Univ.) ： Study on
transportation of particulate organic matter in the Ishikari River at snow-melt season， 10th
Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.(Poster Session）， Berkeley， 2005.09， Abstracts， 68

0105SP011

荒巻能史 荒巻能史， 千手智晴 (*2)， 外川織彦 (*1)， 乙坂重嘉 (*1)， 北村敏勝 (*1)， 天野光 (*1)(*1 原
研， *2 九大応力研 ) ： 北部日本海の放射性炭素と海水循環， 2005 年度日本海洋学会秋季大
会， 仙台， 2005.09， 同講演要旨集， 117

0105SP011

石堂正美 Masuo Y.(*1)， Ishido M.， Sawa H.(*2)， Morita M.， Nagashima K.(*2)， Oka S.(*1)， Niki
E.(*1)(*1AIST， *2Hokkaido Univ.) ： Gene expression profile in rat models of attention-deficit
hyperactitivity disorder， 2005 World DNA & Genome Day， Dalian， 2005.04， Abstracts， 253

0105AE191

石堂正美 Ishido M.：DNA array technology in environmental factors-health interactions analysis，2005 World
DNA & Genome Day， Dalian， 2005.04， Abstracts， 285

0105AE191

石堂正美 石堂正美， 増尾好則 (*1)， 岡修一 (*1)， 二木鋭雄 (*1)， 森田昌敏 (*1 産総研 ) ： 環境ホルモン
によ る多動症ラ ッ ト における シヌ ク レ イ ンの凝集，第28回日本神経科学大会，横浜，2005.07，
プロ グ ラ ム

0105AE191

石堂正美 石堂正美 ： 電磁界に よ る生体反応への影響， 第 14 回日本臨床環境医学会総会， 久留米，
2005.07， 臨床環境医学， 138-139

0105AE191
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石堂正美 石堂正美， 永田恵美子， 森田昌敏 ： p- ニ ト ロ ト ルエンによ る神経突起伸展の分子機構， 日
本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表
会要旨集， 156

0105AE191

石堂正美 石堂正美， 森田昌敏 ： 内分泌攪乱化学物質のラ ッ ト 神経系発生 ・ 発達に及ぼす影響， 日本内
分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 52

0105AE191

石堂正美 Ishido M.，Suzuki-S.J.：A role of annexin I during tumor necrosis factor-alpha-mediated apoptosis
in porcine renal LLC-PK1 cells， 78th Annu.Meet.Jpn.Biochem.Soc.(Poster session)， Kobe，
2005.10， Abstracts， 1004

0105AE191

石堂正美 Ishido M.， Morita M. ： Effects of environmental chemicals on fetal rat neural stem cells and
behaviors， 78th Annu.Meet.Jpn.Biochem.Soc.， Kobe， 2005.10， Abstracts， 1048

0105AE191

石堂正美 Ishido M.， Morita M. ： Effects of environmental chemicals on fetal rat neural stem cells， 35th
Annu.Meet.Soc.Neurosci.， Washington， 2005.11， Pragram & Abstracts

0105AE191

石堂正美 石堂正美： メ ラ ト ニンの作用機構と機能，第 14 回 JCIE セ ミ ナー，東京，2006.03，同予稿集，1-4 0105AE191

石濱史子 石濱史子， 本城正憲 (*1)(*1 東大 ) ： 鳥取県のサ ク ラ ソ ウ ： 生態学的 ・ 遺伝学的にみた重要
性， 希少野生動植物保護シンポジウ ム 「サク ラ ソ ウ保護を通し た自然再生」， 米子， 2005.05

0105SP041
0305AA506

石濱史子 Ishihama F.，Ueno S.(*1)，Tsumura Y.(*1)，Washitani I.(*2)(*1FFPRI，*2Univ.Tokyo)：Fine-scale
genetic structures in an endagered perennial Primula sieboldii under different site conditions，ESA
90th Annu.Meet.(Poster Session)， Montreal， 2005.08， Abstracts(CD-ROM)， 299

0105SP041
0305AA506

石濱史子 石濱史子 ： 絶滅危惧植物サ ク ラ ソ ウの種子繁殖に対する空間構造の影響， シンポジウ ム 「生
物資源の数理モデ リ ング ： 遺伝子から水産資源まで」， 静岡， 2005.08， プロ グ ラ ム

0105SP041
0305AA506

石濱史子 Ishihama F.， Ueno S.， Tsumura Y.， Washitani I. ： Genetic structures and effect of inbreeding
depression on the seed reproduction in fragmented populations of an endangered herb, Primula
sieboldii， 3rd Okazaki Biol.Conf.-The Biol.Extinction 2-， Okazaki， 2006.03， Abstracts， 78-79

00305AA506

石濱史子 田中良典 (*1)， 石濱史子， 鷲谷いづみ (*1)(*1 東大 ) ： サ ク ラ ソ ウの繁殖成功に対する ク ロー
ンサイ ズ ・ モルフ比の影響， 第 53 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表）， 新潟， 2006.03， 同
講演要旨集， 229

0305AA506

板山朋聡 木平浩之 (*1)， 板山朋聡， 稲森悠平， 横川善之 (*2)， 杉浦則夫 (*1)(*1 筑波大， *2 産総研 ) ：
メ ソ ポーラ スセ ラ ミ ッ ク ス担体を用いた下水汚泥減量化技術の開発， 日本水処理生物学会
第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 94

Z00009998

板山朋聡 金井博史 (*1)， 内山裕夫 (*1)， 田中伸幸， 板山朋聡， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 生物処理シス
テム中の捕食微小動物類 と細菌類と の捕食・被食特性についての解析，日本水処理生物学会
第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 104

0105AB410

板山朋聡 桑原享史 (*1)， 松村正利 (*1)， 板山朋聡， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： フ ロー ト 式水耕栽培浄化
法を導入し た ラ グーンシステムによ る特性評価， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡，
2005.11， 日本水処理生物学会誌， 25

0105AB411

板山朋聡 山田稔 (*1)， 板山朋聡， 山口征矢 (*1)， 稲森悠平 (*1 東京海洋大 ) ： 生活排水対策と し ての
浄化槽処理水の藻類増殖能試験によ る評価・解析，日本水処理生物学会 第 42 回大会，静岡，
2005.11， 日本水処理生物学会誌， 38

0305CD329

板山朋聡 榎本隆寿 (*1)， 雨宮隆 (*1)， 伊藤公紀 (*1)， 板山朋聡， 田中伸幸， 稲森悠平 (*1 横浜国大 ) ：
Monas guttula の捕食作用を用いた Microcystis 属の増殖抑制と生態学的安定性に関する研究，
日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 18

0305CD329

板山朋聡 板山朋聡， 田中伸幸 (*1)， 桑原享史 (*2)， 生地正人 (*3)， 小出昌弘， 稲森悠平 (*1CREST/
JST， *2 筑波大， *3 四電技術コ ンサルタ ン ト ) ： 傾斜土壌処理システムによ る生活雑排水処
理の実証試験の解析 ・ 評価， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処
理生物学会誌， 50

Z00009999

板山朋聡 板山朋聡， 小出昌弘， 稲森悠平， 田中伸幸 (*1)， 岩見徳雄 (*2)， 桑原享史 (*3)， 生地正人
(*4)(*1JST， *2 明星大， *3 筑波大， *4 四電技コ ンサルタ ン ト ) ： 土壌を活用し た生活雑排水
処理の実証試験， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 239

Z00009999
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板山朋聡 金井博史 (*1)， 内山裕夫 (*1)， 田中伸幸， 板山朋聡， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 生物処理シス
テム中の微小動物 と細菌類 と の捕食 ・ 被食特性と浄化能と の関係， 第 40 回日本水環境学会
年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 90

0105AB410

板山朋聡 木平浩之 (*1)， 岡崎毅 (*1)， 杉浦則夫 (*1)， 横川善之 (*2)， 板山朋聡， 稲森悠平 (*1 筑波大，
*2 産総研 ) ： ヘド ロ由来セ ラ ミ ッ ク ス固定化担体の処理能評価に関する研究， 第 40 回日本
水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 86

0105AB412

板山朋聡 榎本隆寿 (*1)， 雨宮隆 (*1)， 伊藤公紀 (*1)， 板山朋聡， 田中伸幸， 稲森悠平 (*1 横浜国大 ) ：
栄養塩濃度に依存し た捕食者 (Monas guttula) －捕食者 (Microcystis) の生理生態及び個体群動
態， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 140

0305CD329

板山朋聡 桑原享史 (*1)， 松村正利 (*1)， 林紀男 (*2)， 鈴木理恵 (*3)， 板山朋聡， 稲森悠平 (*1 筑波大，
*2 千葉県中央博物館， *3 茨城県薬剤師会 ) ： フ ロー ト 式水耕栽培法によ る水環境修復技術
の開発， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 207

0105AB411

板山朋聡 棚橋明子 (*1)， 板山朋聡， 稲森悠平， 岡野邦宏， 杉浦則夫 (*1)(*1 筑波大 ) ： 分子生物学的手
法を用いた藍藻産生毒性物質 microcystin の予測モニ タ リ ング手法の開発に関する研究， 第
40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 283

0105AB412

板山朋聡 山田稔 (*1)， 山口征矢 (*1)， 板山朋聡， 稲森悠平 (*1 東京海洋大 ) ： 窒素 ・ リ ン除去能と藍
藻類の増殖特性からみた浄化槽処理水の評価，第 40 回日本水環境学会年会，仙台，2006.03，
同講演集， 288

0305CD329

板山朋聡 板山朋聡， 田中伸幸 (*1)， 稲森悠平 (*1JST) ： 細菌類の有機物分解に及ぼす原生動物の捕食
効果， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 562

9906AE323

一ノ瀬俊明 ウ ム ヒ ャ ン ヒ (*1)， キム ヨ ン ヒ (*1)， キムサンベク (*1)，オソ ンナム (*1)， ク ォ ンピ ョ ン ヒ ョ
ク (*2)， 三上岳彦 (*3)， 一ノ 瀬俊明， 白迎玖 (*4)(*1 気象研 ( 韓国 )， *2 釜慶大 ( 韓国 )，
*3 東京都大， *4 東北公益文大 ) ： 清渓川復元前後の気象環境変化分析のための気象観測現
況 （韓国語）， 韓国大気環境学会学術大会， ソ ウル， 2003.11， 同論文集， 510-511

0304AI556

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 白迎玖 (*1)， 三上岳彦 (*2)(*1 東北公益文大， *2 東京都大 ) ： 都市内河川緑地
の復元によ る熱環境改善効果 ： ソ ウル市清渓川復元事業について， 日本地理学会 2005 年度
春季学術大会， 東京， 2005.03， 同発表要旨集， 58

0304AI556

一ノ瀬俊明 田中博春 (*1)， 浜田崇 (*2)， 一 ノ瀬俊明， 三上岳彦 (*3)(*1 日本気象協会， *2 長野県環境保
全研， *3 東京都大 ) ： 長野市街地に流入する山風の鉛直観測， 日本地理学会 2005 年度春季
学術大会， 東京， 2005.03， 同発表要旨集， 298

0305CD554

一ノ瀬俊明 白迎玖 (*1)， 三上岳彦 (*2)， 一 ノ瀬俊明， 嚴香姫 (*3)(*1 東北公益文大， *2 東京都大， *3 気
象研 ( 韓国 )) ： ソ ウル ・ 清渓川復元事業によ る都市の暑熱緩和の観測 ( 第 2 報 )， 日本地理
学会 2005 年度春季学術大会， 東京， 2005.03， 同発表要旨集， 299

0304AI556

一ノ瀬俊明 Ichinose T.(Toshiaki) ： Progress of comfortableness in outdoor after restoration， Korean-
Jpn.Jt.Workshop Urban Clim.Changes Cheong-Gye Stream Restoration， Seoul， 2005.08，
Proceedings， 63-72

0507CD824

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 浜田崇 (*1)， 田中博春 (*2)(*1 長野県環境保全研， *2 元国環研 ) ： 山風が都市
ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に及ぼす影響に関する研究～長野市における観測事例の報告～，環境科学
会 2005 年会， 名古屋， 2005.09， 同講演予稿集， 26-27

0305CD554

一ノ瀬俊明 一 ノ瀬俊明， 大坪国順， 王勤学， 張祖陸 (*1)(*1 山東師範大 ) ： 中国 ・ 済南市における高解像
度水資源需要マ ッ プ作成の試み， 環境科学会 2005 年会， 名古屋， 2005.09， 同講演予稿集，
288-289

0206CE421

一ノ瀬俊明 Ichinose T.(Toshiaki) ： Urban heat islands in Asian cities， RIHN Inaug.Int.Symp.Human Impacts
Urban Subsurface Environ.， Kyoto， 2005.10， Abstracts， 29

0510KZ503

一ノ瀬俊明 Kataoka K.， Niitsu K. ： Thermal environmental data in Thailand， RIHN Inaug.Int.Symp.Human
Impacts Urban Subsurface Environ.， Kyoto， 2005.10， Abstracts， 55

0510KZ503

一ノ瀬俊明 Ichinose T.(Toshiaki)，Bai Y.(*1)(*1Tohoku Univ.Community Serv.Sci.)：Mitigation of thermal stress
by a large restoration of inner-city river(Cheong-gye stream in Seoul)， 4th Jpn.-Ger.Meet.Urban
Climatol. -Clima.Anal.Urban Plann.-， Tsukuba， 2005.11， Abstracts， 11

0507CD824
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一ノ瀬俊明 Hamada T.(*1)， Ichinose T.(Toshiaki)， Tanaka H.(*2)， Mikami T.(*3) (*1Nagano
Environ.Conserv.Res.Inst.， *2Former NIES， *3Tokyo Metrop.Univ.) ： Effect on mountain breeze
on urban heat island in Nagano,Japan， 4th Jpn.-Ger.Meet.Urban Climatol. -Clima.Anal.Urban
Plann.-， Tsukuba， 2005.11， Abstracts， 13

0305CD554

伊藤智彦 長井治子 (*1)， 伊藤智彦， 遠山千春 (*2)， 久保允人 (*3)， 安部良 (*1)， 野原恵子 (*1 東京理
大， *2 東大， *3 理研 ) ： ダ イオキシン類によ る免疫細胞特異的な遺伝子発現変化， 第 12 回
日本免疫毒性学会学術大会， 東京， 2005.09， 同講演要旨集， 82

0406AG337

伊藤智彦 高本沙代子 (*1)， 伊藤智彦， 竹内陽子， 米元純三， 野原恵子 (*1 筑波大 ) ： ダ イオキシンに
対する反応性の臓器特異性の検討， 第 28 回日本分子生物学会年会 ( ポス ター発表 )， 福岡，
2005.12， 同講演要旨集， 426

0406AG337

伊藤裕康 野口綾乃 (*1)， 木下健司 (*1)， 伊藤裕康， 森田昌敏， 貝瀬利一 (*1)(*1 東京薬大 ) ： 土壌微生
物によ る ジフ ェニルアルシン酸の分解および土壌中ジフ ェニルアルシン酸，フ ェニルアルシ
ン酸の検出法の検討， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 224-225

0103AE040

伊藤裕康 伊藤裕康， 小澤雅富， 橋本俊次， 森田昌敏， 藤巻奨 (*1)， 野口昌明 (*2)(*1 日本電子， *2 テ
ク ノ イ ン ターナシ ョ ナル ) ： ダ イオキシン類のオンサイ ト 測定法に関する研究， 第 14 回環
境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 366-367

0103AE040

伊藤裕康 中宮邦近， 伊藤裕康， Edmonds J.S.， 森田昌敏 ： 2-Chlorovinylarsonic acid の微生物分解に関
する研究，第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )，大阪，2005.06，同講演要旨集，766-767

0103AE040

稲葉一穂 稲葉一穂， 土井妙子， 山本貴士 ： 微量の臭化物イオン共存下での殺菌剤 ト リ ク ロサンの遊離
塩素 と の反応性， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 589

0507AE819

稲森悠平 Osaka T.(*1)， Yoshie S.(*1)， Tsuneda S.(*1)， Hirata A.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ：
Identification of denitrifying population in activated sludge by stable-isotope probing， 8th
Symp.Bact.Genet.Ecol.(Poster Session)， Lyons， 2005.06， Abstracts， 102

0105PR014

稲森悠平 Date Y.(*1)， Yoshie S.(*1)， Tsuneda S.(*1)， Isaka K.(*2)， Sumino T.(*2)， Inamori Y.(*1Waseda
Univ.，*2Hitachi Plant)：Microbial community analysis of anaerobic ammonium-oxidizing(anammox)
bacteria in a continuous-feeding cultivation system， 4th IWA Act.Sludge Pop.Dyn.Spec.Conf.
(Poster Session)， Gold Coast， 2005.07， Abstracts， 354

0105PR014

稲森悠平 古川和寛 (*1)， 星野辰彦 (*1)， 常田聡 (*1)， 平田彰 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 細胞内機
能遺伝子の in situ 検出手法の体系化，化学工学会 関東支部 50 周年記念大会 ( ポスタ ー発表 )，
東京， 2005.08， 同講演要旨集

Z00009998

稲森悠平 桑原享史 (*1)， 林紀男 (*2)， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 千葉県中央博物館 ) ： 生態工学と し て
のフ ロー ト 式水耕栽培浄化法によ る保全対策の高度化， 第 8 回日本水環境学会シンポジウ
ム， 大津， 2005.09， 同講演集， 111-112

0105AB411

稲森悠平 稲森悠平， 蛯江美孝， 清水康利 (*1)， 稲森隆平 (*1)(*1 筑波大 ) ： 生物膜技術のバイオ ・ エコ
エンジニア リ ングへの活用によ る点源 ・ 面源対策， 第 8 回日本水環境学会シンポジウ ム， 大
津， 2005.09， 同講演集， 115-116

0105AB412

稲森悠平 古川和寛 (*1)， 星野辰彦 (*1)， 常田聡 (*1)， 平田彰 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 環境微生
物の高感度 in situ 検出における問題点， 化学工学会 第 37 回秋季大会， 岡山， 2005.09， 同
講演要旨集

Z00009998

稲森悠平 伊達康博 (*1)， 吉江幸子 (*1)， 常田聡 (*1)， 井坂和一 (*2)， 角野立夫 (*2)， 稲森悠平 (*1 早
稲田大， *2 日立プラ ン ト 建設 ) ： 嫌気性アンモニア酸化反応に関わる微生物群の増殖特性，
第 21 回日本微生物生態学会 ( ポス ター発表 )， 福岡， 2005.10， 同講演要旨集， 79

0105PR014

稲森悠平 星野辰彦 (*1)， 古川和寛 (*1)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 高感度 FISH を様々な
細菌に適用する際の細胞壁消化条件の検討， 第 21 回日本微生物生態学会， 福岡， 2005.10，
同講演要旨集， 220

Z00009998

稲森悠平 桂萍， 稲森悠平， 稲森隆平 (*1)(*1 筑波大 ) ： 水生植物ヨ シを植栽し た VF， SF， FWS 系の人
工湿地における生活排水の浄化特性， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日
本水処理生物学会誌， 33

0105AB411

稲森悠平 古川和寛 (*1)， 星野辰彦 (*1)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 水処理プロセスに関与
する微生物に高感度 FISH を適用するための最適細胞壁消化条件の解析， 日本水処理生物学
会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 43

Z00009998

申請者 発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  337  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
稲森悠平 鈴木康之 (*1)， 近藤貴志 (*1)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： マイ ク ロバブル化オゾ
ン処理および吸着脱 リ ンを組み込んだ新規排水処理プロセスの実用化に向けた検討，日本水
処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 53

0105AB409

稲森悠平 大坂利文 (*1)， 吉江幸子 (*1)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 活性汚泥内における高
活性な脱窒細菌群集解析のための Stable-isotope probing 法の適用， 日本水処理生物学会 第
42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 59

0105PR014

稲森悠平 伊達康博 (*1)， 吉江幸子 (*1)， 常田聡 (*1)， 井坂和一 (*2)， 角野立夫 (*2)， 稲森悠平 (*1 早
稲田大， *2 日立プラ ン ト 建設 ) ： 嫌気性アンモニア酸化反応槽内における Planctomycetes に
着目し た微生物群集構造解析， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水
処理生物学会誌， 58

0105PR014

稲森悠平 稲森悠平， Chu C.， 蛯江美孝， 加島誠之 (*1)， 戎野棟一 (*1)(*1 東邦大 ) ： 有機性廃棄物の中
温 ・ 高温水素発酵における分解 ・ ガス産生特性， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡，
2005.11， 日本水処理生物学会誌， 91

0307BH593

稲森悠平 栗原亮一 (*1)， 内山裕夫 (*1)， Chu C.， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 有機性廃棄物の二相式プロ
セス を用いた水素発酵におけ る水素生成特性， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡，
2005.11， 日本水処理生物学会誌， 97

0307BH593

稲森悠平 山本智子 (*1)， 桂萍， 稲森悠平， 稲森隆平 (*1)， 松村正利 (*1)(*1 筑波大 ) ： 有用植物の種類
と 水質浄化特性等の比較解析に基づ く 植栽 ・ 土壌シス テムの最適化， 日本水処理生物学会
第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 27

0105AB411

稲森悠平 稲森悠平， 塩入千春 (*1)， 河村光隆 (*1)， 中川剛 (*2)， 蛯江美孝 (*1 工学院大， *2 筑波大 ) ：
高度合併処理浄化槽におけ る鉄電解脱 リ ンシステム導入の処理性能および汚泥特性に及ぼ
す評価， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 39

0105AB409

稲森悠平 稲森悠平， 山川亮 (*1)， 戎野棟一 (*1)， 桑原享史 (*2)， 林紀男 (*3)(*1 東邦大， *2 筑波大， *3
千葉県中央博物館 ) ： フ ロー ト 式水耕栽培浄化法の処理機能の解析， 日本水処理生物学会 第
42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 24

0105AB411

稲森悠平 稲森隆平 (*1)， 山本智子 (*1)， 稲森悠平， 蛯江美孝， 松村正利 (*1)， 井上武雄 (*2)(*1 筑波
大， *2 バイオレ ッ ク ス ) ： アシ， マコモ， ガマ植栽系における水質浄化 ・ 温室効果ガス発生
特性， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 13

0105AB411

稲森悠平 岡野邦宏 (*1)， 河内幸夫 (*2)， 稲森悠平， 前川孝昭 (*1)， 杉浦則夫 (*1)(*1 筑波大， *2 ダ イ
ヤ分析セ )：耐アルカ リ 性 microcystin 分解菌の特性解析，日本水処理生物学会 第 42 回大会，
静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 84

0305CD329

稲森悠平 桂萍， 稲森悠平， 稲森隆平 (*1)(*1 筑波大 ) ： 水生植物ヨ シを植栽し た異なる流下方式人工湿
地における生活排水の浄化特性の評価， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講
演集， 57

0105AB411

稲森悠平 稲森隆平 (*1)， 山本智子 (*1)， 稲森悠平， 蛯江美孝， 桂萍， 松村正利 (*1)， 井上武雄 (*2)(*1
筑波大， *2 バイオレ ッ ク ス ) ： アシ ・ マコモ ・ ガマの単独 ・ 共存植栽浄化法における GHG
発生特性および水質浄化特性， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 59

0105AB411

稲森悠平 稲森悠平， 山川亮 (*1)， 戎野棟一 (*1)， 鈴木理恵 (*2)， 桑原享史 (*3)， 林紀男 (*4)(*1 東邦
大， *2 茨城県薬剤師会， *3 筑波大， *4 千葉県中央博物館 ) ： ク ウシンサイ植栽フ ロー ト 式
水耕栽培浄化法における流入負荷 ・ HRT と浄化性能の関係解析， 第 40 回日本水環境学会年
会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 60

0105AB411

稲森悠平 栗原亮一 (*1)， 内山裕夫 (*1)， Chu C.F.， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 有機性廃棄物からの水素発
酵能向上化のための基質条件の最適化， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講
演集， 74

0307BH593

稲森悠平 横川善之 (*1)， 加藤且也 (*1)， 斎藤隆雄 (*1)， シン ドー ラーセン (*1)， 稲森悠平， 板山朋聡，
佐伯和男 (*2)(*1 産総研， *2 ダ イ キ ) ： メ ソ ポーラ ス リ サイ クルセラ ミ ッ ク スによ る酵素固
定 ( その 2)， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 80

Z00009999

稲森悠平 井上充 (*1)， 西村修 (*2)， 稲森悠平， 村澤浩一郎 (*3)(*1 神奈川県環境科セ， *2 東北大， *3
松下電器産業 ) ： 汚染地下水からの硝酸性窒素の除去について， 第 40 回日本水環境学会年
会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 96

9906AE324
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稲森悠平 伊達康博 (*1)， 吉江幸子 (*1)， 常田聡 (*1)， 井坂和一 (*2)， 角野立夫 (*2)， 稲森悠平 (*1 早
稲田大， *2 日立プラ ン ト 建設 ) ： 連続培養系に存在する嫌気性アンモニア酸化細菌の群集構
造および増殖特性， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 169

0105PR014

稲森悠平 木村賢史 (*1)， 市村康 (*2)， 野村宗弘 (*3)， 西村修 (*3)， 島多義彦 (*4)， 稲森悠平， 須藤隆
一 (*5)(*1 東海大， *2 日本 ミ ク ニヤ， *3 東北大， *4 フジ タ， *5 東北工大 ) ： 海産無脊椎動物
C,N,P 浄化原単位の検討について，第 40 回日本水環境学会年会，仙台，2006.03，同講演集，195

9906AE323

稲森悠平 稲森悠平， Chu C.F， 蛯江美孝， 加島誠之 (*1)， 戎野棟一 (*1)(*1 東邦大 ) ： 有機性廃棄物の
水素 ・ メ タ ン発酵における効率化のための適正温度条件の解明， 第 40 回日本水環境学会年
会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 218

0307BH593

稲森悠平 Chu C.F， 稲森悠平， 蛯江美孝， 加島誠之 (*1)， 孔海南 (*2)， 清水康利 (*3)(*1 東邦大， *2 上
海交通大， *3 筑波大 ) ： バイオマス資源の基質特性に応じ た水素 ・ メ タ ン二段発酵システム
の構築， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 219

0307BH593

稲森悠平 稲森悠平， 塩入千春 (*1)， 蛯江美孝， 河村光隆 (*1)(* 工学院大 ) ： 鉄電解脱 リ ン法を導入し
た高度合併処理浄化槽の処理性能と リ ン回収特性の評価， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙
台， 2006.03， 同講演集， 402

0105AB409

稲森悠平 山崎宏史 (*1)， 鈴木理恵 (*1)， 西村修 (*2)， 稲森悠平 (*1 茨城県薬剤師会， *2 東北大 ) ： 嫌
気 ・ 好気高循環を導入し たデ ィ スポーザ対応浄化槽の高度化に関する検討， 第 40 回日本水
環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 564

0105AB412

稲森悠平 櫛笥博子， 小出昌弘， 稲森悠平， 板山朋聡 ： マイ ク ロ ウ ェルを用いた有害藍藻類の個体同定
のための分子生物学的手法の開発，第40回日本水環境学会年会，仙台，2006.03，同講演集，568

0105AB412

稲森悠平 鈴木康之 (*1)， 近藤貴志 (*1)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： マイ ク ロバブル化オゾ
ン酸化法および吸着脱 リ ン法を組み込んだ新しい資源循環型排水処理プロセス， 第 40 回日
本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 582

0105AB409

稲森悠平 古川和寛 (*1)， 常田聡 (*1)， 野田尚宏 (*2)， 稲森悠平 (*1 早稲田大， *2 産総研 ) ： Microcystin
合成遺伝子を指標 と し た湖沼における藍藻類の毒素産生能の定量評価， 第 40 回日本水環境
学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 282

0305CD329

Inanc B. Inanc B.， Mertoglu B.(*1)， Calli B.(*1)， Inoue Y.， Akgiray O.(*1)， Yamada M.， Ono
Y.(*2)(*1Marmara Univ.，*2Cent.Environ.Sci.Saitama)：Microbial d ｉ versity changes in an aerated
landfill bioreactor test cell of co-disposed MSWI bottom ash and shredded residues， 4th IWA
Int.Conf.Anaerobic Digestion(Poster Session)， Copenhagen， 2005.08， Proceedings， 112-117

0105PR012

Inanc B. Inanc B.， Nagamori M.(*1)， Ono Y.(*1)， Inoue Y.， Yamada M.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama) ：
Behavior of VOCs in aerobic and anaerobic landfill bioreactors for co-disposed MSWI bottom ash
and shredded municipal and industrial wastes，10th Int.Waste Manag.Landfill Symp.(Sardinia 2005)，
Cagliari(Italy)， 2005.10， Proceedings

0105PR012

Inanc B. Inanc B.，Inoue Y.，Yamada M.：Sustainable landfilling and mechanical biological treatment of MSW:
a Japanese View， Int.Symp.MBT 2005， Hannover， 2005.11， Proceedings， 131-137

0105PR012

Inanc B. Inanc B.， 井上雄三， 中島大介， 後藤純雄， 山田亜矢， 影山志保， 本田富義 (*1)， 富田孝子
(*1)， 清水雅子 (*1)(*1 愛知県調査セ ) ： 微生物を中心と し た最終処分場再生事業における環
境影響モニ タ リ ング調査研究， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同
講演論文集， 296-298

0105PR012

井上健一郎 井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 島田章則 (*1)， 森田剛仁 (*1)， 桜井美穂， 遠山千春， 吉
川敏一 (*2)(*1 鳥取大， *2 京都府医大 ) ： 敗血症時の肺胞出血に対する IL-6 の保護的効果，
第 45 回日本呼吸器学会学術講演会， 幕張， 2005.03， 同講演会抄録集， 252

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 井上健一郎，高野裕久，柳澤利枝，桜井美穂，市瀬孝道 (*1)，定金香里 (*1)，吉川敏一 (*2)(*1
大分県看護大， *2 京都府医大 ) ： デ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) 構成成分がアレルギー性気道
炎症に及ぼす影響， 第 45 回日本呼吸器学会学術講演会 ( ポス ター発表 )， 幕張， 2005.04， 同
講演会抄録集， 167

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 島田章則 (*1)， 森田剛仁 (*1)， 桜井美穂， 遠山千春， 佐
藤雅彦 (*2)， 吉川敏一 (*3)(*1 鳥取大， *2 岐阜薬大， *3 京都府医大 ) ： 細菌毒素誘発急性肺
傷害における メ タ ロチオネイ ンの保護的役割， 第 45 回日本呼吸器学会学術講演会， 幕張，
2005.04， 同講演会抄録集， 252

0105SP031
0105SP061
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井上健一郎 井上健一郎， 高野裕久 (*1)， 柳澤利枝， 桜井美穂， 市瀬孝道 (*2)， 吉川敏一 (*1)(*1 京都府
医大， *2 大分県看護科大 ) ： ナ ノ粒子の細菌毒素誘発急性肺傷害に対する影響， 第 17 回日
本アレルギー学会春季臨床大会， 岡山， 2005.06， アレルギー， 328

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 桜井美穂， 河野浩之 (*2)， 吉川敏一 (*1)(*1 京都府医大，
*2 持田製薬 ) ： 内因性ウ リ ナス タチンの抗炎症作用， 第 26 回日本炎症 ・ 再生医学会， 東京，
2005.07， 炎症 ・ 再生， 329

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 井上健一郎， 柳澤利枝， 桜井美穂， 植木尚子， 小田俊男 (*1)， 田村弘志 (*1)， 高野裕久 (*1
生化工業 )：デ ィ ーゼル排気微粒子の経気道曝露は肺炎に関連する血管内皮傷害を増悪する，
第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 620

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 桜井美穂， 井上健一郎， 柳澤利枝， 植木尚子， 高野裕久 ： 都市部 CAPS 曝露が細菌毒素に関
連する急性肺傷害に与え る影響， 第 46 回大気環境学会年会 ( ポ ス ター発表 )， 名古屋，
2005.09， 同講演要旨集， 409

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 吉川敏一 (*2)(*1 大分県
看護科大， *2 京都府医大 ) ： メ タ ロチオネイ ンのアレルギー性気道炎症に対する保護作用，
第 55 回日本アレルギー学会総会， 盛岡， 2005.10， アレルギー， 1026

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 日吉孝子 (*1)， 吉川敏一
(*2)(*1 大分県看護科大， *2 京都府大 ) ： NC/Nga マウ スへのデ ィ ーゼル排気微粒子の経気道
曝露の影響， 第 55 回日本アレルギー学会総会， 盛岡， 2005.10， アレルギー， 1027

0105SP031
0105SP061

井上健一郎 日吉孝子 (*1)， 市瀬孝道 (*2)， 井上健一郎， 戸村成男 (*1)， 西川雅高， 高野裕久 (*1 筑波大
院， *2 大分県看護科大 ) ： モルモ ッ ト アレルギー性鼻炎モデルに対する黄砂及びカオ リ ン粒
子の影響， 第 55 回日本アレルギー学会総会， 盛岡， 2005.10， アレルギー， 1135

0105SP031
0105SP061

井上雄三 Yamada A.，Kato T.(*1)，Ono Y.(*2)(*1Nippon Steel，*2Univ.Okayama)：Characterization of gene
expression profiles in HepG2 cells exposed to heavy metals or PAHs， SETAC Eur.15th
Annu.Meet.， Lille(France)， 2005.05， Abstracts， 151

0105AB403

井上雄三 山田亜矢， 加藤敏朗 (*1)， 小野芳朗 (*2)(*1 新日本製鐵， *2 岡山大 ) ： 廃棄物安全性評価へ
のバイオアベイ ラ ビ リ テ ィ ー概念の適用， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10，
同講演論文集， 1234-1236

0105AB403

井上雄三 築谷淳志 (*1)， 肴倉宏史 (*2)， 中村和史 (*3)， 田野崎隆雄 (*4)， 山田亜矢， 水谷聡 (*5)(*1 岡
山県環境保全事業団， *2 秋田高専， *3 太平洋セ メ ン ト ， *4INSA-Lyon， *5 京大 ) ： 欧州規格
によ る廃棄物のキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ンについて (3)， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙
台， 2005.10， 同講演論文集， 1222-1224

0105AB403

井上雄三 朝倉宏，井上雄三：新規に建設された一般廃棄物最終処分場における技術システム選定の調
査，第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表），仙台，2005.10，同講演論文集，319-321

0105PR012

井上雄三 大崎佑介 (*1)， 服部和夫 (*1)， 今岡務 (*1)， 井上雄三 (*1 広島工大 ) ： 中国地方における家畜
ふん尿の発生構造 と その資源化物 ( コ ンポス ト ) の地域需給バラ ン ス， 第 16 回廃棄物学会
研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 563-565

0105PR012

井上雄三 坂内修， 米田稔 (*1)， 森澤眞輔 (*1)(*1 京大 ) ： 土壌重金属汚染と土壌の直接摂取によ る健康
リ ス クの評価， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 1185-1187

0105PR012

井上雄三 朝倉宏， 井上雄三， 山田正人， 遠藤和人， 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科衛生セ ) ： 埋立廃棄
物の混合処理によ る通気 ・ 通気性の向上， 第 13 回衛生工学シンポジウ ム， 札幌， 2005.11，
同講演論文集， 83-86

0105PR012

井上雄三 Asakura H.， Inoue Y.， Yamada M.， Endo K.， Ono Y.(*1)(*1Cent.Environ.Stud.Saitama) ：
Improvement of water and air permeability of landfilling sludge by mixing treatment with the other
waste， Int.Symp.MBT 2005， Germany， 2005.11， Proceedings， 250-260

0105PR012

井上雄三 井上雄三 ： 企画セ ッ シ ョ ン 「廃棄物海面埋立処分場の閉鎖 ・ 廃止 と跡地利用」 開催にあたっ
て－わが国の最終処分場の現状， 課題と海面処分場の役割－， 第 42 回環境工学研究フ ォー
ラ ム， 鳥取， 2005.12， 同講演集， 1-5

0105PR012

井上雄三 井上雄三 ： 循環型社会における最終処分場のあ り 方， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表
会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 225-227

0105PR012
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井上雄三 後藤信明 (*1)， 宮川森男 (*1)， 山口与治 (*1)， 井上雄三 (*1 岐阜市 ) ： 産業廃棄物不法投棄事
案に係る環境調査結果 と その考察，第 27 回全国都市清掃研究 ・事例発表会，高松，2006.02，
同講演論文集， 44-46

0105PR012

井上雄三 青木浩一 (*1)， 岩永弘行 (*1)， 城越芳博 (*1)， 井上雄三 (*1 福井県 ) ： 違法増設された管理型
最終処分場問題の解決に向けて， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02，
同講演論文集， 234-236

0105PR012

井上雄三 三沢松子 (*1)， 阿部智 (*1)， 山田義輝 (*1)， 井上雄三 (*1 宮城県 ) ： 不適正処理がな された安
定型産業廃棄物最終処分場の現状評価と対策検討事例， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発
表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 305-307

0105PR012

井上雄三 朝倉宏， 井上雄三， 山田正人， 遠藤和人， 小野雄作 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ) ： 埋立廃棄
物の混合処理によ る通気 ・ 通水性の向上， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松，
2006.03， 同講演論文集， 246-248

0407BC381
0105AB403
0105PR012

猪俣　敏 青木伸行， 定永靖宗 (*1)， 猪俣敏， 谷本浩志， 廣川淳 (*2)(*1 大阪府大， *2 北大 ) ： PTR-
TOFMS を用いた大気中有機化合物の高速多成分測定装置の開発， 第 11 回大気化学討論会 (
ポス ター発表 )， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 36

0405BA463
0405BD464

猪俣　敏 青木伸行， 定永靖宗 (*1)， 猪俣敏， 谷本浩志， 廣川淳 (*2)(*1 大阪府大， *2 北大 ) ： PTR-
TOFMS を用いた大気中有機化合物の高速多成分測定装置の開発， 第 46 回大気環境学会年
会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 548

0405BA463
0405BD464

猪俣　敏 青木伸行， 猪俣敏， 谷本浩志， 定永靖宗 (*1)， 廣川淳 (*2)(*1 大阪府大， *2 北大 ) ： PTR-
TOFMS を用いた大気中有機化合物の高速多成分測定装置の開発， 第 16 回大気化学シンポ
ジウ ム， 豊川， 2006.01， プロ グ ラ ム

0405BA463
0405BD464

猪俣　敏 青木伸行， 猪俣敏， 谷本浩志， 定永靖宗 (*1)， 廣川淳 (*1)(*1 北大 ) ： 陽子移動反応－飛行時
間型質量分析計(PTR-TOFMS) を用いた大気中有機化合物の高速多成分測定装置の開発 2.装
置の製作 と性能，日本化学会 第 86 春季年会，船橋，2006.03，同講演要旨集 (CD-ROM)，2D6-29

0405BA463
0405BD464

今井章雄 Nagai T.(*1)， Imai A.， Matsushige K.， Fukushima T.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba) ： Limiting
nurtients on the growth of bloom-forming Cyanobacteria with special focus on iron speciation，
Int.Assoc.Theor.Appl.Limnol.(SIL) 29 Congr.， Lahti(Finland)， 2004.08， Abstracts， 205

0103AG112
0105AE110

今井章雄 Fukushima T.(*1)， Kawamura S.(*1)， Seki T.(*1)， Onda Y.(*1)， Imai A.， Matsushige
K.(*1Univ.Tsukuba) ： Why has Lake Kasumigaura changed to such a turbid Lake?，
Int.Assoc.Theor.Appl.Limnol.(SIL) 29 Congr.， Lahti(Finland)， 2004.08， Abstracts， 390

0103AG112
0105AE110

今井章雄 奈良郁子， 今井章雄， 松重一夫， 小松一弘， 永井孝志 (*1)(*1 筑波大 ) ： 炭素安定同位体比を
用いた霞ヶ浦における溶存有機物の起源推定， 日本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09，
同講演予稿集， 88

0406AG399

今井章雄 永井孝志 (*1)， 今井章雄， 松重一夫， 福島武彦 (*1)(*1 筑波大 ) ： 陸水中における溶存鉄の変
動要因， 日本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09， 同講演予稿集， 197

0406AG399
0105AE110
0507CD921

今泉圭隆 今泉圭隆， 鈴木規之， 白石寛明 ： 不検出値を含むモニ タ リ ングデータの解析手法の検討－ノ
ニルフ ェ ノールの実態調査への適用－， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪，
2005.06， 同講演要旨集， 608-609

0105PR021

今泉圭隆 今泉圭隆， 盧京準， 白石寛明 ： 実測値 と の比較によ る多媒体モデルの予測精度評価， 日本内
分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要
旨集， 126

0105PR021

今泉圭隆 今泉圭隆， 吉池信男 (*1)， 白石寛明 (*1 国立健康 ・ 栄養研 ) ： 農薬等へのポジテ ィ ブ リ ス ト
制導入が リ ス ク評価に及ぼす影響， 日本 リ ス ク研究学会 第 18 回研究発表会， 吹田 / 大阪，
2005.11， 同講演論文集， 43-48

0105PR021

今村隆史 冨川喜弘 (*1)， 吉識宗佳， Shepherd T.G.(*2)， 佐藤薫 (*1)(*1 極地研， *2 ト ロ ン ト 大 ) ： 南極
昭和基地上空で観測された下部成層圏短周期擾乱，日本気象学会 2005 年度春季大会，東京，
2005.05， 同講演予稿集， 372

0204BA347

今村隆史 Nakashima Y.， Ogawa T.(*1)， Matsuo M.(*1)， Tanaka K.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： High resolution
Fourier transform emission spectroscopy of the A2sigma+ － X2Π transition of the BrCN+ION，
60th Int.Symp.Mol.Spectrosc.， Columbus， 2005.07， Abstracts， 101

0204BA347
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岩崎一弘 岩崎一弘， 村上達也 (*1)， 岡田光正 (*1)， 原田貴浩 (*2)， 内山裕夫 (*2)， 矢木修身 (*3)(*1 東
邦大， *2 筑波大， *3 東大院 ) ： 分子生物学的手法によ る組換え微生物の微生物生態系影響
評価試験， 第 39 回日本水環境学会年会， 千葉， 2005.03， 同講演集， 267

0305BA585

岩崎一弘 岩崎一弘，矢木修身 (*1)(*1 東大院 )：環境省によ る組換え体の生物多様性影響評価研究プロ
ジェ ク ト ， 日本農芸化学会 2005 年度大会， 札幌， 2005.03， 同講演要旨集， 493

0105AA210

岩崎一弘 原田貴浩 (*1)， 岩崎一弘， 内山裕夫 (*1)， 村上達也 (*2)， 岡田光正 (*2)， 矢木修身 (*3)(*1 筑
波大， *2 東邦大， *3 東大院 ) ： 遺伝子組換え微生物の微生物多様性への影響評価， 日本農
芸化学会 2005 年度大会， 札幌， 2005.04， 同講演要旨集， 335

0305BA585

岩崎一弘 岩崎一弘， 大橋美保， 中杉奈央， 矢木修身 (*1)(*1 東大院 ) ： 不法投棄汚染修復サイ ト の微生
物群集構造解析， 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会 第 25 回シンポジウ ム ( ポス ター発表）， 東
京， 2005.06， 同要旨集， 32

0105AE200

岩崎一弘 米良信昭，岩崎一弘：塩化第二水銀および ト リ ク ロ ロエチレ ンの及ぼす土壌微生物生態系へ
の影響評価， 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会 第 25 回シンポジウ ム ( ポス ター発表）， 東京，
2005.06， 同要旨集， 33

0406AG337

岩崎一弘 奥田喜弘 (*1)， 栗栖太 (*1)， 矢木修身 (*1)， 岩崎一弘， 木本健一郎 (*2)， 砂入道夫 (*2)， 中
嶋睦安 (*2)(*1 東大院， *2 日大 ) ： Pseudomonas 属及び湖沼水中の細菌のプラ ス ミ ド DNA 取
り 込み頻度， 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会 第 25 回シンポジウ ム ( ポス ター発表）， 東京，
2005.06， 同要旨集， 34

0305BA585

岩崎一弘 岩崎一弘， 原田貴浩 (*1)， 内山裕夫 (*1)， 村上達也 (*2)， 矢木修身 (*2)(*1 筑波大， *2 東大
院 ) ： 環境省地球環境研究推進費で実施し ている組換え微生物の影響評価試験， 環境バイオ
テ ク ノ ロ ジー学会 第 25 回シンポジウ ム ( ポス ター発表）， 東京， 2005.06， 同要旨集， 35

0305BA585

岩崎一弘 奥田喜弘 (*1)， 来栖太 (*1)， 矢木修身 (*1)， 岩崎一弘 (*1 東大院 ) ： 湖沼水中微生物へのプラ
ス ミ ド伝達，第 21 回日本微生物生態学会 ( ポス ター発表），福岡，2005.10，同講演要旨集，172

0305BA585

岩崎一弘 岩崎一弘， 原田貴浩 (*1)， 内山裕夫 (*1)， 矢木修身 (*2)(*1 筑波大院， *2 東大院 ) ： 微生物多
様性に及ぼす組換え微生物の影響， 第 21 回日本微生物生態学会， 福岡， 2005.10， 同講演要
旨集， 213

0305BA585

岩崎一弘 Iwasaki K.， Nakasugi N.， Yagi O.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Biotreatability study for evaluating the
potential of bioremediation at illegal dumping site，PACIFICHEM 2005(Poster Session)，Honolulu，
2005.12， Program,Abstracts(CD-ROM)

0105AE200

岩崎一弘 Kong H.，Iwasaki K.，Inaba K.：Merit/demerit of washing-reagent-injection method for remediation
of subsurface pollution with DNAPL， PACIFICHEM 2005(Poster Session)， Honolulu， 2005.12，
Program,Abstracts(CD-ROM)

0105AE200

上原　清 上原清， 松本幸雄 (*1)， 林誠司 (*2)， 若松伸司， 大原利眞 (*1 国際環境研協会， *2 日本自動
車研 ) ： 中低層の多い交差点周辺の濃度分布－風洞実験によ る沿道高濃度大気汚染低減手法
の検討 その 3 －， 2005 年度日本建築学会大会学術講演会， 大阪， 2005.09， 同講演梗概集，
831-832

0105AE216

上原　清 上原清， 松本幸雄 (*1)， 林誠司 (*2)， 山尾幸夫， 若松伸司， 大原利眞 (*1 国際環境研協会，
*2 日本自動車研 )：川崎市池上新町交差点周辺の沿道大気汚染に関する風洞実験その 3 排出
高度， 大気安定度が濃度分布に及ぼす影響， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09，
同講演要旨集， 255

0105AE216

上原　清 上原清， 松本幸雄 (*1)， 林誠司 (*2)， 山尾幸夫， 若松伸司， 大原利眞 (*1 国際環境研協会，
*2 日本自動車研 )：川崎市池上新町交差点周辺の沿道大気汚染に関する風洞実験その 4 沿道
高濃度低減手法の検討， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 256

0105AE216

上原　清 上原清 ： 大気拡散風洞を用いた研究の紹介， 電力中央研究所 ・ 可視化情報学会 風洞ワーク
シ ョ ッ プ， 我孫子， 2005.09， 同予稿集， 15-22

0105AE216

梅津豊司 梅津豊司 ： 植物の香 り の中枢作用， 日本農芸化学会中四国支部若手研究者交流シンポジ ウ
ム， 山口， 2005.05， 同予稿集， 8-9

0105AE184

梅津豊司 梅津豊司， 森田昌敏 ： 内分泌か く 乱化学物質の脳 ・ 神経系に及ぼす影響に関する研究 (3) 周
産期の甲状腺ホルモン不足が成長後のマウ スの各行動に及ぼす影響，日本内分泌攪乱化学物
質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 240

0105AE184
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梅津豊司 Umezu T. ： Behavioral pharmacology of plant-derived substances(15): Effects of mentol on
extracellular dopamine,serotonine,norepinephrine and their metabolites in mouse
striatum.Comparison with effects of bupropion,methylphenidate and cffeine， 79th
Annu.Meet.Jpn.Pharmacol.Soc.， Yokohama， 2006.03， Abstracts， 63

0105AE184

蛯江美孝 Chu Chunfeng， 蛯江美孝， 稲森悠平， 鈴木理恵 (*1)， 栗原亮一 (*1)， 孔海南 (*2)(*1 筑波大，
*2 上海交通大 ) ： 分子生物学的手法を導入し た水素 ・ メ タ ン発酵プロセスの機能解析， 第 8
回日本水環境学会シンポジウ ム， 大津， 2005.09， 同講演集， 179-180

0307BH593

蛯江美孝 蛯江美孝， 稲森悠平， 浜口峻 (*1)， 河村光隆 (*1)(*1 工学院大 ) ： 底質における窒素循環の律
速因子 と し ての硝化細菌群の鉛直分布に着目し た底泥好気化の影響解析，日本水処理生物学
会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 19

0105AB409

蛯江美孝 中川剛 (*1)， 松村正利 (*1)， 常田聡 (*2)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 早稲田大 ) ：
高度合併処理浄化槽の年間モニ タ リ ングにおける処理機能の違い と硝化細菌と の関係解析，
日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 41

Z00009998

蛯江美孝 近藤貴志 (*1)， 常田聡 (*1)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 生物学的 リ ン除去におけ
る基質資化競合関係の分子生物学的評価，日本水処理生物学会 第 42 回大会，静岡，2005.11，
日本水処理生物学会誌， 57

0105AB409

蛯江美孝 Chu C.， 蛯江美孝， 稲森悠平， 鈴木理恵 (*1)， 栗原亮一 (*1)， 孔海南 (*2)(*1 筑波大， *2 上
海交通大 ) ： Real Time PCR によ る水素 ・ メ タ ン発酵プロセスにおける水素生成細菌の動態
解析， 日本水処理生物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 90

0307BH593

蛯江美孝 座間俊輔 (*1)， 松村正利 (*1)， Chu C.， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 有機物 ・ 窒素同
時除去型の USB ・ 生物膜循環法によ る厨芥処理 ・ ガス発生特性， 日本水処理生物学会 第 42
回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 92

0307BH593

蛯江美孝 山崎宏史 (*1)， 鈴木理恵 (*1)， 西村修 (*2)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 茨城県薬剤師会， *2 東
北大 ) ： デ ィ スポーザ対応浄化槽の窒素除去特性と運転操作条件の関係解析， 日本水処理生
物学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 44

0105AB409

蛯江美孝 松村正利 (*1)， 清水康利 (*1)， 常田聡 (*2)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 早稲田大 ) ：
構造の異な る担体を充填し た高度合併処理浄化槽におけ る処理性能 と 硝化細菌の年間モニ
タ リ ング， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 87

Z00009998

蛯江美孝 蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平， 則武繁 (*1)， 大島綾子 (*2)， 門屋尚紀 (*2)， 宮坂章 (*3)， 丸
山治 (*4)(*1 アサ ヒ ビール， *2 日本エンバイ ロ ケ ミ カルズ， *3 ダ イ キア ク シス， *4 パシ
フ ィ ッ ク コ ンサルタ ン ト ) ： 生活系排水からの枯渇化 リ ンの吸着法によ る回収 ・ 資源化にお
ける解析 ・ 評価， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 152

Z00009998

蛯江美孝 山本智子 (*1)， 稲森隆平 (*1)， 松村正利 (*1)， 桂萍， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 有用
植物の種類 と水質浄化特性等の比較解析に基づ く 植栽 ・ 土壌システムの最適化， 第 40 回日
本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 197

0105AB411

蛯江美孝 座間俊輔 (*1)， 松村正利 (*1)， Chun C.F.， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： USB ・ 生物膜
循環法における有機物 ・ 窒素同時効率的除去のための最適操作条件， 第 40 回日本水環境学
会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 222

0307BH593

蛯江美孝 近藤貴志 (*1)， 常田聡 (*1)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 生物学的 リ ン除去プロセ
スに存在する G-bacteria の生態解析， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演
集， 421

0105AB409

蛯江美孝 Nakagawa G.(*1)， Ebie Y.， Tsuneda S.(*2)， Matsumura M.(*1)， Inamori Y.(*1Univ.Tsukuba，
*2Waseda Univ.) ： Use of real-time PCR to examine the relationship between ammonia oxidizing
bacterial populations and nitrogen removal efficiency in a small decentralized treatment system
Johkasou，7th IWA Spec.Conf.Small Water Wastewater Syst.，Mexico City，2006.03，Proceedings

Z00009998

江守正多 平林由希子 (*1)， 鼎信次郎 (*2)， 沖大幹 (*3)， 江守正多， 竹内邦良 (*1)(*1 山梨大， *2 地球
研， *3 東大生産技研 ) ： 超高解像度温暖化実験によ る極値河川流量の長期変動， 水文 ・ 水資
源学会 2005 年度総会 ・ 研究発表会， つ く ば， 2005.08， プロ グ ラ ム

0306CE525
0305BA541
0406BA488

遠藤和人 坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三 ： 周辺環境の地理情報を考慮し た最終処分場の安全
性の評価手法の提案， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文
集， 228-230

0406BY762
0105AB403
0105PR012
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遠藤和人 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 神原隆則 (*1)， 束原純 (*1)(*1 中央開発 ) ： 海面埋立処分場
廃止後における保有水汚濁物質の挙動解析， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松，
2006.02， 同講演論文集， 308-310

0405MA394
0406BY756
0105AB403

大迫政浩 Osako M.，Kim Y.-J.，Kitamura K.(*1Mokpo Natl.Maritime Univ.，*2Hitachi Plant Eng.Constr.) ：
Interaction betweem dissolved humic matter and micropollutants in landfill leachate， Sardnia
2005,10th Int.Waste Manage.Landfill Symp.， Cagliari(Italy)， 2005.10， Proceedings(CD-ROM)

0105PR012
0105PR013

大迫政浩 崎田省吾， 大迫政浩， 山田正人 ： データベース を用いた浸出水水質の形成要因の評価， 第
27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 258-260

0406BY762

大原利眞 鵜野伊津志 (*1)， 大原利眞， 山地一代 (*2)， 谷本浩志， 黒川純一 (*3)(*1 九大応用力研，
*2FRCGC， *3 富士通エフア イ ピー ) ： アジア域の大気環境長期シ ミ ュ レーシ ョ ン とデータ
ベース化， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 591

0405BA463
0405BD464

大原利眞 山地一代 (*1)，大原利眞，鵜野伊津志 (*2)，谷本浩志，黒川純一 (*3)，秋元肇 (*1)(*1FRCGC/
JAMSTEC， *2 九大応用力研， *3 富士通エフア イ ピー ) ： 東アジアにおける対流圏オゾンの
季節変動， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 592

0405BA463
0405BD464

大原利眞 Uno I.(*1)，Ohara T.，Tanimoto H.，Yamaji K.(*2)(*1Kyushu Univ.，*2FRCGC)：Modeling study
of seasonal and inter-annual variation of trans-boundary air pollution in East Asia，4th Annu.CMAS
Models-3 User's Conf.,Chapel Hill， Chapel Hill， 2005.09

0405BA463
0405BD464

小熊宏之 武田知己， 小熊宏之， 米康充 (*1)， 平田竜一 (*2)， 佐野智人 (*2)， 藤田玲 (*3)， 藤沼康実 (*1
パス コ， *2 北大， *3 エコニ ク ス ) ： レーザスキ ャナを使った森林の三次元構造の測定， 第
52 回日本生態学会大会， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 232

9205AC264

小熊宏之 中路達郎， 小熊宏之， 藤沼康実 ： 広葉樹における PRI の温度 ・ 光応答， 第 52 回日本生態学
会大会， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 258

9205AC264

小熊宏之 久世暁彦 (*1)，近藤賀代子 (*1)，浜崎敬 (*1)，小熊宏之，森野勇，横田達也，井上元 (*1JAXA)：
GOSAT センサの概要と BBM 実験結果， 日本 リ モー ト センシング学会 第 38 回学術講演会，
野田， 2005.05， 同講演論文集， 17-18

9205AC264

小熊宏之 中路達郎， 小熊宏之， 藤沼康実 ： カ ラ マツ針葉における PRI と光利用効率の季節変動， 日本
リ モー ト センシング学会 第 38 回学術講演会 ( ポス ター発表 )， 野田， 2005.05， 同講演論文
集， 117-118

9205AC264

小熊宏之 Nakaji T.， Oguma H.， Fujinuma Y. ： Relationship between the remote sensed vegetation indices
and photosynthetic light use effeciency of Japanese larch needles，AsiaFlux Workshop 2005(Poster
Session)， Fujiyoshida， 2005.08， Proceedings， 49

9205AC264

小熊宏之 Takeda T.， Oguma H.， Yone Y.(*1)， Fujinuma Y.(*1PASCO) ： Estimation of plant area index by
down-looking heliborne LIDAR in Japanese larch forest，AsiaFlux Workshop 2005(Poster Session)，
Fujiyoshida， 2005.08， Proceedings， 47

9205AC264

小熊宏之 Yone Y.(*1)，Oguma H.，Fujinuma Y.(*1Pasco)：Development of measurement system for evaluating
forest ecosystems: Measurement method of NPP by using airborne laser survey，AsiaFlux Workshop
2005(Poster Session)， Fujiyoshida， 2005.08， Proceedings， 48

9205AC264

小熊宏之 Oguma H.，Fujinuma Y.：Research plan and strategy of the forest observation method using remote
sensing in the Fuji-Hokuroku site，AsiaFlux Workshop 2005(Poster Session)，Fujiyoshida，2005.08，
Proceedings， 51

9205AC264

小熊宏之 小熊宏之， 中路達郎， 藤沼康実 ： 森林樹冠上の連続分光計測システムの開発 と初期評価， 農
業環境工学関連 7 学会 2005 年合同大会， 金沢， 2005.09， 講演要旨集， 73

9205AC264

小熊宏之 米康充 (*1)， 小熊宏之， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： レーザ計測によ る森林パイオマスの推定， 農
業環境工学関連 7 学会 2005 年合同大会， 金沢， 2005.09， 講演要旨集， 78

9205AC264

小熊宏之 武田知己， 小熊宏之， 米康充 (*1)， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： 航空機 LIDER によ る森林の葉面
積密度分布の測定，農業環境工学関連 7 学会 2005 年合同大会，金沢，2005.09，講演要旨集，77

9205AC264

小熊宏之 Takeda T.， Oguma H.， Yone Y.(*1)， Fujinuma Y.(*1Pasco) ： Development of the technique to
estimate forest structure by Helicoptermounted LIDAR，1st Int.Symp.21st Century COE Program，
Gifu， 2005.10， Abstracts， 73-75

9205AC264
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小熊宏之 久世暁彦 (*1)， 占部智之 (*1)， 近藤賀代子 (*1)， 浜崎敬 (*1)， 小熊宏之， 森野勇， 横田達也，
井上元 (*1JAXA) ： GOSAT 温室効果ガス観測センサの BBM 実験結果， 第 31 回 リ モー ト セン
シングシンポジウ ム， つ く ば， 2005.11， 同講演論文集， 59-62

0406BA414
0505AE833
0105AE259

小熊宏之 小熊宏之， 藤沼康実 ： PEN システム導入によ る カ ラ マツ植林地の連続分光計測， 第 54 回日
本森林会北海道支部大会， 札幌， 2005.11

9205AC264

小熊宏之 米康充， 福士亮太 (*1)， 平田竜一， 小熊宏之， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： カ ラ マツ林 NPP 算出
値の検証－毎木調査 ・ 航空機レーザ計測 ・ 微気象学的手法－， 第 54 回日本林学会北海道支
部大会， 札幌， 2005.11

9205AC264

小熊宏之 中路達郎， 小熊宏之， 藤沼康実 ： リ モー ト センシングによ る苫小牧カ ラ マツ林における光利
用効率の推定， 第 54 回日本林学会北海道支部大会， 札幌， 2005.11

9205AC264

小熊宏之 小熊宏之， 横田達也， 森野勇， 須藤洋志， 吉田幸生， 江口菜穂， 久世暁彦 (*1)， 井上元
(*1JAXA)：飛行機搭載短波赤外フー リ エ変換分光器 (GOSAT-BBM) によ る二酸化炭素スペク
ト ル観測実験， 日本 リ モー ト センシング学会 第 39 回学術講演会， 鳴門， 2005.11， 同講演
論文集， 3-6

0505AE833
0406BA414

小熊宏之 Nakaji T.， Saigusa N.(*1)， Fujinuma Y.， Oguma H.(*1AIST) ： Estimation of light use efficiency of
Japanese larch forest using remote sensed vegetation indices，AGU 2005 Fall Meet.，San Francisco，
2005.12， Abstracts (CD-ROM)， B43B-0285

9205AC264

小熊宏之 Takeda T.， Oguma H.， Yone Y.(*1)， Fujinuma Y.(*1PASCO) ： Development of the method to
estimate plant area density by helicoptermounted side-looking LIDAR，AGU 2005 Fall Meet.(Poster
Session)， San Francisco， 2005.12， Abstracts(CD-ROM)， B43B-0286

9205AC264

小野雅司 Tonouchi M.， Murayama K.(*1)， Ono M.(*1Jpn.Meteorol.Bus.Support Cent.) ： WBGT forecasts
for preventing heat strokes in Japan， 86th Annu.Meet.Am.Meteorol.Soc.， Atlanta， 2006.02，
Proceedings， JP1.1

0105AE071

甲斐沼美紀子 Kainuma M.， Matsuoka Y.(*1)， Hibino G.(*2)， Fujino J.， Hanaoka T.， Miyashita M.(*2)， Akashi
O.(*3)， Nair R.， Pandey R.(*3)(*1Kyoto Univ.， *2Mizuho Inf.Res.Inst.， *3Indian Inst.Manage.) ：
GHG emission reduction potentials and mitigation cost analysis in world regions，
Annu.Meet.Int.Energy Workshop 2005， Kyoto， 2005.07， Abstracts

0004BA035
0105SP012

甲斐沼美紀子 Kainuma M.，Hijioka Y.，Takahashi K.，Masui T.Harasawa H.，Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.) ：
AIM/Impact model， Energy Modeling Forum， Snowmass(USA)， 2005.08

0105SP012
0507BA794

甲斐沼美紀子 甲斐沼美紀子 ： 科学が解明する地球温暖化の メ カニズム －我々に何ができ るのか－， 「横浜
市民大学 at 東洋英和」 公開講座， 横浜， 2005.10

0105SP012
0507BA794

甲斐沼美紀子 Kainuma M.， Masui T. ： Environmental modeling based on AIM， Kick-off Meet.Res.Proj.Promot.
Sustainable Dev.Context Reg.Econ.Integration， Hayama， 2005.10

0105SP012
0505BY910

甲斐沼美紀子 河瀬玲奈 (*1)， 松岡譲 (*1)， 甲斐沼美紀子， 花岡達也 (*1 京大 ) ： 世界主要国の二酸化炭素
排出量削減シナ リ オの解析， 第 33 回環境システム研究論文発表会， 北海道， 2005.11， 同講
演集， 269-274

0105SP012

甲斐沼美紀子 Kainuma M. ： APEIS project: results in phase I and proposal in phase II， AIM/APEIS Workshop，
Tsukuba， 2005.11

0105SP012
0505BY910

甲斐沼美紀子 Kainuma M. ： AIM/Enduse model: Features and applications， AIM/APEIS Workshop， Tsukuba，
2005.11

0105SP012
0505BY910

甲斐沼美紀子 甲斐沼美紀子 ：地球温暖化問題の現状と課題，北陸先端科学技術大学院大学，能美，2005.11 0105SP012
0105AE034

甲斐沼美紀子 Kainuma M.，Masui T.，Fujino J.，Hanaoka T.，Harasawa H.，Takahashi K.，Hijioka Y.，Matsuoka
Y.(*1)，Kawase R.(*1)(*1Kyoto Univ.)：GHG mitigation cost analysis in world regions and evaluation
of climate policies - Application of AIM，3rd Int.Workshop Integrated Clim.Models，Trieste，2006.01

0105SP012
0507BA794

甲斐沼美紀子 Kainuma M.：Recent development of AIM models and activities，11th AIM Int.Workshop，Tsukuba，
2006.03

0105SP012
0507BA794

甲斐沼美紀子 Kainuma M. ： Activity of APEIS， 11th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2006.03 0105SP012
0505BY910
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甲斐沼美紀子 Kainuma M. ： Future direction of AIM， 11th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2006.03 0105SP012
0507BA794

柏田祥策 蛇川亜香里， 柏田祥策， 立田晴記， 鑪迫典久， 五箇公一， 菅谷芳雄， 白石寛明， 酒泉満
(*1)(*1 新潟大 ) ： 野生型 メ ダカにおける薬物応答の地理的変異研究， 第 11 回バイオア ッ セ
イ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会， 船橋， 2005.09， 同講演要旨集， 13

0205AE509

兜　眞徳 兜眞徳：生活環境中超低周波磁界の健康 リ ス ク評価研究の国際動向，第 6 回電磁界の健康影
響に関する シンポジウ ム， 東京， 2005.11

0205KB459

兜　眞徳 兜眞徳 ： 生活環境中超低周波磁界の健康 リ ス ク評価研究の国際動向， 第 76 回日本衛生学会
総会， 宇部， 2006.03

0205KB459

亀山　哲 Kameyama S.， Fukushima M.， Harashima A.， Shimazaki H.， Kaneko M.(*1)， Takada
M.(*2)(*1Hokkaido Rakuno Gakuen Univ.， *2Hokkaido Inst.Environ.Sci.) ： The effects of
anthropogenic watershed changes on river water quality -The watershed fragmentation by dams and
its impacts in Japan， 2nd EGU Gen.Assem.2005， Vienna， 2005.04， Geophys.Res.Abst.， 357

0508AH778
0305CD537
9605AE211

亀山　哲 Kameyama S.， Fukushima M.， Harashima A.， Shimazaki H.， Kaneko M.(*1)， Takada
M.(*2)(*1Hokkaido Rakuno Gakuen Univ.， *2Hokkaido Inst.Environ.Sci.) ： The impact of
anthropogenic activities on stream water quality and freshwater fish habitats -A nationwide study
in Japan-， Am.Fish.Soc.135th Annu.Meet.， Anchorage， 2005.09， Abstracts， CO-16-13

0305CD537
0105AA270
9605AE211

亀山　哲 亀山哲， 福島路生， 韓美徳 (*1)， 雨宮護 (*1)， 金子正美 (*2)(*1 筑波大， *2 酪農学園大 ) ： 全
国を対象 と し た淡水魚生息地ポテンシャルの推測と その時空間的変化，国際湿地再生シンポ
ジウ ム 2006( ポス ター発表 )， 大津， 2006.01， プロ グ ラ ム ・ 同予稿集， 52

0305CD537
0508AH778
0105AA270

川本克也 川本克也， 倉持秀敏 ： 環境化学パラ メ ータ精密測定値に基づ く 有機臭素化合物の環境内運
命， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 554-555

0105AB401

川本克也 川本克也， 倉持秀敏， 呉畏 ： 触媒を用いた熱分解ガス化－改質によ る廃木材か ら の水素製
造，日本機械学会 第 15 回環境工学総合シンポジウ ム，室蘭，2005.07，同講演論文集，194-197

0307BH593

川本克也 Kawamoto K.， Ishikawa N. ： Experimental evidence for de novo synthesis of PBDD/PBDF and
PXDD/PXDF as wel l  as dioxins in the thermal processes o f  ash samples， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 2219-2221

0105AB401

川本克也 川本克也， 高橋富男 (*1)， 龍吉生 (*1)， 山下実 (*1)， 安納剛志 (*1)(*1 日本技術開発 ) ： 廃棄
物の焼却処理等に関する意識調査， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演
論文集， 158-160

0105AB401

川本克也 呉畏， 川本克也， 倉持秀敏 ： 触媒を用いた低温ガス化－改質によ る都市ごみからの水素生成
に関する基礎研究， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 779-781

0307BH593

川本克也 川本克也， 石川紀子 ： 灰試料の加熱によ るダ イオキシン類 ・ 臭素系ダ イオキシン類の生成，
第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.11， 同講演論文集， 833-835

0105AB401

川本克也 川本克也， 依田育子， 今泉隆志 (*1)(*1 シンシア ) ： 産業廃棄物焼却炉排ガスの有機ハロゲン
量指標によ る評価， 第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2005.11， 同講
演論文集， 854-856

0105AB401

川本克也 Arey J.S.(*1)， Snelling J.(*2)， Barnett M.O.(*2)， Zhao D.(*2)Kawamoto K.， Gschwend
P.M.(*3)(*1Swiss Federal Inst.Lausanne， *2Auburn Univ.， *3Massachusetts Inst.Technol.) ：
Decision-making tools for anticipating the impacts of fuel blends on air and water: lessons from
MTBE， SETAC 26th Annu.Meet.North Am.， Baltimore， 2005.11， Abstracts

0105AB401

川本克也 Wu W.， Kawamoto K.， Kuramochi H. ： Hydorogen rich synthesis gas production from catalytic
gasification of waste woods，1st Int.Conf.Exhib.Therm.Treat.Resour.Util.Wastes，Beijing，2005.11，
Proceedings， 313-324

0307BH593

川本克也 川本克也， 宮田治男 (*1)， 古橋誠 (*1)， 須山友一 (*1)(*1 三機工業 ) ： ダイオキシン類簡易測
定法を用いたごみ焼却施設の運転管理， 第 13 回衛生工学シンポジウ ム， 札幌， 2005.11， 同
論文集， 87-90

0105AB401

貴田晶子 貴田晶子 ： 廃棄物 と 溶融ス ラ グ等再生材の環境安全性， 第 65 回分析化学討論会， 北見，
2005.04， 同講演要旨集， 626

0105AB400
0406BC339
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貴田晶子 貴田晶子， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 大気への水銀の排出係数について， 第 14 回
環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 117-118

0507BE955

貴田晶子 浅利美鈴 (*1)， 酒井伸一 (*1)， 貴田晶子 (*1 京大環境保全セ ) ： 臭素化難燃剤の熱操作過程
における分解挙動， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 564-565

0305AE487

貴田晶子 貴田晶子， 宇智田奈津代， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 一般土壌中の金属類の塩酸抽
出量について， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 790-791

0105AB400

貴田晶子 Asari M.(*1)，Sakai S.(*1)，Kida A.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Degradation behavior of brominated flame
retardants(BFRs) during thermal processes， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs;
DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen Compd.， 2175-2177

0104BC240

貴田晶子 Kida A.， Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Mercury inventory to the air in Japan， China Workshop
on Mercury Control from Coal Combustion， Beijing， 2005.10， Proceedings， 52-65

0507BE955

貴田晶子 貴田晶子， 宇智田奈津代， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 溶融ス ラ グおよび土壌中に含
まれる金属類の塩酸抽出量，第 16 回廃棄物学会研究発表会 （ポス ター発表），仙台，2005.10，
同講演論文集， 654-656

0105AB400

貴田晶子 貴田晶子， 大迫政浩， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 溶融ス ラ グのアス フ ァル ト 合材利
用時の摩耗・粉塵飛散に関する実験的検討，第 16 回廃棄物学会研究発表会 （ポス ター発表），
仙台， 2005.10， 同講演論文集， 657-659

0105AB400

貴田晶子 肴倉宏史 (*1)， 貴田晶子， 大迫政浩 (*1 秋田高専 ) ： 環境曝露促進試験を経た路盤材利用再
生材の長期溶出挙動， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文
集， 84-86

0105AB400
0406BC339

貴田晶子 貴田晶子， 大迫政浩， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 溶融ス ラ グのコ ン ク リ ー ト 骨材利
用における アルカ リ 曝露によ る重金属類の溶出性変化， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発
表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 87-89

0105AB400
0406BC339

崔　　星 崔星， 平野靖史郎 ： ヒ 素飲水投与し た A/J マウ スにおける肺癌の発生と epipenetic な異常，
第 45 回日本肺癌学会九州地方会 ( ポス ター発表 )， 宜野湾， 2005.07， 同予稿集， 34

0405AF788

崔　　星 Cui X. ： Arsenic metabolism and epigenetic effects in carcinogenesis and cacer prevention， 2005
World DNA Genome Day(Poster Session)， Dalian， 2005.08， Abstracts， 70

0405AF788

崔　　星 Cui X.， Wakai T.(*1)， Hatakeyama K.(*1)， Hirano S.(*1Grad.Sch.Niigata Univ.) ： Reactivation of
p16INK4a and RASSF1A genes and inhibition of c-myc and htert expression by As203 in colorectal
cancer cells， 20th Eur.Congr.Pathol.， Paris， 2005.09， Abstracts， 140

0405AF788

崔　　星 崔星， 若井俊文 (*1)， 畠山勝義 (*1)， 平野靖史郎 (*1 新潟大 ) ： ヒ 素を経口投与し た C3H マ
ウ スにおける肝癌の発生 と DNA メ チル化変化，第 64 回日本癌学会学術総会 ( ポス ター発表
)， 札幌， 2005.09， 同講演要旨集， 111

0405AF788

刀正行 刀正行 ： 商船を利用し た広域海洋汚染観測 (5)， 日本分析化学会 第 54 年会， 名古屋，
2005.09， 同講演要旨集， 62

0002BA047

刀正行 Kawanishi T.(*1)，Kunugi M.，Hayakawa K.(*1)(*1Grad.Sch.Kanazawa Univ.)：Monitoring chemical
substances in surface sea water in North Paciffic Area， PICES 14th Annu.Meet.， Urageostocc，
2005.10， Program， 90

0002BA047

倉持秀敏 倉持秀敏， 宮崎耕平 (*1)， 長浜邦雄 (*2)， 前田光治 (*3)， 川本克也 (*1 日揮情報システム，
*2 東京都大， *3 兵庫県大 ) ： TBBP-A の水溶解度およびオ ク タ ノ ール／水分配係数の測定，
第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 292-293

0105AB401
0105AB406

倉持秀敏 西村元輔 (*1)， 前田光治 (*1)， 朝熊裕介 (*1)， 福井啓介 (*1)， 倉持秀敏 (*1 兵庫県大 ) ： マイ
ク ロチャネルを使った抽出操作の研究，分離技術年会 2005( ポス ター発表 )，大阪，2005.06，
技術 ・ 研究発表講演要旨集， 159-160

0105AB401

倉持秀敏 Kuramochi H.，Maeda K.(*1)，Nakajima D.，Goto S.，Kawamoto K.(*1Hyogo Univ.)：Water solubility
of solid solution of phenanthrene and anthracene mixture，ISPAC 20，Toronto，2005.08，Abstracts，
2681

0105AB401

倉持秀敏 Hidetoshi K.，Kawamoto K.：Application of the UNIFAC model to represent aqueous solubility and
1-octanol/water partition coefficients for POPs， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.
POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen Compd.， 1928-1931

0105AB401
0105AB406
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倉持秀敏 Kuramochi H.， Wu W.， Nakajima D.， Goto S.， Kawamoto K. ： Reduction of HCI emission during
biomass pyrolysis by addition of K-rich biomass， PACIFICHEM 2005(Poster Session)， Honolulu，
2005.12， Abstracts(CD-ROM)

0307BH593
0105AB401

小池英子 小池英子 ： デ ィ ーゼル排気粒子が呼吸 ・ 免疫系に及ぼす影響， 第 3 回肺研究フ ォーラ ム 21，
幕張， 2005.04， プロ グ ラ ム

0405AE396
0304CD566

小池英子 小池英子， 小林隆弘 ： デ ィ ーゼル排気曝露によ り 変動する肺の遺伝子発現におけ る in vivo
と in vitro の比較解析， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 614

0405AE396

小池英子 島浩稔， 小池英子， 尾村誠一， 小林隆弘 ： デ ィ ーゼル排気粒子中の酸化能を有する画分の毒
性及び化学的性状解析， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 524

0405AE396

小池英子 尾村誠一， 小池英子， 小林隆弘 ： マイ ク ロ アレ イ を用いたデ ィ ーゼル排気粒子中分画有機成
分のラ ッ ト 肺胞上皮細胞に及ぼす影響の解析，第 46 回大気環境学会年会，名古屋，2005.09，
同講演要旨集， 532

0405AE396

小池英子 小池英子 ： 粒子状物質が免疫系に及ぼす影響と酸化ス ト レ ス作用， 第 12 回日本免疫毒性学
会学術大会， 東京， 2005.09， 同講演要旨集， 27-29

0405AE396
0307AA512

小池英子 青柳元 (*1)， 小池英子， 小林隆弘 (*1 筑波大院 ) ： デ ィ ーゼル排気粒子の構成成分がラ ッ ト
の肺胞マ ク ロ フ ァージ と末梢血単球の Ia,B7 分子の発現に及ぼす影響， 第 12 回日本免疫毒
性学会学術大会， 東京， 2005.09， 同講演要旨集， 81

0405AE396
0307AA512

小池英子 小池英子，小林隆弘：デ ィ ーゼル排気粒子が抗原提示細胞に与え る影響と酸化ス ト レ スの関
係， 第 55 回日本アレルギー学会総会， 盛岡， 2005.10， アレルギー， 1056

0405AE396

越川昌美 Koshikawa M.K.，Takamatsu T.，Nohara S.，Shibata H.(*1)，Yoh M.(*2)，Satake K.(*3)(*1Hokkaido
Univ.，*2Tokyo Univ.Agric.Technol.，*3Rissho Univ.)：Speciation of aluminum in Japanese stream
waters，Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition(Poster Session)，Prague，2005.06，Abstracts，
594

0204CD437

小林伸治 長谷川就一， 小林伸治， 伏見暁洋， 田邊潔， 藤谷雄二， 高橋克行， 若松伸司 ： 沿道大気中ナ
ノ粒子の実態調査 (1) 粒径分布の長期観測， 第 22 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 堺，
2005.07， 同予稿集， 3-4

0105AA295

小林伸治 長谷川就一， 小林伸治， 秋山賢一 (*1)(*1 日本自動車研 ) ： 走査型プローブ顕微鏡を用いた自
動車起源ナ ノ粒子の観察， 第 22 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 堺， 2005.07， 同予稿
集， 193-194

0105AA295

小林伸治 藤谷雄二， 井出野良裕 (*1)， 伏見暁洋， 小林伸治， 田邊潔， 小林隆弘 (*1 柴田科学 ) ： エン
ジンオイル，炭化水素を用いた吸入暴露実験の為のナ ノ 粒子生成，第 22 回エア ロ ゾル科学・
技術研究討論会， 堺， 2005.07， 同予稿集， 87-88

0105AA295

小林伸治 Hasegawa S.， Fushimi A.， Kobayashi S.， Saitoh K.(*1)， Tanabe K.， Wakamatsu S.
(*1Environ.Res.Inf.Cent.Akita Pref.) ： Size distribution and chemical composition of nano- to
micrometer-size particles in roadside atmosphere， 16th Reg.Conf.Clean Air Environ.Asian
Pac.Area， Tokyo， 2005.08， Abstracts， 49

0105AA295

小林伸治 Fujitani Y.， Kobayashi S.， Kondoh Y.， Tanabe K.， Hasegawa S.， Fushimi F.， Shima H.， Koike E.，
Kobayashi T.：Size dependent chemical compositions of diesel exhaust particles in steady state and
transient cycle，16th Reg.Conf.Clean Air Environ.Asian Pac.Area(Poster Session)，Tokyo，2005.08，
Abstracts， 170

0105AA295

小林伸治 長谷川就一， 小林伸治， 高橋克行， 伏見暁洋， 田邊潔， 藤谷雄二， 若松伸司 ： 沿道大気中ナ
ノ粒子の時間変化 と季節変動に関する解析， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09，
同講演要旨集， 284

0105AA295

小林伸治 高橋克行， 小林伸治， 長谷川就一， 藤谷雄二， 田邊潔， 伏見暁洋， 若松伸司 ： 冬季における
沿道 と後背地のナ ノ粒子粒径分布比較， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講
演要旨集， 285

0105AA295

小林伸治 平林幹啓， 小林伸治， 田邊潔， 米田穣， 柴田康行， 松尾基之 (*1)(*1 東大院 ) ： 14C 測定に基
づ く 沿道域大気粉じんの発生源解析と他の発生源解析法と の比較，日本分析化学会 第 54 年
会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 85

0105AA295
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小林伸治 藤谷雄二， 関谷美香， 小林伸治， 田邊潔， 鈴木明， 小林隆弘 ： ナ ノ 粒子健康影響実験棟にお
ける発生 ・ 暴露施設の性能評価， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨
集， 268

0105AA295

小林伸治 中塚誠次 (*1)， 國見均 (*1)， 小林伸治， 南齋規介 (*1 石油産業活性化セ ) ： JCAPII における
排出イ ンベン ト リ 推計システムの開発， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講
演要旨集， 350

0105AA295

小林伸治 小林伸治 ： 道路沿道大気中におけるナ ノ 粒子の計測と環境影響， 日本機械学会 2005 年度年
次大会先端技術フ ォーラ ム， 調布， 2005.09， 同講演資料集， 160-161

0105AA295

小林伸治 Hirabayashi M.， Shibata K.(*1)， Muramoto A.(*1)， Yoshinaga J.(*1)， Kobayashi S.， Yoneda M.，
Tanabe K.， Shibata Y.， Matsuo M.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo) ： Inverstigation of source
apportionment for carbon component in airborne particulate based on 14C measurements of
oraganic and elemental carbons， 10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005.09，
Abstracts， 69

0105AA295

小林伸治 藤谷雄二， 関谷美香， 小林伸治， 田邊潔， 鈴木明， 小林隆弘 ： ナ ノ 粒子健康影響実験棟にお
ける発生 ・ 曝露施設の性能評価， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨
集， 268

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林伸治 小林伸治 ： 自動車排ガス中ナ ノ 粒子の沿道計測， エア ロ ゾルシンポジウ ム 「粒子の計測， 制
御， 分析と， 環境 ・ 生体への影響－自動車排ガス， 大気ナ ノ粒子－」， 東京， 2005.11， 同資
料集， 41-47

0204BY486

小林伸治 小林伸治 ： 道路沿道及び都市大気中におけ るナ ノ 粒子の挙動， 自動車技術会シンポジ ウ ム
No.04-06 デ ィ ーゼル微粒子の先端計測 と DPF によ る低減技術， 東京， 2006.01， 同予稿集，
24-29

0204BY486

小林隆弘 Kobayashi T. ： Exposure,health and environmental risk assessment of nanoparticles， 1st
Int.Nanotechnol.Conf.Commun.Coop.(Poster Session)， San Francisco， 2005.05， 54

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 Kobayashi T. ： Exposure,and health and environmental risk assessment of nanoparticles， UK-
Jpn.Workshop health Environ.Soc.Impacts Nanotechnol.， London， 2005.07， Program

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 小林隆弘 ： III. 自動車排ガス と健康影響， 平成 17 年度環境改善研修， 名古屋， 2005.08 0307AA512

小林隆弘 小林隆弘 ： ナ ノ 粒子の生体への影響 ・ 毒性について， シーズ と ニーズ ・ 2005 年度特別例会
(1) 「第 10 回 WORK SHOP 成膜」， 京都， 2005.09， 同予稿集， 20-23

0307AA512

小林隆弘 小林隆弘 ： ナ ノ粒子 ( デ ィ ーゼル， チタ ニア， フ ラーレン等 ) の リ ス ク評価， 東京コ ンフ ァ
レ ン ス 2005 －分析計測化学の進歩と展開－， 千葉， 2005.09， 同講演要旨集， 65-66

0307AA512

小林隆弘 副島啓義 (*1)， 林広司 (*1)， 渡辺孝一 (*2)， 小林正義 (*2)， 福田浩之 (*3)， 小林隆弘， 古屋
一夫 (*4)， 鷹岡昭夫 (*5)， 森博太郎 (*5)(*1 島津製作所， *2 新潟大， *3 千葉大， *4 物質材料
研機構， *5 大阪大 ) ： 人体組織における代謝由来環境由来微量金属元素のマイ ク ロ アナ リ シ
ス， マイ ク ロ ビームアナ リ シス 第 141 回委員会第 121 研究会， 名古屋， 2005.09

0405AE396

小林隆弘 根津豊彦， 平野祐人 (*1)， 小林隆弘， 鈴木忠男 (*2)(*1 日本環境衛セ， *2 日本自動車研 ) ： 微
小粒子状物質の生体影響 (1) [PM2.5 濃縮粒子 (CaPs) の化学的性状， 第 46 回大気環境学会年
会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 525

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 丸山良子 (*1)， 佐藤都也子 (*2)， 飯嶋麻里子 (*3)， 島浩稔， 尾村誠一， 小林隆弘 (*1 東北大，
*2 山梨大， *3 東大先端科技セ ) ： PM2.5 が高血圧ラ ッ ト の呼吸 ・ 循環機能に及ぼす影響， 第
46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 528

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 横田俊二， 大原直樹 (*1)， 小林隆弘 (*1 食品薬品安全セ ) ： デ ィ ーゼル排気粒子抽出成分 3
種の起炎症作用 と心虚血－再灌流不整脈に対する作用，第 46 回大気環境学会年会，名古屋，
2005.09， 同講演要旨集， 619

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 伊藤剛， 田村久美子， 鈴木忠男 (*1)， 小林隆弘 (*1 日本自動車研 ) ： 微小粒子状物質 (PM2.5)
曝露の生体影響－ CAPs 曝露が心肺循環機能におけ よぼす影響の分子生物学的解析－，第 46
回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.11， 同講演要旨集， 526

0405AE396
0105AA299
0307AA512
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小林隆弘 石原陽子 (*1)， 京相雅樹 (*2)， 八名和夫 (*3)， 鈴木忠男 (*4)， 小林隆弘 (*1 久留米大， *2 武
蔵工大， *3 法政大， *4JARI) ： 微小粒子状物質 (PM2.5) の健康影響－老齢ラ ッ ト の心血管系
への PM2.5 の影響， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.11， 同講演要旨集， 527

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 小林隆弘：ナ ノ粒子の曝露評価と生体影響に関する課題，科学技術振興調整費国際シンポジ
ウ ム Exploring Small World Role of Public Res.Inst.， 東京， 2006.02， 同予稿集， 139-147

0307AA512

小林隆弘 小林隆弘 ： ナ ノ粒子の生体影響研究の動向， 平成 17 年度 「魅力あ る大学院教育」 イ ニシア
テ ィ ブ 世界基準を体感する武者修行応援プロ グ ラ ム ホーム ・ イ ン ターナシ ョ ナル 「連携大
学院 と の交流会」， つ く ば， 2006.02， プロ グ ラ ム

0405AE396
0307AA512

小林隆弘 Kobayashi T. ： Current studies on exposure and health risk assessment of nanoparticles in NIES，
2nd Jt.Sci.Counc.Jpn-Royal Soc.Workshop Potential Health,Environ.Soc.Impacts Nanotechnol.，
Tokyo， 2006.02， Program

0405AE396
0105AA299
0307AA512

小林隆弘 種田晋二， 藤谷雄二， 小林隆弘， 関興一 (*1)， 大倉一枝 (*2)， 佐久嶋明世 (*3)， 八巻耕也
(*4)， 吉野伸 (*4)， 森洋樹 (*2)， 鈴木明 (*1 北大院， *2 北海道医療大， *3 九州保健福祉大，
*4 神戸薬大 ) ： 炭素模擬ナ ノ粒子鼻部曝露における心電図および心拍変動の解析， 日本薬学
会 第 126 年会 ( ポス ター発表）， 仙台， 2006.03， 同要旨集， 191

0105SP031

小林弥生 小林弥生， 早川亨， 平野靖史郎 ： ヒ 素化合物の酵素的 メ チル化反応， 日本薬学会 第 125 年
会， 東京， 2005.03， 同要旨集 (CD-ROM)

0509AE796
0509BD785

小林弥生 小林弥生，平野靖史郎： ヒ 素の代謝と解毒機構－無機 ヒ 素を投与し た ラ ッ ト における胆汁お
よび肝臓中過酸化水素の測定－， フ ォーラ ム 2005 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キシコ ロ ジー ( ポス
ター発表 )， 徳島， 2005.10， 同予稿集， S-151

0005AE245

小松一弘 小松一弘， 今井章雄， 松重一夫， 篠原梓 (*1)(*1 地球人間環境フ ォーラ ム ) ： 糖類組成情報に
基づ く 藻類由来有機物中 DOM の特性評価， 日本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09， 同
講演予稿集， 93

0406AG399
0506CD556

近藤美則 近藤美則 ： 自動車のエネルギー ・ 環境問題を考え よ う －誰にでもでき る車の低公害化－， 平
成 16 年度環境月間記念 第 21 回公開講演会， 東京， 2004.06， 同講演集， 1-20

0105AA295

近藤美則 Kudoh Y.，Hasegawa T.(*1)，Kondo Y.，Matsuhashi K.，Moriguchi Y.，Yoshida Y.(*1)，Matsuhashi
R.(*1)，Ishitani H.(*2)(*1Univ.Tokyo，*2Keio Univ.)：Environmental impacts of introducing FCEVs
and BEVs within road traffic system of Tokyo，21st Worldwide Battery Hybrid and Fuel Cell Electric
Veh.Symp.Exhib.， Monaco， 2005.04

0105AA295

近藤美則 近藤美則， 小林伸治 ： デ ィ ーゼル車の運転条件と ナ ノ 粒子の発生と の関係に関する研究， 自
動車技術会 2005 年春季大会学術講演会， 横浜， 2005.05， 同前刷集， 15-18

0105AA295

近藤美則 工藤祐揮 (*1)， 長谷川貴彦 (*2)， 近藤美則， 松橋啓介， 森口祐一， 松橋隆治 (*2)， 吉田好邦
(*2)， 石谷久 (*3)(*1 産総研， *2 東大院， *3 慶応大 ) ： 東京の道路交通システムへの燃料電
池車・電気自動車導入によ る環境影響評価，EVS フ ォーラ ム 2005，横浜，2005.06，同論文集

0105AA295

近藤美則 Shirakawa Y.(*1)， Masutomo R.(*2)， Takeuchi Y.(*1)， Maeyama N.(*1)， Fukuda A.(*3)， Kondo
Y.，Kobayashi S.(*1Jpn.Weather Assoc.，*2Jpn.Transp.Coop.Assoc.，*3Nihon Univ.) ：Estimation
of mobile source emissions in Bangkok Metropolitan Area -Development of driving cycles and
emission factor-，16th Reg.Conf.Clean Air Environ.Asian Pac.Area，Tokyo，2005.08，Abstracts，62

0105AA295

近藤美則 近藤美則， 小林伸治 ： ナ ノ 粒子発生に及ぼす雰囲気環境の影響に関する研究， 第 46 回大気
環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 287

0105AA295

近藤美則 藤谷雄二， 長谷川就一， 伏見暁洋， 近藤美則， 小林伸治， 田邊潔， 小林隆弘， 若松伸司 ： 低
圧イ ンパク ターによ るデ ィ ーゼル排気粒子および沿道大気粒子捕集時のアーテ ィ フ ァ ク ト
に関する検討， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 286

0105AA295
0307AA512

近藤美則 伏見暁洋， 近藤美則， 小林伸治， 森口祐一， 田邊潔 ： 自動車排出ガス中揮発性有機化合物測
定法の検討 ： 高反応性成分に注目し て， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講
演要旨集， 270

0105AA295

近藤美則 藤谷雄二， 長谷川就一， 伏見暁洋， 近藤美則， 小林伸治， 田邊潔， 小林隆弘， 若松伸司 ： 低
圧イ ンパク ターによ るデ ィ ーゼル排気粒子および沿道待機粒子捕集時のアーテ ィ フ ァ ク ト
に関する検討， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 286

0405AE396
0105AA299
0307AA512
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近藤美則 近藤美則， 松橋啓介， 小林伸治， 田邊潔 ： 身近な交通の見直しによ る CO2 削減に関する研
究 (1) 乗用車の目的別利用頻度，距離と走行特性，エネルギー・資源学会 第 22 回エネルギー
システム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レ ン ス， 東京， 2006.01， 同講演論文集， 527-530

0105AA295

五箇公一 Goka K. ： Influences of invasive European bumblebee on the Japanese native species，
Exp.Approaches Conserv.Biol.UCLA， Los Angels， 2001.09， Abstracts， 43

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： マルハナバチ利用の生態系問題について， 第 7 回マルハナバチ利用技術研究会，
東京， 2001.11

0105AA205

五箇公一 五箇公一： セイ ヨ ウオオマルハナバチの導入に伴 う 生態系への影響を巡る諸問題，農業環境
技術研究所昆虫研究グループ ・ シンポジウ ム 「導入昆虫の生態系への影響と その評価法」 ，
つ く ば， 2001.12， 講演要旨集， 38-47

0105AA205

五箇公一 五箇公一：化学農薬の リ ス ク と生物農薬の リ ス ク，第 49 回日本生態学会大会，仙台，2002.03，
同講演要旨集， 45

0105AA205

五箇公一 五箇公一，小島啓史 (*1)(*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム )：輸入ク ワガタの脅威－ク ワガタ ムシ
商品化に関わる生態学的問題， 第 46 回日本応用動物昆虫学会大会， 東京， 2002.03， 同講演
要旨集， 60

0105AA205

五箇公一 五箇公一，小島啓史 (*1)(*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム )：輸入ク ワガタの脅威－ク ワガタ ムシ
商品化に関わる生態学的問題，第 49 回日本生態学会大会，仙台，2002.03，同講演要旨集，123

0105AA205

五箇公一 上杉龍士 (*1)， 五箇公一， 刑部正博 (*2)(*1 東大， *2 果樹研 ) ： 遺伝的変異維持における遺
伝子流動の効果－ナ ミ ハダニ実験個体群によ る検証－，第 46 回日本応用動物昆虫学会大会，
東京， 2002.03， 同講演要旨集， 54

0105AA205

五箇公一 浅沼友子 (*1)， 五箇公一， 鷲谷いづみ (*1)， 米田昌浩 (*2)， 丹羽里美 (*3)(*1 東大， *2 アピ，
*3 ト ー メ ン )：輸入マルハナバチの脅威－マルハナバチの商品化に伴 う 生態学的問題，第 46
回日本応用動物昆虫学会大会， 東京， 2002.03， 同講演要旨集， 61

0105AA205

五箇公一 浅沼友子 (*1)， 五箇公一， 鷲谷いづみ (*1)， 米田昌浩 (*2)， 丹羽里美 (*3)(*1 東大， *2 アピ，
*3 ト ー メ ン )：輸入マルハナバチの脅威－マルハナバチの商品化に伴 う 生態学的問題，第 49
回日本生態学会大会， 仙台， 2002.03， 同講演要旨集， 123

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： 小笠原におけるセスジユス リ カの遺伝的固有性， 第 13 回ユス リ カ研究集会， 潮
来， 2002.05， 同予稿集， 13-14

0105AA205

五箇公一 Goka K.，Okabe K.(*1)，Yoneda M.(*2)，Niwa S.(*1FFPRI，*2Api)：Bumblebee commercialization
has caused international migration of parasitic mits， 11th Int.Congr.Acarol.， Merida(Mexico)，
2002.09， Abstracts， 75

0105AA205

五箇公一 五箇公一，小島啓史 (*1)(*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム )：輸入ク ワガタの生態学的問題－遺伝
的攪乱 と寄生生物の持ち込み－，日本昆虫学会 第 62 回大会，富山，2002.09，同講演要旨集，67

0105AA205

五箇公一 上杉龍士 (*1)， 谷尚樹 (*2)， 津村義彦 (*2)， 五箇公一， 西廣淳 (*1)， 鷲谷いづみ (*1)(*1 東
大， *2 森林総研 ) ： 絶滅危惧植物アサザのマイ ク ロサテ ラ イ ト マーカーの開発 と その多型
性， 第 50 回日本生態学会大会， つ く ば， 2003.03， 同講演要旨集， 118

0105AA205

五箇公一 丹羽里美 (*1)， 五箇公一， 大矢陽一 (*2)， 米田昌浩 (*3)(*1 ト ー メ ン， *2 東大， *3 アピ ) ：
マルハナバチの商品化に伴 う 生態学的問題－マルハナバチの遺伝的分化の実態及び寄生生
物が及ぼす影響－， 第 50 回日本生態学会大会， つ く ば， 2003.03， 同講演要旨集， 247

0105AA205

五箇公一 上杉龍士 (*1)， 五箇公一 (*1 東大 ) ： 作用機構の異なる薬剤間の 「見かけ上の交差抵抗性」 －
殺ダニ剤ク ロルフ ェナピル と エ ト キサゾールを例に－，第 47 回日本応用動物昆虫学会大会，
盛岡， 2003.03， 同講演要旨集， 41

0105AA205

五箇公一 丹羽里美 (*1)， 五箇公一， 大矢陽一 (*2)， 米田昌浩 (*3)(*1 ト ー メ ン， *2 東大， *3 アピ ) ：
マルハナバチの商品化に伴 う 生態学的問題－マルハナバチの遺伝的分化の実態及び寄生生
物が及ぼす影響－， 第 47 回日本応用動物昆虫学会大会， 盛岡， 2003.03， 同講演要旨集， 56

0105AA205

五箇公一 五箇公一， 小島啓史 (*1)(*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム ) ： 輸入ク ワガタの生態 リ ス ク， 第 47
回日本応用動物昆虫学会大会， 盛岡， 2003.03， 同講演要旨集， 56

0105AA205

五箇公一 五箇公一，小島啓史 (*1)(*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム )： ク ワガタ ムシの商品化に関わる生態
学的問題－遺伝的撹乱 と寄生性ダニ持ち込みの実態について－，第 50 回日本生態学会大会，
つ く ば， 2003.03， 同講演要旨集， 247

0105AA205
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五箇公一 五箇公一：日本の ク ワガタ ムシ，外国の ク ワガタ ムシ，第 1 回キ ョ ロ ロ講座，松之山，2003.08， 0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： ク ワガタ ムシ商品化にまつわる生態学的 ト ピ ッ ク ( その 1) －遺伝的攪乱および
寄生性ダニの持ち込み－， 第 12 回日本ダニ学会大会， 那覇， 2003.10， プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 古角詩香， 五箇公一， 岡部貴美子 (*1)(*1 森林総研 ) ： ク ワガタ ムシ商品化にまつわる生態学
的 ト ピ ッ ク ( その 2) －ク ワガタ ムシに寄生するダニ－， 第 12 回日本ダニ学会大会， 那覇，
2003.10， プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 Goka K.：Genetic disturbance caused by commercialization of stag beetles in Japan，Int.Symp.Endo-
Symbiosis Mol.Evol.Insects， Tsuchiura， 2003.10

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： 外来昆虫の引き起こす問題～外国産ク ワガタ ムシの輸入をめぐ って， 第 15 回環
境動物昆虫学会年次大会シンポジウ ム， 堺， 2003.11

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： 外国産ク ワガタ ムシの大量輸入がも た らす生態 リ ス ク， 日本分類学会連合 第 3
回シンポジウ ム， 東京， 2004.01

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： ク ワガタ ムシ～商品化によ る遺伝子攪乱 ( 招待講演）， シンポジウ ム 「生態学か
らみた野生生物の保護 と法律」， 東京， 2004.02

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： 外来種感染の侵入路究明に期待集める移入種 DNA マ ッ プ， 東京テ ク ノ フ ォーラ
ム 21 第 75 回研究交流会， 東京， 2004.02

0105AA205

五箇公一 五箇公一，小島啓史 (*1)(*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム )： ク ワガタ ムシ商品化に関する生態学
的 ト ピ ッ ク－ ヒ ラ タ ク ワガタにおける生殖隔離機構の進化， 第 48 回日本応用動物昆虫学会
大会， 京都， 2004.03， プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 古角詩香， 五箇公一， 岡部貴美子 (*1)， 小島啓史 (*2)(*1 森林総研， *2 ニフテ ィ 昆虫フ ォー
ラ ム ) ： ク ワガタ ムシ商品化に関する生態学的 ト ピ ッ ク－国内および外国産ク ワガタ ムシに
寄生するダニ， 第 48 回日本応用動物昆虫学会大会， 京都， 2004.03， プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 小島啓史 (*1)， 五箇公一 (*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム ) ： ク ワガタの個体変異の原因調査研
究， 第 48 回日本応用動物昆虫学会大会， 京都， 2004.03， プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： 外来種新法と輸入昆虫問題，第 48 回日本応用動物昆虫学会大会，京都，2004.03，
プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： ク ロ ロニコチニル系浸透移行性殺虫剤の生態 リ ス ク， 第 48 回日本応用動物昆虫
学会大会， 京都， 2004.03， プロ グ ラ ム

0105AA205

五箇公一 Sanchez-bayo F.(*1)， 五箇公一， 本山直樹 (*1)(*1 千葉大 ) ： Changes in the ecology of rice
paddies due to toxic chemicals， 第 49 回日本応用動物昆虫学会大会， 町田， 2004.03

0406BA421

五箇公一 五箇公一 ： 外来昆虫の導入に伴 う 寄生性ダニの侵入， 分子共種分化解析， 日本生物地理学会
第 59 回年次大会シンポジウ ム， 東京， 2004.04

0105AA205

五箇公一 五箇公一 ： ク ワガタ ムシの商品化がも た らす生態 リ ス ク， 第 51 回日本生態学会大会， 釧路，
2004.08， 同講演要旨集， 283

0406BA421

五箇公一 Goka K. ： Genetic disturbance caused by commercialization of stag beetles in Japan， 113th
Int.Congr.Entomol.， Brisbane， 2004.08

0406BA421

五箇公一 五箇公一， 岡部貴美子 (*1)， 小島啓史 (*2)(*1 森林総研， *2 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム ) ： ク
ワガタ ムシ と ク ワガタナカセの分子共種分化， 第 13 回日本ダニ学会大会， 奈良， 2004.09，
プロ グ ラ ム

0406BA421

五箇公一 五箇公一：昆虫輸入がも た らす随伴侵入生物の リ ス ク－セイ ヨ ウオオマルハナバチ と外国産
ク ワガタ ムシを例 と し て－， 第 6 回昆虫病理研究会シンポジウ ム， 富士吉田， 2004.10

0406BA421

五箇公一 五箇公一：侵入昆虫の生態 リ ス ク と外来生物法，第 1 回 COE 昆虫科学セ ミ ナー，京都，2004.10 0406BA421

五箇公一 五箇公一： イ ンパク ト のあ るプレゼンテーシ ョ ンテ ク ニ ッ ク，千葉県農業総合研究セン ター
ゼ ミ ナール， 千葉， 2004.10

0406BA421

五箇公一 五箇公一 ： 外来生物新法 と輸入昆虫， 生物的防除研究会， 東京， 2004.10 0406BA421

五箇公一 五箇公一：輸入昆虫にみる日本の外来種問題－誰がために生物多様性はあ る ? －，岐阜大学
応用生物科学部特別講演会， 岐阜， 2004.10

0406BA421
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五箇公一 五箇公一 ： 輸入生物の リ ス ク， 日本学術会議 第 8 回植物保護 ・ 環境シンポジウ ム， 東京，
2004.11

0406BA421

五箇公一 Goka K. ： Biological invasion caused by commercialization of stag beetles in Japan， 2nd Mini
Symp.UC Davis， Davis， 2004.12

0406BA421

五箇公一 五箇公一， 岡部貴美子 (*1)， 小島啓史 (*2)(*1 森林総研， *2 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム ) ： ダ
ニに歴史あ り ( パー ト 1) －分子で見た ク ワガタ ムシ と寄生ダニの共種分化－， 第 49 回日本
応用動物昆虫学会大会， 町田， 2005.03

0406BA421

五箇公一 五箇公一， 岡部貴美子 (*1)， 小島啓史 (*2)(*1 森林総研， *2 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム ) ： ダ
ニに歴史あ り ( パー ト 2) －形態で見た ク ワガタ ムシ と寄生ダニの種分化－， 第 49 回日本応
用動物昆虫学会大会， 町田， 2005.03

0406BA421

五箇公一 小島啓史 (*1)， 五箇公一 (*1 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ ム ) ： ク ワガタ雄の個体変異の適応的意
味， 第 49 回日本応用動物昆虫学会大会， 町田， 2005.03

0406BA421

五箇公一 小久保望 (*1)， 徳永幸彦 (*1)， 五箇公一， 浅沼友子 (*2)(*1 筑波大， *2 東大 ) ： マイ ク ロサテ
ラ イ ト DNA を用いたマルハナバチ単数推定アルゴ リ ズム， 第 49 回日本応用動物昆虫学会
大会， 町田， 2005.03

0406BA421

五箇公一 宮田文 (*1)， 五箇公一， 後藤哲雄 (*1)(*1 筑波大 ) ： ナ ミ ハダニ野外個体群における殺ダニ剤
感受性の遺伝学的変異 と交差抵抗性， 第 49 回日本応用動物昆虫学会大会， 町田， 2005.03

0406BA421

五箇公一 小久保望 (*1)， 徳永幸彦 (*1)， 五箇公一 (*1 筑波大 ) ： マイ ク ロサテ ラ イ ト DNA を用いたマ
ルハナバチ単数推定アルゴ リ ズムの構築，第 49 回日本応用動物昆虫学会大会，町田，2005.03

0406BA421

五箇公一 小久保望 (*1)， 徳永幸彦 (*1)， 五箇公一 (*1 筑波大 ) ： マイ ク ロサテ ラ イ ト DNA を用いたマ
ルハナバチの単数推定アルゴ リ ズムの構築， 第 52 回日本生態学会 ( ポス ター発表）， 大阪，
2005.03， 同講演要旨集， 313

0406BA421

五箇公一 Goka K. ： Ecological risks caused by exotic stag beetles in japan， APEC Workshop Invasive Alien
Species， Beijing， 2005.09

0406BA421

五箇公一 五箇公一 ： 導入昆虫の法的対応について， 日本昆虫学会第 65 回大会， 岡山， 2005.09， 同講
演要旨集， 100

0406BA421

五箇公一 Goka K. ： Ecological risks caused by intoroduced insects-The case of European bumblebee and
exotic stag beetles-， 22nd Symp.Soc.Popul.Ecol.， Kaga， 2005.10， Abstracts， 9

0406BA421

五箇公一 五箇公一：化学物質生態影響評価に対し て生態学者ができ る こ と，農業環境技術研究所オー
プンセ ミ ナー 「化学物質の生態影響評価の現状と問題点」， つ く ば， 2005.11

0406BA421

後藤純雄 宇津城隆之 (*1)， 大畑宙生 (*1)， 吉澤秀治 (*1)， 柴野一則， 後藤純雄， 矢島博文 (*3)(*1 明星
大， *2 東急建設， *3 東京理大 ) ： 木材の炭化処理に及ぼす雰囲気酸素の影響， 第 3 回木質
炭化学会研究発表会， 東京， 2005.06， 同講演要旨集， 33-34

0105PR011

後藤純雄 田中理子 (*1)， 大畑宙生 (*1)， 吉澤秀治 (*1)， 峯木茂 (*2)， 後藤純雄， 藤岡賢士 (*3)， 國分
俊江 (*4)(*1 明星大， *2 東京理大， *3 ベンチャーバイザー， *4 國分農場 ) ： 炭素化物を培地
と し た堆肥用複合微生物群の増殖， 第 3 回木質炭化学会研究発表会， 東京， 2005.06， 同講
演要旨集， 45-46

0105PR011

後藤純雄 松村徹 (*1)， 後藤純雄， 佐才秀平 (*1)， 社本博司 (*1)， 山内慎 (*1)， 泥谷真樹 (*1)， 大久保
豊 (*1)， 伊藤安紀 (*1)， 遠藤治 (*2)， 田邊潔 (*1 国土環境， *2 国立保健医療科院 ) ： 大気浮
遊粉じん中ダ イオキシン類濃度の経年変化について ( その 5）， 第 14 回環境化学討論会， 大
阪， 2005.06， 同講演要旨集， 38-39

0105PR011

後藤純雄 Goto S.， Endo O.(*1)， Nakajima D.， Aoki Y.， Matsushita H.(*2)(*1Natl.Inst.Public Health，
*2Univ.Shizuoka)：Mutagenic activity of airborne particles in central metropolition Tokyo over the
past 20years， 9th Int.Conf.Environ.Mutagens/36th Annu.Meet.Environ.Mutagen Soc.， San
Francisco， 2005.09， Abstracts， 22

0105PR021

後藤純雄 西垣玲奈 (*1)， 戸塚ゆ加里 (*1)， 牛山博文 (*2)， 後藤純雄， 杉村隆 (*1)， 若林敬二 (*1)(*1 国
立がんセ， *2 東京健康安全研セ ) ： ヒ ト 尿中の aminopheylnorharman(APNH) の検出， 第 64 回
日本癌学会総会， 札幌， 2005.09， 同講演要旨集， 450

0105PR011
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後藤純雄 後藤純雄， 影山志保， 中島大介， 稲葉一穂， 峯木茂 (*1)， 田中理子 (*2)， 吉澤秀治 (*2)， 矢
島博文 (*1)(*1 東京理大， *2 明星大 ) ： 腐葉土を含む土壌の変異原性について， 日本腐植物
質学会 第 21 回講演会， 神戸， 2005.10， 同講演要旨集， 6-7

0105PR011

後藤純雄 後藤純雄， 中島大介， 稲葉一穂， 矢島博文 (*1)， 吉澤秀治 (*2)， 酒井伸一 (*3)(*1 東京理大，
*2 明星大， *3 京大環境保全セ ) ： 炭化廃木材の通電によ る銅の除去法， 第 16 回廃棄物学会
研究発表会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 755-757

0105PR011

後藤純雄 小谷野道子 (*1)， 角田真澄 (*1)， 遠藤治 (*1)， 渡辺征夫 (*1)， 後藤純雄， 谷保佐知 (*2)， 山
下信義 (*2)(*1 国立保健医療科院， *2 産総研 ) ： 室内外空気浮遊粒子中の perfluorooctane
sulfonate 及び perfluorooctanoic acid の測定，平成 17 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表 )，
北九州， 2005.11， 室内環境学会誌， 186-187

0105PR011

後藤純雄 西村泰樹 (*1)， 今中努志 (*1)， 小川茂 (*1)， 松村年郎 (*2)， 根津豊彦 (*3)， 吉村有史 (*2)， 後
藤純雄 (*1 ジエールサイエン ス， *2 東京顕微鏡院， *3 日本環境衛生セ ) ： 室内大気中の多環
芳香族類の捕集分析法の検討， 平成 17 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表 )， 北九州，
2005.11， 室内環境学会誌， 182-183

0105PR011

笹野泰弘 笹野泰弘 ： シンポジ ウ ム 「大規模観測プ ロ ジ ェ ク ト は気象学に何を も た らすか」 基調講演
「これからの地球観測」， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， シンポジウ ム要
旨集， 33-36

0105SP021

笹野泰弘 Hayashida S.(*1)，Oshchepkov S.，Sasano Y.，Sugita T.，Yokota T.，Nakajima H.(*1 Nara Women's
Univ.) ： Satellite observation polar stratospheric cloud composition-simultaneous gas and aerosol
retrieval， AGU 2005 Fall Meet.， San Francisco， 2005.12， Abstracts， A13D-0971

0406BA352

笹野泰弘 Oshchepkov S.， Sasano Y.， Yokota T.， Nakajima H. ： Microphysics of polar stratospheric clouds
from observations of the Improved Limb Atmospheric Spectrometer(ILAS)，3rd Int.DOAS Workshop
2006， Bremen， 2006.03

0105SP021
0406BA352
0105AE259

佐治　光 Kaga A.， Kuroda Y.， Tabei Y.， Isemura T.， Tomooka N.， Vaughan D.H.(*1)， Saji H.， Ohsawa
R.(*2)，Yano H.(*3)，Takada Y.(*4)(*1NIAS，*2Univ.Tsukuba，*3Natl.Agric.Res.Cent.West Reg.，
*4Natl.Agric.Res.Cent.Tohoku Reg.) ： Studies on the fitness of wild/cultivated soybean hybrids in
Japan， 10th Int.Congr.SABRAO， Tsukuba， 2005.08， 10th Int.Congr.SABRAO， C-23

0305BA585

佐竹　潔 古賀庸憲 (*1)， 佐竹潔， 矢部徹 (*1 和歌山大 ) ： マ ク ロベン ト ス相における種の豊富さ， 現
存量， 多様度指数， 絶滅危惧種を用いた干潟評価， 第 52 回日本生態学会大会 （ポス ター発
表）， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 207

9802AG149
0305AG597

佐竹　潔 佐竹潔， 上野隆平， 五箇公一， 佐々木哲朗 (*1)， Cai Yixiong(*2)(*1 小笠原自然文化研，
*2Natl.Univ.Singapore) ： 小笠原諸島の陸水産甲殻類十脚目の分布 と保全－ヌマエビ科 ・ テナ
ガエビ科について－， 日本甲殻類学会大会 第 43 回大会 ( ポス ター発表 )， 奈良， 2005.11，
同講演要旨集， 70

0507CD539
0408AE467
0105AA205

佐竹　潔 佐竹潔， 佐々木哲朗 (*1)， 土屋光太郎 (*2)(*1 小笠原自然文化研， *2 東京海洋大 ) ： 小笠原
に侵入し たヌ ノ メ カ ワニナ ( 予報 )， 第 53 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 新潟，
2006.03， 同講演要旨集， 360

0507CD539
0205AE370

佐藤　圭 佐藤圭， 李紅 (*1)， 畠山史郎， 今村隆史 (*1 中国環境科院 ) ： シ ク ロヘキセンのオゾン分解
で生成する二次有機粒子の HPLC/MS 分析，第 15 回大気化学シンポジウ ム，豊川，2005.01，
同講演集， 261-264

0404AF468

佐藤　圭 李紅， 佐藤圭， 畠山史郎 ： 沖縄辺戸岬において観測される有機エア ロ ゾル中のカルボン酸類
の HPLC/MS の分析， 第 11 回大気化学討論会， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 57

0204BA346
0507BA825
0305AE520

佐藤　圭 佐藤圭， 李紅 (*1)， 畠山史郎， 今村隆史 (*1 中国環境科院 ) ： O3+ シ ク ロヘキセン反応で生
成する二次有機粒子の HPLC/MS 分析，第 21 回化学反応討論会，大阪，2005.06，同予稿集，148

0305AE520

佐藤　圭 李紅， 佐藤圭， 畠山史郎 ： 沖縄辺戸岬において観測される有機エア ロ ゾル中のカルボン酸類
の HPLC/MS 分析，第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )，奈良，2005.06，同講演要旨集，57

0305AE520

佐藤　圭 シン ・ ジ ャ ワ， 中嶋吉弘， 佐藤圭， 畠山史郎， 今村隆史 ： イ ソ プレ ンの光酸化反応系でのエ
ア ロ ゾル生成， 第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 69

0204BA347

佐藤　圭 李紅， 佐藤圭， 畠山史郎 ： 沖縄辺土岬で観測される有機エア ロ ゾル中の多環芳香族炭化水素
類の HPLC 分析，第 22 回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会，堺，2005.07，同予稿集，157-158

0305AE520
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佐藤　圭 シン ・ ジ ャ ワ， 中嶋吉弘， 佐藤圭， 畠山史郎， 今村隆史 ： イ ソプレン （2- メ チル -1， 3- ブ
タ ジエン） の大気光酸化反応によ る二次エア ロ ゾルの生成， 2005 年光化学討論会， 福岡，
2005.09， 同講演要旨集， 49

0204BA347

佐野友春 佐野友春， 高木博夫， 西川雅高， 森育子， 渡辺信 ： NIES 環境標準試料 No.26( アオコ ) の調
製， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表）， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 832-833

0105AE252

佐野友春 久保拓也 (*1)， 細矢憲 (*2)， 佐野友春， 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大， *2 京都工芸繊維大 ) ： ハロ
ゲン化ビ ス フ ェ ノール A の選択的分離， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要
旨集， 214-215

0307BY577

佐野友春 Sano T.，Takagi H.，Nishikawa M.，Watanabe M.M.，Kaya K.(*1)(*1Tohoku Univ.) ：Microcystins
in the NIES certified reference material No.26(Waterbloom)， PACIFICHEM 2005， Honolulu，
2005.12， Abstracts(CD-ROM)， Prog. No. 644

0105AE252

佐野友春 Kubo T.(*1)， Sano T.， Hosoya K.(*2)， Nemoto K.(*1)， Nomachi M.(*1)， Kaya K.(*1)(*1Tohoku
Univ.，*2Kyoto Inst.Technol.)：Selective separation of domoic acid using a novel polymer prepared
by molecular imprinting technique，PACIFICHEM 2005，Honolulu，2005.12，Abstracts(CD-ROM)，
Prog. No. 634

0307BY577

柴田康行 伊藤安紀 (*1)， 伊藤誠治 (*2)， 伊藤智雄 (*3)， 柴田康行， 森田昌敏 (*1 国土環境， *2 東ソー，
*3 島津テ ク ノ サーチ ) ： フ ェニル砒素化合物の LC/MS 及び LC/ICP-MS 分析法の検討， 第
14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 232-233

0307ZZ476

柴田康行 辻野一茂 (*1)， 稲垣知恵 (*1)， 八木孝夫 (*1)， 柴田康行， 森田昌敏 （*1 島津テ ク ノ リ サー
チ）：LC-MS/MS を用いたフ ェニル ヒ 素化合物分析，第 14 回環境化学討論会，大阪，2005.06，
同講演要旨集， 230-231

0307ZZ476

柴田康行 Horiuchi K.(*1)， Ohta A.(*1)， Uchida T.(*1)， Matsuzaki H.(*2)， Shibata Y.， Motoyama H.
(*3)(*1Hirosaki Univ.， *2Univ.Tokyo， *3Natl.Inst.Polar Res.) ： Concentration of beryllium-10 in
an ice core retrieved from Dome Fuji station,Eastern Antarctica: preliminary results of 1500-1800
yr AD， 10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005.09， Abstracts， 38

0406CD530

柴田康行 Horiuchi K.(*1)，Matsuzaki H.(*2)，Ohta A.(*1)，Shibata Y.，Motoyama H.(*3)(*1Hirosaki Univ.，
*2Univ.Tokyo，*3Natl.Inst.Polar Res.)：Measurement of aluminum-26 in Antarctic ice with MALT-
AMS system at the University of Tokyo，10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.，Berkeley，2005.09，
Abstracts， 38-39

0406CD530

柴田康行 Shibata Y.，Tanaka A.，Horiguchi T.，Mukai H.，Takazawa Y.，Hirota M.(*1)，Yoshikane M.(*1)，
Watanabe M.，Morita M.(*1Environ.Res.Cent.)：Environmental specimen banking and time capsule
program at the National Institute for Environmental Studies,Japan， Int.Environ.Specimen Bank
Symp.， Charleston， 2005.11， Abstracts， 4

0105AD251

清水　厚 Kita K.(*1), Sato H.(*1), Ogino S.(*2), Hashizume M.(*3), Chan C.(*4), Shimizu A., Sugimoto N.
(*1Ibaraki Univ.， *2Kobe Univ.， *3Chulalongkorn Univ.， *4Hong Kong Polytech.Univ.) ：
Tropospheric ozone increase over Thailand and Hong Kong in association with transport of polluted
air from South/Southeast Asia Thiland， IAMAS 2005， Beijing， 2005.08， Abstracts， A-67-A-68

0507BA825

清水　厚 清水厚， 杉本伸夫， 松井一郎 ： 航空機搭載ラ イ ダーによ る太平洋上の海洋性エア ロ ゾル ・ 黄
砂観測， 第 24 回レーザセンシングシンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 鴨川， 2005.09， 同予稿
集， 105-106

0204BA342

清水　厚 Shimizu A.，Sugimoto N.，Matsui I.：Distributions of marine aerosols and Asian dust over Western
Pacific observed by airborne Mie-scattering lidar，6th Asian Lidar Network Meet.，Gwangju(Korea)，
2005.09， Abstracts

0204BA342

清水　厚 清水厚， 杉本伸夫， 松井一郎 ： タ イにおけるエア ロ ゾル鉛直分布構造の長期ラ イ ダー観測，
日本気象学会 2005 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 446

0507BA825

清水英幸 Shimizu H.， Chen L.J.， Zheng Y.R.， Yu Y.T.， Gao Y.， An P.(*1)， Tian J.L.(*2)， Inanaga S.
(*1)(*3)(*1ALRC，*2Chin.Acad.Sci.，*3JIRCAS) ： Strategic study on the vegetation rehabilitation
of desertificated semi-arid area in China -Eco-Physiological adaptability to environmental stresses
of plant species- ， Core Univ.Program Jpn.-China Jt.Open Semin.Combating Desertification
Dev.Inland China Year 2005， Yangling， 2005.09， Abstracts， 63-64

0406BA405
0103BA001
0204CD472
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清水英幸 Shimizu H.，Chen L.J.(*1)，Zheng Y.R.(*1)，Yu Y.J.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.，*2CRAES)：Germination
characteristics of some key plant species in Horqin sandy land in relation to ecological restoration，
53rd Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(Poster Session)， Niigata， 2006.03， Abstracts， 323

0406BA405

清水英幸 Chen L.J.(*1)， Zheng Y.R.(*1)， Yu Y.J.(*2)， Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.， *2CRAES) ： Growth
responses of some key plant species in Horqin sandy land to nutrient status， 2nd Sci.Congr.East
Asian Fed.Ecol.Soc.(EAFES2)(Poster Session)， Niigata， 2006.03， Abstracts， 478

0406BA405

清水英幸 宮脇博巳 (*1)， 山口富美夫 (*2)， 清水英幸， Simbolon H.(*3)， 鈴木英治 (*4)(*1 佐賀大， *2 広
島大， *3LIPI， *4 鹿児島大 ) ： イ ン ド ネシア， 東カ リ マン タ ンで発見された希産地衣類数種，
日本植物分類学会 第5 回大会 ( ポス ター発表 )，西原( 沖縄県），2006.03，同研究発表要旨集，69

0002BA002
0507BA849

珠坪一晃 Kawasaki T.，Syutsubo K.，Ohashi A.(*1)，Harada H.(*1)，Watanabe M.(*1Nagaoka Univ.Technol.)：
Anaerobic treatment of low strength wastewater by an expanded granular sludge bed reactor， 1st
IWA-ASPIRE Conf.， Singapore， 2005.07， Abstracts， 12C-2

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 珠坪一晃， 川崎達也 (*1)(*1 長岡技科大 ) ： 低濃度有機性排水の低温 メ タ ン発酵処理， 第 8 回
日本水環境学会シンポジウ ム， 大津， 2005.09， 同講演集， 172

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 角野晴彦 (*1)， 和田清 (*1)， 大橋晶良 (*2)， 原田秀樹 (*2)， 珠坪一晃 (*1 岐阜高専， *2 長岡
技科大 ) ： 新規散水ろ床によ る メ タ ン回収の試み－低有機物濃度排水の無加温処理－， 第 8
回日本水環境学会シンポジウ ム， 大津， 2005.09， 同講演集， 171

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 谷川大輔 (*1)， 山口隆司 (*2)， 珠坪一晃， 宮晶子 (*3)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*1)(*1 長岡
技科大， *2 呉高専， *3 荏原製作所 ) ： 高温 メ タ ン発酵における有機酸の生成と分解に対す
る硫酸塩添加効果の評価， 第 8 回日本水環境学会シンポジウ ム， 大津， 2005.09， 同講演集，
165-166

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 高橋優信 (*1)， 珠坪一晃， 荒木信夫 (*2)， 原田秀樹 (*3)， 山口隆司 (*4)(*1 広島産業科技研，
*2 長岡高専， *3 長岡技科大， *4 呉高専 ) ： 硫黄還元サイ クルを活性化し た低温制御 UASB/
DHS システムによ る有機性排水処理の適用可能性，第 8 回日本水環境学会シンポジウ ム，大
津， 2005.09， 同講演集， 169-170

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 川崎達也 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*1)， 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 ) ： 低有機物濃度排水
対応型 メ タ ン発酵処理技術の開発，第 60 回土木学会年次講演会，東京，2005.09，同論文集，45

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 角野晴彦 (*1)， 速水悠二 (*1)， 室田龍一 (*1)， 大橋晶良 (*2)， 珠坪一晃 (*1 岐阜高専， *2 長
岡技科大 ) ： 嫌気性散水ろ床によ る低濃度有機性排水の メ タ ン発酵処理， 第 42 回環境工学
研究フ ォーラ ム， 鳥取， 2005.12， 同講演集， 1-3

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 岩城宏幸 (*1)， 西山桂太 (*1)， 珠坪一晃， 井町寛之 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*1)(*1 長
岡技科大 )：嫌気性 EGSB リ ア ク ターによ る都市下水処理性能，第 42 回環境工学研究フ ォー
ラ ム， 鳥取， 2005.12， 同講演集， 4-6

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 Syutsubo K.： High rate methane fermentation of low strength wastewater at low temperature，
6th Int.Symp.Green Energy Revolution-Global renaissance by green energy revolution-，Nagaoka，
2006.01， Proceedings， 271-273

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 Sumino H.(*1)，Hayamizu Y.(*1)，Murota R.(*1)，Ohashi A.(*2)，Harada H.(*2)，Syutsubo K.(*1Gifu
Natl.Coll.Technol.， *2Nagaoka Univ.Technol.) ： Challenge of low-strength wastewater treatment
by novel anaerobic trickling filter at 20 ℃， 6th Int.Symp.Green Energy Revolution-Global
renaissance by green energy revolution-， Nagaoka， 2006.01， Proceedings， 265-267

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 Iwaki H.(*1)，Nishiyama K.(*1)，Syutsubo K.，Imachi H.(*1)，Ohashi A.(*1)，Harada H.(*1Nagaoka
Univ.Technol.) ： Characteristics of municipal sewage treatment by using EGSB reactoer， 6th
Int.Symp.Green Energy Revolution-Global renaissance by green energy revolution-(Poster
Session）， Nagaoka， 2006.01， Proceedings， 302

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 Hayamizu Y.(*1)，Murota R.(*1)，Sumino H.(*1)，Ohashi A.(*2)，Harada H.(*2)，Syutsubo K.(*1Gifu
Coll.Technol.，*2Nagaoka Univ.Technol.)： Development of anaerobic wastewater treatment by AnDHS
reactor for low strength wastewater and low temperature condition， 6th Int.Symp.Green Energy
Revolution-Global renaissance by green energy revolution-(Poster Session） ， Nagaoka， 2006.01，
Proceedings， 310

0305KA600
0505MA924
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珠坪一晃 Sumino H.(*1)， Ozawa T.(*1)， Okayu M.(*1)， Nishiwaki M.(*1)， Syutsubo K.， Ohashi A.(*2)，
Harada H.(*2)(*1Gifu Coll.Technol.，*2Nagaoka Univ.Technol.)：Tertiary treatment of effluent from
activated sludge process by a DHS reactor， 6th Int.Symp.Green Energy Revolution-Global
renaissance by green energy revolution-(Poster Session）， Nagaoka， 2006.01， Proceedings， 311

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 Syutsubo K.，Kawasaki T.，Okawara M.，Nishiyama K.(*1)(*1Nagaoka Univ.Technol)：Psychrophilic
anaerobic treatment of low strength wastewater by EGSB reactor(Influence of temperature-
decrease on the process performance of the EGSB reactor)，6th Int.Symp.Green Energy Revolution-
Global renaissance by green energy revolution-(Poster Session），Nagaoka，2006.01，Proceedings，
313

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 西山桂太 (*1)， 岩城宏幸 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 井町寛之 (*1)， 原田秀樹 (*1)， 珠坪一晃， (*1
長岡技科大 ) ： 嫌気性下水処理水に含まれる溶存 メ タ ンの DHS 内での消長， 第 40 回日本水
環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 91

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 角野晴彦 (*1)， 速水悠二 (*1)， 室田龍一 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*1)， 珠坪一晃 (*1 岐
阜高専 ) ： AnDHS(Anaerobic Down-flow Hanging Sponge) リ ア ク ターによ る低温 ・ 低濃度有機
性排水に適し た メ タ ン発酵処理の開発， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講
演集， 175

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 珠坪一晃， 川崎達也 (*1)(*1 長岡技科大 ) ： EGSB リ ア ク ターによ る有機性排水の低温 メ タ ン
発酵特性， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 176

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 谷川大輔 (*1)， 原田秀樹 (*1)， 山口隆司 (*1)， 市坪誠 (*1)， 藤井亮宏 (*1)， 珠坪一晃， 宮晶
子 (*2)(*1 長岡技科大， *2 荏原製作所 ) ： 完全混合型高温 メ タ ン発酵槽における有機酸の蓄
積特性評価， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 217

0305KA600
0505MA924

珠坪一晃 岩城宏幸 (*)， 西山桂太 (*1)， 井町寛之 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*1)， 珠坪一晃 (*1 長
岡技科大 ) ： 嫌気性 EGSB リ ア ク ターによ る実下水の処理特性， 第 40 回日本水環境学会年
会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 395

0305KA600
0505MA924

白石寛明 白石寛明：生態毒性分野における カテゴ リ ーアプローチの検討について，第 1 回カテゴ リ ー
シンポジウ ム－カテゴ リ ーアプローチの現状と今後について－，東京，2005.05，同予稿集，12

0105PR021

白石寛明 久米元， 永山聡司 (*1)， 児玉圭太， 白石寛明， 森田昌敏， 堀口敏宏 (*1 千葉県農林水産部 ) ：
東京湾におけるマコガレ イ資源の減少要因の究明 ： (4) 初期生活史の解明， 日本内分泌攪乱
化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )，東京，2005.09，同研究発表会要旨集，183

0105AA166

白石寛明 児玉圭太， 白石寛明， 森田昌敏， 堀口敏宏 ： リ ポフ スチン密度を年齢形質と し た甲殻類の年
齢推定法の検討 東京湾産シャ コにおける リ ポフ スチン密度の季節変化， 2005 年度水産海洋
学会研究発表大会， 広島， 2005.12， 同講演要旨集， 64

0105AA166

白石不二雄 中村英之 (*1)， 塩澤竜志 (*1)， 寺尾良保 (*1)， 白石不二雄， 深澤均 (*2)(*1 静岡県大環境科
研， *2 静岡県環境衛生科研 ) ： ステ ロ イ ド系性ホルモンの塩素処理によ る生成物と それらの
エス ト ロゲン活性， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 58-59

0105AE181

白石不二雄 大谷仁己 (*1)， 嶋田好孝 (*1)， 白石不二雄， 小澤邦寿 (*1)(*1 群馬県衛生環境研 ) ： 河川水エ
ス ト ロゲン活性の分画測定，第 14 回環境化学討論会，大阪，2005.06，同講演要旨集，110-111

0105AE181

白石不二雄 深澤均 (*1)， 渡邊雅之 (*1)， 白石不二雄， 白石寛明， 寺尾良保 (*2)(*1 静岡県環境衛科， *2
静岡県大環境科研 ) ： 静岡県内のあ る生活排水路におけ る水質 ・ 底質のエス ト ロゲン活性，
第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表）， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 612-613

0105AE181

白石不二雄 白石不二雄， 磯部友彦， 丸尾直子 (*1)， 堀口敏宏， 白石寛明， 森田昌敏 (*1 東ソー ) ： 東京
湾流入河川及び東京湾におけるエス ト ロゲン活性について， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス
ター発表）， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 616-617

0105AE181

白石不二雄 風間剛 (*1)， 寺崎正紀 (*1)， 白石不二雄， 牧野正和 (*1)(*1 静岡県大院 ) ： 市販ビ ス フ ェ ノ ー
ル A ジグ リ シジルエーテル (BADGE) に含まれる不純物の同定と エス ト ロゲン活性に関する
考察， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨
集， 73

0105AE181

白石不二雄 栗原龍 (*1)， Ramaswamy Babu Rajendran(*2)， 田尾博明 (*2)， 白石不二雄， 中田喜三郎 (*3)，
堀口文男 (*2)， 橋本伸哉 (*1)(*1 静岡県大院， *2 産総研， *3 東海大 ) ： 東京湾におけるブチ
ルスズ化合物の動態評価，日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会，東京，2005.09，
同研究発表会要旨集， 74

0105AE181
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白石不二雄 深澤均 (*1)， 渡邊雅之 (*1)， 白石不二雄， 磯部友彦， 小塩正朗， 鑪迫典久， 白石寛明 (*1 静
岡県環境衛科研 ) ： 田園地区を流れる小川の強エス ト ロゲン因子の調査について， 日本内分
泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 95

0105AE181

白石不二雄 伊藤朋子 (*1)， 高橋悟 (*1)， 齋藤憲光 (*1)， 金一和 (*2)， 白石不二雄 (*1 岩手県環境保健研
セ， *2 中国医大 ) ： 酵母 Two-Hybrid ア ッ セイ法を用いた大気試料中のエス ト ロゲン活性，
日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発
表会要旨集， 125

0105AE181

白石不二雄 白石不二雄， 奥村為男 (*1)， 滝上英孝， 西川淳一 (*2)， 白石寛明， Edmonds， J.S.， 米元純三
(*1 大阪府環境情報セ， *2 大阪大院 ) ： 酵母ア ッ セイ を用いた水酸化 PCB 類 (91 物質 ) の甲
状腺ホルモン ・ アン タ ゴニス ト 活性について， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発
表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 163

0105AE181

白石不二雄 白石不二雄：生態系の内分泌か く 乱作用－エス ト ロゲン活性のモニタ リ ング－，日本動物学
会 第 76 回大会， つ く ば， 2005.10

0105AE181

白井知子 白井知子， 横内陽子， 鈴木愛美 (*1)， 駒崎雄一 (*2)， 竹川暢之 (*2)， 宮崎雄三 (*2)， 福田真
人 (*2)， 近藤豊 (*2)， 小池真 (*3)， Blake D.R.(*4)， IMPACT Science Team(*1 東洋大， *2 東
大先端研， *3 東大， *4 カ リ フ ォルニア大アーバイ ン校 ) ： 東京都心部における非 メ タ ン炭
化水素類の濃度変動および放出源について－ IMPACT(Integrated Measurement Program for
Aerosol and Oxidant Chemistry in Tokyo) 観測結果よ り ，第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発
表）， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 51

Z00009999

白井知子 白井知子， 横内陽子， 鈴木愛美 (*1)， 駒崎雄一 (*2)， 竹川暢之 (*2)， 宮崎雄三 (*2)， 福田真
人 (*2)， 近藤豊 (*2)， 小池真 (*3)， Blake D.R.(*4)， IMPACT Science Team (*1 東洋大 ・ 現 NTT
データ， *2 東大先端研， *3 東大， *4 カ リ フ ォルニア大アーバイ ン校 ) ： 東京都心部におけ
る C2-C7NMHCs の主要発生源 と 濃度変動要因について IMPACT(Integrated Measurement
Program for Aerosol and Oxidant Chemistry in Tokyo) 観測結果よ り ， 第 2 回関東広域大気汚染
データ検討会， 東京， 2005.07， プロ グ ラ ム

Z00009999

白井知子 白井知子， 横内陽子， 鈴木愛美 (*1)， 駒崎雄一 (*2)， 竹川暢之 (*2)， 宮崎雄三 (*2)， 福田真
人 (*2)， 近藤豊 (*2)， 小池真 (*3)， IMPACT Science Team (*1 東洋大 ・ 現 NTT データ， *2 東
大先端研， *3 東大理 ) ： 東京都心部における非 メ タ ン炭化水素類の濃度変動および放出源寄
与率の季節変化， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 162

Z00009999

白井知子 Shirai T.，Yokouchi Y.，Kita K.(*1)，Izumi K.(*2)，Koike M.(*3)，Fukuda M.(*3)，Komazaki Y.(*3)，
Kondo Y.(*3)， IMPACT Science Team(*1Ibaraki Univ.， *2Toyo Univ.， *3Univ.Tokyo) ： Seasonal
variation of the source contribution of atmospheric C2-C7 NMHCs(non-methanehydrocarbons) in
central Tokyo，AGU 2005 Fall Meet.(Poster Session)，San Francisco，2005.12，Abstracts，A51E-
0121

Z00009999

白井知子 白井知子， 横内陽子， Blake D.R.(*1)， 北和之 (*2)， 泉克幸 (*3)， 福田真人 (*4)， 駒崎雄一
(*4)， 近藤豊 (*4)(*1UCI， *2 茨城大， *3 東洋大， *4 東大先端研 ) ： 東京都心部における非 メ
タ ン炭化水素類の放出源寄与率の季節変化，第 16 回大気化学シンポジウ ム，豊川，2006.01，
プロ グ ラ ム

Z00009999

菅田誠治 Sugata S.， Nishikawa M.， Sugimoto N.， Mori I.， Shimizu A.， Hayasaki M. ： Seasonal variation
of dust in East Asia in 2001,2002,and 2003， 16th Reg.Conf.Clean Air Environ.Asian Pac.Area，
Tokyo， 2005.08， Abstracts， 130

0105BA331
0105AA296

菅田誠治 Sugata S.， Ohara T.， Wakamatsu S.， Kurokawa J.(*1)， Ikeuchi I.(*1)(*1Fujitsu FIP) ： Forecast
and reanalysis system for urban air quality in Japan with CMAQ and RAMS， 4th Annu.CMAS
Models-3 users' Conf.(Poster Session)， Chapel Hill， 2005.09

0105AH300
0105AA296

菅田誠治 菅田誠治， 西川雅高， 杉本伸夫 ： 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る黄砂の発生地と輸送経路の推
定， 第 46 回大気環境学会年会 ( 特別集会 )， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 94-95

0105BA331
0105AA296

菅田誠治 菅田誠治， 秋吉英治， 神沢博 (*1)(*1 名古屋大院 ) ： Time threshold diagnostics(TTD) を用いた
成層圏極渦内の下降流の解析， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演予
稿集， 212

0406BA352

菅谷芳雄 菅谷芳雄 ： 生態影響試験に関する OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンの進捗状況， 第 11 回バイオ
ア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会， 船橋， 2005.09， 同講演要旨集， 18

0205AE509
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菅谷芳雄 田中健 (*1)， 山崎晴久 (*1)， 菅谷芳雄 (*1 保土ヶ谷コ ン ト ラ ク ト ラ ボ ) ： 藻類生長阻害試験
における培地の調整法 と pH の安定性について， 第 11 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境
毒性学会合同研究発表会， 船橋， 2005.09， 同講演要旨集， 19

0205AE509

菅谷芳雄 小神野豊 (*1)， 畠山成久， 大山房枝 (*1)， 軽部智美 (*1)， 菅谷芳雄 (*1 川上農場 ) ： 試験生物
と し てのシマ ミ ミ ズの飼育に関する基礎的知見， 第 11 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境
毒性学会合同研究発表会， 船橋， 2005.09， 同講演要旨集， 55-56

0205AE509

菅谷芳雄 畠山成久， 小神野豊 (*1)， 菅谷芳雄 (*1 川上農場 ) ： ミ ミ ズ急性試験法 (OECD-TG207) の検
討， 第 11 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会， 船橋， 2005.09， 同
講演要旨集， 57-58

0205AE509

菅谷芳雄 菅谷芳雄， 戸内中 (*1)， 根本敏久 (*1)， 柏舘健 (*1)(*1 ク レハ分析セ ) ： 着色性物質の藻類生
長阻害試験－試験系の確立－， 第 11 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究
発表会， 船橋， 2005.09， 同講演要旨集， 59-60

0205AE509

菅谷芳雄 戸内中 (*1)， 柏舘健 (*1)， 根本敏久 (*1)， 菅谷芳雄 (*1 ク レハ分析セ ) ： 着色性物質の藻類生
長阻害試験－試験結果の解釈をめぐ って－， 第 11 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性
学会合同研究発表会， 船橋， 2005.09， 同講演要旨集， 61-62

0205AE509

菅谷芳雄 菅谷芳雄：OECD 底質毒性試験の国内での検討と実施状況，第 8 回日本水環境学会シンポジ
ウ ム， 大津， 2005.09， 同講演集， 31-32

0205AE509

杉田考史 杉田考史， 齋藤尚子 (*1)， 中島英彰， 横田達也， 今村隆史， 笹野泰弘 (*1 東大気候システム
研セ ) ： ILAS-II によ って観測された 2003 年南極成層圏の硝酸と エア ロ ゾル消散係数の短時
間変動， 第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 29

0105SP021

杉田考史 Sugita T.， Saitoh N.(*1)， Nakajima H.， Yokota T.， Sasano Y.(*1CCSR Univ.Tokyo) ： Short time
variations in HNO3 and aerosol extinction coefficient data as observed by ILAS-II in the 2003
Antarctic stratosphere， 2005 NASA SOSST Workshop， Columbia， 2005.06， Abstracts， 16-17

0105SP021

杉田考史 Sugita T.，Saitoh N.(*1)，Nakajima H.，Yokota T.，Imamura T.，Sasano Y.(*1CCSR Univ.Tokyo)：
Short time variations in HNO3 and aerosol extinction coefficient data as observed by ILAS-II in the
2003 Antarctic stratosphere， SGEPSS 118th， kyoto， 2005.09， Program

0105SP021

杉田考史 戸田庸子 (*1)， 池田奈生 (*1)， 林田佐智子 (*1)， 杉田考史， 中島英彰， 入江仁士 (*2)， 笹野
泰弘 (*1 奈良女大， *2 地球環境フ ロ ンテ ィ ア ) ： ILAS データ を用いた ト レーサー解析－脱
窒 ・ 脱水の推定－， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 208

0406BA352

杉田考史 田中智章， 杉田考史， 横田達也， 中島英彰， 笹野泰弘， 深堀正志 (*1)(*1 気象研 ) ： CO2 v3
帯における CO2-N2 混合気体の吸収線形の隔翼について， 日本気象学会 2005 年度秋季大会
( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 423

0505AF525

杉本伸夫 岡本創 (*1)， 大竹慎一 (*1)， 佐藤可織 (*1)， 扇子みなみ (*1)， 西澤智明 (*2)， 竹村俊彦 (*3)，
藤吉康志 (*4)， 熊谷博 (*5)， 杉本伸夫， 鷹野敏明 (*6)， 中島映至 (*7)(*1 東北大， *2 気象研，
*3 九大応用力研， *4 北大低温科研， *5 情報通信研機構， *6 千葉大， *7 東大気候システム
研セ ) ： 熱帯 ・ 中緯度 ・ 極域における雲量と雲微物理量の解析， 日本気象学会 2005 年度秋
季大会， 神戸， 2004.11， 同講演予稿集， 53

0105BA477

杉本伸夫 Sugimoto N.，Shimizu A.，Matsui I.，Dong X.(*1)，Zhao S.(*2)，Zhou J.(*3)，Lee C-H.(*4)，Uno
I.(*5)(*1China-Jpn.Friendship Environ.Prot.Cent.， *2China Natl.Environ.Monit.Cent.， *3Anhui
Inst.，*4Kyung Hee Univ.，*5Kyushu Univ.)：Network observations of Asian dust and air pollution
aerosols using polarization lidars，4th ADEC Workshop -Aeolian Dust Exp.Clim.Impact-，Nagasaki，
2005.01， Proceedings， 33-36

0105BA331

杉本伸夫 Sugimoto N.：Lidar network monitoring of the regional atmospheric environment，IQEC & CLEO-
OR 2005， Tokyo， 2005.07， Abstracts， 1254-1255

0204BA342

杉本伸夫 Okamoto H.(*1)，Nishizawa T.(*1)，Sato K.(*1)，Ohtaka S.(*1)，Sensu M.(*1)，Takemura T.(*2)，
Sugimoto N.(*1Tohoku Univ.， *2Kyusyu Univ.) ： Study of clouds by shipborne radar and lidar on
the R/V mirai: Its implication for validation of general circulation model， IAMAS 2005， Beijing，
2005.08， Abstracts， A-19

0204BA342

杉本伸夫 Nishizawa T.(*1)，Okamoto H.(*1)，Takemura T.(*2)，Sugimoto N.，Matsui I.，Shimizu A.(*1Tohoku
Univ.，*2Kyusyu Univ.)：Intercomparison of aerosol vertical profiles retrieved from dual-Wavelength
polarization lidar data with those simulated from three dimensional aerosol transport model，IAMAS
2005， Beijing， 2005.08， Abstracts， A-28-A-29

0204BA342
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杉本伸夫 Hayasaka T.(*1)， Aoki K.(*2)， Sugimoto N.， Matsui I.， Shimizu A.， Takamura T.(*3)
(*1Res.Inst.Humanity Nat.，*2Toyama Univ.，*3Chiba Univ.)：Vertical profile and size distribution
of aerosols observed by lidar and skyradiometer in Japan for 2003-2004， IAMAS 2005， Beijing，
2005.08， Abstracts， A-47-A-48

0204BA342

杉本伸夫 Sugimoto N.，Shimizu A.，Matsui I.，Uno I.(*1)，Dong X.(*2)，Zhou J.(*3)(*1Kyushu Univ.，*2China-
Jpn.Frendship Cent.Environ.Prot.， *3Anhui Inst.Opt.Fine Mech.) ： Network observations of asian
aerosols using two-wavelength polarization lidars，IAMAS 2005，Beijing，2005.08，Abstracts，A-63

0105BA331

杉本伸夫 Sugimoto N.，Shimizu A.，Matsui I.，Kamei A.，Tatarov B.，Dong X.(*1)，Bai X.(*2)，Zhou J.(*3)，
Lee C.-H.(*4)， Uno I.(*5)， Satake S.(*6)(*1China-Jpn.Frendship Cent.Environ.Prot.， *2Inner
Mongolia Environ.Monit.Cent.， *3Anhni Inst.Opt.Fine Mech.， *4Kyung Hee Univ.， *5Kyushu
Univ.， *6Res.Inst.Humanity Nat.) ： Network observations of transport of Asian dust using
polarization lidars: Analysis of dust events in the spring 2005， 3rd Int.Workshop Sandstorm
Assoc.Dustfall， Huhhoto(China)， 2005.08， Abstracts

0105BA331

杉本伸夫 鳥山成一 (*1)， 山崎敬久 (*1)， 近藤隆之 (*1)， 水畑剛 (*1)， 奥村秀一 (*1)， 水上昭弘 (*1)， 神
保高之 (*1)， 木戸瑞佳 (*1)， 日吉真一郎 (*1)， 溝口俊明 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚
(*1 富山県環境科セ ) ： 立山， 富山に飛来し た黄砂の実態， 第 46 回大気環境学会年会， 名古
屋， 2005.09， 同講演要旨集， 88-89

0105BA331

杉本伸夫 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚 ： ラ イ ダーネ ッ ト ワークデータから見た黄砂動態， 第 46 回大
気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 90-91

0105BA331

杉本伸夫 董旭輝 (*1)， 坂本和彦 (*2)， 王雁鵬 (*1)， 杉本伸夫， 西川雅高 (*1 日中友好環境保全セ， *2
埼玉大院 ) ： 北京 と フ フホ ト における ラ イ ダー観測 ： 2005 年春季の黄砂現象の解析， 第 46
回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 325

0105BA331

杉本伸夫 山崎敬久 (*1)， 佐竹洋 (*2)， 鳥山成一 (*1)， 奥村秀一 (*1)， 日吉真一郎 (*1)， 溝口俊明 (*1)，
木戸瑞佳 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 藤崎進， 中村篤博 (*1)(*1 富山県環境科セ，
*2 富山大 ) ： ラ イ ダー観測及び大気汚染観測データ を用いた黄砂飛来の解析， 第 46 回大気
環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 366

0105BA331

杉本伸夫 溝口俊明 (*1)，鳥山成一 (*1)，奥村秀一 (*1)，日吉真一郎 (*1)，山崎敬久 (*1)，木戸瑞佳 (*1)，
中村篤博 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 佐竹洋 (*2)(*1 富山県環境科セ， *2 富山大 ) ：
立山における降水中の鉛同位対比の状況， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同
講演要旨集， 462

0105BA331

杉本伸夫 五百旗頭健吾 (*1)， 豊田啓孝 (*1)， 古賀隆治 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 荒生公雄
(*2)(*1 岡山大，*2 長崎大 )：西日本 4 地点で取得し た ラ イ ダプロ フ ァ イルの比較にも とづ く
黄砂輸送経路の推定，第24回レーザセンシングシンポジウ ム，鴨川，2005.09，同予稿集，15-18

0105BA331

杉本伸夫 Tatarov B.， Sugimoto N.， Matsui I.， Shimizu A. ： Measurements of the seasonal variations of the
lidar ratio for aerosols and clouds by a high-spectral-resolution lidar，第 24 回レーザセンシング
シンポジウ ム， 鴨川， 2005.09， 同予稿集， 19-22

0204BA342

杉本伸夫 Park C.B.，Sugimoto N.，Matsui I.，Shimizu A.，Nakane H.，Tatarov B.，Kamei A.，Lee C.H.(*1)，
Uno I.(*2)， Takemura T.(*2)， Westphal D.L.(*3)(*1Kyung Hee Univ.， *2Kyusyu Univ.， *3Naval
Res.Lab.) ： Lidar measurement of long-range transport dust from middle East Asia/North Africa，
第 24 回レーザセンシングシンポジウ ム， 鴨川， 2005.09， 同予稿集， 27-28

0105BA331

杉本伸夫 杉本伸夫，松井一郎，清水厚，亀井秋秀，Boyan T.，Choo H.L.(*1)，董旭輝(*2)，周軍(*3)(*1Kyung
Hee Univ.， *2 日中友好環境保全セ， *3 安徽光学精密機械研 ) ： 偏光ラ イ ダーによ る黄砂と
大気汚染エア ロ ゾルのネ ッ ト ワーク観測，第 24 回レーザセンシングシンポジウ ム ( ポス ター
発表 )， 鴨川， 2005.09， 同予稿集， 103-104

0105BA331

杉本伸夫 亀井秋秀， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 柴田隆 (*1)(*1 名古屋大 ) ： 熱帯西太平洋域におい
て ラ イ ダーで観測された成層圏エア ロ ゾル層， 第 24 回レーザセンシングシンポジウ ム ( ポ
ス ター発表 )， 鴨川， 2005.09， 同予稿集， 131-132

0204BA342

杉本伸夫 Sugimoto N.， Shimizu A.， Shibata T.(*1)， Murayama T.(*2)(*1Nagoya Univ.， *2Tokyo Univ.) ：
Observations of distributions and optical characteristics of asian aerosols using a network of lidars，
2005 Int.Symp.AIE， Kyoto， 2005.09， Abstracts， 23

0205CD417
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杉本伸夫 Sugimoto N.， Shimizu A.， Matsui I.， Kamei A.， Tatarov B.， Dong X.(*1)， Zhou J.(*2)， Lee C.-
H.(*3)，Uno I.(*4)(*1China-Jpn.Friendship Cent.，*2Anhui Inst.，*3Kyung Hee Univ.，*4Kyusyu
Univ.) ： Network observation Asian dust and air-pollution aerosols using two-wavelength
polarization lidar， 6th Asian Lidar Network Meet.， Gwangju(Korea)， 2005.09， Abstracts

0205CD417

杉本伸夫 Tatarov B.， Sugimoto N.， Matsui I.， Shimizu A. ： Two years of routine high-spestral-resolution
lidar measurements of lidar ratio and depolarization ratio of tropospheric aerpspls and clouds， 6th
Asian Lidar Network Meet.， Gwangju(Korea)， 2005.09， Abstracts

0204BA342

杉本伸夫 Kamei A.，Sugimoto N.，Matsui I.，Shimizu A.，Shibata T.(*1)(*1Nagoya Univ.)：Lidar observation
of unusual aerosol layer above the tropopause in the tropical westerm Pacific， 6th Asian Lidar
Network Meet.， Gwangju(Korea)， 2005.09， Abstracts

0205CD417

杉本伸夫 Kim S.-W.(*1)，Yoon S.-C.(*1)，Kim M.-H.(*1)，Sugimoto N.，Shimizu A.，Welton E.J.(*2)(*1Seoul
Natl.Univ.， *2NASA) ： Comparison of ground-based lidar measurements: Methods of analysis and
results for aerosol extinction coefficient，6th Asian Lidar Network Meet.，Gwangju(Korea)，2005.09，
Abstracts

0204BA342

杉本伸夫 Park C.B.(*1)， Lee C.H.(*1)， Sugimoto N.， Matsui I.， Shimizu A.(*1Kyung Hee Univ.) ： Lidar
measurements of elevated dust over Suwon Korea during 2002-2005， 6th Asian Lidar Network
Meet.， Gwangju(Korea)， 2005.10， Abstracts， 1-2

0105BA331

杉本伸夫 Kim S.-W.， Yoon S.-C.， Kim M.-H.(*1)， Sugimoto N.， Shimizu A.， Welton E.J.(*2)(*1Seoul
Natl.Univ.， *2NASA) ： Comparison of ground-based lidar measurements: Methods of analysis and
results for aerosol extinction coefficient，2nd Data Workshop Atmos.Brown Cloud(ABC) East Asian
Reg.Exp.2005， Seoul， 2005.10， Abstracts， 55-56

0204BA342

杉本伸夫 Sugimoto N.， Shimizu A.， Matsui I.， Kamei A.， Tatarov B.， Park C.-B.(*1)， Kim S.-W.， Yoon
S.-C.(*2)， Lee C.-H.(*3)， Dong X.(*4)， Zhou J.(*5)， Uno I.(*6)(*1Kyung Hee Univ.， *2Seoul
Natl.Univ.，*3Kyoung Hee Univ.，*4China-Jpn.Frendship Cent.，*5Anhui Inst.，*6Kyushu Univ.)：
Lidar inter comparison and network observation of Asian aerosols using polarization lidars，2nd Data
Workshop Atmos.Brown Cloud(ABC) East Asian Reg.Exp.2005，Seoul，2005.10，Abstracts，10-11

0204BA342

杉本伸夫 亀井秋秀， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 柴田隆 (*1)(*1 名古屋大 ) ： 海洋地球研究船 「みら
い」 搭載ラ イ ダーで観測された火山起源エア ロ ゾル層， 日本気象学会 2005 年度秋季大会，
神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 185

0105BA477

杉本伸夫 荒生公雄 (*1)， 石坂丞二 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 森育子， 西川雅高 （*1 長崎
大） ： 長崎地方における 2005 年春の黄砂現象の特徴， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神
戸， 2005.11， 同講演予稿集， 188

0105BA331

杉本伸夫 大竹慎一 (*1)， 岡本創 (*1)， 浅野正二 (*1)， 杉本伸夫， 西澤智明 (*2)， 岩渕弘信 (*3)(*1 東北
大， *2 気象研， *3 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 偏光ラ イ ダーと赤外放射温度計データに
よ る熱帯におけ る巻雲微物理特性の導出， 日本気象学会 2005 年度秋季大会 （ポス ター発
表）， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 314

0105BA477

杉本伸夫 佐竹晋輔 (*1)， 杉本伸夫， 鵜野伊津志 (*2)， 早坂忠裕 (*1)(*1 地球研， *2 九大応用力研 ) ：
2005 年 4 月 30 日に仙台上空に飛来し た大規模黄砂の輸送構造， 日本気象学会 2005 年度秋
季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 440

0105BA331

杉本伸夫 西澤智明 (*1)(*2)， 岡本創 (*3)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚 (*1 気象研， *2 日本学術振興
会， *3 東北大 ) ： 2 波長偏光ラ イ ダーを用いたエア ロ ゾル導出アルゴ リ ズムの開発 (3)， 日本
気象学会 2005 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 449

0105BA477

杉本伸夫 杉本伸夫 ： 東アジアの大気環境 ： 黄砂と大気汚染エア ロ ゾルのラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測，
富山県環境科学セン ター研究成果発表会 ( 基調講演）， 射水， 2006.02， 同要旨集， 1-2

0105BA331

杉本伸夫 亀井秋秀， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚 ： 南半球周航航海において ラ イ ダーで観測し たエア
ロ ゾル・雲の分布特性，第9回みらいシンポジウ ム(ポス ター発表)，横浜，2006.02，同予稿集，92

0105BA477

鈴木　明 種田晋二， 臂まゆみ (*1)， 渡辺元 (*1)， 田谷一善 (*1)， 関興一 (*2)， 佐久嶋明世 (*3)， 八巻
耕也 (*4)， 吉野伸 (*4)， 森洋樹 (*5)， 鈴木明 (*1 東京農工大， *2 北大院， *3 九州保健福祉
大， *4 神戸薬大， *5 北海道医療大 ) ： 炭素模擬ナ ノ 粒子の鼻部曝露装置の開発と心電図学
的検討， 日本薬学会 第 125 年会， 東京， 2005.03， 同要旨集， 181

0105SP061
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鈴木　明 李春梅 (*1)， 種田晋二， 鈴木明， 鎌田和之 (*2)， 林英之 (*2)， 森洋樹 (*2)， 渡辺元 (*3)， 田
谷一善 (*3)(*1 岐阜大， *2 北海道医療大， *3 東京農工大 ) ： デ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) か
ら分離された 3- メ チル -4- 二 ト ロ フ ェ ノ ール (PNMC) の雄ラ ッ ト における内分泌撹乱作用，
第 139 回日本獣医学会学術集会， 和光， 2005.03， 同講演要旨集， 217

0105SP061

鈴木　明 臂まゆみ (*1)， 鈴木明， 種田晋二， 鎌田和之 (*2)， 林英幸 (*2)， 森洋樹 (*2)， 高橋慎司， 渡
辺元 (*1)， 田谷一善 (*1)(*1 東京農工大， *2 北海道医療大 ) ： デ ィ ーゼル排気粒子 (DEP) か
ら分離された 3- メ チル -4- ニ ト ロ フ ェ ノール (PNMC) の循環器系への影響 第 2 報， 第 139
回日本獣医学会学術集会， 和光， 2005.03， 同講演要旨集， 217

0105SP061

鈴木　明 鈴木明， 種田晋二 ： デ ィ ーゼル排気粒子抽出液 (DEPE) のアセチルコ リ ン (Ach) の血管弛緩
作用の及ぼす影響， 第 46 回大気環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2005.09， 同講演
要旨集， 451

0105SP061

鈴木　明 鈴木明， 種田晋二， 藤谷雄二， 小林隆弘 ： 炭素模擬ナ ノ 粒子鼻部曝露が心電図， 心拍変動に
及ぼす影響， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 381

0105SP061

鈴木　明 李春梅 (*1)， 種田晋二， 鈴木明， 古田千恵 (*1)(*2)， 渡辺元 (*1)(*2)， 田谷一善 (*1)(*2)(*1 岐
阜大院， *2 東京農工大院 ) ： デ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) から分離された 3- メ チル -4- ニ
ト ロ フ ェ ノール (PNMC) の抗アン ド ロゲン作用， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究
発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 257

0105SP031

鈴木　明 鈴木明， 臂ま ゆみ (*1)， 種田晋二， 鎌田和之 (*2)， 森洋樹 (*2)， 高橋慎司， 渡辺元 (*1)， 田谷
一善 (*1)(*1 東京農工大， *2 北海道医療大 ) ： デ ィ ーゼル排気粒子 (DEP) から分離された 3-
メ チル -4- ニ ト ロ フ ェ ノール (PNMC) の循環器系への影響－第 3 報－，第 141 回日本獣医学
会学術集会， つ く ば， 2006.03， 同講演要旨集， 267

0105SP031

鈴木　明 三上夕介 (*1)， 野矢洋一 (*2)，種田晋二， 森洋樹 (*1)，関興一 (*2)， 鈴木明， 大倉一枝 (*1)(*1
北海道医療大， *2 北大ア イ ソ ト ープ総セ ) ： デ ィ ーゼル排気粒子の新規系統分析によ る生物
活性物質の探索， 日本薬学会 第 126 年会， 仙台， 2006.03， 同要旨集， 194

0105SP031

鈴木　茂 Suzuki S.， Ishii T.， Yasuhara A.， Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Elemental composition elucidation
for identifying unknown environmental chemicals by LC/hybrid QQ-TOF MS， 53rd ASMS
Conf.Mass Spectrom.(Poster Session)， San Antonio， 2005.06

0105AB407

鈴木　茂 鈴木茂， 石井哲子， 安原昭夫， 酒井伸一 ： LC/Q-TOFMS データ を用いる未知有機汚染物質
のキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン方法， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集，
236-237

0105AB407

鈴木　茂 上堀美知子 (*1)， 石井義昭 (*2)， 長谷川敦子 (*3)， 吉田寧子 (*4)， 鈴木茂 (*1 大阪府環境情
報セ， *2 環境管理セ， *3 神奈川県環境科セ， *4 住化分析セ ) ： 廃棄物埋立地浸出水中の化
学物質の LC/MS によ る検索のための前処理の検討，第 14 回環境化学討論会，大阪，2005.06，
同講演要旨集， 234-235

0105AB407

鈴木　茂 塩田直也 (*1)， 新里高史 (*1)， 坪谷拓士 (*1)， 浅田隆志 (*1)， 田辺顕子 (*2)， 鈴木茂， 及川
紀久雄 (*1)， 川田邦明 (*1)(*1 新潟薬大， *2 新潟県保健環境科研 ) ： 廃油中に含まれる揮発
性有機化合物類のキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大
阪， 2005.06， 同講演要旨集， 738-739

0105AB407

鈴木　茂 田辺顕子 (*1)， 川田邦明 (*2)， 鈴木茂 (*1 新潟県保健環境科研， *2 新潟薬大 ) ： 廃油中に含
まれる揮発性有機化合物類のス ク リ ーニング (4)，第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )，
大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 740-741

0105AB407

鈴木　茂 田原る り 子 (*1)，佐々木和明 (*2)，齋藤憲光 (*2)，田辺顕子 (*3)，茨木剛 (*3)，川田邦明 (*4)，
長谷川敦子 (*5)， 江原均 (*6)， 盛田宗利 (*6)， 鈴木茂 (*1 北海道環境科研， *2 岩手県環境保
健研セ， *3 新潟県保健環境科研， *4 新潟薬大， *5 神奈川県環境科セ， *6 川崎市公害研 ) ：
LC/MS によ る化学物質分析法の基礎的検討 (21)， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )，
大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 820-821

0105AB407

鈴木　茂 古谷典子 (*1)， 澄田和歌子 (*1)， 田原る り 子 (*2)， 佐々木和明 (*3)， 齋藤憲光 (*3)， 田辺顕
子 (*4)， 茨木剛 (*4)， 川田邦明 (*5)， 長谷川敦子 (*6)， 鈴木茂 (*1 山口県環境保健研セ， *2
北海道環境科研， *3 岩手県環境保健研セ， *4 新潟保健環境科研， *5 新潟薬大， *6 神奈川県
環境科セ ) ： LC/MS によ る化学物質分析法の基礎的検討 (22)， 第 14 回環境化学討論会 ( ポ
ス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 822-823

0105AB407
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鈴木　茂 江原均 (*1)，盛田宗利 (*1)，田原る り 子 (*2)，佐々木和明 (*3)，齋藤憲光 (*3)，田辺顕子 (*4)，
茨木剛 (*4)， 川田邦明 (*5)， 長谷川敦子 (*6)， 鈴木茂 (*1 川崎市公害研， *2 北海道環境科研，
*3 岩手県環境保健研セ， *4 新潟県保健環境研， *5 新潟薬大， *6 神奈川県環境科セ ) ： LC/
MS によ る化学物質分析法の基礎的検討 (23)， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大
阪， 2005.06， 同講演要旨集， 824-825

0105AB407

鈴木　茂 鈴木茂 ： 環境調査に活用する LC/MS の新技術，第 8 回日本水環境学会シンポジウ ム，大津，
2005.09， 同講演集， 119

0105AB407

鈴木　茂 鈴木茂， 安原昭夫 (*1)， 長谷川敦子 (*2)， 上堀美知子 (*3)， 森脇洋 (*4)， 松永充史 (*5)(*1 東
京理大， *2 神奈川県環境科セ， *3 大阪府環境情報セ， *4 大阪市環境科研， *5 埼玉工大 ) ：
不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の包括的計測手法の開発に関する研究， 第 16 回廃棄
物学会研究発表会， 仙台， 2005.11， 同講演論文集， 1216-1218

0105AB407

鈴木　茂 上堀美知子 (*1)， 石井義昭 (*2)， 長谷川敦子 (*3)， 吉田寧子 (*4)， 鈴木茂 (*1 大阪府環境情
報セ， *2 環境管理セ， *3 神奈川県環境科セ， *4 住化分析セ ) ： 廃棄物埋立地浸出水等に含
まれる化学物質の LC/MS によ る一斉検索ス ク リ ーニング法に関する研究， 第 16 回廃棄物
学会研究発表会， 仙台， 2005.11， 同講演論文集， 1219-1221

0105AB407

鈴木規之 Cao H.， Suzuki N.， Sakurai T.， Matsuzaki K.， Shiraishi H.， Morita M. ： Probabilistic estimation
of georgraphical variability of individual exposure to dioxins from fishes in Japan， China-
Jpn.Jt.Symp.Environ.Chem.2004， Beijing， 2004.10， Proceedings， 39-40

0105PR021

鈴木規之 Cao H.， Suzuki N.， Sakurai T.， Matsuzaki K.， Shiraishi H.， Morita M. ： GIS-BASED assessment
of human exposures to dioxins from seafood in Japan， Int.Jt.Conf.Risk Assess.Manage.， Seoul，
2004.11， Sharing experience of human and ecological risk assessment and management in Asia/
Paciific region， 140

0105PR021

瀬山春彦 Tani Y.(*1)，Miyata N.(*1)，Ohashi M.(*1)，Iwahori K.(*1)，Soma M.(*1)，Seyama H.，Ohnuki T.(*2)
(*1Univ.Shizuoka， *2JAERI) ： As(III) oxidation and As(V) adsorption concurrent with manganese
oxide formation by a Mn-oxidizing fungus,strain KR21-2， Jt.Int.Symp.Subsurface Microbiol.(ISSM
2005) Environ.Biogeochem.(ISEB 17)(Poster Session），Jackson Hole(USA)，2005.08，Abstracts，41

0507AE797

瀬山春彦 Miyata N.(*1)，Maruo K.(*1)，Tani Y.(*1)，Tsuno H.(*2)，Seyama H.，Soma M.(*1)，Iwahori K.(*1)
(*1Univ.Shizuoka.， *2AIST) ： Role of laccase-like enzyme in production of biogenic manganese
oxides by anamorphic ascomycete fungi， Jt.Int.Symp.Subsurface Microbiol.(ISSM 2005)
Environ.Biogeochem.(ISEB 17)(Poster Session），Jackson Hole(USA)，2005.08，Abstracts，114-115

0507AE797

瀬山春彦 Seyama H.， Tani Y.(*1)， Miyata N.(*1)， Soma M.(*1)， Iwahori K.(*1)(*1Univ.Shizuoka) ：
Charac te r i za t i on  o f  b i ogen i c  manganese  ox ide  coa t i ngs  on  pebb l e  su r f aces，
Eur.Conf.Appl.Surf.Int.Anal.(ECASIA'05)(Poster Session）， Vienna， 2005.09， Abstracts， 158

0507AE797
0105AE042

瀬山春彦 谷幸則 (*1)， 宮田直幸 (*1)， 圓尾華奈子 (*1)， 相馬光之 (*1)， 岩堀恵祐 (*1)， 津野宏 (*2)， 瀬
山春彦 (*1 静岡県大， *2 産総研 ) ： 真菌由来マンガン酸化酵素と形成された Mn 酸化物の諸
性質，日本地球化学会 第52回年会(ポス ター発表），西原(沖縄県)，2005.09，同講演要旨集，127

0507AE797

瀬山春彦 谷幸則 (*1)， 宮田直幸 (*1)， 津野宏 (*2)， 瀬山春彦， 相馬光之 (*1)， 岩堀恵祐 (*1)， 坂田昌
弘 (*1)(*1 静岡県大，*2 産総研 )：真菌 KR21-2 株によ るマンガン酸化物の形成過程と有害元
素処理への応用， 平成 17 年度日本水環境学会中部支部学術集会 ( ポス ター発表 )， 静岡，
2005.10， 同要旨集， 14

0507AE797

瀬山春彦 宮田直幸 (*1)， 杉山大輔 (*1)， 谷幸則 (*1)， 津野宏 (*2)， 瀬山春彦， 坂田昌弘 (*1)， 岩堀恵
祐 (*1)(*1 静岡県大， *2 産総研 ) ： 静岡県菊川水系河川床の生物膜を由来とするマンガン酸
化菌集積培養系の構築， 平成 17 年度日本水環境学会中部支部学術集会 ( ポス ター発表 )， 静
岡， 2005.10， 同要旨集， 15

0507AE797

瀬山春彦 谷幸則 (*1)， 宮田直幸 (*1)， 岩堀恵祐 (*1)， 相馬光之 (*1)， 坂田昌弘 (*1)， 瀬山春彦， 津野
宏 (*2)(*1 静岡県大，*2 産総研 )：真菌 KR21-2 株が形成するマンガン酸化物の微量元素に対
する除去特性，日本水処理生物学会 第 42 回大会，静岡，2005.11，日本水処理生物学会誌，73

0507AE797

瀬山春彦 宮田直幸 (*1)， 杉山大輔 (*1)， 谷幸則 (*1)， 岩堀恵祐 (*1)， 津野宏 (*2)， 瀬山春彦 (*1 静岡
県大， *2 産総研 ) ： マンガン酸化菌集積汚泥によ るマンガン酸化物の生産， 日本水処理生物
学会 第 42 回大会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 74

0507AE797
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高木博夫 高木博夫， 佐野友春， 菊地さ ち子 (*1)， 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大 ) ： MMPB を用いた総 ミ ク ロ
シスチンの定量 と ELISA 法と の比較， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表） ， 大阪，
2005.06， 同講演要旨集， 836-837

0105AE252

高木博夫 Takagi H.，Sano T.，Kikuchi S.(*1)，Kaya K.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Comparison of the MMPB and
the ELISA methods for total microcystin determination，PACIFICHEM 2005，Honolulu，2005.12，
Abstracts(CD-ROM)， Prog. No. 634

0105AE252

高澤嘉一 北村公義， 高澤嘉一， 橋本俊次， 伊藤裕康， 森田昌敏 ： 全血中ダ イオキシン類分析のための
簡易前処理の検討－全血試料のためのアルカ リ 処理法条件の最適化－， 第 14 回環境化学討
論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 352-353

0005AA170

高澤嘉一 北村公義， 高澤嘉一， 橋本俊次， 伊藤裕康， 森田昌敏 ： 環境試料中ダイオキシン類分析のた
めの簡易前処理の検討 ( 第 2 報 )， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06，
同講演要旨集， 362-363

0005AA170

高澤嘉一 Yoshikane M.(*1)， Takazawa Y.， Tanaka A.， Horiguchi T.， Shibata Y.(*1Environ.Res.Cent.) ：
Concentration of perfluorochemicals in the ESB (Environmental Specimen Banking) samples，
Int.Environ.Specimen Bank Symp.， Charleston， 2005.11， Abstracts， 11

0305AG494
0105AD251

高野裕久 山田智三 (*1)， 高野裕久， 井上健一郎， 志賀彰 (*2)， 藤田洋司 (*2)， 牧野浩招 (*2)， 柳澤利
枝， 日吉孝子 (*1)， 市瀬孝道 (*3)， 吉川敏一 (*4)(*1 筑波大， *2 三菱電機， *3 大分県看護科
大， *4 京都府医大 ) ： ダニ抗原誘発気道炎症に対する模擬ローズマ リ ー揮発物の予防効果，
第 17 回日本アレルギー学会春季臨床大会， 岡山， 2005.06， アレルギー， 328

0105SP031
0105SP061

高野裕久 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 高野裕久， 柳澤利枝， 西川雅高， 森育子， 日吉孝子 (*2)(*1
大分県看護科大， *2 筑波大 ) ： 黄砂， A12O3 及び SiO2 の気道炎症増悪作用に関する実験的
研究， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 523

0105SP031
0105SP061

高野裕久 定金香里 (*1)， 市瀬孝道 (*1)， 高野裕久， 柳澤利枝， 井上健一郎， 桜井美穂 (*1 大分県看護
科大 )：ダニ抗原誘発性ア ト ピー性皮膚炎モデルマウ スに及ぼすデ ィ ーゼル排気曝露の影響，
第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 531

0105SP031
0105SP061

高野裕久 定金香里 (*1)， 市瀬孝道 (*1)， 高野裕久， 柳澤利枝， 井上健一郎， 桜井美穂， 川里浩明 (*2)，
安田愛子 (*2)(*1 大分県看護科大， *2 大分大 ) ： ア ト ピー性皮膚炎モデルマウ スにおけ る
デ ィ ーゼル排気曝露の影響に関する研究，第 55 回日本アレルギー学会総会，盛岡，2005.10，
アレルギー， 1050

0105SP031
0105SP061

高橋　潔 高橋潔 ： 温暖化の リ ス ク－影響予測の最前線－， 日立市教育研究所 特別教育講演会， 日立，
2005.07

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 高橋潔 ： 地球温暖化で何がおこ るのか， プラザカレ ッ ジ 21 世紀学講座， 京都， 2005.11 0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 高橋潔 ： 温暖化国際政策支援のための影響評価研究， 防災科研セ ミ ナー， つ く ば， 2005.12 0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 Takahashi K. ： Impact of change in extreme climate events， 11th AIM Int.Workshop， Tsukuba，
2006.02

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 高橋潔 ： 「危険な水準の温暖化」 はいかにし て回避する こ と が可能か？－京都議定書第一約
束期間以降の目標設定 と温暖化影響研究－，第 9 回日本生態学会公開講演会，新潟，2006.03

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 高橋潔 ： 温暖化の影響 と適応， SAT イブニングセ ミ ナー Mar2006， つ く ば， 2006.03 0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋　潔 高橋潔 ： 適応研究の類型整理と課題検討， シンポジウ ム 「地球温暖化 ・ 適応策」 －地球温暖
化に対する適応策を考え る－， 大阪， 2006.03， 同予稿集， 10-11

0406BA488
0507BA794
0406BA354
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高橋慎司 福田淳志 (*1)， 高橋慎司， 鈴木明， 渡辺元 (*1)， 田谷一善 (*1)(*1 東京農工大 ) ： 雄ゴールデ
ンハム ス ターの精巣機能退行初期過程における精子運動性の変化，第 139 回日本獣医学会学
術集会， 和光， 2005.03， 同講演要旨集， 189

0105SP061

高橋慎司 鎌田亮， 高橋慎司， 清水明， 白石不二雄 ： 経卵曝露によ る鳥類の次世代繁殖毒性試験法の開
発， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研
究発表会要旨集， 166

0105AA354

高橋慎司 泉徳和 (*1)， 高橋慎司， 清水明 (*1 石川県大 ) ： ア イガモ卵における卵黄膜付着精子数と胚
盤形態によ る受精判定， 北信越畜産学会， 富山， 2005.10， 北信越畜産学会報， 19

0105AA354
0105AE174

高橋慎司 小山卓美 (*1)， Hassan J.(*1)， 高橋慎司 (*1 動物衛研 ) ： ニホン ウ ズ ラ CD3 抗原遺伝子の解
析， 日本家禽学会 2005 年度秋季大会， 熊本， 2005.11， 家禽会誌， 16

0105AA354
0105AE174

高見昭憲 加藤俊吾 (*1)， Suthawaree J.(*1)， 梶井克純 (*1)， 高見昭憲， 畠山史郎， 渡具知美希子 (*2)，
友寄喜貴 (*2)， 与儀和夫 (*2)(*1 首都大東京， *2 沖縄県衛環境研 ) ： 沖縄辺戸岬における揮
発性有機化合物などの通年測定， 第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 奈良， 2005.06，
同講演要旨集， 68

0204BA346
0507BA825

高見昭憲 今井孝典 (*1)， 高見昭憲， 三好猛雄， 下野彰夫 (*2)， 畠山史郎 (*1 筑波大院， *2 三友プラ ン
ト サービ ス ) ： 沖縄辺戸岬で観測し たエア ロ ゾルに含まれる炭素成分の解析， 第 11 回大気
化学討論会， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 58

0204BA346
0507BA825

高見昭憲 三好猛雄， 高見昭憲， 下野彰夫 (*1)， 畠山史郎 (*1 三友プラ ン ト サービ ス ) ： 沖縄県辺戸岬
における大気エア ロ ゾルの観測 (2003 年 10 月～ 2004 年 7 月 )， 第 11 回大気化学討論会， 奈
良， 2005.06， 同講演要旨集， 5

0204BA346
0507BA825

高見昭憲 高見昭憲， 三好猛雄， 下野彰夫 (*1)， 畠山史郎 (*1 三友プラ ン ト サービ ス ) ： 長崎県福江島
と沖縄県辺戸岬で測定し たエア ロ ゾルの化学組成に関する研究， 第 22 回エア ロ ゾル科学 ・
技術研究討論会， 堺， 2005.07， 同予稿集， 33-34

0507BA825

高見昭憲 高見昭憲 ： 東シナ海沿岸域で観測し たエア ロ ゾル化学組成と輸送によ る変質， 第 46 回大気
環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 160-161

0507BA825

高見昭憲 三好猛雄， 高見昭憲， 下野彰夫 (*1)， 畠山史郎 (*1 三友プラ ン ト サービ ス ) ： 春季における
長崎県福江島および沖縄県辺戸岬での大気エア ロ ゾル観測， 第 46 回大気環境学会年会， 名
古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 361

0507BA825

高見昭憲 Suthawaree J.(*1)，Kato S.(*1)，Kajii Y.(*1)，Takami A.，Hatakeyama S.，Togushi M.(*2)，Tomoyose
Y.(*2)， Yogi K.(*2)(*1Tokyo Metro.Univ.， *2Okinawa Pref.Inst.Health Environ.) ： Characteristic
of atmospheric carbon monoxide and ozone at Okinawa， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋，
2005.09， 同講演要旨集， 425

0507BA825

高見昭憲 Takami A.， Imai T.(*1)， Miyoshi T.， Shimono A.(*2)， Hatakeyama S.(*1Tsukuba Univ.， *2Sanyu
Plant Serv.) ： An analysis of organic components in fine aerosol observed at Hedo,Okinawa， 2005
Int.Symp.AIE， Kyoto， 2005.09， Abstracts， 43

0507BA825

高村健二 高村健二， 五箇公一， 戸田光彦 (*1)， 常田邦彦 (*1)， 小出可能 (*1)(*1 自然環境研セ ) ： イ ン
ターネ ッ ト を通じ て公開される侵入生物データベース と その概要， 第 52 回日本生態学会大
会， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 316

0105AA205
0105SP041
0406BA421

高村健二 高村健二 ： 日本産ブラ ッ クバスにおける ミ ト コ ン ド リ ア DNA ハプロ タ イプの分布， 2005 年
度日本魚類学会年会， 仙台， 2005.09， 同講演要旨集， 69

0105SP041
0406BA421

高村健二 高村健二， 森誠一 ( 岐阜経済大 ) ： 日本各地のイ ト ヨ個体群のマイ ク ロサテ ラ イ ト によ る遺
伝的多様性診断， 淡水魚保全シンポジウ ム岐阜大会 ( ポス ター発表 )， 大垣， 2005.11， 里川
の魚たちの現状 と保全 ： 守るべき身近な水辺環境， 17

0105SP041
0205AE365

高村健二 高村健二 ： 魚類個体群を用いた河川生態系の分断化影響評価， 第 53 回日本生態学会大会 (
ポス ター発表）， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 379

0506AF470

高村典子 渡辺貴史 (*1)， 高村典子 (*1 日本学術振興会 ) ： 兵庫県東播磨南部地域における水生植物保
全に対する ため池管理者の意識， 農村計画学会 2005 年度春期大会学術研究発表会， 東京，
2005.04， 同講演要旨集， 13-14

0406BC319

高村典子 藤井義晴 (*1)， 小原直美 (*1)， 津田久美子 (*2)， 松山稔 (*3)， 高村典子 (*1 農環技研， *2 神
戸大， *3 兵庫県農林水産技総セ ) ： 他感作用によ り アオコ を抑制する可能性のあ る水生植
物 ・ ため池周辺植生の探索， 第 44 回日本雑草学会大会， 名古屋， 2005.04， 雑草研究， 88-89

0406BC319
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高村典子 Nisikawa U.，Kamiyama R.(*1)，Saji A.，Takamura N.(*1Hokkaido Univ.)：Strong impacts of invasive
crayfish on a littoral lake community: roles of ecosystem engineering and size， 90th ESA
Annu.Meet./9th Int.Cong.Ecol.， Montreal， 2005.08， Abstracts， 650

0304AF345
0304BD550

高村典子 高村典子 ： 湖沼生態系におけ る レジ リ エン ス と レジーム ・ シフ ト －野外観察 と 実証実験か
ら， 日本数理生物学会 第 15 回大会， 横浜， 2005.09， 39

0304AF345
0304BD550

高村典子 宇田川弘勝， 高村典子 ： 霞ヶ浦懸濁物質の化学 ・ 鉱物組成， 日本陸水学会 第 70 回大会， 大
阪， 2005.09， 同講演要旨集， 91

0105AA207
9205AC264

高村典子 松崎慎一郎 (*1)， 西川潮， 高村典子， 鷲谷いづみ (*1)(*1 東大院 ) ： 放流コ イの生態的影響と
カ タ ス ト ロ フ ィ ッ ク ・ シフ ト ， 第 22 回個体群生態学会シンポジウ ム ( ポス ター発表）， 加
賀， 2005.10， 同要旨集， 42

0105AA207

高村典子 高村典子： ため池の生物多様性評価，平成 17 年度名古屋市環境科学研究所調査研究発表会，
名古屋， 2006.01

0406BC319
0105AA207

高村典子 松崎慎一郎 (*1)， 西川潮， 高村典子， 鷲谷いづみ (*1)(*1 東大院 ) ： 底泥撹乱者 bioturbator の
生態的影響：コ イ vs. ザ リ ガニ，第 53 回日本生態学会大会，新潟，2006.03，同講演要旨集，203

0105AA207

高村典子 高村典子， 中川惠， 五十嵐聖貴， 仲島広嗣 (*1)， 若菜勇 (*2)， 伊藤富子 (*1 野生生物総研，
*2 阿寒湖畔エコ ミ ュージアムセ ) ： 炭素 ・ 窒素安定同位体比によ る達古武沼生態系の評価，
第 53 回日本生態学会大会， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 194

0304AF345

高村典子 Jang M.-H.(*1)， Ha K.(*1)， Jung J.-M.(*1)， Takamura N.(*1Busan Water Auth.) ： Changes in
microcystin production of cyanobacteria exposed to differential zooplankton densities and info-
chemical concentrations released by zooplankton， 53rd Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.， Niigata，
2006.03， Abstracts， 483

0406BC319

滝上英孝 滝上英孝， 高橋真 (*1)， 上田浩三 (*2)， 高菅卓三 (*3)， 富田康弘 (*4)， 酒井伸一 (*5)(*1 愛媛
大， *2 日立造船， *3 島津テ ク ノ リ サーチ， *4 廃棄物研財団， *5 京大環境保全セ ) ： ごみ破
砕・圧縮過程におけるダ イオキシン類緑化合物の挙動評価 と制御，第 14 回環境化学討論会，
大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 300-301

0105AB406
0105AB405
0406BE493

滝上英孝 鈴木剛， 滝上英孝， 櫛泰典 (*1)， 酒井伸一 (*2)(*1 岩手大院， *2 京大環境保全セ ) ： AhR 結
合活性の時間変動に着目し たダ イオキシン様活性における複合効果の解析， 第 14 回環境化
学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 176-177

0105AB405

滝上英孝 滝上英孝， 鈴木剛， 能勢和聡， 高橋真 (*1)， 酒井伸一 (*2)(*1 愛媛大， *2 京大環境保全セ ) ：
ハウ スダス ト 中のダ イオキシン類縁化合物のバイオア ッ セイ評価， 第 14 回環境化学討論会
( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 434-435

0406BE493
0305AE549
0105AB405

滝上英孝 高橋真 (*1)， 滝上英孝， 酒井伸一 (*2)， 上田浩三 (*3)， 富田康弘 (*4)(*1 愛媛大， *2 京大， *3
日立造船， *4 廃棄物研財団 ) ： 粗大ゴ ミ の破砕 ・ 圧縮に伴 う スズ化合物の発生と その処理技
術に関する評価， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集，
768-769

0404AF385

滝上英孝 Takigami H.，Behnisch P.A.(*1)，Shiozaki K.(*2)，Ohno M.(*3)，Sakai S.(*1Eurofins GfA，*2Kaneka
Techno Res.， *3Kanden Eng.) ： Bioassay monitoring of waste PCB samples during chemical
destruction treatments， IWA Chem.Ind.2005， Tsukuba， 2005.07， Proceedings， 51-54

0105AB405

滝上英孝 Fujimoto S.(*1)，Goda Y.(*1)，Hirobe M.(*1)，Tomita J.(*2)，Nishikiori M.(*2)，Nakajima T.(*2)，
Rubio F.(*3)，Takigami H.，Sakai S.(*4)，Ike M.(*5)(*1Jpn.Environ.Chem.，*2Tokyo Erectr.Power
Environ.Eng.，*3Abraxis LLC，*4Kyoto Univ.，*5Osaka Univ.)：Determination of polychlorinated
biphenyls(PCBs) in insulating oil， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN
2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen Compd.， 78-81

0105AB405

滝上英孝 Goda Y.(*1)，Hirobe M.(*1)，Fujimoto S.(*1)，Tomita J.(*2)，Nishikiori M.(*2)，Nakajima T.(*2)，
Rubio F.(*3)，Takigami H.，Sakai S.(*4)，Ike M.(*5)(*1Jpn.Environ.Chem.，*2Tokyo Electr.Power
Environ.Eng.，*3Abraxis LLC，*4Kyoto Univ.，*5Osaka Univ.)：Determination of polychlorinated
b ipheny l s (PCBs )  i n  i n su l a t i ng  o i l  by  a  Cockta i l  PCB ELISA， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 69-73

0105AB405
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滝上英孝 Fukata H.(*1)， Omori-Inoue M.(*1)， Osada H.(*2)， Todaka E.(*3)， Omori N.(*1)， Kawashiro
Y.(*1)，Takahashi S.(*4)，Takigami H.，Sakai S.(*5)，Mori C.(*1Grad.Sch.Med.Chiba Univ.，*2Chiba
Univ.Hosp.，*3Chiba Univ.，*4Ehime Univ.，*5Kyoto Univ.)：Current status of maternal and fetal
exposure  to  brom inated  f l ame  re ta rdan t s ,PCBs and  d iox in s  i n  J ap an， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 1617-1619

0406BE493

滝上英孝 Takigami H.，Takahashi S.(*1)，Ueda K.(*2)，Takasuga T.(*3)，Tomita Y.(*4)，Sakai S.(*5)(*1Ehime
Univ.， *2Hitachi Zosen， *3Shimadzu Techno Res.， *4Jpn.Waste Res.Found.， *5Kyoto Univ.) ：
Behavior analysis and control of Dioxin-like compounds during comminution and compression
process of Wastes， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto，
2005.08， Organohalogen Compd.， 2148-2151

0105AB406
0406BE493

滝上英孝 Suzuki G.，Takigami H.，Kushi Y.(*1)，Sakai S.(*2)(*1Iwate Univ.，*2Kyoto Univ.)：Mixture effects
using the DR-CALUX assay and HPLC fractionation: time course of AhR-binding activity， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 2333-2336

0105AB405

滝上英孝 Takigami H.：Bioassay application for the detection of dioxin-like conpounds in environmental and
waste samples-our research status in Japan， 2005 Symp.Dioxin Bioassay， Taipei， 2005.09，
Proceedings， 145-166

0105AB405

滝上英孝 滝上英孝， 鈴木剛， 白石不二雄， 奥村為男 (*1)， 酒井伸一 (*2)， Brouwer A.(*3)(*1 大阪府環
境情報セ， *2 京大環境保全セ， *3 アム ステルダム自由大 ) ： ヒ ト 甲状腺ホルモン運搬蛋白
質 (TTR) と水酸化 PCB と の親和性，日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会，東京，
2005.09， 同研究発表会要旨集， 93

0406BE493
0305AE549

滝上英孝 郷田泰弘 (*1)， 廣部将人 (*1)， 藤本茂 (*1)， 冨田潤一 (*2)， 錦織睦美 (*2)， 中島敏夫 (*2)，
Rubio F.(*3)， 滝上英孝， 酒井伸一 (*4)， 池道彦 (*5)， 藤田正憲 (*5)(*1 日本エンバイ ロ ケミ カ
ルズ， *2 東電環境エンジニアリ ング， *3Abraxis LLC， *4 京大環境保全セ， *5 大阪大院 )：
カク テル抗体法 ELISA によ る 絶縁油中 PCB 測定， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究
発表会 ( ポス タ ー発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 118

0105AB405

滝上英孝 大森直子 (*1)， 深田秀樹 (*1)(*2)， 佐藤浩二 (*2)， 滝上英孝， 森 千里 (*1)(*2)(*1 千葉大院，
*2 次世代環境健康学プロ ジェ ク ト ) ： ポ リ 塩化ビ フ ェニル類 (PCBs) が ヒ ト 臍帯静脈内皮細
胞 (HUVECs) における endothelial nitric oxide synthase(eNOS) の発現に与え る影響，日本内分
泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 281

0406BE493

滝上英孝 深田秀樹 (*1)， 井上万里子 (*1)， 長田久夫 (*1)(*2)， 大森直子 (*1)， 川城由紀子 (*1)， 戸高恵
美子 (*1)(*3)， 高橋真 (*4)， 滝上英孝， 酒井伸一 (*5)， 森千里 (*3)(*1 千葉大院， *2 千葉大
病， *3 千葉大， *4 愛媛大， *5 京大環境保全セ ) ： 日本における母体および胎児の臭素化難
燃剤， 塩素化ダ イオキシン， PCB の曝露状況， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発
表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 289

0406BE493

滝上英孝 佐藤浩二 (*1)， 大森直子 (*1)， 滝上英孝， 深田秀樹 (*1)， 森千里 (*1)(*1 千葉大院 ) ： 有機臭
素化合物が ヒ ト さい臍帯静脈内皮細胞の遺伝子発現に及ぼす影響，日本内分泌攪乱化学物質
学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 291

0406BE493

滝上英孝 滝上英孝 ： 破砕 ・ 圧縮過程におけるダ イオキシン類縁化合物の挙動， 廃棄物処理過程におけ
る ダ イオキシン類縁化合物の挙動 と 制御に関する研究セ ミ ナー， 川崎， 2005.10， 同テキ ス
ト ， 55-64

0105AB406

滝上英孝 鈴木剛， 滝上英孝， 能勢和聡， 高橋真 (*1)， 酒井伸一 (*2)(*1 愛媛大沿岸環境科研セ， *2 京
大環境保全セ ) ： ハウ スダス ト 中の臭素系難燃剤及びダ イオキシン類縁化合物の化学分析 /
バイオア ッ セイ統合評価， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.11， 同講演論文集，
836-838

0105AB406
0406BE493

滝上英孝 Goda Y.(*1)， Hirobe H.(*1)， Tomita J.(*2)， Nakajima T.(*2)， Nishikiori M.(*2)， Rubio F.(*3)，
Takigami H.，Sakai S.(*4)，Ike M.(*5)，Fujita M.(*5)(*1Jpn.Environ.Chem.，*2Tokyo Eletr.Power
Environ.Eng.， *3Abraxis， *4Environ.Presav.Cent.， *5Grad.Sch.Osaka Univ.) ： Determination of
polychlorinated biphenyls(PCBs) in insulating oil by Cocktail PCB ELISA， SETAC 26th
Annu.Meet.North Am.(Poster Session)， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 238

0105AB405
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滝上英孝 Takigami H.， Suzuki  G.， Shira ish i  F.， Okumura T.(*1)， Sakai  S. (*2)， Brouwer
A.(*3)(*1Environ.Pollut.Controle Cent.， *2Kyoto Univ.， *3Vrije Univ.) ： Interactions of 91
hydroxylated polychlorinated with human transthyretin in vitro， SETAC 26th Annu.Meet.North
Am.(Poster Session)， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 263

0305AE549
0406BE493

滝上英孝 滝上英孝：公示された生物検定法の技術特性と マニュ アルの測定技術，新公定法ダ イオキシ
ン類生物検定法セ ミ ナー， 東京， 2005.11， 同予稿集， 29-48

0105AB405

滝上英孝 滝上英孝 ： バイオア ッ セイの環境 ・ 廃棄物モニ タ リ ングへの新たな展開， 愛媛大学沿岸環境
科学研究セン ター 第 25 回 21 世紀 COE 特別セ ミ ナー， 松山， 2006.01

0105AB405

竹中明夫 竹中明夫 ： 植物の多種共存 と種の分布範囲と の密接な関係， 第 52 回日本生態学会大会， 大
阪， 2005.03， 同講演要旨集， 230

0105SP041
0305AA506

竹中明夫 竹中明夫 ： 森林のパターン ： 木の視点と森の視点， 第 21 回京都賞ワーク シ ョ ッ プ基礎科学
部門シンポジウ ム， 京都， 2005.11， 同プロ グ ラ ム ・ 講演概要， 6

0305AA506

竹中明夫 Takenaka A. ： Coexistence and exclusion of tree species in forests:testability of the proposed
mechanisms of species coexistence， 3rd Okazaki Biol.Conf.-The Biol.Extinction 2-， Okazaki，
2006.03， Abstracts， 40-41

0305AA506

竹中明夫 竹中明夫 ： 稚樹のふる まい と森林の構造をモデルでつなぐ ： 特に多種の共存をめぐ って， 第
53 回日本生態学会大会， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 23

0305AA506

田崎智宏 Tasaki T.，Terazono A.，Moriguchi Y.：Effective assessment of Japanese recycling law for electrical
home appl iances -Four years after the ful l  enforcement of the l aw-， 2005 IEEE
Int.Symp.Electron.Environ.， New Orleans， 2005.05， Proceedings， 243-248

0405AE357
0105AB398

田崎智宏 Tasaki T.， Hashimoto S.， Terazono A.， Moriguchi Y. ： Product flow analysis(PFA) -How should
we  dea l  w i th  b i l a te ra l  cha rac te r  o f  as semb led  produc t s  i n  the  MFA?-， 3rd
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE(Poster Sessions)， Stockholm， 2005.06， Abstracts， 19-20

0405AE357
0105AB398

田崎智宏 田崎智宏 ： リ サイ クル法制度の実態評価の類型と アプローチ， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年
大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集

0405AE357
0105AB398

田崎智宏 田崎智宏， 森口祐一 ： 飲料容器廃棄物の発生要因の解析， 第 16 回廃棄物学会研究発表会，
仙台， 2005.10， 同講演論文集， 191-193

0105AB398

田崎智宏 田崎智宏， 大迫政浩， 森口祐一 ： MFA における誤差の取扱い方法と誤差最小化法によ る使
用済み家電のフ ロー推計， 第 33 回環境システム研究論文発表会， 札幌， 2005.11， 同講演
集， 309-314

0105AB406
0405AE357

田崎智宏 小口正弘 (*1)， 亀屋隆志 (*2)， 浦野紘平 (*2)， 田崎智宏， 谷川昇 (*3)(*1 環境資源システム総
研， *2 横浜国大， *3 北大 ) ： 電気 ・ 電子製品 22 品目の製品特性と平均使用年数の関連性の
考察， 第 33 回環境システム研究論文発表会， 札幌， 2005.11， 同講演集， 303-308

0405AE357

田崎智宏 田崎智宏， 森口祐一 ： 簡易評価の手法論と評価のラ イ フサイ クル， 第 1 回日本 LCA 学会研
究発表会， つ く ば， 2005.12， 同要旨集， 274-275

0405AE358

田崎智宏 田崎智宏： 問題指摘着目型の法制度の実態評価～その類型と 試行： リ サイ ク ル法制度を例に～，
日本評価学会 第 6 回全国大会発表要旨集録， 広島， 2005.12， 同発表要旨集録， 271-278

0105AB398

鑪迫典久 Tatarazako N.：The identification endocrine distrupying chemicals by screening tests using medaka，
26th Annu.Meet./26th Symp.Jpn Comprative Endocrinol.， Tokyo， 2001.12， Proceedings， 2

0105SP031

鑪迫典久 藤原好， 鑪迫典久， 柏田祥策， 菅谷芳雄， 白石寛明 ： 水溶性高分子化合物の藻類に対する影
響評価，第 11 回バイオア ッ セイ研究会 ・日本環境毒性学会合同研究発表会，船橋，2005.09，
同講演要旨集， 14

0205AE509

多田　満 渡邉泉 (*1)， 勝間田賢 (*1)， 本林隆 (*1)， 久野勝治 (*1)， 多田満 (*1 東京農工大院 ) ： カブ ト
エビ類を用いた Cd 汚染水田の浄化試験， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演
要旨集， 812-813

0105AE176

多田　満 多田満， 軽部智美 (*1)， 小神野豊 (*1)(*1 川上農場 ) ： 淡水産ヌ カエビの幼生期における幼若
ホルモン活性化合物の曝露影響，日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター
発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 213

0105AE176
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多田　満 佐藤彰 (*1)， 渡邉泉 (*1)， 久野勝治 (*1)， 多田満 (*1 東京農工大 ) ： p-n-octylphenol のラ イ フ
ステージ別一回曝露によ るチカ イエカへの影響， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究
発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 65

0105AE176

多田　満 多田満 ： 化学物質と ネイチャーラ イ テ ィ ング， 環境学セ ミ ナー ( 明星大学）， 日野， 2005.10 0405AE334

立田晴記 Tatsuta H.， Sugitani Y.(*1)， Kishino H.(*1)， Butlin R.K.(*2)(*1Univ.Tokyo， *2Univ.Sheffield) ：
Average genetic differentiation and population structure in the Chorthippus brunneus and C. jacobsi
hybrid zone，10th Congr.Eur.Soci.Evol.Biol.(Poster Session)，Krakow(Poland)，2005.08，Abstracts，
345

0407CD481

立田晴記 立田晴記 ： サ ッ ポロ フキバッ タ染色体レースに見られる形態および ミ ト コ ン ド リ ア DNA の
変異 ( 英語発表 )， 北海道大学総合博物館 第 12 回公開シンポジウ ム～種分化モデル と し て
のサ ッ ポロ フキバッ タ～， 札幌， 2005.11， プロ グ ラ ム

0407CD481

田中　敦 高岡路枝 (*1)， 吉永淳 (*1)， 田中敦 (*1 東大 ) ： 都市公園土壌の鉛含有量に及ぼす塗膜の影
響 ( 第 2 報 )， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 148-149

0105AE042

田中　敦 高岡路枝 (*1)， 吉永淳 (*1)， 田中敦 (*1 東大 ) ： 都市公園土壌の重金属関の関連性， 第 14 回
環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 802-803

0105AE042

田中　敦 田中敦， 高澤嘉一， 吉兼光葉 (*1)， 白石寛明， 相馬光之 (*2)， 森田昌敏， 河合崇欣 (*3)， 今
田和史 (*4)(*1 環境研セ， *2 静岡県大， *3 名古屋大， *4 北海道水産孵化場 ) ： 摩周湖水の
HCH の長期モニタ リ ング と魚類に対する移行，第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )，大
阪， 2005.06， 同講演要旨集， 670-671

0105AE042

田中　敦 濱田浩美 (*1)， 袴田倫 (*1)， 田中敦 (*1 千葉大 ) ： 北海道摩周湖における水温変化 と結氷， 日
本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.10， 同講演予稿集， 207

9205AC264

田中　敦 Tanaka A.， Shibata Y.， Uehiro T.， Morita M.， Umezu C.， Jahan N. ： Preparation of cryogenic
milled bivalve specimens and characterization of inorganic constituents of Japanese coastal
mussels， Int.Environ.Specimen Bank Symp.， Charleston， 2005.11， Abstracts， 23

0105AD251

田邊　潔 伏見暁洋， 斉藤勝美 (*1)， 藤谷雄二， 長谷川就一， 田邊潔， 小林伸治 (*1 秋田県環境セ ) ：
沿道大気中ナ ノ 粒子の実態調査 (2) 化学組成， 第 22 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会，
堺， 2005.07， 同予稿集， 5-6

0305AE516
0105AA295

田邊　潔 伏見暁洋， 長谷川就一， 田邊潔， 小林伸治 ： 加熱脱着 GC/MS 法の最適化と沿道大気中粒径
別粒子への適用， 日本分析化学会 第 54 年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 138

0305AE516
0105AA295

田邊　潔 Fushimi A.， Hasegawa S.， Fujitani Y.， Tanabe K.， Kobayashi S. ： Organic composition of
nanoparticles in roadside atmosphere in Japan，Eur.Aerosol Conf.2005，Ghent(Belgium)，2005.09，
Abstracts， 633

0305AE516
0105AA295

谷本浩志 Sato K.， Tanimoto H.， Imamura T. ： Measurements of C1-C5 alkyl nitrates using gas
chromatography/negative ion chemical ionization mass spectrometry，AGU 2004 Fall Meet.(Poster
Session）， San Francisco， 2004.12， Abstracts(CD-ROM)

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.：International comparison of ozone and carbon monoxide measurements in East Asia，
ABC Gosan Campaign-EAREX2005  Workshop， Jeju(Korea)， 2005.03

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Yurganov L.N.(*1)， Edwards D.P.(*2)， Grechko E.I.(*3)， Kramer I.(*4)， Mahieu E.(*5)， Notholt
J.(*6)， Novelli P.C.(*7)， Strandberg A.(*8)， Sussmann R.(*4)， Tanimoto H.(*1JAMSTEC，
*2Natl.Cent.Atomos.Res.， *3Obukhov Inst.Atomos.Phys.， *4Forschungszentum Karlsruhe，
*5Univ.Liege， *6Univ.Bremen， *7NOAA， *8Chalmers Univ.Technol.) ： Interannual variations of
the carbon monoxide tropospheric burden between 30N and 90N in 1996-2003: ground-based and
satellite measurements,estimates of biomass burning emissions， EGU 2005， Vienna， 2005.04，
Geophys.Res.Abstr.， 1607-7962/gra/EGU05-A-03850

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H. ： International comparison of standards/measurements of ozone at Gosan during
EAREX2005， ABC Sci.Team Meet.， Shanghai， 2005.04

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.， Mukai H.， Hashimoto S. ： Gas phase titration at NIES,and intercomparison of
laboratory standards/measurements of ozone in Northeast Asia， Workshop CCQM-P28,BIPM，
Paris， 2005.04，

0405BA463
0405BD464
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谷本浩志 Tanimoto H.， Mukai H.， Hashimoto S. ： Gas phase titration at NIES, and intercomparison of
laboratory standards/measurements of ozone in Northeast Asia，Workshop on CCQM-P28: Ozone
at ambient level， Paris， 2005.04，

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 定永靖宗， 谷本浩志， 猪俣敏， 青木伸行， 廣川淳 (*1)(*1 北大 ) ： PTR-TOFMS を用いた大気
中有機化合物の高速多成分測定装置の開発， 第 53 回質量分析総合討論会， 大宮， 2005.05，
同講演要旨集， 476-477

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H. ： Seasonal and interannual variations of ground-level ozone over East Asia， 1st
Int.Symp.China,Korea Jpn.Meteorol.Soc. -Atmos.Sci.East Asia-， Tokyo， 2005.05， Program

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志， 大原利眞， 澤庸介 (*1)， 松枝秀和 (*1)， 鵜野伊津志 (*2)， 米村正一郎 (*3)， 山地
一代 (*4)， 黒川純一 (*5)(*1 気象研， *2 九大， *3 農環技研， *4 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ，
*5 富士通エフア イ ピー ) ： 北東アジアにおける地表オゾンの季節 ・ 年々変動 ： 観測事実と モ
デル解析， 第 11 回大気化学討論会， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 20

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.， Mukai H.， Hashimoto S. ： Ozone standard activities at NIES， Gas CRM workshop，
Tsukuba， 2005.06

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.， Sawa Y.(*1)， Matsueda H.(*1)， Yonemura S.(*2)， Uno I.(*3)， Ohara T.(*1MRI，
*2NIAS，*3Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.)：Interannual variations and recent trends of ground-
level ozone over East Asia， 2005 Gordon Res.Conf.,Big Sky(Poster Session)， Montana， 2005.09

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.，Sawa Y.，Yonemura S.，Matsueda H.，Mukai H.，Wada A.：Widespread air pollution
over the western North Pacific during the EAREX2005 campaign，2nd Data Workshop Atmos.Brown
Cloud(ABC)-East Asian Reg.Exp.2005， Seoul， 2005.10

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 中村育代 (*1)， 小池真 (*1)， 近藤豊 (*2)， 桑田幹哲 (*2)， 宮崎雄三 (*2)， 駒崎雄一 (*2)， 児
玉大輔 (*2)， 谷本浩志， 松枝秀和 (*3)(*1 東大， *2 東大先端研， *3 気象研 ) ： 済州島におけ
る雲凝結核濃度変動要因，日本気象学会2005年度秋季大会，神戸，2005.11，同講演予稿集，346

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志 ： 対流圏におけるオゾン ・ オキシダン ト 研究の今まで と これから， 第 24 回酸性雨
問題研究会シンポジウ ム， 横浜， 2005.12

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tanimoto H.， Sawa Y.(*1)， Matsueda H.(*1)， Yonemura S.(*2)， Uno I.(*3)， Ohara T.(*1MRI，
*2NIAES，*3Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.)：Seasonal cycles, interannual variations, and recent
trends of surface ozone over East Asia: 7-years observations and regional chemical transport model
analysis， AGU 2005 Fall Meet.， San Francisco， 2005.12， Abstracts(CD-ROM)， A51E-0115

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Tyndall G.(*1)， Apel E.(*1)， Williams E.(*2)， Flocke F.(*1)， Cohen R.(*3)， Gilge S.(*4)， Kim
S.(*5)，Kim S.(*4)，Mills G.(*6)，Tanimoto H.(*1Natl.Cent.Atmos.Res.，*2NOAA Aeronomy Lab.，
*3Univ.California Berkeley， *4Deutscher Wetterdienst observatorium Hohenpessenberg，
*5Georgia Inst.Technol.， *6Univ.East Anglia) ： PIE 2005: An intercomparison of measurement
techniques for peroxyacyl nitrates(PANs)，AGU 2005 Fall Meet.(Poster Session），San Francisco，
2005.12， Abstracts(CD-ROM)， A13C0941

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 Fukuda M.(*1)，Kondo Y.(*1)，Miyazaki Y.(*1)，Morino Y.(*1)，Takegawa N.(*1)，Miyakawa T.(*1)，
Komazaki Y.(*1)，Tanimoto H.，Yokouchi Y.，Kanaya Y.(*2)(*1Univ.Tokyo，*2FRCGC)：Oxidation
of reactive nitrogen and ozone production in Tokyo，AGU 2005 Fall Meet.，San Francisco，2005.12，
Abstracts(CD-ROM)， A51C-0075

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志 ： アジアにおける大気質の ク ラ イマ ト ロ ジー ： 標準化と統合化によ るモデル解析，
第 16 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006.01， プロ グ ラ ム

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 中村育代 (*1)， 小池真 (*1)， 近藤豊 (*2)， 桑田幹哲 (*2)， 宮崎雄三 (*2)， 駒崎雄一 (*2)， 児
玉大輔 (*2)， 谷本浩志， 松枝秀和 (*3)(*1 東大院， *2 東大先端研， *3 気象研 ) ： 春季済州島
での雲凝結核濃度変動に関する研究， 第 16 回大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表）， 豊
川， 2006.01， プロ グ ラ ム

0405BA463
0405BD464

谷本浩志 谷本浩志， 猪俣敏， 廣川淳 (*1)(*1 北大 ) ： 陽子移動反応－飛行時間型質量分析計 (PTR-
TOFMS) を用いた大気中有機化合物の高速多成分測定装置の開発 1. 目的と概要， 日本化学
会 第 86 春季年会， 船橋， 2006.03， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 2D6-28

0405BA463
0405BD464

玉置雅紀 玉置雅紀， Mulpuri V.Rao(*1)， Keith R.Davis(*1)， 中嶋信美， 久保明弘， 青野光子， 佐治光
(*1Icoria) ： シ ロ イ ヌナズナ Cvi-0 に由来するオゾン耐性突然変異体の解析， 第 46 回日本植
物生理学会年会， 新潟， 2005.03， 同講演要旨集， 184

0508AE772
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玉置雅紀 吉田征司 (*1)， 玉置雅紀， 中嶋信美， 青野光子， 久保明弘， 鎌田博 (*1)， 佐治光 (*1 筑波大
院 )：シ ロ イ ヌナズナのアス コルビン酸合成欠損変異体 vtc1 における酸化的ス ト レ ス障害発
生 メ カニズム， 第 46 回日本植物生理学会年会， 新潟， 2005.03， 同講演要旨集， 184

0508AE772

玉置雅紀 高橋隼人 (*1)， 玉置雅紀， 中嶋信美， 久保明弘， 青野光子， 鎌田博 (*1)， 佐治光 (*1 筑波大
院 ) ： シ ロ イ ヌナズナにおける GST3 遺伝子の初期応答機構の解析，第 46 回日本植物生理学
会年会， 新潟， 2005.03， 同講演要旨集， 250

0508AE772

玉置雅紀 田中洋子 (*1)， 佐野俊夫 (*1)， 玉置雅紀， 中嶋信美， 近藤矩朗 (*2)， 馳澤盛一郎 (*1)(*1 東
大， *2 帝京科大 ) ： シ ロ イ ヌナズナのアブシジン酸によ る気孔閉鎖に対するエチレ ンの阻害
作用， 第 46 回日本植物生理学会年会， 新潟， 2005.03， 同講演要旨集， 126

0508AE772

玉置雅紀 山室千鶴子 (*1)(*3)， 筒井友和 (*1)， 浅田裕 (*1)， 吉岡博文 (*2)， 玉置雅紀， 小川大輔， 松
浦英幸 (*1)， 吉原照彦 (*1)， 池田亮 (*1)， 山口淳二 (*1)(*3)(*1 北大院， *2 名大院， *3JST) ：
シ ロ イ ヌナズナ恒常的細胞死形質変異株 cad1 の単離と解析， 第 46 回日本植物生理学会年
会， 新潟， 2005.03， 同講演要旨集， 201

0508AE772

玉置雅紀 Tamaoki M.， Takahashi H.(*1)， Nakajima N.， Aono M.， Kubo K.， Saji H.(*1Tsukuba Univ.) ：
Analysis of early response for Glutathione S-transferase 3(AtGST3) expression in Arabidopsis
thaliana， Plant Biol.2005， Seattle， 2005.07， Program， 120

0406AG337
0508AE772

玉置雅紀 田中洋子 (*1)， 佐野俊夫 (*1)， 玉置雅紀， 中嶋信美， 近藤矩朗 (*2)， 馳澤盛一郎 (*1 東大院，
*2 帝京科大 ) ： サイ ト カ イ ニン， オーキシンはエチレンの合成を介し て ABA によ る気候閉
鎖を阻害する， 日本植物学会 第 69 回大会， 富山， 2005.09， 同講演要旨集， 127

0508AE772

玉置雅紀 吉田征司 (*1)， 玉置雅紀， 鹿野岳志 (*2)， 中嶋信美， 青野光子， 久保明弘， 鎌田博 (*1)， 井
上康則 (*2)， 佐治光 (*1 筑波大， *2 東京理大 ) ： シロ イ ヌナズナの細胞質型 DHAR はオゾン
耐性に関与する， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 310

0508AE772
0406AG337

田村憲治 田村憲治， 村上義孝 (*1)， 山崎新， 中井里史 (*2)， 松木秀明 (*3)(*1 滋賀医大， *2 横浜国大，
*3 東海大 )：微小粒子状物質の健康影響に関する疫学研究－個人曝露評価のための家屋内外
濃度測定 (5) 秋季個人曝露調査結果， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演
要旨集， 300

0105AE071
0505BY511
0105AA298

田村憲治 唐寧 (*1)， 田村憲治， 服部哲幸 (*1)， 楊小陽 (*1)， 早川和一 (*1)(*1 金沢大 ) ： 東アジアの都
市における大気粉じん中多環芳香族化合物の分布と主要発生源，第 46 回大気環境学会年会，
名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 294

0105AE071

田村憲治 田村憲治， 近藤美則， 長谷川就一， 唐寧 (*1)， 早川和一 (*1)(*1 金沢大 ) ： 車道走行中の大気
汚染曝露評価に関する基礎的検討－運転中の大気中微小粒子曝露状況－， 第 76 回日本衛生
学会総会 ( ポス ター発表）， 宇部， 2006.03， 日衛誌， 287

0105AE071
0505AE526

田村憲治 島正之 (*1)， 山崎新， 田村憲治， 孫貴範 (*2)(*1 兵庫医大， *2 中国医大 ) ： 中国における都
市大気汚染の健康影響－瀋陽市における学童の肺機能の成長に伴 う 変化， 第 76 回日本衛生
学会総会， 宇部， 2006.03， 日衛誌， 241

0105AE071

唐　艷鴻 Tang Y． ： Heterogeneity of light environment and its ecological consequences， 3rd Int.Symp.
Modern Ecol.， Beijing， 2005.06， Abstracts， 3-4

0103BA141

唐　艷鴻 Tang Y． ： Temperature controls ecosystem CO2 exchange in an alpine meadow on the Qinghai-
Tibetan Plateau， 7th Int.CO2 Conf./7th Int.Carbon Dioxide Conf.(ICDC7)， Boulder， 2005.09，
Proceedings(Web)

0103BA141

塚原伸治 Kakeyama M.， Tsukahara S.， Tohyama C. ： Exposure to dioxin disrupts sex difference of cerebral
cortex: detection of endocrine disrupting effects by measuring neuronal apoptotic cell number
during development， 82nd Annu.Meet.Physiol.Soc.Jpn.， Sendai， 2005.05， Jpn.J.Physiol.(Suppl.)，
S38

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 塚原伸治， 豊福有紀 (*1)， 掛山正心 (*1 神戸大 ) ： 新生ラ ッ ト の性的二型核形成における活
性化 caspase-3 の関与と活性調節機構， 第 28 回日本神経科学大会 ( ポス ター発表 )， 横浜，
2005.07， プロ グ ラ ム， 211

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 Tsukahara S.， Kakeyama M. ： Active caspase-3 and Bcl-2 family expressions of the preoptic area
in neonatal rats: involvement of apoptosis through caspase-3 activation on the development of
sexually dimorphic nuclei， 35th Annu.Meet.Soc.Neurosci.， Washington， 2005.11

0506CD534
0506CD535
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塚原伸治 幸喜富 (*1)， 塚原伸治， 山内兄人 (*2)(*1 自治医大， *2 早稲田大 ) ： 中隔ロード シス抑制機
構の発達， 学術フ ロ ンテ ィ ア 「脳機能の性差形成機構」 公開シンポジウ ム， 東京， 2006.01

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 塚原伸治 ： 生殖機能制御を司る視床下部の性差と形成機構， 学術フ ロ ンテ ィ ア 「脳機能の性
差形成機構」 公開シンポジウ ム， 東京， 2006.01

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 掛山正心 (*1)， 塚原伸治， 大迫誠一郎 (*1)， 北條理恵子， 遠山千春 (*1)(*1 東大院 ) ： ダ イオ
キシンに よ る脳の性分化影響 ： 脳構造 と 行動の撹乱， 第 76 回日本衛生学会総会， 宇部，
2006.03， 日衛誌， 191

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 Inami K.(*1)， Tsukahara S.， Ishida K.(*1)， Warita K.(*1)， Chida Y.(*1)， Kitagawa H.(*1)， Hoshi
N.(*1)(*1Grad.Sch.Kobe Univ.) ： Sex differences in regulation of gonadotropin releasing
hormone(GnRH) secretion in rat， 第 141 回日本獣医学会学術集会， つ く ば， 2006.03， 同講演
要旨集， 184

0506CD534
0506CD535

塚原伸治 Ishida K.(*1)，Tsukahara S.，Inami K.(*1)，Warita K.(*1)，Chida Y.(*1)，Kitagawa H.(*1)，Tanaka
S.(*2)，Hoshi N.(*1)(*1Grad.Sch.Kobe Univ.，*2Natl.Inst.Longevity Sci.)：Age-related change and
its sex differences in histoarchitecture of the hypothalamus of F344/N rats，第 141 回日本獣医学
会学術集会， つ く ば， 2006.03， 同講演要旨集， 184

0506CD534
0506CD535

椿　宜高 椿宜高， 山肩重夫 (*1)(*1 東大 ) ： コ ピー産卵と配偶者選択， 第 52 回日本生態学会大会， 大
阪， 2005.03， 同講演要旨集， 126

0004AE192

椿　宜高 鮫島由佳 (*1)， 椿宜高 (*1 東大 ) ： ト ンボの体温調節法における体サイ ズ依存性， 第 52 回日
本生態学会大会 ( ポス ター発表）， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 260

0004AE192

椿　宜高 辻宣行， 椿宜高 ： 非接触警護の代替戦略 ： なわば り の空間構造の影響， 第 52 回日本生態学
会大会， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 290

0004AE192

椿　宜高 山肩重夫 (*1)， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： ヒ ガシカ ワ ト ンボの産卵場所選択， 第 52 回日本生態学
会大会 ( ポス ター発表）， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 295

0004AE192

椿　宜高 Tsubaki Y. ： Mapping potential habitats using environmental surrogate measures: Importance of
forests for dragonflies in Japan， 4th WDA Int.Symp.Odonatolog.， Pontevedra(Spain)， 2005.07，
Abstracts， 48

0004AE192

椿　宜高 Kadoya T.(*1)， Suda S.(*1)， Washitani I.(*1)， Tsubaki Y.(*1Univ.Tokyo) ： Spatial hetefogeneity
of the dragonfly assemblages in the landscape scale: assessments using newly created small ponds
as traps in the catchment area of lake Kasumigaura， 4th WDA Int.Symp.Odonatolog.，
Pontevedra(Spain)， 2005.07， Abstracts， 33-34

0004AE192

椿　宜高 Nakahara M.， Tsubaki Y. ： Female's sperm utilization pattern from multiple sperm storage organs
in a damselfly Ischnura senegalensis，Int.Symp.Sperm Competition Reproductive Strategies，Otaru，
2005.08， Abstracts， 66

0004AE192

椿　宜高 Tsubaki Y. ： Sperm competition and multiple mating avoidances in a damselfly Mnais nawai，
Int.Symp.Sperm Competition Reproductive Strategies， Otaru， 2005.08， Abstracts， 44

0004AE192

椿　宜高 中原美理 (*1)， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： 複数の精子貯蔵器官における精子保存と精子利用， 第
22 回個体群生態学会シンポジウ ム， 加賀， 2005.10， 同要旨集， 47

0105SP041

椿　宜高 保﨑有香 (*1)， 椿宜高 (*1 早稲田大 ) ： 脱糞量を利用し た ト ンボ類の摂食量推定， 第 24 回日
本動物行動学会大会， 三鷹， 2005.11， 同講演要旨集， 3

0105SP041

椿　宜高 山肩重夫 (*1)， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： オオカ ワ ト ンボの求愛デ ィ スプレ イ と female choice， 第
24 回日本動物行動学会大会， 三鷹， 2005.11， 同講演要旨集， 3

0105SP041

椿　宜高 鮫島由佳 (*1)， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： オオカ ワ ト ンボの リ フテ ィ ングパワー ： 体温， 飛翔筋
量， 脂肪貯蔵量の影響， 第 24 回日本動物行動学会大会， 三鷹， 2005.11， 同講演要旨集， 3

0105SP041

椿　宜高 中原美理 (*1)， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： メ スの貯蔵精子量は多回交尾の指標 と なるか？， 第 24
回日本動物行動学会大会， 三鷹， 2005.11， 同講演予稿集， 4

0105SP041

椿　宜高 辻宣行， 椿宜高 ： 非接触警護の代替戦略 ： 鳥によ る壊滅的な捕食の影響， 第 24 回日本動物
行動学会大会， 三鷹， 2005.11， 同講演予稿集， 37

0105SP041
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椿　宜高 辻和希 (*1)， 菊地友則 (*1)， 大西一志 (*1)， 諏訪部真友子 (*1)， 佐々木智基 (*1)， 川原健悟
(*1)， 日高雄亮 (*1)， 丸山泉 (*1)， 川端俊一 (*1)， 辻宣行 (*1 琉球大 ) ： ア リ 相からみた山原
における林道 と そのエ ッ ジ効果，第 53 回日本生態学会大会，新潟，2006.03，同講演要旨集，33

0105SP041

椿　宜高 中原美理 (*1)，椿宜高 (*1 東大 )： メ ス精子貯蔵器官 と精子競争からみた繁殖戦略の進化，第
53 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 180

0105SP041

椿　宜高 鮫島由佳 (*1)， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： 繁殖戦略 と し ての体温調節， 第 53 回日本生態学会大会
( ポス ター発表）， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 254

0105SP041

椿　宜高 高田宜武 (*1)， 辻宣行， 渋野拓郎 (*1)， 藤岡義三 (*2)， 大葉英雄 (*3)， 木村匡 (*4)， 下池和
幸 (*4)， 阿部寧 (*1)， 橋本和正 (*1)(*1 西海区水研石垣， *2JIRCAS， *3 東京海洋大， *4 自然
研 ) ： 置換不能度を も ちいたサンゴ礁保全候補地の生物群 ( サンゴ ・ 海藻 ・ 魚 ) によ る相違，
第 53 回日本生態学会大会， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 291

0105SP041

寺園　淳 崎田裕子 (*1)， 田中勝 (*2)， 寺園淳， 竹本和彦 (*3)(*13R 市民フ ォーラ ム， *2 岡山大， *3 環
境省 ) ： 国際的な資源の有効利用と環境汚染の防止の両立， 座談会 「国際的な資源の有効利
用 と環境汚染の防止の両立」， 東京， 2005.03， グ ローバルネ ッ ト ， 4-11

0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： 国際資源循環の現状 と課題－廃プラ スチ ッ ク， 金属ス ク ラ ッ プ， E-waste， 平成 17
年度廃棄物学会研究討論会， 川崎， 2005.05， 同講演論文集 2005， 26-35

0105AB398

寺園　淳 Murakami S.，Terazono A.，Moriguchi Y. ：Material flows of metals surrounding Japan: analysis on
scrap and EOL trades， 3rd Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE， Stockholm， 2005.06， Abstracts， 114

0105AB397

寺園　淳 Terazono A.，Murakami S.，Yoshida A.(*1)，Moriguchi Y.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo)：Material cycles
in Asia: how to cope with international and domestic recycling，3rd Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE，
Stockholm， 2005.06， Abstracts， 180-181

0105AB398

寺園　淳 村上進亮， 阿部直也， 寺園淳， 森口祐一 ： 資源供給と い う 側面から見た国際資源循環の分析
－金属資源の事例か ら－， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.09， 同報告要旨
集， 387-388

0105AB397

寺園　淳 寺園淳， 吉田綾 (*1)， 森口祐一， 村上進亮， 阿部直也 (*1 東大院 ) ： 日本 ・ 中国間における
廃プラ スチッ クのマテ リ アルフ ロー， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同
報告要旨集， 67-68

0105AB398

寺園　淳 寺園淳 ： アジア地域における資源循環 ・ 廃棄物管理に関する研究 ( 平成 16 年廃棄物学会奨
励賞受賞者講演 )， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 9-11

0105AB398

寺園　淳 村上進亮， 寺園淳， 森口祐一 ： 日中間の国際資源循環の分析， 平成 18 年度資源 ・ 素材学会
春季大会， 東京， 2006.03， 同講演集 ( Ⅰ ) 資源編， 5-6

0105AB397

遠嶋康徳 遠嶋康徳， 町田敏暢， 向井人史， 丸山正暁 (*1)， 西尾朋恵 (*1)， 赤間功 (*2)， 甘利岳人 (*2)，
渡井智則 (*3)(*1 化学物質評価研究機構，*2 ジ ャパンフ ァ イ ンプロ ダ ク ツ，*3 地球人間環境
フ ォーラ ム ) ： 1 段希釈重量充填法によ る二酸化炭素標準がすの調製， 第 11 回大気化学討論
会 ( ポス ター発表）， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 62

0105SP011

遠嶋康徳 Yamagishi H.(*1)， Tohjima Y.， Mukai M.， Tanimoto H.， Nojiri Y.， Zeng J.(*3)， Shimano
F.(*3)(*1JST，*2Global Environ.Forum)：In situ atmospheric O2/N2 measurements by GC system
in Cape Ochi-ishi，2nd Int.Summer Sch.Surf.Ocean-Lower Atmos.Study(SOLAS)(Poster Session)，
Corsica， 2005.09

0405BA463
0405BD464

遠嶋康徳 Tohjima Y.，Mukai H.，Nojiri Y.，Machida T.，Yamagishi H.：Changes in the atmospheric oxygen/
nitrogen ratio determined from the NIES flask-sampling network，7th Int.CO2 Conf./7th Int.Carbon
Dioxide Conf.(ICDC7)(Poster Sesstion）， Boulder， 2005.09

0105SP011
0408BB368

遠嶋康徳 Rodenbeck C.(*1)，Quere C.L.(*1)，Keeling R.(*2)，Tohjima Y.，Cassar N.(*3)，Manning A.(*1)，
Heimann M.(*1)(*1Max Planck Inst.Biogeochem.，*2Univ.California，*3Princeton Univ.)：Estimates
of atmospheric potential oxygen (APO) fluxes based on O2/N2 and CO2 concentration
measurements: What can they tell us about the global carbon cycle?， 7th Int.CO2 Conf./7th
Int.Carbon Dioxide Conf.(ICDC7)， Boulder， 2005.09， Proceedings(Web)

0105SP011
0408BB368

冨岡典子 冨岡典子， 野原精一， 松重一夫， 今井章雄 ： 霞ヶ浦エコ ト ーンにおける細菌群集構造の地理
的遷移解析， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 286

0307AF511
0406AG399
9205AC264
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土井妙子 Doi T.， Sato S.(*1)， Sato J.(*2)(*1Takushin Junior High Sch.， *2Meiji Univ.) ： Atmospheric
concentration of 210Pb in East Asia，PACIFICHEM 2005，Honolulu，2005.12，Abstracts(CD-ROM)

0307AE532

中島大介 中島大介， 石井瑠里， 影山志保， 峯木茂 (*1)， 陰地義樹 (*2)， 諸岡信久 (*3)， 後藤純雄 (*1
東京理大，*2 奈良県保健環境セ，*3 郡山女大 ) ：微生物由来の揮発性有機化合物 (MVOC) の
遺伝子損傷性，第14回環境化学討論会( ポス ター発表)，大阪，2005.06，同講演要旨集，752-753

0105PR011

中島大介 影山志保， 中島大介， 山本貴士， 峯木茂 (*1)， 高木敬彦 (*2)， 光崎研一 (*2)， 後藤純雄 (*1
東京理大， *2 麻布大 ) ： ニ ト ロ フ ミ ン酸抽出物の変異原性について， 第 14 回環境化学討論
会 ( ポス ター発表）， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 848-849

0105PR011

中島大介 真鍋徹郎 (*1)， 内田勝美 (*1)， 吉澤秀治 (*2)， 中島大介， 後藤純雄， 矢島博文 (*1)(*1 東京理
大， *2 明星大 ) ： 木材の炭化条件と炭化物の VOC 吸着能および物性について， 第 3 回木質
炭化学会研究発表会， 東京， 2005.06， 同講演要旨集， 39-40

0105PR011

中島大介 Takagi Y.(*1)， Nakajima D.， Goto S.， Sugita K.(*2)， Uchida K.， Matsumura T.(*3)， Kato Y.，
Kohzaki K.(*1)(*1Azabu Univ.， *2Dia Anal.Serv.， *3Metocean Environ.) ： Measurement of
concentration of polycyclic aromatic hydrocarbons(PAHs) and dioxin compounds in canine lungs，
ISPAC 20， Toronto， 2005.08， Abstracts， 2699

0105PR011

中島大介 角田真澄， 中島大介， 倉持秀敏， 後藤純雄， 赤沼三恵 (*1)， 太田敏博 (*2)(*1 呉羽化学， *2
東京薬大 ) ： マル ト ールへの紫外線照射によ って生成する変異原性物質の探索， 日本環境変
異原学会 第 34 回大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.11， 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集， 151

0105PR011

中島大介 中島大介， 石井瑠里， 影山志保， 山本貴士， 後藤純雄 ： ベンゾフ ェ ノ ン誘導体の発がんイ ニ
シエーシ ョ ン活性， 日本環境変異原学会 第 34 回大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.11， 同
プロ グ ラ ム ・ 要旨集， 150

0105PR011

中島大介 遠藤治 (*1)， 小谷野道子 (*1)， 中島大介， 後藤純雄， 渡辺徹志 (*2)， 高木敬彦 (*2)， 光崎研
一 (*2)(*1 国立保健医療科院， *2 京都薬大， *3 麻布大 ) ： 川崎市内の児童公園で採取された
土砂試料の変異原性， 日本環境変異原学会 第 34 回大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.11，
同プロ グ ラ ム ・ 要旨集， 149

0105PR011

中島大介 白井睦子 (*1)， 世良暢之 (*2)， 中島大介， 後藤純雄 (*1 九州女大， *2 福岡県保健環境研 ) ：
浮遊粒子状物質中の PAH 類濃度，ジニ ト ロ ピ レン類濃度並びに抽出成分の 8- ヒ ド ロ キシデ
オキシグア ノ シン誘導能の経年変化， 平成 17 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表 )， 北九
州， 2005.11， 室内環境学会誌， 246-247

0105PR011

中島大介 杉田和俊位置 (*1)， 中島大介， 根津豊彦 (*2)， 吉村有史 (*2)， 今中努志 (*3)， 小川茂 (*3)，
後藤純雄 (*1 ダ イヤ分析セ， *2 日本環境衛生セ， *3 ジーエルサイエン ス ) ： 空気中半揮発性
PAH 類の分析試料調製法について， 平成 17 年度室内環境学会総会， 北九州， 2005.11， 室内
環境学会誌， 174-175

0105PR011

中島大介 中島大介， Tin-Tin-Win-Shwe， 掛山正心， 藤巻秀和， 後藤純雄 ： SPME を用いた ト ルエン曝
露マウ スの脳内 ト ルエンの直接検出， 平成 17 年度室内環境学会総会， 北九州， 2005.11， 室
内環境学会誌， 76-77

0305AG493

中島英彰 佐伯浩介 (*1)， 中島英彰， 杉田考史， 伊藤真之 (*2)(*1 神戸大院， *2 神戸大 ) ： ILAS-II 観測
によ る 2003 年冬季南極成層圏脱窒 メ カニズムの解析，日本気象学会 2005 年度春季大会，東
京， 2005.05， 同講演予稿集， 104

0406BA352

中島英彰 中島英彰， 齋藤尚子， 杉田考史， 横田達也， 笹野泰弘 ： ADEOS-II 搭載 ILAS-II によ る 2003
年南極オゾンホールの解析， 日本気象学会 2005 年度春季大会， 東京， 2005.05， 同講演予稿
集， 105

0406BA352

中島英彰 江尻省， 寺尾有希夫 (*1)， 杉田考史， 中島英彰， 横田達也， 笹野泰弘， 神沢博 (*2)， 塩谷雅
人 (*3)(*1 ハーバード大， *2 名古屋大， *3 京大 ) ： ILAS-II 観測によ る N2O と CH4 のデータ
質検証， 日本気象学会 2005 年度春季大会， 東京， 2005.05， 同講演予稿集， 294

0406BA352

中島英彰 田中智章， 杉田考史， 横田達也， 中島英彰， 笹野泰弘 ： ILAS-II における新しい接線高度決
定法について， 日本気象学会 2005 年度春季大会， 東京， 2005.05， 同講演予稿集， 330

0406BA352

中島英彰 Griesfeller A.，Ejiri M.，Blumenstock T.(*1)，Hase F.(*1)，Jones N.B.(*2)，Kondo Y.(*3)，Kramaer
I.(*1)，Nakajima H.，Raffalski U.(*4)(*1IMK，*2Univ.Woolongong，*3Univ.Tokyo，*4IRF)：Validation
of ILAS-II data by ground-based FTIR-measurements of HNO3 and N2O at Kiruna， 日本気象学
会 2005 年度春季大会， 東京， 2005.05， 同講演予稿集， 495

0406BA352
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中島英彰 佐伯浩介 (*1)， 中島英彰， 杉田考史， 伊藤真之 (*1)(*1 神戸大 ) ： ILAS-II 観測によ る 2003 年
冬季南極成層圏脱窒 メ カニズムの解析， 第 11 回大気化学討論会， 奈良， 2005.06， 同講演要
旨集， 8

0105SP021

中島英彰 村田功 (*1)， 中島英彰， 中根英昭， 福西浩 (*1)(*1 東北大院 ) ： FTIR 観測によ るつ く ばでの
HCl,HF,O3,HNO3 全量の変動， 第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 奈良， 2005.06， 同
講演要旨集， 34

0105SP021

中島英彰 Nakajima H.， Sonnenfroh D.M.(*1)， Galica G.E.(*1)， Nakamura T.(*1)， Green B.D.
(*1)(*1Phys.Sci.Inc.)：Conceptual study of satellite lidar system for greenhouse gas measurements，
13th Conherent Laser Radar Conf.， Kamakura， 2005.10， Proceedings， 114-117

0406BA352

中島英彰 佐伯浩介 (*1)， 中島英彰， 杉田考史， 伊藤真之 (*2)(*1 神戸大院， *2 神戸大 ) ： ILAS-II 観測
によ る 2003 年冬季南極成層圏脱窒 メ カニズムの解析，日本気象学会 2005 年度秋季大会，神
戸， 2005.11， 同講演予稿集， 209

0406BA352

中島英彰 佐藤薫 (*1)， 冨川喜弘 (*1)， 橋田元 (*1)， 門倉昭 (*1)， 中島英彰， 杉田考史 (*1 極地研 ) ： 昭
和基地オゾンゾンデ集中観測および ILAS-II 観測に基づ く オゾン層回復過程の 3 次元構造の
研究， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 210

0406BA352

中島英彰 Griesfeller J.，Griesfeller A.，Hase F.(*1)，Jones N.B.(*2)，Blumenstock T.(*1)，Nakajima H.(*1IMK，
*2Univ.Wollongong)：Comparison of retrieval code results of ground-based FTIR measurements at
Kiruna,Sweden， 日本気象学会 2005 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演
予稿集， 349

0406BA352

中島英彰 Griesfeller A.，Griesfeller J.，Hase F.(*1)，Blumenstock T.(*1)，Nakajima H.(*1IMK)：Comparison
of ILAS-II data with ground-based FTIR measurements of O3,HNO3,N2O, and CH4 over
Kiruna,Sweden， 日本気象学会 2005 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演
予稿集， 445

0406BA352

中島英彰 Nakajima H.，Saeki K.，Sugita T. ： Analysis of antarctic denitrification in 2003 winter observed by
ILAS-II Onboard the ADEOS-II Satellite， AGU 2005 Fall Meet.， San Francisco， 2005.12，
Abstracts， A13D-0983

0406BA352

中島英彰 Griesfeller A.，Griesfeller，J.，Hase F.(*1)，Blumenstock T.(*1)，Nakajima H.(*1Forschungszentrum
Karlsruhe)：Comparison of ILAS-II data with ground-based FTIR measurements of O3,HNO3,N2O.
and CH4 over kiruna,Sweden，AGU 2005 Fall Meet.，San Francisco，2005.12，Abstracts，A13C-
0950

0406BA352
0505AF779

中島英彰 Khosrawi F.(*1)， Mueller R.(*2)， Proffit M.H.(*3)， Nakajima H.(*1Inst.Appl.Environ.Sci.，
*2Forschungszentrum Juelich， *3World Meteorolo.Organ.) ： Northern and southern hemispheric
monthly averages of nitrous oxide and ozone: A，AGU 2005 Fall Meet.，San Francisco，2005.12，
Abstracts， A13D-0968

0406BA352

中島英彰 Sonnenfroh D.M.(*1)， Galica G.E.(*1)， Nakamura T.(*1)， Green B.D.(*1)， Flint J.(*2)， Moulton
P.(*2)， Nakajima H.， Sugimoto N.(*1Phys.Sci.， *2QPeak) ： Satellite lidar for global warming gas
measurement， AGU 2005 Fall Meet.， San Francisco， 2005.12， Abstracts， A21D-0907

0406BA352
0406BA414

中根英昭 外岡豊 (*1)， 深澤大樹 (*1)， 中口毅博 (*2)， 馬場剛 (*3)， 中根英昭， 藤野毅 (*4)(*1 埼玉大，
*2 環境自治体会議環境政策研， *3 計量計画研， *4 埼玉大院 ) ： 業務部門における温室効果
ガス排出削減対策について その 2，第 24 回エネルギー・資源学会研究発表会，東京，2005.06，
同講演論文集， 273-276

0406BH478

中根英昭 内海康雄 (*1)， 神村一幸 (*2)， 井上隆 (*3)， 外岡豊 (*4)， 三田村輝章 (*5)， 百田真史 (*6)， 吉
田友紀子， 中根英昭 (*1 宮城高専， *2 山武， *3 東京理大， *4 埼玉大， *5 足利工大， *6 東
京電気大 ) ： CO2 排出量削減のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究 ( 第 1
報 ) 開発プロ ジェ ク ト の概要， 平成 17 年度空気調和 ・ 衛生工学会大会， 札幌， 2005.08， 同
学術講演会講演論文集， 1737-1740

0406BH478

中根英昭 相沢智之 (*1)， 志甫諒 (*1)， 堀岡一彦 (*1)， 河村徹 (*1)， 梅宮知佐 (*1 東京工大 ) ： 公平性を
考慮し たポス ト 京都議定書における温室効果ガス排出量削減目標に関する考察， 環境経済 ・
政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集， 15-16

0305BY590

中根英昭 梅宮知佐， 相沢智之 ： アジア地域における， 温室効果ガス イ ンベン ト リ の精度向上に影響の
大きい主要排出 ・ 吸収源区分， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要
旨集， 185-186

0305BY590
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中根英昭 相沢智之 ： 京都議定書 と温室効果ガス イ ンベン ト リ ( 特別講演）， 第 32 回環境保全 ・ 公害防
止研究発表会， 千葉， 2005.11， 同講演要旨集， 1-6

0305BY590

中根英昭 相沢智之 ： イ ンベン ト リ と業務部門推計について， 公開シンポジウ ム 「日本の 21 世紀型業
務部門温暖化対策技術普及シナ リ オ と は？」， つ く ば， 2006.02

0305BY590

永田尚志 永田尚志：荒川流域においてオオ ヨ シキ リ の分布を決める要因，第 52 回日本生態学会大会，
大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 273

0305BA558

永田尚志 鐘築由香 (*1)， 永田尚志， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： 分子系統解析にも とづ く 日本産 メ ジ ロの地
理的個体群の把握， 第 52 回日本生態学会大会， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 306

0507AE780

永田尚志 永田尚志，金井裕 (*1)(*1 日本野鳥の会 )：土地被覆データから鳥類の生息をどの く らい予測
可能か？， 日本鳥学会 2005 年度大会， 松本， 2005.09， 同講演要旨集， 76

0305BA558

永田尚志 鐘築由香 (*1)， 永田尚志， 椿宜高 (*1 東大院 ) ： ミ ト コ ン ド リ ア DNA のコ ン ト ロール領域と
チ ト ク ローム b を用いた日本産 メ ジ ロ (Zosterops japonicus) の亜種間の系統関係， 日本鳥学
会 2005 年度大会， 松本， 2005.09， 同講演要旨集， 164

0507AE780
0105BA205

永田尚志 植田睦之 (*1)， 永田尚志， 平野敏明 (*1)， 川崎慎二 (*1)(*1 バード リ サーチ ) ： 関東周辺にお
け る森林でのス ポ ッ ト センサ スの効率的な実施方法， 日本鳥学会 2005 年度大会， 松本，
2005.09， 同講演要旨集， 131

0305BA558
0507AE780

永田尚志 江口和洋 (*1)， 山口典之 (*2)， 上田恵介 (*2)， 高木昌興 (*3)， 永田尚志， RiNoske R.(*4)(*1
九大院， *2 立教大， *3 大阪市大， *4Charles Darwin Univ.) ： ハイガシ ラ ゴ ウシュ ウマルハシ
の社会構造， 日本鳥学会 2005 年度大会， 松本， 2005.09， 同講演要旨集， 58

0103CD209

永田尚志 永田尚志：免疫能と血液寄生虫はオオ ヨ シキ リ の配偶成功に影響をおよぼすか？，日本動物
行動学会 第 24 回大会 ( ポス ター発表 )， 三鷹， 2005.11， 同要旨集， 38

0406CD473

永田尚志 永田尚志 ： 利根川下流域のオオセ ッ カの現状と個体群拡大， 第 3 回仏沼シンポジウ ム， 三
沢， 2006.02， 同予稿集， 5

0305BA558
0507AE780

永田尚志 永田尚志， 椿宜高 ： 大ス ケールでみた野生生物の生息地選考性， 第 53 回日本生態学会大会，
新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 45-46

0105SP041
0305BA558

永田尚志 永田尚志，金井裕 (*1)(*1 日本野鳥の会 )：自然環境保全基礎調査データ を用いた鳥類の生息
分布予測， 第 53 回日本生態学会大会， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 279

0305BA558
0105SP041

永田尚志 江口和洋 (*1)， 山口典之， 上田恵介 (*2)， 永田尚志， 高木昌興 (*3)， Noske R.(*4)(*1 九大，
*2 立教大， *3 大阪市大， *4 チャールズダーウ ィ ン大 ) ： 協同繁殖種ハイガシ ラ ゴ ウシュ ウ
マルハシの社会構造， 第 53 回日本生態学会大会， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 206

0103CD209

南齋規介 Nansai K.， Suzuki N.， Tanabe K.， Kobayashi S.， Moriguchi Y. ： Estimating spatial distribution
of air pollutant emissions in Japan using the G-BEAMS，14th Int.Emiss.Inventory Conf.，Las Vegas，
2005.04， Program

0105AA295

南齋規介 Nansai K.， Inaba R.(*1)， Moriguchi Y.， Hashimoto S.， Fujii M.(*1Hokkaido Univ.) ： Building of
an emission inventory for water pollutants in Japan using an input-output table， SETAC Eur.15th
Annu.Meet.， Lille(France)， 2005.05， Abstracts

0105AB397

南齋規介 Nansai K.，Inaba R.(*1)，Kagawa S.(*2)，Moriguchi Y.，Hashimoto S.，Fujii M.(*1Hokkaido Univ.，
*2Tohoku Univ.)：Classifying goods and services as a simple indicator for sustainable consumption，
Int.Input-Output Conf.， Beijing， 2005.06， Abstracts， 139-140

0406BA501

南齋規介 Nansai K.， Inaba R.(*1)， Kagawa S.(*2)， Moriguchi Y.(*1Hokkaido Univ.， *2Tohoku Univ.) ：
Relationship between changes of consumer's demand for goods and services and environmental and
economic improvement levels required for their producers， 10th Eur.Roundtable Sustainable
Consumption Prod.， Antwerp(Belgium)， 2005.10， Proceedings(Web)

0406BA501

南齋規介 Nansai K.， Kagawa S.(*1)， Inaba R.(*2)， Moriguchi Y.(*1Tohoku Univ.， *2Hokkaido Univ.) ：
Identification of relationships between Japanese household consumption and multiple environmental
burdens by an Input-Output model， 6th Asia Pac.Roundtable Sustainable Consumption Prod.，
Melbourne， 2005.10

0406BA501

南齋規介 Nansai K.，Moriguchi Y.，Inaba R.(*1)，Fujii M.，Murakami S.，Hashimoto S.(*1HoKKaido Univ.)：
What kinds of database should be compiled in the future for a site-dependent life-cycle analysis?，
SETAC 26th Annu.Meet.North Am.(Poster Session)， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 221

0105AA169
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南齋規介 南齋規介， 森口祐一， 加河茂美 (*1)(*1 東北大 ) ： 2000 年産業連関表を用いた環境負荷原単
位の推計 と その特徴，第 1 回日本 LCA 学会研究発表会，つ く ば，2005.12，同要旨集，270-271

0105AB397
0105AB398
0406BA501

南齋規介 南齋規介， 加河茂美 (*1)， 稲葉陸太 (*2)， 森口祐一 (*1 東北大， *2 北大 ) ： 家計消費におけ
る財 ・ サービ スの環境負荷 と経済への影響からみた三つの分類， 第 1 回日本 LCA 学会研究
発表会， つ く ば， 2005.12， 同要旨集， 100-101

0406BA501

南齋規介 南齋規介，東野達 (*1)(*1 京大 )：LCA を活用し た製品の環境手引書の提案，第 1 回日本 LCA
学会研究発表会， つ く ば， 2005.12， 同要旨集， 164-165

0406BA501

南齋規介 杉山利治 (*1)， 東野達 (*1)， 南齋規介 (*1 京大 ) ： わが国における PM2.5 排出量推計と その
分析， 第 1 回日本 LCA 学会研究発表会， つ く ば， 2005.12， 同要旨集， 136-137

0105AB397

南齋規介 加河茂美 (*1)， 南齋規介， 森口祐一， 熊田正次郎 (*1)(*1 東北大 ) ： 産業廃棄物発生と家計世
帯属性 と の関係， 第 1 回日本 LCA 学会研究発表会， つ く ば， 2005.12， 同要旨集， 250-251

0105AB397

西岡秀三 Nishioka S. ： Toward a low carbon future: Its implication to Japanese energy policy-global policy
options dealing with GHG emission control， 28th Annu.IAEE Int.Conf.， Taipei， 2005.06，

Z00009998

西岡秀三 西岡秀三：ポス ト 京都議定書の国際交渉の展望－気候変動に関する科学的背景欧州諸国の戦
略日本の対応， SPEED 研究会 ポス ト 京都議定書の 「戦略環境経営」 と 「新しい環境生活文
化」 の創造， 箱根， 2005.06，

Z00009998

西岡秀三 西岡秀三 ： 「ス ト ッ プ！ザ地球の温暖化」 京都議定書のゆ く え－地球温暖化と私たちの生活
－， 茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター開設記念行事環境月間事業講演会， 土浦， 2005.06，

Z00009998

西岡秀三 Nishioka S.：Efficient use of resources: Required from grobal environmental concern，2005 Taiwan-
Jpn.Sci.Technol.Forum， Taipei， 2005.09，

Z00009998

西岡秀三 西岡秀三 ： 温暖化を ど こ で止めるか－どのよ う な状態で， いつ， 誰が－， 国連大学ゼロ エ
ミ ッ シ ョ ンシンポジウ ム 2005 「気候変動と ゼロエ ミ ッ シ ョ ン」， 東京， 2005.10，

Z00009998

西川雅高 小田淳子 (*1)，宮川雅充 (*1)，西川雅高，今村清 (*2)(*1 吉備国際大，*2 大阪府環境情報セ )：
4 か国のの大気粉じん中に観察された多環芳香族炭化水素類の汚染評価－中国 ・ チ リ ・ ベ ト
ナム ・ 日本の比較－， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表）， 大阪， 2005.06， 同講演要
旨集， 706-707

0105BA331

西川雅高 森育子， 西川雅高 ： 化学成分か ら見た黄砂の特徴－黄砂実態解明調査結果を も と に－， 第
46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 86-87

0105BA331

西川雅高 小川祐美 (*1)， 中杉修身 (*2)， 西川雅高， 井伊博行 (*3)， 平田健正 (*3)(*1 元筑波大， *2 上
智大， *3 和歌山大 ) ： GIS を用いた茶栽培流域における水質評価法の検討 ( 要約 )， 環境科学
会 2005 年会， 名古屋， 2005.09， 同講演予稿集， 22-25

0305BC332

西村典子 Nishimura N.(*1)， Tohyama C.(*2)， Yonemoto J.， Nishimura H.(*3)， Matsumura
F.(*1)(*1Univ.California， *2Grad.Sch.Univ.Tokyo， *3Aichi Mizuho Univ.) ： Effects of 2,3,7,8-
Tetrachlorodibenzo-p-Dioxin on gene expression mediating salt-reabsorption in developing
mouse kidney， 8th Annu.Meet.Jpn.Soc.Endocr.Disrupters Res.， Tokyo， 2005.09， Abstracts， 61

0405AE327

西村典子 Nishimura N.，Suzuki J.，Nishimura H.(*1)，Beattie J.(*2)，Satoh M.(*3)，Tohyama C.(*4)(*1Aichi
Mizuho Univ.， *2Rowett Inst.， *3Gifu Pharma.Univ.， *4Univ.Tokyo) ： IL-6-dependent and-
independent  lnduct ion  o f  Meta l l o th ione in  by  D i f fe rent  S t resses  in  Mice， 5th
Int.Conf.Metallothionein(Poster Session)， Beijing， 2005.10， Abstracts， 84

0405AE327

西村典子 西村典子 ： 化学物質と健康 ( 生体影響評価 )， 第 56 回日本電気泳動学会， 東京， 2005.11， 生
物物理化学， 10

0405AE327

西村典子 西村典子， 米元純三， 西村久雄 (*1)， Matsumura F.(*2)， 遠山千春 (*3)(*1 愛知みずほ大， *2
カルフ ォルニア大， *3 東大院 ) ： 経母乳ダ イオキシン曝露のマウ スにおける尿細管遺伝子の
変動 と水腎症発症， 第 76 回日本衛生学会総会， 宇部， 2006.03， 日衛誌， 251

0405AE327

西村典子 Nishimura N.， Yonemoto J.， Nishimura H.(*2)， Vogel C.F.(*1)， Matsumura F.(*1)， Tohyama
C.(*3)(*1Univ.California， *2Aichi Mizuho Univ.， *3Grad.Sch.Univ.Tokyo) ： Disruption of salt-
handling in the developing mouse kidney as a possible cause of 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-
dioxin-indcud hydronephrosis， SOT Annu.Meet.2006， San Diego， 2006.03， Toxicologist， 314

0405AE327
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新田裕史 山崎新， 福原俊一 (*1)， GREEN J.(*2)(*1 京大院， *2 東大院 ) ： 「心の健康」 ド メ イ ン (MHI-
5) によ る 「 う つ状態」 のス ク リ ーニング， 第 64 回日本公衆衛生学会総会 ( ポス ター発表 )，
札幌， 2005.09， 同抄録集， 437

0202AF440

新田裕史 新田裕史， 島正之 (*1)， 山崎新 (*1 兵庫医大 ) ： 微小粒子状物質の健康影響に関する疫学研
究－長期影響調査の実施状況 ( 第 3 報 ) －， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09，
同講演要旨集， 302

0505BY511
0105AA298

新田裕史 山崎新 (*1)， 新田裕史， 福原俊一 (*1)(*2)(*1 健康医療評価研機構， *2 京大院 ) ： 大気中の光
化学オキシダン ト 濃度 と疲労感及び メ ン タルヘルス と の関係，第 16 回日本疫学会学術総会，
名古屋， 2006.01， 同予稿集， 179

0105AA298
0202AF440

野沢　徹 Nozawa T.，Nagashima T.，Shiogama H.， CCSR/NIES/FRCGC Project Team ： Impact of aerosols
on the climate change in the twentieth century，2nd EarthCare Workshop，Tokyo，2005.03，Program

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 小林孝 (*1)， 小尻利治 (*2)， 友杉邦雄 (*2)， 野沢徹 (*1 京大， *2 京大防災研 ) ： GCM 出力を
用いた温暖化時における 降雨分布の時空間分析に関する研究， 水文 ・ 水資源学会 2005 年度
総会 ・ 研究発表会， つ く ば， 2005.08， 同予稿集

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 野沢徹， 永島達也， 塩竈秀夫， Simon A.C.(*1)(*1 オ ッ ク ス フ ォード大 ) ： 20 世紀前半の気温
変動に対す る 自然起源強制力の寄与推定 (1)， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸，
2005.11， 同講演予稿集， 106

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 塩竈秀夫， 渡部雅浩 (*1)， 野沢徹， 木本昌秀 (*2)(*1 北大， *2 東大気候システム研セ ) ： 20
世紀後半における decadal ENSO に対する外部強制力変動の影響，日本気象学会 2005 年度秋
季大会， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 109

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 西澤誠也 (*1)， 余田成男 (*1)， 野沢徹 (*1 京大理 ) ： 有限長データにおける見かけの ト レ ン
ド の分布 関数 と ト レ ン ド の検出可能性， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11，
同講演予稿集， 114

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 Nozawa T.， Nagashima T.， Yokohata T.， Shiogama H.， Takemura T.(*1)， Crooks
S.A.(*2)(*1Res.Inst.Appl.Mech. Kyushu Univ.，*2Univ.Oxford) ： Impact of aerosols on the climate
change in the 20th century，1st UJCC Int.Workshop Curr.Probl.Earth Syst.Modelling，Yokohama，
2005.11， Abstracts

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 野沢徹， 小尻利治， 小林孝 ： 地球温暖化時の時空間高解像度降水分布の推定， 平成 17 年度
京都大学防災研究所研究発表講演会， 京都， 2006.02， プロ グ ラ ム， 17

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野沢　徹 Okada N.，Hasumi H.(*1)，Oka A.(*1)，Nozawa T.(*1CCSR Univ.Tokyo)：Variations in the atlantic
meridional overturning circulation in the 20th century model simulations， 2006 Ocean Sci.Meet.，
Honolulu， 2006.02， Abstracts， OS45H-10

0105AE446
0305BA541
0306CE525

野原恵子 野原恵子， 長井治子， 伊藤智彦 ： ダ イオキシンによ る免疫毒性と アポ ト ーシス， 第 14 回日
本アポ ト ーシス研究会学術集会， 倉敷， 2005.07， 同プロ グ ラ ム抄録集， 31

0406AG337

野原恵子 野原恵子 ： ト キシコゲ ノ ミ ク ス を利用し た環境汚染物質の免疫毒性評価法， 第 12 回日本免
疫毒性学会学術大会， 東京， 2005.09， 同講演要旨集， 55-56

0406AG337

野原恵子 野原恵子， 粟生佳奈， 宮本芳美， 鈴木武博， 松本みち よ， 遠山千春 (*1)， 小林隆弘， 伊藤智
彦 (*1 東大 ) ： 胸腺萎縮を誘導する化学物質の作用経路の遺伝子発現変化からの探索， 第 28
回日本分子生物学会年会 ( ポス ター発表 )， 福岡， 2005.12， 同講演要旨集， 281

0406AG337

野原恵子 長井治子 (*1)， 久保允人 (*2)， 安部良 (*1)， 山本雅之 (*3)， 野原恵子 (*1 東京理大， *2 理研，
*3 筑波大 )：胸腺細胞の Arylhydrocarbon receptor の活性化は Fas/Fas リ ガン ド非依存的に胸
腺萎縮を誘導する， 第 28 回日本分子生物学会年会 ( ポス ター発表 )， 福岡， 2005.12， 同講
演要旨集， 436

0406AG337

野原恵子 Nohara K.，Ao K.，Miyamoto Y.，Tohyama C.(*1)，Kobayashi T.，Sato H.(*2)，Ito T.(*1Univ.Tokyo，
*2IMMD) ： Distinctive gene expression patterns in thymuses exposed to atrophy-inducing
chemicals， SOT Annu.Meet.2006(Poster Session)， San Diego， 2006.03， Toxicologist， 358

0406AG337

野原精一 Nohara S.， Satake K. ： Monitoring of acidification and habitat of salmon families in Miomotegawa
river basin,Japan，Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition，Prague，2005.06，Abstracts，389

0204BA382
0305AG597
0406CD448
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野原精一 野原精一， 福原晴夫 (*1)， 福井学 (*2)， 小島久弥 (*2)， 山本鎔子 (*3)， 落合正宏 (*4)， 尾瀬
アカシボグループ (*1 新潟大， *2 北大， *3 元明治大， *4 徳島文理大 ) ： 尾瀬沼における環
境長期モニ タ リ ング と アカシボ現象， 尾瀬ヶ原のアカシボ現象に関する研究 (30)， 日本陸水
学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09， 同講演予稿集， 183

0305AG597
0406CD448

野原精一 落合正宏 (*1)， 山本鎔子 (*2)， 野原精一， 福井学 (*3)， 小島久弥 (*3)， 菊地義昭 (*4)， 北村
淳 (*5)， 福原晴夫 (*6)， 尾瀬アカシボグループ (*1 徳島文理大， *2 元明治大， *3 北大， *4
茨城大， *5 グ リ ーンシグマ， *6 新潟大 ) ： 尾瀬ヶ原のアカシボ現象に関する研究 (31) 尾瀬
氷上アカシボの化学的特徴， 日本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09， 同講演予稿集， 54

0305AG597
0406CD448

野原精一 小島久弥 (*1)， 野原精一， 山本鎔子 (*2)， 落合正宏 (*3)， 北村淳 (*4)， 福原晴夫 (*5)， 福井
学 (*1)， 尾瀬アカシボグループ (*1 北大， *2 元明治大， *3 徳島文理大， *4 グ リ ーンシグマ，
*5 新潟大 )：尾瀬ヶ原のアカシボ現象に関する研究 (32) 尾瀬沼アカシボ生物群集内の炭酸固
定微生物の解析， 日本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09， 同講演予稿集， 55

0305AG597
0406CD448

野原精一 野原精一， 矢部徹 ： 外来水生生物によ る湖沼生態系のか く 乱と 自然再生， 日本陸水学会 第
70 回大会， 柏原， 2005.09， 同講演予稿集， 163

0305AG597

野馬幸生 野馬幸生， 山本貴士， 黄瑛， 柴田康行， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： パーフルオロオ
ク タ ン スルホン酸 (PFOS) の光分解について， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同
講演要旨集， 248-249

0105AB408

野馬幸生 石川紫， Jerzy F.(*1)， 野馬幸生， 森義仁 (*2)， 酒井伸一 (*3)(*1Univ.Gdansk， *2 お茶の水女
大，*3 京大環境保セ )：高塩素化テ ク ニカル PCB の全異性体分析，第 14 回環境化学討論会，
大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 208-209

0105AB408

野馬幸生 Falandysz J.(*1)， Ishikawa Y.， Noma Y.， Sakai S.(*1Univ.Gdansk) ： Analiza wszystkich 209
chlorobifenyl w preparacie Chlorofen， 7th Pol.Conf.Anal.Chem.(Poster Session)， Torun(Poland)，
2005.07， Abstracts， 174

0305AE544

野馬幸生 Falandysz J.(*1)，Mostrag A.(*1)，Ishikawa Y.，Noma Y.，Sakai S.(*1Univ.Gdansk)：PCDDs i PCDFs
W Ppreparatach PCBs aroclor 1268 i Chlorofen， 7th Pol.Conf.Anal.Chem.， Torun(Poland)，
2005.07， Abstracts， 175

0305AE544

野馬幸生 石川紫 (*1)， 野馬幸生， 篠田晶子 (*2)， 山上功 (*2)， 藤本悦男 (*2)， 渡部真文 (*3)， 森義仁
(*1)， 酒井伸一 (*4)(*1 お茶の水女大， *2 昭和電工， *3 環境総研機構， *4 京大環境保全セ ) ：
室内大気中の PCB サンプ リ ング用カー ト リ ッ ジについて， 第 16 回廃棄物学会研究発表会，
仙台， 2005.10， 同講演論文集， 1169-1171

0105AB408

野馬幸生 野馬幸生， 酒井伸一 (*1)， 光原好人 (*2)， 松山喜代志 (*2)(*1 京大環境保全セ， *2 ト ヨ タ自
動車 ) ： 金属ナ ト リ ウ ム分散体法によ る PCB 分解生成物について， 第 16 回廃棄物学会研究
発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 1146-1148

0105AB408

野馬幸生 篠田晶子 (*1)， 山上功 (*1)， 藤本悦男 (*1)， 渡部真文 (*2)， 石川紫 (*3)， 野馬幸生 (*1 昭和
電工， *2 環境総研機構， *3 お茶の水女大 ) ： 室内大気中 PCB の迅速捕集に関する検討， 平
成 17 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表）， 北九州， 2005.11， 室内環境学会誌， 178-179

0105AB408

橋本俊次 中村朋之 (*1)， 加藤謙一 (*1)， 菱沼早樹子 (*1)， 鈴木滋 (*1)， 斎藤善則 (*1)， 橋本俊次， 柏
木宣久 (*2)(*1 宮城県保健環境セ， *2 統計数理研 ) ： ケ ミ カルマスバラ ン ス法を用いたダ イ
オキシン類の発生源寄与推定，第 14 回環境化学討論会，大阪，2005.06，同講演要旨集，28-29

0204BC353

橋本俊次 鈴木貴博 (*1)， 山口晃 (*1)， 茨木剛 (*1)， 村山等 (*1)， 澁谷信雄 (*1)， 橋本俊次， 柏木宣久
(*2)(*1 新潟県保健環境科研，*2 統計数理研 )：関数関係解析によ る ケ ミ カルマスバラ ン ス法
を用いた新潟県内におけるダ イオキシン類発生源寄与率の推定， 第 14 回環境化学討論会，
大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 30-31

0204BC353

橋本俊次 能勢和聡 (*1)， 橋本俊次， 高橋真 (*2)， 安原昭夫， 酒井伸一 (*3)(*1 環境研セ， *2 愛媛大沿
岸環境科研セ，*3 京大環境保全セ )：水熱反応によ る有機ハロゲン化合物 (PCBs 及び PBDEs)
の分解特性， 第 14 回環境化学討論会， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 196-197

0105AB408

橋本俊次 渡邊功 (*1)， 熊谷信二 (*1)， 田中之雄 (*1)， 芦塚由紀 (*2)， 中川礼子 (*2)， 太田壮一 (*3)， 高
菅卓三 (*4)， 野村孝一 (*5)， 橋本俊次， 森田昌敏 (*1 大阪府公衆衛研， *2 福岡県保健環境
研， *3 摂南大， *4 島津テ ク ノ リ サーチ， *5 日本食品分析セ ) ： 母乳中臭素化ダ イオキシン
類分析法マニュ アルの検討－脂肪試料ク ロ スチェ ッ ク結果，第 14 回環境化学討論会，大阪，
2005.06， 同講演要旨集， 304-305

0105AE172
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橋本俊次 茨木剛 (*1)， 山口晃 (*1)， 鈴木貴博 (*1)， 大野勝久 (*1)， 村山等 (*1)， 澁谷信雄 (*1)， 橋本
俊次， 柏木宣久 (*2)(*1 新潟県保健環境研， *2 統計数理研 ) ： 新潟県内水環境中のダ イオキ
シン類組成の特徴， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨
集， 388-389

0204BC353

橋本俊次 佐々木啓行 (*1)， 吉岡秀俊 (*2)， 佐々木裕子 (*1)， 山本央 (*1)， 阿部圭恵 (*1)， 橋本俊次，
柏木宣久 (*3)(*1 東京都環境科研， *2 東京都環境局， *3 統計数理研 ) ： 東京都内大気中のダ
イオキシン類の組成について， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同
講演要旨集， 408-409

0204BC353

橋本俊次 橋本俊次， 中村朋之 (*1)， 宮崎徹 (*2)， 佐々木裕子 (*3)(*1 宮城県， *2 ニ ッ テ ク リ サーチ，
*3 東京都環境科研 )：種々の化学製品試料における PCDD/Fs および PCBs の全異性体組成，
第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 436-437

0204BC353

橋本俊次 滝口幸次 (*1)， 橋本俊次， 浅田正三 (*1)， 伊藤裕康， 森田昌敏 (*1 日本品質保証機構 ) ： 毛
糸を用いた大気中の有害化学物質の簡易モニ タ リ ング手法の検討－ PBDEs のモニタ リ ング
－， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 538-539

0105AE172

橋本俊次 滝口幸次 (*1)， 橋本俊次， 浅田正三 (*1)， 伊藤裕康， 森田昌敏 (*1 日本品質保証機構 ) ： 市
販毛糸中の臭素化ジフ ェニルエーテルおよび臭素化 ・ 塩素化ダ イオキシン類の定量， 第 14
回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 556-557

0105AE172

橋本俊次 Nose K.， Hashimoto S.， Takahashi S.(*1)， Yasuhara A.， Noma Y.， Sakai S.(*2)(*1Ehime Univ.，
*2Kyoto Univ.) ： Specific degradation of organohalogen compounds(PCBs and PBDEs) by
hydrothermal reaction， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005，
Toronto， 2005.08， Organohalogen Compd.， 1430-1433

0305AE544

橋本征二 Tanikawa H.(*1)， Lawson N.(*2)， Hashimoto S.， Moriguchi Y.(*1Wakayama Univ.，
*2Univ.Manchester) ： Spatial estimation and visualization of RMFA with GIS mapping， 3rd
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE， Stockholm， 2005.06， Abstracts， 172-173

0405AE357

橋本征二 Hashimoto S.， Tanikawa H.(*1)， Moriguchi Y.(*1Wakayama Univ.) ： Are all net additions to
stock(NAS) potential waste in the future?: missing stock and its treatment within the framework of
Economy-Wide MFA， 3rd Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE(Poster Session)， Stockholm， 2005.06，
Abstracts， 188-189

0105AB397

橋本征二 橋本征二， 田畑智博 (*1)， 松本亨 (*2)， 田崎智宏， 森口祐一， 井村秀文 (*1)(*1 名古屋大院，
*2 北九州市大 ) ： 「廃棄物環境会計」 の枠組み提案に向けた検討課題 ： 企業 ・ 公共部門の環
境会計および廃棄物会計のレ ビ ューから， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10，
同講演論文集， 261-263

0406BE817

橋本征二 橋本征二， 田畑智博 (*1)， 松本亨 (*2)， 田崎智宏， 森口祐一， 井村秀文 (*1)(*1 名古屋大院，
*2 北九州市大 ) ： 廃棄物処理事業を対象と し た環境会計の枠組み試案， 第 33 回環境システ
ム研究論文発表会， 札幌， 2005.11， 同講演集， 143-148

0406BE817

橋本征二 橋本征二， 南齋規介， 工藤祐揮 (*1)， 森口祐一 (*1 産総研 ) ： バイオマス製品の LCA におけ
る資源採取 と CO2 排出の取 り 扱いに関する基礎的検討， 第 1 回日本 LCA 学会研究発表会，
つ く ば， 2005.12， 同要旨集， 140-141

0105AB398

橋本征二 鹿毛敏 (*1)， 橋本征二， 南齋規介， 服部順昭 (*1)(*1 東京農工大 ) ： 建築物解体廃木材の リ サ
イ クルに関するLCI分析，第1回日本LCA学会研究発表会，つ く ば，2005.12，同要旨集，186-187

0105AB398

橋本征二 橋本征二， 田畑智博 (*1)， 松本亨 (*2)， 田崎智宏， 森口祐一， 井村秀文 (*1)(*1 名古屋大院，
*2 北九州市大 ) ： 廃棄物処理事業を対象と し た環境会計の枠組み試案， 第 27 回全国都市清
掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 111-113

0406BE817

橋本征二 村上進亮， 橋本征二， 森口祐一 ： 産業機械類におけ る金属蓄積量の推定， 日本金属学会 第
138 回大会， 東京， 2006.03， 同講演概要， 496

0505AF791

畠山史郎 畠山史郎 ： (1) アジア地域のバッ ク グ ラ ウ ン ド大気の変化と日本への影響－中国における航
空機観測 と日光白根山における観測から－，学術会議・農業環境工学研究連絡委員会小委員
会シンポジウ ム 「地球 ・ 大気環境汚染と その作物生産および植物 ・ 植生への影響」 ， 東京，
2005.04， 同予稿集， 1-1-1-6

0105AG108

畠山史郎 畠山史郎， 高見昭憲， 田中友理愛 (*1)， 鈴木涼太 (*2)， 王 (*3)(*1 筑波大院， *2 豊橋技科
大， *3 中国環境科研院 ) ： SO4/NH4 の水平および垂直分布， 第 11 回大気化学討論会， 奈良，
2005.06， 同講演要旨集， 3

0105AG108
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畠山史郎 Hatakeyama S.， Takayama S.(*1)， Katahira K.(*1)， Kita K.(*1)(*1Ibaraki Univ.) ： Urban ozone
and East Asian back-ground ozone measured in Oku-Nikko mountainous area near Tokyo，AOGS
2nd Annu.Meet.2005， Shingapore， 2005.06， Abstracts， A0273

0105AG108

畠山史郎 河村公隆 (*1)， 渡辺智美 (*1)， 持田隆宏 (*1)， 畠山史郎， 高見昭憲， 中国航空機観測チーム
(*2)(*1 北大低温科研，*2 中国環境科院 )：航空機観測によ る中国大陸上空の水溶性有機エア
ロ ゾル ： 2003 年夏における低分子ジカルボン酸類の分布の特徴， 第 11 回大気化学討論会，
奈良， 2005.07， 同講演要旨集， 1

0205CD484

畠山史郎 畠山史郎， 高見昭憲， 王 (*1)(*1 中国環境科研院 ) ： 航空機によ る中国内陸部上空の大気汚
染物質 ・ エア ロ ゾルの観測， 第 22 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 堺， 2005.07， 同予
稿集， 37-38

0105AG108

畠山史郎 Hatakeyama S.， Takami A.， Wang W.(*1)， Tang D.(*1)(*1CRAES) ： Aerial obsevations of
atmospheric pollutants in China， IAMAS 2005， Beijing， 2005.08， Abstracts(CD-ROM)， A-64

0507BA825
0105AG108

畠山史郎 畠山史郎， 高見昭憲 ： 沖縄辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾル観測ステーシ ョ ンの建設と エア ロ ゾルの
観測， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 360

0507BA825

畠山史郎 酒巻史郎 (*1)， 浅野健児 (*1)， 畠山史郎 (*1 名城大 ) ： 沖縄辺戸岬での炭化水素類の濃度変
動 と流入大気 と の関係， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 505

0507BA825

畠山史郎 Hatakeyama S. ： Spacial distribution of atmospheric aerosols in East Asia， 2005 Int.Symp.AIE，
Kyoto， 2005.09， Abstracts， 21

0205CD484
0105AG108

畠山史郎 Sakamaki F.(*1)， Hatakeyama S.(*1Meijo Univ.) ： Hydrocarbon measurement at cape
Hedo,Okinawa， 2005 Int.Symp.AIE， Kyoto， 2005.09， Abstracts， 39

0507BA825

畠山史郎 Kawamura K.(*1)， Watanabe T.(*1)， Mochida M.(*1)， Hatakeyama S.， Takami A.， Wang
W.(*2)(*1Hokkaido Univ.， *2Chin.Res.Acad.Environ.Sci.) ： Aircraft obsevations of Water-Soluble
dicarboxylic acids and related compounds in the aerosols over coastal to Inland China: Campaign
of 2003 Summer， 2005 Int.Symp.AIE， Kyoto， 2005.09， Abstracts， 42

0205CD484
0105AG108

畠山史郎 Hatakeyama S.， Takamami A.， Sato K.， Inomata S.， Zhang D.(*1)， Kawamura K.(*2)， Wang
W.(*3)(*1Pref.Univ.Kumamoto， *2Hokkaido Univ.， *3Chin.Res.Acad.Environ.Sci.) ： Aerial
observations of aerosols and atmospheric pollutants over China， 2005 Int.Symp.AIE， Kyoto，
2005.09， Abstracts， 44

0205CD484

畠山史郎 畠山史郎， 高見昭憲， 三好猛雄， 王 (*1)(*1 中国環境科研院 ) ： 東アジアから東シナ海 ・ 沖
縄に輸送される大気汚染物質 ・ エア ロ ゾルの観測， 日本地球化学会 第 52 回年会， 西原 ( 沖
縄県 )， 2005.10， 同講演要旨集， 34-35

0105AG108
0507BA825

畠山史郎 Li H.， Hatakeyama S.， Sato K. ： Studies on N-alkanes of organic aerosol transported from East
Asia， 12th Natl.Conf.Atmos.Environ.(China)， Dangdong， 2005.10， Proceedings， 207-214

0507BA825

畠山史郎 Hatakeyama S.(*1)，Imai T.(*1)，Miyoshi T.，Takami A.(*1Univ.Tsukuba)：Establishment of Japanese
super site,cape hedo atmosphere and aerosol monitoring station(CHAAMS),and measurements of
EC/OC at Cape Hedo in 2004， 12th Natl.Conf.Atmos.Environ.(China)， Dangdong， 2005.10，
Proceedings， 315-320

0507BA825

畠山史郎 北和之 (*1)， 瀬戸崇史 (*1)， 近藤豊 (*2)， 竹川暢之 (*2)， 宮崎雄三 (*2)， 小池真 (*3)， 畠山
史郎 (*1 茨城大， *2 東大先端研， *3 東大院 ) ： 東アジアから輸送された汚染気塊中における
微小エア ロ ゾル無機成分の変化， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演
予稿集， 192

0105AG108
0507BA825

畠山史郎 畠山史郎， 高見昭憲， 片平菊野 (*1)， 高山悟 (*1)， 北和之 (*1)(*1 茨城大 ) ： 夏季～秋季の日
光白根山におけるオゾンの観測， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005.11， 同講演
予稿集， 203

0105AG108
0507BA825

花岡達也 花岡達也， 甲斐沼美紀子， 増井利彦， 藤野純一， 松岡譲 (*1)， 河瀬玲奈 (*1)(*1 京大 ) ： 温室
効果ガス排出削減シナ リ オの地域別評価－IPCC第四次評価報告に向けたデータベースの改
良 と考察－，第 24 回エネルギー資源学会研究発表会，東京，2005.06，同講演論文集，111-114

0105SP012

花岡達也 Hanaoka T.，Kainuma M.，Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Global F-gas emissions scenarios and
the evaluation of potential reductions， 4th Int.Symp.Non-CO2 Greenhouse Gases(NCGG-4)，
Utrecht(Netherlands)， 2005.07， Proceedings

0004BA035
0105SP012
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花岡達也 Hanaoka T.， Kainuma M.， Matsuoka Y.(*1)， Kawase R.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Development of
emissions scenarios database for the IPCC fourth assessment report and regional mitigation analysis
-A review of post-SRES scenarios-， Annu.Meet.Int.Energy Workshop 2005， Kyoto， 2005.07，
Abstracts

0105SP012

花岡達也 花岡達也， 甲斐沼美紀子， 松岡譲 (*1)(*1 京大 ) ： フルオロ カーボン類の削減ポテンシ ャル と
国際制度の一考察－現状の CDM/JI の枠組みと その拡張解釈について－， 環境経済 ・ 政策学
会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集

0004BA035
0105SP012

花岡達也 Hanaoka T.： Contribution to the SEF Ⅱ project， Natl.Performance Assess.Subregional Strategic
Environ.Framework Greater Mekong Subregion(SEF Ⅱ) 3rd Expert Group Meet.，Bangkok，2005.11

0105BY274
0105SP012

花岡達也 花岡達也， 甲斐沼美紀子， 松岡譲 (*1)， 河瀬玲奈 (*1)(*1 京大 ) ： 温室効果ガス排出削減シナ
リ オの地域別評価 第二報， エネルギー ・ 資源学会 第 22 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環
境コ ンフ ァ レ ン ス， 東京， 2006.01

0105AE034
0507BA794

花岡達也 Hanaoka T.， Kainuma M.， Matsuoka Y.(*1)， Fujino J.， Hibino G.(*2)， Miyashita M.(*2)， Akashi
O.(*1)(*1Kyoto Univ.，*2Mizuho Inf.Res.Inst.)：Development of AIM/Enduse in world regions，11th
AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2006.02

0507BA794
0105AE034

原島　省 原島省， 紀本岳志 (*1)， 若林孝， 利安忠夫 (*2)(*1 海洋化研， *2 日本気象協会 ) ： 琵琶湖 - 淀
川 - 瀬戸内海水系のシ リ カ欠損， 2006 年度日本海洋学会春季大会， 横浜， 2006.03， 同予稿
集， 190

0204BA383

日暮明子 Zhao T.X.-P.(*1)(*2)，Laszlo I.(*2)，Mishchenko M.(*3)，Torres O.(*4)，Higurashi A.(*1)(*1ESSIC/
UMD，*2NOAA/NESDIS/ORA，*3GISS/NASA，*4JCEST/UMBC)：A study of the global aerosol
long-term trend using satellite observations， IAMAS 2005， Beijing， 2005.08， Abstracts， A-28

0305BA541
0308AE486

日暮明子 Higurashi A.，Hoeller R.(*1)，Nakajima T.(*2)(*1Aust.Fed.Environ.Agency，*2CCSR Univ.Tokyo)：
Detection of aerosol optical properties using satellite shorter visible channnels， IAMAS 2005，
Beijing， 2005.08， Abstracts， A-27

0305BA541
0308AE486

肱岡靖明 Hijioka Y.， Fujino J.， Nishimoto H.(*1)， Matsuoka Y.(*1)， Kainuma M.， Masui T.， Takahashi
K.，Harasawa H.(*1Kyoto Univ.)：Perspective on burden-sharing schemes and impacts，Inf.Expert
Meet.Modeling Act.dealing Clim.Change， Tokyo， 2004.09

0004BA035

肱岡靖明 Nair R.，Hijioka Y.，Masui T.，Takahashi K.，Matsuoka Y.(*1)，Kainuma M.，Harasawa H.(*1Kyoto
Univ.) ： Overview of modelling environmental indicators for Asia， 1st Global Reg.Scenarios
Workshop GEO-4， Bangkok， 2005.09

0507BA794

肱岡靖明 Hijioka Y.， Takahashi K.， Matsuoka Y.(*1)， Harasawa H.(*1Kyoto Univ.) ： Application of water
management model for sustainable development， 6th IHDP Open Meet.， Bonn， 2005.10

0507BA794

肱岡靖明 Kanie N.(*1)， Hijioka Y.(*1Tokyo Inst.Technol.) ： Linking global emission path with nation-based
long-term targets-A scenario planning approach to global differentiation and Japan's reduction
share in 2050-， 6th IHDP Open Meet.， Bonn， 2005.10

0406BA354

肱岡靖明 Hijioka Y.，Nair R.，Kainuma M.，Masui T.，Takahashi K.，Matsuoka Y.(*1)，Harasawa H.(*1Kyoto
Univ.)：Overview of asia pacific scenario quantification by AIM，Asia Pac.Scenario Dev.Meet.GEO
4， Hua Hin(Thailand)， 2006.01

0507BA507
0507BA794

肱岡靖明 Nair R.，Hijioka Y.，Masui T.，Takahashi K.，Matsuoka Y.(*1)，Kainuma M.，Harasawa H.(*1Kyoto
Univ.) ： Development and refinement of GEO 4 scenarios for the Asia Pacific region， Asia
Pac.Scenario Dev.Meet.GEO 4， Hua Hin(Thailand)， 2006.01

0507BA794
0507BA507

日引　聡 Hibiki A.：Empirical study of the effects of the discharge gas regulation on R&D and the productivity
of the firms in the auto industry，9th Meet.OECD Working Party Natl.Environ.Policy，Washington，
2005.06

0204BA358

日引　聡 Hibiki A.，Matsuda A.(*1)(*1New York Univ.)：How does financial market evaluate environmentally
good behavior of a firm?: an empirical study of environmental management system， 14th
Annu.Conf.Eur.Assoc.Environ.Resour.Econ.， Bremen， 2005.06， Abstracts(Web）， 1-29

0204BA358

日引　聡 Hibiki A.， Matuda A.(*1)(*1New York Univ.) ： Electric appliance recycling law and determinants
of Illegal damping in Japan，Singapore Econ.Review Conf.，Singapore，2005.08，Abstracts(Web），
131-132

0204BA358
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日引　聡 Hibiki A.， Shimane T.(*1)， Kawaguchi M.(*1)(*1Tokyo Inst.Technol.) ： Empirical study on
determinants of household solid waste and the effect of the unit pricing in Japan， Singapore
Econ.Review Conf.， Singapore， 2005.08， Abstracts(Web）， 132-133

0204BA358

日引　聡 島根哲哉 (*1)， 日引聡， 河口政生 (*2)(*1 東京工大， *2 ア ク センチュ ア ) ： ごみ処理手数料
有料制の ごみ削減効果に関す る 実証分析， 日本経済学会 2005 年度秋季大会， 八王子，
2005.09， プロ グ ラ ム

0204BA358

日引　聡 有村俊秀 (*1)， 日引聡， 片山東 (*2)(*1 上智大， *2 シ ド ニー大 ) ： Is a voluntary approach an
effective environmental policy instrument? A case of environmental management systems， 日本経
済学会 2005 年度秋季大会， 八王子， 2005.09， プロ グ ラ ム

0204BA358

日引　聡 宮脇幸治 (*1)， 大森裕浩 (*1)， 日引聡 (*1 東大 ) ： ブロ ッ ク料金制を考慮し た水道需要関数
の推定， 2005 年度統計関連学会連合大会， 広島， 2005.09

0204BA358

日引　聡 日引聡， 有村俊秀 (*1)， 竹葉直人 (*2)(*1 上智大， *2 フ ューチャーシステム コ ンサルタ ン ト
)：排出ガス規制が自動車産業における企業の R&D と生産性へ及ぼす影響に関する実証研究，
環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集 (Web)

0204BA358

日引　聡 日引聡， 馬奈木俊介 (*1)， 川尻裕啓 (*2)(*1 横浜国大， *2 横浜国大院 ) ： 情報開示政策の金
融市場に与え る影響の分析， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨
集 (Web)

0204BA358

日引　聡 日引聡， 馬奈木俊介 (*1)， 川尻裕啓 (*2)(*1 横浜国大， *2 横浜国大院 ) ： 化学物質排出移動
量届出制度の賃貸住宅市場への影響分析，環境経済・ 政策学会 2005 年大会，東京，2005.10，
同報告要旨集 (Web)

0204BA358

日引　聡 河口政生 (*1)， 日引聡， 島根哲哉 (*2)(*1 ア ク センチュ ア， *2 東京工大 ) ： ごみ処理有料化
制度のごみ減量効果に関する検証， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報
告要旨集 (Web)

0204BA358

日引　聡 日引聡， 有村俊秀 (*1)， 朝田航也 (*2)(*1 上智大， *2 東京工大 ) ： 企業によ る環境管理手法
実施のイ ンセンテ ィ ブに関する計量分析，環境経済・ 政策学会 2005 年大会，東京，2005.10，
同報告要旨集 (Web)

0204BA358

日引　聡 大原伸介 (*1)， 日引聡 (*1 東京三菱銀行 ) ： 企業の環境活動が銀行の貸付金利に与え る影響
の定量分析， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集

0204BA358

日引　聡 島根哲哉 (*1)， 日引聡 (*1 東京工大 ) ： 空間的自己相関モデルによ る ごみ処理手数料有料化
のごみ排出削減効果の計量的分析， 応用地域学会 第 19 回研究発表会， 浦安， 2005.12， 同
予稿集， 1-19

0204BA358

日引　聡 Hibiki A.， Managai S.(*1)(*1Yokohama Natl.Univ.) ： Information provision policy and its effect on
the financial market: empirical study on PRTRs in Japan，Annu.Meet.Allied Soc.Sci.Assoc.，Boston，
2006.01

0204BA358

平野靖史郎 平野靖史郎， 小林弥生 (*1)， 崔星 (*1 長寿科振興財団 ) ： ジ メ チルアルシ ノ グルタチオンの
細胞毒性発現機序， 第 75 回日本衛生学会総会， 新潟， 2005.03， 日衛誌， 251

0005AE245
0509AE796

平野靖史郎 平野靖史郎 ： ナ ノ粒子 ・ ナ ノ マテ リ アルの健康 リ ス ク評価， 第 75 回日本衛生学会総会， 新
潟， 2005.03， 日衛誌， 190

0005AE245
0307AA512

広木幹也 広木幹也， 野原精一 ： 様々な湿原環境におけるセルロース分解細菌の機能的多様性， 第 52
回日本生態学会大会， 大阪， 2005.03， 同講演要旨集， 224

0406CD469

広木幹也 千賀有希子， 広木幹也， 野原精一 ： 冠水条件下におけ る土壌有機物分解活性の測定法の比
較， 日本陸水学会 第 70 回大会， 柏原， 2005.09， 同講演予稿集， 65

0305AG597

福島路生 福島路生：北海道の河川と魚類の現状－連続性と多様性の喪失 と その影響評価－，第 6 回北
海道 ・ 淡水魚保護フ ォーラ ム， 札幌， 2005.07， 北海道 ・ 淡水魚保護フ ォーラ ム 「なぜ， 川
の自然 と淡水魚を守ら なければな ら ないの？」， 15-18

0105AA207
0508AH778
0105AE195

福島路生 Fukushiam M.， Kameyama S. ： Effects of dams on freshwater fish diversity and distribution in
Hokkaid,Japan， ESA 90th Annu.Meet.， Montreal， 2005.08， Abstracts， 207

0105AA207
0105AE195
0508AH778
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0105AA207
0508AH778
0105AE195

福島路生 北野聡 (*1)， 尾関雅章 (*1)， 前河正昭 (*1)， 福島路生， 亀山哲 (*1 長野県環境保全研 ) ： 長野
県における河川の連続性 と魚類の多様性， 第 53 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表）， 新
潟， 2006.03， 同講演要旨集， 381

0508AH778
0105AA207
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藤井　実 藤井実， 橋本征二， 南齋規介， 村上進亮， 森口祐一 ： リ サイ クルプロセスの LCI の記述方
法に関する検討， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 89-91
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東京， 2005.06， 同講演論文集， 107-110

0408BA369
0105AE034
0004BA035
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藤巻秀和 藤巻秀和 ： 環境汚染 と免疫 ・ アレルギーに関する最近の話題， 第 32 回北陸アレルギー研究
会， 金沢， 2005.12， プロ グ ラ ム

0305AG493

藤巻秀和 Fujimaki H.， Yamamoto S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Ahmed S.， Nakajima D.， Goto S. ： Modulated
CXCL12 production in mice exposed to low level toluene， Int.Cytokine Soc.Conf.2005(Poster
Session）， Seoul， 2006.02， Abstracts， 69

0305AG493

古山昭子 菅野さ な枝， 古山昭子， 丸山若重， 平野靖史郎 ： 原子間力顕微鏡を用いたアルカンナ ノ 粒子
の形状測定， 日本薬学会 第 125 年会， 東京， 2005.03， 同要旨集 (CD-ROM)

0506AF784
0307AA512

古山昭子 Furuyama A.， Kanno S.， Hirano S. ： A study on the transport of nanoparticles through an in vitro
alveolo-capillary barrier model， 58th Annu. Meet. Jpn. Soc. Cell Biol.(Poster Session）， Saitama，
2005.06， Cell Structure and Function， 69

0307AA512
0405CD500
0105SP061

古山昭子 古山昭子， 丸山若重， 平野靖史郎， 小林隆弘 ： ナ ノ 粒子の肺胞壁通過に関する検討， 第 46
回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 616

0307AA512
0105AA299

古山昭子 Furuyama A.：The opposite modulation of Th1 and Th2 cytokines on basement membrane formation
by alveolar epithelial cells in vitro， 78th Annu. Meet.Jpn.Biochem Soc.(Poster Session)， Kobe，
2005.10， Seikagaku， 970

0105AA299
0105SP061

古山昭子 Furuyama A.，Kanno S.，Hirano S.：A Study on the transport of nanopartocles through an in vitro
alveolo-capillary model， Mechanisms of Action of Inhaled Fibers,Particles,and Nanoparticles in
Lung and Cardiovascular Disease(Poster Session）， Raleigh-Durham， 2005.10， Abstracts， 4.4

0307AA512
0105AA299

古山昭子 Kanno S.，Furuyama A.，Hirano S.：Size-dependent uptake of particles through scavenger receptor
MARCO， Mech.Action.Inhaled Fibers,Particles,Nanoparticles Lung Cardiovascular Disease，
Raleigh-Durham， 2005.10， Abstracts， 4.9

0307AA512
0005AE245

古山昭子 古山昭子：ナ ノ粒子の体内動態について，ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの社会受容促進に関する調査研
究 第 4 回ワーク シ ョ ッ プ， 東京， 2006.01， プロ グ ラ ム

0307AA512
0405CD500
0105SP061

古山昭子 古山昭子， 菅野さ な枝， 平野靖史郎 ： 肺胞壁におけるナ ノ 粒子の組織通過と リ モデ リ ング，
第 53 回マ ト リ ッ ク ス研究会大会， 箱根， 2006.03， 同大会要旨集， 21

0307AA512
0405CD500
0105SP061
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堀口敏宏 児玉圭太， 堀口敏宏， 久米元， 永山聡司 (*1)， 清水詢道 (*2)， 白石寛明， 森田昌敏， 清水誠
(*3)(*1 千葉県水産研セ， *2 神奈川県水産技セ， *3 東大 ) ： 東京湾産シ ャ コの生殖周期， 幼
生および着底個体の出現状況－貧酸素水塊が加入に与える影響－， 2005 年度日本水産学会
大会 ( 日本農学大会水産学部 )， 東京， 2005.04， 同講演要旨集， 216

0105AA166

堀口敏宏 Kume G.，Nagayama S.(*1)，Kodama K.，Shiraishi H.，Morita M.，Horiguchi T.(*1Chiba Pef.Fisheries
Res.Cent.) ： Hatching dates,distribution and feeding ecology of juvenile marbled sole Pleironectes
yokohama from Tokyo Bay,Japan， 7th Indo-Pacific Fish Conf.(Poster Session)， Taipei， 2005.05，
Abstracts， 164

0105AA166

堀口敏宏 Cho H.S.(*1)， Seol S.W.(*1)， Horiguchi T.(*1Yosu Natl.Univ.) ： Less recovery from imposex and
organotin pollution in the rock shell, Thais clavigera in Korea，13th Int.Symp.Pollutant Responses
Mar.Org.， Alessandria， 2005.06， Abstracts， 45-46

0105AA166

堀口敏宏 Treuner A.B.(*1)， Horiguchi T.， Takiguchi N.(*2)， Imai T.(*2)， Morita M.(*1Univ.Stirling， *2
Kanagawa Pref.Res.Inst.Fish.Sci.)：Sublethal effects of tributyltin and triphenyltin on larvae of four
species of marine gastropods,the abalone Haliotis madaka,H.gigantea and H.discus discus and the
topshell Batillus cornutus from Japan.，13th Int.Symp.Pollutant Responses Mar.Org.，Alessandria，
2005.06， Abstracts， 90

0105AA166

堀口敏宏 児玉圭太， 堀口敏宏， 久米元， 永山聡司 (*1)， 清水詢道 (*2)， 白石寛明， 森田昌敏， 清水誠
(*3)(*1 千葉県農林水産部， *2 神奈川県水産技セ， *3 東大 ) ： 東京湾産シ ャ コ資源減少要因
の解明 ： (1) 生活史初期に対する貧酸素水塊の影響， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研
究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 178

0105AA166

堀口敏宏 西川智浩， 堀口敏宏， 太田康彦 (*1)， 白石寛明， 森田昌敏 (*1 鳥取大 ) ： ト リ フ ェニルスズ
に曝露された イボニシの各組織における RXR 遺伝子の発現誘導， 日本内分泌攪乱化学物質
学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 264

0105AA166

堀口敏宏 久米元， 堀口敏宏， 丸尾直子 (*1)， 原彰彦 (*2)， 白石寛明， 柴田康行， 森田昌敏， 清水誠
(*3)(*1 東ソー， *2 北大院， *3 東大 ) ： 東京湾におけるマコガレ イ資源の減少要因の究明 ：
(3) 観察された内分泌撹乱， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 （ポス ター発
表）， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 181

0105AA166

堀口敏宏 堀口敏宏， 太田康彦 (*1)， 趙顯書 (*2)， 白石寛明， 森田昌敏 (*1 鳥取大， *2 麗水大 ) ： イボ
ニシにおける イ ンポセ ッ ク スの再評価：輪精管順位と卵嚢腺の開列，日本内分泌攪乱化学物
質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 189

0105AA166

堀口敏宏 芹澤滋子， 磯部友彦， 金東明 (*1)， 堀口敏宏， 白石寛明， 森田昌敏 (*1Pukyong Natl.Univ.) ：
東京湾および流入河川における フ ェ ノ ール性内分泌攪乱化学物質のモニ タ リ ング，日本内分
泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2005.09， 同研究発表会要旨
集， 135

0105AA166

堀口敏宏 堀口敏宏：有機スズ化合物によ る 巻貝類の内分泌攪乱－分子メ カニズムから 個体群影響まで－，
フ ォーラ ム 2005 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キシコ ロ ジー， 徳島， 2005.10， 同予稿集， S-41

0105AA166

堀口敏宏 Kume G.，Horiguchi T.，Kodama K.，Maruo N.(*1)，Hara N.(*2)，Shiraishi H.，Shibata Y.，Morita
M.， Shimizu M.(*3)(*1Tosoh， *2Hokkaido Univ.， *3Univ.Tokyo) ： Determination of the factors
to cause the population decline of marbled sole Pleuronectes yokohamae in Tokyo Bay:
Investigations on possible adverse effects by environmental chemicals，6th Int.Symp.Flatfish Ecol.，
Maizuru， 2005.10， Abstracts， Session6-O-01

0105AA166

堀口敏宏 堀口敏宏 ： 化学物質規制政策， 科学技術社会論学会 第 4 回年次研究大会， 名古屋， 2005.11，
同予稿集， 192

0105AA166

堀口敏宏 Kodama K.，Horiguchi T.，Kume G.，Nagayama S.(*1)，Shimizu T.(*2)，Shiraishi H.，Morita M.，
Shimizu M.(*3)(*1Chiba Pref.Fish.Res， Cent.， *2Kanagawa Pref.Fish.Res.Inst.， *3Univ.Tokyo) ：
Hypoxia restricts recrutment of the stomatopod Oratosquilla oratoria in Tokyo Bay,Japan，SETAC
26th Annu.Meet.North Am.， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 60

0105AA166

堀口敏宏 久米元， 堀口敏宏， 丸尾直子 (*1)， 原彰彦 (*2)， 白石寛明， 柴田康行， 森田昌敏， 清水誠
(*3)(*1 東ソー， *2 北大， *3 東大 ) ： 環境化学物質が東京湾産マコガレ イの再生産に及ぼす
影響，横浜国際ワーク シ ョ ッ プ 東京湾の生態系の再生をめざ し て よみがえ るかアマモ？ 横
浜から発信する ト ウ キ ョ ウベイプラ ン ( ポス ター発表 )， 横浜， 2005.11， 同予稿集， 121-122

0105AA166
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堀口敏宏 Horiguchi T.，Ochiai S.(*1)，Yamaguchi A.(*1)，Kume G.，Kodama K.，Shibata Y.，Shiraishi H.，
Morita M.， Shimizu M.(*2)(*1Nagasaki Univ.， *2Univ.Tokyo) ： Temporal changes of species
composition and biomass of benthic community in Tokyo Bay,Japan，SETAC 26th Annu.Meet.North
Am.(Poster Session)， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 212-213

0105AA166

堀口敏宏 堀口敏宏， 落合晋作 (*1)， 山口敦子 (*1)， 久米元， 児玉圭太， 柴田康行， 白石寛明， 森田昌
敏， 清水誠 (*2)(*1 長崎大， *2 東大 ) ： 東京湾における底棲魚介類群集の種組成と生物量の
経年変化， 横浜国際ワーク シ ョ ッ プ 東京湾の生態系の再生をめざ し て よみがえ る かアマ
モ？ 横浜から発信する ト ウ キ ョ ウベイプラ ン ( ポス ター発表）， 横浜， 2005.11， 同予稿集，
125-126

0105AA166

堀口敏宏 児玉圭太， 堀口敏宏， 久米元， 永山聡司 (*1)， 清水詢道 (*2)， 白石寛明， 森田昌敏， 清水誠
(*3)(*1 千葉県農林水産部， *2 神奈川県水産技セ， *3 東大 ) ： 東京湾産シ ャ コ資源の減少要
因の解明 ： (1) 生活史初期に対する貧酸素水塊の影響， 横浜国際ワーク シ ョ ッ プ 東京湾の生
態系の再生をめざ し て よみがえ るかアマモ？ 横浜から発信する ト ウ キ ョ ウベイプラ ン ( ポ
ス ター発表）， 横浜， 2005.11， 同予稿集， 123-124

0105AA166

堀口敏宏 Horiguchi T.， Shiraishi H.， Ohta Y.(*1)， Nishikawa T.， Shiraishi F.， Nishikawa J.(*2)， Morita
M.(*1Tottori Univ.， *2Osaka Univ.) ： Endocrine disruption caused by organotins in gastropods:
from molecular mechanism to field assessment， SETAC 26th Annu.Meet.North Am.， Baltimore，
2005.11， Abstracts， 175

0105AA166

堀口敏宏 Nishikawa T.， Horiguchi T.， Ohta Y.(*1)， Shiraishi H.， Morita M.(*1Tottori Univ.) ： Analysis of
the involvement of retinoid X receptor with imposex caused by organotins in gastropods， SETAC
26th Annu.Meet.North Am.(Poster Session)， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 252-253

0105AA166

堀口敏宏 児玉圭太， 堀口敏宏， 久米元， 永山聡司 (*1)， 清水詢道 (*2)， 白石寛明， 森田昌敏， 清水誠
(*3)(*1 千葉県農林水産部， *2 神奈川県水産技セ， *3 東大 ) ： 東京湾産シ ャ コの初期生活史
に対する貧酸素水塊の影響， 2005 年度水産海洋学会研究発表大会 ( ポス ター発表 )， 広島，
2005.12， 同講演要旨集， 111

0105AA166

増井利彦 Masui T. ： Activities using Asia-Pacific integrated model， Asia Energ.Environ.Modeling
Forum(AEEMF) 2nd Annu.Workshop， Beijing， 2005.07

0105SP012
0507BA794

増井利彦 Masui T.， Hanaoka T.， Hikita S.(*1)， Kainuma M.(*1Tokyo Inst.Technol.) ： Economic impacts of
energy saving investments to reduce CO2 emissions in Japan， Annu.Meet.Int.Energy Workshop
2005， Kyoto， 2005.07

0105SP012
0105AE034

増井利彦 Masui T.：Applications of Asia-Pacific Integrated Model(AIM)，Workshop Integrated Assess.Models
Dev.Countries -Sustainable Dev.GHG Mitigation Opportunities， Beijing， 2005.09

0105SP012
0507BA794

増井利彦 Masui T. ： Japanese technology innovations strategies， Workshop Integrated Assess.Models
Dev.Countries -Sustainable Dev.GHG Mitigation Opportunities， Beijing， 2005.09

0105SP012
0505BY910

増井利彦 伊藤綾子 (*1)， 増井利彦 (*1 三菱総研 ) ： 中小企業の環境対策が環境保全および経済活動に
及ぼす影響に関する分析，環境経済・政策学会2005年大会，東京，2005.10，同報告要旨集(Web)

0105SP012
0105AE034

増井利彦 盛雄一郎 (*1)， 増井利彦 (*1 東京工大 ) ： わが国の炭素削減策導入時に生じ る影響の地域間
比較に関する分析， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集 (Web)

0105SP012
0507BA794

増井利彦 石橋亮太 (*1)， 増井利彦 (*1 東京工大 ) ： 日本における効果的な炭素税制度のあ り 方と その
評価， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集 (Web)

0105SP012
0507BA794

増井利彦 Masui T. ： Integrated assessment model for APEIS， 11th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2006.02 0105SP012
0505BY910

増井利彦 Masui T.：CGE model and its role in low carbon society project，11th AIM Int.Workshop，Tsukuba，
2006.02

0105SP012
0408BA369

増井利彦 Masui T. ： Material cycle assessment based on AIM tools， 11th AIM Int.Workshop， Tsukuba，
2006.02

0105SP012
0507BA794

増井利彦 Masui T. ：Development and application of Asia-Pacific integrated model，Taiwan AIM Workshop，
Taipei，2006.03，The Appl.Econ.Intergrated Model Appraising GHG Decrement Goal,Strategy,and
Econ.Impacts Taiwan

0105SP012
0507BA794

増井利彦 増井利彦 ： 京都議定書の目標達成の可能性と排出量取引， CDM の活用方策， 三菱環境問題
研究会 第 4 回専門研究会， 東京， 2006.03

0105SP012
0507BA794
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松重一夫 白砂大生 (*1)， 福島武彦 (*1)， 松重一夫， 今井章雄， 尾崎則篤 (*2)(*1 筑波大院， *2 広島大
院 ) ： 市街地からの雨天時汚濁負荷流出特性の解明と そのモデル化， 第 40 回日本水環境学
会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 106

0406AG399

松永恒雄 野中崇志 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*2)(*1 パス コ， *2 東京工大 ) ： 衛星データ よ り 推定し
たバイ カル湖 と ハンカ湖の解氷日の特徴， 日本 リ モー ト センシング学会 第 36 回学術講演
会， 千葉， 2004.05， 同講演論文集， 13-14

0104KC387

松永恒雄 小林英樹 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*2)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ， *2 東京工大 ) ： 東
南アジアにおける森林火災のヘイ ズによ る光合成有効放射の減少と純一次生産量への影響，
日本 リ モー ト センシング学会 第 36 回学術講演会， 千葉， 2004.05， 同講演論文集， 135-136

0104KC387

松永恒雄 野中崇志 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*2)(*1 パス コ， *2 東京工大 ) ： ユーラ シア大陸の湖の
解氷日 と気候の関係， 日本 リ モー ト センシング学会 第 36 回学術講演会， 千葉， 2004.05， 同
講演論文集， 155-156

0104KC387

松永恒雄 沢辺頼子 (*1)，松永恒雄，六川修一 (*1)(*1 東大 )：月面ク レータ自動抽出手法の検証－ Apollo
画像の目視判読 と Clementine 画像の自動抽出結果の比較， 日本 リ モー ト センシング学会 第
36 回学術講演会， 千葉， 2004.05， 同講演論文集， 175-176

0104KC387

松永恒雄 石原光則 (*1)，田村正行 (*2)，松永恒雄 (*1 筑波大，*2 京都大 )：MODIS データ を用いた PRI
と強光下におけ る光利用効率の関係解析， 日本 リ モー ト センシング学会 第 36 回学術講演
会， 千葉， 2004.05， 同講演論文集， 185-186

0104KC387

松永恒雄 中村良介 (*1)， 松永恒雄 (*1JAXA) ： Spectral Profiler によ る月極永久影中の氷探査， 2004 年
地球惑星関連学会合同大会， 幕張， 2004.05

0104KC387

松永恒雄 春山純一 (*1)， 大竹真紀子 (*1)， 松永恒雄， 斎藤義文 (*1)， 山口靖 (*2)， 綱川秀夫 (*3)， LISM
グループ (*1JAXA， *2 名古屋大， *3 東京工大 ) ： SELENE ミ ッ シ ョ ンで， どのよ う にラ イ
ナーガンマ域の成因へアプローチするか，2004 年地球惑星関連学会合同大会，幕張，2004.05，

0104KC387

松永恒雄 杉原孝充 (*1)， 松永恒雄， 大竹真紀子 (*2)(*1 海洋研開発機構， *2JAXA) ： LISM/Spectral
Profiler(SP) のサイエン ス ： 月の地殻構造の理解に向けて， 2004 年地球惑星関連学会合同大
会， 幕張， 2004.05

0104KC387

松永恒雄 Nonaka T.(*1)， Matsunaga T.， Hoyano A.(*2)(*1Pasco， *2Tokyo Inst.Technol.) ： Relationships
between ice breakup dates on the Eurasian continent and local air temperature，Int.Geosci.Remote
Sensing Symp.， Anchorage， 2004.07， Proceedings

0104KC387

松永恒雄 Sawabe Y.(*1)， Matsunaga T.， Rokugawa S.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Automatic detection and
classification of craters from image data acquired by lunar orbiting spacecraft using multiple
approaches， 35th COSPAR Sci.Assem.， Paris， 2004.07， Abstracts

0104KC387

松永恒雄 牧野育代 (*1)， 松永恒雄， 梅干野晁 (*2)(*1 ロ テ ッ ク， *2 東京工大 ) ： 関東山地水道水源林
上流域におけ る渓流水中の溶存ケ イ酸濃度の特徴， 第 59 回土木学会年次講演会， 豊田，
2004.09， 同論文集 (CD-ROM)， 165-166

0104KC387

松永恒雄 大竹真紀子 (*1)， 春山純一 (*1)， 松永恒雄， 武田弘 (*2)(*1JAXA， *2 千葉工大 ) ： 月高地地
殻の化学組成 と SELENE 搭載マルチバン ド イ メ ージ ャによ る観測， 2004 年日本惑星科学会
秋季講演会， 札幌， 2004.10

0104KC387

松永恒雄 石原光則 (*1)， 松永恒雄， 土田聡 (*2)， 西田顕郎 (*3)， 田村正行 (*4)(*1 筑波大院， *2 産総
研，*3 筑波大，*4 京都大 )：地上観測データ を用いた MODIS 陸域及び海域バン ド によ る PRI
の妥当性の検討， 日本 リ モー ト センシング学会 第 37 回学術講演会， 日立， 2004.12， 同講
演論文集， 189-192

0104KC387

松永恒雄 松永恒雄， 藤谷匡 (*1)(*1 筑波大 ) ： ASTER データ を用いたつ く ば市における最近の土地被
覆変化の解析， 日本 リ モー ト センシング学会 第 37 回学術講演会， 日立， 2004.12， 同講演
論文集， 249-251

0304AF588

松永恒雄 Kobayashi H.(*1)，Matsunaga T.，Hoyano A.(*2)，Okuda T.，Supardi N.(*3)(*1FRCGC，*2Tokyo
Inst.Technol.， *3Forest Res.Inst.Malaysia) ： Satellite estimation of net primary production in
Southeast Asia effect of large reduction in photosynthetically active radiation due to smoke，AGU
Chapman Conf.， San Diego， 2005.01， Abstracts

0104KC387
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松永恒雄 春山純一 (*1)， 出村裕英 (*2)， 大竹真紀子 (*1) 松永恒雄， LISM グループ (*1JAXA， *2 会津
大 ) ： SELENE 搭載地形カ メ ラのハード ウ ェ ア と ソ フ ト ウ ェ アの開発状況な らびにデータ解
析準備のついて， 2005 年地球惑星科学関連学会合同大会， 千葉， 2005.05， 同大会予稿集
(CD-ROM)

0507AE844

松永恒雄 二村徳宏 (*1)， 阿部正真 (*2)， 高木靖彦 (*3)， 松永恒雄， 長谷川直 (*2)， 藤原顕 (*4)(*1 東
大， *2 宇宙研 /JAXA， *3 東邦学園大， *4JAXA) ： 惑星表面探査用超小型分光器の開発， 2005
年地球惑星科学関連学会合同大会， 千葉， 2005.05， 同大会予稿集 (CD-ROM)

0507AE844

松永恒雄 沢辺頼子 (*1)， 松永恒雄， 六川修一 (*1)(*1 東大 ) ： 月面 GIS によ る Mare Crisium の自動地質
解析， 2005 年地球惑星科学関連学会合同大会， 千葉， 2005.05， 同大会予稿集 (CD-ROM)

0507AE844

松永恒雄 石原光則 (*1)， 松永恒雄， 土田聡 (*2)， 西田顕郎 (*3)， 小熊宏之， 田村正行 (*4)(*1 筑波大
院， *2 産総研， *3 筑波大， *4 京大院 ) ： 異なる地上観測場所のデータによ る MODIS 海域バ
ン ド を用いた PRI の評価，日本 リ モー ト センシング学会 第 38 回学術講演会，野田，2005.05，
同講演論文集， 173-174

0507AE844

松永恒雄 沢辺頼子 (*1)， 松永恒雄， 六川修一 (*2)(*1 日立製作所， *2 東大 ) ： 月面 GIS における自動
地質区分法の開発， 日本 リ モー ト センシング学会 第 38 回学術講演会， 野田， 2005.05， 同
講演論文集， 191-192

0507AE844

松永恒雄 作野裕司 (*1)， 山野博哉， 松永恒雄 (*1 広島大 ) ： 衛星 リ モー ト センシングによ る奄美大島
のサンゴ礁底質マ ッ ピング， 日本サンゴ礁学会 第 8 回大会， 沖縄， 2005.11，

0507AE844

松永恒雄 島崎彦人， 松永恒雄， 田村正行 (*1)(*1 京大 ) ： 湿地広域環境監視における衛星搭載光学セン
サの互換性評価， 日本 リ モー ト センシング学会 第 39 回学術講演会， 鳴門， 2005.11， 同講
演論文集， 217-218

0507AE844

松永恒雄 作野裕司 (*1)， 津島邦之 (*1)， 松永恒雄 (*1 広島大 ) ： MODIS SST データ を用いた ASTER 水
温アルゴ リ ズムの検証， 日本 リ モー ト センシング学会 第 39 回学術講演会， 鳴門， 2005.11，
同講演論文集， 241-242

0507AE844

松橋啓介 上岡直見 (*1)， 松橋啓介， 工藤祐揮 (*2)(*1 環境自治体会議環境政策研， *2 産総研 ) ： 市区
町村別の自動車 CO2 排出量の将来予測， 第 1 回人と環境にやさ しい交通をめざす全国大会
in 宇都宮， 宇都宮， 2005.06， 同論文集， 59-60

0406BA499
0204BA337
0303BA584

松橋啓介 松橋啓介， 工藤祐揮 (*1)， 上岡直見 (*2)(*1 産総研， *2 環境自治体会議環境政策研 ) ： 日本
の交通 CO2 削減における地方都市の交通 CO2 削減の位置づけ，第 1 回人と環境にやさ しい
交通をめざす全国大会 in 宇都宮， 宇都宮， 2005.06， 同論文集， 61-62

0406BA499
0204BA337
0303BA584

松橋啓介 工藤祐揮 (*1)， 松橋啓介， 上岡直見 (*2)， 森口祐一 (*1 産総研， *2 環境自治体会議 ) ： 市区
町村の運輸部門 CO2 排出量の推計， 第 33 回環境システム研究論文発表会， 札幌， 2005.11，
同講演集， 263-268

0204BA337
0303BA584

松橋啓介 工藤祐揮 (*1)， 松橋啓介， 小林伸治， 森口祐一， 八木田浩史 (*1)(*1 産総研 ) ： 自動車の単体
燃費向上によ る自動車起因の CO2 排出量の将来推計， エネルギー ・ 資源学会 第 22 回エネ
ルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レ ン ス， 東京， 2006.01， 同講演論文集， 467-470

0204BA337
0406BA499
0303BA584

丸山若重 丸山若重， 平野靖史郎， 古山昭子， 青木康展， 小林隆弘 ： 大気中粒子の気道への沈着量予測
と健康 リ ス ク評価への応用，第 46 回大気環境学会年会，名古屋，2005.09，同講演要旨集，380

0505AF783

丸山若重 丸山若重， 青木康展 ： PBPK モデル と肝臓での結節形成実験を用いたダイオキシンの定量的
リ ス ク評価， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会， 東京， 2005.09， 同研究発表
会要旨集， 94

0406CD496

丸山若重 丸山若重， 松崎加奈恵， 青木康展 ： 食品由来の化学物質の体内運命予測－小児の リ ス ク評価
への応用，日本 リ ス ク研究学会 第18回研究発表会，吹田/大阪，2005.11，同講演論文集，49-54

0406CD496

三森文行 三森文行 ： 高磁場 MRI を用いる ヒ ト 脳の観察－形態， 機能， 代謝， 第 119 回ブレ イ ンサイ
エン スセ ミ ナー， つ く ば， 2005.06， 同予稿集

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 三森文行 ： 高磁場 MRI で見る ヒ ト 脳の形態， 機能， 代謝， 構造活性フ ォーラ ム 2005 「脳科
学研究 と創薬の接点をみる」， 大阪， 2005.06， 同予稿集， 11-18

0105AA167
0105AE183
0406CD489
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三森文行 Yamaguchi M.(*1)， Mitsumori F.， Takaya N.， Watanabe H.， Minami M.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ：
Visualization of seminiferous tubules of rat testes by high resolution MR imaging， 8th
Int.Conf.Magn.Reson.Microsc.， Utsunomiya， 2005.08， Abstracts， O-15

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 三森文行， 高屋展宏， 渡邉英宏 ： 水信号を内部標準とする ヒ ト 脳 1H MRS スペク ト ルの絶対
定量法， 第 33 回日本磁気共鳴医学会大会， 東京， 2005.09， 日磁医誌， 236

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 高屋展宏， 三森文行， 山口雅之， 渡邉英宏 ： 高磁場 4.7T における 3 次元 T1 強調画像の組
織分画法， 第 33 回日本磁気共鳴医学会大会， 東京， 2005.09， 日磁医誌， 336

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 山口雅之 (*1)， 三森文行， 渡邉英宏， 高屋展宏， 南学 (*1)(*1 筑波大 ) ： 精巣 in vivo 1H MRS ：
造精障害モデル動物における代謝物ピーク強度の変化に関する検討， 第 33 回日本磁気共鳴
医学会大会， 東京， 2005.09， 日磁医誌， 236

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 三森文行 ： MRI によ る ヒ ト 脳の定量評価， 筑波大学精神医学研究会， つ く ば， 2005.10 0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 Mitsumori F.， Watanabe H.， Takaya N.， Garwood M.(*1)(*1Univ.Minnesota) ： Development of a
fully-adiabatic spin echo imaging sequence and its application to T2 mapping in the human brain at
4.7T，44th Annu.Meet.NMR Soc.Jpn./1st Asia-Pac.NMR Symp.，Yokohama，2005.11，Abstracts，64

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 Takaya N.， Watanabe H.， Yamaguchi M.(*1)， Mitsumori F.(*1Univ.Tsukuba) ： Brain tissue
segmentation on the 3D MDEFT image obtained at 4.7T，44th Annu.Meet.NMR Soc.Jpn./1st Asia-
Pac.NMR Symp.， Yokohama， 2005.11， Abstracts， 239

0105AA167
0105AE183
0406CD489

三森文行 Mitsumori F.， Watanabe H.， Takaya N. ： High field MRIS for the analysis of metabolic process in
the human brain， PACIFICHEM 2005， Honolulu， 2005.12， Abstracts(CD-ROM)， 459

0105AA167
0105AE183
0406CD489

向井人史 Mukai H.，Nojiri Y.，Tohjima T.，Machida T.，Shibata H.，Kitagawa H.，(*1)(*1Grad.Sch.Nagoya
Univ.)：Long-term observation of CO2 concentration and its isotope ratio over the Western Pacific，
7th Int.CO2 Conf./7th Int.Carbon Dioxide Conf.(ICDC7)， Boulder， 2005.09， Proceedings(Web)

0105AE155
0103BB151

向井人史 Mukai H.， Iwami H.， Tatematsu J.，Kajita Y.，Endo F.，Allison C.(*1)，Francey R.(*1)，TACOS
members，NARCIS members(*1CSIRO)：About disagreement between inter-comparisons of isotopic
ratio measurements for CO2， 13th WMO/IAEA Meet.Experts Carbon Dioxide Conc.Relat.Tracer
Meas.Tech.， Colorado， 2005.09

0406BA463
0405BD464

向井人史 藍川昌秀 (*1)，平木隆年 (*1)，玉置元則 (*2)，笠原三紀夫 (*3)，近藤明 (*4)，鵜野伊津志 (*5)，
向井人史， 村野健太郎 (*1 兵庫県健康環境科研セ， *2 ひ ょ う ご環境創造協会， *3 中部大総
工研， *4 大阪大院， *5 九大応用力研 ) ： 冬季， 日本海沿岸地域における高時間分解能試料
採取調査法によ る越境移動大気汚染物質 ( ガス ・ エア ロ ゾル ) 濃度調査， 第 46 回大気環境
学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 321

0105AE155
0103BB151

向井人史 大泉毅 (*1)， 向井人史， 村野健太郎， Tamara K.(*2)(*1 酸性雨研セ， *2 ロ シア科学アカデ
ミ ー ) ： 東シベ リ ア， 沿海州地域における降水成分およびガス ・ 粒子状成分濃度 ( 第 3 報），
第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 322

0105AE155
0103BB151
0507CD821

向井人史 橋本茂， 向井人史， 織田伸和 (*1)， 島野富士雄 (*1)(*1 地球人間環境フ ォーラ ム ) ： 波照間，
落石における大気汚染物質 ( 窒素酸化物， 硫黄酸化物， SPM) の挙動， 第 46 回大気環境学会
年会 ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 426

0105AE155
0103BB151

向井人史 橋本茂，向井人史，谷本浩志，内藤季和 (*1)(*1 千葉県環境研セ )： NIST- 標準オゾン計 (SRP)
と気相滴定法から決定されるオゾン濃度比較，第 46 回大気環境学会年会，名古屋，2005.09，
同講演要旨集， 477

0406BA463
0405BD464

向井人史 橋本茂， 向井人史， 谷本浩志， 内藤秀和 (*1)(*1 千葉県環境研セ ) ： NIST 標準オゾン計 (SRP)
と気相滴定法から決定されるオゾン濃度比較， 第 46 回大気環境学会， 名古屋， 2005.09， 同
講演要旨集， 477

0405BA463
0405BD464

村田智吉 村田智吉，田中治夫 (*1)(*1 東京農工大 )：荒川上流域奥秩父森林地帯に分布する土壌の理化
学性 と 土壌炭素蓄積量の空間評価について， 日本ペ ド ロ ジー学会 2005 年度大会， 府中，
2005.04， 同講演要旨集， 29

0004AE114
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村田智吉 村田智吉，田中治夫 (*1)(*1 東京農工大 )：奥秩父森林地帯に分布する土壌の理化学的特性と
土壌炭素蓄積量について， 日本土壌肥料学会 2005 年度島根大会 ( ポス ター発表 )， 松江，
2005.09， 同講演要旨集， 112

0507CD468

村野健太郎 Kannari A.(*1)， Tonooka Y.(*2)， Murano K.(*1Free lance， *2Saitama Univ.) ： Development of
multiple species emissions inventory in Japan， Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition，
Prague， 2005.06， Abstracts， 28

0204BA396

村野健太郎 Mori A.(*1)，Katsuki K.(*1)，Murano K.(*1Nagasaki Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.)：Trans-
boundary air pollution observed in Nagasaki,Japan，Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition，
Prague， 2005.06， Abstracts， 54

0204BA396

村野健太郎 Murano K.， Mukai H.， Hioki T.(*1)， Nakanishi S.(*1Kyoto Pref.Inst.Hyg.Environ.Sci.) ： Analysis
of long-range transport with trace metal components in aerosol collected in the coastal area of sea
of Japan， Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition， Prague， 2005.06， Abstracts， 55

0204BA396

村野健太郎 Arita S.(*1)，Nakano T.(*2)，Murano K.(*1Kanazawa Local Meteorol.Obs.，*2Res.Inst.Hum.Nat.)：
Temporal change in chemical and isotopic composition of rain and fog on Mt.Kitadake,central
Japan,during typhoon events， Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition， Prague， 2005.06，
Abstracts， 71

0204BA396

村野健太郎 Sakai M.(*1)， Okada N.(*2)， Murano K.(*1For.Forest Prod.Res， Inst.， *2Kyoto Univ.) ： Wet/
dry deposition and stemflow/throughfall interaction of sulfur in three forests， Acid Rain 2005: 7th
Int.Conf.Acid Deposition， Prague， 2005.06， Abstracts， 122

0204BA396

村野健太郎 Murano K.， Ohizumi T.(*1)， Matsuda K.(*1)， Golobokova L.(*2)， Khodzher T.V.(*2)(*1ACID
Deposition Oxidant Res.Sci.， *2Limnol.Inst.Russ.Acad.Sci. ) ： Evaluation of atmospheric
environment in East Siberia and Primorsky Region Russia， Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid
Deposition， Prague， 2005.06， Abstracts， 235

0507CD821

村野健太郎 小南明美 (*1)， 大泉毅 (*1)， 松田和秀 (*2)， 村野健太郎， Tamara K.(*3)(*1 酸性雨研セ， *2
明星大， *3 ロ シア科学アカデ ミ ー ) ： 東シベ リ ア， 沿海州地域におけ る降水成分およびガ
ス ・ 粒子状成分濃度 ( 第 4 報 ) －乾性沈着量の推定と湿性沈着量と の比較－， 第 46 回大気
環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 323

0507CD821

村野健太郎 村野健太郎， 外岡豊 (*1)， 神成陽容 (*2)， 東野晴行 (*3)， 寧亜東 (*1)(*1 埼玉大， *2 フ リ ー，
*3 産総研 ) ： 東アジア域の大気汚染物質排出イ ンベン ト リ ーの精緻化， 第 46 回大気環境学
会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 512

0204BA396

村野健太郎 神成陽容 (*1)， 外岡豊 (*2)， 村野健太郎， 馬場剛 (*3)(*1 フリ ー， *2 埼玉大， *3 計量計画研 )：
大気汚染物質排出イ ンベン ト リ ーの相互比較研究， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋，
2005.09， 同講演要旨集， 513

0204BA396

村野健太郎 西川嘉範 (*1)， 山本匡利 (*2)， 藍川昌秀 (*2)， 野口泉 (*3)， 松本光弘 (*4)， 松本利恵 (*5)， 村
野健太郎 (*1 大阪府環境情報セ， *2 兵庫県健康環境科研セ， *3 北海道環境科研セ， *4 奈良
県保健環境研セ，*5 埼玉県環境科国際セ )：全国酸性雨調査 (48) －第 4 次調査第一年次 パッ
シブ N 式－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 249

0204BA396

村野健太郎 Murano K.， Ohizumi T.(*1)， Khodzher T.V.(*2)， Fukuzaki N.(*3)， Mukai H.(*1ADORC，
*2Russ.Acad.Sci.， *3Niigata Pref.Inst.Public Health Environ.) ： Wet deposition and gas/aerosol
concentration in the atmosphere in East Siberia and Primorsky Region,Russia， 11th
Int.Jt.Semin.Reg.Deposition Processes Atmos.， Jejudo， 2005.11， Proceedings， 56-63

0507CD821

村野健太郎 Nakagomi K.(*1)， Katsuno T.(*1)， Kawamura M.(*2)， Mukai F.， Murano K.(*1Nagano
Environ.Conserv.Res.Inst.，*2Hokushin Public Health Cent.)：Lead Isotope ratios in precipitation
at Mt.Happo,central Japan and trans-boundary air pollution， 11th Int.Jt.Semin.Reg.Deposition
Processes Atmos.， Jejudo， 2005.11， Proceedings， 133-137

0204CD430

村野健太郎 村野健太郎： アジア大陸から日本への越境大気汚染と同位体比測定，陸域環境研究セン ター
ワーク シ ョ ッ プ， つ く ば， 2005.12

0204BA396

森口祐一 Moriguchi Y. ： Symbiosis among analytical tools of industrial ecology -The Cases of MFA,IOA and
LCA-， 3rd Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE， Stockholm， 2005.06， Abstracts， 312

0406BA501
0105AB397
0105AB398
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森口祐一 森口祐一， 橋本征二， 田崎智宏， 藤井実， 村上進亮 ： マ ク ロ環境会計における資源循環の表
現の枠組み－容器包装 リ サイ クルを中心と し て－， 第 33 回環境システム研究論文発表会，
札幌， 2005.10， 同講演集， 169-177

0406BE817
0105AB398

森野　勇 森野勇， 大山博史 (*1)， 杉本伸夫， 中根英昭， 長浜智生 (*2)(*1 神戸大院， *2 名大 STE) ： つ
く ばフー リ エ分光計を用いた温室効果ガスの近赤外吸収スペク ト ル観測， 第 15 回大気化学
シンポジウ ム， 豊川， 2005.01， 同講演集， 309-312

0308AE539
0404AF355
0406BA414

森野　勇 大山博史 (*1)， 森野勇， 長浜智生 (*2)， 町田敏暢， 杉本伸夫， 中根英昭， 中川和道 (*3)(*1
神戸大院， *2 名古屋大 STE 研， *3 神戸大 ) ： つ く ば地上 FTS を用いた CO2 1.6μm 帯の リ
ト リ ーバル解析，第 11 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )，奈良，2005.06，同講演要旨集，63

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 Ohyama H.(*1)， Morino I.， Nagahama T.(*2)， Machida T.， Sugimoto N.， Nakane H.， Nakagawa
K.(*3)(*1Grad.Schl.Kobe Univ.， *2Nagoya Univ.， *3Kobe Univ.) ： Retrieval analysis of the CO2
1.6μm band absorption spectra measured with a ground-based Fourier transform spectrometer at
Tsukubai， NDSC IRWG Meet.， Toronto， 2005.06

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 Ohyama H.(*1)， Morino I.， Nagahama T.(*2)， Machida T.， Sugimoto N.， Nakane H.， Nakagawa
K.(*3)(*1Grad.Sch.Kobe Univ.， *2Nagoya Univ.， *3Kobe Univ.) ： Near-infrared solar absorption
spectra measured by a ground-based high-resolution fourier-transform spectrometer at Tsukuba:
retreival analysis of the CO2 1.6μm band， 9th Colloq.High Resolut.Mol.Spectrosc.(Poster
Session)， Salamanca(Spain)， 2005.09， Program & Abstracts， 325-326

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 大山博史 (*1)， 森野勇， 長浜智生 (*2)， 町田敏暢， 杉本伸夫， 中根英昭， 中川和道 (*3)(*1
神戸大院， *2 名古屋大， *3 神戸大 ) ： つ く ば地上高分解能 FTS を用いた太陽直達光大気吸
収スペク ト ルの測定 と CO21.6μm 帯の リ ト リ ーバル解析，分子構造総合討論会 2005，東京，
2005.09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 2A09

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 福田久人 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1)， 森野勇， 須藤洋志， 井上元 (*1 京大院 ) ： 連続光
キ ャ ビテ ィ ・ リ ングダウ ン分光法によ る二酸化炭素吸収線の圧力広が り の測定，分子構造総
合討論会 2005， 東京， 2005.09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 1P134

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 上川拓磨 (*1)， 福田久人 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1)， 森野勇， 須藤洋志， 井上元 (*1
京大 ) ： 連続光キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン分光法によ る CO2 線幅の測定， 日本分光学会秋
季講演会 ・ シンポジウ ム， 大阪， 2005.11， 同予稿集， 15p4

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 Morino I.，Suto H.，Inoue G.，Fukuda H.(*1)，Hashimoto S.(*1)，Kawasaki M.(*1)(*1Grad.Sch.Kyoto
Univ.) ： Foreign-gas pressure broadening measurement of the carbon dioxide(3 00 1)III ← (0 0 0)
Band using continuous-wave cavity ring-down spectroscopy，AGU 2005 Fall Meet.，San Francisco，
2005.12， Abstracts(CD-ROM)， A21D-0901

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 福田久人 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1)， 森野勇， 須藤洋志， 井上元 (*1 京大 ) ： 連続光
キ ャ ビテ ィ リ ングダウ ン分光法によ る二酸化炭素吸収線の圧力広が り の測定，レーザー学会
学術講演会 第 26 回年次大会， さいたま， 2006.02， 同予稿集

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 Morino I.， Suto H.， Inoue G.， Fukuda H.(*1)， Kamikawa T.(*1)， Hashimoto S.(*1)， Kawasaki
M.(*1)(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.) ： Foreign-gas pressure broadening measurement of the
CO2(30(0)1)III ← (000) Band using continuous-wave cavity ring-down spectroscopy，New Horizon
of Astrochemistry Lab.Spectrosc.， Mito， 2006.03， Program & Abstracts， 47

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森野　勇 Ohyama H.(*1)， Morino I.， Nagahama T.(*2)， Machida T.， Sugimoto N.， Nakane H.， Nakagawa
K.(*1)(*1Grad.Sch.Kobe Univ.，*2STE Lab.)：Near-Infrared solar absorption spectra measured by
a ground-based high-resolution fourier-transform spectrometer at Tsukuba: retrieval analysis of
the carbon dioxide 1.6 μm band， New Horizon Astrochemistry Lab.Spectrosc.， Mito， 2006.03，
Program & Abstracts， 53

0308AE539
0406BA414
0505AE833

森　保文 森保文 ： ISO14064-2 「Greenhouse gases -Part2: Specification with guidance at the project level
for quantification,monitoring and reporting of greenhouse gas emission reductions or removal
enhancements」 について， 平成 17 年度 ISO14064 セ ミ ナー ： 温室効果ガス国際規格の動向，
東京， 2005.11， 同資料 ( 講義資料 )

0105AE016

森　保文 森保文， 亀卦川幸浩 (*1)， 内田裕之 (*2)(*1 明星大， *2 みずほ情報総研 ) ： 省エネ効果の詳
細評価モデルを用いた未利用エネルギー利用のガイ ド ラ イ ン， エネルギー ・ 資源学会 第 22
回エネルギーシステム ・経済・環境コ ンフ ァ レ ン ス，東京，2006.01，同講演論文集，557-560

0105AE016
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柳澤利枝 柳澤利枝， 高野裕久， 井上健一郎， 桜井美穂， 植木尚子， 日吉孝子 (*1)， 市瀬孝道 (*2)， 定
金香里 (*3)， 早川和一 (*4)(*1 筑波大院， *2 大分県看護科大， *3 金沢大 ) ： デ ィ ーゼル排気
微粒子 (DEP) のアレルギー性気道炎症増悪効果に関する cDNA マイ ク ロ アレ イ解析， 第 17
回日本アレルギー学会春季臨床大会， 岡山， 2005.06， アレルギー， 327

0105SP031
0105SP061

山形与志樹 Yamagata Y. ： Toward a carbon balanced region -Integrated modeling approach-， GCP 2005
Int.Workshop Networks Reg.Carbon Manage.， Tsukuba， 2005.04

0204BA423

山形与志樹 Scholz S.(*1)， Yamagata Y.， Kraxner F.(*2)， Schienke E.(*3)(*1Univ.Arizona， *2IASA，
*3Rensselaer Polytech.Inst.) ： Knitting biomass energy networks through a public participation
geographic information system， 3rd US-Jpn.Jt.Conf.Math.Soc.， Sapporo， 2005.06， Abstracts

0204BA423

山形与志樹 山形与志樹 ： 過去 50 年間の産業における CO2 排出 と経済活動 ( 生産 ・ 研究開発 ) と の関係
分析， 研究 ・ 技術計画学会 第 20 回年次学術大会， 東京， 2005.10， 同講演要旨集， 668-671

0204BA423

山形与志樹 山形与志樹，中村仁也 (*1)(*1 みずほ情報総研 )：微分ゲームによ る地球温暖化対策のシ ミ ュ
レーシ ョ ン－資源管理， 気候変動，炭素循環変動の 3 層モデル－，環境経済 ・ 政策学会 2005
年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集

0204BA423

山形与志樹 木下嗣基， 山形与志樹 ： TsuBiMo-Economica によ る土地利用変化の予測 炭素ク レジ ッ ト と
森林面積の増減， 環境経済 ・ 政策学会 2005 年大会， 東京， 2005.10， 同報告要旨集

0204BA423

山形与志樹 Yamagata Y.， Alexandrov G.， Kinoshita T.， Iwao K. ： Coupling terrestrial ecosystem model and
land-use economics model for assessing long-term carbon management potential， 11th Jpn.-
U.S.Workshop Global Change， Yokohama， 2005.10， Abstracts， 50

0204BA423

山形与志樹 山形与志樹， 水田秀行 (*1)， 井上さやか (*2)(*1IBM 東京基礎研， *2 東大 ) ： CO2 排出量取引
のエージェ ン ト ベースシ ミ ュ レーシ ョ ン ： ゲー ミ ング実験と実市場動向における検討，合同
エージェ ン ト ワーク シ ョ ッ プ＆シンポジウ ム 2005(JAWS2005)， 箱根， 2005.11， 同講演論文
集， 493-500

0204BA423

山形与志樹 Alexandrov G.A.，Oikawa T.(*1)，Yamagata Y.(*1Univ.Tsukuba)：Apparent trends in photosynthetic
capacity of Monsoon ASIA from 1982 to 2002， AGU 2005 Fall Meet.(Poster Session)， San
Francisco， 2005.12， Abstracts， 407

0204BA423

山崎　新 島正之 (*1)， 村上義孝 (*2)， 山崎新， 田村憲治 (*1 兵庫医大， *2 滋賀医大 ) ： 中国東北地方
における大気汚染が学童の肺機能に及ぼす影響 (1) 大気汚染濃度を統計モデルに取 り 入れた
解析， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 304

0105AE071

山崎　新 村上義孝 (*1)， 山崎新， 島正之 (*2)， 田村憲治 (*1 滋賀医大， *2 兵庫医大 ) ： 中国東北地方
における大気汚染が学童の肺機能に及ぼす影響 (2) 季節パラ メ ータ と大気汚染濃度の相関分
析， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 305

0105AE071

山田正人 Ono Y.，Sumitani K.，Mohri S.，Yamada M.，Yasumasu S.，Iuchi I.，Kashiwada S.：Sakinity dependent
embryo toxicity of leachate on Japanese medaka(Oryzias latipes)， SETAC Eur.15th Annu.Meet.，
Lille(France)， 2005.05， Abstracts， 371-372

0105PR013
0105AB405

山田正人 Yamada M.， Osako M.， Ono Y.(*1)， Kamura K.(*2)， Inoue Y.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama，
*2Environ.Res.Chiba) ： Typology of lachate quality at landfill sites in Japan， 9th Korea-
Jpn.Jt.Int.Sess.， Andon， 2005.05， Proceedings， 155-157

0105PR012
0105AB403

山田正人 Ishigaki T.(*1)， Yamada M.， Nagamori M.(*2)， Ono Y.(*2)， Inoue Y.(*1Ryukoku Univ.，
*2Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Emission of Non-Methane aliphatic hydrocarbons from waste
landfills， 9th Korea-Jpn.Jt.Int.Sess.， Andon， 2005.05， Proceedings， 145-146

0105PR012
0105AB403

山田正人 立尾浩一 (*1)， 山田正人， 川畑隆常， 渡辺洋一 (*2)， 小野雄策 (*2)(*1 日本環境衛セ， *2 埼
玉県環境科国際セ ) ： 産業廃棄物の発生源と処理源のク ラ ス ター分析， 第 16 回廃棄物学会
研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 328-330

0105PR011
0105AB399

山田正人 岡村秀雄 (*1)， 久地井美央 (*1)， 西川崇紘 (*1)， 毛利紫乃 (*2)， 小野芳朗 (*2)， 山田正人 (*1
神戸大， *2 岡山大 ) ： 浸出水中の亜鉛が水生植物ウ キ ク サに及ぼす影響， 第 16 回廃棄物学
会研究発表会 ( ポス ター発表）， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 914-915

0105PR013
0105AB405
0406BY762

山田正人 長森正尚 (*1)， 川嵜幹生 (*1)， 小野雄策 (*1)， 河村清史 (*1)， 山田正人， 井上雄三， 石垣智
基 (*2)， 小野芳朗 (*3)(*1 埼玉県環境科国際セ， *2 龍谷大， *3 岡山大 ) ： 管理型最終処分場
の廃止基準に関する考察 (4)， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文
集， 1001-1003

0105PR012
0105AB403
0406BY762
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山田正人 石垣智基 (*1)，遠藤和人，山田正人，井上雄三，長森正尚 (*2)，小野雄策 (*2)，福井博 (*3)(*1
龍谷大， *2 埼玉県環境科国際セ， *3 神奈川県環境科セ ) ： 最終処分場地表面からの埋立地
ガス放出挙動の現位置評価手法の開発， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同
講演論文集， 1004-1006

0105PR012
0105AB403
0406BB384

山田正人 山田正人， 遠藤和人， Inanc B.， 阿部誠， 鄭修貞， 坂内修， 井上雄三， 石垣智基 (*1)， 磯部
友護 (*2)， 成岡朋弘 (*2)(*1 龍谷大， *2 埼玉県環境科国際セ ) ： 最終処分場の有害物質の安
全 ・ 安心保障 その 4 「処分場の診断」， 第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表）， 仙
台， 2005.10， 同講演論文集， 1075-1077

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 小野雄策 (*1)， 磯部友護 (*1)， 成岡朋弘 (*1)， 長谷隆仁 (*1)， 川嵜幹生 (*1)， 長森正尚 (*1)，
渡辺洋一 (*1)， 倉田泰人 (*1)， 山田正人， 遠藤和人， 井上雄三， 小野芳朗 (*2)(*1 埼玉県環
境科学国際セ， *2 岡山大 ) ： 最終処分場の有害物質の安全 ・ 安心保障 その 2 「内部保有水水
質制御」， 第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2005.10， 同講演論文集，
1127-1129

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 成岡朋弘 (*1)， 倉田泰人 (*1)， 小野雄策 (*1)， 河村清史 (*1)， 針谷隆史 (*2)， 遠藤和人， 山
田正人， 井上雄三， 小野芳朗 (*3)(*1 埼玉県環境科学国際セ， *2 埼玉大院， *3 岡山大 ) ： 廃
棄物処分場におけ る透水性反応バ リ ア と し ての中間および底部覆土の開発－フ ェ ノ ール類
の除去効果－， 第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2005.10， 同講演論
文集， 1136-1137

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 澤村啓美， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 石垣智基 (*1)， 香村一夫 (*2)， 原雄 (*2)(*1 龍
谷大， *2 千葉県環境研セ ) ： 廃棄物最終処分場埋立層に存在する微生物生態系の評価 ( その
2)， 第 16 回廃棄物学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 1141-1142

0105PR012
0105AB403
0405CD763

山田正人 中山秀謹 (*1)， 庄司良 (*1)， 三谷知世 (*1)， 石井宏幸 (*1)， 山田正人， 朝倉宏， 阿部誠 (*1
東京高専 ) ： 埋立地ボー リ ング コ アのバイオア ッ セイ を用いた有害性評価， 第 16 回廃棄物
学会研究発表会， 仙台， 2005.10， 同講演論文集， 1231-1233

0105PR013
0105AB403
0105AB405

山田正人 Okamura H.(*1)，Kuchii M.(*1)，Kose T.(*2)，Mohri S.(*2)，Yamada M.，Ono Y.(*2)(*1Kobe Univ.，
*2Okayama Univ.) ： Phytotoxic effects of landfill leachate in Japan， Sardinia 2005,10th Int.Waste
Manage.Landfill Symp.， Cagliari(Italy)， 2005.10， Proceedings， 60

0105PR013
0105AB405
0406BY762

山田正人 Ono Y.(*1)， Yamada M.， Ono Y.(*2)， Endo K.(*1Okayama Univ.，*2Cent.Environ.Sci.Saitama) ：
Risk management and security strategy on toxic substances in final disposal site，Sardinia 2005,10th
Int.Waste Manage.Landfill Symp.， Cagliari(Italy)， 2005.10， Proceedings， 94

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 Naruoka T.(*1)， Ono Y.(*1)， Harigai T.(*2)， Endo K.， Yamada M.， Inoue Y.， Ono Y.(*3)
(*1Cent.Environ.Sci.Saitama，*2Saitama Univ.，*3Okayama Univ.)：Development of Landfill covers
as reactive barrier，Sardinia 2005,10th Int.Waste Manage.Landfill Symp.，Cagliari(Italy)，2005.10，
Proceedings， 346

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 Ishigaki T.(*1)，Sawamura H.，Endo K.，Yamada M.，Nagamori M.(*2)，Ono Y.(*2)，Kamura K.(*3)，
Hara Y.(*3)， Takata M.(*4)， Inoue Y.(*1Ryukoku Univ.， *2Cent.Environ.Sci.Saitama，
*3Environ.Res.Cent.Chiba，*4Kobe City) ： Analysis of microbial community and biodegradation of
waste in landfill in Japan， Sardinia 2005,10th Int.Waste Manage.Landfill Symp.， Cagliari(Italy)，
2005.10， Proceedings， 417

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 Mohri S.(*1)， Syoji R.(*2)， Ono Y.(*1)， Yamada M.(*1Okayama Univ.， *2Tokyo Natl.
Coll.Technol.) ： The feasibility of bioassay batterys applicability to construct an early warning
system for leachate from solid wastes and recycled materials in Japan， Sardinia 2005， 10th Int．
Waste Manage.Landfill Symp.， Cagliari(Italy)， 2005.10， Proceedings， 473

0105PR013
0105AB405
0406BY762

山田正人 Yamada M.， Ishigaki T.(*1)， Endo K.， Inoue Y.， Nagamori M.(*2)， Ono Y.(*2)， Ono Y.
(*3)(*1Ryukoku Univ.， *2Cent.Environ.Sci.Saitama， *3Okayama Univ.) ： Distribution of
temperature and methane flux on landfill surface， Sardinia 2005,10th Int.Waste Manage.Landfill
Symp.， Cagliari(Italy)， 2005.10， Proceedings， 539

0105PR012
0105AB403
0406BY762

山田正人 Shoji R.(*1)， Ishii H.(*1)， Tanaka Y.(*2)， Taguchi K.(*2)， Hrai M.(*3)， Imaeda T.(*3)， Yamada
M.，Inoue Y.，Mohri S.(*4)(*1Tokyo Natl.Coll.Technol.，*2Fuji Electric Adv.Technol.，*3Toyoda
Cent.R&D Labs.， *4Okayama Univ.) ： Validation of a new-developed biosensor to evaluate
genotoxicity and cytotoxicity of various environmental water samples， SETAC 26th
Annu.Meet.North Am.， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 368-369

0105PR013
0105AB405
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山田正人 Nakayama H.(*1)，Shoji R.(*1)，Mitani T.(*1)，Ishii H.(*1)，Abe M.，Asakura H.，Yamada M.(*1Tokyo
Natl.Coll.Technol.)：Investigation of the vertical toxicity distribution of solid waste landfill sites by
boring core samples， SETAC 26th Annu.Meet.North Am.， Baltimore， 2005.11， Abstracts， 367

0105PR013
0105AB405

山田正人 山田亜矢， 山田正人， 井上雄三 ： FT-NIR によ る有機性廃棄物のキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン，
第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 96-98

0105AB403

山田正人 阿部誠， 山田正人， 井上雄三 ： ミ ミ ズを用いた廃棄物資料の環境影響評価手法， 第 27 回全
国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 293-295

0105PR013
0105AB405

山田正人 鄭修貞， 阿部誠， 山田正人， 井上雄三， 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ) ： 浸出水処理
プロセスによ る毒性削減の評価， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 高松， 2006.02，
同講演論文集， 249-251

0406BY762
0105AB403

山田正人 山田正人， 井上雄三， 渡辺洋一 (*1)， 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ) ： 循環型社会に
おける埋立廃棄物に質管理について－中間処理施設の役割， 第 27 回全国都市清掃研究 ・ 事
例発表会， 高松， 2006.02， 同講演論文集， 291-292

0407BC381
0105AB402
0105AB399

山田正人 石垣智基 (*1)， 山田正人， Inanc B.， 大迫政浩， 井上雄三， 植木義晴 (*2)， 大塚康治 (*2)(*1
龍谷大， *2 日本環境衛生セ ) ： 東南アジア地域の廃棄物埋立地からの温室ガス排出量の算定
－ベ ト ナム・ハ ノ イ市における事例，第 27 回全国都市清掃研究・事例発表会，高松，2006.02，
同講演論文集， 299-301

0406BB384

山田正人 鄭修貞， 山田正人， 井上雄三 ： 浸出水処理への逆浸透膜法の適用性の検討， 第 40 回日本水
環境学会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 345

0105AB403
0406BY762

山村茂樹 山本哲史 (*1)， 山村茂樹， 池道彦 (*2)(*3)， 藤田正憲 (*1 大成建設， *2 高知高専， *3 阪大院 )：
異化型 ヒ 酸塩還元菌を用いた ヒ 素汚染土壌浄化技術の開発，日本水処理生物学会 第 42 回大
会， 静岡， 2005.11， 日本水処理生物学会誌， 72

0405AE359

山村茂樹 惣田訓 (*1)， 神崎雅也 (*1)， 山村茂樹， 柏雅美 (*2)， 池道彦 (*1)， 藤田正憲 (*1)(*1 阪大院，
*2JAMSTEC) ： ヒ 素汚染土壌のバイ オレ メ デ ィ エーシ ョ ン リ ア ク ターの反応機構のモデル
化， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006.03， 同講演集， 259

0405AE359

山元昭二 山元昭二， Tin-Tin-Win-Shwe， 藤巻秀和 ： カーボンナ ノ 粒子がグ ラ ム陽性菌細胞壁成分によ
る肺の炎症反応に及ぼす影響，第46回大気環境学会年会，名古屋，2005.09，同講演要旨集，615

0307AA512

山元昭二 Tin-Tin-Win-Shwe， 山元昭二， 藤巻秀和 ： ナ ノ 粒子の点鼻投与によ る嗅球および海馬におけ
るサイ ト カ イ ン と ケモカ イ ン mRNA の発現， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09，
同講演要旨集， 613

0307AA512

山元昭二 Tin-Tin-Win-Shwe， 山元昭二， 藤巻秀和 ： マウ スにおけるナ ノ 粒子の点鼻投与が神経－免疫
応答に及ぼす影響， 第 12 回日本免疫毒性学会学術大会， 東京， 2005.09， 同講演要旨集， 73

0307AA512

山元昭二 Yamamoto S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Ahmed S.， Fujimaki H. ： Effect of ultrafine carbon particles
on l ipoteichoic acid-induced early pulmonary inf lammation in mice， Int.Cytokine
Soc.Conf.2005(Poster Session)， Seoul， 2005.10， Abstracts， 117

0307AA512

山元昭二 Tin-Tin-Win-Shwe， Yamamoto S.， Ahmed S.， Nakajima D.， Goto S.， Fujimaki H. ： Role of
lymphocytes in toluene-induced chemokine mRNA expression in mouse olfactory bulb，Int.Cytokine
Soc.Conf.2005(Poster Session)， Seoul， 2005.10， Abstracts， 69

0307AA512

山本貴士 山本貴士， 中島大介， 影山志保， 小野寺祐夫 (*1)， 後藤純雄， 安原昭夫 (*1 東京理大 )：
2， 2'- ジ ヒ ド ロ キシ -4- メ ト キシベンゾフ ェ ノ ンの塩素処理物中の変異原物質の分画， 第
14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005.06， 同講演要旨集， 582-583

0105AE243

山本貴士 Yamamoto T.，Noma Y.，Hirai Y.，Nose K.，Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Congener-specific analysis
of polychlorinated naphthalenes in the waste samples， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.
Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005(Poster Session)，Toronto，2005.08，Organohalogen Compd.，708-
711

0305AE544
0105AE243

山本貴士 山本貴士， 野馬幸生， 平井康宏， 能勢和聡， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 廃棄物試料
中 PCB の組成及び給源について， 第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 仙台，
2005.11， 同講演論文集， 1166-1168

0305AE544
0105AE243
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山本貴士 松永充史， 安原昭夫， 山本貴士， 清水芳忠 (*1)， 若倉正英 (*1)(*1 神奈川県産総研 ) ： ごみ固
形燃料の発熱 ・ 発火事象の解明に関する実験的研究 (2) 化学発光の解析に基づ く ごみ固形燃
料の自動酸化機構の解明， 第 16 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表）， 仙台， 2005.11，
同講演論文集， 572-574

0404AE320

横内陽子 福田真人 (*1)， 近藤豊 (*1)， 駒崎雄一 (*1)， 竹川暢之 (*1)， 森野悠 (*1)， 横内陽子， 谷本浩
志， 金谷有剛 (*2)(*1 東大， *2 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 都市域における夏季の高濃度
オゾン出現に関する研究， 第 11 回大気化学討論会， 奈良， 2005.06， 同講演要旨集， 28

0405BA463
0405BD464

横内陽子 横内陽子， 斉藤拓也， 遠嶋康徳， 向井人史， 谷本浩志， 田口彰一 (*1)(*1 産総研 ) ： 波照間島
におけ る フ ッ 素系温室効果気体の連続観測， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸，
2005.11， 同講演予稿集， 172

0405BA463
0405BD464
0508BB770

横内陽子 斉藤拓也， 横内陽子 ： 熱帯シダ植物からの塩化 メ チル放出量と環境要因と の関係， 第 16 回
大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2006.01， プロ グ ラ ム

0405CD479

横内陽子 金谷有剛 (*1)， 秋元肇 (*1)， 横内陽子， 谷本浩志， 小池真 (*2)， 福田真人 (*3)， 竹川暢之
(*3)， 駒崎雄一 (*3)， 近藤豊 (*3)(*1FRCGC/JAMSTEC， *2 東大院， *3 東大先端研 ) ： 東京に
おけるオキシダン ト 生成速度 ・ レジーム推定 ： OH, HO2 ラ ジカル濃度実測から， 第 16 回大
気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006.01， プロ グ ラ ム

0405BA463
0405BD464

横内陽子 金谷有剛 (*1)， 秋元肇 (*1)， 福田真人 (*2)， 横内陽子， 谷本浩志， 小池真 (*3)， 竹川暢之
(*2)， 駒崎雄一 (*2)， 近藤豊 (*2)(*1FRCGC/JAMSTEC， *2 東大先端研， *3 東大院 ) ： 東京に
おける光化学オキシダン ト 生成速度 ： 夏冬の違い と他都市と の比較， 日本化学会 第 86 春季
年会， 船橋， 2006.03， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 2D6-24

0405BA463
0405BD464

横田達也 Yokota T.，Higurashi A.，Aoki T.，Morino I.，Oguma H.，Inoue G.：Retrieval tests of CO2 column
density from simulation data of the GOSAT SWIR FTS under cirrus-existing conditions，
Atmos.Sci.Space Fourier Transform Spectrom.12th Workshop(ASSFTS 12 Workshop)， Quebec
City， 2005.05， Abstracts， 16

0406BA414
0505AE833
0105AE259

横田達也 Aoki T. ： The performance of the hypothetical channel system for compressing the multi-channel
spectral data， Eur.Meteorol.Soci.5th Annu.Meet.Eur.， Utrecht(Netherlands)， 2005.09，

0506CD504
0505AE833

横田達也 横田達也， 井上元， 椿広計 (*1)，石原博成 (*2)， 信田浩司 (*2)， 小谷明 (*2)， 植村暢之 (*2)(*1
筑波大， *2 富士通エフア イ ピー ) ： GOSAT 短波長赤外センサの CO2 カ ラ ム量導出処理精度
検討(その2)，第31回 リ モー ト センシングシンポジウ ム，つ く ば，2005.11，同講演論文集，57-58

0505AE833
0105AE259
0406BA414

横田達也 横田達也 ： 衛星によ る温室効果ガス観測の現状と GOSAT プロ ジェ ク ト ， 炭素循環および温
室効果ガス観測ワーク シ ョ ッ プ， 東京， 2005.11， 同講演要旨集， 51-54

0505AE833
0406BA414
0105AE259

横田達也 Aoki T.：Development of a fast monte carlo radiative transfer model for the atmosphere and surface，
8th South East Asia Surv.Congr.2005， Bandar Seri Begawan(Brunei)， 2005.11， Abstracts

0506CD504
0505AE833

横田達也 Eguchi N. ： Water vapor and cirrus clouds in the TTL， Int.Workshop Submillimeter Wave Earth
Obs.， Kyoto， 2005.11

0507CD554
0505AE833

横田達也 江口菜穂：夏季アジアモン スーンに と も な う 対流圏界面付近の水蒸気変動について，日本気
象学会 2005 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 350

0507CD554

横田達也 江口菜穂， 横田達也， 井上元 ： MODIS/Terra データ を用いた絹雲の季節 ・ 経年変動につい
て， 日本気象学会 2005 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 409

0505AE833

横田達也 吉田幸生， 横田達也， 井上元 ： 巻雲存在下における CO2 気柱量推定アルゴ リ ズムの検討～
その 1 放射伝達コード の改良， 及び巻雲物理量の推定～， 日本気象学会 2005 年度秋季大会
( ポス ター発表 )， 神戸， 2005.11， 同講演予稿集， 329

0505AE833

横田達也 Yokota T.， Higurashi A.， Aoki T.， Morino I.， Oguma H.， Eguchi N.， Yoshida Y.， Inoue G. ：
Utilization of the water vapor saturated absorption band to retrieve CO2 column density from space
by GOSAT under the cirrus-existing condition， AGU 2005 Fall Meet.， San Francisco， 2005.12，
Abstracts， A21D-0904

0406BA414
0505AE833
0105AE259

横田達也 Yoshida Y.， Yokota T.， Inoue G. ： Estimation of cirrus parameters to use for a priori setting of
CO2 retrieval algorithm，AGU 2005 Fall Meet.，San Francisco，2005.12，Abstracts，A21D-0902

0505AE833

横田達也 Eguchi N.，Yokota T.，Inoue G.：Annual and interannual variations of cirrus clouds using MODIS/
Terra data， AGU 2005 Fall Meet.， San Francisco， 2005.12， Abstracts， A43D-0136

0505AE833
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横田達也 横田達也 ： 温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) によ る二酸化炭素観測精度の検討と地上観
測， 第 15 回生研フ ォーラ ム 「宇宙からの地球環境モニ タ リ ング」， 東京， 2006.03， 同論文
集， 118-121

0406BA414
0505AE833
0105AE259

横田達也 Bril A.， Oshchepkov S.， Yokota T.， Inoue G. ： Numerical simulation of GOSAT SWIR FTS
observation data: the ways of aerosol and cirrus cloud correction，3rd Int.DOAS Workshop 2006，
Bremen， 2006.03

0505AE833
0105AE259

横田達也 江口菜穂：夏季アジアモン スーンに と も な う 対流圏界面付近の水蒸気変動について，第 8 回
京都大学生存圏研究所プロ ジェ ク ト 共同利用研究集会， 東京， 2006.03，

0507CD554
0505AE833

吉田勝彦 吉田勝彦：食物網モデルの妥当性の検証について，第 52 回日本生態学会大会，大阪，2005.03，
同講演要旨集， 110

0105SP041
0305AA506

吉田勝彦 吉田勝彦 ： 生態系の数理モデル， 日本古生物学会 2005 年年会， 東京， 2005.07， 同講演予稿
集， 20-21

0105SP041
0305AA506

吉田勝彦 吉田勝彦 ： 計算機入門， 日本古生物学会 2005 年年会， 東京， 2005.07， 同シ ョ ー ト コース
「進化古生物学のツールキ ッ ト 」 資料集， 1-10

0105SP041
0305AA506

吉田勝彦 吉田勝彦 ： 生物群集の進化の履歴と侵入生物が引き起こす絶滅の規模の関係について， 第 7
回日本進化学会大会， 仙台， 2005.08， 同プロ グ ラ ム ・ 講演集， 98

0406BA421
0305AA506

吉田勝彦 吉田勝彦：A simulation study of biological invasion，日本数理生物学会 第 15 回大会 ( ポス ター
発表 )， 横浜， 2005.09， 同講演要旨集， 94

0406BA421
0305AA506

吉田勝彦 吉田勝彦 ： 侵入生物によ る絶滅のコ ンピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン， 第 53 回日本生態学会大
会 ( ポス ター発表 )， 新潟， 2006.03， 同講演要旨集， 285

0305AA506
0406BA421

米田　穣 米田穣， 田中敦， 内田昌男 (*1)， 小林利行 (*2)， 小林千明 (*2)， 鈴木亮 (*3)， 植弘崇嗣， 柴
田康行 (*1JAMSTEC， *2 伯東， *3 環境研セ ) ： NIES-TERRA の現状と将来計画， 第 18 回タ
ンデム加速器及びその周辺技術の研究会， 福岡， 2005.07， 同予稿集

0004AE041

米田　穣 Yoneda M.，Uno H.，Tanaka A.，Uehiro T.，Suzuki R.(*1)，Kobayashi T.(*2)，Kobayashi C.(*2)，
Uchida M.(*3)， Shibata Y.， Morita M.(*1Environ.Res.Cent.， *2Hakuto， *3JAMSTEC) ： Status
and plans for AMS at NIES-TERRA， 10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005.10，
Abstracts， P20

0004AE041

米田　穣 Minoshima K.(*1)， Kawahata H.(*1)， Irino T.(*2)， Ikehara K.(*1)， Uchida M.(*3)， Yoneda M.，
Shibata Y.(*1AIST， *2Hokkaido Univ.， *3JAMSTEC) ： Fluctuation of deep and surface ocean
circulations off the northern Japanese Islands in the northwestern Pacific during the last 27 kyr，
10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005.10， Abstracts， 29-30

0004AE041

米田　穣 Ohkushi K.(*1)，Uchida M.(*2)，Yoneda M.，Kawahata H.(*1)，Shibata Y.(*1AIST，*2JAMSTEC)：
Radiocarbon age differences between benthic foraminifera and planktic foraminifera in deep-sea
sediments of the Shatsky Rise, northwestern Pacific， 10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.，
Berkeley， 2005.10， Abstracts， 32

0004AE041

米田　穣 Morimoto M.(*1)，Kitagawa H.(*1)，Yoneda M.，Shibata Y.(*1Nagoya Univ.)：Convenient sampling
from caral skeleton suing a CO2 laser system for determining 14C contets， 10th
Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005.10， Abstracts， 79-80

0004AE041

米田　穣 Yoneda M.， Uno H.， Shibata Y.， Suzuki R.(*1)， Kumamoto Y.(*2)， Yoshida K.(*3)， Sasaki
T.(*3)(*1Environ.Res.Cent.，*2JAMSTEC，*3Univ.Tokyo) ： Radiocarbon marine reservoir ages in
the western North Pacific estimated by pre-bomb molluscan shells，AMS-10，Berkeley，2005.10，
Abstracts， 99

0004AE041

米田　穣 Kumata H.(*1)，Uchida M.(*2)，Sakuma E.(*1)，Fujiwara K.(*1)，Yoneda M.，Shibata Y.(*1Tokyo
Univ.Pharm.Life Sci.，*2JAMSTEC)：Comopound specific radiocarbon analysis(CSRA) of polycyclic
aromatic hydrocarbons(PAHs) in fine organic aerosols from residential area of suburb Tokyo，10th
Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005.10， Abstracts， 34-35

0004AE041

米元純三 Hojo R.， Kakeyama M.， Yonemoto J.， Tohyama C.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Gestational exposure to
2,2',4,4',5,5'-hexachlorobiphenyl(PCB153) impairs learning performance in rat offspring， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 2394-2395

0005AA171
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米元純三 Tsutsumi O.(*1)， Ikezuki Y.(*1)， Takai Y.(*2)， Takeuchi T.(*1)， Kamei Y.(*1)， Osuga Y.(*1)，
Taketani Y.(*1)，Imamura H.，Makuuchi M.，Yonemoto J.(*1Tokyo Univ.，*2Saitama Med.Coll.)：
Compar ison o f  d iox in concentrat ions  in  var ious  human b io log ica l  f lu ids， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 1564-1565

0005AA171

米元純三 Yonemoto J.，Uechi H.(*1)，Shizaki K.，Takeuchi Y.，Sone H.，Toyoshiba H.，Yamazaki S.，Masuzaki
Y.(*2)，Koizumi A.(*2)，Matsumura T.(*2)，Morita M.(*1Uechi Obstet.Gynecol.Clin.，*2Metocean
Environ.) ： PCDD/Fs,coplanar PCBs and PCBs in breast milk of Japanese mothers， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005.08， Organohalogen
Compd.， 1781-1782

0005AA171

米元純三 米元純三， 上地博人 (*1)， 曽根秀子， 竹内陽子， 椎崎一宏， 豊柴博義， 山崎新， 増崎優子
(*2)， 小泉敦子 (*2)， 松村徹 (*2)(*1 上地産婦人科医院， *2 国土環境 ) ： 母乳中のダ イオキシ
ン類濃度 と食事 と の関係，日本内分泌攪乱化学物質学会 第 8 回研究発表会（ポス ター発表），
東京， 2005.09， 同研究発表会要旨集， 283

0005AA171

若松伸司 若松伸司 ： 大気汚染分野の技術的展開， 2005 年度環境アセス メ ン ト 学会 第 3 回公開セ ミ
ナー， 東京， 2005.05， ど う 変わる？環境アセス メ ン ト 技術の最前線， 17-27

0105AE218

若松伸司 Bueno E.(*1)，Wohrnschimmel H.(*1)，Velasco A.(*2)，Blanco S.(*1)，Gutierrez V.(*1)，Wakamatsu
S.， Cardenas B.(*1)(*1CENICA， *2Univ.Auton.Metrop.-Iztapalapa) ： Monitoreo continuo de
compuestos organicos volatiles en el supersitio durante abril del 2000-2004: una comparacion con
las mediciones de la campana CAM-MIT 2003， V Simposio de Contaminacion Atmosferica Libro
de Resumenes， Mexico City， 2005.07， Proceedings， 253-257

0105SP061

若松伸司 Wakamatsu S. ： Comparison study of secondary air pollution between Tokyo and Mexico City， V
Simposio de Contaminacion Atmosferica Libro de Resumenes， Mexico City， 2005.07， Program

0105SP061

若松伸司 Saito M.(*1)， Wakamatsu S.(*1Tokyo Electron.Power Environ.Eng.) ： Preliminary study of
estimation of ozone concentration distribution in the Mexico City， 16th Reg.Conf.Clean Air
Environ.Asian Pac.Area(Poster Session)， Tokyo， 2005.08， Abstracts， 177

0407KB498

若松伸司 Adachi S.(*1)，Wakamatsu S.，Sugata S.，Hayasaki M.，Kimura F.(*1)(*1Univ.Tsukuba)：Transport
process of dust by a cold front，16th Reg.Conf.Clean Air Environ.Asian Pac.Area(Poster Session)，
Tokyo， 2005.08， Abstracts， 211

0407KB498

若松伸司 若松伸司 ： 大気中粒子状物質の リ ス ク評価 ： DEP， PM2.5 そし てナ ノ 粒子までの健康影響の
評価を中心に，「環境 リ ス ク管理のための人材養成」 特別講演会，吹田，2005.08，プロ グ ラ ム

0105SP061

若松伸司 若松伸司 ： 都市大気 PM 研究の現状 と課題， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09，
同講演要旨集， 80

0105SP061

若松伸司 秋山雅行 (*1)， 若松伸司 (*1 北海道環境科研セ ) ： 北海道におけるオキシダン ト 濃度の ト レ
ン ド について， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 338

0105AH300

若松伸司 秋元肇 (*1)， 若松伸司， 大原利眞， 加藤征太郎 (*2)， 吉門洋 (*3)， 保坂幸尚 (*4)， 芳住登紀
子 (*4)， 松田初弘 (*4)， 石井康一郎 (*5)， 飯村文成 (*5)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ， *2
中央大， *3 産総研， *4 東京都環境局， *5 東京都環境科研 ) ： 関東地方におけるオキシダン
ト 濃度の解析 (1) －各種気象要素及び大気質の変化と の関係－， 第 46 回大気環境学会年会，
名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 340

0105AH300

若松伸司 秋元肇 (*1)， 若松伸司， 大原利眞， 加藤征太郎 (*2)， 吉門洋 (*3)， 保坂幸尚 (*4)， 芳住登紀
子 (*4)， 松田初弘 (*4)( 東京都環境局 )， 石井康一郎 (*5)， 飯村文成 (*5)(*1 地球環境フ ロ ン
テ ィ ア研セ， *2 中央大， *3 産総研， *4 東京都環境局， *5 東京都環境科研 ) ： 関東地方にお
けるオキシダン ト 濃度の解析 (2) －原因物質濃度の低下と高濃度オキシダン ト の出現と の関
係－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 341

0105AH300

若松伸司 山川和彦 (*1)， 若松伸司 (*1 京都府保健環境研 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙
動解明に関する研究 (1)， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 479

0105AH300

若松伸司 三原利之 (*1)， 山川和彦 (*2)， 若松伸司 (*1 岐阜県保健環境研， *2 京都府保健環境研 ) ： 日
本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (2) －日没後もオキシダン ト 濃度
が下がら ない原因－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 480

0105AH300
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若松伸司 大野隆史 (*1)， 山川和彦 (*2)， 若松伸司 (*1 名古屋市環境科研， *2 京都府保健環境研 ) ： 日
本におけ る光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (3) －光化学オキシダン ト と
NOx ・ SPM ・ NMHC 等と の関連－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要
旨集， 481

0105AH300

若松伸司 大石興弘 (*1)， 田上四郎 (*1)， 岩本真二 (*1)， 山川和彦 (*2)， 若松伸司 (*1 福岡保健環境研，
*2 京都府保健環境研 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (5) －
オゾン と比湿 ( 湿度 ) および 7Be と の関係について－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋，
2005.09， 同講演要旨集， 483

0105AH300

若松伸司 山﨑誠 (*1)， 山川和彦 (*2)， 若松伸司 (*1 福岡市保健環境研， *2 京都府保健環境研 ) ： 日本
における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (6) － METEX を利用し た成層圏大
気の降下事例の解析－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要旨集， 484

0105AH300

若松伸司 田中孝典 (*1)， 山川和彦 (*2)， 若松伸司 (*1 島根県保健環境科研， *2 京都府保健環境研 ) ：
日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (7) －平均気温， 日照時間と オ
キシダン ト 濃度の長期変動について－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講
演要旨集， 485

0105AH300

若松伸司 森淳子 (*1)， 山川和彦 (*2)， 宮下七重， 若松伸司 (*1 長崎県衛生公害研， *2 京都府保健環境
研 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (4) －オキシダン ト 濃度
月別出現パターンの広域的分布－， 第 46 回大気環境学会年会， 名古屋， 2005.09， 同講演要
旨集， 482

0105AH300

若松伸司 若松伸司 ： 都市大気微小粒子研究の今まで と これから， 第 24 回酸性雨問題研究会シンポジ
ウ ム， 横浜， 2005.12， 同講演集， 5-8

0105AE218

渡邉英宏 渡邉英宏 ： MRI の基礎 k 空間と画像コ ン ト ラ ス ト ， 第 33 回日本磁気共鳴医学会大会， 東京，
2005.09， プロ グ ラ ム， 15

0105AA167
0105AE183

渡邉英宏 渡邉英宏， 高屋展宏， 三森文行 ： ヒ ト 脳内のグルタ ミ ン酸， GABA， グルタ ミ ンの同時計測
第二報， 第 33 回日本磁気共鳴医学会大会， 東京， 2005.09， 日磁医誌， 237

0105AA167
0105AE183
0405AF491

渡邉英宏 Watanabe H.，Takaya N.，Mitsumori F.：Simultaneous detection of glutamate, GABA and glutamine
in the human brain at 4.7 T using a localized 2D CT-COSY with an ISIS pulse， 44th
Annu.Meet.NMR Soc.Jpn./1st Asia-Pac.NMR Symp.， Yokohama， 2005.11， Abstracts， 27

0105AA167
0405AF491
0406CD492

王　勤学 Wang Q.-X.， Watanabe M.， Hayashi S.， Murakami S.， Ouyang Z.(*1)， Li Y.(*1)， Wang K.(*1)，
Liu J.(*1)(*1Chin.Acad.Sci)：Validation of MODIS LAI product in Asia-Pacific region based on the
APEIS-FLUX Measurements.，12th Annu.Conf.Chin.Ecol.Res.Network(CERN)，Changsha(China)，
2004.03， Proceedings， 304-309

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Wang Q.-X.， Watanabe M.， Ouyang Z.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Simulation of water and carbon
fluxes using a modified BIOME-BGC， MODIS Vegetation Workshop II(Poster Session)，
Missoula(USA)， 2004.08， Index of/ODISCon/posters(Web)

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Wang Q.-X.，Watanabe M.，Ouyang Z.：Simulation of water and carbon fluxes using BIOME-BGC
model over a rotational cropland in the North China plain， Symp.Carbon Cycle Carbon
Manage.China， Beijing， 2004.11， Proceedings， 49

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Wang Q.-X. ： Simulation of irrigation effect on water, heat and CO2 fluxes in North China plain，
Int.Workshop Flux Obs.Res.Asia， Beijing， 2004.12， Abstracts， 60

0105AA269
9605AE211

王　勤学 Wang Q.-X.，Watanabe M.：Simulation of water and carbon fluxes using BIOME-BGC over vatious
ecosystems in China，7th Int.CO2 Conf./7th Int.Carbon Dioxide Conf.(ICDC7)，Boulder，2005.09，
Proceedings(Web)

0105AA269
9605AE211
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４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 18 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　塚　柳太郎

理事（研究担当） 西　岡　秀　三

理事（企画・総務担当） 飯　島　　　孝

監事（非常勤） 小　泉　英　明

監事（非常勤） 貞　國　　　鎭

主任研究企画官 村　川　昌　道

上席研究官 植　弘　崇　嗣

企画・広報室長 欠

研究企画官 木　野　修　宏

〃 東　岡　礼　治

〃 山　﨑　邦　彦

〃 広　兼　克　憲

〃　（併） 山　元　昭　二

〃　（併） 上　野　隆　平

　（併） 白　井　一　成

　（併） 田　邊　　　潔

　（併） 大　迫　政　浩

　（併） 大　坪　國　順

国際室長（併） 植　弘　崇　嗣

国際共同研究官 欠

国際研究協力官（併） 広　兼　克　憲

監査室長 伊　東　喜司男

監査官 久　保　恒　男

　〃 成　島　克　子

総務部長 柏　木　順　二

総務課長 大　塚　徹　哉

課長補佐 佐　藤　邦　雄

人事係長 小　島　繁　雄

人事係員 中　田　有宇子

　　〃 河　原　　　徹

業務係長 赤　塚　輝　子

業務係員 山　中　千世子

安全衛生専門官 工　藤　常　男

主査 白　井　一　成

総務係長 松　井　文　子

総務係員 皆　川　裕　哉

車庫長 阿久津　　　勇

副車庫長 染　谷　竹　男

厚生係長（併） 工　藤　常　男

会計課長 金　井　伸　尚

課長補佐 白　井　和　夫

会計システム専門官（併） 成　島　克　子

主査 小　石　　　元

主査 吾　妻　　　洋

経理係長 星　野　哲　也

経理係員 勝　田　兼　市

統

首

社

―  
経理係員 池　島　みゆき

出納係長 赤　石　　　唯

出納係員 桑　名　俊　輔

契約第一係長 竹　田　智　宏

契約第一係員 高　澤　賢　司

〃 藤　本　なな絵

契約第二係長 横　川　晶　人

契約第二係員 田　中　道　雄

財産管理係長 欠

会計システム専門官 ( 併 ) 成　島　克　子

主査 小　石　　　元

主査 吾　妻　　　洋

施設課長 竹　内　　　正

課長補佐 欠

管理係長 名　取　美保子

共通施設係長 勝　見　　　誠

営繕係長 欠

営繕係主任 青　木　　　啓

施設整備専門官 幸　地　昭　夫

主査 駒　場　勝　雄

〃 土　屋　重　和

括研究官 欠

席研究官 兜　　　眞　徳

会環境システム研究領域長 原　沢　英　夫

上席研究官 欠

環境経済研究室長 欠

主任研究員 青　柳　みどり

〃 日　引　　　聡

〃 亀　山　康　子

研究員 久保田　　　泉

資源管理研究室長 森　口　祐　一

主任研究員 森　　　保　文

〃 寺　園　　　淳

環境計画研究室長（併） 原　沢　英　夫

研究員 高　橋　　　潔

〃 肱　岡　靖　明

情報解析研究室長 横　田　達　也

主任研究員 須　賀　伸　介

〃 清　水　　　明

〃 松　永　恒　雄

〃 山　野　博　哉

統合評価モデル研究室長 甲斐沼　美紀子

主任研究員 増　井　利　彦

〃 藤　野　純　一

研究員 花　岡　達　也

主任研究官 青　木　陽　二

職 　  　 　 名 氏 　 名
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化学環境研究領域長 柴　田　康　行

上席研究官 田　邊　　　潔

計測技術研究室長（併） 植　弘　崇　嗣

主任研究員 久　米　　　博

研究員 荒　巻　能　史

〃 白　井　知　子

計測管理研究室長（併） 田　邊　　　潔

主任研究員 伊　藤　裕　康

研究員 高　澤　嘉　一

動態化学研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 　刀　正　行

〃 田　中　　　敦

〃 米　田　　　穣

生態化学研究室長（併） 柴　田　康　行

主任研究員 J.S.Edomonds

〃 鑪　迫　典　久

主任研究官 横　内　陽　子

環境健康研究領域長 高　野　裕　久

上席研究官 小　林　隆　弘

分子細胞毒性研究室長 野　原　惠　子

研究員 伊　藤　智　彦

〃 柳　澤　利　枝

生体防御研究室長 藤　巻　秀　和

主任研究員 持　立　克　身

〃 山　元　昭　二

〃 黒　河　佳　香

〃 塚　原　伸　治

健康指標研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 井　上　健一郎

研究員 崔　　　　　星

〃 小　林　弥　生

疫学・国際保健研究室長 小　野　雅　司

主任研究員 田　村　憲　治

大気圏環境研究領域長 笹　野　泰　弘

上席研究官 中　根　英　昭

大気物理研究室長 江　守　正　多

主任研究員 菅　田　誠　治

〃 野　沢　　　徹

〃 日　暮　明　子

研究員 小　倉　知　夫

〃 永　島　達　也

大気反応研究室長 畠　山　史　郎

主任研究員 高　見　昭　憲

〃 佐　藤　　　圭

〃 猪　俣　　　敏

〃 谷　本　浩　志

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 松　井　一　郎

〃 清　水　　　厚
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主任研究員 森　野　　　勇

大気動態研究室長 遠　嶋　康　徳

主任研究員 内　山　政　弘

〃 町　田　敏　暢

研究員 高　橋　善　幸

酸性雨研究チーム総合研究官 村　野  健太郎

（併） 畠　山　史　郎

（併） 高　松　武次郎

（併） 野　原　精　一

土壌圏環境研究領域長 木　幡　邦　男

上席研究官 大　坪　國　順

水環境質研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 冨　岡　典　子

〃 珠　坪　一　晃

研究員 山　村　茂　樹

土壌環境研究室長 高　松　武次郎

主任研究員 向　井　　　哲

〃 林　　　誠　二

〃 村　田　智　吉

研究員 越　川　昌　美

地下環境研究室長 稲　葉　一　穂

主任研究員 土　井　妙　子

湖沼環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 松　重　一　夫

研究員 小　松　一　弘

海洋環境研究室長 原　島　　　省

主任研究員 中　村　泰　男

研究員　 東　　　博　紀

物圏環境研究領域長 渡　邉　　　信

上席研究官（併） 椿　　　宜　高

生態系機構研究室長 野　原　精　一

主任研究員 宮　下　　　衛

〃 名　取　俊　樹

〃 佐　竹　　　潔

研究員 矢　部　　　徹

系統・多様性研究室長 笠　井　文　絵

主任研究員 広　木　幹　也

〃 上　野　隆　平

〃 河　地　正　伸

熱帯生態系保全研究室長 奥　田　敏　統

主任研究員 唐　　　艶　鴻

分子生態毒性研究室長 佐　治　　　光

主任研究員 久　保　明　弘

〃 青　野　光　子

主任研究官 清　水　英　幸

球温暖化の影響評価と対策効果

ロジェクトグループ

ロジェクトリーダー（併） 井　上　　　元

サブリーダー（併） 甲斐沼　美紀子
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炭素循環研究チーム総合研究官 野　尻　幸　宏

（併） 遠　嶋　康　徳

（併） 町　田　敏　暢

（併） 高　橋　善　幸

（併） 向　井　人　史

（併） 荒　巻　能　史

炭素吸収源評価研究チーム総合研究官（併） 山　形　与志樹

（併） 藤　沼　康　実

（併） 小　熊　宏　之

社会経済・排出モデル研究チーム総合研究官（併） 甲斐沼　美紀子

（併） 日　引　　　聡

（併） 亀　山　康　子

（併） 増　井　利　彦

（併） 藤　野　純　一

（併） 花　岡　達　也

気候モデル研究チーム総合研究官 江　守　正　多

（併） 野　沢　　　徹

（併） 日　暮　明　子

影響・適応モデル研究チーム総合研究官（併） 原　沢　英　夫

（併） 高　橋　　　潔

（併） 肱　岡　靖　明

成層圏オゾン層変動のモニタリング

と機構解明プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー 今　村　隆　史

衛星観測研究チーム総合研究官 中　島　英　彰

主任研究員 杉　田　考　史

（併） 横　田　達　也

地上リモートセンシング研究チーム総合研究官（併） 中　根　英　昭

オゾン層モデリング研究チーム総合研究官（併） 今　村　隆　史

主任研究員 秋　吉　英　治

内分泌かく乱化学物質及びダイオキ

シン類のリスク評価と管理プロジェ

クトグループ

プロジェクトリーダー 米　元　純　三

サブリーダー 鈴　木　規　之

計測・生物検定・動態研究チーム総合研究官 欠

主任研究員 白　石　不二雄

（併） 高　木　博　夫

（併） 柴　田　康　行

（併） J.S.Edomonds

（併） 白　石　寛　明

生体機能評価研究チーム総合研究官 三　森　文　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邉　英　宏

（併） 黒　河　佳　香

病態生理研究チーム総合研究官（併） 高　野　裕　久

主任研究員 石　堂　正　美

（併） 井　上　健一郎

（併） 柳　澤　利　枝
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健康影響研究チーム総合研究官（併） 米　元　純　三

主任研究員 福　田　秀　子

主任研究員 西　村　典　子

生態影響研究チーム総合研究官 堀　口　敏　宏

主任研究員 高　橋　慎　司

〃 多　田　　　満

（併） 菅　谷　芳　雄

（併） 鑪　迫　典　久

対策技術チーム総合研究官（併） 鈴　木　規　之

主任研究員 橋　本　俊　次

（併） 伊　藤　裕　康

総合化研究チーム総合研究官（併） 鈴　木　規　之

主任研究員 櫻　井　健　郎

物多様性の減少機構の解明

保全プロジェクトグループ

ロジェクトリーダー 椿　　　宜　髙

生物個体群研究チーム総合研究官 高　村　健　二

主任研究員 永　田　尚　志

侵入生物研究チーム総合研究官 五　箇　公　一

（併） 立　田　晴　記

群集動態研究チーム総合研究官 竹　中　明　夫

主任研究員 吉　田　勝　彦

研究員 石　濱　史　子

多様性機能研究チーム総合研究官 高　村　典　子

主任研究員 福　島　路　生

分子生態影響評価研究チーム総合研究官 中　嶋　信　美

主任研究員 岩　崎　一　弘

〃 玉　置　雅　紀

（併） 冨　岡　典　子

アジアの流域圏における生態系機

のモデル化と持続可能な環境管理

ロジェクトグループ

ロジェクトリーダー 村　上　正　吾

流域環境管理研究チーム総合研究官 王　　　勤　学

主任研究員 徐　　　開　欽

〃 水　落　元　之

〃 亀　山　　　哲

〃 中　山　忠　暢

研究員 岡　寺　智　大

（併） 林　　　誠　二

海域環境管理研究チーム総合研究官（併） 木　幡　邦　男

主任研究員 牧　　　秀　明

〃 越　川　　　海

衛星データ解析チーム総合研究官 欠

（併） 松　永　恒　雄

（併） 山　野　博　哉
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大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディーゼル

排気粒子 (DEP) 等の大気中粒子状物質の動態

解明と影響評価プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー 若　松　伸　司

サブリーダー（併） 小　林　隆　弘

交通公害防止研究チーム総合研究官 小　林　伸　治

主任研究員 近　藤　美　則

〃 松　橋　啓　介

（併） 森　口　祐　一

（併） 田　邊　　　潔

都市大気保全研究チーム総合研究官 大　原　利　眞

主任研究員 上　原　　　清

（併） 菅　田　誠　治

エアロゾル測定研究チーム総合研究官 欠

（併） 内　山　政　弘

（併） 西　川　雅　高

疫学・曝露評価研究チーム総合研究官 新　田　裕　史

（併） 小　野　雅　司

（併） 田　村　憲　治

毒性・影響評価研究チーム総合研究官（併） 高　野　裕　久

主任研究員 鈴　木　　　明

〃 古　山　昭　子

研究員 小　池　英　子

（併） 井　上　健一郎

（併） 柳　澤　利　枝

循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長 森　口　祐　一

研究調整官（併） 木　野　修　宏

循環型社会形成システム研究室長（併） 森　口　祐　一

主任研究員 橋　本　征　二

〃 田　崎　智　宏

研究員 藤　井　　　実

〃 南　齋　規　介

（併） 寺　園　　　淳

循環技術システム研究開発室長 大　迫　政　浩

主任研究員 倉　持　秀　敏

研究員 中　島　大　介

適正処理技術研究開発室長 川　本　克　也

最終処分技術研究開発室長 井　上　雄　三

主任研究員 山　田　正　人

研究員 遠　藤　和　人

循環資源・廃棄物試験評価研究室長 野　馬　幸　生

主任研究員 鈴　木　　　茂

〃 山　本　貴　士

（併） 橋　本　俊　次

有害廃棄物管理研究室長（併） 後　藤　純　雄

主任研究員 貴　田　晶　子

〃 滝　上　英　孝

研究員 平　井　康　宏

バイオエコエンジニアリング研究室長 稲　森　悠　平
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研究員 板　山　朋　聡

〃 蛯　江　美　孝

学物質環境リスク研究センター長 白　石　寛　明

研究調整官（併） 山　﨑　邦　彦

曝露評価研究室長（併） 白　石　寛　明

研究員 今　泉　圭　隆

健康リスク評価研究室長 青　木　康　展

主任研究員 松　本　　　理

研究員 丸　山　若　重

生態リスク評価研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 菅　谷　芳　雄

〃 立　田　晴　記

研究員 柏　田　祥　策

（併） 兜　　　眞　徳

（併） 後　藤　純　雄

（併） 鈴　木　規　之

（併） 平　野　靖史郎

（併） 鑪　迫　典　久

境情報センター長 岩　田　元　一

情報企画室長 遠　藤　裕　一

室長補佐 坂　下　和　恵

企画調整係長 堀　部　成　子

情報提供係長 猪　爪　京　子

出版普及係長 木　村　幸　子

情報管理室長 白　井　邦　彦

情報システム専門官 欠

研究情報係長（併） 猪　爪　京　子

電算機係長（併） 阿　部　裕　明

図書・文献情報専門官 古　田　早　苗

ネットワーク係長 阿　部　裕　明

情報整備室長（併） 白　井　邦　彦

管理係長 川　村　和　江

調査係長 欠

整備係長 宮　下　七　重

環境データ専門官 前　島　正　吉

境研究基盤技術ラボラトリー長（併） 渡　邉　　　信

技術調整官（併） 竹　内　　　正

環境分析化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 高　木　博　夫

〃 佐　野　友　春

（併） 堀　口　敏　宏

（併） 伊　藤　裕　康

環境生物資源研究室長 桑　名　　　貴

主任研究員 志　村　純　子

〃 戸　部　和　夫

研究員 川　嶋　貴　治

主任研究官（併） 笠　井　文　絵

（併） 菅　谷　芳　雄

（併） 高　橋　慎　司
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主任研究官（併） 河　地　正　伸

（併） 清　水　　　明

地球環境研究センター長（理事充て職） 西　岡　秀　三

総括研究管理官 井　上　　　元

研究管理官 藤　沼　康　実

〃 向　井　人　史

〃 山　形　与志樹

〃 Shamil Maksyutov

主任研究員 一ノ瀬　俊　明

〃 小　熊　宏　之

主幹 山　本　　　哲

業務係長 山　口　和　子

交流係長 森　　　範　勝

観測第一係長 丹　羽　　　忍

観測第二係長 欠

（併） 横　田　達　也

職 　  　 　 名 氏 　 名
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任期付研究員等

（ア）「一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の

による任期付任用制度に基づく任用者数

（イ） 外国人の任用

年　　　　度 平成１０ １１ １

招へい型任用者数

若手育成型任用者数 3 1

年　度 平成６ ７ ８ ９ １０

任用者数 1 1
（併） 高　橋　　　潔

（併） 森　口　祐　一

（併） 甲斐沼　美紀子

（併） 横　内　陽　子

（併） 田　中　　　敦

（併） 小　野　雅　司

（併） 中　根　英　昭

（併） 江　守　正　多

（併） 遠　嶋　康　徳

（併） 町　田　敏　暢

（併） 谷　本　浩　志

（併） 松　重　一　夫

（併） 奥　田　敏　統

（併） 野　尻　幸　宏

（併） 中　島　英　彰

（併） 白　井　邦　彦
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特例に関する法律」（平成９年６月施行）

（単位 ： 人）

（単位 ： 人）

２ １３ １４ １５ １６ １７

5 3

11 8 6 4 7

１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７

2 3
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（ ２ ） 流動研究員

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ フ ェ ロー 　 １ ７ 名】 （平成 18 年 ３ 月 31 日）

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ ポス ド ク フ ェ ロー 　 ８ ３ 名】

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 江　嵜　宏　至 化学環境研究領域

2 岩　根　泰　蔵 化学環境研究領域

3 辻　　　宣　行 生物多様性研究プロジェクト

4 樋　渡　武　彦 流域圏環境管理研究プロジェクト

5 Sergey Oshchepkov 成層圏オゾン層変動研究プロジェクト

6 （チュウ　シュンホウ） 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

7 天　沼　喜美子 化学物質環境リスク研究センター

8 松　崎　加奈恵 化学物質環境リスク研究センター

9 小　松　英　司 化学物質環境リスク研究センター

10 長　尾　明　子 化学物質環境リスク研究センター

11 橋　本　光一郎 環境研究基盤技術ラボラトリー

12 Georgii Alexandrov 地球環境研究センター

13 梁　　　乃　申 地球環境研究センター

14 相　沢　智　之 地球環境研究センター

15 勝　本　正　之 地球環境研究センター

16 青　木　忠　生 地球環境研究センター

17 Penelope Canan 地球環境研究センター

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 島　崎　彦　人 社会環境システム研究領域

2 徐　　　　　燕 社会環境システム研究領域

3 平　林　幹　啓 化学環境研究領域

4 斉　藤　拓　也 化学環境研究領域

5 中　村　宣　篤 環境健康研究領域

6 Tin-Tin-Win-Shwe 環境健康研究領域

7 北　條　理恵子 環境健康研究領域

8 菅　野　さな枝 環境健康研究領域

9 鈴　木　武　博 環境健康研究領域

10 横　畠　徳　太 大気圏環境研究領域

11 岡　田　直　資 大気圏環境研究領域

12 亀　井　秋　秀 大気圏環境研究領域

13 青　木　伸　行 大気圏環境研究領域

14 塩　竈　秀　夫 大気圏環境研究領域

15 奈　良　郁　子 水土壌圏環境研究領域

16 坂　山　英　俊 生物圏環境研究領域

17 廣　田　　　充 生物圏環境研究領域

18 平　林　周　一 生物圏環境研究領域

19 近　藤　俊　明 生物圏環境研究領域

20 大　村　嘉　人 生物圏環境研究領域

21 下　野　綾　子 生物圏環境研究領域

22 下　山　　　宏 地球温暖化研究プロジェクト

23 須　藤　洋　志 地球温暖化研究プロジェクト

24 木　下　嗣　基 地球温暖化研究プロジェクト

25 岩　男　弘　毅 地球温暖化研究プロジェクト

26 山　岸　洋　明 地球温暖化研究プロジェクト

27 （シン　ジャワ） 成層圏オゾン層変動研究プロジェクト

28 中　嶋　吉　弘 成層圏オゾン層変動研究プロジェクト

29 西　川　智　浩 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト
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30 鎌　田　　　亮 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

31 北　村　公　義 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

32 中　宮　邦　近 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

33 平　井　慈　恵 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

34 井　関　直　政 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

35 児　玉　圭　太 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

36 吉　岡　　　亘 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

37 小　林　　　淳 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

38 長　谷　　　都 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

39 西　川　    潮 生物多様性研究プロジェクト

40 宇田川　弘　勝 生物多様性研究プロジェクト

41 国　武　陽　子 生物多様性研究プロジェクト

42 今　藤　夏　子 生物多様性研究プロジェクト

43 劉　　　　　晨 流域圏環境管理研究プロジェクト

44 哈　斯　巴　干 流域圏環境管理研究プロジェクト

45 長谷川　就　一 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

46 伏　見　暁　洋 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

47 種　田　晋　二 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

48 神　田　　　勲 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

49 藤　谷　雄　二 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

50 豊　柴　博　義 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

51 山　崎　　　新 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

52 川　畑　隆　常 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

53 桂　　　　　萍 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

54 呉　　　　　畏 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

55 朝　倉　　　宏 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

56 村　上　進　亮 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

57 阿　部　    誠 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

58 鄭　　　修　貞 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

59 山　田　亜　矢 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

60 高　橋　史　武 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

61 坂　内　　　修 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

62 崎　田　省　吾 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

63 渡　部　真　文 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

64 鄭　　　昌　煥 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

65 鈴　木　　　剛 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

66 佐　伯　　　孝 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

67 橋　本　顯　子 化学物質環境リスク研究センター

68 長　屋　雅　人 化学物質環境リスク研究センター

69 太　田　宗　宏 化学物質環境リスク研究センター

70 三　瓶　春　代 環境研究基盤技術ラボラトリー

71 開　　　和　生 環境研究基盤技術ラボラトリー

72 田　辺　雄　彦 環境研究基盤技術ラボラトリー

73 森　　　育　子 環境研究基盤技術ラボラトリー

74 朴　　　贊　鳳 地球環境研究センター

75 中　路　達　郎 地球環境研究センター

76 武　田　知　己 地球環境研究センター

77 江　口　菜　穂 地球環境研究センター

78 吉　田　幸　生 地球環境研究センター

79 平　田　竜　一 地球環境研究センター

80 Manish Kumar Naja 地球環境研究センター

81 Ardrey　Bril 地球環境研究センター

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ アシス タ ン ト フ ェ ロー 　 ３ ３ 名】

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ リサーチアシス タ ン ト 　 ２ １ 名】

82 平　野　勇二郎 地球環境研究センター

83 Anna　Peregon 地球環境研究センター

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 松　田　あゆり 化学環境研究領域

2 椎　崎　一　宏 環境健康研究領域

3 座　波　ひろ子 環境健康研究領域

4 鈴　木　純　子 環境健康研究領域

5 田野井　　孝子 生物圏環境研究領域

6 江　頭　　　毅 地球温暖化研究プロジェクト

7 Stephan W Scholz 地球温暖化研究プロジェクト

8 木　村　雅　史 成層圏オゾン層変動研究プロジェクト

9 小　塩　正　朗 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

10 近　藤　卓　哉 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

11 小　田　重　人 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

12 小　澤　雅　富 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

13 西　沢　　　徹 生物多様性研究プロジェクト

14 中　川　　　恵 生物多様性研究プロジェクト

15 片　山　　　学 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

16 阿　部　直　也 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

17 藤　原　　　好 化学物質環境リスク研究センター

18 蓮　沼　和　夫 化学物質環境リスク研究センター

19 今　井　葉　子 化学物質環境リスク研究センター

20 河　原　純　子 化学物質環境リスク研究センター

21 今　里　栄　男 環境研究基盤技術ラボラトリー

22 大　塲　麻　生 環境研究基盤技術ラボラトリー

23 吉　田　友紀子 地球環境研究センター

24 犬　飼　　　孔 地球環境研究センター

25 橋　本　　　茂 地球環境研究センター

26 梅　宮　知　佐 地球環境研究センター

27 Melanie Hartman 地球環境研究センター

28 今　井　敦　子 地球環境研究センター

29 片　岡　久　美 地球環境研究センター

30 長　友　利　晴 地球環境研究センター

31 油　田　さと子 地球環境研究センター

32 Shaney  Crawford 地球環境研究センター

33 中　塚　由美子 地球環境研究センター

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 井　口　　　亮 社会環境システム研究領域

2 村　田　隆　一 社会環境システム研究領域

3 桑　田　智　幸 社会環境システム研究領域

4 鵜　野　　　光 化学環境研究領域

5 秋　山　知　也 環境健康研究領域

6 川　瀬　宏　明 大気圏環境研究領域

7 井　上　智　亜 大気圏環境研究領域

8 古　澤　洋　将 大気圏環境研究領域

9 渡　邊　未　来 水土壌圏環境研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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10 比　嘉　　　敦 生物圏環境研究領域

11 出　村　幹　英 生物圏環境研究領域

12 佐　伯　浩　介 成層圏オゾン層変動研究プロジェクト

13 呉　　　俊　輝 成層圏オゾン層変動研究プロジェクト

14 肖　　　慶　安　 流域圏環境管理研究プロジェクト

15 加　藤　三　和 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

16 川　原　志　郎 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

17 有　本　豊　子 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

18 根　本　範　子 環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

19 中　原　美　里 生物多様性研究プロジェクト

20 山　﨑　有　紀　 ＰＭ ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクト

21 石　川　　　紫 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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（ ３ ） 客員研究官等の状況

① 客員研究官 １８名
国立大学 １２名
私立大学 ３名
独立行政法人等 ２名
その他 １名

② 客員研究員 ２９４名
国立大学 １１９名
公立大学 １２名
私立大学 ４３名
国立機関 ２名
地方環境研究所 ５６名
独立行政法人等 ２７名
民間企業 ９名
その他 ２１名
外国人 ５名

③ 共同研究員 ７１名
国立大学 ９名
公立大学 １名
私立大学 ４名
地方環境研究所 １名
独立行政法人等 １名
民間企業 １７名
その他 １２名
外国人 ２６名

④ 研究生 １２０名
国立大学 ７８名
私立大学 ２９名
その他 ２名
外国人 １１名

客員研究官等合計 ５０３名
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

※ １ ． （ ） 「カ ッ コ」 書きは， 前事業年度からの繰越額で内数であ る。

２ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金収入
9,963,673,311
(709,073,011)

― 9,942,869,752 20,803,559

施設整備費補助金収入 414,851,543 ― 414,851,543 0

施設整備資金貸付金償還時補助金 1,843,864,375 ― 1,843,864,375 0

政府受託収入 3,694,173,499 84.5％ 3,694,173,499 0

（競争的資金等） 2,047,039,999 89.4％ 2,047,039,999 0

地球環境研究総合推進費 1,168,396,000 85.1％ 1,168,396,000 0

地球環境保全等試験研究費 214,547,000 72.7％ 214,547,000 0

環境技術開発等推進事業費 110,594,000 54.2％ 110,594,000 0

廃棄物処理等科学研究費補助金等 ( 間接経費のみ ) 41,746,000 85.0％ 41,746,000 0

科学技術振興調整費 221,120,000 131.9％ 221,120,000 0

科学技術振興費 22,500,000 74.9％ 22,500,000 0

農林水産省 47,496,000 ― 47,496,000 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 45,000,000 605.1％ 45,000,000 0

原子力試験研究費 3,640,999 21.9％ 3,640,999 0

石油及びｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計 172,000,000 91.0％ 172,000,000 0

（業務委託） 1,647,133,500 78.9％ 1,647,133,500 0

環境省 ( 一般会計 ) 1,462,133,500 76.9％ 1,462,133,500 0

環境省 ( 石油及びｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計 ) 185,000,000 100.0％ 185,000,000 0

研修生等受入経費収入 2,005,650 23.9％ 2,005,650 0

民間受託収入
212,312,949
(4,321,251)

84.8％ 212,312,949 0

環境標準試料等分譲事業収入 9,508,796 116.7％ 9,508,796 0

民間寄附金収入 12,900,000 48.7％ 12,290,947 609,053

知的所有権収益 1,055,334 ― 918,750 136,584

事業外収入 6,271,776 85.8％ 3,022,695 3,249,081

事業外収入
6,271,776

(3,000)
85.8％ 3,022,695 3,249,081

その他の臨時利益 80,364,015 ― 71,277,681 9,086,334

合 　 　 　 　 　 計 16,231,894,914 93.3％ 16,207,096,637 24,798,277
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６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 18 年 ３ 月 31 日現在）

施 　 　 　 設 　 　 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,540 11,633 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,405 5,664 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,068 4,077 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 697 1,144 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 723 723 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 741 2,329 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,321 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 443 986 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 974 1,580 昭和 53 年 3 月竣工

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,384 2,535 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,167 1,167 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 794 4,031 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 934 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 637 1,931 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,392 3,348 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,721 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 414

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 158 189 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,590 3,101 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 737 1,627 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 524 524 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,354 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 1,883 5,447 平成 13 年 3 月竣工

循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 489 1,382 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 355 801 昭和 58 年 1 月竣工
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環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － ２ 1,043 2,071 平成 16 年 ２ 月

鳥飼育舎 W － １ 75.60 64.44 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － ６ 502.34 2272.10 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 107.99 101.52 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

　 　 観測棟 RC － 1 8 8 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

施 　 　 　 設 　 　 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所研究評価委員会構成員 平成 17 年 ４ 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

天 　 野 　 明 　 弘 兵庫県立大学教授　副学長

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授

井 　 村 　 伸 　 正 （財）日本薬剤師研修センター　理事長

井 　 村 　 秀 　 文 名古屋大学大学院環境学研究科教授

巖 　 佐 　 　 　 庸 九州大学大学院理学研究院教授

内 　 山 　 巌 　 雄 京都大学大学院工学研究科教授

鎌 　 田 　 　 　 博 筑波大学大学院生命環境科学研究科教授

鈴 　 木 　 庄 　 亮 独立行政法人労働者健康福祉機構　群馬産業保健推進セン

ター所長

鈴 　 木 　 基 　 之 放送大学教授

須 　 藤 　 隆 　 一 埼玉県環境科学国際センター総長

住 　 　 　 明 　 正 東京大学気候システム研究センター教授

武 　 田 　 信 　 生 京都大学大学院工学研究科教授

武 　 田 　 博 　 清 京都大学大学院農学研究科教授

田 　 中 　 正 　 之 東北工業大学教授　副学長

角 　 皆 　 静 　 男 北海道大学名誉教授

中 　 根 　 周 　 歩 広島大学大学院生物圏科学研究科教授

眞 　 柄 　 泰 　 基 北海道大学創世科学研究機構特任教授

松 　 下 　 秀 　 鶴 静岡県立大学名誉教授

松 　 田 　 裕 　 之 横浜国立大学大学院環境情報研究院教授

盛 　 岡 　 　 　 通 大阪大学大学院工学研究科環境・エネルギー工学専攻教授

安 　 井 　 　 　 至 国際連合大学副学長

山 　 崎 　 素 　 直 長崎大学環境科学部教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １　一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には，それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２　「国研等」は，国，国立研究機関，独法研究機関。

３　「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

４　[ 特殊法人等」は，特殊法人および認可法人。

５　国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

17 共 同 研 究 10 1 1 0 5 13 1 37 68

受 託 研 究 75 4 1 0 8 4 2 0 94

委 託 研 究 6 110 34 0 7 17 17 0 191

合 　 　 計 91 115 36 0 20 34 20 37 353
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（ ３ ） 平成 17 年度地方環境研究所等との共同研究応募課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

北海道環境科学研究セン ター ダ イオキシン類の分析法及び解析法に関する研究

北海道におけ る有機性廃棄物の資源化システム構築に関する研究

流域生態系の再生プラ ン支援を目的と し た河川ネ ッ ト ワーク解析技術の開発

日本北方における対流圏オゾン及びその前駆物質の動態に関する研究

ダ イオキシン類及び ＰＣＢ ｓ の発生源解析に関する研究

青森県環境保健セン ター 十和田湖における難分解性溶存有機物の発生原因の解明に関する研究

岩手県環境保健研究セン ター バイオア ッ セ イ を用いた水環境試料中の環境ホルモン作用のモニ タ リ ング と その リ ス ク

評価

宮城県保健環境セン ター 環境汚染化学物質であ る ダ イオキシン類の分析法に関する研究

太平洋側 （国設箟岳局） における降水中の鉛同位体比測定によ る アジア大陸からの越境

大気汚染の調査

廃棄物及び再生材の化学組成データベース作成及び発生業種 ・ 種類によ る特性化と環境

対策への利用

新潟県保健環境科学研究所 ダ イオキシン類によ る地域環境汚染の原因解明に関する研究

茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター 関東地域における大気汚染研究に関する広域ネ ッ ト ワーク構想

栃木県保健環境セン ター ダ イオキシン類の分析法に関する研究

埼玉県環境科学国際セン ター 関東地域における大気汚染研究に関する広域ネ ッ ト ワーク構想

バイオ ・ エコエンジニア リ ングを活用し た排水処理システムの適正技術開発と 普及に関

する研究

三宅島の火山ガス等によ る強酸性雨の観測

循環型社会に適合し た最終処分物流システムの開発

廃棄物の安定化に着目し た品質評価技術の開発

埋立地ガスな らびに土壌保有水を対象と し た最終処分場安定化モニタ リ ング

最終処分場における環境汚染ポテンシ ャル評価のための地理情報システムの開発

千葉県環境研究セン ター 環境大気用オゾン計の校正手法に関する相互比較実験

最終処分場内観測井などを用いた安定化モニ タ リ ング手法の開発

最終処分場の経営戦略に関する研究

水生生物を用いた最終処分場浸出水の簡易管理手法の開発

最終処分場ボー リ ング コ アを用いた廃棄物分解過程の評価

東京都環境科学研究所 埋立地の安定化の評価に関する研究

有害大気汚染物質自動分析計の精度管理に関する研究

関東地域における大気汚染研究に関する広域ネ ッ ト ワーク構想

東京都内の河川水と 東京湾におけ る Ｐ ＦＯＳ 汚染の実態調査

ダ イオキシン類の迅速測定法に関する研究

東京湾 （都区部） における栄養塩 ・ 有機炭素総量の推定

神奈川県環境科学セン ター 最終処分場の廃止に向けた安定度判定に関する研究

長野県環境保全研究所 山岳地域におけるハロゲン化 メ チルの動態に関する研究

山岳 （八方尾根） 降雪中の鉛同位体比測定によ る アジア大陸から の越境大気汚染の定量化

環境試料中のダ イオキシン類の分析法に関する研究

車軸藻の絶滅 ・ 絶滅危惧種の保護と自然界への復元に関する研究―車軸藻類を中心にし

た湖沼水草帯の復元手法と 水質浄化機能の検討―

静岡県環境衛生科学研究所 底質が生態系に与え る環境ホルモン作用の評価手法の研究

富山県環境科学セン ター ガス状ほ う 素化合物によ る大気汚染監視測定技術の開発

標高差を利用し た黄砂の化学特性に関する研究

立山観測局における降水中の鉛同位体比に関する研究

ラ イ ダーを用いた黄砂エア ロ ゾル飛来状況に関する研究

福井県衛生環境研究セン ター 水環境の健全化のための底質改善 ・ 底質除去資源循環技術の開発

北陸地方における産業廃棄物最終処分場 （管理型） の安定化に関する研究

岐阜県保健環境研究所 環境試料中のダ イオキシン類の分析法と 環境動態に関する研究

京都府保健環境研究所 日本海側におけるエア ロ ゾル中の微量金属及び鉛同位体比の動態に関する研究

廃棄物埋立処分に起因する 外因性内分泌かく 乱化学物質によ る 環境影響評価に関する 研究

粒子状物質の粒径別高時間分解能成分分析手法の開発と都市大気エア ロ ゾルの動態解明

への応用に関する研究

日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究

クサガ メ を指標動物 と し た外因性エス ト ロゲンの生態影響に関する研究
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兵庫県立健康環境科学研究セン ター 山林域におけ る水質形成と 汚濁負荷流出過程に関する研究

ため池 と その周辺を含む地域生態系での水循環に関する基礎的研究

和歌山県環境衛生研究セン ター 太平洋岸 （潮岬） 降雨中の鉛同位体比測定によ る アジア大陸から の越境大気汚染の定量化

有害紫外線の現況把握に関する研究

名古屋市環境科学研究所 微生物分解によ る環境汚染物質の浄化に関する研究

自動車起源の PM2.5 に関する研究

ため池の多面的な利用と 保全 ・ 再生に関する基礎的研究

鳥取県衛生環境研究所 湖水中の難分解性有機物に関する調査研究

廃棄物 ・ 再生材の化学組成データベース作成及び発生業種 ・ 種類によ る特性化と 環境対

策への利用 （廃棄物 ・ ガ ラ ス再生材の化学特性及び環境安全性に関する研究）

循環資源特性に着目し た有機性廃棄物循環利用システムの構築

福岡県保健環境研究所 北部九州におけるハン ノ キ群落およびハマボウ群落の生態と その保全に関する研究

長崎県衛生公害研究所 東アジア規模の汚染物質の移流過程と 成分組成に関する解析研究

北九州市環境科学研究所 浸出液中半揮発性有機汚染物質ス ク リ ーニング方法に関する共同研究

福岡市保健環境研究所 藻場の生態系機能によ る海域再生研究

地環研機関名 課 　 題 　 名
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

独立行政法人化を機に研究の再構成を行い，各研究の評価を以下のような方針で行っている。

１ ． 経常研究

経常研究費による研究であるので，各ユニット長が各ユニット等に原籍を持つ研究者の研究について，それぞれの裁

量で実施する。

２ ． 奨励研究

基盤的な研究及び長期的なモニタリング等が必要な研究について，毎年所内で公募し，所内に設置した研究推進委員

会において事前評価を行い採択課題を選定する。研究成果については，同様に事後評価を実施する。

平成 17 年度は，本年度実施課題の事後評価及び平成 18 年度新規提案課題の事前評価を平成 18 年３月に行った。ま

た，平成 17 年度の研究途上で新たに生じた研究課題等に対応することを目的に，７月に平成 17 年度後期奨励研究等の

募集，８月にその事前評価を行った。

３ ． 特別研究

・重点研究分野（重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査・研究を除く）における所内公募プロジェクト型研究

応募課題について，内部の事前評価により外部の委員からなる研究評価委員会にかける課題を選定し，研究評価委員

会で事前評価を実施する。

・内部評価及び外部評価の結果を総合的に判断して，採択課題を決定する。

・期間２年以上の研究については，２年目後半に内部評価による中間評価を実施する。また，研究の終了時には，終了

年度の翌年度に内部評価及び外部評価による事後評価を実施する。

・平成 17 年度は，10 月に内部評価による平成 17 年度終了課題の事後評価，平成 18 年２月に内部評価による平成 17

年度新規提案課題の事前評価，３月に内部評価による平成 16 年度開始課題の中間評価を行った。

４．重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査・研究

・事前評価（助言）

平成 13 年 ４ 月の研究評価委員会において， 各プロ ジェ ク ト の研究計画の説明を行い， 助言を受けた。

・年度評価（助言）

毎年度の研究成果と翌年度の研究計画について，内部評価委員会（３月）及び研究評価委員会（４月）に報告し，

助言を受ける。ただし，第２年度終了時については，中間評価とする。

平成 17 年度は，４月に研究評価委員会による年度評価，及び平成 18 年３月に内部評価委員会による終了時評価を

行った。

・終了時評価（予定）

各プロジェクトの研究成果について，内部評価（平成 18 年３月）を実施したほか，外部研究評価委員会による評

価（平成 18 年５月）を実施する。
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（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定， 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

　 注 ： 担当部等は直近の協定会合開催時のもので， 旧組織名で示されている場合があ る。

国際シンポジウ ム 開催地 場 　 所 開催期間

Social network theory and methods for Ecosystem Management 

Workshop

茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 17.4.5 ～ 4.7

環境ジ ャーナ リ ス ト と研究者と の国際ワーク シ ョ ッ プおよび

フ ォーラ ム

東京 ・ 港区 芝パーク ホテル 17.6.2 ～ 6.4

日本熱帯生態学主催によ る国際シンポジウ ム 京都 ・ 左京区 京都大学百周年時計台

記念館

17.6.13 ～ 6.14

Asia Flux Workshop 2005 山梨 ・ 富士吉田 ホテルハイ ラ ン ド

リ ゾー ト

17.8.24 ～ 8.26

アジア太平洋廃棄物専門家会議 東京 ・ 市ヶ谷 JICA 国際協力総合

研究所

17.10.28 ～ 10.29

Network of Asia Oceania Algal Culture Collections タ イ ・ バン コ ク Rama Gardens 　 Hotel 17.11.1

APN scoping workshop on global earth observations and the capacity 

building needs of the region

東京 ・ 港区 三田共用会議所 17.11.17 ～ 11.18

 E-waste 適正管理のためのアジア太平洋ワーク シ ョ ッ プ 東京 ・ 港区 三田共用会議所 17.11.21 ～ 11.25

Symposium on application of Ecosystem approach towards sustainable 

resource management in Tropics

マレーシア ・

ク ワ ラルンプール

Pan pacific hotel 17.11.21 ～ 11.23

第 ２ 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ 東京 ・ 汐留 ホテルヴ ィ ラ

フ ォ ンテーヌ汐留

17.11.23

３ rd International workshop on Mekong river ecosystem minitoring) ベ ト ナム ・

アンジ ャ ン

Angiang University 17.11.28 ～ 12.2

第 ４ 回独日都市気候学会議ー都市計画のための気候解析 茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 17.11.30 ～ 12.4

気候変動枠組条約締約国会合および京都議定書締約国会議 ( 公式

サイ ド イベン ト ：Global Challenges Toward Global Challenges Toward 

LowLow--Carbon Economy Carbon Economy (LCE)(LCE)-Focus on 

Country Specific Scenario Analysis-)

カナダ ・

モン ト リ オール

Kazan River, Montreal 

Convention Centre

17.12.3

アジア ・ ユーラ シアにおけ る絶滅危惧鳥類保護のための国際ワー

ク シ ョ ッ プ

茨城 ・ つ く ば 国際会議場 17.12.8 ～ 12.9

第 ９ 回 ILASー II サイエン スチーム ミ ーテ ィ ング 静岡 ・ 熱海 KKR 熱海会議室 18.2.13 ～ 2.15

「日本の ２ １ 世紀型業務部門対策技普及シナ リ オ と は？」 シンポジ

ウ ム

茨城 ・ つ く ば 国際会議場 18.2.21

小児等の環境保全に関する国際シンポジウ ム 東京 ・ 港区 三田共用会議所 18.2.24

我が国の国際貿易に隠れたマテ リ アルフ ロー と環境負荷に関する

ワーク シ ョ ッ プ

東京 ・ 千代田区 秋葉原コ ンベンシ ョ ン

ホール

18.2.27

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国
（2003FY  ハイ

レベル協議）

☆海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進 米国海洋大気局 (NOAA) 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

☆森林によ る炭素固定能力評価 と その変動予測のためのフ ラ ッ ク

ス観測共同実施

米国エネルギー省 (DOE) 地球環境研究セン ター

☆炭素， その他の温室効果ガス， エア ロ ゾルの陸域／海洋での収

支推定のための大気成分比較 ・ 標準化 ・ 相補観測

米国海洋大気局 (NOAA) 地球環境研究セン ター

イ 　 ギ 　 リ 　 ス

（2003FY）

加速器質量分析法 と ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーの結合によ る放射性核種

測定方法の高度化に関する共同研究

オ ッ ク ス フ ォード大学 化学環境研究領域

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 

（2003FY）

北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

北太平洋海域における化学物質の動態解明 ブ リ テ ィ ッ シ ュ コ ロ ンビ

ア大学 

化学環境研究領域 
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（ メ モ ： 注）

○日韓環境保護協定会合は 2004 年 10 月にレ ビ ュー資料を提出し た ものの， 会議が延期され確定し ていない。

○一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り ， 数が確定し ていない。

韓 　 　 　 　 　 国 

（2003 Ｆ Ｙ）

定期航路船舶を利用し た海洋汚染に関する研究 海洋研究所 水土壌圏環境研究領域

北東アジアにおけ る大気中の酸性 ・ 酸化性物質の航空機 ・ 地 上観

測 

韓国科学技術研究院環境

研究セン ター 

大気圏環境研究領域

景観評価の国際比較 〈日本列島 と朝鮮半島を例と し て） 国立慶北大学校 社会環境システム研究領

域 

有害藻類の発生現況モニ タ リ ング と窒素， リ ン除去対策に 関する

研究 

国立環境研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

環境に起因する疾患の予防及び管理に関する研究 国立環境研究院 環境健康研究領域

ス ウ ェ ー デ ン 

（2003FY）

人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 カ ロ リ ン スカ研究所 化学物質環境 リ ス ク研究

セン ター

地中海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

チ 　 ェ 　 コ 酸性 ・ 環境汚染物質によ る生態系の汚染と影響に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 大気圏環境研究領域

景観認識に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 社会環境システム研究領

域 

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 

中国科学院沈陽応用生 

態研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と 環境への

影響評価に関する研究

国家環境保護総局 大気圏環境研究領域

中国大湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 

中国環境科学院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

ダ イオキシンの発生源と 汚染状況の解明等に関する研究 日中友好環境保全セン

ター 

化学環境研究領域

貴州省紅楓湖， 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 

貴州省環境保護科学研究

所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

黄砂飛来ルー ト の解明に関する共同研究 日中友好環境保全セン

ター 

化学環境研究領域

ヒ 素汚染によ る健康影響に関する分子易学的研究 中国予防医学院 環境健康研究領域

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究

上海交通工学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

フ 　 ラ 　 ン 　 ス

（2003FY）

植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究 カーン大学 生物圏環境研究領域

ポ ー ラ ン ド

（2003FY）

植物の大気環境ス ト レ ス耐性の分子機構に関する研究 育種馴化研究所 生物多様性プロ ジェ ク ト

ロ 　 シ 　 ア

（2003FY ： 環）

凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地か らの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

陸域炭素収支分布推定のための西シベ リ ア温室効果ガスモニ タ リ

ング （環）

太陽光学研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける永久凍土地域におけ る環境変動と その温暖化へ

の影響

ヤクーツ ク生物学研究所，

永久凍土研究所，

太平洋海洋研究所

地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 大気光学研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支 永久凍土研究所， 生物学

研究所

地球環境研究セン ター

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 天然資源省ボ ロ ン スキ自

然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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３ ） 国際研究協力協定等

注 ： 協定締結時点の旧組織名で示されている場合があ る。

国名等 研究所間の共同研究

イ ン ド ネシ ア Memorandum of Understanding between Research and Development Center for Biology， Indonesian Institute of Sciences

（RDCB-LIPI）， Bogor-Indonesia and National Institute for Environmental Studies （NIES）， Tsukuba-Japan concerning 

Scientific and Technical Cooperation on the Biodiversity and Forest Fire 

カ 　 ナ 　 ダ Agreement between National Institute for Environmental Studies and Institute of Ocean Sciences （1995）．

韓 　 　 　 　 国 Implementing Agreement between National Institute for Environmental Studies of Japan and National Institute of Environmental 

Research of the Republic of Korea to establish a cooperative framework regarding endocrine disrupting chemicals research

（1999）．

韓 国 ・ 中 国 The Second Tripartite Presidents Meeting among NIES, NIER and CRAES Joint Communique (2005)．

国 際 連 合 Memorandum of Understanding referring to the Establishment and Operation of a GRID － compatible Centre in Japan

（1991）． 

中 　 　 　 　 国 Memorandum of Understanding between Changjiang Water Resources Commission， Ministry of Water Resources， People's 

Republic of China and National Institute for Environmental Studies， Japan for Collaborative Research on Developments of 

Monitoring Systems and Mathematical Management Model for Environments in River Catchment （1997）． 

Memorandum of Understanding between National Institute for Environmental Studies， Japan （NIES） and Chinese Research 

Academy of Environmental Sciences， People's Republic of China （CRAES） for Collaborative Research on Advanced 

Treatment of Domestic Wastewater （1997）．

日本国環境庁国立環境研究所と 中国吉林省環境保護研究所と の 「湿地生態系の管理についての共同研究」 に関する覚

書 

Memorandum of understanding between Northwest Plateau Institute of Biology, Chinese Academy of Sciences, P.R.China 

(NPIB) and National Institute for Environmental Studies, Japan (NIES) for Collaborative Researches on Global Warming Effects 

and Carbon Budget in Alpine Grassland Ecosystem (2001)．

マ レ ー シ ア Memorandum of Understanding between  Forest Research Institute Malaysia （FRIM), University Pertanlan Malaysia （UPM) 

and the National Institute for Environmental Studies， Japan （NIES） for Collaborative Research on Tropical Forests and 

Biodiversity (2003 amended）．

ロ 　 シ 　 ア Agreement on a Joint Geochemical Research Program； Impact of Climatic Change on Siberian Permafrost Ecosystems between 

the Permafrost Institute， Siberian Branch, Russian Academy of Sciences, Russia and the National Institute for Environmental 

Studies, Japan （1992）．

Agreement on a Cooperative Research Project between the Central Aerological Observatory， Committee for 

Hydrometeorology and Monitoring of Environment， Ministry of Ecology and Natural Resources, Russian Federation and the 

National Institute for Environmental Studies， Japan （1992）．

Agreement on Cooperative Research Projects between National lnstitute for Environmental Studies， Environment Agency of 

Japan and lnstitute of Atmospheric Optics， Russian Academy of Sciences （1997）．

Agreement on Cooperative Research Project between Institute of Solar － Terrestrial Physics （ISTP）， Siberian Branch，

Russian Academy of Science and National Institute for Environmental Studies， Environment Agency of Japan 
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （流動研究員を除 く ）

①招へい外国人研究者

②客員研究員

③共同研究員

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ 　 ン 　 ド MURUGESAN Verayutham 畠山 　 史郎 平成 17 年 12 月 6 ～ 15 日沖縄県辺戸岬にお

いて捕集された粒子の濃度と気象要素

17.11.27 ～ 18.1.27

中 　 　 　 国 李 　 彦 （LI Yan） 村上 　 正吾 乾燥地域の水と炭素の循環に関する研究 17.12. 1 ～ 17.12.30

李 　 仁輝 （LI Renhui） 渡邉 　 　 信 有毒の水の華を形成する シア ノ バク テ リ ア

の分類学的 ・ 系統学的研究

17.6.29 ～ 17.8.27

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

韓 　 　 　 国 KIM Juhyun 稲森 　 悠平 畜舎排水等の事業場系排水における窒素，

リ ン除去 ・ 回収型技術システムの開発

17.4. 1 ～ 18.3.31

中 　 　 　 国 安 　 　 萍 （AN Ping） 清水 　 英幸 北東アジアにおける砂漠化アセス メ ン ト 及

び早期警戒体制 （EWS） 構築に関する研究

17.4. 6 ～ 18.3.31

曹　 紅斌 （CHO Hongbin） 鈴木 　 規之 ダ イオキシン類への ヒ ト 暴露量分布の解析

及び環境汚染空間分布と の関連性について

17.7.10 ～ 18.3.31

余 　 偉明 （SHA Weiming） 井上 　 　 元 地球大気流体の大気大循環 ・ 領域大気に適

用する非静力数値モデルの開発

17.4.11 ～ 18.3.31

楊　 瑜芳 （YANG Yufang） 一 ノ瀬俊明 アジア国際河川における生態系長期モニタ

リ ング手法の確立に関する研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ 　 ン 　 ド SHUKLA Priyadarsh R 甲斐沼美紀子 気候変動対策解析のための AIM イ ン ド モデ

ルの開発に関する研究

17.11. 1 ～ 18.3.31

RAKWAL Randeep 久保 　 明弘 大気汚染ガスに対する植物の分子応答の網

羅的解析

17.7. 1 ～ 18.3.31

オース ト リ ア ARNBERGER Arne 青木 　 陽二 写真モン タージュによ る混雑感の計測手法

の開発

18.3.20 ～ 18.3.31

カ 　 ナ 　 ダ PARKER Kenneth Ross 奥田 　 敏統 野性生物の多様性評価のためのラ ピ ッ ド ア

セス メ ン ト 開発に関する研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

韓 　 　 　 国 CHOI Ki-In 大迫 　 政浩 再生品の環境安全評価方法に関する研究 17.11. 1 ～ 18.3.31

JANG Min-Ho 高村 　 典子 生物間相互作用によ り 誘導される シア ノ バ

ク テ リ アの毒物質の挙動の解明

17.4. 1 ～ 18.3.31

KYONG Ha 高村 　 典子 対補食者戦略と し て誘導される アオコ毒の

挙動について

17.4. 1 ～ 18.3.31

中 　 　 　 国 陳 　 晋 （CHEN Jin） 唐 　 　 艶鴻 青海 ・ チベッ ト 高原草原の炭素吸収速度の

即時 ・ 広域推定に関する研究

17.10. 1 ～ 18.3.30

陳 　 利軍 （CHEN Lijun） 清水 　 英幸 植物の生理生態特性に基づく 土壌劣化の評価 17.4. 1 ～ 18.3.31

陳 　 明松 （CHEN Minsong） 青木 　 陽二 中国と日本における八景の比較 17.4. 1 ～ 18.3.31

範 　 彬 （FAN Bin） 井上 　 雄三 受動的工法を用いた不適正処分場の環境汚

染物質の制御と評価方法の提案

17.11. 6 ～ 18.3.31

胡 　 湛波 （HU Zhanbo） 稲森 　 悠平 生活排水土壌処理の過程で発生する温室効

果ガスの発生抑制に関する技術開発

17.4. 1 ～ 18.3.31

黄 　 勇順 （HUANG Yong 

Shun）

稲森 　 悠平 実証化試験によ る最適操作条件の技術 17.8.29 ～ 17.9.29

羅 　 天祥 （LUO Tianxiang） 唐 　 　 艶鴻 青海 ・ チベッ ト 高原の土壌炭素蓄積量に及

ぼす温暖化影響のモデ リ ング

17.11.15 ～ 18.2.15

許 　 春蓮 （XU Chunlian） 稲森 　 悠平 高度処理浄化槽性能評価 17.9. 5 ～ 17.9.29

巌 　 立 （YAN Li） 稲森 　 悠平 生活排水の植生浄化の過程で発生する温室

効果ガスの発生抑制に関する技術開発

17.4. 1 ～ 18.3.31

周 　 立波 （ZHOU Libo) 秋吉 　 英治 オゾン層将来予測モデルを用いた北半球 ト

レ ン ド の解析に関する研究

17.8. 1 ～ 18.3.31
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④研究生

⑤ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

中国 （台湾） 裕倉 　 盧 （YU-Tsang Lu） 中根 　 英昭 台湾およ び日本における 温室効果ガス 排出・

吸収目録の作成の国内体制の比較 ・ 検討に

関する研究

17.7.19 ～ 18.3.31

劉 　 淑恵 （LIU Shu-Huei） 青木 　 陽二 景観評価手法およびその応用に関する研究 17.4. 1 ～ 18.3.31

タ 　 　 　 イ ALISSARA Reungsang 鈴木 　 規之 河川底質試料の生物学的検定法と高分解能

GC/MS と の比較研究

18.1. 4 ～ 18.3.31

ド 　 イ 　 ツ GRIESFELLER Alexandra 中島 　 英彰 地上赤外分光データ と衛星観測データの比

較によ る成層圏微量気体成分変動 メ カニズ

ムの解明に関する研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

GRIESFELLER Jan Juergen 中島 　 英彰 地上赤外フー リ エ変換赤外分光器を用いた

成層圏微量気体成分の変動に関する研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

フ ラ ン ス NOEL Mary - Helene 河地 　 正伸 バラ ス ト タ ン ク環境における有害植物プラ

ン ク ト ンの生理生態学的研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

ブルガ リ ア TATAROV Boyan 杉本 　 伸夫 高スペク ト ル分解ラ イ ダーによ る ラ イ ダー

比の統計解析に関する研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

マレーシア IBRAHIM Abd Latif 奥田 　 敏統 エコ ロ ジカルサービ ス機能のマ ッ ピングに

関する研究

17.5.31 ～ 18.3.31

YUSOP Zulkifli 奥田 　 敏統 森林伐採に伴 う 土壌流出と集水域生態系に

与え る影響評価に関する研究

17.12. 4 ～ 18.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

アフガニス タン MANILA Sedqyar 高橋 　 慎司 ウズ ラ性腺の内分泌学的調節機構に関する

研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

イ ギ リ  ス LEE Christina Slimming 西川 　 雅高 「環境標準試料の作成と評価」 に関する基盤

研究

18.1. 1 ～ 18.3.31

韓 　 　 　 国 LEE Kwi Ok 一 ノ瀬俊明 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン 18.1.16 ～ 18.2.18

MUN Jung Soo 今井 　 章雄 酸化鉄に対する溶存態有機物 （DOM） の吸

着特性評価

18.1.16 ～ 18.2.18

中 　 　 　 国 倫 　 小秀 （LUN Xiaoxiu） 畠山 　 史郎 東アジア よ り 飛来する有機エア ロ ゾルの化

学成分測定

17.10.28 ～ 18.3.31

李 　 春梅 （LI Chunmei） 鈴木 　 　 明 デ ィ ーゼル排気中に含まれる内分泌撹乱化

学物質に関する研究

17.4. 1 ～ 18.3.31

金 　 春花 （JIN Chunhua） 小野 　 雅司 横浜市における紫外線の長期変動と変動因

子

18.1.16 ～ 18.3.31

宛 　 　 悦 （WAN Yue） 増井 　 利彦 地球温暖化によ る中国の健康影響のモデル

分析

17.4. 1 ～ 17.9.30

中国 （台湾） 陳 　 雅妓 （CHEN Ya-Wen） 青木 　 陽二 景観評価手法およびその応用に関する研究 17.4. 1 ～ 18.3.31

パラオ共和国 IDIP David 松永 　 恒雄 サンゴ礁 リ モー ト センシングによ るハビ

タ ッ ト マ ッ ピング

17.4. 1 ～ 18.3.31

バングラディ シュ ALAM Md.Jahangir 荒巻 　 能史 河川水中懸濁態有機物の C-14 17.11. 1 ～ 18.3.31

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ  リ  カ 鈴木 　 規之 環境ホルモン ・ ダ イオキシ

ン研究プロ ジェ ク ト

（株） エ ッ ク ス都市

研究所

OECD 化学品グループ /PRTR タ ス ク フ ォー

ス （第 ８ 回）

17. 4.24 ～

17. 4.29

日引 　 　 聡 社会環境システム研究領域 経済協力開発機構

（OECD）

OECD Environmental Policy and Technological 

Change 会議において研究発表

17. 6.13 ～

17. 6.18

谷本 　 浩志 大気圏環境研究領域 NCAR (National Center 

for Atmospheric 

Research)

the PAN Intercomparison Exercise 2005 17. 6.23 ～

17. 7.13

Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 米国航空宇宙局 NASA 土地利用 ・ 被覆変化研究専門家会合

出席

17. 9.11 ～

17. 9.16

町田 　 敏暢 大気圏環境研究領域 東北大学大学院理学

研究科

CO2Experts Meeting, Seventh International 

Carbon Dioxide Conference 　

17. 9.18 ～

17.10. 1

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間
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ア メ  リ  カ 遠嶋 　 康徳 大気圏環境研究領域 東北大学大学院理学

研究科

CO2Experts Meeting, Seventh International 　

Carbon Dioxide Conference 　

17. 9.18 ～

17.10. 2

Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 第 ７ 回 CO2 二酸化炭素国際学会出席 17. 9.25 ～

17.10. 2

Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 AGU Fall Meeting 2005 出席 17.12. 3 ～

17.12.11

松永 　 恒雄 社会環境システム研究領域 （独） 産業技術総合

研究所

ASTER サイエン スチーム会議出席及び 

ASTER 同期地上観測実験参加

17.12.10 ～

17.12.18

東 　 　 博紀 水土壌圏環境研究領域 （独） 防災科学技術

研究所

学会 （American Meteorological Society） 参加 18. 1.28 ～

18. 2. 4

アルゼンチン 小野 　 雅司 環境健康研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

アルゼンチン国オゾン層観測強化プロ ジェ

ク ト 在外技術研究講師

17.10.20 ～

17.11. 1

イ ギ リ  ス 江守 　 正多 大気圏環境研究領域 英国気象局 気候変化予測に関する共同研究の実施 17. 4.30 ～

17. 6. 1

小倉 　 知夫 大気圏環境研究領域 英国気象局 受託研究に関する研究打合せ 18. 1.10 ～

18. 3.28

イ タ リ  ア 花岡 　 達也 社会環境システム研究領域 ICTP， FEEM 3rd International Workshop on Integrated 

climate Models: an Interdisciplinary Assessment 

of Climate Impacts and Policies 参加

18. 1.10 ～

18. 1.15

イン ド ネシア 大坪 　 國順 水土壌圏環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

イ ン ド ネシア地方環境管理システム強化プ

ロ ジェ ク ト 終了時評価調査

18. 1.29 ～

18. 2. 7

オース ト ラ リ ア 森 　 　 保文 社会環境システム研究領域 （社） 産業環境管理

協会

ISO/TC207/WG5 出席 17.7.24 ～

17.7.30

平井 　 康宏 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

国連環境計画

（UNEP）

UNEP 非制御燃焼会合出席 17.12.5 ～

17.12.10

オース ト リ ア 甲斐沼美紀子 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

IPCC 第 ２ 回シナ リ オ専門家会合に出席 17. 6.27 ～

17. 7. 3

森口 　 祐一 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

国立大学法人豊橋技

術科学大学

21COE 「未来社会の生態恒常性工学」 が主

催する COE 国際ワーク シ ョ ッ プの参加

18. 2. 5 ～

18. 2. 8

久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動に対する適応， 脆弱性， 影響に関

する ５ 年計画策低のための非公式会合出席

18. 3.12 ～

18. 3.17

オ ラ ン ダ 井上 　 　 元 地球環境研究セン ター ESA/ESTEC 1st Meeting of the Atmospheric Chemistry 

Scientific Assessment Panel 出席

17.11.29 ～

17.12.10

カ 　 ナ 　 ダ 志村 　 純子 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

環境省自然環境局 第 11 回生物多様性条約科学技術補助機関会

合

17.11.26 ～

17.12. 4

亀山 　 康子 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠組条約第 11 回締約国会議

（COP11） への出席

17.11.27 ～

17.12.12

久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠組条約第 11 回締約国会議

（COP11） への出席

17.11.27 ～

17.12.12

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 （独） 宇宙航空研究

開発機構

Earth CARE 科学会合出席 18. 3. 5 ～

18. 3. 9

韓 　 　 　 国 松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 韓国 

Kyung Hee Univ．

ラ イ ダー装置に関する打合せ 17. 5.10 ～

17. 5.14

植弘 　 崇嗣 国際室 韓国環境省国立環境

研究院

第 23 回国立環境研究院国際シンポジウ ム 17. 6. 2 ～

17. 6. 4

村川 　 昌道 主任研究企画官 韓国環境省国立環境

研究院

「日中韓三カ国環境研究機関長会合」 のため

の 「事務レベル会合」

17. 9.21 ～

17. 9.23

清水 　 英幸 生物圏環境研究領域 韓国環境省国立環境

研究院

「日中韓三カ国環境研究機関長会合」 のため

の 「事務レベル会合」

17. 9.21 ～

17. 9.23

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

韓国環境省国立環境

研究院

TEMM におけ る研究者レベル会合およびシ

ンポジウ ム参画

17.11. 7 ～

17.11.10

若松 　 伸司 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

環境省環境調査研修所 日中韓三ヶ国合同研究についての講義 17.11.20 ～

17.11.22

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 韓国 Kyung Hee Univ. ラ イ ダー観測に関する研究打合せ 18. 2.27 ～

18. 3. 1

大塚柳太郎 理事長 筑波研究学園都市交

流協議会

つ く ば市 ・ 大田市国際フ ォーラ ム 18. 3.25 ～

18. 3.28

広兼 　 克憲 国際室 つ く ば市 つ く ば市 ・ 大田市国際フ ォーラ ム 18. 3.25 ～

18. 3.28

ケ 　 ニ 　 ア 一 ノ瀬俊明 地球環境研究セン ター 国連環境プロ グ ラ ム 世界規模で考え る環境の展望 （GEO-4） 会

議出席

17. 6.18 ～

17. 6.26

肱岡 　 靖明 社会環境システム研究領域 国連環境計画

（UNEP）

地球環境概況 GEO-4 　 第一回著者会合 17. 6.18 ～

17. 6.26

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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ス 　 イ 　 ス 一 ノ瀬俊明 地球環境研究セン ター 世界気象機関

（WMO）

世界気象機関 （WMO） 専門家チームの会合

出席

17. 5.22 ～

17. 5.27

今泉 　 圭隆 化学物質環境 リ ス ク研究セ

ン ター

( 株 ) 三菱総合研究所 Training Workshop on Application of 

Multimedia Models for Indentification of 

Persistent Organic Pollutants

17. 8.29 ～

17. 9. 2

ス ウ ェーデン 青柳みど り 社会環境システム研究領域 （独） 科学技術振興

機構 （JST）

ISIE 第 ３ 回コ ンフ ァ レ ン ス 2005 参加、 成果

発表

17. 6.10 ～

17. 6.17

渡邉 　 　 信 生物圏環境研究領域 （財） Wenner-Gren 海洋シア ノ バク テ リ アに関する国際シンポ

ジウ ム講演

17. 8.23 ～

17. 8.29

志村 　 純子 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

国立遺伝学研究所 GBIF 第 11 回理事会出席 17.10. 9 ～

17.10.16

ス ペ イ ン 甲斐沼美紀子 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF）

地球環境問題に関する状況調査 18. 3.18 ～

18. 3.26

タ 　 　 　 イ 柴田 　 康行 化学環境研究領域 国際連合大学 残留性有機汚染物質の生態影響に関する国

連大学シンポジウ ム出席

17. 4.24 ～

17. 4.28

渡邉 　 　 信 生物圏環境研究領域 （独） 科学技術振興

機構 （JST）

アジア地域の経済発展と 環境保全の両立の

ための研究開発調査

17.8. 7 ～

17.8.11

藤田 　 　 壮 水土壌圏環境研究領域 NRC-EHWM Hazardous Waste Management for a Sustainable 

Future （持続可能な将来のための廃棄物マ

ネージ メ ン ト 国際会議） 出席

18. 1. 9 ～

18. 1.12

板山 　 朋聡 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

明星大学 現地湖沼のアオコ ・ 水質調査及び供試体

（浄化実験システム） の調整とデータ収集

18. 1.17 ～

18. 1.22

原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

地球環境問題に関する状況調査

（APN 第 ２ 回ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ）

18. 3.18 ～

18. 3.22

藤野 　 純一 社会環境システム研究領域 東京大学 AGS Annual Meeting 及び IRAS-AIT 合同シン

ポジウ ム出席

18. 3.19 ～

18. 3.24

台 　 　 湾 西岡 　 秀三 理事 中華経済研究院 2005 日台科学技術フ ォーラ ム出席 17. 9.16 ～

17. 9.17

滝上 　 英孝 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

中華民国行政院衛生

暑薬物食品検験局

ダ イオキシン測定簡易法シンポジウ ムに出

席

17. 9.20 ～

17. 9.23

志村 　 純子 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

台湾中央研究員 Species2000AO フ ォーラ ム出席 17. 9.30 ～

17.10. 4

増井 　 利彦 社会環境システム研究領域 中華経済研究院 AIM 台湾ワーク シ ョ ッ プで出席 18. 3.12 ～

18. 3.14

中 　 　 　 国 西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

（独） 国際協力機構

（JICA）

酸性雨及び黄砂モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク

整備計画予備調査

17. 4.17 ～

17. 4.26

野尻 　 幸宏 地球温暖化研究プロ ジェ ク

ト

（財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

地球環境問題に関する状況調査 17. 5. 8 ～

17. 5.13

板山 　 朋聡 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

（独） 科学技術振興

機構 （JST）

IWA International Conference 2005,Xi' an にて

研究成果発表及びチーム会議参加

17. 5.17 ～

17. 5.21

唐 　 　 艶鴻 生物圏環境研究領域 中国自然科学基金委

員会

近代生態学 　 第 ３ 回国際シンポジウ ム 17. 6. 1 ～

17. 6. 4

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

（独） 国際協力機構

（JICA）

無償支援第 ２ 次予備調査 （酸性雨及び黄砂

モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク整備計画）

17. 7. 3 ～

17. 7. 9

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズⅢ運営

指導調査団

17. 7. 3 ～

17. 7.10

王 　 　 勤学 流域圏環境管理研究プロ

ジェ ク ト

① （独） 科学技術振

興機構 （JST）

②中国科学院

①アジア地域の経済発展 と環境保全の両立

のための研究開発調査 　 ② APEIS 日中共同

研究の成果発表と 研究指導

17. 7.31 ～

17. 8.25

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

短期派遣専門家 （黄砂研究の総括的指導 ２ ）

のため

17. 8.21 ～

17. 8.31

一 ノ瀬俊明 地球環境研究セン ター 東京大学 研究交流な らびに黄光子教授と の研究打ち

合わせと現地観測

17.8.24 ～

17.9.1

清水 　 英幸 生物圏環境研究領域 鳥取大学乾燥地研究

セン ター

拠点大学方式学術交流事業にかかる日中合

同セ ミ ナー参加のため

17. 9. 2 ～

17. 9. 5

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズⅢ運営

指導調査団

17. 9.19 ～

17. 9.29

兜 　 　 眞徳 首席研究官 CDC 中国 CDC と共同研究打ち合わせ ・ WHO WS

出席

17.10.27 ～

17.11. 5

松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

黄砂研究の総括的指導 17.11.15 ～

17.11. 2

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズⅢ運営

指導逃散団

17.12. 7 ～

17.12.10
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中 　 　 　 国 一 ノ瀬俊明 地球環境研究セン ター 愛知大学 2005 年度日中共催国際シンポジウ ム 「現代

中国学の構築をめざ し て」 出席

17.12. 7 ～

17.12.10

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

外務省 （又は有限責

任中間法人アジア太

平洋フ ォーラ ム）

バイオ ・ エコ を活用し た環境負荷対策調査， 18. 1.15 ～

18. 1.19意見交換， 情報収集

甲斐沼美紀子 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

地球環境問題に関する状況調査 （IPCC AR4 

WG3LA 会合） に出席

18. 2.13 ～

18. 2.18

橋本 　 征二 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

（財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

IPCC AR4 WG3 第 ３ 回 LA 会合出席 18. 2.13 ～

18. 2.18

板山 　 朋聡 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

人間文化研究機構 　

総合地球環境学研究

所

研究プロ ジェ ク ト 「病原生物と 人間と の相

互作用」 に関する打合せ， 説明

18. 2.17 ～

18. 2.20

森口 　 祐一 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

中華人民共和国 ・ 日中友好環境保全セン

ターフ ェーズⅢ， 循環経済制度の枠組み等

の研究 １ の指導

18. 2.19 ～

18. 2.21

寺園 　 　 淳 社会環境システム研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

①広東省汕頭市内の廃電子機器 リ サイ クル

実態調査

②中華人民共和国 ・ 日中友好環境保全セン

ターフ ェーズⅢ短期派遣専門家に係る派遣

18. 2.21 ～

18. 2.25

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

（独） 国際協力機構

（JICA）

中国 ・ 日中友好環境保全セン ターフ ェーズ

Ⅲ短期派遣専門家 （プロ ジェ ク ト 総括セ ミ

ナー ２ ） の派遣

18. 2.26 ～

18. 3.11

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズⅢ運営

指導調査団

18. 3. 2 ～

18. 3. 8

珠坪 　 一晃 水土壌圏環境研究領域 長岡技術科学大学 廃棄物 ・ 排水からの高効率の水素 / メ タ ン

回収プロセスの開発に関する研究について

のキ ッ ク オフ ミ ーテ ィ ング及び情報収集

18. 3.18 ～

18. 3.21

大原 　 利眞 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

DIREIC Workshop

事務局

Developing Improved Regional Emission 

Invebtiries For China Workshop 参加

18. 3.19 ～

18. 3.22

デンマーク 鈴木 　 　 茂 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

（社） 土壌環境セン

ター

ISO/TC の国際会議出席 17. 4.17 ～

17. 4.21

ド 　 イ 　 ツ 久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠組条約第 22 回補助機関会合出席 17. 5.15 ～

17. 5.29

ト リ ニダー

ド ・ ト バゴ

共和国

久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動の適応への技術の環境適合的な開

発 と 移転に関するセ ミ ナー出席

17. 6.12 ～

17. 6.19

ト 　 ル 　 コ Bulent Inanc 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

ISTAC 　 A.S. NEW TECHNOLOGIES IN WASTE MANAGEMENT 17.10.14 ～

17.10.26

井上 　 雄三 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

ISTAC 　 A.S. NEW TECHNOLOGIES IN WASTE MANAGEMENT 17.10.19 ～

17.10.23

フ ィ リ ピン 山田 　 正人 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

セブンシーズ The 3rd Workshop on GHG Invebtirues in Asia 

Region 出席

18. 2.22 ～

18. 2.25

フ ラ ン ス Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 Transcom 会議， NEESPI/GOFC-GOLD 

Workshop 出席

17. 6.11 ～

17. 6.21

ペ 　 ル 　 ー 甲斐沼美紀子 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

IPCC AR4 WG3 第 ２ 回 LA 会合出席 17. 6. 4 ～

17. 6.11

橋本 　 征二 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

（財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

IPCC 出席 17. 6. 4 ～

17. 6.19

ベ ル ギ ー 志村 　 純子 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

GBIF （Global 

Biodibersity 

Information Facility）

GBIF サイエン スシンポジ ウ ム及び OBIS 運

営委員会出席

17. 4.17 ～

17. 4.26

鈴木 　 規之 環境ホルモン ・ ダ イオキシ

ン研究プロ ジェ ク ト

( 株 ) エ ッ ク ス都市研

究所

OECD 化学品グループ /PRTR タ ス ク フ ォー

ス （第 ９ 回）

18. 3.19 ～

18. 3.25

マレーシア 清水 　 英幸 生物圏環境研究領域 （独） 科学技術振興

機構 （JST）

アジア地域の経済発展と 環境保全の両立の

ための研究開発調査

17. 8.17 ～

17. 8.21

江守 　 正多 大気圏環境研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

地球環境問題に関する状況調査 18. 2. 5 ～

18. 2.12

渡邉 　 　 信 生物圏環境研究領域 （独） 科学技術振興

機構 （JST）

アジア科学技術セ ミ ナー参加 18. 3. 9 ～

18. 3.14

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
―  438  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
メ  キ シ コ 若松 　 伸司 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

（独） 国際協力機構

（JICA）

CENICA 「全国大気汚染モニ タ リ ング強化支

援プロ ジェ ク ト 」 運営指導調査

17.10.12 ～

17.10.20

原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

地球環境問題に関する状況調査 18. 1.14 ～

18. 1.22

高橋 　 　 潔 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

地球環境問題に関する状況調査 18. 1.14 ～

18. 1.22

西岡 　 秀三 理事 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF)

ICCC-AR4WG2 第 ３ 回執筆者会合出席 18. 1.14 ～

18. 1.22

モ ン ゴ ル 杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

ラ イ ダー観測に関する技術指導 17. 5.18 ～

17. 5.28

ロ 　 シ 　 ア 原島 　 　 省 水土壌圏環境研究領域 国連環境計画

（UNEP）

UNEP 北西太平洋地域海行動計画海洋モニ

タ リ ング活動セン ター会合出席

17.10. 9 ～

17.10.15
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（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研

究セン ター

バイオエコエンジニア リ ング研

究室長

第十七回月刊 「水」 賞 水問題における多大な功績に対する受賞 17. 4.11

寺園 　 　 淳 社会環境システム研究領域

資源管理研究室 　 主任研究員

廃棄物学会奨励賞 廃棄物に対する真摯な研究を高 く 評価さ

れた者

17. 5.26

今井 　 章雄 水土壌圏環境研究領域

湖沼環境研究室長

第十三回生態学琵琶湖賞 湖水の環境保全に と って優れた業績をあ

げ生態学研究の発展に大き く 寄与し た者

17. 7. 1

松橋 　 啓介 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

交通公害防止研究チーム

主任研究員

論文賞 （大気環境学会） 大気環境研究に大き く 寄与された論文を

書いた者

17. 9. 8

田邊 　 　 潔 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

交通公害防止研究チーム

併任

論文賞 （大気環境学会） 大気環境研究に大き く 寄与された論文を

書いた者

17. 9. 8

森口 　 祐一 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

交通公害防止研究チーム

併任

論文賞 （大気環境学会） 大気環境研究に大き く 寄与された論文を

書いた者

17. 9. 8

小林 　 伸治 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

交通公害防止研究チーム

総合研究官

論文賞 （大気環境学会） 大気環境研究に大き く 寄与された論文を

書いた者

17. 9. 8

西川 　 雅高 環境研究基盤技術

ラ ボ ラ ト リ ー

環境分析化学研究室長

論文賞 （環境科学会） 環境科学の発展に貢献する論文の優れた

研究成果のあった者

17. 9. 8

松橋 　 啓介 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

交通公害防止研究チーム

主任研究員

環境システム優秀論文賞

　 （土木学会）

第 32 回環境システム研究論文集に掲載

された論文について、 土木学会環境シス

テム委員会が優秀であ る と讃えた論文

17.11. 4

森口 　 祐一 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

交通公害防止研究チーム

併任

環境システム優秀論文賞

　 （土木学会）

第 32 回環境システム研究論文集に掲載

された論文について、 土木学会環境シス

テム委員会が優秀であ る と讃えた論文

17.11. 4

岩崎 　 一弘 生物多様性の減少機構の解明と

保全プロ ジェ ク ト グループ

主任研究員

第 １ ３ 回論文賞

　 （日本生物工学会）

日本生物工学会英文誌 　 Journal of 

Bioscience and Bioengineering 　 における

論文の中で特に優れた もの

17.11.15
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上原 　 　 清 大気中微小粒子状物質

（PM2.5) ・ デ ィ ーゼル排気粒子

（DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価プロ ジェ ク

ト グループ

都市大気保全研究チーム

主任研究員

Yuan T.Lee 賞 非常に革新的で総合的なアプローチをす

る仕事に対し て書かれた論文

17.12. 7

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日
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（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年５月，地球環境研究センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 　GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・
多様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途
上国への移転を目的として，1985 年，GEMS の一部として設立。1991 年５月には，地球環境問題の深
刻化と情報整備の重要性増大に伴い，UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した
UNEP の独立機関となった。

国 環 研 の 役 割 　GRID －つくばの設立に関して，UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役
割が期待されている。
○日本および近隣諸国において，GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター研究管理官　山形与志樹

プロ グラ ム等の名称 UNEP　 GEMS/Water：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクト

発 　 足 　 年 　 度 1977 年度より開始当初は国立公衆衛生院が担当（1979 からデータ提供）　NIES/CGER は 1994 年（リ
ファレンスラボラトリー業務は 1993 年）から担当している。

概　 　 　 　 　 　 　 要 　国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視
および人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，1974 年に GEMS が設立され，
1976 年に環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発
足し，世界的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 　地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務，②リファレンス ラボ
ラトリー事業，③摩周湖ベースラインモニタリング，④霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等
を実施。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実

プロ グラ ム等の名称 Species 2000 Asia Oceania

発 　 足 　 年 　 度 1999

概　 　 　 　 　 　 　 要 　 アジアオセアニア地域の 11ヵ国（経済地域を含む）の研究機関が協働で同地域の生物多様性研究と
情報共有の機構構築にとりくむための研究ネットワーク。
各国の生物多様性クリアリングハウスメカニズム，分類学・生態学研究機関，博物館・大学・研究所
の生物多様性研究者により，（１）生物種・生息地・分類群研究専門家のインベントリを構築する，

（２）情報の電子化と共有化を行うためのデータベース開発，ソフトウエア開発を行う，（３）生物多
様性に関する総合的な解析を行うためソフトウエア開発とこれを用いた研究活動の実施，等を行う。

国 環 研 の 役 割 　事務局を運営し，国際プログラム（Species2000, GTI, GBI, DIVERSITAS 等）と連携・調整しつつ，
年 1 回分類群または適時性のある課題について研究フォーラムを開催し，研究内容の公表を促進する
ほか，データベース化に必要なツール開発，微生物に関する標準学名情報データベースの構築・更
新，データサーバーならびに公開用の WWW サーバーを構築している。

担　 　 　 　 　 　 　 当 　 議長　 生物圏環境研究領域長　 渡邉　 信
　 事務局　 環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー　 志村　 純子

プロ グラ ム等の名称 アジアライダー観測ネットワーク （Asian Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 　 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。IGAC の ACE-Asia 
（Asian-Pacific Regional Aerosol Characterization Experiment） のライダーワーキンググループを兼ねる。
観測情報，観測データの交換および公開。日本，韓国，中国の研究グループが参加。

国 環 研 の 役 割 　ネットワーク観測および ACE-Asia ライダーワーキンググループの取りまとめ。リアルタイムデー
タの交換，公開のための WWW ページの運用。

（http://info.nies.go.jp:8094/AsiaNet/）

担　 　 　 　 　 　 　 当 大気圏環境研究領域・杉本伸夫，  
　（清水　厚：WWW ページの運用）
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プロ グラ ム等の名称 IHDP ／ IDGEC　地球環境変動の制度的側面

発 　 足 　 年 　 度 2000 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 　気候変動枠組み条約，京都議定書などの地球環境変動レジームの形成に関する研究

国 環 研 の 役 割 国環研の役割
　国際研究推進委員

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター　山形与志樹

プロ グラ ム等の名称 UNEP-Infoterra

発 　 足 　 年 　 度 1974 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 　環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（UNEP）によって設立
され，各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

国 環 研 の 役 割 　ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）

担　 　 　 　 　 　 　 当 Manager ：環境情報センター長　岩田元一
Technical Staff （担当）：環境情報センター情報企画室

プロ グラ ム等の名称 日中韓三ヶ国環境大臣会合ホームページ（TEMM ウェブサイト）運営

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 　日中韓三ヶ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を WEB 上に掲載，
三カ国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

国 環 研 の 役 割 　フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境省環境協力室と密接に連絡）

担　 　 　 　 　 　 　 当 環境情報センター情報整備室長　白井邦彦

プロ グラ ム等の名称 Global Taxonomy Initiative （GTI）

発 　 足 　 年 　 度 2001

概　 　 　 　 　 　 　 要 　生物多様性条約締約国会議の決議により，締約国は各国に分類学イニシアティブのナショナル
フォーカルポイントを設置し，国および地域の分類学の振興をはかり，分類学情報の構築と共有化を
実施する。このために必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，ツー
ル開発，をはじめ，国際協働をとり行う。

国 環 研 の 役 割 　ナショナルフォーカルポイント
　研究活動をとおして，GTI に必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開
発，ツール開発，をはじめ，国際協働をとり行う。
　GTI 調整機構会議，および関連する専門家会合等に出席し，国際間の連携と調整に協力する。

担　 　 　 　 　 　 　 当 GTI 調整機構会議アジアオセアニア地域代表者
ナショナルフォーカルポイント
生物圏環境研究領域長　渡邉　信

プロ グラ ム等の名称 AsiaFlux ネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 　アジア地域における陸上生態系のフラックス観測に係わるネットワーク。今後は，ネットワークの
アジア地域への拡大を図るとともに，観測技術やデータベースの開発等を進め，アジア地域における
フラックス観測研究の連携をより強めていくこととしている。

国 環 研 の 役 割 　事務局として，観測ネットワークの運用とともに，ホームページを開設し，国内外の観測サイト情
報やニュースレター等による情報発信を行う。また，苫小牧フラックスリサーチサイトにおいて，技
術開発拠点としての役割を担う。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター総括研究管理官　井上　元
　　　　　　　　　　　　研究管理官　藤沼康実
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プロ グラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 　地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な
形でその成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し，有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
　ネットワークは，国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６ヵ所を中心に，14 機関の自発
的な参加を得て発足し，現在データ収集，精度確保のためのキャリブレーションの実施，運営委員会
及び担当者会議による技術検討を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

担　 　 　 　 　 　 　 当 環境健康研究領域　疫学・国際保健研究室長　小野雅司
地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実

プロ グラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年６月，地球環境研究センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 　気候変動枠組条約第 4 条 1 項及び第 12 条に基づき，各締約国は，定期的に温室効果ガスの排出・
吸収量等に関する情報（温室効果ガスインベントリ）を条約事務局へ提出することとされている。温
室効果ガスインベントリオフィス（GIO）では，日本政府が気候変動枠組条約事務局に提出する温室
効果ガスインベントリの毎年の更新及び改善を行っている。さらに，温室効果ガス排出量の増減の要
因分析を行い，国内の地球温暖化対策に必要不可欠な情報を作成している。
　また，提出された各国の温室効果ガスインベントリについては，条約事務局担当者と専門家からな
るレビューチームが各国の温室効果ガスインベントリをレビュー（審査）することとされている。日
本の温室効果ガスインベントリに対するレビュー活動への対応や，諸外国の温室効果ガスインベント
リのレビュー活動に日本の専門家を派遣するなど，GIO ではレビュー関係の活動も行っている。

国 環 研 の 役 割 　環境省との請負契約に基づき，①温室効果ガスインベントリの毎年の更新，②日本の温室効果ガス
排出量の増減の解析，③温室効果ガスインベントリの算定方法の改善，④レビュー活動，⑤気候変動
枠組条約・IPCC 等が開催する国際会議への参画，⑥温室効果ガスインベントリ作成に関する国際貢
献（Capacity Building），⑦日本の温室効果ガスインベントリに関する情報の国内外への情報発信等の
業務を担当している。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター　温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　マネジャー　中根英昭

プロ グラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年４月，地球環境センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 　本オフィスの主たる業務は，GCP 国際研究計画の中心的な研究課題である，グローバルな炭素循環
の自然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進，および，アジア地域における GCP
関連研究のコーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は，GCP が実施した
国際公募によって選考された事務局長（Executive Officer，略称 EO）が担い，組織上は CGER の総括
研究管理官の管理下に位置するものとする。

国 環 研 の 役 割 　本 GCP つくば国際オフィスは，日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスとなる
だけではなく，アジアにおいても初めての国際オフィスの設置となる。今後，炭素循環に関する国際
共同研究の組織化に際して，日本がアジアにおけるリーダシップを発揮するために極めて重要な役割
を果たすことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が，本国際オフィスを
通じて世界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ，CGER の地球環境研究
分野における COE 的な機能の充実に資する。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター研究管理官　山形与志樹
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プロ グラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合 (UNFCCC-COP) オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年 12 月

概　 　 　 　 　 　 　 要 　国立環境研究所は UNFCCC-COP の審査を経て，2004 年 12 月より気候変動枠組条約締約国会合
(UNFCCC-COP) オブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして専用ブース等を COP
会場内に設置できるようになった他，NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門家として COP 及びサイドイベントへの参画，会場内ブース等における研究成果の積
極的発信，関係者との意見交換等々，研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者にアピー
ルしていく。

担　 　 　 　 　 　 　 当 国際室　広兼克憲

プロ グラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合 (TPM)

発 　 足 　 年 　 度 2004 年２月

概　 　 　 　 　 　 　 要 　国立環境研究所 (NIES) は，中国環境科学研究院 (CRAES)，韓国国立環境研究院 (NIER) との３研
究機関間で定期的なトップ会合 ( 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合 (TPM)) を開催し，アジアにおい
て重要な役割を有する３研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることに合意し
た。３機関で情報交換，意見交換を行うほか，関連ワークショップの開催，分野を絞った共同研究の
可能性等々について議論を進める。各研究機関持ち回りで，年に１度，機関長会合等を開催する。

国 環 研 の 役 割 本年度国立環境研究所は第２回会合のための準備会合を 8 月に，第２回機関長会合及び第１回 TPM
ワークショップを 2004 年 10 月につくばで開催した。

担　 　 　 　 　 　 　 当 国際室　清水英幸
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（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区分 年度末現在 平成 11 平成 12 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 2 2 4 ７

所 　 有 3 4 4 4 4 4 4

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 26 34 40 40 28 32 37

所 　 有 37 35 37 36 40 41 38

実用新案権
出願中 5 1 1 1 0 0 0

所 　 有 6 6 4 3 3 3 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 0 0 1 0 0 0 0

所 　 有 0 0 0 1 1 1 1
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８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会， セ ミ ナー等活動状況

１ ） 研究所

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2005 　 『地球と く ら しの環境学－あなたが知 り たいこ と，私たちがお伝え し たいこ

と－』

開催日 ： 平成17年6月12日（日） 　 場所：東京 メ ルパルク ホール（東京都港区芝公園2-5-20） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

： 平成17年6月25日（土） 　 場所：京都市アバンティ ホール（京都府京都市南区東九条西山王町31番地アバンティ 9階）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

発表者 ： ニコ ラ ス ・ シャ ッ クル ト ン教授

（英国 ： ケンブ リ ッ ジ大学地球科学科名誉教授， ゴ ッ ド ウ ィ ン第四紀研究所前所長） 及び

ゴード ン ・ ヒ サシ ・ サ ト ウ博士

（米国 ： W. オル ト ン ・ ジ ョ ーンズ細胞科学セン ター名誉所長， A&G 製薬取締役会長／マンザナール ・ プロジェ ク ト 代表）

開催日 ： 平成 17 年 10 月 21 日 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室

３ ．第 21 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「大気環境研究の現状 と将来 　 －都市大気汚染 ・ 越境大気汚染 ・ 酸性雨－」

開催日 ： 平成 18 年 2 月 22 日 （水） ～ 23 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所大山記念ホール

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

開会挨拶 大塚柳太郎 （理事長）

＜講 　 演 1 ＞ 「地球温暖化 - 何が起こ るか， ど う 防ぐか -
温暖化が招 く 気候の変化 と その影響」

江守正多 （大気圏環境研究領域）

＜講 　 演 2 ＞ 「地球温暖化 - 何が起こ るか， ど う 防ぐか -
温暖化を防ぐ社会のあ り 方 - 脱温暖化社会に向けた
3 つの取組み」

藤野純一 （社会環境システム研究領域）

＜講 　 演 3 ＞ 「循環型社会に向けた 「技術」 と 「ラ イ フ ス タ イル」 - 
5 つの問いかけ -」

大迫政浩
（循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター）

＜講 　 演 4 ＞ 「化学物質の安全性はど こ までわかっているのか」 白石寛明
（化学物質環境 リ ス ク研究セン ター）

閉会挨拶 西岡秀三 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 22 日 （水）

13:15-13:20 　 開会挨拶 国立環境研究所理事長 大塚柳太郎

13:20-13:25 　 来賓挨拶 環境省総合環境政策局環境研究技術室長補佐 片山雅英

13:25-13:45 　 基調講演 「都市大気汚染研究の展望 　 ～国立環境研究所と地方環境研究所と の

　   共同研究を中心 と し て～」 （座長 ： 大原利眞）

　 　 　 ○若松伸司 （国立環境研究所）

セ ッ シ ョ ン １ ： 光化学オキシダン ト （座長 ： 大原利眞）

（ １ ） 13:45-14:00 「オゾン等の予報システムの現状と課題について」

　 　 　 ○菅田誠治， 大原利眞， 宮下七重， 早崎将光 （国立環境研究所），

江原 　 孝（茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター），武藤洋介（埼玉県環境科学国際セン ター），

石井康一郎 （東京都環境科学研究所）

（ ２ ） 14:00-14:15 「日本におけ る光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究」

　 　 　 ○山川和彦 （京都府保健環境研究所）， 若松伸司 （国立環境研究所），

国立環境研究所 ・ 地方環境研究機関 （Ｃ 型） 共同研究グループ

（ ３ ） 14:15-14:30 「大阪平野におけ るオキシダン ト 濃度の解析 - 海風前線の影響について -」

　 　 　 ○吉村 　 陽 （兵庫県立健康環境科学研究セン ター）， 国立環境研究所 ・ Ｃ 型共同研究グ

　 　 　 ループ

（ ４ ） 14:30-14:45 「夜間にオキシダン ト 濃度が下がら ない原因について」
―  447  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
　 　 　 ○三原利之 （岐阜県保健環境研究所）， 山川和彦 （京都府保健環境研究所），
若松伸司 （国立環境研究所）， 国立環境研究所 ・ Ｃ 型共同研究グループ

（ ５ ） 14:45-15:00 「平均気温， 日照時間と オキシダン ト 濃度の長期変動について」

　 　 　 ○田中孝典 （島根県保健環境科学研究所）， 山川和彦 （京都府保健環境研究所），

若松伸司 （国立環境研究所）， 国立環境研究所 ・ Ｃ 型共同研究グループ

（ ６ ） 15:00-15:15 「光化学オキシダン ト 濃度の上昇に対する高層大気の影響」

　 　 　 ○山﨑 　 誠 （福岡市保健環境研究所）， 山川和彦 （京都府保健環境研究所），

若松伸司 （国立環境研究所）， 国立環境研究所 ・ Ｃ 型共同研究グループ

（ ７ ） 15:15-15:30 「光化学オキシダン ト 高濃度時における ヒ ー ト ア イ ラ ン ド の状況」

　 　 　 ○飯田信行 （神奈川県環境科学セン ター）， 飯村文成 （東京都環境科学研究所），

山川和彦 （京都府保健環境研究所）， 若松伸司 （国立環境研究所），

国立環境研究所 ・ Ｃ 型共同研究グループ

15:30-15:45 　 休憩

（ ８ ） 15:45-16:00 「オキシダン ト 濃度月別出現パターンの広域的分布」

　 　 　 ○森 　 淳子 （長崎県衛生公害研究所）， 山川和彦 （京都府保健環境研究所），

宮下七重， 若松伸司 （国立環境研究所）， 国立環境研究所 Ｃ 型共同研究グループ

（ ９ ） 16:00-16:15 「光化学オキシダン ト 高濃度現象と比湿および 7Be と の関係について」

　 　 　 ○大石興弘， 田上四郎， 岩本真二 （福岡県保健環境研究所），

山川和彦 （京都府保健環境研究所）， 若松伸司 （国立環境研究所），

国立環境研究所 ・ Ｃ 型共同研究グループ

（10） 16:15-16:30 「光化学オキシダン ト と NOx ・ SPM と の関連及びウ イーク エン ド効果の検証」

　 　 　 ○大野隆史 （名古屋市環境科学研究所）， 板野泰之 （大阪市立環境科学研究所）

（11） 16:30-16:45 　  「光化学オキシダン ト が農作物におよぼす影響」

　 　 　 ○米倉哲志 （埼玉県環境科学国際セン ター）

セ ッ シ ョ ン ２ ： SPM ・ 有害物質 （座長 ： 畠山史郎）

（12） 16:45-17:00 「2004 年春に沖縄で捕集された大気エア ロ ゾルの有機組成分析」

　 　 　 ○佐藤 　 圭 （国立環境研究所），李 　 紅 （中国環境科学院），畠山史郎 （国立環境研究所）

（13） 17:00-17:15 「宮城県におけ る PM ２ . ５ 自動測定結果について」

　 　 　 ○中村栄一， 菅原隆一， 高橋正人， 加賀谷秀樹 （宮城県保健環境セン ター）

（14） 17:15-17:30 「群馬県におけ る SPM の組成と挙動」

　 　 　 飯島明宏， 熊谷貴美代， ○田子 　 博 （群馬県衛生環境研究所）

（15） 17:30-17:45 「都内大気中 VOC の多成分モニタ リ ング と その排出源の推定について」

　 　 　 ○星 　 純也 （東京都環境科学研究所）

（16） 17:45-18:00 「離島及び山間地におけ る大気中 POPs 及び PAHs 濃度の季節変動」

　 　 　 ○村山 　 等， 鈴木貴博， 家合浩明， 旗本尚樹， 富永泰子， 渋谷信雄

（新潟県保健環境科学研究所）

18:30-20:00 　 懇親会 （国立環境研究所食堂）

2 月 23 日 （木）

セ ッ シ ョ ン ３ ： 酸性雨 （座長 ： 村野健太郎）

（17） 9:00-9:15 「千葉県におけ る大気中ガス状アンモニア濃度分布」

　 　 　 ○横山新紀 （千葉県環境研究セン ター）

（18） 9:15-9:30 「パッ シブ簡易測定法 （N 式） によ る酸性ガスの測定」

　 　 　 ○西川嘉範 （大阪府環境情報セン ター）

（19） 9:30-9:45 「フ ィ ルターパッ ク法によ る粒子 ・ ガス成分濃度 　 －第 ４ 次調査第 １ 年次調査結果－」

　 　 　 ○山本匡利１， 松本利恵２， 野口 　 泉３， 志田義美４， 川村 　 實５， 藍川昌秀１，

全国環境研協議会酸性雨調査研究部会

（１兵庫県立健康環境科学研究セン ター， ２埼玉県環境科学国際セン ター，

３北海道環境科学研究セン ター， ４福島県環境セン ター， ５長野県北信保健所）

（20） 9:45-10:00 「乾性沈着量推計フ ァ イルの開発と沈着速度の分布図作成」

　 　 　 ○野口 　 泉 （北海道環境科学研究セン ター）， 松田和秀 （明星大学）

（21） 10:00-10:15 「フ ィ ルターパッ ク法を用いた降水中主要成分の洗浄比観測」

　 　 　 ○福崎紀夫 （新潟県保健環境科学研究所）， 伴 　 聡美 （（財） 新潟県環境衛生研究所），

前田正人 （（財） 上越環境科学セン ター）， 戸塚 　 績 （（元） 酸性雨研究セン ター）
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４ ．研究所施設公開

研究所本講において， 年 ２ 回， 市民を対象に研究施設の公開並びに講演会等の普及活動を実施し ている。

（ １ ） 　 科学技術週間に伴 う 施設公開

開催日 ： 平成 17 年 4 月 23 日 ( 土 )

内 　 容 ： 所内研究施設の公開， ミ ニ環境講座、 電気自動車の展示等のイベン ト 開催。

参加者数 ： 857 名

（ ２ ） 　 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 17 年 7 月 23 日 ( 土 )

内 　 容 ： 所内研究施設の公開， 体験プロ グ ラ ムの実施， 夏休み環境講座の実施等

参加者数 ： 3,010 名

10:15-10:30 　 休憩

（22） 10:30-10:45

（座長 ： 清水英幸）

「酸性雨自動測定結果の評価指標と降水特性」

　 　 　 ○仁平 　 明， 高橋正人， 中村栄一， 北村洋子， 加賀谷秀樹 （宮城県保健環境セン ター）

（23） 10:45-11:00 「降水成分に反映される地域汚染」

　 　 　 ○北村洋子，佐久間 　 隆，小泉俊一，木戸一博，加賀谷秀樹 （宮城県保健環境セン ター）

（24） 11:00-11:15 「富山県におけ る酸性雨の経年変化について」

　 　 　 ○溝口俊明， 鳥山成一， 奥村秀一， 藤崎 　 進， 日吉真一郎， 山崎敬久， 木戸瑞佳， 中

村篤博 （富山県環境科学セン ター）

（25） 11:15-11:30 「九州地方におけ る酸性雨調査結果」

　 　 　 ○友寄喜貴 （沖縄県衛生環境研究所）， 森 　 淳子 （長崎県衛生公害研究所），

全国環境研協議会 ・ 酸性雨調査研究部会九州支部

（26） 11:30-11:45 「酸性雨 ・ 越境大気汚染問題の現状と今後」

　 　 　 ○村野健太郎 （国立環境研究所）

11:45-12:00 　 閉会挨拶 国立環境研究所理事長 大塚柳太郎

14:00-16:00 　 施設見学会 　 　
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（ ２ ） 委員会への出席

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会専門委員 木幡邦男， 渡邉信， 亀山康子，

原沢英夫， 高松武次郎，

甲斐沼美紀子， 白石寛明，

若松伸司，貴田晶子，増井利彦，

鑪迫典久， 森口祐一， 寺園淳

中央環境審議会臨時委員 西岡秀三， 白石寛明， 五箇公一

大臣官房廃棄物 ・ リ サイ クル対策部 平成 17 年度次世代廃棄物処理技術基盤整備事業審査委員会委員 井上雄三

廃棄物最終処分に係る基準検討調査委員会 井上雄三

最終処分場に係る基準のあ り 方検討ワーキンググループ 山田正人， 遠藤和人

最終処分場に係る基準のあ り 方検討調査に係る検討委員 井上雄三

海面最終処分場の閉鎖 ・ 廃止基準に関する検討調査に係る検討委員 井上雄三

ク リ ア ラ ン ス廃棄物管理システム検討委員会委員 大迫政浩

有害廃棄物越境移動対策調査に係る検討委員 青木康展， 大迫政浩

廃棄物情報検討調査委員会委員 貴田晶子， 大迫政浩

平成 17 年度油処理剤等環境影響に関する調査検討会委員 牧秀明

生ごみ等の ３ Ｒ ・ 処理に関する検討会委員 山田正人

Ａ Ｓ Ｒ の再生資源化・ス ラ グの有効利用に関する技術検討委員会

委員

貴田晶子

３ Ｒ イ ニシアテ ィ ブ国際推進委員会 森口祐一

構造改革特区におけ る溶融ス ラ グの地中空間での利用に関する

検討会委員

大迫政浩

不適正処分場における土壌汚染防止対策委員会委員 井上雄三

廃木材を製鉄原料 と し て利用する事業の全国展開に係る調査委

員会委員

貴田晶子

最終処分場跡地形質変更に係る基準検討委員会 井上雄三

最終処分場跡地形質変更に係る基準検討委員会作業部会 井上雄三， 山田正人， 遠藤和人

環境工学委員会 ・ 廃棄物海面埋立処分研究小委員会 井上雄三

家電 リ サイ クル法の評価検討に向けた調査検討会委員 森口祐一

日中韓における循環型社会形成のための協力に関する検討会委員 寺園淳

廃棄物会計基準 ・ 廃棄物有料ガイ ド ラ イ ン策定検討委員会 日引聡

検討会委員 「平成 17 年度有害金属対策検討会」 鈴木規之， 貴田晶子

Ｐ Ｃ Ｂ 等処理技術調査検討委員会 野馬幸生

総合環境政策局 審査検討会 （平成 17 年化学物質検査検討会） 白石寛明

平成 17 年度総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 村野健太郎， 高松武次郎，

一ノ瀬俊明， 植弘崇嗣，

畠山史郎， 唐艶鴻， 中嶋信美，

西川雅高， 甲斐沼美紀子，

瀬山春彦， 平野靖史郎，

杉本伸夫，江守正多，清水英幸，

五箇公一，青木康展，横田達也，

藤巻秀和， 笠井文絵

環境技術実証モデル事業検討会検討員 松村隆， 村川昌道

環境教育事業検討会委員 原沢英夫

委員会委員 （ Ｊ ． Ｈ． Ｓ ． 編集委員会） 青木康展

消費者に向けた製品環境情報提供手法検討 ＷＧ 委員 青柳みど り

環境ビジネス市場規模等に関する調査研究委員会委員 日引聡， 寺園淳

「初期環境調査の結果に関する精査検討実務者会議」 委員 鈴木茂， 白石寛明

Ｅ ｘ Ｔ Ｅ Ｎ Ｄ ２ ０ ０ ５ 作用 ・ 影響評価検討会検討員 白石寛明， 菅谷芳雄

平成 17 年度環境基本計画におけ る指標のあ り 方に関する調査検

討会

森口祐一

環境研究 ・ 技術開発推進戦略調査検討会委員 村川昌道， 渡邉 信

「技術開発の推進 と 長期的な視野に立った手法 ・ 情報等の基盤の

整備」 検討会合委員

森口祐一， 植弘崇嗣

Ｅ Ｓ Ｔ ステーク ホルダー会議実行委員 松橋啓介
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総合環境政策局環境保健部 平成 17 年度化学物資審査検討会 平野靖史郎， 鈴木規之

検討会委員 （平成 17 年度化学物質審査検討会） 鑪迫典久， 高橋慎司， 菅谷芳雄

検討会委員 （平成 17 年度化学物質環境実態調査推進検討会） 鈴木規之， 柴田康行

平成 17 年度化学物質環境実態調査推進検討会 白石寛明， 鈴木茂

ジ フ ェ ニアルアルシン酸に係る健康影響等についての臨床検討

会への参画

柴田康行

環境保健サーベイ ラ ン ス ・ 局地的大気汚染健康影響検討会 小野雅司， 新田裕史

アスベス ト の健康影響に関する検討会 平野靖史郎

生態影響評価検討会 白石寛明

平成 17 年度生態影響評価検討会 鑪迫典久， 菅谷芳雄

平成 17 年度初期環境調査の結果に関する解析検討実務者会議 菅谷芳雄

平成 17 年度生態毒性 Ｇ Ｌ Ｐ 適合性評価検討会 鑪迫典久， 菅谷芳雄， 高橋慎司

「化学物質環境実態調査に係る調査手法開発業務」 に係る検討委員 鈴木茂

平成 17 年度 「 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ データ活用環境 リ ス ク評価手法検討会」

委員

田邊潔

難分解 ・ 高濃縮性化学物質に係る鳥類毒性試験検討調査に関する

検討委員会委員

白石寛明， 高橋慎司

内分泌か く 乱化学物質大気環境モニタ リ ング調査検討委員 白石寛明

「環境測定分析統一精度管理調査」 に係る 「環境測定分析検討会

統一精度管理調査部会」 委員

稲葉一穂， 山本貴士， 伊藤裕康

「内分泌か く 乱化学物質大気環境モニ タ リ ング調査」 に係る検討

委員

鈴木茂

「精度管理に係る検討作業部会に係る検討委員 鈴木茂

「花粉観測予測システム検討業務」 検討委員会 新田裕史

平成 17 年度慣用放射線等モニ タ リ ングデータ 土井妙子

バイオマーカーを用いた健康影響評価手法調査にかかる検討委員 小林隆弘

「平成 17 年度化学物質の内分泌か く 乱作用に関する魚類試験法開

発」 に関わる化学物質の内分泌か く 乱作用に関する魚類試験実務

者会議の委員

鑪迫典久

化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議 （水系） 検討委員 白石寛明

化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議 （ Ｌ Ｃ/Ｍ Ｓ ） 検

討委員

白石寛明， 鈴木茂

化学物質要覧調査検討実務者会議に係る検討委員 白石寛明， 鈴木茂， 鑪迫典久

「平成17年度環境中の変異原性物質に関する調査研究」研究班班員 後藤純雄

化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議 （大気系） 検討

委員

鈴木茂

平成 17 年度環境中の変異原性物質に関する調査研究班員 青木康展

Ｐ Ｏ Ｐ ｓ モニ タ リ ング調査マニ ュ アル作成等検討実務者会議に

係る検討委員

柴田康行

平成 17 年度アスベス ト 含有廃棄物の処理技術調査検討委員 寺園淳， 井上雄三

「平成 17 年度 Ｈ Ｇ Ｓ 等に係る化学物質基礎データ整備等業務」に

関わる分類作業に係る打合せ会合におけ る専門家と し ての指導

白石寛明

検討会委員 （ Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ データ活用方策検討会） 白石寛明

検討委員会 （平成 17 年度 「PRTR データ活用環境 リ ス ク評価手法

検討会」）

白石寛明

Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ データ活用方策検討会 青木康展

平成 17 年度 ［ Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 非点源排出推計方法検討会」 委員 森口祐一， 鈴木規之

検討会委員 「 Ｐ Ｏ Ｐ ｓ （残留性有機汚染物質） 農薬無害化処理技

術等検討調査」

鈴木規之

平成 17 年度 リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンのための化学物質フ ァ ク

ト シー ト の作成検討会委員

白石寛明

平成 17 年度 「 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ に関する意見交換会」 委員 鈴木規之， 白石寛明， 青木康展

平成 17 年度大気汚染に係る環境保険サーベイ ラ ン ス調査検討会

委員

小野雅司， 大原利眞

「化学物質審査規制国際動向調査会」 検討委員 白石寛明

「花粉飛散動態に関する調査研究」 検討会 大原利眞

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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平成 17 年度花粉症に関する調査研究検討委員会 小林隆弘

化学物質環境汚染実態調査分析法検討会 ( Ｌ Ｃ ／ Ｍ Ｓ ) 白石寛明

「平成 17 年度健康 リ ス ク評価委員会」 検討員 平野靖史郎， 青木康展， 松本理

「 ヒ ト 生体試料中の化学物質残留実態把握調査」 測定法検討ワー

キンググループ委員

伊藤裕康

「平成 17 年度茨城県神栖町におけ る汚染土壌の焼却処理対応につ

いて」 の検討会委員

川本克也

「平成 17 年度ヘキサ ク ロ ロベンゼン等排出イ ンベン ト リ ー作成検

討会」 検討委員

田邊潔， 柴田康行

平成 17 年度環境技術実証モデル事業検討会 　 化学物質簡易モニ

タ リ ング技術ワーキング ・ グループ検討委員

白石寛明

「 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ非点源排出量推計方法検討調査」に係る検討委員会委員 鈴木規之

平成 17 年度化学物質の内分泌か く 乱作用に関する両生類試験実

務者会議委員

鑪迫典久

平成 17 年度アスベス ト 緊急大気濃度調査に関する検討会委員 大原利眞

新規 Ｐ Ｏ Ｐ ｓ 等検討会委員 柴田康行， 鈴木規之

平成 17 年度化学物質環境実態調査解析等検討業務モニ タ リ ング

及び暴露量系調査の結果に関する解析検討実務者会議検討委員

堀口敏宏， 白石寛明

「化学物質の環境 リ ス ク の軽減」 検討会合委員 白石寛明

平成 17 年度化学物質環境実態調査解析等検討業務初期環境調査

の結果に関する検討実務者会議検討委員

白石寛明

非意図的生成 Ｐ Ｏ Ｐ ｓ に係わる Ｂ Ａ Ｔ 及び Ｂ Ｅ Ｐ 検討会 倉持秀敏

「 ヒ ト 生体試料中の化学物質残留実態把握調査 （平成 17 年度）」 推

進検討実務者会議委員及び ＷＧ 委員

柴田康行

バラ ス ト 水の海洋環境に対する影響調査検討会検討員 菅谷芳雄

モニ タ リ ング曝露量調査に係る検討委員会 堀口敏宏， 松本幸雄， 白石寛明

環境管理局 ダ イオキシン類簡易測定法技術評価検討会 伊藤裕康， 滝上英孝

ダイ オキシン類環境測定調査受注資格審査検討会への参画及びダ

イ オキシン類環境測定調査精度管理状況の確認に際し ての助言

鈴木規之， 櫻井健郎， 橋本俊次

ダ イ オキシン類環境測定調査受注資格審査検討会及び制度管理

状況の確認

伊藤裕康

専門委員 （局地的大気汚染によ る健康影響に関する免疫学調査設

計検討）

小野雅司

委員会委員 （都市大気環境改善方策検討委員会） 大原利眞

平成 17 年度ダ イオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会 鈴木規之

全国星空継続観察事業 ・ ス ターウ ォ ッ チング研究会委員 若松伸司

平成 17 年度 「星空の街 ・ あおぞらの街」 全国協議会表彰選考委

員会委員

笹野泰弘

有害大気汚染物質モニ タ リ ン グ推進事業測定方法開発ワーキ ン

ググループに係る検討委員

後藤純雄

「有害大気汚染物質モニ タ リ ング推進事業」 に係る検討委員 田邊潔， 後藤純雄， 鈴木茂

臭素化ダ イ オキシンの人への健康影響調査に関する検討会への

協力

鈴木規之， 伊藤裕康

平成 17 年度道路粉じん等汚染寄与調査に係る検討委員 小林伸治

都市大気環境改善方策検討委員会 大原利眞

ダ イオキシン類生物検定法等簡易測定法検討調査検討委員 伊藤裕康， 滝上英孝

微小粒子状物質等暴露影響調査検討委員 田邊潔， 田村憲治， 後藤純雄，

西川雅高， 高野裕久，

平野靖史郎， 小野雅司，

田村憲治， 新田裕史

「環境対策のための自動車交通抑制政策にかか る イ ンパ ク ト 分

析」 研究 メ ンバー （幹事）

松橋啓介

平成 17 年度ダ イオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会 櫻井健郎， 伊藤裕康， 滝上英孝

平成 17 年度 「ダ イオキシン類低質対策検討会委員 白石寛明

平成 17 年度 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド現象によ る環境影響に関する調査

検討会委員

小野雅司

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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ダ イオキシン類環境測定精度管理検討会検討員 田邊潔， 鑪迫典久， 鈴木規之，

滝上英孝

有害大気汚染物質 リ ス ク管理検討会委員 白石寛明， 鈴木規之

環境保全型交通体系 （Ｅ Ｓ Ｔ） 事業への協力 小林伸治

「使用課程車 Ｎ Ｏ ｘ ・ Ｐ Ｍ 低減対策調査」 検討会委員 小林伸治

平成 17 年度自動車排気ガス原単位及び総量算定検討調査検討会

委員

小林伸治

大気環境基準等レ ビ ューワーキンググループ検討員 高野裕久， 平野靖史郎，

新田裕史， 藤巻秀和

環境大気測定機の信頼性評価検討会委員 西川雅高

ダ イオキシン類の人への蓄積量調査検討委員会 鈴木規之

臭素系ダ イオキシン類排出実態等調査業務に関する検討会 鈴木茂， 平井康宏

「ダ イオキシン類の人への曝露実態調査」 に係る検討委員 鈴木規之

大気環境局 ダ イオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会 滝上英孝

環境管理水環境部 検討会参画 （平成 17 年度公共用水域水質モニ タ リ ングのあ り 方） 松重一夫

平成 17 年度地下水質モニタ リ ングのあ り 方に関する検討会 稲葉一穂

平成 17 年度低コ ス ト ・ 低負荷型土壌汚染調査対策技術検討会 川本克也

平成 17 年度ダ イオキシン類土壌汚染対策技術等検討会 鈴木規之， 櫻井健郎

水産動物植物登録保留基準設定検討会 五箇公一， 白石寛明， 菅谷芳雄

技術検討会委員 （特定農薬環境安全性調査） 菅谷芳雄

「土壌汚染対策技術調査」 に係る 「低コ ス ト ・ 低負荷型土壌汚染

調査対策技術検討会」 委員

川本克也

「土壌汚染対策技術調査」 に係る 「ダ イ オキシン類土壌汚染対策

技術等検討会」 委員

鈴木規之， 櫻井健郎

「土壌汚染対策技術調査」 に係る 「 Ｐ Ｏ Ｐ ｓ 汚染土壌浄化技術等

検討会」 委員

鈴木規之， 山田正人

平成 17 年度特定農薬環境安全性調査」 に係わる技術検討会委員 菅谷芳雄

農薬によ る陸域生態影響評価技術開発調査検討委員 五箇公一

底コ ス ト ・ 底負荷型土壌汚染調査対策技術検討会 川本克也

土壌汚染環境対策技術調査に係るPOPs汚染土壌浄化技術等検討会 鈴木規之

油汚染土壌調査 ・ 対策指針検討調査検討委員会 大迫政浩

「土壌汚染調査 ・ 対策技術検討調査」 検討会委員 鈴木規之

平成 17 年度 「暴露量推計支援事業 （水系モデル） 検討会」 委員 鈴木規之

平成 17 年度 「有明海 ・ 八代海水環境調査検討委員会」 委員 木幡邦男

ダ イオキシン類土壌汚染対策技術等検討会 櫻井健郎

地球環境局 地球温暖化対策技術検討会及び技術開発小委員会 西岡秀三

地球温暖化対策技術検討会 森口祐一

平成 17 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会 西岡秀三， 森口祐一

平成 17 年度酸性雨対策検討会 （大気分科会・生態影響分科会） 検

討員

畠山史郎， 村野健太郎

平成 17 年度酸性雨対策検討会 （生態影響分科会） 高松武次郎

地球温暖化に関する 3 審議会委員会懇談会への参画 西岡秀三

平成 17 年度地球環境企画委員会 井上元

森林吸収量報告 ・ 検証体制緊急整備対策事業への参画 （森林衰退

状況調査分科会） ア ド バイザー

村野健太郎

森林吸収量報告 ・ 検証体制緊急整備対策事業への参画 （森林吸収

源計測 ・ 活用体制整備分科会） ア ド バイザー

山形与志樹

森林吸収量報告 ・ 検証体制緊急整備対策事業への参画 （森林吸収

源データ整備分科会） ア ド バイザー

山形与志樹

地球温暖化防止活動大臣表彰選考委員 西岡秀三

平成 17 年度東北アジアにおける砂漠化 ・ 干ばつ対策検討委員会

委員

清水英幸

気候変動将来枠組 Ｉ Ｇ Ｅ Ｓ ワーキンググループ委員 江守正多

「熱環境等に関す る 土地被覆分類手法の検討作業地理情報技術

ＷＧ」 委員

松永恒雄
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平成 17 年度乾性沈着タ ス ク フ ォース国内支援グループ」 に係る

委員

藤沼康実

酸性雨シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル検討グループ会合 畠山史郎

委員会幹事 （地球環境委員会） 村上正吾

平成 17 年度黄砂問題検討会委員 西川雅高，杉本伸夫，西川雅高，

宮下七重

「地球温暖化対策と 地方のまちづ く り に係る検討会 （仮称）」 委員 松橋啓介

第一回環境に配慮し た草地管理に係る調査事業におけ る環境保

全推進検討委員会及び調査 ・ 作業委員会合同委員会

藤沼康実

イ ン ド ネシア地方環境管理シ ス テム強化プ ロ ジ ェ ク ト に係る国

内委員会

植弘崇嗣

平成 17 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会 今村隆史，中根英昭，小野雅司，

青木康展

「総量削減対策環境改善効果検討調査」 に係る検討委員会委員 若松伸司， 新田裕史

森林等の吸収源問題に関する ワーキング ・ グループ委員 奥田敏統， 橋本征二，

山形与志樹

平成 17 年度イベン ト リ ーワーキング ・ グループ委員 西岡秀三

「平成 17 年度海洋環境保全調査」 に係るモニ タ リ ング調査検討委

員会

牧秀明

「平成17年度温室効果ガス排出量算定方法検討会吸収源分科会」委員 山形与志樹

「平成 17 年度海洋環境保全調査」 に係る海洋環境モニタ リ ング調

査検討会検討員

野尻幸宏

イベン ト リ ワーキング ・ グループ委員 森口祐一

温室効果ガス排出量算定方法検討会エネルギー ・ 工業プロセス分

科会委員

森口祐一

温室効果ガス排出量算定方法検討会吸収源分科会委員 橋本征二

温室効果ガス排出量算出方法検討会－廃棄物分科会－委員 山田正人

「温室効果ガス排出量算定方法検討会－Ｈ Ｆ Ｃ等第 ３ ガス分科会－」委員 中根英昭

地球温暖化連携拠点準備 ＷＧ 委員 野尻幸宏， 向井人史， 藤沼康実

平成 17 年度酸性雨対策検討会 （大気分科会・生態影響分科会） へ

の参画

清水英幸

地球温暖化対策地域推進計画策定ガイ ド ラ イ ン改定調査検討会 山田正人

自然環境局 レ ッ ド リ ス ト ( 植物Ⅱ ) 見直しに係る調査員 渡邉信

平成 17 年度絶滅のおそれのあ る野生生物の選定 ・ 評価検討会 渡邉信

平成 17 年度自然環境保全基礎調査検討会植生分科会検討員 奥田敏統

「平成 17 年度 Ｅ ｘ Ｔ Ｅ Ｎ Ｄ ２ ０ ０ ５ に基づ く 野生生物の生物学

的知見検討会」 検討委員

渡邉信

平成 17 年度森林生態系の保全管理に係る国際的枠組み分析に関

する ア ド バイザ リ ー委員会委員

奥田敏統

干潟生態系の環境影響評価に関する技術懇談会委員 野原精一

内閣府

環境分野推進戦略プロ ジェ ク ト チームへの参画 森口祐一

油流出事故発生時における関係省庁等分析評価検討会 牧秀明

大臣官房遺棄化学兵器処理

担当室

平成 17 年度環境対策 ・ 分析剤検討チームへの参加 白石寛明

　 原子力安全委員会事務局 原子力安全委員会専門員 大迫政浩

　 日本学術会議事務局 運営審議会 小林隆弘

連携会員 大塚柳太郎， 原沢英夫

小林隆弘， 高村典子

総務省

総合通信基盤局 成層圏プ ラ ッ ト フ ォーム研究開発に関する懇談会 西岡秀三

行政評価局 リ サイ クル対策に関する政策評価に係る研究会への職員等の出席 田崎智宏

文部科学省

科学技術 ・ 学術政策局研究

開発局

科学技術 ・ 学術審議会研究計画 ・ 評価分科会臨時委員会 西岡秀三

科学技術 ・ 学術審議会臨時委員 横内陽子， 笹野泰弘， 原沢英夫
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宇宙開発委員会特別委員 井上元

南極地域観測統合推進本部 「観測事業計画検討委員会」 横内陽子

国立大学法人評価委員会専門委員 西岡秀三

遺伝子組換法関連学識経験者登録 椿宜高

高等教育局 大学設置 ・ 学校法人審議会専門委員 甲斐沼美紀子

　 科学技術政策 科学技術政策研究所客員研究官 新田裕史

　 研究所

（客員研究官） 文部科学省科学技術政策研究所 日引聡， 川本克也， 植弘崇嗣

専門調査員 小林隆弘

国立極地研究所 南極観測審議委員会 横内陽子

国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 ・ 萌芽研究への研究

協力 「氷床コ アによ る氷期サイ クルの気候 ・ 環境変動の研究」

柴田康行

国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 ・ 萌芽研究への研究

協力 「南極大型大気レーダの開発と これを用いた極域大気科学の

可能性」

菅田誠治

国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 ・ 萌芽研究への研究

協力 「極域大気 ・ 海洋 ・ 雪氷圏における物質循環の解明」

町田敏暢

国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 「極域大気 ・ 海洋 ・

雪氷圏における物質循環の解明」

横内陽子

国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 「時系列観測によ る

南極海の生物生産過程と地球温暖化ガス生成過程の研究」

横内陽子

陸域生態系モデルパラ メ タ リ ゼーシ ョ ン研究運営委員会委員 井上元

科学技術振興調整費評価 ＷＧ 委員 松永恒雄

科学技術連携施策群水素利用／燃料電池タ ス ク フ ォース （2） に

係る委員

藤野純一

「魅力あ る大学院教育」 イ ニシアテ ィ ブ委員会分野別審査部会専

門委員 （書面審査員）

甲斐沼美紀子

Ｇ Ｂ Ｉ Ｆ 日本ノード委員会委員 志村純子

Ｎ Ｂ Ｒ Ｐ －情報－運営委員会委員 渡邉信

Spring-8 戦略活用プロ グ ラ ム課題選定委員会戦略活用学術利用分

科会レ フ ェ リ ー

刀正行

科学技術連携施策群審査 ＷＧ 委員 甲斐沼美紀子

航空機によ る大気組成観測推進委員会 井上元， 町田敏暢

国土交通省

総合施策局 建設汚泥再生利用指針検討委員会委員 大迫政浩

東北地方整備局 東北地方整備局 「ダ イオキシン類精度管理委員会」 委員 鈴木規之

都市計画道路潮来鉾田線事業に係る環境影響評価技術検討委員

会委員

若松伸司

関東地方整備局ダ イオキシン類精度管理委員会委員 橋本俊次

都市計画道路潮来鉾田線事業に係わ る環境影響評価技術検討委

員会

兜眞徳

揮発性物質放出規制港湾の指定にかかる基準検討委員会 若松伸司

ダ イオキシン類精度管理委員会委員 鈴木規之， 櫻井健郎， 橋本俊次

社会資本整備分野における グ リ ーン経営制度検討委員会委員 藤田壮

底質ダ イオキシン類簡易分析法検討会 伊藤裕康

農林水産省

農林水産技術会議事務局 生物多様性影響評価検討会への参画 岩崎一弘

化学物質魚介類汚染調査検討会委員会 白石寛明

ダ イオキシン類蓄積機構解明、 削減方策検討調査検討委員会委員 白石寛明

平成 17 年度有明海等環境情報・研究ネ ッ ト ワーク総合推進委員会 木幡邦男

経済産業省

産業技術環境局 日本工業標準調査会臨時委員 飯島孝

産業構造審議会臨時委員 甲斐沼美紀子

製造産業局 化学物質審議会臨時委員 白石寛明

電磁界情報調査委員会 兜眞徳

Ｉ Ｓ Ｏ/Ｔ Ｃ ２ ０ ７ /ＷＧ ５ （気候変動） 対応国内委員会 森保文
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「バッ ク キ ャ ステ ィ ング研究会」 委員 森口祐一

閉鎖性海域の汚濁 メ カニズム検討対策調査委員会委員 今井章雄

使用済自動車解体工程から発生する副産物の ３ Ｒ システム構築

委員依嘱

田崎智宏

家電 リ サイ クル法の効果分析研究会委員 田崎智宏

予防的アプローチに関する研究会」 委員 兜眞徳

エコ タ ウ ン事業 （ハード補助事業） の評価研究委員 藤田壮

厚生労働省

厚生科学審議会専門委員 渡邉信， 岩崎一弘

労働基準局 がん原性試験指示検討委員候補者の委嘱 後藤純雄

変異原性試験等結果検討委員候補者 後藤純雄

安衛法 Ｇ Ｌ Ｐ 査察専門家 後藤純雄

安衛法 Ｇ Ｌ Ｐ 評価委員会 後藤純雄

医薬食品局 薬事 ・ 食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

薬事 ・ 食品衛生審議会臨時委員 渡邉信

健康影響評価のためのタ ス ク フ ォースへの委員 菅谷芳雄

職場における化学物質の リ ス ク評価委員会委員 菅谷芳雄

　 国立保健医療科学院 研究評価委員会 兜眞徳

　 国立社会保障 ・

　 人口問題研究所

国立社会保障 ・ 人口問題研究所評議員 大塚柳太郎

気象庁

気象庁 気候問題懇談会委員会 井上元

国立大学法人

北海道大学大学院 非常勤講師 ( 環境循環システム特別講義 ) 森口祐一

非常勤講師 「地球温暖化対策特別講義」 山形与志樹

東北大学大学院 非常勤講師 （地球環境変動学） 笹野泰弘

非常勤講師 （太陽地球環境学） 中島英彰

東北大学 東北大学教授 （大学院理化学研究科） 柴田康行

東北大学大学院 科学研究補助金の物品調達契約に関する検査事務 町田敏暢

新潟大学大学院 非常勤講師 ( 先端化学特別講義Ⅱ ) 今村隆史

長岡技術科大学 非常勤講師 （エネルギー環境工学） 珠坪一晃

福島大学 客員教授 （阿武隈流域水循環健全化に関する研究） 稲森悠平

金沢大学 非常勤講師 ( 海洋学 ) 原島省

茨城大学 非常勤講師 ( 保全生物学 ) 五箇公一

埼玉大学 非常勤講師 ( 環境アセス メ ン ト 、 現代工業化学論 ) 水落元之

筑波大学 非常勤講師 （専門基礎科目文化人類学 ) 今井秀樹

非常勤講師 （生物に学ぶ－多様性な生き物の生存戦略－） 青野光子

非常勤講師 （発生工学） 桑名貴

客員教員 （都市 ・ 環境システム） 兜眞徳， 松永恒雄

客員教員 （環境保健学特論、 道演習） 小林隆弘

客員教員 （地域環境保健学） 高野裕久， 野原惠子， 今井秀樹

客員教員 （環境保健学演習） 持立克身

客員教員 （地域大気汚染学） 若松伸司， 畠山史郎， 菅田誠治

客員教員 （水圏環境生物学特論） 笠井文絵

客員教員 （水圏環境生物学特講） 河地正伸

客員教員 （生物環境修復学特論） 中嶋信美

学位論文審査委員会委員 青柳みど り ， 岩崎一弘

筑波大学比較市民社会 ・ 国家 ・ 文化特別プロ ジェ ク ト 研究組織客

員研究員

亀山康子

筑波大学大学院 非常勤講師 （生態系利用工学 ) 稲森悠平

非常勤講師 （構造エネルギー工学特別講義Ⅰ （ １ ）） 小熊宏之

連携助教授 （地球環境保健学） 井上健一郎

千葉大学 非常勤講師 ( 公衆衛生学 ) 平野靖史郎， 今井秀樹，

青木康展

非常勤講師 ( 地球環境の行方を探る ) 五箇公一

非常勤講師 （大気科学） 畠山史郎， 永島達也

非常勤講師 （基礎保健学Ⅲ） 田村憲治
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　 千葉大学真菌医学研究　 セン ター 運営協議会委員 渡邉信

千葉大学大学院 非常勤講師 ( 環境分析化学 ) 高松武次郎

客員助教授 ( 緑地環境システム工学講座 ) 一ノ瀬俊明

非常勤講師 （環境生体制御学特論） 平野靖史郎， 青木康展，

大迫誠一郎

非常勤講師 （環境生体制御学） 塚原伸治

東京大学 非常勤講師 ( 環境保健学 ) 新田裕史

非常勤講師 （応用プロ ジェ ク ト ） 山形与志樹

兼任教員 （健康 ・ 環境医工学部門） 大迫誠一郎

兼任教員 （生圏システム学総論） 椿宜高

　 東京大学気候システム研究セン ター “共生プ ロ ジ ェ ク ト 第 １ 課題 「高分解能大気海洋モデルを用いた

地球温暖化予測に関する研究」 運営委員会” 委員

中根英昭， 野沢徹， 江守正多

東京大学生産技術研究所 陸域生態系モデルパラ メ タ リ ゼーシ ョ ン研究運営委員会委員 井上元

東京大学大学院 非常勤講師 ( 環境システム学総論Ⅱ ) 堀口敏宏

非常勤講師 ( 生物無機化学 ) 堀口敏宏

博士学位論文審査委員会委員 畠山史郎， 中嶋信美

平成 17 年度技術テーマ別研究 「人工湧昇流 CO2 吸収モデル」 研

究会委員

藤井実

東京大学気候システム研究セン ター研究協議会委員 中根英昭

東京農工大学 非常勤講師 （公衆衛生学Ⅰ） 鈴木明

射撃場に係る鉛汚染対策検討会委員 高松武次郎

東京工業大学 連携助教授 ( 環境理工学創造専攻社会環境講座 ) 村田智吉， 大迫政浩

連携助教授 （社会理工学） 日引聡， 増井利彦

非常勤講師 （環境モニタ リ ング と 情報化 ２ ） 横田達也

非常勤講師 （環境経済 ・ 政策論Ⅱ） 久保田泉

非常勤講師 （環境数値シ ミ ュ レーシ ョ ン ２ ） 永島達也， 大原利眞

　 東京工業大学原子炉工学研究所 客員教授 井上元

東京医科歯科大学 非常勤講師 （衛生学） 青木康展

東京海洋大学 非常勤講師 ( 海洋政策文化特別講義Ⅰ ) 多田満

　 静岡大学電子工学研究所 客員教授 （環境応用微小電子源の研究） 久米博

静岡大学大学院 学位論文審査委員会委員 大原利眞

山梨大学 非常勤講師 （環境学特論Ⅰ） 刀正行

　 信州大学山地水環境教育研究セン ター 客員教授 ( 有害化学物質の生態影響に関する共同研究及び研究指導 ) 白石寛明

名古屋大学大学院 非常勤講師 ( 環境 リ ス ク論 ) 兜眞徳

非常勤講師 ( 地球環境システム講義 ４ ) 高松武次郎

非常勤講師 ( 生物機構 ・ 機能科学特別講義 ) 玉置雅紀

非常勤講師 （環境問題への挑戦Ⅱ） 増井利彦

　 名古屋大学太陽地球環境研究所 運営委員会 中根英昭

北陸先端科学技術大学院 客員教授 （知識科学研究科） 甲斐沼美紀子， 須賀伸介，

藤野純一

三重大学 非常勤講師 ( 環境管理と科学技術 ) 村野健太郎

京都教育大学 非常勤講師 ( 地域環境学特講 ) 今井秀樹

京都大学大学院 科学研究費補助金によ る研究に関する 「イ ン ター リ ングケージ研

究会」

久保田泉

　 京都大学防災研究所 非常勤講師 ( 附属水資源研究セン ター客員助教授 ) 野沢徹

京都大学防災研究所附属水資源環境研究セン ター運営協議会委員 野沢徹

　 京都大学生存圏研究所 生存圏データベース全国 ・ 国際共同利用専門委員会 中島英彰

大阪大学 非常勤講師 ( 環境経済学 ) 増井利彦

大阪大学大学院 「実践力向上の メ ン ター制と Ｐ Ｂ リ ーダー養成」 プロ グ ラ ムにお

け る メ ン ター

森口祐一

神戸大学 非常勤講師 （自然環境科学特論Ⅱ） 中島英彰

広島大学 非常勤講師 ( 地球環境問題－ ２ １ 世紀の視点から－ ) 井上元

　 広島大学大学院 ２ １ 世紀 Ｃ Ｏ Ｅ プロ グ ラ ム 「社会的環境管理能力の形成と 国際

協力拠点」 共同研究者

村川昌道， 奥田敏統， 松村隆

　 島根大学汽水域研究セン ター 島根大学汽水域研究セン ター協力研究員 矢部徹， 松永恒雄

　 愛媛大学沿岸環境科学研究セン ター 客員研究員 柴田康行， 刀正行， 堀口敏宏

原島省， 中村泰男
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九州大学 非常勤講師 （科学で見たアジアの大気環境） 村野健太郎

長崎大学 非常勤講師 ( 環境科学特別講義 Ｂ) 堀口敏宏

熊本大学 非常勤講師 ( 生命環境情報科学 ) 桑名貴

県立大学 ・ 都立大学

福島県立医科大学 客員講師 ( 医学部 ) 兜眞徳

東京都立大学 非常勤講師 ( 生態学特論 ) 竹中明夫

茨城県立農業大学 非常勤講師 （官許保全と農業） 藤沼康実

茨城県立農業大学 非常勤講師 （官許保全と農業） 藤沼康実

京都府立医科大学 客員講師 ( 生体機能制御学 ) 高野裕久

大阪府立大学 非常勤講師 （環境汚染論） 藤沼康実

県立広島女子大学 非常勤講師 ( 環境動態学特論 ) 野馬幸生

地方公共団体

北海道 廃棄物処理施設専門委員会特別委員 野馬幸生

ダ イオキシン類精度管理検討会委員 櫻井健郎

青森県 県境不法投棄現場原状回復推進協議会委員 川本克也

県境不法投棄現場状回復対策推進協議会委員会 川本克也

気圏環境動態調査検討委員会委員 向井人史

山形県 山形県ポ リ 塩化ビフ ェニル廃棄物処理施設設置等検討委員会委員 貴田晶子

山形県産業廃棄物処理施設審査会委員 貴田晶子

富山県 富山県富岩運河等ダ イオキシン類対策検討委員会委員 井上雄三

総合計画課題別研究会委員 原沢英夫

富山湾共同環境調査検討会委員 木幡邦男

客員研究員 「ラ イ ダーによ る大気観測技術について」 指導 杉本伸夫

宮城県 村田町竹の内畜産業廃棄物最終処分場支障除去対策基本設計実

施に伴 う 専門委員

井上雄三

山梨県 山梨県環境保全審議会 （廃棄物部会） 専門委員 山田正人

福島県 鶴江川環境対策委員会 宮下衛

福島県環境影響評価審査会 上野隆平

福島県環境審議会委員会 稲森悠平

　 大町市 大町市ラ イチ ョ ウ保護事業計画策定委員会 桑名貴

茨城県 茨城県環境審議会 高村典子， 若松伸司， 井上元

平成 17 年度茨城県環境ア ド バイザー 稲森悠平， 藤巻秀和， 井上元

茨城県科学技術振興会議開催への協力 大塚柳太郎

茨城県 リ サイ クル建設資材評価認定委員会 後藤純雄

茨城県環境審議会 「茨城県地球温暖化防止行動計画改定小委員

会」 委員

橋本征二， 井上元

つ く ばサイエン ス ツアー推進懇談会委員 大塚柳太郎

茨城プロデュース事業に係る茨城プロデュースア ド バイザー 青木陽二

茨城県環境影響評価審査会委員 若松伸司， 兜眞徳，

甲斐沼美紀子

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 若松伸司， 兜眞徳

第 4 回いばら き霞ヶ浦賞選考委員会委員 今井章雄

いばら きゼロ ・ エ ミ ッ シ ョ ン政策提言懸賞論文審査委員会委員 野馬幸生

いばら き研究開発推進委員会 大塚柳太郎

つ く ば国際会議指定管理者選定委員会委員 大塚柳太郎

茨城県 リ サイ クル製品認定審査会委員 貴田晶子

茨城県自然環境保全審議会 高村典子

　 茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター 茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター業務評価委員会委員 若松伸司

客員研究員 （霞ヶ浦環境科学セン ター） 村上正吾

　 つ く ば市 つ く ば市総合計画審議会委員 大塚柳太郎

つ く ば市一般廃棄物減量等推進審議会 井上雄三

つ く ば市生活安全推進協議会委員会 植弘崇嗣

つ く ば市下水道審議会委員 木幡邦男

つ く ば市環境審議会委員 植弘崇嗣

　 水戸市 水戸市水源水質改善委員会 板山朋聡

　 土浦市 土浦市環境審議会委員会 稲森悠平

　 牛久市 牛久市廃棄物減量等推進審議会審議員 平井康宏
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　 龍ヶ崎市 龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会委員 田崎智宏

龍ヶ崎市環境審議会委員 須賀伸介

　 二宮町 最終処分地下水に関する調査検討委員会委員 山田正人

埼玉県 光化学オキシダン ト 対策専門委員 若松伸司

埼玉県資源循環推進委員会委員 山田正人

埼玉県廃棄物処理施設専門委員会 井上雄三

　 埼玉県環境科学国際セン ター 埼玉県技術実証委員会委員 水落元之

　 越谷市 越谷市環境審議会委員会 青木康展

千葉県 国道 ４ ６ ４ 号北千葉道路建設事業の環境影響評価に係る環境保

全措置に関する ヨ シ源設置に関する技術検討会のア ド バイザー

永田尚志

印旛沼水質改善技術検討会委員 高村典子

千葉県環境審議会委員 川本克也

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会 川本克也， 上原清

千葉県試験研究機関評価委員会環境研究セン ター課題評価専門部会 若松伸司

平成 17 年度包括的化学物質対策検討会委員 白石寛明

　 千葉市 千葉市環境審議会環境保全推進計画部会シアン対策専門委員会 川本克也

千葉市一般廃棄物 （ごみ） 処理基本計画研究会委員 藤田壮

　 柏市 柏市第二清掃工場環境アセス メ ン ト 委員会 伊藤裕康

柏市環境審議会 青柳みど り

柏市第二清掃工場委員会 米元純三

　 流山市 流山市廃棄物対策審議会委員 中島大介

東京都 東京都環境審議会 原沢英夫， 森口祐一

お台場海浜公園におけ る海域浄化実験評価委員会 稲森悠平

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員会 新田裕史

　 東京都環境科学研究所 東京都環境科学研究所運営委員会外部評価部会委員 松村隆， 村川昌道， 井上雄三

　 台東区 台東区地球温暖化対策地域推進計画策定懇談会委員 青柳みど り

　 世田谷区 世田谷区清掃 ・ リ サイ クル審議会委員 山田正人

　 板橋区 東京都板橋区資源環境審議会委員会 山田正人

神奈川県 神奈川県自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策

定協議会専門委員会

森口祐一

神奈川県科学技術会議研究推進委員会 川本克也

神奈川県環境影響評価審査会委員会 若松伸司

　 神奈川県環境科学セン ター 神奈川県環境科学セン ター研究推進委員会委員 原沢英夫

　 横浜市 戸塚区信濃町最終処分場技術検討委員会委員 野馬幸生

横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会 川本克也

　 鎌倉市 鎌倉市廃棄物減量化及び資源化推進員議会 亀山康子

鎌倉市まちづ く り 審議会委員 亀山康子

　 川崎市 アジア ・ 太平洋エコ ビジネス フ ォーラ ムのア ド バイ ス依頼 藤田壮

川崎市環境審議会 大迫政浩

川崎市環境保全審議会 若松伸司

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員会 川本克也， 大迫政浩

川崎市環境影響評価評価審議会 川本克也

　 富山県環境科学セン ター 研究課題評価外部委員会 西川雅高

　 山梨県環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会 西岡秀三

福井県 敦賀市民間最終処分場環境保全対策協議会委員 井上雄三

静岡県 浜名湖浄化技術研究会のア ド バイザー会員 木幡邦男

　 岐阜市 岐阜市産業廃棄物不法投棄対策検討委員会 井上雄三

三重県 三重県藻場 （アマモ場） 造成事業化推進検討委員会委員 木幡邦男， 野原精一

地域産業 ク ラ ス タ ー形成に よ る 石油化学 コ ン ビナーﾄ再生ア ク

シ ョ ンプロ グ ラ ム検討委員会委員

藤田壮

三重県干潟等漁業環境改善検討委員会委員 野原精一， 木幡邦男

滋賀県 国際湿地再生シンポジウ ム ２ ０ ０ ６ 実行委員会委員 大塚柳太郎， 高村典子

生態学琵琶湖賞選考委員会 渡邉信

山口県 化学物質簡易モニ タ リ ング技術実証委員会 鑪迫典久

　 大牟田市 大牟田 Ｒ Ｄ Ｆ 貯蔵槽安全対策の有効性実機検証試験評価委員会 川本克也

独立行政法人

（独） 宇宙航空開発研究機構 Ｓ Ｅ Ｌ Ｅ Ｎ Ｅ プロ ジェ ク ト 共同研究員 松永恒雄
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（独） 科学技術振興機構 研究開発セン ター特任フ ェ ロー 渡邉信

Ｇ Ｂ Ｉ Ｆ 技術専門委員会委員 清水英幸， 渡邉信

科学技術振興調整費評価 ＷＧ 委員 松永恒雄， 森口祐一

科学技術連携施策群水素利用／燃料電池タ ス ク フ ォース （2） に

係る委員

藤野純一

（独） 海洋研究開発機構 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター評価委員会 西岡秀三， 井上元

地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ターグループ リ ーダー 江守正多

地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ターサブ リ ーダー 大原利眞， Shamil Maksyutov

「みらい」 運用検討委員会委員 木幡邦男

人 ・ 自然 ・ 地球共生プロ ジェ ク ト 課題 ２ 運営委員会 井上元

地球環境観測研究セン ター評価委員会 西岡秀三

機関評価会議委員会 西岡秀三

（独） 環境再生保全機構 「窒素酸化物及び粒子状物質等に係る排出ガス診断装置の実用性

に関する調査」 検討委員

小林伸治， 近藤美則

大気汚染の影響に よ る健康被害の予防に関する調査研究評価委

員会 「環境改善調査研究評価委員会」

若松伸司

（独） 交通安全環境研究所 ナ ノ粒子検討委員会委員 小林伸治

（独） 国際協力機構 環境管理分野課題別支援委員会 （大気汚染対策 ・ 環境センター分野） 若松伸司

中華人民共和国太湖水環境修復モデルプ ロ ジ ェ ク ト 浄化槽性能

評価措置の供与に係る ア ド バイザ リ ー委員会委員

稲森悠平

イ ン ド ネシア地方環境管理シ ス テム強化プ ロ ジ ェ ク ト に係る国

内委員会委員

大坪國順

日中友好環境保全セン タープロ ジェ ク ト ( フ ェーズⅢ ) に係る国

内委員会

伊藤裕康

平成 17 年度 「東アジア酸性雨モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク研修」

コースに係る研修指導者

村野健太郎

（独） 産業技術総合研究所 Ｌ Ｃ Ａ ケース ス タデ ィ 推進委員会委員 森口祐一

標準物質 ト レーサビ リ テ ィ 認証委員会委員 西川雅高

ナ ノ テ ク ノ ロ ジー標準化国内審議委員会委員 平野靖史郎

客員研究員 （次期地球観測衛星計画等調査研究） 松永恒雄

国際計量研究連絡委員会物質量標準分科会委員会 西川雅高

（独） 新エネルギー ・ 産業技

術総合開発機構

Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 技術委員 （二酸化炭素固定 ・ 有効利用技術） 亀山康子

Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 技術委員会 大迫政浩

Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ プロ ジェ ク ト 「生分解・処理 メ カニズムの解析と 制御技

術の開発 メ タ ン発酵プロセスの高効率化、 安定化に必要な技術の

開発酸発酵過程の高度制御によ る有機性汚濁物質の分解浄化 ・ メ

タ ン発酵システムの高効率化技術の開発」 ア ド バイザー

珠坪一晃

「微生物によ る竜王酸化還元サ イ クル機能を活性化し た次世代の

水資源循環技術の開発（Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 新規省エネ廃水処理プロ ジェ ク

ト ） 先導調査」 委員

珠坪一晃

（独） 森林総合研究所 交付金プロ ジェ ク ト 「衛星データ を用いた熱帯地域の森林の推移

に関するマ ッ ピング技術の開発」 評価会評価委員会

奥田敏統

（独） 森林総合研究所研究分野評価会議評価委員会 奥田敏統， 椿宜高

（独） 製品評価技術基盤機構 化学物質の リ ス ク 評価及び リ ス ク 評価手法の開発に係る研究開

発委員会委員

森口祐一

標準物質情報委員会委員 西川雅高

石油の国際輸送におけ る海洋汚染対策分科会委員 牧秀明

計量法に基づ く 校正事業者登録制度 （ Ｊ Ｃ Ｓ Ｓ ） 等に係る技術委

員会

西川雅高

バイオテ ク ノ ロ ジー委員会委員 渡邉信

ビ ス フ ェ ノール Ａ リ ス ク評価管理研究委員会 山田正人

（独） 日本学術振興会 「産業協力総合研究連絡会議」 委員 大塚柳太郎

「魅力あ る大学院教育」 イ ニシアテ ィ ブ委員会分野別審査部会専

門委員 （書面審査員）

甲斐沼美紀子

熱帯生物資源研究基金運営委員会委員 大塚柳太郎

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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科学研究費委員会専門委員 大塚柳太郎， 刀正行，原島省，

野原精一， 椿宜高， 稲森悠平，

青木康展， 青柳みど り

特別研究員等審査専門委員会 椿宜高， 竹中明夫

科学技術研究費委員会専門委員会 青柳みど り ， 小林隆弘，

野尻幸宏， 青木康展， 稲森悠平

（独） 農業生物資源研究所 農業生物資源ジーバン ク事業評価委員 渡邉信

（独） 放射線医学総合研究所 重粒子医科学セン ター画像診断研究ネ ッ ト ワー ク 会議核磁気共

鳴医学研究班員

三森文行

（独） 防災科学技術研究所 客員研究員 （平成 17 年度防災科学技術研究所） 江守正多

平成 17 年度防災科学技術研究所客員研究員 東博紀

（独） 理化学研究所 遺伝子組み換え実験安全委員会委員 笠井文絵

理化学研究所バイオ リ ソースセン ター リ ソース検討委員会委員 渡邉信

（独） 農業環境技術研究所 評議会委員 （平成 17 年度独立行政法人農業環境技術研究所評議会） 大塚柳太郎

（独） 緑資源機構 自立支援型黄砂発生源対策調査に係る検討委員会委員 西川雅高

（独） 医薬品医療機器総合機構 専門委員会 岩崎一弘

（独） 日本原子力研究開発機構 博士研究員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

原子力基礎工学分野におけ る研究開発課題の評価及び研究開発

事項に関する討議委員

柴田康行

私立大学

東京家政学院筑波女子大学 非常勤講師 ( 地球環境問題Ⅰ， Ⅱ ) 村野健太郎

自治医科大学 非常勤講師 ( 環境医学 ) ・ 共同研究 平野靖史郎

東邦大学 非常勤講師 ( 生物分子科学特論Ⅱ ) 岩崎一弘

上智大学 非常勤講師 （地球環境学Ⅱ） 日引聡

　 東海大学情報技術セン ター 「雲・放射 ミ ッ シ ョ ン （EarthCARE/CPR) ユーザー要求条件書の検

討」 委員会委員

杉本伸夫

東京理科大学 非常勤講師 ( エネルギー環境工学 ) 藤野純一

日本女子大学 非常勤講師 ( 生活 ・ 環境 ) 刀正行

立教大学 兼任講師 ( 環境のデータ分析 ) 青柳みど り

兼任講師 ( 人類の科学 １ ） 米田穣

早稲田大学 非常勤講師 （環境化学工学） 稲森悠平

非常勤講師 （人間科学 「地球環境」） 伊藤智彦

関東学院大学 非常勤講師 ( 環境衛生工学、 廃棄物工学、 環境衛生工学特論、 都

市衛生工学特殊講義、 大気と 環境 )

川本克也

金沢医科大学 非常勤講師 （眼科学） 小野雅司

日本大学 非常勤講師 （都市固形廃棄物） 井上雄三

日本大学大学院 非常勤講師 （環境化学特講） 刀正行

非常勤講師 （地球環境論Ⅱ） 大坪國順

法政大学 非常勤講師 ( 都市環境論 ) 山田正人

立正大学 非常勤講師 （土壌環境学） 広木幹也

お茶の水女子大学 学位論文審査委員会委員 野馬幸生

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構総合地球

環境学研究所

共同研究員 （平成 17 年度総合地球環境学研究所） 杉本伸夫， 松井一郎， 日暮明子

共同研究員 （平成 17 年度総合地球環境学研究所） 高見昭憲， 江守正多， 大原利眞

共同研究員 （平成 17 年度総合地球環境学研究所） 一ノ瀬俊明

平成 17 年度総合地球環境学研究所共同研究員 村野健太郎

人間文化研究機構連携研究委員会委員 大塚柳太郎

総合地球環境学研究所研究プロ ジェ ク ト 評価委員会委員 大塚柳太郎

平成 17 年度総合地球環境学研究所共同研究員 西川雅高， 板山朋聡， 米田穣

自然科学研究機構国立天文台 自然科学研究機構国立天文台理科年表編集委員会委員 原沢英夫

情報 ・ システム研究機構

国立遺伝学研究所

生物遺伝資源委員会委員 渡邉信

Ｇ Ｂ Ｉ Ｆ 日本ノード委員会委員 志村純子

Ｎ Ｂ Ｒ Ｐ －情報－運営委員会委員 渡邉信

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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（ ３ ） 研究所来訪者
年月日 事 　 　 　 　 　 項

17. 4.26 （社）海外環境協力ｾﾝﾀｰ

   5.19 安城市立安城北中学校

5.20 東京農業大学農学部畜産学科野生動物学研究室

5.25 大阪市立東高等学校

 5.26 東邦大学理学部生命圏環境科学科

 5.30 JICA 研修 「ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術 （Ⅲ） ｺｰｽ」

 6.01 東京大学大学院農学生命科学研究科

  6.08 環境省環境調査研修所研修生

6.09 OECD ・ RT 議長

6.09 埼玉県越谷市市民

6.10 庄和町町民大学

  6.16 JICA 環境負荷物質の分析技術及びﾘｽｸ評価

  6.29 環境省独立行政法人評価委員会

  6.29 茨城県立並木高等学校

6.29 筑波大学環境科学実習

7.01 群馬県立高崎高等学校

7.11 JICA 自動車に関わる環境問題改善技術施策

7.13 JICA 化学産業における環境管理技術研修

 7.13 JICA 研修生

7.26 サイエン スキ ャ ンプ

7.26 長崎県立長崎北陽台高等学校

7.28 福岡県立八幡高等学校

8.03 茨城県 ミ ニ博士

   8.03 JICA 地球地図作成ｺｰｽ

8.03 香川県高松第一高等学校

8.03 広島県立福山誠之館高等学校

8.03 東北大学大学院環境科学研究科 ・ 地球開発環境

　 学研究室

8.04 福岡県立修猷館高等学校

8.08 中国宝山鋼鉄有限公司

   8.11 明日の茨城を考え る女性フ ォーラ ム生活 ・ 環境

　 部会

8.19 黄砂ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ専門家ﾈｯﾄﾜｰｸ会合

8.24 埼玉県環境計量協議会

8.25 （株） ツ イ ンズジ ャパン

8.31 山形県南陽市立宮内中学校

9.01 近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ （株） ・ つ く ばｻｲｴﾝｽﾂｱｰｵﾌｨｽ

9.06 神戸大学発達科学部人間環境論ｺｰｽ

 9.08 中国青年団 （茨城県庁招へい）

9.08 東京農工大学農学部環境資源科学科

9.13 国立環境研究所友の会

9.13 茨城県行政書士会 　 水戸支部

9.15 敬愛大学国際学部 ３ 年ｾﾞﾐﾅｰﾙ

9.16 衆議院調査局環境調査室長ほか

9.22 ひたちなか市消費者生活ｾﾝﾀｰ

9.27 福岡県立鞍手高等学校

9.28 JICA ﾀｲ環境保全ｸﾞﾙｰﾌﾟ

10.03 JICA 閉鎖性海域の水環境管理技術Ⅱｺｰｽ

17

1

年

―  
. 10.03 JICA 生活排水対策

10.12 南ｱﾌﾘｶ環境副大臣ほか

10.13 島根県立松江南高等学校

10.14 （社） 真岡工業団地総合管理協会

10.15 教員研修

10.18 JICA-KOICA 共同研修

10.19 衆議院環境委員会

10.21 （社） 日本冷凍空調学会

10.21 ブループラ ネ ッ ト 受賞者

 10.24 JICA 建設事業における環境保全対策ｺｰｽ

10.26 鳥取県立鳥取東高等学校 　

10.27 JICA 水環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

 10.27 茨城県立土浦第一高等学校

10.28 UNCRD-JICA 研修

11.02 英国科学技術庁次官

11.02 （社）日本電気協会 関東電気協会　 （社）電気倶楽部

 11.09 山形県立米沢興譲館高等学校

  11.10 習志野市 ・ 八千代市環境保全連絡会議

  11.14 JICA 草の根技術協力事業

11.16 東京大学工学部応用化学科

11.16 滋賀県議会

 11.17 小田原地区ビル管理協議会

11.17 （社） 土壌環境ｾﾝﾀｰ

 11.18 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ・ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ地方自治体職員

 11.21 東村山環境衛生協会

  11.22 （社） 茨城県経営者協会

11.25 衆議院環境委員会議員ほか

 11.29 つ く ば市立真瀬小学校

12.01 JICA ﾀﾝｻﾞﾆｱ研修団

12.05 JICA 東ｱｼﾞｱ酸性雨ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ研修

12.08 長崎県立長崎西高等学校

12.09 和歌山県立桐蔭高等学校

12.12 東北ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ ・ ｺｽﾓｽ構想推進岩手県協議会

12.13 環境省環境実務研修生部局別研修 （総合環境政

　 策局）

12.13 環境を創る日立市民会議

12.16 江田康幸環境副大臣

8. 1.16 韓国ｳｨﾝﾀｰｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ

1.17 東京大学新領域創世科学研究科環境ｼｽﾃﾑｺｰｽ

1.23 JICA 集団研修 「地球温暖化対策」

1.24 JICA 中央ｱｼﾞｱ水質ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｺｰｽ

1.25 国立環境研究所友の会

1.26 日本検査機器工業会

1.30 慶應義塾大学環境情報学部教授及び学生

2.09 JICA ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ統計ｺｰｽ

2.09 日立市宮田学区市民運動をすすめる会

2.14 JICA ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ CP 研修 ・ 大気汚染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ

2.16 JICA 統合的湖沼流域管理コース

月日 事 　 　 　 　 　 項
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18. 2.20 ナシ ョ ナルジェオグ ラ フ ィ ッ ク

2.28 中国北西部生態系保全ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ WS ﾒﾝﾊﾞｰ

3.06 財務省主計局

3.08 共産党国会議員秘書

3.09 ﾌﾟﾘﾓﾗﾂ･ｸﾛｱﾁｱ科学 ・ 教育･ｽﾎﾟｰﾂ大臣

3.16 ﾌﾗｳﾝﾎｰﾌｧｰ研究所職員及びﾎﾞｰﾄﾞﾒﾝﾊﾞｰ

年月日 事 　 　 　 　 　 項

1

年

―  
8. 3.16 環境省水 ・ 大気環境局総務課職員

3.17 JICA ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ型農業 ・ 農村環境ｼｽﾃﾑｺｰｽ

3.20 JICA 国土地理院 「国家測量技術管理ｺｰｽ」

3.27 ス ウ ェーデン ・ カ ロ リ ン ス カ研究所

3.30 オ ッ ク ス フ ォード大学教授

月日 事 　 　 　 　 　 項
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（視察 ・ 見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 10
件
8

件
2

件
58

件
9

件
77

件
41

件
118

11 7 4 58 16 85 50 135

12 5 2 55 9 71 53 124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104
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（ ４ ） 研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

2005. 4. 3 今さ ら聞けない＝二酸化炭素 　 なかった ら， 地球の気温マイナス １ ８ 度 朝日

4. 7 国立環境研究所 　 「地球と く ら し」 のシンポジウ ム 日刊工業新聞

4.19 海洋研究開発機構 　 北海道十勝沖 　 メ タ ン放出跡を発見 　 温暖化と の関係究明 日刊工業新聞

4.20 滋賀県 　 水域環境優秀研究者を表彰 日経テレ コ ン ２ １

 4.25 日本主導で ３ R 推進へ 　 ２ ８ 日か ら初の閣僚会合 毎日

 4.25 海洋研究開発機構 　 メ タ ンハイ ド レース層崩壊 ・ メ タ ン放出形跡を発見 化学工業日報

 4.28 「隣」 の外来生物 　 （ ５ ） ＝ク ワガタ ムシ 　 子供に人気， 大量輸入 朝日 （夕刊）

 4.29 政府が行動計画 　 廃棄物対策でアジア と 協力 日経

 4.30 生態系機能の ６ 割 「悪化」 　 世界の科学者参加 　 ２ ４ 項目を包括評価 読売 （夕刊）

 5. 2 環境省 　 幹線道路， 排ガス被害の実態は？ 　 児童 １ 万 ６ ０ ０ ０ 人健康調査 　 ぜんそ く など因果関係
解明へ

読売 （夕刊）

 5. 5 ニ ュースで知る経済 　 変わる温暖化防止 　 CO2 抑制 う ね り 広がる 　 米国 　 日本 　 欧州 　 中国 日経

 5.10 環境省と 国立環境研究所 　 ナ ノ テ ク会議開催 日刊工業新聞

 5.11 東大教授ら 　 アレルギー促す 「仕組み」 を解明 　 新治療法に期待 朝日

 5.11 国家戦略を考え る＝自覚なき無資源国家 （ １ ８ ） 　 環境， 省エネ日中共同で 読売

 5.13 中央環境審議会 　 長期目標 　 気温上昇 　 産業革命前比 ２ 度以下に 読売

 5.19 見えてき た環境新技術 （上） 　 電気自動車 　 電池が進歩， 速 く 遠 く へ 朝日 （夕刊）

 5.21 気象庁ホームページの紫外線予報って？ 　 強さ と 人体への影響を指標に 読売 （夕刊）

 5.23 第 １ ５ 回環境ホルモン学会講演会開催 化学工業日報

 5.23 中環審 　 温暖化防止長期目標 　 専門委が ２ 次報告 「 ２ 度抑制」 検討基準に 電気新聞

 5.24 国立環境研究所、 シンポジウ ム ２ ０ ０ ５ 開催 化学工業日報

5.25 国立環境研究所 　 ６ 月環境月間で無料シンポジウ ム開催 電気新聞

 5.28 「木曽川 う かい」 の犬山市 　 ウ ミ ウ人工繁殖へ 　 供給ピンチ教訓、 初の試み 中日新聞

 5.29 環境ルネサン ス＝中池見湿地ど う 保全 　 Ｌ Ｎ Ｇ 基地建設計画中止， 敦賀市に寄付 朝日

 6. 3 こだわ り の旅＝北海道 ・ ふる さ と 銀河鉄道 　 星に一番近い鉄路巡 り 　 来年 ４ 月廃線 「すて き な思い
出残し て」

産経

 6. 5 地球号は今 （ １ ０ ） ＝高山植物消失の危機 日経

 6. 6 東京 ・ 京都でシンポジウ ム 　 温室効果ガス ８ ０ ％源考え る 朝日

 6. 7 官民入札 「市場化テス ト 」 　 独立行政法人に導入 　 来年度か ら まず ２ ４ 候補民間開放促す 日経

 6. 8 温暖化深刻 　 酸性化する海水， 崩れる南極の棚氷 ・ ・ ・ 気温上昇 「 ２ 度以内」 に 読売

6.10 ダ イ キン工業の空気清浄技術 　 アレルギー症状悪化抑制に効果 朝日

6.10 ダ イ キン工業、 空気清浄機の搭載技術 　 「花粉症悪化の物質弱める」 産経

6.10 ダ イ キン工業 　 空気浄化技術搭載機種増す 　 放電でアレルギー抑制 毎日

6.10 ダ イ キン工業など実証　 ス ト リ ーマ放電に 「アジ ュバン ド効果」 抑制効果　 花粉症の悪化を防止 !? 日刊工業新聞

6.10 ダ イ キンのフ ラ ッ シュ ス ト リ ーマ技術 　 花粉症の抑制に効果 電波新聞

6.10 ダ イ キン工業が実証 　 全空調商品に技術展開 　 Ｄ Ｅ Ｐ によ る アジュバン ド効果 　 ス ト リ ーマ放電
が抑制

化学工業日報

6.10 ダ イ キン工業 　 プラ ズマ放電技術 　 アレルギー抑制実証 　 清浄機搭載機能で 電気新聞

6.10 ダ イ キン工業 　 吹き流し放電技術 　 アレルギー悪化抑制 　 排ガス Ｄ Ｅ Ｐ で実証 フジサンケイ ビジネスアイ

6.11 宇宙天気研究に頭脳結集 　 北海道 　 陸別町での会合に国内外か ら ２ ０ 人 北海道新聞

 6.19 地球号は今 （ １ ２ ） ＝稲作の メ タ ン量， 水が左右 日経

 6.20 Ｎ Ｉ Ｅ 特集 　 自然の力生命の力 （ ３ ） ＝外来生物の脅威 　 外来種の影響深刻 　 持ち込んだ人間に
責任

読売

6.20 国立環境研究所 　 施設が完成 　 デ ィ ーゼル排ガス中の微粒子 　 健康影響を動物実験 日経テレ コ ン ２ １

 6.23 政府， 秋に関連法案 　 １ 万人， 非公務員に 　 ４ ０ 独立行政法人対象 日経

 6.24 女性研究者 　 採用機会拡大目指す政府 　 数値目標設定や育林など整備急げ 読売

 6.30 「地球温暖化」 テーマに Ｇ ８ サ ミ ッ ト 　 「ポス ト 京都」 ど う する 　 Ｅ Ｕ 　 米国 　 日本 　 途上国 朝日

 6.30 中央環境審議会専門委文献レ ビ ュー 　 炭素 リ ーケージ 　 排出取引で緩和も 　 影響なお ５ － ２ 　 ％ 化学工業日報

6.30 精留塔＝環境問題 化学工業日報

 7. 3 地球号は今 （ １ ４ ） ＝マ ラ リ ア蚊， 温暖化で襲来 日経

7. 4 温室効果ガス削減 　 環境省が " 率先垂範 " ０ ６ 年度末めど ０ １ 年度比 ７ ％実行計画を策定 化学工業日報

 7. 7 輸入ク ワガタ危険 　 在来種に病気感染 　 環境省が規制も検討 毎日 （夕刊）

 7. 8 国立環境研究所調査 　 札幌の小学生， 那覇よ り 日焼け 　 紫外線 Ｂ， 外遊びの時間影響 朝日

7.13 国立環境研究所 　 ２ ３ 日施設公開 化学工業日報

7.13 国立環境研究所 　 ２ ３ 日に 「環境研」 イベン ト 開催 日刊工業新聞

7.15 国立環境研究所 　 夏の一般公開 　 ２ ３ 日、 入場無料 電気新聞

7.16 ダム建設魚種減らす 道内河川推計 1 割減 小型回遊魚影響大き く 　 茨城 ・ 国立環境研究所のチーム 北海道新聞

7.19 国立環境研究所 　 施設公開と 体験イベン ト 開催 日刊工業新聞

7.20 環境省 　 地球温暖化 　 国内の被害 　 対策費用を試算 　 健康 ・ 農業など ５ 分野 日経

7.21 北海道医療大など 　 デ ィ ーゼル車排ガス粒子 　 毒性物質の正体解明 北海道新聞

7.21 環境研など 　 デ ィ ーゼル粒子 　 毒性の正体解明 　 「ニ ト ロ フ ェ ノ ール類」 で血圧など影響 東京新聞
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2005.7.21 国立環境研など 　 デ ィ ーゼル粒子毒性物質を解明 日経

7.22 海洋機構など 　 地球温暖化で ８ ０ 年後予測 　 黒潮の流れ、 ３ ０ ％速ま る 日刊工業新聞

7.22 海洋研究開発機構 　 CO2、 ２ 倍な ら黒潮 ３ ０ ％加速 　 スパコ ン予測 　 稚魚、 沿岸に戻れない？ 産経

7.22 海洋研究開発機構予測 　 ８ ０ 年後の黒潮流域予測 　 温暖化でサンマ漁獲量減 日経テレ コ ン ２ １

7.23 進む地球温暖化 　 北大でシンポジウ ム 　 深刻な現状に警鐘 　 感染症の拡大を懸念 市民の取 り 組み
有効

北海道新聞

7.24 地球号は今 （ １ ７ ） ＝コ メ と サンマ自給できず？ 日経

7.25 地球温暖化進む と ・ ・ ・ 黒潮の流れ ３ ０ ％早 く 読売

7.25 海洋開発研究機構など地球シ ュ ミ レーター活用 　 高解像度モデルで予測 　 黒潮の流れ今世紀後半に
３ ％加速

化学工業日報

8. 1 国立環境研が 　 ０ ４ 年度版年報 　 重点研究課題など １ ０ 分野を報告 化学工業日報

8. 1 国立環境研が設置 　 　 沖縄にエア ロ ゾル層観測拠点 化学工業日報

8. 2 アスベス ト 禍 　 不作為の と がめ （下） ＝被害 「第二幕」 強ま る不安 日経

 8. 7 光化学スモ ッ グ発生しやすい時期 　 注意報出た ら外遊び× 　 気温高 く 風弱い日に発生 　 う がい ・ 洗
眼し安静に

朝日

8.11 竹の内産廃撤去見送 り 　 浅野史郎知事 「徹底的に説明」 住民か らは批判の声 河北新報

 8.13 カブ ト ムシ輸入が激増 　 「ムシキング」 人気引き金 　 5 年で 2000 → 56 万匹 　 生態系破壊の懸念も 日経 （夕）

8.14 外国産ク ワガタ 　 子供たち主役 ・ ・ ・ 「規制見送 り 」 昆虫ブーム無視出来ず 　 環境省 「捨てない
で ・ ・ ・ 」

産経

8.14 環境省 　 初の超長期ビジ ョ ン フジサンケイ ビジネスアイ

 8.15 検証アスベス ト 禍 　 全容把握は難し く まず建築年確認を 　 対策急ぐ産業界代替品を使い分け 日経

 8.16 エア ロ ゾル観測所 　 沖縄 ・ 辺戸岬に開設 　 国立環境研究所 朝日 （夕）

8.16 国立環境研究所 　 「巻貝の雄性化」 検証を 　 有機スズの内分泌か く 乱 　 生殖以上で仮説 化学工業日報

 8.18 25 億円投じ た茨城県開発の浄化槽 　 普及 2 年で 1 基 　 関係者 「何のための研究か」 毎日 （夕）

8.18 一年間に浴びる紫外線量 　 札幌市の子供、 那覇市上回る 　 夏、 長 く 外出 　 国立環境研究所 「防止工
夫策を」

北海道新聞

8.20 安心は取 り 戻せるか 　 村田 ・ 竹の内産廃恒久対策 （上） 県のあせ り 河北新報

 8.23 日本水大賞募集開始 　 「水の惑星」 永遠に 　 滋賀県琵琶湖 「 う おの会」 　 楽しみながら生態調査 読売

 8.24 つ く ばエ ク スプレ ス き ょ う 開業 　 “IT ・ 科学線” 目指せ 　 サイエン ス ツアー計画も 読売

 8.28 地球号は今 （22） 　 尾瀬の景観 　 一変の可能性 日経

8.30 国立環境研究所などが予測手法開発 　 世界各地の豪雨 　 温暖化で こ う なる 日経テレ コ ン ２ １

 8.30 地球温暖化原因 　 英国など豪雨増 　 日英共同研究 産経

 8.30 温暖化進むと 　 日本は集中豪雨 　 中国 ・ 米国渇水も 　 国立環境研究所が解析 読売

8.30 国立環境研究所が メ カニズム解明 　 地球温暖化で水蒸気増加 　 集中豪雨の原因に 日刊工業新聞

8.31 国立環境研究所 　 複数モデル解析し予測 　 地球温暖化 　 豪雨 リ ス ク 　 広範囲で高ま る 電気新聞

 9. 1 米バ ト ンルージ ュ 　 大型ハ リ ケーン 　 家族離ればなれ 　 避難所には金属探知機 毎日 （夕）

9. 3 米ハ リ ケーン 　 温暖化を考え る契機に 南日本新聞

 9. 3 国立環境研究所 　 温暖化で予測 　 豪雨の降水量、 英国などで贈 フジサンケイ ビジネスアイ

 9. 5 温暖化進んだ場合の 21 世紀末 　 日本の年間降水量 10% 増 　 国立環境研の研究で判明 毎日

 9. 7 アスベス ト によ る健康被害問題 　 大気中濃度の基準設けて 読売

 9. 8 温暖化 　 世界で豪雨招 く 毎日

 9. 9 世紀末は雨量増 　 年平均では 10% 　 国立環境研究所 朝日 （夕）

 9.11 地球号は今 （24） 　 熱帯低気圧， 温暖化で増大 日経

9.15 国連大学など ２ １ 日 　 POP ｓ 国際会議開催 化学工業日報

 9.16 排水浄化技術にナ ノ テ ク応用へ 　 神奈川科技アカデ ミ ー 日経

 9.18 地球号は今 （25） 　 摩周湖， 透明度低下の謎 日経

 9.18 野生動物専門医 　 増井さ んら認定 　 学会， 日本に初導入 朝日

 9.26 アジアの温暖化 　 監視体制を整備 　 環境省， 来年度から 日経

 9.26 黄砂の環境影響解明へ 　 含有シ リ カを定量測定 　 遠隔技術 　 輸送量など観測正確に 化学工業日報

10. 2 地球号は今 （27） 　 有害物質， 地球規模で汚染 日経

10. 3 塩事業セン ター 　「製造基準」 を年内へ策定へ　 ポジテ ィ ブ リ ス ト 対応にも 　 海水は環境 Ｇ Ｉ Ｓ を活用 食品新聞

10. 4 環境省 　 温暖化 　 「適応策」 を検討 　 経済への影響最小化探る 日刊工業新聞

10.22 「水生生物調査」 に転換期 　 イ ン ターネ ッ ト 導入で参加しやす く 　 水質判定に課題も 読売 （夕）

10.24 野生化危ぐ、 外国産カブ ト 、 ク ワガタ 　 輸入の規制か、 飼育モラルか 　 環境省は検討継続 中日新聞

10.25 国立環境研究所が公開シンポ Ｄ Ｖ Ｄ 頒布 化学工業日報

10.26 Ｊ Ａ Ｌ 　 大気観測で社会貢献 　 大型旅客機 ５ 機運用 　 最先端の装置搭載 日刊工業新聞

10.27 お騒がせ外来生物 （ ６ ） ＝ウチダザ リ ガニ 　 「お荷物」 一任， 有害解除 朝日 （夕）

11. 3 京都市 　 家庭ごみから水素ガス 　 ８ 年後の発電利用へ研究 毎日 （大阪）

11. 3 家庭生ゴ ミ から水素ガス 　 京都市、 実用化研究を開始 日刊工業新聞

11. 4 上空の CO2 　 旅客機で測定 　 世界初 　 温暖化解明に期待 読売 （夕）

11. 6 地球号は今 （32） 　 中国の大気汚染， 日本へ 日経

11.10 国立環境研究所推計 　 原発増やさずに CO2 を ７ ０ ％削減 東京新聞

11.13 地球号は今 （33） 　 アオコ大量発生 「死の湖」 に 日経

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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2005.11.13 公費の行方 　 検査報告から （下） ＝独立法人， 進まぬ効率化 読売 （夕）

11.14 こ ど も大変時代＝第 ３ 章 　 環境が変わる環境が変え る 　 環境省が ３ 大都市圏で調査 　 自動車排出ガ
スの影響

産経

11.14 見えてき た !! ナ ノ テ ク （ ３ ０ ） ＝豊田工業 　 超精密加工機 　 ダ イ キン工業 　 ス ト リ ーマ放電 日刊工業新聞

11.16 国立環境研究所など 　 越境大気汚染、 定量的に解明 　 地表オゾン変化に緯度依存症 化学工業日報

11.25 フ ェ リ ス女学院大学　 シンポジウム 「地球温暖化は私たちに何を もたらすか」 生活通し考える き っかけに 建設通信新聞

11.29 ポス ト 京都の課題 （ ３ ） ＝マ ラ ケシ ュ合意 　 予断許さぬ不順守ルール 　 途上国は適応問題に関心 日刊工業新聞

12. 1 国環研など 　 CO2 連続測定 　 旅客機で初成功 日経 （夕）

12. 1 科学技術振興機構 　 公募型研究開発選定 　 曽根原登国立情報研究所教授ら ９ 件 日刊工業新聞

12. 1 ２ １ 世紀の気鋭＝国立環境研究所 ・ 環境健康研究領域健康指標研究室長 　 平野靖史郎氏 　 粒子物質
の健康影響

日経テレ コ ン ２ １

12. 1 国立環境研究所 　 Ｊ Ａ Ｌ など 　 CO2 観測 　 定期航空機利用に成功 　 温暖化研究に活用 日刊工業新聞

12. 3 国立環境研究所 　 民間旅客機で CO2 観測 フジサンケイ ビジネスアイ

12. 5 国立環境研究所 　 地球温暖化 メ カニズム解明へ 　 定期航空便で CO2 を初観測 毎日 （夕）

12. 5 エコ ワール ド＝国立環境研究所主任研究員の町田敏暢さ ん 　 地球規模で解明へ 日刊工業新聞

12. 6 国立環境研究所グループなど 　 CO2 濃度 　 測定装置連続観測 　 民間航空機を利用 化学工業日報

12. 7 １ ９ 独立行政法人 　 国立博物館など 　 来年度から非公務員に 　 行革重要方針原案 毎日 （夕）

12. 8 カナダ Ａ Ｂ Ｂ 　 Ｊ Ａ Ｘ Ａ 観測衛星向け大気分析装置を受注 日刊工業新聞

12. 8 Ａ Ｂ Ｂ 「ゴーサ ッ ト 」 向けガス分析装置受注 化学工業日報

12. 9 温暖化でデング熱運ぶ蚊， 北上中 　 環境省， 提言策定へ 　 リ ス ク対策 　 専門家結集 朝日 （夕）

12.19 富栄養化進む メ コ ン川 　 稲作に多量の窒素肥料投入 毎日

12.19 ０ ５ みやぎ回顧 （ ６ ） ＝竹の内産廃処分問題 　 住民不在で進む対策 河北新報

12.24 “川の住環境” マ ッ プ作 り 　 魚の生息状況や水質など 　 コ ンピ ュータで分析 読売 （夕）

12.27 東京電力 　 ガス コージェネ初受注 　 沼津で Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 電気新聞

12.29 私の視点＝東京工業大学大学院社会理工学研究科助教授 　 蟹江憲史 　 環境外交 　 日本も確固た る方
針を示す時

朝日

2006. 1. 1 歌川広重 「名所江戸百景」 １ ５ ０ 年 　 「絵にな る風景」 江戸に原点 　 変動の歴史 　 浮世絵が映す 日経

1.17 築けるか国際的 リ サイ クル 「資源ごみ」 利用枠組み模索 朝日

 1.20 国立環境研究所が実験 　 ナ ノ粒子 　 気管内投与で他臓器に移動 　 実験 日経

 1.20 国立環境研究所 　 マウ スで確認 　 ナ ノ粒子 　 気管→肝臓 ・ 腎臓へ 毎日

 1.23 CO2 地中固定化に注目 　 温暖化対策で期待 　 リ ス ク， コ ス ト に課題 　 新潟 ・ 長岡で実証試験 毎日

 1.24 容器包装 リ サイ クル法見直し 　 費用負担に終始 　 減量論議不十分 毎日

 1.25 異変最前線＝第 １ 部 　 よみがえれ人と地球 （ ３ ） 　 “耐寒型” オニ ヒ ト デ大発生 読売

1.30 京都議定書発効 １ 周年 　 各地でイベン ト 開催 　 脱温暖化を多角的に議論 化学工業日報

 2. 1 寝屋川市の NGO 調べ 　 小学生のぜんそ く 　 NO2 濃度 　 基準内で も高発症率 毎日 （大阪 ・ 夕）

2. 2 ヨ コ タ東北に米国の気候保護賞 　 CO2 排出抑制に貢献 山形新聞

2.17 温暖化防ぐ社会研究 　 日英で対策プロ ジェ ク ト 日経

 2.17 京都議定書発効 １ 年 　 日英， 国際協力を狙い 　 ２ ０ ５ ０ 年 CO2 半減へ共同研究 毎日 （大阪）

 2.17 日英が共同研究 　 温室効果ガス半減へ 　 ２ ０ ５ ０ 年目標 　 複数シナ リ オ提示 毎日

2.17 日 ・ 英両政府 　 脱温暖化で共同研究 　 長期ロード マ ッ プ作成 化学工業日報

 2.19 今さ ら聞けない＝オゾンホール 　 規制し て も続 く 原因のフ ロ ン排出 朝日

2.20 環境省がシンポ 　 英国 と共催 　 京都議定書発効 １ 年 　 脱温暖化の方策探る 電気新聞

2.21 こ と しは黄砂襲来？ 　 ４ 年ぶ り 、 大陸に強い高気圧 　 ピークは ４ 月頃 　 植林対策も限界 東京新聞

2.21 国立環境研究所 　 北海道大学 　 新測定装置を開発 　 各種 Ｖ Ｏ Ｃ 同時 ・ 即時に 化学工業日報

2.22 国立環境研究所 　 物質フ ロー分析で研究集会 日刊工業

 2.26 サバから高級マグ ロ誕生 　 生殖巣 “乗っ取 り ” 希少種量産に道 日経

 2.28 京都議定書発効 １ 年 　 温室効果ガス 　 「 ６ ％削減」 への助走 読売

3. 1 慶大電気自動車研の挑戦 　 未来を創る＝第 1 部 　 環境技術 （ ７ ） エンジニア 　 企業の思想飛び出せ 神奈川新聞

 3. 7 東大 ・ 京大などが研究機構 　 「環境」 「成長」 共存探る 日経

 3. 8 東大などが設置へ 　 環境保全と豊か さ両立探る研究機構 読売

3. 8 国立環境研究所 と北海道大学 　 Ｖ Ｏ Ｃ の測定装置を開発 日刊建設工業新聞

3. 8 吹き付け石綿 13 キ ロ飛散 　 震災後 ３ ヵ 月の建物解体 朝日 （兵庫）

3.10 国立環境研究所 　 持続可能な社会 　 大学連携組織に協力機関で参画 電気新聞

3.14 国立環境研究所 　 Ｉ Ｒ ３ Ｓ に参画 化学工業日報

 3.15 Q、 温暖化の原因は？ 　 オゾン層破壊か 　 CO2 か 　 正解 １ 割 　 多 く が混同 読売 （夕）

 3.19 地球号は今 （ ５ ０ ） ＝希少種， バイオテ ク で復活 日経

3.19 電磁波 　 家電は安全レベル 　 心配な ら避け る工夫を 東京新聞

 3.26 見晴台＝誤解多い 「省エネ」 の意義 読売 （夕）

 3.28 生活塾＝マイブーム 　 春の自然観察 　 五感で 「芽吹き」 を実感 読売

3.30 国立環境研究所公開シンポジウ ム ２ ０ ０ ６ 化学工業日報

3.30 海鳥大量死 　 油成分は C 重油 　 国立研究所特定 北海道新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所ホームページの ヒ ッ ト 数

ページビ ュー 24,783,786 件

ページア ク セス 81,063,920 件

（ ２ ） 国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 175 件

リ ン ク依頼 97 件

出版物掲載依頼 32 件

（ ３ ） 環境情報提供システム （Ｅ Ｉ Ｃ ネ ッ ト ） の ヒ ッ ト 数

44,582,636 件

（ ４ ） 環境情報提供システム （Ｅ Ｉ Ｃ ネ ッ ト ） への照会件数

268 件

（ ５ ） 環境データ フ ァ イル提供実績

貸 　 出 1,334 件

コ ピーサービ ス 261 件
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研究課題コード（予算区分）別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁

重点特別 0105AA165 Ⅳ .3.1（1）内分泌かく乱化学物質の新たな計測

手法と環境動態に関する開発

白石寛明 リスク C 白石不二雄・高木博
夫・John S.Edmonds・
滝上英孝・鑪迫典久・
西川智浩・磯部智彦

117

0105AA166 Ⅳ .3.1（2）野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく

乱化学物質の影響に関する研究

堀口敏宏 ホルモン 白石寛明・白石不二
雄・高木博夫・高橋
慎司・多田満・菅谷
芳雄・鑪迫典久・
児玉圭太・西川智浩・
平井慈恵・鎌田亮・
井関直政・小塩正朗・
小田重人

118

0105AA167 Ⅳ .3.1（3）内分泌かく乱化学物質の脳・神経系

への影響評価に関する研究

三森文行 ホルモン 梅津豊司・石堂正美・
今井秀樹・渡邉英宏・
黒河佳香・高屋展宏

119

0105AA168 Ⅳ .3.1（4）内分泌かく乱化学物質の分解処理技

術に関する研究

橋本俊次 ホルモン 中宮邦近 120

0105AA169 Ⅳ .3.1（5）内分泌撹乱化学物質等の管理と評価

のための統合情報システムに関する研究

鈴木規之 ホルモン 櫻井健郎・田邊潔・
森口祐一・南齋規介

120

0005AA171 Ⅳ .3.2（1）ダイオキシン類の体内負荷量および

生体影響評価に関する研究

米元純三 ホルモン 曽根秀子・青木康展・
大迫誠一郎・西村典
子

128

0105AA205 Ⅳ .4.1（1）侵入生物による生物多様性影響機構

に関する研究

五箇公一 多様性 椿宜高・高村健二・
永田尚志

154

0105AA207 Ⅳ .4.1（2）流域ランドスケープにおける生物多

様性の維持機構に関する研究

高村典子 多様性 福島路生・西川潮 155

0105AA210 Ⅳ .4.1（3）遺伝子組換え生物の生態系影響評価

手法に関する研究

中嶋信美 多様性 岩崎一弘・玉置雅紀・
冨岡典子

155

0105AA269 Ⅳ .5.3（2）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理 (1) 衛
星データを利用したアジア・太平洋地域

の総合的モニタリング

村上正吾 流域 王勤学 201

0105AA270 Ⅳ 5.3 （3）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理 (2) 流
域環境管理に関する研究

村上正吾 流域 王勤学・徐開欽・
林誠二・中山忠暢・
亀山哲・岡寺智大

202

0105AA271 Ⅳ .5.4（1）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理 (3) 東
シナ海における長江経由の汚染・汚濁物

質の動態と生態系影響評価

村上正吾 流域 木幡邦男・徐開欽・
越川海・牧秀明

207

0105AA272 Ⅳ .5.4（2）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクト (4) 沿岸域環境総合管理に関する

研究

木幡邦男 流域 越川海・牧秀明・
中村泰男・樋渡武彦・
須賀伸介・矢部徹・
今井章雄

207

0105AA273 Ⅳ .3.2（2）地球規模のダイオキシン類及び POPs
汚染に関する研究

橋本俊次 ホルモン 鈴木規之・柴田康行・
高澤嘉一

128

0105AA295 Ⅳ .5.1（1）PM2.5・DEP 発生源の把握と対策評価

に関する研究

小林伸治 PM2.5 近藤美則・松橋啓介・
田邊潔・森口祐一・
南齋規介・伏見暁洋

182

0105AA296 Ⅳ .5.1（2）PM2.5・DEP の環境動態に関する研究 若松伸司 PM2.5 大原利眞・上原清・
菅田誠治・長谷川就
一・早崎将光・神田
勲 ・片山学

183

0105AA297 Ⅳ .5.1（3）PM2.5・DEP の測定に関する研究 若松伸司 PM2.5 西川雅高・上原清・
長谷川就一・高橋克
行

183

0105AA298 Ⅳ .5.1（4）PM2.5・DEP の疫学・曝露評価に関す

る研究

新田裕史 PM2.5 小野雅司・田村憲治・
山崎新・豊柴博義

183

0105AA299 Ⅳ .5.1（5）PM2.5・DEP の毒性・影響評価に関す

る研究

小林隆弘 PM2.5 高野裕久・鈴木明・
古山昭子・小池英子・
井上健一郎・藤巻秀
和・山元昭二

184

0205AA340 Ⅳ .7.2（2）ILAS-II データの処理・保存・提供の

ためのシステム開発・改訂及び運用

横田達也 社会 中島英彰・杉田考史・
笹野泰弘

219

0105AA354 Ⅳ .3.1（6）ウズラでの環境ホルモン感受性試験

の国際標準化

高橋慎司 ホルモン 清水明・鎌田亮・
井関直政・白石不二雄

121

* 研究課題コード欄の５番目以降の昇順
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重点特別 0105AA378 Ⅳ .3.1（7）内分泌かく乱化学物質の生殖系への

影響評価に関する研究

米元純三 ホルモン 高野裕久・梅津豊司・
今井秀樹・白石不二
雄・石堂正美・鎌田
亮・寺崎正紀・小宇
田智子

121

0405AA416 Ⅳ .5.1（13）都市大気汚染の年々変動に関する研

究

大原利眞 PM2.5 若松伸司・菅田誠治・
宮下七重

188

0305AA506 Ⅳ .4.1（8）生物群集の多様性を支配するメカニ

ズムの解明に関する研究

竹中明夫 多様性 吉田勝彦 157

0307AA512 Ⅳ .5.1（12）自動車排気中ナノ粒子の毒性・影響

評価および性状・環境動態把握に関する

研究

小林隆弘 PM2.5 若松伸司・高野裕久・
鈴木明・古山昭子・
小池英子・井上健一
郎・新田裕史・森口
祐一・近藤美則・
田邊潔・小林伸治・
西川雅高・内山政弘・
平野靖史郎・藤巻秀
和・山元昭二

187

政策対応型 0105AB397 Ⅳ .2.1（1）産業連関表と連動したマテリアルフ

ロー分析手法に関する研究

森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏・
藤井実・平井康宏・
南齋規介・村上進亮・
阿部直也・寺園淳

75

0105AB398 Ⅳ .2.1（2）ライフサイクル的視点を考慮した資

源循環促進策の評価に関する研究

森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏・
藤井実・平井康宏・
南齋規介・村上進亮・
阿部直也・寺園淳・
大迫政浩・山田正人

76

0105AB399 Ⅳ .2.1（3）循環システムの地域適合性診断手法

に関する研究

山田正人 循環 C 森口祐一・大迫政浩・
寺園淳・橋本征二・
藤井実・田崎智宏・
川畑隆常

77

0105AB400 Ⅳ .2.1（4）リサイクル製品等の安全性評価及び

有効利用法に関する研究

後藤純雄 循環 C 大迫政浩・貴田晶子・
中島大介・田崎智宏

78

0105AB401 Ⅳ .2.2（2）循環廃棄過程における環境負荷の低

減技術開発に関する研究

川本克也 循環 C 倉持秀敏・呉畏・
佐伯孝

86

0105AB402 Ⅳ .2.2（3）最終処分場容量増加技術の開発と適

地選定手法の確立に関する研究

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・遠藤和人・
朝倉宏・阿部誠・
坂内修

87

0105AB403 Ⅳ .2.2（4）最終処分場安定化促進・リスク削減

技術の開発と評価手法の確立に関する研

究

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・遠藤和人・
朝倉宏・阿部誠・
鄭修貞・坂内修

88

0105AB404 Ⅳ .2.2（5）有機性廃棄物の資源化技術・システ

ムの開発に関する研究

井上雄三 循環 C 川本克也・山田正人・
山田亜矢

89

0105AB405 Ⅳ .2.3（1）バイオアッセイによる循環資源・廃

棄物の包括モニタリングに関する研究

井上雄三 循環 C 山田正人・大迫政浩・
滝上英孝

98

0105AB406 Ⅳ .2.3（2）有機臭素化合物の発生と制御に関す

る研究

橋本俊次 循環 C 高橋真・滝上英孝・
大迫政浩・田崎智宏・
川本克也・倉持秀敏・
平井康宏

99

0105AB407 Ⅳ .2.3（3）循環資源・廃棄物中有機成分の包括

的分析システムに関する研究

鈴木茂 循環 C 山本貴士 99

0105AB408 Ⅳ .2.3（4）循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・

PCB 等の分解技術の開発に関する研究

野馬幸生 循環 C 橋本俊次・山本貴士・
川本克也

100

0105AB409 Ⅳ .2.4（3）窒素・リン除去・回収型技術システ

ムの開発に関する研究

稲森悠平 循環 C 板山朋聡・蛯江美孝・
井上雄三・山田正人

109

0105AB410 Ⅳ .2.4（4）浄化システム管理技術の簡易容易化

手法の開発に関する研究

稲森悠平 循環 C 板山朋聡・蛯江美孝 110

0105AB411 Ⅳ .2.4（5）開発途上国の国情に適した省エネ・

省コスト・省維持管理浄化システムの開

発に関する研究

稲森悠平 循環 C 板山朋聡・蛯江美孝 111

0105AB412 Ⅳ .2.4（6）バイオ・エコと物理化学処理の組合

せを含めた技術による環境改善システム

の開発に関する研究

稲森悠平 循環 C 板山朋聡・蛯江美孝 112
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地球セン

ター

9205AC264 Ⅳ .7.1（1）地球環境モニタリング 藤沼康実・

向井人史

地球 C 柴田康行・荒巻能史・
高澤嘉一・田中敦・
横内陽子・小野雅司・
中根英昭・谷本浩志・
杉本伸夫・森野勇・
遠嶋康徳・町田敏暢・
高橋善幸・富岡典子・
越川昌美・稲葉一穂・
今井章雄・松重一夫・
小松一弘・野原精一・
上野隆平・野尻幸宏・
秋吉英治・高村典子・
岩崎一弘・西川雅高・
小熊宏之・勝本正之・
梁乃申・武田友巳・
中路達郎・平田竜一・
朴賛鳳・橋本茂・
犬飼孔

216

0307AC523 Ⅵ . （5）地球環境モニタリングおよび地球環

境研究支援に係わるデータベース・デー

タ提供システムに関する基礎的研究

勝本正之 地球 C 藤沼康実・向井人史 253

基盤ラボ 0105AD249 Ⅵ . （1）化学形態分析のための環境標準試料

の作製と評価に関する研究

伊藤裕康 化学 西川雅高・田中敦・
白石寛明・柴田康行・
田邊潔

251

0105AD251 Ⅵ . （2）環境試料長期保存（スペシメンバン

ク）に関する研究

柴田康行 化学 向井人史・堀口敏宏・
田中敦・米田穣・
植弘崇嗣

251

0507AD816 Ⅵ . （7）微生物系統保存施設に保存されてい

る微細藻類保存株の分類学的再評価と保

存株データベースの整備

笠井文絵 生物 河地正伸・広木幹也・
清水明

254

0510AD944 Ⅳ .3.4（13）培養細胞を用いた環境の標準評価法

の開発と細胞保存バンク

桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・今里栄男 143

経常 0105AE016 Ⅳ .2.1（5）環境負荷の低減と自然資源の適正管

理のための施策とその評価手法に関する

研究

森口祐一 社会 森保文・寺園淳 79

0105AE019 Ⅴ . （1）風景評価の人間社会的側面に関する

研究

青木陽二 社会 榊原映子 225

0105AE034 Ⅳ .1.2（1）環境保全に係わる統合評価モデルの

開発に関する研究

甲斐沼美紀子 社会 増井利彦・藤野純一・
花岡達也

50

0105AE042 Ⅳ .3.3（1）環境中／生態系での元素のトレース

キャラクタリゼーション並びに動態に関

する基礎研究

瀬山春彦 化学 柴田康行・ 刀正行・
田中敦・米田穣

131

0105AE043 Ⅳ .3.1（8）海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに

生殖機能障害に関する研究

堀口敏宏 ホルモン 白石寛明 122

0105AE071 Ⅳ .3.5（2）環境変化が人の健康に及ぼす影響解

明に関する疫学的研究

小野雅司 健康 田村憲治・村上義孝 144

0105AE110 Ⅳ .5.4（3）天然水系中における溶存フミン物質

に関する研究

今井章雄 水土壌 208

0105AE120 Ⅴ . （2）土壌中における微生物の挙動に関す

る研究

向井哲 水土壌 225

0105AE133 Ⅳ .4.1（4）微細藻類の多様性に及ぼす環境スト

レスの影響

笠井文絵 生物 156

0105AE148 Ⅳ .4.1（5）円石藻の多様性研究と地球環境モニ

タリングへの適用

河地正伸 生物 156

0105AE155 Ⅳ .7.1（2）気候変動と自然環境との相互作用に

関する研究

向井人史 地球 C 217

0105AE172 Ⅳ .3.2（3）臭素化ダイオキシン類の環境影響評

価に関する研究

橋本俊次 ホルモン 鈴木規之 129

0105AE173 Ⅳ .3.2（4）ダイオキシン類及び POPs の環境運命

予測に関する研究

鈴木規之 ホルモン 櫻井健郎 129

0105AE174 Ⅴ . （3）環境科学研究用に開発した実験動物

の有用性に関する研究

高橋慎司 ホルモン 清水明・鈴木明 225

0105AE176 Ⅳ .3.1（9）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学

物質の影響

多田満 ホルモン 122

経常 0105AE181 Ⅳ .3.1（10）酵母アッセイシステムを用いた S9 
代謝化内分泌かく乱物質の検出と化学構

造の決定

白石不二雄 ホルモン 白石寛明・
John S.Edmonds

123
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0105AE183 Ⅳ .3.5（3）生体 NMR 分光法の高度化に関する研

究

三森文行 ホルモン 渡邉英宏・高屋展宏 145

0105AE184 Ⅳ .3.4（1）環境化学物質の生体影響評価のため

の行動試験法の体系の確立に関する研究

梅津豊司 ホルモン 137

0105AE185 Ⅳ .3.1（11）環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対

する影響

高野裕久 ホルモン 柳澤利枝・井上健一
郎

123

0105AE191 Ⅳ .3.1（12）内分泌攪乱化学物質による脳機能障

害の分子機構の解明

石堂正美 ホルモン 124

0105AE195 Ⅳ .4.1（6）流域スケールでの水生生物の生息環

境とその保全および管理に関する研究

福島路生 多様性 高村典子・亀山哲 157

0105AE200 Ⅳ .2.4（7）環境浄化への微生物の利用およびそ

の影響評価に関する研究

岩崎一弘 多様性 113

9605AE211 Ⅳ .5.3（1）流域水環境管理モデルに関する研究 村上正吾 流域 王勤学・徐開欽・林
誠二・亀山哲・
中山忠暢・岡寺智大

201

0105AE213 Ⅳ .5.4（4）内湾域における底生生態系による物

質循環

木幡邦男 流域 中村泰男・牧秀明・
越川海・樋渡武彦

208

0105AE216 Ⅳ .5.1（6）複雑市街地における局所高濃度大気

汚染の発生とその予測に関する研究

上原清 PM2.5 神田勲・大原利眞・
若松伸司

184

0105AE218 Ⅳ .5.1（7）大気環境影響評価に関する基礎的研

究

若松伸司 PM2.5 大原利眞・上原清・
菅田誠治・神田勲

184

0105AE243 Ⅳ .2.3（5）廃棄物及び循環資源処理過程におけ

る有機ハロゲンの簡易測定法の開発と毒

性評価

山本貴士 循環 C 中島大介・後藤純雄 100

0005AE245 Ⅳ .3.5（1）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響 平野靖史郎 健康 崔星 144

0105AE252 Ⅳ .3.3（2）藍藻が生産する新規生理活性物質に

関する研究

佐野友春 基盤ラボ 高木博夫 131

0105AE259 Ⅳ .7.2（1）大気衛星観測データの放射伝達解析

に関する研究

横田達也 社会 中島英彰・杉田考史・
笹野泰弘・井上元・
青木忠生・江口菜穂・
吉田幸生

219

9906AE323 Ⅳ .2.4（1）水質改善効果の評価手法に関する研

究

稲森悠平 循環 C 松重一夫・徐開欽・
蛯江美孝

108

9906AE324 Ⅳ .2.4（2）生物・物理・化学的手法を活用した

汚水および汚泥処理に関する研究

稲森悠平 循環 C 板山朋聡・松重一夫・
徐開欽・蛯江美孝

109

9906AE325 Ⅳ .2.2（1）埋立地浸出水の高度処理に関する研

究

稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 86

0405AE327 Ⅳ .3.2（6）母乳からのダイオキシン曝露がもた

らす水腎症の発症とそのメカニズムの検

討

西村典子 ホルモン 米元純三・竹内陽子 131

0205AE333 Ⅴ . （6）モニタリング手法の精査と測定技術

の開発に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 森育子・高橋克行 226

0405AE334 Ⅴ . （17）環境文学にみられる有害汚染物質の

生態影響に関する研究

多田満 ホルモン 232

0408AE338 Ⅴ . （26）質量分析法を用いたラジカルの検出

と反応に関する研究

猪俣敏 大気 236

0205AE341 Ⅳ .7.2（3）ILAS-II データ処理運用システムの開

発に関する基礎的研究

横田達也 社会 中島英彰・杉田考史・
笹野泰弘

219

0405AE342 Ⅳ .1.1（4）波照間・落石モニタリングステー

ションで観測される微量気体成分の短周

期変動に基づく東アジア地域の相対的発

生源強度の推定

遠嶋康徳 大気 向井人史・谷本浩志・
町田敏暢

42

0406AE344 Ⅳ .1.2（13）二波長偏光ライダーのデータ解析手

法の研究

杉本伸夫 大気 57

0405AE357 Ⅳ .2.1（6）耐久財の適正循環・管理に関する研

究

森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏・
藤井実・寺園淳・
平井康宏

79

経常 0405AE358 Ⅳ .2.1（7）環境管理・意思決定プロセスにおけ

る各種環境評価手法の有効活用に関する

研究

田崎智宏 循環 C 森口祐一・橋本征二・
寺園淳・平井康宏

80

0405AE359 Ⅳ .5.4（8）水土壌環境における微生物群集構造

と活性評価に関する基礎的研究

冨岡典子 水土壌 珠坪一晃・山村茂樹 210
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0205AE365 Ⅳ .4.1（7）二次的自然環境における陸上 - 水中に

わたる生物生活史に関する研究

高村健二 多様性 157

0205AE370 Ⅴ . （7）河川等湿地に生息する底生動物の分

類及び生態に関する基礎的研究

佐竹潔 生物 227

0408AE373 Ⅳ .1.4（4）3 次元モデルによる大気微量成分分布

の長期変動に関する研究

秋吉英治 成層圏 73

0406AE375 Ⅳ .4.2（4）植物の生理生態機能の画像診断法に

関する研究

戸部和夫 基盤ラボ 175

0406AE376 Ⅳ .4.2（5）中国の半乾燥地域に生育する植物の

生理生態機能に関する研究

戸部和夫 基盤ラボ 175

0405AE386 Ⅳ .5.3（6）改革開放後の中国国内における流動

人口の特性とそのモデル化

大坪國順 水土壌 劉晨・一ノ瀬俊明 203

0405AE388 Ⅳ .2.3（12）不法投棄・不適正処理の効果的監視

及び発生防止対策に関する研究

大迫政浩 循環 C 田崎智宏・川畑隆常・
阿部直也

104

0406AE392 Ⅳ .5.2（9）ミー散乱ライダーにおける受光検出

部が測定誤差に及ぼす影響の検討

松井一郎 大気 杉本伸夫・清水厚 198

0406AE393 Ⅳ .5.2（10）ライダーによるエアロゾル変動の検

出およびデータ提供手法に関する研究

清水厚 大気 杉本伸夫・松井一郎 198

0405AE396 Ⅳ .3.5（7）粒子状物質の酸化ストレス作用と免

疫系に及ぼす影響

小池英子 PM2.5 小林隆弘 147

0408AE397 Ⅳ .3.4（6）有害化学物質に対する感受性要因と

薬物代謝系

青木康展 リスク C 松本理・丸山若重・
大迫誠一郎

140

0406AE413 Ⅳ .1.3（5）地球環境問題に関連する国際法規範

形成過程に関する研究

久保田泉 社会 68

0408AE418 Ⅳ .5.2（12）東アジアスケール大気汚染の動態解

明に関する研究

大原利眞 PM2.5 谷本浩志・菅田誠治・
畠山史郎・村野健太
郎・若松伸司

199

0405AE433 Ⅴ . （18）長大立坑で生成する雲粒の粒径を決

定する過程に関する研究

内山政弘 大気 232

0105AE446 Ⅳ .1.2（2）数値気候モデルが持つ不確実性の評

価に関する研究

野沢徹 大気 51

0406AE449 Ⅳ .3.3（9）環境モニタリングの手法と精度管理

に関する研究  (2) ダイオキシン類測定の高

度化における精度管理

伊藤裕康 化学 橋本俊次・田邊潔 135

0408AE467 Ⅳ .4.1（21）ユスリカ類の多様性と環境要因との

関連に関する研究

上野隆平 生物 166

0308AE486 Ⅳ .1.2（11）気候影響評価のための全球エアロゾ

ル特性把握に関する研究

日暮明子 大気 56

0305AE487 Ⅳ .2.3（6）資源循環・廃棄物処理過程における

金属類の排出係数と化学形態に関する研

究

貴田晶子 循環 C 高橋史武 101

0408AE494 Ⅳ .1.2（17）気候変化と大気化学諸過程の相互作

用に関する数値的研究

永島達也 大気 59

0305AE496 Ⅳ .3.3（3）有機微量汚染物質の環境中動態の環

境測定データに基づく解析

櫻井健郎 ホルモン 132

0307AE503 Ⅳ .4.1（13）植物の環境ストレス耐性に関与する

遺伝子の探索と機能解析

佐治光 生物 久保明弘・青野光子 160

0205AE509 Ⅳ .3.4（2）化学物質のハザードアセスメントの

ための生態影響試験法の検討

菅谷芳雄 リスク C 柏田祥策 137

0308AE510 Ⅳ .5.2（5）大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 大気 196

0305AE516 Ⅴ . （9）空気汚染物質のモニタリングと発生

源解析に関する手法研究

田邊潔 化学 西川雅高・柴田康行 228

0305AE520 Ⅴ . （10）光化学チャンバーを用いた有機エア

ロゾル生成に関する研究

佐藤圭 大気 228

0305AE528 Ⅳ .7.2（4）衛星データ等を利用した高緯度成層

圏の気温・気圧高度分布の比較研究およ

びそのトレンド解析

杉田考史 成層圏 中島英彰・横田達也 220

経常 0307AE532 Ⅳ .3.3（7）東アジアの環境中における放射性核

種の挙動に関する研究

土井妙子 水土壌 134

0305AE533 Ⅳ .1.3（2）主要国の政治制度が地球環境政策決

定に与える影響に関する研究

亀山康子 社会 66
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0406AE537 Ⅳ .1.2（14）地球温暖化による極端現象の変化に

関する気候モデル研究

江守正多 大気 57

0308AE539 Ⅳ .1.1（3）分光法を用いた遠隔計測に関する研

究

森野勇 大気 杉本伸夫・中根英昭 42

0305AE544 Ⅳ .2.3（7）資源循環・廃棄物処理過程における

PCNの挙動および分析法の開発に関する研

究

野馬幸生 循環 C 山本貴士 101

0305AE547 Ⅳ .2.3（8）廃棄物焼却残渣中の有害金属と腐植

物質の相互作用に関する研究

大迫政浩 循環 C 崎田省吾 102

0305AE549 Ⅳ .2.3（9）残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモ

ン撹乱活性を検出する新規なバイオアッ

セイの開発に関する研究

滝上英孝 循環 C 102

0305AE578 Ⅳ .4.1（9）発生工学を用いた生殖幹細胞の実験

研究

桑名貴 基盤ラボ 158

0305AE587 Ⅳ .4.1（10）鳥類における生物遺伝資源の長期保

存に関する研究

川嶋貴治 基盤ラボ 158

0308AE591 Ⅳ .1.2（12）大気海洋結合系の気候感度決定メカ

ニズムに関する研究

小倉知夫 大気 56

0505AE759 Ⅴ . （29）藻類の化学物質吸収能力に関する研

究

中嶋信美 多様性 239

0506AE766 Ⅳ .5.6（1）汚染土壌中の重金属の動態におよぼ

す天然および土壌中有機物の影響

村田智吉 水土壌 213

0507AE771 Ⅳ .3.4（11）ゲノム情報を利用した環境化学物質

の影響評価法の開発に関する研究

曽根秀子 ホルモン 142

0508AE772 Ⅳ .4.1（29）シロイヌナズナの酸化的ストレスに

対する新規な初期応答機構

玉置雅紀 多様性 170

0505AE773 Ⅳ .3.3（10）底質のある水環境での有害化学物質

の生物移行に関する基礎的研究

櫻井健郎 ホルモン 鈴木規之 135

0507AE780 Ⅳ .4.1（25）スズメ目鳥類の個体群構造に関する

研究

永田尚志 多様性 167

0507AE781 Ⅳ .2.3（17）埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態

毒性評価手法の確立

山田正人 循環 C 井上雄三・阿部誠 107

0506AE786 Ⅴ . （37）多地点同時観測データのデータ処理

に関する研究

須賀伸介 社会 内山政弘 242

0505AE787 Ⅴ . （30）種々の環境問題に現れる拡散現象に

関する数値シミュレーションに関する研

究

須賀伸介 社会 239

0507AE793 Ⅳ .2.1（14）アジア諸国における環境配慮型ライ

フスタイルの形成要因についての研究

青柳みどり 社会 85

0509AE796 Ⅳ .3.5（14）メタロイドのメタボロミクスに関す

る研究

小林弥生 健康 崔星・平野靖史郎 152

0507AE797 Ⅳ .3.3（11）生物的に生成したマンガン酸化物の

キャラクタリゼーション

瀬山春彦 化学 田中敦 136

0509AE798 Ⅳ .4.1（33）環境ストレス関連遺伝子群を用いた

植物の環境適応能評価

青野光子 生物 久保明弘 172

0508AE799 Ⅳ .4.1（30）環境指標生物としてのホタルの現状

とその保全に関する研究

宮下衛 生物 170

0510AE803 Ⅳ .5.2（15）エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 大気 200

0507AE819 Ⅳ .5.3（9）底質試料を用いた合成化学物質によ

る水域汚染のトレンドの解析に関する研

究

稲葉一穂 水土壌 土井妙子・松重一夫 205

0505AE827 Ⅳ .1.1（12）環境低負荷型オフィスビルにおける

地球・地域環境負荷低減効果の検証

一ノ瀬俊明 地球 C 片岡久美 47

経常 0505AE833 Ⅳ .7.2（5）GOSAT 衛星搭載温室効果ガス観測セ

ンサのデータ処理手法の開発

横田達也 社会 江口菜穂・吉田幸生・
大西領・Manish Naja・
森野勇・日暮明子・
小熊宏之・青木忠生・
Shamil Maksyutov・
井上元

220

0505AE841 Ⅳ .4.2（11）塩湿地における植生とその決定要因 矢部徹 生物 179

0507AE844 Ⅴ . （45）遠隔計測データ中の地形及び分光特

徴の自動認識に関する研究

松永恒雄 社会 246
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0505AE526 Ⅳ .5.1（17）車道走行中の大気汚染曝露評価に関

する基礎的検討

田村憲治 健康 小野雅司・近藤美則・
長谷川就一

189

0508AE926 Ⅳ .5.6（3）流域の森林土壌が渓流水に溶存する

アルミニウムの濃度と形態に与える影響

越川昌美 水土壌 213

0509AE952 Ⅳ .1.2（25）低圧環境下での植物の生理生態特性

に及ぼす温度上昇の影響

名取俊樹 生物 63

0507AE963 Ⅳ .1.2（20）大気・陸域生態系間の CO2 同位体お

よび微量ガスの交換プロセス解明に関す

る基礎研究

高橋善幸 大気 60

奨励 0105AF045 Ⅳ .1.2（3）南北両半球における VOC( 揮発性有機

化合物 ) のベースラインモニタリング

横内陽子 化学 51

0206AF384 Ⅳ .5.4（5）有明海等における高レベル栄養塩濃

度維持機構に関する研究：適正な浅海域

管理をめざして

中村泰男 水土壌 208

0406AF389 Ⅳ .4.2（6）海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 生物 176

0405AF491 Ⅴ . （19）興奮性および抑制性神経伝達物質の

in vivo 同時濃度定量化法の研究

渡邉英宏 ホルモン 三森文行・高屋展宏 232

0405AF507 Ⅳ .3.1（16）蛍光色素リポフスチンによる水生甲

殻類の年齢推定法の確立

児玉圭太 ホルモン 126

0307AF511 Ⅳ .5.4（7）霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集

と物質循環に関する長期モニタリング

冨岡典子 水土壌 今井章雄・松重一夫・
野原精一・矢部徹

209

0505AF779 Ⅳ .1.4（5）地上赤外分光観測による微量気体成

分高度分布導出手法の高度化のための研

究

中島英彰 成層圏 江尻省・
Alexandra Griesfeller

73

0505AF783 Ⅳ .3.4（7）数理モデルを用いた大気汚染物質の

健康リスク評価手法の開発

丸山若重 リスク C 140

0505AF784 Ⅳ .5.1（18）原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の

細胞への取り込みに関する研究

菅野さな枝 健康 平野靖史郎 190

0405AF788 Ⅳ .3.3（8）ヒ素の生体影響において DNA メチル

化率は分子マーカーとして使えるのか？

崔星 健康 平野靖史郎 134

0505AF790 Ⅳ .2.1（11）マテリアルリサイクル製品の資源・

環境面から見た価値の計算手法

藤井実 循環 C 83

0505AF791 Ⅳ .2.1（12）金属資源ストック・フローモデルの

動学化に関する基礎的研究

村上進亮 循環 C 83

0505AF795 Ⅴ . （31）鳥類生殖巣キメラの成立には何個の

ドナー細胞が必要か？

川嶋貴治 基盤ラボ 239

0505AF802 Ⅳ .3.5（11）In vivo 神経活動イメージングによる

化学物質の脳に及ぼす影響評価法の確立

塚原伸治 健康 黒河佳香 150

0505AF815 Ⅴ . （32）排出ガス規制が自動車産業における

企業の研究開発と生産性へ及ぼす影響に

関する実証研究：ポーター仮説の検証

日引聡 社会 240

0505AF823 Ⅴ . （33）透明メダカにおける化学物質感受性

のヒメダカおよび野生メダカとの比較研

究

柏田祥策 リスク C 240

0505AF831 Ⅳ .3.4（8）様々な学習段階におけるマウスの脳

機能を調べるための in vivo マイクロダイ

アリシス法の確立

TIN-TIN-
WIN-SHWE

健康 140

0505AF845 Ⅴ . （34）高頻度衛星観測によるヒートアイラ

ンド対策の広域直接評価に関する先駆的

研究

松永恒雄 社会 241

0506AF470 Ⅳ .4.1（23）河道堰堤が河川生態系の規模・構造

に及ぼす影響

高村健二 多様性 167

奨励 0405AF520 Ⅴ . （20）日本固有ザリガニの保全遺伝学的研

究：ミトコンドリア ＤＮＡ に基づく遺伝

的変異の解明と祖先個体群の特定

西川潮 多様性 233

0506AF522 Ⅴ . （38）ラジオゾンデ・ゴム気球搭載用の湿

度計を用いた上部対流圏の水蒸気観測

江口菜穂 地球 C 243

0506AF523 Ⅳ .1.1（13）氷晶非球形散乱を考慮した CO2 気柱

量推定アルゴリズムの高精度化

吉田幸生 地球 C 48

0505AF525 Ⅴ . （35）吸収線形の隔翼における振る舞いに

ついて

田中智章 成層圏 241
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0506AF529 Ⅴ . （39）興奮性および抑制性神経伝達物質の

in vivo 同時濃度計測の実証に関する研究

渡邉英宏 ホルモン 三森文行・高屋展宏 243

0505AF913 Ⅳ .3.1（17）化学物質曝露による次世代影響の予

測システムの開発のための基礎的研究

曽根秀子 ホルモン 豊柴博義 127

0506AF934 Ⅳ .4.1（24）リモートセンシングによる絶滅危惧

種イトウ（Hucho perryi）の産卵個体検出

福島路生 多様性 亀山哲・小熊宏之・
松永恒雄

167

0505AF939 Ⅳ .2.3（15）ハウスダスト中の既知 / 未知ダイオ

キシン様活性物質の同定検索

鈴木剛 循環 C 滝上英孝・能勢和聡 106

0505AF951 Ⅴ . （36）熱帯植物からのハロカーボン放出過

程

斉藤拓也 化学 横内陽子 242

0506AF957 Ⅳ .5.1（21）遺伝子ネットワークのリスク評価へ

の適応

豊柴博義 PM2.5 191

0506AF960 Ⅳ .3.4（9）ナノ素材がアトピー性皮膚炎に及ぼ

す影響とそのメカニズムの解明に関する

研究

柳澤利枝 健康 高野裕久・井上健一
郎

141

0405AF967 Ⅳ .4.1（14）霞ヶ浦における湖水白濁化現象の機

構解明

宇田川弘勝 多様性 高村典子 160

特別研究 0105AG108 Ⅳ .5.2（1）大陸規模広域大気汚染に関する国際

共同研究

畠山史郎 大気 高見昭憲・谷本浩志・
菅田誠治・杉本伸夫・
松井一郎・清水厚・
村野健太郎・甲斐沼
美紀子・西川雅高

194

0406AG337 Ⅳ .3.4（4）トキシコゲノミクスを利用した環境

汚染物質の健康･生物影響評価法の開発に

関する研究

野原恵子 健康 大迫誠一郎・伊藤智
彦・佐治光・玉置雅
紀・岩崎一弘・青木
康展・鈴木武博

138

0406AG399 Ⅳ .5.4（9）有機物リンケージに基づいた湖沼環

境の評価と改善シナリオ作成

今井章雄 水土壌 松重一夫・冨岡典子・
野原精一・佐野友春・
越川海

210

0305AG493 Ⅳ .3.5（5）有害化学物質情報の生体内高次メモ

リー機能の解明とそれに基づくリスク評

価手法の開発に関する研究

藤巻秀和 健康 黒河佳香・山元昭二・
塚原伸治・古山昭子・
後藤純雄・中島大介

145

0305AG494 Ⅳ .3.3（4）有機フッ素化合物等 POPs 様汚染物質

の発生源評価・対策並びに汚染実態解明

のための基盤技術開発に関する研究

柴田康行 化学 田邊潔・堀口敏宏・
John S.Edmonds・高澤
嘉一・岩根泰蔵・
青木康展・野馬幸生

132

0305AG597 Ⅳ .4.2（2）湿地生態系の自然再生技術評価に関

する研究

野原精一 生物 広木幹也・佐竹潔・
矢部徹・高村典子・
今井章雄・日引聡・
佐竹研一

174

0507AG476 Ⅳ .3.4（12）環境化学物質の高次機能への影響を

総合的に評価する in vivo モデルの開発と

検証

高野裕久 健康 井上健一郎・柳澤利
枝・塚原伸治・小池
英子・石堂正美

142

0507AG521 Ⅳ .5.1（25）身近な交通の見直しによる環境改善

に関する研究

小林伸治 PM2.5 近藤美則・松橋啓介・
伏見暁洋・田邊潔・
森口祐一

193

0507AG942 Ⅳ .4.1（26）鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・今里栄男 168

地環研 0105AH300 Ⅳ .5.1（8）西日本地域を中心とした大気汚染の

長期的なトレンド解析

若松伸司 PM2.5 菅田誠治・宮下七重 185

0406AH380 Ⅳ .5.1（15）日本における光化学大気汚染の研究 若松伸司 PM2.5 大原利眞・菅田誠治・
宮下七重・早崎将光

189

0405AH417 Ⅳ .5.1（14）都市大気汚染予報システムの開発 大原利眞 PM2.5 菅田誠治・若松伸司・
宮下七重・早崎将光

188

0205AH753 Ⅳ .4.2（1）北部九州におけるハンノキ群落およ

びハマボウ群落の生態とその保全に関す

る研究

清水英幸 生物 173

地環研 0508AH778 Ⅳ .4.1（31）流域生態系の再生プラン支援を目的

とした河川ネットワーク解析技術の開発

福島路生 多様性 亀山哲・宮下七重・
宮下衛・松永恒雄

171

0509AH953 Ⅳ .4.2（14）ブナ林衰退地域における総合植生モ

ニタリング手法の開発

清水英幸 生物 180

研究調整費 0406AI503 Ⅳ .3.5（9）次世代光源を視野に入れた人工光環

境の脳神経・内分泌系影響研究

兜眞徳 首席 148

0505AI533 Ⅳ .2.4（10）生活由来排水のリン除去・回収技術

を導入した高度合併処理浄化槽の開発・

評価

蛯江美孝 循環 C 114
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0506AI923 Ⅳ .3.5（12）発生工学を利用した環境因子の生体

影響評価法の探索

石堂正美 ホルモン 150

環境 - 地球

推進

0406BA141 Ⅳ .4.2（7）21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸

域生態系の統合的炭素収支研究 ～草原・

農耕地生態系における炭素収支の定量的

評価に関する研究：青海草原炭素収支に

関する研究

唐艷鴻 生物 廣田充 176

0105BA331 Ⅳ .5.2（2）中国北東地域で発生する黄砂の三次

元的輸送機構と環境負荷に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 杉本伸夫・菅田誠治・
松井一郎・清水厚・
森育子・早崎将光・
高橋克行 

194

0206BA342 Ⅳ .1.2（5）高スペクトル分解ライダー等による

雲・エアロゾル観測の研究

杉本伸夫 大気 清水厚・松井一郎 52

0406BA352 Ⅳ .1.4（2）衛星観測データを利用した極域オゾ

ン層破壊の機構解明に関する研究

中島英彰 成層圏 72

0406BA354 Ⅳ .1.2（15）温暖化対策の多面的評価クライテリ

ア設定に関する研究

亀山康子 社会 原沢英夫・肱岡靖明・
高橋潔・久保田泉

57

0408BA369 Ⅳ .1.2（18）温暖化対策評価のための長期シナリ

オ研究

甲斐沼美紀子 社会 増井利彦・藤野純一・
花岡達也

59

0506BA372 Ⅳ .4.2（12）熱帯域におけるエコシステムマネー

ジメントに関する研究

奥田敏統 生物 近藤俊明・Kenneth 
Parker・鈴木万里子

179

0406BA405 Ⅳ .4.2（8）北東アジアにおける砂漠化アセスメ

ント及び早期警戒体制（EWS）構築のた

めのパイロットスタディ（3） 土壌･植生･

水文解析による土地脆弱性の評価

清水英幸 生物 陳利軍・戸部和夫 177

0406BA411 Ⅳ .1.3（6）中長期的な地球温暖化防止の国際制

度を規律する法原則に関する研究

久保田泉 社会 68

0305BA412 Ⅳ .3.3（5）有害化学物質による地球規模海洋汚

染の動態解明と予測に関する研究

刀正行 化学 133

0406BA414 Ⅳ .1.1（5）温室効果ガス観測衛星データの解析

手法高度化と利用に関する研究

横田達也 社会 森野勇・小熊宏之・
町田敏暢・日暮明子・
Shamil Maksyutov・
井上元

43

0406BA421 Ⅳ .4.1（15）侵入種生態リスクの評価手法と対策

に関する研究

五箇公一 多様性 161

0206BA423 Ⅳ .1.3（1）21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸

域生態系の統合的炭素収支研究 ～アジア

陸域生態系の炭素収支変動予測と 21 世紀

の炭素管理手法の検討 21 世紀の陸域炭素

管理オプションの総合評価と炭素収支の

統合予測モデルの開発

山形与志樹 温暖化 木下嗣基・岩男弘毅 65

0405BA463 Ⅳ .5.2（6）日本におけるオゾンとその前駆物質

の季節内・年々変動に及ぼす地域気候変

化の影響に関する予備的研究

谷本浩志 大気 向井人史 196

0406BA488 Ⅳ .1.2（16）極端な気象現象を含む高解像度気候

変化シナリオを用いた温暖化影響評価研

究

江守正多 大気 野沢徹・小倉知夫・
原沢英夫・高橋潔・
肱岡靖明

58

0406BA499 Ⅳ .1.1（6）技術革新と需要変化を見据えた交通

部門の CO2 削減中長期戦略に関する研究

森口祐一 PM2.5 小林伸治・松橋啓介 43

0406BA501 Ⅳ .2.1（8）物質フローモデルに基づく持続可能

な生産・消費の達成度評価手法に関する

研究

森口祐一 循環 C 橋本征二・南齋規介・
村上進亮

80

環境 - 地球

推進

0406BA505 Ⅳ .4.1（16）大型船舶のバラスト水・船体付着に

より越境移動する海洋生物がもたらす生

態系攪乱の動態把握とリスク管理に関す

る研究

河地正伸 生物 刀正行 163

0305BA534 Ⅳ .1.3（3）2013 年以降の地球温暖化対策促進に

向けた国際合意のための方法に関する研

究

亀山康子 社会 久保田泉 67

0305BA535 Ⅳ .1.2（8）環礁州島からなる島嶼国の持続可能

な国土の維持に関する研究

山野博哉 社会 松永恒雄・島崎彦人 54

0305BA541 Ⅳ .1.2（9）大気中の水・エネルギー循環の変化

予測を目的とした気候モデルの精度向上

に関する研究

野沢徹 大気 日暮明子・江守正多・
小倉知夫・永島達也

54
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0305BA557 Ⅳ .5.4（6）サンゴ礁生物多様性保全地域の選定

に関する研究

原島省 水土壌 209

0305BA558 Ⅳ .4.1（11）野生生物の生息適地からみた生物多

様性の評価手法に関する研究

永田尚志 多様性 椿宜高・五箇公一・
辻宣行

159

0305BA585 Ⅳ .4.1（12）遺伝子組換え生物の開放系利用によ

る遺伝子移行と生物多様性への影響評価

に関する研究

岩崎一弘 多様性 青木康展・佐治光・
久保明弘・青野光子・
中嶋信美・玉置雅紀

159

0506BA776 Ⅳ .1.1（14）京都議定書吸収源としての森林機能

評価に関する研究（2） 吸収量評価モデル

の開発と不確実性解析 1） 吸収量評価モデ

ルの開発 2） 吸収量評価モデルの不確実性

解析

山形与志樹 温暖化 Georgii A. Alexandrov・
木下嗣基

48

0206BA782 Ⅳ .1.4（1）オゾン層破壊の長期変動要因の解析

と将来予測に関する研究

今村隆史 成層圏 秋吉英治・永島達也 71

0507BA792 Ⅳ .1.3（8）ライフスタイル変革のための有効な

情報伝達手段とその効果に関する研究

青柳みどり 社会 69

0507BA794 Ⅳ .1.2（21）アジア太平洋統合評価モデルによる

地球温暖化の緩和・適応政策の評価に関

する研究

甲斐沼美紀子 社会 増井利彦・藤野純一・
花岡達也・原沢英夫・
肱岡靖明・高橋潔・
日引聡

61

0507BA825 Ⅳ .5.2（13）アジア大陸からのエアロゾルとその

前駆物質の輸送・変質プロセスの解明に

関する研究

畠山史郎 大気 高見昭憲・杉本伸夫・
村野健太郎・大原利
眞

199

0206BA830 Ⅳ .1.1（1）21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸

域生態系の統合的炭素収支研究 ～ボトム

アップ（微気象・生態学的）アプローチ

による陸域生態系の炭素収支解析に関す

る研究 （1）森林・草地生態系における炭

素収支の定量的評価に関する研究：熱帯

森林生態系における炭素収支

奥田敏統 生物 近藤俊明・梁乃申・
藤沼康実・井上元

41

0507BA849 Ⅳ .4.2（13）森林－土壌相互作用系の回復と熱帯

林生態系の再生に関する研究（5） 熱帯林

の生物多様性評価と再生指標に関する研

究

清水英幸 生物 180

0507BA507 Ⅳ .1.2（22）統合評価モデルによる温暖化の危険

な水準と安定化経路に関する研究

原沢英夫 社会 亀山康子・久保田泉・
高橋潔・肱岡靖明・
増井利彦

61

0509BA937 Ⅳ .1.2（26）健康面からみた温暖化の危険性水準

情報の高度化に関する研究（3）温暖化と

熱中症・熱ストレスに関する研究

兜眞徳 首席 小野雅司 64

0607BA962 Ⅳ .1.1（17）陸域生態系炭素収支総合データベー

スシステムの構築と運用に係わる技術的

検討

藤沼康実 地球 C 平田竜一 50

環境 - 地球

一括

0105BB049 Ⅴ . （4）サンゴ年輪気候学に基づく、アジア

モンスーン域における海水温上昇の解析

に関する研究 (2) 炭素 14 を用いた表層炭

素リザーバーの二酸化炭素交換に関する

研究

柴田康行 化学 田中敦・米田穣 225

0408BB368 Ⅳ .1.1（11）陸域・海洋による二酸化炭素吸収の

長期トレンド検出のための酸素および二

酸化炭素同位体に関する観測研究

向井人史 地球 C 遠嶋康徳・野尻幸宏・
町田敏暢・柴田康行・
北川浩之

47

環境 - 地球

一括

0406BB384 Ⅳ .2.2（9）アジア諸国の廃棄物埋立地における

CDM 事業に資する温室効果ガス排出削減

量予測および排出削減対策の評価に関す

る研究

山田正人 循環 C 井上雄三・大迫政浩・
Bulent Inanc

92

0406BB430 Ⅳ .1.1（7）大気境界層の高頻度観測による大陸

上 CO2 の挙動と輸送に関する研究

町田敏暢 温暖化 高橋善幸・下山宏 44

0408BB475 Ⅳ .1.2（19）高山植生による温暖化影響検出のモ

ニタリングに関する研究

名取俊樹 生物 原沢英夫 60

0508BB770 Ⅳ .1.2（24）東アジアにおけるハロゲン系温室効

果気体の排出に関する観測研究

横内陽子 化学 白井知子・菅田誠治・
向井人史・斉藤拓也

63

0509BB829 Ⅳ .1.2（27）チベット高原を利用した温暖化の早

期検出と早期予測に関する研究

唐艷鴻 生物 廣田充・下野綾子 65
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0406BB918 Ⅳ .1.1（8）西部太平洋域の微量温室効果ガス分

布と発生源に関する研究

野尻幸宏 温暖化 向井人史・谷本浩志・
横内陽子・遠嶋康徳

45

環境 - 公害

一括

0406BC319 Ⅳ .4.1（17）ため池とその周辺環境を含む地域生

態系の水循環と公益的機能の評価

高村典子 多様性 宇田川弘勝 163

0305BC332 Ⅳ .5.5（1）地下水汚染における科学的自然減衰

(MNA) に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 小川裕美 212

0406BC339 Ⅳ .2.3（13）再生建材の循環利用過程における長

期的な環境影響評価のための促進試験系

の開発及び標準化に関する研究

貴田晶子 循環 C 大迫政浩・田崎智宏 105

0407BC381 Ⅳ .2.2（12）埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改

善による高規格最終処分システムに関す

る研究

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・遠藤和人・朝
倉宏・大迫政浩

95

0305BC499 Ⅳ .3.3（6）ガス状ほう素化合物による大気汚染

監視測定技術及び除外技術の開発

田中敦 化学 西川雅高・瀬山春彦 134

0507BC935 Ⅴ . （46）地衣類の遺伝的多様性を活用した大

気汚染診断

河地正伸 生物 大村嘉人 246

環境 - 環境

技術

0405BD464 Ⅳ .5.2（7）新規質量分析法を用いた揮発性・半

揮発性有機化合物の実時間測定手法の開

発

谷本浩志 大気 猪俣敏・青木伸行 197

0407BD480 Ⅳ .4.1（19）空間明示モデルによる大型哺乳類の

動態予測と生態系管理に関する研究

立田晴記 リスク C 165

0305BD572 Ⅳ .3.2（5）環境汚染物質に対する感受性決定遺

伝子の探索を介した新しい健康リスク評

価法の開発

大迫誠一郎 健康 130

0509BD785 Ⅳ .3.5（15）環境負荷を低減する水系クロマトグ

ラフィーシステムの開発

平野靖史郎 健康 小林弥生 152

0506BD800 Ⅳ 3.4 （10）生物微弱発光計測技術を応用した藻

類に対する化学物質生態リスク評価手法

の開発

菅谷芳雄 リスク C 中嶋信美 141

0505BD914 Ⅳ .5.3（7）都市・流域圏環境モニタリング及び

環境情報基盤整備に関する研究

木幡邦男 水土壌 林誠二・村田智吉・
村上正吾・王勤学・
中山忠暢・岡寺智大・
牧秀明・椿宜高・
永田尚志

204

0508BD966 Ⅳ .4.1（32）健全な湖沼生態系再生のための新し

い湖沼管理評価軸の開発

高村典子 多様性 西川潮 171

環境 - 廃棄

物処理

0406BE493 Ⅳ .2.3（14）循環資源・廃棄物中の有機臭素化合

物およびその代謝物管理のためのバイオ

アッセイ／モニタリング手法の開発

滝上英孝 循環 C 105

0305BE595 Ⅳ .2.3（10）残留性化学物質の物質循環モデルの

構築とリサイクル・廃棄物政策評価への

応用

平井康宏 循環 C 103

0406BE817 Ⅳ .2.1（9）地域資源循環に係る環境会計表の作

成とその適用

森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏 81

0507BE509 Ⅳ .2.2（15）再生製品に対する環境安全評価手法

のシステム規格化に基づく安全品質レベ

ルの合理的設定手法に関する研究

大迫政浩 循環 C 貴田晶子・崎田省吾・
高橋史武・鄭昌煥

97

0507BE946 Ⅳ .2.1（15）廃棄物対策が家計のごみ排出削減に

及ぼす影響に関する計量経済学的研究

日引聡 社会 85

0505BE954 Ⅳ .2.3（16）アスベスト廃棄物の無害化条件に係

る緊急研究

野馬幸生 循環 C 寺園淳・貴田晶子・
山本貴士

106

環境 - 廃棄

物処理

0507BE955 Ⅳ .2.3（18）循環廃棄過程を含めた水銀の排出イ

ンベントリーと排出削減に関する研究

貴田晶子 循環 C 平井康宏・高橋史武 108

0505BE968 Ⅳ .2.1（13）アジア地域における資源循環システ

ムの解析と指標化

寺園淳 循環 C 森口祐一・Bulent 
Inanc・村上進亮・
阿部直也

84

環境 - 石油

特会

0406BH478 Ⅳ .1.1（9）建築物における空調･照明等自動コン

トロールシステムに関する技術開発

藤沼康実 地球 C 中根英昭・吉田友紀
子・平野勇二郎

45

0406BH483 Ⅳ .1.1（10）情報通信機器の消費電力自動管理シ

ステムに関する技術開発

甲斐沼美紀子 社会 増井利彦・藤野純一・
花岡達也

46

0406BH508 Ⅳ .2.1（10）微細藻類を利用したエネルギー再生

技術開発

渡邉信 生物 河地正伸・中嶋信美・
佐野友春

82
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0307BH593 Ⅳ .2.2（6）バイオ資源・廃棄物等からの水素製

造技術開発

川本克也 循環 C 稲森悠平・倉持秀敏・
平井康宏・蛯江美孝・
呉畏

90

0307BH598 Ⅴ . （12）洋上風力発電を利用した水素製造技

術開発

植弘崇嗣 化学 内山政弘 229

0508BH855 Ⅳ .7.2（6）衛星によるスペクトルデータを利用

した天然ガスパイプラインからのメタン

漏洩量導出アルゴリズムの開発

井上元 地球 C 横田達也・小熊宏之・
森野勇・須藤洋志

221

環境 - 委託

請負

0408BY387 Ⅴ . （27）環境汚染修復のための新規微生物の

迅速機能解析技術の開発

板山朋聡 循環 C 稲森悠平・久米博 237

0105BY439 Ⅳ .3.1（13）魚類を用いた内分泌撹乱化学物質の

影響評価試験

鑪迫典久 化学 124

0205BY441 Ⅳ .3.1（15）甲殻類（ミジンコ）における内分泌

撹乱化学物質の研究

鑪迫典久 化学 125

0206BY485 Ⅳ .1.2（6）地球温暖化の影響と適応戦略に関す

る統合調査

原沢英夫 社会 高橋潔・兜眞徳 53

0206BY530 Ⅳ .1.2（7）地球温暖化の影響と適応戦略に関す

る統合調査：健康影響研究

兜眞徳 首席 高橋潔・小野雅司・
山元昭二・黒河佳香・
一ノ瀬俊明

53

0408BY576 Ⅴ . （28）新たな炭素材料を用いた環境計測機

器の開発

久米博 化学 238

0307BY577 Ⅴ . （13）有害物質除去用ナノ構造認識膜の開

発

佐野友春 基盤ラボ 高木博夫 230

0305BY590 Ⅳ .1.3（4）温室効果ガスインベントリの作成、

解析及び地球温暖化対策への利用に関す

る研究

中根英昭 地球 C 相澤智之・梅宮知佐 67

0307BY592 Ⅴ . （14）大気汚染物質等のパーソナルモニタ

リング技術の開発

内山政弘 大気 植弘崇嗣 230

0305BY594 Ⅳ .2.3（11）臭素化ダイオキシン等削減対策調査 滝上英孝 循環 C 平井康宏 103

0288BY599 Ⅵ . （4）絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子の

タイムカプセルに関する研究

桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・渡邉信 252

0307BY601 Ⅳ .3.5（6）バイオナノ協調体による有害化学物

質の生体影響の高感度・迅速評価技術の

開発

持立克身 健康 久米博・中村宣篤・
秋山知也

146

0406BY756 Ⅳ .2.2（10）最終処分場の早期跡地利用を考慮し

た多機能型覆土の検討

遠藤和人 循環 C 井上雄三・山田正人 93

0406BY762 Ⅳ .2.2（11）廃棄物処分場の有害物質の安全・安

心保障

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・遠藤和人・
阿部誠・鄭修貞・
坂内修・朝倉宏・
山田亜矢

93

0205BY474 Ⅳ .5.1（9）粒子状物質の粒子数等排出特性実態

に関する調査研究

小林伸治 PM2.5 近藤美則・長谷川就
一・伏見暁洋・田邊
潔・藤谷雄二・高橋
克行・若松伸司

185

0505BY511 Ⅳ .5.1（19）微小粒子状物質等曝露影響調査（解

析調査）業務

新田裕史 PM2.5 小野雅司・田村憲治・
山崎新・豊柴博義

190

0505BY518 Ⅳ .5.1（20）局地的大気汚染の健康影響に係る疫

学調査のための関東地区及び中京地区の

同意確保調査

新田裕史 PM2.5 小野雅司・山崎新・
豊柴博義・山崎有紀

191

0506BY541 Ⅳ .5.1（22）局地的大気汚染の健康影響に係る疫

学調査のための曝露量評価モデルの構築

に関する調査研究

大原利眞 PM2.5 新田裕史・上原清・
長谷川就一・神田勲・
片山学・小野雅司・
山崎新・豊柴博義・
田村憲治

192

環境 - 委託

請負

0507BY908 Ⅳ .5.1（26）花粉飛散動態に関する調査研究 大原利眞 PM2.5 片山学 194

0505BY910 Ⅳ .6.1（1）平成 17 年度アジア太平洋地域におけ

る戦略的データベースを用いた応用シナ

リオ開発等事業

甲斐沼美紀子 社会 原沢英夫・日引聡・
亀山康子・増井利彦・
高橋潔・藤野純一・
肱岡靖明・久保田泉・
花岡達也

215

0505BY929 Ⅳ .2.2（13）最終処分場安定化実態把握手法検討

調査

山田正人 循環 C 井上雄三・遠藤和人・
坂内修・阿部誠

96

0510BY947 Ⅳ .4.1（34）タンチョウ (Grus japonensis) のハプ

ロタイプおよび雌雄判別

桑名貴 基盤ラボ 今里栄男 173
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―  482  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
文科 - 原子

力

0206CA364 Ⅳ .3.5（4）低線量放射線の内分泌攪乱作用が配

偶子形成過程に及ぼす影響に関する研究

青木康展 リスク C 大迫誠一郎 145

0305CB432 Ⅳ .1.1（2）定期旅客便による温室効果気体観測

のグローバルスタンダード化

町田敏暢 温暖化 41

0406CB504 Ⅳ .7.1（3）アジア国際河川生態系長期モニタリ

ング体制の構築

渡邉信 生物 椿宜高・今井章雄・
一ノ瀬俊明・五十嵐
聖貴・笠井文絵・
河地正伸・松重一夫・
佐野友春・高木博夫

218

0608CB961 Ⅳ .7.1（4）次世代アジアフラックスへの先導 藤沼康実 地球 C 犬飼孔・油田さと子 218

文科 - 海地 0507CC919 Ⅳ .1.1（15）西太平洋の海洋大気間 CO2・酸素収

支観測

向井人史 地球 C 遠嶋康徳・野尻幸宏・
荒巻能史

49

0509CC331 Ⅳ .1.1（16）海洋二酸化炭素センサー開発と観測

基盤構築

野尻幸宏 地球 C 49

文科 - 科研

費

0305CD329 Ⅳ .2.4（8）中国湖沼をモデルとしたバイオ・エ

コシステム導入アオコ発生防止効果の調

査研究

稲森悠平 循環 C 板山朋聡・蛯江美孝 113

0405CD390 Ⅳ .4.2（3）フライウェイ中継湿地における水鳥

相と水生植物相の関係探索

矢部徹 生物 玉置雅紀 174

0205CD417 Ⅳ .5.2（3）ライダーによるエアロゾル性状の空

間分布測定

杉本伸夫 大気 清水厚 195

0406CD419 Ⅳ .5.2（11）アジア域における人間活動による大

気環境変動の将来予測　―将来化学気候

図の作成―

大原利眞 PM2.5 菅田誠治 198

0405CD420 Ⅳ .5.2（8）エアロゾルの乾性沈着と大気環境イ

ンパクト

大原利眞 PM2.5 内山政弘 197

0406CD448 Ⅳ .4.2（9）環境同位体を用いた干潟・湿地生態

系の自然再生事業の評価手法に関する研

究

野原精一 生物 広木幹也 178

0408CD465 Ⅳ .1.3（7）途上国における温暖化対策と持続可

能な発展－「京都」以後の国際制度設計

をめざして

亀山康子 社会 橋本征二 69

0406CD466 Ⅳ .1.4（3）亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極

域大気と中緯度大気の混合の年々変動に

関する研究

秋吉英治 成層圏 73

0406CD469 Ⅳ .4.2（10）泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群

集の多様性および機能に及ぼす影響

広木幹也 生物 178

0406CD473 Ⅳ .4.1（18）鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす

影響の研究

永田尚志 多様性 164

0405CD479 Ⅴ . （21）亜熱帯における塩化メチル放出植物

の検索と塩化メチル放出量を支配する環

境要因の解明

横内陽子 化学 斉藤拓也 234

0407CD481 Ⅳ .4.1（20）種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科

昆虫の進化経路の探索

立田晴記 リスク C 165

0205CD484 Ⅳ .1.2（4）地上観測と航空機観測によるエアロ

ゾル性状の空間分布測定

畠山史郎 大気 高見昭憲 52

0406CD489 Ⅴ . （23）超高磁場多核種 MRS を用いる脳機能

発現の代謝機構の研究

三森文行 ホルモン 渡邉英宏・梅津豊司 235

0406CD492 Ⅴ . （24）超高磁場 MRI による人脳内の興奮性

及び抑制性神経伝達物質の無侵襲同時計

測法の研究

渡邉英宏 ホルモン 三森文行 236

文科 - 科研

費

0406CD496 Ⅳ .3.4（5）数理モデルと生物試験を併用したダ

イオキシンの人健康リスク評価

丸山若重 リスク C 青木康展 139

0405CD500 Ⅳ .3.5（8）ナノ粒子の肺胞壁通過機構の解明と

細胞毒性評価法の開発

古山昭子 PM2.5 148

0306CD536 Ⅳ .2.4（9）洗浄剤注入による土壌汚染のレメ

ディエーション技術の効率と安全性に関

する基礎的研究

稲葉一穂 水土壌 114

0305CD537 Ⅴ . （11）釧路湿原の自然環境修復を目的とし

た生態系再生ポテンシャルの推定と最適

地抽出

亀山哲 流域 228
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0306CD553 Ⅳ .5.1（11）建物・街区・都市・地域の各規模に

またがる熱環境解析とアジアの巨大都市

への適用

一ノ瀬俊明 地球 C 片岡久美 186

0305CD554 Ⅳ .5.1（10）山風が都市ヒートアイランドに及ぼ

す影響に関する研究

一ノ瀬俊明 地球 C 片岡久美 186

0405CD760 Ⅴ . （22）生物処理システム中の腐生食物網に

おける捕食微小動物類の機能解析

板山朋聡 循環 C 稲森悠平 235

0405CD763 Ⅳ .2.2（7）最終処分場における環境汚染修復ポ

テンシャル評価のための DNA マイクロア

レイ構築

山田正人 循環 C 井上雄三・
Bulent Inanc

91

0507CD821 Ⅳ .5.2（14）東シベリアにおける森林火災による

大気環境影響とその日本への越境大気汚

染の解明

村野健太郎 大気 向井人史 200

0507CD824 Ⅳ .5.3（10）都市内大規模河川（ソウル市清渓

川）の復元による暑熱現象改善効果の実

証

一ノ瀬俊明 地球 C 片岡久美 205

0507CD468 Ⅳ .5.6（2）森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上

に向けた日本の統一的土壌分類案の適用

に関する研究

村田智吉 水土壌 亀山哲 213

0507CD473 Ⅳ .3.3（12）ナノ・マイクロ LC/MS による環境・

廃棄物試料のグリーンケミストリ分析技

術の開発

鈴木茂 循環 C 柴田康行 136

0506CD504 Ⅴ . （40）高分解能スペクトルと偏光特性を利

用した大気気体遠隔測定手法の開発

青木忠生 地球 C 森野勇 244

0506CD517 Ⅳ .3.5（13）有害化学物質曝露マウスにおけるマ

イクロダイアリシス法による神経免疫機

能の検出

TIN-TIN-
WIN-SHWE

健康 藤巻秀和 151

0406CD530 Ⅴ . （25）氷床コア中宇宙線起源放射性核種の

高密度高精度測定手法の開発

柴田康行 化学 植弘崇嗣・田中敦・
米田穣

236

0507CD531 Ⅳ .2.4（12）生物学的栄養塩類除去プロセスにお

ける同位体解析を導入した微生物ループ

の解明

蛯江美孝 循環 C 115

0506CD534 Ⅴ . （41）視床下部における生殖中枢の性差と

性分化機構の解明

塚原伸治 健康 244

0506CD535 Ⅴ . （42）生殖のライフサイクルにおける脳の

機能構造の変化と性特異性に関する研究

塚原伸治 健康 245

0506CD536 Ⅴ . （43）原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の

細胞への取り込みに関する研究

菅野さな枝 健康 245

0507CD539 Ⅳ .4.1（27）小笠原諸島における固有水生生物の

保全手法についての研究

佐竹潔 生物 上野隆平・五箇公一 169

0507CD554 Ⅳ .1.2（23）上部対流圏から下部成層圏における

水蒸気分布の変動要因の解明と気候への

影響評価

江口菜穂 地球 C 62

0506CD556 Ⅳ .5.4（10）金属水酸化物への DOM 吸着特性に

基づいた最適凝集条件の検討

小松一弘 水土壌 211

0506CD909 Ⅳ .3.1（18）前鰓類のインポセックス誘導機構の

解明：レチノイド X 受容体（RXR）を介

した有機スズ化合物の作用機序の解析

堀口敏宏 ホルモン 白石寛明・西川智浩 127

0507CD921 Ⅳ .5.4（11）湖沼における溶存鉄の存在形態分析

と鉄利用性がアオコ発生に及ぼす影響

今井章雄 水土壌 松重一夫・小松一弘 212

0205CD956 Ⅳ .5.2（4）東アジアにおける大気エアロゾルの

輸送と酸性雨・酸性沈着－研究調整

大原利眞 PM2.5 196

文科 - 科研

費

0506CD958 Ⅳ .5.1（23）生活の質（QOL) に影響を及ぼす環

境因子に関する研究

山崎新 PM2.5 192

文科 - 振興

費

0206CE421 Ⅳ .5.3（4）地下水利用の現状把握と将来予測手

法の開発研究

大坪國順 水土壌 一ノ瀬俊明・片岡久
美

202

0206CE476 Ⅵ . （3）遺伝子資源としての藻類の収集・保

存・提供

渡邉信 生物 笠井文絵・河地正伸・
清水明

252

0306CE525 Ⅳ .1.2（10）高分解能大気海洋モデルを用いた地

球温暖化予測に関する研究

野沢徹 大気 江守正多・小倉知夫・
永島達也

55

0506CE848 Ⅴ . （44）日本とオーストリアの戸外活動の比

較

青木陽二 社会 榊原栄子 246

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
―  484  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
0507CE943 Ⅳ .4.1（28）鳥類細胞保存のアジア国際ネット

ワーク構築

桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・今里栄男 169

厚労 - 厚生

科学

0305DA510 Ⅳ .3.4（3）化学物質リスク評価における定量的

構造活性相関に関する研究　－　反復投

与毒性試験を指標にした３次元構造活性

相関モデルに関する研究

青木康展 リスク C 小松英司 138

NEDO 0305KA600 Ⅳ .5.3（5）嫌気性生物膜の高度利用による排水

処理技術

珠坪一晃 水土壌 203

JST 0105KB284 Ⅳ .3.1（14）ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と

生殖系への影響

高野裕久 ホルモン 柳澤利枝 125

0106KB392 Ⅴ . （5）高密度励起子状態を利用したダイヤ

モンド紫外線ナノデバイスの開発

久米博 化学 小野雅司 226

0205KB459 Ⅴ . （8）新規環境・技術リスクの社会的ガバ

ナンスの国際比較

兜眞徳 首席 青柳みどり 227

0407KB498 Ⅳ .5.1（16）都市域における PM2.5 大気汚染特性

と生成機構解明研究

若松伸司 PM2.5 大原利眞・西川雅高・
高橋克行・長谷川就
一・小林伸治・松橋
啓介・伏見暁洋・
菅田誠治・早崎将光・
上原清・神田勲・
片山学

189

0307KB571 Ⅴ . （15）可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装

置の開発 (2) オゾン・ClO・水蒸気変動の

解析とモデル化

中根英昭 大気 秋吉英治 231

0508KB555 Ⅳ .1.3（9）気候変動問題についての市民の理解

と対応についての調査分析および文化モ

デルの構築

青柳みどり 社会 70

0505KB936 Ⅳ .2.4（11）温室効果ガス発生抑制と N・P 除去

機能強化を両立する適正人工湿地システ

ムの開発

桂萍 循環 C 115

その他公募 0406KZ511 Ⅳ .3.5（10）宇宙放射線被曝がゼブラフィッシュ

体内の突然変異発生に及ぼす影響

青木康展 リスク C 太田宗宏・天沼喜美
子

149

0510KZ503 Ⅳ .5.3（11）都市の地下環境に残る人間活動の影

響

一ノ瀬俊明 地球 C 片岡久美 206

0506KZ959 Ⅳ .5.1（24）健康関連の生活の質（Health-related 
Quality of Life）が環境に配慮した行動様式

に及ぼす影響に関わる研究

山崎新 PM2.5 193

共同研究 0510LA843 Ⅳ .3.5（16）環境有害因子の健康リスク評価とそ

のメカニズム解明に関する研究

遠山千春 健康 152

委託請負 0405MA394 Ⅳ .2.2（8）埋立層内ガスに着目した海面埋立最

終処分場の安定化メカニズムに関する研

究

井上雄三 循環 C 遠藤和人・坂内修 92

0505MA820 Ⅳ .4.1（22）遺伝子組換え生物（ナタネ）による

影響監視調査

佐治光 生物 青野光子・中嶋信美 166

0507MA519 Ⅴ . （47）大気中ナノ粒子の多元素・多成分同

時計測技術を用いた環境評価技術の開発 

「開発装置を用いた大気中ナノ粒子の

フィールド計測と評価」

田邊潔 化学 小林伸治・伏見暁洋 247

0505MA924 Ⅳ .5.3（8）微生物による硫黄還元サイクル機能

を活性化した次世代の水資源循環技術の

開発に関する先導調査（低有機物濃度排

水のメタン発酵処理に関する調査）

珠坪一晃 水土壌 205

委託請負 0505MA928 Ⅳ .2.2（14）海面最終処分場の閉鎖・廃止基準に

関する調査解析業務

井上雄三 循環 C 山田正人・遠藤和人 96

0307ZZ476 Ⅴ . （16）ジフェニルアルシン酸等の健康影響

に関する調査研究　（分析班）

柴田康行 化学 231

0505ZZ965 Ⅵ . （6）生物多様性情報共有と利用に関する

研究

志村純子 基盤ラボ 253

* 0105PR011 Ⅲ .2.1.1 循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する

研究

森口祐一 循環 C 30

0105PR012 Ⅲ .2.1.2 廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処

分技術及びシステムに関する研究

森口祐一 循環 C 32
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0105PR013 Ⅲ .2.1.3 資源循環・廃棄物管理システムに対応し

た総合リスク制御手法の開発に関する研

究

森口祐一 循環 C 33

0105PR014 Ⅲ .2.1.4 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環

境改善技術システムの開発に関する研究

森口祐一 循環 C 34

0105PR021 Ⅲ .2.2 化学物質環境リスクに関する研究－効率

的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研

究

白石寛明 リスク C 36

0105SP011 Ⅲ .1.1.1 炭素循環と吸収源変動要因の解明 井上元 温暖化 19

0105SP012 Ⅲ .1.1.1 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対

策研究

井上元 温暖化 20

0105SP021 Ⅲ .1.2 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明

今村隆史 成層圏 21

0105SP031 Ⅲ .1.3.1 内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

米元純三 ホルモン 23

0105SP032 Ⅲ .1.3.2 ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

米元純三 ホルモン 24

0105SP041 Ⅲ .1.4 生物多様性の減少機構の解明と保全 椿宜高 多様性 25

0105SP051 Ⅲ .1.5 東アジアの流域圏における生態系機能の

モデル化と持続可能な環境管理

村上正吾 流域 27

0105SP061 Ⅲ .1.6 大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディー

ゼル排気粒子（DEP）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価

若松伸司 PM2.5 28

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

首席 首席研究官

社会 社会環境システム研究領域

化学 化学環境研究領域

健康 環境健康研究領域

大気 大気圏環境研究領域

水土壌 水土壌圏環境研究領域

生物 生物圏環境研究領域

地球温暖化 地球温暖化の影響評価と対策効果プロ ジェ ク ト グループ

成層圏 成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明プロ ジェ ク ト グループ

環境ホルモン 内分泌か く 乱化学物質及びダ イオキシン類の リ ス ク評価 と管理プロ ジェ ク ト

グループ

生物多様性 生物多様性の減少機構の解明と保全プロ ジェ ク ト グループ

流域圏 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル と 持続可能な環境管理プ ロ

ジェ ク ト グループ

PM2.5 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） 等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロ ジェ ク ト グループ

循環 C 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

地球 C 地球環境研究セン ター

基盤ラ ボ 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

首席研究官 Ⅳ .1.2（7）地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査：健
康影響研究

兜眞徳 0206BY530 53

Ⅳ .1.2（26）健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化
に関する研究 (3) 温暖化と熱中症・熱ストレスに関する
研究

兜眞徳 0509BA937 64

Ⅳ .3.5（9）次世代光源を視野に入れた人工光環境の脳神経・内
分泌系影響研究

兜眞徳 0406AI503 148

Ⅴ . （8）新規環境・技術リスクの社会的ガバナンスの国際比較 兜眞徳 0205KB459 227

社会環境システム
研究領域

Ⅳ .1.1（5）温室効果ガス観測衛星データの解析手法高度化と利
用に関する研究

横田達也 0406BA414 43

Ⅳ .1.1（10）情報通信機器の消費電力自動管理システムに関す
る技術開発

甲斐沼美紀子 0406BH483 46

Ⅳ .1.2（1）環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する研究 甲斐沼美紀子 0105AE034 50

Ⅳ .1.2（6）地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査 原沢英夫 0206BY485 53

Ⅳ .1.2（8）環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持に
関する研究

山野博哉 0305BA535 54

Ⅳ .1.2（15）温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関す
る研究

亀山康子 0406BA354 57

Ⅳ .1.2（18）温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 甲斐沼美紀子 0408BA369 59

Ⅳ .1.2（21）アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の
緩和・適応政策の評価に関する研究

甲斐沼美紀子 0507BA794 61

Ⅳ .1.2（22）統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安定
化経路に関する研究

原沢英夫 0507BA507 61

Ⅳ .1.3（2）主要国の政治制度が地球環境政策決定に与える影響
に関する研究

亀山康子 0305AE533 66

Ⅳ .1.3（3）2013 年以降の地球温暖化対策促進に向けた国際合意
のための方法に関する研究

亀山康子 0305BA534 67

Ⅳ .1.3（5）地球環境問題に関連する国際法規範形成過程に関す
る研究

久保田泉 0406AE413 68

Ⅳ .1.3（6）中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規律する法
原則に関する研究

久保田泉 0406BA411 68

Ⅳ .1.3（7）途上国における温暖化対策と持続可能な発展－「京
都」以後の国際制度設計をめざして

亀山康子 0408CD465 69

Ⅳ .1.3（8）ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手段と
その効果に関する研究

青柳みどり 0507BA792 69

Ⅳ .1.3（9）気候変動問題についての市民の理解と対応について
の調査分析および文化モデルの構築

青柳みどり 0508KB555 70

Ⅳ .2.1（5）環境負荷の低減と自然資源の適正管理のための施策
とその評価手法に関する研究

森口祐一 0105AE016 79

Ⅳ .2.1（14）アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの
形成要因についての研究

青柳みどり 0507AE793 85

Ⅳ .2.1（15）廃棄物対策が家計のごみ排出削減に及ぼす影響に
関する計量経済学的研究

日引聡 0507BE946 85

Ⅳ .6.2（1）平成 17 年度アジア太平洋地域における戦略的デー
タベースを用いた応用シナリオ開発等事業

甲斐沼美紀子 0505BY910 215

Ⅳ .7.2（1）大気衛星観測データの放射伝達解析に関する研究 横田達也 0105AE259 219

Ⅳ .7.2（2）ILAS-II データの処理・保存・提供のためのシステ
ム開発・改訂及び運用

横田達也 0205AA340 219

Ⅳ .7.2（3）ILAS-II データ処理運用システムの開発に関する基
礎的研究

横田達也 0205AE341 219

Ⅳ .7.2（5）GOSAT 衛星搭載温室効果ガス観測センサのデータ
処理手法の開発

横田達也 0505AE833 220

Ⅴ . （1）風景評価の人間社会的側面に関する研究 青木陽二 0105AE019 225
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社会環境システム
研究領域

Ⅴ . （30）種々の環境問題に現れる拡散現象に関する数値シ
ミュレーションに関する研究

須賀伸介 0505AE787 239

Ⅴ . （32）排出ガス規制が自動車産業における企業の研究開
発と生産性へ及ぼす影響に関する実証研究：ポーター仮
説の検証

日引聡 0505AF815 240

Ⅴ . （34）高頻度衛星観測によるヒートアイランド対策の広
域直接評価に関する先駆的研究

松永恒雄 0505AF845 241

Ⅴ . （37）多地点同時観測データのデータ処理に関する研究 須賀伸介 0506AE786 242

Ⅴ . （44）日本とオーストリアの戸外活動の比較 青木陽二 0506CE848 246

Ⅴ . （45）遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識
に関する研究

松永恒雄 0507AE844 246

化学環境研究領域 Ⅳ .1.2（3）南北両半球における VOC( 揮発性有機化合物 ) の
ベースラインモニタリング

横内陽子 0105AF045 51

Ⅳ .1.2（24）東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出
に関する観測研究

横内陽子 0508BB770 63

Ⅳ .3.1（13）魚類を用いた内分泌撹乱化学物質の影響評価試験 鑪迫典久 0105BY439 124

Ⅳ .3.1（15）甲殻類（ミジンコ）における内分泌撹乱化学物質
の研究

鑪迫典久 0205BY441 125

Ⅳ .3.3（1）環境中／生態系での元素のトレースキャラクタリ
ゼーション並びに動態に関する基礎研究

瀬山春彦 0105AE042 131

Ⅳ .3.3（4）有機フッ素化合物等 POPs 様汚染物質の発生源評
価・対策並びに汚染実態解明のための基盤技術開発に関
する研究

柴田康行 0305AG494 132

Ⅳ .3.3（5）有害化学物質による地球規模海洋汚染の動態解明と
予測に関する研究

刀正行 0305BA412 133

Ⅳ .3.3（6）ガス状ほう素化合物による大気汚染監視測定技術及
び除外技術の開発

田中敦 0305BC499 134

Ⅳ .3.3（9）環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究  
（2）ダイオキシン類測定の高度化における精度管理

伊藤裕康 0406AE449 135

Ⅳ .3.3（11）生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリ
ゼーション

瀬山春彦 0507AE797 136

Ⅴ . （4）サンゴ年輪気候学に基づく、アジアモンスーン域に
おける海水温上昇の解析に関する研究 (2) 炭素 14 を用
いた表層炭素リザーバーの二酸化炭素交換に関する研究

柴田康行 0105BB049 225

Ⅴ . （5）高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外線ナ
ノデバイスの開発

久米博 0106KB392 226

Ⅴ . （9）空気汚染物質のモニタリングと発生源解析に関する
手法研究

田邊潔 0305AE516 228

Ⅴ . （12）洋上風力発電を利用した水素製造技術開発 植弘崇嗣 0307BH598 229

Ⅴ . （16）ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査
研究　（分析班）

柴田康行 0307ZZ476 231

Ⅴ . （21）亜熱帯における塩化メチル放出植物の検索と塩化
メチル放出量を支配する環境要因の解明

横内陽子 0405CD479 234

Ⅴ . （25）氷床コア中宇宙線起源放射性核種の高密度高精度
測定手法の開発

柴田康行 0406CD530 236

Ⅴ . （28）新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発 久米博 0408BY576 238

Ⅴ . （36）熱帯植物からのハロカーボン放出過程 斉藤拓也 0505AF951 242

Ⅴ . （47）大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を
用いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大気中ナ
ノ粒子のフィールド計測と評価」

田邊潔 0507MA519 247

Ⅵ . （1）化学形態分析のための環境標準試料の作製と評価に
関する研究

伊藤裕康 0105AD249 251

Ⅵ . （2）環境試料長期保存（スペシメンバンク）に関する研
究

柴田康行 0105AD251 251

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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環境健康研究領域 Ⅳ .3.2（5）環境汚染物質に対する感受性決定遺伝子の探索を介
した新しい健康リスク評価法の開発

大迫誠一郎 0305BD572 130

Ⅳ .3.3（8）ヒ素の生体影響において DNA メチル化率は分子
マーカーとして使えるのか？

崔星 0405AF788 134

Ⅳ .3.4（4）トキシコゲノミクスを利用した環境汚染物質の健康
･生物影響評価法の開発に関する研究

野原恵子 0406AG337 138

Ⅳ .3.4（8）様々な学習段階におけるマウスの脳機能を調べるた
めの in vivo マイクロダイアリシス法の確立

TIN-TIN-
WIN-SHWE

0505AF831 140

Ⅳ .3.4（9）ナノ素材がアトピー性皮膚炎に及ぼす影響とそのメ
カニズムの解明に関する研究

柳澤利枝 0506AF960 141

Ⅳ .3.4（12）環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価
する in vivo モデルの開発と検証

高野裕久 0507AG476 142

Ⅳ .3.5（1）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響 平野靖史郎 0005AE245 144

Ⅳ .3.5（2）環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫学
的研究

小野雅司 0105AE071 144

Ⅳ .3.5（5）有害化学物質情報の生体内高次メモリー機能の解明
とそれに基づくリスク評価手法の開発に関する研究

藤巻秀和 0305AG493 145

Ⅳ .3.5（6）バイオナノ協調体による有害化学物質の生体影響の
高感度・迅速評価技術の開発

持立克身 0307BY601 146

Ⅳ .3.5（11）In vivo 神経活動イメージングによる化学物質の脳
に及ぼす影響評価法の確立

塚原伸治 0505AF802 150

Ⅳ .3.5（13）有害化学物質曝露マウスにおけるマイクロダイア
リシス法による神経免疫機能の検出

TIN-TIN-
WIN-SHWE

0506CD517 151

Ⅳ .3.5（14）メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 0509AE796 152

Ⅳ .3.5（15）環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシス
テムの開発

平野靖史郎 0509BD785 152

Ⅳ .3.5（16）環境有害因子の健康リスク評価とそのメカニズム
解明に関する研究

遠山千春 0510LA843 152

Ⅳ .5.1（17）車道走行中の大気汚染曝露評価に関する基礎的検
討

田村憲治 0505AE526 189

Ⅳ .5.1（18）原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の細胞への取り
込みに関する研究

菅野さな枝 0505AF784 190

Ⅴ . （41）視床下部における生殖中枢の性差と性分化機構の
解明

塚原伸治 0506CD534 244

Ⅴ . （42）生殖のライフサイクルにおける脳の機能構造の変
化と性特異性に関する研究

塚原伸治 0506CD535 245

Ⅴ . （43）原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の細胞への取り
込みに関する研究

菅野さな枝 0506CD536 245

大気圏環境研究
領域

Ⅳ .1.1（3）分光法を用いた遠隔計測に関する研究 森野勇 0308AE539 42

Ⅳ .1.1（4）波照間・落石モニタリングステーションで観測され
る微量気体成分の短周期変動に基づく東アジア地域の相
対的発生源強度の推定

遠嶋康徳 0405AE342 42

Ⅳ .1.2（2）数値気候モデルが持つ不確実性の評価に関する研究 野沢徹 0105AE446 51

Ⅳ .1.2（4）地上観測と航空機観測によるエアロゾル性状の空間
分布測定

畠山史郎 0205CD484 52

Ⅳ .1.2（5）高スペクトル分解ライダー等による雲・エアロゾル
観測の研究

杉本伸夫 0206BA342 52

Ⅳ .1.2（9）大気中の水・エネルギー循環の変化予測を目的とし
た気候モデルの精度向上に関する研究

野沢徹 0305BA541 54

Ⅳ .1.2（10）高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測
に関する研究

野沢徹 0306CE525 55

Ⅳ .1.2（11）気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に
関する研究

日暮明子 0308AE486 56

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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大気圏環境研究
領域

Ⅳ .1.2（12）大気海洋結合系の気候感度決定メカニズムに関す
る研究

小倉知夫 0308AE591 56

Ⅳ .1.2（13）二波長偏光ライダーのデータ解析手法の研究 杉本伸夫 0406AE344 57

Ⅳ .1.2（14）地球温暖化による極端現象の変化に関する気候モ
デル研究

江守正多 0406AE537 57

Ⅳ .1.2（16）極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナリオ
を用いた温暖化影響評価研究

江守正多 0406BA488 58

Ⅳ .1.2（17）気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数
値的研究

永島達也 0408AE494 59

Ⅳ .1.2（20）大気・陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガス
の交換プロセス解明に関する基礎研究

高橋善幸 0507AE963 60

Ⅳ .5.2（1）大陸規模広域大気汚染に関する国際共同研究 畠山史郎 0105AG108 194

Ⅳ .5.2（3）ライダーによるエアロゾル性状の空間分布測定 杉本伸夫 0205CD417 195

Ⅳ .5.2（5）大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 0308AE510 196

Ⅳ .5.2（6）日本におけるオゾンとその前駆物質の季節内・年々
変動に及ぼす地域気候変化の影響に関する予備的研究

谷本浩志 0405BA463 196

Ⅳ .5.2（7）新規質量分析法を用いた揮発性・半揮発性有機化合
物の実時間測定手法の開発

谷本浩志 0405BD464 197

Ⅳ .5.2（9）ミー散乱ライダーにおける受光検出部が測定誤差に
及ぼす影響の検討

松井一郎 0406AE392 198

Ⅳ .5.2（10）ライダーによるエアロゾル変動の検出およびデー
タ提供手法に関する研究

清水厚 0406AE393 198

Ⅳ .5.2（13）アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸
送・変質プロセスの解明に関する研究

畠山史郎 0507BA825 199

Ⅳ .5.2（14）東シベリアにおける森林火災による大気環境影響
とその日本への越境大気汚染の解明

村野健太郎 0507CD821 200

Ⅳ .5.2（15）エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 0510AE803 200

Ⅴ . （10）光化学チャンバーを用いた有機エアロゾル生成に
関する研究

佐藤圭 0305AE520 228

Ⅴ . （14）大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の
開発

内山政弘 0307BY592 230

Ⅴ . （15）可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発 (2)
オゾン・ClO・水蒸気変動の解析とモデル化

中根英昭 0307KB571 231

Ⅴ . （18）長大立坑で生成する雲粒の粒径を決定する過程に
関する研究

内山政弘 0405AE433 232

Ⅴ . （26）質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関す
る研究

猪俣敏 0408AE338 236

水土壌圏環境研究
領域

Ⅳ .2.4（9）洗浄剤注入による土壌汚染のレメディエーション技
術の効率と安全性に関する基礎的研究

稲葉一穂 0306CD536 114

Ⅳ .3.3（7）東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関す
る研究

土井妙子 0307AE532 134

Ⅳ .5.3（4）地下水利用の現状把握と将来予測手法の開発研究 大坪國順 0206CE421 202

Ⅳ .5.3（5）嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術 珠坪一晃 0305KA600 203

Ⅳ .5.3（6）改革開放後の中国国内における流動人口の特性とそ
のモデル化

大坪國順 0405AE386 203

Ⅳ .5.3（7）都市・流域圏環境モニタリング及び環境情報基盤整
備に関する研究

木幡邦男 0505BD914 204

Ⅳ .5.3（8）微生物による硫黄還元サイクル機能を活性化した次
世代の水資源循環技術の開発に関する先導調査（低有機
物濃度排水のメタン発酵処理に関する調査）

珠坪一晃 0505MA924 205

Ⅳ .5.3（9）底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染のト
レンドの解析に関する研究

稲葉一穂 0507AE819 205

Ⅳ .5.4（3）天然水系中における溶存フミン物質に関する研究 今井章雄 0105AE110 208

Ⅳ .5.4（5）有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に関
する研究：適正な浅海域管理をめざして

中村泰男 0206AF384 208
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水土壌圏環境研究
領域

Ⅳ .5.4（6）サンゴ礁生物多様性保全地域の選定に関する研究 原島省 0305BA557 209

Ⅳ .5.4（7）霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に関
する長期モニタリング

冨岡典子 0307AF511 209

Ⅳ .5.4（8）水土壌環境における微生物群集構造と活性評価に関
する基礎的研究

冨岡典子 0405AE359 210

Ⅳ .5.4（9）有機物リンケージに基づいた湖沼環境の評価と改善
シナリオ作成

今井章雄 0406AG399 210

Ⅳ .5.4（10）金属水酸化物への DOM 吸着特性に基づいた最適凝
集条件の検討

小松一弘 0506CD556 211

Ⅳ .5.4（11）湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性が
アオコ発生に及ぼす影響

今井章雄 0507CD921 212

Ⅳ .5.6（1）汚染土壌中の重金属の動態におよぼす天然および土
壌中有機物の影響

村田智吉 0506AE766 213

Ⅳ .5.6（2）森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本の
統一的土壌分類案の適用に関する研究

村田智吉 0507CD468 213

Ⅳ .5.6（3）流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウムの
濃度と形態に与える影響

越川昌美 0508AE926 213

Ⅴ . （2）土壌中における微生物の挙動に関する研究 向井哲 0105AE120 225

生物圏環境研究
領域

Ⅳ .1.1（1）21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合
的炭素収支研究 ～ボトムアップ（微気象・生態学的）ア
プローチによる陸域生態系の炭素収支解析に関する研究 
（１）森林・草地生態系における炭素収支の定量的評価
に関する研究：熱帯森林生態系における炭素収支

奥田敏統 0206BA830 41

Ⅳ .1.2（19）高山植生による温暖化影響検出のモニタリングに
関する研究

名取俊樹 0408BB475 60

Ⅳ .1.2（25）低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度
上昇の影響

名取俊樹 0509AE952 63

Ⅳ .1.2（27）チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期
予測に関する研究

唐艷鴻 0509BB829 65

Ⅳ .2.1（10）微細藻類を利用したエネルギー再生技術開発 渡邉信 0406BH508 82

Ⅳ .4.1（4）微細藻類の多様性に及ぼす環境ストレスの影響 笠井文絵 0105AE133 156

Ⅳ .4.1（5）円石藻の多様性研究と地球環境モニタリングへの適
用

河地正伸 0105AE148 156

Ⅳ .4.1（13）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索
と機能解析

佐治光 0307AE503 160

Ⅳ .4.1（16）大型船舶のバラスト水・船体付着により越境移動
する海洋生物がもたらす生態系攪乱の動態把握とリスク
管理に関する研究

河地正伸 0406BA505 163

Ⅳ .4.1（21）ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する
研究

上野隆平 0408AE467 166

Ⅳ .4.1（22）遺伝子組換え生物（ナタネ）による影響監視調査 佐治光 0505MA820 166

Ⅳ .4.1（27）小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ
いての研究

佐竹潔 0507CD539 169

Ⅳ .4.1（30）環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に
関する研究

宮下衛 0508AE799 170

Ⅳ .4.1（33）環境ストレス関連遺伝子群を用いた植物の環境適
応能評価

青野光子 0509AE798 172

Ⅳ .4.2（1）北部九州におけるハンノキ群落およびハマボウ群落
の生態とその保全に関する研究

清水英幸 0205AH753 173

Ⅳ .4.2（2）湿地生態系の自然再生技術評価に関する研究 野原精一 0305AG597 174

Ⅳ .4.2（3）フライウェイ中継湿地における水鳥相と水生植物相
の関係探索

矢部徹 0405CD390 174

Ⅳ .4.2（6）海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 0406AF389 176
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生物圏環境研究
領域

Ⅳ .4.2（7）21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合
的炭素収支研究 ～草原・農耕地生態系における炭素収支
の定量的評価に関する研究：青海草原炭素収支に関する
研究

唐艷鴻 0406BA141 176

Ⅳ .4.2（8）北東アジアにおける砂漠化アセスメント及び早期警
戒体制（EWS）構築のためのパイロットスタディ（3） 土
壌･植生･水文解析による土地脆弱性の評価

清水英幸 0406BA405 177

Ⅳ .4.2（9）環境同位体を用いた干潟・湿地生態系の自然再生事
業の評価手法に関する研究

野原精一 0406CD448 178

Ⅳ .4.2（10）泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群集の多様性お
よび機能に及ぼす影響

広木幹也 0406CD469 178

Ⅳ .4.2（11）塩湿地における植生とその決定要因 矢部徹 0505AE841 179

Ⅳ .4.2（12）熱帯域におけるエコシステムマネージメントに関
する研究

奥田敏統 0506BA372 179

Ⅳ .4.2（13）森林－土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再
生に関する研究（5） 熱帯林の生物多様性評価と再生指標
に関する研究

清水英幸 0507BA849 180

Ⅳ .4.2（14）ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手
法の開発

清水英幸 0509AH953 180

Ⅳ .7.1（3）アジア国際河川生態系長期モニタリング体制の構築 渡邉信 0406CB504 218

Ⅴ . （7）河川等湿地に生息する底生動物の分類及び生態に関
する基礎的研究

佐竹潔 0205AE370 227

Ⅴ . （46）地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断 河地正伸 0507BC935 246

Ⅵ . （3）遺伝子資源としての藻類の収集・保存・提供 渡邉信 0206CE476 252

Ⅵ . （7）微生物系統保存施設に保存されている微細藻類保存
株の分類学的再評価と保存株データベースの整備

笠井文絵 0507AD816 254

地球温暖化研究
プロジェクト

Ⅲ .1.1.1 炭素循環と吸収源変動要因の解明 井上元 0105SP011 19

Ⅲ .1.1.2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナリオ分析とア
ジアを中心とした総合対策研究

井上元 0105SP012 20

Ⅳ .1.1（2）定期旅客便による温室効果気体観測のグローバルス
タンダード化

町田敏暢 0305CB432 41

Ⅳ .1.1（7）大気境界層の高頻度観測による大陸上 CO2 の挙動と
輸送に関する研究

町田敏暢 0406BB430 44

Ⅳ .1.1（8）西部太平洋域の微量温室効果ガス分布と発生源に関
する研究

野尻幸宏 0406BB918 45

Ⅳ .1.1（14）京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する
研究（2） 吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 1） 吸
収量評価モデルの開発 2） 吸収量評価モデルの不確実性解
析

山形与志樹 0506BA776 48

Ⅳ .1.3（1）21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合
的炭素収支研究 ～アジア陸域生態系の炭素収支変動予測
と 21 世紀の炭素管理手法の検討 21 世紀の陸域炭素管理
オプションの総合評価と炭素収支の統合予測モデルの開
発

山形与志樹 0206BA423 65

成層圏オゾン層
変動研究プロ
ジェクト

Ⅲ .1.2 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明 今村隆史 0105SP021 21

Ⅳ .1.4（1）オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に関
する研究

今村隆史 0206BA782 71

Ⅳ .1.4（2）衛星観測データを利用した極域オゾン層破壊の機構
解明に関する研究

中島英彰 0406BA352 72

Ⅳ .1.4（3）亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気と中緯度
大気の混合の年々変動に関する研究

秋吉英治 0406CD466 73

Ⅳ .1.4（4）3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に
関する研究

秋吉英治 0408AE373 73
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成層圏オゾン層
変動研究プロ
ジェクト

Ⅳ .1.4（5）地上赤外分光観測による微量気体成分高度分布導出
手法の高度化のための研究

中島英彰 0505AF779 73

Ⅳ .7.2（4）衛星データ等を利用した高緯度成層圏の気温・気圧
高度分布の比較研究およびそのトレンド解析

杉田考史 0305AE528 220

Ⅴ . （35）吸収線形の隔翼における振る舞いについて 田中智章 0505AF525 241

環境ホルモン・ダ
イオキシン研究プ
ロジェクト

Ⅲ .1.3.1 内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関する研究 米元純三 0105SP031 23

Ⅲ .1.3.2 ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関する研究 米元純三 0105SP032 24

Ⅳ .3.1（2）野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影
響に関する研究

堀口敏宏 0105AA166 118

Ⅳ .3.1（3）内分泌かく乱化学物質の脳・神経系への影響評価に
関する研究

三森文行 0105AA167 119

Ⅳ .3.1（4）内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に関する研究 橋本俊次 0105AA168 120

Ⅳ .3.1（5）内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合情
報システムに関する研究

鈴木規之 0105AA169 120

Ⅳ .3.1（6）ウズラでの環境ホルモン感受性試験の国際標準化 高橋慎司 0105AA354 121

Ⅳ .3.1（7）内分泌かく乱化学物質の生殖系への影響評価に関す
る研究

米元純三 0105AA378 121

Ⅳ .3.1（8）海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機能障害に
関する研究

堀口敏宏 0105AE043 122

Ⅳ .3.1（9）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の影響 多田満 0105AE176 122

Ⅳ .3.1（10）酵母アッセイシステムを用いた S9 代謝化内分泌か
く乱物質の検出と化学構造の決定

白石不二雄 0105AE181 123

Ⅳ .3.1（11）環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対する影響 高野裕久 0105AE185 123

Ⅳ .3.1（12）内分泌攪乱化学物質による脳機能障害の分子機構
の解明

石堂正美 0105AE191 124

Ⅳ .3.1（14）ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖系への影
響

高野裕久 0105KB284 125

Ⅳ .3.1（16）蛍光色素リポフスチンによる水生甲殻類の年齢推
定法の確立

児玉圭太 0405AF507 126

Ⅳ .3.1（17）化学物質曝露による次世代影響の予測システムの
開発のための基礎的研究

曽根秀子 0505AF913 127

Ⅳ .3.1（18）前鰓類のインポセックス誘導機構の解明：レチノ
イド X 受容体（RXR）を介した有機スズ化合物の作用機
序の解析

堀口敏宏 0506CD909 127

Ⅳ .3.2（1）ダイオキシン類の体内負荷量および生体影響評価に
関する研究

米元純三 0005AA171 128

Ⅳ .3.2（2）地球規模のダイオキシン類及び POPs 汚染に関する
研究

橋本俊次 0105AA273 128

Ⅳ .3.2（3）臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に関する研究 橋本俊次 0105AE172 129

Ⅳ .3.2（4）ダイオキシン類及び POPs の環境運命予測に関する
研究

鈴木規之 0105AE173 129

Ⅳ .3.2（6）母乳からのダイオキシン曝露がもたらす水腎症の発
症とそのメカニズムの検討

西村典子 0405AE327 131

Ⅳ .3.3（3）有機微量汚染物質の環境中動態の環境測定データに
基づく解析

櫻井健郎 0305AE496 132

Ⅳ .3.3（10）底質のある水環境での有害化学物質の生物移行に
関する基礎的研究

櫻井健郎 0505AE773 135

Ⅳ .3.4（1）環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の
体系の確立に関する研究

梅津豊司 0105AE184 137

Ⅳ .3.4（11）ゲノム情報を利用した環境化学物質の影響評価法
の開発に関する研究

曽根秀子 0507AE771 142
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環境ホルモン・ダ
イオキシン研究プ
ロジェクト

Ⅳ .3.5（3）生体 NMR 分光法の高度化に関する研究 三森文行 0105AE183 145

Ⅳ .3.5（12）発生工学を利用した環境因子の生体影響評価法の
探索

石堂正美 0506AI923 150

Ⅴ . （3）環境科学研究用に開発した実験動物の有用性に関す
る研究

高橋慎司 0105AE174 225

Ⅴ . （17）環境文学にみられる有害汚染物質の生態影響に関
する研究

多田満 0405AE334 232

Ⅴ . （19）興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃
度定量化法の研究

渡邉英宏 0405AF491 232

Ⅴ . （23）超高磁場多核種 MRS を用いる脳機能発現の代謝機
構の研究

三森文行 0406CD489 235

Ⅴ . （24）超高磁場 MRI による人脳内の興奮性及び抑制性神
経伝達物質の無侵襲同時計測法の研究

渡邉英宏 0406CD492 236

Ⅴ . （39）興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃
度計測の実証に関する研究

渡邉英宏 0506AF529 243

生物多様性研究
プロジェクト

Ⅲ .1.4 生物多様性の減少機構の解明と保全 椿宜高 0105SP041 25

Ⅳ .2.4（7）環境浄化への微生物の利用およびその影響評価に関
する研究

岩崎一弘 0105AE200 113

Ⅳ .4.1（1）侵入生物による生物多様性影響機構に関する研究 五箇公一 0105AA205 154

Ⅳ .4.1（2）流域ランドスケープにおける生物多様性の維持機構
に関する研究

高村典子 0105AA207 155

Ⅳ .4.1（3）遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に関する研
究

中嶋信美 0105AA210 155

Ⅳ .4.1（6）流域スケールでの水生生物の生息環境とその保全お
よび管理に関する研究

福島路生 0105AE195 157

Ⅳ .4.1（7）二次的自然環境における陸上 - 水中にわたる生物生
活史に関する研究

高村健二 0205AE365 157

Ⅳ .4.1（8）生物群集の多様性を支配するメカニズムの解明に関
する研究

竹中明夫 0305AA506 157

Ⅳ .4.1（11）野生生物の生息適地からみた生物多様性の評価手
法に関する研究

永田尚志 0305BA558 159

Ⅳ .4.1（12）遺伝子組換え生物の開放系利用による遺伝子移行
と生物多様性への影響評価に関する研究

岩崎一弘 0305BA585 159

Ⅳ .4.1（14）霞ヶ浦における湖水白濁化現象の機構解明 宇田川弘勝 0405AF967 160

Ⅳ .4.1（15）侵入種生態リスクの評価手法と対策に関する研究 五箇公一 0406BA421 161

Ⅳ .4.1（17）ため池とその周辺環境を含む地域生態系の水循環
と公益的機能の評価

高村典子 0406BC319 163

Ⅳ .4.1（18）鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす影響の研究 永田尚志 0406CD473 164

Ⅳ .4.1（23）河道堰堤が河川生態系の規模・構造に及ぼす影響 高村健二 0506AF470 167

Ⅳ .4.1（24）リモートセンシングによる絶滅危惧種イトウ
（Hucho perryi）の産卵個体検出

福島路生 0506AF934 167

Ⅳ .4.1（25）スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究 永田尚志 0507AE780 167

Ⅳ .4.1（29）シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な
初期応答機構

玉置雅紀 0508AE772 170

Ⅳ .4.1（31）流域生態系の再生プラン支援を目的とした河川
ネットワーク解析技術の開発

福島路生 0508AH778 171

Ⅳ .4.1（32）健全な湖沼生態系再生のための新しい湖沼管理評
価軸の開発

高村典子 0508BD966 171

Ⅴ . （20）日本固有ザリガニの保全遺伝学的研究：ミトコン
ドリアＤＮＡ に基づく遺伝的変異の解明と祖先個体群
の特定

西川潮 0405AF520 233

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
―  495  ―



国立環境研究所年報 （平成 17 年度）
生物多様性研究
プロジェクト

Ⅴ . （29）藻類の化学物質吸収能力に関する研究 中嶋信美 0505AE759 239

流域圏環境管理
研究プロジェクト

Ⅲ .1.5 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続
可能な環境管理

村上正吾 0105SP051 27

Ⅳ .5.3（1）流域水環境管理モデルに関する研究 村上正吾 9605AE211 201

Ⅳ .5.3（2）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と
持続可能な環境管理（1） 衛星データを利用したアジア・
太平洋地域の総合的モニタリング

村上正吾 0105AA269 201

Ⅳ .5.3（3）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と
持続可能な環境管理（2） 流域環境管理に関する研究

村上正吾 0105AA270 202

Ⅳ .5.4（1）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と
持続可能な環境管理（3） 東シナ海における長江経由の汚
染・汚濁物質の動態と生態系影響評価

村上正吾 0105AA271 207

Ⅳ .5.4（2）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と
持続可能な環境管理プロジェクト（4）沿岸域環境総合
管理に関する研究

木幡邦男 0105AA272 207

Ⅳ .5.4（4）内湾域における底生生態系による物質循環 木幡邦男 0105AE213 208

Ⅴ . （11）釧路湿原の自然環境修復を目的とした生態系再生
ポテンシャルの推定と最適地抽出

亀山哲 0305CD537 228

PM2.5・DEP研
究プロジェクト

Ⅲ .1.6 大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディーゼル排気粒子
（DEP）等の大気中粒子状物質の動態解明と影響評価

若松伸司 0105SP061 28

Ⅳ .1.1（6）技術革新と需要変化を見据えた交通部門の CO2 削減
中長期戦略に関する研究

森口祐一 0406BA499 43

Ⅳ .3.5（7）粒子状物質の酸化ストレス作用と免疫系に及ぼす影
響

小池英子 0405AE396 147

Ⅳ .3.5（8）ナノ粒子の肺胞壁通過機構の解明と細胞毒性評価法
の開発

古山昭子 0405CD500 148

Ⅳ .5.1（1）PM2.5・DEP 発生源の把握と対策評価に関する研究 小林伸治 0105AA295 182

Ⅳ .5.1（2）PM2.5・DEP の環境動態に関する研究 若松伸司 0105AA296 183

Ⅳ .5.1（3）PM2.5・DEP の測定に関する研究 若松伸司 0105AA297 183

Ⅳ .5.1（4）PM2.5・DEP の疫学・曝露評価に関する研究 新田裕史 0105AA298 183

Ⅳ .5.1（5）PM2.5・DEP の毒性・影響評価に関する研究 小林隆弘 0105AA299 184

Ⅳ .5.1（6）複雑市街地における局所高濃度大気汚染の発生とそ
の予測に関する研究

上原清 0105AE216 184

Ⅳ .5.1（7）大気環境影響評価に関する基礎的研究 若松伸司 0105AE218 184

Ⅳ .5.1（8）西日本地域を中心とした大気汚染の長期的なトレン
ド解析

若松伸司 0105AH300 185

Ⅳ .5.1（9）粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査研
究

小林伸治 0205BY474 185

Ⅳ .5.1（12）自動車排気中ナノ粒子の毒性・影響評価および性
状・環境動態把握に関する研究

小林隆弘 0307AA512 187

Ⅳ .5.1（13）都市大気汚染の年々変動に関する研究 大原利眞 0405AA416 188

Ⅳ .5.1（14）都市大気汚染予報システムの開発 大原利眞 0405AH417 188

Ⅳ .5.1（15）日本における光化学大気汚染の研究 若松伸司 0406AH380 189

Ⅳ .5.1（16）都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解
明研究

若松伸司 0407KB498 189

Ⅳ .5.1（19）微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調査）業務 新田裕史 0505BY511 190

Ⅳ .5.1（20）局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため
の関東地区及び中京地区の同意確保調査

新田裕史 0505BY518 191

Ⅳ .5.1（21）遺伝子ネットワークのリスク評価への適応 豊柴博義 0506AF957 191

Ⅳ .5.1（22）局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため
の曝露量評価モデルの構築に関する調査研究

大原利眞 0506BY541 192

Ⅳ .5.1（23）生活の質（QOL) に影響を及ぼす環境因子に関する
研究

山崎新 0506CD958 192
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Ⅳ .5.1（24）健康関連の生活の質（Health-related Quality of Life）
が環境に配慮した行動様式に及ぼす影響に関わる研究

山崎新 0506KZ959 193

Ⅳ .5.1（25）身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究 小林伸治 0507AG521 193

Ⅳ .5.1（26）花粉飛散動態に関する調査研究 大原利眞 0507BY908 194

Ⅳ .5.2（4）東アジアにおける大気エアロゾルの輸送と酸性雨・
酸性沈着－研究調整

大原利眞 0205CD956 196

Ⅳ .5.2（8）エアロゾルの乾性沈着と大気環境インパクト 大原利眞 0405CD420 197

Ⅳ .5.2（11）アジア域における人間活動による大気環境変動の
将来予測　―将来化学気候図の作成―

大原利眞 0406CD419 198

Ⅳ .5.2（12）東アジアスケール大気汚染の動態解明に関する研
究

大原利眞 0408AE418 199

循環型社会形成推
進・廃棄物研究セ
ンター

Ⅲ .2.1.1 循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基
盤システム整備に関する研究

森口祐一 0105PR011 30

Ⅲ .2.1.2 廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分技術及びシス
テムに関する研究

森口祐一 0105PR012 32

Ⅲ .2.1.3 資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制
御手法の開発に関する研究

森口祐一 0105PR013 33

Ⅲ .2.1.4 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技術シス
テムの開発に関する研究

森口祐一 0105PR014 34

Ⅳ .2.1（1）産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手法に
関する研究

森口祐一 0105AB397 75

Ⅳ .2.1（2）ライフサイクル的視点を考慮した資源循環促進策の
評価に関する研究

森口祐一 0105AB398 76

Ⅳ .2.1（3）循環システムの地域適合性診断手法に関する研究 山田正人 0105AB399 77

Ⅳ .2.1（4）リサイクル製品等の安全性評価及び有効利用法に関
する研究

後藤純雄 0105AB400 78

Ⅳ .2.1（6）耐久財の適正循環・管理に関する研究 森口祐一 0405AE357 79

Ⅳ .2.1（7）環境管理・意思決定プロセスにおける各種環境評価
手法の有効活用に関する研究

田崎智宏 0405AE358 80

Ⅳ .2.1（8）物質フローモデルに基づく持続可能な生産・消費の
達成度評価手法に関する研究

森口祐一 0406BA501 80

Ⅳ .2.1（9）地域資源循環に係る環境会計表の作成とその適用 森口祐一 0406BE817 81

Ⅳ .2.1（11）マテリアルリサイクル製品の資源・環境面から見
た価値の計算手法

藤井実 0505AF790 83

Ⅳ .2.1（12）金属資源ストック・フローモデルの動学化に関す
る基礎的研究

村上進亮 0505AF791 83

Ⅳ .2.1（13）アジア地域における資源循環システムの解析と指
標化

寺園淳 0505BE968 84

Ⅳ .2.2（1）埋立地浸出水の高度処理に関する研究 稲森悠平 9906AE325 86

Ⅳ .2.2（2）循環廃棄過程における環境負荷の低減技術開発に関
する研究

川本克也 0105AB401 86

Ⅳ .2.2（3）最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の確
立に関する研究

井上雄三 0105AB402 87

Ⅳ .2.2（4）最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発と評
価手法の確立に関する研究

井上雄三 0105AB403 88

Ⅳ .2.2（5）有機性廃棄物の資源化技術・システムの開発に関す
る研究

井上雄三 0105AB404 89

Ⅳ .2.2（6）バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発 川本克也 0307BH593 90

Ⅳ .2.2（7）最終処分場における環境汚染修復ポテンシャル評価
のための DNA マイクロアレイ構築

山田正人 0405CD763 91

Ⅳ .2.2（8）埋立層内ガスに着目した海面埋立最終処分場の安定
化メカニズムに関する研究

井上雄三 0405MA394 92
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Ⅳ .2.2（9）アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM 事業に資
する温室効果ガス排出削減量予測および排出削減対策の
評価に関する研究

山田正人 0406BB384 92

Ⅳ .2.2（10）最終処分場の早期跡地利用を考慮した多機能型覆
土の検討

遠藤和人 0406BY756 93

Ⅳ .2.2（11）廃棄物処分場の有害物質の安全・安心保障 井上雄三 0406BY762 93

Ⅳ .2.2（12）埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規
格最終処分システムに関する研究

井上雄三 0407BC381 95

Ⅳ .2.2（13）最終処分場安定化実態把握手法検討調査 山田正人 0505BY929 96

Ⅳ .2.2（14）海面最終処分場の閉鎖・廃止基準に関する調査解
析業務

井上雄三 0505MA928 96

Ⅳ .2.2（15）再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規
格化に基づく安全品質レベルの合理的設定手法に関する
研究

大迫政浩 0507BE509 97

Ⅳ .2.3（1）バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括モニ
タリングに関する研究

井上雄三 0105AB405 98

Ⅳ .2.3（2）有機臭素化合物の発生と制御に関する研究 橋本俊次 0105AB406 99

Ⅳ .2.3（3）循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分析システム
に関する研究

鈴木茂 0105AB407 99

Ⅳ .2.3（4）循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・PCB 等の分解
技術の開発に関する研究

野馬幸生 0105AB408 100

Ⅳ .2.3（5）廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲン
の簡易測定法の開発と毒性評価

山本貴士 0105AE243 100

Ⅳ .2.3（6）資源循環・廃棄物処理過程における金属類の排出係
数と化学形態に関する研究

貴田晶子 0305AE487 101

Ⅳ .2.3（7）資源循環・廃棄物処理過程における PCN の挙動お
よび分析法の開発に関する研究

野馬幸生 0305AE544 101

Ⅳ .2.3（8）廃棄物焼却残渣中の有害金属と腐植物質の相互作用
に関する研究

大迫政浩 0305AE547 102

Ⅳ .2.3（9）残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモン撹乱活性を検
出する新規なバイオアッセイの開発に関する研究

滝上英孝 0305AE549 102

Ⅳ .2.3（10）残留性化学物質の物質循環モデルの構築とリサイ
クル・廃棄物政策評価への応用

平井康宏 0305BE595 103

Ⅳ .2.3（11）臭素化ダイオキシン等削減対策調査 滝上英孝 0305BY594 103

Ⅳ .2.3（12）不法投棄・不適正処理の効果的監視及び発生防止
対策に関する研究

大迫政浩 0405AE388 104

Ⅳ .2.3（13）再生建材の循環利用過程における長期的な環境影
響評価のための促進試験系の開発及び標準化に関する研
究

貴田晶子 0406BC339 105

Ⅳ .2.3（14）循環資源・廃棄物中の有機臭素化合物およびその
代謝物管理のためのバイオアッセイ／モニタリング手法
の開発

滝上英孝 0406BE493 105

Ⅳ .2.3（15）ハウスダスト中の既知 / 未知ダイオキシン様活性物
質の同定検索

鈴木剛 0505AF939 106

Ⅳ .2.3（16）アスベスト廃棄物の無害化条件に係る緊急研究 野馬幸生 0505BE954 106

Ⅳ .2.3（17）埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法
の確立

山田正人 0507AE781 107

Ⅳ .2.3（18）循環廃棄過程を含めた水銀の排出インベントリー
と排出削減に関する研究

貴田晶子 0507BE955 108

Ⅳ .2.4（1）水質改善効果の評価手法に関する研究 稲森悠平 9906AE323 108

Ⅳ .2.4（2）生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚泥
処理に関する研究

稲森悠平 9906AE324 109

Ⅳ .2.4（3）窒素・リン除去・回収型技術システムの開発に関す
る研究

稲森悠平 0105AB409 109
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Ⅳ .2.4（4）浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発に関
する研究

稲森悠平 0105AB410 110

Ⅳ .2.4（5）開発途上国の国情に適した省エネ・省コスト・省維
持管理浄化システムの開発に関する研究

稲森悠平 0105AB411 111

Ⅳ .2.4（6）バイオ・エコと物理化学処理の組合せを含めた技術
による環境改善システムの開発に関する研究

稲森悠平 0105AB412 112

Ⅳ .2.4（8）中国湖沼をモデルとしたバイオ・エコシステム導入
アオコ発生防止効果の調査研究

稲森悠平 0305CD329 113

Ⅳ .2.4（10）生活由来排水のリン除去・回収技術を導入した高
度合併処理浄化槽の開発・評価

蛯江美孝 0505AI533 114

Ⅳ .2.4（11）温室効果ガス発生抑制と N・P 除去機能強化を両立
する適正人工湿地システムの開発

桂萍 0505KB936 115

Ⅳ .2.4（12）生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解
析を導入した微生物ループの解明

蛯江美孝 0507CD531 115

Ⅳ .3.3（12）ナノ・マイクロ LC/MS による環境・廃棄物試料の
グリーンケミストリ分析技術の開発

鈴木茂 0507CD473 136

Ⅴ . （22）生物処理システム中の腐生食物網における捕食微
小動物類の機能解析

板山朋聡 0405CD760 235

Ⅴ . （27）環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析
技術の開発

板山朋聡 0408BY387 237

化学物質環境リス
ク研究センター

Ⅲ .2.2 化学物質環境リスクに関する研究　ー　効率的な化学物
質環境リスク管理のための高精度リスク評価手法等の開
発に関する研究

白石寛明 0105PR021 36

Ⅳ .3.1（1）内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法と環境動態
に関する開発

白石寛明 0105AA165 117

Ⅳ .3.4（2）化学物質のハザードアセスメントのための生態影響
試験法の検討

菅谷芳雄 0205AE509 137

Ⅳ .3.4（3）化学物質リスク評価における定量的構造活性相関に
関する研究　－　反復投与毒性試験を指標にした３次元
構造活性相関モデルに関する研究

青木康展 0305DA510 138

Ⅳ .3.4（5）数理モデルと生物試験を併用したダイオキシンの人
健康リスク評価

丸山若重 0406CD496 139

Ⅳ .3.4（6）有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系 青木康展 0408AE397 140

Ⅳ .3.4（7）数理モデルを用いた大気汚染物質の健康リスク評価
手法の開発

丸山若重 0505AF783 140

Ⅳ .3.4（10）生物微弱発光計測技術を応用した藻類に対する化
学物質生態リスク評価手法の開発

菅谷芳雄 0506BD800 141

Ⅳ .3.5（4）低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程に
及ぼす影響に関する研究

青木康展 0206CA364 145

Ⅳ .3.5（10）宇宙放射線被曝がゼブラフィッシュ体内の突然変
異発生に及ぼす影響

青木康展 0406KZ511 149

Ⅳ .4.1（19）空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生
態系管理に関する研究

立田晴記 0407BD480 165

Ⅳ .4.1（20）種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科昆虫の進化経
路の探索

立田晴記 0407CD481 165

Ⅴ . （33）透明メダカにおける化学物質感受性のヒメダカお
よび野生メダカとの比較研究

柏田祥策 0505AF823 240

環境研究基盤技術
ラボラトリー

Ⅳ .3.3（2）藍藻が生産する新規生理活性物質に関する研究 佐野友春 0105AE252 131

Ⅳ .3.4（13）培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞
保存バンク

桑名貴 0510AD944 143

Ⅳ .4.1（9）発生工学を用いた生殖幹細胞の実験研究 桑名貴 0305AE578 158

Ⅳ .4.1（10）鳥類における生物遺伝資源の長期保存に関する研究 川嶋貴治 0305AE587 158

Ⅳ .4.1（26）鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 桑名貴 0507AG942 168
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環境研究基盤技術
ラボラトリー

Ⅳ .4.1（28）鳥類細胞保存のアジア国際ネットワーク構築 桑名貴 0507CE943 169

Ⅳ .4.1（34）タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび
雌雄判別

桑名貴 0510BY947 173

Ⅳ .4.2（4）植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究 戸部和夫 0406AE375 175

Ⅳ .4.2（5）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能に
関する研究

戸部和夫 0406AE376 175

Ⅳ .5.2（2）中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送機構と
環境負荷に関する研究

西川雅高 0105BA331 194

Ⅳ .5.5（1）地下水汚染における科学的自然減衰 (MNA) に関す
る研究

西川雅高 0305BC332 212

Ⅴ . （6）モニタリング手法の精査と測定技術の開発に関する
研究

西川雅高 0205AE333 226

Ⅴ . （13）有害物質除去用ナノ構造認識膜の開発 佐野友春 0307BY577 230

Ⅴ . （31）鳥類生殖巣キメラの成立には何個のドナー細胞が
必要か？

川嶋貴治 0505AF795 239

Ⅵ . （4）絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセル
に関する研究

桑名貴 0288BY599 252

Ⅵ . （6）生物多様性情報共有と利用に関する研究 志村純子 0505ZZ965 253

地球環境研究セン
ター

Ⅳ .1.1（9）建築物における空調･照明等自動コントロールシス
テムに関する技術開発

藤沼康実 0406BH478 45

Ⅳ .1.1（11）陸域・海洋による二酸化炭素吸収の長期トレンド
検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関する観測
研究

向井人史 0408BB368 47

Ⅳ .1.1（12）環境低負荷型オフィスビルにおける地球・地域環
境負荷低減効果の検証

一ノ瀬俊明 0505AE827 47

Ⅳ .1.1（13）氷晶非球形散乱を考慮した CO2 気柱量推定アルゴ
リズムの高精度化

吉田幸生 0506AF523 48

Ⅳ .1.1（15）西太平洋の海洋大気間 CO2・酸素収支観測 向井人史 0507CC919 49

Ⅳ .1.1（16）海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 0509CC331 49

Ⅳ .1.1（17）陸域生態系炭素収支総合データベースシステムの
構築と運用に係わる技術的検討

藤沼康実 0607BA962 50

Ⅳ .1.2（23）上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の
変動要因の解明と気候への影響評価

江口菜穂 0507CD554 62

Ⅳ .1.3（4）温室効果ガスインベントリの作成、解析及び地球温
暖化対策への利用に関する研究

中根英昭 0305BY590 67

Ⅳ .5.1（10）山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関す
る研究

一ノ瀬俊明 0305CD554 186

Ⅳ .5.1（11）建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱環
境解析とアジアの巨大都市への適用

一ノ瀬俊明 0306CD553 186

Ⅳ .5.3（10）都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元によ
る暑熱現象改善効果の実証

一ノ瀬俊明 0507CD824 205

Ⅳ .5.3（11）都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 0510KZ503 206

Ⅳ .7.1（1）地球環境モニタリング 藤沼康実 9205AC264 216

Ⅳ .7.1（2）気候変動と自然環境との相互作用に関する研究 向井人史 0105AE155 217

Ⅳ .7.1（4）次世代アジアフラックスへの先導 藤沼康実 0608CB961 218

Ⅳ .7.2（6）衛星によるスペクトルデータを利用した天然ガスパ
イプラインからのメタン漏洩量導出アルゴリズムの開発

井上元 0508BH855 221

Ⅴ . （38）ラジオゾンデ・ゴム気球搭載用の湿度計を用いた
上部対流圏の水蒸気観測

江口菜穂 0506AF522 243

Ⅴ . （40）高分解能スペクトルと偏光特性を利用した大気気
体遠隔測定手法の開発

青木忠生 0506CD504 244

Ⅵ . （5）地球環境モニタリングおよび地球環境研究支援に係
わるデータベース・データ提供システムに関する基礎的
研究

勝本正之 0307AC523 253
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